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Ⅰ．総   説 
 
１．概  要 
 任 務： 

 独立行政法人産業技術総合研究所（この後は全て産総研とする。）は、通商産業省工業技術院に属する試験研究機関

15所及び計量教習所を統合して発足した。 
 
 産総研の任務は、多岐にわたる分野の研究者集団の融合と創造性の発揮による研究活動を通じた新たな技術シーズ

の創出、機動性・開放性を駆使した産学官ポテンシャルの結集による産業技術力の向上や新規産業の創出への取組み

であり、さらには、地質の調査や計量標準の普及・供給に代表される国家的視点に立った信頼性と継続性の要求され

る業務の遂行を通じた産業社会にとっての知的基盤等の充実への貢献である。そしてこれらを通じた我が国経済の発

展、国民生活の向上に寄与していくことが期待されている。 
 かかる観点を踏まえ、産総研は、産業技術に係るニーズとシーズを踏まえつつ、将来の産業技術の要となる共通基

盤的技術課題を抽出し、競争的資金の導入割合の増加等の体制の強化を図り、創造性の高い研究の推進及びこれら研

究成果の普及に努めるとともに、地質の調査、計量標準の普及・供給等産業社会の知的な基盤の構築に関する業務を

着実に遂行する。さらには、自らの有するポテンシャルを結集した産業技術情報の収集、分析等を通じて産業技術政

策の策定に貢献することも併せて行うこととしている。 

  

 そのため、統合のメリットを最大限に活用した業務運営効率の高い研究組織、制度を確立したところであり、他省

庁研究機関、大学、民間企業等、様々な外部ポテンシャルとの連携・協力を強化し、研究推進の効率化を図るととも

に、積極的に外部機関等における研究開発の発展に貢献することとしている。 
 また、地域における産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献するため、地域の産業界、大学、地方公共団体等と

連携を図りつつ、研究活動の地域展開を図る。 

  

 なお、研究課題の適切な選択および重点化を行うために、科学技術基本計画（閣議決定、2001年3月）、総合科学技

術会議（2001年1月発足）等に沿った重点研究課題を選び出し、研究資源の集中投資により研究開発を効果的に進める

など、戦略的に企画している。また、研究課題の評価を定期的に行い、外部ニーズ等の的確な反映により研究展開の

柔軟性を保つことに留意している。 
 さらに、ミッション遂行に最適な研究体制の構築のために、研究組織については定期的に評価を行い、その結果に

基づき、必要に応じて再編・改廃などの措置を講じ、機動的、柔軟かつ効果的な組織形態を維持することとしている。 

 そのため、社会的要請や科学技術の進展の把握に努め、常に研究所としての位置づけを確認しつつ、様々な観点か

ら自ら行う研究の方向性、それまでに得られた研究成果等を評価し、その結果を研究資源配分に反映させる等、研究

組織間の競争的環境を整備し、研究開発業務の向上に努める。併せて業務効率化の観点から、研究関連部門等の業務

内容の妥当性を点検し無駄のない業務運営を行うこととする。 

 

 組 織： 

 産総研は、理事長の下に、研究実施部門（研究ユニット）と研究関連・管理部門が配置された、フラットな組織構

造を有する。研究ユニットとしては、時限的・集中的に重要テーマに取り組む「研究センター」（23）、中長期戦略に

基づき継続的テーマに取り組む「研究部門」（22）、研究センター化を目指し分野融合性の高いテーマ等に機動的・時

限的に取り組む「研究ラボ」（7）、大規模な産業・研究集積を活用しつつ分野融合的な新しい研究展開を図る実験的な

組織である「研究系」（2）がある。また、研究関連部門として、「企画本部」、「評価部」、「環境安全管理部」、「技術情

報部門」、「産学官連携部門」、「成果普及部門」、「国際部門」が、管理部門として「業務推進部門」、「能力開発部門」、

「財務会計部門」、「研究環境整備部門」がある。他に、世界屈指の先端的情報資源を有し実証的研究開発を行うと同

時に産業技術総合研究所全体の情報基盤の高度化に資する「先端情報計算センター」、特許庁指定の寄託機関でありブ

ダペスト条約に基づく国際寄託機関である「特許生物寄託センター」がある（組織図参照）。 

 平成14年3月31日現在、役員14名、職員3,191名（研究職員2,455名、行政職員736名）である。 
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 沿 革： 

 平成13年1月6日 中央省庁再編に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組した。これにより、工業技術院本院

各部課は、本省内部部局に整備統合され、傘下の15研究所と本院の一部が「産業技術総合研究所」に改組され、経済

産業省の施設等機関となった。 

 

 平成13年4月1日 独立行政法人化に伴い、旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、「独立行政法人 産業技

術総合研究所」が発足した。同時に、内部組織を大幅に見直し、旧研究所の枠を外して、分野を同じくする研究組織

を統合・分割して、54の研究ユニットに再編すると同時に、各研究所に分かれていた研究支援部門を統合して業務の

効率化を図った。  

 
 
 産業技術総合研究所の業務の根拠法： 
 

① 独立行政法人通則法 （平成11年7月16日法律第103号） 

② 独立行政法人産業技術総合研究所法 （平成11年12月22日法律第203号） 

③ 独立行政法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務及び会計に関する省令 
 （平成13年3月29日経済産業省令第108号） 

 
 主務大臣： 
  経済産業大臣 
 
 主管課： 
  経済産業省産業技術環境局技術振興課 
 
  産業技術総合研究所の事業所の所在地（平成14年3月31日現在）： 
 

① 東京本部 〒100-8921 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1 

② 北海道センター 〒062-8517 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

③ 東北センター 〒983-8551 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

④ つくばセンター 〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1（代表） 

⑤ 臨海副都心センター 〒135-0064 東京都江東区青海2-41-6 

⑥ 中部センター 〒463-8560 愛知県名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

⑦ 関西センター 〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

⑧ 中国センター 〒737-0197 広島県呉市広末広2-2-2 

⑨ 四国センター 〒761-0395 香川県高松市林町2217-14 

⑩ 九州センター 〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 
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２．動  向 
産総研の分野別年間研究動向の要約 

ライフサイエンス分野 

 ライフサイエンス分野の研究は、超高齢化社会における生活の質（QOL）の向上、また循環型社会実現のための産業を

育成するために必要不可欠なものであり、新科学技術基本計画（H13-17）の重点4分野の一つに位置づけられている。本

分野の第一期中間目標は「高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実現」とし、バイオテクノロジー分野及び

医工学・福祉分野において先端的研究、科学基盤的研究を推進している。 

 この分野は、旧工業技術院生命工学工業技術研究所、産業技術融合領域研究所、大阪工業技術研究所、北海道工業技

術研究所、電子技術総合研究所、機械技術研究所から新たに組織された5つの研究センター、4つの研究部門、1つの研究

系、1つの研究ラボで、研究開発を行っている。 

 代表的な研究例としては、遺伝子領域予測システムの開発・応用研究等（生命情報科学研究センター）、生体高分子構

造情報利用技術開発等（生物情報解析研究センター）、ヒト培養骨芽細胞の移植を目的とした培養システムの研究等（テ

ィッシュエンジニアリング研究センター）、セルレギュレーションの研究等（ジーンディスカバリー研究センター）、

ストレス応答機構を解明する研究等（ヒューマンストレスシグナル研究センター）、生物遺伝子資源の探索・機能解析・

大量発現技術の開発等（生物遺伝子資源研究部門）、糖鎖遺伝子の網羅的クローニングと機能利用の研究等（分子細胞工

学研究部門）、低侵襲治療支援技術の開発等（人間福祉医工学研究部門）、脳機能解析等（脳神経情報研究部門）、神経回

路再接続に関する研究等（人間系特別研究体）、生体計測利用基盤技術の開発等（ライフエレクトロニクス研究ラボ）を

挙げることができる。 

 また、関連研究ユニット長と研究コーディネータで分野の連絡会を組織して、「バイオセイフティ」及び「ナノバイオ」

をテーマに選び、内外動向、産総研のポテンシャルを明らかにした上で研究課題と体制を検討した。さらに、今後の重

点課題として、ナノバイオ、加齢工学、糖鎖工学、バイオインフォマティクス、再生医工学、微生物モニタリング等を

設定している。 
 

情報通信分野 

 情報通信分野においては、生活の中に高性能化した情報通信ネットワークが深く浸透し、地球的な規模で、時間や場

所の制約を受けずに、必要とする情報・知識を誰もが自在に創造、流通、共有できる社会（生活浸透型ネットワーク社

会）の実現を目指している。重点研究課題として、生活者を支援するインターフェース技術、安全・安心で信頼性の高

いソフトウェア技術、高度コンピューティング技術、次世代の高集積デバイス技術、利便性の高い携帯機器用のデバイ

ス技術等の研究開発を行い、さらに脳科学等、工学応用を目指した基礎的な研究にも取り組んでいる。 

 当分野は、融合領域も含めると、6つの研究センター、6つの研究部門、3つの研究ラボを収めている。これらの研究ユ

ニットは次の旧工業技術院研究所から新たに組織された。 

 電子技術総合研究所の情報系研究部（情報科学部、情報アーキテクチャ部、知能情報部、知能システム部）、同デバイ

ス系研究部（電子基礎部、材料科学部、電子デバイス部、光技術部、量子放射部）、同バイオ系研究部（超分子部、大阪

ライフエレクトロニクス研究センター)、産業技術融合領域研究所の次世代光基盤研究グループ、アトムテクノロジーグ

ループ、機械技術研究所の物理情報部、ロボット工学部、生命工学工業技術研究所の分子生物部、生体情報部、生体分

子工学部、人間情報部、人間環境システム部、物質工学工業技術研究所の基礎部、高分子物理部、高分子化学部、大阪

工業技術研究所の光機能材料部、材料物理部、エネルギー・環境材料部等。 
 また、外部から研究者を招聘し、次世代半導体研究センター等の研究ユニットも設立され、集中的に研究開発が行わ

れている。さらに、2002年1月には、ネットワークコンピューティングの研究開発推進のために新たにグリッド研究セン

ターが設立されている。 
 平成13年度は、次世代半導体研究センターにおける、ひずみ素子 Si 素子技術、遺伝的アルゴリズムによるシステムア

ーキテクチャ、エレクトロニクス研究部門における、駆動表示一体型デバイス、直流電圧標準用超伝導デバイス技術、

光技術研究部門における、有機トランジスタ、ガンマ線 CT 技術、次世代光工学研究ラボのスーパーレンズについて成

果をあげ、電子デバイス技術の新しい展開が図られた。ソフトウェア技術については、情報処理研究部門において、ネ

ットワークコンピューティング技術、組み込み用 Linux、サイバーアシスト研究センターのインテリジェントコンテン

ツ等、基盤ソフトウェアについて成果をあげている。また、知能システム部門における、高性能3次元視覚システム、遠

隔作業の可能な人間型ロボット、デジタルヒューマンラボの日常動作モニタリングについて成果をあげ、次世代の知能

情報技術の可能性を広げた。さらに、脳神経情報部門の脳型の顔画像認識方法、ライフエレクトロニクス研究ラボの骨

導超音波補聴器について成果をあげ、生体機能の解明とその工学応用の同時並行研究の有効性を示した。 
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環境・エネルギー分野 

 環境・エネルギー分野においては、地球温暖化問題や資源循環・廃棄物問題などが地域環境レベル、地球環境レベル

で相互に関連しながら大きな課題となっている。産総研では環境・エネルギー分野を重点分野と位置づけ、産総研中期

目標を踏まえつつ「持続・共生が可能な循環型社会の構築」を分野共通の社会的目標と定め、安心・安全な環境の確保、

資源の循環型システム構築、環境と調和した新しいエネルギー需給構造の創造を目指して、総合的・俯瞰的に捉えた研

究活動を行っている。また、他分野との融合、産学官連携活動を推進し、多面的な課題解決のアプローチと実用化を目

指している。 
 環境・エネルギー分野は、旧工業技術院電子技術総合研究所、資源環境技術総合研究所、物質工学工業技術研究所、

機械技術研究所（以上在つくば研究所）、大阪工業技術研究所、東北工業技術研究所、北海道工業技術研究所（以上地域

研究所）から新たに組織された、6研究センター（化学物質リスク管理研究センター、フッ素系等温暖化物質対策テクノ

ロジー研究センター、ライフサイクルアセスメント研究センター、パワーエレクトロニクス研究センター、光反応制御

研究センター、超臨界流体研究センター）、4研究部門（エネルギー利用研究部門、電力エネルギー研究部門、環境管理

研究部門、環境調和技術研究部門）、1研究系（生活環境系特別研究体）、2研究ラボ（グリーンプロセス研究ラボ、薄膜

シリコン系太陽電池研究開発ラボ）を中心に研究開発を行っている。 

 具体的な重要技術課題として、化学物質安全管理技術（化学物質の暴露評価手法の開発、リスク管理のための総合解

析手法の開発等）、地域環境対策技術（土壌汚染対策技術等）、資源循環・廃棄物対策技術、低環境負荷型化学プロセス

技術、オゾン層破壊・地球温暖化対策技術（温暖化影響評価、フッ素化合物等の温暖化物質低減等）、再生可能エネルギ

ーの導入促進（太陽エネルギー、水素エネルギー等）、エネルギーシステムの高効率化・分散化（燃料電池、電力貯蔵、

超低損失電力素子等）、エネルギー源のクリーン化・多様化（石炭高度利用、スーパークリーン燃料、メタンハイドレー

ト等）、環境・エネルギーシステムの社会的・経済的評価・分析（エネルギーシステム分析、LCA 等）が挙げられる。 
 

ナノテクノロジー・材料・製造分野 

 人類の夢の技術の一つは、原子・分子を思うがままに配列・組織化し、原子・分子レベルで機能を発揮するシステム

を作りあげることである。このボトムアップ型の技術がナノテクノロジーであるが、従来のトップダウン型のデバイス

微細加工技術の限界が見えてきたこと等から、次の時代を征するための技術革新を目指して各国の技術開発競争が始ま

っている。一方、この技術は人類的な課題である持続可能社会を構築していくために不可欠な、微細であるが故の究極

的な省資源、省エネルギー性機能システムを生み出す可能性を持つことから、幅広い研究者の熱い取り組みがなされて

いるところである。 

 産総研では、ナノテクノロジー・材料分野に15の研究ユニットを配置し、ナノバイオテクノロジー、ナノデバイス、

ナノ材料など、各分野の研究開発の推進の基盤となる分野横断的なナノテクノロジー技術、及び他分野にまたがる共通

基盤技術である計算科学、計測分析技術について先導的、先進的に研究開発を進めると共に、日本経済の持続的成長を

維持するための市場創出につながる革新技術の確立を目的として、ナノ物質・材料技術、機能共生材料技術、特異反応

場利用プロセス技術、高信頼性材料システム技術、及びこれらに共通な技術課題について重点的に取り組んでいる。 
 一方、製造技術は、21世紀においても日本経済の生命線であり、その国際的競争力の維持・強化が不可欠である。産

総研では、①ものづくり支援技術、②マイクロ・ナノ加工組み立て製造技術、③環境負荷低減生産技術、④信頼性工学

技術（安全対応技術）の4つの技術分野に重点的に取り組んでいる。 

 具体的には、ナノ材料ナノテクノロジープログラムにおける精密高分子技術、ナノガラス技術、ナノメタル技術、ナ

ノコーティング技術等のプロジェクトに参画すると共に、ナノカーボン技術、ナノレベル電子セラミックス材料低温形

成・集積化技術プロジェクト等の立ち上げ準備を行った。また、革新的部材産業創出プログラムにおける高機能高精度

省エネ加工型金属材料（金属ガラス）形成加工技術プロジェクトの立ち上げ準備も行った。さらに、今後の重点領域と

してメンブレン化学研究ラボ、マイクロ空間化学研究ラボを生み出し、研究の強化を行う取り組みを行った。 

 以上の他、ナノテクノロジー・材料・製造分野は、情報、エネルギー、バイオテクノロジー、環境分野とも深く関係

し、これらの分野と連携融合し研究開発を行うことを目標にしており、他分野に新材料を提供し技術革新を図ると共に、

ナノテクノロジーという原子・分子レベルの超微細総合技術をも提供し根底からの技術革新を図り、この上に立つあら

ゆる産業の競争力強化に貢献すると同時に、持続可能社会の構築という人類的課題に貢献しようとしている。 

 

社会基盤（地質）・海洋分野 

 エネルギー・資源の大半を海外に依存し、複雑かつ脆弱な地質から構成され、海に囲まれた我が国においては、国土

保全、社会の持続的発展を維持していく上で、地質・海洋分野の調査研究は必要不可欠であり、かつ国内では産総研が

優位性を持って主体的に取り組むことができる研究分野である。とりわけ旧工業技術院地質調査所の120年の調査研究実
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績を継承した地質調査総合センター(注)（Geological Survey of Japan、GSJ と略称）は、我が国における地質分野の中

核的調査研究機関としての役割を果たすとともに、世界130か国以上にある地質調査関連機関に対する我が国を代表する

責務を負っている。地質分野では、GSJ の枠を越えて、旧資源環境技術総合研究所の地殻・安全工学部門が加わり、工

学的観点からの研究を担っている。一方、海洋分野では、GSJ の一翼を担う旧地質調査所海洋地質部門に、GSJ 枠外の旧

四国及び中国工業技術研究所の海洋資源・環境部門が合流し、幅広い海洋資源・環境研究を遂行している。 

 地質・海洋分野は、総合科学技術会議の重点分野として社会基盤の一部及びフロンティア分野を主体とし、エネルギ

ー、環境分野にまたがる幅広い領域をカバーしている。また経済産業省の所掌からは、地質情報は国土及び排他的経済

水域を管理する基本データとして、国が整備すべき知的基盤の重点分野に取り上げられ、さらに産総研ミッションでは、

国自らが高い技術的裏付けをもって一元的・一体的に進めるべき科学基盤研究、及び行政ニーズに対応して実施すべき

長期的政策推進のための研究に分類できる。 

 具体的な研究内容としては、下記の課題に基づく研究が推進されている。 

(1) 知的基盤整備の主要課題である地質図幅等の地球科学図類の作成 

(2) エネルギー・資源の安定供給、高レベル放射性廃棄物地層処分、地圏環境等の政策的ニーズ、地震・火山災害等

の社会的要請に基づく調査研究 

(3) 海洋資源の調査・探索と利活用のためのフロンティア技術開発、沿岸環境保全と修復技術開発、炭素循環等地球

規模環境問題への貢献研究 

 地質・海洋分野にはこれらの研究ユニットの研究を支援する組織として、成果普及部門地質調査情報部、同地質標本

館、国際部門国際地質協力室があり、成果普及・情報発信、国際協力等の業務を担当して、地球科学図類の刊行・販売、

研究成果の一般向け展示・普及、国際集会の開催協力等を行い、研究のより一層の発展を図っている。 

 

 社会基盤（計測）分野 

 計量標準を国際的に統一し、国ごとの計量標準の違いによる自由貿易の障害を取り除こうという動きが、経済のグロ

ーバル化に伴い活発になっている。このような動きに合わせて、メートル条約下の国際的な合意として、国家計量標準

に関する相互承認協定（グローバル MRA）が1999年に締結された。これは、複数の量の国家計量標準をお互いに国際比

較し、それらの結果が誤差の範囲内で一致すれば、国家計量標準はお互いに同等であると認め合うものである。また、

さらに進んで、それぞれの国家計量標準機関が発行する校正証明書を相互に承認し合うことも行われつつある。 

 このような動きに呼応し、日本の国家計量標準機関である産総研は以下の使命を有している。7つの基本的な国家計量

標準及びこれらの標準から組み立てられた標準を整備し、国内に供給すること、新しい計測技術の開発・供給に取り組

むこと、及び分析機器の校正や分析精度管理を行うための標準物質の開発と供給を実施することである。この他、医療・

バイオ分野の計測に関する国際的な動きにも注意を払っている。 

 これらの使命の実現に向けて、産総研では計測標準研究部門、成果普及部門計量標準管理部、国際部門国第標準協力

室及び計量研修センターの4部署が力を合わせている。4部署を合わせたものを計量標準総合センター National 

Metrology Institute of Japan、略称 NMIJ と称する。 

 平成13年度には、NMIJ は以下の研究・業務を実施した。まず、物理標準、電気標準及び標準物質の国家計量標準の開

発・維持・供給である。また、これらの国家標準の国際比較を行った。これは、計測標準の国際的な同等性を確保し、

国際通商に寄与すると同時に、環境問題の解決や臨床分析や食品分析等の精密測定を行い、国民の安全・健康の確保を

図るためである。 

 次に、国家計量標準の精度向上や科学の発展のため、次世代の国家計量標準の開発及び共通基盤的な先端技術の開発

を行った。先端技術分野等で用いられる微細なレベルでの精密・精確な測定を通して、先端産業の育成や科学技術・標

準の発展に寄与するためである。 

 さらに、メートル条約と国際法定計量条約における職務を果たすと同時に、我が国やアジア各国の計量技術者に対し

教習の機会を提供した。これらは、国家計量標準制度の充実と人材育成を支援するためである。 

 
 
 
 
(注)深部地質環境研究センター、活断層研究センター、地球科学情報研究部門、地圏資源環境研究部門、海洋資源環境研

究部門、成果普及部門地質調査情報部、成果普及部門地質標本館、国際部門国際地質協力室、北海道地質調査連携研究

体、関西地質調査連携研究体、研究コーディネータの総称 
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３．幹部名簿 
役   職 氏 名 任 期 就任年月日 

理事長 吉川 弘之 ２年 平成13年4月1日 

副理事長・つくばセンター所長 平石 次郎 ２年 平成13年4月1日 

理事 今井 秀孝 ２年 平成13年4月1日 

理事 大箸 信一 ２年 平成13年4月1日 

理事・企画本部長 中島 一郎 ２年 平成13年4月1日 

理事 田中 一宜 ２年 平成13年4月1日 

理事 丹羽 吉夫 ２年 平成13年4月1日 

理事（非常勤） 池上 徹彦 ２年 平成13年4月1日 

理事・臨海副都心センター所長 曽我 直弘 ２年 平成13年4月1日 

理事 鹿島幾三郎 ２年 平成13年4月1日 

理事・中部センター所長 榎本 祐嗣 ２年 平成13年4月1日 

理事・関西センター所長 諏訪  基 ２年 平成13年4月1日 

監事 與田 正尚 ２年 平成13年4月1日 

監事（非常勤） 小野田 武 ２年 平成13年4月1日 
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４．組織図 

●研究ユニットの特徴

・研究センター　　　重要課題解決に向けた短期集中的研究展開（最長７年）

　　　　　　　　　　研究資源（予算、人、スペース）の優先投入
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独立行政法人産業技術総合研究所の組織図（平成14年3月31日現在） 

地質標本館 

軽量研究センター 

監査室 
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５．組織編成 

年月日 組織規程 組織規則 組織細則 

平成13年 7月10日 理事長直轄部門に「業務

推進本部」を設置。 

業務推進本部設置に伴う規則改

正。 

業務推進本部設置に伴う細則改

正。 

平成13年 8月 1日   つくば産学官連携センターに「メ

ゾテクノロジー連携研究体」を設

置。 

平成13年10月 1日 特別な職として「研究コ

ーディネータ」を設置。

（研究所の業務のうち特

定の研究分野に関する特

定の業務の調整） 

研究コーディネータに伴う組織

規則の改正と、企画本部に「材

料戦略室」を設置。 

左記に伴い組織細則の条項を改

正。 

平成13年11月15日  産学官連携部門に「ベンチャー

支援室」を設置。 

左記に伴う改正と、中部センター

の「平手サイト」を削除。（中部

センター移転日） 

平成14年 1月 1日   ヒューマンストレスシグナル研

究センターに「石坂・淀井研究室」

を設置。 

「グリッド研究センター」を設

置。（基礎ソフトチーム、科学技

術応用チーム、クラスタ技術チー

ム及びセキュアプログラミング

チーム） 

平成14年 1月11日  企画本部に「特別事業推進室」

を設置。 

連携研究体の設置を研究ユニッ

トにも設置できるように改正。 

平成14年 3月 1日  企画本部に「情報公開準備室」

を設置。 

 

平成14年 3月15日   連携研究体に「連携融合研究体」

を設置。 

 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．業   務 
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Ⅱ．業   務 
 
１．研  究 
 産業技術総合研究所は、産業界、学界等との役割分担を図りつつ、【鉱工業の科学技術】、【地質の調査】、【計量の標

準】という各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、新産業の創出及び知的基盤の構築に貢献し、我が国経済

の発展、国民生活の向上に寄与する。そのため、各分野における社会的政策的要請等に機動的に対応するために、最

新の技術開発動向の把握に努め、重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、発信を行うとともに、研究体制

の構築等の必要な措置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献する。 
 また、外部意見を取り入れた研究ユニットの評価と運営、競争的研究環境の醸成、優れた業績をあげた個人につい

ての積極的な評価などにより、研究活動の質的向上を担保する。 
 さらに、研究活動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等において、大きな波及効果を及ぼすことを目的と

して、特許、論文発表を始めとし、研究所の特徴を最大限に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信する。同

時に、産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、産学官の研究資源を最大限に活用できる体制の下での研究活

動の展開へ貢献するものとする。 
 
独立行政法人産業技術総合研究所法において産総研のミッションとして掲げられた研究目標は以下の通りである。 
１．鉱工業の科学技術 
 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等に基

づき重点化することとし、学界活動を先導して科学技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・実施に貢

献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、また、科学技

術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔軟に見直すよう努

めるものとする。併せて、新たな産業技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目指し、経済産業省、総

合科学技術会議等における産業技術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 
２．地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 
 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く人類の持続的発展に貢献するため、我が国の技術開発及び科

学研究に関する基本的な計画の要請に沿って、国土の利用や資源開発・環境保全に必要不可欠な地質の調査及びこれ

らに共通的な技術課題について重点的に取り組むものとする。 
３．計量の標準（知的な基盤の整備への対応） 
 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保するため、各種の試験、検査、分析結果の国際同等性を証明する

技術的根拠や技術開発・産業化の基盤である計量の標準を整備するとともに、計量法施行業務の適確な実施を確保す

るものとする。 
 
 これらの目的を達成するため、独立行政法人化と同時に、従来の研究所の枠を越えた形での再編成を行い、理事長に

直結した形で研究組織を配した。これは、多重構造を排し、研究組織（研究ユニット）長への権限委譲を行うことによ

り意思決定の迅速化を図り、権限と責任を明確にした組織運営を行うためである。具体的には、研究ユニット内での予

算配分、人事、ポスドク採用、対外関係（発表、共同研究）についての権限を研究ユニット長に委譲し、研究ユニット

長による迅速な意志決定を可能とした。 
 また、研究組織（研究ユニット）には、一定の広がりを持った研究分野の継続的な課題について研究を進める個別の

研究組織（研究部門・研究系）、特に重点的、時限的な研究を実施する個別の研究組織（研究センター）、機動的、融合

的な課題を研究する個別の研究組織（研究ラボ）などの適切なユニットを配置している。個々の研究ユニットについて

は、永続的なものと位置付けず、研究組織の性格の違いを勘案した上で定期的に評価を行い、必要に応じて、再編・改

廃等の措置を講ずる。 
 産総研設立時に22研究部門、23研究センター、7研究ラボなどを設置した。これらの研究ユニット間の連携を図り、効

率的かつ機動的な研究を実施している。 
 産業ニーズを踏まえ機動的な研究を展開するために高速ネットワーク時代に即したグリッド技術へのニーズに対応す

るための研究センター（14年1月）を発足させるともに2研究センター、4研究ラボの新設を決定した。また、1研究ラボ

（グリーンプロセス研究ラボ）を廃止（3月31日）した。 
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＜凡 例＞ 
 

研究ユニット名（English Name） 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
研究ユニット長：○○ ○○             存続期間：発足日～終了日 

副研究部門長：○○ ○○、○○ ○○ 

総括研究員：○○ ○○、○○ ○○、○○ ○○  他研究ユニット直属研究員数 名 

所在地：つくば中央第×、△△センター（主な所在地） 

人 員：実効研究員数（研究職員数）    経費：執行総額 千円（運営交付金 千円） 
概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

テーマ名（制度名／提供元） 

テーマ名（制度名／提供元） 

 

発 表：誌上発表 総件数(査読付欧文誌)件、口頭発表 総件数(国際学会)件 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
 

○○研究グループ（○○English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地、実効研究員数（研究職数）名） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等。平成13年度の研究成果。 

 

××研究グループ（××English Name Research Group） 
研究グループ長：氏 名（所在地、実効研究員数（研究職数）名） 

概要：研究目的、研究手段、方法論等。平成13年度の研究成果。 

 

△△研究グループ（△△English Name Research Group） 
研究グループ長：氏 名（所在地、実効研究員数（研究職数）名） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等。平成13年度の研究成果。 
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(1) 研究ユニット 
１）研究センター 
①【深部地質環境研究センター】 
（Research Center for Deep Geological Environments） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：小玉喜三郎 
副研究センター長：月村 勝宏 
総 括 研 究 員        ：月村 勝宏、磯部 一洋 
 
所在地：つくば中央第7 
人 員：52（35）名 
経 費：528,838千円（63,778千円） 
 
概 要： 
 本研究センターは、産業技術総合研究所の4つのミッ

ションのうち、「地質の調査」を主たる業務とする研究

センターの1つである。本研究センターでは、地質学、

地球物理学、地球化学、鉱物学、水文学、火山学、岩

石力学、情報地質学等の専門分野の研究者が、高レベ

ル放射性廃棄物の地層処分をはじめとする、地質環境

についての研究に総合的に取り組み、幅広い調査研究

を実施している。 
 高レベル放射性廃棄物の地層処分については、それ

ぞれの分野の研究者により得られた高精度のデータを

ベースにして、地震・火山活動等地質現象の長期変動

についての将来予測の研究を行うとともに、地下深部

に埋設される放射性核種の挙動予測についての研究を

実施している。平成13年度は原子力安全・保安院から

の委託により、高レベル放射性廃棄物地層処分に係る

安全評価のための調査・研究「地層処分にかかる地質

情報データの整備」を実施した。この委託研究では地

層処分の外的要因となる地質現象の長期変動について

の評価と、三次元的に不均質な天然バリア領域の隔離

性能についての評価をテーマにしている。 
 地質現象の長期変動や地下深部の地質環境について

の知識は、放射性廃棄物の地層処分に関する課題だけ

でなく、地震・火山活動に伴う災害の軽減、地下資源・

地下空間利用などの社会的課題に、幅広く利用するこ

とができる。本研究センターは地質調査総合センター

の一員として、火山噴火等の緊急調査を分担するとと

もに、地質環境アトラスの出版など一般市民に理解し

やすい形で地質環境情報を提供していく。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
地層処分にかかる地質情報データの整備（原子力安全・

保安院委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 39(15)件、口頭発表 92(9)件、 

    その他 41件 

-------------------------------------------------------------------------- 

地質総括チーム 

（General Geology Team） 
研究チーム長：遠藤 秀典 

（つくば中央第7、8（6）名） 
概 要： 
 阿武隈花崗岩の H13集中調査地域につき、地質調

査・弾性波調査・烈か系調査を行った結果、烈か系密

度と花崗岩の種類とに関係があることがわかった。ま

た、奥会津地熱地域の変質帯と流体移動の相関が高い

ことが判明した。九州の火山岩に伴う変質については、

酸化変質と火成作用との関係についての知見が得られ

た。 
地球物理チーム 

（Geophysical Exploration Team） 
研究チーム長：牧野 雅彦 

（つくば中央第7、3（3）名） 
概 要： 
 阿武隈－新潟の列島横断のうち、阿武隈地域の花崗

岩を中心に精密重力探査を実施し、深部地質構造の面

的情報に関する解析を進めた。また、地殻変動の地球

物理的な解析手法に関して検討をした。 
地下水チーム 

（Groundwater Team） 
研究チーム長：安原 正也 

（つくば中央第7、5（3）名） 
概 要： 
 「地下水循環システムの分布とその要因に関する研

究」では、モデル地域である阿武隈花崗岩地域におけ

る地下水の起源ならびに三次元的流動プロセスが明ら

かとなった。また、地下水流動に及ぼす断裂系の影響

を定性的ながら解明することができた。さらに、近畿・

中国・四国地方では、深部水上昇域を同定するための

基礎資料となる、天水の広域的な水質・同位体組成分

布を把握することができた。「地下水質の形成・変化メ

カニズムの研究」では、温度のみを制御した土壌－水

反応のカラム実験を実施し、酸化還元状態と温度を制

御できる岩石－水反応のカラム実験装置を試作した。

「地下水の保全に関する水質指標とマッピングの研

究」では、関東地方ならびに都市化が進行した神戸市

街地と農業地帯である秋田県六郷地域において、地下

水の起源の端成分の同定と性状の現状把握に成功した。 
深部流体チーム 

（Crustal Fluid Team） 
研究チーム長：風早 康平 

（つくば中央第7、7（4）名） 
概 要： 
 安定および放射性炭素を用いた深部流体検出手法の

開発を開始した。また、その手法の有効性を評価する

ため、モデル地域における試験的調査を行った。温泉

水のデータベース化を行い、日本列島に特徴的な温泉
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水質特性分布を抽出した。地下水－岩石相互作用に関

するシミュレーションソフトの作成を行い、性能評価

を行った。 
長期変動チーム 

（Geodynamics Team） 
研究チーム長：山元 孝広 

（つくば中央第7、6（4）名） 
概 要： 
 地質変動の代表的地域調査として東北南部と西南日

本（九州北西、中国）を取り上げ、各テーマの内容に

即した野外地質調査、試料採取、各種分析を実施した。

また、高精度 K-Ar 年代測定専用の希ガス質量分析計

を導入した。このほか、日本の第四紀火山の分布・活

動時期・画像に関するデータファイルを作成し、

RIO-DB で公開した。 
地殻物性チーム 

（Rock Physics Team） 
研究チーム長：高橋  学 

（つくば中央第7、9（4）名） 
概 要： 
・温度・応力環境下における地層特性変化を把握するた

め、最大200℃までの環境下で正確に動作する変位計測

システムを立ち上げた。 
・地殻変動等の要因が地層の流体移動特性に及ぼす影響

を評価するため、大型模型試験装置を新規導入した。 
・透水性・貯留性を評価するため、連続等方媒体の貯留

項を含む厳密解解析に基づいて、従来の手法による誤

差の要因や程度を整理した。 
地球化学チーム 

（Geochemistry Team） 
研究チーム長：金井  豊 

（つくば中央第7、7（4）名） 
概 要： 
・核種溶解・沈着の変化予測に関するナチュラルアナロ

グの研究：地下水・地層物質との相互作用による濃集・

溶脱挙動に関する検討を行った。花崗岩やテフラの風

化土壌では酸化的条件でREEの溶脱が起こっており、

源岩の化学組成との比較では花崗岩風化土壌の表層部

では REE および U、Th などの濃集が特徴的であ  
った。 

・地下微生物による影響予測に関する研究：自然界のマ

ンガン酸化細菌の種類とその作用について検討を行う

ため、マンガン酸化細菌や藻類について、その生理・

形態分析並びに DNA 解析を行った。 
・核種移動の評価に関するナチュラルアナログの研究：

濃集・溶脱挙動に関する検討を行い、評価手法の適用

性を評価するため、新潟県の中条・中束地域などのウ

ラン濃集地域の地質概査を行った。岩船花崗岩類から

のウランが透水性の高い津川層でウランの濃集が起こ

っていると判明し、ナチュラルアナログとして有用で

あることを確認した。 
地質情報チーム 

（Integrated Geology Team） 
研究チーム長：渡部 芳夫 

（つくば中央第7、9（3）名） 
概 要： 
 本年度は、地質調査所発行済み地球科学図と数値地

球科学データベースを対象に資料の集約を開始し、発

行済み地球科学図全1270種のうち689葉の集約電子化

を終了するとともに、位置情報付 GIS データと関連画

像データ、文書、文献データファイルに分割してデー

タベースに格納した。また、外部諸機関発行資料の集

約計画を策定し、データベースシステムの仕様設計を

行った。これらに加えて、資源地域の地下地質情報デ

ータベース、大陸棚海域音波探査データベース、5万分

の1地質図幅ベクトル化、そして高精度堆積岩年代層序

データベースの要素データ集積と電子化を実施し、そ

れぞれ探査ボーリング資料のインデックス化、地質調

査所白嶺丸取得アナログデータのデータベース化、5

万分の1地質図幅74葉の電子化と説明書の PDF 化、そ

して東北日本新第三紀模式層序の有効虫・珪藻・放射

年代・フィッショントラック年代の採取・データベー

ス化を行った。 
 

②【活断層研究センター】 
（Active Fault Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：佃  栄吉 
副研究センター長：杉山 雄一 
総 括 研 究 員        ：杉山 雄一 
 
所在地：つくば中央第7 
人 員：19（15）名 
経 費：340,759千円（325,827千円） 

 
概 要： 
 長期的目的：国の活断層調査事業に関する唯一の中

核研究機関として、全国の活断層の調査及び評価を行

い、調査研究報告書、データベース、活断層図等を作

成し、広く一般に公表する。また、活断層等の活動に

よって発生する地震規模、地震被害の予測精度向上を

図る。 
 第1期の目標：全国主要活断層について、第1次調査、

第1次評価を完了し、100年以内の地震発生確率を明ら

かにする。また、調査を実施した12活断層についての

報告書を出版する。活断層図トリップマップ3図、1/50

万分の活構造図3図、地震発生危険とマップ1図を刊行

する。2つの活断層系について、セグメンテーション及

びセグメント連動について、一般的特徴を解明する。

京阪神地域を対象として、地下構造モデルに基づく被
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害予測図、北海道東部において津波被害予測図を作成

する。 
 研究の方向：国の地震調査研究のうち、活断層調査

研究について、責任を持って実施することにより、国

民の期待に応えることが肝要。地震調査研究推進本部

（事務局：文部科学省）と連携を図って、着実に実行

する必要がある。また、活断層の活動により発生する

地震の被害予測技術の一層の向上が期待される。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
地震災害軽減のための強震動予測マスターモデルに関す

る研究、震源特性の抽出に関する研究、活断層情報と不

均質震源特性との関係に関する研究（科学技術総合研究

委託費／文部科学省） 
 
地震被害軽減のための地震発生ポテンシャルの定量化に

関する日米共同研究（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 
 
発 表：誌上発表 33(18)件、口頭発表 115(15)件、 
    その他 55件 
-------------------------------------------------------------------------- 
活断層調査研究チーム 
（Active Fault Evaluation Team） 
研究チーム長：下川 浩一 

（つくば中央第7、21（4）名） 
概 要： 
 全国主要活断層の調査研究。邑知潟断層帯では、反

射法弾性波探査を行った。 
 木曽山脈西縁断層帯では、段丘面上でのトレンチに

より、数条の断層が確認された。 
 伊予灘の中央構造線活断層系では、西部海域で、音

波探査を行うとともに、愛媛県双海町下灘沖の下灘沖

南断層において、海上ボーリング調査工事を実施した。

掘削深度10.7m（上盤）および20.0m（下盤）におい

ては鬼界－アカホヤ火山灰の存在が確認された。 
 関谷断層では、関谷地区でトレンチ調査を行い、数

条の低角逆断層から3回の活動を認定した。 
 関東平野北西縁断層帯深谷断層では、群列ボーリン

グを実施し、シルト層の分布から撓曲構造が推定され

た。 
 濃尾断層帯揖斐川断層では、3ヶ所でトレンチ調査を

実施し、礫層堆積後の変位置は、合算すると約6-6.5m
と見積もることができた。 
 琵琶湖西岸断層帯堅田断層では、真野地区で群列ボ

ーリングを実施した。 
 上町断層の調査では、新淀川で群列ボーリングを実

施した。さらに、昨年度実施した鳥取県西部地震緊急

調査の成果をとりまとめた。 
 また、50万分の1活構造図「京都」を刊行するととも

に、活断層・古地震研究報告第1号を刊行した。 
断層活動モデル研究チーム 
（Faulting Behavior Modeling Team） 
研究チーム長：粟田 泰夫 

（つくば中央第7、13（4）名） 
概 要： 
断層系のセグメンテーションの研究 
 本研究では、活動セグメントのスケーリング則、

連動破壊条件、繰り返し活動様式とその物理学的モ

デルの解明を目指している。陸域の活断層の事例と

しては、トルコ・北アナトリア断層系を研究対象と

して、同国鉱物資源調査庁と共同で、1999年地震断

層の水域における分布・活動性調査、同陸域におけ

る活動履歴調査、および地形図・空中写真判読によ

る1944・1967年地震断層の分布調査を実施した。こ

のほか、サンアンドレアス断層系の活動履歴調査の

研究を米国地質調査所と共同で、また車籠埔地震断

層の活動履歴の研究を台湾中央地質調査所と共同で

実施した。海域のプレート境界活断層の事例として

は、1703年元禄関東地震と1923年大正関東地震が発

生した相模トラフの沿岸地域を対象とし、両地震に

よる三浦半島の隆起量に関する研究を実施した。さ

らに、活動セグメント間の破壊伝播・停止の条件を

定量化するための予備研究として、クーロン破壊応

力の変化による地震活動の消長に関する研究を実施

した。このほか、活断層の変位による被害予測の研

究の予察として、1999年車籠埔地震断層と北アナト

リア地震断層による断層変位パターンに関する研究

を実施した。 
地震被害予測研究チーム 
（Earthquake Hazard Assessment Team） 
研究チーム長：佐竹 健治 

（つくば中央第7、7（3）名） 
概 要： 
地震・津波被害予測 
１．地震被害予測の高度化の研究 
 昨年（2000年）発生した鳥取県西部地震などを例

として、断層の破壊、震源過程を考慮した強震動計

算、地震活動と破壊過程の関係などについての研究

を行った。 
 さらに、地下構造を考慮した強震動計算について

の準備、上町断層のモデル化、大阪平野の地下構造

データ作成を開始した。 
２．津波被害予測の研究 
 北海道東部太平洋岸において津波堆積物を調査し、

過去数千年間における津波の遡上域発生時間間隔に

関する基礎的データを得た。これらの津波を生じた

地震の震源像の推定、津波の数値シミュレーション

を開始した。 
 また、地震以外の原因（地すべり、火山噴火）に
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よる津波の発生メカニズム、津波堆積物についても

研究を実施した。 
 

③【化学物質リスク管理研究センター】 
（Research Center for Chemical Risk Management） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：中西 準子 
副研究センター長：冨永  衞 
総 括 研 究 員        ：冨永  衞、河村 光隆、 
         米澤 義堯 
 
所在地：つくば西 
人 員：20（18）名 
経 費：318,472千円（123,431千円） 

 
概 要： 
 本研究センターの設置目的は、環境安全と化学物質

の有効利用を両立させるために必須のリスク評価、リ

スク管理のための理論を構築し、その研究結果の実例

を提示することによって、行政機関、企業、市民の意

思決定が、科学的、合理的に行われるよう支援するこ

とである。当面の重点課題としては、化学物質総合評

価管理技術戦略のための、知的基盤、情報基盤、社会

基盤の整備のために、国の内外で、先導的で指導的な

役割を担うことである。そのために、化学物質の暴露

評価、毒性評価、新規リスクの探索手法、リスク評価

手法、リスク管理のための社会経済的な手法開発の研

究を行う。これらは、現在国が進めている化審法や

PRTR、企業の自主管理による化学物質管理の政策に

資すると同時に、リスクコミュニケーションの円滑化

に有用である。 
１．リスク評価手法開発に関する主たる研究課題 
 ① 化学物質の暴露評価手法の開発 

  １）化学物質環境残留濃度評価手法の開発 
  ２）暴露量の分布と差に関する研究 
  ３）生態リスク評価手法の開発 
 ② 新規リスクの探索 
 ③ 毒性評価とリスク評価手法の研究 
 ④ リスク管理のための総合解析手法の開発と結果

の提示 
２．リスク評価書の策定 
 特に問題とされる化学物質について、それぞれが

責任をもって、リスク評価に基づくリスク管理のた

めのリスク評価書を策定する。リスク評価書は行政、

企業、市民などが化学物質管理の方策を考える場合

の科学的基礎となることが期待される重要な文書で

ある。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
化学物質安全性予測基盤の確立に関する研究（科学技術

総合研究委託費／文部科学省） 
発 表：誌上発表 22(14)件、口頭発表 27(5)件、 
    その他 1件 
-------------------------------------------------------------------------- 
大気圏環境評価チーム 
（Atmospheric Environment Team） 
研究チーム長：吉門  洋 

（つくば西、10（3）名） 
概 要： 
・広域モデル適用のための排出量推計に必要不可欠で

あるグリッド排出量推計手法の開発を進めた。この

うち、面発生源の推計に重要な基礎データとして、

工業統計、事業所統計、国勢調査及び国土数値情報

などを組み合わせて加工する手法の骨格がほぼ確立

した。 

・近傍拡散モデルソフトウェアの開発については、経

済産業省の資金により試作版が完成し、METI-LIS モ

デルの名で公開された。 

・個人曝露量調査を可能にするため、測定機器の立ち

上げ、分析法と測定条件の検討を行い、ほぼ確立し

た。追加的な研究課題として1,3-ブタジエンの測定

法を取り上げ、一般に報告されている測定値の解釈

について実験も含めて検討を行った。 

・様々な物質の個人曝露量に関する文献を収集し、そ

れを基に曝露の個人差について整理を進めた。 

・カドミウム、トルエン、1,3-ブタジエンのリスク評

価書の作成。 

地圏環境評価チーム 
（Geo-Analysis Team） 
研究チーム長：駒井  武 

（つくば西、8（2）名） 
概 要： 
 地下水・土壌リスク評価モデルの基礎となる部分の

定式化を行い、プロトタイプを作成した。 
 関東地方程度の拡がりを持つ陸水系評価モデルの骨

格構造と水収支の検討を行い、代表的な河川流域にお

いて解析結果と実流量の比較検討を実施している。 
 代表的な的な化学物質としてノニルフェノールと鉛

を取り上げ、リスク評価書の作成に着手している。 

 具体的な土壌・地下水の汚染サイトの調査や観測を

通じて、汚染評価やリスク評価の方法論について検討

している。 

新規物質チーム 
（POPs Management Team） 
研究チーム長：中西 準子 

（つくば西、2（1）名） 
概 要： 
１）分類のための支援辞書、分類プロファイル設定の

ための文章収集に集中するため、今年度はシステム

に必要なサーバーとソフトウェアを設定した。また、
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データベース管理やテキストマイニングシステムを

構築する上で必要な以下の予備的ソフトウェアを3

種作成した。Ⅰ）CSV 形式データベース検索・表示・

情報更新、Ⅱ）英文テキスト中の単語頻出度カウン

ト、Ⅲ）CAS 番号チェックと CAS 連番ディレクト

リ作成。 
２）数種類の化学物質について暴露データ収集作業の

パイロットテストを行うことになっている。 
３）3物質程度の候補を選定終了。このうちどの物質を

選択するかという方法自体が本チームの課題そのも

のであるため、その判断基準の根拠付けを行いなが

ら選定していく必要がある。工業的に生産されてい

る塩素化パラフィンの情報収集中である。 
リスク評価・管理研究チーム 
（Risk Assessment Team） 
研究チーム長：吉田喜久雄 

（つくば西、17（7）名） 
概 要： 
 支払意思額を用いた健康影響の定量的評価手法の開

発：2度のプレテスト（対面調査及びインターネット調

査）を実施し、リスク削減への支払意思額及びそれに

影響を与える因子について調査した。 
 底生動物への簡易暴露予測モデルのプログラム化を

現在進めている。 
 ダイオキシン類の大気中挙動について、化合物間の

挙動の相違や気温変動に注目したモデルを作成し、挙

動の解析を行った。 
 魚に対するノニルフェノールの毒性等の基礎データ

を収集・解析した。 
 検査項目と影響の標的臓器・疾病の関連性の解析を

ほぼ終了し、これに基づき知識ベース構築のための毒

性試験結果データベースを作成している。 

 Koc データの不確実性解析方法の枠組みを確立し、

それを PCB に適用した。 

 トルエンが大気中に排出されるいくつかの代表的な

工程について工場見学を行い、日本全国の点源・非点

源からの総排出量を推計した。 

 

④【フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センタ

ー】 
（Research Center for Developing Fluorinated 
 Greenhouse Gas Alternatives） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：山辺 正顕 
副研究センター長：関屋  章 
総 括 研 究 員        ：関屋  章 
 
所在地：つくば中央第5 
人 員：36（13）名 
経 費：67,025千円（64,369千円） 

概 要： 
長期的な研究目的：京都議定書において規制対象とさ

れた HFC、PFC、SF6等のフッ素系温暖化物質の代替

化合物開発を通して、持続可能社会の構築に貢献  
する。 
研究テーマ名：オゾン層保護・地球温暖化対策技術研

究 
第1期の目標：温室効果ガス排出の最小化を目的とす 
る、フッ素系温暖化物質代替物の総合的評価指針の 
確立。 
研究の方向付け：代替候補化合物の環境影響評価、安

全性評価、特性評価ならびに合成法の要素技術の抽出

を通して、持続可能社会の構築を前提とした総合的評

価指針の確立を目指す。 
-------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 31(23)件、口頭発表 61(14)件 
-------------------------------------------------------------------------- 
評価チーム 
（Team of Evaluation） 
研究チーム長：徳橋 和明 

（つくば中央第5、8（4）名） 
概 要： 
 OH ラジカルとの反応速度の測定に関しては、含フ

ッ素エーテルを始めとして種々の化合物の測定を行い、

信頼性の高いデータを得た。大気中分解生成物の雲粒

への溶解・加水分解過程の解析を目的として、まずモ

デル化合物としてぎ酸メチル HC(O)OCH3の水に対す

るヘンリー定数と加水分解速度定数の同時測定を行い、

pH 依存性を明らかにした。 
 燃焼性評価に関しては、爆発限界の測定値に及ぼす

容器形状の影響を明らかにした。新規代替物の燃焼速

度測定の準備を開始すると共に、燃焼性予測のための

数値解析コードの整備を行った。また、可燃性物質の

燃焼危険性の大小を評価する新しい概念として RF ナ

ンバーを提案し、含フッ素化合物や炭化水素類等を含

む広範な可燃性物質について燃焼性の大小を統一的に

表しうることを示した。 
 化合物の基本物性データに関しては、信頼性の高い

測定値の取得・提供、及び物性値の予測式の精度向上

に向けて注力した。 
分子設計チーム 
（Team of Molecular Design） 
研究チーム長：関屋  章 

（つくば中央第5、5（2）名） 
概 要： 
 大気中の OH ラジカルに対する化合物の反応性を、

計算化学的手法によって予測・推算するため、遷移状

態理論に基づき MP-SAC2法を適用することで、含フ

ッ素エーテルや含フッ素アルコールと OHラジカルの

反応の速度を精度良く予測・推算できることを確認し
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た。また、種々の含ハロゲン化合物の OH ラジカルに

対する反応性予測を試みたところ、予測値は反応速度

の実測値の概ね1/2～2倍の範囲内にあることが分かっ

た。 
 さらに、大気中で分解挙動を解析し、含フッ素ぎ酸

エステルや含フッ素アルデヒドの OHラジカルに対す

る反応、また含フッ素ぎ酸エステルの加水分解反応に

ついて計算化学的な解析を試み、分子構造と反応性と

の間の相関関係を見出した。 
 一方、代替物の分子構造に関する設計指針の一環と

して、CF3-X 結合を持つ化合物に着目し、精度良く

CF3-X 結合の結合エネルギーを計算することができる

手法を見出すことができた。 
合成チーム 
（Team of Synthesis） 
研究チーム長：田村 正則 

（つくば中央第5、7（4）名） 
概 要： 
 有力な代替物候補の合成法の検討に関して以下の結

果を得た。RORf 型ヒドロフルオロエーテルの合成法

について、フルオロビニルエーテルのフッ素化反応機

構を検討し、フッ素化剤による基質の分解の可能性を

示した。また、触媒的フッ素化による RORf 合成の検

討から、優れた触媒を見出した。ジヘテロ環化合物の

電解フッ素化により、中間原料となるペルフルオロジ

ヘテロ環化合物を得た。さらに、ポリフルオロエステ

ル合成に関し、クロロフルオロエーテルからエステル

への新たな合成法を見出した。 
 新規な合成反応開発については、窒素系含フッ素化

合物の合成に向け、NF3とトリフルオロエタンとの反

応を検討し、新たに数種の金属存在下で反応が進行す

ることが分かった。また、α、β－不飽和アルデヒド

からフルオロオキシラン類を生成する新規反応を見出

した。 
 

⑤【ライフサイクルアセスメント研究センター】 
（Research Center for Life Cycle Assessment） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：稲葉  敦 
副研究センター長：匂坂 正幸 
総 括 研 究 員        ：匂坂 正幸 
 
所在地：つくば西 
人 員：22（11）名 
経 費：128,813千円（48,036千円） 
 
概 要： 
 本研究センターでは、持続的な発展のために環境負

荷が小さな社会を実現することを目指し、ライフサイ

クルアセスメント（Life Cycle Assessment: LCA）の

普及、発展のための研究を進めている。また、LCA の

基礎となるエネルギー需給技術／システムの評価研究

を実施している。 
 LCA は、自動車の場合の排気ガスのように、消費者

が製品を使用している時の排出物による環境への影響

だけではなく、自動車が製造されるまで、および廃棄

される段階など、消費者が実際に見ることができない

場所での排出物や資源の消費が、環境へ与える影響を

評価する方法である。｢ゆりかごから墓場まで｣製品の

一生を考えることに特徴があり、最近では、工業製品

の環境調和性を評価するために、多くの企業で広く活

用されるようになってきた。 
 本研究センターでは、LCA を実施するために必要と

なるデータ収集やソフトウエア開発、さらに環境への

影響を評価する具体的な方法を開発するなど、産業界

での LCA の実施を支援する研究を行っている。 
 さらに、環境を考慮する社会の構築を目指し、環境

調和型製品の設計、地域冷暖房などのインフラストラ

クチュアを含む都市計画、地球温暖化を抑制する長期

的な二酸化炭素（CO2）排出抑制対策などの研究と、

それらを具体的に検討するためのソフトウエア開発を

実施している。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
LCA 手法による地球温暖化対策設計ツール開発に関す

る研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
未利用エネルギー供給技術の普及に及ぼす経済的誘導施

策の効果に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究

総合推進費に係るもの）／環境省） 
 
屋内外熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデルに

よる検証（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に

係るもの）／環境省） 
 
産業における環境効率・資源生産性評価手法の開発と適

用に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推

進費に係るもの）／環境省） 
 
収集データを用いた LCA ケーススタディの実施（財団

等受託研究費／産業環境管理協会） 
 
資源生産性／環境効率の既存事例および研究の整理（財

団等受託研究費／産業環境管理協会） 
 
発 表：誌上発表 39(11)件、口頭発表 48(9)件、 
    その他 4件 
-------------------------------------------------------------------------- 
環境影響評価チーム 
（Environmental Impact Assessment Team） 
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研究チーム長：小林 光雄 
（つくば西、11（4）名） 

概 要： 
 被害算定型影響評価手法開発に関しては、今年度ま

での研究成果を総括して、被害算定型影響評価手法の

基礎となるダメージ関数を地球温暖化、オゾン層の破

壊のカテゴリについて設定する1次案を作成した。 
 DfE (Design for Environment：環境調和型製品設

計）マニュアルの作成に関しては、マニュアルの1次案

を作成するとともに、その手法をソフトウエアとして

具体化した。 
 インベントリデータの整備に関しては、樹脂を中心

とする化学製品インベントリデータを整理し、産業技

術総合研究所の知的所有権に関する考え方に基づきデ

ータ集として発行する準備を整えた。 
 アジア諸国との共同研究によりエネルギー・基礎素

材生産インベントリデータの作成を進めるとともに、

UNEP のワークショップを開催し、LCA の普及に貢

献した。 
 さらに、企業の環境調和性の評価手法としての環境

効率、および企業の環境活動に資する手法としてライ

フサイクルコステングの手法開発に着手した。 
エネルギー評価チーム 
（Energy Systems Analysis Team） 
研究チーム長：八木田浩史 

（つくば西、7（4）名） 
概 要： 
 国レベルでの CO2排出削減可能量を検討するソフト

ウェアである、NICE（NIRE CO2 Emission）の改良

版の開発に関しては、産業の分類、民生・運輸の取り

扱いの見直しを含むソフトウェアの基本設計を行い、

プロトタイプを作成した。 
 地域冷暖房検討ソフトウエアの開発に関しては、基

本的なフレームワーク構築をほぼ完成し、地域の交通

量、交通からの排熱などを予測する簡易運輸排熱デー

タベースと人口密度等のデータベースの構築を行い、

既に開発した地域エネルギー消費データベースと地域

エネルギー供給最適化機能を統合化して簡易地域エネ

ルギー供給最適化プロトタイプソフトウェアを開発し

た。 
 エネルギー技術の研究開発や導入普及に関しては、

わが国の太陽光発電研究開発に関する費用効果分析の

一環として、多結晶シリコンとアモルファスシリコン

太陽電池の研究開発と導入助成について、投資効率を

比較、分析した。 
 

⑥【パワーエレクトロニクス研究センター】 
（Power Electronics Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長：荒井 和雄 

所在地：つくば中央第2 
人 員：35（11）名 
経 費：196,041千円（64,562千円） 
 
概 要： 
 電力の有効利用と新しいシステム概念創出を図るた

め、超低電力損失（現行の変換器の1/3）・小型（体積

1/3以下）・高温動作（200度 C 以上）電力変換器の基

盤技術の確立とプロトタイプによる実証を行う。 
 研究課題 
１）単結晶基板作技術に関する研究 
２）低オン抵抗を有するパワーSiCMOSFET の要素技

術開発 
３）ワイドギャップ半導体エピタキシャル薄膜デバイ

ス化プロセスの研究 
４）スーパーデザイン基盤技術に関する研究 
５）スーパーノードネットワークの研究開発 
 以上の5研究開発課題を統合的に進め、良質結晶、

薄膜作製から実用化可能なデバイスプロセス開発、素

子プロトタイプの作製、モジュール設計・要素技術の

開発、システム応用の設計・効果予測の一貫研究によ

って、パワーエレクトロニクスに革新をもたらすこと

を目指す。 
-------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
超低損失電力素子技術開発（エネルギー需給構造高度化

技術開発等委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 27(19)件、口頭発表 87(23)件 
-------------------------------------------------------------------------- 
結晶成長・評価チーム 
（Bulk Crystal Growth Team） 
研究チーム長：西澤 伸一 

（つくば中央第2、9（2）名） 
概 要： 
１）口径4インチ SiC 単結晶基板の試作：SiC 単結晶

を昇華法により作製する際に、多結晶の付着を抑え、

単結晶だけを単独で成長させる新しいるつぼ構造を

開発した。数値解析の結果から、新しいるつぼ構造

において、なぜ多結晶が付着せず単結晶を単独で成

長させることができるのかを伝熱・拡散現象の観点

から明らかにしており、またるつぼ構造を変化させ

ることで成長結晶の形状をコントロールできること

を実証した。 
２）マイクロパイプの更なる低減化技術の開発：SiC
単結晶成長に関して、種結晶初期形状を結晶成長環

境の温度分布に適合させることで新しい結晶欠陥の

発生を抑制できることを示した。本手法により、新

しい結晶欠陥の発生を抑制できるだけでなく、すで

に種結晶中に含有されるマイクロパイプ密度を最高
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1/10まで低減できることを実証した。 
デバイスプロセスチーム１ 
（Device & Process Team 1） 
研究チーム長：福田 憲司 

（つくば中央第2、17（4）名） 
概 要： 
 界面形成技術：熱酸化／POA 最適化：（0001）面で

パイロジェニック再酸化により、チャネル移動度が

50cm2/Vs になった。 
 界面形成技術：表面処理／CVD 酸化膜：LPCVD に

より、熱酸化膜より良好な SiO2/SiC 界面を形成。 
イオン注入技術：ソース／ドレイン用：(0001)面と同

じイオン注入／アニール条件で同じシート抵抗値まで

下がることを確認。 
 レーザーアニールにより、約700℃で熱アニール／

1500℃以上のアニールとほぼ、同じシート抵抗値を得

られた。 
 埋めこみチャネル深さの最適化により、（0001）面で

チャネル移動度140cm2/Vs、（11-20）面で216cm2/Vs
を達成した。 
 新プラズマ CVD による SiC エピ技術：1000℃以下

で Hexagonal エピタキシャル成長ができることを最

初に発見した。 
 低コンタクト抵抗形成技術開発：N 型：Ni 電極で3.3

×10-7Ωcm2、P 型：Ti/Al 電極で9.5×10-7Ωcm2（世界

最小値）。 
デバイスプロセスチーム２ 
（Device & Process Team 2） 
研究チーム長：奥村  元 

（つくば中央第2、15（4）名） 
概 要： 
 CVD プロセスのシミュレーションに基づき、縦型高

温炉により六方晶SiCエピタキシャル膜の成長実験を

行った結果、70μm/hr の世界最高速レベルの成長速度

を得ることに成功した。 
 耐放射線性に優れた SiC ゲート絶縁膜を得るため、

4H-SiC/SiO2界面特性を評価した。 
 立方晶SiCを基板として用いたホモエピタキシャル

成長を試み、結晶性の著しい改善が見られた。 
 立方晶 SiC 結晶のデバイス化では、ショットキーダ

イオード耐圧305V を実現した。 
 Ⅲ族窒化物半導体エピ膜 MBE 成長における極性制

御の方法を更に高い移動度が期待できる InGaN 系に

も適用し、高品質 InGaN 薄膜の成長に成功した。 
 Ⅲ族窒化物半導体新型へテロ構造の機能実現：サフ

ァイア基板上のバッファー層形成プロセスとして、低

温窒化法、2段階窒化法により AlN と GaN 薄膜の構

造特性に大きな改善を果たした。また、立方晶Ⅲ族窒

化物半導体に関し、InGaN/GaN、AlGaN/GaN のヘテ

ロ構造作製に成功した。 

スーパーデザインチーム 
（Power-Unit Super-Design Team） 
研究チーム長：荒井 和雄 

（つくば中央第2、3（1）名） 
概 要： 
 プロジェクトにおいてエンジニアリング振興協会に

設置した次世代パワー半導体実用化調査委員会実用化

技術分科会のもとに高密度パワー変換器ＷＧ、CPU 電

源 WG、電力系統 WG、ビックプロジェクト WG を設

け、具体的な概念設計、必要なスーパーデザインの要

素技術の検討に入っている。 
スーパーノードネットワークチーム 
（Super-Node Network Team） 
研究チーム長：石井  格 

（つくば中央第2、1（1）名） 
概 要： 
 電力エネルギー研究部門との連携の下に、分散電源

と貯蔵を多数台連系したローカルシステムの構成の概

念を、スーパーノードネットワークという名前で提案

した。さらに、ここでの変換器（スーパーノード）の

具体的な仕様と超低損失電力素子の位置付けを明らか

にした。 
 

⑦【生命情報科学研究センター】 
（Computational Biology Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：秋山  泰 

副研究センター長：浅井  潔 

総 括 研 究 員        ：浅井  潔 

 

所在地：臨海副都心 
人 員：28（14）名 
経 費：510,568千円（388,381千円） 
 

概 要： 
 ゲノム配列からタンパク質分子の立体構造・機能、

それらの細胞・個体内での相互関係に至るまでの幅広

い生命現象を、情報論的な立場から取り扱う生命情報

科学（バイオインフォマティクス）の研究を行い、技

術の高度化と体系化を目指す。我が国における生命情

報科学研究の中核拠点となることを目指し、また人材

養成の期待に応えるために産学官連携・人材インキュ

ベーションなどを特色とした運営を行う。また研究上

の方法論としては、最新の情報数理理論の適用や大規

模高速計算システムの活用を特に重視して、生物学実

験データを既知の方法で単に情報処理することではな

く、多彩な生命現象の中で情報論的な取り扱いが可能

な領域を大きく広げていくことをユニットの使命と考

える。 
 産総研の中期目標のうち下記の各項目に対応する研
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究を実施し、目標の実現に貢献する。 

１．大規模ゲノム配列からの遺伝子領域と機能の予測

を目的として、高精度な注釈付けが行える高速な配

列情報解析システムを開発する。 
２．細胞内での遺伝子制御ネットワークや代謝ネット

ワークなどの高速なモデリングを可能とするため、

細胞シミュレータを開発する。 
３．統計情報と物理計算の融合により、タンパク質立

体構造予測システムを開発する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 

細胞機能応用計測技術開発（石油安定供給技術開発等委

託費／経済産業省） 

 

細胞機能発現制御技術開発（エネルギー需要構造高度化

技術開発等委託費／経済産業省） 

 

ゲノムインフォマティクス技術（遺伝子配列情報のモデ

ル化技術）（産技一般） 

 

バイオコンピューティングによる診断・治療基盤技術研

究開発（研業新生） 

 

産総研 生命情報科学人材養成コース（文部科学省受託

研究費（科学技術振興調整費）／文部科学省） 

 

新規機能創製を目指した酵素蛋白質の立体構造・触媒

機構の系統的解析（さきがけ研究21／科学技術振興事 

業団） 

 

グラフによる細胞内メカニズムの記述と推論（さきがけ

研究21／科学技術振興事業団） 
 
発 表：誌上発表 9(6)件、口頭発表 36(3)件、 
    その他 4件 
--------------------------------------------------------------------------- 
アルゴリズムチーム 

（Algorithm Team） 
研究チーム長：後藤  修 

（臨海副都心、3（1）名） 
概 要： 

 ヒトゲノム配列を対象とした遺伝子領域予測の精度

向上を平成13年度の主たる目標とした。まず、多くの

データに基づく統計情報を収集し、プログラムで用い

るパラメータ値を求めた。また、より自由度の高いギ

ャップコストを利用できるようにアルゴリズムを改良

した。これらの改良により、従来法に比べ、明らかに

優れた予測精度が得られることを確かめた。 

数理モデル・知識表現チーム 

（Mathematical Models and Knowledge 

Representation Team） 
研究チーム長：浅井  潔 

（臨海副都心、15（4）名） 
概 要： 
 ヒトゲノムからの GPCR 遺伝子の網羅的発見プロ

ジェクト、麹菌全ゲノムデータからの遺伝子発見プロ

ジェクトに参加し、ツールの開発と実際のデータ解析

を行った。 
 多重出力隠れマルコフモデルによる真核生物遺伝子

領域予測システムを始め主要なソフトウェアを公開し、

WWW サービスを開始した。 
 タンパク質分子の単粒子解析では、手法の評価を行

うため、既知の構造をもつタンパク質のデータによる

シミュレーションを行った。2次元クラスタリング、3

次元再構成の両方で、ノイズと推定誤差について知見

を得ることができた。 
 様々な概念が不均一に登場するシグナル伝達パスウ

ェイを記述するための汎用的な記述形式の開発を行っ

た。 
ゲノム情報科学チーム 

（Genome Informatics Team） 
研究チーム長：諏訪 牧子 

（臨海副都心、10（2）名） 
概 要： 
 ゲノムスケールで遺伝子の機能を予測する研究を行

った。特に膜タンパクである G タンパク質共役型受容

体（GPCR）を対象としてヒトゲノムから網羅的に発

見し、機能予測するプロジェクトを行った。 
 膜タンパク質の形態を予測することを目的とし、膜

内に埋沈するループ部分を予測する研究を行った。こ

の結果は、膜貫通へリックス予測の精度を向上させる

ものと期待できる。 
 膜タンパク質の極性表面を疑似座標化することによ

り、膜タンパク質の構造比較、分類を行う手法を開発

した（Polarity Difference Score，PDS）。 
 細胞内の各種オルガネラ局在のタンパク質配列と、

原核生物のタンパク質配列を総当りで比較したところ、

ミトコンドリア局在の配列は、αプロテオバクテリア

の配列と有意に高い相同性を示すことが判った。 
 また、遺伝子のスプライシングのメカニズムを解明

するために Genbank から既知のデータ収集を行い、

データベース化した。 
分子情報科学チーム 

（Molecular Informatics Team） 
研究チーム長：秋山  泰 

（臨海副都心、18（3）名） 
概 要： 
１．精密な分子動力学法計算を行うためのツリーコー

ド MD プログラム MolTreC2を開発し、並列計算機

上での高速実行を実現した。さらにフォールディン
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グ計算に人為的な加速項を付加するシステムのプロ

トタイプを完成した。また開発した MolTreC2プロ

グラムと既存の AMBER プログラムを用い、手法を

評価した。 
２．スレッディング法に関し、1D プロファイルと3D

プロファイルの混合等による改良手法の研究を行っ

た。またタンパク質部分構造データベースの構築を

進めた。 
３．タンパク質立体構造から、その機能を予測するた

め、有用な酵素タンパク質に多く見られる TIM バ

レル構造に注目し、反応機構の予測や進化的分類が

可能なことを示した。 
４．多光子吸収解離（IRMPD）によるペプチドの特

異的切断について、大規模計算機シミュレーション

により、ペプチドの切断部位の予測を行うシステム

を開発した。またペプチド配座解析プログラム

（ESCAPE）を改良した。 
細胞情報科学チーム 

（Cellular Informatics Team） 
研究チーム長：高橋 勝利 

（臨海副都心、3（3）名） 
概 要： 
１．S-system を用い、遺伝子発現量の時間変化データ

から、複雑な遺伝子制御関係を同定するための手法

の開発を行った。この結果、5遺伝子の発現量の時間

変化データから非線形数値最適化技術を用いて遺伝

子系発現促進過程の制御形式を安定に特定すること

に成功した。 
２．KEGG データベースで大腸菌内に存在するとされ

る代謝物質について電子化を行った。枯草菌基礎代

謝物質についても電子化を進めた。 
３．プロテオーム解析により得られる大量の2D-PAGE

画像データを効率的に蓄積・画像処理を行い、大量

の蛋白質発現量データを管理するためのシステムを

開発した。 
４．細胞内における様々な物質の局在化情報及び発現

量を網羅的に測定するための新しい測定法として、

レーザーと質量分析を組み合わせる事を提案し、基

礎データを収集した。 
 

⑧【生物情報解析研究センター】 
（Biological Information Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：京極 好正 
副研究センター長：原田 一明､野村 信夫､五条堀 孝 
総 括 研 究 員        ：原田 一明 
 
所在地：臨海副都心、つくば中央第6 
人 員：42（26）名 
経 費：206,341千円（181,219千円） 

概 要： 
 本研究センターは、大量のゲノム情報に含まれる生

物情報の取得、取得に関する新技術の開発、取得した

情報の整理及び統合を生物科学の立場より推進する事

を目的とする。特に、ポストゲノムシーケンス研究に

重点を置き、我が国が世界に対して優位性を持つ分野

（膜タンパク質の立体構造解析やヒト完全長 cDNA
の機能解析、統合データベースの構築）を中心とした

遺伝子、タンパク質機能解析を実施し、知的財産権の

取得やデータの公開等を通じて、成果の速やかな産業

化を目指すこととする。 
 テーマ：ポストゲノムシーケンス研究 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
微生物由来細胞認識・破壊タンパク質の作用機構解明と

応用に関する研究、MCRC タンパク質・遺伝子の性状解

明に関する研究、MCRC タンパク質の X 線結晶解析（科

学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
アルツハイマーペプチドの立体構造及び凝縮性に関する

研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 14(9)件、口頭発表 89(9)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
構造ゲノム解析チーム 

（Structural Genomics Team） 
研究チーム長：京極 好正 

（臨海副都心、つくば中央第6、22（11）名） 
概 要： 
 バクテリオロドプシンについて2.5Å 分解能の電子

線回折データによる解析に成功した。ウサギ骨格筋よ

り電位依存性カルシウムチャネルを精製し、57Å 分解

能の三次元分子モデルを構築した。ヒト膜蛋白質の発

現を目指して、Sf9細胞を用いた発現系により、 
エンドセリン B 受容体（ETBR）を1mg/6L 得た。2次

元結晶を得るために、キメラ蛋白質を、mGluR の集

合因子である Homer と強発現させる Co-LET 法を開

発した。 
 膜蛋白質の結晶化スクリーニング法の開発を進めて

おり、高等植物の光化学系2、バクテリアの光合成ユニ

ット等の微結晶が得られた。生物機能の解明や医療・

産業上有用な幾つかの蛋白質について結晶化に成功し

構造解析を進めている。 
分子認識解析チーム 

（Molecular Recognition Team） 
研究チーム長：中西 洋志 

（つくば中央第6、5（4）名） 
概 要： 
 蛋白質複合体において、交差飽和法により、複合体

の界面同定が可能になる。本法をプロテイン A-B ドメ
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イン－マウス IgG1複合体（分子量164K）に適用し、

その分子界面を精度良く決定することに成功した｡ま

た、同法の適用を考えているそれぞれ発現系の構築が

ほぼ完了した｡ 
 免疫反応の主要なメカニズムを構成するクラス I タ

ンパク質を産生、精製を行い、抗原ペプチドの構造応

答性について主要な知見を得た。レクチンタンパク質

と糖鎖の相互作用をNMRのDOSYスペクトル法を用

いて解析し、同法が有用であることを明らかにした。

ヒトのアルツハイマー病に関与するタンパク質やペプ

チドの調製を行い、その水溶液中の立体構造や凝縮体

の立体構造を明らかにした。 
機能構造解析チーム 
（Molecular Function Team） 
研究チーム長：松井 郁夫 

（つくば中央第6、4（1）名） 
概 要： 
 超好熱菌の膜蛋白質の網羅的構造機能解析を目指し

て発現系の構築を行い、8クローンに関して大量発現が

可能となった。超好熱菌由来の flap エンドヌクレアー

ゼ、DNA ポリメラーゼなどの DNA 複製・修復系の蛋

白質の機能解析を行うとともに、電子顕微鏡や X 線解

析により立体構造を決定するための大量発現・高純度

精製法を確立した。 
蛋白質発現チーム 

（Protein Expression Team） 
研究チーム長：五島 直樹 

（臨海副都心、6（3）名） 
概 要： 
 3,000個の Gateway 導入クローンを作成し、前年度

までのものと合わせて作成導入クローンの総数は

10,000個となった。それらの中から1,500個を選択し

Gateway 発現ベクターを作成中である。本チームのキ

ーとなると思われるヒト完全長 cDNA クローンの蓄

積において、我が国は世界をリードしており、欧米に

対して相当有利な立場にあるといえる。 
 シャーレ1枚の細胞より抽出されたタンパク質複合

体サンプルの質量分析計での分析で構成蛋白質同定の

基本技術が確立できた。要素技術は確立しており、

Gateway 導入クローンも揃いつつあるので、大量解析

をスタートする基盤は整った。 
発現頻度解析チーム 

（Expression Profiles Team） 
研究チーム長：大久保公策 

（臨海副都心、5（1）名） 
概 要： 
 iAFLP 法等を用いて、100万データポイント（組織

数×遺伝子数）の遺伝子発現情報を取得した。IAFLP
法は定量性に優れ、またスループットも高く、優れた

遺伝子発現頻度解析法である。計画は順調に進行し今

年度の目標の120万データポイント（組織数×遺伝子

数）は達成した。 
 96穴プレート1枚が90分で処理できる顕微鏡画像自

動取得装置の作製に成功した。浮遊細胞の細胞の大き

さと核の大きさの測定システムの開発に成功し、各種

の薬剤による形態変化情報の取得を開始した。またア

ポトーシス等の形態変化を自動画像解析で判定できる

プログラムの開発を行っている。 
統合データベース解析チーム 

（Integrated Data Base Team） 
研究チーム長：今西  規 

（臨海副都心、18（3）名） 
概 要： 
 (1) ヒトゲノム配列データベースの整備 (2) ヒト遺

伝子データベースの整備 (3) 統合データベース解析

のための計算機システムとソフトの整備 (4) JBIC に

よる統合データベース・システムのレビュー (5) アノ

テーション・システムの開発 (6) ヒト完全長 cDNA
データのアノテーション (7) ヒトゲノム・アノテーシ

ョン・セントラルの準備 (8) ヒトとマウスの比較ゲノ

ム研究 (9) 主要組織適合性複合体（MHC）遺伝子領

域の比較ゲノム・分子進化研究のためのデータベース

開発 (10) 比較ゲノム配列解析のためのソフトェア開

発 (11) ヒトゲノム配列と多型データベースの統合化 

(12) 電子 PCR によるゲノムマッピング・ソフトの開

発 (13) 遺伝統計解析ソフトェアの開発と整備 (14) 
ハプロタイプ頻度推定方法の改良 (15) 多型マイクロ

サテライトマーカーの設定とタイピング方法の確立 

(16) 多型マイクロサテライトマーカーのデータベー

ス構築  (17) ハプロタイプ頻度推定プログラム

ldpooled の開発 (18) Pooled DNA の相関解析手法の

検討。 
 
⑨【ティッシュエンジニアリング研究センター】 
（Tissue Engineering Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 

研究センター長        ：立石 哲也 
副研究センター長：三宅  淳 
総 括 研 究 員        ：三宅  淳 
 
所在地：つくば中央第4、関西 
人 員：59（12）名 
経 費：410,487千円（308,361千円） 
 
概 要： 
 臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いて、代替組織・代替臓器として機

能する埋込み型細胞組織デバイスを開発する。 
 そのため、細胞の三次元培養技術を用いて、軟骨・

靱帯、骨、血管等の組織を再構築する再生技術を開発



研 究 

(22) 

し、これらデバイスを用いた臨床治験を行う。また、

動物実験代替用等の検査用組織デバイスを開発する。 
 平成13年度目標：細胞の高密度培養のために、細胞

への酸素、栄養分の供給を円滑、迅速に行える三次元

細胞培養のリアクターの開発、およびそのコンピュー

ターによる自動化、細胞の品質管理技術の開発を行う。

軟骨細胞に関しては、生体外で軟骨様組織を再構築し、

ある程度の機械的強度と生理的機能を獲得した後に軟

骨欠損部に移植し、生体内再構築を最終ステップとし

て捉える方法が挙げられる。また骨髄細胞を用いた骨

組織の生体外再構築には、多孔性担体の開発、造骨機

能をもたせるための分化誘導因子の探索を行う。機械

的な強度を持つ生分解性高分子である乳酸とグリコー

ル酸との共重合体（PLGA）のスポンジのポアの中に、

生体親和性が優れているコラーゲンスポンジを導入し

た、生体親和性と機械的強度が共に優れている生分解

性 PLGA－コラーゲン複合スポンジを創製し、この技

術を基礎にして更に接着因子や生体高分子を複合化さ

せ、生体外で細胞の機能を充分に発現させることので

きる最適な三次元培養担体を細胞種ごとに創製するこ

とを図る。血管内皮細胞や血管平滑筋細胞にストレッ

チを負荷することにより、その刺激が細胞内に伝達さ

れ細胞の機能発現につながっていることを示した。こ

のような基礎技術をもとに、生体外で培養された細胞

の機能を充分に発現させるべく、培養細胞への物理的

刺激負荷技術の確立を図る。また、細胞の組織化、機

能化に関与するタンパク質およびそれをコードする遺

伝子を探索し、その制御と応用を図る。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
生体外細胞操作と細胞外環境設計による組織工学、骨髄

系・高次代謝機能系人工組織開発・人工骨髄形成用ヒト

造血幹細胞大量培養法の確立とその臨床応用に関する研

究、間葉系骨髄幹細胞と人工材料による骨髄含有人工骨

組織形成法の開発（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 
 
生体外細胞操作と細胞外環境設計による組織工学、血管

系人工組織開発、細胞高なじみ性材料と体内異組織細胞

収集法による小口径人工血管の構造（科学技術総合研究

委託費／文部科学省） 
 
人間系の特性を考慮した大規模・複雑システムのモデル

化、解析、制御、設計に関する総合研究、生命系モデル

の組織化に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部

科学省） 
 
発 表：誌上発表 67(41)件、口頭発表 131(28)件、 
    その他 7件 
--------------------------------------------------------------------------- 

メディカルデバイスチーム 

（Medical Device Team） 
研究チーム長：大串  始 

（関西、8（2）名） 
概 要： 
 骨髄間葉系幹細胞の骨芽細胞への細胞分化能を利用

し、幹細胞・骨芽細胞組込型人工関節を用いた臨床応

用を目指す。また、軟骨再生を考えた3次元基盤材料に

ついて、開発した生分解性高分子・コラーゲンハイブ

リッド培養担体の評価ならびに前臨床プロトタイプの

開発を行う。 
(1) ヒト培養細胞の安全性の確立ができたので、2例の

人工関節適応患者の骨髄細胞培養を行い、この培養

細胞を組み込んだ人工関節用いて手術を行うことが

できた。すなわち、臨床応用を開始できた。 
(2) 開発した生分解性高分子・コラーゲンハイブリッ

ド培養担体が軟骨細胞の培養に適していることを見

出した。また、ヤギを用いて、膝関節の軟骨欠損モ

デルを作製した。 
細胞工学チーム 

（Cell Technology Team） 
研究チーム長：原  正之 

（関西、11（3）名） 
概 要： 
 ヒト神経幹細胞の分離、培養のための条件検討、神

経細胞やグリア細胞への分化の至適条件の検討などを

行う。培養のためのバイオマテリアルの開発、実験動

物の各種臓器を用いた薬物動態などの研究も併せて行

う。 
 ヒト細胞を用いた研究について「ヒト胎児由来神経

幹細胞の選択的分離法および安定・大量培養法の開発、

およびそれを用いた脳・脊髄の再生・修復法の開発の

ための基礎的研究」が、ティッシュエンジニアリング

研究センター医の倫理委員会にて平成13年8月7日に承

認。それを受けてヒト細胞の基本的培養、並びに解析

体制の整備を開始。 
 現在、ヒト神経幹細胞の大量・安定培養法のための、

評価項目の統一評価基準とそのプロトコールの作成中。

これが固まり次第、培養条件の最適化を予定。 
 ヒト神経幹細胞に選択的な表面発現分子を認識する

モノクローナル抗体の作成を開発した。 
組織再生工学チーム 

（Tissue Engineering Team） 
研究チーム長：児玉  亮 

（つくば中央第4、29（2）名） 
概 要： 
血管系再生：3次元多孔質スキャフォールドを用いた人

工血管の表面修飾を、新しいポリアミノ酸・ウレタン

共重合体により細胞適合型人工血管の開発に成 
功した。 
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肝臓系再生：豚肝細胞を含む肝細胞の増殖と機能制御

により、ハイブリッド型人工肝臓の創製において、豚

肝細胞の増殖と機能維持に効果的な培養条件を確立し

た。 
 フォスフォフォリンとコラーゲンの複合体を合成し、

ラット大腿骨骨欠損モデルに骨髄由来骨芽細胞と共に

移植した結果、3週で高い骨形成能を観察した。 
 骨芽細胞の分化を誘導する蛋白質であるオステオポ

ンチンの cDNA をアデノウイルスベクターに組み込

み、骨髄由来骨芽細胞に感染させたところ、分化誘導

が起こることを確認。種々の遺伝子導入における基盤

技術を確立した。 
 ハイドロキシアパタイト・コラーゲン複合体を徐放

担体としてbFGFを吸着させ徐放による効果を調べた

結果、良好な結果を得た。 
組織遺伝子チーム 

（Gene Technology Team） 
研究チーム長：三宅 正人 

（関西、4（2）名） 
概 要： 
 幹細胞の増殖・分化の制御は治療用幹細胞デバイス

の生産・利用技術の開発のために重要である。3万種類

以上に及ぶヒトゲノム遺伝子から上記幹細胞機能を支

配するマスター遺伝子群等のスクリーニングには、幹

細胞表現型を指標とする新規なハイスループット遺伝

子スクリーニング技術の開発が必要である。治療用幹

細胞デバイスの事業化のためのプラットホーム技術の

確立を目指す。 
 7.5cm×2.0cm の通常サイズのスライドガラスを用

い、6千種類の遺伝子組み換えを一括して行うシステム

を試作した。この技術を用いて、ヒト株化ガン細胞

HeLa 細胞をモデルに、チップ上の細胞表現型を指標

として細胞増殖を阻害する新規ペプチド遺伝子のスク

リーニングを行い、3種類の新規な増殖阻害遺伝子を同

定した。この結果、トランスフェクションアレイが遺

伝子スクリーニングに有効であることを確認した。 
動物実験代替システムチーム 

（Tissue Biosensor Team） 
研究チーム長：中村 徳幸 

（つくば中央第4、9（2）名） 
概 要： 
 細胞・組織レベルでの機能を利用した可能な範囲で

の動物実験代替法に対する新規手法の創出、および環

境中の化学物質の高感度検出・計測技術の開発につい

て行う。 
 ヒト臍帯静脈内皮細胞を用いて、増殖に対するカテ

キン類の作用を解析した。緑茶中のエピガロカテキン

ガレートは他のカテキン類に比べて阻害効果が高く、

0.01mM で40％、0.1mM で95％の増殖阻害が起こっ

た。細胞内分子操作を目指し、カーボンナノチューブ

の細胞への挿入で生じる変化を AFM カンチレバーに

掛かる力としてモニタリングする方法を確立した。1

分子の測定の検証のため、αヘリックスを形成するペ

プチドの水素結合の崩壊過程を詳細に解析することに

成功した。さらに、原生動物 Leishmania hertigi、マ

ラリア原虫に対して特異的に殺菌効果を発揮する合成

ペプチドの配列を見出し、抗菌スペクトルの解析につ

いても進めている。 
硬組織形成チーム 
（Hard Tissue Engineering Team） 
研究チーム長：伊藤 敦夫 

（つくば中央第4、4（2）名） 
概 要： 
 再生医療の早期実現は、高齢化社会を迎えた日本に

おいて、難治病の治療を進める上で、今や国民・国家

の最大の関心事項の1つであり、当研究センターの最大

の任務である。そのため、薬理機能を有する亜鉛徐放

性高機能生体材料を開発する。また、生物由来多孔体

に匹敵する性能を有する人工骨及び組織工学用人工多

孔体を開発する。 
 薬理機能を有する高機能生体材料においては、骨セ

メントへの応用の可能性について検討し、引き続き骨

粗鬆症治療への応用研究を行った。多孔体については、

完全連通孔のアパタイト多孔体の作製方法を開発した。

薬理機能を有する高機能生体材料は、亜鉛の徐放とと

もに成長因子との組み合わせで相乗効果を発揮できる

ことがわかってきた。多孔体については、生物由来多

孔体に匹敵する性能を有する完全連通孔多孔体の基本

的合成技術は確立した。 
 

⑩【ジーンディスカバリー研究センター】 
（Gene Discovery Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～2002.6.30） 
研究センター長        ：倉地 幸徳 
副研究センター長：今村  亨、多比良和誠 
総 括 研 究 員        ：今村  亨 
 
所在地：つくば中央第4、つくば中央第6 
人 員：62（13）名 
経 費：317,198千円（290,239千円） 
 
概 要： 
 本研究センターは底辺を広くとり、重要な新機能遺

伝子を同定し機能解析を行い、得られる新知見を産業

に移行していく事を基本的研究目的とするが、その中

で加齢生物学が重点領域である。この研究方向は、ジ

ーンディスカバリーチーム、エージングコントロール

チーム等を含むことで示されている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
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細胞機能発現制御技術開発（エネルギー需給構造高度化

技術開発等委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 47(27)件、口頭発表 126(20)件、 
    その他 6件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ジーンディスカバリー研究チーム 

（Gene Discovery Group） 
研究チーム長：多比良和誠 

（つくば中央第4、15（2）名） 
概 要： 
１．リボザイムと RNA ヘリカーゼを細胞内で連結さ

せることに成功したことにより、標的部位に関係な

く効果を出せるようになった。この万能性を生かし

「ジーンディスカバリー」という概念を生み出し、

フェノタイプを指標に有用遺伝子の同定が可能にな

った。 
 また、「ジーンディスカバリー」技術を用いて、ガ

ンおよび転移に関係した遺伝子、アルツハイマーや

アポトーシス関係した遺伝子が同定された。 
２．プロテオミックス分野で活用出来る新規のタンパ

クセレクション・システムを開発した。 
３．世界で初めてヒト細胞でつかえる RNAi 発現ベク

ターを開発した。 
セルレギュレーション研究チーム 

（Cell Regulation Group） 
研究チーム長：今村  亨 

（つくば中央第6、16（4）名） 
概 要： 
１．神経細胞がドーパミン刺激を受けると、Glutathione 

S-Transferase p の発現が誘導され細胞をアポトー

シスから護ることを、FGF により神経分化が誘導さ

れモデル細胞を用いて示した。この知見は、広く神

経細胞のアポトーシス抑制に応用できることが期待

される。 
２．in vivo で確実に働くクラスター状ムチン型糖鎖修

飾配列は未知だったが、[ATPAP]10回繰り返し配列

を導入した FGF が CHO-K1細胞の中で合成され

100％の効率で10本のムチン型糖鎖により修飾され

た。これは蛋白質の血中動態の延長・短縮の制御を

可能とする新たな糖鎖エンジニアリング技術 
である。 

３．Fgf-5 (-/-)マウスが長毛になるのに、in vitro では

その活性を示すことができず、機構が不明であった。

FGF-1が毛胞を構成する毛乳頭細胞から外鞘細胞の

増殖因子を放出し、これを FGF-5が抑制することを

発見し、初めて FGF-5の活性を分子細胞レベルで説

明することができた。 
遺伝子機能ネットワーク研究チーム 

（Gene Function Group） 

研究チーム長：高木  優 
（つくば中央第6、10（2）名） 

概 要： 
１．植物遺伝子機能ネットワークの解析 
 植物遺伝子は、重複が多く、従来行われてきた遺

伝子ノックアウト法やアンチセンスあるいはリボザ

イムを介した方法では、遺伝子の機能解析が困難で

ある場合が多い。そこで、従来の方法とは異なる、

リプレッサーを利用した高効率で作用する画期的な

遺伝子サイレンス法の開発を試みた。 
２．転写因子認識 DNA 配列解析 
 植物組織内で、転写因子が実際に認識している

DNA 配列をシステマティックに解析し、同時に in 
vitro での認識コンセンサス配列を決定することに

より、ゲノム DNA 配列情報を高度利用したクロマ

チン構造と関連した細胞内での転写調節機構を明ら

かにすることを試みた。細胞内での認識部位を決定

する新手法の開発を行い、認識コンセンサス配列を

迅速に決定する手法を開発した。 
３．転写制御蛋白質の細胞内での相互作用の構造生物

学的解析 
 植物組織内で ERF 蛋白質、ヒストン修飾酵素遺

伝子などを発現し、複合体形成状態をシステマティ

ックに解析する手法の開発を行った。NMR による

立体構造・相互作用解析、さらに複合体全体の共結

晶の X 線解析によって、複合体形成機構の解析を試

みた。細胞内での蛋白質の発現・回収・解析の手法

開発等を行い、核磁気共鳴による立体構造解析に着

手した。 
エイジングコントロール研究チーム 

（Aging Control Group） 
研究チーム長：倉地 幸徳 

（つくば中央第4、2（2）名） 
概 要： 
 ミシガン大からの研究室移設に向けての研究室スペ

ースの確保、改築などの努力を行った。ミシガン大学

に研究室はあり、研究は米国 NIH 支援により行って

きた。従って、H13年度の成果は産総研からのもので

はなく、成果報告には記載していない。 
遺伝子導入研究チーム 
（Gene Delivery Group） 
研究チーム長：中西 真人 

（つくば中央第4、3（1）名） 
概 要： 
１．ヒト免疫不全ウイルスの Tat タンパク質に由来す

るペプチドと DNA の複合体のモデルを開発し、Tat
由来ペプチドが細胞膜上の Caveolae と呼ばれる構

造を介して細胞内に DNA を輸送する活性を持って

いることを明らかにした。 
２．ポリオーマウイルスのタンパク質に由来する核移
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行シグナルと DNA の複合体のモデルを開発し、こ

のシグナルが40キロ塩基対の大きな DNA を細胞質

から核にターゲットできる活性を持っていることを

明らかにした。 
細胞運動解析研究チーム 

（Cell Motility Group） 
研究チーム長：上田 太郎 

（つくば中央第4、6（1）名） 
概 要： 
１．細胞質分裂機構の解明：新奇細胞質分裂関連遺伝

子の探索に関しては、収縮環依存性のものと、基質

接着依存性のものの二つの分裂機構の存在を仮定す

ることにより新たなスクリーニング法を開発し、す

でに3個の候補遺伝子を単離した。 
２．免疫学的に見えない細胞（ステルス細胞）の開発：

ステルスマウスと、条件的不死化コンストラクトの

作成を進めている。 
３．分子モーターの力発生機構の解明：アクトミオシ

ン系に関して、変異ミオシンの利用により、世界で

初めて力発生の中間状態の構造を安定に観察できる

ようになった。 
構造解析研究チーム 

（Molecular Structure Group） 
研究チーム長：廣瀬 恵子 

（つくば中央第4、4（1）名） 
概 要： 
 分子モーターの力発生機構の解明：Kar3の単頭コン

ストラクトを結合した微小管の低温電子顕微鏡画像デ

ータを力発生中の3状態で集積した。Eg5については、

2状態での立体構造を、3nm 程度の分解能で得た。ま

た、2つの異なるモーター領域をもつヘテロ二量体キネ

シンの作成に初めて成功した。 
 

⑪【ヒューマンストレスシグナル研究センター】 
（Human Stress Signal Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：二木 鋭雄 
副研究センター長：松岡 克典、淀井 淳司 
総 括 研 究 員        ：松岡 克典 
 
所在地：関西 
人 員：35（13）名 
経 費：202,473千円（142,671千円） 
 
概 要： 
 我々は常に多種多様なストレスにさらされている。

本研究ユニットの研究目的はこれらストレスのヒトへ

及ぼす影響を明らかにすること、ストレスとそれによ

る傷害の度合を測定すること、そしてそれらを克服し

て質の高い生活を送ることを実現させることにある。

そのために、分子レベルから、細胞、動物、ヒトまで

の広い範囲にわたり横断的に研究を進めていく。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
人間行動適合型生活環境創出システム技術開発（石油生

産合理化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
ストレスシグナルのプロテオーム解析（科学技術振興調

整費（若手任期付研究員支援）制度／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 30(18)件、口頭発表 63(4)件、 
    その他 1件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ストレス応答研究チーム 

（Stress Response Team） 
研究チーム長：二木 鋭雄 

（関西、9（5）名） 
概 要： 
 ストレスに対する生体脂質、特にコレステロールの

反応生成物の分析方法を確立した。ストレスによる細

胞傷害を検討し、炭素ラジカルに対して強い捕捉作用

を有する化合物を確認した。ストレスによる発現蛋白

質を明らかにするためのプロテオーム解析システム、

特に二次元電気泳動による蛋白質のプロファイリング

技術を確立した。 
ストレス計測評価研究チーム 

（Stress Measurement Team） 
研究チーム長：脇田 慎一 

（関西、7（3）名） 
概 要： 
 波長可変型の2次元 SPR 計測条件を気相系で検討し、

タンパク超薄膜の3次元計測技術を確立した。高周波数

QCM センサの計測条件を気相系で検討し、ダイオキ

シン類の超高感度センシングの見通しを得た。LIGA
プロセス及びレーザー直接描画法により分離チャネル

を作製し、電気化学検出器をオン・チップ化した

LabChip を試作し、動作確認を行った。 
ストレス・加齢工学研究チーム 

（Stress & Aging Evaluation Team） 
研究チーム長：松岡 克典 

（関西、12（5）名） 
概 要： 
 肉体疲労や精神ストレスに伴う歩行リズムや生理反

応の変化を、身体加速度、心電、筋電計測から調べ、

顕著に現れる変化を明らかにした。また、ヒトのヒヤ

リ・ハット状態を生理量の変化から検知する手法を開

発した。陥没口に対する回避行動特性を被験者実験か

ら明らかにした。また、操作速度と操作誤差が年齢に

よってどのように変化するかを被験者実験から調べ、

データベース化した。また、群集の中から人の顔を高
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速に検知する光情報処理システムを試作し、その性能

評価を行った。 
石坂・淀井特別研究室 

（BioMedical Special Research Unit） 
（存続期間：2002.1.1～） 

研究室長：淀井 淳司 
所在地：関西 
人 員：6（2）名 
概 要： 
 これまで漠然と用いられてきたストレスの概念に分

子生物学的な意義付けを行い、ヒトにおけるバイオス

トレスシグナルの解明による医生物学基礎研究と新た

な診断・治療法の開発を行うことを目的とする。第1

期では、バイオストレスシグナルに関与する新規分子

の探索技術の構築と、チオレドキシン（TRX）および

その関連因子、グリコシル化阻害因子（GIF）、低酸素

誘導性因子（HIF）の結合タンパク質の機能解析、標

的分子の同定、制御機構の解析を行った。また、地域

新生コンソーシアムを立ち上げて、産学官連携体制を

構築した。今後、バイオストレスシグナルの研究を応

用して、新たな診断・治療・装置の開発を目指してゆ

く。 
 

⑫【強相関電子技術研究センター】 
（Correlated Electron Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：十倉 好紀 
副研究センター長：赤穗 博司 
総 括 研 究 員        ：赤穗 博司 
 
所在地：つくば中央第4 
人 員：32（13）名 
経 費：227,499千円（226,699千円） 
 
概 要： 
 革新的な量子効果デバイス・量子材料の創製を目的

として、強相関電子物理の概念に基づいて、強相関電

子系相制御技術、超格子物質・接合作製技術、極限ス

ピン計測技術、強相関デバイスプロセス要素技術、強

相関フォトニクス物質、量子位相制御理論などの電子

材料・電子技術を開拓する。 
１）巨大磁気抵抗、巨大磁気光学効果、光電応答型磁

性物質創製など、従来の常識を超える、光・磁気・

伝導結合型の新しい電子物性・電子機能の開拓。 
２）量子臨界相制御を中心とする強相関電子系の新電

子機能の探索。 
３）電界効果（FET）に基づく強相関系物性制御とモ

ットトランジスタの構築。 
４）広い波長域で超高速（テラヘルツ）応答を示す、

強相関フォトニクス材料・巨大非線形光学材料の開

拓・設計。 
５）人工格子強相関新物質の創製と接合・界面の新規

物性・機能の開発。 
６）強相関電子系デバイスプロセス要素技術の開発と

強相関電子デバイス構造プロトタイプの開発。 
７）強相関電子系の機能理論および量子位相の制御を

中心とした強相関エレクトロニクスの原理提案。 
８）極限スピン計測技術の開発と強相関スピントロニ

クスへの展開。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発表：誌上発表 20(13)件、口頭発表 58(13)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
強相関相制御チーム 

（Correlated Electron Phase Control Team） 
研究チーム長：橘  浩昭 
（つくば中央第4、10（4）名） 
概 要： 
 ペロブスカイト型マンガン酸化物の良質単結晶試料

を作製して、物性の評価を行い、多重臨界相図を作製

し、これにより超巨大磁気抵抗効果の機構を明らかに

しつつある。 
 ペロブスカイト型 V、Mn 酸化物において軌道秩序

の観察に成功し、秩序化による電子状態の巨大な異方

性などを明らかにした。 
 高いキュリー温度を持つ二重整列ペロブスカイト型

酸化物の系統的合成を行いハーフメタル特性および特

徴的なモット転移の存在を明らかにした。 
 高圧下で中性－イオン性転移系結晶の誘電率測定を

行い、極低温から室温までの量子強誘電性の特徴を明

らかにした。 
強相関物性チーム 

（Correlated Electron PhysicsTeam） 
研究チーム長：高木 英典 

（つくば中央第4、5（3）名） 
概 要： 
 キュービックアンビル型の低温・圧力装置（最高圧

力8-10Gpa、最低到達温度4K）を重点的に整備し、最

高圧力9GPa（静水圧）、最低到達温度3K と、ほぼ所

期の性能を達成した。この装置を用いて、量子臨界点

超伝導、量子誘電転移、軌道秩序転移などの探索を開

始している。 
 計画された装置整備に加えて、最高圧力0.4GPa、
最低到達温度1.8K のユニークな1軸圧力システムを設

計し、開発に成功した。この装置を用いて Mn 酸化物

の軌道状態の臨界相制御や高温超伝導酸化物のストラ

イプ相制御を達成し、軌道整列状態や電荷整列が1軸性

圧力に対して桁違いに敏感である（静水圧と比較して）

ことが示された。 
 FET のデバイス構築では、スパッタ法を用いた

Al2O3絶縁膜の作製条件と特性の関係を多角的かつ詳
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細に調べ、10MV/cm の耐圧を実現した。 
強相関フォトニクスチーム 

（Correlated Electron Photonics Team） 
研究チーム長：岡本  博 

（つくば中央第4、5（2）名） 
概 要： 
 分光システムの整備：フェムト秒過渡反射分光測定

系、フェムト秒レーザー光源を用いた超高速スピンダ

イナミクスの測定装置、磁場中で測定可能であるラマ

ン分光測定系を構築した。 
 光学応答の研究：単結晶試料における反射型ポンプ

プローブ測定により、数種類の一次元モット絶縁体に

おける光励起状態の緩和過程を調べた。光励起状態は

数ピコ～20ピコ秒の時定数で高速に基底状態へ緩和す

ることが明らかとなった。 
 超高速光誘起モット転移の発見：光によるモット転

移がレーザーパルス幅程度の超高速で生じていること

を示唆している。この系では光スイッチング（金属化）

のオン－オフ動作が可能であると考えられる。 
 有機電荷移動錯体において、分子間の集団的な電荷

移動をともなう中性―イオン性相転移が、光励起によ

って20ピコ秒程度の高速で生じることを見出した。ま

た、光励起で生じる分子の集団運動に起因する量子振

動を新たに見出した。 
強相関超構造チーム 

（Correlated Electron Superstructure Team） 
研究チーム長：川崎 雅司 

（つくば中央第4、6（2）名） 
概 要： 
 La2-xSrxNiO4 (x=0.5～1.5) の配向制御エピタキシ

ャル薄膜を作製し、金属－絶縁体転移に成功した。 
 金属的特性を示す SrFeO3単結晶薄膜の作製に成功

した。 
 CaMnO3/CaRuO3超格子において界面強磁性の発現

に成功した。 
 (La,Sr) MnO3/SrTiO3/ (La,Sr) MnO3トンネル磁気

抵抗素子を作製し、室温動作に成功した。 
 AE2CuO3 (AE=Sr、Ca) の配向制御エピタキシャル

薄膜を作製し、三倍波発生による巨大非線形光学効果

の観察に成功した。 
強相関デバイスチーム 

（Correlated Electron Device Team） 
研究チーム長：赤穗 博司 

（つくば中央第4、7（3）名） 
概 要： 
 デバイスプロセス技術：デバイス用クリーンルーム

の整備とともに、標準プロセス技術として新たに導入

した、レーザーMBE 装置、絶縁膜用スパッタ装置お

よび蒸着装置、金属薄膜用蒸着装置に対する薄膜作製

条件の最適化、クライオ冷凍機付き ECR エッチング

装置によるエッチング性能の最適化、フォトマスク用

CAD システムおよびステッパーの整備を行った。 
 強相関トンネルデバイス：LaSrMnO/SrTiO3/LaSr 
MnO 積層構造の磁性トンネル接合の素子構造の設計

および試作をし、4nm のバリア膜厚をもつ接合におい

て、接合抵抗が0.04／cm2以上と高い値を得た。 
 強相関電界効果デバイス：FET 用ゲート絶縁膜とし

て、アルミナ絶縁膜とポリイミドを採用し、キャパシ

タンス構造を作製した結果、アルミナ絶縁膜（200nm）

では耐電圧4.7MV/cm が、ポリイミド（150nm）では、

耐電圧3.7MV/cm が得られた。 
強相関理論チーム 

（Correlated Electron Theory Team） 
研究チーム長：永長 直人 

（つくば中央第4、4（1）名） 
概 要： 
 磁性体中のバンド構造の位相幾何学性質がホール係

数の異常な振る舞いとして現われることを見出した。 
 パイロクロア型酸化物の異常ホール効果がスピンカ

イラリティーによるものであることを計算と実験値の

比較により示した。 
 磁気点群を用いて結晶構造・磁気構造と電子構造の

対称性を考察し、磁気電気効果、ピエゾ磁気効果、な

どが出る条件を物質に即して解析した。 
強相関スピン計測チーム 

（Correlated Electron Spin Measurement Team） 
研究チーム長：小池 和幸 

（つくば中央第4、2（1）名） 
概 要： 
１）超小型2次電子収集電極およびスピン検出器の高効

率化により、分解能5nm のスピン偏極走査電子顕微

鏡を開発し、高分解能磁区観察技術を確立した。 
２）高分解能スピン偏極走査電子顕微鏡用低温試料ス

テージを設計製作し、90K までの冷却を確認した。 
 

⑬【次世代半導体研究センター】 
（Advanced Semiconductor Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：廣瀬 全孝 
副研究センター長：坂本不二夫、河村誠一郎、 
         金山 敏彦、佐伯 俊則 
総 括 研 究 員        ：金山 敏彦、山崎  聡 
 
所在地：つくば中央第4 
人 員：56（32）名 
経 費：771,728千円（112,785千円） 
 
概 要： 
 本研究センターは、半導体 MIRAI プロジェクト

（NEDO 次世代半導体材料・プロセス基盤技術開発プ
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ロジェクト）を遂行することが主なミッションである。

これを通じて、産業界からの技術的な要請に応え、最

先端半導体技術の研究開発を展開すると共に、その成

果を広く世界に向かって発信する。時間的制約を十分

に考慮しながら、科学的な知見に基づいた技術開発を

展開し、実用的な成果を産業界に移転し、半導体産業

の発展に貢献することを目的とする。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 46(26)件、口頭発表 113(32)件、 
    その他 14件 
--------------------------------------------------------------------------- 
第１研究チーム 

（Research Team 1） 
研究チーム長：古室 昌徳    
概 要： 
 インプリント法による基準パターン生成を目的に、

レジストパターンの均一性の改善や、モールドと基板

の剥離性を高めるための表面処理などの開発により、

1cm 角のモールド内で100nm ライン＆スペースの転

写が可能となり、また、60nmのライン＆スペースの作

製にも成功した。    
第２研究チーム 

（Research Team 2） 
研究チーム長：富江 敏尚 
概 要： 
 極紫外光による電子分光では、シュバルツシルト光

学系（SO）の光学収差を評価するために、レーザープ

ラズマを X 線源として超高感度の背面照射 X 線 CCD
カメラを画像検出器とするフーコーテストシステムを

構築し、SO による X 線反射パターンの観測に世界で

初めて成功した。 
    分光用レーザープラズマ光源では、アブレーション

物質の飛散角度が10数度と狭いこと、大気中では1mm
弱しか飛散しないなどを明らかにした。 

第３研究チーム 

（Research Team 3） 
研究チーム長：樋口 哲也 
概 要： 
 デジタル回路のクロックスキューを、遺伝的アルゴ

リズムに基づいて適応的に吸収する手法を開発し、試

作した遅延回路で30ps の遅延時間調整刻みを実現し

た。アナログ回路においては高周波回路における適応

的な調整アルゴリズムの研究のために、チップを試作

し多角的に評価を行った。 
 また、インピーダンス調整を遺伝的アルゴリズムで

行う技術について、基本アイデアの検討を進めた。ま

た、全体に共通する基盤技術として、最悪値を調整的

に向上させる場合に有効な進化型計算アルゴリズムを

検討している。 
 

第４研究チーム 

（Research Team 4） 
研究チーム長：山崎  聡    
概 要： 
 超高真空電子スピン共鳴法を用い Si/SiO2界面準位

の発生の様子のその場観測を行った。その結果、界面

準位が歪によってではなく酸化が進む際の化学反応の

結果生じている示唆を得た。Si/Si3N4/HfO2膜の電子ス

ピン共鳴法（ESR）による測定を行った。その結果、

界面層に用いたSi3N4膜中の欠陥によるESR信号が明

瞭に観測された。    
第５研究チーム 

（Research Team 5） 
研究チーム長：金山 敏彦 
概 要： 
 Si の材料限界を超える浅接合を形成するために、不

純物原子を含むシリコンクラスターから Si 表面への

キャリア供給の可能性を、第一原理計算に基づいて検

討した。金属内包 Si クラスターの安定構造が、Si 原
子が中心金属とできるだけ多くの結合を結びながら球

殻状の構造を形成するという、幾何学的な考察で導け

るとともに、中心金属種によりクラスターの特性が系

統的に変化することを示し、Si 表面へのキャリア供給

に使用可能との見通しを得た。 
 
⑭【サイバーアシスト研究センター】 
（Cyber Assist Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：中島 秀之 
副研究センター長：橋田 浩一 
総 括 研 究 員        ：橋田 浩一 
 
所在地：臨海副都心 
人 員：14（12）名 
経 費：142,177千円（122,203千円） 
 
概 要： 
 情報社会の到来により皆が何時でもどこでも情報処

理の恩恵に与れるようになってきている。これはイン

ターネットのスローガンでもある。しかしながら、そ

のような世界の到来とともに浮上してくる新たな問題

がある。その一つが情報洪水である。現在、世界中で

一日に出版される本の量は、個人が一日に読める量を

超えている。これにインターネットが加われば、状況

は更に悪化する。関連情報のみをアクセスするための

支援技術が必要である。もう一つの問題は個人情報の

悪用防止である。オンラインデータはコピーや配布が

容易である。法律による規制はあるものの、技術的な

支援が限られたものしかない。暗号化だけでは、デー

タを格納・処理しているサーバ自体による悪用は防止
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できない。 
 我々の目標は、情報洪水やプライバシの問題も視野

に入れた上で、特殊知識や訓練なしに使える人間中心

の情報処理支援システム（知能ブースター）の開発で

ある。状況に依存した「自然なインタフェース」を通

じて「今、ここで、私を」支援してくれるシステムの

構築を目指している。別の言い方をすれば、インター

ネットに代表されるデジタルな世界を我々人間が住む

実世界に結合する様々な技術群の強化を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高度メディア社会の生活情報技術、人間中心の知的情報

アクセス技術（戦略的基礎研究推進事業／科学技術振興

事業団） 
 
発 表：誌上発表 51(17)件、口頭発表 31(7)件、 
    その他 6件 
--------------------------------------------------------------------------- 
デバイス研究チーム 

（Device Team） 
研究チーム長：伊藤日出男 

（臨海副都心、7（2）名） 
概 要： 
(1) 改良型室内レーザレーダ装置の開発を実施し、赤

外カメラによる光反射物体の高速検知化（4秒→0.1

秒）に成功した。 
(2) 反射率変調機能として、UMU フィルムの赤外光

学変調特性を明らかにし、変調方式の改善により

100bps 以上の反射率変調が可能であることを明ら

かにした。 
(3) 低消費電力空間光通信モジュールのプロトタイプ

として、カード PC 素子に再帰反射光特性を実装し、

再帰光反射特性を計測した。 
(4) マイボタンの応用サービス形態として新サービス

を考案した。 
ソフトウェア研究チーム 

（Software Team） 
研究チーム長：森   彰 

（臨海副都心、4（3）名） 
概 要： 
 次世代個人通信システムの実現のためには、従来と

は異なる通信方式やソフトウェア利用技術が必要にな

ってくる。ビーム光通信を用いた位置追跡では、ビデ

オカメラなどを併用することで複数の端末の3次元位

置座標を高精度で計測・維持するためのシステムの設

計と開発を行った。位置と状況に基づく情報サービス

では、ユーザーモデルと照らし合わせることにより、

ユーザーの位置と状況に適した情報配信を行うシステ

ムの設計と開発を行った。P2P グループウェアの研究

においては、サーバーを経由せずに端末間の直接通信

によりスケジュール調整などを自律分散的に行うシス

テムの開発を行った。マイクロサーバーについてはア

ドホック通信やサーバー管理の技術に関する研究を行

った。移動計算については、計算モジュールがデバイ

ス間を移動しながら計算することを目指し、小型携帯

端末に実装するための開発に着手した。 
コンテンツ研究チーム 

（Content Team） 
研究チーム長：橋田 浩一 

（臨海副都心、8（1）名） 
概 要： 
(1) 情報検索エンジンのプロトタイプを作成した。そ

のアルゴリズムを理論的に整備し、それに基づく高

性能のエンジンの開発に着手した。 

(2) インタラクティブなマルチモーダルプレゼンテー

ションに関するプロトタイプシステムを開発した。 
(3) 3辞書、新聞記事、映画等のデータに意味構造化を

施したコーパスを作成した。 
(4) ISO/IEC JTC1/SC29/WG11 (MPEG) において上

記の標準化活動を進め、2002年に国際標準に組み入

れる見通しを得た。 
(5) 効率的な意味構造化のための文法記述の枠組につ

いて検討し、支援ツールのインタフェースを改善し

た。 
マルチエージェント研究チーム 

（Multiagent Team） 
研究チーム長：車谷 浩一 

（臨海副都心、7（4）名） 
概 要： 
 平成13年度においては、分散型エージェント社会シ

ミュレーションの研究について、大規模かつオープン

な分散シミュレーションシステムの開発を目的として、

エージェント間の通信方式ならびにシステム全体の通

信制御に関する設計ならびに実装を行った。具体的に

は、経済シミュレーションに関しては、エージェント

間の通信の標準プロトコルを定義し、その処理系を実

装した。災害シミュレーションに関しては、火事など

の物理シミュレーションに加えて、交通流・市民など

のシミュレーションを行うためのプラットフォームの

設計を行った。また、教育を目的とするネットワーク

ゲームに関して考察を行った。これらの成果は他の研

究機関や大学において実際に利用されている。 
 
⑮【マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター】 
（Research Center for Advanced Manufacturing on 
 Nanoscale Science and Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：矢部  彰 
副研究センター長：綾  信博 
所在地：つくば東 
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人 員：18（7）名 
経 費：104,823千円（39,397千円） 
 
概 要： 
 ナノメートルオーダー（1mm の百万分の一から一

万分の一：原子千個から一億個）の大きさ・形を持つ

物質では、通常の大きな物質とは異なった現象が起こ

ることが解明されてきており、こうした現象を工学的

に役立たせるための科学技術（ナノテクノロジー）に

期待が高まっている。こうした要素を一体として組み

合わせた超微細構造からなる3次元の人工物を作るこ

とができれば、これまでの機械や機器に替わって、よ

り高性能で小型な機械や機器を実現したり、これまで

得られなかった機能を発揮する機械を実現することが

できる。このためには、ナノレベルの加工として、原

子を一つ一つでなく、数千万個の原子を一度に取り除

いたり、特別な形に効率よく組み上げたりする技術を

開発する必要があり、本研究センターでは、加工する

材料の種類や気体・液体などの雰囲気に影響されない

加工技術として、主にレーザービームを用いたナノ加

工技術を実現することを目指している。また、超微細

な構造体ではどのような現象が起こり、それをどのよ

うに工学的に役立たせることができるのかを研究して

いる。研究センターの目的とコンセプトのポイントと

しては、工学的に有用なマイクロ・ナノスケールの効

果を現象解明し、これらの効果を活用して、エレクト

ロニクス機器やエネルギー変換デバイス・環境センサ

ー、バイオ装置などに応用するナノテクノロジーの実

用化技術を研究開発すると共に、種々の応用分野に共

通して必要となる基盤技術であるナノ製造技術（ナ

ノ・マニュファクチャリング技術）を確立することを

目的とする。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高効率生産プロセス技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
レーザー計測・プロセッシング技術開発（電源多様化技

術開発等委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 15(12)件、口頭発表 9(1)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
マイクロ・ナノ機能研究チーム 

（Quantum and Molecular Engineering Team） 
研究チーム長：松岡 芳彦 

（つくば東、9（2）名） 
概 要： 
 ナノ構造制御による構造体の量子機能発現の基盤技

術開発を目的とし、均一無汚染超微粒子の作製・制御

技術の研究開発を実施した。レーザーアブレーション

法と電気移動度分級法を併用し、更に気流中で粒子を

アニールすることにより、サイズが制御された単結晶

粒子を得る制御技術を開発した。また、高密度イオン

ビームにより、平衡荷電状態を大幅に超える高効率な

粒子荷電に成功した。 
 ナノ機能構造体の生産性及び制御性に優れた加工法

及び加工装置の基盤技術開発を目的とし、レーザー微

細加工の要素技術としてレーザー温度安定化と、超解

像技術利用極微細加工の基盤技術開発を実施した。前

者に関しては、高熱流速除熱を行うための技術として、

ペルチェ効果及びクラスレートを用いる二つの手法を

考案した。また後者に関しては、高集光長焦点深度ビ

ームに必要な光学系を考案し、このビームを用いるこ

とで、レーザー微細加工において極端に焦点深度が浅

くなる問題を解決できることを数値計算により示した。 
機能付加加工研究チーム 

（Nanoscale Machining Team) 
研究チーム長：加納 誠介 

（つくば東、3（2）名） 
概 要： 
 高脆性である型材料の高精度形状加工のための基礎

研究として、これらの材料の硬さが吸着等の表面状態

とどのような関係があるのか、すなわち高脆材料の硬

さが最表面環境によって変化するというケモメカニカ

ル効果との関係を明らかにすることを目的として、基

礎実験を実施すると共に、実験システムの構成を決定

し、研究計画を策定した。 
 また、光干渉計を用いた形状計測において、測定環

境が測定値に与える影響を評価した。この結果を用い

て、加工機上で計算機ホログラムを用いた非球面形状

計測が可能な干渉光学系を設計した。 
 さらに、レーザーを用いる同素体・機能被膜作製技

術については、炭素超微粒子を高濃度で含む噴流に高

出力炭酸ガスレーザーの連続光を照射し、これをその

場でデポジションすることで同素体（フラーレン類）

を含む被膜の生成に成功した。 
 
⑯【ものづくり先端技術研究センター】 
（Digital Manufacturing Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：小島 俊雄 
副研究センター長：森  和男 
総 括 研 究 員        ：森  和男 
 
所在地：つくば東 
人 員：19（14）名 
経 費：664,790千円（49,759千円） 
 
概 要： 
 ものづくり・IT 融合化推進技術の研究開発 
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 一般機械部品を対象として中小製造業にとって重要

な加工全般にわたる熟練者の技能を分析し、体系化す

ることにより加工技能の技術化を支援する方法を開発

する。また、設計・製造業務の基幹情報（製品モデル

情報）の企業間、企業内各部門での共用、有効活用を

可能とする基盤技術として、中小製造業者自身による

アプリケーション開発を可能とするためのアプリケー

ション開発基盤を開発、整備する。 
１．「加工全般にわたる技能の技術化に関する研究

開発」 
２．「設計・製造支援アプリケーションのためのプ

ラットフォームの研究開発」 
 第1期においては、産学官連携、特に公設試との連携

をベースに、標記テーマの要素技術の開発と中小製造

業の現場における効果を実証する。 
 成形、除去、付加、改質に分類する一般機械部品の

主要な加工分野全般を対象とし、加工技能の現状を分

析、体系化し、デジタル情報集積を図る。 
 ［デジタル情報集積］ 
・情報集積の結果は、加工条件データベース、加工事

例データベースとして、加工法間の順序関係、共通

基盤技術の視点から統合し、インターネット上の分

散技術情報源として連繋動作するシステムとしての

実現を図る。 
・加工データの収集・体系化、加工プロセス解析、評

価検証用データ収集など、加工法の特徴を活かした

情報集積構造を定め、中小製造業の現場に役立つ情

報集積を図る。 
 ［データベース活用機能］ 
 共通基盤技術の視点から、加工現象の観察や、計算

モデルと加工データとの関係を評価する標記を開発す

る。 
 ［加工技能の技術化手法］ 
・加工技能の技術化の方法論開発を目指し、オブジェ

クト指向に基づく加工技能の技能のモデリング技術

について提案し、製造現場で評価する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発表：誌上発表 18(6)件、口頭発表 42(10)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
加工技術研究チーム 

（Machining Engineering Team） 
研究チーム長：今村  聡 

（つくば東、11（5）名） 
概 要： 
 切削加工データベースの現状を調査し、新たに開発

するデータベースに必要とされるデータ内容、機能を

検討・整理した。また、切削加工データベースを構築

するために公設試等をメンバーとする切削ワーキング

グループを組織し、切削加工によるデータ収集を行う

準備として公設試の機械特性差（機差）を把握するた

めの予備加工実験を実施した。 
 レーザ変位計を用いてエンドミル工具損耗をオンマ

シン計測する技術を開発した。レーザの入射角や反射

レーザ輝度の調整を行うことによって、従来困難であ

った光沢面をもつ工具の損耗や、すくい面摩耗の計測

を可能とした。さらに、共分散処理を基本とした信号

処理アルゴリズムを開発し、50μm 以上の精度で逃げ

面摩耗が自動計測できるシステムを開発した。 
 電解砥粒研磨加工については、先行的に実験を進め

た結果を加工データベースとして公開した。 
システム技術研究チーム 

（Systems Engineering Team) 
研究チーム長：松木 則夫 

（つくば東、4（3）名） 
概 要： 
 設計・製造支援アプリケーションのためのプラット

フォームの研究開発：ロボットの設計製造過程を題材

にした、取り扱い（設計ノウハウ、技能の取り扱いを

含む）形状および品質に関する現状の調査、中小製造

業における CAE 利用に関する調査等を実施。ライブ

ラリ開発については、GUI および表示ライブラリの基

本設計書および詳細設計書、3次元図形検証機能の基本

設計書および詳細設計書、品質確認機能の基本設計書

を作成。 
 進化型設計システムの研究等の関連研究：進化型設

計システムの研究については、リー代数に基づき、機

構構造の推定及び再利用の可能性を判定するための機

構学的決定手法を確立した。製造設備の例として組立

機械を取り上げ、本手法の組立機械の概念設計への適

用を行い、有効性を確認した。 
成形技術研究チーム 

（Metal Forming Team） 
研究チーム長：大橋 隆弘 

（つくば東、4（3）名） 
概 要： 
 鍛造、金属プレス、鋳造、レーザ加工、めっき、溶

射、物理・化学蒸着についてワーキンググループを組

織し、加工データベースのデータ項目、収集フォーマ

ットを決定した。 
 鍛造加工の適用範囲の拡大として、従来鍛造で成形

の難しかったような中空製品の成形が可能なロストコ

ア側方押し出しについて開発を進めた。加工事例デー

タの活用機能として、ネットワーク上で加工事例デー

タベースの情報を利用して、鍛造型寿命の予測と寿命

が短くなる原因の推定を行うデータベース活用機能に

ついて開発に着手した。 
 物理・化学蒸着について CIE 色度図を用いた情報の

整理について考案した。また、蒸着コンサルテーショ

ンシステム、化学蒸着反応過程シミュレーション、磁

束分布理論シミュレーションによるデータ活用機能と、
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成長観察データベース、材料特性データベース、材料

知識データベースからなる支援モデルについて技術者

支援の形態を決定した。 
 
⑰【高分子基盤技術研究センター】 
（Research Center of Macromolecular Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：中濱 精一 
副研究センター長：小島  弦 
総 括 研 究 員        ：浅井 道彦、竹内 和彦 
 
所在地：臨海副都心センター、つくば中央第5 
人 員：82（22）名 
経 費：282,630千円（82,764千円） 

 
概 要： 
 21世紀の社会と産業の持続的発展を支える高性能、

高機能高分子材料を開発するため、世界を先導する高

分子技術を創出する。具体的には、高分子鎖の一次構

造とそれらが集合した高次構造を精密に制御すること

により、高度な性能と機能を備えた高分子材料を実現

する。このため、高分子の合成から二次元構造（表面・

界面）形成、三次元集合構造形成、成形加工等にかか

わる精密制御技術、機構解明並びに構造評価技術等に

関する基盤技術を開発する。また、環境負荷の低減プ

ロセスの開発を目指して、ハロゲン化合物を用いない

高分子の合成や固相重合等に関する研究を行う。 
 また、「精密高分子技術」プロジェクト共同研究等を

通じて産学官共同研究の中核的役割を果たし、高度な

構造制御により高分子材料の高性能化、高機能化をは

かる基盤技術を構築する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究、高分子材料、多相系高分子材料に関する研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
精密高分子技術プロジェクト、高機能材料の基盤研究

開発、高性能材料の基盤研究開発（NEDO 委託費／ 
NEDO） 
 
発 表：誌上発表 21(19)件、口頭発表 72(8)件、 
    その他 4件 
--------------------------------------------------------------------------- 
高分子合成チーム 

（Polymer Synthesis Team） 
研究チーム長：竹内 和彦 

（つくば中央第5、10（7）名） 
概 要： 
 高分子の特性を任意に制御するとともに、高分子材

料及びその製造プロセスをグリーン化するため、高分

子の一次構造を任意かつ精密に制御する重合基盤技術

を開拓する。 
 付加型重合：エチレン及び種々の極性ビニルモノマ

ーの重合に有効なリン配位子をもつ8族遷移金属錯体

触媒を見出した。また、3価のチタノセン錯体触媒が、

単独またはアルミニウム化合物の添加により、アクリ

ロニトリル等の極性ビニルモノマーやオレフィンを単

独重合させることを見出した。 
 縮合型重合：ポリカーボナート（PC）の固相重合原

料である大環状オリゴマーの線状 PC の熱分解による

合成法を検討し、希薄溶液中の熱分解により環状化合

物を高選択的に生成することを見出した。また、酸化

的カルボニル化による PC 合成法のモデル反応を検討

し、Pd－カルベン型錯体を触媒として用いることによ

り高い炭酸ジフェニル生成活性を得た。さらに、主鎖

に Si や Ge 原子を規則的に含む新規ポリマーを合成し

た。π共役型トリフェニルアミン系多分岐高分子の合

成を目指しビニル基含有モノマーを合成した。また、

質量分析装置を用いる重合条件－生成物構造相関の予

測法についての検討に着手した。 
高次構造制御チーム 

（Higher-Order Structure Team） 
研究チーム長：海藤  彰 
（つくば中央第5、7(1)名、臨海副都心センター3(2)名） 
概 要： 
 高次構造制御に基づく高分子材料共通基盤技術を構

築するため、高分子の結晶・非晶構造、配向構造、相

構造等の高次構造を対象とした構造解析技術ならびに

構造制御技術の開発研究を行う。 
 磁場中での配向化過程に関する研究動向を調査した。

赤外分光光度計、X 線回折装置により、結晶化過程の

構造変化を計測した。ラマン散乱分光々度計により動

的過程を計測するため、励起光、散乱光、及び試料の

配置を検討した。 
 多次元固体 NMR 法によりイソタクチックポリブテ

ンの II 型結晶、III 型結晶、および非晶相における分

子運動のダイナミクスとコンホメーションを明らかに

した。 
 イソタクチックポリスチレン－ポリフェニレンオキ

シドブレンドフィルムの作製条件、延伸条件、結晶化

温度により結晶・非晶構造、配向構造、相構造を制御

し、横方向破断強度を維持しながら、延伸方向に強化

されたブレンドフィルムを作製できた。 
多相系高分子チーム 

（Multiphase Polymer Team） 
研究チーム長：清水  博 
（臨海副都心センター､3(2)名、つくば中央第5､0(1)名） 
概 要： 
 高次構造制御に基づく高分子材料共通基盤技術を構
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築するため、ブロック共重合体等の自己組織化を利用

したナノファブリケーション技術、ならびにポリマー

ブレンド、アロイ等の多相系高分子材料の相構造や界

面構造の評価法と制御法の開発研究を行う。 
 メゾスコピック構造によるミクロパターニングと階

層構造形成：新規のブロック共重合体の分子設計と合

成により階層構造構築に成功。EFTEM SEM による

構造解析を行う。ドライプロセスにより、種々の金属

やフォトクロミック化合物をミクロドメインへ選択的

に導入してナノレベルで規則的に配列させることに成

功した。 
 多相構造界面評価法の確立：パルス静電応力法によ

り多相構造界面の位置情報空間電荷分布パターンを得

た。EFTEM により高分子接着界面の解析を行い、界

面のナノレベルでの元素分析、化学結合分析に成功し

た。 
ソフトマテリアルチーム 

（Soft Materials Team） 
研究チーム長：岸  良一 

（つくば中央第5、6（3）名） 
概 要： 
 高次構造制御に基づく高分子材料共通基盤技術を構

築するため、分子設計、合成・作成法の開発研究を行

う。 
 高分子ネットワークの高次構造制御：液晶モノマー

と低分子液晶からなる液晶ブレンドに光開始剤および

架橋剤を加え、液晶温度範囲で紫外線照射すると、重

合、架橋、相分離が同時に進行し、繊維状のモルフォ

ロジーを有する液晶高分子ネットワークを得ることが

できた。ポリ（N－イソプロピルアクリルアミド）の

γ線重合と相分離を制御し、多孔質構造の高分子ゲル

を合成した。電顕観察により数百ナノメートルの微粒

子が連結したネットワーク体を構成していることを見

出した。 
 高分子系の結晶化過程のシミュレーション：高分子

溶融系における結晶化に伴う秩序構造形成のダイナミ

クスを、分子の剛直性に関する観点から解明するとと

もに、過冷却度を変化させることにより、秩序度の温

度依存性に関して検討した。 
高分子成形加工チーム 

（Polymer Processing Team） 
研究チーム長：中山 和郎 

（つくば中央第5、8（2）名） 
概 要： 
 高次構造制御に基づく高分子材料基盤技術を構築す

るため、成形プロセスにおいて高分子構造を制御し、

求める物性を最大限に引き出す精密成形加工技術基盤

を確立する。そのため、成形加工時の構造発現の基礎

データを収集するとともに、多相系・複合系高分子材

料の成形プロセスにおける配向・配列制御技術につい

て検討を行う。 
 構造と粘弾性挙動の関係などの基礎データを得、シ

ート成形に生かすとともに、標準情報「動的機械特性

による転移温度測定方法」として提案する。 
 2種のテレケリックポリマー薄膜からなるリアクテ

ィブプロセシングモデルを作り、ポリマー・ポリマー

反応の測定に着手した。 
 ポリブチレンサクシネートとそのブレンドのロール

加工により配向性が付与され、破断強度と透明性の向

上を確認した。 
高分子複合チーム 

（Polymer Composites & Blends Team） 
研究チーム長：北野  武 

（つくば中央第5、2（1）名） 
概 要： 
 高分子・複合化材料の高性能化、機能化のための成

形加工に関わる基本特性（主としてレオロジー特性）

に及ぼす因子を明らかにするとともに、機能化のため

の混合化技術を含む新規成形加工技術を開発すること

を目的とする。 
 多相系高分子のレオロジー特性（粘弾性、剪断流動

性等）に及ぼす組成比、温度、ひずみ量、ひずみ速度

の影響を調べ、流動挙動／モルフォロジー／力学的性

質の間に密接な関係があることを明らかにした。 
 繊維／高分子複合系のレオロジー特性に及ぼす諸因

子を定量的に把握。電気粘性効果を利用した感圧材料

及び導電性繊維充填面状発熱材料創製のため基礎的知

見を集積した。 
 

⑱【光反応制御研究センター】 
（Photoreaction Control Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：荒川 裕則 
副研究センター長：春日 和行 
総 括 研 究 員        ：春日 和行、矢部  明 
 
所在地：つくば中央第5 
人 員：50（26）名 
経 費：514,126千円（68,574千円） 
 
概 要： 
 実用化までに長いリードタイムと高いリスクを要し、

国自らが課題解決に取り組んでいくことが求められて

いるエネルギー問題や地球環境問題の解決に光反応制

御技術の開発を通して貢献することを本研究センター

のミッションとする。 
 人類が直面しているクリーンなエネルギー資源の確

保には膨大で無尽蔵なエネルギー源である太陽光の新

しい有効利用技術の開発が期待されている。一方、地

球規模の環境汚染問題の解決には、副生成物を排出し
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ない反応プロセスや、効率的な材料プロセシング技術

の開発が求められている。光反応制御技術は、これら

のエネルギー・環境問題の解決に大きく貢献できる潜

在的な可能性を秘めている。 
 このような観点から、本研究センターでは新しい太

陽光エネルギー利用技術の開発や汚染物質の排出の少

ない光・レーザー反応の完全制御技術の確立に向けた

以下の革新的な光反応制御技術の研究開発を行う。 
１）光誘起電子移動の実験的及び理論的研究 
２）高性能色素増感太陽電池の研究開発 
３）人工光合成技術の研究開発 
４）レーザー量子反応制御の基盤研究 
５）レーザー精密プロセスによる物質創製・材料加工 

 「第1期の目標」 
 新しい太陽光エネルギー利用技術の開発： 
・色素増感太陽電池等の不均一系や溶液反応等の均一

系での光誘起電子移動の基礎過程を解明する。 
・安価で高性能な、新しい色素増感太陽電池を開発す

る。変換効率6％以上。 
・水から直接水素を製造する新しい可視光応答性酸化

物半導体光触媒を開発する。 
 光・レーザー反応の完全制御技術の開発： 
・種々の量子反応制御手法の原理確認と機構解明を行

い、選択的結合切断反応に有効な手法を提案する。 
・レーザー反応特異的な新物質生成法と材料加工法の

基盤技術を開発する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高密度パルス光の発生と先端的物質制御に関する研究、

プロセス基盤技術、光励起化学種によるプロセス制御の

研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
太陽光発電技術研究開発革新的次世代太陽光発電システ

ム技術研究開発高性能色素増感太陽電池技術の研究開発

（NEDO 委託費／NEDO） 
 
発 表：誌上発表 68(50)件、口頭発表 140(18)件、 
    その他 5件 
--------------------------------------------------------------------------- 
光反応機構チーム 

（Photoreaction Mechanism Team） 
研究チーム長：村田 重夫 

（つくば中央第5、7（6）名） 
概 要： 
 光誘起電子移動の実験的研究：近赤外領域で極めて

弱い過渡吸収（吸光度変化で10-5）を測定できる、時

間分解能50ns の装置、および時間分解能100fs 程度で

10-3の吸光度変化を測定できる装置を完成した。これ

らの装置により半導体（酸化亜鉛、酸化チタン）上に

吸着した色素分子からの電子注入過程（フェムト秒領

域）と電荷再結合過程（マイクロ秒領域）を測定した。

またドナー・アクセプターの距離を精密に制御した超

分子を設計・合成し、電子移動がスルースペースで起

こることを示した。 
 光誘起電子移動の理論的研究：色素増感太陽電池に

おける注入電子と色素イオンの電荷再結合過程につい

て研究した。新しい理論的モデルを提案し、これに基

づいて再結合速度に対する光強度や印加電圧、電解質

の影響を説明することに基本的に成功した。また、電

子写真の電荷輸送層として重要な、ドープされたポリ

マー中における電荷の移動度について新しい理論を提

出した。 
太陽光エネルギー変換チーム 

（Solar Light Energy Conversion Team） 
研究チーム長：杉原 秀樹 

（つくば中央第5、23（10）名） 
概 要： 
 高性能色素増感太陽電池の研究開発：エネルギー変

換効率8.4％の世界最高水準の性能をもつ色素増感太

陽電池の製造技術を確立した。ルテニウム錯体の配位

子としてピリジルキノリン誘導体に関して検討を行い、

2個のカルボン酸を2位及び2’位にもつものが効率よく

増感を行うことが可能であることを見出した。また、

テルピリジン誘導体を配位子とするルテニウム錯体に

ついて極めて優れた光吸収特性をもつものを見出した。 
 人工光合成技術の研究開発：太陽光による水からの

直接水素製造技術に関しては、可視光応答が可能な酸

化物半導体光触媒系の探索・設計を行い、光合成のメ

カニズムを利用した2段階光触媒法や一段法光触媒で

あるインジウム・タンタル酸化物にニッケルをドープ

した光触媒を開発し、世界で初めて可視光による水の

完全分解に成功した。また、炭酸ガスの光固定化に関

しては Ru 系の可視光応答性複核錯体を新規に合成し

た。 
レーザー反応制御チーム 

（Laser-Controlled Reaction Team） 
研究チーム長：中永 泰介 

（つくば中央第5、6（5）名） 
概 要： 
 コヒーレントコントロールを用いた反応制御に関し

ては、位相を制御した基本波2光子－倍波1光子同時吸

収によるヨウ化臭素の光分解反応において、分解生成

物であるヨウ素原子の収率が2つのレーザー（基本波、

倍波）の位相差によって変化する量子干渉効果の観測

に成功した。可視領域の光分解に関し量子干渉効果が

観測されたのは世界で初めての例である。 
 モード選択性が期待される特殊反応場として水素結

合の赤外前期解離反応を取り上げた。モデルとして3

成分系のアニリンクラスターカチオンを用い、水素結

合モードを励起することにより、ほかのモードを励起
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した時より反応分岐比を10％以上変えられることを確

認した。これは、光分解反応で振動モード選択性を示

す世界で初めての例である。 
 多体系でのエネルギー緩和機構を記述するため、多

自由度系を簡便に信頼性よく取り扱える理論 CUFF
の理論構築ならびにプログラム開発を行った。 

レーザー精密プロセスチーム 

（Laser-Induced Materials Processing Team） 
研究チーム長：矢部  明 

（つくば中央第5、6（4）名） 
概 要： 
 レーザー反応による新物質生成の研究：低温マトリ

ックス場での芳香族酸無水物の波長選択レーザー光分

解により、ベンズジイン2種の捕捉・生成に成功した。

低温凝縮窒素膜へのピコ秒紫外レーザーパルス照射に

より窒素原子ビームの生成に成功し、グラファイト基

板（HOPG）上に窒化物を合成することに成功した。

無機半導体材料では、良結晶性の半導体ナノ結晶含有

コンポジット薄膜の生成に成功した。 
 レーザープロセスによる材料加工法の最適化の研

究：レーザー背面照射湿式エッチング法での石英ガラ

スのエッチング手法の改善を図る手法として、ピラニ

ン水溶液を背面に配したエキシマレーザー照射により、

エッチング面が極めて平滑である微細加工特性に優れ

た結果を得た。さらに、10ミクロンのグリッド作製に

も成功した。一方、汎用の有機溶媒であるトルエン溶

媒において、ピレンアセトン溶液と比較して、1.4倍も

高速なエッチング速度を見出した。 
 

⑲【新炭素系材料開発研究センター】 
（Research Center for Advanced Carbon Materials） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：飯島 澄男 
副研究センター長：古賀 義紀 
総 括 研 究 員        ：古賀 義紀、大串 秀世、 
         湯村 守雄 
 
所在地：つくば中央第5 
人 員：53（18）名 
経 費：477,343千円（345,965千円） 
 
概 要： 
 ナノチューブやナノホーンあるいは、ダイヤモンド

に代表される炭素系物質・材料は、そのナノスペース

において他の物質・材料に見られないユニークな構造

や機能（例えばダイヤモンドにおける半導体特性や硬

度）を持っている。本研究センターでは、炭素系・物

質の作り出すナノスペースを精査し、その構造と機能

を明らかにする新しいナノスペース材料科学の構築を

行い、これらをベースに環境に適合しやすい炭素系材

料の特徴を生かした、環境・エネルギー材料及び情報

通信材料の開発を目指す。 
 本研究センターの重点材料として「ナノチューブ」、

「ダイヤモンド」を取り上げ、前者に関しては、触媒

制御による単層ナノチューブの大量合成法とその応用

化の確立を目標とする。カーボンナノチューブの標準

供給を開始し、産業応用の研究において、中核的拠点

となる。ダイヤモンドについては、ダイヤモンドエキ

シトン発光を用いた室温動作の紫外線発光デバイスを

作製する。さらに、重点材料として「炭素系高機能材

料」を取り上げ、BCN ヘテロダイヤモンド、ヘテロ

グラファイト、DLC、ヘテロフラーレン、cBN 等の創

製制御とその産業応用の実現に向けて研究を行う。

BCN ヘテロダイヤモンドは、焼結体を作製し、その

実用化の可能性を明らかにする。DLC については、水

環境下に適する DLC 膜の開発とそのトライボ特性を

明らかにし、実用化可能性を明らかにする。cBN につ

いては、単に成膜の基礎研究に終わらず、高密着性硬

質厚膜の実現に向けて、産業化の適用を計る。当研究

センターでは、上記研究開発を行う上で、必要不可欠

な共通基盤技術であるナノ分析・ナノ計測（上記材料

の生成過程、界面、結晶性、配向性、ナノスペース反

応解析等）の技術を確立し、世界をリードする研究拠

点となる。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高効率石油掘削技術等研究開発（石油安定供給技術開発

等委託費／経済産業省） 
 
炭素系高機能材料の技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
発電用炭素高機能材料技術開発（電源多様化技術開発等

委託費／経済産業省） 
 
カーボンナノチューブの超微粒子触媒による成長制御と

電子デバイスへの応用（科学技術総合研究委託費／文部

科学省） 
 
高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研究開発（科学技術総合

研究委託費／文部科学省） 
 
動的アニール・ソフトイオンビームプロセスによる高品

質ダイヤモンド半導体基盤技術の研究（原子力試験研究

委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 65(25)件、口頭発表 145(248)件、 
    その他 2件 
--------------------------------------------------------------------------- 
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ナノスペースチーム 

（Nanospace Materials Team） 
研究チーム長：飯島 澄男 

（つくば中央第5、4（3）名） 
概 要： 
１）超高空間分解能元素分析装置の開発 
  超高空間分解能元素分析装置として透過型走査電

子顕微鏡を用いることとし、その基本設計を行った。

冷陰極型電界放射電子銃を用いて、対物レンズの球

面収差を極力小さくしホールピース長を狭くするこ

とで超微細電子ビームを形成することとした。また

コンタミネーションを防ぐために鏡体を超高真空対

応とした。 
２）励起ビーム法を用いたナノスペース制御による新

炭素系材料の開発 
  質量分離した炭素イオンを用いて炭素薄膜を形成

し、膜の構造、化学結合性を調べた。基板に到達す

る炭素イオンエネルギーにより膜中の sp3結合比が

制御できることを明らかにし、sp3比と膜の硬さ、

トライボロジー特性との関係を明らかにした。イオ

ンエネルギー100eV で作製した膜は sp3結合比83％

を示し、また硬さ80Gpa、摩擦係数0.08、比摩耗量6

×10-9mm3/Nm と優れた特性を示した。 
ハイブリッドチーム 

（Hybrid Materials Team） 
研究チーム長：古賀 義紀 

（つくば中央第5、5（4）名） 
概 要： 
 ハイブリッド材料としてヘテロフラーレン（BNC58）
のレーザーによる固液反応による高純度合成・分離を

行い、NMR 測定による解析からフラーレン骨格内で、

BN 結合で存在していることを明らかにした。また、

600度まで基板温度を上げ、スパッター法によりダイヤ

モンド上に結晶性 LiNbO3膜の合成を行い、表面荒さ

5nm の透明の配向性平滑膜を得た。 
 ECR プラズマ法により、保護膜として有効な5nm
の厚さの CNx 膜を確認した。また、高周波マグネト

ロンスパタリングにより、80％近い cBN 膜を得た。さ

らに、イオンビーム照射法において、炭素イオンのエ

ネルギー制御によりアモルファス炭素膜中の sp3成分

を制御し、摩擦係数は 0.1以下、硬度 80GPa に 
達した。 
 単層ナノチューブの超硬度相を発見し、ダイヤモン

ドに匹敵する硬度を有することを見出した。また、

PBII 法（パルス化イオン注入法）により、凹凸面に

DLC を10％以内の均一な成膜に成功した。 
極限反応チーム 

（Extreme Materials Processing Team) 
研究チーム長：角舘 洋三 

（つくば中央第5、4（3）名） 

概 要： 
 多元炭素系物質の相安定性の解明とその利用：炭素

／ホウ素／窒素三元系の相安定性に関する研究におい

て、溶融法により結晶性の高い B-C-N 層状化合物を合

成することができた。さらにこれを常温加圧（～

15GPa）することにより、ウルツ鉱型あるいは六方晶

ダイヤモンド型と類似構造を有する相を見出した。 
 炭素系物質の材料化技術開発の一環として、本研究

センターで開発した電磁加速プラズマ溶射装置により、

炭化ホウ素の結晶質厚膜（約100μm）の形成を初めて

可能にした。 
 極限場を利用したナノスペース物質の機能発現：ナ

ノチューブ等の合成プロセスに対する磁場効果に関す

る研究において、200mm 径の室温ボア中に10T の磁場

を発生できる超伝導マグネットの改造と並行して、ボ

ア中に設置するために、炉の電流が磁場とほとんど干

渉しない CVD 電気炉を設計し、製作中である。 
ダイヤモンド半導体チーム 

（Advanced Diamond Team) 
研究チーム長：大串 秀世 

（つくば中央第5、10（4）名） 
概 要： 
 薄膜合成と界面制御：高分解能断面 TEM による詳

細な解析の結果からダイヤモンド基板とエピタキシャ

ル界面の知見を集積した。特に構造欠陥による可視光

領域の発光特性の強い相関をナノスケールで把握する

ことができた。 
 光機構解明：室温で非線形効果を示して紫外線を発

光する励起子の発光機構の解明と、この応用技術の基

礎を確立する。 
 pn 制御：エピタキシャル成長中の気相ドーピング技

術による、n 型ダイヤモンド薄膜合成技術の基礎の確

立、および pn 接合作成技術の基礎研究を行う。p 型

の制御は低温（77k）でのイオン注入技術を導入する

ことにより、従来法より特性の改善が計れることがわ

かった。 
 イオン注入：ダイヤモンド中のイオン注入による照

射損傷に関する研究では、カソードルミネッセンス法、

PIXE 法、電顕観察によりデータを集積した。 
一次元ナノ構造チーム 

（Nano Structured Materials Team） 
研究チーム長：湯村 守雄 

（つくば中央第5、6（4）名） 
概 要： 
 カーボンナノチューブの量産技術とその応用の開

発：流動気相法合成による多層ナノチューブ合成収率

の向上を目標に、硫黄の添加量を増やし原子比 S/Fe
＞1の条件下で、多層ナノチューブ収率が向上すること

を見出した。 
 また、逆ミセル法によって金属ナノ粒子を化学的に
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合成し、それを触媒としてカーボンナノチューブを気

相中で成長させることを試みた。硫黄添加物の量を制

御することによって、単層と多層ナノチューブが選択

的に合成できることを明らかにした。 
 多層ナノチューブの水素吸蔵特性について、前処理

と水素吸蔵特性との相関を調べ、CO2による前処理に

より、水素吸蔵特性の向上を確認した。 
 カーボンナノチューブのナノテクノロジーへの応

用：リソグラフィ技術を利用したナノチューブ成長触

媒のパターニング技術を開発し，サブミクロンの領域

でナノチューブを選択的に位置成長を行うことに成功

した。 
トライボマテリアルチーム 

（Tribomaterial Team） 
研究チーム長：田中 章浩 

（つくば中央第5、3（2）名） 
概 要： 
 炭素系被膜のトライボロジー機能評価：トライボロ

ジー特性を摩擦相手材料、雰囲気、負荷荷重等を変え

て調べた。水素含有量の違いにより、DLC 膜の摩擦摩

耗に対する雰囲気湿度、負荷荷重等の影響の程度が異

なることが分かった。 
 ダイヤモンド膜の新研磨技術：300℃までの水蒸気中

で、CVD 多結晶ダイヤモンドとダイヤモンドピンとの

摩耗試験を行った。試験後には平均粗さ 0.4～

0.9nm程度のかなり平滑な表面が得られること等が 
分かった。 
 炭素系新トライボマテリアルに関する研究：Ti 母材

にダイヤモンド微粉末を添加したトライボマテリアル

は、摩擦相手材料の摩耗量は10-6mm3/Nm のオーダで

かなり大きかった。 
 ポリイミドと PTFE（テフロン）の混合粉等を母材

にし、それらにダイヤ微粉末を添加した材料は、水中

で0.1程度の低摩擦特性を示し、また、摩擦相手材料の

摩耗量も10-7mm3/Nm のオーダで小さなもので 
あった。 
 

⑳【シナジーマテリアル研究センター】 
（Synergy Materials Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：神崎 修三 
副研究センター長：山内 幸彦 
総 括 研 究 員        ：山内 幸彦、大司 達樹 
 
所在地：中部 
人 員：47（18）名 
経 費：201,467千円（69,721千円） 
 
概 要： 
 エネルギー、環境関連機器部材への応用を目指し、

複数の機能が共生した材料を創製することを目的とす

る。 
 このため (1) 耐熱・耐食性と脱塵機能を有する「流

体透過機能材料の開発」、(2) 高強度・高靭性と耐摩耗

性あるいは低固体摩擦係数と高熱伝導率を併せ持つ

「摺動材料の開発」、(3) 選択分離機能とエネルギー変

換機能の多重化により、NOx の連続浄化を可能とする

「環境浄化材料の開発」、(4) 高温腐食性雰囲気での酸

素ガスの高速センシングあるいは低温での水素ガスの

センシングを可能とする「環境認識材料の開発」とと

もに、(5) 開発材料の特性・機能を的確に評価・分析

する技術の確立と測定法及び材料の標準化を目指す

「共生材料評価・標準技術の開発」を実施する。 
 第1期においては、セラミックスの高次にわたる構造

を制御するプロセス技術を開発し、(1) 800℃以上の腐

食性雰囲気下において、50μm 以下の粉塵が捕集可能

なフィルター材料、(2) 高荷重・無潤滑条件下で比摩

耗量が従来材料の1/10以下の材料、(3) 400℃以上の酸

素共存雰囲気下で連続的にNOxを還元除去する材料、

(4) 腐食性環境下でジルコニアセンサーと同等の

10msec の応答速度を持つ高温用酸素センサーおよび

室温作動型水素センサーを開発するとともに、(5) 開
発材料を対象に、将来の材料標準に資する材料評価・

標準技術を開発する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
シナジーセラミックスの技術開発（石油安定供給技術開

発等委託費／経済産業省） 
 
シナジーセラミックスの技術開発（エネルギー需給構造

高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
シナジーセラミックスの技術開発（電源多様化技術開発

等委託費／経済産業省） 
 
シナジーセラミックスの技術開発（中小企業産業技術研

究開発委託費／経済産業省） 
 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究、セラミックス、機械的特性評価に関する研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 63(45)件、口頭発表 96(38)件、 
    その他 9件 
--------------------------------------------------------------------------- 
流体透過機能材料チーム 

（Permeable Materials Team） 
研究チーム長：大司 達樹 

（中部、7（3）名） 
概 要： 
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 酸化物系セラミックス多孔体に関して、その場反応

プロセスにより焼結中の液相を制御することで、気孔

率40％以上を保ちつつ気孔径を1μm から20μm 程度ま

で増大させることができた。また、フィラメントワイ

ンディング法等により、気孔径30～50μm の貫通気孔

を一方向に配列させた気孔率40％以上の多孔体を作製

することができた。更に、窒化ケイ素多孔体の粒子を

配向させるとともに粒界を強化することにより、

1500℃の高温で従来緻密体とほぼ同等の強度と2倍近

い変形許容性を発現させた。 
摺動材料チーム 

（Tribological Materials Team） 
研究チーム長：平尾喜代司 

（中部、8（3）名） 
概 要： 
 摩擦・摩耗現象の解析においては、様々な微構造を

持つ酸化物及び非酸化物セラミックスについて微構造

－機械特性－摩耗特性の関係を系統的に検討した。異

方性粒子の発達あるいは粒子粗大化により高靭化を行

った場合、アルミナにおいては靭性向上に伴い単調に

耐摩耗性は低下するのに対し、液相焼結非酸化物にお

いては靭性と耐摩耗性が調和する最適の組織があるこ

とを明らかにした。さらに、耐摩耗性と高靱性の両立

を図るための要素技術として、(1) イオン注入による

表層改質、(2) 固体潤滑剤の配向分散、(3) 耐摩耗層

と高靭化層からなる二層構造化について検討を開始し、

一部その可能性を検証した。 
 非酸化物セラミックスの高機能化においては、(1) 

非酸化物を焼結助剤の一部として用いることにより

145W/mK の世界最高レベルの熱伝導率を持つ窒化ケ

イ素の開発、(2) 粒界相組成を制御することにより

620Mpa の強度と5.6MPa･m1/2の破壊靱性を併せ持つ

炭化ケイ素の開発に成功した。 
環境浄化材料チーム 

（Environment Purifying Materials Team） 
研究チーム長：淡野 正信 

（中部、7（4）名） 
概 要： 
 酸素共存下で NOx の高選択分離浄化を行う材料の

開発を目的に、固相及び液相合成法を用いたナノ多孔

体の組成及び形態制御を検討した結果、触媒層上部に

数10nm 径の3次元貫通細孔とそれを取り巻くイオン

伝導体・電子伝導体の3次元ネットワーク構造を形成す

ることに成功した。その結果、NOx 分解反応を阻害す

る共存酸素の除去が可能となり、世界最高レベルの

NOx 直接分解効率及び600℃の低温作動でも80％近い

NOx 分解特性が得られた。また、n 型新規熱電酸化物

の結晶構造制御により、多結晶体としては最高レベル

の熱電変換性能が得られた。熱電セル構造の改善によ

って温度差約500℃で15mW/cm2の発電出力が得られ、

電気化学セル作動時の所要電力に対して1/4程度を供

給可能なレベルに達した。 
環境認識材料チーム 

（Environmental Sensors Team） 
研究チーム長：村山 宣光 

（中部、8（3）名） 
概 要： 
 耐環境性酸素ガスセンサについては、噴霧熱分解法

による酸化セリウム微粒子合成技術およびスクリーン

印刷法による多孔質厚膜体の作製技術を確立するとと

もに、結晶粒径が小さくなるほど、酸素ガスセンサの

応答性が向上することを確認した。 
 室温作動型水素ガスセンサについては、スクリーン

印刷法で作製したリチウム添加酸化ニッケル熱電変換

厚膜上の一部にスパッタリング法により白金触媒膜を

形成したセンサ素子を試作し、室温に於いて水素ガス

センサとしての基本動作を確認した。 
共生材料評価・標準チーム 

（Materials Evaluation and Characterization Team） 
研究チーム長：阪口 修司 

（中部、5（4）名） 
概 要： 
 垂直荷重を連続的に増加させる連続加重方式ひっか

き試験を行い、接線荷重の変化率と表面損傷との関係

についての知見を得るとともに、通常の表面観察手法

では不可能な表面直下の損傷層をプラズマエッチング

により同定する技術を開発した。また、多孔質セラミ

ックス等を対象とした新規な球状圧子圧入試験法の確

立を目指し、圧子押し込み深さの精密計測を可能とし

た。更に、試料表面での微小な破壊と硬さ測定値の平

均粒径との関係を検討した結果、試料の微小変形に消

費されるエネルギーは、粒径に依存しないことが分か

った。以上に加えて、多孔体の TEM 観察を可能する

ためのイオンビームミリング法の改善を行うとともに、

STEM-EDS 法により多孔体アルミナと多孔体窒化ケ

イ素の微構造を分析し、同種の緻密体と比較検討した

結果、元素分布が異なることを明らかにした。 
 

21○【超臨界流体研究センター】 
（Supercritical Fluid Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：新井 邦夫 
副研究センター長：鳥居 一雄 
総 括 研 究 員        ：鳥居 一雄 
 
所在地：東北 
人 員：33（17）名 
経 費：182,235千円（72,818千円） 
 
概 要： 
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 超臨界反応場を利用した物質合成プロセス技術の確

立を目的とし、超臨界水と超臨界二酸化炭素を用いた

環境調和型の有機合成技術を開発するとともに、その

場測定技術と高温高圧制御技術の開発により、超臨界

流体利用化学プロセス技術の基盤を整備する。 
・超臨界水反応場を利用したプロトン利用有機合成法

を確立する。 
・超臨界二酸化炭素を反応媒体及び基質とするウレタ

ン、エステル化合物等の合成技術を開発する。 
 超臨界水環境中での有機合成反応の実用化へのブレ

ークスルーは反応の高速化と高選択性の実現による工

程の簡素化である。本研究センターにおけるベックマ

ン転位によるε－カプロラクタムの合成等幾つかの有

望な反応が見出されている。一方、超臨界流体の特性

を最大限に引き出すためには昇温・冷却、昇圧・減圧、

混合・分離速度を含めた高温・高圧制御技術の確立が

必要である。本研究センターの研究理念は科学と技術

の融合による産業技術の体系化であり、基礎から応用

までを有機的に結びつけた超臨界流体研究を推進し、

共通基盤技術を構築するために、次のような研究の方

向付けを有する。 
１．実用プロセスをイメージした広範囲な温度・圧力

条件に対応できる独自の実験装置の開発を進め、実

験技術と産業技術の一体化を図る。 
２．超臨界流体中での in-situ 測定技術を開発し、反

応機構と流体特性の関係を解明する。 
３．超臨界流体場での触媒の作用機構を解明し、触媒

設計の体系化と新規な触媒調製手法の確立を図る。 
４．超臨界水及び超臨界二酸化炭素中での有望な反応

の探索を1、2、3の研究成果を速やかに組み込みつつ

行い、超臨界流体中での有機・無機合成反応の体系

化図る。 
５．材料腐食や流動・伝熱解析の研究を進展させると

同時に、学会等の協力を仰ぎ、データ整理と解析を

行い、データベース等の工学基盤を構築する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
超臨界流体利用環境負荷低減技術研究開発（エネルギー

需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 39(30)件、口頭発表 941(2)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
流体特性解明チーム 

（Fluid Property Team） 
研究チーム長：斎藤 功夫 

（東北、3（3）名） 
概 要： 
 In-situ 測定システムの開発及び溶媒特性の解明：超

臨界二酸化炭素に対応した簡便な流通式高圧 NMR セ

ルの開発を行うともに、超臨界水に対応したバッチ型

高温・高圧 NMR プローブの設計ならびに要素技術に

関する検討を行った。 
 開発した NMR セルを用いて、超臨界二酸化炭素中

に溶解したフッ素化合物のミクロ溶媒和構造に関する

知見を得た。また、電子移動反応の重要な中間体であ

るエキシプレックスの局所密度を高圧過渡吸収測定法

により観測し、超臨界二酸化炭素の臨界密度近傍にお

いて密度が増大することを明らかとした。 
 熱及び流れの解析：超臨界流体中で発生する Piston 
Effect について一次元非定常の計算を行った。その結

果 Piston Effect は熱移動を大幅に促進させ、全体が均

一温度になるような効果を与えることを見出した。 
有機反応チーム 

（Organic Synthesis Team） 
研究チーム長：生島  豊 

（東北、10（3）名） 
概 要： 
 超臨界水反応場を用いた有機合成：流通式高温高圧

反応装置を開発し、ベックマン転位反応に適用した。

375℃、40Mpa の条件における超臨界水中で0.728秒の

短時間反応でナイロン6の原料となるε－カプロラク

タムが収率59.1％で得られた。さらに0.08mM の塩酸

を添加すると収率は96.2％に増加した。 
 カーボネートおよび環状ウレタンの合成：バッチ式

高圧反応装置を開発し、環状アミンからの環状ウレタ

ンの合成について超臨界二酸化炭素を用いて検討した。 
 シンナムアルデヒドの水素化反応：超臨界二酸化炭

素中でシンナミルアルコールへの高速および選択的反

応が実現した。 
 超臨界流体中でのミセルの開発及び反応場としての

利用：低 Wo 値でも AOT／亜臨界プロパン系のマイク

ロエマルジョンの導入によって acetylsalicylic acid の

加水分解反応が著しく促進されることが判明した。 
材料合成チーム 

（Materials Synthesis Team） 
研究チーム長：林  拓道 

（東北、4（3）名） 
概 要： 
 超臨界水対応材料の選定技術の開発：酸素ポテンシ

ャルが高い超臨界水環境場では、腐食は Cl 濃度及び

酸素濃度に強く依存し、Fe 基合金、Ni 基合金は使用

できないこと及び腐食速度は塩素存在下において、残

留酸素濃度に大きく依存することが判明した。 
 S を含む超臨界水環境下では不完全な酸化により腐

食が増大し、中和によって腐食を緩和させうることが

示唆され、残留酸素は腐食を増加させない傾向が認め

られた。 
 機能性無機材料の開発：亜臨界領域で K4Nb6O17、及

び超臨界領域で K4Nb6O17と KNbO3の混合相が得られ、

400℃、4h で合成したニオブ酸カリウムは固相合成物
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に比べ1桁以上高い光触媒活性を示した。またアルカリ

をインターカレートしたスメクタイト系触媒を水熱合

成しカーボネート合成に供したところ、良好な結果が

得られた。また、超臨界水反応場を利用した無機微粒

子の合成技術を確立すべく、装置を設計・開発し、誘

電材料である立方晶 BaTiO3が得られることを確認し

た。 
 

22○【スマートストラクチャー研究センター】 
（Smart Structure Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：Fu-Kuo Chang 
副研究センター長：秋宗 淑雄 
総 括 研 究 員        ：秋宗 淑雄 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：39（17）名 
経 費：261,236千円（197,309千円） 
 
概 要： 
 本研究センターは、「安全安心な社会の構築」を目標

に挙げ、架橋、建築物、高速運行車両などの構造体の

安全を確保するために必要な安全空間創製材料や計測

技術および信頼性技術を研究開発する研究ユニットで

ある。我が国の企業および大学などの研究機関、諸外

国の研究機関との連携を重視し、センシング技術、ア

クチュエータ技術、新材料開発、信号分析、制御技術

などの要素技術を研究している。特色としては1) 企業

との技術の掛け橋になること、2) マイルストーンを物

で示す、という運営方針でマネージメントの舵を取っ

ている。 
対応中期目標 (2) 鉱工業の科学技術：革新的・基盤的

技術の涵養 
２．材料・化学プロセス技術 
3) 高信頼性材料システム技術：構造部材の信頼性向上

を目的として、コンクリート、橋梁用鉄骨、車体機体

用金属材料等の損傷位置を精度よく標定し損傷を抑制

する材料を開発する。 
対応計画：「センシング機能の高度化と逆問題解析技術

を確立し、コンクリートや金属構造体の亀裂発生部位

に接着修理可能な損傷位置評定機能や損傷制御機能を

持つスマートパッチを開発する。」 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
知的材料・構造システムに関する研究（エネルギー需給

構造高度化受託研究費／経済産業省） 
 
フライホイール電力貯蔵用高温超電導磁気軸受技術開発

（電源多様化受託研究費／経済産業省） 
 

ナノコーティング技術プロジェクト（NEDO 委託費／

NEDO） 
 
発 表：誌上発表 53(42)件、口頭発表 71(21)件、 
    その他 2件 
--------------------------------------------------------------------------- 
バイブレーションコントロール研究チーム 

（Smart Vibration Control Team） 
研究チーム長：西郷 宗玄 

（つくば中央第2、6（2）名） 
概 要： 
１）アクティブ振動制御技術の開発 
 知的材料・構造システム開発：デモンストレータ

用実験装置の設計試作とその基礎特性の検証を行っ

た。また、低周波振動制御用及び損傷修復用 SMA
ワイヤーアクチュチェータの開発を行った。 
ストリームライン制御の開発：複合材梁を対象とす

る実験装置の設計製作を行った。また、仮想波動伝

搬系を用いた波動制御法を考案し、集中バネ質量系

と梁による検証実験を行った。 
２）ピエゾ式高圧アクチュエータの開発 

 タングステンブロンズ系化合物の開発では基本

組成の確認とドメイン制御を可とする置換・添加元

素の確認及び特性／組成マップを作成した。また、

従来の大気焼結方法において、Sr2-xCaxNaNb5 O15

系組成 La203を1wt％添加した材料組成で圧電定数

（d33）の値を約80％向上させ、d33=155pC/Nを得た。

スパークプラズマ焼結（SPS）を活用して、

Sr2-xCaxNaNb5O15について、従来の圧電定数（d33）

の約2倍以上、d33=120pC/N を得た。 
デバイス技術研究チーム 

（Device Technology Team） 
研究チーム長：飯島 高志 

（つくば中央第2、5（2）名） 
概 要： 
(a) 化学溶液法を用いて（100）面に優先配向した膜厚

約10μm の PZT 厚膜を作製することに成功した。

作製した厚膜は図に示すように、非常に平坦で緻密

な結晶組織を有し、PZT 粉末を用いて作製した従来

の厚膜よりも優れた強誘電特性を示すことが明ら

かになった。 
(b) 化学溶液法を用いた材料探索では、ビスマス系強

誘電体材料について研究を行い、結晶配向性を制御

することにより、良好な強誘電特性が得られること

を見出した。 
圧電材料研究チーム 

（Piezoelectric Materials Team） 
研究チーム長：関谷  忠 

（つくば中央第2、5（3）名） 
概 要： 
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１．セラミックアクチュエータ材料の高性能化 
Pb (Ni1/3Nb2/3) O3-Pb (Sc1/2Nb1/2)O3-PbTiO3 

(PNN-PSN-PT) 系：酸化鉛過剰組成法を用いるこ

とによって全系にわたってぺロブスカイト単一相を

得ることができた。 
BiScO3-PbTiO3系：高い抗電界を有する新しいアク

チュエータ材料として有望であることが分かった。 
NaNbO3-KNbO3-PbTiO3系：スパークプラズマ焼結

法による緻密化によって圧電特性が現れることを明

らかにした。 
 ２．セラミックアクチュエータの形状付与技術の開発 

金属コア／PZT クラッド複合型圧電線材の開発：金

属ワイア（100～150μm）をコアとしてその回りを

PZT セラミックスで被覆した複合型圧電線材の製

造技術を確立した。 
センシング技術研究チーム 

（Sensing Technology Team) 
研究チーム長：高坪 純治 

（つくば中央第2、8（5）名） 
概 要： 
 生体の有する神経網と頭脳に対応する損傷検知・診

断機能を構造体に付与することを最終目標として、セ

ンシング網及び健全性評価技術の開発に取り組んでい

る。 
 センシング網の開発： 
(1) PZT 圧電体と電気回路を埋め込んだセンシングパ

ッチを成形する技術を開発した。 
(2) 衝撃応答を検出できる光干渉システムを完成させ

た。 
(3) 樹脂の硬化や欠損を検出できる電磁波伝送線路を

作製した。 
 健全性評価技術の開発： 
(1) 欠陥位置を1mm 以内の精度で評定できる位置評

定アルゴリズムを開発した。 
(2) 欠陥が多数存在する場合に平均欠陥寸法を検出で

きる超音波計測・解析法を見出した。 
(3) レーザースペックル法による超音波伝搬の可視化

システムを開発した。 
(4) CFRP の歪と電気特性を関連づける力学モデルを

完成させた。 
統合化製造技術研究チーム 

（Integration Process Team) 
研究チーム長：吉田  均 

（つくば中央第2、4（2）名） 
概 要： 
 コイル型セミ S.S（S.S：スマートストラクチャー）

の耐久性評価とリング型 S.S 配管等の着脱機構の開

発：地熱発電用熱水配管のスケール除去機構を主対象

に SMA（形状記憶合金）と鋼製バネによるコイル型

セミ S.S を開発した。 

 S.S の環境調和性評価技術の開発：スマート構造用

母材である FRP（繊維強化プラスチック）を対象とし

て、マテリアルリサイクルおよびサーマルリサイクル

について、その概算値を示した。 
 高性能 TiNi 系アクチュエータの開発：TiNi 合金に

10％の Cu を添加した三元合金を作製し、低温時と高

温時における弾性率比が TiNi 二元合金より大きいこ

とが判明した。 
 SMA（形状記憶合金）埋込み CFRP プレートの作

製及び特性評価：CFRP に予ひずみを付加した SMA
ワイヤを埋込んだ損傷抑制機能を有する SMA/CFRP
複合構造を作製し、通電加熱によって回復力評価を行

った。SMA ワイヤの形状回復力によって SMA/CFRP
複合構造に存在した損傷欠陥が回復されるのが確認さ

れた。 
 

23○【界面ナノアーキテクトニクス研究センター】 
（Nanoarchitectonics Research Center） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研究センター長        ：清水 敏美 
副研究センター長：箕浦 憲彦 
総 括 研 究 員        ：箕浦 憲彦 
 
所在地：つくば中央第5、つくば中央第4 
人 員：63（24）名 
経 費：145,549千円（123,657千円） 
 
概 要： 
 本研究センターでは、原子・分子からのボトムアッ

プ型ナノテクノロジーを所掌する中核的研究拠点とし

ての位置づけを国内外にアピールする。それとともに、

国際的にも独創性の高いナノメータスケール構造材料

（ナノ構造材料）の創製技術を開発し、それらを構成

部品として革新的でチャレンジングなナノ及びメゾス

ケールアーキテクトニクス（組織化技術）を確立する

ことを目指す。これにより、高品位医療分野、高感度

計測分野、光・電子情報分野において次世代を先導す

るフロンティア技術の創成、産業競争力の強化、及び

新産業の創出に貢献する。 
 研究テーマ名 
１．「高軸比ナノ構造の組織化とその超高感度解析手

法の研究」 
２．「高軸比ナノ構造の制御と機能化に関する研究」 
３．「高密度界面ナノ構造の創製と組織化技術の研究」 
４．「高組織化マシンナノ構造の合成と組織化技術の

研究」 
 中期計画としては、原子・分子を構成単位としてボ

トムアップ型で構築される、(1) 有機ナノチューブや

分子ワイヤーなどの高い軸比を有するナノ構造材料、

(2) クラスターやナノ微粒子などの高密度界面を有す
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るナノ構造材料、および (3) 分子スイッチや分子モー

タなどの高組織化マシン機能を発現するナノ構造材料

を創成し、さらにこれらを高度に界面上に組織化、高

密度化、配列化を図り、有用生体高分子の分離機能、

高感度センシング機能、情報変換機能のマイクロチッ

プ上での発現を目指す。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 56(46)件、口頭発表 256(12)件、 
    その他 3件 
--------------------------------------------------------------------------- 
高軸比ナノ構造組織化チーム 

（High-Axial-Ratio Nanostructure Fabrication Team） 
研究チーム長：清水 敏美 

（つくば中央第5・第4、19（7）名） 
概 要： 
 カシューナッツの殻油（CNSL）から精製した長鎖

フェノール成分とグルコースをカップリングして得た

合成糖脂質が水中での自己集合により、多層カーボン

ナノチューブと類似サイズ形態を有する脂質ナノチュ

ーブを形成することを世界に先駆けて見出した。種々

の合成糖脂質から得た繊維状、らせん状、チューブ状

などの高い軸比をもつナノ構造材料を鋳型として種々

の形態を有するシリカナノチューブの独創的創製技術

を開発した。非対称型糖脂質カルボン酸を用いて、ナ

ノチューブの内・外径制御を試みた。有機ナノチュー

ブ内の分子マッピングに適用可能な超高感度・高解像

度振動分光法を開発するための予備的検討を行った。

その結果、例えば、ATR-IR 分光法により金属表面単

分子層吸着種の高感度解析を行い、4,4’-BiPy につい

て電位、pH、電解質の違いに伴う吸着構造の変化を詳

細に明らかにした。 
高軸比ナノ構造制御チーム 

(High-Axial-Ratio Nanostructure Manipulation Team) 
研究チーム長：箕浦 憲彦 

（つくば中央第5・第4、19（6）名） 
概 要： 
 糖脂質からなるチューブ状構造体に分子認識能およ

び基板への固定化能を付与するように改質を行うとと

もに、石英基板および金基板上に固定化する手法を開

発した。また、分子認識能をもつ機能性部品としてヘ

リックス性ペプチドおよび糖脂質を合成し、金基板表

面に LB 水平付着法により、それら部品が基板表面に

対して立ち上がった状態になるように固定化すること

に成功した。ヘリックス性ペプチドの場合、その集合

状態がテンプレート鋳型を形成していることを表面プ

ラズモン共鳴法により明らかにした。糖脂質の場合、

積層化が達成でき、毒素タンパク質が糖鎖に特異的に

結合することを水晶振動子法により明らかにした。以

上の研究から生理活性物質検出用機能素子の開発原理

を確立した。 

高密度界面ナノ構造チーム 

（High Interface Area Nanostructure Team） 
研究チーム長：越崎 直人 

（つくば中央第5、16（4）名） 
概 要： 
 レーザーアブレーション法を用い、酸化物ナノ微粒

子のサイズ均一性の向上法について検討し、幾何標準

偏差が1.2程度になる実験条件を明らかにした。この手

法を利用してサイズの揃った結晶性酸化物ナノ微粒子

堆積膜の合成法を確立し、複合酸化物系に適用した。

また、ナノコンポジット基板上でカーボンナノチュー

ブ成長実験を行い、森林状の特異形態を持つナノチュ

ーブアレーの生成条件を確立し、その生成メカニズム

を検討した。さらに低温・大気圧条件下でのナノ構造

プロセシング法として期待されるマイクロプラズマプ

ロセシング装置を開発した。 
高組織化マシンナノ構造チーム 

（Highly Organized Machine Nanostructure Team） 
研究チーム長：平谷 和久 

（つくば中央第4、17（5）名） 
概 要： 
 共有結合法によりロタキサンを合成する手法として、

目的物を効率的かつ高収率で得ることのできるジエス

テル法を開発することができた。エステル基間のアル

キル鎖長を変えるなどの工夫をすることにより、単離

収率は最高80％にも達することが分かった。自己集合

およびテンプレート反応を利用して複核の金属イオン

を有する二次元、三次元錯体の合成に成功し、らせん

状およびかご型の構造体の生成をX線構造解析で確認

することができた。金属の有無によるコンホメーショ

ンの劇的な変化を引き起こすことを見出した。また、

独自の反応性コアを持つデンドリマーがケイ光のオン

－オフ現象を熱処理前後で示すことを見出し、光捕集

効果による中心コア部のシグナルの増幅現象を観察す

ることができた。 
 

24○【グリッド研究センター】 
（Grid Technology Research Center） 

（研究期間：2002.1.15～） 
研究センター長        ：関口 智嗣 
副研究センター長：長嶋 雲兵 
総 括 研 究 員        ：長嶋 雲兵 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：41（15）名 
経 費：0千円（0千円） 
 
概 要： 
 グリッド技術とは高速ネットワーク時代の到来に伴

い、個人情報端末、パソコンから高性能コンピュータ、
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大容量データセンター、可視化装置、観測装置等をす

べて統合して扱うための基盤技術（ソフトフェア、ネ

ットワーク、ハードウェア）とこれを活用する応用技

術である。従来の Web に代表されるインターネットの

延長上にあるが、これを飛躍的に発展させる社会産業

基盤、科学技術基盤技術として注目されている。 
 本研究センターは我が国におけるグリッド技術研究

開発の中核拠点となることを目指し、最新のグリッド

ミドルウェア技術の開発や大規模高速計算システムの

活用等によるテストベッド構築と実証システムの開発

を中心として、グリッド技術の飛躍的な高度化と体系

化に貢献する研究開発を行うことを目標としている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
機能調和酸化物新機能材料創製に関する研究、大規模並

列分散電子状態計算による局所表面構造の研究（科学技

術総合研究委託費／文部科学省） 
 
科学技術計算専用ロジック組込み型プラットフォーム・

アーキテクチャに関する研究（科学技術総合研究委託費

／文部科学省） 
 
高密度マルチスケール計算技術の研究（原子力試験研究

委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 3(3)件、口頭発表 13(2)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
科学技術応用チーム 

（Grid Science Application Team） 
研究チーム長：長嶋 雲兵 

（つくば中央第1、4（3）名） 
概 要： 
 グリッド技術は、様々な大規模シミュレーションと

大規模データ処理の融合を可能とする技術である。本

チームでは、高速ネットワークで接続されたスーパー

コンピュータやクラスタ、データベースを連携させて

大規模科学技術計算のためのアルゴリズム開発、性能

評価のモデルと解析、ポータルの設計と開発、仮想計

算センターの設計と開発などの研究を行っている。そ

の一つとしてグリッド技術により薬効のある分子を効

率よく探すためのシステム構築を行っている。 
大規模データ応用チーム 

（Data-Intensive Computing Team） 
研究チーム長：小島  功 

（つくば中央第2、3（3）名） 
概 要： 
 大規模観測装置、大規模科学技術計算、巨大データ

ベースでは、近い将来データ量がペタ（1015）バイト

級に達し、かつ広域に分散していくことが予想される。

本チームにおいては、こうした大規模データ処理を可

能にする基盤技術を提供することを目標として、アー

キテクチャから応用システムに至る問題を扱っている。

具体的には、広域分散環境における大規模なデータ処

理のための並列ファイルシステムや、それを利用者が

意識せずに提供するための仕組み、様々なデータベー

スを組み合わせてひとつの高機能データベースとして

呈示するための設計と開発、ユーザが利用するための

ツール群の設計と開発を行っている。 
基盤ソフトウェアチーム 

（Grid Infraware Team） 
研究チーム長：田中 良夫 

（つくば中央第2、3（3）名） 
概 要： 
 手元の端末から遠くにあるスーパーコンピュータを

簡単に利用するためのミドルウェア、既存のプログラ

ムに少しヒントを与えるだけで世界中のコンピュータ

が使えるようになるコンパイラやアジア太平洋地域に

構築を進めている国際的なグリッドテストベッドを使

った安全性と信頼性を備えたグリッド環境の構築技術

の研究開発など、世界中に分散配置されたスーパーコ

ンピュータ、パソコン、データベースや特殊な装置な

どの様々な資源を簡単に、効果的に、そして効率良く

利用するために必要な基盤ソフトウェアの研究開発を

行っている。また、グリッドの基盤ソフトウェアの国

際的標準化に貢献している。 
セキュアプログラミングチーム 

（Secure Programming Team） 
研究チーム長：高木 浩光 

（つくば中央第2、2（2）名） 
概 要： 
 グリッドのシステムでは、ソフトウェアに確かな堅

牢性が求められる。特に悪意ある者からの不正利用を

防止するセキュリティ上の配慮が重要である。セキュ

リティの維持は、どんなに理論的に確かな技術を用い

ていても、ソフトウェアの設計上、実装上の欠陥があ

れば台無となる。そうした欠陥はセキュリティホール

と呼ばれ、これを無くすことは一朝一夕にできるもの

ではない。本チームは、他のソフトウェアに存在した

セキュリティホールを工学的に分析整理することで、

欠陥のないソフトウェア開発手法の確立を目指す。 
クラスタ技術チーム 

（Cluster Technology Team） 
研究チーム長：関口 智嗣 

（つくば中央第2、4（3）名） 
概 要： 
 クラスタ技術チームでは、通信とコンピューティン

グの融合により、グリッド技術の実質的な処理を担う

クラスタおよび高速ネットワークの構成技術を開発す

る。近年、光通信技術の発達により通信リンクのバン

ド幅は飛躍的に向上し、距離や機器に応じてそのバン
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ド幅を使いこなすことが課題になっている。一方、ネ

ットワークを介した通信には比較的大きな遅延を伴う

が、これらの課題を解決し高性能なグリッド環境を実

現するために、通信遅延に強いプロセッサ技術、バン

ド幅を有効に利用する通信方式などの開発を進めてい

く。これらの開発が大規模計算システムや大容量スト

レージシステムの構築に資することになる。 
 

２）研究部門 
①【計測標準研究部門】 
（Metrology Institute of Japan） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：小野  晃 
副研究部門長：松本 弘一、岡本 研作、小柳 正男、 
       田中  充 
総 括 研 究 員      ：中野 英俊、吉田 春雄、中山  貫、 
       田中 健一、倉橋 正保、小池 昌義、 
       藤原 哲雄、松本 弘一、岡本 研作、 
       小柳 正男、田中  充 
 
所在地：つくば中央第3、第2、第5、関西センター 
人 員：327（238） 
経 費：2,108,500千円（1,033,458千円） 
 

概 要： 
 計量標準及び法定計量 
 第一期の目標： 
(A) 計量の標準 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担

保するため、各種の試験、検査、分析結果の国際同

等性を証明する技術的根拠や技術開発・産業化の基

盤である計量の標準を整備するとともに、計量法施

行業務の適確な実施を確保する。 
  (1) 国家計量標準の開発・維持・供給 

  (2) 特定計量器の基準適合性評価 

  (3) 次世代計量標準の開発 

  (4) 国際計量システムの構築 

  (5) 計量の教習と人材の育成 

(B) 革新的基盤的技術の涵養 
 多分野にまたがる共通基盤技術である計測分析

技術について、先導的、先進的に研究開発を進める。 
 ○研究業務の方向付け 

(A) 標準整備計画に基づき、信頼される計量標準を

早期に供給開始する。 

(B) 計量標準の確実かつ継続的な供給体制を構築す

る。 

(C) 国際協力のもと、計量標準・法定計量の国際相

互承認を進める。 

(D) 計量標準と計測分析技術において世界をリード

する研究成果を挙げる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 外部資金 
石油生産システム高度計測・加工技術研究開発（石油

安定供給技術開発等委託費／経済産業省） 
 
提案公募型国際研究協力プロジェクトの研究開発（石

油取引用流量計の校正技術）（石油生産合理化技術開

発等委託費／経済産業省） 
 
石炭液化用触媒の研究開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
水素利用国際／流量の計測・評価技術に関する研究（エ

ネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業

省） 
 
フォトン計測・加工技術 in-situ 状態計測技術の研究

開発（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
熱応答特性評価（電源多様化技術開発等委託費／経済

産業省） 
 
超電導材料の熱物性及び力学物性評価（電源多様化技

術開発等委託費／経済産業省） 
 
光導波路分光法を用いた太陽電池の色素の吸着構造に

関する（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
中企業情報流通円滑化事業（物質分析技術データベー

ス、先端材料評価データベース）（中小企業産業技術研

究開発委託費／経済産業省） 
 
中小企業支援型研究開発（ヘテロダイン干渉による高

感度フーリエ分光技術の研究、モータの直接制御によ

るレオメータの高機能化）（中小企業産業技術研究開

発委託費／経済産業省） 
 
顕微光電子分光法による材料・デバイスの高度分析評

価技術に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部

科学省） 
 
量子標準体系の高度化に関する研究（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
機能材料の熱物性計測技術と標準物質に関する研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
物理標準の高度化に関する研究（科学技術総合研究委

託費／文部科学省） 
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化学物質安全特性予測基盤の確立に関する研究（科学

技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
原子力構造材の遠隔検査技術に関する研究（原子力試

験研究委託費／文部科学省） 
 
低エネルギーX 線精密回折分光技術の開発（原子力試

験研究委託費／文部科学省） 
 
微小試験片の熱物性計測技術に関する研究（原子力試

験研究委託費／文部科学省） 
 
マルチコンポジットマテリアルの最適化と構造・特性

評価（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
特定装置の維持運営に必要な経費（原子力試験研究委

託費／文部科学省） 
 
先端領域放射線標準の確立とその高度化に関する研究

（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
磁性吸着剤を利用した環境汚染物質の高度処理技術に

関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試

験研究に係るもの）／環境省） 
 
標準ガス希釈装置の信頼性向上に関する研究（試験研

究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）

／環境省） 
 
計量器校正情報システムの研究開発（NEDO 委託費／

NEDO） 
 
＜材料ナノテクノロジープログラム＞ナノ計測基盤技

術プロジェクト（NEDO 委託費／NEDO） 
 
耳用赤外線式体温計用移送標準黒体炉の開発（財団等

委託費／社団法人日本計量機器工業連合会） 
 

発 表：誌上発表 223(116)件、口頭発表 563(84)件、 
    その他 99件 
--------------------------------------------------------------------------- 
時間周波数科 

（Time and Frequency Division） 
研究科長：伊藤 信彦 

（つくば中央第3、15（11）名） 
概 要： 
 時間周波数標準及び光周波数波長標準は、計測標準

の中で最もファンダメンタルで精度の高い物理標準で

あり、当該標準の研究を持続・発展させることは、我

が国の産業・科学技術の高度化の上で極めて重要であ

る。これらの達成に不可欠な高精度標準の息の長い開

発と、これに立脚した信頼性の高い標準供給の展開を

行うことが長期目的である。 
時間標準研究室 

（Time Standards Section） 
研究室長：池上  健 

（つくば中央第3、8（6）名） 
概 要： 
 光ポンピング方式周波数標準器の移転後の再立ち上

げ作業を行った。原子泉方式次世代周波数標準器の周

波数安定化を行い、不確かさの評価を進めた。サファ

イア結晶を用いたマイクロ波発振器の開発に着手した。

通信衛星を用いた衛星双方向時刻比較を継続した。

GPS 衛星を用いた時間周波数の遠隔校正技術の開発

に着手した。 
波長標準研究室 

（Wavelength Standards Section） 
研究室長：伊藤 信彦 

（つくば中央第3、8（6）名） 
概 要： 
 長さの特定標準器（よう素安定化 He-Ne レーザ）に

よる JCSS を行った。 
 フェムト秒モード同期レーザを利用する光周波数精

密測定技術を開発し、よう素安定化 YAG レーザなど

の光周波数測定を行った。その結果は CCL（メートル

条約長さ諮問委員会）の勧告に反映された。レーザの

遠隔デジタル制御技術、光通信帯の高精度モード同期

レーザ技術の開発など、計量器校正情報システムに関

わる研究開発に着手した。 
長さ計測科 

（Lengths and Dimensions Division） 
研究科長：松本 弘一 

（つくば中央第3、23（18）名） 
概 要： 
 長さ・幾何学量の標準供給は、産業・科学技術の要

であり、大きな期待が寄せられている。この場合、高

精度な上位標準から下位標準までの幅広い長さ標準の

確立が強く求められている。この達成には精度が高く

信頼性の高い長さ・幾何学量関連の計測技術の開発が

基盤となっている。また、最近では、効率的な標準供

給体系も求められている。 
 当科では、既に JCSS が整備されている6量に加え

て、平成16年度までに産業界から求められ、かつ国際

相互承認協定で課題となっている長さ関連標準に関し

て15量の標準の確立とそれらの供給体制の整備を目指

す。この場合、民間との連携を行うことによって、階

層構造に基づいたトレーサビリティ体系の構築も重要

である。 
長さ標準研究室 

（Length Standards Section） 
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研究室長：藤間 一郎 
（つくば中央第3、10（7）名） 

概 要： 
・短尺ブロックゲージ；国際比較（APMP.L-K1）に幹

事研究所として参加し、測定データの解析を行った。

また、長尺ブロックゲージの測定技術の活動も順調

に行った。 
・距離計；国内距離計メーカ4社の社内標準の距離計を

光学トンネルに持ち込んで、産総研設備（100m 移

動台＋産総研距離計）により比較測定実験を行い、

技術的要求事項などの検討を行った。 
・標準尺；線基準測定装置の改良・信頼性確認の作業

が完了し、依頼試験、技能試験などに関して活動を

行った。 
・光学ガラスの屈折率測定を精密に得るための予備実

験を行った。 
・フェムト秒光コムの利用による新しい変調型測距法

を開発し、数μm で距離測定できる見通しを得た。

また、光コム評価の可能性を検討した。 
・低コヒーレンス干渉において、タンデム型の擬似二

次元ヘテロダイン干渉法を開発し、物体の形状を高

感度かつ精密に測定する技術を開発した。 
幾何標準研究室 

（Dimensional Standards Section） 
研究室長：黒澤 富蔵 

（つくば中央第3、12（10）名） 
概 要： 
・幾何学量の9項目（触針式段差、光学式段差、ロータ

リーエンコーダ、オートコリメータ、ステップゲー

ジ、ボールバー、ボールプレート、CMM による幾

何形状測定、一次元グレーティング）に関して、依

頼試験による標準供給を開始した。 
・CCL K3（ポリゴンと角度ゲージ）の国際比較の結

果を幹事機関に提出した。CCL NANO2（段差）の

国際比較では三軸干渉計付 AFM 装置と光学式微小

段差測定装置の二つの方法による結果を幹事機関に

提出した。なお、CCL NANO4（一次元グレーティ

ング）の国際比較の結果は良好で、BIPM の

Appendix B に登録された。 
・240nm 標準マイクロスケールの国内持ち回り予備測

定を NMIJ、JQA、日立システムサービスとの間で

実施し、異なる方法による測定結果の同等性を確認

した。 
・ステッゲージ測定用干渉計を完成させ、その特性評

価を実施した。 
・自己校正が可能なロータリーエンコーダの校正装置

を世界で初めて開発し、高精度な標準供給体系の確

立に寄与した。 
・微小段差などを光学的・機械的に精密に得る計測技

術を完成させ、その依頼試験を開始した。 

力学計測科 

（Mechanical Metrology Division） 
研究科長：大岩  彰 

（つくば中央第3、27（20）名） 
概 要： 
 当力学計測科の活動は、質量、力、トルク、重力加

速度、圧力、真空の各量にわたる。各量において、標

準から現場計測までのトレーサビリティの道筋を確保

することが主たるミッションである。質量においては、

標準分銅から質量計へ、力においては、力標準機/力計

から試験機へ、圧力／真空においては圧力/真空標準器

から圧力計／真空計へと現場計測器に繋がるトレーサ

ビリティを実現する。当科においては既に、質量（分

銅の校正）、力（力計の校正）、圧力（圧力標準器の校

正）、について JCSS 認定が整備されている。今後、

認定機関及び産業界との連携のもとに質量計、試験機、

圧力計、真空計の校正にまで JCSS 認定を順次拡大し

て行く。また、新たな量としてトルク標準、重力加速

度標準、リーク標準の研究開発を進め、標準供給に繋

げて行き、JCSS 認定制度に載せて行くとともに計量

標準、法定計量に係わる業務の品質管理文書を整備し

て行く。 
質量力標準研究室 

（Mass and Force Standards Section） 
研究室長：上田 和永 

（つくば中央第3、11（8）名） 
概 要： 
 力学量標準の開発整備： 
 質量については、現行の20kg 以下の範囲でピアレビ

ューを成功させるとともに分銅の特性評価技術を高度

化した。また供給範囲を1,050kg にまで拡大した。力

については、現状の供給範囲（10N～20MN）での信

頼性確保のために、力標準機群を保守・整備し相互の

整合性確認を行った。また力計校正時の新しい不確か

さ評価法を開発した。新たな標準として1kN･m トル

ク標準機を完成させ、校正サービスを開始するととも

に20kN･m トルク標準機を開発した。また重力加速度

計の校正技術を確立した。 
 国際相互認証（MRA）への対応： 
 質量では CCM.M-K3（50kg）に参加した。CCM.M- 
K5（組分銅）基幹比較では幹事所として実行計画を作

成中である。力では CCM.F-K1（10kN）のデータ解

析を行った。またトルク（1kN･m レンジ）および重

力加速度について多国間比較にそれぞれ参加した。 
圧力真空標準研究室 

（Pressure and Vacuum Standards Section） 
研究室長：平田 正紘 

（つくば中央第3、10（6）名） 
概 要： 
 圧力標準の供給範囲を拡大するため1Gpa の標準装
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置の整備、隙間制御方式による超高圧発生、クロスフ

ロート法の研究、微差圧標準のための微差圧発生装置

の特性評価を進めた。膨張法による真空標準（1Pa～
10-4Pa）の開発整備を進めた。更に、1次標準の精度

を向上するため、光波干渉式標準気圧計の改造を進め

た。 
 液体高圧力標準について、日本、米国とエジプトと

の間で国際比較を行った。更に、CC 基幹比較と APMP
比較を幹事所として実施するため、トランスファーの

圧力計の校正・特性評価を進めた。CC 基幹比較への

対処が不充分な真空標準と低圧力標準は APMP 比較

を進めるべく検討に参加した。 
質量計試験技術室 

（Legal Weighing Metrology Section) 
研究室長：中村 勉司 

（つくば中央第3、5（5）名） 
概 要： 
 質量計に関する法定計量業務（非自動はかりの型式

承認試験並びに分銅・基準はかりの基準器検査）を定

常業務として実施した。非自動はかり型式承認試験マ

ニュアルの改訂作業を実施すると共に OIML 等が主

催する会議、技術委員会への積極的参加及び海外研修

を取り入れ、常に国際基準・規格に対応した技術基準

の確保に努めた。はかりの JCSS 認定については、認

定機関・産業界との連携のもと技術的な協力を行った。 
音響振動科 
（Acoustics and Vibration Metrology Division） 
研究科長：佐藤 宗純 

（つくば中央第2、17（15）名） 
概 要： 
 音響、超音波、振動、強度の標準は、環境、医療、

機械診断、材料評価など広い分野にわたって必要とさ

れており、その重要性も増している。JCSS 体制の構

築、整備を出口とする研究を行うことで、主要量につ

いて世界的なレベルに到達し、先導することが当科の

急務である。 
 JCSS 告知した音響標準、振動加速度標準及び硬さ

標準については、標準供給体制を整備するとともに、

その範囲の拡大や新しい標準器の開発を目指す。超音

波標準は超音波パワーと超音波音圧の校正技術の開発

研究を通して、早急に供給体制の確立を目指す。材料

強度の標準、固体材料の特性評価や非破壊検査を目的

とする超音波応用計測に係る研究を実施する。また、

産業技術の高度化に応じて、従来にない先進的な標準

開発を進める。 
音響超音波標準研究室 

（Acoustics and Ultrasonics Section） 
研究室長：菊池 恒男 

（つくば中央第2、4（3）名） 
概 要： 

 音響標準：JCSS 並びに基準器検査で使用される標

準マイクロホン音圧相互校正装置について、校正の効

率化のためにシステムを改良した。音場校正について

は自由音場補正量の妥当性を確認し、これをもとに計

測マイクロホン音場比較校正システムを開発した。こ

れらの量について JCSS 品質マニュアル技術編を作成

した。一方、現状の標準マイクロホンに比べて安定性

のより高いマイクロホンの実現を目指して試作を行い、

製造上の問題点を明らかにした。 
 超音波標準：超音波パワー標準については、「天秤

法」測定系の不確かさ評価を順次進めた。超音波パワ

ー及び超音波音圧測定をクロスチェックすることが可

能な、ハイドロホン走査型超音波パワー測定系の構築

に着手した。一方、測定系の自動化とフィードバック

系の導入によりレーザ干渉計への外部振動の影響を軽

減して、超音波音圧測定の安定化を図った。 
強度振動標準研究室 

（Vibration and Hardness Section) 
研究室長：中野 英俊 

（つくば中央第3、12（11）名） 
概 要： 
 振動加速度標準：国際基幹比較に参加し、報告書を

作成・提出した。特定2次標準器の校正及び依頼試験を

実施した。タイ国計量機関からの研修生を受け入れる

とともに、当方より専門家を派遣して校正技術を指導

した。校正業務の自動化を図り、要する時間を半分以

下に短縮した。さらに、長期在外研究を利用してフラ

ンス国立科学研究センターと共同で高周波微小振動計

測技術を開発した。 
 強度標準等：ビッカース硬さの国際基幹比較、シャ

ルピー衝撃試験の国際比較を実施した。依頼試験によ

り衝撃値の標準供給を行った。極微小硬さ標準では、

絶対変位測定可能な光学干渉計を試作し、またダイヤ

モンド圧子形状計測の測定に着手した。超音波応用計

測では、数値目標である音速による材料内部温度測定

で1℃の分解能を実現した。 
温度湿度科 

（Temperature and Humidity Division） 
研究科長：高橋 千晴 

（つくば中央第3、27（22）名） 
概 要： 
 温度・湿度の計測は、最先端の科学やハイテク産業

から、通商、環境、安全、人の健康を支える活動、日

常生活に至るまでほとんどあらゆる場面で必要とされ、

その標準供給体制の整備は急務である。現行の標準供

給の種類、範囲を国際的同等性及び技術上のニーズに

応じて拡大するために、設備・体制を整え、標準の設

定・維持・供給に必要な研究開発及び関連の計測技術

の研究を行う。さらに、国際温度目盛（ITS-90）改正

への提案などの国際的寄与をめざし、基礎的な研究開
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発を進める。 
高温標準研究室 

（Thermometry Section） 
研究室長：新井  優 

（つくば中央第3、12（9）名） 
概 要： 
 特定標準器660℃アルミニウム点を整備し、JCSS 供

給を開始した。従来の特定副標準器を校正する方式と

異なり、校正対象を特定二次標準器とするスキームを

整備し、これに必要な不確かさ評価を行った。接触式

温度計 JCSS 技術的要求事項適用指針について、660℃

拡大版を策定した。熱電対用特定標準器962℃銀点及び

1085℃銅点を整備し、JCSS 供給開始の申請を行った。

貴金属熱電対を特定二次標準器とするスキームを整備

し、これに必要な不確かさ評価を行った。特定副標準

器0.01℃水の三重点の校正を行った。特定副標準器－

39℃水銀点、420℃亜鉛点について校正を実施。抵抗温

度計技能試験参照値の供給を3件、依頼試験2件を行っ

た。抵抗温度計認定事業者の技術審査3件を行った。高

温用白金抵抗温度計の研究を進め、アルミナ保護管型

を開発した。 
低温標準研究室 

（Cryogenic Thermometry Section） 
研究室長：田村  收 

（つくば中央第3、3（3）名） 
概 要： 
 カプセル型白金抵抗温度計による1990年国際温度目

盛（ITS-90）実現のため、Hg・Ar・平衡 H2の三重点

実現用の低温槽・温度制御系を開発し、Hg・H2・Ar
の密封セルの製作法を開発して試作した。これにより

平衡 H2の三重点を実現し密封セルによる低温定点の

国際比較に参加した。補間用気体温度計による ITS-90
実現のため、低温槽と圧力測定系を開発し、温度計気

体容器と室温までの圧力導管を試作して低温槽に組み

込み4.2K 以下までの冷却を達成し、圧力導管の温度分

布測定系を開発して圧力測定の低温槽内の最大補正項

である静水圧差と dead volume 効果を評価した。補間

用気体温度計の校正定点の1つである He 蒸気圧点の

実現法の不確かさについて国際シンポジウムで発表し

た。3He 蒸気圧温度計に基づく ITS-90実現のため、循

環式3He 低温槽を開発して最低到達温度0.5K、連続運

転14日間を達成し、蒸気圧・抵抗測定系を開発した。 
放射温度標準研究室 

（Radiation Thermometry Section) 
研究室長：佐久間史洋 

（つくば中央第3、6（5）名） 
概 要： 
 高温域（960～2000℃）において0.65μm 放射温度目

盛の供給を開始した。特定副標準器の放射温度計2台及

び定点黒体2台の校正を行った。APMP 補完国際比較

（0.9μm 放射温度計、パイロットラボ）ではシンガポ

ールPSBとの比較測定を行った。ドイツPTBとの0.65
μm 放射温度計の2国間比較を行った。 
 次世代高温度標準に関しては、金属－炭素共晶定点

に関する EU プロジェクト HIMERT との共同研究を

開始した。同時に、物質材料研究機構との共同作業を

開始し、再現性向上のための知見を得た。金属炭化物

－炭素共晶を用いる温度定点を試験し2500℃を超える

温度域でも温度定点が得られる可能性を実験的に検証

した。これらの高温定点を活用した新しい高温域国際

温度目盛の定義方法に関する検討・提案を行った。ま

た、定点温度値精密決定を目的とした放射温度目盛の

高精度化のため、新規導入した分光応答度測定装置の

立ち上げ及び不確かさ評価を完了した。放射温度計の

性能向上のために放射温度計の改良を行い、安定性の

評価を開始した。 
 中低温域放射温度標準に関しては、0℃～100℃、及

び体温域比較黒体炉に対する標準供給（依頼試験）を

開始するとともに、体温域比較黒体炉については、国

内の体温計メーカー6社との間で、産総研を参照ラボと

する持ち回り比較測定を実施し、メーカー各社の標準

設備の検証および課題の検討を行った。中温域におい

ては、視野特性に優れた高精度赤外放射温度計を製作

し、基本性能の評価を行った。また、分光放射率測定

技術に関しては、セラミックス材料を中心とした精密

放射率データの収集を進めた。 
湿度標準研究室 

（Humidity Standards Section） 
研究室長：高橋 千晴 

（つくば中央第3、5（4）名） 
概 要： 
 高温用の湿度発生装置について、試験槽部の設計・

試作を行い、＋85℃までの露点計の校正条件を確認し

た。前置飽和槽の加熱・保温状態を改善して、高露点

における発生流量の増大を図り、複数の露点計の校正

を可能にした。露点計の校正は、12件。標準低湿度発

生装置の前置飽和部付加等の改良を進め、霜点－70～

－10℃の範囲で依頼試験の受け入れを可能とした。露

点－70℃～＋20℃の範囲で、APMP 国際比較に参加し

た。微量水分領域の標準開発に関しては、拡散管を評

価するための磁気浮遊天秤本体部を設計・製作した。

これにより拡散管の設計に大きな問題はないことが確

認できた。ゼロガス評価実験のために、市販の微量水

分発生装置について希釈法を改良し、希釈の不確かさ

を低減することができた。10ppb 以下の微量水分ガス

について大気圧イオン化質量分析計で測定した結果、

ppb レベルでは水分の吸着・脱離の効果が大きいこと

が明らかとなった。 
流量計測科 

（Fluid Flow Division） 
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研究科長：高本 正樹 
（つくば中央第3、18（13）名） 

概 要： 
 流量計を用いた石油や天然ガス等の取引は、経済産

業活動の中でも最も大きな取引であり、また、水道メ

ータ、ガソリン計量器等の流量計は国民生活に最も密

接している計量器の一つである。さらに、最新の半導

体製造技術、公害計測技術、医療技術等の先端技術分

野や環境・医療技術分野においてもより困難な状況下

での高精度の流量計測技術が求められている。当科で

は、これら広範な分野で必要な流量の標準を開発し、

その供給体制の整備を進める。既に JCCS が整備され

ている気体小流量、気体中流量、液体大流量に加え、

平成16年度までに液体中流量、石油大流量の標準確立

と供給体制の整備を目指す。また、移転標準器等の高

精度流量計測技術の開発も行い、産業の基盤整備に寄

与する。 
 さらに、計量法に基づき法定計量業務を適切に遂行

すると共に、実施する試験業務ガソリン計量器に関す

る品質システムの整備を推進する。 
流量標準研究室 

（Flow Standards Section） 
研究室長：寺尾 吉哉 

（つくば中央第3、12（7）名） 
概 要： 
 気体流量標準の研究開発・維持・供給：気体中流量

（常圧法）の標準供給（技能試験参照値）を開始した。

また、気体小流量の特定標準器（衡量法）の校正範囲

の下限を一桁拡大して、官報に告示した。さらに、こ

の告示に伴い、技術的特定事項要求指針の改定を製品

評価技術基盤機構と連携して行った。 
 液体流量・体積標準の研究開発・維持・供給：特定

標準器の安全を確保するための大規模改修を行った。

電磁流量計の長期安定性試験を完了した。 
 石油流量標準の研究開発・維持・供給：石油大流量

標準設備の建設にあたり、様々な改良・改修を施すと

ともに、不確かさの実験的な解析を進めた。重要な構

成機器であるダイバータの設計を不確かさの低減を目

指して改良した。新しい方式のコリオリ流量計につい

て理論的な考察を中心にトランスファスタンダードと

しての研究開発を進めた。 
流量計試験技術室 
（Legal Flow Metrology Section） 
研究室長：山口詩希鬼 

（つくば中央第3、5（5）名） 
概 要： 
 特定計量器の適合性評価に関する研究開発・試験検

査：計量法に基づく法定計量業務として、積算体積計

及び積算熱量計の型式承認新規試験3件、一部変更追加

試験120件。基準器検査250件を実施した。 

 積算体積計温湿度試験装置の仕様を確定した。 
 また、燃料油メ－タの品質マニュアルの内部監査を

受け、改善計画書を提出した。 
物性統計科 

（Material Properties and Metrological Statistics 
 Division） 
研究科長：田中 健一 

（つくば中央第3、31（25）名） 
概 要： 
 エネルギー・石油分野等で求められる密度・粘度の

標準、エネルギー分野・エレクトロニクス産業・素材

産業等で求められる固体熱物性の計測技術と標準物質、

半導体や材料産業等で求められる微粒子や粉体の計測

技術と標準物質の開発・供給を行った。これらの標準

に関する技術は、アボガドロ定数や基礎物理定数の決

定、粘度の世界的な標準の確立に寄与するものである。

また開発された熱物性計測技術と標準物質を礎として

得られる信頼性の高い熱物性データを、分散型熱物性

データベースに収録しインターネットを介して広く供

給して行く。 
熱物性標準研究室 

（Thermophysical Properties Section) 
研究室長：馬場 哲也 

（つくば中央第3、12（7）名） 
概 要： 
 各種固体熱物性の計測技術と一次標準器の開発、及

び標準物質の開発を進めた。試料表面の直径100μm
以下の微小領域を周期変調されたレーザビームにより

加熱し、試料表面を2次元的に走査する技術、および

100nm 厚試料の熱拡散率、比熱容量、界面熱抵抗の計

測技術を開発した。超電導材料の熱物性の計測技術開

発、標準データの取得、電力機器等の熱変形特性、磁

場中特性、材料評価技術の開発を進めた。主要な超電

導材料の熱的・力学的特性データを整理し、その信頼

性等を評価した。広い温度領域での熱膨張率の精密測

定のために広帯域温度精密設定装置ならびに定常法熱

伝導率測定装置を開発した。分散型熱物性データベー

スのマネージメントシステムを完成しインターネット

上に試験公開した。 
流体標準研究室 

（Fluid Properties Section） 
研究室長：藤井 賢一 

（つくば中央第3、10（9）名） 
概 要： 
 密度標準に関しては、JCSS 標準供給のために2件の

jcss 校正を実施した。幹事所（パイロットラボ）とし

て密度のCIPM基幹比較を実施するために技術議定書

（テクニカルプロトコル）を策定して、持回り標準器

であるシリコン球体を5ヶ国（ドイツ PTB、イタリア

IMGC、韓国 KRISS、スイス METAS、カナダ NRC）
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に輸送しデータの収集・評価を行った。また、X 線結

晶密度法によるアボガドロ定数決定のためにシリコン

球体の直径測定用干渉計と圧力浮遊装置の開発を行っ

た。 
 粘度標準液については、依頼試験を13件実施し、中

高粘度域での供給範囲を拡張した。粘度標準研究会を

新たに設立し技術的適用指針の検討に着手した。 
 流体の熱物性計測に関しては代替フロンと自然冷媒

の気液平衡性、PVT 性質についてのデータを取得した。

X 線回折の研究に関してはシリコン結晶の格子定数

の比較測定技術を開発し結晶評価を行った。 
応用統計研究室 

（Metrological Statistics and Particle Measurement 
 Section） 
研究室長：榎原 研正 

（つくば中央第3、7（7）名） 
概 要： 
 計測における不確かさ評価に関わる横断的問題点と

して、測定値の量子化に伴う不確かさの評価方法を、

数理統計学的見地から提案した。A タイプ評価にしば

しば必要になる分散分析において、分散の期待値の表

式の生成アルゴリズムを、完備型実験計画の場合に完

成させた。 
 粒子質量および粒径の絶対測定が可能な方法として、

計数ミリカン法の100nm 以下の粒子への適用時の問

題点、粒子質量分析法の時間応答特性の評価とその改

善方法の検討を行った。 
電磁気計測科 

（Electricity and Magnetism Division） 
研究科長：吉田 春雄 

（つくば中央第2、14（12）名） 
概 要： 
 直流電圧・抵抗標準、インピーダンス標準の開発、

供給と研究、交直変換標準、交流電力標準の開発、供

給と研究。 
電磁気標準研究室 

（Electric and Magnetic Standards Section） 
研究室長：吉田 春雄 

（つくば中央第2、14（12）名） 
概 要： 
直流電圧・抵抗標準、インピーダンス標準の開発、供

給と研究： 
ａ）直流電圧標準に関し、8件の校正業務を行った。ま

た、直流分圧器標準の開発を行い、校正業務を開始

した。 
ｂ）直流抵抗標準に関し、6件の校正業務を行った。量

子化ホール抵抗測定装置の再立ち上げを行った。高

抵抗標準の開発を行い、校正業務を開始した。 
ｃ）キャパシタンス標準の開発を行い、校正業務を開

始した。 

 交直変換標準、交流電力標準の開発、供給と研究： 
ａ）交直変換標準に関し、1995年以降停止していた

AC-DC トランスファー標準の供給再開に向けて、フ

ァスト・リバース DC 法を中心とした測定システム

の整備を行い、日本電気計器検定所の所有する特定

副標準器の校正業務を再開した。 
ｂ）交流電力標準、並びに交流電流比標準の立ち上げ

に向け、準備を進めている。交流電流比標準システ

ムの構築を開始した。 
電磁波計測科 

（Electromagnetic Waves Division） 
研究科長：井上 武海 

（つくば中央第3、15（10）名） 
概 要： 
 高周波・レーザ計測標準に関する研究：高周波電圧、

電力、減衰量、インピーダンス、雑音、レーザパワー

およびレーザビームプロファイルに関し、標準の確立

を目指し精密計測と校正技術の研究を行う。RF 周波

数帯からミリ波帯までの電磁界･アンテナの計測評価

技術の構築と1次標準の確立・維持、標準供給とトレー

サビリティの整備、並びに、それらを実現するための

設備・環境整備を目的とし、EMC や遠隔計測などへ

の応用として精密計測技術の利用を図る。 
高周波標準研究室 

（Radio-Frequency Section） 
研究室長：井上 武海 

（つくば中央第3、12（7）名） 
概 要： 
 マイクロ波帯広帯域同軸電力標準、100GHz 帯電力

計校正の広帯域化技術、ピストン減衰器校正用装置、

18GHz 帯減衰量測定装置、雑音標準用トータルパワー

型同軸ラジオメータ、同軸型低温標準雑音源、mW レ

ベルレーザパワー高精度校正システム等の開発を行っ

た。広帯域インピーダンス測定方式の基礎的検討、高

出力レーザパワー測定系の設計、減衰量国際比較の準

備、レーザビームプロファイル測定方式の検討、高周

波電圧・高周波電力・レーザパワーに関する JCSS 特

定副標準器の校正等を行った。 
電磁界標準研究室 

（Electromagnetic Fields Section） 
研究室長：小見山耕司 

（つくば中央第2、3（3）名） 
概 要： 
 30～1000MHz のアンテナ係数標準を開発し、依頼

試験を開始した。JQA に対してアンテナ校正を実施し、

JQA の校正技術とオープンサイト設備の評価を行っ

た。JCCS 校正への拡張のため、技術分科会を立ち上

げた。建設中の電波暗室棟を完成させ、5面6面電波暗

室を整備した。標準ホーンアンテナ測定用アンテナ保

持・姿勢調整・制御装置の調査・検討を行い、予備実
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験を行ってこれを確認した。 
量子放射科 

（Quantum Radiation Division） 
研究科長：鈴木  功 

（つくば中央第2、19（14）名） 
概 要： 
 放射線標準、光放射標準の高度化に関する研究：放

射性同位元素、加速器、ランプ、レーザ等を用いた放

射線、光放射の計測技術につき、世界を先導して発展

させ、標準設定の基盤技術を固めて、我国の産業の高

度化および科学技術のテクノインフラに寄与する。放

射線標準、光放射標準の研究、およびその関連業務に

ついて、当科では、既に JCSS 制度による標準供給が

実施されている12量の国際比較等による国際認証化を

図るとともに、平成16年度までに3量を JCSS 制度に

のせ、約8量の標準供給の高精度化あるいは標準確立を

図る。さらに、7量については標準の開発を進展させる。 
放射線標準研究室 

（Ionizing Radiation Section） 
研究室長：鈴木  功 

（つくば中央第2、6（5）名） 
概 要： 
 シンクロトロン放射源より単色 X 線（数 keV）を取

り出し、照射線量の絶対測定法の開発に着手した。X
線、γ線の標準供給の円滑化と国際比較を進めた。軟

X 線利用等に関連した、放射光軟 X 線標準等の開発を

進めた。 
放射能中性子標準研究室 

（Radioactivity and Neutron Section） 
研究室長：工藤 勝久 

（つくば中央第2、5（3）名） 
概 要： 
 放射能特定標準器での供給を行い、国際化の進展、

トレーサビリティ体系の確立と放射能標準未整備量の

特定標準器の開発を図った。インターネットを利用し、

リモートキャリブレーション技術と実用レベル標準の

試験を実施した。中性子標準の国際比較の解析と標準

供給を行うとともに、高速中性子標準の開発、レーザ

ー逆コンプトン散乱による高エネルギーフォトンの発

生、計測技術の開発を進めた。 
光放射標準研究室 

（Optical Radiation Section） 
研究室長：齊藤 一朗 

（つくば中央第3、7（6）名） 
概 要： 
 光度、分布温度、全光束、照度、分光放射照度、分

光応答度の光放射標準の再設定を進めるとともに、絶

対放射計による光度、光束標準の高精度化、紫外線域

トランスファー標準光源の校正技術等の開発を進めた。

分光拡散反射率の高精度絶対測定技術の開発とそれに

よる標準白色板の供給技術の検討を進め、アンジュレ

ータを用いた極低温放射計による紫外、真空紫外線域

の分光応答度標準と校正技術の開発を図った。 
無機分析科 

（Inorganic Analytical Chemistry Division) 
研究科長：倉橋 正保 

（つくば中央第5、18（12）名） 
概 要： 
 標準物質の加速的整備が国策として推進されている。

当科では平成13年～16年までにバナジウム標準液など

新規無機標準物質12種類、有機スズ分析用底質標準物

質など環境組成標準物質10種類を開発し、標準供給す

るとともに、XAFS 用標準物質等従来にはなかった標

準物質の開発に着手する。また関連 CCQM、APMP
国際比較に参加する。さらに単色 X 線励起蛍光 X 線分

析法等新規化学計測技術の開発、電量滴定法等につい

ての手法の高度化を行い、標準物質の値付け、環境・

生体計測の高度化等に使用するとともに、我が国の産

業の高度化及び科学技術のテクノインフラに寄与する。

特に、シンクロトロン放射光を用い、X 線吸収スペク

トル、X 線光電子分光、蛍光Ｘ線分析等の手法の高度

化研究を行い、標準物質や触媒等の材料の構造、組成、

電子状態等の解明に応用する。 
無機標準研究室 

（Inorganic Standards Section） 
研究室長：倉橋 正保 

（つくば中央第5、10（7）名） 
概 要： 
 平成13年度には、原料物質の純度決定および各標準

液の調製法および濃度測定法の開発を行い B、Cs、Ga、
臭化物イオン、シアン化物イオンの各標準液を開発し

た。また In、V、Te の各標準液の開発に着手し、技術

的方向性をある程度見極めた。その他、最近開発した6

標準物質に関する校正手順書を作成した。ピアレビュ

ーに備えて技能試験クロスチェックを、新規開発標準

物質の他に3件実施した。Al 標準液に関するフォロー

アップとして Zn 標準液との比較検討を行った。電量

滴定法の技術の高度化を目指して中和滴定の検討を行

い、二酸化炭素の干渉を軽減することができた。陰イ

オ ン 標 準 液 の 濃 度 比 較 （ CCQM-P32 ） 等 の

BIPM/CCQM 基幹比較に参加した。鉄鋼標準物質中の

少量成分の定量（CCQM-P25）に関して、3つの共同

パイロット研究所の幹事としてとりまとめるとともに、

プロトコルを作成し参加募集および試料配付を行った。 
環境標準研究室 

（Environmental Standards Section） 
研究室長：門野 章子 

（つくば中央第3、8（5）名） 
概 要： 
 平成13年度には、当所における最初の環境組成標準



研 究 

(52) 

物質となる2種類の底質標準物質の開発を行った。認証

に際しては、同位体希釈質量分析法を中心に複数の異

なる測定法を開発し、外部機関にも分析を依頼するな

ど、値の信頼性をできる限り確保するよう努めた。 
 PCB および塩素系農薬の分析法については、抽出法

や、PCB および農薬の一斉分析条件についての検討を

行った。また、生体内アルミニウムの局所分布計測の

ための新規プローブ剤や界面を利用した高感度計測手

法を開発した。 
 以下のCCQM基幹比較に参加した。（底質中のブチ

ルスズ（CCQM-P18）、底質中の PCB（CCQM-K25）、

魚介中のヒ素（CCQM-P11）、米中 Cd、Zn（CCQM-K24、

CCQM-P29、APMP-QM-P2）、トリブチルスズの純度

（CCQM-P20a）） 
有機分析科 

（Organic Analytical Chemistry Division） 
研究科長：野村  明 

（つくば中央第5、21（11）名） 
概 要： 
 標準ガス、有機標準、高分子標準について共通して、

基本的なスタンスとしては社会のニーズに即した化学

標準を供給して行くことを第一に考え、信頼性の高い

化学標準を供給するための高度な分析技術を開発する

と共に、それを国際的に相互承認するためのグローバ

ル MRA に基づく国際比較に積極的に参加して行く。

また、化学情報基盤の発信の一環としてスペクトルデ

ータベースの継承、整備そして拡充を継続的に行って

いく。国際対応等の対外的な活動としては、標準ガス、

有機標準、高分子標準について共通して、グローバル

MRA に基づく化学標準の相互承認を念頭に、多数の

有機標準物質の Appendix C への登録を目標として標

準物質を開発すると共に、国際的なピアレビューに耐

えられる我が国最高精度の CMC の構築を目指す。高

分子分野では、分析技量を高めつつ、国内関係学会と

業界団体あるいは国内外の国立研究機関と相互協力関

係を構築し、その中でイニシアチブを取ることを目指

す。さらに、SDBS は本格的な化学データベースとし

て世界的にも認知されており、これを核にすることで

欧米による情報戦略に抗し得る独自の化学情報基盤を

産総研から発信していく。 
有機標準研究室 

（Organic Standards Section） 
研究室長：加藤 健次 

（つくば中央第3、12（6）名） 
概 要： 
 平成13年度は、無機・有機併せて12種の標準ガスの

開発を行い、計量行政審議会に諮問した。また、標準

ガスの国際基幹比較2件に参加し、従来からの標準物質

17件について Appendix C への登録を行った。また、

標準物質センターにおける標準ガス開発の立ち上げの

ため、高圧容器秤量用大質量精密天秤、標準ガス充填

装置などの整備につとめた。 
 有機標準に関しては、VOC 関連標準液6種、環境ホ

ルモン関連標準液7種を開発し、計量行政審議会に諮問

した。また、高純度物質3物質の開発を行い、認証標準

物質として供給を行った。さらに、PCB 基準物質3種

（PCB28、153、170）の値付けを行った。 
 計測手法の開発に関して大気中の PCB の簡易モニ

ター装置の試作を行った。 
 磁性吸着剤を利用した環境汚染物質の高度処理技術

の開発については前年度までに開発した要素技術を組

み合わせる検討を行った。 
高分子標準研究室 

（Polymer Standards Section） 
研究室長：衣笠 晋一 

（つくば中央第5、8（4）名） 
概 要： 
 高分子標準の分野では、平成14年度に供給を開始す

べくポリスチレンオリゴマー標準物質3種の値付け法

およびポリカーボネート標準物質1種の試料作製法を

ほぼ完成させた。また、重量平均分子量測定について

独 BAM との整合性をとり、現在光散乱との整合化を

図るべく SEC/MALLS の高精度化に取り組んでいる。

定量 NMR の分野では、CCQM-P20および CCQM-P35
国際比較で良好な成績をあげ、産総研の校正技術水準

の高さを示した。 
 さらにスペクトルデータベースでは、NMR（170件）、

MS（610件）、IR スペクトルの収集を行う一方で、新

しいスペクトルデータベース（SDBS）を立ち上げる

ため、拡大表示機能、データ入力ツールおよび新デー

タ形式の開発研究を行った。 
先端材料科 

（Materials Characterization Division） 
研究科長：小島 勇夫 

（つくば中央第5、13（10）名） 
概 要： 
 最近の産業基盤の国際的広がりに伴い、計測・分析

技術に対する国際的整合性が求められるようになり、

先端材料においてもその基準となる標準物質の整備が

緊急の課題となっている。先端材料の計測・分析技術

として、特に、材料の界面、表面、欠陥などに関わる

先端的評価・分析技術の開発を行うとともに、これら

のポテンシャルを応用して表面・薄膜関連標準物質、

欠陥・空孔標準物質などの高度な標準物質開発を行う。 
 標準物質整備計画に関連した第一期の目標として、

EPMA による定量分析のための鉄中に Cr、Ni、C を

それぞれ単独に添加した濃度偏析のない均一鉄基合金

標準物質（15種）、層の厚さが20～25nm の2種類

（GaAs/AlAs および SiO2/Si）の多層膜標準物質の開

発を行う。また、膜厚が10nm 程度の超格子標準物質、
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膜厚が5nm 以下の極薄膜標準物質、空孔標準物質の確

立に向けた研究を行う。 
材料評価研究室 

（Surface and Thin Film Standards Section） 
研究室長：梅原 博行 

（つくば中央第5、6（5）名） 
概 要： 
 微小部高感度分析技術および標準物質開発：EPMA
を用いた試料面内の不均一性の評価方法について検討

し、統計的処理による不確かさ評価法を確立した。ま

た、鉄中にクロム、ニッケル、炭素をそれぞれ単独に

添加した濃度偏析のない均一な鉄合金について特性値

評価ラウンドロビンテスト（産総研を含めた国内6機関

と海外の2機関）に参画し、当初に予想した精度をほぼ

満たす結果を得た。 
 表面・薄膜計測および標準物質の開発：多層膜・極

薄膜標準物質では GaAs/AlAS 超格子標準物質（各層

の厚さは24nm で、全4層）の供給を開始した。SiO2/Si
は候補標準物質の開発を行い、同試料を用いて公設試

験所とのラウンドロビン試験を試みた。また、膜厚計

測の精密化のために X 線反射率法の基礎研究を行い、

100nm の SiO2薄膜に対する繰り返し精度は0.1％にも

達していることを確認した。 
材料分析研究室 

（Nanopore Standards Section） 
研究室長：小林 慶規 

（つくば中央第5、6（4）名） 
概 要： 
 空孔や欠陥の制御およびその評価法：普及型陽電子

寿命測定装置のビーム発生部を試作した。酸化硅素薄

膜での陽電子消滅ガンマ線エネルギー分布測定を行い、

膜中に含まれるナノ空孔形状に関する情報を得た。さ

らに、極薄膜中の欠陥評価が可能なイオン散乱測定装

置を立ち上げた。 
 原子力基盤技術と低温プラズマの計測法：高分子上

に堆積された酸化硅素スパッタ膜が気体バリアー性を

有することを明らかにした。酸化硅素スパッタ膜を堆

積させたポリプロピレンなどのガンマ線照射を行い、

高分子中の酸化を抑制できることを示した。低温プラ

ズマ計測の研究では、レーザー照射により生成する有

機分子の金属付加イオンの生成機構モデルを構築した。 
 高純度基準物質創製のための革新的向流クロマトグ

ラフィー：バイオアッセイにも使用できる環境ホルモ

ン高純度基準物質を精製するための検討を開始し、新

しい原理に基づく向流クロマトグラフィー装置の可能

性を検討した。 
法定計量技術科 

（Legal Metrology Division） 
研究科長：根田 和朗 

（つくば中央第3、13（11）名） 

概 要： 
 基準器検査については、1,500件、型式承認30件、事

前相談430件、事前審査を600件、内部校正依頼4件を実

施した。 
 法定計量システムの整備計画では、タクシーメータ

ー、非自動はかり、ガスメーター、水道メーター、温

水メーター及び燃料油メーターを主とする特定計量器

の技術基準に関する国際整合化を図るため、作業委員

会を設置し具体的な検討を開始した。 
 基準適合性評価試験に関する調査・研究については、

関連工業会及び研究室との協力・連携のもとに「耳式

体温計」に関する JIS 規格を制定した。 
 品質システム文書の整備状況については、特定計量

器の EMC 試験に関する文書を作成した。 
 OIML 証明書に関する登録・発行の手続きを開始す

る一方で、二国間相互承認に基づく型式承認試験デー

タを6件受け入れた。 
計量標準技術科 

（Dissemination Technology Division） 
研究科長：小島  孔 

（関西センター、17（17）名） 
概 要： 
 当科の主要業務は、経済産業大臣から委任された計

量法に基づく法定計量業務の適切な遂行である。当科

で実施する法定計量業務は、各種計量器の型式承認・

基準器検査・一部の計量器の検定を実施するとともに、

計量法の技術基準の国際整合性確保・新技術に対応す

る基準改定等である。これらの業務の他、リング・プ

ラグゲージの校正技術の開発と校正における不確かさ

を評価し、それらの標準供給体制の整備を目指す。ま

た、法定計量に関する標準についての不確かさを明ら

かにし、信頼性のある校正結果を提示することにより、

産業界のトレーサビィティ体系の構築に寄与する。 
校正試験技術室 

（Calibration and Verification Section) 
研究室長：堀田 正美 

（関西センター、9（9）名） 
概 要： 
 基準器検査699件（1837個）、型式承認試験40件、比

較試験6件（16個）、依頼試験18件（22個）を実施した。

リング・プラグゲージ及びガラス製体積計の標準供給

技術の開発は、目標の校正不確かさを実現し、依頼試

験の開始に向け準備を行っている。また、ISO/IEC 
17025による試験・検査品質システム技術編については、

温度計、ガラス製体積計のドキュメントの作成を開始

した。 
型式承認技術室 

（Pattern Approval Section） 
研究室長：上田 升三 

（関西センター、4（4）名） 
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概 要： 
 特定計量器の型式承認（新規・軽微変更承認）審査

47件、軽微変更届出審査98件、型式承認事前審査140

件、事前相談60件を実施した。 
 型式承認のソフトウェア認証に関する文献調査の開

始及び外国人専門家を招聘しセミナーを開催した。連

携研究体と共同による計量器製造者1社との共同研究

を開始し、また、ガス会社と共同研究に関する協議を

行った。 
 また、これら型式承認における承認システム（ガイ

ド65）の設計を始めると共に、ドキュメントの作成を

開始した。 
 
②【地球科学情報研究部門】 
（Institute of Geoscience） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：加藤 碵一 
副研究部門長：久保 和也、富樫 茂子 
総 括 研 究 員      ：松久 幸敬、久保 和也、村上  裕、 
       富樫 茂子、須藤  茂 
部  門  付：中島  隆 
 
所在地：つくば中央第7 
人 員：115（98） 
経 費：798,735千円（423,452千円） 
 
概 要： 
 本研究部門の目標は、「地質の調査」を実施すること

によって国土の属する日本島弧地域を主要対象に、地

球表層～深部におけるより高次の地球科学的実態の解

明・把握に努め、当該分野の知的資産の形成・知的基

盤の構築・整備に寄与することである。 
 また、特に社会的要請の高い地震・火山などに対す

る国の研究を分担し、中立公正な地球科学情報の提供

を心掛け、国民社会の安寧や産業発展に貢献するもの

である。 
 さらに、国土の地球科学情報の高度化・標準化・総

合化に必要な情報技術の開発・導入を進め、国内外に

一層の成果普及に資するものである。 
 また、国際的な地質調査所ネットワークの中で、我

が国の地質調査研究分野における中核となることを目

指し、日本と関連の深いアジア地域の地質情報整備に

積極的に関わっていく。 
 重点研究課題：「地質の調査」における地質情報、地

球物理情報、地球化学情報、地球科学情報解析、地震

関連情報及び火山・マグマ情報に集約した6重点課題を

縦軸とし、新たな戦略的重点課題として地球科学情報

の国際標準化、アジアの地球科学情報高度化、及び先

端的地球科学技術開発を横軸として、研究グループの

連携強化を図る。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
雲仙火山：科学掘削による噴火機構とマグマ活動解明の

ための国際共同研究（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 
 
GPS 気象学：GPS 水蒸気情報システムの構築と気象学・

測地学・水文学への応用に関する研究、水蒸気変動の

GPS 解析に及ぼす影響に関する研究、GPS 鉛直測位成

分推定に及ぼす水蒸気変動の評価（科学技術総合研究委

託費／文部科学省） 
 
地震災害軽減のための強震動予測マスターモデルに関す

る研究、地震波伝播特性の高精度化に関する研究、強震

動評価に用いる地下構造の物性値に関する研究− S 波速

度の解析手法（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
陸域震源断層の深部すべり過程のモデル化に関する総合

研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
機能材料の熱物性計測技術と標準物質に関する研究、固

体のモル質量の精密測定の研究、モル質量計測法の研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
空間情報科学の確立のための空間情報のデータベース化

に関する研究開発（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 
 
地球化学図による全国的な有害元素のバックグラウンド

と環境汚染評価手法の高度化に関する研究（試験研究調

査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境

省） 
 
大都市における火山灰災害の影響予測評価に関する研究

（運輸分野における基礎的研究推進制度／運輸施設整備

事業団） 
 
発 表：誌上発表 115(61)件、口頭発表 340(44)件、 
    その他 103件 
--------------------------------------------------------------------------- 
堆積層序システム研究グループ 

（Sedimentary Geology Group) 
研究グループ長：酒井  彰 

（つくば中央7、5（5）名） 
複合構造システム研究グループ 

（Tectonics Group) 
研究グループ長：栗本 史雄 

（つくば中央7、4（4）名） 
火山複合システム研究グループ 

（Volcanic System Research Group) 
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研究グループ長：松浦 浩久 
（つくば中央7、6（6）名） 

深成変成システム研究グループ 

（Plutonic and Metamorphic Geology Group) 
研究グループ長：牧本  博 

（つくば中央7、5（4）名） 
地質統合研究グループ 

（Integrated Geology Group) 
研究グループ長：鹿野 和彦 

（つくば中央7、6（6）名） 
 
概 要： 
 上記の5研究グループは「地質の調査」ミッションの

基幹研究である地質図に関連した研究を協力して行っ

ており、テーマは以下の3つに大きく区分できる。１．

「地質図・地球科学図の作成」：日本列島の地質学的実

態の解明・把握を行い、その成果を1/5万地質図幅をは

じめとする各種地質図幅等のマップ情報として作成・

公開する。２．「情報の数値化・標準化・データベース

整備」：地質図情報の有効利用のための各種検討を行い、

情報の利便性の向上を図ると共に知的基盤として整備

する。３．「地質の調査のための基盤的基礎的研究」：

世界でも有数の変動帯であり複雑な地質構造を示す日

本列島において今なお課題として残されている地史未

詳地質体について、層序学・岩石学・構造地質学・古

生物学・放射年代学などの各専門分野の様々な地球科

学的手法を駆使して総合的に地質現象を把握する。 
 研究の実施に当たっては、5研究グループが中心とな

り、本研究部門の総括研究員や部門付き及び他研究グ

ループ員、他研究ユニットの研究員、大学等の外部研

究機関の研究者との協力体制をとっている。 
１．[地質図・地球科学図の作成] 

１）地質図の研究では、1/5万地質図幅に関しては、

須原・冠山・青森西部・綾里を始めとする23地域

の地質調査を行い、白馬岳、西津、川前・井出、

三条、山崎、大宮、千厩、珠洲岬・能登飯田・宝

立山、浦河の9図幅地域の原稿執筆を完了した。 
２）20万分の1地質図幅に関しては「岡山及丸亀」「甲

府」の原稿を完成した。また、「熊本」を執筆、「福

島」・「豊橋及び伊良湖岬」・「開聞岳」・「一関」・「白

河」・「山口及び小串」の調査を行った。 
２．[情報の数値化・標準化・データベース整備] 

１）地質図幅のベクトル化に関しては、1/5万地質図

幅について合計74地域のベクトル化を終了し、デ

ータファイルを整備した。 
２）20万分の1数値地質図幅編集に関する研究（第1

期）の編集作業を行った。 
３）「地層名検索データベース」の研究においては、

資料：日本の新生界層序と地史、及び日本の第四

紀火山を公開し、地層名新規登録作業を継続した。 

４）日本地質図データベースについては、統合地球

科学データベースの基本図となる20万分の1地質

図とこれより大縮尺・小縮尺地質図などを組み込

んだデータベースの構造を検討した。 
５）大都市地域の1/20万地質図の共通凡例試案・試

作版を作成した。 
３．[地質の調査のための基盤的基礎的研究] 

１）島弧地質の研究では、後期新生代の堆積環境、

北部フォッサマグナ地域の地質構造、重要地域の

中古生代テクトニクス、及び火成岩・変成岩の属

性などの解明、ならびに北海道地域や西日本地域

の地質に関する野外調査を実施した。 
２）西南日本内帯の花崗岩と塩基性岩について年代

測定を実施し、学会発表及び論文執筆を行った。 
複合年代層序研究グループ 

（Integrated Bio- and Chronostratigraphy Group） 
研究グループ長：柳沢 幸夫 

（つくば中央第7、3（3）名） 
概 要： 
 化石層序及び古地磁気層序の高度化の研究では、常

磐地域および深海底コアを分析して、新たに有用な珪

藻生層準を4つ見出し、珪藻化石層序のさらなる分解能

を向上させることが可能となった。また石灰質ナンノ

化石層序では、多産する種の時間的サイズ変化を利用

した新たな化石層序手法を開発した。古地磁気層序で

は年代尺度の確立に寄与するデータを集積しつつある。 
 異種年代層序複合と相互関係の解明の研究では、富

山県氷見地域において有孔虫層序と珪藻化石層序の厳

密な対応関係を明らかにし、これまで根拠のない年代

値が基準となっていた日本海側での鮮新世標準層序の

年代を確定させた。また、対比に極めて有用な微化石

生層準近傍の凝灰岩の放射年代測定を4件行い、それら

の生層準の数値年代を明らかにした。 
地球物理情報研究グループ 

（Geophysical Mapping Research Group） 
研究グループ長：大熊 茂雄 

（つくば中央第7、5（4）名） 
概 要： 
１．平成12年度までに測定した九州地域の重力データ

の編集を行い「福岡地域重力図」を作成した。また、

中国・四国地域の調査に着手した。 
２．平成12年度までに測定したデータを編集し、「由利

原地域高分解能空中磁気図」を作成した。 
３．日本全国空中磁気データベースについては、デー

タベースを構築するための概念設計を図った。現 

在、他機関により取得されたデータを整備するとと

もに新測地系への対応準備中。 
４．空中物理探査による火山の山体安定性評価手法の

開発に関する研究：高分解能空中磁気探査装置を整

備するとともに、平成12年度に取得したデータの詳
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細な解析と解釈を行い、火山地域地球物理総合図の

概念設計を構築中、有珠火山地域の空中磁気異常図

を公表した。「空中物理探査による火山の山体安定

性評価手法の開発に関する研究」と連携して、低周

波地震が発生している富士山で調査可能な高分解能

空中磁気探査システムを構築中。 
５．大規模活動的火山における高分解能空中磁気探査

の実用化に関する研究（平成13年度萌芽的研究）：地

球物理学的手法によるイタリア火山の活動推移評価

に関する研究（平成13年度国際共同研究）イタリア・

エオリア諸島の火山（ブルカノ・リパリ）の活動推

移評価を目的として、平成13年10月に当該地域に出

張し重力探査を実施し、詳細な重力異常図を作成し

た。 
地殻構造研究グループ 

（Tectonophysics Group） 
研究グループ長：横倉 隆伸 

（つくば中央第7、6（6）名） 
概 要： 
１．大都市圏精密基盤構造図および衛星地盤変動図作

成手法に関する研究： 
 京都盆地南部の約1000本のボーリングデータを収

集、また構造調査・重力調査を実施。首都圏の主要

活断層である深谷断層と綾瀬川断層の関連について、

反射法データに基づいて、取りまとめ中。 
２．地殻深部の不均質構造に関する研究： 
 地殻やや深部に発生する地震の初期破壊過程、イ

ンドネシア下のマントル遷移層の厚さと、深発地震

発生域および地震波速度異常との相関について考察

した。 
 地殻深部の温度場に関する成果を、数値地質図に

入れ込んだ。内陸地震発生域と密接に関連する水や

流体の不均質構造を MT 法により抽出した。 
３．海底熱水系における生物・地質相互作用の解明に

関する研究： 
 熱水の流量を定量的に観測するためにMedusa熱

水流速計を設置し、試験的な観測を行った。 
４．平野部の深部地下構造の探査手法開発に必要な基

礎データを野外実験により取得。 
 P-S 変換波反射法の探査手法の開発を実施中。 

５．地震災害軽減のための強震動予測マスターモデル

に関する研究： 
 波震源に起因するS波からS波速度情報を抽出す

るための速度解析パネルのプロトタイプを作成。 
地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 
研究グループ長：今井  登 

（つくば中央第7、6（5）名） 
概 要： 
 地球化学図の研究では北海道における試料約500個

の採取を終了した。また、モデル地域において地球化

学図を表示する地球化学図情報システムのプロトタイ

プを作成した。また、1/20万精密地球化学図作成手法

開発のための研究の新規提案を行った。 
 地球化学サイクルにおける風送ダストの研究では、

中華人民共和国及び国内の試料採取を行い、粒度組成、

化学組成の分析を行った。 
 地球化学標準試料の研究として、鉱石標準試料

JCu-1（釜石銅鉱石）を新たに1個作成した。また、ISO
に準拠した標準値を設定するために共同分析を行うと

ともに、Te、In の分析法を確立した。また、堆積岩を

中心とする分析データのデータベースへの登録を行っ

た。 
微小領域同位体研究グループ 

（Micro-scale Isotope Geochemistry Group） 
研究グループ長：森下 祐一 

（つくば中央第7、7（5）名） 
概 要： 
１．同位体的鉱床成因論及び同位体分別機構に関する

研究 
 レーザープローブ装置の試料調整法の改良、分析

法の高度化を行った他、シリコン同位体比の三次元

的解析のための単結晶を育成した。地球の主成分で

あるシリコンについて、SIMS を用いたミクロンサ

イズの精密同位体比測定法（誤差0.01％）を開発す

るなどの成果をあげた。 
２．惑星物質の形成機構及び地球環境変動に関する研

究 
 衝突変成をうけたコンドライト隕石の燐酸塩の

U-Th-Pb 年代を SIMS を用いて測定し、衝突年代が

8億年よりも若いことを明らかにした。また、サンゴ

骨格中の表面から深部までの各部位における主・微

量元素含有量を SIMS 微小領域分析法を用いて測定

した。 
３．マグマの進化・脱ガス機構に関する研究 
 マグマ－斜長石間の元素分配を求める SIMS 測定

に基づき、マグマ溜まり中の元素分配に関するモデ

ルを構築した。また、ガラス包有物の硫黄同位体比

測定用の標準試料ガラス作成の予備実験を実施し、

作成条件を検討した。 
地震地下水研究グループ 

（Tectono-Hydrology Research Group） 
研究グループ長：小泉 尚嗣 

（つくば中央第7、6（5）名） 
概 要： 
 地域の地下水観測点の中で榛原・草薙の2点について

は、想定されている東海地震断層モデルから前兆的地

下水位変化を算出できた。「GPS 測位に及ぼす水蒸気

による誤差の影響評価」については、2001年夏に昨年

に引き続いてGPS稠密観測を行い20km程度のローカ
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ルなスケールでの水蒸気変動が世界で初めて明らかに

なった。この結果は、東海地震予知のために重視され

ている御前崎～掛川間（約20km）の GPS 測位の精度

を高めることにつながるものである。 
地震発生過程研究グループ 

（Earthquake Process Research Group） 
研究グループ長：桑原 保人 

（つくば中央第7、8（6）名） 
概 要： 
 活断層の物理化学プロセス、深部構造の研究では、

野島断層の断層岩の変形機構、水理構造、深部構造、

跡津川断層等の深部構造の解明等を行った。平野部の

深部地下構造の研究では、福井平野での重力調査を行

い、データ解析をした。地震波構造については、仙台

平野の VSP データを解析した。 
 振興調整費「陸域震源断層の深部すべり過程のモデ

ル化に関する総合研究」では、長町－利府断層での大

規模な探査の実施、下部地殻での断層帯の観察による

変形局在化、変形機構の実体の解明、高温・高圧・水

の存在での岩石変形実験装置の開発等を行った。 
実験地震学研究グループ 

（Experimental Earthquake Physics Group） 
研究グループ長：佐藤 隆司 

（つくば中央第7、3（2）名） 
概 要： 
・上部地殻条件での摩擦法則解明のための高温・高圧

三軸試験装置を用いた摩擦実験システムを構築。 
・既存の摩擦法則を用いた地震サイクルの数値シミュ

レーション、摩擦熱を考慮に入れたすべりの数値シ

ミュレーション等を行った。 
・AE 実験データ、鉱山および自然地震データを用い

た解析を行い、大規模な地震に先行するプロセス及

び前兆現象のメカニズムについて調べた。 
・間隙内多成分三相流数値シミュレーションソフトの

開発。 
・国際共同研究「岩石非均質構造と破壊の前兆機構の

研究」（中国グラント）を実施した。 
・北陸地質情報展出展（岩石破壊実験）。 
・GIS データベースの分散管理と利用に関する研究 

火山活動研究グループ 

（Volcanic Activity Research Group） 
研究グループ長：宇都 浩三 

（つくば中央第7、8（6）名） 
概 要： 
 三宅島・岩手両火山の火山地質図作成のための地質

調査を実施すると共に、噴出物の全岩化学分析を行っ

た。岩手火山地質図の付録とする予定の CD 出版物の

内容を検討し、過去の噴出物分布のデジタル化を進め

ている。第四紀火山データベースの一環として、山陰

地方の年代未詳火山岩類の岩石採集を実施した。瀬戸

内火山岩類の火山活動の時間空間分布を明らかにする

と共に、全岩化学分析を行った。また、既存の K-Ar、
フィッショントラック年代文献を収集し、年代値の整

理を実施中である。伊豆小笠原弧海底火山の年代測定

論文を投稿すると共に、化学分析を実施した。 
 雲仙火山東麓での1450m の山体掘削を実施し、コア

柱状図を作成すると共に、噴火史、化学進化を明らか

にするための K-Ar 年代測定、全岩化学分析を行った。

雲仙火山形成開始の50万年前を境に、島原半島での火

山噴火様式、火山体形成様式、マグマ進化過程が、急

激に変化したこと、またそれは雲仙地溝の形成と密接

に関連していることを明らかにした。 
マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 
研究グループ長：篠原 宏志 

（つくば中央第7、5（5）名） 
概 要： 
１．脱ガス過程の把握：薩摩硫黄島・箱根火山におい

て火山ガス放出量・火山ガス組成の観測を実施。薩

摩硫黄島において温泉・地下水の分布、化学組成の

観測を実施。薩摩硫黄島の脱ガス活動の変化を総括

し脱ガス過程をモデル化。 
２．マグマ供給系の解明：薩摩硫黄島・有珠火山など

の地質調査・噴出物解析を実施。薩摩硫黄島マグマ

溜まり化学進化を考察。有珠火山2000年噴火の噴出

物の特徴を記載し、長期的マグマ進化との関連を考

察。有珠火山2000年噴火経緯と噴火噴出物に関して

考察。 
３．マグマ上昇過程の解明：薩摩硫黄島・有珠・岩手・

磐梯・九重火山などで地殻変動・各種地球物理観測

を継続中。九重火山での地殻変動のパターンを定量

化し、現在モデル化を実施中。薩摩硫黄島の地殻変

動パターンが明確になった。箱根火山に置いて臨時

地殻変動観測を実施。有珠火山の浅部構造について

考察。有珠火山2000年噴火に関して考察。 
アジア地圏情報研究グループ 

（Asian Geoinformation Research Group） 
研究グループ長：脇田 浩二 

（つくば中央第7、5（4）名） 
概 要： 
 東アジア地質構造図の研究では、未出版の地質構造

図のうち北半部について、地質編さんを行った。アジ

アにおける地球科学情報の研究では、東・東南アジア

都市域の地球科学情報データについて第 2版の

CD-ROM を出版するとともに、論文集を作成した。

東アジアの地質及び鉱床の研究では、アジアの広域地

質図の編纂や鉱床図の編さんを一部の地域について行

った。また、国際会議で、巡検リーダーとして外国人

研究者を案内した。東ユーラシアの地球科学情報の研

究では、IGCP410と421の合同研究集会と現地討論会
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（於モンゴル）に参加した。アジアにおける深成岩定

置に関する研究では、深成岩研究のための光学的研究

手法の改良を行った。北海道日高帯南部地域の地球科

学情報図を編さんした。 
情報解析研究グループ 

（Information Research Group） 
研究グループ長：長谷川 功 

（つくば中央第7、7（5）名） 
概 要： 
１．統合地球科学データベースでは、日本国内及び周

辺海域について、20万分の1の区画ごとに統合地球科

学ベクトルデータベースを構築するための基本的な

概念等について設計･研究を継続中であり、特に日本

周辺の海陸地質・標高データの統合について進展さ

せた。 
２．地球物理データと地質データの高度処理研究を発

表していく。X 線 CT データの高度処理、常時地球

自由振動に関する研究、南アルプスの傾斜と地質の

研究を発展させた。また、簡易 GIS ビューアを洗練

させ、完成させつつある。 
３．地質図の数値化に関する標準化について内外の動

向調査を踏まえ、地質図の数値化の指針（案）を作

成し公表した。 
地質リモートセンシング研究グループ 

（Geologic Remote Sensing Research Group） 
研究グループ長：佐藤  功 

（つくば中央第7、4（4）名） 
概 要： 
１．衛星地盤変動図の作成に関する研究：アジアの主

要都市における地盤沈下の実態を把握するため、こ

れまでに我が国（2ヶ所）およびアジア都市域（6ヶ

所）での地盤沈下解析を行い、技術課題を抽出した。 
２．火山衛星画像データベースの構築に関する研究：

全体計画を策定した。石英・炭酸塩鉱物および SiO2

含有量のそれぞれと高い相関を示す岩質指標を、

ASTER 熱赤外バンド間演算として開発した。その

岩質指標をチベット縁辺域等の ASTER レベル1B
データに適用し、現地地質との比較において定性的

に良好な結果を得た。衛星データの高精度化では放

射伝達特性データ取得用測定機器の光学校正システ

ムの改良と野外測定実験を実施した。 
３．京都議定書吸収源検出のための放射伝達モデルに

関する研究：リモートセンシングデータ利用を念頭

に、放射伝達モデルの役割を検討した。そのパラメ

ータ導出にあたっての現在の問題点を明確にした。 
地質標本研究グループ 

（Mineralogy and Paleontology Research Group） 
研究グループ長：楠瀬 康子 

（つくば中央第7、6（5）名） 
概 要： 

 「変成岩カタログ」作成のため、他の岩型への拡張

性を検討した上で、データベースの採択項目とフォー

マットを決定した。変成岩の形成条件解析の基礎デー

タとなる造岩鉱物の化学組成および相関係についてま

とめた。標準岩石データベースについて、その意義と

これまでの研究の中間とりまとめを公表した。 
 海山型石灰岩体の堆積システムと古環境の研究成果

としての、古生代青海石灰岩体における堆積システム

とその進化の解明、第四紀コケムシ化石の炭素同位体

組成を海洋環境変遷と比較して古環境解析示標とする

研究、白亜紀アンモナイト類の種レベルのデータベー

ス解析からアンモナイト類の盛衰と古海洋環境の関係

を解析、新生代貝化石を用いた堆積環境と古気候変動

の示標開発、中生代および新生代貝化石に関する研究

について公表している。また、コケムシ化石の模式標

本をデ－タベース化し、公表し、古環境示標としての

信頼性を高めた。 
その他の研究プロジェクト 

大都市における火山灰災害の影響予測評価に関する研究

（受託研究） 
プロジェクトリーダー：須藤  茂 

（つくば中央第7、4（2）名） 
概 要： 
 火山灰が大都市に及ぼす影響を的確に評価し、災害

軽減に資するため、筑波大学と共同で研究を実施した。

産業技術総合研究所は、我が国の火山灰降灰の実績評

価のためのデータの整理・解析ならびにデータベース

の作成、及びモデル火山として選定した富士山の噴火

予知のための山体変動観測網の整備を行った。 
 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Institute for Geo-Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4～） 
研 究 部 門 長      ：野田 徹郎 
副研究部門長：松永  烈、奥田 義久 
総 括 研 究 員      ：笹田 政克、青木 正博、山口  勉、 
       松永  烈、奥田 義久 
 
所在地：つくば中央第7、つくば西 
人 員：82（70） 
経 費：874,975千円（178,546千円） 
 
概 要： 
 ユニットの研究目的： 
・地圏資源の研究：エネルギー・資源の安定供給に資

する。 
・地圏環境の研究：環境と調和した経済社会システム

の構築に資する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
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地熱探査技術等検証調査（電源多様化技術開発等委託費

／経済産業省） 
 
熱水用発電プラント等技術開発（電源多様化技術開発等

委託費／経済産業省） 
 
構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤の地震防災性向

上に関する研究、基礎・地盤系の塑性領域での挙動と破

壊過程に関する研究、大規模地盤の振動実験における地

盤作成法計測技術の開発（科学技術総合研究委託費／文

部科学省） 
 
超高層ビルの倒壊による周辺構造物への影響調査（科学

技術総合研究委託費（緊急研究）／文部科学省） 
 
緊急時の避難者の意志決定の実状調査（科学技術総合研

究委託費（緊急研究）／文部科学省） 
 
高レベル放射性廃棄物地層処分のための地質環境の特性

の広域基盤情報の整備（原子力試験研究委託費／文部科

学省） 
 
光音響分光法を用いた地下水センサーの開発と適用に関

する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
地下深部岩盤初期応力の実測（原子力試験研究委託費／

文部科学省） 
 
放射化コンクリート構造物の環境低負荷解体に関する研

究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
放射性廃棄物処分施設の長期安定型センシング技術に関

する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
放射性廃棄物地層処分における岩石の長期変形挙動解明

と地層構造評価技術に関する研究（原子力試験研究委託

費／文部科学省） 
 
GIS による騒音源周辺環境を考慮した騒音伝搬予測に

関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）／環境省） 
 
地球規模の環境変動要因としての海底下メタンハイドレ

ートに関する予備的研究（海底下メタンハイドレートの

動的挙動に関する地質学的研究）（試験研究調査委託費

（環境研究総合推進費に係るもの）／環境省） 
 
ゴールドラッシュ地域における環境管理、環境計画及び

リスクコミュニケーションに関する学際的研究（試験研

究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／環境

省） 
 
発 表：誌上発表 145(48)件、口頭発表 270(64)件、 
    その他 38件 
--------------------------------------------------------------------------- 
貯留層変動探査研究グループ 

（Geothermal Reservoir Research Group） 
研究グループ長：石戸 恒雄 

（つくば中央第7、7（7）名） 
概 要： 
１）断裂水理探査法の開発：SA 法による逆解析法に

ついては、基礎的検討の結果を公表し、3次元モデル

を扱えるよう拡張を終了、現在、予備計算を実施中。

100m 級坑井で音波・NMR・EKL 検層データを取

得した。 
２）探査ネットワークの開発：重力探査法では可搬型

絶対重力計の評価を終えた。電気・電磁気探査法で

は、民間ディベロッパーとの共同研究により野外デ

ータを取得・解析した。また3次元電気探査法につい

ては、同時に SP モニタリングをも可能とする自動

電気探査装置の設計を終え、制作を開始した。地震

波探査法では、室内実験結果を公表した。変動予測

技術では、磁場ポストプロセッサー・プロトタイプ

の評価計算を終了するとともに、SP ポストプロセ

ッサーの MINC 媒質への拡張を行った。モデリング

支援技術では、ESR 測定装置の導入・調整を行った。 
高温岩体研究グループ 

（Geo-Energy Research Group） 
研究グループ長：山口  勉 

（つくば西、4（4）名） 
概 要： 
１）人工貯留層抽熱挙動の解明：これまでの結果を基

に肘折長期循環試験の数値シミュレーションを行っ

た。浅部貯留層からの生産寄与をモデル上で確認し

た。 
２）岩盤内き裂の力学的・水理学的挙動の解明：粒径

の異なる花崗岩を用いた室内水圧破砕実験を実施し、

実験手法の改良、水圧破砕時のき裂進展状況の把握、

造成されたき裂への注水量、圧力、開口挙動などの

データを継続して蓄積し、き裂内流動抵抗分布およ

び流動抵抗パラメータの検討を行っている。 
３）貯留層等のスケール付着メカニズムの解明：室内

実験で肘折花崗閃緑岩-純水間の反応実験を行い、花

崗岩の溶解挙動を明らかにした。 
４）蛍光トレーサーの熱分解速度の解明：50～240℃で

の滞留時間−蛍光光度曲線から分解速度係数を得た。 
地熱資源研究グループ 

（Geothermal Resource Research Group） 
研究グループ長：玉生 志郎 

（つくば中央7、7（7）名） 
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概 要： 
 未利用地熱資源の実態を解明するため、基盤内貯留

層周辺部の透水性評価を透水性断裂のコア・検層デー

タ解析および構成要素間の相関性から予察的な検討を

行った。また、カルデラ等の火山性地熱系、平野部の

熱水系について、地質地化学的手法で一部モデル化し

た。一方、未利用地熱資源の資源量評価のため、これ

まで手がけたすべての50万分の1地熱資源図のデータ

を数値化し、50万分の1地熱資源図 CD-ROM 版を1枚

出版した。GIS/PC に基づく重合解析法、資源量評価

手法等の検討を行うとともに、GIS/PC に基づく地熱

資源評価システムについて、設計の基本方針を決定し

た。また、深部地熱資源探査技術に関する研究として、

熱源近傍の熱水系探査、熱源岩に関連する流体— 岩石

反応解析、応力場解析、ESR 年代測定による熱水系変

動時間解析を行った。 
燃料資源地質研究グループ 

（Fuel Resource Geology Research Group） 
研究グループ長：棚橋  学 

（つくば中央第7、8（6）名 
概 要： 
１）基礎試錐「三陸沖」の物理検層データを解析ソフ

トを用い堆積サイクル対比を実施。地質的に関連す

る久慈炭田の石炭形成環境調査を実施した。 
２）ガスハイドレート資源の鉱床成因、形成機構及び

資源ポテンシャル評価技術の地質学的研究：日仏3D
地震探査データについて、重合前時間マイグレーシ

ョン処理を適用。南海トラフの地震探査データ中の

BSR を用いた波形インバージョンにより二重 BSR
の検討、メタンハイドレート定量手法を検討した。 

３）前弧及び背弧堆積盆におけるタービダイト貯留岩

形成機構の研究として、前弧堆積盆の房総半島にお

いて地質調査を実施した。 
４）三陸沖燃料資源図の編集をジャパンエナジーと共

同で実施中。 
資源有機地化学研究グループ 

（Fuel Resource Geochemistry Research Group） 
研究グループ長：坂田  将 

（つくば中央第7、8（7）名） 
概 要： 
１）ガスハイドレート資源評価技術の地化学的研究：

メタンハイドレートの分布が推定される南海トラフ

の異なる海域において、メタン湧水域、泥火山直上

等から海底堆積物試料を採取した。 
２）石炭起源ガス資源評価技術の地化学的研究：石炭

の堆積環境を把握するため、北海道石狩炭田、釧路

炭田で野外調査を行った。 
３）在来型天然ガス資源等の地化学的研究：房総半島

の水溶性天然ガスに伴うヨウ素に関する研究動向調

査を実施した。 

４）燃料資源図の編纂：九州石炭技術連盟が編集した

資料により炭田図作成が可能となった。 
５）環境変動に関わる海底下ガスハイドレートの安定

領域基底深度の変化についてシミュレーションを実

施した。 
鉱物資源研究グループ 

（Mineral Resource Research Group） 
研究グループ長：須藤 定久 

（つくば中央第7、6（6）名） 
概 要： 
１）活動的熱水系における深部鉱化作用の解明：北海

道南部無意根－豊羽熱水系をモデル地域とし、電磁

気探査手法により、深部貫入岩と既知鉱床の位置関

係を描き出した。 
２）金属鉱化作用と探査手法の研究：特に、南米やア

ジア大陸の斑岩銅鉱床の比較モデル化において、大

きな成果が得られた。 
３）非金属鉱化作用と探査手法の研究：ベトナムのパ

イロフィライト鉱床については、従来と異なる鉱体

の成因、下部構造が推定された。 
４）鉱物資源図及びデータベースの研究：国内の金属・

非金属鉱床を表示した50万分の1鉱物資源図「中国四

国」・「九州」の編集を進めた。 
５）骨材資源調査：中四国地方を対象に海砂利の代替

資源としての風化花崗岩（真砂）の資源としての評

価法の確立にむけて検討を進めた。 
アジア地熱研究グループ 

（Asia Geothermal Research Group） 
研究グループ長：村岡 洋文 

（つくば中央第7、3（3）名） 
概 要： 
１）遠隔離島小規模地熱の探査に関する研究協力：本

プロジェクトの最終年度であり、インドネシア遠隔

離島での坑井の噴気試験では、毎時25t の蒸気が確

認され、本研究で構築した地熱探査システムの有効

性が検証された。 
２）アジア地熱資源データベース：CCOP 加盟国によ

るナショナルコンパイラ会議を開催し、地熱資源デ

ータベースの最終目標を確認するとともに、各国の

データベースの現状および利用可能なデータの調査

を行い、統一フォーマットを決めた。 
物理探査研究グループ 

（Exploration Geophysics Research Group） 
研究グループ長：内田 利弘 

（つくば中央第7、7（6）名） 
概 要： 
１）地震波探査データ解析技術向上：地震波散乱重合

法解析プログラムを並列計算機へ実装し、処理の高

速化を実現した。 
２）電磁気探査による高精度な比抵抗構造解析：人工
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信号源電磁法の2.5次元インバージョン解析手法及

び坑井間電磁トモグラフィデータの波動場解析法の

有効性を確認した。 
３）NMR 等による岩盤・地盤の透水性評価法開発：

シンクロトロン X 線 CT 実験によって、多孔質砂岩

の3次元空隙構造データを取得した。 
４）放射性廃棄物処分場の長期的岩盤安定性評価：長

期高温高圧クリープ試験機を設計・導入し、対象岩

石の力学特性の把握を行った。 
 AE 法による地下応力測定を、地下300m～600m
から採取した5種類のコアについて実施した。この試

験法を標準情報 TR としてまとめた。 
開発安全工学研究グループ 
（Research Group for Geo-Resource Development and 
 Safety） 
研究グループ長：青木 一男 

（つくば西、8（8）名） 
概 要： 
 鉱山等におけるリスク低減：メタン検知システム、

ベルトコンベア周辺の火災検知システムを対象にケー

ススタディを実施し、技術水準がもたらすリスク低減

効果を半定量的に推定した。また、国内外の石炭鉱山

の法規・保安計測システムの整備状況と災害発生率の

関係を比較し、法規・保安投資がリスク低減にもたら

す効果の推定法を考察した。 
 鉱山爆薬の安全性評価：耐水性、無臭性等の機能性

を付加した ANFO 系爆薬の安全性・性能評価実験を実

施し、著しい性能低下がないこと、鉱山用爆薬として

安全であること等を確認した。 
 災害事例データベース構築：web 上に公開している

データベース（約4000件）へ約50件のデータを追加し

た。また、科学技術振興事業団との共同研究「物性リ

ンク型化学事故データベース開発」に事故データを提

供し、プロトタイプの開発を行った。 
地下水資源環境研究グループ 

（Water Environment Research Group） 
研究グループ長：石井 武政 

（つくば中央第7、7（5）名） 
概 要： 
 「東・東南アジア地下水データベース」では、CCOP
加盟国によるコンパイラー会議を開催し、地下水デー

タベースの最終目標を確認するとともに、各国のデー

タベースの現状及び利用可能なデータの調査を行い、

統一フォーマットを決めた。また、サンプルデータの

入力作業を各国コンパイラーと共同で実施した。 
 「重金属汚染評価図」については、千葉県市原市内

で表層地質試料採取を行い、分析を進めている。 
 「水文地質データベース」では、新規データの入力

と一部データの英語化作業を継続している。 
 地層処分に関わる深部岩盤調査・地下水観測データ」

のうち「地下水観測」では、千葉県蓮沼海岸での地下

水観測を継続し、水頭分布を計算した。 
地圏環境立地研究グループ 

（Research Group of Geo-Technology and 
 Environmental Assessment） 
研究グループ長：国松  直 

（つくば西、6（6）名） 
概 要： 
１）花崗岩質岩盤で深度320m までの岩盤状況・応力

状態について調査結果を取得した。 
２）光ファイバーを用いた熱物性量センサー及びキャ

パシタンス電極を用いた比抵抗計測装置のセンサ－

部分の基本動作の確認を行った。 
３）松戸市を中心に GIS で管理できるデ－タの整備お

よび定点における騒音計測を実施し、現在の騒音デ

－タを取得した。 
４）防災科研所有の大型土槽を用いた実験に比抵抗に

よる深度方向相対密度計測方法を適用し、大型土槽

内地盤作成法を検討した。 
 
④【海洋資源環境研究部門】 
（Institute for Marine Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：宮崎 光旗 
副研究部門長：西村  昭、埜口 英昭、細川  純 
総 括 研 究 員      ：大井 健太、西村  昭、埜口 英昭、 
       上嶋 英機、細川  純 
 
所在地：つくば中央第7、四国センター、中国センター 
人 員：133（74） 
経 費：798,511千円（439,509千円） 
 
概 要： 
 本研究部門は、海洋を対象とした鉱工業の科学技術

の発展及び地質の調査を任務として、海洋の基盤情報

整備、海洋資源の探索・利活用、環境修復創造、防災

等のための調査・研究と技術開発を行う。 
１）海洋・海底資源の調査・探索と利活用のための

フロンティア技術開発 
２）沿岸環境保全と修復技術開発、地球規模環境問

題への貢献 
３）基盤となる地質の調査など海洋地球科学的調

査・研究、計測技術と基盤情報提供 
 海洋の有する潜在可能性を資源と環境という両面、

また地球科学的歴史軸とフィールドに立脚した総合性、

さらに海洋の特異な条件下で応用可能な技術ポテンシ

ャルを活用し、これらに基づいた長期的政策推進のた

めの科学技術的取り組みと産業技術開発を目指す。 
 第一期における目標は、 
１）北西大平洋を中心とした海底鉱物資源情報データ
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ベースを構築するとともに海水溶存資源回収の実用

化、ならびに生物・微生物資源の利活用による各種

素材開発のための基盤技術の提示と環境修復等への

応用を図る。また海洋開発の基盤技術としての水中

溶接・切断技術の産業界への技術移転を図る。 
２）生物機能や生態系の解明等を通して沿岸環境保全

と修復技術を開発する。また地球科学的手法により

過去および現在の海洋環境変動の解析・評価と CO2

海洋隔離を含む将来予測に貢献する。 
３）海洋における地質の調査を着実に実施し、海洋地

質図14図を作成するとともに、日本およびアジアを

中心とする関連情報の整備と海底近傍での環境把握

手法や海域活断層評価手法等を開発する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
溶接技術の高度化による高効率・高信頼性溶接技術の開

発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済

産業省） 
 
海底熱水系における生物・地質相互作用の解明に関する

国際共同研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
炭素循環に関するグローバルマッピングとその高度化に

関する国際共同研究（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 
 
新規微生物酵素による希少糖類生産システムの開発とこ

れを用いたもみがら等の地域未利用資源の有効活用に関

する基盤研究、海洋微生物類の培養における希少糖類の

効果（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
化学交換法による軽元素同位体の分離・採取技術に関す

る研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
海洋微生物機能による有機スズ化合物の除去技術の開発

に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試

験研究に係るもの）／環境省） 
 
微生物による流出油漂着沿岸海域の環境修復技術に関す

る研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究

に係るもの）／環境省） 
瀬戸内海の海砂利資源採取による広域的環境影響評価と

管理に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全

等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
日本の亜熱帯海域における海草藻場の評価手法に関する

研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に

係るもの）／環境省） 
 
サンゴ年輪気候学に基づく、アジアモンスーン域におけ

る海水温度上昇の解析に関する研究（試験研究調査委託

費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
沿岸自然環境への影響評価と適応策に関する研究（試験

研究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／環

境省） 
 
海底堆積物を用いた長期・短期の海洋環境変遷の把握に

関する研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費

に係るもの）／環境省） 
 
サンゴ礁生態系のかく乱と回復促進に関する研究（流況

と水質の相互作用を考慮したサンゴ礁群集の回復促進要

因の解明）（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に

係るもの）／環境省） 
 
発 表：誌上発表 180(101)件、口頭発表 370(66)件、 
    その他 60件 
--------------------------------------------------------------------------- 
分離吸着材料開発研究グループ 

（Aquamaterial Separation Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：大井 健太 

（四国センター、17（7）名） 
概 要： 
(1) リチウム粉末吸着剤の開発に関しては、40mg/g

の目標値を達成できた。工業的な製造法として界面

水熱反応法を開発し、10kg 単位で粉末吸着剤を製造

する目途をつけた。液体置換法による膜状吸着剤の

開発に成功し、吸着装置として層間平行流方式を提

案できた。 
(2) メタン吸蔵体の開発に関しては、吸蔵性能評価法

を確立した。60種の多孔体のメタン吸蔵性能のスク

リーニングからミクロ細孔容積と表面疎水性の重要

性を明らかにした。 
(3) 軽元素同位体の分離技術に関しては、高性能分離

剤を用いるカラム分離を行い、化学交換法による同

位体濃縮が可能なことを実験的に明らかにした。 
環境調和プラスチック開発研究グループ 

（Marine Biopolymers Research Group） 
研究グループ長：廣津 孝弘 

（四国センター、13（7）名） 
概 要： 
(1) メカノケミカル法による海洋多糖系ポリマーアロ

イの開発として、相容化剤として無水マレイン酸を

グラフト化したポリエチレン（PE）あるいはポリプ

ロピレン（PP）（それぞれ MPE、MPP と略記）を

用いることにより、溶融混練り法によって50重量％

程度までの結晶性セルロースとの複合体が製造でき

た。さらに、振動ボールミルを用いてセルロースと
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MPE とを混合粉砕することにより、セルロースと

MPE 間でエステル結合を介して複合化させること

に初めて成功した。従って、メカノケミカル的手法

で、今後の新規多糖系複合体開発の方向性を見出し

た。 
(2) 海洋バイオマス機能を活かした新材料の開発に関

する研究では、海洋藻類由来新規糖鎖認識物質（ヘ

マグルチニン）の特異的糖鎖認識機構の解明を目標

に、化学修飾率の定量法を明らかにした。また、海

洋性キトサン生産菌（リゾプス・オリザエ菌）は、

培地中の希少糖（D－プシコース）によってキトサ

ンの生合成が向上すること、キトサンによる亜鉛の

体内吸収促進メカニズムを、錯体形成挙動に基づい

て明らかにした。 
海底系資源・環境研究グループ 

（Seafloor Environment and Resources Research 
 Group） 
研究グループ長：臼井  朗 

（つくば中央第7、9（5）名） 
概 要： 
(1) 海底熱水起源金属資源の組成・組織変動，形成プ

ロセス等の解明と鉱化モデルの構築、並びに海底系

の流体挙動の定量評価手法確立のため、伊豆小笠原

弧、鹿児島湾、ファンデフカ等の海底熱水系におい

て、各種調査機器を用いて現地調査・観測を実施し

た。 
 海底下潜頭鉱床の評価手法、微量元素の時空分布、

海底近傍における流体湧出に関する新知見を得、海

底系物質循環モデル構築への展望を開いた。 
(2) 堆積起源重金属沈殿物の生成機構と古海洋環境復

元の予察研究として、残留磁化と放射性同位体法に

よる精密年代決定を試みた。両者の年代に大きな矛

盾があり、さらに検討が必要である。 
(3) 我が国周辺海域の資源環境基盤データ整備の一環

として北西太平洋域の重金属資源（鉄・マンガンク

ラスト･団塊、海底熱水鉱床など）に関する既存デー

タを総括し一部出版・公開した。 
センシング材料開発研究グループ 

（Organo-mechanic Sensor Research Group） 
研究グループ長：福岡  聰 

（四国センター、3（2）名） 
概 要： 
(1) センシング材料に適した膜物質の分離、機能評価、

及び選択結合性の向上技術では、海洋微生物よりセ

ンシング用微粒子の形成材料に適すると考えられる

糖脂質膜を得た。また、認識結合反応を高機能化す

る分子素子類を検討し、芳香環に荷電性基類が結合

した素子が分子の包接空間構築に有用なことが示さ

れた。なかでもナフタレン環を有するキラル分子素

子は低分子有機アミノ化合物と相互作用性を示し、

センシング材料に応用可能なことが分かった。 
(2) 溶液中における微粒子の高精度操作・配置技術の

開発の一環として、レーザマニピュレーションによ

る極微量センサー物質の高精度配置技術の内、マイ

クロ微粒子、微小反応容器等の画像処理による検出

のための対象認識アルゴリズムを開発した。これに

より、着色マイクロ微粒子の自動検出を可能にした。

着色ポリスチレン微粒子3色混合モデル実験系で認

識精度85％以上を達成すると共に、ミクロンオーダ

ーの液滴微粒子の形成及び同微粒子のレーザ捕捉の

可能性を確認した。 
水中加工自動化技術開発研究グループ 

（Underwater Technology Research Group） 
研究グループ長：小川 洋司 

（四国センター、7（4）名） 
概 要： 
(1) 溶接現象の解明を目的として、シールドガス組成

と雰囲気圧力を変化させて、GTA 溶接における、電

極表面での反応、プラズマ状態の診断、過渡現象の

観察と解析を実施した。高輝度アークと低輝度の溶

融池の状況を同時に高速度で立体視（三次元観察）

する技術を開発し、物理現象の高速度観察を行う手

法を世界に先駆けて開発した。また、溶接中のタン

グステン電極の消耗や極点の移動現象などを超高速

度及び微速度で観察･解析する技術を開発した。 
(2) 水中溶接の実用化については、JOIA や三井造船

などと共同して小型溶接装置の自動化と超撥水材料

の利用法について検討した。小型海中溶接装置を開

発して、大型構造物の水中溶接のモックアップ試験

を実施し、良好な溶接が可能なことを実証した。 
(3) 水中超音波撮像装置については、50－400mm の

コンクリート構造体の水中診断手法について検討し

た。 
(4) ものづくり情報資産データベース「水中溶接技術

情報データベース」の作成については、他機関との

連携を念頭に作業を実施した。 
海洋地球変動研究グループ 

（Global Marine Environmental Change Research 
 Group） 
研究グループ長：川幡 穂高 

（つくば中央第7、11（4）名） 
概 要： 
 太平洋における気候変動と海洋環境変動を解明する

ため、外洋域・サンゴ礁域で生物生産や環境指標の分

析・解析を行った。 
(1) 地球化学的手法を用いた外洋環境の予測手法の開

発では、沈降粒子による二酸化炭素の固定能力につ

いて、西太平洋低緯度域を対象に研究を行い、有機

炭素、炭酸カルシウム、生物起源オパールが気象、

海洋環境によって大きく影響されることを明らかに
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した。また、古生物学的手法については、円石藻を

用いて炭酸カルシウムによる炭素固定流量を求めた。 
(2) 安定同位体比による海洋環境解析手法の開発では、

サンゴ骨格を対象に高時間解像度環境復元のための

微小試料調整装置を用いて安定同位体比を測定し、

週から月単位の解像度で赤道域のチュック島の水温

の過去数十年にわたる復元に成功した。また、重金

属による海洋環境復元手法の開発では、微量金属の

定量的分析方法を開発した。 
沿岸環境保全研究グループ 

（Coastal Environment Research Group） 
研究グループ長：齋藤 文紀 

（つくば中央第7、11（5）名） 
概 要： 
(1) 海岸沿岸域における調査・モニタリング技術の開

発として、海藻藻場の水中走行ビデオシステムを沖

縄県の亜熱帯海草藻場で試験し、モニターした種組

成と被覆度が実測値に合うように、システムの改良

を行った。 
(2) 食物連鎖を通してのダイオキシン濃縮過程解明の

ため、宍道湖のコア試料の分析を行い、ダイオキシ

ンが農薬起源であることを明らかにした。 
(3) 持続的沿岸開発や沿岸環境保全のため地球科学的

手法を用いて沿岸環境評価手法の確立を目指す研究

を東南アジアから東アジア沿岸域の各地で実施した。

過去3年間に取得したタイチャオプラヤーデルタの

音波探査データのとりまとめを行い DB の構築を行

っている。長江デルタ、黄河デルタ、メコンデルタ

において、完新世における形成様式を明らかにした。

またベトナム紅河デルタにおいて4本のオールコア

ボーリングを DGMV と共同で実施した。ベトナム

の紅河、タイ等で地球環境変動と人間活動の沿岸環

境への影響とその保全のための評価手法の開発を行

った。黄河と長江の土砂運搬量は、人為的な影響以

前は黄河が約1/10、長江が1/2であることを示した。 
生態系環境修復創造研究グループ 

（Coastal Ecosystem Research Group） 
研究グループ長：星加  章 

（中国センター、7（4）名） 
概 要： 
(1) 底生生物の機能を利用した底質浄化技術の研究と

して実施した海田湾で移植したイトゴカイの増殖阻

害の原因は堆積物中の有害物質よりは、他の生物群

集との競合による可能性が高いことが明らかになっ

た。 
(2) 藻場の物質循環に果たす役割解明に関する研究で

は、藻場形成を阻害する環境要因を明らかにするた

め、藻場内外海域の水質・底質の比較を行い、光照

射量が阻害要因として大きいことが考えられた。 
(3) 有害化学物質の計測技術の開発研究では、海田湾

沿岸堆積物中の有機塩素化合物（PCB）の低濃度分

析技術について検討し、533～1363ng/g の範囲で検

出した。また、オンライン－カラム前濃縮／ICP-MS
法の技術開発を進め、海水中のカドミウムが0.010

μg/l、鉛が0.001μg/l、亜鉛が0.007μg/l、銅が0.076

μg/l の検出感度で測定可能となった。 
(4) 海砂利採取海域における生物調査を広島県三原沖

および愛媛県北条沖で行った。また、生物の安定同

位体比から食物連鎖の解析を行った。 
海洋生態機能開発研究グループ 

（Marine Biological Technology Research Group） 
研究グループ長：山岡 到保 

（中国センター、6（5）名） 
概 要： 
(1) 有機スズ変換微生物シュードモナスをアルギン酸

に包括固定化し、分解活性を持続させる方法やシデ

ロフォアと有機スズ変換微生物シュードモナスを組

み合わせることで短期に分解できる方法を見出した。 
(2) 海洋生物のバイオミネラリゼーションの解明につ

いては海綿（クロイソカイメン）のガラス質の骨片

の中軸タンパク質を単離同定し、シリカの結晶化・

骨片形成に係わっていることが示唆された。また、

ヒ素ミネラリゼーション機構も一部明らかにした。

アマモの増殖材やラビリンチュラについての新規な

機能を発見した。 
(3) シデロフォアを精製し、その構造を NMR を用い

て明らかにすると共に、シデロフォア－金属錯体が、

有機スズ化合物に対して高い触媒効率を示すことを

明らかにした。また、有機スズ化合物に対する反応

特性が異なるシデロフォアを生産する菌を見つけた。 
(4) 硫化メチルの海洋微生物関与の分解についての検

討を行い、海洋中に放出される分解因子を同定し、

分解機構を明らかにした。 
物理環境修復創造研究グループ 

（Environmental Hydraulics Research Group） 
研究グループ長：村上 和男 

（中国センター、7（5）名） 
概 要： 
(1) 三原沖の海砂利採取による地形変化に伴う流れの

変化を水理模型実験及び数値計算により明らかにし

た。また、瀬戸内海の藻場調査に関する既存資料か

ら海砂利採取海域周辺のアマモ場の変遷を把握した。 
(2) 瀬戸内海数値モデルの構築として、単層2次元によ

る瀬戸内海全域（格子間隔1km）の計算を実施し、

主要4分潮の振幅と位相、および潮汐残差流に関して

現地との対応が良いことを確認した。また、三原沖

に関しては細かい格子間隔で部分的な海域での計算

を実施し、現地の流れをよく再現していることを確

認した。 
(3) 流況制御による環境修復の適用技術開発のため、
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二成層基礎実験水槽による湾口部地形改変の海水交

換促進工法に関する適用範囲に関する実験を終了し

た。現地への適用に関しては、現在、閉鎖性海域の

地形情報の整理を実施した。 
(4) 阿賀マリノポリスの埋立地の一部に実際の海水を

使った臨海実験場の整備を行った。 
海洋環境材料開発研究グループ 

（Marine Eco-material Research Group） 
研究グループ長：矢野 哲夫 

（四国センター、10（5）名） 
概 要： 
(1) 海洋生物付着防止技術開発の一環として、海洋生

物の着生環境への適応機能の解析・利用技術の開発

を目的とし、海水利用プラント運転の妨げとなる付

着性海洋微生物およびフジツボ等付着性大型海洋生

物の冷却水管内への着生機能を低減させる方法を検

討した。その結果、短パルス光照射、パルス状電圧

印加により、フジツボ幼生（Balanus amphitrite）
および付着性海洋微生物（Pseudomonas sp.）の着

生機能を喪失できることを明らかにした。 
(2) 海洋生物付着成長促進材料開発の一環として、有

用海藻等の成長促進用発光体開発のため、酸化亜鉛

（ZnO）蛍光体の発光効率の向上（目標値0.5lm/W）

を図った。膜厚を100nm から280nm に厚くし、膜厚

に適したエネルギー密度でレーザ照射することによ

り、実用化するために必要な電気抵抗の低抵抗化を

達成できた。発光効率も5倍向上した。また、油分解

海洋微生物の担持に適した栄養塩固定化担体を調製

した。 
海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 
研究グループ長：岡村 行信 

（つくば中央第7、10（6）名）) 
概 要： 
(1) 日本周辺海域の海洋地質図整備の一環として、北

見大和堆の調査航海を実施し、データ・試料等を収

集し、報告書をまとめた。海洋地質図の作成は、能

登半島西方表層堆積図を出版し、見島沖表層堆積図、

能登半島東方海底地質図および能登半島東方表層堆

積図の原稿を完成した。 
(2) 海域活断層の評価手法の研究では、日本海東縁で

断層関連褶曲と実際に発生した地震との関係を考察

した。南海トラフでは既存の地震探査データの再処

理を進め、断層構造を明らかにした。タービダイト

に関する研究では、既存のコアの解析を進め、日本

海の佐渡海嶺で約1000年に1回、東海沖では約160年

に1回の地震発生頻度を示唆する結果を得た。さらに、

海洋科学技術センターの潜水調査船「しんかい6500」

を利用し、日本海東縁海域で8ヶ所、南海トラフで2

ヶ所の活断層調査を実施し、過去の地震活動に関す

る地質学的データを収集した。 
海洋地球物理研究グループ 

（Marine Geophysics Research Group） 
研究グループ長：石原 丈実 

（つくば中央第7、6（5）名） 
概 要： 
(1) 日本周辺海域の海洋物理情報整備の一環として、

北見大和堆海域で地球物理データを取得・処理した。

日本周辺海域の重力異常図・磁気異常図については、

能登半島東方、遠州灘の2海域について作成した。瀬

戸内海の瀬戸内海西部周防灘周辺の島々について重

力調査を実施した。 
(2) マリアナトラフ南部の地形･重力･地磁気データよ

り海底地殻の形成について解析した。 
(3) 古地磁気･岩石磁気の研究では、太平洋と日本周辺

海域の試料を検討した。過去230万年間の連続的な古

地磁気強度変動曲線をコア1本より得た。その過程で、

古地磁気伏角について、世界的にも報告例のない予

想外の長周期永年変動を発見した。磁化率異方性を

用い、東シナ海において古気候変動に伴う流向流速

の変動をとらえた。日本海の堆積物において、還元

環境下での初期続成作用による磁性鉱物の溶解と考

えられる現象を検出した。 
(4) 過去20年間にわたる南極周辺海域の地球物理デー

タについて統一的なデータベースを作成した。 
海洋動態モニタリング研究グループ 

（Coastal Monitoring and Management Research 
 Group） 
研究グループ長：高杉 由夫 

（中国センター、6（4）名） 
概 要： 
(1) 停滞性海域モニタリングと海洋環境評価として、

広島湾・呉湾における環境モニタリング及び数値モ

デル解析を行った。同海域に発生する有害プランク

トンシストの分布形成に対して、強風による撹乱が

重要な役割を果たしていることを明らかにした。ま

た、閉鎖性水域の高密度水質鉛直分布を観測するた

めに自動昇降式水質計を開発し、同装置により海田

湾において海陸風が成層と赤潮プランクトンに与え

る影響を明らかにした。 
(2) 水中超音波を利用した高密度環境情報の収集手法

の検討として、奥ノ内湾における超音波流速分布測

定装置（ADCP）による観測結果と動物プランクト

ン鉛直分布の計測結果を解析し、ADCP による動物

プランクトン現存量の計測の可能性を示した。また、

広島湾沿岸域において、超音波海底探査と底質サン

プリングを実施し、底質粒径分布と海底反射強度と

の相関性について解析を進めている。 
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⑤【エネルギー利用研究部門】 
（Institute for Energy Utilization） 

（存続期間：2001.4～） 
研 究 部 門 長      ：請川 孝治 
副研究部門長：成田 英夫、長谷川裕夫 
総 括 研 究 員      ：武内  洋、三木 啓司、齊藤 敬三、 
       成田 英夫、長谷川裕夫 
 
所在地：つくば西、つくば東、つくば中央5、北海道セ 
    ンター、関西センター 
人 員：169（116） 
経 費：969,423千円（228,546千円） 
 
概 要： 
 国民生活や経済・社会活動の基盤であるエネルギー

の安定供給の確保と地球環境の保全を目指した環境調

和型エネルギー需給構造の構築に資する技術開発を行

う。 
 特に、我が国のエネルギ－供給の81％占める化石エ

ネルギーならびに未利用エネルギー等の変換、貯蔵・

輸送、熱・動力利用、再生・回収技術を主たる対象と

し、循環型社会の構築に向けて新たなコンセプトとプ

ロトタイプを提案していくために、以下のような重点

研究を実施する。 
１）分散型エネルギーシステム 
２）カスケード・リサイクルシステム 
３）エネルギー貯蔵・輸送技術 
４）クリーン燃料製造 
５）エネルギー源の多様化技術 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
石炭液化用触媒の研究開発（エネルギー需給構造高度化

技術開発等委託費／経済産業省） 
 
ラジカル反応開始剤を用いる石炭の新しい改質技術の研

究開発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／

経済産業省） 
 
石炭液化プロセス及び石炭液化油に関する研究開発（エ

ネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業

省） 
炭種による液化反応性と生成物性状の研究開発（エネル

ギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
WE－NET トータルシステムの研究開発（エネルギー需

給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
高効率水素エンジンの研究開発（エネルギー需給構造高

度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 

低温ガス化による水性バイオマスからの水素製造循環シ

ステムの研究（エネルギー需給構造高度化技術開発等委

託費／経済産業省） 
 
高温空気燃焼制御の技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
石油代替エネルギー国際共同研究開発（エネルギー需給

構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
微少環境下での溶融・燃料多様化に対応した燃焼技術開

発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済

産業省） 
 
CO2排出抑制技術の開発 CMC の耐環境性評価（エネル

ギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
溶融炭酸塩型燃料電池材料試験評価／燃料電池用天然ガ

ス貯蔵媒体としてのメタンハイドレートの研究（電源多

様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
固体酸化物型燃料電池の研究開発（熱再生型燃料電池）

（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
軸受応用技術の評価 軸受関連部材のクリープ特性評価

（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
遮熱コーティングの耐環境性評価（電源多様化技術開発

等委託費／経済産業省） 
 
超高温材料の耐久性評価（電源多様化技術開発等委託費

／経済産業省） 
 
国・地域別エネルギー需要モデルの構築と評価に関する

研究（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
水蒸気循環型タービンシステムの解析・評価（電源多様

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
エネルギーシステムの外部性評価に関する研究（電源多

様化技術開発等委託費／経済産業省） 
離島用風力発電システム等の研究開発（電源多様化技術

開発等委託費／経済産業省） 
 
炭素繊維強化炭素質マトリックス複合材料の創製と耐地

熱環境評価（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
超高効率太陽電池基板製造技術の研究開発（電源多様化

技術開発等委託費／経済産業省） 
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超精密・微細成形燃料噴射ノズルによる PM の低減化に

関する研究（中小企業産業技術研究開発委託費／経済産

業省） 
 
防滑性にすぐれた紳士・婦人用靴の研究（中小企業産業

技術研究開発委託費／経済産業省） 
 
乱流制御による新機能熱流体システムの創出（科学技術

総合研究委託費／文部科学省） 
 
超臨界二酸化炭素の地下水・地下物質に対する動的溶解

特性に着目した CO2地中隔離技術開発（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
水素貯蔵用高次修飾ナノカーボン触媒の開発（科学技術

総合研究委託費／文部科学省） 
 
小型分散型電源用 MHD エンジンの開発（科学技術総合

研究委託費／文部科学省） 
 
媒体循環燃焼法を用いた芳香族化合物や窒素酸化物を含

む燃料からの有害物質排出抑制に関する研究（試験研究

調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環

境省） 
 
代替燃料層状燃焼エンジンに関する研究（試験研究調査

委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
軽油の酸化的超深度脱硫（試験研究調査委託費（地球環

境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
廃棄物焼却により生成するダイオキシン抑制技術の研究

（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係る

もの）／環境省） 
 
永久凍土地帯のメタンガスハイドレートの安定性と生成

解離（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に

係るもの）／環境省） 
 
高級アルコキシラジカルとナイトレート生成に関する研

究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係るも

の）／環境省） 
 
固定燃焼装置における NO2対策技術及び産業活動起源

の CH4、N2O インベントリー推定に関する研究（試験研

究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／環境

省） 
 
木質系バイオマスのエネルギー変換技術の評価（試験研

究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／環境

省） 
 
運輸部門における消費エネルギーの総量の低減に関する

研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係る

もの）／環境省） 
 
エネルギー循環性分析（試験研究調査委託費（環境研究

総合推進費に係るもの）／環境省） 
 
平成13年度スパイクタイヤ類似品に関する調査（環境省

受託研究費（その他）／環境省） 
 
ナノコーティング技術プロジェクト（NEDO 委託費／

NEDO） 
 
多様なニーズに対応するフレキシブルタービンシステム

の研究開発（NEDO 委託費／NEDO） 
 
エネルギー・物質併産プロセス評価解析システムの開発

（NEDO 委託費／NEDO） 
 
氷スラリーを用いた高効率冷熱利用技術の研究開発（研

究助成金等／NEDO） 
 
単一カメラによるハンディタイプ高解像実時間3次元形

状・色スキャナの開発（研究助成金等／NEDO） 
 
包接化合物を用いた高効率エネルギー変換技術に関する

研究（研究助成金等／NEDO） 
 
炭酸ガス貯蔵媒体としてのガスハイドレート（研究助成

金等／NEDO） 
 
超微細孔性分子篩炭素膜による水素精製技術の開発（研

究助成金等／NEDO） 
 
異種元素導入による電気化学キャパシタ（研究助成金等

／NEDO） 
 
加圧熱水反応を用いたケミカルズ製造（研究助成金等／

NEDO） 
 
二酸化炭素溶解水密度測定（財団等受託研究費／（財）

地球環境産業技術研究機構） 
 
光メタン発酵に関する研究（財団等受託研究費／（財）

地球環境産業技術研究機構） 
 
メタンハイドレート資源開発生産手法開発(1)物性・動特

性解析（財団等受託研究費／石油公団） 
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石炭利用基盤技術開発 標準試料供給業務（財団等受託

研究費／（財）石炭利用総合センター） 
 
中国炭ガス化性能（水添ガス化）に関する基礎研究（財

団等受託研究費／（社）日本エネルギー学会） 
 
発 表：誌上発表 267(109)件、口頭発表 489(73)件、 
    その他 28件 
--------------------------------------------------------------------------- 
小型分散システム研究グループ 

（Distributed Energy System Research Group） 
研究グループ長：長谷川裕夫 

（つくば東、5.4（5）名） 
概 要： 
１）住宅を対象として、小型分散システムの導入を計

画、システム設計するための基礎データとなるエネ

ルギー需要（電力、ガス、灯油等）の時系列データ

（10秒/1分間隔）データベース作成を目的として、

茅ヶ崎地区等において計測を開始し、データを蓄積

した。 
２）エネルギー需要実測データに基づき、マイクロガ

スタービンと吸収式冷凍機による熱電併給システム

の解析を行い、従来型システムに対してメリットの

生じる条件を明らかにした。 
３）氷スラリーの再結晶防止に有効な添加物を評価し、

ポリビニルアルコールの有効性を50ppm の低濃度

で確認した。 
４）熱再生型燃料電池開発を目的として、反応速度を

支配すると考えられるカソード電極反応を電気化学

的手法により解析し、反応過程、金属電極、溶融塩

中の水素溶解度等を明らかにした。 
５）小型高効率エンジンの可能性を持つ MHD エンジ

ンの基礎特性を検討し、研究開発テーマを提案、採

択された。 
循環システム研究グループ 

（Closed Combustion System Research Group） 
研究グループ長：高橋 三餘 

（つくば東、6（5）名） 
概 要： 
１）水蒸気循環型タービンシステム：最適なメタン－

酸素混合比を求めた結果、総合効率55％の達成と、

一酸化炭素排出抑制のためには、0.93付近の当量比

が最適であることを示した。均質な蒸発を得るには

減圧沸騰が有効であることが明らかになった。 
２）作動ガス循環型ディーゼルエンジン：紫外光レー

ザー（193nm）による着火パターンを観測した。投

入エネルギーが大きい場合、体積的な着火が生じ、

点着火に比べ急速な熱発生が得られ、本手法がエン

ジン燃焼制御へのポテンシャルを有した。 

３）排熱利用高効率タービンシステム：廃熱を利用し

て蒸気を発生させ、コンプレッサでさらに昇圧する

ことにより、低温廃熱の有効利用が可能となること

をサイクルシミュレーションにより示した。 
４）水素内燃スターリングエンジン：外部加熱時より

高い性能を示し、課題は残るものの、スターリング

エンジン高効率化へのポテンシャルを有することが

分かった。 
熱・物質移動制御研究グループ 

（Thermal Engineering Research Group） 
研究グループ長：宗像 鉄雄 

（つくば東、5.8（5）名） 
概 要： 
 高性能低温生成・利用技術：パルス管冷凍機の作動

状態におけるエネルギー効率および熱損失の評価を行

い、熱損失の主要原因である2次的な流れを低減する壁

面形状の効果を可視化によって調べた。超臨界空気の

熱現象に関する研究については可視化実験を行うと伴

に、酸素の磁気分離検証用装置の設計・試作を行った。 
 超高効率太陽電池基板技術：Ge および Si 単結晶の

育成技術に関し、二次元対流シミュレーションコード

の開発および CZ 法融液内対流可視化のため CZ 炉の

試作を行った。また、モデル流体を用いた界面張力対

流の可視化計測を行った。 
 CO2大量隔離技術の適用可能性および社会的合意形

成に関する研究：光学的計測法および磁気浮遊式天秤

法を用いて0～20℃、常圧～15Mpa 程度までの CO2溶

解海水溶液密度の計測を行うとともに、超臨界 CO2の

水への溶解挙動の観測や物性計測装置を設計・試作し

た。 
エネルギー変換材料研究グループ 

（Energy Conversion Material Research Group） 
研究グループ長：袖岡  賢 

（つくば西、5.4（5）名） 
概 要： 
 炭素繊維強化炭素質マトリックス複合材料の創製と

耐地熱環境評価：調整した複合材料試料を地熱環境温

度での応力腐食を評価できる方法を確立し、温度と応

力による腐食を調べた。 
 環境適合型次世代超音速推進システム技術：CMC
の耐環境性を向上させるための要素技術において改良

研究を行い、最適化を進めるとともに、それらの高温

での性能評価を行った。 
 CO2回収対応クローズド型高効率ガスタービン技

術：超高温材料としての炭素繊維強化炭素複合材料を

調整するときに発生する残留歪を制御可能な作製シス

テムを考案し、試作した。遮熱コーティングでは、粒

子分散型の複合体コーティングを作成し、皮膜性能向

上のについて検討を行った。 
 フライホイール電力貯蔵用超電導軸受技術研究：
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CFRP の24h 程度の短時間クリープ試験を行った。 
 ナノコーティング：アルミナ／YAG 系の溶射皮膜に

おいてナノサイズの粒子分散に成功した。 
ターボマシン研究グループ 

（Turbomachinery Research Group） 
研究グループ長：吉田 博夫 

（つくば東、8.8（8）名） 
概 要： 
１）小型翼能動制御デバイス・システム：センサ、ア

クチュエータのパラメータスタディを行い、振動セ

ンサ、方持ち梁センサ、マイクロジェット渦発生ア

クチュエータ、ならびに MEMS デバイスを試作し

性能評価を行った。 
２）超小型ガスタービン：低 Re 数管状翼列周りの流

れをLDVにより3次元精密計測し現象を明らかにし

た。また、衝撃による構造的破壊について考察し、

その可能性を初めて定量的に指摘した。 
３）界面活性剤水溶液の乱流制御：数値解析コードの

作成、伝熱機構に関する基礎的実験を行った。 
４）複雑風況に対応する風車：風車関連流れ場の解析

を行うための数値解析手法を開発、予備計算および

検証のための観測を実施するとともに、騒音の環境

影響評価に必要な、風力発電システムの騒音の測定

評価及び測定法の改善を行った。 
クリーン動力研究グループ 

（Clean Power System Research Group） 
研究グループ長：後藤 新一 

（つくば東、11.7（8）名） 
概 要： 
１）代替燃料エンジンシステム：LPG エンジンの研究

開発および車両の試作を実施。DME エンジンの研

究開発および車両の試作を実施。RIO-DB のデータ

ベース更新。 
２）ディーゼル車のナノ粒子の計測技術と除去技術の

開発：ナノ粒子計測技術の基礎研究の推進。最新車

両による微量 PM 計測の試み。 
３）省エネ・超低公害の次世代車両性能評価技術：HEV
の燃費評価方法の検討と試験車を用いた基準の策定

実施。 
４）タイヤの制動・駆動制御の高度化技術：防滑靴の

研究の推進。スパイク類似品の基準策定基礎調査。

タイヤ騒音の低減化の解明。 
５）将来のクリーン動力のためのシーズ探求研究：自

転車駆動機構の高効率性の評価実施。 
熱回生利用研究グループ 

（Thermal Energy Applications Research Group） 
研究グループ長：角口 勝彦 

（つくば西、5（5）名） 
概 要： 
１）自立駆動熱輸送装置を用いて高さ3m の下向き無

動力熱輸送実験を行い、凝縮器の冷却能力の増加と

制御機構の検討が、動作の継続性向上において重要

である事が分かり、現在この改善を進めている。ま

た、過冷却現象を利用した蓄熱（Super-TES）につ

いては、相変化蓄熱材の熱物性や結晶成長過程の温

度依存性、基本的な蓄熱特性の計算機解析などを行

い、過冷却蓄熱の特徴と有効性を明らかにした。 
２）既設のガイア融雪システムの運転データの解析を

行い、長期運転特性を明らかにするとともに、新た

に2カ所で4設備の建設を開始した。また、現場実験

を行い、原位置地層の伝熱特性を明らかにした。ポ

ーランドに深度3,000mのDCHEを建設する場合を

想定して数値シミュレーションによる検討を行い、

長大な DCHE の熱出力特性などを明らかにした。 
３）赤外線イメージ炉により高温溶融スラグを形成す

る実験系を試作し、スラグ層内温度分布を測定した。 
燃焼反応制御研究グループ 

（Combustion Reaction Control Research Group） 
研究グループ長：宮寺 達雄 

（つくば西、8.6（8）名） 
概 要： 
 一次燃焼室と二次燃焼室の温度をそれぞれ独立に変

えて模擬ゴミの燃焼実験を行い、ダイオキシン類の生

成挙動を検討した。一次燃焼室の温度が低いほど

PCDD/Fs の生成が少ないという結果を得た。メタン

／酸素窒素混合気拡散火炎より生成される PAH の生

成挙動について計測を行い、生成される PAH には、

燃料および酸化剤濃度の違いや流体力学的条件の違い

などに生成量が強く依存する物質と、そうでない物質

があることを明らかにした。 
 速度論的な研究については、レーザー閃光分解－レ

ーザー誘起蛍光法によるラジカル検出システムの構築、

衝撃波管－原子共鳴吸収分光装置を制作するとともに

反応速度の理論計算を行った。液相脱塩素反応につい

ては、各種担持貴金属触媒を用いてダイオキシン類の

脱塩素反応を2－プロパノール中で行い、室温程度の反

応温度で効率よく反応が進行することを実証した。 
炭化水素循環・利用研究グループ 

（Hydrocarbon Utilization Research Group） 
研究グループ長：加茂  徹 

（つくば西、5（5）名） 
概 要： 
 臭素系難燃剤の一つであるテトラブロモビスフェノ

ールAをエポキシ樹脂共存下で各種溶媒中で液相分解

し、液相分解反応条件における臭素化合物の反応挙動

を検討した。 
 ビスフェノールAやBから調製されるフェノール樹

脂は、汎用のフェノールホルムアルデヒドノボラック

に比べ高い分解性を示し、430℃、1時間でおよそ80％

のモノマー収率を与えた。 
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 ポリカーボネート樹脂を触媒を用いてシクロヘキサ

ノール中で液相分解すると、ポリカーボネートのモノ

マーであるビスフェノール A が高収率で得られた。 
 エポキシ樹脂を液相分解した場合、440℃付近でフェ

ノール、イソプロピルフェノールが40％以上、380℃程

度の低温ではビスフェノール A が40％程度生成した。 
 石油系重油を用いて廃家電からのプラスチックを液

相分解処理すると、440℃で大部分を液状生成物に転換

できた。 
 アスフェルテンの分解率を向上させる鉄コロイド触

媒の新しい調整方法を開発した。 
ガスハイドレート研究グループ 

（Gas Hydrate Research Group） 
研究グループ長：海老沼孝郎 

（北海道センター、4.6（4）名） 
概 要： 
１）天然ガスハイドレート資源化技術の開発：メタン、

エタンの混合ガスを用いて混合ガスハイドレートを

生成し、X 線回折法により結晶構造の同定を行った。

その結果、混合ガス中の初期エタン濃度がおよそ3％

～30％のガス組成において、結晶構造が I 型から II
型（水分子の籠構造：12面体＋16面体）に変化する

ことを明らかにした。 
２）ガスハイドレート利用天然ガス輸送・貯蔵技術の

開発：ハイドレートの生成機構と生成速度に関する

研究を実施した。CO2ハイドレートの核形成前後に

おける溶存ガス量、粘度及び生成速度の測定を行っ

て、過飽和度の増大とともに粘度が増加し、核形成

時に極大となること、生成速度が過飽和度に比例す

ることを明らかにした。メタンハイドレートとプロ

パンハイドレートを対象に解離速度と温度、試料粒

径及びハイドレートの体積分率の関係を明らかにし

た。 
エネルギー貯蔵材料研究グループ 

（Energy Storage Material Research Group） 
研究グループ長：羽鳥 浩章 

（つくば西、9.6（8）名） 
概 要： 
 「ハイパワーキャパシタ用炭素体の開発」に関して、

カルビンを経由したメソポーラス炭素材料の調製に成

功し、既存の炭素系電気二重層キャパシタの電極材と

して使われている活性炭に比べて、重量当たりの容量

がおよそ1.5倍のものが得られた。この容量増加は、今

回得られたメソポーラス炭素が、電気容量を決めるイ

オン吸着に有効な細孔構造を有していることに起因し

たものと考えられる。また、種々の炭素前駆体高分子

を出発原料としたカーボンエアロジェルの調製条件を

確立し、その特徴的な細孔構造とキャパシタ特性との

相関性に関して検討しているところである。 
システム安全研究グループ 

（System Safety Research Group） 
研究グループ長：小杉 昌幸 

（つくば西、4（4）名） 
概 要： 
１）災害加速のメカニズムの解明 
 ガス爆発装置によりガス濃度と火炎加速現象の関

係を実験的に明らかにした。また、地震時のエネル

ギー施設の災害規模と復旧に関して、データベース

の調査項目を選定し、地震データ調査を進め、デー

タベースに関するホームページを立ち上げた。 
２）地下施設の長期安定システム 
 地下貯蔵の長期監視技術の創出を目的として、断

層の三次元挙動を長期的に監視可能な実用装置を開

発するためのライセンシング型共同研究をスタート

した。また、地下貯蔵の安定評価に関連し、不連続

面の滑り挙動における摩擦係数とき裂の破壊靱性に

おける寸法効果を解明した。 
バイオマス研究グループ 

（Biomass Research Group） 
研究グループ長：小木 知子 

（つくば西、7.4（7）名） 
概 要： 
 重点課題のガス化については、小型のガス化装置を

組み立て、木材あるいはそのモデル化合物（セルロー

スなど）を原料に用いてガス化を行った。セルロース

を用いた場合、ガス化率はほぼ100％に達し、チャーや

タールの生成は認められなかった。コナラを用いた場

合は、チャー、タールが生成し、ガス中に CO2や CH4

が多く検知された。 
 重点シーズについては、バクテリアのように外界の

有機物をも利用できる藍藻を用いた生物電池の研究を

行った。光照射時における有機酸の生成を調べ、電流

の発生と酢酸の生成とは競合関係にあり、電流を多く

取り出すようにすれば副産物である酢酸の生産が低下

する可能性を示唆した。 
新燃料開発研究グループ 

（Advanced Fuel Research Group） 
研究グループ長：斎藤 郁夫 

（つくば西、9.6（8）名） 
概 要： 
１）ガスタービン発電用完全無灰炭製造技術：ライト

サイクルオイルを用いて抽出温度360℃で抽出率

60％以上、脱灰率99％以上の溶剤脱灰炭の製造に成

功した。また抽出物と残渣の構造解析から、温和な

条件で高い抽出率を与える抽出機構を提案した。 
２）石炭液化用触媒の研究開発及び液化油に関する研

究開発：石油系直留軽油と混合水素化処理を検討し

た結果、窒素、硫黄が少なく、セタン価が十分高い

ディーゼル燃料が得られることを明らかにした。 
３）タールサンドビチューメン改質油について検討し、
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中東産軽油と混合処理することによって、JIS 基準

に合致したクリーンなディーゼル燃料として使用可

能となることを明らかにした。 
４）データベースを産総研の作業スペース内に立ち上

げ、入手の容易な石油製品やコールタール製品等の

GC分析結果およびGCMSライブラリーを収納した。 
クリーン燃料研究グループ 

（Clean Fuel Research Group） 
研究グループ長：幡野 博之 

（つくば西、11.6（9）名）) 
概 要： 
 水素生成に関して反応率50％程度までは所要滞留時

間約1分、反応率80％までは数分オーダーであることを

明らかにした。また、反応圧力を数百気圧から数十気

圧に低下させることができ、この場合も反応速度はほ

とんど変わらないことを明らかにした。そのため、湿

式供給から乾式供給にプロセス条件を緩和でき、冷ガ

ス効率を既存の水素製造プロセス以上に向上させるこ

とができた。また、移動層、流動層プロセスの可能性

を確認し、十分な反応速度を持つことを明らかにした。

さらに、炭酸ガス吸収剤の繰り返し特性についてもほ

ぼ十分であることを確認した。 
太陽エネルギー利用研究グループ 

（Solar Energy Research Group） 
研究グループ長：田中 忠良 

（つくば西、3（3）名） 
概 要： 
熱再生型電池： 
 100℃以下の太陽熱、排熱などを熱源にして2－プロ

パノール／アセトン／水素系の反応と燃料電池反応の

組み合わせにより、熱で電気を発生する熱再生型電池

の技術を確立することを目的として実験を行った。そ

の結果、 
(1) 電解質膜、触媒電極、集電板の接触状態を改善す

ることにより、短絡電流値が大きく改善されること

を見出した。 
(2) 膜厚の異なる種々の固体高分子電解質膜を用いて

検討を行った結果、クロスオーバー現象を抑制し、

適当なプロトン導電性を有する膜厚が存在すること

を明らかにした。 
(3) (1)と(2)を組み合わせることにより、短絡電流値

30mA/cm2を達成した。 
 また、反応場の面積拡大、開放電圧の昇圧実験を

開始した。 
熱化学研究グループ 

（Thermochemical Engineering Research Group） 
研究グループ長：永石 博志 

（北海道センター、7.2（6）名） 
概 要： 
太陽エネルギー利用石炭ガス化技術開発 

(1) 太陽エネルギー利用効率に関する実験的検討：太

陽エネルギーの供給法（擬似太陽光の光直接照射お

よび間接加熱法）による石炭チャーの CO2ガス化反

応挙動の相違を実験的に検討し、実験室規模の試験

では、直接光照射方式の方がガス化初期においてエ

ネルギー利用効率が高いことが示唆された。 
(2) 伝熱モデルの検討：簡易モデルにより伝熱に関す

る検討をしたところ、放射エネルギーの利用効率が

高くなる条件の境界値が、供給する放射エネルギー

の大きさと受光面および反応器壁の材質等によって

決まる装置特性によって変化することが示された。 
(3) 高温ガス化挙動の観測：レーザー加熱による高温

場反応系（2000℃以上）の実現を目指して、エネル

ギーレベルとしては2000℃以上の加熱が十分に可能

なことを実験的に確認した。高温に耐え得る反応器

または反応法に関する検討を行っている。 
分子化学研究グループ 

（Hydrocarbon Chemistry Research Group） 
研究グループ長：三木 啓司 

（つくば西、4.8（4）名） 
概 要： 
１）軽油の酸化的超深度脱硫 
 軽油中の硫黄化合物モデルであるジベンゾチオフ

ェン類の光増感酸化反応について検討し、モデル軽

油の効率的な光増感酸化脱硫法を開発した。 
２）ガスハイドレートの開発・利用 
 高圧結晶観察装置、一方向凝固装置、ラマン分光

装置、DAC、DSC 等を用いて、メタンハイドレー

トの分解速度の測定と推算式の構築を行った。また、

微小気泡を用いたハイドレートの効率的生成法の検

討を行った。 
３）炭化水素の分子化学 
 不均一系反応場における高度不飽和炭化水素類の

相対酸化反応性を明らかにした。 
 
⑥【電力エネルギー研究部門】 
（Energy Electronics Institute） 

（存続期間：2001.4～） 
研 究 部 門 長      ：大和田野芳郎 
副研究部門長：横川 晴美、幸坂  紳 
総 括 研 究 員      ：秋葉 悦男、石井  格、横川 晴美、 
       幸坂  紳 
所在地：つくば中央第2、つくば中央5 
人 員：135（97） 
経 費：1,419,625千円（183,406千円） 
 
概 要： 
(1) ミッション：環境負荷低減やセキュリティの確保

に配慮しつつ、拡大・多様化する人間活動をサポー

トすることを目的に、電力エネルギーを中心とした
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使いやすく経済的なエネルギー供給システムの構築

に貢献する。 
(2) 考え方：電力エネルギーは、需要増大の一方で、

環境負荷の低減（特に炭酸ガス排出削減）、供給の自

由化などに対処するため、一次エネルギー源のシフ

ト、再生可能エネルギーの導入、高効率化・省エネ

ルギー化などの大きな変化が供給構造に求められて

いる。これらは共通してエネルギー源の小型・分散

化、さらには移動化（可搬化）を指向しており、個

別の分散エネルギー源の技術の進歩と共に、これら

を相互に既存システムと調和させて運用する技術の

開発が不可欠となってきている。 
 本研究部門は、これら高効率分散電源技術の開発

とエネルギーネットワークの強化技術の開発を当面

の最重要課題として位置付け、これを支えるための

基礎的な材料技術及び長期的エネルギー源技術、エ

ネルギー環境技術などを配して新しいエネルギーシ

ステムの構築に貢献する。 
(3) 主要研究テーマ： 

１）高効率分散電源技術の研究開発 
  燃料電池技術、太陽光発電技術、熱電発電技術 
２）ネットワーク強化技術の研究開発 
  エネルギーネットワーク技術、超電導電力応用

技術、電力貯蔵技術、エネルギー材料技術、エネ

ルギーシステム監視技術 
３）長期的ネルギー技術の研究開発 
  水素エネルギー技術、核融合エネルギー技術 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
水素エネルギー利用技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
微小重力環境を利用したガラス融液内対流制御技術の研

究開発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／

経済産業省） 
 
燃料電池発電技術開発（電源多様化技術開発等委託費／

経済産業省） 
 
超電導発電機基盤技術研究開発（電源多様化技術開発等

委託費／経済産業省） 
 
交流超電導電力機器基盤技術研究開発（電源多様化技術

開発等委託費／経済産業省） 
 
太陽光発電技術研究開発（電源多様化技術開発等委託費

／経済産業省） 
 
高能率未来型電池材料の特性評価/電池要素技術に関す

る研究（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 

 
高能率未来型電池の研究開発（安全性・信頼性に関する

研究）（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
産業連関をベースとするエネルギー・環境分析モデルの

研究（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
ナノ組織制御による水素吸蔵合金の研究開発（電源多様

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
海洋生物由来 DNA の新機能材料化に関する研究、鮭を

中心とした DNA フィルムの物性評価、用途展開（科学

技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究、超伝導材料・極低温構造材料、超伝導材料特

性評価技術の確立に関する研究（科学技術総合研究委託

費／文部科学省） 
 
KrF レーザーによる核融合に関する研究（原子力試験研

究委託費／文部科学省） 
 
高効率磁場核融合に関する研究（原子力試験研究委託費

／文部科学省） 
 
超高強度レーザーによる高エネルギー粒子・放射源に関

する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
水素同位体混合系に対する水素吸蔵材料の特性に関する

研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
特定装置の維持運営に必要な経費（原子力試験研究委託

費／文部科学省） 
 
核融合用高磁界超電導マグネットの応力緩和技術に関す

る研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
窒素原子注入法による排煙脱硝に関する研究（試験研究

調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環

境省） 
 
日本の亜熱帯海域における海草藻場の評価手法に関する

研究、日本の亜熱帯海域における海草藻場の評価手法に

関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験

研究に係るもの）／環境省） 
 
定期航路船舶による海洋健康度のオンライン監視とプラ

ンクトン認識の高度化に関する研究（試験研究調査委託

費（環境研究総合推進費に係るもの）／環境省） 
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太陽光発電システム評価技術の研究開発（NEDO 委託費

／NEDO） 
 
太陽光発電システムのリサイクル・リュース処理技術等

の研究（NEDO 委託費／NEDO） 
 
太陽電池評価技術の研究開発（NEDO 委託費／NEDO） 
 
汎用回生型大容量スーパーキャパシタの研究開発（NEDO
委託費／NEDO） 
 
中温作動型固体高分子形燃料電池の研究開発（NEDO 委

託費／NEDO） 
 
発 表：誌上発表 179(94)件、口頭発表 354(63)件、 
    その他 19件 
--------------------------------------------------------------------------- 
超電導応用グループ 

（Superconductivity Applications Group） 
研究グループ長：淵野修一郎 

（つくば中央第2、10（10）名） 
概 要： 
１）超電導送電ケーブル研究開発では、超電導送電ケ

ーブルの冷却特性を解明するため、縮径（実ケーブ

ルの1/10）、全長100ｍの2重管（冷却長200m）を製

作し、初期冷却特性、定常温度分布等の冷却特性を

明らかにし、解析結果とよく一致することを実証し

た。 
２）限流器・変圧器等静止機器研究開発では、共振切

り替え型限流器システムの研究開発のために Bi 系

超電導線材を使用した高効率、低損失な空心交流超

電導マグネットの研究開発を行った。 
３）超電導発電機研究開発（大容量・高密度化技術研

究開発）では、界磁巻線導体用素線の回転重力場に

おける安定性に評価のためのデータを蓄積した。 
４）核融合用高磁界超電導マグネットの応力緩和技術

に関する研究では、0.5mm の Ta 繊維強化型 Nb3Sn
線材を2種類（Ta 中心型、Ta 分散型）試作して、熱

処理による臨界電流の最適化、液体ヘリウムでの引

張試験と高磁界中での歪み劣化試験評価を終了した。 
超電導材料技術グループ 

（Superconductor Technology Group） 
研究グループ長：山崎 裕文 

（つくば中央第2、5.8（5）名） 
概 要： 
１）超電導薄膜限流器の開発において、5インチ径まで

の円形大面積超電導膜を作製できる装置を用いて、2

インチ径のLaAlO3基板やCeO2バッファサファイア

基板上に YBCO 成膜を行い、臨界電流密度 Jc～
1-2MA/cm2の膜を得た。 

２）YBCO 薄膜の双晶界面のピン止め効果の解明のた

めに、斜方晶系に属する YAlO3、NdGaO3単結晶基

板上に YBCO 薄膜を作製して、双晶界面を配向させ

ることに成功した。 
３）超電導ストリップにスリットを設けることで

geometrical barrier 効果が増幅され、臨界電流が大

きくなり、磁化曲線が大きく変化することを示した。 
４）マイクロ波表面抵抗測定法の国際標準化のための

研究開発において中心的な役割を果たし、世界的に

もトップクラスの精度を持つ測定法の確立、IEC/ 
TC90における標準測定法の発行承認、などの成果を

あげた。 
薄膜太陽電池グループ 

（Thin Film Solar Cells Group） 
研究グループ長：仁木  栄 

（つくば中央第2、6（5）名） 
概 要： 
 次世代型薄膜太陽電池である CIGS 太陽電池の研究

開発について以下の成果を挙げた。 
１）CIGS 太陽電池作製プロセスの改良を行い、CIGS
太陽電池で効率15.3％（反射防止膜無）を達成した。 

２）酸素雰囲気アニールでの組成制御法を初めて発見

し、高 Ga 濃度 CIGS 太陽電池の試作を開始した。 
３）低抵抗透明導電膜の開発において、400-1100nm
の波長域で平均96％以上の透過率を示す ZnO 透明

導電膜の作製に成功した。 
半導体エネルギーデバイスグループ 

（Semiconductor Energy Devices Group） 
研究グループ長：下川 隆一 

（つくば中央第2、5.6（5）名） 
概 要： 
１）積層薄膜デバイス技術の研究において、光照射下

で過剰キャリアを供給しながら形成したシリコン薄

膜では、膜成長後の光照射に伴う欠陥形成が1/2程度

に低減できることを確認した。 
２）光閉じ込め型極薄膜結晶シリコン太陽電池の開発

では、高光電流出力（＞30mA/cm2）を目標に、拡

散反射アルミナ基板上の光閉じ込め型2μm 極薄膜

結晶シリコン太陽電池に BSF（backsurface field）
技術を適用した。接着接合型極薄膜 Si 太陽電池につ

いては、Si 膜厚10μm で世界最高効率9.6％の太陽

電池を試作した。 
３）次世代結晶化合物太陽電池の開発では、Si 基板上

へ、欠陥密度105cm-2台の高品質 GaAs 膜を形成する

ために、初期低温成長バッファー層に着目し、従来

の定説（30－100nm）より厚くすることで高品質膜

になる事を確認した。 
４）太陽電池評価技術の研究では、一次基準用の太陽

光絶対放射照度測定器を開発するとともに、この測

定器を基準とした太陽電池標準出力測定法の体系を
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完成した。 
太陽光発電システムグループ 

（Photovoltaic Systems Group） 
研究グループ長：作田 宏一 

（つくば中央第2、10.6（10）名） 
概 要： 
１）発電量推定シミュレーション手法を開発し、月積

算発電量推定誤差±10％未満を得た。 
２）実環境システム基本性能指標確認、新方式最大出

力制御法の負荷接続状態実験・解析を行った。 
３）システム性能診断のため、実運用システムの異常・

故障原因についての文献・事例調査を行った。 
４）二重封止型リサイクル対応モジュールの試作・回

収試験を行い、ほぼ100％の回収率を得た。 
５）太陽電池セル・モジュール評価システムを確立す

るため、環境を整備、各種評価用装置の移設などを

行い、装置の精度を確認した。 
６）a-Si 太陽電池等の光加速劣化試験など長期劣化の

試験方法等を提案すると共に、CIS 系太陽電池の劣

化メカニズムの解明に関する基礎的研究等を行った。

また、10年間暴露したモジュールの劣化状況を調査

し、劣化要因・評価方法検討した。 
エネルギーネットワークグループ 

（Energy Network Group） 
研究グループ長：石井  格 

（つくば中央第2、4（4）名） 
概 要： 
１）分散電源を電力系統に連系する変換器が多数台並

列動作するシステムを、安定かつ高効率に運転する

技術について、並列運転したパワーモジュールの特

性の評価を行った。 
２）自律分散ローカルシステムの制御方式の検討に関

して、分散電源と貯蔵を多数台連系したローカルシ

ステムの構成の概念を提案した。 
３）エネルギーシステムの新しい動向とデータを調査

し、その結果に基づいて、エネルギー・環境分析モ

デルを拡張、詳細化した。統合的な分析環境を実現

するインターフェースをそのモデルに対応させた。

温暖化気体削減ベストミックスに関するケーススタ

ディについては、ゲーム理論に基づく CDM の評価

方法を提案し、便益などを定量的に評価した。 
燃料電池グループ 

（Fuel Cell Group） 
研究グループ長：横川 晴美 

（つくば中央第5、14.4（13）名） 
概 要： 
１）溶射法で Ni フェルト上にセルを構成し、0.13W/ 

cm2の出力を得た。さらに数値解析により SOFC ト

ータルシステムの効率予測を行った。また動特性解

析のための検討を行い、高周波側で1kHz 付近に限

界があることを見出した。規格・標準化手法につい

てトレーサー希釈法により0.3％以下の誤差で流量

を校正できる見通しを得た。 
２）直接燃料導入実験の準備を行い、電着法でアノー

ド支持セルの試作が可能になった。金属材料の水蒸

気酸化の解析に着手し、SIMS を用いる手法の有効

性を確認した。 
エネルギー材料グループ 

（Energy Materials Group） 
研究グループ長：本間  格 

（つくば中央第2、8（3）名） 
概 要： 
１）次世代型固体高分子燃料電池の開発において、シ

リカと有機鎖としてオクタンを用いてゾルゲル重合

した複合電解質膜は、350℃まで膜は安定で、温度に

ほとんど依存無く3×10-2S/cm のプロトン伝導度を

示すことを明らかにした。12－タングストリン酸を

固定化した新規有機無機複合電解質膜を合成するこ

とにより高い伝導度と高温耐久性を実現した。 
２）大容量電気化学スーパーキャパシタの開発におい

て、ブロックコポリマーなどの分子テンプレート法

を用いた湿式プロセスによりマンガン酸化物の多孔

体材料を作成した。 
３）ナノ構造を用いた新規エネルギー環境材料の開発

において、スピンキャスト法によりシリコン基板上

にメソポーラスシリカ薄膜に製膜しセンサーデバイ

スを作成し、50ppm レベルの低濃度 NO2(NOｘ) ガ
スに対しても応答することを確認した。 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 
研究グループ長：太田 敏隆 

（つくば中央第2、5（5）名） 
概 要： 
１）熱電材料輸送特性評価装置を改良し、高精度のゼ

ーベック係数と導電率の評価を可能とした。 
２）p 型材料であるアンチモン化亜鉛材料と n 型材料

であるかご型構造材料のゼーベック係数、導電率及

び熱伝導率を測定し、それぞれの材料をビスマス・

テルル系材料と組み合わせたセグメント構造素子の

理論効率が約10％になることを示した。 
３）かご型構造材料（スクッテルダイト系材料）の構

造相転移を世界で初めて発見し、金属-絶縁体転移の

機構解明に向けて大きく前進した。また、物性値の

測定が可能なサイズの単結晶作製が困難なスクッテ

ルダイト系材料の大型単結晶育成に昨年度世界に先

駆けて成功しており、13年度もその高度化のための

研究を行った。 
水素エネルギーグループ 

（Hydrogen Energy Group） 
研究グループ長：秋葉 悦男 
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（つくば中央第5、5（4）名） 
概 要： 
１）水素吸蔵合金の研究： 
 中性子回折を用いて、現時点では最も水素吸蔵量

の大きい BCC 構造を持つ水素吸蔵合金が水素を吸

蔵した状態における結晶構造解析を進めた。 
 当グループで発見した Zintl 相水素吸蔵合金

SrAl2の Sr を（Ca）で置き換えた合金の水素吸蔵性

を調べ、Zintl 相合金の一層の軽量化を図ることがで

きることを明らかにした。 
２）リチウム電池用材料の研究： 
 PEO の末端構造を部分的に CH＝CH2から CH3

に変えて架橋の程度を制御を行った。部分メチル化

の割合を50％、30％として架橋構造を制御し、PEO
骨格の構造粉飾を行い、イオン伝導との関連を明ら

かにした。 
 50％メチル化したマクロモノマーから架橋した高

分子電解質中では1.2×10-11m2s-1程度の自己拡散係

数でリチウムイオンの長距離の拡散が実現できるこ

とを明らかにした。 
３）結晶構造解析および組織観察の研究： 
 世界で初めて、水素雰囲気下においても原子間力

顕微鏡の測定が可能であることを確認した。 
核融合プラズマグループ 

（Fusion Plasma Group） 
研究グループ長：八木 康之 

（つくば中央第2、10.4（10）名） 
概 要： 
１）中性粒子パワービームの電源を開発すると共に、

TPE-RXでは特徴的な不安定性モードであるロック

トモードを低いプラズマ電流で能動的に抑制するこ

とに成功した。また、0.5MA までの閉じ込め特性を

把握すると共に、種々の閉じ込め向上モードを試み、

ガスパフとポロイダル電流の誘導駆動方式が有効で

あることが分かった。 
２）TPE-2M においては厚肉放電容器における逆磁場

ピンチ配位形成に成功した。 
３）理論研究においては、プラズマ流速に空間変化が

ある時、より高いプラズマ圧力を得ることが可能で

あることを示した。 
パワーレーザーグループ 

（Power Laser Group） 
研究グループ長：大和田野芳郎 

（つくば中央第2、10.2（10）名） 
概 要： 
１）高繰返し動作原型増幅器の開発において、世界的

にも初めての、高電圧（300kV）可飽和磁気スイッ

チを用いた1Hz 動作電子ビーム励起型 KrF レーザ

ー増幅器を完成させ、電子ビーム（定格300kVm、

40kA、パルス幅80ns）の高繰り返し発生試験に成功

した。レーザー発振・増幅特性の準備を進めた。 
２ ） 既 設 の 世 界 最 大 級 KrF レ ー ザ ー

「Super-ASHURA」を高強度化して得られた1017

～1018 W/cm2の集光強度を用いて高速点火方式に

関する予備的な照射実験を行い、固体密度に近い高

密度領域まで高強度パルスが侵入していることを示

唆する結果を得た。 
３）前年度までに長波長レーザー（波長800nm、集光

強度7×1017W/cm2）を用いて低密度プラズマ中で最

高2MeV の高エネルギー電子が照射前方方向に収束

して発生することを確認しているが、13年度は、よ

り高エネルギーの電子の発生のため長距離ガイド用

プラズマを円筒状衝撃波の収束によって生成し加速

距離を延長した。 
宇宙技術グループ 

（Space Technology Group） 
研究グループ長：町田 和雄 

（つくば中央第2、11.1（10）名） 
概 要： 
１）宇宙用発電技術： 
 高効率発電を実現するため熱電子発電／AMTEC
／熱電気発電をカスケード接続したシステムの検討

を行った。熱電子発電では高効率化を目指し Ba 熱

電子発電素子を試作した。AMTEC では、化学ポン

プ一体方式を考案し、開発を進めており、新たな電

極膜作製法の可能性を得た。宇宙発電施設の構築・

保守技術に関し、ロボットによる初の衛星組立地上

実証実験に成功した。 
 出力／重量比の高い発電システムを実現するため

高温型宇宙発電（Hot Space Power Laboratory）の

概念を提示し、当所、宇宙開発機関、企業からなる

研究会を組織し、調査研究を実施した。要素技術お

よび応用ミッションについて報告書にまとめた。 
２）地球観測技術： 
 地球観測プラットフォーム（TERRA）搭載セン

サ ASTER の短波長赤外域のスペクトル混合の原因

解明を行った。地球監視性能の高度化のためスペク

トル分解能を向上させるソフトウェアを開発した。 
電力環境計測グループ 

（Energy Environment Monitoring Group） 
研究グループ長：飯高  弘 

（つくば中央第2、3（3）名） 
概 要： 
 地震・火山噴火に代表される災害に対して頑健で影

響を最小限にとどめる安全で安心な電力エネルギー供

給システムの構築を目指した研究を行っている。電磁

界変動等の計測を通しての、地象異常が生じた場合に

おけるエネルギー供給の時空間的な制御の考え方につ

いて検討した。 
 関東・東海地域の観測網（現在13ヶ所の観測点）に
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おいて、平成9年度から継続している多成分電磁界変動

データの収集・解析を行った。伊東市と伊豆大島との

間の33km におよぶ電話用海底ケーブルを用いた観測

では、2000年の三宅島噴火活動にともなう顕著な電界

変動が出現したことを確認している。地中発生電磁界

を観測するため、世界に先駆けて3次元ベクトル計測が

行える可搬型の SQUID センサシステムを開発し、磐

梯山で野外実験において100時間におよぶ連続計測に

成功した。 
 
⑦【環境管理研究部門】 
（Institute for Environmental Management 
 Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：指宿 堯嗣 
副研究部門長：山本  晋、鈴木 敏重 
総 括 研 究 員      ：山本  晋、鈴木 敏重 
 
所在地：つくば西、東北センター 
人 員：116（90） 
経 費：690,970千円（209,316千円） 
 

概 要： 
研究目的 
 本研究部門では、快適で安全な環境の創造を目的と

して、温室効果気体を含む環境負荷物質の放出と大気、

陸域、海洋等への分配・循環メカニズムと環境影響を

明確にし、適切な環境浄化・修復技術の選択と開発、

さらに技術の評価を行うとともに、技術・手法の実用

化、国際的な普及・移転を推進する。 
 具体的には、 

１）化学物質等の管理・リスク削減、温室効果気体を

含む環境負荷物質の浄化／汚染環境の修復に関わる

省エネルギー・省資源で費用対効果の高い技術（対

策、計測技術）の開発 
２）地域から地球規模の環境影響評価技術と手法、エ

ネルギー・環境技術の評価手法などの開発 
３）環境管理に必要な標準等の基盤整備などに資する

技術・手法の開発を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 

北太平洋亜寒帯循環と気候変動に関する国際共同研究、

化学トレーサーを用いた亜寒帯循環変動に関する研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 

 

閉鎖性水域の水質改善を目的としたマイクロバブル生成

機構の研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 

 

PCB 製剤中強毒性物質による越境汚染の国際的危険性

評価に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分用緩衝材材料の機能評

価と高度化に関する研究（原子力試験研究委託費／文部

科学省） 

 

低温作動型触媒を用いたディーゼル排出粒子状物質の低

減に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等

試験研究に係るもの）／環境省） 

 

ベンゼン排出量低減に関する総合研究（試験研究調査委

託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 

 

自動車由来有害大気汚染物質の光分解除去に関する研究

（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係る

もの）／環境省） 

 

機能性凝集剤によるフッ素および重金属排水の処理に関

する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研

究に係るもの）／環境省） 

 

排水中等の有害半金属及び窒素の処理技術に関する研究

（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係る

もの）／環境省） 

 

有害物質の漏洩防止材料の開発に関する研究（試験研究

調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環

境省） 

 

産業起源内分泌攪乱物質の環境複合毒性検出システムの

開発と動態予測モデル作成に関する研究（試験研究調査

委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 

 

ハロゲン化ダイオキシン類似物質の QSAR 分析法と分

解処理技術の開発（試験研究調査委託費（地球環境保全

等試験研究に係るもの）／環境省） 
 

内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の簡易・迅速・自

動分析技術に関する研究（試験研究調査委託費（地球環

境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 

 

成層圏の冷却化に伴う極成層圏雲の組成及び反応の変化

に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進

費に係るもの）／環境省） 

 

フロン類の低温プラズマ法による分解技術システムに関

する研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に

係るもの）／環境省） 

 

地球温暖化における陸上生態系フィードバックに関する
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研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係る

もの）／環境省） 

 

各種生態系における大気と CO2、CO4、エネルギー交換

量の解明に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究

総合推進費に係るもの）／環境省） 
 

NOy 化学種の吸着、表面反応に関する研究（試験研究調

査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／環境省） 
 

生態系における安定同位体比の測定による物質フローの

解明（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係る

もの）／環境省） 

 

観測データベースに基づくモデル化と炭素収支の数値把

握に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推

進費に係るもの）／環境省） 

 

熱帯アジアの土地利用変化が陸域生態系からの温室効果

ガスの発生・吸収量に及ぼす影響の評価に関する研究（試

験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／

環境省） 

 

大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程をコントロール

する反応性（海洋性気団領域における地上観測研究）（試

験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）／

環境省） 

 

環境ホルモン・重金属による地球規模の海洋汚染観測シ

ステムの構築に関する研究（試験研究調査委託費（環境

研究総合推進費に係るもの）／環境省） 

 

吸収線パラメータの実験的決定とその信頼性評価の研究

（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係るもの）

／環境省） 

太平洋の海洋中深層データ解析による長期的二酸化炭素

吸収量の解明に関する研究（試験研究調査委託費（環境

研究総合推進費に係るもの）／環境省） 

 

事業所等における芳香族化合物の連続監視技術に関する

研究（試験研究調査委託費（環境研究総合推進費に係る

もの）／環境省） 

 

発 表：誌上発表 123(79)件、口頭発表 284(33)件、 

    その他 16件 

--------------------------------------------------------------------------- 
域間環境評価研究グループ 

（Inter-Spheric Environment Study Group） 
研究グループ長：鷲見 栄一 

（つくば西、4（3）名） 

概 要： 
 大気からの粒子状物質の沈着現象の解明：測候所な

どの雨量計による実測値が得られない海域の降水につ

いて、人工衛星に搭載されたマイクロ波、可視、赤外

センサで観測された雲・降水滴の放射特性を用い、汚

染物質の輸送シミュレーションに適用可能な経緯度

1°、3時間間隔の降水分布データセットを開発し、陸

域の降水分布、時系列とほぼ整合することを確認した。 
 水圏における粒子状物質の特性解明：荒川河口域の

観測において粒子状物質に富んだ高濁度の水が非生物

（非プランクトン）粒子を多量に含むことを見出した。 

 水圏中の粒子状物質の挙動モデルの開発：伊勢湾で

の現地観測から、河川水では懸濁態粒子は有機懸濁態

粒子（デトリタス）が大部分であり、他の河川と粒径

分布がほぼ同じ形であることが判った。伊勢湾と東京

湾での現地観測から、赤潮時の粒径分布の解析法を確

立した。 

環境計測研究グループ 

（Environmental Measurement Group） 
研究グループ長：吉山 秀典 

（つくば西、8（5）名） 
概 要： 
 凝縮粒子の測定方法に関する研究：重油燃焼ボイラ

から排出される凝縮粒子の排出特性は排ガス温度約

100℃を境に変化し、低温になるに従って質量濃度が増

大すること、全炭素に占める有機炭素の割合が増加す

ること、形状や粒径が変化することなどを明らかにし

た。 
 発生源 PM2.5粒子の測定方法に関する研究：PM2.5
微粒子の分級捕集に欠かせない定流量等速吸引操作を

容易に行える新しい手法を考案した。 
 内分泌撹乱物質の高精度測定方法の開発：内分泌撹

乱物質の高度分析法の開発を行い、これら有害物質の

危険性評価研究に貢献してきた。 
 シックハウス症候群原因物質の現場測定法の開発：

ホルムアルデヒドの主発生源である尿素樹脂を合成し

て発生量とそれに及ぼす影響について定量的な知見を

得た。 

環境分子科学研究グループ 

（Environmental Molecular Science Group） 
研究グループ長：山田 耕一 

（つくば西、4.8（4）名） 
概 要： 
 静電粒子計測法を用いたエアロゾル生成メカニズム

に関する研究から、硝酸－アンモニア－水の三成分系

において、生成するエアロゾル粒子のサイズや組成が

相対湿度によって大きく変化することを確認した。 
 中層大気中エアロゾルのリモートセンシングに必要

な基準分光データを得ることを目的として、硝酸水和

物や塩微粒子の結晶性モデル試料に対する粒子－赤外
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光相互作用を解明し、化学組成分析法として適用でき

ることを確認した。 
 大気中の化学物質の測定精度の向上を目指して、酸

素・窒素等との相互作用による窒素酸化物・塩酸等の

スペクトル形状変化を分光学的に精密に決定した。 

 高効率・高選択的化学プロセスを液相のクラスター

構造に基づいて設計するためのモデルとして、熱硬化

性ポリフェノール類の最適な合成条件（溶媒・濃度等）

とクラスター構造との関係を明らかにした。 

環境流体工学研究グループ 

（Environmental Fluid Science Group） 
研究グループ長：清野 文雄 

（つくば西、6（6）名） 
概 要： 
 CO2海洋隔離トータルシステム評価技術の研究開

発：ハイドレート分離技術と海洋固定技術を組み合わ

せた総合システムの提案を行った。また、流動層プロ

セスにおける流速とハイドレート成長速度との関係、

界面間物質輸送を支配する渦構造とせん断応力場との

関係を解明するとともに、ハイドレート生成機構を解

明する基礎となる水の高精度分子モデルを構築した。 
 マイクロバブルによる閉鎖性水域の浄化技術の研究

開発：回転せん断流れ場におけるマイクロバブルの挙

動解析に必要な格子ボルツマンモデルを開発した。ま

た、回転せん断流れ場に特異的な渦構造を解明し、回

転方向と持続時間の関係を解明した。さらに、10～50

μm の領域で気泡径と消滅時間との間の関係を明ら

かにした。 

計測技術研究グループ 

（Measurement Technology Group） 
研究グループ長：田尾 博明 

（つくば西、9（6）名） 
概 要： 
 高感度分析装置に関して、GC/ICP-MS のインター

フェイスを開発し、既存法より千倍高感度で分析時間

を1/5に短縮した。実環境に適用し、有機スズによる地

球規模での汚染実態を解明した。簡易分析前処理法に

関して、光反応管内蔵型ランプにより常温・無試薬で

リン酸エステル化合物の分解に成功した。分子認識材

料及びそのセンサ化に関して、新しい分子認識作用（ア

ミロースのらせん構造を特徴とする）に基づくビスフ

ェノールの鋳型重合膜を作成した。センサ間の相互干

渉の低減と駆動回路の改良により、水中で安定に発振

する振動子を同一基板に複数個（3個）集積化する技術

を開発した。また、周波数を30MHz に増大し9倍の高

感度化を達成した。マイクロ流体分析システムに関し

て、内分泌攪乱物質の濃縮と電気化学酵素イムノアッ

セイ法を行うため、アビジン-ビオチン複合体を電極表

面に修飾したモデル系を構築した。 
浄化機能促進研究グループ 

（Advanced Remediation Group） 
研究グループ長：辰巳 憲司 

（つくば西、10（6）名） 
概 要： 
 省エネ・低環境負荷型土壌修復技術の研究：起源の

異なる土壌12種類から腐植物質を抽出、精製し、各腐

植物質について化学的特性を明らかにした。環境に対

して負荷を与えずペンタクロロフェノール（PCP）や

多環芳香族化合物等有害有機化学物質のソフトケミカ

ルな無害化に有用な触媒の探索として鉄（Ⅲ）－ポル

フィリン錯体に適当な酸化剤を加えた系を見出した。 
 省エネ・低環境負荷型廃棄物対策技術の研究：アニ

オン基含有親水性多糖類と鉄（Ⅲ）イオンとオキシ酸

化鉄の組合せにより、有害重金属イオンを高い除去率

で、かつ低いスラッジ発生量で、除去できる方法を見

出した。新たに開発した機能性凝集剤で銅含有排水を

処理することにより、水酸化銅スラッジとしてではな

く、酸化銅スラッジとして沈殿分離することができた。

その結果、銅回収の阻害物質を除去するとともに、ス

ラッジの含水率を低下させることができ、スラッジか

ら銅を回収再利用することを可能にした。 

浄化触媒研究グループ 

（Catalytic and Electrochemical Purification Group） 

研究グループ長：小渕  存 

（つくば西、6（5）名） 

概 要： 
 粒子状物質の発生源対策と環境負荷低減効果の評価

に関する研究（部門重点研究）：硫酸によるディーゼル

排出粒子状物質（DEP）促進効果を増大させるのに適

した Pt 触媒担体として TiO2-SiO2を見出した。また、

燃料性状と DEP 性状に関係について、燃料中の芳香

族分の増加が DEP 中の可溶性成分含有率を若干減少

させることを明らかにした。 
 低温作動型触媒を用いたディーゼル排出粒子状物質

の低減に関する研究（経済産業省委託費）：多気筒ディ

ーゼルエンジン試験装置を用いて、DEP 酸化促進用触

媒としてこれまで開発した中で最も有望な Pt/ 

TiO2-SiO2 を担持したパティキュレートフィルターの

性能を調べ、実用条件でも比較触媒と比べて高い性能

を示すことを確認した。 

 石炭液化プロセス及び液化油の評価（経済産業省委

託費）：試験プラントで作った石炭液化油の軽油留分に

ついて、ディーゼル車を用いたモード運転で排ガス性

状を調べた結果、各規制成分の排出量が市販軽油の場

合とほとんど差がないことを確認した。 

 固定燃焼装置における N2O 対策技術および産業活動

起源の CH4、N2O インベントリー推定に関する研究（環

境省委託費）：N2O 分解触媒について、ZrO2、Al2O3、ZnO、

SiO2などに担持した Rh 触媒が水分共存下でも比較的

高い活性を示すことを明らかにした。また、ポリオー
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ル法により Rh を担体酸化物に担持する方法を検討し

た。 

 電気化学反応を用いた環境中化学物質の排出抑制手

法の研究（グループ内基礎研究）：環状ウレイド化合物

が鉄鋼材料の腐食抑制に効果があることを見出した。

また、電極反応により土壌・水溶液中の重金属イオン

拡散を抑制する手法に関して、電極形状の最適設計条

件を明らかにした。 

 含窒素有機化学物質の分解触媒の開発に関する研究

（文部科学省委託費）：ニトリル化合物を酸化および加

水分解で無害化できる有望な触媒を見出した。 

 ベンゼン排出量低減に関する総合研究（経済産業省

委託費）：ガソリン車の排ガス触媒におけるベンゼンの

低温排出特性を改良するため、各種ゼオライトについ

てベンゼン吸着温度特性を明らかにした。また、暖機

時の排ガス特性を11モードで調べた。一方、ベンゼン

からオクタン価の高い石油基材を作るための超強酸触

媒に関して、タングステンジルコニアの触媒活性点を

特定するとともに、さらに高活性な触媒の検討を行っ

た。 

水質浄化研究グループ 

（Hydrospheric Environmental Purification Group） 
研究グループ長：高橋 信行 

（つくば西、5（5）名） 
概 要： 
 オゾン・生物処理併用型高度廃水処理技術システム

の研究開発：染色モデル排水を対象とした有機物除去

効果については、オゾン・生物処理の併用効果を確認

できた。また染色事業所排水の年間水質変動について

は、年4回現状処理装置の生物処理入口および放流口の

2カ所から採水を行い、年間の水質変動を把握するとと

もに、併用効果を検証し有効性を確認した。 
 排水中等の有害半金属および窒素の処理技術に関す

る研究：ホウ素の除去に関しては、膜分離における処

理条件を明らかにし、98％以上の処理効果を得た。さ

らに、実排水への応用性を確認した。 

 汚染地下水の高度浄化技術に関する研究：高効率新

規捕捉剤の開発を目的として、β－シクロデキストリ

ン（CD）からモノ-6-デオキシ-6-アミノ-β-CD を合成

し、高分子担体への結合を行うとともに、これを用い

たテトラクロロエチレンの捕捉量を測定した。 

生態系機能制御研究グループ 

（Ecological Control and Microbiology Group） 

研究グループ長：諏訪 裕一 

（つくば西、7（5）名） 
概 要： 
 膜分離活性汚泥法によって、フェノール（1,000 
ppm）とアンモニア（600ppm）を含む人工廃水から

両方の環境汚染物質を完全に取り除くプロセスをベン

チスケールで実証した。このとき、脱窒速度は0.16g・

l-1・d-1に達した。窒素浄化機能を阻害する芳香族化合

物とアンモニアを高濃度に含む廃水から、有害物質に

よる浄化活性低下を回避しつつ効率的な処理を可能に

する新規技術のプロトタイプとなった。 
 回分式活性汚泥リアクターを用いて下水汚泥にモデ

ル化学物質2,4-D を単一炭素源として供給し，その分

解速度の推移を追跡した。分解速度は一定条件での厳

格な運転管理下でも平均分解速度の0.5～1.5倍の幅で

変動した。環境中の化学物質生分解性予測に用いられ

る分解度試験法では一定の培養によって規定した試験

汚泥を使用するが、その汚泥の化学物質分解能の変動

について定量的な目安を与えた。 

大気環境評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Study Group） 
研究グループ長：近藤 裕昭 

（つくば西、8（5）名） 
概 要： 
 東南アジア（高温多湿）、東北アジア（低温乾燥）に

おける特徴的森林生態系において、渦相関法による二

酸化炭素フラックス長期連続観測を展開し、取得デー

タのデータベース化を開始した。複雑地形地における

中立状態での大気乱流解析モデルを完成させた。 
地球環境評価研究グループ 

（Global Environment Study Group） 
研究グループ長：原田  晃 

（つくば西、10（7）名） 
概 要： 
 二酸化炭素の排出源、吸収源推定手法の開発：旧モ

デルを用いた逆問題の結果を含む報告が、気候変動に

関する政府間パネル科学評価書題三版に収録された。

さらに、酸素および窒素についての国際相互比較実験

に参加した。 
 西部北太平洋亜寒帯域表層水中の全炭酸濃度変動要

因の解明：昨年度採取した試料についての化学分析を

終了し、西部北太平洋亜寒帯域での定点時系列観測デ

ータとして取りまとめる。 
 洋上大気内エアロゾル中の硫酸塩、黒色炭素粒子濃

度の季節変動の解明：西太平洋上におけるエアロゾル

粒子の濃度測定を実施し、ほぼ2年間に渡るデータを得

た。 
 海水中の粒状物質の組成と人為的な二酸化炭素注入

による影響調査：西部北太平洋から得られた試料につ

き炭酸カルシウム濃度の測定を実施し、詳細な鉛直分

布を得た。このデータを基に炭酸塩補償深度、リソク

ラインなど基礎的なパラメータを求めた。 

光利用研究グループ 

（Photoenergy Application Group） 
研究グループ長：竹内 浩士 

（つくば西、8（7）名） 
概 要： 



研 究 

(80) 

 自動車由来の有害大気汚染物質（HAPs）のうちア

ルデヒドおよび多環芳香族炭化水素について、光及び

TiO2による光触媒分解性を調べた。また、実用化に欠

かせない TiO2の薄膜調製を新規方法で行い、できた薄

膜が高性能であることを確認した。ヘテロポリ酸を使

用したフッ素化合物の光触媒分解では、トリフルオロ

酢酸の分解と分解反応機構を明らかにした。 
 地球温暖化物質の化学的転換反応に関する研究では、

レニウムビピリジン多核錯体を複数合成し、それら触

媒の電子励起状態の特性やエネルギー・電子の移動効

率、機構等を解析した。また、大気中での化学物質の

分解性評価手法の研究では、アルコキシラジカルと酸

素分子との反応について ab initio 計算と変分遷移状

態理論を用い理論計算を行い、変分遷移状態理論にお

いてトンネル補正をした ICVT 計算を行えば実験値を

再現できることを明らかにした。 

励起化学研究グループ 

（Excited State Chemistry Group） 

研究グループ長：二タ村 森 

（つくば西、8（7）名） 
概 要： 
 低温プラズマと触媒の複合化に関しては、無声放電

反応器と MnO2を複合化することにより、比較的分解

反応性の低いベンゼンを効率よく完全酸化分解するこ

とができた。 
 光触媒分解法では、酸化チタンを触媒とした気相中

のアルカン、アルケン、芳香族炭化水素化合物の分解

反応を行い、触媒活性劣化の原因を明らかにするとと

もに、酸化チタン表面にロジウムを担持することによ

り活性劣化が抑制できることを見出した。 
 Co、Ni 等の金属状微粒子が均一に分散した活性炭を

調製し、磁性活性炭の賦活条件と磁気特性・細孔特性

の関係を明らかにした。さらに磁性多孔体に高周波や

マイクロ波の照射を行い、磁気ヒステリシスに及ぼす

周波数や印加電流値の影響を明らかにした。 

 また、通電加熱を用いた吸着回収装置実用化の目処

がついた。 

 有害化学物質認識レセプター分子の前駆体となる化

合物をウルチタンから合成した。 

環境材料研究グループ 

（Environmental Functional Materials Group） 
研究グループ長：松永 英之 

（東北センター、9（5）名） 
概 要： 
 Zr(IV)EDTA 錯体が、フラボノールと三元錯体を形

成することにより、青色（460nm）の強い蛍光を発す

ること。また、この水溶液にフッ化物イオン（F-）を

加えると、F-とフラボノールとの速やかな配位子置換

反応によってフラボノールが遊離し、蛍光強度の鋭敏

な減少を起こすことを見出した。 

 国内外の各種ベントナイト及びスメクタイト試料の

精製物について、XRF、XRD、TEM 等の測定により

それらの鉱物化学的特性を明らかにした。 

 セシウムの吸着エネルギーはスメクタイトケイ酸塩

層の陰電荷分布に依存し、八面体に電荷を有する場合

に表面の hexagonal hole (Site B) が選択的にセシウ

ムを吸着固定できることが示された。 
 合成した Mg2+-Al3+-Cl-型ハイドロタルサイト様化

合物は、リン酸イオンに対して高い選択性を示し、か

つ大容量のイオン交換能を有することを明らかにした。 

 

⑧【環境調和技術研究部門】 
（Research Institute for Green Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：春田 正毅 
副研究部門長：浜田 秀昭、佐々木義之 
総 括 研 究 員      ：小林 幹男、浜田 秀昭、佐々木義之 
 
所在地：つくば中央第5、つくば西 
人 員：118（64） 
経 費：624,229千円（178,720千円） 
 
概 要： 
 国自らが行うべき環境政策の推進に寄与するととも

に、21世紀の成長産業のひとつとして期待される環境

産業の発展に資することを目的として、地球環境の負

荷を極小にするために必要な技術の研究開発を行い、

持続可能な社会の実現に直接的、間接的に貢献する。

そのために、次の3つの基盤技術を軸に種々の技術の結

集・融合を図り、革新的な環境調和技術の芽の創出を

行うとともに、その実用化への橋渡しを行う。 
(1) リサイクル：循環型素材、有害物質を含まない素

材・製品、易解体性複合材料などの環境適合材料の

概念設計と開発、製品・素材・物質のリサイクル、

廃棄物の無害化 
(2) 革新的化学プロセス：物質・エネルギーの有効利

用プロセスのクリーン化・省エネ化、省エネ型分離

プロセス、グリーンケミストリー 
(3) 環境触媒：環境負荷の少ない新規化学プロセス、

環境汚染物質の無害化、炭化水素資源の高度利用 
 以上3つの基盤技術を中核に、総合的・体系的な研究

を行うことにより、世界的にも存在感のある研究拠点

となることを目指す。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
超臨界水による使用済みイオン交換樹脂の分解処理技術

の開発（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
分離膜を用いた有機蒸気発生・回収システムに関する研

究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係
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るもの）／環境省） 
 
ディーゼル機関排出物の低減のための軽油品質改善技術

に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試

験研究に係るもの）／環境省） 
 
動的磁気特性を利用した排ガス処理技術の開発に関する

研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に

係るもの）／環境省） 
 
表面処理工程廃液の減量化技術開発のための研究（試験

研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）

／環境省） 
 
エコ・アドバンスト技術による高効率環境修復・保全シ

ステムの確立（試験研究調査委託費（地球環境保全等試

験研究に係るもの）／環境省） 
 
発 表：誌上発表 137(91)件、口頭発表 263(48)件、 
    その他 20件 
--------------------------------------------------------------------------- 
エコマテリアルグループ 

（Ecological Materials Group) 
研究グループ長：大矢 仁史 

（つくば西、4.4（4）名）) 
概 要： 
 水銀フリー蛍光体開発に関して新しい蛍光体開発プ

ロセスとして液相法を提案し、蛍光体として最良の粒

径と言われている1ミクロン程度で、しかも、均一な粒

径、形状の蛍光体粒子を合成できる新規プロセスを開

発した。また、今までその合成が最も難しいと言われ

ている青色蛍光体のアルカリ土類金属ケイ酸塩の組成

及び形状を制御することで、相法による蛍光体前駆体

の合成を行った。 
 易解体性高分子素材の研究については、その基礎的

研究として層状水酸化物の薄片化技術を確立した。 
 環境影響評価技術については、今までに行ってきた

冷蔵庫のリサイクルシステム評価をまとめ、リサイク

ルシステムを素材製造システムと比較し、既存のリサ

イクルシステムの方が環境負荷が小さく環境にやさし

いことを明らかにした。 
再資源化グループ 

（Materials Utilization Group） 
研究グループ長：遠藤 茂寿 

（つくば西、5.2（4）名） 
概 要： 
１）焼却残滓の高度乾式選別及び素材化技術の開発：

水平旋回場を利用した分離法により焼却灰粒子中の

金属の濃縮分離について検討した。特定金属（Pb、
Al、Zn、Cu 等）を含有する粒子の偏析が認められ

た。焼却飛灰中の金属分離に静電選別を利用し、金

属分と灰分の分離・選別を試み、分離が可能である

ことを見出した。 
２）複合材料の単体分離と樹脂廃棄物の識別：リサイ

クルプロセスの環境影響評価として、プリント基板

廃材および廃冷蔵庫処理における環境影響を実験的

に評価した。 
 剪断式切削装置により基板中の銅箔を粗粒子状に

単体分離することを試み、十分な単体分離度や銅回

収率が得られないことが明らかになった。 
 廃家電処理プラントで使用可能なラマン分光法を

利用した廃プラスチックの同定・識別システムを試

作し、識別法の検討を行った。 
粒子分離グループ 

（Particle Separation Group） 
研究グループ長：四元 弘毅 

（つくば西、4.5（4）名） 
概 要： 
 粒子分離技術の高度化：風力選別においては、気流

加速器をオリフィス型からベンチュリ型に変更するこ

とにより、粒子浮揚量を増大させ処理能力を向上させ

ることができた。湿式分離については、マイクロジグ

装置を試作して微小脈動が低比重粒子の沈降を遅延さ

せることを確認し、30μm の微粒子の比重分離可能性

を見出した。 
 廃棄物分離技術の開発：オフィス古紙リサイクルの

ための脱トナー法を検討し、ケロシンを用いたトナー

の剥離法並びに磁性トナーと非磁性トナーを共凝集さ

せて分離するプロセスを提案した。また、廃石膏ボー

ド再資源化のための前処理法を検討し、石膏中の夾雑

不純物を湿式で分離するプロセスを提案した。 
 石炭の選択粉砕脱灰技術の開発：酢酸による石炭組

織と灰分との界面破壊の機構を調査し、石炭の膨潤を

もたらす有機溶剤の場合とは異なる元素が溶出し、破

壊が進行することを明らかにした。 
金属回収グループ 

（Metals Recovery Group） 
研究グループ長：田中 幹也 

（つくば西、6.4（4）名） 
概 要： 
 使用済み無電解ニッケルめっき液の処理：酸性有機

リン化合物に含窒素化合物を添加することにより、pH
調節無し、1段の操作で、弱酸性使用済み液からニッケ

ルを95％以上抽出することができた。 
 黄銅鉱の湿式処理：硫化銅精鉱を過塩素酸を含む塩

化水素酸で処理することにより、パルプ濃度280g/l で
銅を99.9％浸出可能な方法を見出した。 
 電炉ダストからの亜鉛の直接回収：重金属コンデン

サー内でのガスの冷却効果及びアルミナ粒子凝縮媒体

表面への亜鉛蒸気凝縮の実証試験を行った。 
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 電子・電気製品廃棄物からの銅の回収：廃プリント

基板中の銅は、CuSO4-(NH4)2SO4-NH3溶液中におい

て、4時間で82％が1価銅イオンとして浸出されること

が明らかになった。 
 重油系燃焼灰からの有価金属の回収：浸出、分離等

を検討してきた結果を基に、重油系燃焼灰からバナジ

ウムおよびニッケルを回収するプロセスを開発した。 
膜分離プロセスグループ 

（Membrane Separation Processes Group） 
研究グループ長：原谷 賢治 

（つくば中央第5、7.3（4）名） 
概 要： 
１）空気分離用の銀含有分子ふるい炭素膜の創製： 

nm オーダーの銀微粒子の分散した銀／炭素複合膜

を調製し、その結果、酸素/窒素分離性能が大幅に向

上した。 
２）オレフィン／パラフィン分離用の Ag 交換ナフィ

オン膜の透過機構：Ag イオンによるオレフィンガ

スの促進輸送効果が確認された。 
３）省エネルギー的物質濃縮・分離プロセスの開発：

膜法で PFC 等の回収は可能であることを明らかに

した。VOC 透過型膜を用いて最適膜プロセスを探索

し、循環流一段分離プロセスが95％以上の高率でト

ルエンを回収できることが明らかになった。 
４）膜利用高効率エコ・プロセスの設計：環境調和型

プロセスに相応しい化学反応システムの構造を明ら

かにするとともに、そのような構造をもつ化学反応

システムを合成する手法を確立した。 
グリーンプロセスグループ 

（Green Processes Group） 
研究グループ長：柳下  宏 

（つくば中央第5、6.5（4）名） 
概 要： 
１）生体触媒を用いる反応・分離プロセスの開発：エ

タノール高選択透過性シリカライト膜表面をシリコ

ンゴムで改質した膜でエタノールの濃縮について検

討したところ、回収エタノール溶液の初期濃度は

70％程度に達し、40時間後にも60％以上の濃度が維

持された。 
２）高性能分離膜に関する基礎的研究：電気泳動法に

よる無機膜形成技術を確立するために、導電性を有

さない多孔質円筒形アルミナ基材上に無電解めっき

を施すことで、このアルミナ基材自体を電着基材と

して適用可能であることを見出した。 
３）高効率環境修復・保全システムの確立：酵母菌に

よって生産される糖脂質型バイオサーファクタント

の乳化活性は、Tween80の2～10倍以上であった。休

止菌体法を用いることにより、n－アルカン類から

大量（1リッター当たり140g 以上、収率80％以上）

に生産可能であった。 

熱利用化学システムグループ 

（Energy-Efficient Chemical Systems Group） 
研究グループ長：中岩  勝 

（つくば中央第5、4.8（4）名） 
概 要： 
１）熱利用化学プロセスシステムの開発：低温排熱で

冷凍冷熱を発生させることを目的として、シリカゲ

ル系多孔質材料の吸着材としての可能性を評価した

結果、十分に冷凍冷熱の発生が可能な特性を持って

いることが示唆された。 
２）コプロダクションによるエネルギー・物質生産シ

ステムに関する研究：ヒートポンプ機能をもつ熱回

収型の化学プロセスの熱回収と物質生産の効率の関

係をエクセルギー概念等により解析する手法につい

て検討した。 
３）内部熱交換型蒸留技術（略称 HIDiC）の応用と実

用化に関する研究：蒸留塔の熱力学的特徴を解析す

る手法である T－Q ダイアグラムにより、HIDiC を

用いた圧力スイング蒸留（PSD）を設計するための

系統的方法を提案し、内部熱交換を利用した PSD
は従来法に比較して30％以上の省エネルギーと有機

溶媒の添加を不要とすることを明らかにした。 
超臨界グループ 

（Supercritical Fluid Technology Group） 
研究グループ長：大竹 勝人 

（つくば中央第5、7.1（6）名） 
概 要： 
１）有機、無機及び無機・有機複合材料の新規製造法

の開発 
 光触媒機能を有するチタニア複合エアロゲルは、

揮発性有機成分（VOC）に対して高い吸着分解能を

示した。二酸化炭素を用いたポリイミド膜への白金

粒子の分散を、白金のアセチルアセトン錯体を用い

て行った。 
２）新規有機化学プロセスの開発 
 高温高圧水を用いた廃プラスチックのリサイクル

プロセスの開発を行い、効果的にオリゴマーを回収

できる条件を見出した。高温高圧水の反応をラマン

分光によりその場観測し、尿素の水熱分解反応が三

段階の反応で進行していることを明らかにした。 
 二酸化炭素を溶媒としたリポソーム形成を目的に、

3種類のリン脂質を用いてリポソーム形成と、内水相

の保持効率測定（グルコース透析法）、フリーズレプ

リカ法を用いた透過型電子顕微鏡観察を行った。 
 新規フロン化合物の臨界点、蒸気圧、誘電率など

の基本熱物性の精密測定を行った。 
触媒探索グループ 

（Combinatorial Catalysis Group） 
研究グループ長：佐々木義之 

（つくば西、5（5）名） 
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概 要： 
１）コンビナトリアル触媒探索手法の研究 
 C1触媒反応データベース（RIO-DB）の構築はデ

ータ入力およびシステム改良が完了し、完成した。

触媒の迅速探索法の検討では、触媒混合物の直接調

製とその触媒混合物の直接評価を組み合わせた方法

を考案した。担持型固体触媒の自動調製技術の検討

では含浸法による触媒調製の自動化の要素技術の洗

い出しを行った。薄膜型モデル触媒の利用による高

効率触媒調製技術の研究としては、蒸着法を用いて、

薄膜上に複数の金属を担持することにより触媒を調

製する方法を応用した。 
２）多機能錯体触媒による二酸化炭素の有機原材料化

技術の研究 
 ルテニウムクラスター錯体触媒による二酸化炭素

を原料とした不飽和炭化水素のヒドロホルミル化反

応の開発を行っている。 
３）コンビナトリアル手法への適用を目指す光機能性

金属錯体の迅速探索技術 
 ポリピリジンを配位子として持つ金属錯体の新規

な合成手法として、マイクロ波を利用する方法が有

効であることを確認した。 
クリーン燃料グループ 

（Hydrotreating Catalysis Group） 
研究グループ長：葭村 雄二 

（つくば中央第5、7.8（5）名） 
概 要： 
１）軽油の超クリーン化触媒の開発：Pd-Pt/Yb-USY
ゼオライト触媒を用いれば、温和な反応条件下（反

応温度＝280℃、反応圧力＝3.9MPa）で、市販軽油

（硫黄量＝263ppm、芳香族量＝26.3％）からクリ

ーン軽油（硫黄量＝約30ppm、芳香族量＝約5％）

を製造できることが確認できた。 
２）貴金属触媒の活性発現挙動及び硫黄被毒機構の解

明：Pd-Pt 合金触媒の還元及び硫化過程における構

造変化挙動を in-situ XAFS 法を用いて解析した結

果、還元及び硫化の進行する順序が Pd と Pt で異な

り、還元過程では Pd の還元が先行するのに対し、

硫化過程では逆に Pt の硫化が先行することが分か

った。 
３）触媒精密調製技術：超深度脱硫反応用新規触媒と

して有望な貴金属／チタニア触媒用チタニア系担体

を、種々の手法を用いて調製し、調製法や原料と比

表面積や細孔径分布との相関関係について検討を行

った。 
触媒設計グループ 

（Catalyst Development Group） 
研究グループ長：浜田 秀昭 

（つくば中央第5、10（8）名） 
概 要： 

１）NO 選択除去触媒の開発 
 ディーゼル排ガス NOx 処理のための NO 選択還

元触媒について新規触媒の探索を行った。アルミナ

担持銀及びスズ触媒に対して微量のロジウムを添加

すると低濃度 SO2共存下での NO 還元性能が大きく

向上した。また、水素や CO を還元剤として NO を

酸素中で還元できる新しい触媒システムを見出した。 
２）NO 分解触媒の基礎研究 
 NO の解離活性は、金属表面に存在するステップ

等の表面構造に強く依存することを見出した。アル

ミナ担持パラジウム担持触媒について表面パラジウ

ム原子あたりの活性は硝酸塩原料触媒が高く、その

理由は表面ステップの数が多いためであることが分

かった。 
３）排ガス処理への応用が可能な多孔体物質の開発等 
 新しい VOC 吸着回収技術開発のキー・マテリア

ルである磁性多孔体について、磁性微粒子を核とし

たゾルゲル合成法、磁性体前駆溶液からの直接合成

法による合成条件を検討し、比表面積700m2/g 以上、

飽和磁化10emu/g以上の球状磁性多孔体が合成でき

た。 
炭化水素変換グループ 

（Hydrocarbon Conversion Catalysis Group） 
研究グループ長：村田 和久 

（つくば中央第5、6（5）名） 
概 要： 
１）高効率水素製造プロセスの開発 
 メタン完全脱水素反応による水素／炭素製造に関

しては、ゼオライト担体系 Ni 触媒での炭素蓄積に

よる活性低下と担体構造との関係を調べた CO2/O2

共存下（CH4/O2/CO2＝80/10/5）でのメタン転化反応

を、主として Fe 系触媒を用いて検討した。 
 また、高活性で、長時間安定性にも優れたメタノ

ール水蒸気改質反応用触媒として、Cu 系多成分触

媒を開発した。 
２）省エネルギー炭化水素脱水素反応プロセスの開発 
 CO2共存下でのエチルベンゼン脱水素反応で比較

的安定な活性を示す酸化鉄／アルミナ触媒を用いた

場合、CO2共存下でのエチルベンゼンの脱水素反応

において、生成した H2が CO2と反応し、消費される

ために、スチレン最高収率（73％）が単純脱水素反

応における理論平衡収率（68％）よりも高くなるこ

とが明らかになった。 
 
⑨【情報処理研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：大蒔 和仁 
副研究部門長：戸村  哲、関口 智嗣 
総 括 研 究 員      ：戸村  哲、関口 智嗣 
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所在地：つくば中央第2 
人 員：65（49） 
経 費：443,017千円（272,087千円） 
 
概 要： 
 インターネットに代表されるコンピュータとネット

ワークが融合した地球規模のディジタル情報システム。

本研究部門では、このシステムを、「誰でもどこでも」

「快適に」「安心して」利用しながら、大容量の情報・

知識を高速かつ自由自在に創造・流通・共有できるよ

うにすることを目指して、次のような技術の研究開発

を行った。 
○高度コンピューティング関連技術 
膨大な情報を高速に分析・処理・蓄積し、さらに検

索するための技術 
○ネットワーク関連技術 
ディジタル情報ネットワーク上で、あらゆる活動が

ストレス無く思いのままに、いつでも、どこからで

も、安全に行えるようにするための技術 
○ヒューマンインターフェース関連技術 
情報通信機器やネットワークと人間とのインタラク

ションをスムースにし、誰にでも使いやすいものに

するための技術 
 情報技術は急速に進歩しており、こうした研究開発

を進める上では企業間の競争にゆだねた方が効率よく

進展する部分と、その一方で、基盤技術（インフラ）

として産業技術総合研究所のような研究機関がデザイ

ンを担当すべき部分がある。本研究部門の役割は、こ

うした情報に関する基盤技術の提供拠点となることで

あり、そのために、これまでの技術的な蓄積や公共の

研究機関としての役割に即して、次の重点研究課題に

取り組んだ。 
①ネットワークコンピューティングの研究拠点として 
②オープンソースソフトウェア・フリーソフトウェア

の研究拠点として 
③先端メディアの研究拠点として 
④情報セキュリティの研究拠点として 
 これらを達成するために、ハイエンド情報技術グル

ープ、グローバル情報技術グループ、メディアインタ

ラクショングループの3つのグループを中心に、産学官

連携部門関西産学官連携センター情報科学連携研究体

を含めて戦略的に研究を推進した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高速ネットワーク環境下における高度医療アプリケーシ

ョンの研究開発、医療情報交換に係る情報セキュリティ

に関する調査研究（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 
 

科学技術振興調整費による中核的研究拠点（COE）育成、

新情報処理パラダイムに基づく技術分野 大域情報処理

技術（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
文脈主導型､認識･判断･行動機能のための動的記憶シス

テムの研究、時系列データから行為単位を文節・識別す

るニューラルネットワークモデルの研究（科学技術総合

研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 50(23)件、口頭発表 154(30)件、 
    その他 12件 
--------------------------------------------------------------------------- 
グローバル情報技術グループ 

（Global Information Technology Group） 
研究グループ長：戸村  哲 

（つくば中央第2、16（14）名） 
概 要： 
 グローバル情報技術グループは、日本で生まれ、世

界中で今日から使われるソフトウェアを生み出すこと、

そしてそうしたソフトウェアを造ることのできる人を

育てること、さらには日本中にそうした人たちの輪を

広げることを目指している。ネットワーク社会の発展

により、世界中のすべての場所で、より多くの人たち

が、より多くの局面で情報技術を活用できるようにな

ることが期待されている。このために解決すべきたく

さんの問題の中に、人間社会との親和性の高い情報技

術の達成がある。特に、ネットワークによって世界中

がつながることによって初めて明らかになった問題も

ある。会社の事業部門だけで使っていたのでは、顕在

化しないもの、一つの国の中で使っていたのでは認識

できないものなどのように。そうした問題を解決する

のがグローバル情報技術である。グローバル、すなわ

ち、地球の上のいろいろな人たちが、その言葉や文化

や社会や習慣に適応した方法で、情報技術を利用でき

るようにすることがグローバル情報技術の目的である。 
ハイエンド情報技術グループ 

（High-End Computing Group） 
研究グループ長：関口 智嗣 

（つくば中央第2、7（5）名） 
概 要： 
 ハイエンドコンピューティングとは、高度なコンピ

ューティング技術と通信ネットワーク技術とを融合さ

せて、飛躍的に大量の情報をより高速に処理するため

の技術である。このような技術は、複雑な生体機能の

解明、新機能材料の創出、半導体の設計、天気予報、

航空機や自動車の設計、未来の地球環境の予測、宇宙

の謎の解明など生活に密着した多くの分野を支えてい

る。これまでに、広域ネットワークで接続された多数

の高性能計算機を使って科学技術計算をするための基

盤ライブラリ Ninf や価格性能比に優れたクラスタ型
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コンピュータなどを開発してきた。本年度は、高速ネ

ットワークで接続された高性能計算機群を統合して仮

想的にハイパフォーマンスコンピュータを実現する

Grid と高性能ノードを高いコストパフォーマンスで

実現できるクラスタコンピュータを基盤として、科学

技術計算応用に向けたシステム実現・利用・運用のた

めの様々なシステムソフトウェアの研究開発を行った。

また、国際的な協力によって Grid のアジア太平洋地

域国際研究プラットフォーム ApGrid の実現に貢献し

た。 
メディアインタラクショングループ 

（Media Interaction Group） 
研究グループ長：麻生 英樹 

（つくば中央第2、11（9）名） 
概 要： 
 人間は、聴覚や視覚などを通じて様々な種類（メデ

ィア）の情報を自在にやりとりし、情報伝達（インタ

ラクション）している。情報システムにこのような能

力をもたせることができれば、情報ネットワークを利

用したインタラクションはより自然で快適なものにな

るであろう。 
 これまでの研究では、マルチモーダル対話システム

や、オフィス対話ロボット（事情通ロボット）などの

インパクトのある対話システムプロトタイプを世の中

に先駆けて構築してきた。また、研究開発の基盤とな

る各種メディア情報のデータベースやツール、メディ

ア処理の基本アルゴリズムの整備を行ってきた。 
 メディアインタラクショングループでは、社会・経

済の全体をもっとインタラクティブで生き生きとした

ものにするために、 
○インターフェース（ユーザとの情報のやりとり） 
○ユーザモデリング（ユーザの状況・意図・要求の推

定、ユーザへの適応） 
○メディエータ（情報ネットワークとの情報のやりと

り） 
○メディア処理の基盤となる数理的手法 
の4つの領域にわたり、実時間性・実環境性・適応性に

富んだインタラクション指向のメディア情報処理技術

のシーズを探索・発掘・育成している。 
 
⑩【知能システム研究部門】 
（Intelligent Systems Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：谷江 和雄 
副研究部門長：平井 成興、小鍜治 繁 
総 括 研 究 員      ：坂上 勝彦、平井 成興 
 
人 員：140（78） 
経 費：478,842千円（268,056千円） 
所在地：つくば中央第2、つくば東 

 
概 要： 
 本研究部門は、計算機基盤（情報インフラ）および

進化する IT 技術と人間（ユーザ）や実世界（実環境）

との接点にあって、人々の様々な知的活動や作業を支

援あるいは代行する知能システム技術の研究開発を行

う。21世紀は高齢化社会を迎え、産業・生活両面にお

いてその活性や質を維持する上で人の行動・生活を支

援する対人親和性の高いシステムが望まれている。こ

のニーズに的確に応えることを目指し、生活支援、公

共システム支援、社会安全、産業強化の視点から、人

間中心型ビジョン、音声・聴覚インタフェースなどの

開発を目指す知的インタフェース、生活や産業の場に

おいて人を物理的、心理的に支援する行動知能システ

ム、人の社会生活の安全確保と便宜の向上に資する社

会支援知能システム、知能システムの開発に資するシ

ーズ開拓を目指す知能メカニズムなどに関する基礎と

実用に亘る研究開発を展開する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
石油精製支援ロボットシステム研究開発（石油生産合理

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
人間協調・共存型ロボットシステム開発（エネルギー需

給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
人間協調・共存型ロボットシステム開発（電源多様化技

術開発等委託費／経済産業省） 
 
人間支援のための分散リアルタイムネットワーク基盤技

術の研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
巨大災害の情報収集と復旧の迅速化に関する基礎調査

（科学技術総合研究委託費（緊急研究）／文部科学省） 
原子力ロボットの実環境作業構成技術に関する研究（原

子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
ロボット群と保全知識ベースの協調によるプラント点

検・提示システムの研究開発（原子力試験研究委託費／

文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 159(45)件、口頭発表 219(63)件、 
    その他 17件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ヒューマンセンタードビジョン研究グループ 

（Human-Centered Vision Research Group） 
研究グループ長：坂上 勝彦 

（つくば中央第2、11（9）名） 
概 要： 
 インタフェース技術として、ウェアラブル視覚の直
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感的 I/F（ハンドマウス、顔検出・追跡等）の開発を

進めた。ユビキタス視覚（USV）によるアテンション

処理の複数対象への拡張を行った。オリエンテーショ

ン技術として、パノラマベーストアノテーションの改

良及び3D 作業支援システムの試作を行った。従来の8

倍のサンプリングレートを持つ視線動向計測システム

を開発した。モデリング技術として、3次元形状モザイ

キング技術を改良し、人体形状データ自動生成及び

VR による提示技術を開発した。 
人間共存システム研究グループ 

（Friendly Systems Research Group） 
研究グループ長：小森谷 清 

（つくば東、12（7）名） 
概 要： 
１）一般環境の実時間モデリングを実現するために、

TOF 原理を用いたレーザースキャニング型モデリ

ング装置の設計・試作に着手した。ネットワーク型

サービスロボットの研究プラットホームとなるシス

テム構築を進めた。広視野高解像度な視線追従型映

像提示装置を試作し、提示評価を行った。 
２）人間の動作と心理の関係に関する基本法則を数理

的に定式化し、その検証の準備を進めた。さらに、

ロボットの身体動作を用いた対人表現のアルゴリズ

ムを開発した。高齢者施設において、メンタルコミ

ットロボットが人に与える生理・心理影響の調査を

行った。脚車輪型移動機構などバリアフリービーク

ルの概念設計を進めた。 
フィールドロボティクス研究グループ 

（Field Robotics Research Group） 
研究グループ長：小谷内範穂 

（つくば東、4（4）名） 
概 要： 
 災害時の情報収集の用途を想定し、固定翼と偏向可

能な推力をもつ無人飛行体について具体的な構成、搭

載機器の検討を行った。土砂などの不定形物体を対象

とした作業の設計に、ステレオビジョンによる3次元形

状認識手法を用いてその有効性を検証した。また研究

所構内での屋外計測予備実験に成功した。脚とクロー

ラの複合移動機構について複数の構成案を作成した。

脚と車輪の複合移動機構について自律段差移動制御手

法を開発した。脚・腕両用機構の制御手法、設計手法

について基礎的検討を行った。 
ITS 研究グループ 
（Intelligent Transport Systems Research Group） 
研究グループ長：津川 定之 

（つくば東、4（4）名） 
概 要： 
 ドライバ適応型運転支援・自動運転システムの研究

において、運転負荷の高い状況で5名の被験者の運転挙

動を計測し、また信号交差点における交通流解析を行

った。さらに、車車間通信に基づく運転支援システム

を設計し、実験車両で実験を行った。また DGPS の校

正と車両位置検出のために、電波式マーカをテストコ

ースに設置した。地域新生コンソーシアム「ヒューマ

ンセンタード ITS ビューエイドシステム」では、評価

用プラットフォームとして車載制御装置を CAN（Car 
Area Network）で接続した実験車両を設計した。 

3次元視覚システム研究グループ 

（3-D Vision Systems Research Group） 
研究グループ長：富田 文明 

（つくば中央第2、17（6）名） 
概 要： 
１）PC クラスタにより、18台のマルチカメラからの

全方位画像を同期入力するシステムを開発した。 
２）認識の時間遅れを回復する Hyper Frame Vision
により常動物体の実時間運動追跡を実現した。 

３）距離計測誤差推定による物体認識法を開発し、ヒ

ューマノイドの作業への適用性を確認した。 
タスク・インテリジェンス研究グループ 

（Task Intelligence Research Group） 
研究グループ長：末廣 尚士 

（つくば中央第2、9（8）名） 
概 要： 
１）保守作業実行のための探索型スキルの開発を行っ

た。作業の動作プリミティブとして視覚ベースのス

キルの構築を検討した。簡易化幾何モデルによる簡

易効果の検討を行った。 
２）位置合わせされた画像データを3次元モデルにマッ

ピングする手法を開発した。自己位置推定手法を不

整地移動に適用できるよう拡張した。 
３）軌道作成法の基本クラスについてプログラミング

を行った。全体画像と近接画像の合成表示を行い、

提示するシステムを構築した。布のハンドリングロ

ボットの動作教示プログラムを作成した。全身型触

覚センサシステムとその利用法の開発を行った。 
ヒューマノイド研究グループ 

（Humanoid Research Group） 
研究グループ長：比留川博久 

（つくば中央第2、9（6）名） 
概 要： 
 人間協調・共存型ロボットシステムプロジェクト

（HRP）： 
（不整地歩行）2cm の段差のある不整地での移動を

シミュレーション及び HRP-1S 実機で実現した。実

時間動作パターン生成技術を開発した。 
（転倒制御技術）バランス喪失の判定法および転倒

姿勢の修正法について、シミュレーションによる検

討を行った。 
（遠隔操作技術）全身を遠隔操作する技術を、シミ

ュレーション及びHRP-1Sを用いた実験により実現
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した。 
（動作生成技術）転倒状態からの回復動作について、

動作アルゴリズムの実装を行い、シミュレーション

により検討を行った。 
（ヒューマノイドロボットハードウェアの開発）ヒ

ューマノイドロボット脚部 HRP-2L を開発し、基礎

歩行実験に成功した。 
走行ヒューマノイドロボットの実現を目指して、ヒ

ューマノイドロボットの走行パターンジェネレータ

を開発した。 
音声聴覚情報研究グループ 

（Intelligent Systems Institute Speech and Auditory 
 Signal Processing Research Group） 
研究グループ長：田中 和世 

（つくば中央第2、6（3）名） 
概 要： 
 多言語対応音声記号系「サブ音声セグメント」の設

計は、日本語については検証を完了。英語音声の発音

揺らぎのモデル化に関して検証実験中である。音声検

索システムの基本アーキテクチャの設計を行い、日本

語・英語文音声データで音声検索予備実験を進めてい

る。モノラル録音混合音の分離に関しては、AR‐

HMM の推定手法のアルゴリズムを確立した。定常白

色雑音を付加した実音声データに適用し、低減効果

10dB、また重畳音声の分離について、2音源で振幅が

変動している条件下で9dB 程度の分離を得た。音声

DB に関しては、ピッチ等の特徴量を付加し、RIO-DB
で公開した。 

推論・学習研究グループ 

（Machine Inference and Learning Research Group） 
研究グループ長：秋葉 澄孝 

（つくば中央第2、4（3）名） 
概 要： 
 1階論理プログラムの従来の計算法を改良し健全性

と完全性を証明した。抽出されたブール関数の精度を

k-DNF カーネルを用いて高める手法を開発し、有効性

を検証した。囲碁プログラムの評価法、特に n 者択一

問題集を用いる場合の問題点と解決法を検討した。 
分散システムデザイン研究グループ 

（Distributed System Design Research Group） 
研究グループ長：小鍜治 繁 

（つくば東、7（7）名） 
概 要： 
 自己組織型ロボットのモジュール型ハードウエア10

台の開発・試作を行い、これらを結合して形態の変化、

動作モードの変化などの実験に成功した。モジュール

型ロボットの動作シークエンスを生成するシステムを

試作し、試作ハードウエアの駆動により検証した。人

間の二足歩行モデルを構築し、これに遺伝的プログラ

ミングを適用して神経振動子のネットワークによる歩

行運動を実現した。 
技能・力学研究グループ 

（Skill & Dynamics Research Group） 
研究グループ長：荒井 裕彦 

（つくば東、11（5）名） 
概 要： 
 非ホロノミック拘束を利用した人間とロボットの協

調運搬手法を三次元操作、移動マニピュレータに拡張

した。神経回路網による生体の学習モデルについては、

視覚に基づく運動制御において順運動学モデルが利用

されていない状況を心理物理実験等から明らかにした。

小規模力学系の合成による高次運動の生成について有

効に利用できる動力学シミュレータを考案した。マイ

クロハンドによる細胞操作については、経済的なハン

ドの製作法を評価し実現性を確認、全焦点画像システ

ムとの結合法を具体的に設計、さらに微小力センサの

開発を進めた。 
 

⑪【エレクトロニクス研究部門】 
（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：伊藤 順司 
副研究部門長：鈴木 英一、安藤 功兒 
総 括 研 究 員      ：山地 邦彦、鈴木 英一、安藤 功兒 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：123（64） 
経 費：499,926千円（320,411千円） 
 
概 要： 
 革新的技術シーズの創出を目指した新電子現象・材

料の探索・解明・制御に関する研究と、それらの成果

を具体的デバイスに応用することで産業ニーズに応え

る研究とを両輪として行う。これにより、半導体デバ

イス、スピンデバイス、超伝導デバイスにおいて、技

術トレンドを先取りした成果をあげるとともに、原

理・現象的に革新的な新機能デバイスや新機能材料の

創出を目指す。 
 ［ニーズ重点型テーマ］ 
(1) LSI 基盤技術の研究：ロードマップにおける50nm
世代（2010年）以降の実用技術開発に資するため、

新トランジスタ構造、およびそれを集積化するため

の高誘電率ゲート絶縁材料および電極材料をパッケ

ージで研究する。 
(2) システムインテグレーション技術の研究：自発光

型オンチップディスプレイを中核とした新しいウェ

アラブル/モバイルプラットホームデバイスの先駆

的開発および、オンチップの高密度集積を実現する

３次元実装（配線）の開発を行う。 
(3) スピンデバイスの研究：電荷、スピン、フォトン
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の相互作用に基づく新現象・機能の解明と制御、お

よび携帯情報機器用の超低消費電力不揮発性メモリ

（MRAM）および高速ネットワーク用スピン光素子

などを実現するための要素技術の開発を行う。 
(4) 超伝導デバイスの研究：超伝導デバイス集積技術

を駆使して、ジョセフソン効果や磁束量子現象を応

用した超高精度計測デバイスを開発し、次世代の電

気標準技術を確立する。 
 ［シーズ創出型テーマ］ 
(1) 超伝導現象、材料の研究：高温超伝導物質は今後

とも大きな技術革新のシーズとなる可能性があるが、

その超伝導発現機構は未だに解明されていない。こ

こでは、超伝導理論、新物質探索・創成、物性解明

と応用の3つのアプローチで研究を推進する。 
(2) 新酸化物材料の研究：酸化物材料は金属や半導体

にはない多様な機能を発現する可能性を持っている。

ここでは酸化物新材料探索、薄膜形成初期過程制御

を軸として、新電子材料開発とシースルー（透明）

エレクトロニクスへの応用を目指した研究を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
超高密度電子 SI 技術の研究開発（エネルギー需給構造

高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
単一磁束量子を担体とする極限情報処理機能の研究、超

広帯域信号処理に関する研究、単一磁束量子回路を用い

た広帯域型アナログ－デジタル変換器の研究（科学技術

総合研究委託費／文部科学省） 
 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究、表面・薄膜、表面化学分析（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
低消費電力型サブミリ波分光放射計に関する研究（地球

環境遠隔探査技術等調査研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 125(104)件、口頭発表 264(48)件、 
    その他 8件 
--------------------------------------------------------------------------- 
先端シリコンデバイスグループ 

（Silicon Nanoscale Devices Group） 
研究グループ長：鈴木 英一 

（つくば中央第2、19（13）名） 
概 要： 
 新デバイス技術：高機能高集積化可能な自己整合型

二重ゲート XMOS 作製プロセスを考案すると共に、

微細 CMP 技術、ウエハ張り合わせ技術、微細エッチ

ング技術、などの基礎プロセスの開発を進め、いくつ

かの新規に考案したプロセスに基づく XMOS デバイ

ス試作を開始した。 

 新材料・プロセス技術：MO ガスを溶解した超臨界

流体による新ゲート絶縁膜作製技術につき、超臨界成

膜装置の設計を終わり、試作を開始した。High-K 絶

縁膜として有望な La 酸化膜について Si 基板上への成

膜を検討し、SiO2換算膜厚2nm 程度の膜形成の予備実

験に成功した。新規のゲート電極材料として SrMo 酸

化物を検討し、原材料の溶融が必要なプロセスでは困

難なことが分かった。 
 ナノ評価技術：導電性 AFM 技術を駆使して、3nm
厚の SiO2膜の絶縁破壊をもたらす欠陥形成起因の電

流揺らぎを、20×20nm2のナノ領域で初めて観測する

ことに成功した。 
デバイス評価計測グループ 

（Analysis and Instrumentation Group） 
研究グループ長：岡山 重夫 

（つくば中央第2、3（3）名） 
概 要： 
 Si 表面酸化膜の TEM による界面の形態の解析を行

った。Si-H 赤外振動の局在性を示す指標である振動子

寿命の評価法を提案し、振動エネルギーが小さい Si-H
振動子ほど伸縮振動の緩和時間は長く、周囲骨格から

の局在性が Si-H 近傍の構造環境に依存することを明

らかにした。光照射に伴う局所的構造揺動が Si-H 局

在振動をとおして観測可能であることを実証し、新し

い評価法の可能性を示した。 
 SEM 倍率校正に関する国際標準化のために、ISO 
16700 SEM-Guide for calibrating image magnification 
の committee draft を作成した。 
 低温試料ステージを TEM に取付け、YBCO 単結晶、

YCaTiO3について液体窒素温度近傍で微細構造変化

を評価した。 
機能集積システムグループ 

（Microsystems Group） 
研究グループ長：金丸 正剛 

（つくば中央第2、19（6）名） 
概 要： 
(1) シリコンエミッタと n-MOSFET 論理回路を混載

するプロセスを新たに開発し、4×4画素のエミッタ

を一体集積した MOSFET 回路により独立に駆動発

光させることに世界で初めて成功した。また、真空

封止プロセスによるエミッタへの損傷を防止するた

めに、CHF3プラズマ処理法の開発に成功した。 
(2) SOI 基板上にサイドゲートを有する数10nm 幅の

p-Si 細線素子を作製し、ゲートによるメモリ機能の

制御に世界で初めて成功した。また微小領域表面電

位測定を行い、本素子細線部への帯電によるメモリ

動作機構を明らかにした。 
高密度 SI グループ 
（High Density Interconnection Group） 
研究グループ長：青柳 昌宏 
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（つくば中央第2、18（3）名） 
概 要： 
 3次元多層配線インターポーザの基本構造として、感

光性ポリイミド膜上への金属微細配線の形成に成功し

た。また、20GHz までのポリイミド膜の高周波誘電特

性の測定評価に成功した。さらに、独自開発の超高速

TDR 測定により、立ち上がり6ps の信号伝搬特性の評

価実験に成功した。 
超伝導計測デバイスグループ 

（Superconducting Devices Group） 
研究グループ長：東海林 彰 

（つくば中央第2、13（5）名） 
概 要： 
 次世代電圧標準デバイスの開発：NbN/TiN/NbN 接

合のアレイを作製し、10K において大きな定電圧ステ

ップ（＞3mA）が得られることを実証した。また、32,678
個の NbN/TiN/NbN 接合から成るアレイにおいて、1V
を超える定電圧ステップを得ることに成功した。さら

に、素子特性評価用冷凍機システムの設計を行った。 
 HTS SQUID を用いた非破壊計測技術の開発：通常

磁気環境下で動作する非破壊評価システムを構築し、

従来の非破壊検査手法では困難な複合材料の検査手法

を開発した。また、YBCO 膜と STO 膜の5層構造を作

製し、良好な電気的特性を得た。 
 低消費電力型地球環境計測用超伝導デバイスの開

発：超伝導局部発振器を試作し、0.5-0.8THz におい

て200nW 以上の発振電力が得られることを実証した。 
磁束量子デバイスグループ 

（Flux-Quantum Devices Group） 
研究グループ長：佐々木 仁 

（つくば中央第2、4（4）名） 
概 要： 
 単一磁束量子回路を用いた高精度デジタル／アナロ

グ変換器の開発：入力8ビットの RSFQ DAC の設計と

試作を行った。全ての要素回路の正常動作を確認し、

回路設計に誤りが無いことを確認した。8ビット RSFQ 
DAC 回路全体の動作試験および特性評価を行う準備

を進めている。 
 単一磁束量子回路を用いた広帯域型アナログ／デジ

タル変換器の開発：入力帯域幅8GHz、出力2ビットの

RSFQ ADC を設計と試作を行ない、低速試験において

要素回路の正常動作を確認した。要素回路および

RSFQ DAC 回路全体の高速動作試験を行う準備を進

めている。 
スピントロニクスグループ 

（Spintronics Group） 
研究グループ長：鈴木 義茂 

（つくば中央第2、8（4）名） 
概 要： 
 超Gbit級MRAM用スピン伝導素子の開発において

は、これまでに単結晶超薄膜強磁層を持つトンネル接

合を作製し、磁気抵抗効果が厚膜の場合の3倍程度に増

大すること、および、室温で量子サイズ効果による磁

気抵抗の振動が現れることを世界で初めて見出した。 
 導波路型光アイソレータ/光論理素子の開発におい

ては、アトミックレーヤーエピタキシ技術を応用する

ことにより低光損失 CdMnTe 導波路の作製に成功し、

TE-TM モード変換を実証した。 
 新スピン機能半導体素子の研究においては、新希薄

磁性半導体（Ga、Cr）As、さらに、強磁性かつ絶縁

性を示す II-VI 族磁性半導体 ZnCrTe の開発に世界で

初めて成功した。後者は II-VI 族としては過去最高の

キュリー温度（～10K）を達成した。これらの物質は

これまでの希薄磁性半導体と異なりキャリア数が極め

て少なく、今後の光学用の磁性半導体の開発研究のあ

り方について新しい方向を示した。 
量子凝縮物性グループ 

（Condensed Matter Physics Group） 
研究グループ長：柳澤  孝 

（つくば中央第2、13（4）名） 
概 要： 
 ルテニウム酸化物における圧力誘起強磁性相転移と

それに関連する磁場誘起新量子臨界現象を発見した。 
 難合成物質であるモリブデン酸化物の新結晶育成法

の開発に成功した。 
 ホウソ系高温超伝導体における多バンド効果による

超伝導転移理論を提案した。 
 電子ドープ酸化物高温超伝導体の光学伝導度の測定

データが理論の予言と非常によく一致することを示し、

異方的超伝導であることを確立した。 
 クーロン相互作用を起源とする超伝導のオーダーパ

ラメーターを弱結合極限において厳密に計算し、d-p
モデルにおいてクーロン相互作用により d 波超伝導が

起こることを示した。 
 酸化物高温超伝導体の基底状態はスピン、電荷の分

布が非一様に分布していることをモンテカルロ計算に

より示した。 
 ストロンチウム－ルテニウム酸化物の普遍的単結晶

育成方法を系統的に確立した。 
超伝導材料グループ 

（Superconducting Materials Group） 
研究グループ長：伊藤 順司 

（つくば中央第2、12（4）名） 
概 要： 
 比熱、熱伝導、ラマン、NMR 測定から Cu-1234が
典型的なマルチバンド超伝導体であることを明らかに

した。Cu-1234系超伝導体に重イオン照射（Au+15）を

行うことにより Jcが向上し、Jc～10MA/cm2（77K）、

Hirr＝12T（77K）を得た。さらに、重イオン照射試料

のピーク効果により、非常に高い不可逆磁界 Hirr
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（77K)＞20T の可能性を見出した。 
 Sapphire 基板上に CeO2と Tl-1212（Sr）の2重バッ

ファー層を形成することで APE 法により配向性の良

い Tl-1223薄膜を再現性良く作製することに成功（Tc

＝104K、Jc＞0.3MA/cm2@77K）するとともにナノド

ットを拡張したピン止め中心により、Jc を1桁以上向

上（＞1MA/cm2）させる方法を開発した。 
 Tc に関しては Tl-1223系での最適元素分布、最適ド

ープにより、Hg 系に迫る Tc＝133.5K を実現し、Tc

向上の機構を NMR の測定等から明らかにした。 
低温物理グループ 

（Low-Temperature Physics Group） 
研究グループ長：柏谷  聡 

（つくば中央第2、7（5）名） 
概 要： 
 無限層の高圧下での相図と Tc を、酸素量と Sr (La) 
/Cu 比をパラメータにして調べ、無限層単結晶のもと

になる Sr (La) CuO2単結晶を TSFZ 法で育成した。 
 NCCO 薄膜を各種ドープ量に関して作成し、アンダ

ードープ NCCO 薄膜の作成に成功した。NCCO、NbN
の光学伝導度スペクトル、および MgB2の光学反射ス

ペクトルを、サブミリ波～遠赤外線の領域において測

定し、異方性超伝導性を光学的性質から明らかにした。 
 YBCO/LSMO 微小接合の極低温計測を行いコヒー

レント輸送現象の存在を確認し、強相関物質中のメゾ

スコピック効果の観察に成功した。 
 異方的超伝導体のトンネル理論を発展させ、低温

STM による YBCO 薄膜表面の電子状態との比較を行

った。 
 

機能性酸化物グループ 

（Oxide Electronics Group） 
研究グループ長：阪東  寛 

（つくば中央第2、10（5）名） 
概 要： 
 層状ペロブスカイト酸化物 LaSrFeO4の単結晶を育

成し、この物質が冷却と共に複数種類の反強磁性秩序

相をもつことを見出した。 
 金属非金属転移近傍の遷移金属酸化物表面には電子

相関効果の影響をバルクよりも強く受けた電子状態が

存在することをペロブスカイト型バナジウム酸化物

CaVO3単結晶の超高真空中劈開面における光電子分

光およびその酸素吸着効果から示した。 
 極微量の吸着酸素による半導体的遷移金属酸化物表

面付近の電子状態の局在化、エネルギーシフトの描像

を電子ドープ SrTiO3の光電子分光、in situ 表面電子

物性測定により示した。 
 ゾルゲル法によるシースルー酸化物半導体 CuAlO2

の製膜を試み透明電極酸化物膜に匹敵する面伝導度を

示す膜の製膜に成功した。 

フロンティアデバイスグループ 

（Novel Electron Devices Group） 
研究グループ長：和田 敏美 

（つくば中央第2、4（4）名） 
概 要： 
 スピン・単一電子効果デバイスの研究：強磁性体に

適した無機レジストプロセスを開発し、30nm 寸法の

Ni/CoOx/Co/CoOx/Ni プレーナ型トンネル接合を作製

した。 
 電流量子計測デバイスの研究：2ゲート単一電子ポン

プを作製しその問題点の抽出を行うとともに、単一電

子ポンプにおいて正弦波駆動を用いることにより精度

が向上することを示した。 
 超伝導超格子による THz 領域デバイスの研究：

BSCCO 薄膜による超伝導体／絶縁体超格子の作製に

成功した。また、単相の超伝導体／絶縁体超格子単結

晶作製技術を開発した。 
 超高速光励起反応計測技術の Si 表面・界面プロセス

解析への応用：塩素吸着 Si（111）7×7表面に対して、

Si/Cl 系光励起反応機構に直接係わる反応ダイナミク

スの時定数を観測することに成功し、原子層加工に悪

影響を及ぼす可能性のある、長い緩和の裾野をとらえ

ることにも世界で初めて成功した。 
 
⑫【光技術研究部門】 
（Photonics Research Institute） 

（存続期間：2001.4～） 
研 究 部 門 長      ：小林 直人 
副研究部門長：八瀬 清志、渡辺 正信、平賀  隆 
総 括 研 究 員      ：大柳 宏之、山田家和勝、八瀬 清志、 
       渡辺 正信、平賀  隆 
 
所在地：つくば中央第2、第5、つくば東、 
    関西センター 
人 員：205（98） 
経 費：812,183千円（292,511千円） 
 
概 要： 
 本研究部門では、光技術が光情報通信・光応用機器

など光産業技術の先導となると同時に、種々の幅広い

計測・加工技術の基盤となる汎用性を有しているとい

う特徴を生かした研究開発を行う。特に光情報通信・

処理技術および光材料・デバイス技術を主な対象とす

るソフトフォトニクス、人間や環境にとって使いやす

い光表示・入出力技術を主な対象とするアメニティフ

ォトニクス、レーザー・放射光など新たな光源の極限

性能実現や先端的光計測利用技術の開発を目指すハー

ドフォトニクスの分野で有機的な連携による研究開発

を行う。これにより新たな情報化社会の新産業育成に

寄与すると共に、福祉高齢化社会を人に快適な技術で
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支える基盤を確立することを目的とする。またこれら

の目的遂行のために効率的でかつ機動的な研究開発を

推進し、我が国のみならず世界において光技術研究の

中核的研究機関になることを目指す。また本分野では

新たな応用分野としてライフフォトニクス（ライフサ

イエンス+フォトニクス）の開拓を視野に入れている。 
【１】ソフトフォトニクス分野－光情報コミュニケー

ション技術 
 将来のテラビット級の光時分割多重通信

（OTDM）と波長分割多重通信（WDM）の混合シ

ステムに対応可能なキー・テクノロジーの確立を目

的として、パルス計測制御技術や光機能デバイス技

術の開発を行う。また将来の通信セキュリティに重

要な量子情報暗号通信技術の研究や、表示・記録等

の光デバイスのための材料・デバイス技術の開発を

行う。 
【２】アメニティフォトニクス分野－インターヒュー

マン光材料デバイス技術 
 ガラス材料を利用した導波路を中心とした情報通

信・処理用光デバイス技術、および有機材料や有機・

無機ハイブリッド材料を利用したヒューマン・イン

ターフェイス用光デバイス（ディスプレイ、ホログ

ラム、FET、発光素子等）の研究開発を行う。 
【３】ハードフォトニクス分野－未踏光・量子源・計

測利用技術 
 可視から近赤外域における超短パルスレーザー発

生制御・圧縮・増幅技術の研究開発を行う。また広

帯域にわたる自由電子レーザー、エネルギー可変γ

線、多機能放射光、低速陽電子ビーム等の発生とそ

れを利用した高機能材料精密計測・プロセス技術の

研究開発を行う。さらに広帯域光センシング技術、

光位相・コヒーレンス計測・制御技術、光操作技術

の研究開発を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
超短パルス光エレクトロニクス技術開発（エネルギー需

給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
高輝度X線パルス利用発電施設モニタリングシステム開

発（電源多様化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
機能調和酸化物新機能材料創製に関する研究、機能発現

にかかわる物質制御（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 
 
高密度パルス光の発生と先端的物質制御に関する研究、

プロセス基盤技術、極限時間域高密度パルス光の高機能

化技術の研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
アサーマルマイクロフォトニクスデバイスに関する共同

研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
小型高輝度放射源の開発とその利用に関する研究（原子

力試験研究委託費／文部科学省） 
 
エネルギー可変γ線発生技術の高度化とその利用に関す

る研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
放射線障害防止に必要な経費（つくばセンターにおける

放射線安全性向上のための試験研究）（原子力試験研究

委託費／文部科学省） 
 
特定装置の維持運営に必要な経費（つくばセンター：加

速器・プラズマ装置の長寿命化のための試験研究）（原子

力試験研究委託費／文部科学省） 
 
光子情報複合検出技術に関する研究（原子力試験研究委

託費／文部科学省） 
 
自由電子レーザー先端技術に関する研究（原子力試験研

究委託費／文部科学省） 
 
挿入光源を利用した動的過程の高度評価法に関する研究

（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
原子力エレクトロニクスのための素子化プロセス技術に

関する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
超低速短パルス陽電子ビームによる表層物性評価法の研

究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
単一サイクルパルスの発生に関する研究（原子力試験研

究委託費／文部科学省） 
 
ダイオキシン類及び内分泌かく乱物質のセンシングシス

テムを用いた環境リスク対策の研究（試験研究調査委託

費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
発表：誌上発表 204(122)件、口頭発表 470(98)件、 
   その他 29件 
--------------------------------------------------------------------------- 
情報通信フォトニクスグループ 

（Information Photonics Group） 
研究グループ長：土田 英実 

（つくば中央第2、4（4）名） 
概 要： 
(1) パルスタイミング揺らぎのパワースペクトルを

1mHz-20MHz の周波数帯域において300dB のダイ
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ナミックレンジで計測する技術を開発した。 
(2) 波長1550nm 帯において伝送距離25.2km の量子

鍵暗号分配装置を試作し、1％の符号誤り率を達成し

た。 
(3) ニューラルネットワークを利用したターゲットト

ラッキングシステムを構築し、1サイクル0.3ms の

高速動作を確認した。 
光電子制御デバイスグループ 

（Ultrafast Optoelectronic Devices Group） 
研究グループ長：小森 和弘 

（つくば中央第2、6.4（5）名） 
概 要： 
(1) 量子ナノトランジスターの研究として量子細線ト

ランジスターの磁気抵抗振動を測定し、1次元輸送特

性を得た。 
(2) フォトニック構造の作製技術として3次元フォト

ニック結晶作製に重要な精密位置合わせ装置を構築

した。また、フォトニック結晶導波路の伝播特性計

算法を確立し、構造揺らぎに対する伝播特性の変化

を調べた。 
(3) 光導電スイッチ研究として HEMT 構造の評価を 

EO サンプリング法により行い、2.3ps のゲート応

答信号を計測した。長波長光導電スイッチの試作を

行なった。 
(4) 光－光制御素子用の量子細線構造中のキャリアダ

イナミクスを、超高速分光法を用いて明らかにした。

また、超高速光－光制御実験の為に30フェムト秒以

下の時間分解能を持つ光制御・計測系を構築した。 
超高速フォトニクスグループ 

（Ultrafast Photonic Measurements and Materials 
 Group） 
研究グループ長：挾間 壽文 

（つくば中央第2、3.9（3）名） 
概 要： 
(1) ZnSe/BeTe 量子井戸のサブバンド間遷移における

キャリアの緩和時間として0.2～0.3ps を得た。しか

し遷移波長が2μm 以下になると、別の要因による2

～3ps の遅いキャリア緩和過程の割合が徐々に大き

くなることが判明した。サブピコ秒の応答特性を維

持するため、新たな量子井戸構造を考案した。 
(2) 新材料系（CdS/ZnSe/BeTe）半導体量子井戸サブ

バンド間遷移利用レーザー活性層の基本となる、

CdS/ZnSe 量子井戸構造の形成と、CdS 井戸層への

電子ドーピングによる二次元電子ガスの形成に成功

した。 
(3) ファイバープローブの改良を行い、空間分解能

100nm を達成していることを、光スイッチ用分子薄

膜の微細構造の解像を通じて確認した。 
(4) MW 級 Ti：サファイアレーザー励起による短リン

グ共振器光パラメトリック発振器により、初めてフ

ェムト秒時間領域で1GHz の光パラメトリック発振

を実現した。 
量子ナノ構造グループ 

（Quantum Nanostructures Group） 
研究グループ長：小倉 睦郎 

（つくば中央第2、6.9（4）名） 
概 要： 
(1) TBA（有機砒素）を用いて V 溝量子細線を成長し、

従来のアルシンよりも、ライフタイムの長い量子細

線、量子井戸を形成した。 
(2) 顕微分光像の評価により、量子細線の均一性が、1

μm 以上拡張し、エキシトンの多体効果など1次元

エキシトンの特異な物性を初めて明らかにした。 
(3) 量子細線 FET において明瞭な量子コンダクタン

スステップや負性抵抗効果を38K という（量子輸送

計測においては、）比較的高温で見出し、細線におけ

る散乱過程の抑制を示唆するデータを得た。 
(4) サブミクロン間隔の高密度な InGaAs 量子細線ア

レイが室温においても量子細線からの発光が優勢で

あることを示した。 
光エレクトロニクス材料グループ 

（Optoelectronic Materials and Devices Group） 
研究グループ長：仁木  栄 

（つくば中央第2、7.8（研究職数6）名） 
概 要： 
(1) 禁制帯幅の制御： 

・MgxZn1-xO（x=0.31）で Eg=4.1eV までの広バン

ドギャップ化に成功。 
・ZnSeO 系混晶において、バンドギャップの大きな

負のボーイングを初めて観測。さらに O 組成が深

さ方向に周期的に変化して自然超格子を形成する

現象を初めて発見した。 
(2) p 型 ZnO の開発：Ga を N と同時にドーピングす

ると、N のドーピング効率が向上することを発見し

た。 
(3) 電気伝導性の制御：ZnO の電子濃度を6×1017cm-3

から1×1021cm-3まで制御可能な技術を確立した。移

動度も6×1017cm-3で120cm2V-1s-1、5×1020cm-3で

35cm2V-1s-1という世界最高レベルの ZnO 薄膜の作

製に成功。 
(4) 低抵抗透明導電膜の開発：抵抗率3×10-4Ωcm 以

下、400-1100nm の波長域で平均96％以上の透過率

を示す ZnO 透明導電膜の作製に成功。 
錯体光学材料グループ 

（Functional Condensed Materials Group） 
研究グループ長：鎌田 俊英 

（つくば中央第5、4.8（4）名） 
概 要： 
(1) 有機薄膜トランジスタの開発において、画期的な

新素子構造の開発に成功した他、材料品質制御、材
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料構造制御などによる FET 特性改善要因を明らか

にした。また、有機受光素子の開発において、高速

応答性を示す構造の開発に成功した。 
(2) フォトリソなどの微細加工技術を使用せずに短い

チャネル長を実現できるトランジスタ素子の開発に

成功し、それにより高分子半導体材料で、低分子単

結晶並みの性能を発現させることに成功した。 
(3) プラスチック基板上で動作する有機薄膜トランジ

スタの開発に成功した。 
(4) 超高純度有機半導体材料の創製とそれによる有機

トランジスタ特性の解析から、トランジスタ特性に

及ぼす不純物純度および構造純度の要因について明

らかにした。 
(5) 有機半導体層の複合構造の創製により、取り出し

電流値を30％以上向上させる技術を開発した。 
有機超薄膜グループ 

（Ultra Thin Films Group） 
研究グループ長：八瀬 清志 

（つくば中央第5、11.4（7）名） 
概 要： 
(1) フタロシアニン、フェニレンビニレンオリゴマー、

ポリシラン等の半導体特性を示す化合物の構造制御

薄膜の作製を行うとともに、その異方的な光電子特

性、特に発光特性について明らかにした。特に光照

射によって、千倍明るく光る有機電界発光素子の作

製に成功した。また導電性高分子の配向薄膜を摩擦

転写法により作製し、その構造、異方的光特性およ

び電界効果トランジスタ特性の評価を行い、構造と

電気特性の相関を明らかにした。 
(2) 分子協調材料・自己組織化膜研究において、光応

答性自己組織化膜の開発に成功した。 
(3) 種々の機能性化合物について薄膜を作製し、電子

顕微鏡、走査プローブ顕微鏡、斜入射 X 線回折、表

面プラズモン、表面力測定による構造及び局所構造

の評価・制御を行った。。 
(4) 高感度水晶振動子を用いた疾病マーカーやダイオ

キシン類の高感度簡易測定に関する要素技術を検討

し、当該センサに係る使用条件を部分的に明らかに

した。 
分子フォトニクスグループ 

（Molecular Photonics Group） 
研究グループ長：松田 宏雄 

（つくば中央第5、5.2（4）名） 
概 要： 
(1) 旋光分散を制御するヘリックスポリマーに関して、

ポリ酪酸オリゴマーの完全分子量制御合成を行った。

その結果、10量体程度で旋光度が極大になることを

見出し、フレキシブル大面積で偏光回転制御できる

分子種として検討を開始した。 
(2) リイミドベースの高ガラス転移点フォトリフラク

ティブポリマーを合成し、外部電界付加すること無

く干渉記録ができることを確認した。応答速度が数

秒以上かかるのが欠点である。 
(3) 面レーリーフ形成して、近接場光の強度や偏光特

性が評価できることを見出した。さらに、近接場光

による上下左右30nm サイズのドットアレイ形成に

も成功した。 
集合体フォトニクスグループ 

（Mesoscopic Photonics Group） 
研究グループ長：小林 俊介 

（つくば中央第2、4（4）名） 
概 要： 
(1) チオフェン誘導体などの低分子を有機半導体とす

る、種々の電極構造および薄膜構造をもつ薄膜トラ

ンジスタ（TFT）を試作し、その電気伝導の特性評

価を行った。その結果、素子構造を含めた電気伝導

特性の向上が必須であることと、層間絶縁膜の絶縁

性能のさらなる向上が必要であることが判明し、こ

れを解決するための新トランジスタ構造を設計した。 
(2) 水面上で薄膜化した電荷移動錯体を基板に転写す

ることで、パターン化した有機電極を形成する技術

を開発した。この方法で有機電極を有する光電変換

素子を試作し、動作することを確認し、有機/有機接

合と有機/無機接合の明確な違いを見出した。光電変

換特性の過渡応答から、有機薄膜中の局在準位に関

する情報を明らかにする測定法を開発した。 
ガラス材料技術グループ 

（Optoelectronics Glass Group） 
研究グループ長：西井 準治 

（関西センター、9.7（6）名） 
概 要： 
(1) 導波路、ファイバー、サブ波長周期構造 

 導波路フィルターで温度依存性6pm/℃（従来の

1/2）を達成した。また、ポリイミド導波路フィルタ

ーを試作。さらに、長さ1cm の導波路アンプや真空

紫外レーザー伝送ファイバーの開発を進めている。

一方、ガラス表面の3D 微細加工による無反射構造

を作製し、ポリマーへのレプリカを検討中である。 
(2) マイクロオプティックス 
 超高圧を利用し、0.9％の屈折率変化を形成し、そ

の後のレーザー局所加熱により、直径200μm、高さ

2μm の隆起構造形成に成功した。 
(3) 高輝度発光体 
 イオン注入法では、シリカ系ガラスにおいて溶融

法やゾルゲル法で実現できる10倍以上の発光イオン

濃度（Cu+で3×1020個/cm3）を達成した。また、ゾ

ル-ゲル法による超微粒子分散ガラスで、赤色での発

光効率3％を達成した。 
薄膜ナノプロセスグループ 

（Thin Film Nano-Processing Group） 
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研究グループ長：平賀  隆 
（関西センター、4.2（4）名） 

概 要： 
(1) 軽量・フレキシブル・ローコスト製造プロセス・

低消費電力等の特性を有する有機・高分子材料を用

いたアメニティ・フォトニクス・デバイスのための

材料設計、製造プロセス・デバイス構造及び特性評

価技術について検討を行い、非晶質炭化ケイ素薄膜

の室温合成に、イオンビーム誘起 CVD 法で成功し

た。 
デバイス機能化技術グループ 

（Photonic Device Application Group） 
研究グループ長：平賀  隆 

（関西センター、9.4（9）名） 
概 要： 
(1) 軽量・フレキシブル・ローコスト製造プロセス・

低消費電力等の特性を有する有機・高分子材料を用

いたアメニティ・フォトニクス・デバイスのための

材料設計、製造プロセス・デバイス構造及び特性評

価技術について検討を行った。 
(2) 近接場光学顕微鏡を試作し、ホログラム記録用材

料の特性を評価した。 
(3) ホログラム記録用材料の組成の最適化を行い、

95％以上の回折効率を有する記録媒体の作製に成功

した。 
(4) 6SCCM の連続フロー型スピン偏極キセノンガス

製造装置の開発に成功した。 
超短パルスレーザーグループ 

（Ultrafast Lasers Group) 
研究グループ長：鳥塚 健二 

（つくば中央第2、6.9（5）名） 
概 要： 
(1) 平成13年度には、これまで開発してきた広帯域ミ

ラー、高次分散補償等の要素技術を高度化するとと

もに、10fs パルス光における高次チャープの計測と

補償の技術を開発し、従来の光パルス増幅の限界を

破る～10fs パルス増幅の技術を開発した。 
(2) 従来計測されていなかったパルス内光波位相

（CEP）の検出技術の研究を行い、パラメトリック

発振器等を用いた0.8μm と1.3μm の異波長の繰

返しフェムト秒パルス間の CEP の検出、および単

一パルスでの CEP の検出について、新しい測定方

式の提案と実験的実証を行った。 
広帯域量子放射技術グループ 

（Wideband Photonics Group） 
研究グループ長：山田家和勝 

（つくば中央第2、6.8（6）名） 
概 要： 
(1) FEL ゲインの大幅な増強を目的として、蓄積リン

グ NIJI-IV 全周の75％以上にわたり、真空チャンバ

ーの低インピーダン型への交換作業を完了し、ビー

ム入射を開始した。これにより、真空紫外域での

FEL 発振が可能となるものと予想される。 
(2) NIJI-IV システムを用いた場合の、赤外 FEL の性

能を評価した結果、1～12μm の波長域で2～4％の

ゲインが得られ、レーザー発振が十分可能であるこ

とが分かった。これに基づき、赤外 FEL 用光クラ

イストロンの製作を進めている。 
(3) 赤外 FEL の波長選択性を利用した選択的分子励

起技術の開発を目指して、FEL アシスト薄膜蒸着装

置の製作を開始した。 
(4) 8.9～27.8keV の X 線領域で、多層膜 FZP（フレ

ネル・ゾーンプレート）を用いて0.3μm の集光ビ

ームが再現性良く得られた。また走査型 X 線顕微鏡

実験では世界最高レベルの0.2μm のテストパター

ンの解像に成功した。 
高輝度量子放射源グループ 

（Quantum Radiation Sources Group） 
研究グループ長：山田家和勝 

（つくば中央第2、11.3（3）名） 
概 要： 
(1) エネルギー可変γ線を利用した高エネルギーγ線

ラジオグラフィシステムを用いて、様々な工業製品

のラジオグラフ、更には CT による2次元断層撮影に

成功した。システムの空間分解能を評価した結果、

約0.7mm という値が得られた。 
(2) 軸長が1.6mのファブリーペロー共振器を試作し、

TEM00モードを確認した。これをもとに蓄積リング

TERAS に設置するファブリーペロー共振器の設

計・製作を行った。 
(3) 赤外自由電子レーザー用挿入光源である3m アン

ジュレータの3.6m 光クライストロンへの改造を行

うとともに、この改造によって発生が期待される逆

コンプトン散乱ハード X 線の特性評価を行った。こ

れにより0.1～2MeV のエネルギー領域の全てで、逆

コンプトン散乱ハードX線を発生可能であることが

明らかになった。また、本手法によるハード X 線の

収量は3％エネルギー幅で毎秒105～106個と見積も

られた。 
放射光利用技術グループ 

（Synchrotron Radiation Application Group） 
研究グループ長：小池 正記 

（つくば中央第2、5.1（4）名） 
概 要： 
(1) 産総研電子蓄積リング TERAS のアンジュレータ

利用ビームラインに、偏光アンジュレータからの放

射を光源とした光電子顕微鏡システムの構築を推進

した。そのためのアンジュレータ制御技術を確立し、

ビームライン光学系およびその制御システムを完成

させ調整した。また、顕微鏡本体の導入とこれを組
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み込んだ表面分析装置の設計を行った。 
(2) Deep X-ray Lithography & Moulding プロセス

技術を用いた三次元フォトニック結晶作製装置の立

ち上げを行った。また、高分子材料に対し、1μm
ピッチで深さ3μm の円柱形状のマイクロ鋳型の形

成に成功した。更には、作製したマイクロ鋳型に

TiO2をモールドし、微細構造体の作製に成功した。

また、イオン照射による TiO2の微細加工条件を明確

にし、イオン注入を行い、ルチル型 TiO2表面に

30μm ピッチで深さ8μm のパターン形成に成功し 
た。 

高機能量子ビーム開発利用グループ 

(Advanced Quantum Particle Beam Research Group) 
研究グループ長：山田家和勝 

（つくば中央第2、4.6（3）名） 
概 要： 
(1) 低速陽電子ビームによる表面・薄膜等の高度な物

性評価法の実現を目的として、陽電子ビームライン

の遠隔コントロール装置を導入し、動作確認を行っ

た。また、世界で初めてエネルギー可変陽電子ビー

ムによる高計数率（1,000cps 以上）陽電子寿命・運

動量相関（AMOC）測定に成功した。 
(2) 陽電子消滅励起オージェ電子分光（PAES）装置

に XPS 装置および試料準備搬送機構を付加し、

PAES 測定の表面敏感性を検証する実験の準備を整

えた。 
(3) 低速陽電子ビームを用いた材料評価法により、次

世代 LSI 用材料として重要な低誘電率層間絶縁膜

（Low-k 膜）のサブナノ～ナノメートルの空隙やカ

ーボンナノチューブ表面の微量不純物について明ら

かにした。また、イオンマイクロビームにより、SiC
ショットキー・ダイオードと Si ジャンクション・ダ

イオードの放射線損傷の比較を行った。 
先端量子計測グループ 

（Spectroscopic Photon Sensing Group） 
研究グループ長：大久保雅隆 

（つくば中央第2、3.4（3）名） 
概 要： 
(1) X 線光子吸収体と超伝導センサーからなる新構造

X 線検出器開発を実施している。Bi の厚膜から成る

X 線吸収体の作製方法として、ジェットモールディ

ング法を試みた。数10μm の厚膜を短時間で作製可

能なことを確認した。 
(2) 超伝導センサーとしては、厚膜レジスト、ポジレ

ジスト、ネガレジストを組み合わせた新プロセスを

立ち上げた。従来の超伝導エレクトロニクスにおけ

る、反応性イオンエッチングを多用するプロセスよ

り、ナノスケールのトンネル障壁へのダメージが少

ない、リフトオフ法を多用したプロセスにより、超

伝導センサーを作製可能とした。 

(3) 出器評価として、ユニフォミティー特性に影響を

及ぼす超伝導体への磁束量子トラップを SQUID 顕

微鏡により直接観察し、量子トラップの下限環境磁

場強度を決定した。また、産総研放射光施設 TERAS
と高エネルギー加速器研究機構放射光施設 PF によ

り検出器の評価を行った。 
光計測制御グループ 

（Optical Measurement and Control Group） 
研究グループ長：天神林孝二 

（つくば東、4.0（4）名） 
概 要： 
(1) 光計測技術の研究では、波長走査干渉計において、

波長走査に伴う位相変調誤差、光源強度変化を補償

する19画像アルゴリズムを設計し、波長走査位相シ

フト干渉計による光学平行平板の表面形状を測定す

る実験を行い、繰り返し精度1nm という良好な結果

を得た。またプローブ走査による大面積計測のため

の真直度計測において、同一原理による回転誤差3

成分の同時測定方法を提案し、その有用性を実証し

た。 
(2) 光計測技術の研究では、光フィードバック干渉法

に基づく液晶補償光学システムにおいて、高感度の

CCD カメラを利用した光電子ハイブリッド型のフ

ィードバック機構を導入することにより、歪みをも

つ非常に微弱光強度の光波面の補正も可能であるこ

とを明らかにした。 
(3) 光操作技術の研究では、基礎技術研究として、低

屈折率物質の光放射圧技術について研究し、周囲よ

りも低い屈折率を有する物質のトラッピングの可能

性を示した。この理論を用いて、油中における水滴

をトラップし、従来は不可能とされていた技術開発

に成功した。13年度は、約300ミクロンピッチのプラ

ズマディスプレイ基板を用いて、光ピンセットによ

る色素の定着実験を行った。 
 
⑬【生物遺伝子資源研究部門】 
（Research Institute of Biological Resources） 

（存続期間：2001.4～） 
研 究 部 門 長      ：曽良 達生 
副研究部門長：中村 和憲、澤田美智子 
総 括 研 究 員      ：石崎 紘三、中村 和憲（併）、 
       澤田美智子（併） 
 
所在地：つくば中央第6、北海道センター 
人 員：164（70） 
経 費：560,201千円（282,629千円） 
 
概 要： 
 本研究部門のミッションは、「微生物等及びそのゲノ

ム情報の機能解析により、生物資源・遺伝子資源の医
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薬を含む工業利用へのシーズ発掘及び有効活用・産業

化を図る」ことにある。このため、4つの重点研究課題

を設定している。 
 「生物遺伝子資源の探索・機能解析」においては、

多様な自然生態系や、各種生物処理プロセスなどの人

工生態系、さらには昆虫微生物共生系の微生物相解析

を通じて、各種生態系における微生物機能の解明を行

うとともに、新規な微生物遺伝子資源の開発を目的と

して、新規微生物の探索・分離と特性解明を進める。 
 「生物遺伝子資源を活用した有用物質生産技術開発」

においては、①多様な自然生態系や、各種生物処理プ

ロセスなどの人工生態系からの新規な生物遺伝子資源、

有用酵素、各種生理活性物質の探索とその利用技術開

発、②有用物質の高効率生産技術の開発、③細胞の環

境認識応答機構の遺伝子レベル、タンパク質レベルで

の解明とその有用物質生産システムへの応用、を重点

的に進める。 
 「生物遺伝子資源を活用した環境計測・環境浄化・

環境保全技術開発に関する研究」においては、循環型

社会あるいは環境調和型社会を構築していくために必

要な、生物資源の高度利用技術、微生物機能を利用し

た環境保全技術、環境調和型材料開発を進める。 
 「環境中微生物の高精度・高感度モニタリング技術

の開発」においては、社会的にも関心の高い遺伝子操

作微生物の環境安全性を科学的に評価するために必要

な基盤技術の確立を目標に進める。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
複合生物系利用・生産技術の研究開発（石油安定供給技

術開発等委託費／経済産業省） 
複合生物系利用石油代替燃料製造技術研究／複合生物利

用（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済

産業省） 
 
超好熱菌遺伝子を利用した耐熱酵素の生産技術（中小企

業支援型研究開発（中小企業委託費）／経済産業省） 
 
海底熱水系における生物・地質相互作用の解明に関する

国際共同研究、熱水地下生物圏の微生物群集の解明に関

する研究、微生物群集の多様性と時空間変動に関する研

究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
生物系研究資材のデータベース化及びネットワークシス

テム構築のための基盤的研究開発、高品質データベース

の構築と Web データベース化に関する研究、真正細菌類

データベースの効率化に関する研究（科学技術総合研究

委託費／文部科学省） 
 
低温での組換え蛋白質発現システムの研究開発（科学技

術総合研究委託費／文部科学省） 

 
土壌汚染物質の植生による高度処理技術に関する研究

（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係る

もの）／環境省） 
 
生体の環境汚染物質応答反応を利用した環境評価システ

ムの開発に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境

保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
表面処理工程廃液の減量化技術開発のための研究（試験

研究調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）

／環境省） 
 
微生物による流出油漂着沿岸海域の環境修復技術に関す

る研究（試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研究

に係るもの）／環境省） 
 
エコ・アドバンスト技術による高効率環境修復・保全シ

ステムの確立（試験研究調査委託費（地球環境保全等試

験研究に係るもの）／環境省） 
 
発 表：誌上発表 93(63)件、口頭発表 265(24)件、 
    その他 7件 
--------------------------------------------------------------------------- 
生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 
研究グループ長：鎌形 洋一 

（つくば中央第6、18（5）名） 
概 要： 
１．熱泉湧出孔下流に形成されるメタンリアクター、

活性汚泥、バイオフィルム、地下深層水、昆虫など

の体細胞内共生体などから微生物分離を試み、新規

な各種微生物の分離に成功した。暫定公開している

微生物化学分類データベースの検索システムをさら

に user friendly なものに改良した。 
２．環境微生物の物質循環・代謝に果たす役割の解明

と環境浄化技術への応用：新規ダイオキシン分解細

菌を分離した。ジクロロフェノキシ酢酸を分解する

全く新規の遺伝子を新たに取得し、その分子遺伝学

的性質を明らかにした。糸状性微生物の鞘構造に関

わる遺伝子を明らかにした。 
３．共生微生物の共生機構の生理学的・遺伝学的解明：

キイロショウジョウバエに共生する細菌による宿主

の雄殺しを抑制する宿主上の遺伝子の解析を開始し

た。アブラムシの分化誘導に関わる遺伝子の解析に

着手した。 
分子生態解析研究グループ 

（Molecular and Microbial Ecology Research Group) 
研究グループ長：丸山 明彦 

（つくば中央第6、14（3）名） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(97) 

概 要： 
１．環境微生物解析手法の開発と適用：多様な種から

なる自然環境中の全微生物相解析の効率化、高精度

化を目的とし、複数の標準菌株を用いた実験条件下

で同時多重染色法の検討に着手した。水曜海山の海

底面噴出高温熱水中には多数の微生物が見出される

ことやカルデラ内には活性が高く特異なバクテリア

が優占すること等を初めて明確にした。また、日本

海石油流出事故時の油濁海水中の難分離石油分解菌

群の特定化および定量化に成功した。 
２．生物遺伝子資源の探索、解析、利用：豊羽鉱山や

水曜海山の熱水試料、油濁沿岸試料等を対象に生物

遺伝子資源の探索に取り組み、特異機能をもつ微生

物の分離・培養や non-PCR 直接遺伝子解析による

極限環境遺伝情報の獲得等を内外機関と共同で開始

した。 
３．環境毒性評価：酵母 DNA チップを用い、多数の

化学物質の応答パターンの解析を進めた。また、河

川等より環境サンプルを採取し、マイクロプレート

法による毒性評価を進めた。 
酵素開発研究グループ 

（Enzyme Exploration Research Group） 
研究グループ長：三石  安 

（つくば中央第6、10（7）名） 
概 要： 
 グリコシダーゼおよびラクトナーゼについて、新規

性のある酵素のタンパク質を取得し性質の検討を行っ

た。また、超好熱菌のゲノム情報を活用して、いくつ

かの耐熱性酵素の発現系を構築した。さらに、酵素の

改良手法として、高度好熱菌を宿主とした蛋白質の耐

熱化手法を検討した。 
 その結果、グリコシダーゼについては、イソプリメ

ベロースを生成する新しいグリコシダーゼ生産菌の分

離に成功し、精製した酵素蛋白質を取得した。また、

ラクトナーゼについては、生産菌のスクリーニングを

行った。超好熱菌のゲノム情報を活用した耐熱性酵素

の取得では、Pyrococcus のカルボキシペプチダーゼお

よびマルトースフォスフォリラーゼの発現クローニン

グを行い、これら酵素の発現量を増加させるために発

現ベクターの改良を試みている。高度好熱菌を宿主と

した蛋白質の耐熱化では、大腸菌のトリプトファン合

成酵素の耐熱化を Thermus を宿主として行い、耐熱

性を増加させた。 
生理活性物質開発研究グループ 

（Biologically Active Substance Research Group） 
研究グループ長：山崎 幸苗 

（つくば中央第6、11（6）名） 
概 要： 
１．チロシンオリゴマーを基本構造とする10種類のポ

リペプチドを合成し、ウイルス増殖阻止活性を調べ

た。より強い HIV-1プロテアーゼ阻害活性を(Tyr)12 
Asp 等に見出した。 

２．フラボノイド系ポリフェノールの抗酸化活性とア

ポトーシス抑制活性との相関解析については、予期

に反し抗酸化力の弱いアピゲニンとクリシンも強い

抑制を示すことを見出した。 
３．Streptomyces sulphreus ISP 5104株のアクチノマ

イシン D による CMK-7細胞のアポトーシス抑制活

性物質を縮合多環式ポリフェノールのresistomycinと

同定した。 
４．マクラボヤから分離した糸状菌が養殖魚類の病原

菌である Enterococcus seriolicida に特異的に抗菌

作用を示すことを見出した。 
５．ラミニンの複数の活性配列のうち、LQVQLSIRT
の N 末端に Cys を導入し、CLQVQLSIRT、

CRLQVQLSIRT 等を合成した。 
６．プロスタグランディン E2の生成・分泌を促進させ

る物質をスクリーニングし、サメ筋肉の分解物に

FRVPTPNや IKWを活性ペプチドとして同定した。 
高機能物質開発研究グループ 

（Lipid Engineering Research Group） 
研究グループ長：山岡 正和 

（つくば中央第6、10（5）名） 
概 要： 
 モルティエレラ属糸状菌のトリアシルグリセロール

分子種の合成過程を検討し、分子種によって合成経路

が異なることを見出した。すなわち、リノール酸、γ

－リノレン酸を含む分子種は、リン脂質からの合成経

路が重要であり、パルミチン酸を含む分子種は、脂肪

酸合成酵素により作られた脂肪酸を利用する経路が重

要であり、オレイン酸を2つ以上含む分子種は、細胞内

にプールされている脂肪酸を利用するリモデリングの

経路が重要であった。 
 ラビリンチュラ属菌の培養方法の検討においては、

リン脂質を培地中に添加することにより増殖性および

高度不飽和脂肪酸生産性が増加することを見出した。 
 アブラヤシの外部病徴を示す罹病樹の茎組織には非

罹病樹に比べてアミノ酸含有量に有意差があるが外部

病徴を示さない罹病樹では有意差がないことを見出し

た。 
複合微生物系解析・利用研究グループ 

（Microbial Community Analysis and Application 
 Research Group） 
研究グループ長：金川 貴博 

（つくば中央第6、13（3）名） 
概 要： 
 工場廃水処理で最も多く用いられている活性汚泥法

において、沈殿槽での活性汚泥の沈降を妨げて廃水処

理を困難にする糸状性細菌の研究を行った。 
 また、活性汚泥法による廃水からのリン除去を安定
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的に行う技術を開発するため、リン除去に貢献する細

菌の種類を解析した。 
 従来法では培養が困難な菌の分離・培養化技術の研

究では、菌を微小なアガロースゲルに閉じこめること

で、低融点アガロースの採用で分離の成功率を高める

ことができた。 
 複合微生物系の新たな解析方法の開発では、蛍光消

光プライマーを用いたリアルタイム定量的 PCR 法

（QP-PCR 法）を実試料に適用し、誤差要因を検討し

て誤差の少ない解析を可能にした。また、蛍光光度計

を用いて特定菌を定量する技術を開発した。 
環境保全型物質開発・評価研究グループ 

（Environmentally Degradable Polymer Research 
 Group） 
研究グループ長：常盤  豊 

（つくば中央第6、8（3）名） 
概 要： 
１．糖鎖型およびエステル型の高機能高分子の開発：

酵素触媒を利用して合成したビニルアジポイルウリ

ジンにN－イソプロピルアクリルアミドを共重合さ

せ、温度刺激応答性高分子を開発した。ウリジン分

岐を持つこの共重合体を用いることにより、ウリジ

ンと塩基対を作るアデノシンが溶液中から効率的に

回収できることが分かった。 
 また、糖誘導体を側鎖にもち、主鎖にエステル結

合を有する生分解性高分子の合成に成功した。 
２．生分解性高分子素材の環境影響評価：高融点のポ

リブチレンサクシネート（PBS）を分解できる、ミ

クロビスポラロゼアを選定し、100mg の PBS フィ

ルムが8日間で50％分解されることを明らかにした。 
３．生分解性高分子素材処理技術の開発：糸状菌トリ

ティラキアムアルバムは、0.1％のゼラチンを含む基

本培地で液体培養した場合、ポリ乳酸フィルムを

2週間で 76％分解することができることが分 
かった。 

遺伝子資源解析研究グループ 

（Systematic Genomic Resources Research Group） 
研究グループ長：湯本  勲 

（北海道センター、7（4）名） 
概 要： 
１．極限環境微生物の遺伝的多様性と環境適応能に関

する研究：雪腐病菌の遺伝学的多様性の調査、雪腐

病菌の産生する不凍タンパク質の単離精製およびタ

ンパク化学的性質の検討及び雪腐病菌未見のシベリ

ア東部および沿海州での微生物調査を行った。新規

低温高アルカリ適応性油脂および炭化水素資化性細

菌を分離し、分類学的検討を行った結果、新種であ

ることが判明し、新種として提唱した。 
２．低温活性酵素の機能解析に関する研究：昨年度作

成した低温活性キメラ酵素の各種天然・人工基質に

対する反応性および反応速度論的解析を行った。低

温活性ヘム酵素の確保を目的として、低温において

優れた増殖能を有する微生物を分離することができ

た。 
３．生物による環境修復への応用：土壌中の汚染物質

（アトラジン、シマジン等の除草剤）がトウモロコ

シによる吸収・代謝作用により減少することを確認

した。過酸化水素耐性能および分解能に優れた微生

物を分離することが出来た。分離した微生物は新種

である可能性が確認された。 
分子環境適応研究グループ 

（Molecular Adaptation Research Group） 
研究グループ長：扇谷  悟 

（北海道センター、11（4）名） 
概 要： 
１．DNA チップを用いて、遺伝子発現の低温処理に

よる変化を調べ、酵母のほぼ全ての遺伝子のクラス

タリングを行った。この結果、低温誘導される従来

全く知られていなかった遺伝子群を見出すと共に、

それらを統一的にコントロールする発現制御領域の

候補を抽出した。 
２．常温酵素の低温活性酵素化：Bacillus 属の常温型

リパーゼの低温域における活性を向上させた変異体

を作成するために、進化分子工学手法により変異体

を作出する条件および低温における酵素活性を迅速

に評価・選択する実験系を確立した。 
３．DHA 合成遺伝子群の単離のためのライブラリー

を作成した。水産廃棄物を利用した培地成分の組成

を検討することにより、高度不飽和脂肪酸の取り込

み量を2倍に増加させた。 
４．代謝機能を含んだ環境汚染物質バイオアッセイ系

の開発：遺伝毒性レポーターシステムを構築するた

め、遺伝毒性物質に応答する遺伝子を探索した。 
生体物質設計研究グループ 

（Structural Biology Research Group） 
研究グループ長：津田  栄 

（北海道センター、6（4）名） 
概 要： 
 日本近海に生息する魚類中に高濃度の不凍タンパク

質が存在することを見出した。また、「不凍タンパク質

の探索・3次元分子構造解明・高機能型分子設計」に関

し、すでに遺伝子発現系を構築した既知の単量体型不

凍タンパク質について、その3量体型と4量体型の遺伝

子をデザイン発現・精製を行った。これらは単量体型

に比べてきわめて高い活性を有した。一方で不凍タン

パク質の産業利用を行う準備を開始した。「氷核蛋白

質の構造と機能解明」に関しては氷核蛋白質の部分配

列の発現実験に成功した。「抗菌タンパク質の3次元構

造・分子運動解析とそれらに与える低温効果の分子レ

ベルでの解明」に関しては、遺伝子工学的に発現した
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13C/15N ラベル化ヒト・リゾチームとイヌ・リゾチーム

に対して4℃の温度下での異種核多次元 NMR 実験を

行い、主鎖・側鎖の全ての1H、15N、13C の NMR 化学

シフト帰属に成功し、3次元分子構造の決定に至った。 
遺伝子発現工学研究グループ 

（Proteolysis and Protein Turnover Research Group） 
研究グループ長：田村 具博 

（北海道センター、9（3）名） 
概 要： 
１．プロテアーゼネットワーク関連研究 
 古細菌ゲノム情報より推定されるプロテアーゼ群

を組換えタンパク質として生産。その機能解析を進

めた。2種の古細菌由来アミノペプチダーゼの結晶構

造解析を終え、その情報を基に機能解析を進めた。

出芽酵母を用いて遺伝学的手法を用いたプロテアー

ゼ群の機能解析を進めた。 
２．細胞増殖阻害性機能タンパク質の生産技術開発研

究 
 発現ベクターの構築を終了し、モデルタンパク質

を用いて組換えタンパク質生産システムが働くこと

を確認。細胞増殖阻害効果を示すと予想されるタン

パク質群のスクリーニングをマウス由来 cDNA を

用いて行った。 
生物資源高度利用研究グループ 

（Bioresource Utilization Research Group） 
研究グループ長：加我 晴生 

（北海道センター、13（4）名） 
概 要： 
１．再生紙のマイクロ波熱分解により7％以上の無水糖

を得た。マレーシア産油やし幹は、無水糖の生産は

期待できないが、炭化物は木材のそれとは特性が異

なり、現在、検討中である。形状の異なるバイオマ

スの熱分解試料調製のための成型器を試作した。ま

た、無水糖の最適な精製法を確立した。  
２．無水糖・糖類の精密重合により糖含有高分子を合

成し、その光学分割能などの機能を調べた。光学分

割能は、分子量の大きい高分子の方が良好であった。 
３．ジオール、ヘミアミナール等を合成し、そのいく

つかについて生体触媒による物質変換を検討し、か

なり光学純度の高い化合物へ誘導できることを明ら

かにした。 
ナノバイオテクノロジー研究グループ 

（Nano-Biotechnology Research Group） 
研究グループ長：鈴木 正昭 

（北海道センター、5（5）名） 
概 要： 
１．末端にアミノ基を持つシランカップリング剤を用

いて自己組織化単分子膜をガラスおよびシリコン基

板に形成することを試みた。XPS 測定でシランカッ

プリング剤の付着を確認したが、単分子層かどうか

はさらに検討が必要でエリプソメトリー等の方法を

検討中である。 
２．数十ミクロン程度の微細加工について必要な装置

条件についての検討をほぼ終えた。 
３．レーザーアブレーションによる銅ナノ粒子の合成

で、条件により孤立したナノ粒子、ナノ粒子凝集膜

が得られることが分かり、ナノ粒子の基板上での分

散状態、粒径の制御がある程度可能になった。 
ミクロ生物化学工学研究グループ 

（Bioprocess Engineering Research Group） 
研究グループ長：永石 博志 

（北海道センター、6（6）名） 
概 要： 
 生物生産プロセスの制御技術に関わる研究として、

多種・微量液体試料の調製システムのプロトタイプを

開発した。多数の試料容器に液体試料を自動的かつ正

確に調製することができる。プロトタイプ機は、10本

のシリンジに10種の異なる試料を充填できるシリンジ

ユニットと X-Y 方向に駆動する試料供給ノズル、およ

び96本の試料容器が格子状に並ぶ6つのサンプルホル

ダーユニット（合計576本）から成る。液体試料はプロ

グラムにより、種類と量を個別に任意にコントロール

でき、成分あるいは濃度の異なる多種類の液体試料を

多数の試料容器に調製できる特徴を有する。サンプル

ホルダーユニットの一つは、温度調節も可能である。

また、本システムの基本概念を利用して、多種類の混

合、反応操作をパラレルに、あるいはシリーズに実行

するプログラムを開発し、生物生産プロセスに特有の

微量、多種類の化合物が関わる反応過程のネットワー

ク解析や TAS（Total Analysis System）構築の可能

性について検討した。 
 
⑭【分子細胞工学研究部門】 
（Institute of Molecular and Cell Biology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：地神 芳文 
副研究部門長：岡  修一、平野  隆 
総 括 研 究 員      ：成松  久、奥野 洋明、巌倉 正寛、 
       三ツ井洋司、岡  修一、平野  隆 
 
所在地：つくば中央第6、第2 
人 員：168（58） 
経 費：835,010千円（424,144千円） 
 
概 要： 
 本研究部門は産総研ライフサイエンス分野の中核的

ユニットとして「遺伝子」「細胞」「蛋白質」の3つの重

点課題に特化して、ライフサイエンスの産業化を目指

している。最も端的な研究課題は遺伝子機能解析グル

ープが遂行している「ヒト糖鎖遺伝子の網羅的解析と
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応用」である。本研究課題はポストゲノム研究で我が

国が世界に優位にある3つの分野である「完全長

cDNA」「無細胞蛋白質合成」「糖鎖」の一翼を担うも

のであり、産総研の主導の下に産学官を結集した集中

型研究をオープンスペースラボにおいて実施している。

また遺伝子ダイナミクスグループでは環境関連遺伝子

の探索のための DNA チップを特許化し、この特許に

より産総研初、全独法初のバイオベンチャー企業を設

立した。 
 第Ⅰ期においてはヒト糖鎖遺伝子の網羅的解析を行

い、遺伝子特許を押さえることにより世界的優位性を

確立する。この遺伝子特許の優勢をもとに糖鎖を中心

とした機能の応用に展開する。本研究部門は産総研内

でユニットとしてのインキュベート機能を持つととも

に、将来的にはセンター設立あるいは新規部門設立へ

と常に発展する姿を理想としている。 
 このための方策として部門内で若手研究者の活性化

のため研究会を発足させ、横断的あるいは革新的プロ

ジェクトを公募し自主的な自己革新を促す方策を試み

ている。この試みは外部評価委員会でも高い評価を受

けた。平成13年度においては当初配分交付金に相当す

る競争的資金を獲得した実績を持ち、政策的課題に貢

献している。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
細胞機能応用計測技術開発（石油安定供給技術開発等委

託費／経済産業省） 
 
高機能石油採取用糖鎖集合化剤製造技術開発（石油安定

供給技術開発等委託費／経済産業省） 
 
三次元画像診断システム等の技術開発（エネルギー需給

構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
新型高機能酵素創製技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
グリコクラスター利用型バイオ繊維製造技術開発（エネ

ルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワークに関

する研究、植物の環境応答ネットワークに関する研究、

微生物感染に対する生体防御応答機構（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
分子認識能を有する構造規制界面の構築と分子レベル機

能評価（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
低分子生理活性物質の分子機構の解明（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 

 
生命工学（生体情報分野）（科学技術総合研究委託費／文

部科学省） 
 
工業製品の生体影響評価のための組織特異的内分泌攪乱

化学物質検出系の開発（試験研究調査委託費（地球環境

保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
発 表：誌上発表 111(79)件、口頭発表 296(30)件、 
    その他 12件 
--------------------------------------------------------------------------- 
遺伝子機能解析グループ 

（Gene Function Analysis Group） 
研究グループ長：成松  久 

（つくば中央第2、60（11）名） 
概 要： 
 データベースから新規糖鎖合成関連遺伝子を探索す

るソフトウェアを開発している。このソフトウェアは1

種類の既知糖転移酵素遺伝子の配列をクエリーとして

データベースを探索し、得られた配列のうち既知の130

種類の酵素と同じ配列を自動的に排除する。さらに膜

貫通領域、幹領域、DXD 配列、各ファミリーに保存

されるモチーフ配列の有無等を指標として糖鎖合成遺

伝子かどうかを判断する。これを用い、現在までに、

データベース検索により48種の糖鎖合成関連遺伝子候

補を見出している。しかし、部分配列しか明らかにな

っていない遺伝子も存在するため、種々の遺伝子解析

技術を駆使し、全長遺伝子情報を取得している。現在

までに、30遺伝子のクローニング並びに哺乳類細胞あ

るいは昆虫細胞での発現を完了し、機能解析を行って

いる。これらのうち、15遺伝子に関しては、基質特異

性の解析を終了した。 
遺伝子ダイナミックスグループ 

（Gene Dynamics Group） 
研究グループ長：木山 亮一 

（つくば中央第6、14（3）名 
概 要： 
 マイクロアレイの作成を終え、現在は約200の遺伝子

について発現情報を収集している。特に解析の進んで

いる遺伝子座については遺伝子の特定を行い、さらに

免疫染色法、Two-Hybrid 法、ノックアウトマウス作

成などによる機能解析を開始し、シグナル伝達系との

関連性に関する情報を取得している。 
遺伝子機能制御グループ 

（Gene Regulation Group） 
研究グループ長：進士 秀明 

（つくば中央第6、22（5）名） 
概 要： 
 製品評価技術基盤機構との共同で、麹菌全ゲノムの

約95％と推定される約37Mbp の塩基配列を決定した。 
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 人為的に翻訳能力を制御した大腸菌致死遺伝子を用

いてファージベクターを改良し、酵母ゲノムライブラ

リーから安定的に標的タンパク質を濃縮する技術を確

立した。 
 トナー製造技術を利用して作製した磁気ビーズを作

製し、自動化のための着磁性は十分であり、自家蛍光

が低く、大粒径においてもクラッキングなどの問題は

起こらない磁気ビーズが得られた。 
 解糖系を統括的に制御する GCR1転写制御因子の発

現が GCR1自身により制御されている事を明らかにし、

さらに GCR1自身の制御には、解糖系遺伝子上流では

Gcr1p と共に働く Rap1p は関与していない事を明ら

かにした。 
機能性核酸グループ 

（Functional Nucleic Acids Group) 
研究グループ長：西川  諭 

（つくば中央第6、13（4）名） 
概 要： 
 アプタマーの分子認識機構の解明：HIV の Tat 転写

増殖因子に対し天然のものより100倍も高い結合能を

持つ RNA アプタマーを創製し、その結合能の理由を

国内外の共同研究により立体構造学的に解明した。こ

のアプタマーは HIV を抑えるデコイとしても期待で

きる。 
 多機能型新機能性核酸の創出：アプタマー／リボザ

イム等 bifunctional アプタマーを新たに創製し、試験

管内でその効力を確認した。 
 新機能性核酸の生体外での利用系の開発：新機能性

核酸を利用した無細胞タンパク質合成系の改良を目指

し、無細胞タンパク質合成系での非天然型アミノ酸の

取込み条件を確立した。 
 新機能性核酸の細胞内での利用系の開発：抗

HCV-NS3プロテアーゼアプタマーのインビボでの評

価系を種々検討した。植物細胞での RNA 干渉（RNAi）
による遺伝子制御技術の開発を目指し、種々発現系を

構築した。 
生物時計グループ（Clock Cell Biology Group） 
研究グループ長：石田直理雄 

（つくば中央第6、23（7）名） 
概 要： 
１）生物時計改変動物による生殖行動パターンの研究

においては、生物時計により生殖行動が影響を受け

るか否かを解明することを目的として、ショウジョ

ウバエ時計遺伝子 Period、Timeless 等の変異体の

生殖活動リズム測定系の確立に成功すると共に、昆

虫において雌の性的受容能が生物時計に支配されて

いることを示した。 
２）生物時計遺伝子産物の核内移行分子機構とプロテ

オーム解析：様々な欠失変異体の作製により、rPer2
の核移行部位や Cry との蛋白・蛋白結合部位の同定

に成功した。さらに rPer2の核移行部位欠失分子を

Cry と共に過剰発現させると Cry の核移行能が阻止

された。 
３）生物時計の睡眠への影響：時計遺伝子 Clock の遺

伝学的背景を交雑法により改変することで、野生型

に比べて行動や体温のリズムが夜型の睡眠・覚醒パ

ターンを示すモデル動物の作製に成功した。 
バイオセンサグループ 

（Biosensor Group） 
研究グループ長：水谷 文雄 

（つくば中央第6、6（6）名） 
概 要： 
 高選択性を示すバイオセンサ構築に必要な選択透過

膜材料としてポリジメチルシロキサンが有用であるこ

とを見出した。この酸素測定用の電極をベースとして、

酢酸キナーゼ、ピルビン酸キナーゼ、及びピルビン酸

オキシダーゼの酵素系と組み合わせ、酢酸センサを作

製した。従来の酢酸センサは全く食品分析に利用でき

なかったが、本センサはこれを初めて可能とした。 
 金基板上へのメルカプトプロピオン酸単分子膜の形

成、及びメルカプトプロピオン酸／アルカンチオール

等の混合膜におけるドメイン形成について走査型電気

化学トンネル顕微鏡により観察した。メルカプトプロ

ピオン酸は隣接するカルボキシル基同士の水素結合に

より、三量体を形成した状態で吸着していることを明

らかとした。メルカプトプロピオン酸／シトクロム c
系を利用し、シトクロム c の触媒機能と電子授受機能

とを利用して活性酸素を測定する超薄膜センサを開発

した。 
蛋白質デザイングループ 

（Protein Design Group） 
研究グループ長：巌倉 正寛 

（つくば中央第6、10（5）名） 
概 要： 
１．ジヒドロ葉酸還元酵素について、26部位について

500個以上の一アミノ酸置換変異体を作製すると共

にその中から約240個の変異体蛋白質を分離精製均

一化した。元の野生型酵素の補酵素特異性を安価な

補酵素である NADH を利用できるように、補酵素

特性の完全転換に成功した。 
２．p-ヒドロキシ安息香酸ヒドロキシラーゼについて、

全てのシステイン残基およびメチオニン残基の部位

について系統的且つ網羅的に一アミノ酸置換変異体

の作製を試み、全変異体の作製を完了した。 
３．低分子化合物と特異的に結合する機能性蛋白質の

創製を目指し対象蛋白質の選定を試み、金属イオン

と結合する配列モチーフの選別と結合のモニタリン

グを容易にするレポータ蛋白質の組み合わせの候補

について選定した。 
蛋白質構造形成グループ 
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（Protein Dynamics Group ） 
研究グループ長：森井 尚之 

（つくば中央第6、14（9）名） 
概 要： 
 ヘリックス性タンパク質の構造核についてコイルド

コイル構造性のモータータンパク質フラグメントを合

成し、末端に誘導配列を付加することで、弱いヘリッ

クス間相互作用の解析も可能にした。G ペプチド様構

造の予測法を開発し、実証のため12種のフラグメント

を実際に化学合成した。このうちの1つについては、

NMR 法で立体構造解析を行い、水中で安定な G ペプ

チド様構造を形成することを明らかにした。 
 サスペンジョン中の棒状の無機コロイド粒子密度が

増加すると、多層秩序構造が現れた。この多層の形成

条件や、粒子配列等の内部構造に関して新しい知見を

得た。 
 タンパク質の安定性に関して、セルラーゼを用いる

ベンチスケールの高圧反応装置を設計した。 
 生体分子の電子状態計算のための FMO 用の前処理

機能を完成した。カルモジュリンのダイナミクス計算

の解析が終了し、また基質結合蛋白質の全電子状態計

算を共同研究で行った。 
分子認識グループ 

（Molecular Recognition Group） 
研究グループ長：小高 正人 

（つくば中央第6、9（6）名） 
概 要： 
(1) 抗癌性白金錯体に関する研究：非特異的吸着の少

ない特殊なナノ微粒子の表面に白金錯体－DNA 複

合体を結合させ、タンパク質を精製・解析する方法

を検討し、特異的に結合するタンパク質を簡便迅速

に精製・解析することに成功した。さらに、シスプ

ラチン耐性を持った癌細胞に対して高活性を示す新

規白金錯体を合成することができた。 
(2) βアミロイドタンパク質に関する研究：

Lys-Leu-Val-Phe-Phe アミノ酸配列をコアに持ち C
末端側に種々の親水性鎖を持つ新規化合物をデザイ

ン・合成した。これらの化合物は Aβ分子間の会合

を阻害し、Aβの毒性作用を効率良く抑制すること

が分かった。 
(3) 固相合成法に関する研究：デヒドロアミノ酸を含

む環状デプシペプチドの化合物の合成は非常に困難

である。セレンを含む先行導入型リンカーを用いた

固相合成法をデザインし、AM-toxin などの生理活

性物質の固相合成に初めて成功した。 
 

⑮【人間福祉医工学研究部門】 
（Institute for Human Science and Biomedical 
 Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～） 

研 究 部 門 長      ：斎田 真也 
副研究部門長：多屋 秀人、山根 隆志 
総 括 研 究 員      ：口ノ町康夫、多屋 秀人、山根 隆志 
 
所在地：つくば中央第6、つくば東 
人 員：104（62） 
経 費：358,886千円（338,730千円） 
 
概 要： 
 急速な高齢化により生じる諸問題に対処すべく、人

間生活工学、福祉工学、医工学の3研究分野を基盤に以

下の研究を行う。 
１）加齢とともに変容する感覚・認知・行動特性を的

確に計測するための手法の開発および各機構のモデ

ル化、データベース化やガイドラインの策定および

ISO/JIS 規格化に関する研究。 
２）「革新的寝たきり予防訓練装置」などの研究を推進

し、主として高齢者の運動機能を対象に計測診断や

訓練装置の開発および福祉用具の人体適合性評価技

術の開発に関する研究。 
３）品質管理に有利な人工物による生体機能代替シス

テムの評価技術の開発、無侵襲診断・低侵襲治療支

援システムの開発に資するためのオープン MRI 手

術支援システム、内視鏡手術インターフェイスシス

テムの設計と安全性評価、医用画像の高度化などの

研究。 
 これらの研究を通じて、高齢社会でも安全で安心な

国民生活の実現を目指す。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
人間工学的生活動作解析ソフトウェアの研究開発（中小

企業支援型研究開発（技術シーズ持込評価型）／経済産

業省） 
 
日常生活における快適な睡眠の確保に関する総合研究、

質の高い日常生活を送るための休息・睡眠法の開発と普

及、寝衣・寝具・寝室温熱環境の制御による快適睡眠構

築技術の確立（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
実時間適応学習能力を有するサイバネティック・インタ

ーフェースの開発、血液自身を潤滑液とした血液循環補

助装置（産業技術研究助成事業／NEDO） 
 
発 表：誌上発表 101(52)件、口頭発表 207(30)件、 
    その他 8件 
--------------------------------------------------------------------------- 
感覚知覚グループ 

（Perception Group） 
研究グループ長：佐川  賢 

（つくば中央第6、12（8）名） 
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概 要： 
(1) 高齢者特性に関する知的基盤の確立に関して、視

覚、聴覚、温熱感覚に関して以下の高齢者特性を計

測し、標準化へ向けた活動を行った。 
 文字・文章の読みやすさの評価に関する実験デー

タ（若年者・高齢者各40名以上）及び評価法を確立

し、JIS 原案及び TR 原案の基礎資料を得た。高周

波聴力特性に関する高齢者40名のデータを収集する

とともに、生活音に関するデータベースの TR の作

成及び報知音の設計に関する JIS 原案の基礎資料を

得た。また、低周波音の不快度、許容度に関する

評価方法の基礎技術を確立した。温熱感覚に 
関して、睡眠時および覚醒時の温熱特性を60名 
の高齢者について計測、JIS TR 原案の基礎資料を

得た。 
(2) 環境評価設計手法の開発に関しては、人間行動と

視覚情報の有効性に関して、道路環境等の空間把握

に関してオプティカルフロー（網膜流れ像）の有効

性を12名の被験者実験にて確認した。さらに、視覚

障害者のための聴覚情報として聴覚性運動やカラー

レーションの有効性を10名の被験者で検討し、その

有効性を確認した。また、高齢者用の携帯電話器の

ための聴力計測や聴覚フィードバックの研究に着手

した。 
行動モデリンググループ 

（Human Behavior Modeling Group） 
研究グループ長：赤松 幹之 

（つくば中央第6、12（4）名） 
概 要： 
 運転行動データ収集に関しては、先行車両および後

方車両との車間距離を計測するために広角レーザーレ

ーダーセンサを組込むとともに、その他の外的状態を

計測するための画像センサを備えた実験用車両の開発

を完了した。自動車運転行動における状況認識に関わ

る情報獲得行為の解析に関しては、運転直後に自分の

運転映像を見せながら運転操作の目的を言語報告させ

て、運転タスクを抽出する実験を実施した。これによ

り全体で約2,200の運転タスクを抽出し、運転状況に応

じて行われる運転タスク種類を分析し、交差点部通過

時と直進時では行われるタスクが異なることなどを明

らかにした。 
 ネットワーク型の行動評価モデルの構築に関しては、

文献調査等により、状況依存的な行動データの解析に

適した確率モデルの枠組を検討した。その結果、状態

変化の時間的変動を許容する隠れマルコフモデルを基

盤とすることによって、実用的な行動認識システムが

構築可能なことが分かった。 
視覚認知機構グループ 

（Visual Cognition Group） 
研究グループ長：熊田 孝恒 

（つくば中央第6、8（4）名） 
概 要： 
 H13年度の主な目的は、高齢者を含むユーザが視環

境中の視覚情報を認知する機構を、注意誘導特性の観

点から解明することであった。そのために人間が対象

を認知する際に、環境のレイアウト情報がどのように

対象の認知や注意の誘導に影響を及ぼすかを、行動指

標と高度認知反応指標（脳波、MRI）を用いて検討し

た。 
 その結果、目標対象の検出および反応過程での周辺

の非目標対象の影響が年齢によって異なることが明ら

かとなった。また、目標対象と非目標項目との相互作

用の時間過程を分析する手法を開発し、非目標対象が

目標対象の検出を促進および抑制する場合の時間過程

を解明した。さらに、注意配分が行われた対象は個別

に記憶されており、全体的なレイアウトの変化にも対

応して、その後の注意配分に利用されることが明らか

になった。 
身体・生態適合性評価技術グループ 

（Physical and Ecological Usability Design Group） 
研究グループ長：小木  元 

（つくば中央第6、4（4）名） 
概 要： 
１．触知覚機能計測とユーザビリティ評価技術：信頼

性、有効性の高い触知覚機能計測法を確立するため

に、多様な触刺激が可能な呈示装置を作製した。 
２．動作機能に対する住宅設備・機器・製品の適合性

評価：高齢者に多用される手すりの、日常動作に適

する位置・形状を探るための手すりの力学的負荷を

計測できる装置を構成し、予備実験を行った。 
３．住空間における寸法設計とユーザビリティ：身体

寸法データモデルの計算アルゴリズムを設計し基本

計算ルーチンを試作した。住空間計画の過程を分析

するための数理的モデル化手法を調査し理論面の比

較検討を行った。住空間計画の過程を計測する実験

で教示する素材を収集した。 
４．行動環境特性の生活現場における計測・分析とユ

ーザビリティ評価技術：行動環境特性の計測法・分

析法の検討を行うとともに、工業製品満足度に関す

る第1次調査試行を行った。 
認知的インタフェースグループ 

（Human-Computer Interaction Group） 
研究グループ長：北島 宗雄 

（つくば中央第6、9（6）名） 
概 要： 
１．実体模型システムの開発：実験用の6自由度力覚セ

ンサ付き実体模型を完成した。作用点とセンサ位置

のずれによる効果を補正するプログラムを開発し、

手術操作データの精度を向上させた。 
２．高機能内視鏡の要素技術開発：顕微内視鏡により、
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ヒト鼻腔10例の繊毛活動画像を撮影した。手ぶれ防

止策として鼻内・外で内視鏡を支える支持機構を試

作した。 
３．ウェブからの情報獲得の認知モデルの開発に関す

る研究：ユーザが目的とする項目にいたる過程を

Markov 連鎖によりモデル化し、目的とする項目に

いたるまでの平均ステップ数と、成功確率を 
得た。 

４．適応型情報変換技術の開発に関する研究：程度を

表現する言葉を変換する技術を開発した。 
５．その他、超鏡対話システムの開発、仮想形状の力

覚呈示に関する研究、把持による意思伝達に関する

研究を行った。 
高齢者動作支援工学グループ 

（Neuromuscular Assistive Technology Group） 
研究グループ長：増田  正 

（つくば中央第6、12（5）名） 
概 要： 
 寝たきり予防訓練装置の開発では、昨年度開発した

プロトタイプに基づいて、より小型化を狙った3号機と、

それに評価機能を追加した4号機を完成した。 
 リハビリ訓練のための人体モデリングの研究では、

脚長差を与えたシミュレーションを行い、シミュレー

ションソフトを改良した結果、左右の脚長差が8％あっ

た場合でも安定した歩行を実現することができた。ま

た、筋力低下を想定した場合には、片脚の中殿筋の

最大出力を50％低下させたシミュレーションに成  
功した。 
 リハビリにおける非侵襲生理計測技術については、

人体の外部から微弱な電波を照射し、人体内の電気的

インピーダンスを推定する手法を開発している。 
 多様な福祉機器や生活環境の的確な評価を行うた

めの運動負担のデータベース構築においては、基本姿

勢・動作の自動識別手法として判別関数の適用を検討

している。 
福祉機器グループ 

（Assistive Device Technology Group） 
研究グループ長：永田 可彦 

（つくば東、5（4）名） 
概 要： 
 下肢リハビリ装置：実験機を用いて、膝関節および

股関節の屈曲・伸展動作実験を行い、動作特性を取得

した。 
 フィジカルコミット技術：生体の状態評価に関して、

動的確率モデルを内包した新しいリカレントニューラ

ルネットを構築するとともに、このネットワークを利

用した心拍変動パターンの評価を行った。 
 尿意センサ：傾斜素子の動作模型を試作した。傾斜

素子の基本動作が確認され、次年度以降の実際の膀胱

に近い実体モデルでの検討への基礎が築かれた。簡易

型センサは、4チャンネル方式と T 字型の素子配列を

選択して最終試作を行った。 
 高齢者・障害者生活就労支援インフラの概念構築：3

企業の工場を見学し、高齢者の就労に必要なインフラ

は何かということに関して、雇用者、労働者との質疑

を行い報告書を作成した。 
人工臓器・生体材料グループ 

（Artificial Organ and Biomaterial Group） 
研究グループ長：山根 隆志 

（つくば東、10（7）名） 
概 要： 
 人工心臓の機構の研究では、高速ビデオによる流れ

の可視化技術を活用して、改良した遠心式人工心臓に

ついて、それぞれ1週間、動物実験で抗血栓性を実証し

たほか、溶血試験により最終モデルの溶血が市販ポン

プ値以内であることを確認した。また非接触回転を実

現する動圧軸受人工心臓1次試作品で数ミクロンの浮

上を確認し、2次試作では浮上距離を5倍以上拡大させ

た。軸流ポンプについては羽根性能比較を行い、ポン

プ機構と浮上機構の個別試作を行った。 
 溶血評価法に関しては、模擬血液を使用して4種のう

ち3種までの市販ポンプに対し、牛血での溶血率と同順

になるような成分設計・調整に成功した。生体材料で

は、異なる表面粗さをもつチタン合金の試料製作を終

え、抗血栓性の比較試験を行った。 
 人工膵臓用マイクロポンプの研究では、新方式の圧

電駆動ダイアフラム型ポンプのプロトタイプを試作し、

流量は毎分0.1～10マイクロリットルの範囲で制御可

能であることを計測・確認した。 
ニューロバイオニクスグループ 

（Neurobionics Group） 
研究グループ長：鈴木 慎也 

（つくば中央第6、8（3）名） 
概 要： 
 複数神経細胞活動分離抽出装置を実時間化するため

に、複数 DSP ボードを用いたスパイク振幅ベクトル

表示法を開発した。また、微小電極位置制御装置を多

チャネル化することにより、神経細胞活動計測の安定

性及び精度が向上した。末梢神経線維活動の分離記録

における各種電極特性を生理計測で比較検討した。表

面筋電図から脊髄運動神経細胞群の同期的活動の変化

を検出する方法を開発した。ラットの選択反応時間課

題を開発し、神経行動機能制御技術の研究を推進した。

海馬-前頭前野路の可塑性の脳波への影響、海馬領域に

依存して海馬-前頭前野路が示す特性、前頭前野におけ

るドーパミンとグルタミン酸伝達機能の解析、扁桃体

機能解析を通じて、関連神経回路の働きを明らかにし

た。 
治療支援技術グループ 

（Surgical Assist Technology Group） 
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研究グループ長：鎮西 清行 
（つくば東、6（4）名） 

概 要： 
 MRI 磁場内に低磁化率の物体を置く状況に最適化

して FEM 解法を得る技法を開発した。実測と FEM
予測と比較して、誤差10～30％に収まっており、MRI
対応性を機器設計段階で予測する手法の提案につなげ

た。 
 三種類の MRI 対応のロボットシステムの研究開発

を進めた。病院にロボットを常駐させてソフトウェア

の研究開発、臨床実験の準備を進めている。6軸パラレ

ルリンクを応用した機構は剛性などを強化する対策を

施した改良機を製作中である。また、金属、汎用部品

の割合を増やし低コスト化を狙った機構を病院にて試

験動作させ、磁場不均一に起因する問題は無く、低コ

スト化が可能であることを確認した。 
 軟組織の変形解明の研究では、直交ニ方向 X 線計測

装置を構築して、ブタ大腿筋組織に生検針で穿刺した

結果を解析、摩擦成分が針の刺入部の長さに比例する

ことを発見した。 
医用計測グループ 

（Biomedical Sensing and Imaging Group） 
研究グループ長：本間 一弘 

（つくば東、14（5）名） 
概 要： 
 組織機能センシング技術の開発においては、複合脳

内計測プローブの個々の要素技術の検討を進めた。 
 光イメージング装置の開発と実用化においては、光

ファイバホルダの改良を行い、従来の装着時間を約

50％（15～25分）に低減した。 
 MRI/S による医用計測技術については、3次元 T2緩
和時間および3次元拡散係数を強調する MRI 手法を提

案し、ファントム実験、動物実験、生体計測を進め、

提案手法の技術的評価を行った。 
 生体を対象とした光学的無侵襲計測技術において、

血糖値計測技術の確立を目的として、血清の主な成分

であるアルブミン、γ－グロブリン、トリグリセロー

ル、コレステロール、グルコース等の反射・透過スペ

クトルを測定するとともに、近赤外領域における吸

収・散乱係数を明らかにした。 
 

⑯【脳神経情報研究部門】 
（Neuroscience Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：河野 憲二 
副研究部門長：国分 友邦、栗田多喜夫 
総 括 研 究 員      ：岡本 治正、山根  茂、国分 友邦、 
       栗田多喜夫 
 
所在地：つくば中央第2、第6、第4、北 

人 員：147（60） 
経 費：613,933千円（429,726千円） 
 
概 要： 
 本研究部門では脳の機能を理解し、それに基づく技

術基盤の確立を目的として、脳の物質的な構造と仕組

みの理解からは、脳神経系の診断用材料の開発や神経

組織の修復再生技術の開発などによるバイオ産業や医

療福祉産業の振興に、また脳における情報表現と情報

処理の理解からは、これからの情報化社会に求められ

る、人間と相性の良い脳型の情報技術の開発に貢献す

る研究を目的とした「脳神経情報処理機構の解明とそ

の利用」を目標とする｡ 
 特に第1期における研究目標として情報処理に関す

る研究に重点をおきたい。現在のコンピュータは、記

号と演算を用いた人間の論理的思考法を取り出し、そ

の情報処理の手法を機械の上で強化するように作られ

たシステムであるが、人間の脳に可能で現行の原理に

基づくコンピュータには実現できない様々な機能があ

ることはよく知られている。情報処理や人工知能の研

究が急速に進歩した現在、コンピュータに最も求めら

れながらも実現までの具体的な道程が見えて来ないの

は、実世界で人間とコミュニケーションを取りながら、

インタラクティブに働くための機能である。これは、

実世界での情報処理に立ちはだかる様々な困難に起因

しており、その困難さを「脳」がどのようにして克服

しているかが、まだ明らかにされていないこともその

原因の一つと考えられる。 
 人間の脳に可能で現在のコンピュータでは十分には

実現できない機能の解明に目標を絞り、脳で行われて

いる情報処理の知見をもとにしたコンピュータシステ

ムの開発に適用されうるような、基本的な情報処理の

原理を解明していくことを目標に研究を進め 
ていく。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
色空間データベース（中小企業情報流通円滑化事業委託

費／経済産業省） 
 
ヒトを含む霊長類のコミュニケーションの研究（科学技

術総合研究委託費／文部科学省） 
 
網膜神経回路網・視神経の再生における制御因子に関す

る研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
文脈主導型、認識・判断・行動機能実現のための動的記

憶システムの研究（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 
 
創薬及び生物研究情報基盤としての生体内ペプチドの多
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角的データベース化に関する研究（科学技術総合研究委

託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 122(52)件、口頭発表 191(33)件、 
    その他 9件 
--------------------------------------------------------------------------- 
脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Group） 
研究グループ長：岡本 治正 

（つくば中央第6、20（7）名） 
概 要： 
(1) 線虫の排泄行動突然変異体、aex-1突然変異体の

表現型解析を進め、シナプス伝達に異常のあること

を見出した。線虫の腸における細胞内カルシウム振

動及びその細胞間伝播の動態を Ca 指示蛍光タンパ

ク質カメレオンにより明らかにした。 
(2) ホヤ胚における表皮感覚神経の分化機構の解析を

開始した。 
(3) マウス Snail 遺伝子（Msna）プロモーター等を利

用してトランスジェニックマウスを作製したところ、

神経冠幹細胞を GFP により特異的に標識、可視化

することができた。 
(4) FGF による神経誘導また前後軸に沿ったパター

ニングに、FGF シグナル伝達経路の下流にある Ets
ファミリー転写因子が関与することを示唆する知見

を得た。 
(5) ディスフェルリンの結合タンパク質がカベオリン

3であることを免疫沈降法により明らかにした。 
(6) Rax1を中心とした遺伝子破壊実験から出芽パタ

ーン制御のモデルを構築した。 
脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurophysiology Group） 
研究グループ長：久保  泰 

（つくば中央第6、11（6）名） 
概 要： 
(1) ブラジルとの共同研究により南米産のヘビ毒腺や

カエル皮膚から cDNA ライブラリーを作製し、複数

の新規な神経毒様ペプチド及び生理活性ペプチドを

コードする cDNA を単離した。遺伝子工学的にこれ

らのペプチドを発現させるとともに、生理活性の測

定を行っている。 
(2) 新しい機能タンパク質スクリーニング技術を開発

し、それを適用してマウス脳 cDNA ライブラリーよ

りオーファン受容体 cDNA を単離した。培養細胞及

び卵母細胞での発現系を確立し、脳ペプチド抽出物

の中に受容体を活性化する画分を見出した。 
(3) 初代培養海馬神経細胞にグルタミン酸受容体と蛍

光タンパク質との融合タンパク質を発現し、生きた

状態で受容体の動態を観察できるシステムを構築し

た。 

DNA 情報科学研究グループ 

（Information Biology Group) 
研究グループ長：鈴木  理 

（つくば中央第6、16（3）名） 
概 要： 
(1) 好熱性、超好熱性古細菌由来の転写関連蛋白質の

立体構造を決定するとともに、これらの蛋白質の機

能に基づき、古細菌の転写系を解析し、「古細菌のゲ

ノムに記録される大半の遺伝子の転写を制御する機

構」を説明するための仮説を得た。 
(2) 紅藻（イデユコゴメ）は原始的で共生を解明する

ための良い材料である。紅藻の第一染色体（440K）

をパルスフィールド電気泳動によって単離し、ショ

ットガン法により1～2Kbp の DNA 断片に切断後、

クローニングした。現在までに、4000クローンの配

列を決定した。 
(3) DNA 配列を画像へと変換する技術を用いて、ヒト

染色体 DNA 配列を、シロイヌナズナや線虫等の多

細胞真核生物、酵母、さらには古細菌などの原核生

物のゲノム DNA 配列と比較した。 
構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Group） 
研究グループ長：佐藤 主税 

（つくば中央第6、11（4）名） 
概 要： 
(1) 電子顕微鏡画像のノイズを減らす方法として、電

子線のエネルギーフィルターであるオメガフィルタ

ーを用いて液体 He 温度での Na チャンネル像の撮

影に成功した。 
(2) 神経伸長の基本原理の解明：新型偏光顕微鏡と共

焦点顕微鏡を組合わせたシステムの光路を組み立て

た。 
(3) ニワトリの胚網膜スライスを用い、各発生段階に

おける外網状層から内網状層への情報伝達経路の構

築過程をカルシウム（Ca）イメージングで行った。 
(4) 超解像光学顕微鏡および無侵襲脳光計測における

走査技術として、可視光から近赤外光における高時

間・空間分解能をもつデジタル制御走査技術を開発

した。 
(5) Ca ストアでの異種受容体の細胞質内 Ca 濃度に対

する感受特性の違いのモデル的解析。 
(6) インターネットでのリアルタイム遠隔計測制御シ

ステムの開発評価実験。 
感覚認知科学研究グループ 

（Human Perception and Cognition Group） 
研究グループ長：斉藤 幸子 

（つくば中央第6、13（5）名） 
概 要： 
(1) MEG データの解析により、味の濃度と脳応答の大

きさの関係を明らかにした。 
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(2) 手足の随意運動の脳活動様式について、MEG デ

ータからダイポールモデルを中心に脳活動の推定を

行った。 
(3) 大脳半球間視覚情報伝達時間を半視野顔画像呈示

による誘発磁場170ｍ成分から計測する方法を考案

し、計測に成功した。 
(4) 色知覚特性の定量化手法について、その妥当性を

検証する実験装置を構築した。 
(5) ニオイの弁別に及ぼす familiarity の影響を調べ

るため、国際比較による予備実験を行った。 
(6) 色空間相互の対応関係をデータベース化した。 
(7) ニオイのデータについて整理を行い、データベー

スを構築中。 
(8) 誘発電位計測による味覚障害の他覚的検査法の開

発：刺激装置の高度化・簡素化を行った。 
(9) 嗅覚同定能力計測法の実用化に関する研究：嗅覚

障害の計測が可能かどうかに関して、簡便に用いら

れることが分かった。 
(10)嗅覚同定能力計測法に関する標準情報（TR）の作

成をした。 
認知行動科学研究グループ 

（Cognitive and Behavioral Sciences Group） 
研究グループ長：杉田 陽一 

（つくば中央第6、8（4）名） 
概 要： 
(1) 古い記憶と新しい記憶の想起時に海馬の活動が違

っていることを fMRI によって確認できた。 
(2) 複数の領野からの単一細胞活動同時記録を開始で

きるまで準備を整えた。 
(3) 正常サルの色彩の類似性判断に関する実験は完了

した。 
(4) 幼少ザルの人工飼育法について、標準身長体重と

の比較で、一応確立したと考えた。 
システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 
研究グループ長：山根  茂 

（つくば中央第2、23（8）名） 
概 要： 
(1) 脳における時間表現の研究：左右の手の指に時間

差をつけて与えた触覚刺激を感じる順番は、手を交

差すると、与えた時間差が0.3s 以内では、逆転する

ことを発見した。 
(2) GAP-43と MARCKS、および neurogranin の

mRNA 発現をサルの小脳において調べた。 
(3) 運動学習機構の研究：両眼視差によって誘発され

る輻輳開散運動のモータコマンドは、脳の頭頂連合

野にある MST 野のニューロン集団で表現されてい

ることを発見した。 
(4) 脳研究の基盤技術となるヒトとサルの MRI 画像

データベースシステムを作成し、WEB で公開した。 

(5) 三次元位置高速検出技術を実用化に向けて開発し

ていく。 
脳機能解析研究グループ 

（Brain Architecture Analysis Group） 
研究グループ長：飯島 敏夫 

（つくば中央第2、10（3）名） 
概 要： 
(1) 大型 CCD 光計測システム開発：高 S/N 化を目標

として、主にカメラヘッド基板回路の改良を行った。 
(2) 海馬周辺皮質の情報処理機構に関する研究：感覚

入力の海馬情報入力に扁桃体からの信号が促進的に

作用する可能性が示唆された。 
(3) 感覚情報の皮質表現、統合処理メカニズムに関す

る研究：ラットバレル皮質で血流増加以前の酸素消

費マップが神経活動マップを正しく反映することを

明らかにした。 
(4) 記憶想起時における海馬領域の活動に関する

fMRI 研究：機能的 MRI 装置を用いて検討し、エピ

ソード記憶想起中に同一の時間に起こった出来事を

時間インデックスをもとにまとめあげて再構成する

のに海馬領域が関与することが明らかにされた。 
(5) ニオイ情報処理の研究：嗅状皮付きモルモット単

離全脳標本において電気生理学的な解析を行った。 
(6) 注視行動の文脈主導組織化と行為認識機能に関す

る研究：人間型視覚センサと眼球運動制御を組み合

わせた高機能両眼視覚システムを構築した。 
情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：赤穗昭太郎 

（つくば中央第2、5（5）名） 
概 要： 
(1) 複素ニューラルネットワークの冗長性を数理的に

解明した。具体的には、与えられた複素関数を近似

することのできる複素ニューラルネットワークのク

ラスを明らかにした。 
(2) exponentiated gradient algorithm が測地線を用

いる幾何学学習アルゴリズムのフレームワークで統

一的にとらえられることを示した。 
(3) Distributional Clustering における確率分布の最

適クラスタリングが分布のベクトル空間中で線型分

離性を持つことを証明し、この性質を用いて効率的

なアルゴリズムを提案した。 
(4) 独立成分分析の枠組みを予測にも適用できるよう

に枠組みを拡張し、ナイーブベイズ法を改良するア

ルゴリズムを構成した。 
(5) クラスタ例からの学習は教師情報をもとにデータ

集合を分割する問題であるが、クラスタ属性を取り

扱う手法を開発し、人工データに適用してその有効

性を示した。 
応用数理研究グループ 
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（Computational Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：梅山 伸二 

（つくば中央第2、4（3）名） 
概 要： 
(1) 神経興奮伝播シミュレーションとその可視化を16

台の PC クラスタ上でインタラクティブかつ高精細

に行う方法を研究した。また、開発中のクラスタシ

ステムは、ソフトウェアの改良（パイプライン処理

の採用）により可視化性能が2～3倍向上した。 
(2) コンピュータビジョン分野における諸問題を整理

／変換することによって、それらへの ICA 適用可能

性を検討した。 
(3) 生物の視覚系における時間変化する入力に対する

スパイク応答過程モデルを計算機実装し、このスパ

イク系列を利用した情報処理の検討を進めている。 
認知工学研究グループ 

（Cognitive Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：栗田多喜夫 

（つくば中央第2、12（6）名） 
概 要： 
(1) 脳での視覚特徴抽出法を模倣した汎化能力の高い

認識手法および動画像からの関節物体の動きの認識

手法開発に着手した。具体的には、フィードバック

情報を有効に利用することで、部分的に隠れを含む

画像からの自己連想メモリが順逆モデルを自己組織

的に学習するニューラルネットを用いて簡単に実現

できることを示し、その機能を識別器と統合するこ

とで、部分的に隠れを含む画像の認識が可能である

ことを示した。また、画像中の顔検出のためのカー

ネル判別分析法を提案し、正面顔の検出が高精度で

可能であることを示した。 
(2) 行動のための内部モデルの学習とその工学的応用

に関して、感覚運動情報の自動分節のためのニュー

ラルネットワークモデルの開発、左右のカメラ及び

首の動きを模倣したアクティブビジョンシステムの

開発、場所細胞の自己組織化法とその自律移動

ロボットのナビゲーションへの応用等について検討 
した。 

 
⑰【物質プロセス研究部門】 
（Institute for Materials & Chemical Process） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：水上富士夫 
副研究部門長：伊ヶ崎文和、玉置  敬 
総 括 研 究 員      ：青木 勝敏、水田  進、伊ヶ崎文和、 
       玉置  敬 
 
所在地：つくば中央第5 
人 員：156（82） 
経 費：1,219,557千円（236,994千円） 

 
概 要： 
 持続可能性社会実現のための化学技術開発を目的に、

革新的技術シーズとなる新物質・材料の創製並びに新

反応プロセスの開発を行うと同時に、このための基

礎・基盤技術の整備・確立を図ることである。具体的

には、解析シミュレーションを不可欠の技術開発要素

として、基礎・基盤化学技術から特異反応場等の先端

技術まで幅広いスペクトル間の連携・融合により、触

媒・反応プロセス技術、特異反応場創出・利用技術、

機能物質・材料創製技術、および物質安全評価技術の

研究を重点的に進め、産業競争力強化、並びに安全で

安心な持続可能社会の実現に貢献することである。そ

して、この早期達成と研究資源の効率的運用から、重

点研究課題を設定している。 
 本研究部門はその発足・成り立ちから、研究分野が

多岐に渡り種々のポテンシャルを有し、研究のスペク

トルが広いという特徴を備えているため、部門内並び

に産総研の内外で分野間にまたがる広い連携・共同で

総合的な研究が出来る利点を備えている。そこで、こ

の利点を活かすと同時に、“ものづくり”に焦点を当て、

かつそれを総合的に行うため、イ）物質・材料の製造・

作製法の革新・刷新、ロ）物質・材料の機能や物性の

革新・刷新、ハ）物質・材料の安全な管理・利用法の

確立を、それぞれ X、Y および Z 軸に、それらが相互

的相乗的に作用し合うように研究テーマを設定し進め

ることとしている。 
 具体的には、１．「新転換反応プロセスの研究開発」、

２．「低反応性小分子の化学工業原料化」、３．「特異物

性ポリマーの研究開発」、４．「機能性無機材料膜の研

究開発」、５．「分子情報材料の研究開発」、６．「生体

の機能模倣と鍵物質の研究開発」、７．「爆発危険性予

測評価システム」を部門の重点課題に設定し、研究開

発を進めることとした。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
次世代化学プロセス技術開発（エネルギー需給構造高度

化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
構造制御材料技術開発（エネルギー需給構造高度化技術

開発等委託費／経済産業省） 
 
水素同位体混合系に対する水素吸蔵材料の特性に関する

研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
原子力施設に係わるエネルギー発生源の爆発影響評価シ

ステムに関する研究受託先（原子力試験研究委託費／文

部科学省） 
 
発火・爆発性廃棄物の安全処理に関する研究（試験研究
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調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環

境省） 
 
発 表：誌上発表 120(86)件、口頭発表 278(26)件、 
    その他 6件 
--------------------------------------------------------------------------- 
触媒・膜システムグループ 

（Catalysis and Catalytic Membranes Group） 
研究グループ長：伊藤 直次 

（つくば中央第5、22（10）名） 
概 要： 
１．膜反応プロセスとしては、(1) 還元的酸化法では、

パラジウム膜面上で透過水素によって活性化した酸

素種によるベンゼン酸化を行い、フェノールが13％

前後の高収率で得られることを示した。本結果は現

時点で直接合成法としては世界最高値である。(2) 
光学分割反応では、ポリエーテルスルホン中空糸膜

に Pseudomonas リパーゼを固定化した2相膜反応

器を用い、2-ヒドロキシオクタン酸に対して、光学

純度95％以上の S 体、ほぼ100％の R 体エステルを

それぞれ収率30％以上で得た。(3) 脱平衡・高純度

水素製造法では、反応器内の膜前方に触媒層を置く

ことで透過側からの水素の逆透過を回避でき製造量

を10-20％改善できることを明らかにした。 
２．膜開発では、Ni-Zr 系アモルファス合金が非 Pd

系では高い水素透過性を示すことを見出した。触媒

開発では、メタン部分改質用インターカレート触媒

が長期間活性を示すこと、軽油脱硫用メカノケミカ

ル触媒が特異的な活性を示すこと、FT 合成用メソ

ポーラス触媒が活性の低下が小さいことなどを明ら

かにした。 
機能性無機物質化学グループ 

（Energy- and Environment-Related Inorganic 
 Materials Group） 
研究グループ長：角田 達朗 

（つくば中央第5、6（6）名） 
概 要： 
 湿式法および気相法による各種材料創製技術・評価

技術を基に、酸素および水素の高性能選択的透過材料

の開発を行い、新規膜反応方式の開発を通して「新転

換反応プロセスの研究開発」に貢献する。 
１．水素透過膜に関しては、多孔質基材へパラジウム

基合金をコーティングするための特殊 CVD 装置を

作製し、基材及び原料等の選択を終え、作製条件の

設定など膜形成の基本的条件を取得した。 
２．酸素透過膜に関しては、セリウム、銅および希土

類の酢酸塩を用いた方法により、混合伝導性を示す

酸化物イオン伝導相と電子伝導相の混合相を比較的

低温で合成できることを見出した。当該材料は10-1 

ml/cm2・min オーダーの酸素透過速度を示している。

また上記液相法により得られた前駆体を用いること

により緻密な焼結体が容易に作成できることが明ら

かとなり、各種新組成の混合伝導体を作製した。ま

た、ビスマス系酸化物を用いた材料では、1ml/cm2・

minオーダーを越える酸素透過速度を有する材料の

開発に成功した。 
ポーラス材料グループ 

（Porous Materials Group） 
研究グループ長：鈴木 邦夫 

（つくば中央第5、6（6）名） 
概 要： 
１．層状ケイ酸塩を出発原料として、その層間を各種

遷移金属水酸化物で修飾したのち、150℃、5時間と

いう低温、短時間の転換条件下で層間同士を直接接

合することにより、ゼオライトを合成できた。また、

水ガラスと界面活性剤を出発物質として、メソポー

ラス材料の合成を試み、細孔径約4nm、比表面積

800m2/g 以上の多孔材料を合成できた。 
２．さらにヘテロ元素を含む有機機能材料の合成を目

的として、パラジウム触媒存在下アルキンのスズホ

ウ素化を行ったのちに、二種の有機ハロゲン化物を

順次加えることによりワンポットで三成分交差カッ

プリング反応が進行することを見出した。また、水

層での有機反応システムに用いるために、長鎖アル

キル部位と親水性部位としてポリエチレングリコー

ルを有する界面活性剤を基本骨格とする触媒の開発

を行った。 
分子触媒グループ 

（Molecular Catalysis Group） 
研究グループ長：坂倉 俊康 

（つくば中央第5、8（5）名） 
概 要： 
１．二酸化炭素からの環状カーボネート合成のための

固体触媒開発に成功。有機溶媒を用いることなく収

率50％を達成。 
２．ハロゲンを用いない二酸化炭素からのウレタン合

成に成功。アセタールを脱水剤とする方法で収率

80％を達成。 
３．メタンと一酸化炭素からのアセトアルデヒド合成

に世界で初めて成功。 
４．炭酸ジメチル合成において無機脱水剤を用いる新

反応装置を試作。 
高圧化学グループ 

（High Pressure Chemistry Group） 
研究グループ長：青木 勝敏 

（つくば中央第5、7（4）名） 
概 要： 
１．新規ポリマー：重合反応条件（温度、圧力）を制

御することによって、目的物質である単結合アセチ

レンポリマーが合成されることを見出した。圧力
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1GPa、温度80℃で合成された無色透明ポリマー（厚

さ8μm）の光透過率は波長350nm で～40％、700nm
で～90％であった。また、赤外波長域において屈折

率約1.7を示す高屈折率ポリマーの合成が確認され

た。 
２．独自に開発した拡散測定法を用いて、氷中のプロ

トン拡散速度（係数）を400K、10～60万気圧の高温、

高圧下で測定した。拡散係数は加圧により減少し、

10万気圧で～10-15m2/s、60万気圧で～10-17m2/s であ

った。この値は、1気圧、零度以下で出現する通常氷

中の拡散速度と比べて数桁大きい。氷中のプロトン

拡散速度を測定した初めての実験である。 
無機固体化学グループ 

（Inorganic Solid State Chemistry Group） 
研究グループ長：熊谷 俊弥 

（つくば中央第5、15（8）名） 
概 要： 
１．大面積超電導膜：赤外線炉を用いた精密熱処理に

より5cm 径の格子整合 LaAlO3基板上に作製した

YBCO 膜で臨界電流密度 Jc=2.5MA/cm2（誘導法）

および表面抵抗 Rs=0.48mΩ＠12GHz、77K を達成した。 
２．低温製膜技術：塗布光分解法により強誘電体 PZT
エピタキシャル膜の室温製膜およびLa0.7Sr0.3MnOy

エピタキシャル膜の低温製膜（500℃）に成功し、後

者で抵抗の温度係数 TCR=2.3％を達成した。 
３．リチウム電池材料：LiNiO2単結晶の合成に初めて

成功し、Li1-zNi1+zO2固溶体における組成に依存した

構造・物性変化の詳細を解明した。 
４．層状構造化合物解析技術：新しい超伝導機構を示

すことが期待されている量子スピン梯子格子系複合

結晶(Sr2Cu2O3)0.70CuO2、“Sr14Cu24O41”の対称性を4

次元超空間群に基づいて厳密に求めることに成功し

た。 
物性解析グループ 

（Material Analysis Group） 
研究グループ長：林  繁信 

（つくば中央第5、5（4）名） 
概 要： 
１．規則性微空間材料を利用した新規無機有機ナノ複

合体の創製を目的とし、ナノ空間における有機色素

分子の挙動を固体 NMR によって調べた。その結果、

ゲスト分子の配列および運動状態に対し、ゲスト分子

の吸着量、ナノ空間内のイオンの有無、水和水の有

無などがゲストの挙動を決める要因であることを明

らかにした。 
２．固体触媒表面の酸性質を固体 NMR で調べた。真

空下および乾燥ガス雰囲気下での試料調整を試み、

空気中の湿気の影響を抑制しうることを確認した。

酸性質をになうプロトンを1H MAS NMR 法によっ

て測定し、酸強度、酸量の測定が可能であることを

示した。 
３．単結晶 X 線構造解析において、その場構造解析手

法を確立するために、白色 X 線を用いて測定した回

折データから構造解析用のデータ（構造因子）を求

めるソフトウエアを開発・整備した。また、液体窒

素温度付近までの低温測定が可能になるように装置

の整備を行った。 
機能分子化学グループ 

（Molecular Function Group） 
研究グループ長：玉置 信之 

（つくば中央第5、7（4）名） 
概 要： 
１．フルカラー記録表示材料では、添加物の構造と反

射色変化の関係からスメクティック相が誘起される

ことで反射波長の長波長化が起きている可能性が示

唆された。また、分子内にアゾベンゼン部を有する

コレステリック液晶を初めて合成した。さらに材料

化技術として、マイクロカプセル化技術を確立した。 
２．機能分子合成の基礎研究のうち、(1) ケイ素系新

ホストの合成では、ホスト分子の置換基効果および

基本骨格変換により、イオン認識の選択性に変化が

現れることを見出した。またその要因について理論

計算により起源を明らかにした。(2) 光応答性高分

子では、新たな光応答性の高分子を合成しそのフィ

ルム状での水の濡れ性を光により制御できた。液滴

の接触角で50°以上の変化を達成した（目標は20°）。

(3) 重合性有機ゲルでは、アルキレン鎖長やアミノ

酸ユニットの異なる8種類のジアセチレンコレステ

リル化合物を合成し、有機ゲルの形成能や得られた

ゲルの光重合性を検討した。化学構造とゲル化能と

の関係については、アルキレン鎖中のメチレン1ユニ

ットがゲル化能に決定的に影響することを見出した。 
生体模倣材料グループ 

（Biomimetic Materials Group） 
研究グループ長：新保外志夫 

（つくば中央第5、18（7）名） 
概 要： 
１．脂質ナノ構造体の開発については、構成分子であ

る人工テトラエーテル脂質と人工テトラエステル脂

質数種を合成するとともに、スフィンゴミエリンに

ついても効率的な合成法を検討した。 
２．異性体分離膜については、基膜表面に形成させた

ポリイオンコンプレックス（PIC）薄膜が有機化合

物に対して良好なバリヤーとなることを明らかにし

た。この PIC 薄膜にシクロデキストリンを導入した

膜は有機化合物（ブタノール）に対して透過性を有

するだけでなく、異性体識別能も有することを見出

した。また、光による輸送制御については、特殊な

アゾベンゼンポリマーを基膜に薄膜状に塗布した膜

が、光照射の on-off や特定波長の光に応答してガス
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透過性を変化させることを見出した。 
３．Biomineralization 模倣による材料形成では、対

向拡散法において結晶析出に及ぼす構成塩種、添加

高分子等種々の因子の影響を調べ、浸漬法と比較検

討した。 
４．プラズマ重合による薄膜形成技術の研究では、プ

ラズマ重合に複数モノマー成分からなる系を適用し

親・疎水性がコントロールされた薄膜材料を得た。

これらのプラズマ重合膜を水晶振動子に応用し、揮

発性有機ガス等に対する選択的検出能を確認した。 
生体関連機能物質グループ 

（Biorelated Functional Materials Group） 
研究グループ長：古沢 清孝 

（つくば中央第5、7（6）名） 
概 要： 
１．生体機能物質：(1) 核酸類を対象に元素間のアフ

ィニティーを利用する合成法を適用し、チオアミド

糖から5-アザウラシル誘導体が好収率で得られるこ

とを見出した。この反応は核酸塩基類の一段階合成

法としても興味が持たれる。4-置換チオセミカルバ

ジドとシアン酸銀から核酸塩基に類似したトリアゾ

ール化合物が得られることを見出した。(2) 計算化

学的手法により糖質の修飾に有用なケイ素系保護基

の特性を明らかにした。(3) 脂質類の合成中間体と

して重要なアルキルアリールスルホン類をアルコー

ル類からワンポットで簡便に合成する方法を見出し

た。さらに、(4) 生物活性が注目されるスフィンガ

ジエニン型糖脂質2種の効率的な合成法を見出した。

細胞間の情報伝達に関与するスフィンゴリン脂質の

新規類縁体についてバイオアッセイから薬理作用を

示唆する結果を得た。 
２．生体関連機能性材料：(1) 電解質機能をもつ材料

としてグアニジン誘導体のアリルビグアニドを重合

させることを検討し、従来単独重合しないと言われ

ているアリル系化合物に関してブレークスルーの可

能性を見出した。(2) 重合性界面活性剤を利用して

調製した架橋可能な感熱性高分子水性分散液が取り

扱いやすさにおいて実用性に優れるとともに感熱機

能を利用して廃液類の固液分離に適用できることを

明らかにした。 
環境適合型高分子材料グループ 

（Ecological Polymers Group） 
研究グループ長：田口 洋一 

（つくば中央第5、11（8）名） 
概 要： 
１．3-メトキシ-1、2-プロパンジオールとポリブチレ

ンサクシネート（PBS）を共重合することにより、

引張り伸度が PBS ホモポリマーに比べおよそ3倍の

865％に向上した柔らかい共重合体を得た。また、

PBS にバチルアルコールを共重合させることによ

り、生分解性速度を遅延させることができた。ポリ

γ－ブチロラクトンとラクチドの共重合では、触媒

の種類により共重合体の組成比が変化することを見

出した。ラクチドと糖類からの誘導体を共重合させ

たポリマーは、その加水分解速度がポリ乳酸よりも

上昇することを見出した。 
２．バイオマスの有効利用の観点から、リグニンを含

有する生分解性エポキシ樹脂及びパームオイル繊維

と廃糖蜜を用いた生分解性ポリウレタンを合成した。

生分解性ポリマーの表面をフッ素系プラズマ処理す

ると初期加水分解速度を抑制することができた。 
３．自動車産業で必要とされる対環境性に優れたハロ

ゲンフリー易剥離性プライマーの合成のために、

ABCBA 型ブロック共重合体をブレークシール手法

により、リビングアニオン重合した。 
材料システムグループ 

（Materials System Group） 
研究グループ長：山中 忠衛 

（つくば中央第5、5（5）名） 
概 要： 
１．光機能材料システムの設計：可視光で着色・消色

が可能な有機フォトクロミック薄膜デバイス（色素

層2μm）の開発に初めて成功し、10,000回以上の繰

り返し耐久性を実現することにより、光並列計算シ

ステムの要素技術を確立した。また、アゾポリマー

薄膜の光誘起表面レリーフ現象の解析を行い、構造

形成過程を定量的に解明するための流体力学モデル

を提案した。 
２．繊維材料システムの解析：柔軟材料の3次元力学解

析のための、新しい有限要素分割アルゴリズムを開

発した。繊維の伸びに関する非線形応力応答を解明

するために、多重の螺旋状構造モデルを提案した。

また、最近商品化された、衣服の3次元形状予測ソフ

トウェアについて、バージョンアップ等の技術移転

を進めた。 
３．物質輸送機能システムの解析：多相系不均質材料

における拡散現象について、非平衡統計力学的方法

による粗視化解析を行い、構造と巨視的な拡散係数

（時間依存する）との関係を理論的に示した。また、

低レイノルズ数領域での膜ろ過プロセスについて、

従来の相似解の拡張を検討し、流動状態の新しい近

似解析法を提案した。 
爆発研究グループ 

（Explosives and Explosions Group） 
研究グループ長：吉田 正典 

（つくば中央第5、10（5）名） 
概 要： 
１．衝撃波の物理的性質に関する研究：二次元コード

については主要部分の開発を行い、殉爆問題への適

用性の検討を行った。 
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２．高エネルギー物質の化学的性質に関する研究：ア

ルカリ水溶液と混合した場合、ニトロメタンの一部

が、水溶質に変性する現象を確認した。 
３．反応性ガスの爆発危険性評価：三フッ化窒素中の

水素、メタン等の可燃性ガスの爆発限界を求めた。

水素の爆発下限界は5vol％、上限界は90vol％で、爆

発範囲としては酸素中の値と同程度であった。爆発

は激しく、酸素中の場合と同様に爆ごう発生の危険

性が非常に高い。 
４．爆発リスクに関する研究：ピクリン酸・ピクリン

酸金属塩などの、感度・起爆・爆燃・定常伝爆に関

する基礎データを取得した。殉爆に関する実験を行

い、数値計算モデル・数値計算コード開発を行った。 
 

⑱【セラミックス研究部門】 
（Ceramics Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：亀山 哲也 
副研究部門長：山東 睦夫、渡村 信治 
総 括 研 究 員      ：岡嵜 正治、上蓑 義則、小田 喜一、 
       山東 睦夫、渡村 信治 
 
所在地：中部センター 
人 員：147（71） 
経 費：524,132千円（235,878千円） 
 
概 要： 
 我が国のセラミックス産業は、国際的に高いシェア

をもっており、様々な部品・部材を供給しているが、

その市場規模は小さく、標準化や設計技術等の共通基

盤技術は未成熟である。また、従来の材料開発は、安

価で高機能な材料を生み出してきたが、環境等に対す

る配慮に欠けていたことも否定できない。 
 このような背景の基に、本研究部門では、１）環境

に配慮した材料開発のパラダイムシフトに対応する技

術体系の再構築、２）多様な機能を複合あるいは相乗

させた材料の開発、３）材料設計技術の確立、評価手

法標準化などの知的基盤の構築を目的として、セラミ

ックスに共通する横断的でハイリスクな研究課題を抽

出し、金属、有機材料等の異種材料との分野融合的な

研究展開も視野に入れつつ、組織力を活かした研究体

制により課題の解決を図り、我が国の製造業の国際競

争力の維持・向上及び社会の持続的発展に貢献する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
協奏反応場の増幅制御を利用した新材料創製に関する研

究、反応場の協奏増幅による構造規則化プロセス制御に

関する研究、超音波複合反応場における協奏増幅プロセ

ス制御に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 

 
QOL を指向した生体融和材料の新創出に関する研究、複

合材料の生体活性物質修飾（科学技術総合研究委託費／

文部科学省） 
 
カビの酵素高生産能を活用した環境調和型工業プロセス

技術の基盤研究、内分泌かく乱物質分解酵素の活用技術

の開発（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
生体組織形成を模倣したミセルの自己組織化による規則

配列制御ナノスケールセラミックスの創製（科学技術総

合研究委託費／文部科学省） 
 
生体硬組織の無機ネットワーク構造を模倣した骨組織誘

導型人工骨の創製（科学技術総合研究委託費／文部科学

省） 
 
特定装置の維持運営に必要な経費（中部センター：電子

スピン共鳴吸収装置の長寿命化のための試験研究）（原

子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
セラミックス多層膜によるディーゼル排ガスの電気化学

的浄化に関する研究（試験研究調査委託費（地球環境保

全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
有害藻類発生湖沼の有機物、栄養塩類、生物群集の動態

解析と修復効果の評価に関する研究（試験研究調査委託

費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境省） 
 
イオンクロマトグラフィによるオンサイト型水質モニタ

ーの開発に関する研究（試験研究調査委託費（環境研究

総合推進費に係るもの）／環境省） 
 
発 表：誌上発表 181(122)件、口頭発表 279(32)件、 
    その他 8件 
--------------------------------------------------------------------------- 
テーラードリキッドソース研究グループ 

（Tailored Liquid Source Group） 
研究グループ長：加藤 一実 

（中部センター、8（4）名） 
概 要： 
 次世代強誘電体メモリへの適用を考え、新規強誘電

体材料の探索と薄膜化のための溶液原料の合成法を検

討し、CaBi2Ta2O9、CaBi4Ti4O15、(Y、Yb)MnO3等の

新規強誘電体材料の溶液原料を調製することが可能に

なり、次世代強誘電体メモリへの適用性を示した。セ

ンサー等への応用を踏まえ、ポリエチレングリコール

を添加した溶液原料から、1回の成膜工程で、膜厚が約

1μm の酸化チタン多孔質厚膜を形成することが可能

になった。さらに、分子の反応性を制御し、シリコン
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基板上作製した SrBi2Ta2O9薄膜や ZrO2薄膜の結晶性

や表面形態の制御を可能にした。 
 トリフルオロ酢酸塩法による YBCO の形成過程を

FT-IR 分析によって検討し、トリフルオロ酢酸塩の仮

焼成条件を最適化し、既存の加熱処理プロセス時間を

1/2～1/3程度まで短縮することができることを明らか

にし、線材化のための連続プロセスへと展開する上で、

重要な知見を示した。 
機能複合粉体研究グループ 

（Tailored Solid Source Group） 
研究グループ長：大橋 優喜 

（中部センター、10（7）名） 
概 要： 
 化学炎プロセスに基づき球状の窒化アルミニウム合

成を試み、その可能性について検討を行った。その結

果、アセチレンガスに O2-NH3混合ガスを加えて調整

した化学炎中に Al アトマイズ粉（平均粒径10μm）（及

びN2）を導入することにより合成したAlON(φ')  -Al-C
混合粉を熱処理することにより AlN 粉末を製造する

ことができた。また、シリカフィラーの表面及び粒間

に存在する微細粒子（数100nm 程度）が、流動特性に

及ぼす影響について検討し、粒間微細粒子が低粘性化

に寄与し得ることを明らかにした。 
 酸化鉛過剰組成法を用いて、Pb(Ni1/3Nb2/3)O3    

-PbTiO3-PbZrO3系圧電セラミックスを合成し、高キュ

リー温度、比較的大きな電界誘起歪を示すことを明ら

かにした。また非鉛系圧電体については、(Bi1/2Na1/2) 
TiO3-BaTiO3系を基本に第3成分を添加した系に関し

て検討を開始した。 
低環境負荷型焼結技術研究グループ 

（Advanced Sintering Technology Group） 
研究グループ長：渡利 広司 

（中部センター、10（6）名） 
概 要： 
 遠心焼結装置の設計及び製作に着手し、プロトタイ

プ装置を開発した。装置の能力は、最高使用温度は

500℃、回転数は8,000rpm であった。当該装置を用い

た焼結実験により、温度500℃、回転数8,000rpm で緻

密な銅焼結体を得ることができた。 
 自己バインダによる焼結体の組織制御を、水硬性ア

ルミナを取り上げ、検討した。水硬性アルミナ原料粉

末の粉砕処理により、従来より低温でα-アルミナ化す

ることを見出した。低温でのα化により、均質で微細

なアルミナ粒子からなる、アルミナ基焼結体の作製が

可能となった。 
 レーザーイオン化を用いて加熱過程における化学状

態変化を捉える加熱型レーザーイオン化質量分析装置

を試作した。レーザー光を集光するカセグレンレンズ

に質量分析計の高真空部と試料室である低真空部との

圧力差を調整するオリフィスとしての役割も担わせる

ことで、低真空雰囲気下での質量分析が可能となった。 
生体機能性セラミックス研究グループ 

（Bio-functional Ceramics Group） 
研究グループ長：横川 善之 

（中部センター、20（7）名） 
概 要： 
 特定の官能基を有するテンプレートを安定に累積で

きる基板を調製し、光や有機溶剤等外部刺激に対し発

色する光干渉性発色システムを確立した。自己組織化

反応により骨充填用生分解性多層球状体を作製する手

法について検討した。 
 高次構造を有する生体微構造を再構築する物理化学

的手法の開発、組織化による構造制御技術では、生体

組織の内部構造を解析し鋳型を作製した。イヌ膝関節

等について、内部構造を再現したモデルを作製するこ

とができた。 
 多重的生物機能を応用する評価手法を検討した。微

生物から環境ホルモン削減に効果的な酵素を抽出した。 
メソポーラスセラミックス研究グループ 

（Mesoporous Ceramics Group） 
研究グループ長：野浪  亨 

（中部センター、20（6）名） 
概 要： 
 従来までは初期濃度2mM 程度からの無機ナノカプ

セル合成方法のみが報告されていたが、初期濃度を

30mM まで高めて合成することが可能となった。二酸

化チタン光触媒とアパタイトの複合化材料を開発し、

食品容器として使用可能であることを確認し商品化し

た。 
 シリカウェットゲルをチタンアルコキシド処理して

から乾燥を行うことにより、透明なチタニア被覆シリ

カエアロゲルが作製でき、処理法により被覆量も制御

できた。EDAS 等のアミノ基を含む置換基を導入した

シリコンアルコキシドの種類や添加量が得られるエア

ロゲルやキセロゲルの密度等構造に及ぼす影響を検討

し、少量の添加のほうが低密度の乾燥ゲルが得られる

こと等が分かった。 
 カオリナイト質粘土の仮焼条件を制御し、従来得ら

れていた多孔質材料に比べ、倍以上の細孔半径となる

細孔半径1.5～8.5nm 付近に細孔分布を有する多孔質

材料が得られた。 
空間機能化セラミックス研究グループ 

（Eco-functional Ceramics Group） 
研究グループ長：鈴木 憲司 

（中部センター、16（6）名） 
概 要： 
 ナノサイズの Ru 触媒を担持した電極を使用するこ

とにより、炭化水素燃料で水素燃料より高効率な発電

が可能になった。例えば、メタン、エタン、プロパン、

ブタン等の燃料ガスを使用して、燃料利用率80％前後
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の条件下で、0.4W/cm2（750℃）、0.12W/cm2（600℃）

という高出力密度を得るに至った。 
 固体電解質上の Pd 電極が CO により可逆的に被毒

される現象を見出し、これを CO のセンシングに利用

し、世界で初めて、微小量 CO を瞬時に検知できるセ

ンサーの開発に成功した。 
 ハイドロソーダライト及びハイドログロシュラーの

熱分解特性、高温における HCl との反応特性、燃焼触

媒特性を調べた結果、以下のことが見出された。ハイ

ドロソーダライトは600～900℃、ハイドログロシュラ

ーは400～1000℃の高温領域において HCl と反応し、

反応後の塩素は固定化（非水溶性）されることが判明

した。 
力学特性標準技術研究グループ 

(Evaluation Technology for Component Design Group) 
研究グループ長：兼松  渉 

（中部センター、6（3）名） 
概 要： 
 窒化ケイ素に圧子を圧入した時の表面損傷をプラズ

マエッチングにより可視化する手法を開発した。本手

法は、表面損傷一般の観察に応用が可能で、摩耗損傷、

研削加工損傷の可視化損傷範囲の定量化への適用化研

究に着手した。 
 繊維強化セラミックス損傷許容性に関しては、前年

度までに行った有限要素解析およびモデル材による予

備実験結果を基に、常圧水蒸気雰囲気下で水蒸気濃度

を変化させながら、最高1,700℃までの温度域において

SiC 繊維強化 SiC マトリックス（SiCf/SiC）複合材料

および炭素繊維強化炭素（C/C）複合材料の界面せん

断強度特性の測定・解析を行った。また、破壊に要す

るエネルギーを増大させる強化繊維の引き抜き長さを

支配する因子として単繊維強度のバラツキに注目し、

引張り強度測定手法および破壊源同定手法の開発に着

手した。 
化学計測研究グループ 

（Chemical Analysis and Standardization Group） 
研究グループ長：上蓑 義則 

（中部センター、4（4）名） 
概 要： 
 高温熱加水分解装置について検討し、従来（最高温

度1,000℃）より高温（最高温度1,400℃）で使用可能

な装置を完成させた。炭化ケイ素モデル試料を用いて

の分解温度と回収率の関係については、イオウでは一

定の回収率の向上が明らかに認められたが、ハロゲン

では、従来の熱加水分解法による結果よりやや低かっ

た。 
 炭化ケイ素中の炭素分析法において、試料の分析を

行う手法を確立することを目的に研究を行った。装置

校正時と試料測定時において、試料中炭素量や燃焼時

間が異なると誤差が生ずることを確認した。 

 スピネル原料微粉末の加圧酸分解条件について検討

し、硫酸を用いて230℃で16時間加熱すれば良いことが

分かり、スピネル原料微粉末試料の分解方法を確立し

た。 
 ジルコニア原料微粉末中の微量金属不純物の分析法

の標準化について検討を行い、試料分解法としてフッ

化水素酸－硫酸分解法が採用された。 
環境材料化学研究グループ 

（Ecomaterials Chemistry Group） 
研究グループ長：垰田 博史 

（中部センター、14（4）名） 
概 要： 
 ガラスカレットなどの光触媒環境材料のマトリック

スに適用できる産業廃棄物の探索と設計を行い、窒素

ドープなどによる可視光化を行った。そして、開発し

た高性能光触媒を用いて排ガス中のダイオキシン類を

99％以上分解除去できる装置を開発し、さらに、水中

のダイオキシン類を99％以上分解除去することにも成

功した。 
 また、これまで困難であった繊維やプラスチックス

に練りこみ可能な光触媒の製造において従来の1/100
という短時間での製造法の開発に成功した。 
 さらに、イオン排除作用による陰イオンの分離と陽

イオン交換作用による陽イオンの分離が短時間（1成分

／分）以内で同時分離計測できる水質モニタリング法

を開発し、水中のダイオキシン類を99％以上分解除去

できる装置を開発した。 
粒子配列制御研究グループ 

（Particle Arrangement Processing Group） 
研究グループ長：後藤 昭博 

（中部センター、6（4）名） 
概 要： 
 磁場泥しょう鋳込み成形装置の設計は、完了した。

対象とする材料であるフェライト系材料を固相反応で

合成し、そのミリ波特性を評価した。その結果、M 型

フェライトがミリ波領域で良好な吸収特性を有し、Al
添加量を変えることにより吸収周波数を変えられるこ

とが分かった。 
 気相法を利用する超微粒子の生成、およびそれを利

用した粒子・セラミックス成膜方法として、エアロゾ

ル－液相ハイブリッド法、粒子ビーム法、およびスパ

ッタリング法を検討している。 
 ミリ波特性評価システムの整備を進め、ミリ波領域

での自由空間タイムドメイン法による誘電率測定、導

波管ニコルソン－ロス法による誘電率と透磁率の同時

測定については、測定手順を確立できた。タイムドメ

イン法でアルミナ－ジルコニア系複合体の誘電率測定

を行い、その誘電率は一次複合則にしたがっているこ

とが分かった。 
超音波プロセス研究グループ 
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（Ultrasonic Processing Group） 
研究グループ長：三留 秀人 

（中部センター、6（4）名） 
概 要： 
 マルチバブルソノルミネッセンスに与える、溶存気

体の種類（アルゴン、ヘリウム、キセノンなど）、アル

コール等の揮発性添加物の効果を、コンピュータシミ

ュレーションにより明らかにした。 
 カメラによるキャビテーション気泡の挙動観察と光

散乱法による径変化の測定を、同時に実験で行う手段

を確立するとともに、レーザー散乱を用いて反応場に

おける気泡数変化の評価法を開発し、反応場の最適化

に関する方向性を得た。 
 流路中を流れる粒子を操作するために、水中超音波

の定在波を用いた実験を行った。粒子に非接触で力を

作用させ、微粒子の流れる方向を変化させられること

を確認した。 
 4種類の実験方法について、名古屋大、滋賀医科大、

富山医科薬科大と相互比較実験を行い、ヨウ化カリウ

ム水溶液を用いる方法を、標準化手法の原案として提

案した。 
データベース基盤技術研究グループ 

（Application Technology of Traditional Ceramics 
 Group） 
研究グループ長：山田 豊章 

（中部センター、14（6）名） 
概 要： 
 現在までテストピースの基本2,000点のデータ蓄積

をしており、RIO-DB にはその内500点を公開している。

また、鉄系の釉薬の再現性について進めている。 
 国内にある窯業原料の有効利用を目的に日本の窯業

原料のデータベース化のため、公設試験研究機関と共

同でデータベース委員会を設け、10回の委員会を開催

して、窯業原料のデータ入力フォーム、データ測定マ

ニュアル等の作成を行った。窯業原料の鉱山の約600

について調査する予定で、公設試験研究機関と協議を

重ねている。 
 また、リサイクルセラミックスの利用技術について

はセラミックス系廃棄物の低温化のための促進剤とし

て、ガラス系廃棄物が有効であることを見出した。 
解析評価研究グループ 

（Ceramics Research Institute Physical Chemistry 
 Group） 
研究グループ長：岡嵜 正治 

（中部センター、5（4）名） 
概 要： 
 セラミックスナノポアを反応場に用いて、光化学反

応 の 磁 場 効 果 を 観 測 し 、 溶 液 反 応 に お け る

Super-Cage 効果がナノポア中で生じることを明らか

にした。 

 無機エレクトロルミネッセンス（EL）素子の構成要

素のうち、特に蛍光体についての研究を進めた。最も

有望な蛍光母体の一つである一連のスピネル系酸化物

について構造評価を行い､蛍光特性との相関について

検討した。積層膜反応法と名付けた新規な蛍光体薄膜

形成プロセスを開発し、その反応プロセスについての

研究を開始した。 
 原子レベル構造を全て取り込んだ、多結晶組織形成

過程の分子動力学シミュレーション技術を開発した。

その応用例として、2次元粒成長のシミュレーションを

行い、従来得られている成長則や経験則が再現される

ことを確認した。また、偏析現象の研究のための粒界

構造モデルを構築し、解析を行った。 
 

⑲【基礎素材研究部門】 
（Institute for Structural and Engineering 
 Materials） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：五十嵐一男 
副研究部門長：立山  博、中村  守、鷲見 新一、 
       山本 茂之 
総 括 研 究 員      ：安部 英一、村上 純一、三輪 謙治、 
       朝比奈 正、犬養 吉成、立山  博、 
       中村  守、鷲見 新一、山本 茂之 
 
所在地：中部センター、東北センター、中国センター、 
    九州センター 
人 員：213（130） 
経 費：656,835千円（281,052千円） 
 
概 要： 
 “金属（主に軽量金属）・無機系材料／素材を中心と

してバルクから表面にわたる構造を様々なスケールで

制御することで多彩な新機能を発現する先進構造材料

群”を基礎素材と定義し、これらの研究開発に関わる

プロセス技術、基盤技術、評価技術、及びそれらを実

施する人材と持てるインフラの能力を最大限発揮でき

る基礎素材研究の COE を目指す。 
 これの実現に向け、かつ得られる成果が社会ニーズ

を十分反映したものとなるように、研究開発エリアを

以下に示した(1) 循環型基礎素材、(2) 長寿命・高信

頼性基礎素材、(3) 先進基礎素材の3つのカテゴリーに

分けた体制で研究開発に取り組んでいる。 
(1) 循環型基礎素材 

 構造材料の組織を制御することで、リサイクル性

を保持しながら機械的特性を向上させ、使用部材の

軽量化と資源の消費を削減する技術やマテリアルリ

サイクルにおいて再生品の特性劣化を、リサイクル

過程で新たな特性を付与すること等で補う技術の開

発を行う。 
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(2) 長寿命・高信頼性基礎素材 
 モノリシック材料では対応できない過酷な使用環

境下において高信頼性を保証する複合材料・部材の

開発を行う。また、材料・部材への表面処理により

表面特性（硬度、耐食性、耐摩耗性）を大幅に向上

させることで長寿命化と長期間使用時の信頼性を飛

躍的に高める技術開発を行う。 
(3) 先進基礎素材 

 材料が発現する機能の融合化や高性能化により有

害物質フリーや環境浄化に有効な環境適合性材料／

素材の開発を行う。また、ここでは、基礎素材と機

能材料等との境際的な材料開発に関わる萌芽的な研

究開発も行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
高融点金属系部材の高度加工技術開発（エネルギー需給

構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
革新的金属素形材料の技術開発（中小企業産業技術研究

開発委託費／経済産業省） 
 
材料の低環境負荷ライフサイクルデザイン実現のための

バリアフリープロセシング技術に関する研究、微細組織

インプロセス制御による軽量材料の高速柔軟成形（科学

技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
材料の低環境負荷ライフサイクルデザイン実現のための

バリアフリープロセシング技術に関する研究、適合設計

対応の高機能材柔軟成形加工技術、インプロセス合成に

よる高機能金属間化合物の複合成形（科学技術総合研究

委託費／文部科学省） 
 
都市ゴミの高付加価値資源化による生活排水・廃棄物処

理システムの構築 汚泥を含む有機廃棄物の石油製品化、

有機廃棄物用亜臨界水処理装置の開発（科学技術総合研

究委託費／文部科学省） 
 
環境調和型無機・有機ポリマーハイブリッドの開発に関

する研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
速中性子による固体中軽元素の動的挙動の測定技術に関

する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
放射線障害防止に必要な経費（中部センターにおける放

射線安全性向上のための試験研究）（原子力試験研究委

託費／文部科学省） 
 
プラズマ利用イオン注入法による金属材料表面の高機能

化に関する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 

2段式反応焼結による繊維強化炭化ケイ素複合材に関す

る研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
ノリ加工用海水の浄化・再生に関する研究（試験研究調

査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環境

省） 
 
発 表：誌上発表 278(168)件、口頭発表 398(50)件、 
    その他 11件 
--------------------------------------------------------------------------- 
金属材料組織制御・評価研究グループ 

（Processing and Control Group） 
研究グループ長：西田 義則 

（中部センター、7（3）名） 
概 要： 
 軽量金属材料に高強度、高靭性、耐磨耗性、易加工

性等の特性を付与するための結晶粒極微細化のための

組織プロセスとして、Friction Stir Processing、回転

式 ECAP 及び圧延加工などに関わる研究を行った。 
軽量金属材料凝固プロセス研究グループ 

（Light Metals Solidification Processing Group） 
研究グループ長：三輪 謙治 

（中部センター、6（3）名） 
概 要： 
 Al-7 mass％Si 合金に対してマイクロエクスプロ－

ジョンを発生させることにより組織微細化を行い、電

磁振動条件を最適化することにより、初晶 Al 粒子の

結晶粒径を数10μm まで微細化することに成功した。

さらに、実用化に向けて、現在の6mmφの試料径から、

30mmφの試料径に大きくするための装置開発に着手

した。 
 

木質材料組織制御研究グループ 

（Advanced Wood-based Material Technology Group) 
研究グループ長：金山 公三 

（中部センター、10（3）名） 
概 要： 
・高温水蒸気処理により木粉に自己接着能力を付与出

来るとともに、押し出し成形が可能なことを実証し

た。 
・多くの金属や樹脂で明らかとなっている「熱処理」

による微細構造変化が、木材においても生じている

可能性が高いことを、熱分析や動的粘弾性測定によ

って示した。 
・感覚的に人間に優しいと認識されている木材の接触

温冷感を、熱力学的解析によって、熱浸透率を指標

として表現できることを明らかにした。 
・圧密木材の収縮膨潤が通常の木材に比較して大きい

ことを実験で示し、さらに微構造観察によってその

メカニズムを明らかにした。 
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・木材にアロフェンを含浸する技術を開発し、木材単

独の場合に比較して約1.5倍の調湿機能を発現し得

ることを実験室レベルで確認した。 
機能付与リサイクル技術研究グループ 

（Function-Adding Recycle Technology Group） 
研究グループ長：馬渕  守 

（中部センター、5（4）名） 
概 要： 
 マグネシウム合金のセル構造制御技術を開発し、各

種構造を有する0.05g/cm3の超低密度材料の創製に成

功した。さらに、これら材料の変形特性を調べ、応力

が一定となるプラトー領域が出現することを見出すと

ともに、平行・垂直タイプが最も優れたエネルギー吸

収能を有することを明らかにした。 
難燃性マグネシウム合金プロセス研究グループ 

（Noncombustible Magnesium Processing Group） 
研究グループ長：上野 英俊 

（九州センター、3（3）名） 
概 要： 
 マグネシウム合金にカルシウムを添加した難燃性マ

グネシウム合金および減圧法による溶湯精製プロセス

を開発し、その実用化を目指した低コストプロセスを

検討した。その結果、パイロットプラントサイズの溶

湯精製技術を確立するとともに、企業における実機を

用いての押出し加工技術を確立した。 
金属系複合材料研究グループ 

（Metal Matrix Composites Group） 
研究グループ長：坂本  満 

（九州センター、10（5）名） 
概 要： 
 650℃レベルの高温耐摩耗性について、現行材料を凌

駕する Ni-Fe-Cr 系合金及びそのアルミナ短繊維複合

材料を開発し、これらの難削材料について、超音波援

用加工法による実用レベルの加工能率を備える切削加

工技術を確立した。また、Nb 系複合材料で高温で母

相と化学的に平衡する Mo(Si、Al)2系コーティング材

料を開発し、1200℃での耐酸化性が現行の Ni 基超合

金との比較において実用レベルに達することを確認し、

組成を最適化することにより1500℃レベルに対応でき

る可能性を見出した。    
耐環境性評価技術研究グループ 

（Materials Life Characterization Group） 
研究グループ長：横川 清志 

（中国センター、6（4）名） 
概 要： 
１）材料の耐環境性予測：鉄の水素脆化について、格

子欠陥への水素の作用を含む新しい再現性の良い鉄

－水素系の原子埋め込み法のポテンシャルを提案し

た。また、新たなプログラムによりニッケルにおい

ても水素脆化のシミュレーションに成功した。 

２）低温材料の水素脆化：オーステナイト系ステンレ

ス鋼の水素脆化の主要因として歪誘起マルテンサイ

ト変態機構を検証するために、水素脆化に及ぼす化

学成分の影響を検討した。また、水素脆化に及ぼす

窒素の影響について新規溶製材を作製して検討した。 
３）二酸化炭素回収対応タービン構成材料の物性評価

他：炭化珪素の高温下での挙動を超高真空型走査プ

ローブ顕微鏡で調べた。 
 Nb 系合金について、耐環境性として、広い温度

範囲で鉄鋼型水素脆化、水素反応脆化、水素化物析

出型脆化の3種類が生じることを明らかにした。これ

らの挙動から、水素脆化を予測する手法を検討し 
た。 

セラミックス系複合材料研究グループ 

（Ceramic Matrix Composites Group） 
研究グループ長：谷  英治 

（九州センター、3（3）名） 
概 要： 
 SiC/SiC 系材料では、フェノール樹脂含浸 SiC 織布

／フェノール樹脂＋シリコン粉末含浸カーボンペーパ

の組合わせで、カーボンペーパの組成を Si/C＝0.4～
1.5の範囲で制御して二段反応焼結を行った。SiC/SiC
複合材の破壊挙動より、SiC 織布のフェノール樹脂か

らのアモルファス炭素が溶融 Si と SiC 繊維との反応

を抑制することが明らかとなり、破壊挙動が Si/C の組

成比に依存することが明らかになった。しかし、内部

に閉気孔とフリーシリコンが存在していることも分か

った。 
 また、二段反応焼結法を安価な段ボールやスポンジ

に応用することにより、軽量で耐熱性に優れた多孔質

SiC 系セラミックスが得られることが明らかになった。 
 

高耐久性コーティング研究グループ 

（Durable Coating and Surface Modification Group） 
研究グループ長：池山 雅美 

（中部センター、6（6）名） 
概 要： 
 正・負パルス電源型プラズマ利用イオン注入装置の

電流容量及び試料室の大型化等を可能とする新たな装

置を設計した。既存の装置によるダイヤモンド状炭素

薄膜の形成条件を探索し、ステンレス管内外面及び鋼

球表面へのダイヤモンド状炭素薄膜の形成に成功した。

ダイヤモンド状炭素薄膜の内部応力緩和を図るために、

ダイヤモンド状炭素薄膜中へのシリコン添加及び窒化

珪素、炭化珪素等のセラミックス被膜の形成を可能と

すべく装置の改造に取りかかっている。また、イオン

注入及び薄膜作製を動的にシミュレートできる電算機

シミュレーションコードを開発した。 
高耐食性コーティング研究グループ 

（Advanced Anti-Corrosion Coatings Group） 
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研究グループ長：南條  弘 
（東北センター、7（4）名） 

概 要： 
 硼酸中性溶液中で純鉄を電気化学的に処理し、高電

位で不動態化処理すると酸化物皮膜の厚い大きな粒子

構造となり、原子レベルで平坦な最大5nm 程度のテラ

スが得られた。二元合金の酸化速度式を導出し、Ni-Cr
合金の不動態皮膜はクロム酸化物の単分子膜である程

度の保護能を有することが分かった。 
 また、柔らかい有機防食剤を走査型プローブ顕微鏡

（SPM）により観察する方法について位相の重要性を

明らかにした。中性環境で自己組織化する有機防食剤

を調査し、ヒドロキサム酸誘導体が適切であると考え、

合成した。 
 二相流流動解析プログラムの摩擦損失計算補正法の

使用限界を検討し、地熱坑井内流動解析を行った。得

られた結果に成分濃度解析プログラムを適用して、地

熱坑井内全域の流体腐食性を評価した。 
高信頼性表面処理研究グループ 

（Hard Coating Group） 
研究グループ長：山本 茂之 

（中国センター、3（3）名） 
概 要： 
 反応性スパッタ法によりアルミニウム合金 A6061に

クロムオキシカーバイドを被覆する条件の探索を行っ

た。基板温度400℃、製膜速度1.5μm/h で、現時点で

最高の2188kg/mm2のビッカース硬度を示す被覆試料

が得られた。基板の表面処理法と膜の密着性との関連

について基礎的データを得るため、スクラッチ試験法

による密着性の評価を行った。 
環境応答機能薄膜研究グループ 

（Multifunctional Thin Film Group） 
研究グループ長：吉村 和記 

（中部センター、9（7）名） 
概 要： 
 多層薄膜に関する光学シミュレーション手法を駆

使し、rf プラズマ支援マグネトロンスパッタ法を用い

て、所望する特性を持つ酸化物系多層薄膜構造を実際

に作成する手法を確立した。この手法の応用により、

光学特性が向上すると共に、光触媒特性も併せ持つ新

規な薄膜材料を開発した。 
 多元スパッタ法に用いた精密な組成制御技術を確立

し、これを応用することで、従来よりもはるかに優れ

た光学特性を示す新規な組成を持ったマグネシウム・

ニッケル合金調光ミラー薄膜の開発に成功した。 
 薄膜の界面制御に関する研究：界面制御性に優れた

薄膜作製法として、ラマンシフトレーザを用いたレー

ザ蒸発法の高度化に関する研究を行った。その成果と

して、これまで困難とされていた、サファイア基板上

に高温相SiC薄膜をヘテロエピタキャシャル成長する

ことに世界で初めて成功した。    
機能性ナノマテリアル研究グループ 

（Functional Nanomaterials Group） 
研究グループ長：村上 純一 

（中部センター、4（4）名） 
概 要： 
 本年度は、まず14属ナノクラスターの基板との衝突

誘起解離を調べ、その解離のパターンから Si、Ge、
Sn ナノクラスターは半導体的、Pb ナノクラスターは

金属的性質を有することを明らかにした。 
 金ナノクラスターの材料化の研究では、ナノクラス

ターが自発的にシリカエアロゲルに担持される金ナノ

クラスター／シリカエアロゲルナノコンポジット材料

の開発に成功した。 
 単一サイズナノクラスター担持・材料化の研究では、

サイズ選別したニッケルナノクラスターを室温で清浄

シリコン表面へソフトランディングし、この基板上へ

ナノクラスターを安定担持できることを検証した。ま

た、グラファイト表面に担持した単一サイズタングス

テン（化合物）ナノクラスターの窒素分子吸着反応を

観測することに成功した。 
 また、ナノクラスターのグラファイト上における高

速拡散現象の詳細な機構を、原子レベルのダイナミク

スを調べることによって初めて明らかにした。 
高耐久性材料研究グループ 

（Highly Durable Materials Group） 
研究グループ長：朝比奈 正 

（中部センター、7（4）名） 
概 要： 
 高生体親和性インプラント材料の作製技術の確立：

アパタイトを含有する表面層厚さを全体の10％以下に

すれば、純チタン並の強度で体液中でのアパタイト形

成能に優れる材料が実現することが、またチタン合金

材の血液適合性の向上にスパッタリングによる Ti-N
系皮膜の形成が、さらにはチタン材では不純物制御が

極めて重要であることが判った。 
 難成形チタン合金材料の適用化技術開発・利用拡大

技術開発：Ti-Si 系焼結体においては、微細粒制御を行

ったところ相対密度の大幅向上が実現できた。一方、

Ti-Si、B 系鋳造合金では、高温強度の増加と著しい伸

びの向上、耐磨耗性の向上が実現した。 
 高機能プロセス技術における萌芽的基礎研究の展

開：FeAl 系焼結材に粒界強化元素としてボロンを微量

添加したところ、焼結温度の低下、破断伸びの向上、

高温引張特性の改善が実現した。一方、静滴法によっ

てアルゴン雰囲気中での溶融純チタンの表面張力や接

触角を測定し、基本材料物性の整備に努めた。 
低環境負荷プロセス研究グループ 

（Environment Conscious Processes Group） 
研究グループ長：二宮 三男 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(119) 

（中部センター、5（4）名） 
概 要： 
 インベストメント精密鋳造法の環境対策として、エ

チルシリケートの大気乾燥法に代えてけい酸ソーダを

炭酸ガスで迅速に硬化させる造型法をインドネシア金

属機械工業開発研究所（フェロー招へい研究員1名）と

共同で研究開発した。また、省エネルギー成形法とし

て摩擦接合法の研究を進め、アルミニウム合金と炭素

鋼との接合条件とアプセット量との関係を調べたとこ

ろ、アプセット量は摩擦圧力の増大と摩擦回転数の増

加により大きくなることが分かった。 
 さらに、環境浄化材料の長寿命化を目指して、発泡

ウレタンを炭化したポーラスカボンへパルス CVI 法

によってSiCを均質に被覆する技術及びアルミナ質繊

維にランタンクロマイトやジルコニア等を被覆する技

術を研究開発し、これら被覆材のモデル飛灰に対する

耐食性も評価した。 
相制御プロセス研究グループ 

（Phase Engineering and Processing Group） 
研究グループ長：小林 慶三 

（中部センター、8（4）名） 
概 要： 
 バルクアモルファスマグネシウム合金は従来の合金

の4倍以上の耐食性を示すとともに、2倍の高強度（圧

縮）を示した。さらに、本技術を工業的に利用するた

め、複雑形状の成形体（ギア）を作製した。アモルフ

ァスは成形時の変形性に優れ、複雑形状の部材の成形

に適していることを明らかにした。また、チタン合金

では新しく超高圧パルス通電焼結技術（1.5Gpa 以上の

成形）を開発し、アモルファス粉末のバルク化を達成

した。 
 熱電発電性能を有する Bi-Te 合金に対して、メカニ

カルアロイング（MA）法による合金化およびパルス

通電焼結法によるスパッタターゲットへの加工を試み

た。その結果、短時間の MA で合金化が進行すること

を明らかにした。得られた MA 粉末から作製したター

ゲットでスパッタを行うと、基板上に薄膜（20μm 程

度）を作製することができた。得られた薄膜を熱処理

することにより熱電特性が得られることを明らかにし

た。 
機能性金属材料研究グループ 

（Metal-based Functional Materials Group） 
研究グループ長：橋本  等 

（東北センター、11（5）名） 
概 要： 
 メカニカルアロイングとパルス通電焼結によるナノ

組織制御では、Bi-Sb-Te 系熱電変換材料をメカニカル

アロイングとパルス通電焼結により合成し、性能指数

に及ぼす組成の影響を調べた。その結果、合成した材

料の性能指数は Sb-rich の組成で最大になり、3.0～

3.5×10-3Ｋ-1と優れた値を示した。また、熱電特性に

大きな影響を及ぼすドーパントとして Ag 添加の影響

を調べた結果、電気伝導度σは増加したが、熱伝導度

κは単純に増加するのではなく、0.01wt％付近で組織

が微細になり最小となった後増加することが分かった。 
 鉛フリーオーステナイト系ステンレス快削鋼中の硫

化物の挙動が把握できる熱力学データベースを構築し、

組成的には0.01％誤差程度で状態図を予測することが

可能となった。その結果、FCC 相中の固溶 C 量の著

しい減少がFCC相の不安定化を生じてBCC相を増加

させ、熱間加工性の劣化とマトリックスの軟化の原因

であると推察できた。 
多機能材料技術研究グループ 

（Multifunctional Materials Technology Group） 
研究グループ長：野中 一洋 

（九州センター、8（5）名） 
概 要： 
 応力発光体について、素材探索を行い強い発光強度

をもつ ZnS、アルミン酸ストロンチュウムなどのいく

つかの有望な素材を見出した。発光機構については、

欠陥移動型発光と圧電型発光の二つの種類があること

を明らかにした。さらに、応力と発光特性の関係は、

応力の大きさ及び負荷速度の広い範囲において直線関

係のあることを明らかにした。 
 デバイス化技術に関しては、高配向性の窒化アルミ

ニウム薄膜をアルミ箔の上に作製し、これをシート状

のフレキシブル圧力センサーデバイスとして試作した。

電気的等価回路計算を通じて最適な伝達関数を決定し、

デバイスとして有効に機能することを確認している。

電気泳動法による、圧電体膜デバイスの作製について

は、原料微粒子の液体中への分散方法や、泳動電圧の

大きさなど、基礎的パラメータの影響を調べた。高性

能のデバイスとするため、直方体状の原料粒子の合成

と高配向成膜について研究を進めている。 
分子構造制御研究グループ 

（Molecular Structure Design Group） 
研究グループ長：小野 泰蔵 

（中部センター、5（5）名） 
概 要： 
 ヘキサフルオロプロペン三量体とフェノール誘導体

から合成した無機・有機ハイブリッド化合物の結晶構

造には、分子配列のモチーフが5つあることが判明した。

本モチーフの中の一つを利用して、ジアセチレン基を

結晶相で互いに反応が出来る距離とトポロジーになる

ように分子設計を行い、ジアセチレン基含有無機・有

機ハイブリッド化合物を合成した。本化合物は、溶液

状態では重合しないが、結晶化すると容易に重合し、

金属光沢を有するポリマーを与えた。この結果は、我々

が提唱する新規クリスタルエンジニアリングが、さら

に高度な機能を有する先進機能材料設計に利用出来る
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可能性を示している。 
無機・有機複合化材料技術研究グループ 

（Inorganic-Organic Hybrid Materials Group） 
研究グループ長：犬養 吉成 

（九州センター、8（7）名） 
概 要： 
 無機・有機ハイブリッド材料の創製：相溶化剤の簡

便合成法を確立し、得られた相溶化剤を用いて層状珪

酸塩（無機ナノシート）／ポリエチレンテレフタレー

ト（PET）系ハイブリッド材料を合成した。特性評価

を行った結果、無機ナノシートの層間を拡げる効果の

ある相溶化剤を用いた場合が、無機ナノシートの PET
への分散性も向上し、曲げ弾性率は PET 単独の1.5倍
以上を示し、優れていた。しかし、相溶化剤の添加に

より、重合度が低下する場合もあり、曲げ強度は向上

しなかった。 
 光機能性分子会合体の開発とその評価解析：一連の

サリチリデンアニリンを骨格とする光機能性分子（液

晶）を合成して、それらの評価を行い、室温近傍で液

晶相を示す光機能性分子を見出した。また、ミセル濃

縮分子会合体（クロロフィル a）の会合体形成条件を

分光学的に明らかにした。 
炭素材料研究グループ 

（Carbon-Based Materials Group） 
研究グループ長：今村  健 

（九州センター、6（6）名） 
概 要： 
 軽量、高剛性の炭素／セラミックス複合材料の開

発：焼結助剤を用いずに高密度の SiC／炭素複合焼結

体を得るには、熱処理前の成型密度を大きくしておく

必要がある。そこで高密度に成型するための条件を調

べ、相対密度で0.83％程度のかさ密度の成形体が得る

ことができた。成形密度をさらに高めるために熱間成

形を取り入れることにより相対密度95％の達成ができ

た。 
 界面機能性炭素材料の開発とその作用機構の解明：

カ－ボンブラックから調製した水溶性多環芳香族化合

物群の炭素繊維表面改質材料としての評価を行った。

炭素繊維／樹脂系については多少の効果が認められた

が、炭素繊維／炭素系では認められなかった。 
 段ボールを積層炭化に関しては、炭化した後水蒸気

賦活を行うことにより、ハニカム状の活性炭材料を作

製する条件を検討した。1100℃で炭化した後、5時間賦

活することにより比表面積700m2/g 程度の段ボール活

性炭を作製できた。 
天然素材複合化技術研究グループ 

（Natural Substance-Composed Materials Group） 
研究グループ長：柴田 昌男 

（九州センター、9（7）名） 
概 要： 

 白血病細胞分離システムの開発（探索と固定化）：ド

リコスマメレクチン（DBA）とダイズレクチン（SBA）

の 2種が急性Ｔリンパ性白血病由来の株化細胞

（T-ALL Cell）に特異的に結合することを見出し、こ

れらを用いた白血病細胞分離用レクチンカラムの作製

に成功した。 
 ホウ素及びセレン（VI）吸着剤の開発：セルロース

にポリエチレンイミンを化学結合させたセレン（VI）
の吸着材を開発した。また市販のホウ素吸着材の3.3
倍の吸着容量を持つポリアリルアミンにマンノースを

化学結合させた吸着材を開発した。 
 加圧熱水法によるキシロオリゴ糖製造技術の確立：

熱水流通式反応装置を試作した。同装置を用いて、ケ

ナフの芯部の分解抽出を行い、40～47％の収率で1～10

数糖のキシロオリゴ糖を主成分とする分解生成物を得

た。 
 加圧熱水による有機廃棄物の水可溶化技術の開発：

古紙および下水汚泥の水可溶化特性を検討し、水可溶

化率約50％の結果を得た。高濃度スラリーの連続処理

を行うために既有処理装置の改修を行い、固形物濃度

約8％の下水汚泥スラリーの連続処理が可能となった。 
機能集積マイクロ化システム研究グループ 

（Microchemical Processing Group） 
研究グループ長：前田 英明 

（九州センター、5（4）名） 
概 要： 
(1) マイクロ空間を利用したナノサイズ蛍光微粒子の

合成に成功した。これにより、蛍光タグ、表示材料

として期待される CdSe ナノ粒子を、再現性良く高

効率に、かつ連続的に製造する新規プロセスの開発

に至った。 
(2) マイクロ流路内での抗原抗体反応を利用した多種

環境ホルモンの同時迅速分析方法に関し、プロトタ

イプ分析チップを試作し、その有効性を確認した。 
(3) 環境浄化剤（酸化チタン被覆微細中空ガラス球状

体）の製造プロセス開発に取り組み、原料に適した

火山ガラスを見出し、その最適粒度と加熱発泡条件

を決定した。また、酸化チタン水和物被覆について

は、光触媒活性を測定しながら、最適被覆量を見出

した。次に、環境浄化剤を最も有効に活用するリア

クターの構造について検討し、実操業ノリ加工海水

の浄化・再生実験を行った結果、最適な装置の設計

指針を得た。 
(4) セラピューティック煉瓦の開発では、海水を含有

している未利用の石炭灰を赤煉瓦用粘土に配合・焼

成した結果、焼成条件の選択により、前年度までの

焼成品と同等のものを得ることができた。また、石

炭灰を60wt％と大量に配合しても適切な焼成条件

の基では、前年度までの焼成品と同等のものが得ら

れた。 
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分離機能複合化材料技術研究グループ 

（Separation Materials Technology Group） 
研究グループ長：井上 耕三 

（九州センター、4（4）名） 
概 要： 
 精密濾過に適した粒径10μｍ以下のシリカ多孔体を

得ることを目的に検討した結果、結晶質シリカを非晶

質シリカで一部置換、または石灰原料として消石灰を

用い、アルカリを添加することでシリカリッチな微小

化されたケイ酸カルシウム水和物を水熱合成し、この

ケイ酸カルシウム水和物を酸処理することによって凝

集・収縮の少ないシリカ多孔体を得ることに成功した。 
予測診断技術研究グループ 
（Prediction Diagnosis Group） 
研究グループ長：岡田 三郎 

（中国センター、4（4）名） 
概 要： 
・超音波伝搬波形の特徴解析により厚さ2μm のコー

ティング層と厚さ10μm の生分解性インターフェ

ス層との密着性の良否を非破壊評価できることを見

出した。 
・素材内部を伝搬した超音波伝搬波形の空間分布デー

タから、解析の障害となる反射波等のノイズ成分を

取り除くため､多次元ウェーブレット解析による波

形分離法を提案した｡ 
・レーザ光回折法を用いて、アルミダイキャスト表面

の0.1mm の微小傷欠陥を10秒以内（従来比1/3以下

に短縮）に検出可能な計測システムを開発試作した。 
 

⑳【機械システム研究部門】 
（Institute of Mechanical Systems Engineering） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：筒井 康賢 
副研究部門長：服部 光郎、佐々木信也 
総 括 研 究 員      ：加藤 孝久、服部 光郎、佐々木信也、 
       石川 雄一 
 
所在地：つくば東 
人 員：140（60） 
経 費：681,875千円（323,976千円） 
 
概 要： 
本研究部門では、 
 １）環境調和型製造技術 
 ２）マイクロ・ナノファブリケーション技術 
 ３）信頼性工学技術 
 を重点研究課題として研究開発をすすめ、製造技術

を中心とする産業技術の躍進、競争力強化などに貢献

するとともに、これからの世界が目指す持続可能社会

の実現に向けて技術的な指標を社会に提示していく。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
エコ・テーラードトライボマテリアル創製プロセス技術

の研究開発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託

費／経済産業省） 
 
地域新生コンソ－シアムエネルギ－研究開発、マグネシ

ウム合金の局所的表面改質、接合技術の評価に関する研

究（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済

産業省） 
 
環境適合型次世代超音速推進システム技術評価、CO2排

出制御技術の開発 CMC の耐環境性評価（エネルギー

需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
高性能化技術開発、フライホイ－ル電力貯蔵用超電導軸

受技術開発超電導軸受高性能化（電源多様化受託研究費

／経済産業省） 
 
離島用風力発電システム等の技術開発、離島用風力発電

システム等解析・評価（電源多様化受託研究費／経済産

業省） 
 
ナノ結晶組織制御材料技術 超構造材料の研究開発（中

小企業産業技術研究開発委託費）／経済産業省） 
 
鍛造用キレ－ト系潤滑剤の実加工条件での評価（中小企

業産業技術研究開発委託費）／経済産業省） 
 
X 線極限解析装置の研究開発、微細表面形成の加工・計

測技術に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部科

学省） 
 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
液体超被膜を用いた摩擦コントロールに関する研究（科

学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
マイクロ分析システムの統合化技術に関する研究（科学

技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
単一分子機械・素子の動作確認と集積化（若手任期付き

研究員支援に係る調査研究／文部科学省） 
 
高速 X 線 CT を用いた多次元熱流動計測の高度化に関す

る研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
衝撃結合効果を利用した窯業プロセスに関する研究開発

（NEDO 委託費（エネルギ－有効利用基盤技術先導研究
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開発）／NEDO） 
 
デスクトップ型工作機械技術の研究開発、超高速卓上型

ミリング加工機の開発（NEDO 委託費／NEDO） 
 
超精密型の加工・計測技術の研究開発、微小な矩形断面

形状構造を持つ超精密型の製造・計測技術の研究開発

（NEDO 委託費／NEDO） 
 
発 表：誌上発表 114(39)件、口頭発表 209(51)件、 
    その他 20件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ファインファクトリー研究グループ 

（Fine Manufacturing System Group） 
研究グループ長：岡崎 祐一 

（つくば東、8（5）名） 
概 要： 
 延性モードを保ちながら表面の微細形状を創成する

システムを完成し、切込み量50nm 以下で安定して加

工ができるようになった。ガラスに対して深さ30nm
のマイクロピットアレイを作製できた。 
 工作機械への設計評価ツールの実験的検証について

は、フライス盤形式の工作機械について、評価ツール

による性能予測結果と実測結果の比較を行い、おおよ

その一致をみた。機械加工と異なる加工工程の性能評

価可能なツールについては QFD を応用した定性的評

価ツールを提案した。 
 超高速卓上型フライス盤の試作1号機を完成させ、微

細切削加工と運動精度評価を含む性能評価を行い、小

形工作機械の技術的・応用的可能性を提示した。マイ

クロファクトリーに関する国際的共同研究を開始する

ために、海外調査を行った。 
プロセスメカニズム研究グループ 

（Advanced Process Technology Group） 
研究グループ長：明渡  純 

（つくば東、10（5）名） 
概 要： 
 加工現象のメカニズム解明とその体系化：衝撃固化

現象については、微粒子ビーム成膜法において原料粉

末、被加工材の機械特性、表面物性などに応じて、成

膜速度が著しく向上することを見出し、この効果を解

明するために膜組織の TEM 観察による詳細な評価を

行った。 
 熱非平衡的過程を用いた革新的プロセス技術の開

発：衝撃固化現象を利用した微粒子ビームによる高速

成膜技術では、搬送ガス種、粒子速度の検討で常温で

透過率60％以上の膜形成に成功した。耐圧については、

1mm 角の領域で、目標値である耐圧500kV/cm 以上

（1cm 四方以上）を達成した。 
 加工・プロセス評価技術の開発：加工現象のメカニ

ズム解明を目的とし、超音波プローブ顕微鏡を用いて、

微粒子ビーム成膜法で形成された膜の微細組織を観察

し、金属膜の弾性率分布を1μm 以下の分解能で評価

できることを確認した。 
集積機械研究グループ 

（Integrated Solid-State Electro Mechanical 
 Instruments） 
研究グループ長：前田龍太郎 

（つくば東、11（3）名） 
概 要： 
 網膜投写ディスプレー用の2次元駆動デバイス用ピ

エゾ薄膜の製作法については主にエキシマレーザアブ

レーション法により成膜を行った。基板温度の影響や

ターゲット材料組成の薄膜の電気特性への影響、残留

応力制御等を調べた。 
 光スイッチ素子の成形技術による製造法についてプ

ロセスおよびデバイス設計を行った。シリコンドライ

エッチングによりマスター型を製作し、電気メッキに

より金型を試作した。これを用い PMMA および PC
材料のホットエンボス加工について検討を行った。

同時に光スイッチシステムのアセンブル法を 
検討した。 
 人工膵臓に用いるマイクロポンプの試作を行い、動

作を確認した。またこれに用いるエッチング加工等の

要素技術を確立した。また PDMS を利用してマイク

ロバルブアレーの試作を行った。同時にこのシステム

における流体の挙動の観察法について検討し 
た。 

微小機構研究グループ 

（Micro-Engineering Group） 
研究グループ長：尾崎 浩一 
（つくば東、5（3）名） 
概 要： 
 マイクロエネルギー供給技術に関し、光－機械エネ

ルギー変換素子である光誘起相転移材料の応答速度が

速い現象であることを明らかにした。また、光エネル

ギーを電気エネルギーに変換する光起電力材料の変換

特性に及ぼす組成や素材粒子径の影響を把握するため

の実験を進めた。また、携帯型エネルギー源として直

接メタノール型燃料電池の燃料クロスオーバーと一酸

化炭素による触媒被毒の問題を解決すると考えられる

方策を検討した。 
 微小流体場の計測・制御技術に関し、マイクロスケ

ール画像処理流速計測においてブラウン運動の影響を

除去し、かつ非定常流れの計測が可能な技術を開発し

た。また感温蛍光色素を利用したマイクロチャネルに

おける温度分布計測技術、並びに電気浸透流速度分布

を三次元計測可能な技術を開発した。 
循環型生産システム研究グループ 

（Environmentally Conscious Manufacturing System 
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 Group） 
研究グループ長：服部 光郎 

（つくば東、7（6）名） 
概 要： 
 開発したダイヤモンド多刃工具の評価とりまとめを

行った。微細表面形状の計測法の違いによる評価差に

ついては鋸歯状の回折格子を対象に傾斜資料台適用に

よる急傾斜の緩和効果を検討し、AFM では10～20度

の傾斜で改善が見られるが SEM の場合には稜線への

チャージングによる影響が大きく改善も見られないこ

と等を解明した。 
 前年度に試作した「マイクロ複合加工機」の基本機

能を調べるためユニット取り付け誤差、静剛性、ステ

ージの真直度，位置決め精度などの測定を行った。ユ

ニット取り付け誤差は±5μm 値であり、良好な基本

性能が得られた。 
 セラミック材料や金属材料のレーザマイクロ加工特

性についての基礎データを収集するため、YAG レーザ、

チタンサファイヤレーザを用いて、各種のセラミック

材料に対し微細形状の加工を行い、加工面の観察や除

去深さ、表面粗さの測定を行った。 
 メーカーが低環境負荷の製品を設計・開発するため

の「環境調和型製品設計（DfE）手法」開発および DfE
マニュアル（改訂版）の作成を行った。同マニュアル

は、化学工業、金属工業、電気電子工業分野で利用さ

れ、実施事例として蓄積された。 
循環型材料加工研究グループ 

（Net Shape Forming Group） 
研究グループ長：松崎 邦男 

（つくば東、7（5）名） 
概 要： 
 金属ガラスでは、800Mpa 以上の強度を示すととも

に約40K の過冷却液体領域を有する Mg 基金属ガラス

見出した。また、過冷却液体領域で10Mpa の低応力で

400％以上の伸びが得られることを示し、過冷却液体領

域でのバルク化が可能であることがわかった。 
 マグネシウム合金については、ガスアトマイズAZ91
合金粉末について熱間圧延による固化成形技術の開発

を行い、バルク状の板材の作成し、インゴット材の約3

倍の強度が得られた。 
 軽量化・形状付与技術では、炭素系水素吸蔵材料と

異種材料との複合化技術を開発し、25％の重量減を達

成した。水素吸蔵・放出特性評価技術では、高精度な

測定を可能にする環境制御型水素化処理装置、水素放

出特性評価装置を開発し、評価手法を確立した。金型

の表面処理技術では、ナノダイヤモンド粒子をダイヤ

モンド成膜の核として利用し、フィラメント法により

100μm 程度のダイヤモンド膜を W 基板表面に成膜す

ることができた。 
循環型機械材料研究グループ 

（Ecology-Oriented Structural Material Group） 
研究グループ長：市川  洌 

（つくば東、10（6）名） 
概 要： 
 ステンレス鋼 SUS304において、加工熱処理により

結晶粒微細化を行い、高速超塑性挙動の発現を確認す

るとともに、靭性および室温強度ともにスーパーメタ

ルプロジェクトの目標値を達成した。このときの結晶

粒径は、190nm である。 
 マグネシウム合金に噴射成形法を適用した結果、噴

射後の堆積物は、噴射温度に依存し、噴射温度が高く

なるほど、固液共存での固化領域が少なくなり、結晶

粒径が大きくなることを明らかにした。さらに、恒温

圧延により、この合金の再結晶挙動を解明した。 
 放電プラズマ焼結した微細金属組織（結晶粒径：18

～30nm）を有する純鉄バルク材で引張強さ970～

1430Mpa を得た。さらに、同法で得た Nb3Si5Al2-Al2O3

層／Al2O3層の二層被覆ニオブ基合金において、Ar ガ

ス雰囲気中熱サイクル試験（室温～1473K）を50回行

っても熱応力が緩和されコーティング層の剥離等が起

こらないことを明らかにした。 
 金属材料の溶出試験法、ガルバニック腐食試験法、

不動態皮膜のX線光電子分光法による状態分析方法の

JIS 化を行い、それらの規格情報を ISO に情報提供し

た。 
トライボロジー研究グループ 

（Tribology Group） 
研究グループ長：佐々木信也 

（つくば東、14（7）名） 
概 要： 
 ナノ・マイクロトライボロジー：ターフェニル誘導

体等を用いて SAM の熱安定性、紫外光耐性を向上さ

せることに成功した。また、その単一分子が分子スイ

ッチとなることを STM で確認した。応答時間は1分以

内で極めて高速であることを明らかにした。 
 エコ・トライボロジー：プラズマ溶射法による Al-Si
系トライボコーティングを作製し、生分解性潤滑油中

におけるトライボロジー特性に及ぼす被膜添加元素な

らびにプロセス条件による影響を明らかにした。また、

表面改質材料のトライボロジー特性を DB 化するため

の評価条件を決定し、基礎データの収集を開始した。 
 メンテナンス・トライボロジー：複数の軸受を対象

とした AE 発生位置の標定アルゴリズムを開発し、AE
パルサを用いた静的な実験ならびに転がり疲れの動的

な実験でその妥当性の検証を進めている。複合センシ

ングシステムについては装置試作を完了し、その性能

確認を行っている。 
先進材料・構造健全性研究グループ 

（Advanced Materials & Structural Integrity 
 Research Group） 
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研究グループ長：平野 一美 
（つくば東、5（3）名） 

概 要： 
 超耐熱構造材料の長期耐久性評価に関する研究：超

高温・高圧水蒸気環境下にいて耐環境・耐久性試験が

行えるように模擬実環境材料試験評価装置の改良を行

うと共に、融液成長複合材料の1500℃における引張ク

リープ変形は5atm までの高圧水蒸気によって加速す

ることを明らかにした。 
 MEMS を構成する材料の機能・耐久性向上を図るハ

イブリッドナノ・キャラクタリゼーション：AFM（原

子間力顕微鏡）と MFM（磁気力顕微鏡）を併用した

ハイブリッドナノ・キャラクタリゼーション技術の研

究開発に着手し、強磁性形状記憶合金 Fe-Pd について

マルテンサイトの生成と磁区構造、表面形状との関係

を明らかにした。 
 先進複合材料の知的基盤整備促進に関する研究：将

来航空機の候補機体材料である耐熱樹脂系複合材料の

長期耐久性評価に関連して、有孔疲労強度特性に及ぼ

す衝撃損傷および水蒸気環境・吸湿の影響を明らかに

した。 
安全信頼性研究グループ 

（Safety Design Group） 
研究グループ長：筒井 康賢 

（つくば東、5（5）名） 
概 要： 
 対震関連では、磁気軸受回転軸システムの安全性確

保技術として期待される波動制御アルゴリズムの磁気

軸受制御への適用可能性を回転軸ねじり振動系とはり

の横振動制御系において実験検証した。また、歯車関

連では、歯形測定機校正法についてマスタ－ボ－ルに

よる歯形原器及び平行バネ機構による歯形測定プロ－

ブの開発を行い測定精度の検証を行った。更に高温機

械要素評価装置による運転条件と外部温度条件の関連

を調査した。 
 微小構造体の信頼性に関しては、薄膜や薄板等の微

小材料の機械的特性を簡便かつ精度良く評価すること

が可能な微小材料用引張試験法を開発し、薄膜や薄板

の引張試験に成功した。同試験法を用いて製造

プロセスが薄膜の機械的特性に及ぼす影響を調べ  
た。 

複雑現象工学研究グループ 

（Applied Complexity Engineering Group） 
研究グループ長：市川 直樹 

（つくば東、4（4）名） 
概 要： 
 一様流中の柔軟ロッド群のパターンとしての挙動、

結合振動子のパターン制御、混相流（気液もしくは固

気二相流）の断面計測を可能とする高速 X 線 CT の開

発およびマイクロ熱流体デバイスの開発などへ、ある

いはカオス・フラクタルの利用という観点から捉え直

した。また、グループ全体として、二相流の時空間の

解析に関して取り組み始めた。気液二相流の動的な特

徴を抽出するために、差圧信号などの時系列データか

ら相関次元など非線形統計量を用いた解析を行ない、

流れの状態（流動様式）による違いがこうした解析か

らも判別できることが明らかとなった。 
 

21○【ナノテクノロジー研究部門】 
（Nanotechnology Research Institute） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：横山  浩 
副研究部門長：徳本 洋志、南  信次、阿部 修治 
総 括 研 究 員      ：松本 和彦、徳本 洋志、南  信次、 
       阿部 修治 
 
所在地：つくば中央第2、第4、第5 
人 員：102（49） 
経 費：415,480千円（120,784千円） 
 
概 要： 
 ナノテクノロジーは、バイオテクノロジーを含むあ

らゆる物質科学技術を革新する新分野である。本研究

部門は、基礎科学と産業技術応用の両面において、ナ

ノテクノロジーの意義を広く社会に向けて表現し、学

界、産業界におけるナノテクノロジー研究開発を先導

することを目的とする。このために、本研究部門では、

理論・計算科学を研究活動の基盤として重視し、その

上にプロセス・加工技術と計測技術を配置し、ナノ材

料、ナノデバイス、ナノバイオテクノロジーをターゲ

ットとした、世界水準で特徴ある研究開発を推進 
する。 

 ナノ材料 ････････････････ 理論・ナノシミュレーシ

ョン、カーボンナノチューブ、超分子・自己組織

系、ドラッグデリバリシステム 
 ナノデバイス ･･･････････ スピンエレクトロニクス、

カーボンナノチューブ、分子エレクトロニクス 
 ナノ計測 ････････････････ プローブ顕微鏡技術、超

高感度局所分光技術 
 ナノ加工・プロセス ･･････ プローブ加工、薄膜形成、

インクジェット技術 
 ナノバイオテクノロジー･ バイオチップ 
 加えて、ナノテクノロジーのための研究基盤施設と

して、AIST-NPF をさらに拡充し、日本全国レベルで

進められているナノテクノロジーネットワークの形成

にも貢献する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
複合生物 DNA 等高効率解析操作技術開発（石油安定供

給技術開発等委託費／経済産業省） 
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機能調和酸化物新機能材料創製に関する研究、作成プロ

セス基礎、表面反応から見た作成プロセス基礎（科学技

術総合研究委託費／文部科学省） 
 
染色体の構造と機能解明のためのナノデバイスに関する

総合研究、オンチップ染色体ナノハンドリングシステム

の開発（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
新しい情報処理プラットホームのためのアクティブ原子

配線網に関する研究、原子・高分子配線の相互結合網化

に関する研究、アトムテスターに関する研究（科学技術

総合研究委託費／文部科学省） 
 
新しい情報処理プラットホームのためのアクティブ原子

配線網に関する研究、原子配線に関する研究、基板内配

線に関する研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
ホウ素系新超伝導物質の材料化基盤研究「共有結合ネッ

トワークの幾何学的効果の研究」（科学技術総合研究委

託費／文部科学省） 
 
カーボンナノチューブエレクトロニクス（科学技術総合

研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 102(78)件、口頭発表 290(53)件、 
    その他 5件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ナノ構造物性理論グループ 

（Nanomaterials Theory Group） 
研究グループ長：阿部 修治 

（つくば中央第2、10（6）名） 
概 要： 
 ナノ構造の光・電子機能の理論的解明：分子性磁性

体の光誘起相転移の機構を解明するため、局所ポテン

シャルの第一原理計算を行い、双方向相転移の初期過

程を明らかにした。一般的なモデルを用いて光誘起相

転移についてのモンテカルロシミュレーションを行い、

超格子ナノ構造材料においては、均一系に比べて、よ

り弱い光励起でより速く光誘起相転移が進行すること

を示した。 
 分子性材料の新機能の理論的探索として、分子集合

体の2光子応答、積層ナノグラファイト系の磁性、フラ

ーレン有機強磁性体の磁性などについて研究した。導

電性高分子に関して、新しいキャリアの形態であるポ

ーラロンペア状態を見出した。 
 ナノスケールの量子機能解明と量子状態制御：ナノ

ワイヤなどのナノ構造の量子伝導特性を解析するため

の理論的枠組みを構築し、それを数値計算するための

プログラム開発を行った。 

ナノダイナミクス研究グループ 

（Nano-Dynamics Group） 
研究グループ長：山口 智彦 

（つくば中央第5、3（3）名） 
概 要： 
 化学反応（BZ 反応）をモデル系として、ゆらぎを

介する秩序形成の可能性について検討した。光感受性

BZ 反応の精密な数理モデルを作成し、光刺激の2面的

な役割（抑制的／促進的）を明らかにした。数理モデ

ルを用いた検討により、閾値以下の刺激が神経等の興

奮性の場に時空間秩序を形成する可能性を示し 
た。 
 自己集合と散逸構造という2つの自己組織化の統合

的な解釈を提案した。その理解に基づき、金属ナノ粒

子をマイクロメートル・オーダーに配列化させる方法

を見出した。 
近接場ナノ工学グループ 

（Near-Field Nano-Engineering Group） 
研究グループ長：時崎 高志 

（つくば中央第2、12（3）名、第4、8（2）名） 
概 要： 
 ナノ光導波路の実現とナノ材料の近接場光相互作用

の研究：サブミクロンサイズのコア断面を有する金属

クラッド導波路の新しい作製方法を確立するとともに、

光近接場技術を利用して導波路内を光が伝搬すること

を実証した。 
 高機能近接場光学顕微鏡（SNOM）による半導体量

子構造中の電子相関の研究：極低温近接場光学顕微鏡

により単一ヘテロ構造半導体中の2次元電子ガスの分

光を行い、電子密度の空間揺らぎを観測するとともに、

キャリアの空間相関をより詳細に検出可能な二探針式

の SNOM の改良を行った。 
 分子配向のナノ領域制御による分子デバイス新機能

の研究：液晶の配向相関を弾性等を考慮した自由エネ

ルギー理論により考察し、実験的に得た配向特性を再

現した。 
 高機能原子間力顕微鏡（AFM）による分子間相互作

用の研究：水溶液中で原子間力を測定するためのAFM
センサーの開発を行い、通常の光テコ方式と比較して5

倍の感度向上を達成した。 
ナノクラスターグループ 

（Nanocluster Group） 
研究グループ長：菅原 孝一 

（つくば中央第5、3（3）名） 
概 要： 
 金属含有クラスターの分光的研究：金属原子・クラ

スターと分子との相互作用を明らかにするために、共

鳴多光子イオン化法およびレーザー誘起蛍光法を主に

用いて金属－分子クラスターの検出を試みてきた。銀

アンモニア1：1、1：2クラスターのスペクトル測定に
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成功し、その構造や励起状態における反応を解明した。 
 金属クラスターの反応性と安定化の研究：サブナノ

から数ナノメートルサイズのクラスターの反応性、成

長過程、安定化の過程を明らかにするために、真空中

にクラスターをトラップし高分解能質量分析法を用い

て検出している。 
 金属ナノ粒子内部構造のサイズ効果の実験的解明：

金属ナノ粒子の最安定構造がサイズによってどのよう

に変化するのか、バルクの結晶構造とは異なる特異構

造がどのサイズ領域で安定に現れるのかを解明するた

めに、数ナノメートル以上のサイズのクラスター・ナ

ノ粒子を気相中で熱処理する装置を製作した。 
機能性超分子グループ 

（Supermolecular Chemistry Group） 
研究グループ長：川西 祐司 

（つくば中央第5、9（5）名） 
概 要： 
 複合化ならびに集合化による超分子機能の誘導を進

めてきた。カリックスアレンを核とするフォトクロミ

ック性分子複合体が光誘起の分子ピンセット効果によ

るイオン捕捉を行うこと、複合化を目指しているカミ

ンスキー型重合触媒が、重合反応性に対する光照射効

果を示すことなどを見出し、構造と機能の対応を検討

している。また、種々のパラ位置換ジフェニルヘキサ

トリエンの固相光反応による複合体形成ならびに強発

光状態の存在を見出し、構造と光挙動の対応を進めて

いる。ナノキャビティを有する集合系形成を目指して

剛直な主鎖を基本骨格とする巨大化合物を数種設計し、

重要中間体の大量合成ならびに主要な合成経路の確立

を進めている。 
分子ナノ組織体グループ 

（Molecular Nano-Assembly Group） 
研究グループ長：松本 睦良 

（つくば中央第5、8（4）名） 
概 要： 
 両親媒性スピロピラン化合物である SP1822の水面

展開膜を所定の表面圧に保持し、紫外光照射を行い、

スピロピランからメロシアニンへの異性化に続き J 会

合体の形成する条件を明らかにした。 
 分子レベルで凹凸を持つ LB 膜の表面エネルギー測

定を行ったところ、プローブ分子の構造により異なる

結果が得られた。表面エネルギーが大きくなるほど液

晶はプラナー配向をすることが知られているが、この

表面上での液晶配向を検討したところ、表面エネルギ

ーのより大きな（凹凸の多い）界面においてホメオト

ロピック配向が有利となった。 
 チオール分子の自己組織化膜上に STM チップを用

いて電圧パルスを印加したところと、カルボン酸を有

するチオール（チオリンゴ酸、メルカプトプロピオン

酸）がナノドットを形成しやすい系であることが分か

り、安定してナノドット書き込みが可能であることが

分かった。 
分子ナノ物性グループ 

（Molecular Nanophysics Group) 
研究グループ長：徳本  圓 

（つくば中央第2、7（4）名、第5、8（4）名） 
概 要： 
 カーボンナノチューブ集合体の構造制御と機能探

索：分光電気化学的手法を用いることにより、単層カ

ーボンナノチューブ（SWCT）薄膜のフェルミ準位を

連続的に制御できることを示した。 
 カーボンナノチューブの原子分解能 STM/STS：
CVD で作製した垂直配向カーボンナノチューブをポ

リマーで被覆し、同軸ナノワイヤーを形成した。ポリ

マーの導電率を制御することにより、クロストークを

制御できる。 
 液晶化合物の探索および構造制御：通常のカラムナ

ー（Col）相のほかに結晶に似た規則構造のヘキサゴ

ナルカラムナー（H）相を示すヘキサヘキシルチオト

リフェニレン（HHTT）の圧力下の相挙動について、

研究を行ってきた。 
 サブミクロンインクジェットの開発と応用：サブミ

クロンインクジェット装置では、最小ドット径1μm
以下。液滴量サブ fl（フェムトリットル＝10-15リット

ル）を達成した。 
バイオナノマテリアルグループ 

（Bio-Nanomaterial and Surface Interactions Group) 
研究グループ長：羽藤 正勝 

（つくば中央第5、3（3）名） 
概 要： 
 糖脂質・膜蛋白質・水系の自己組織化：化学的に安

定、且つ低温（5度）でも液晶を作る、新しいフィタニ

ル型疎水鎖を有す糖脂質を合成、独自の液晶系の開発

を行った。その結果、少なくとも1つの化合物のキュー

ビック液晶形成を確認した。 
 ナノ粒子系による分子組織化・機能制御に関する研

究：新しい有機ナノ材料として合成糖蛋白質・リポソ

ーム複合体の調製と材料特性評価を行い、そして、モ

デル系や生体系を使ったこれら多種類のナノ粒子の機

能評価を行った。 
 バイオナノベシクルの微視的解析：脂質ニ分子膜か

らなる“ナノベシクル”の微視的な膜物性や膜上の分

子情報をプローブ顕微鏡観察によって理解するための

第一段階として“ナノベシクル”のアクティブ（能動

的）かつインタクト（非変性）な“位置決め固定”操

作技術の開発に着手した。 
単一分子・界面技術グループ 

(Single Molecular and Interfacial Engineering Group) 
研究グループ長：野副 尚一 
（つくば中央第2、8(2)名、第4、9(3)名、第5、7(3)名） 
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概 要： 
 薄膜の表面・界面構造の制御と評価：活性ビーム援

用蒸着法により光学特性の良好な酸化チタン薄膜の生

成条件を調べた。光学特性が陽電子消滅法により求め

た空孔率に良好な相関関係があることが分かっ 
た。 
 メカニカルプローブ顕微鏡を中心とした原子・分子

識別操作技術の確立および単一分子物性解明に関する

研究：磁気力制御 AFM ではカーボンナノチューブ探

針を用い、親水化処理した表面（金単結晶表面に

SH-(CH2)10-COOH SAM 膜を作成し、それを超純水

中に浸す）で水分子の局所溶媒和構造を世界で初めて

明瞭に観察した。 
 原子・分子観察操作技術支援基礎技術の研究開発：

単一分子の導電性・機能を計測・評価する手法として、

絶縁性のセルフアセンブル膜（SAM）中にロタキサン、

オリゴフェニレンビニレン（OPV）等の新たに合成し

た分子を埋め込み、プローブ顕微鏡で観察を行 
った。 
 

22○【計算科学研究部門】 
（Research Institute for Computational Sciences） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 部 門 長      ：寺倉 清之 
副研究部門長：三上 益弘、池庄司民夫 
総 括 研 究 員      ：田辺 和俊、三上 益弘、池庄司民夫 
所在地：つくば中央第2 
人 員：30（26） 
経 費：418,863千円（62,294千円） 
 
概 要： 
 本研究部門では、工学・理学・社会科学の広範な分

野において、計算機シミュレーションによる現象の解

析・予測を通して、知的資産の蓄積、研究支援、生産

活動の効率化、環境問題、エネルギー問題、安全など

に貢献することを目指す。まずはそのフロンティアを

開拓するために共通基盤シミュレーション技術の改

良・開発を行う。このことによって、方法論の開発と

して知的資産に貢献すると同時に、ソフトウエアの社

会への普及を図る。計算科学は本質的に基盤的・境際

的な研究であり、産総研の多くの研究ユニットをつな

ぐ横糸的役割を果たす。そのことによって、産総研全

体の 成 果 の 向 上 に も 貢 献 で き る と 期 待 し て 
いる。 
・化学反応シミュレーション技術 
 全てのモノの形成過程は、ミクロには原子間の結合

の形成、切断を伴っており、化学反応そのものである。

このような観点から、化学反応シミュレーション技術

の開発は物質科学における基盤的で普遍性のある研究

課題である。 

・ナノテクノロジーシミュレーション技術 
 ナノテクノロジーでは、対象のもつ機能はその構造

と密接な相関があるが、シミュレーションやモデリン

グはナノテクノロジーの基盤技術として重要な役割を

果たす。 
・生体系シミュレーション技術 
 ここでの研究の主目的は生体機能のミクロの解明で

あるが、生体材料（例えば、DNA）をナノテクノロジ

ーの重要な構成要素として利用することも視野に入れ

ている。 
・流体固体統合シミュレーション技術 
 固体計算力学と流体計算力学の研究を統合的に行う

ことにより、固体・流体連成問題などの、実用上重要

な複合現象の数値解析を可能とすることを目的として

いる。 
・シミュレーション基礎理論 
 上記課題を支える基盤的な理論、アルゴリズムの開

発、それらを検証する適用研究を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 52(45)件、口頭発表 110(23)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
量子モデリング研究グループ 

（Quantum Modeling Research Group） 
研究グループ長：北浦 和夫 

（つくば中央第2、5（5）名） 
概 要： 
 計算手法の開発：大規模分子系の高速計算を可能と

するフラグメント分子軌道（FMO）法の開発を進め、

約2,000原子からなるタンパク質の計算を可能にした。

電荷平衡法の高速計算法を開発し、光合成中心のクロ

ロフィルを含むタンパク質（約20,000原子系）の電荷

を計算した。平面波基底の汎用第一原理分子動力学法

プログラム“STATE”について、表面エネルギーの計

算精度をあげるため metaGGA を導入した。 
 適用研究：量子化学計算により、核酸塩基類縁体の

構造と塩基対形成能の相関を解析した。リボザイムの

活性部位をモデル化した系について第一原理分子動力

学法によるシミュレーションを行い、酵素反応に及ぼ

す水分子と金属原子の効果を解析した。リゾチームと

トリ－N－アセチルグルコサミン複合体の FMO 法に

よる計算を行い、タンパク質と基質の相互作用を解析

した。 
粒子モデリング研究グループ 

（Particle Modeling Research Group） 
研究グループ長：三上 益弘 

（つくば中央第2、6（4）名） 
概 要： 
 ナノテクノロジーシミュレーション技術の研究：分

子デバイス開発において重要な分子薄膜や生体膜など

大規模な二次元周期境界を持つ系の静電相互作用の高
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速精密計算手法を開発した。複雑ナノ物質の構造予測

を効率的に行うための新しい手法として、レプリカ交

換法を等温等圧アンサンブルに拡張する方法論を開発

し、格段に優れた効率が得られることを確認した。 
 生体系シミュレーション技術に関する研究：膜タン

パク質の水、イオンの透過現象を定量的に取り扱うた

めの汎用古典分子動力学プログラムを完成させた。高

分子系や生体系において剛体近似が可能なフラグメン

トを抽出し、その部位を剛体として取り扱うことによ

り高速化する手法を開発した。 
 大規模汎用分子動力学計算に関するソフトウェア開

発：情報基盤開発として、大規模汎用分子動力学計算

ソフトウェアと古典分子動力学シミュレータを開発し

た。 
連続体モデリング研究グループ 

（Continuum Modeling Research Group） 
研究グループ長：手塚  明 

（つくば中央第2、6（6）名） 
概 要： 
 高精度数値解析手法の開発：ポテンシャル（熱伝導）

定常問題において、プロジェクション法の定式化を行

い、時間発展解像度の向上が可能となった。物質の移

流を伴う現象に対して、粒子の運動を直接にシミュレ

ートするパラメータ依存性のない高精度反応流解析手

法を開発した。 
 大規模数値解析の開発：「離散化数値解析手法のため

の並列プラットフォーム」の完成度を高め、本プラッ

トホームを用いた三次元弾性有限要素解析プログラム

を一般に公開した。 
 簡易メッシュパーティショニングプログラムの開

発：大規模構造解析を有限要素法で実行するための2

次元問題用の簡易メッシュパーティショニングプログ

ラムを開発した。 
 最適設計手法の開発（システム統合化技術）：トポロ

ジー探索アルゴリズムを簡易化した位相最適化設計手

法を提案し、2次元弾性構造体、3次元構造体に適用し、

その有効性を確かめた。 
複合モデリング研究グループ 

（Hybrid Modeling Research Group） 
研究グループ長：池庄司民夫 

（つくば中央第2、6（5）名） 
概 要： 
 大規模汎用分子動力学計算ソフトウェアの開発を行

い、解析コード、ビルダー、ユーザーインターフェイ

ス等の開発を終わってパッケージ化の第一ステップを

終了した。 
 第一原理タイトバイディング法をリカージョン法で

オーダーN 化する手法について、力の計算部分を除い

て完成した。 
 生体膜中でのプロトン、イオン、水透過現象や酵素

反応など大規模系での化学反応を取り扱うための新し

いオーダーN第一原理タイトバイディング法と分子動

力学法とを融合するハイブリッド法の定式化を 
行った。 
 クラスター構造のサイズ依存性、液体からの結晶化

過程、固体の相変態、構造変化、固体内拡散、固体表

面の拡散について主に分子動力学計算で解析した。 
 表面、界面および亀裂などの分子動力学計算で必要

となる微小領域での応力の計算方法について、これま

での理論を整理し、より有効な手法を提案した。 
基礎解析研究グループ 

（Fundamental Analysis Research Group） 
研究グループ長：浅井 美博 

（つくば中央第2、7（6）名） 
概 要： 
 電子相関計算理論：GW 法・Ward 公式等に基づく

全エネルギー計算法、補助場量子モンテカルロ法にお

ける負符号発生の低減法などを開発した。表面励起電

子の寿命の研究を行い更にその延長として表面吸着分

子や高分子の局所電子励起状態のポテンシャルエネル

ギーやその寿命の研究及びその計算理論の研究を行っ

ている。 
 ナノ構造電子系計算理論：分子と導線の接合部分の

詳細な計算理論確立が、分子エレクトロニクス実現に

おいて非常に重要であると言う結論に達した。 
 計算凝縮系物性物理：縮退バンド系の電子格子相互

作用とその Vertex 補正の研究、二次元強相関電子系で

の異方的散乱チャネルによる超伝導機構の研究、ポリ

ジアセチレンの光誘起相転移における基底状態双安定

性及びそれに対する側鎖の影響に関する研究などを行

った。 
 

３）研究系 
①【人間系特別研究体】 
（Special Division for Human Life Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 系 長     ：田口 隆久 
副研究系長：湯元  昇 
総括研究員：湯元  昇、福見 俊夫 
 
所在地：関西 
人 員：68（35）名 
経 費：323,992千円（244,388千円） 
 
概 要： 
 本研究系は、産業技術総合研究所関西センターに特

別に設置される研究ユニットであり、ここでは広い意

味でのライフサイエンス分野に関わる課題を融合的研

究や大学や企業との連携研究により推進する。 
 研究系は本研究所のもつ研究ポテンシャルを関西地



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(129) 

域の多数の大学や企業と結びつけ、最先端の研究成果

を世界に発信する「場」として機能する。本研究系は、

関西センターのライフサイエンス研究の基盤研究を進

めるとともに、同じ地にある、ティッシュエンジニア

リング研究センター、ヒューマンストレスシグナル研

究センター、ライフエレクトロニクスラボの3研究ユニ

ットと密接な連携をとり、関西センターを当所の優れ

たライフサイエンス拠点とする。 
 本研究系では、蛋白質や細胞の機能を制御する新し

い手法を開発し、神経回路の修復技術の実現に結びつ

けるとともに、先進的機能材料研究との融合研究を推

進し、生体の機能を代行・補助する機器の開発も進め

る。このような研究を推進することにより、「バイオエ

ンジニアリング」の研究中心となることを目指す。 
 この研究開発は、少子・高齢化社会を迎える我が国

において、個々人が自立した生活を安心して送ること

を支援するとともに、経済活動を支える人間を確保し、

21世紀の新しい姿の我が国経済を根本から支える。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
運動・知覚神経と筋との双方向再接続技術に関する研究

（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
放射線障害防止に必要な経費（関西センターにおける放

射線安全性向上のための試験研究）（原子力試験研究委

託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 66(51)件、口頭発表 136(20)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
動的構造機能制御研究グループ 

（Biomolecular Dynamics Research Group） 
研究チーム長：湯元  昇 

（関西、10（6）名） 
概 要： 
 光制御ペプチドを用いた蛋白質構造形成機構解析の

ためのモデル系を確立するため、構造形成を制御可能

な主鎖のアミド結合にケージド基を入れたものの合成

に成功した。また、機能蛋白質の立体構造形成過程の

解析を行い、特に蛋白質の会合過程や繊維状過程につ

いて詳細に検討した。機能蛋白質の高機能化、安定化

技術の開発のため、酵母の分泌系を品質管理システム

として用いることにより、安定化蛋白質の容易なスク

リーニングの可能なシステムを構築した。さらに、神

経回路再接続を目指すニューロニクス RG などとの連

携のため、神経機能蛋白質の制御分子の開発を行い、

グルタミン酸輸送蛋白質に関する特異的阻害剤を開発

した。 
精密構造解析研究グループ 

（Protein Finestructure Research Group） 
研究チーム長：安宅 光雄 

（関西、12（3）名） 
概 要： 
 高度好熱菌 Pyrococcus horikoshii の遺伝子のうち

アミノペプチダーゼ（新規な基質特異性を有する）、セ

ルラーゼ（綿織物の毛羽取りに使用できる）、

Aeropyrum pernix 遺伝子のうちシステイン合成酵素

（システインが合成できるほか、大きな SH 基取り込

み能がある）、グリセロール-1-リン酸脱水素酵素（耐

熱性の高いエーテル脂質を合成し、また市販されてい

ない試薬の製造に使える）、チオレドキシン（活性酸素

除去能がある）について、それぞれ大腸菌を用いた発

現系を構築した。生産されたタンパク質の酵素活性（＝

機能）があることを確認、1つを除き、結晶化条件まで

既に明らかにした。また、それらの結晶を磁場中で作

製し、磁場外で作った場合との異同を調べて 
いる。 

細胞機能操作研究グループ 

（Cell Dynamics Research Group） 
研究チーム長：近江谷克裕 

（関西、15（3）名） 
概 要： 
 神経機能の可視化技術の開発を目指して、蛍光蛋白

質と神経栄養因子を結合した蛋白質を創製することと

もに、新たな発光蛋白質を精製し遺伝子解析を行い、

同時に解析済みの発光蛋白質の構造を改変することに

より発色波長等の機能改変を行った。 
・新規発光タンパクの獲得：発光貝ラチア発光タンパ

ク及び発光渦鞭毛藻発光タンパクのクローン化。 
・既存発光タンパクの改変：発光甲虫ホタル発光タン

パクの発光色制御を可能とし、発光渦鞭毛藻発光タ

ンパクの pH 特異性を改変。 
・細胞機能解析用新規分子プローブの創製：2つの発光

タンパクによる細胞内遺伝子発現の多重解析、及び

発光・蛍光タンパク分子プローブの構築。光分子プ

ローブによる神経細胞機能解析：蛍光蛋白質－神経

栄養因子の融合光分子プローブ及びケージド化合物

により細胞内での神経栄養因子の放出パターン解 
析。 

ニューロニクス研究グループ 

（Neuronics Research Group） 
研究チーム長：田口 隆久 

（関西、16（5）名） 
概 要： 
 当グループでクローニングしたニューロクレシン

cDNA を用い、組換え蛋白質を大腸菌で調製した。各

蛋白質のもつ神経突起伸長活性について検討したとこ

ろ、3種類の活性関連部位の存在が明らかになった。 
 シナプスにおける神経伝達効率の可塑的長期的変化

は神経回路の特性を変化させるため、学習や記憶とい

った脳の高次機能との関わりの範疇で議論されている。
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また、このシナプス機能の変化はシナプス形成機構と

も表裏一体の関係にあり、この解明はシナプスによる

神経結合の人為的制御や神経回路再接続技術開発につ

ながる。 
 神経回路再接続で応用が期待されるのは運動系であ

るが、筋への神経束には運動ニューロンからの遠心性

繊維と筋紡錘からの求心性繊維が共在する。後者の再

生・再構成研究は進んでいない。そこでアッセイ系と

して活用するための後根神経節の培養系を確立した。 
メソフェーズ工学研究グループ 

（Mesophase Technology Research Group） 
研究チーム長：清水  洋 

（関西、5（4）名） 
概 要： 
 電荷移動パス構築のための新規な液晶材料の開発及

びこれらの新機能性液晶を用いたポリマーデバイス実

現への基盤研究として配向制御に関する新規なアプロ

ーチを実施してきた。 
 カラムナー液晶におけるカラム軸周りの分子回転運

動と液晶性に関する新規な相関を見出した。 
 また、従来行ってきたテトラフェニルポルフィリン

金属錯体液晶系の光伝導性に関する研究では、Ni、及

び V＝O 錯体の光伝導挙動の全容が解明された。 
 他方、赤外レーザ光による化学結合の選択的振動励

起に伴う液晶配向の変化という現象のメカニズム解明

を検討し、液晶分子の配向方向は照射光の偏光方向と

振動励起の遷移モーメントの方向が直交するような相

対関係になっていることが強く示唆されている。この

結果は、機能性液晶の更なる応用に一つの方向性を与

えるものと期待している。 
刺激応答材料研究グループ 

（Dynamic Materials Research Group） 
研究チーム長：田口 隆久（関西、11（7）名） 
概 要： 
１）人工筋肉開発につながる高分子アクチュエーター

の研究：イオン導電性高分子膜の加圧下での熱処理

が性質に大きく影響を及ぼし、その結果アクチュエ

ーターの 応 答 特 性 も 改 善 で き る こ と を 示 し 
た。 

２）クラウン化合物等を用いた機能性分子創製の研

究：機能性分子であるクラウンエーテルにメソゲン

としてベンゼン環およびビフェニルを導入すること

によって液晶性を発現できることを見出した。 
 水素結合とπ電子相互作用を利用した分子認識の

研究として、アセチルアセトンとピレンを持つ有機

配位子を合成した。この配位子は銅イオンと選択的

に相互作用してピレンの蛍光を消光することを明ら

かにした。 
３）多孔質機能性材料に関する研究：ナノ細孔材料で

ある MCM－41に光架橋・開裂性官能基であるクマ

リン誘導体をグラフトした複合体を用い、光制御コ

ントロール・リリースが可能となることを見出した。 
グリーンバイオ研究グループ 

（Green Biotechnology Research Group） 
研究チーム長：相羽 誠一 

（関西、9（4）名） 
概 要： 
１）キトサン誘導体の電磁波シールド材料への応用を

図るべく、キトサンの水酸基を長鎖脂肪酸でアシル

化し、ヘキサノイル、ピバロイル、ラウロイル、ス

テアロイル、ベンゾイル体を合成した。プラスチッ

ク筐体に電磁波シールドとしての密着性の良いめっ

きを形成することができた。 
２）栄養補助食品としての N-アセチルグルコサミンを

酵素用いてキチンから生産するために各種工業用粗

酵素の組み合わせを用いて分解させたところ、起源

の異なるセルラーゼ製剤の混合物を用いた場合、イ

カ由来のβキチンを基質に用いると高収率でN－ア

セチルグルコサミンを生成させることができた。 
３）生分解性ポリアミドであるポリピロリドンの分子

量と物性を改良するために多官能性開始剤を用いて

ピロリドンを重合し、高分子量ポリアミドを合成す

る条件を探索した。1分子内に開始点が1個から5個あ

る開始剤を7種類合成し、それらを用いてピロリドン

の合成を行った結果、数平均分子量が2万前後のポリ

アミド4が再現性良く合成できた。 
 

②【生活環境系特別研究体】 
（Special Division for Green Life Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 系 長     ：小林 哲彦 
副研究系長：宮崎 義憲 
総括研究員：宮崎 義憲、香山 正憲 
 
所在地：関西 
人 員：149（55）名 
経 費：652,506千円（122,504千円） 
概 要： 
 本研究系の基本ミッションは、経済産業省の掲げる4

項目の大目標の中の2つ、「環境と調和した経済社会シ

ステムの構築」および「高齢社会における安心・安全

で質の高い生活の実現」に貢献することである。具体

的には、環境とエネルギーの境界領域を研究分野と定

め、特に生活者、エネルギー需要者の視点での新技術

開発を通して、持続社会に貢献できる「人と環境に優

しいライフスタイル」の提案を目標とする。このため、

触媒、電気化学、分離膜などの「応用界面科学」に関

する技術ポテンシャルを分野融合的に発展させ、「生

活環境の保全・浄化技術」および「生活密着型のクリ

ーンエネルギー技術」に関する新産業の発掘・育成に
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貢献できる技術革新を目指す。 
 基本理念 WG 最終報告書の研究系特別研究体の位

置付けに定めるとおり、関西の産業集積（家電、暮ら

し環境等）および研究集積（京大、阪大、神大、RITE
等の電気化学エネルギー技術や環境触媒研究等）との

連携を基軸としつつ、分野融合的な新しい研究展開を

図る。基礎から実用化までの多様なフェーズの研究開

発活動を一体的かつ機動的に行い、新産業、未来産業

に向けての新技術の発信源となることを目指している。

研究開発活動を通じて循環型持続社会システムのため

の「環境適合型生活工学 Green Life Engineering」の

確立にも貢献したい。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
固体高分子形燃料電池の研究開発（エネルギー需給構造

高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
分散型電池電力貯蔵技術開発（電源多様化技術開発等委

託費／経済産業省） 
 
固相精密合成によるケミカルライブラリーの構築を基盤

とする超機能性材料の創製と評価に関する研究、ケミカ

ルライブラリーの機能性評価技術に関する研究、超機能

評価法の開発（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
国際的先進材料の実用化を促進するための基盤構築に関

する研究、生体適合性耐摩耗性材料、摩耗特性評価に関

する研究（科学技術総合研究委託費／文部科学省） 
 
有機塩素化合物等有害化学物質の排出抑制のための電気

化学的高度分解処理技術の開発に関する研究（試験研究

調査委託費（地球環境保全等試験研究に係るもの）／環

境省） 
 
発 表：誌上発表 137(87)件、口頭発表 298(36)件、 
    その他 20件 
--------------------------------------------------------------------------- 
環境ガラス研究グループ 

（Ecoglass Research Group） 
研究グループ長：小林 哲彦 

（関西、29（6）名） 
概 要： 
 本グループでは、これまでに、長年培ってきたガラ

ス関連研究の蓄積をベースとして、生活環境浄化や省

エネルギー・環境適合型新素材の開発に向けた研究を

行っている。そのために、解決が迫られている問題点

を的確に把握するとともに、そうした問題を解決でき

る高いポテンシャルを有する要素技術の開発に努めて

いる。また、産学との連携を積極的に推進している。

即ち、ニーズの把握および、要素技術のシステム化の

ためには産と、基礎的部分における足らざる研究

ポテンシャルを補うためには学との連携を推進して 
いる。 

環境触媒研究グループ 

（Environmental Catalysis Research Group） 
研究グループ長：坪田  年 

（関西、14（6）名） 
概 要： 
 本グループは従来から低温 CO 酸化活性に優れた金

超微粒子担持触媒や常温常圧下で有機合成反応を進行

できる金属カルボニル触媒の開発において多くの革新

的成果を発信しており、成果普及につとめてき 
た。 
 また、金超微粒子担持触媒は触媒機能の発現が触媒

ナノ構造に大きく依存するため、高分解能電子顕微鏡

や表面科学手法による原子レベルの構造・機能解析研

究の成果を取り入れた実触媒系の開発を他に先駆けて

実施して来た。現在は、同じ系内のナノ界面機能材料

科学 RG と特に強い連携の下、実触媒開発を行ってい

る。 
 一方、水環境浄化分野では、固体高分子電解質を用

いる電解処理法と CE 法による環境分析を組み合わせ

たシステム技術化を目指している。それぞれはオリジ

ナル性の高い技術であり、電解技術は基本特許を取得

し、CE 分析法は特に環境分野への適応で斯界をリー

ドする成果発信を行っている。 
次世代電池研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 
研究グループ長：辰巳 国昭 

（関西、14（4）名） 
概 要： 
１）リチウム電池用新規電極材料の探索：低コスト化

が見込める鉄系正極材料については、鉄含有

Li2MnO3を水熱法により合成し、4V 領域に放電容量

を有することを確認した。この材料の充放電反応は

主に鉄原子の価数変化によることが解明された。負

極材料としては、高容量という特長を有するスズ系

等の合金系材料について、薄膜化することにより材

料のみの構造変化などを調べた。電解質については、

新規ドライポリマー系材料を研究開発するとともに、

固体系電池の実用化までの期間を埋めるべく安全な

液体系電解質を探索した。 
２）リチウム電池の安全性の研究：ポスト LiCoO2と

して有力なスピネル型 LiMn2O4の高温保存時の円

筒型電池での発熱反応挙動を調べた。 
３）電池劣化機構に関する研究：スピネル型 LiMn2O4

は高温保存特性が劣ることで知られているが、寿命

の改善のため高温保存時の劣化に影響する因子を構

造的な見地から調べた。 
小型燃料電池研究グループ 
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（Advanced Fuel Cell Research Group） 
研究グループ長：宮崎 義憲 

（関西、15（5）名） 
概 要： 
１）PtRu 合金触媒に替わる新規触媒として、高い耐

CO 特性を有しかつ固体高分子形燃料電池（PEFC）

作動条件で安定な触媒系を検討している。Ru に替

わって MoO2や WO3をカーボンブラック担体上に析

出させることで、耐 CO 特性を向上させた。 
２）メタノール直接型燃料電池（DMFC）の研究：PtRu

合金触媒を使用する場合の触媒量、集電体の撥水性、

電極作製方法と電池特性の関係を調べた。電極作製

方法では、吸着還元法により Pt-Ru 合金を作製し、

DMFC のアノードとしての可能性を検討した。得ら

れた Pt-Ru 層（Pt:Ru=7:3、2mg/cm2）をアノード

に用いて DMFC を作製し、1.0M メタノールを燃料

に 発 電 し 、 従 来 法 電 極 に 近 い 初 期 性 能 
を得た。 

３）可逆セル（URFC）高性能化のために重要な因子

の一つである集電体層の撥水性制御の最適化を目指

し、PTFE 被覆量で集電体の撥水性をコントロール

した場合の燃料電池・水電解特性を検討した。PTFE
被覆量が400mg/cm2以下の領域に最適値があること

が分かった。 
水素システム研究グループ 

（Hydrogen Energy System Research Group） 
研究チーム長：栗山 信宏 

（関西、10（6）名） 
概 要： 
・新規高密度水素吸蔵材料の研究：CaNi3の水素中で

の熱分析結果等から、新規な水素化物 CaNiH3（水

素吸蔵量：3wt％）が生成していることを確認した。

Ti-Cr-Al 系について検討したところ、Ti5Cr2Al3合金に

新たな水素吸蔵相を見出すことができた。 
・水素吸蔵材料特性制御に関する研究：Ca-Ni-Pd3元

系の作製を高周波誘導熔解で試みているが、

Ca-Ni-Pd3元系合金は得られていない。これは、構

成元素間の原子半径の大きな違いによるものと考え

られる。 
・水素吸蔵合金利用技術に関する研究：導電助材及び

バインダーの最適化を行い、1atm の水素に1時間曝

すことで電極容量の80％を充電することができた。

これは、従来の半分の充電時間である。 
・水素製造技術に関する研究：新規な芳香族系固体高

分子電解質を用いた小型水電解セルを試作したとこ

ろこのクラスでは初めて150℃でΔH 基準92％の効

率を達成した。 
界面機能制御研究グループ 

（Solid State Combinatorial Research Group） 
研究グループ長：小林 哲彦 

（関西、12（7）名） 
概 要： 
１）マルチガスセンサシステムを用い、分析を5分間に

短縮することを可能とした。 
２）光音響赤外分光法を用いることで、アルカン、ア

ルケン、アルデヒド、一酸化炭素、二酸化炭素の分

析を合計2分間で行えることを実証した。 
３）ホルムアルデヒドを室温で酸化分解できる担持金

触媒を開発した。 
４）結晶化前駆体法により (Ca2CoO3)xCoO2及び

(Bi2Sr2O4)xCoO2長尺ウィスカー（長さ10mm）の合

成に成功し、これらが現在知られている物質の中で

最も高い熱電性能を持つことを明らかにした。 
５）溶液原料を用いる方法により、1日で1,000種類の

複合酸化物を合成できるコンビナトリアル合成装置

を開発した。 
６）コンビケム手法を用いて(Ca2CoO3)xCoO2へ元素

置換した試料を迅速に合成し、9種類の置換元素に対

して、固溶範囲及び熱電特性に与える元素置換効果

を明らかにした。 
７）放電プラズマ焼結法とホットプレス法とのハイブ

リッド焼結により、高い熱電性能を持つ多結晶体を

作製した。 
界面イオニクス研究グループ 

（Interfacial Ionics and Solid State Chemistry 
 Research Group） 
研究グループ長：蔭山 博之 

（関西、16（6）名） 
概 要： 
１）高密度ペロブスカイト型プロトン導電体の特性評

価では、A3+B3+O3型ペロブスカイトである(La0.9Sr0.1) 
MIIIO3-d（MIII＝3価陽イオン）の緻密焼結体を作製

し、水素を含む雰囲気中、600℃で約4×10-3Scm-1

の高いプロトン導電率を示す化合物を見出した。 
２）電気化学デバイス（電池・燃料電池）用溶融塩材

料の研究では、常温溶融塩の融点を劇的に低減させ、

かつ電気化学的に安定なアニオン種を見出した。 
３）リチウム二次電池用電解質材料の導電性評価では、

PFG-NMR 法と電気化学法を組み合わせてイオン

種毎の拡散定数と易動度を測定した。ゲル電解質で

は、拡散成分からゲルの均質性およびポリマーフィ

ルム中のポア分散度を評価できることが分かった。 
４）全固体リチウム二次電池用遷移金属酸化物材料の

研究では、リチウムマンガンスピネル表面に固体電

解質と類似のリチウムイオン導電性化合物を湿式で

被覆することを試み、合成が可能であることが確認

できた。 
ナノ界面機能科学研究グループ 

（Interface Science Research Group） 
研究グループ長：香山 正憲 
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（関西、10（6）名） 
概 要： 
 理論計算では、Au/TiO2界面の第一原理計算として、

ルチルとアナターゼの結晶及び表面の第一原理計算を

行い、さらに金原子吸着系の計算を開始した。コーテ

ィング界面として Ni/ZrO2界面の第一原理計算を行い、

Cu/Al2O3界面の計算の準備を行った。第一原理計算用

のスーパーセル対称性解析プログラムの開発等を行っ

た。 
 電顕観察では、電子線ホログラフィー法を Au／酸

化物界面に適用し、Au ナノ粒子の内部ポテンシャル

の粒径依存性を発見した。Au／酸化物及び Ir/酸化物

触媒の構造観察を行い、界面構造や粒子の形態につい

て多くの知見を得た。Ir／酸化物界面ではナノ構造の

自己組織化を発見した。 
 表面科学では、Au/Al2O3及び Au/SiO2触媒での水分

の影響を調べ、担体により水分効果が異なることを明

らかにした。走査プローブ顕微鏡を用いて、Au/TiO2

および Ir/TiO2触媒の初期形成過程の観察、Au/TiO2界

面の局所電子状態・局所仕事関数の観察を行い、端緒

的な成果を得た。 
新テーマ発掘研究グループ 

（Novel Environmental Technology Research Group） 
研究グループ長：小林 哲彦 

（関西、11（6）名） 
概 要： 
 メタンから液体燃料製造を行う際にメタン資化菌の

酵素を用いるリアクターの作成を目指すプロジェクト

であり、メタンをメタノールに変換する酵素 MMO の

各サブユニットの大腸菌での発現条件を検討した。 
 流体やアブレーシブな粒子が介在した条件でのセラ

ミックスや金属材料の摩耗試験を球／平板接触の往復

運動による試験法で行い、粒子が摩擦係数及び両者の

摩耗量に及ぼす影響について検討した。 
 フッ素をドープした直径10cm の ITO 薄膜用ターゲ

ットをパルス通電焼結法により作製した。 
 フライホイールローター材として考えられている

CFRP の24h 程度の短時間クリープ試験法について検

討を行い、試験を行った。 
 炭化ケイ素系繊維複合セラミックスを作製し、反応

性フィラーの添加効果を調べた。 
 
４）研究ラボ 
①【グリーンプロセス研究ラボ】 
（Research Initiative for Green Chemical Process） 

（存続期間：2001.4.1～2002.3.31） 
研 究 ラ ボ 長      ：田中 正人 
副研究ラボ長：林  輝幸 
 
所在地：つくば中央第5 

人 員：26（11）名 
経 費：71,482千円（51,458千円） 
 
概 要： 
 21世紀の化学産業を地球環境の保全と両立させつつ

発展させるには、化学プロセスに派生する環境負荷を

低減しもしくは汚染を未然に予防することが必要であ

り、環境負荷の低い原料、反応系、プロセス等からな

る「グリーンケミカルプロセス」への転換が迫られて

いる。本研究ラボでは、分子レベルで規定され若しく

は設計された触媒の構築、それを用いた反応、新規な

反応の設計、反応場の利用技術を通じて、環境負荷や

エネルギー原単位の低い化学プロセスと製品を提案す

る。 
 グリーンプロセスの研究開発：過酸化水素を用いる

スルフィドの酸化、オレフィンのジオール化、アミン

の酸化に関して、高活性な触媒系を見出した。アセチ

レンに対するホスホン酸エステルの付加に高活性な触

媒を見出した。分子内窒素配位性のビスマス化合物を

開発することにより、高収率でカップリング反応が進

行した。4配位シリルカチオンを合成、構造決定し、ア

ルドール反応用触媒として高活性であることを見出し

た。 
 ハロゲンフリー化学の研究開発：メルカプト安息香

酸アミド類やジチオサリチルアミド類からのベンゾイ

ソチアゾリノン類合成法を確立した。ある種のケイ素

化合物を ABS に混合することにより、熱重量残さが

認められた。糊抜精錬した綿布の室温におけるレーザ

ー光漂白を水素化ホウ素ナトリウム水溶液を用いて行

い、従来法と同程度の白色度を数分間のレーザー処理

により得た。 
 基礎的探索的研究開発：五配位ケイ素フェロセニレ

ンポリマーを合成した。リンとπ電子系を含むホスフ

ァフルオレン型のポリマーを合成し、高い量子収率で

蛍光を発することを見出した。炭素－セレン結合の光

解裂機構や、フラーレン上の光異性化の顕著な置換基

効果を明らかにした。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
核廃棄物関連金属配位性のヘテロ元素系化合物の開発

（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 22(18)件、口頭発表 49(8)件、 
    その他 2件 
--------------------------------------------------------------------------- 
 
②【薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ】 
(Research Initiative for Thin Film Silicon Solar 
Cells) 

（存続期間：2001.4.1～） 
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研 究 ラ ボ 長      ：松田 彰久 
副研究ラボ長：近藤 道雄 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：16（4）名 
経 費：380,839千円（22,280千円） 
 
概 要： 
 太陽光発電の爆発的普及のために必要な太陽電池の

大幅な低コスト化を実現する最有力候補である薄膜シ

リコン系太陽電池の高性能化、高スループット化、プ

ロセスの低温化を目的として、薄膜シリコン系材料の

高品質化、製膜の高速化等の当該太陽電池構成に必要

な基盤要素技術を開発する。研究テーマとしては、１）

微結晶シリコン材料の研究開発、２）光安定化シリコ

ン薄膜材料の研究開発、３）太陽電池構成に対する研

究開発、を行い、平成17年度目標である3600cm2以上

の面積の太陽電池モジュールで変換効率12％、コスト

100円/W の実現を通して、世界における当該太陽電池

の実用化を先導する。 
 H13進捗状況：微結晶核発生に対する水素原子の役

割および膜表面応力の役割に対する知見を得た。アモ

ルファスシリコンの光劣化と膜中の Si-H2密度との関

係を明らかにした。低温作製微結晶シリコン太陽電池

の高効率化に対する重要な知見が得られた。 
--------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 9(5)件、口頭発表 15(7)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
 

③【デジタルヒューマン研究ラボ】 
（Digital Human Laboratory） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 ラ ボ 長      ：金出 武雄 
副研究ラボ長：持丸 正明 
 
所在地：臨海副都心 
人 員：15（8）名 
経 費：127,025千円（113,073千円） 

 
概 要： 
 システムにおいて、人間は重要な要素である。しか

るに、人間がシステムに対してどのように働くかは良

く理解されていない。デジタルヒューマン研究ラボで

は、システムとの相互作用で人間がどのように働くの

かを、プログラミング可能な数学モデルで記述するこ

とを目的とする。 
 単にコンピュータ上のモデル化技術だけでなく、こ

れに付随する人間機能の観察技術、モデルで模擬した

人間機能を実世界で再現する提示技術を、合わせて研

究する。これを総括する研究テーマ名として「人間機

能の観察・モデル化・提示技術の研究」を掲げる。 
 第1期では、人間の生理解剖学的機能、運動機械的機

能を中心とした研究を進め、これらの機能モデルに感

覚・心理機能を付加し、より実用的、現実的な問題を

解決できるような技術の開発に挑戦する。特に、第1

期では、人体形状・運動を再現するデジタルヒューマ

ンに基づく人間機能特性適合製品の設計支援、生活者

の機能状態の観察・支援技術という具体的なアプリケ

ーションを基軸に基盤技術を研究する。 
 平成13年度の進捗としては、人体形状モデルに基づ

く適合製品設計の研究として、人体形状計測装置の開

発、解剖学的モデル化研究を行った。また、日常生活

での人間の生理・行動特性を観察する研究として、超

音波センサを用いた行動観察技術と、それを支えるネ

ットワークセンシング技術の研究を進めた。さらに、

提示技術であるヒューマノイドロボットの研究として、

運動中に次の軌道を計算するオンライン制御技術や、

外 界 を 観 察 す る 3次 元 視 覚 の 研 究 を 行  
った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
デジタルヒューマン基盤技術（戦略的基礎研究推進事業

／科学技術振興事業団） 
 
デジタルヒューマンソフトウェア（未踏ソフトウェア／

情報処理振興事業協会） 
 
発 表：誌上発表 24(7)件、口頭発表 47(16)件、 
    その他 7件 
--------------------------------------------------------------------------- 
 
④【ライフエレクトロニクス研究ラボ】 
（Life Electronics Laboratory） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 ラ ボ 長      ：守谷 哲郎 
副研究ラボ長：外池 光雄 
 
所在地：関西 
人 員：33（14）名 
経 費：149,603千円（127,268千円） 
 
概 要： 
 ライフエレクトロニクスは、生命活動をエレクトロ

ニクス技術を用いた計測、画像化等により多角的に理

解し、応用を可能とする技術分野である。生命科学の

新しい流れとして、要素解析から総合へ、そして医療

への応用が標榜されており、その中では細胞や個体の

機能・システム研究をもう一度精査し、新たな研究開

発課題に挑戦する必要がある。 
 そのために、独自の高感度センサー技術、マイクロ
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エレクトロニクス、データ処理技術などの利用により、

生命活動が凝縮されている細胞からの信号や応答を物

理的に詳細観察・分析する先進的技術に関する、１）

生体計測利用基盤技術、２）細胞活動・分子機能分析

評価技術、３）ライフイメージング技術の3課題を体系

的に研究し、高齢化社会での高精度医療診断機器技術、

再生医療の細胞機能制御技術に関連する企業の創出、

バイオ産業の遺伝子機能解析の高効率化に貢献する。 
 平成13年度においては、以下の課題について研究を

進めた。 
１）生体計測利用基盤技術 
1-1）fMRI による高次脳機能計測とその可視化の研

究 
1-2）MEG 視覚化 
1-3）体内3次元動態可視化診断・治療システム 

２）細胞活動・分子機能分析評価技術 
2-1）超音波聴覚エレクトロニクス 
2-2）嗅覚エレクトロニクス 
2-3）エレクトロケモセラピーの研究 

３）ライフイメージング技術 
3-1）MR 顕微鏡の基盤技術研究 
3-2）遺伝子機能可視化研究 
3-3）細胞画像計測の環境モニター応用 

--------------------------------------------------------------------------- 
発 表：誌上発表 104(45)件、口頭発表 108(7)件 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
⑤【次世代光工学研究ラボ】 
（Laboratory for Advanced Optical Technology） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 ラ ボ 長      ：富永 淳二 
副研究ラボ長：深谷 俊夫 
 
所在地：つくば中央第4 
人 員：16（7）名 
経 費：79,934千円（69,036千円） 
 
概 要： 
 表面プラズモン、局在プラズモンを含む広義の近接

場光応用技術を開発するためには、近接場光のさらな

る増幅技術、発生技術、新規材料研究が不可欠である。 
 本研究ラボでは、超高密度光ディスクの開発におい

て、平成15年度末を目標に、精密制御、近接場光信号

増幅等に関連した基盤技術を確立するものであ 
る。 
 また、今年スタート予定の、「情報通信基盤高度化プ

ログラム」中の近接場光を用いる「大容量光ストレー

ジ」技術開発（5年計画）に応募し採択され、次世代の

超高密度データストレージ基盤技術の開発を目指す。

上記最先端光ストレージ基盤技術の開発によって、中

期目標に提示された光では不可能であった10nm オー

ダーの高解像度の実現とその光学的応用、新規産業創

出を図り、近接場光を用いた情報記録を微細領域で可

能とする技術の確立を目指す。 
平成13年度の進捗状況 
 ①H13度4月にスーパーレンズの実用化技術のブレ

ークスルーとして定めた目標値（安定な再生耐久性

を確保し、635nm レーザー＆NA0.6光学系を用いて

200nm マーク長でキャリアレベル CNR＞40dB）を

ほぼ達成。また、スーパーレンズの解像度特性の目

標値（100nm マーク／CNR＞35dB）に関しては、

10月段階で150nm マーク長で40dB、100nm マーク

長で23dB（いずれも405nm／NA0.65）。さらに、電

場強度の差信号を得ることで微小マーク信号を分離

検出する方法を提案。 
 ②リソグラフィーへの応用では、光ディスクのラン

ド上に110nm（高さ35nm）のラインと80nm（高さ

20nm）のドットを形成できた。 
 ③近接場光利用微小光学素子に関しては、スーパー

レンズの派生技術として表面プラズモンを応用した

光トランジスタの原理とその基礎実験に成功。増幅

効果は5-15倍程度、405nm 波長の透過光強度を増幅

できた。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
ナノメータ制御光ディスクシステムの研究開発（エネル

ギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業省） 
 
発 表：誌上発表 22(12)件、口頭発表 34(23)件 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
⑥【微小重力環境利用材料研究ラボ】 
（Microgravity Materials Laboratory） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 ラ ボ 長      ：奥谷  猛 
副研究ラボ長：皆川 秀紀 
 
所在地：北海道 
人 員：15（7）名 
経 費：40,507千円（22,676千円） 
 
概 要： 
 微小重力環境を利用する高品質結晶や組織制御材料

の生成メカニズムを解明し、そのメカニズムに合致し

た創製方法を駆使し、従来の技術では合成できない高

品質結晶や組織制御材料を合成する方法を確立する。 
 研究テーマは、「微小重力環境下での高品質結晶お

よび構造制御材料の製造」。 
 第1期では、微小重力環境下での高品質結晶や構造制

御材料の生成メカニズムの解明を目的として、10m 落
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下塔を用いて微小重力下の温度データや生成物の特性

評価を行い、生成メカニズムを解明する。 
 微小重力環境下では流体中に対流がなく、比重の差

による偏析がない。自由落下する液滴は微小重力下に

あり、落下中に凝固すると液滴は無容器凝固すること

になる。Ge の液滴を落下管中で無容器凝固すること

に よ り 、 1mmφ 以 下 の 球 状 単 結 晶 が 得 ら れ 
た。 
 また、ガラス粉末、発泡剤、TiO2微粒子の混合物を

加熱溶融し、微小重力下で冷却凝固することによって、

多孔質で全体にTiO2が均一に分散した2cmφの球が製

造できた。この球は水面に浮き、TiO2を含むので光触

媒機能を持つので、水質浄化触媒として利用できる。 
 金属 Si 融液を常重力下から自由落下後、25ms で融

液内の対流が停止することをシリコーンオイルによる

シミュレーションで確認した。 
 磁場をかけると一定の結晶方向の変位が生じる磁歪

材（TbFe2、ターフェノール D）を磁界中で一方向急

速凝固すると、磁歪率が従来の値より約2倍改善された。 
 作製が難しい均質組成組織の SiGe を均質融液のス

プラット凝固により作製に成功した。 
 融液からの凝固による作製が不可能なβ-FeSi2単一

相の作製に成功した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
微小重力環境を利用した高機能磁性材料の研究開発（エ

ネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／経済産業

省） 
 
短時間微小重力下におけるプレート状高品質結晶熱電半

導体材料の製造及び熱電特性に関する研究（科学技術総

合研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 8(3)件、口頭発表 30(6)件 
--------------------------------------------------------------------------- 
 
⑦【純度制御材料開発研究ラボ】 
（Laboratory of Purified Materials） 

（存続期間：2001.4.1～） 
研 究 ラ ボ 長      ：堀野 裕治 
副研究ラボ長：茶谷原昭義 
所在地：関西 
人 員：12（8）名 
経 費：93,413千円（75,896千円） 
 
概 要： 
 イオン・プラズマ技術を駆使した、超高純度材料表

面・薄膜の創製とその特性評価及び微量添加物による

特性制御方法の技術開発を目的とする。超高純度化に

よる薄膜・表面の新しい特性の発見、高機能・新機能

薄膜材料の開発を目指す。 
 第1期の目標として、超高真空に対応でき、プロセス

中の汚染が非常に少ないイオン・プラズマプロセス技

術を主な手段として、超高純度化プロセスの確立、超

高純度化による新規薄膜・高性能薄膜の創製及び表面

処理、コーティングによる超高純度材料の耐高温酸化

性、耐腐食性などの表面特性向上技術の開発を行う。

また、表面・薄膜の高感度組成分析のための機器分析

技術の開発を行う。 
１）超高純度薄膜の創製：当ラボで開発したアーク蒸

着法で鉄薄膜を超高真空中で作製し、特性を評価し

た。原材料の純度の違いにより、磁気的、電気化学

的特性が変わることが明らかになった。また、鉄の

イオン注入によりクロム薄膜の低温における電気抵

抗率が極小値を示すことを見出した。Si と SiC の同

位体を制御したエピタキシャル薄膜の創製を行い、

結晶構造、組成、モホロジーを評価した。 
２）高純度表面コーティング技術：高純度 Fe-Cr 系合

金の従来材料と全く違う優れた耐酸化性を初めて示

した。また、プラズマイオン注入法（PBII 法）によ

り、市販の SUS430に高純度クロムコーティングを

行い、大気中の高温酸化における高純度コーティン

グの有用性を明らかにした。超硬金型材料への PBII
法を応用し、金型としての特性を向上させた。 

３）照射効果による材料中の不純物制御：イオンビー

ム照射誘起キャビティーにより半導体材料中の金属

不純物を除去する技術を実証した。イオンビーム照

射によるSiC低温結晶成長に関する基礎特性を調べ

た。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金 
極微量金属イオン注入制御による超機能耐環境材料の研

究開発（エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費／

経済産業省） 
 
重イオンマイクロビームによる化学結合状態分析法に関

する研究（原子力試験研究委託費／文部科学省） 
 
発 表：誌上発表 11(10)件、口頭発表 16(1)件 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
５）フェロー 
【フェロー】 
（AIST Fellow） 
 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、 
    北海道センター 
 
概 要： 
 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表
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として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 
 平成13年度は、3人のフェローを置いている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図 
フェロー 立矢 正典 
フェロー 大津 展之 
フェロー 大塚 榮子 
--------------------------------------------------------------------------- 
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(2) 内部競争的資金 

--------------------------------------------------------------------------- 
 内部資金を活用して、萌芽的研究や有望技術シーズ等

に関し、産総研内部に競争的資金分配制度を創設し、競

争的研究環境を醸成して、研究活動の活性化を図った。 
 
１）外部ファンド支援・知的基盤整備 

 各研究ユニットから外部ファンドへの応募をエンカ

レッジするとともに、外国の研究機関との競争に資す

る知的基盤整備に向けた研究を支援するために、ａ．

外部ファンドテーマに関連した調査あるいは先導研究、

ｂ．世界トップレベルの知的基盤整備のための研究で

あり、各研究ユニットのミッションにマッチした競争

力のあるテーマに対して提供する内部グラント。 

 平成13年度は応募総数211件の中から39件選定して、

3.9億円を投入した。 

２）萌芽的な研究 

 各研究部門、研究系、研究ラボにおいて、将来の重

点課題あるいは将来の研究センター立ち上げにつなが

る革新的な研究を育成することを目的として、研究ユ

ニットのミッションにマッチした競争力のあるテーマ

に対して提供する内部グラント。 

 平成13年度は応募総数255件の中から60件を採択し、

5.8億円を投入した。 

３）標準基盤研究 

 工業標準化を推進するためには、その前提として、

関連技術に関する標準化のための基礎的データや評価

手法等の関連情報が必要であるが、産業界を中心とし

た民間においては標準化のためのデータ等が不足して

いるか、ノウハウに属するようなものであって標準化

の資料として活用できない場合、産業技術総合研究所

が中心となって基礎的データの収集・蓄積・体系化や、

試験評価方法の確立の基礎となる評価データの取得・

分析等の標準基盤の整備（標準基盤研究）を推進し、

以下に示すいずれかの工業標準を作成（規格改正案作

成を含む。）することを目的とする研究。研究期間は、

原則として2～3年とする。 

① 国際標準の獲得が我が国産業の発展に特に欠かせ

ないものであって、国際標準化を行うために研究開

発が不可欠である技術分野に対して国際標準原案作

成のための研究開発を実施し、国際標準（ISO、IEC）

原案を作成するとともに、必要に応じ国内標準

（JIS）原案を作成すること。 

② 特定の公共目的（環境対応、高齢者障害者対応等）

（別添資料参照）の達成のために標準化を行う必要

があるものであって、そのために研究開発が不可欠

である技術分野に対して国内標準原案作成のための

研究開発を実施し、国内標準（JIS）原案又は標準

情報（TR）原案を作成するとともに、必要に応じ国

際標準（ISO、IEC）原案を作成すること。 

 平成13年度は8件を採択し、360万円を投入した。 

４）標準情報（TR）化研究 

 産業技術総合研究所において研究中又は研究終了後

の研究成果について、標準化の観点からの研究成果の

活用を促すため、JIS 規格化を図るには、まず、市場

に情報提供してその市場適合性を確認する必要性のあ

る技術情報、JIS 規格化には時期尚早であるが、迅速

かつ的確に規格関連情報として市場に提供することが

可能または必要と思われるもの等に対して、TR 化の

ための追加的な研究のための予算措置を行い、最終的

に TR 案として報告書をまとめ、その結果から産業技

術総合研究所の研究成果の活用及び研究成果の実用化

までの期間短縮を図ることを目的とする研究。研究期

間は、1年間（単年度）とする。 

 平成13年度は4件を採択し、210万円を投入した。 

５）研究情報公開データベース（RIO-DB） 

 産業技術総合研究所では、工業技術院時代からのも

のを含めた多くの研究開発プロジェクトで蓄積された

研究成果を、幅広く普及し新しい産業の創出を促進す

ることにより、経済構造の改革を推進するため、イン

ターネット等の開放型ネットワークを利用するマルチ

メディア活用型の研究情報公開データベース

（RIO-DB）の構築を図っている。構築されたデータ

ベースは、先端情報計算センターを通じて外部に広く

公開している。 

 平成13年度は総額1.2億円をかけて、既存の55課題の

データベースを継続的に整備するとともに、新たに25

課題を採択し、その整備を実施した。また RIO-DB と

テクノナレッジ・ネットワークとの相互連携を開始し、

アクセス数の増大を図った。その結果、アクセス総数

は1,561万回となり、前年度より1割以上増加した。 

６）国際共同研究 

 国際的な共同研究、技術移転のための共同研究、調

査研究等の幅広い目的を持って、海外の機関との協力

を推進するために提供する内部グラント。平成13年度

は46課題を採択し、1.8億円を投入した。 
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平成13年度標準基盤研究実施テーマ一覧 

受付 

№ 
テーマ名 概  要 研究期間 

新規/

継続 
研究部門名 研究者名 

1 非酸化物系ファインセラ

ミックスの化学分析方法

の標準化 

 本研究は「標準化を行うことが特定の公共目

的の達成のために欠かせないもの」で、ファイ

ンセラミックスの化学分析方法の標準化に資す

るものである。 

 具体的には、非酸化物系ファインセラミック

ス（炭化ケイ素、窒化ケイ素、窒化ホウ素等）

中の非金属成分（炭素、窒素、ハロゲン、イオ

ウ等）について、化学状態をも加味した分析方

法を確立し、新規 JIS の制定並びに現行の JIS
における問題点を解決して改正を行う。 

H13～15 新規 セラミックス 上蓑 義則 

柘植  明 

森川  久 

2 セラミックスの加工損傷

評価手法の標準化 

 本研究は、セラミックス製構造部品の最終製

造段階として不可欠な機械加工において、部品

表面に発生・残留する加工損傷を評価する試験

方法の標準化を目的とし、部品強度の評価を通

して、加工損傷の程度を定量化する手法を開発

するものである。 

 このような標準化は、セラミックス部品の技

術基準・調達基準を明示することによって均一

で高品質な部品の調達を容易にすることなど、

公共の利益の確保に必要不可欠である。 

H13～15 新規 セラミックス 兼松  渉 

伊藤 正治 

宮島 達也 

3 金属系材料の腐食・疲労

試験方法の標準化 

 金属系材料は構造材料や医療材料などに多く

使用されている。しかし、寿命を予測する上で

重要な腐食疲労特性に関するデータは、データ

取得に長期間を要するために民間団体のみでは

データが取得しにくく、標準基盤研究による体

系的なデータの整備及び試験方法の確立が ISO
及び産業界から強く求められている。 

 そのため、金属系材料における腐食・疲労試

験方法を確立し、標準化を行うことを目指す。 

H13～15 新規 機械システム 岡崎 義光 

 

製品評価基盤 

機構 

西村恵美子 

4 高周波領域の基準聴覚特

性の標準化 

 情報機器（パーソナルコンピュータ等）の普

及に伴って近年問題化してきた高周波騒音に対

処するために、若年者を対象として高周波音に

対する聴覚特性の測定方法の開発及び標準デー

タの収集を図る。そのデータに基づいて情報機

器等の騒音の評価基準を定めることは、製品の

安全性向上という公共目的の達成のため欠かせ

ないものである。 

H13～15 新規 人間福祉医工

学 

倉片 憲治 

 

製品評価技術 

基盤機構 

松下 一馬 

5 気体流量標準用音速ノズ

ルの標準化 

 音速ノズルは、現在のところ気体の流量を最

も高精度で測定できる技術であり、各種流量計

の校正における基準として利用されているだけ

でなく、燃料電池や航空機エンジンの性能評価、

環境測定器等に広く利用されている。そこで、

超精密加工した音速ノズルの流出係数を国際比

較実験により高精度で求める。さらに、測定範

囲の拡大や利用条件を明らかにするための実験

も行う。 

H13～15 新規 計測標準 高本 正樹 

石橋 雅裕 

中尾 晨一 

6 信頼性の高い真空計測方

法の標準化 

 真空計の比較校正方法と基準真空計及び高精

度の真空測定に利用する真空計の使い方を標準

化し、JIS 化、ISO 化を目指すことは、真空領

域での正確な圧力測定が求められる半導体製造

などの先端産業にとって重要であり、これらの

産業の発展に欠かせないものである。 

H13～15 新規 計測標準 平田 正紘 

秋道  斉 

杉沼 茂実 
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受付 

№ 
テーマ名 概  要 研究期間 

新規/

継続 
研究部門名 研究者名 

7 温熱感覚変化の計測方法

の検討及びデータ収集 

 人は高齢になるにつれて、体温調節反応の発

現が遅れ、不十分になり、体温を正常に保つ能

力が低下し、同時に、暑さ寒さの感じ方も遅れ

がちであると言われている。寒さに気づくのが

遅れ、冷えきって風邪をひいたり、反対に暖房

器具に近づきすぎて低温やけどを起こしたり

と、疾病やけがにつながる場合も多く、また、

夏季には熱中症による死亡事故も報告されてい

る。 

 高齢者が居住する住宅や施設内の室温など温

熱環境設定や日常生活で使用する電気カーペッ

トやエアコンなどの熱的製品の設計支援するた

めに、高齢者の温熱感覚変化の計測方法を確立

する。 

H11～13 継続 人間福祉医工 

学 

都築 和代 

水野 一枝 

 

製品評価技術 

基盤機構 

大福 敏彦 

8 視力と最適文字サイズの

評価法及びデータ収集 

 視力は年齢とともに低下し、高齢者は文字情

報の取得に困難を来している。高齢者に安全、

快適、かつ作業性の高い豊かな生活を保証する

ためには、読みやすい文字やその評価・設計に

関する標準的手法を確立することが、高齢化社

会を支援する公共目的のために必要である。 

 本研究では、視力と年齢に関するデータベー

スを確立するとともに、適切な文字の設計や読

み易さの評価に関する標準的手法を確立する。 

H11～13 継続 人間福祉医工 

学 

佐川  賢 

氏家 弘裕 

 

製品評価技術 

基盤機構 

笹木  保 

 

平成13年度標準情報（TR）化研究実施テーマ一覧 

受付 

№ 
テーマ名 概   要 基礎となる研究 研究部門名 研究者名 

1 海水中の有機スズ化合物

の分析法に関する標準情

報 

 国際海事機構(IMO)では2003年を目標に、有

機スズ船底塗料の全廃規制が検討されており、

海洋汚染実態の把握、及び設定が予測される環

境基準遵守の確認等において標準的な分析法

が必要とされている。 

 このため、海洋生物に対して内分泌攪乱作用

のある有機スズ化合物を、迅速・高感度に分析

するための標準情報を提供する。 

地球環境研究総合

推進費「東アジア

海域における有害

化学物質の動態解

明に関する研究

（平成10～11年

度）」 

環境管理 田尾 博明 

中里 哲也 

Ramaswamy 
Babu 
rajendran 
木村  明 

江副 優香 

2 骨内埋入金属試料の観察

方法に関する標準情報 

 世界的な動物愛護の観点から動物の犠牲を

少なくするため、動物を用いた試験を標準化

し、効率化することが求められている。 

 本研究は、最も多く使用されているラットや

ウサギの骨に金属材料が埋め込まれた状態で、

骨組織を病理的に観察する方法の提案を目的

とする。 

標準基盤研究 

(平成5～12年度) 

機械システム 岡崎 義光 

 

3 多孔質金属の特性評価に

関する標準情報 

 近年、金属を多孔質化する技術が確立し、多

孔質金属は衝撃エネルギー吸収用、高速道路等

の防音用、断熱用、軽量壁材用等として、その

用途が増大している。しかし多孔質金属の機械

的特性はその特有の幾何学的構造によりバル

ク材の特性とは大きく異なっている。 

 そのため機械的特性の評価方法（用語等を含

め）は、個々の定義に基づくものであり共通の

認識に立って議論出来る状況にはなく早急に

特性評価法について統一（標準化）する事が必

要である。 

 基礎素材 馬淵  守 

山田 康雄 

下島 康嗣 

千野 靖正 

4 聴覚特性に基づいた音信

号の設計基準に関する標

準情報 

背景騒音中における音の聴取能力に関する

TR。高齢者及び若年者の聴覚特性を測定し、

その標準データを確立する。 

 このデータは、生活環境で使用される音信号

（家電製品の報知音や音声案内など）の設計に

あたって、それらの聞き取りやすさを定量的に

評価する資料となる。 

標準基盤研究 

(平成8～12年度) 

人間福祉医工 

学 

倉片 憲治 

 

製品評価技術 

基盤機構 

松下 一馬 
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研究情報公開データベース（RIO-DB）   

所  属 テ ー マ 名 担当者 

地圏資源環境研究部門 地熱情報データベース 玉生 志郎 

計算科学研究部門 化学物質安全性データベース 田辺 和俊 

基礎素材研究部門 セラミックス・セラミックス薄膜の光学特性データベース 田澤 真人 

脳神経情報研究部門 脳画像データベース 松田 圭司 

地球科学情報研究部門 地層名検索データベース 鹿野 和彦 

エネルギー利用研究部門 ガスハイドレート物理的特性データベース 成田 英夫 

エネルギー利用研究部門 エネルギー施設等の地震被害・復旧データベース 小杉 昌幸 

基礎素材研究部門 極限環境保安対策用金属系材料データベース 福山 誠司 

環境管理研究部門 沿岸堆積物表層の物質循環データベース 左山 幹雄 

情報科学連携研究体 産業技術総合研究所におけるプログラム意味論研究成果 木下 佳樹 

エレクトロニクス研究部門 電子システムインテグレーション技術データベース 青柳 昌宏 

海洋資源環境研究部門 北西太平洋（日本周辺海域）海底鉱物資源データベース 臼井  朗 

ナノテクノロジー研究部門 DDS ナノ材料データベース 山嵜  登 

基礎素材研究部門 火山ガラス質堆積物の性状と利用データベース 木村 邦夫 

機械システム研究部門 環境調和型材料設計データベース 岡崎 義光 

環境調和技術研究部門 C1触媒反応データベース 佐々木 基 

微小重力環境利用材料研究ラボ 微小重力環境利用材料研究データベース 皆川 秀紀 

脳神経情報研究部門 古細菌遺伝子ネットワークデータベース 鈴木  理 

セラミックス研究部門 セラミックスカラーデータベース 杉山 豊彦 

環境管理研究部門 北太平洋の炭素循環に関するデータベース 原田  晃 

基礎素材研究部門 複合材料の塑性加工技術 今井 恒道 

脳神経情報研究部門 人間のにおいの感覚及び嗅覚変化データベース 斉藤 幸子 

環境管理研究部門 深海底層域の生態系環境に関するデータベース 辻  正明 

評価部 微細藻類遺伝子工学データベース 小嶋 洋之 

エネルギー利用研究部門 エンジンシステムに関するデータベース 後藤 新一 

地圏資源環境研究部門 災害事例データベース 緒方 雄二 

強相関電子技術研究センター 新超伝導体文献データベース 赤穗 博司 

地質標本館 地質標本登録データベース 遠藤 祐二 

環境管理研究部門 陸域生態系における温室効果ガスフラックスのデータベース 三枝 信子 

知能システム研究部門 研究用音声データベース 児島 宏明 

機械システム研究部門 構造用耐熱先進材料の耐久性データベース構築に関する研究 鈴木 隆之 

海洋資源環境研究部門 北西太平洋海底堆積物データベース 池原  研 

情報処理研究部門 研究情報解析 DB 小島  功 

エネルギー利用研究部門 風車用翼型データベース PEGASUS 松宮  煇 

地球科学情報研究部門 日本及び周辺海域統合地質・標高データベース 長谷川 功 

地質調査情報部 物理探査調査研究活動データベース 中塚  正 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロ

ジー研究センター 

化学物質熱力学データベースⅡ 田中 克己 

計測標準研究部門 有機化合物のスペクトルデータベースシステム（SDBS） 衣笠 晋一 

地質調査情報部 外国地質図データベース 菅原 義明 

ジーンディスカバリー研究センター Digital Brain Atlas at neuron level 今村  亨 

エネルギー利用研究部門 燃料油組成分析データベース 杉本 義一 

電力エネルギー研究部門 エネルギー技術データベース 村田 晃伸 
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平成13年度国際共同研究採択課題一覧 

所  属 研 究 課 題 代表者 
ティッシュエンジニアリング研究センター 生分解性セラミックスβ－TCP 多孔体材料の骨・軟骨に

おける組織工学への応用 
植村 壽公 

ものづくり先端技術研究センター STEP(CAD/CAM 用データ交換用国際標準データ形式)
に基づいたバーチャル CAD データ共用システムの開発 

小島 俊雄 

計測標準研究部門 ヨウ素安定化 Nd:YAG レーザの周波数不確かさに関する

研究 
洪  鋒雷 

計測標準研究部門 表面形状の超広帯域計測技術に関する研究 黒澤 富蔵 
計測標準研究部門 化学標準に係わる AIST-NIST 国際共同研究 倉橋 正保 
計測標準研究部門 第3世代放射光用高温高圧 in situ XAFS 測定システムの

開発 
松林 信行 

地球科学情報研究部門 地球物理学的手法によるイタリア火山の活動推移評価に

関する研究 
大熊 茂雄 

海洋資源環境研究部門 重金属堆積物中の宇宙線生成核種による長レンジ海洋環

境復元の研究 
臼井  朗 

海洋資源環境研究部門 亜熱帯沿岸地域の養殖場における有機汚濁底質の浄化技

術に関する研究 
星加  章 

エネルギー利用研究部門 健康リスク回避に関する支払い意思額（WTP）の国際比

較に関する研究 
赤井  誠 

エネルギー利用研究部門 天然ガスハイドレートの環境応答特性に関する研究 海老沼孝郎 
環境管理研究部門 大気汚染物質の特性分析と簡易濃度低減法に関する調査

研究 
松沢 貞夫 

環境調和技術研究部門 劣化めっき液の高度利用・処理技術の研究高度利用・処

理技術の研究 
田中 幹也 

環境調和技術研究部門 生体素材を活用した超機能性脂質材料の創製とその環境

触媒技術への応用 
北本  大 

情報処理研究部門 アジア太平洋地域におけるグリッド環境の構築技術に関

する研究 
田中 良夫 

知能システム研究部門 人とロボットの相互作用におけるダイナミクスのモデル

化とロボット設計論に関する研究 
柴田 崇徳 

光技術研究部門 光電子機能有機材料に関する日韓パートナーシップ 八瀬 清志 
生物遺伝子資源研究部門 ほ乳類動物において低温に応答する遺伝子の解析 扇谷  悟 
生物遺伝子資源研究部門 細胞内外のタンパク質分解機構の研究 : 高分子量プロテ

アーゼ及び関連分子の構造と機能解析 
田村 具博 

分子細胞工学研究部門 Mortalin-p53 interactions:a possible target for tumour 
therapy 

Sunil Kaul 

人間福祉医工学研究部門 前立腺ガンの MRI 環境下ロボット治療と前立腺の力学

的挙動の解明 
鎮西 清行 

脳神経情報研究部門 酵母細胞をモデル系とした細胞極性の制御機構の解析 藤田  篤 
脳神経情報研究部門 南米産生物資源からの脳神経系作用物質の探索・同定お

よび産業利用に関する研究 
久保  泰 

脳神経情報研究部門 電圧感受性 Na チャンネルの構造解析のための2次元結晶

作成 
佐藤 主税 

物質プロセス研究部門 分子組織体中での重合反応による分子配線形成に関する

研究 
玉置 信之 

物質プロセス研究部門 材料技術に関わるニュージーランド・産業研究所との国

際共同研究 
広津 敏博 

セラミックス研究部門 組織形成用リン酸カルシウム/ポリマー医用複合材料開発

に関する研究 
横川 善之 

セラミックス研究部門 加工損傷評価手法の国際標準化のための国際共同研究 兼松  渉 
基礎素材研究部門 軽量系合金の素粉末半溶融成形に関する研究 安江 和夫 
基礎素材研究部門 インベストメント精密鋳造法の事業化研究 二宮 三男 
基礎素材研究部門 格子欠陥制御による新規な応力発光機構の解明 徐  超男 
基礎素材研究部門 伝統的漢方薬の生物工学的生産－冬虫夏草生産のための

液内培養バイオプロセスの開発と冬虫夏草からの生理活

性画分の単離・同定－ 

大庭 英樹 
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所  属 研 究 課 題 代表者 

機械システム研究部門 先進材料のマイクロ加工技術に関する研究 服部 光郎 

機械システム研究部門 非在来型工作機械に関する研究 岡崎 祐一 

機械システム研究部門 スマート材料によるマイクロデバイス作製技術 高木 秀樹 

ナノテクノロジー研究部門 カーボンナノチューブの電気化学特性解明とナノエレク

トニクスへの応用 

南  信次 

ナノテクノロジー研究部門 Nanoscale Characterisation of Solvation and Friction 
at Interfaces and Biomolecules 

 Jarvis  
 Suzanne 

ナノテクノロジー研究部門 金属－ケイ素系クラスターイオンの反応性と構造に関す

る研究 

菅原 孝一 

ナノテクノロジー研究部門 オリゴチオフェン系有機電子材料の配列制御技術に関す

る研究 

阿澄 玲子 

計算科学研究部門 複雑設計仕様に対応した最適形状設計の研究 手塚 明 

人間系特別研究体 動的秩序集合体における電荷移動特性に関する研究 清水 洋 

人間系特別研究体 宇宙探査ロボット用人工筋肉の研究開発 安積 欣志 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 新しい遺伝子機能改変技術を利用した遺伝子治療技術の

国際的実用化 

近藤 哲朗 

次世代光工学研究ラボ Super-RENS & Plasmon Technologies 富永 淳二 

先端情報計算センター メタコンピューティングに関する研究 長嶋 雲兵 

北海道産学官連携センター フィリピンにおける石炭灰の総合的利用拡大と新規有効

利用技術開発に関する調査研究 

原口 謙策 
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(3) 外部資金 

 中期目標や中期計画で定められているように、産業技

術総合研究所は、業務の効率的な実施による費用の低減、

自己収入の増加その他の経営努力により財務内容の改善

を図ることとなっており、そのため、外部資金や自己収

入の増加と固定的経費の割合の縮減に努めている。 
 外部資金の多くは、各省庁からの様々な制度の委託研

究費で、その多くが、競争的資金となってきている。産

業技術総合研究所が受け入れる外部資金は、制度的には、

受託研究として受け入れられ、年度毎にそれぞれの委託

元に研究報告がなされている。 
 
平成13年度に受け入れた受託収入の概要 

資 金 名 件数 
(ﾃｰﾏ)

決算額 
（千円）

受託収入  18,297,201 

(1) 国からの受託収入  13,054,752 

１）経済産業省  7,022,624 

(ⅰ)産業技術総合研究所委託費 61 4,965,681 

(ⅱ)中小企業産業技術研究開発委託

費  948,135 

(ⅲ)特許微生物寄託等業務委託費 1 550,634 

(ⅳ)放射線廃棄物地層処分システム

評価費 
1 498,097 

(Ⅴ)その他調査 5 60,077 

２）文部科学省  4,920,715 

(ⅰ)科学技術振興調整費 133 3,874,216 

(ⅱ)原子力試験研究費 40 1,034,075 

(ⅲ)海洋開発及地球科学技術調査研

究促進費 
2 12,424 

３）環境省  1,086,176 

(ⅰ)公害防止等試験研究費 36 809,719 

(ⅱ)地球環境保全等試験研究費 等 3 35,347 

(ⅲ)地球環境研究総合推進費 26 186,386 

(ⅳ)環境技術開発等推進事業 2 54,724 

４）その他省庁 3 25,237 

(2) 国以外からの受託収入  5,242,449 

１）新エネルギー・産業技術総合開発

機構
40 3,476,800 

２）その他公益法人 46 1,414,230 

３）民間企業 78 334,033 

４）受託出張  17,386 

その他収入  1,161,479 

合  計  19,458,680 

１）国からの外部資金 
①【経済産業省】 
（ⅰ）産業技術総合研究所委託費 

（61テーマ 4,966百万円） 
・石油安定供給技術開発等委託費 
 石油及び可燃性天然ガスの安定的かつ低廉な供

給の確保に資するため、石油及び可燃性天然ガス

資源の開発の促進並びに石油の備蓄の増強のため

の技術の開発に係る委託事業により、石油及び可

燃性天然ガスの安定的かつ低廉な供給に係る技術

の開発及び利用の促進を図るための経費。 
 平成13年度は、7テーマを365百万円で実施した。 

・石油生産合理化技術開発等委託費 
 石油の生産の合理化に資するため、石油の生産

の合理化のための石油精製支援ロボットシステム

等の技術開発に係る委託事業により、石油の生産

の合理化に係る技術の開発及び利用の促進を図る

ための経費。 
 平成13年度は、3テーマを47百万円で実施した。 

・エネルギー需給構造高度化技術開発等委託費 
 内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適

切なエネルギーの需給構造の構築を図る観点から、

石油代替エネルギーの開発及び利用、並びにエネ

ルギーの使用の合理化のための技術の開発に係る

委託事業により、石油代替エネルギーの開発及び

導入並びにエネルギーの使用の合理化に係る技術

の開発及び利用の促進を図るための経費。 
 平成13年度は、33テーマを1,406百万円で実施し

た。 
・電源多様化技術開発等委託費 

 電源の多様化に資するため、石油代替エネルギ

ーの発電のための利用を促進するための技術の

開発に係る委託事業により、石油代替エネルギー

による発電のための技術の開発及び利用の促進

を図るための経費。 

 平成13年度は、18テーマを3,147百万円で実施

した。 
（ⅱ）中小企業産業技術研究開発委託費 

（948百万円） 
・中小企業支援型共同研究開発 
 活力ある中小企業者のニーズを把握し、国立研

究所又は独立行政法人が中小企業ニーズの高い研

究テーマについて、大学等との連携を図りつつ研

究を実施し、その成果について中小企業者に広く

還元するための経費。 
 平成13年度は、共同研究型を応募106件から15

テーマを採択するとともに、シーズ持ち込み型を

応募59件から18テーマ採択し、555百万円で実施し

た。 
・中小企業産業技術研究開発
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  中小企業者のための研究開発であり、将来的に

役立つ分野である製造・材料開発等について、重

点的に研究開発を実施するための経費。 
 平成13年度は、2テーマを62百万円で実施した。 

・中小企業関連情報流通円滑化研究開発 
 中小企業の業務効率化のため、技術相談の回答

事例（Q&A）をデータベース化・ネットワーク化

（テクノナレッジネットワーク）するとともに、

産業技術総合研究所の全国ネットワークを統合し

てシステムの拡大を行う。また、産業技術総合研

究所が有する大容量・高速ネットワークを活用し

て迅速なアクセスを可能とするとともに、研究資

源が活用できる体制整備をすることにより、中小

企業の新技術開発の振興を図るための経費。 
 平成13年度は、331百万円で事業を実施し、ナレ

ッジネットワークアクセス件数約88万件を達成し

た。 
（ⅲ）特許微生物寄託等業務委託費（551百万円） 

 特許制度におけるバイオ関連の特許出願は、出

願者において特許対象となる生物株を出願前に寄

託当局に寄託することが義務づけられている。産

業技術総合研究所特許生物寄託センターは、国内

唯一の寄託当局として特許庁長官から指定されて

おり、また、WIPO ブダペスト条約（1980年）に

より認定された国際寄託当局でもある。当該事業

については、産業技術総合研究所そのものが特許

庁長官の指定を受けて寄託当局となると共に、特

許庁からの寄託業務の委託を受けている。 
 平成13年度は、551百万円で事業を実施した。 

（ⅳ）放射線廃棄物地層処分システム評価費 
（498百万円） 

 原子力発電の使用済み核燃料の再処理で生じる

高レベル放射性廃棄物は、日本においても世界主

要国と同様に、地下深部に埋設する計画である。

この地層処分は、地下1,000m 程度が想定され、

将来10万年間以上の長期にわたって安全性を確保

するものである。このような長期間では人工的な

隔離機能（人工バリア）には限界があるため、深

部地層環境における隔離機能（天然バリア）の適

切な評価技術の確立を目的としている。 
 平成13年度は、498百万円で事業を実施した。 

（Ⅴ）その他調査 
（5テーマ 60百万円） 

 水質汚染予測手法開発に関する調査、土壌汚染

評価手法調査等5テーマの調査依頼を受けた。平

成13年度は、60百万円で調査を実施した。 
 

－石油安定供給技術開発等委託費－ 
［研 究 題 目     ］シナジーセラミックスの技術開発 

［研究代表者］神崎 修三（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 
［研究担当者］山内 幸彦、大司 達樹、近藤 直樹、

鈴木 義和、平尾喜代司、吉澤 友一、

周   游、淡野 正信、黄  海鎮、

藤代 芳伸、柘植  明、阪口 修司、

Manuel Brito、兼松  渉、 
宮島 達也 

［研 究 内 容     ］ 
 アルミナセラミックスを対象に、耐摩耗性に与える微

細組織の影響を乾式のピン・オン・ディスク法で調べた。

結晶粒径が微細な組織を有する材料は、高強度と極めて

高い耐摩耗性を示す一方、破壊靱性は低い。また、高靱

化のために異方性を有する結晶粒子を発達させた材料で

は、強度と耐摩耗性が低い。これより、単一材料で高強

度、耐摩耗性と高破壊靱性の両立が困難であることが判

明した。そこで、耐摩耗性、高強度と高破壊靱性の共生

を図るため、耐摩耗性に優れた表面層と高靱性の内部組

織を有する2層アルミナセラミックスを作製した。結晶粒

成長抑制剤を添加した高純度アルミナ粉末と普通純度易

焼結性粉末を層状に重ね、同時にホットプレスすること

で、2層構造を有する焼結体が得られた。表面層は、粒径

が細かく高い耐摩耗性と強度を示し、内部は、板状の粒

子が発達した組織が得られ、高い靱性を示した。 
 
［研 究 題 目     ］複合生物 DNA 等高効率解析操作技術開

発 
［研究代表者］寺倉 清之（計算科学研究部門） 
［研究担当者］徳本 洋志、金山 敏彦、山崎  聡、

田村 英一、小池 和幸、二又 政之、 
A．コロボフ、多田 哲也、水谷  亘、

川手 悦男、小木曽久人、安田 哲二、 
清水 哲夫、秋永 広幸、森田 行則、

森川 良忠、富岡 泰秀、熊井 玲児、 
古明地勇人 

［研 究 内 容     ］ 
 効率的な石油分解及び有用物質生産に必要な微生物や

酵素を創製するための基盤技術として、DNA 等の生体

成分を原子・分子レベルで構造観察・操作することによ

り、その塩基配列を高速・高精度に解析・改変する技術

を開発する。具体的には、遺伝子（DNA）等の生体成分

の構造及び機能を高速、高精度に解明する技術のための

各種の原子・分子観察操作装置の性能を評価し、また、

対象物の原子・分子レベルの構造等を計測してその評価

手法の確立を図る。平成13年度は、「DNA 塩基の固体表

面での吸着状態をこれまでに確立してきた超高感度光計

測技術を用い液中で一分子レベルその場評価」、「先端が

ナノメートルと鋭いカーボンナノチューブ探針を作製す

るとともに、これを用いて DNA 生体分子の高分解能評

価を行い」、所期の成果を得た。 

 すなわち、高感度振動分光法では、1分子レベルの超高
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感度／超解像を有する振動分光法技術を着実に前進させ、

単一分子認識技術の完成に一歩近付けた。一方、カーボ

ンナノチューブ探針と高度化した SPM を組み合わせた

技術はこれまでにない高性能の単一分子画像化技術を実

現し、今後ナノバイオテクノロジー分野の主要技術とな

ることを実証した。 

 

［研 究 題 目     ］石油生産システム高度計測・加工技術研

究開発 
［研究代表者］岡本 研作（計測標準研究部門） 
［研究担当者］小島 勇夫、藤本 俊幸、東  康史、

矢野 哲夫、内海 明博、大家 利彦 

［研 究 内 容     ］ 
 非破壊組成計測技術の開発においては、薄膜構造の精

密評価技術を集中して行った。具体的には、共同研究相

手である島津製作所が開発を予定する30nm 空間分解能

を有する光電子顕微鏡の要素技術の一つである軟X線多

層膜ミラー開発のために Sc/Cr 多層膜の作製と評価を行

った。軟 X 線を集光して30nm の空間分解能を達成する

ためには、軟 X 線の波長が3～4nm と現在用いられてい

る波長（13nm）より短い波長である必要があるが、2回

の直反射を経ても強い強度を必要とするために、これま

で世界的にも実現された例はない。条件を変えて種々の

周期長の多層膜の製膜を行い、斜入射 X 線反射率で多層

膜構造を精密に評価するとともに、放射光光源を用いて

軟 X 線領域での反射率を計測した。また、この多層膜ミ

ラーの分光素子としての評価を行うために、表面が湾曲

したトロイダル集光多層膜ミラーを作製し、これを電子

分光に適用した。信号／ノイズ比が十分なスペクトルが

得られ、軟 X 線電子分光分析の素子として利用できるこ

とが示され、多層膜ミラーの評価技術が確立された。 
 レーザーハイブリッドプロセスの開発では、高ピーク

パルスと YAG レーザーのハイブリッド（同時照射）化

を行い、エネルギー吸収割合の向上、溶込み形状の安定

化、さらには溶接現象全体の安定化が可能な技術の開発

を目的としている。従来から行ってきた KrF エキシマレ

ーザーと YAG レーザーの重畳によるハイブリッド溶接

における入熱測定、吸収媒体として重要な役割を果たす

プラズマの励起状態解析、複数ビームの同軸照射が可能

な加工光学系の開発の結果をふまえ、平成13年度は実用

レベルの検証として、加工点出力1kW～4kW の大出力

YAG レーザーに KrF エキシマレーザーを重畳させて、

その際の溶接パラメータ最適化を行うとともに、固体レ

ーザー同士のハイブリッドプロセスを検討した。そして、

自主目標を超える7％の省エネルギーを実現するととも

に、Q スイッチ YAG レーザーの2倍波、さらに基本波で

もハイブリッド化に必要なプラズマの形成が可能なこと

を確認した。 
 
［研 究 題 目     ］複合生物系利用・生産技術開発 

［研究代表者］金川 貴博（生物遺伝子資源研究部門） 
［研究担当者］川原崎 守、丸山 明彦、細矢 博行、

深津 武馬 
［研 究 内 容     ］ 
 定量的な複合微生物系の解析を目的に、酵素学的遺伝

子増幅法に依存しない蛍光ドットブロットハイブリダイ

ゼーション法の問題点を検討し、改良法を考案して、デ

ータの信頼性を落とすことなく、より広い定量範囲や、

利便性を確保した。個々の細胞の識別・計数を基盤とし

た蛍光インサイチューハイブリダイゼーション法につい

ても、誤差を少なくするための検討を行い、データの補

正値の標準化を図った。これらをもとに、石油分解複合

微生物系を対象に実際の評価を行った。また、酵素学的

遺伝子増幅法についても、これを微生物の定量に用いた

場合の精度を検討した結果、単純な系を対象にすれば、

対象微生物が10個存在すれば定量可能であり、1個でも検

出可能であることを明らかにし、複合微生物を利用した

環境調和型油水分離ポリマー生産技術のような2者培養

を評価するには十分な信頼性があることを明らかにした。

また、複合微生物系の保存については、－85℃の冷凍庫

を用いた簡便な保存法を用いることで、1年以上の保存が

可能であり、これを室温に放置してゆっくりと解凍する

ことで、60％の活性の回復があった。 
 
［研 究 題 目     ］細胞機能応用計測技術開発 

［研究代表者］町田 雅之（分子細胞工学研究部門） 
［研究担当者］今村  亨、浅井  潔 

［研 究 内 容     ］ 
 λ系ファージディスプレイベクターに制限酵素で部分

分解した酵母のゲノム DNA を挿入することにより、酵

母全ゲノムからの DNA 結合タンパク質のスキャニング

が可能な高い複雑性を有するライブラリーを構築した。

このライブラリーを用いて、転写制御因子の一つである

GAL4の結合配列を用いて濃縮することにより、約105倍

の濃縮が達成され、GAL4遺伝子を保持するファージが

全体の約5％を占めるまで濃縮することが可能であった。

この時、翻訳枠が正しく DNA 結合能を有すると推定さ

れる遺伝子を有するファージは、GAL4を含めて全体の

30％－50％を占めた。以上より、ファージディスプレイ

を用いた DNA 結合タンパク質の基本的な濃縮系は確立

された。また、情報処理技術的には、ゲノム上の特定位

置の塩基置換と発現との関係をモデル化することを念頭

に置き、5’EST 情報を加味して遺伝子発見を行う手法

を隠れマルコフモデル上に実装した遺伝子領域予測シス

テムを開発した。これにより、スプライス部位の正確な

予測と、従来困難だった第1エキソンの予測率の向上が可

能となり、その上流にある転写制御領域の予測がより容

易となった。（注：複雑性とはライブラリーが有する遺伝

子の種類の多さを示す） 
［研 究 題 目     ］高効率石油掘削技術等研究開発 
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［研究代表者］飯島 澄男（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］古賀 義紀、田中 章浩、角舘 洋三、

湯村 守雄、山本 和弘、中村 挙子、

大花 継頼、石原 正統、梅田 一徳、

薄葉  州、横井 裕之、大島  哲、

吾郷 浩樹、藤原 修三（環境安全管理

部）、松永 猛裕（物質プロセス研究部門）、

内田 邦夫（物質プロセス研究部門）、日

比 裕子（機械システム研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、炭素系被膜の超潤滑性表面、耐摩耗性超

硬度表面の評価技術の確立を目的としている。MW プラ

ズマによるナノクリスタルダイヤモンドの合成を行い、

基板表面上からナノメートルサイズに揃った極微小ダイ

ヤモンド多結晶を成長させた。X 線回折、紫外励起ラマ

ン分光、電子エネルギー損失分光、透過電子顕微鏡によ

り、ナノクリスタルダイヤモンドの構造を明らかにした。

摩擦係数は、0.07を得た。 
 耐摩耗材料として新超硬度材料の合成に成功した。原

料として単層ナノチューブを用い、24万気圧以上に加圧

することにより、ダイヤモンド並みの硬度を有する単層

ナノチューブの超硬度相を発見した。 
 プラズマ CVD（化学蒸着）法で作製した DLC（ダイ

ヤモンドライクカーボン）膜を対象にして、その摩擦摩

耗特性に対する摩擦相手材料（種類および硬さの異なる

鋼）の影響を調べた。その結果、鋼種の影響は明瞭でな

いこと、硬さの影響は鋼種により異なることなどが判明

した。さらに、水素含有量の異なる DLC 膜を作製し、

その摩擦摩耗特性を雰囲気の湿度を変えて調べた。その

結果、湿度の影響は摩擦条件により異なること、水素含

有量への依存性は不明瞭であることなどが判明した。ま

た、ダイヤモンド膜研磨法の基礎試験として、ダイヤモ

ンド膜の摩耗試験をダイヤモンドピンを用いて行った。

その結果、試験前の平均粗さが8nm であった面を、1nm
以下の平均粗さの面に改善できることなどが判明した。 
 
［研 究 題 目     ］高機能石油採取用糖鎖集合化剤製造技術

開発 
［研究代表者］地神 芳文（分子細胞工学研究部門） 
［研究担当者］新間 陽一、仲山 賢一、横尾 岳彦、

千葉 靖典 
［研 究 内 容     ］ 
 固定化酵素は、バイオリアクター等物質生産に必要な

技術である。しかし、酵素を大量生産し、精製し、それ

を坦体に固定化する過程が必要であり、労力と時間が掛

かる。そこで、酵母細胞壁を固定化坦体として酵素を固

定化することで、培養しさえすれば固定化酵素が無限に

得られるシステムの開発を行った。 
 酵母細胞壁には、グルカン等に、様々な糖タンパク質

が結合した構造をしている。それらの糖タンパク質は、

主に GPI アンカーにより細胞表層に輸送され、細胞壁グ

ルカンに固定化される。これらの細胞壁に存在するタン

パク質の細胞壁固定化メカニズムを利用すれば、目的の

有用酵素タンパク質を酵母細胞壁グルカンに固定化でき

る。 
 GPI アンカーとは、細胞表層に存在するタンパク質を

輸送するためのキャリアとして機能し、ホスファチジ

ル・イノシトールという糖脂質に、糖鎖リンカーを介し

てタンパク質を結合した構造をしている。GPI の生合成

過程や制御機構など、いまだ不明な部分が多く、細胞壁

固定化技術の効率化の障害になっている。酵母の細胞壁

構成成分であるマンナン・タンパク質とレーポーター・

タンパク質の融合遺伝子を構築し、レポーター・タンパ

ク質の活性を指標として、GPI アンカータンパク質の細

胞壁固定化に関与する変異株を取得した。 
 

－石油生産合理化技術開発等委託費－ 
［研 究 題 目     ］石油精製支援ロボットシステム研究開発 

［研究代表者］比留川博久（知能システム研究部門） 
［研究担当者］梶田 秀司、横井 一仁、金子 健二、

藤原 清司、金広 文男、富田 文明、

河井 良浩、吉見  隆 

［研 究 内 容     ］ 
 石油プラントの保守･点検作業の高度化を進めるため、

人間協調・共存型ロボットシステムの研究開発では石油

プラント保守応用ロボットを開発している。本研究では、

石油プラント保守応用ロボットが保守・点検作業の途中

で転倒することを想定し、転倒後を想定した状態から、

視覚技術と動作生成技術を用いて転倒回復動作を行う総

合動作を実現する手法を確立することを最終目標として

いる。 
 平成13年度は、立位状態において、視覚技術を用いて

作業環境に存在する物体の位置と姿勢を検出し、これを

把持・持ち上げ・搬送する実験を行い、視覚技術と腕の

コンプライアンス制御の協調、脚腕協調制御技術の基礎

技術を確立した。 
 具体的には、総合動作実現のため、次の様な総合化技

術を開発した。 
(1) 視覚カメラ座標系とロボット腕座標系間の変換行列

を求めるためのキャリブレーション技術。 

(2) 視覚系によって求められた物体の位置姿勢情報の誤

差に関する、作業遂行のための許容範囲の評価技術。 

(3) 腕を用いた作業による脚制御系への影響の評価に基

づく、脚腕協調のためのパラメータ調整技術。 
 
［研 究 題 目     ］人間行動適合型生活環境創出システム技

術開発 
［研究代表者］松岡 克典（ヒューマンストレスシグナ

ル研究センター） 
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［研究担当者］谷口 正樹、渡邊  洋、梅村 浩之 

［研 究 内 容     ］ 
 作業現場で作業者がひやり・はっとする場面を自動的

に収集し、危険要因の抽出・解析を行って安全な作業環

境を創出する技術の開発を目指して、作業者の生理反応

から「ひやり・はっと」状態を検知するセンシング技術

の開発、および作業経路の安全を図るために作業者が選

択する作業経路を予測する経路選択モデルの開発を進め

た。 
(1) 「ひやり・はっと」の検知・評価技術 

 人が危険を感じた時に生じる「ひやり・はっと」状

態を検知する技術を開発するために、バーチャルリア

リティ装置（VR 装置：CAVE イリノイ大学 EVL 製）

を用いた被験者実験から「ひやり・はっと」時におけ

る生理量の変化を調べ、「ひやり・はっと」状態の発生

を検知する検知モデルを構築し評価した。今年度は被

験者の運動状態と覚醒度に注目して検知モデルの改良

を進めた。その結果、静立状態で88％、単調運動下で

約50％の検知率が得られる「ひやり・はっと」検知モ

デルを構築できた。また、新たに手のひらの GSR（皮

膚電気反応）の計測を行い、「ひやり・はっと」状態の

検知に有効な手段であることが分かった。 

(2) 危険場面における移動行動特性の評価技術 

 複数の障害物を配置した実空間内や VR 空間内にお

ける人の経路選択行動をリアルタイムで計測し記録す

る実験系を構築して被験者実験を行い、人の経路選択

行動を予測する経路選択モデルの提案を行った。対象

物としては凸障害物と凹陥没孔を用いた。実験結果か

ら、最短距離や最短時間を制約とするモデルでは説明

できないことが分かり、障害物に対して人が感じる心

理的危険リスクを表現したモデルが必要なことが分か

った。そこで、障害物の心理的な引力や斥力を表現し

た危険リスク関数を用いた経路選択モデルを構築し評

価した。その結果、往復間での経路の非対称性や、時

間制限の有無による選択経路のばらつきが再現できる

ことが分かった。また、短絡歩行の発生を、短絡歩行

時と遠回り時の歩行距離の比率から予測できることが

明らかとなった。 

 

［研 究 題 目     ］石油精製合理化技術国際共同研究開発 

［研究代表者］寺尾 吉哉（計測標準研究部門） 
［研究担当者］高本 正樹、嶋田 隆司、土井原良次、

葭村 雄二、佐藤 利夫、鳥羽  誠、

阪東 恭子、濱田 秀昭、藤谷 忠博、

羽田 政明、松林 信行、今村 元泰 

［研 究 内 容     ］ 
 石油流量には、国際的なシステムに準拠した石油流量

計のトレーサビリティ認定制度による対応が求められ、

石油取引用の標準流量計を供給する実流式の国家標準施

設が必要とされてきた。そこで、本共同研究では、石油

流量の校正設備に対して国際ルールに基づいた詳細な不

確かさ解析を行い、石油流量校正設備の校正性能を評価

するとともに、校正設備に対する不確かさ評価の国際的

な整合性を確保した。また、流量校正における技術的な

問題点について検討し、流量校正技術の向上を図った。 
 大気環境保全のための環境触媒、特に、環境に優しい

クリーンな軽油を経済的に製造可能な革新的石油精製触

媒、及びディーゼル排ガス中の Nox 濃度を大幅に低減可

能な高耐久性 DeNOx 触媒に係る研究を行った。クリー

ン燃料触媒に関しては、軽油の超低硫黄化用 Pd-Pt 系貴

金属触媒の担体として、アナターゼ型の TiO2が従来まで

に高活性が確認されているUSYゼオライト担体の約3倍

の脱硫活性（貴金属の単位表面あたりの活性）を示すこ

とを見出した。この TiO2担体を用いて調製したコバルト

－モリブデン（CoMo）触媒は、従来型の CoMo/Al2O3

触媒に比べ約3倍の脱硫活性を有していることも併せて

見出した。Pd-Pt/TiO2触媒では、難脱硫性硫黄化合物の

水素化脱硫経路が促進され、超深度脱硫に繋がることが

確認された。一方、芳香族の低減の面では、Pd-Pt/TiO2

触媒の水素化活性は従来型の Pd-Pt/USY ゼオライト触

媒に比べて劣ることが確認され、今後、TiO2-USY ゼオ

ライト担体の組み合わせ検討の重要性が示唆された。窒

素酸化物（NOx）除去触媒技術については、NO 選択還

元反応機構の解明および NO 直接分解反応について検討

を行った。NO 選択還元反応機構に関しては、アルミナ

系触媒について反応中に触媒表面に生成する吸着種の挙

動を赤外吸収分光法により観測した。その結果、反応初

期に Nox 吸着種が生成すること、NOx 吸着種が還元剤

と反応し、-CN、-NCO を生成すること、-CN・-NCO
が加水分解されて–NHx 種が生成し、-NHx 種が最終中

間体であることを明らかにした。また、共存水蒸気の影

響を調べたところ、水蒸気共存により活性が向上する触

媒では、水蒸気により–NCO 種の生成と分解が促進され

ることが分かった。一方、NO 直接分解反応に関しては、

主にコバルト酸化物触媒について詳細な検討を行った。

その結果、触媒調製条件により NO 分解活性が大きく異

なること、活性の高い触媒表面では NO は NO2にまで酸

化されて吸着すること、また低温域で容易に還元される

ことを見出した。触媒調製条件、特に沈殿生成を行う pH
により生成する沈殿の特性が大きく異なることが考えら

れ、それが NO 分解特性に影響を及ぼすものと推定した。 
 

－エネルギー需給構造高度化技術開発費委託費－ 
［研 究 題 目     ］石炭液化技術開発 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門） 
［研究担当者］佐藤 信也、坂西 欣也、松村 明光、

大井 明彦、加茂  徹、佐藤 芳樹、

櫛山  暁、近藤 康彦、杉本 義一、

松林 信行、今村 泰弘、栗木 安則、

八瀬 清志、黒澤  茂、谷垣 宣孝、
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吉田 郵司、永石 博志、佐々木正秀 
［研 究 内 容     ］ 
 石炭液化油のクリーンな輸送用燃料としての適合性を

検討するとともに低品位炭からのクリーンな高品位燃料

を製造する改質技術の開発を行った。具体的には、液化

油の貯蔵安定性・酸化安定性の検討・エンジンテストに

よる輸送用燃料評価、水素化処理における触媒活性低下

因子の解明、生成物分布の予測手法の開発、低品位炭の

ラジカル開始剤を用いた改質法の検討を実施した。 
 
［研 究 題 目     ］水素エネルギー利用技術開発 

［研究代表者］秋葉 悦男（電力エネルギー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 水素は二次エネルギーとして電力と相互に変換できる

ばかりではなく、貯蔵輸送を効率良く行うことができる

特徴がある。水素エネルギーは燃焼しても水しか生成し

ない究極のクリーン燃料として、期待されている。今世

紀の早い時点において、水素エネルギーを大量に利用す

ることが想定されている。そのために必要な技術の研究

開発を行う目的でWE-NET計画が平成5年度に発足した。 
 WE-NET 計画において、短・中期的観点において、水

素エネルギーは燃料電池自動車の燃料等としての利用が

期待されている。また、定置式の燃料電池による電力と

熱の同時供給も近い将来のターゲットである。長期的に

は、大規模高効率発電用等の用途に再生可能エネルギー

より製造した水素エネルギーが利用されると想定されて

いる。 
 WE-NET 計画では、研究開発が NEDO より企業等へ

委託・再委託されている。産業技術総合研究所では、こ

れらの委託先・再委託先と密接に連携しつつ、WE-NET
計画の健全な推進を図るための研究開発を進めていると

ころである。 
 本技術開発においては、WE-NET 計画の実現のために

必要な水素の製造技術、水素の大量輸送・貯蔵技術、水

素の利用技術等に関する要素技術の研究開発を行うとと

もに、WE-NET トータルシステムの研究を行う。 
 平成13年度は、固体電解質による電気分解による水素

製造、熱化学的手法によるバイオマスからの水素製造、

水素吸蔵合金を始めとする各種材料による水素の輸送・

貯蔵、水素輸送用低温材料の研究、高効率水素エンジン

の研究開発などを行った。また、トータルシステムの研

究についても各種データの収集・分析とシステムモデル

開発を行った。 
 
［研 究 題 目     ］高温空気燃焼対応高度燃焼制御技術開発 

［研究代表者］大屋 正明（エネルギー利用研究部門） 
［研究担当者］宮寺 達雄、土屋健太郎、竹内 正雄、

鈴木 善三、椎名 拡海、北島 暁雄 
［研 究 内 容     ］ 
 燃焼においてダイオキシン類の生成と大きな相関を有

する PAH（多環芳香族炭化水素）の生成挙動を実験およ

び数値シミュレーションを用いて調べた。その結果、

PAH の生成挙動には燃焼状態の変化によって変化がみ

られるが、その傾向は気相燃焼の火炎構造として重要で

ある Laminar flamelet 理論によって、矛盾無く説明で

きることが明らかとなった。また、併せて行った燃焼領

域の数値計算結果から、燃焼領域中間生成物として特に

CH2、C2H2等の物質の生成と PAH の生成挙動に関連が

ある可能性を示した。 
 ダイオキシン類前駆物質の燃焼条件での生成機構を解

明するため、これまでに報告されていない、燃焼の温度

領域におけるハロゲン化炭化水素類と酸素原子の反応の

反応速度を測定し、ハロゲン置換による C-H 結合エネル

ギー変化と水素引き抜き反応の速度定数の相関を検討し

た。 
 N（窒素）分を多く含む下水汚泥の加圧流動層燃焼に

おける亜酸化窒素（N2O）の発生挙動を実験的に調べ、

常圧に比べ N2O の生成が多くなることを明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］超低損失電力素子技術開発 

［研究代表者］荒井 和雄（パワーエレクトロニクス研

究センター） 
［研究担当者］荒井 和雄、奥村  元、福田 憲司、

西澤 伸一、高橋 徹夫、清水 三聡、

田中 保宣、石田 夕起、加藤 智久、

小杉 亮治、先崎 純寿 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、電力の有効活用を可能とする電力輸送と電

力変換からなる次世代エネルギーシステムの実現のため

の超低損失かつ高速動作の電力素子を開発するため、

SiC などのワイドギャップ半導体による超低損失技術の

基盤を確立することを目的とする。そのため、特に SiC
などのワイドギャップ半導体に関する基板から素子化プ

ロセス、基本デバイス作製までの一貫・総合的研究開発

における新技術開発に挑戦する。 
 具体的には、(1) 高品質大面積 SiC 結晶の基板成長新

技術、(2) 素子化プロセス新技術として、多形制御、高

速成長などのエピタキシャル成長技術、イオン注入技術

等の伝導性制御技術、MOS ゲートやコンタクトにおけ

る界面制御技術の開発、(3) 新材料デバイス化技術とし

て、窒化物などの他のワイドギャップ半導体の超低損失

電力素子への応用可能性を追求、(4) 各種接合における

物性評価技術など、ワイドギャップ半導体素子の特性評

価新技術の開発。 
 平成13年度は、基板成長新技術では、マイクロパイプ

の低減に着目して基板成長法としての LPE 法の可能性

を追求した。素子化プロセス新技術では、プラズマ CVD
法による SiC エピタキシャル成長を進展させると共に、

オゾンを用いたプロセスによるSiC酸化手法の構築を図

った。新材料デバイス化技術では、高品質窒化物エピ膜
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成長技術をもとに、混晶、及び接合制御技術の複合高度

化を図った。特性評価新技術では、ESR 法による酸化膜

界面評価を行うと共に SiC MOSFET に関して良好な埋

め込みチャネル構造のシミュレーション解析を進めた。 
 
［研 究 題 目     ］次世代化学プロセス技術開発 

［研究代表者］伊藤 直次（物質プロセス研究部門） 
［研究担当者］伊藤 直次、斉藤 昌弘、三村 直樹、

高原  功 
［研 究 内 容     ］ 
 二酸化炭素を利用する炭化水素の脱水素反応に関する

研究においては、新しい省エネルギー脱水素反応プロセ

スを開発するための基礎資料を得ることを目的として、

エチルベンゼンおよびパラフィン系炭化水素の接触脱水

素反応について検討した。エチルベンゼンの脱水素反応

においては、酸化鉄／アルミナ触媒上でのスチレンの収

率および選択率、触媒上への炭素析出などに及ぼす反応

条件の影響などを検討し、反応系に二酸化炭素を用いる

ことの利点や実用化に向けた課題などを明らかにした。

また、触媒性能を改善するため、種々の添加物や触媒前

駆体の効果を検討し、いくつかの有望なものを見出した。

プロパン等のパラフィン系炭化水素の脱水素反応におい

ては、酸化クロム触媒や酸化ガリウム触媒上での脱水素

反応に及ぼす二酸化炭素共存の効果を明らかにした。ま

た、触媒の活性および選択性や触媒上への炭素析出に及

ぼす種々の担体などの効果を検討し、高性能触媒を開発

するための基礎的知見をいくつか得ることができた。そ

の成果は、6th International Conference on Carbon 
Dioxide Utilization（H13.9.12、米国）および第88回触

媒討論会（H13.10.12、別府）において公表した。 
 エチルベンゼン脱水素反応のためのメンブレンリアク

ター開発プロジェクトにおいては、共通装置試験結果に

ついてのシミュレーションプログラムを開発すると共に、

数値解析を行い、平衡移動効果などを定量的に明らかに

した。その成果は、化学工学会第34回秋季大会シンポジ

ウム（H13.9.29、札幌）において、プロジェクトの他の

成果とともに公表した。 
 

［研 究 題 目     ］固体高分子形燃料電池の研究開発 

［研究代表者］宮崎 義憲（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］安田 和明、藤原 直子、五百蔵 勉、

城間  純、岡田 達弘、溝口 敬信、

松田 直樹、斉藤 昌弘、村田 和久、

高原  功、稲葉  仁 
［研 究 内 容     ］ 
１）固体高分子形燃料電池の試験評価に関する研究 

 固体高分子形燃料電池（PEFC）の燃料極触媒にお

ける一酸化炭素（CO）酸化特性を評価する方法を検討

し適用した。その結果、高担持密度触媒の方がより低

い酸化ピーク電位を示し、水蒸気分圧に対する依存性

も小さいことを明らかにした。固体高分子電解質のプ

ロトン伝導度の適切な評価方法も検討した。また、電

解質材料を評価するための膜／電極接合体の作製手法

として吸着還元法を取り上げ、白金－ルテニウム合金

電極／膜接合体を作製し活性評価を行った。さらに、

次世代 PEFC としての利用が期待されているダイレ

クトメタノール燃料電池（DMFC）のセル構成方法や

評価方法を検討し性能評価を行った。 

２）固体高分子膜の特性に関する研究 

 新規ポリマー材料の開発に資するため、高分子電解

質に関する評価法、特に膜中イオン及び水分子相互作

用に立脚し、イオン伝導性に影響する因子を明らかに

するための方法論を確立した。また、携帯機器用など

小型燃料電池の設計を新規に行い、マイクロチューブ

型 DMFＣを開発した。 
３）水素製造触媒反応技術に関する研究 

 CO 含有量の低い水素の製造を目的として、メタノ

ールやメタンの改質反応および CO シフト反応につい

て検討した。メタノールの改質反応については、①銅

系触媒の活性向上のためには、触媒中の Cu 表面積を

高めることが重要であること、②高活性で耐久性にも

優れた多成分銅系触媒の開発の可能性を明らかにした。

また、メタンの改質反応については、①鉄／Al2O3触媒

の活性が、1073K においてメタン転化率が約95％と非

常に高いこと、②反応中の鉄／Al2O3触媒の活性低下の

原因としては、触媒中の Fe3O4生成によるα－Fe や

Fe3C の消失によること、③鉄／Al2O3触媒に Mg を添

加することにより、Fe3O4生成を抑制でき、触媒活性

低下を抑制できることを明らかにした。さらに、CO
シフト反応については、①銅系触媒の活性向上のため

には、触媒中の Cu 表面積を高めることが重要である

こと、②触媒焼成温度や触媒還元温度を最適化するこ

とが重要であることを明らかにした。 

 

［研 究 題 目     ］超臨界流体利用環境負荷低減技術研究開

発 
［研究代表者］新井 邦夫（超臨界流体研究センター） 

［研究担当者］鳥居 一雄、生島  豊、畑田 清隆、

佐々木皇美、佐藤  修、川波  肇、

齊藤 功夫、増田 善雄、金久保光央、

相澤 崇史、林  拓道、倉田 良明、

伯田 幸也、大竹 勝人、菅田  孟、

竹林 良浩、依田  智、坂倉 俊康、

安田 弘之 

［研 究 内 容     ］ 
(1) 超臨界水有機合成技術の開発：強酸触媒によって反

応が進行するピナコール転位反応（2価アルコールから

ケトン生成反応）及び濃塩基触媒で進行するベンズア

ルデヒドの不均化反応（アルデヒドからアルコールと

有機酸の生成）が超臨界水条件では1秒以下の高速で進
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行した。またバッチ式反応では加水分解反応が生じる

欠点があったシクロヘキサノンオキシムからのε－カ

プロラクタム合成に流通方式を適用した所、高選択的

反応が進行した。 
(2) 超臨界二酸化炭素有機合成技術の開発：超臨界二酸

化炭素とアミノアルコールからカルボジイミドを用い、

従来法に比べて低温且つ短時間で環状ウレタンを合成

した。超臨界二酸化炭素を反応基質及び反応媒体とし

て用い、固体触媒及び均一系触媒によるプロピレンオ

キシドからの炭酸プロピレンを高選択的に合成した。

更に不飽和アルデヒドの水素化反応によって高選択的

に不飽和アルコールを合成した。 
(3) 流体特性の解明研究：超臨界水に対応した高温・高

圧 NMR プローブ（バッチ型）を試作し、耐圧強度や

高圧容器内の温度分布などをした。また、超臨界水

in-situ 分光測定装置（可視、紫外、蛍光、ラマン）に

用いる新規の測定セルを開発し、製品化した。超臨界

メタノールを反応基質および媒体として用いる芳

香族化合物の位置選択的メチル化反応を、NMR を

用いてその場測定し、反応機構の解析を行った。ま

た超臨界二酸化炭素中に多量の水を分散することがで

きる新しい界面活性剤を見出した。 

 

［研 究 題 目     ］エコ・テーラードトライボマテリアル創

製プロセス技術の研究開発 
［研究代表者］佐々木信也（機械システム研究部門） 

［研究担当者］日比 裕子、是永  篤、高木 英樹、

花田幸太郎 
［研 究 内 容     ］ 
 大量のエネルギーを必要としている従来の表面改質技

術等のエネルギー加工プロセスの高効率化を図ることは

エネルギー使用の合理化のために不可欠となっている。

プロセスに投入するエネルギーを節減するためにはプロ

セス条件の最適化を図ることが望まれている。このため

には、プロセス条件と出来上がった製品の性能との関連

を評価することが必要となる。また、ここで用いる計測

方法の精度や再現性等の信頼性についての評価も必要で

ある。 
 本研究では、レーザ・プラズマ複合プロセスを用いた

表面被膜作製技術において重要な因子である、母材と被

膜の界面の接合状態や傾斜組成の状態を明らかにし、プ

ロセス条件との関連を見出すことにより最適プロセス条

件の把握を行うことを目的とする。 
 平成13年度は、プロセス条件と被膜界面状態関連の評

価技術を確立するため、EPMA や ERD 等の機器分析手

法によって、界面における元素拡散状態ならびに化合物

の有無がトライボロジー特性に及ぼす影響を調べた。ま

た、微小硬さ評価については、荷重域の異なる3種類のナ

ノインデンターを用い、圧子押し込みによる臨界荷重を

測定するとともに、FEM 解析結果と合わせて界面での

応力推定方法を検討した。被膜の密着性向上のための界

面状態を明らかにし、これを実現するためのプロセス条

件の最適化について実験的検討を開始した。 

 

［研 究 題 目     ］極微量金属イオン注入制御による超機能

耐環境材料の研究開発 
［研究代表者］堀野 裕治（純度制御材料開発研究ラボ） 
［研究担当者］茶谷原昭義、木野村 淳、坪内 信輝、

杢野 由明 
［研 究 内 容     ］ 
 イオンビーム照射装置を用いて400ºC の基板温度で

1keV の質量分離した15N+イオンビームをステンレス材

へ照射し、注入窒素深さ分布を調べた。その結果、プラ

ズマイオン注入で確認されたような深部注入現象が観測

された。プラズマイオン注入で観察されたこの現象は、

電流密度が数 mA/cm2と非常に大きく、ビームフラック

スの高いことがその原因とされている。しかし、本研究

では、電流密度がはるかに低いため、この現象の原因と

して、ビームフラックスの高さ以外の原因を求める必要

があると考えられる。また、室温注入後のポストアニー

ルによる窒素拡散速度と比べ、加熱基板に対する照射で

は、窒素拡散速度が非常に大きいことが明らかになった。 
 

［研 究 題 目     ］地域新生コンソーシアムエネルギー研究

開発 
［研究代表者］岩田  篤、松崎 邦男、小林 秀雄（機

械システム研究部門） 
［研究担当者］堀野 裕治、木野村 淳（純度制御材料

開発研究ラボ）、和田 英男、雪   梅、

ユリア・バソバ、大井 健太（無機繊維

表面加工連携研究体） 
［研 究 内 容     ］ 
①－１「自動車向け鋳鍛工部品用マグネシウム合金の開

発及びその加工技術」 

 自動車エンジンのカバー類などの高い温度で使われ

る部材にマグネシウム合金を使用し、カバーを鋼やア

ルミニウム合金製の部分にボルト止めする場合を想定

すると、マグネシウム合金はクリープ強さが低いため

圧縮されて縮むことによりボルトの軸力が減少し、振

動などによってボルトが緩むことがある。これに対し

て、ボルトのあたる部分のみを合金化してクリープ強

さをあげることにより、カバー全体の軽さ、鋳造性な

どの特性を損なわずに、クリープによるボルトのゆる

みを回避できると考えられる。そこで、電子ビームに

よる局所的な合金化をボルト穴の周囲に施し、170℃の

昇温環境下でのボルト軸力の変化を測定し、100時間後

の軸力の測定結果でマグネシウム合金のクリープ特性

に対する局所的合金化の効果を評価した。 
 アルミニウムなどを合金化した場合、合金濃度が高

くなるほど軸力低下は少ないが、クラックが入り実用
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には耐えない高濃度でも、軸力低下は母材 AZ31C よ

りも激しい。このように合金化により、かえって母材

よりも軸力低下が大きくなることもあり、合金要素の

材料選定に注意する必要がある。セリウムやカルシウ

ムを合金化したものは母材 AZ31C よりも軸力低下が

小さく、とくにカルシウムの場合、軟鋼と同程度の強

さを示した。これにより、ボルト締結という比較的実

用に近い形で、電子ビーム合金化によるマグネシウム

合金のクリープ強さ増強効果が明確に確かめられた。 

①－２「移動体通信及びセンシング用ナイトライド系半

導体デバイスの開発評価」 

 近年の移動体通信（携帯電話）の普及はめざましく、

インターネット接続や画像送受信など機能も大きく向

上している。この様な変化に対応するため、今後、大

容量高速通信に必要な数 GHz から数10GHz 帯で使用

できる高出力高周波半導体デバイスが必要となる。窒

化ガリウム（GaN）は優れた材料物性（耐熱、耐電圧、

高安定、高飽和速度）を有し、混晶によるヘテロ接合

形成が可能なため、高周波、高出力デバイスへの応用

が期待されている。しかし GaN のバルク結晶成長が

非常に困難であるため、GaN はサファイアや SiC 等

の異種基板上にヘテロ結晶成長され、格子定数の違い

などに起因した結晶欠陥の存在がデバイス作製上の大

きな問題となっている。 
 そこで、窒化ガリウム（GaN）ヘテロ結晶成長層の

結晶性を深い準位の分光（DLTS 法）と光電気化学エ

ッチングによる ECV プロファイリング法で評価し、

電子顕微鏡観察等と比較検討し、電気的欠陥と構造欠

陥の両面から検討を行った。測定対象とした GaN 基

板が結晶欠陥を多く含むことが深い準位の測定などか

ら明らかであったが、これらの試料のキャリア密度の

深さ分布をECVプロファイリング法で測定する際に、

結晶性に依存してエッチングが不均一になり、正確な

測定ができなくなる場合があることが分かった。本研

究では、ECV プロファイリング法に用いるエッチング

液の種類と濃度、エッチング時の印加電圧を変え、精

度良い測定ができるような条件を調べた。その結果、

希釈硫酸を用いた場合に、再現性、測定値とも最も良

好な結果が得られることが分かった。 

①－３「マイクロ波－水熱法を利用した電磁波吸収機能

を有するスマート材料の省エネルギー型製造プロセス

の開発」 

 炭素繊維を磁性酸化物で被覆し、炭素繊維の伝導損

失と磁性酸化物の磁気損失を併せ持つハイブリッド電

磁波吸収材料を合成し応用するに際して、ハイブリッ

ド繊維の磁気特性を評価することが重要である。本研

究では、まずハイブリッド繊維の磁気特性の評価法に

ついて検討した。磁気特性評価法として、試料振動式

磁力計を使用する方法（VSM 法）を採用し、その測

定の信頼性を市販の粉末フェライトを用いて他機関で

の測定と比較して検証した。その結果、飽和磁化につ

いては信頼性の高い値が得られることが分かった。次

に、この測定方法が本研究のような繊維状試料へ適用

できるか、またその感度は本研究に対して十分かを検

証した。その結果、繊維状試料では充填密度を十分に

上げられないという問題があったが、磁性の評価を重

量基準で行うことにより、評価が可能であった。感度

も十分で、且つおおよその値は皮膜厚さと皮膜の磁気

特性より評価できることが分かった。本方法を用いて、

ハイブリッド繊維の磁気特性の評価を行った。 
 ハイブリッド繊維の合成は、今回は従来の化学的被

覆法に加えて、電気化学的方法についても検討した。

電気化学的方法では、鉄塩からマグネタイト皮膜を陽

極分解して析出させる方法とマグネタイト微粒子を懸

濁させて鉄または鉄－ニッケル合金をメッキする方法

を試みた。その結果、前者の方法ではマグネタイト被

覆はできなかったが、後者の方法では析出条件を適切

に設定することにより、密着性の良い皮膜が得られた。

その磁気特性を評価したところ、化学的方法で被覆し

たものより高い磁性を示した。これは、被膜の厚さが

大きいこと、および結合剤として析出させた鉄－ニッ

ケル合金も磁性を持っているためである。 
 

［研 究 題 目     ］溶接技術の高度化による高効率・高信頼

性溶接技術の開発 
［研究代表者］小川 洋司（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］村井 健介（光技術研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、高輝度放射光による X 線回折から得られる

情報をもとに、溶融金属の物性を測定する技術を確立し、

アーク溶接条件下での溶融金属の各種物性データを提供

すること、及び、溶接中の溶融金属の挙動の測定技術を

開発し結果の解析と評価を行うこと、を目的としている。 
 平成13年度は、金属試料をガス浮遊法と炭酸ガスレー

ザー光照射により溶融できるシステムを放射光施設

SPring-8のビームラインBL19B2の粉末X線回折計に設

置して、溶融金属からの X 線回折データを取得した。回

折データから熱膨張によると思われる回折ピークの変化

が見られ、このガス浮遊レーザー溶融法が溶融金属の物

性測定に適している手法であることが分かった。アーク

溶接中の溶融金属や電極の挙動を正確に高速度観察する

ための実験装置の開発と解析アルゴリズムの開発を実施

し、欠陥発生挙動や溶融金属表面の流れの計測手法を明

らかにした。アーク溶接部全体を高速度でコントラスト

良く撮像する技術を開発するとともに、波長分布を高速

度で計測する手法を開発した。 
 
［研 究 題 目     ］高融点金属系部材の高度加工技術開発 

［研究代表者］北原  晃（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］横川 清志、福山 誠司、安   白、
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菖蒲 一久、平井 寿敏、田原 竜夫 
［研 究 内 容     ］ 
 近年、地球環境保全や化石燃料資源保護の観点から火

力発電の熱効率の向上が求められ、ガスタービンの運転

温度の一層の高温化が急務の課題となっている。しかし、

ガスタービン部材に主に用いられている Ni（ニッケル）

基超合金の耐熱温度の向上はほぼ限界に達しており、同

合金を越える耐熱性を有する新たな耐熱材料の開発が必

要となっている。本プロジェクトにおいては、Ni に比べ

融点が1000℃以上も高く、優れた高温強度特性の資質を

備えている高融点金属である Nb（ニオブ）に着目し、

その組成や組織を制御することで高温強度と低温靭性の

改善を図って信頼性を高めるとともに、その表層にコー

ティング膜を被覆することで耐酸化性と耐食性を有する

新規の Nb 基高融点金属系部材の開発を行うことを目的

とする。 
 これまでの合金開発により、優れた高温機械特性と低

温の靭性を兼ね備えた Nb 基合金材料の開発の目処がた

ってきている。本年度は、耐酸化性付与技術と共に、Nb
基合金の耐環境特性として水素脆化を評価した。耐酸化

性付与技術に関しては、Nb 基合金への有望なコーティ

ング材である Mo(Si、Al)2系合金の酸化特性について詳

細に検討するとともに、溶射被膜を形成し、高温での安

定性、および Nb 基合金との反応性について検討した。

その結果、本合金は優れた耐酸化性を示すこと、並びに、

Nb 基合金と反応を起こすが、両者の界面にアルミナの

反応防止層を形成することで、その反応を防止できる可

能性が高いことを見出した。また、水素脆化については、

Nb基合金の基本成分である高純度ニオブは600℃の高温

においても水素脆化を生じることを見出すと共に、温度

に依存して水素化物析出型の水素脆化及び鉄鋼材料型の

水素脆化が生じることを明らかにした。また、開発した

部材の水素脆化を試験し、予想される使用環境である水

蒸気等水素含有環境における適応性を検討した。その結

果、開発部材は、高温における力学特性には水素の影響

は小さいことが分かったが、高温における水素ガス雰囲

気においては材料中に水素が侵入することが明らかにな

った。このため、開発材料を高温水素雰囲気中で使用す

るにあたっては冷却過程に配慮する必要があるものと考

えられる。 
 

［研 究 題 目     ］三次元画像診断システム等の技術開発 

［研究代表者］平野  隆（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］角田 慎一 

［研 究 内 容     ］ 
 癌は遺伝子の異常に基づいて起こる疾患であることが

知られている。これまでの細胞の形態による診断では癌

の悪性度、転移性などの患者の治療方法に係わる重要な

情報を判定するには不十分な情報しか得られなかったが、

癌患者から得られた試料について遺伝子レベルで解析す

ることにより診断に役立つ情報を提供し、癌患者の負担

を軽減し、医療費の削減につながることが期待される。

本研究開発では癌患者から書面による同意（インフォー

ムドコンセント）を得た上で、患者由来の癌細胞の DNA
を蛍光物質で標識化し、正常細胞の DNA と比較するこ

とにより一回の解析により癌に起因する異常をヒト染色

体の全体について検出するシステムの開発を行った。 
 この画像診断システムの開発のために、(1) 患者及び

正常人由来の DNA をハイブリダイズさせる染色体テン

プレートの作成、(2) 新規蛍光物質の開発、(3) 全染色

体上の異常を容易に識別できるシステムの開発、(4) 遺

伝子異常と悪性度、予後、転移性、薬剤感受性等の臨床

情報をリンクさせるデータ処理ソフトの開発を行った。 
 (1) 染色体テンプレート作成については23対の染色体

の分離条件、処理条件、ガラスプレパラート上への展開

条件の検討を行い、23対の染色体の分離を最適化する条

件の設定を行った。さらに実用化可能な自動展開装置の

条件設定を行い、プロトタイプの自動化装置を試作した。

(2) 新規蛍光物質の開発では遷移金属キレート化合物を

安定な遺伝子標識化用蛍光物質としての設計を行い、

DNA への標識効率及び性能の評価を行った。遷移金属

キレート化合物が水溶性に難点があることが示された。

(3) 開発された全染色体異常検出システムを用いて従来

のシステムとの優位性を癌患者由来の試料を用いて検証

した。これまでに50症例の肝臓癌由来の DNA について

染色体上の異常の検出を行い、遺伝子の増幅領域5ヶ所と

欠損領域7ヶ所を見出した。(5) 癌に起因する染色体上の

異常は癌の臨床情報と遺伝子情報をリンクさせることに

より初めて有用な情報となることから、患者の予後、転

移性、薬剤感受性の判断につながる異常領域を判定可能

なソフトの開発を行った。 
 
［研 究 題 目     ］石油代替エネルギー国際共同研究開発 

［研究代表者］斎藤 郁夫（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］杉本 義一、佐藤 信也、坂西 欣也、

松村 明光 
［研 究 内 容     ］ 
 ビチューメン中の粗軽油（蒸留したもの）およびコー

カー分解軽油を対象とし、Ni-Mo、Co-Mo 触媒による水

素化処理実験を行った。いずれの試料も中東産直留軽油

に比べて、硫黄、窒素含量が多く、脱硫、脱窒素反応が

遅かった。また、活性低下も速く、Ni-Mo では1ヶ月間

の連続運転により活性が約半分にまで減少した。これら

の結果から、ビチューメンの粗油もしくはコーカー分解

油を我が国リファイナリーに導入することは困難である

ことが分かった。次に、ビチューメンの水素化精製油（合

成原油）中の軽油留分を対象とし、中東産直留軽油と混

合して水素化処理を行った。この合成軽油は、硫黄が

300ppm と少ないが、ナフテン化合物を多く含みセタン

価が低い（40以下）ために、そのままではディーゼル燃
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料として利用できない。中東産直留軽油に合成軽油を混

合することにより原料中の硫黄濃度が減少し、生成する

H2S 水素による反応阻害が軽減されるために、脱硫反応

が容易となった。タールサンド合成原油の輸入は、資源

の多様化だけでなく、超深度脱硫軽油の製造においても

メリットが大きいことが分かった。 

 

［研 究 題 目     ］微小重力環境を利用した高機能磁性材料

の研究開発 
［研究代表者］奥谷  猛（微小重力環境利用材料研究

ラボ） 
［研究担当者］永井 秀明、中田 善徳、鶴江  孝、

間宮 幹人、宮崎 広行、皆川 秀紀 
［研 究 内 容     ］ 
 微小重力環境を利用した無容器凝固プロセス等による

創製技術を用い、エネルギー使用効率の向上を目的とし

て磁性材料等の新しい高機能エネルギー材料の開発によ

り創製された磁性材料等の評価を行った。その結果、

Nd-Fe-B および、Sm-Fe 系希土類磁石では微小重力環境

下で得られる融液内の対流が抑制されることに起因する

均質な融液のスプラット凝固により、Nd2Fe10.8B1に関し

ては (BH)max=58kJ/m3の磁石が製造でき、今後の高性

能化の指針を得た。Sm10Fe90に関しては微小重力下では

凝固組織における Sm2Fe17型結晶の c 軸が冷却方向に沿

って配向し、異方性を持つ磁石が凝固だけで製造できた。 
 磁歪材に関しては、微小重力環境下での TbFe2合金の

磁界中一方向凝固処理により、（111）面に配向した柱状

晶が得られ、磁場強度1.6T において磁歪率4300ppm を

得た。しかしながら、磁歪材料の実用化には磁場強度

0.6T 以下で2000ppm 以上の磁歪率が必要であり、また

100℃程度の温度環境においても1000ppm 以上の磁歪率

が必要とされる。このような観点から、高温環境下でも

安定に動作することが期待されている (Tb0.3Dy0.7)Fe2

系試料の微小重力環境下での磁界中一方向凝固処理を行

った。(Tb0.3Dy0.7)Fe2系試料に関しても TbFe2合金と同

様に微小重力環境下の磁界中凝固処理により（111）面に

配向した柱状晶が得られた。重力環境下で作製した試料

の磁歪率は磁場強度1.6T において1000ppm 以下であっ

たが、微小重力環境下で印加磁場37mT で作製した試料

では磁場強度1.6T において磁歪率2300ppm を得た。こ

の試料は磁場強度0.6T においても磁歪率1900ppm を有

しており、しかも温度100℃においてもこの磁歪率は維持

され、高温環境下でも安定に動作する磁歪材の開発に成

功した。 
 
［研 究 題 目     ］微小重力環境を利用した燃料多様化対応

燃焼技術の研究開発 
［研究代表者］後藤 新一（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］小熊 光晴、木下 幸一 

［研 究 内 容     ］ 

 本研究の目標は、ナフサおよび LCO を燃料とする予

蒸発予混合技術を用いて、低公害燃焼器の開発に対応す

べく、燃料成分による燃焼特性の相違をシミュレーショ

ンによって計算することである。ナフサおよび LCO 等

は燃料の成分が一定ではないため、燃料の性状変化が燃

焼特性に及ぼす影響を調べることは大変重要である。 
 そこで本研究では、これら多成分燃料の化学動力学反

応式の構築を目的とする。すなわち、ナフサおよび LCO
の主成分はパラフィンおよび芳香族などによって構成

されており、これに対する詳細化学動力学反応式を構築

することが第一の目的である。また、これを用いて着火

遅れ、燃焼速度、断熱火炎温度および燃焼過程に生成し

排出される NOx、および微粒子の生成過程を計算によ

り求め、これら燃料を用いる場合の燃焼過程に関する理

解を深めることが第二の目的である。この際、化学動力

学式の簡略化によって計算時間を短縮し、反応経路等を

より理解し易くすることも検討した。さらにこれを用い

て着火遅れ、燃焼速度、微粒子および NOx の生成など

の様々な基礎燃焼特性の計算を試みた。 
 

［研 究 題 目     ］微小重力環境を利用したガラス融液内対

流制御技術の研究開発 
［研究代表者］岩崎  晃（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］阿部 宜之、（牧原 正記） 
［研 究 内 容     ］ 
 ガラス製造過程において排出される炭酸ガスを削減す

るために、その溶融過程でのエネルギー効率の向上が求

められている。本研究においては、ガラスの高温挙動を

測定し、エネルギー効率を高めるための融液内対流制御

に必要な基礎データを取得するとともに、その制御技術

を提案・評価することを目的とする。 
 そのために、ガラスの高温領域の物性値を非接触で測

定する手法を開発するとともに、小型溶融炉内の温度分

布やガラス融液挙動を観察した結果と数値シミュレーシ

ョンを比較することにより、ガラスの溶融過程や対流プ

ロセスを制御するための基礎知見を得るための研究を行

った。 
 レーザー光を用いて、液体表面の微細な振動を検出す

る表面光散乱法の装置を大阪府立大学と共同で開発した。

常温液体を用いた実験では十分なS/Nでデータが取得で

きたが、高温のガラス融液を用いた場合は信号が劣化し、

十分な S/N が得られなかった。これはガラスの表面張力

が大きく、口径が小さい炉では液面の変形が大きすぎて、

液面反射光が曲げられてしまったことにある。しかしな

がら、非接触で液体の物性を測定できる点で今後の可能

性が期待される。得られた結果を数値シミュレーション

に使用し、対流実験の結果と比較した。併せて、製造さ

れたガラスの品質を気泡の混入や均質性の観点から評価

し、溶融ガラスの制御の方法とそれによる省エネルギー

化の可能性を検討した。 
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［研 究 題 目     ］エネルギー使用合理化技術国際共同研究

開発 
［研究代表者］稲葉  敦（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
［研究担当者］匂坂 正幸、小林 光雄、八木田浩史、

中岩  勝、秋谷 鷹二、大森 隆夫、

遠藤  明 
［研 究 内 容     ］ 
 LCA を実施するには、評価対象となる製品の製造、使

用、廃棄にかかわる投入・排出物量のデータ（フォアグ

ラウンドデータ）と投入物質の生産や輸送にかかわる環

境負荷データ（バックグラウンドデータ）が必要である。

加工貿易を機軸に経済が成り立っている我が国では、バ

ックグラウンドデータは海外でのデータ整備が不可欠で

ある。また、地球規模での持続可能な発展に向け、LCA
への取り組みが遅れている国々への導入促進が肝要であ

る。 
 それらの状況を踏まえ、本研究センターでは APEC 産

業技術ワーキンググループの場で LCA 研究ネットワー

クの確立を提唱し、認可を受け、活動を推進してきてい

る。その一環として、この研究の枠組みの中で、以下の

課題に取り組みを行った。 
(1) ネットワーク内の情報交流と拡大のためのワークシ

ョップの開催 

(2) ケーススタディを通じたライフサイクルインベント

リ（LCI）作成手法の移転とデータの共有ワークショ

ップについては、2001年12月に都内で開催し、19カ国

119名の参加者を得、初期の目的を果たすことができた。

LCI の作成に関しては、フィリピン、ベトナムを対象

に移転を行い、フィリピンについては電力、金属素材

製造の実インベントリデータを調査し、そのうちの一

部はバックグラウンドデータとして整備することがで

きた。 
 一方、技術側面からエネルギー使用合理化に寄与する

研究開発の一環として、工業的に広範囲な分野で行われ

ている、有機溶媒の添加による共沸系混合溶液の分離に

対する新たな手法を国際共同研究体制の下、実施した。

これは、産総研の開発した内部熱交換型蒸留（略称

HIDiC、ハイディック）技術を PSD（Pressure Sensitive 
Distillation）と呼ばれるプロセスに適用した方式をエジ

ンバラ大学、ブダペスト工科大学との共同研究として検

討したものである。PSD は二本の蒸留塔から成る。一方

は低圧（低温）で、他方はより高圧（高温）で操作され

る。共沸点の圧力依存性が大きい系では操作圧の差によ

って共沸点を超えることができ純成分の製品が二塔から

それぞれ得ることができる。しかしながら圧縮により昇

温される熱エネルギーを回収しておらず、操作が複雑な

こともあり実用化には課題を残している。HIDiC 概念を

利用した PSD は従来法に比較して30％以上の省エネル

ギーと基本的に有機溶媒の添加を不要とすることを示し

た。 
 
［研 究 題 目     ］ナノメータ制御光ディスクシステムの研

究開発 
［研究代表者］富永 淳二（次世代光工学研究ラボ） 
［研究担当者］桑原 正史、三沢 源人、阿刀田伸史 
［研 究 内 容     ］ 
 本委託研究は、光産業技術振興協会との共同研究テー

マであり、本研究ラボでは、サブテーマ「超精密ピット

計測技術」をセイコーインスツルメント（株）（以下 SII
社と称す）と共同で研究開発を行っている。平成13年度

は、SII 社と本研究ラボが共同で設計・試作した、光デ

ィスク原盤および成形ディスク上のエラーピットをナノ

メーターの精度で光及び AFM によって解析する複合型

光ディスク評価装置を用いて、様々なピットエラーを想

定した評価試験を行った。実際には他のサブテーマが作

製する20GB 以上の高密度光ディスク原盤を評価するの

が最も良いが、その前段階として DVD-R 光ディスク代

用し、数種のピットパターンを光ディスク記録用装置を

用いて記録した後、反射膜、記録膜を取り除き、基板上

に形成された特定のピットエラーを作製した。このピッ

トエラー・パターンをエラーとして選別するエラー検出

器を新たに作製し、光ヘッド部からのエラー読み出し信

号を入力し、エラー検出器からのディスク半径と角度信

号を AFM ユニットに転送し、AFM がエラーのアドレス

情報を元に走査を行い、光ヘッドによるエラー部分の測

定を行うものである。H13年度は、まず DVD-R のラン

ド上にアドレス情報として刻まれている特殊な「3連続ラ

ンドプリピット」をエラーとして、次に線速度6m/s で約

90°毎に刻んだ5連続5MHz 信号をエラーと想定して、

光ディスク再生ヘッドと AFM ヘッドとの位置誤差確認

を行った。その結果、約10μm の範囲にエラー位置を確

認できた。 
 
［研 究 題 目     ］人間協調・共存型ロボットシステム開発 

［研究代表者］比留川博久（知能システム研究部門） 

［研究担当者］梶田 秀司、横井 一仁、金子 健二、

藤原 清司、金広 文男 
［研 究 内 容     ］ 
 プラットフォームを各種応用タスクに利用するための

タスク記述環境の構築、タスク遂行中の転倒等の障害発

生時において、システムをリセットすることなく自律的

に障害回復手順を計画・実行し、活動を継続できるよう

な自動障害回復機能を内蔵するタスク記述方式、高速な

逆運動学計算方式・動作計画法等を検討し、「動作生成技

術」を確立することを最終目標として研究を行っている。

平成13年度は、転倒状態から回復する技術、転倒回復技

術の研究について、シミュレーションによる研究を行っ

た。現在のところ、シミュレーションにより、ロボット
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の形状が簡易形状かつ足部のゴムブッシュなしのモデル

で、うつぶせ・仰向け両状態からの転倒回復動作が可能

なことを確認している。今後、詳細モデルによるシミュ

レーション、実験を行う予定である。 
 

［研 究 題 目     ］知的材料・構造システム開発 

［研究代表者］菊島 義弘（スマートストラクチャー研

究センター） 
［研究担当者］関谷  忠、卜部  啓、遠山 暢之、

秋宗 淑雄 
［研 究 内 容     ］ 
 ステフナ（剛性補強部材）付き CFRP 板を対象として、

光ファイバ及び PZT センサによるヘルスモニタリング

技術、セラミックアクチュエータ及び形状記憶合金によ

るアクチュエータ技術、クラスタ制御系による振動制御

技術等の要素技術を統合化したスマートボードの開発を

目的として以下の研究を行った。 
１）ステフナ付きスマートボードの基本設計を行い、UD

疑似等方（8層）材を用いた CFRP 板の製作を行った。 

２）振動モード検出の立場から剥離部検出を行い、低次

元モデル化することで複数の同じ形状をした振動モー

ド検出が可能となり、検出精度の向上を図ることがで

きた。 
３）金属コア入り圧電セラミック線材の開発とその繊維

化技術の確立を図った。 
４）クラスタ制御系を適用により、可聴域を中心とした

音響パワー抑制を行うことができた。 
 

［研 究 題 目     ］生体結合物質創製技術開発 

［研究代表者］小高 正人（分子細胞工学研究部門） 
［研究担当者］友廣 岳則、岡田 知子、中村 和彦、

奥野 洋明 
［研 究 内 容     ］ 
 微粒子に固定するリガンドとしてシスプラチン（CDDP）
結合 DNA（Pt-DNA）及びアミロイド－β－タンパク質

（Aβ）フラグメントを選択し、それら生体内作用機序

に関連する因子の解析を通して、微粒子を用いて DNA
やペプチド等に結合する生体物質を効率よく抽出・精製

及び解析する手法や微粒子など固相上における分子間相

互作用の簡便な解析技術について評価を行うことを目的

とする。 
 CDDP 損傷 DNA 結合性因子を取得するために、DNA
のヒトテロメア配列と CDDP との錯体を合成し、それを

リガンドとして固定した微粒子を用いたアフィニティー

精製を行った。生体材料としてヒト子宮頸癌由来 HeLa
細胞を用い、その核抽出物から直接、生体レセプターの

精製を行った。微粒子と核抽出物をインキュベートした

後、イオン強度を変化させることにより、HMGB や

hUBF 等の HMG（高速移動群）ファミリータンパク質

に関して、非特異的タンパク質の吸着が極めて少ない効

率の良い精製を行うことができた。また、CDDP 結合量

を変えたPt-DNAを固定した微粒子の検討も行ったとこ

ろ、これらのタンパク質の溶出量に明らかな変化が見ら

れた。一方、アガロース等を用いた従来法では膨大な時

間と労力にも関わらず、非特異的タンパク質の除去は困

難であり、本微粒子法が簡便で極めて優れた方法である

ことが示された。他の CDDP 誘導体についても、本微粒

子法による検討を試みたが、CDDP とは異なる傾向が見

られ、現在、詳細な評価検討を行っている。 
 一方、アルツハイマー病に密接に関連する Aβの自己

会合フィブリル形成を評価するために、蛍光法を利用し

た簡便な解析法について評価検討した。まず、コンビナ

トリアルケミストリーの手法を用いて、Aβの端から1個

ずつずらしたフラグメントを固相（ピン）上に作製した。

次いで、Aβへの親和性が予想されているペプチドにリ

ンカーを介して蛍光基を導入した蛍光プローブを作製し、

固相上の各フラグメントとの結合性を蛍光法により評価

することにより、最も強く結合するペプチド配列

Lys-Leu-Val-Phe-Phe（KLVFF）を特定することができ

た。この解析法から得られた知見に基づき、新規 Aβ会

合阻害剤のデザインも可能である。 
 
［研 究 題 目     ］シナジーセラミックスの技術開発 

［研究代表者］神崎 修三（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 
［研究担当者］山内 幸彦、大司 達樹、近藤 直樹、

鈴木 義和、平尾喜代司、吉澤 友一、

周   游、淡野 正信、黄  海鎮、

藤代 芳伸、柘植  明、阪口 修司、

Manuel Brito、兼松  渉、 
宮島 達也 

［研 究 内 容     ］ 
 昨年度までの検討の結果、窒化ケイ素セラミックスの

熱伝導率を向上させるには、フォノンの散乱要因となる

酸素の固溶量の低減が重要であることが明らかとなって

いる。窒化ケイ素の場合、その結晶形としてα型とβ型

の二つのタイプが存在する。一般に、窒化ケイ素焼結体

を作製するにはα型結晶の粉体が出発原料として用いら

れるが、α型は固溶酸素量が多く、また焼結時に相転移

を伴うために現象がより複雑であることから、β型の粉

体を出発原料とすることが好ましいと考えられる。また、

焼結助剤成分として広く用いられるアルミナは、β型窒

化ケイ素に固溶し、格子欠陥を生ずる。このため、高熱

伝導化を図るには助剤成分からアルミナを除く必要があ

る。このような必要条件を満たすために、出発原料にβ

型窒化ケイ素粉体を、焼結助剤の一部に非酸化物材料を

用いた。その結果、焼成時間の増加に伴い熱伝導率が向

上し、最高140W/mK 以上の高熱伝導率を得た。この熱

伝導率は、等方的な微細組織をもつ窒化ケイ素焼結体で

は世界最高の値である。 
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［研 究 題 目     ］新型高機能酵素創製技術開発 

［研究代表者］巖倉 正寛 （分子細胞工学研究部門） 
［研究担当者］末森 明夫、竹縄 辰行、羽生 義郎、

広田 潔憲、西川  諭、Ｐ．Ｋ．クマ

ール、三石  安、宮崎健太郎 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、革新的な省エネルギー型プロセスであるバ

イオプロセスに役立つ高機能酵素を創製するための進化

実験系構築技術開発及びその技術評価を目的に行われた。 
 モデル酵素として選んだキシラナーゼ、ジヒドロ葉酸

還元酵素、パラヒドロキシ安息香酸水酸化酵素を用いて、

準相加性に基づく配列空間探索による定方向進化実験系

の開発とその有効性及び適用範囲に関して検討した。そ

の結果、厳密な意味においての突然変異の加算性は成り

立たないが、統計的に有意な程度には加算性が認められ

た。また、非常に少ない数の変異体作製により目的に添

った蛋白質の機能改良ができることを明らかにし、この

方法が汎用的な進化実験系の一つとして成立することを

示した。 
 一方、核酸分子を対象に、ランダム変異とリガンドと

の結合を選択圧に用いた生体外選択技術とを組み合わせ

た進化サイクルを行わせ、その有効性を実証評価した。 
 以上の研究開発・評価により、従来から用いられてい

るランダム変異発生技術の評価検討、進化サイクル構築

による自動進化システムの可能性の検討を行うと共に、

新たに提案された準相加性に基づく配列空間探索による

定方向進化実験系の評価を行い、本実験系が有効な実験

方法であることが評価された。 
 
［研 究 題 目     ］構造制御材料技術開発 

［研究代表者］玉置  敬（物質プロセス研究部門） 
［研究担当者］野副 尚一、松本 睦良、中村  徹、

八瀬 清志、玉田  薫、玉置 信之、

長沢 順一、秋山 陽久、清水  洋、

物部 浩達、寺沢 直弘、清原 健司、

濱田 秀昭、稲葉  仁、水上富士夫、

鈴木 邦夫、花岡 隆昌、清住 嘉道、

岡部 清美 
［研 究 内 容     ］ 
 分子間の協調作用を利用した構造制御材料の創製を目

的に以下の研究を行った。 
 高感度・高耐久性センサー材料創製技術確立のため、

チオールやジスルフィドなどの含イオウ有機化合物が蒸

着金薄膜に形成する自己組織化膜（SAM）の構造及び機

能について新しい知見を得るとともに、メソフェーズ材

料の特定温度下での光照射による電気特性を引き続き評

価、メソフェーズ材料の利用に関する技術的特徴を整理

した。また、新しい触媒探索を目的に、新規の構造や形

態を有するミクロポーラス材料に関して、機能を高度化

するための材料合成の最適化を行いさらに多くの材料の

合成を試みるとともに、合成した材料の吸着能、分離性

能、触媒活性などの基礎的機能を評価した。 
 

［研 究 題 目     ］超短パルス光エレクトロニクス技術開発 

［研究代表者］渡辺 正信（光技術研究部門） 

［研究担当者］土田 英実、挾間 壽文、小森 和弘、

小倉 睦郎、秋本 良一、河島  整、

板谷 太郎、菅谷 武芳、山本 宗継、

安平哲太郎、鳥塚 健二 
［研 究 内 容     ］ 
 光時分割多重方式テラビット情報通信に必要な光パル

スタイミング揺らぎ評価技術、超高速光スイッチ技術、

フォトニック結晶光回路技術、デバイス評価用光源技術

の開発を行っている。前年度までに開発した時間領域の

タイミング揺らぎ計測法を拡張して、繰り返し周波数

40GHz までの光パルスに対する評価技術を確立した。超

高速光・光スイッチの材料である II-VI 族半導体

ZnSe/BeTe 超格子（サブバンド間遷移波長は2.04μm）

において、0.25ps の応答速度を実現した。GaAs／空気

回折格子積層型3次元フォトニック結晶を用いて光通信

波長帯での光導波路を実現するために、精密位置あわせ

装置の構築と FDTD 法による位置あわせ精度の解析を

行った結果、位置ずれが周期の14％程度でも導波モード

のずれが0.5％程度であり、十分実現可能であることを示

した。評価用光源として、フェムト秒時間領域で繰り返

し1GHz の光パラメトリック発振器、および広帯域テラ

ヘルツ電磁波計測システムを開発した。 
 

［研 究 題 目     ］高効率生産プロセス技術開発評価 

［研究代表者］綾  信博（マイクロ・ナノ機能広域発

現研究センター） 
［研究担当者］加納 誠介、瀬戸 章文、折井 孝彰、

河野 正道、崎山  要、平澤 誠一、

志村 洋文 
［研 究 内 容     ］ 
 大量のエネルギーを必要としているレーザーを用いた

切断・接合・表面改質技術等の従来のレーザー利用プロ

セス技術より、遥かに効率の良いレーザープロセス技術

がエネルギー使用合理化のために不可欠となっている。

温度、圧力等が急激に変化するレーザープロセスの状態

の把握はエネルギー効率の良いプロセス技術の確立のた

めには不可避である。このために計測用レーザー等を用

いた非接触計測技術による、モニタリング技術により、

プロセスの状態を評価することが望まれている。本研究

では、レーザープロセスにおける最適プロセス技術の確

立のために、高エネルギー密度のレーザーにより発生す

る高温度場・プラズマ場の温度、密度及びレーザー照射

によって発生する超微粒子等のインプロセスモニタリン

グ等によるプロセスの状態評価技術を研究開発した。 



研 究 

(158) 

 加工場から放出されるフォトン（光）、電子、イオン等

のエネルギーを計測することでモニタリング技術を用い

て、高エネルギー密度のレーザーにより発生する高温度

場・プラズマ場の温度、密度の、空間分布と時間変動に

ついて計測するとともに、光との相互作用を用いたクラ

スタ、超微粒子等のモニタリング技術の研究を行った。

更に、プロセスのモニタリングの結果の有効性の確認や

プロセス場における現象の理解のため、プロセス場のモ

デル構築を行うとともに、モデルをもとにしたプロセス

場の計算を行い、モニタリングの結果と比較してプロセ

ス場での現象を解析した。これにより当初の研究計画通

り、レーザー利用加工プロセスにおける最適プロセス技

術確立の基盤となる、レーザープロセスのモニタリング

／評価の基盤的要素技術の開発を完了した。 
 

［研 究 題 目     ］生物利用石油代替燃料製造技術開発 

［研究代表者］山岡 正和（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］河野 泰広、中原 東郎、横地 俊弘、

深津 武馬、進士 秀明、鈴木  馨 
［研 究 内 容     ］ 
 セルロース分解性のラビリンチュラ科海生菌の二者培

養で用いる海洋性細菌の代わりに海水より新規に分離し

た酵母を用い、海洋性細菌と海洋性酵母を用いた場合の

ラビリンチュラ科海生菌のセルロース資源からの分離培

養条件について比較検討し、未利用資源の利用技術の評

価を行った。 
 また、微生物のシグナル物質を認識して応答する植物

の生体防御応答機能の制御機構を評価するための実験系

を確立し、この実験系を利用して植物の生体防御応答機

能を解析し、微生物のシグナルに応答した防御遺伝子の

発現を制御する DNA エレメントと転写因子を同定し、

その遺伝子発現制御機能を評価した。 
 
［研 究 題 目     ］細胞機能発現制御技術開発 

［研究代表者］今村  亨（ジーンディスカバリー研究

センター） 
［研究担当者］町田 雅之、浅井  潔 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では石油化学物質等の有用物質生産のため、完

成された高効率省エネルギー型バイオプロセスの集約で

ある細胞に倣ってバイオプロセスを構築するための基盤

となる細胞機能発現制御技術の開発評価を行っている。

具体的には、特定の細胞機能の発現に関与している遺伝

子の種類や数等を効率的かつ効果的に解析・評価するた

めに必要な特異的発現制御様式解析技術に関する研究開

発を行っている。APCRの反応条件の検討を行った結果、

複数のaribitraryprimerを同時に用いる反応条件を確立

し、これまでシグナルが得られなかったごく少量の

mRNA 試料から、複数の遺伝子発現を検出するための増

幅をする事に成功した。また再現性良く平均600-700bp

の分子量分布を有する cDNA 増幅をできることが示さ

れ、これら増幅後の cDNNA 集団から、特定の遺伝子の

PCR 増幅ができることを確認した。また、独立の実験に

より分子量分布の等しい cDNA 集団を繰り返し増幅で

きることを確認した。さらに標識方法の改良によりシグ

ナル解像度を向上させた結果、所要 mRNA 量は通常の

プロトコルに比べて1/20程度で検出可能であることを実

証し、高い再現性で同じ遺伝子の発現が検出できること

を示した。 
 情報解析技術として、遺伝子を単体ではなく、転写制

御ネットワークの立場から理解するため、真核生物のゲ

ノム上で遺伝子を高精度に予測する遺伝子領域予測シス

テム GeneDecoder と予測された遺伝子やその他の情報

を解析表示するシステム Guppy を開発し、ゲノムの統

合的な解析を可能とする環境を構築した。また、遺伝子

予測システムをグラフィカルに編集改良するためのツー

ル GDEdit を開発し、研究者自らが遺伝子領域予測シス

テムを構築することを可能にした。 
 

［研 究 題 目     ］炭素系高機能材料の技術開発 

［研究代表者］飯島 澄男（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］古賀 義紀、田中 章浩、角舘 洋三、

湯村 守雄、薄葉  州、横井 裕之、

山本 和弘、中村 挙子、大花 継頼、

石原 正統、梅田 一徳、大嶋  哲、

吾郷 浩樹、藤原 修三（環境安全管理

部）、松永 猛裕（物質プロセス研究部門）、

内田 邦夫（物質プロセス研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 炭素系高機能材料の電子デバイス等への応用が、近年

強く望まれている。特に、低電圧で高電流密度が期待で

きる炭素系高機能材料が電子放出材料として最も期待さ

れている。電子放出材料への応用を目指して、カーボン

ナノチューブの成長制御の開発を進めている。配列した

多層カーボンナノチューブの合成法を開発し、その良好

な電子放出特性を確認した。本方法は、薄型壁掛けテレ

ビ等の実用化を大いに促進するものと期待される。更に、

カーボンナノチューブのデバイス応用を目指して、カー

ボンナノチューブの微細配列技術の開発を進め、リソグ

ラフィ技術と触媒調製を組み合わせナノチューブ成長の

制御技術を開発した。 
 

［研 究 題 目     ］環境適合型次世代超音速推進システム技

術開発 
［研究代表者］袖岡  賢（エネルギー利用研究部門） 
［研究担当者］田中 隆裕、鈴木 雅人、井上 貴博、

佐々木信也、梅田 一徳、是永  敦、

村上  敬 
［研 究 内 容     ］ 
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 比重が小さくかつ耐熱限界温度の高いセラミック系機

械要素のジェットエンジンへの適用は、軽量化と無冷却

化による燃料消費率の低減により大幅な CO2削減に寄与

するものと期待されている。しかしながら、SiC/SiC 複

合材等の現状のセラミックス基複合材料や、高温使用可

能な自己潤滑材料は、未だ研究開発段階にあり、十分な

高温耐久性、耐環境性が保証されていないため、劣化挙

動を解明し、耐環境性や耐久性に優れた材料を開発する

ことが、環境適合型次世代超音速推進システム実現のた

めに必要不可欠である。今年度の成果としては、セラミ

ックス基複合材料の耐環境性向上技術では、微細なγ－

Al2O3による繊維への被覆がマトリックス／界面の結合

強度を制御する界面層として有効に機能し破壊エネルギ

ーを増大させること、反応性フィラーとしての Si の添加

がマトリックス中の余剰炭素を減少させると共に複合材

料の密度向上及び開気孔率の減少に効果があること、基

材温度を高温に保持して溶射を行うことにより緻密なム

ライト膜をコーティングすることができ、しかも SiC 基

材に予酸化処理を施すことにより密着性の向上が図れる

こと等が明らかとなった。また、革新的高温機械要素技

術の開発においては、アルミナ－ニッケル－黒鉛－窒化

ホウ素系自己潤滑複合材料を開発し、摩耗と寿命の点で

問題があるものの、室温～800℃において良好な摩擦係数

を与える組成を見出した。また、減圧プラズマ溶射によ

る高温固体潤滑皮膜として、部分安定化ジルコニアに

CaF2、Ag2O を添加した被膜で、まだ摩擦係数は高いも

のの、固体潤滑機能の発現を確認した。さらにこれらの

中から優れた自己潤滑材料を用いて、転がり軸受の試作

と評価およびすべり軸受の試作と評価の準備を開始した。 

 

［研 究 題 目     ］グリコクラスター利用型バイオ繊維製造

技術開発 
［研究代表者］地神 芳文（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］新間 陽一、仲山 賢一、横尾 岳彦、

千葉 靖典 
［研 究 内 容     ］ 
 固定化酵素は、バイオリアクター等物質生産に必要な

技術である。しかし、酵素を大量生産し、精製し、それ

を坦体に固定化する過程が必要であり、労力と時間が掛

かる。そこで、酵母細胞壁を固定化坦体として酵素を固

定化することで、培養しさえすれば固定化酵素が無限に

得られるシステムの開発を行った。 
 酵母細胞壁には、グルカン等に、様々な糖タンパク質

が結合した構造をしている。それらの糖タンパク質は、

主に GPI アンカーにより細胞表層に輸送され、細胞壁グ

ルカンに固定化されるほか、それとは異なるメカニズム

で細胞壁グルカンに固定化されていると考えられる PIR
タンパク質が見つかっている。これらの細胞壁に存在す

るタンパク質の細胞壁固定化メカニズムを利用すれば、

目的の有用酵素タンパク質を酵母細胞壁グルカンに固定

化できる。 
 糖鎖合成に必要な糖転移酵素等は、C 末端側に酵素活

性部位があり、C 末端を改変すると酵素活性が失われる

など、GPI アンカー法が適用できなかった。一方で、PIR
タンパク質は、C 末端だけでなく N 末端に付加しても、

細胞壁に固定化する能力があるので、糖転移酵素のよう

なタンパク質でも、PIR タンパク質を利用することによ

り、その欠点を克服することができ、汎用性の高い固定

化技術を開発する事ができた。さらに、実際、この方法

により酵母細胞壁に糖転移酵素を固定化し、糖転移酵素

活性を確認し、目的の構造の糖鎖を生産できた。 
 

［研 究 題 目     ］超高密度電子 SI 技術の研究開発 

［研究代表者］青柳 昌宏（エレクトロニクス研究部門） 
［研究担当者］仲川  博、所  和彦、板谷 太郎、

伊藤日出男、赤穂 博司、佐藤  弘、

小見山耕司 
［研 究 内 容     ］ 
 3次元 LSI チップ積層実装構造に関する超広帯域特性

評価に用いるための超高速信号発生回路について、Nb
系超伝導素子を用いて設計試作を行い、超高速ステップ

信号による時間領域反射（TDR）測定手法の評価実験を

実施した。その結果、立ち上がり6ps のステップ信号に

よるマイクロストリップ線路の TDR 測定に成功した。

また、実装構造の測定評価モデルとして、高解像度感光

性ポリイミドによる多層微細配線インターポーザの開発

を進めた。 
 光電気複合実装技術に関連して、光アクティブインタ

ーポーザの概念を超先端電子技術開発機構（ASET）と

共同で提案し、基本発光デバイスであるビーム偏向可能

な面発光半導体レーザー（VCSEL）の開発を進めた。ビ

ーム偏向光アクティブインターポーザについて、基本構

造を検討し、それに適合するビーム偏向可能な面発光半

導体レーザーとして、光偏向制御のためのメサ電極構造

に異方性を導入した構造のものを設計、試作を行い、基

本素子特性の評価を実施した。 
 

－電源多様化技術開発等委託費－ 
［研 究 題 目     ］人間協調・共存型ロボットシステム開発 

［研究代表者］比留川博久（知能システム研究部門） 
［研究担当者］梶田 秀司、横井 一仁、金子 健二、

藤原 清司、金広 文男、富田 文明、

河井 良浩 
［研 究 内 容     ］ 
 発電プラントの保守･点検作業の高度化を進めるため、

人間協調・共存型ロボットシステムプロジェクトでは、

プラント応用ロボットシステムを開発している。本研究

では、発電プラントの保守・点検作業に有効な、定常の

時の監視・検査を行うための「視覚情報処理技術」並び

に非常時のバルブ操作等を行うための「全身遠隔操作技



研 究 

(160) 

術」を確立することを最終目標としている。 
 平成13年度は、視覚情報処理技術については、前年度

行った人間型ロボットの環境移動と物体操作に必要な視

覚技術の要求仕様の検討と方式の設計を基に、視覚装置

の試作を行い、視覚処理アルゴリズムの実装を行った。

また、共同研究先の企業（清水建設）と共に、3次元地図

作成、走行路認識等について検討を行った。特に、

HRP-2P の頭部に搭載したステレオカメラシステムによ

る、対象物を正確に3次元計測する技術として、広角のレ

ンズの使用による画像歪み、及び、ステレオカメラを覆

うシールドの影響による画像歪みの補正方法を確立した。

全身遠隔操作技術については、両脚接地状態でロボット

の胴体姿勢を遠隔操作する胴体姿勢制御アルゴリズムと、

着座時に両手・両足を自在に遠隔操作する制御アルゴリ

ズムを人間型ロボットに実装し、共同研究先の企業（川

崎重工業、東急建設）と共に、その有効性を実験的に検

証した。 
 

［研 究 題 目     ］シナジーセラミックスの技術開発 

［研究代表者］神崎 修三（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 
［研究担当者］山内 幸彦、大司 達樹、近藤 直樹、

鈴木 義和、平尾喜代司、吉澤 友一、

周   游、淡野 正信、黄  海鎮、

藤代 芳伸、柘植  明、阪口 修司、

Manuel Brito、兼松  渉、 
宮島 達也 

［研 究 内 容     ］ 
 本年度においては粒界強化によりセラミックスの耐

熱・耐食性を向上させるとともに、その場反応プロセス、

気孔形成材分散の高度化により気孔形態を制御し、流体

透過機能を付与することを行った。まず、耐熱性の発現

のために、高融点粒界を形成する焼結助剤を用いた鍛造

焼結により、窒化ケイ素柱状粒子を配向させ粒界ガラス

相を極端に低減させた。これにより1500℃の高温で高強

度が発現する緻密質及び多孔質窒化ケイ素が得られた。

また、耐熱・耐食性の発現のために粒界ガラス相のない

サイアロン多孔体を開発し1200℃までの耐熱性とともに、

塩酸水溶液中での腐食試験において窒化ケイ素多孔体が

30～40％の強度劣化を起こす腐食条件下で強度劣化がほ

とんどない耐食性を確認した。さらに、その場反応プロ

セスにより CaZrO3/MgAl2O4複合多孔体を作製し、優れ

た耐熱性、機械的特性とともに優れた耐酸性、耐アルカ

リ性を示すことを明らかにした。また、一方向に配列し

た連続貫通孔の導入技術として、フィラメントワインデ

ィング法による気孔形成材の分散・配列技術を検討した。 
 
［研 究 題 目     ］発電環境用高機能素材形成ロボットシス

テム開発 
［研究代表者］金山 敏彦（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］寺倉 清之、徳本 洋志、山崎  聡、

小池 和幸、二又 政之、A．コロボフ、

多田 哲也、水谷  亘、小木曽久人、

安田 哲二、清水 哲夫、秋永 広幸、

森田 行則、森川 良忠、富岡 泰秀、

熊井 玲児 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究の目的は、発電環境用高機能素材形成技術のた

めの各種の原子・分子観察操作装置の性能を評価し、ま

た対象物の原子・分子レベルの構造等を計測してその評

価手法の確立を図ることである。このため、平成13年度

は、主に次の3テーマについて研究を行った。 

１）これまでに開発してきた原子層マスク及びクラスタ

ーイオンを利用したナノ構造作製装置で作製した Ge
のナノドット構造や金属原子を内包した Si のナノク

ラスターを、STM（走査トンネル顕微鏡）などを用い

て原子レベルで評価し、物性との関連を明らかにした。

Ge のナノドットの多層構造からは、シャープな発光

が観測され、開発した作製法の有効性が示された。 

２）シリコン酸化膜に変わるゲート絶縁膜として期待さ

れている、シリコン窒化膜やアルミやハフニウムなど

の酸化膜の原子レベル構造及び電気物性を STM を用

いて測定し、構造と電気的特性の相関を明らかにした。

このような絶縁膜に対しても STM が有効であること

を実証した。 
３）金属層の原子レベルの構造及びスピン状態をこれま

でに開発してきたスピン計測・評価装置を用いて解析

し、トンネル磁気抵抗素子の特性に金属表面の原子構

造が与える効果を解明した。 
 以上のように、本研究項目の最終年度に際し、所期の

研究目的を達成する成果が得られた。 

 

［研 究 題 目     ］高輝度 X 線パルス利用発電施設モニタリ

ングシステム開発 
［研究代表者］渡辺 正信（光技術研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 石油代替エネルギーによる発電プラントの高機能なメ

インテナンス等を実現し、電源の多様化に資するため、

高輝度X線パルス利用発電施設モニタリングシステムで

使用される高強度低ジッターパルスレーザーシステムの

基盤技術として、超短光パルス発生技術、パルス波 形・

光波位相計測技術を確立する事を目的として、10fs 以下

級の超短光パルスの発生技術、高強度フェムト秒パルス

の波形・光波位相の計測と制御の技術の研究開発を行っ

ている。平成13年度には、高精度パルスタイミング制御

のための、パルス内光波位相の計測と制御の技術を開発

するとともに、異波長パルス間のパルス衝突によるタイ

ミング同期新方式を提案し、同方式の同期機能の確認に

成功した。また、増幅されたフェムト秒光パルスの高精

度な単一ショット特性計測の技術の開発を行った。 
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［研 究 題 目     ］レーザー計測・プロセッシング技術開発 

［研究代表者］綾  信博（マイクロ・ナノ機能広域発

現研究センター） 
［研究担当者］加納 誠介、瀬戸 章文、折井 孝彰、

河野 正道、崎山  要、平澤 誠一、

志村 洋文、松田 洋一、中野 英俊 

［研 究 内 容     ］ 
 発電設備の高信頼性化によるメンテナンス効率の飛躍

的向上を図るため、過酷な環境に曝される部材に対し、

高品質のレーザー等を用いた微細加工技術や表面処理を

行うことが望まれている。レーザー応用による、超微粒

子を用いた微細表面加工技術により、原子の十倍から百

倍程度の大きさの、機能を持った表面被膜を作製する新

たなプロセス技術が注目されているため、本研究では、

微小機能構造体作成のための超微粒子の生成過程を計測

分析し、その過程と形状、粒径、構造等との関係を明ら

かにするとともに、作製された構造体の機能を評価し、

レーザーを用いた新たな計測・加工技術に必要な基礎的

知見を得ることを目的として研究を行った。高エネルギ

ー密度のレーザーにより発生する高温度場・プラズマ場

を利用してカーボン及びシリコン超微粒子を作製して、

超微粒子の電気移動度の差を利用する分級技術とこれを

用いた超微粒子の評価技術を開発して、超微粒子の形状、

粒径、構造の評価を行い、これらとプロセスパラメータ、

生成過程との関係について明らかにした。超微粒子を気

流により基板上に堆積させる方法、粒子に再度レーザー

を照射する方法を用いて、超微粒子からなる被膜を作製

し、その光学的機能等を評価・解析した。これによりレ

ーザーを応用し超微粒子を用いる微細加工プロセス評価

の基盤的技術を開発した。 
 また、製造プロセス等の in-situ 環境での材料内部の

計測技術の開発を目的として、主に材料内部の温度を評

価するため、超音波を利用した温度計測法を開発した。

具体的には、材料の音速（音の伝播速度）が温度の関数

であることを利用して、音速測定から逆に材料内部の温

度を反映した材料温度を推定する。このような計測技術

を開発するため、光により超音波を励起・検出する研究

開発をベースとして、実験室の環境で高温材料音速を精

密に計測する手法を開発した。次に、in-situ 環境で音速

測定を実現するため、最大の技術開発課題である実環境

での超音波検出技術の開発を実施した。ここでは、環境

振動、擾乱熱、乱反射等により、極度に劣化した検出光

の品質を、光位相共役結晶（フォトリフラクティブ結晶）

により復元し、検出感度を向上させる技術を開発した。

これにより、高温材料の温度変化を0.5℃程度の感度で検

出する超音波利用温度計測法を開発した。 
 

［研 究 題 目     ］発電用炭素高機能材料技術開発 

［研究代表者］飯島 澄男（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］古賀 義紀、田中 章浩、角舘 洋三、

湯村 守雄、薄葉  州、横井 裕之、

山本 和弘、中村 挙子、大花 継頼、

石原 正統、梅田 一徳、大島  哲、

吾郷 浩樹、藤原 修三（環境安全管理

部）、松永 猛裕（物質プロセス研究部門）、

内田 邦夫 （物質プロセス研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 耐食性材料として有望なほう素を含む物質（炭化ほう

素）をステンレス鋼などの汎用材料表面へコーティング

する技術として、プラズマ密度が高く、また毎秒数 km
以上のプラズマ流が得られるため、基板との密着性が優

れた厚膜形成が可能な電磁加速プラズマ法による溶射厚

膜形成プロセスを開発した。耐食成膜として重要な膜の

形態・組織観察や結晶構造、組成解析を行うことにより、

膜の緻密化、密着性、欠陥形成に関する基礎的プロセス

条件を得た。特にクラック等の膜の欠陥形成に関しては、

溶射原料粉の粒子サイズの影響が大きく、粒子サイズを

小さくすることにより顕微鏡観察では欠陥がほとんど見

られない良質の膜が得られることが分かった。 
 ほう素－炭素－窒素系物質の結晶構造、形態と耐食性

との相関関係を明らかにするためには、種々の形態の高

硬度相を得る必要がある。そのための原料物質となる結

晶性の異なったグラファイト類似構造を有するほう素－

炭素－窒素化合物の合成を試み、グラファイトと六方晶

窒化ほう素を原料に用いて、昇華を防ぐため高圧下でこ

れを溶融、再結晶化する手法（高圧溶融法）により、高

結晶性のほう素－炭素－窒素層状化合物を得ることが出

来た。従来同様化合物の合成法として用いられてきた

CVD（化学蒸着）法では、結晶サイズ10nm オーダーで、

結晶構造が乱れた試料しか得られなかったが、本方法で

は光学顕微鏡、電子顕微鏡観察で100μm 以上の大きさ

の単結晶が得られることが分かった。さらにこれを高圧

処理することにより、従来得られている高圧相とは結晶

構造の異なった高硬度相が得られることが分かった。 
 

［研 究 題 目     ］分散型電池電力貯蔵技術開発 

［研究代表者］栄部比夏里（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］小林 弘典、蔭山 博之、齋藤唯理亜、

田渕 光春、境  哲男、竹内 友成、

高野 清南、齋藤 喜康、根岸  明、

加藤  健、野崎  健、秋葉 悦男、

早水紀久子、秋本 順二 

［研 究 内 容     ］ 
［材料及び電池寿命に関する研究］ 低コスト化･高安全

性・高性能化を目指した新規電池材料として鉄含有

Li2MnO3正極材料、スズ系合金負極、高強度のドライポ

リマー電解質、(Li、La)TiO3系無機系固体電解質の創製

と電池における評価を行い、特に過放電によるポリマー
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電池の劣化メカニズムを解明した。また電池素材の評価

法として電場印加型磁場勾配 NMR（核磁気共鳴）法に

ついて、電池の劣化機構と安全性の評価法として中性子

線回折法と磁気測定について検討を行い、電池材料の微

小な特性変化についても鋭敏に検知できることを見出し

た。 
［安全性・信頼性評価］ これまで実施してきたリチウ

ム二次電池の安全性や信頼性のシミュレーションによる

評価技術に関して、劣化電池のインピーダンス測定や各

種電池の発熱量測定などの補足実験を行い、正極劣化が

劣化電池のインピーダンス増加の原因になっていること

やニッケル水素電池など競合技術に対するリチウムイオ

ン電池の発熱挙動に関する優位性などを明らかにした。 
［高分子系リチウム電池用材料の評価技術の研究］ 高

分子電解質中のリチウムイオンとアニオンの自己拡散現

象解析から高分子構造とイオン伝導度との関連を明らか

にし、イオン伝導効率の高い高分子電解質作成の指針を

得るための評価法を確立した。 
［正極材料酸化物の単結晶による構造・物性評価］ 正

極材料として実用化されているリチウムコバルト酸化物、

スピネル型リチウムマンガン酸化物などについて、単結

晶を合成し、単結晶 X 線回折法による結晶構造の精密解

析、電気抵抗率測定による物性の異方性について定量的

な解析に成功した。 
 

［研 究 題 目     ］燃料電池発電技術開発 

［研究代表者］横川 晴美（電力エネルギー研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC）の実用化を目指した

プロジェクトを支援するために、高性能で耐久性の高い

MCFC 用材料の研究開発として、長寿命化が期待される

電解質組成の融点、導電率などの基礎物性データを収集

し任意組成での物性値の推定式を示すと共に電解質保持

材料の劣化挙動について検討した。また MCFC の燃料

となるメタンを効率よく輸送貯蔵できるメタンハイドレ

ートの生成、メタンへの放出挙動についての研究を行っ

た。 
 固体酸化物形燃料電池（SOFC）については、適用性

拡大、早期実用化促進のために必要とされる低コスト化、

起動特性の改善、燃料多様化、小型高効率化、規格・標

準化に関する研究の中で重点的に次の研究を行った。起

動特性が大幅に改善されると期待される金属基体管を用

いた低温用セルの試作を行い高性能化のための材料の検

討を行った。規格・標準化についてはエネルギー効率を

0.1％レベルの正確度で導出するため必要とされる要検

討項目を抽出し特に流量測定誤差の改善について検討を

行った。また、動特性解析手法の検討を行った。燃料直

接導入・直接酸化を可能にするために必要とされる酸素

供給能力の高いテストセルの試作を行い、金属材料の燃

料極雰囲気下での耐久性を酸化挙動・導電特性の観点よ

り検討した。更に、低温作動・単室型による炭化水素系

燃料の検討、電解質の耐久性、LCA 手法による燃料電池

システムの検討なども合わせて行った。 
 

［研 究 題 目     ］超電導発電機基盤技術研究開発 

［研究代表者］幸坂  紳（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］淵野修一郎、海保 勝之、野村 晴彦、

石井  格、樋口  登、新井 和昭、

立石  裕、山口  浩、名取 尚武、

古瀬 充穂、田中 秀樹、津川 一仁 

［研 究 内 容     ］ 
 超電導発電機開発プロジェクトにおける、70MVA 級

モデル機の開発および長時間運転研究により超電導発電

機の高度の信頼性は確認されたものの、経済性、大容量

化に関する研究課題が残されている。これらの課題解決

には超電導発電機の設計基準の最適化および大容量化の

ための基盤技術の開発が必要である。このため発電機の

回転子の主要部分である超電導界磁巻線の高密度化、大

容量化を目指した研究開発を行っている。 
 今年度は、超電導発電機の高密度化に必要な界磁巻線

の安定性試験、大容量化を達成するために必要な試験装

置の開発を行った。 
 界磁巻線の安定性試験においては高電流密度領域（高

負荷率）での安定性試験を行い、液体ヘリウムに浸漬し

た状態で、試料を回転した状態と静止した状態での性能

比較を行った。試験に用いた試料は界磁巻線の一部を模

擬した1ターン巻線であるが、冷媒の回転に伴う熱伝達特

性の影響を試験することができた。この結果臨界電流の

約1/2の電流を流した場合においても回転により熱伝達

特性が改善され、より多くの熱擾乱に対し安定なことが

確認された。本成果により、静止場での安定性が確保さ

れていれば、回転場においては、より大きな熱擾乱に対

して安定なことが実証された。今回は試験導体が素線1

本であったため、今後、さらにこれら素線を撚り合わせ

た実導体に近い試料での試験が必要である。 
 超電導発電機の大容量化のためには、電流容量の大き

な導体の試験が必要である。このため既設の超電導マグ

ネット（3T の磁界が発生可能）と組み合わせ、より電流

値が大きい導体の試験が可能となるよう試験設備の開発

を行った。さらに大容量化に伴う安定性の問題点を理論

的に検討を進めた。大容量導体においては素線の径が大

きくなるため、変動磁界に対する安定性が不利になる傾

向があることが解った。 
 超電導導体の安定性監視法として超音波を計測して、

超電導導体から出る電圧信号と比較し、超電導巻線内で

生じている機械的な動きなどを推定することを行ってい

る。この結果電流の変化過程で発生する超音波信号を積

分することにより得られた信号は、超電導体内で生じて

いる交流損失と、良い対応が得られた。超音波監視法の

新しい可能性を明らかとした。 
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［研 究 題 目     ］交流超電導電力機器基盤技術研究開発 

［研究代表者］幸坂  紳（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］淵野修一郎、海保 勝之、我妻  洸、

梅田 政一、樋口  登、新井 和昭、

岡野  真、近藤 潤次、古瀬 充穂、

山口  浩、山崎 裕文、馬渡 康徳、

カテリン・デベロス、小原 春彦、 
中川 愛彦、澤  彰仁、熊谷 俊弥、

真部 高明、山口  巌、相馬  貢、

水田  進、加藤 英幸、奈良 広一、

山田 修史、竹歳 尚之、馬場 哲也 

［研 究 内 容     ］ 
 共振切り換え型限流器の中核をなす交流リアクトルの

研究開発のため、Bi2223銀シーステープ線材の基礎特性

（超電導特性、機械的特性、交流損失等）を明らかにし

て空心交流マグネットの設計・製作を行った。 
 超電導送電ケーブルの冷却特性を解明するため、縮経

（実ケーブルの1/10）、全長100ｍの2重管（冷却長200m）

を製作し、初期冷却特性、定常温度分布等の冷却特性を

測定した。 
 PLD 法大面積超電導膜作製装置を用いて2インチ径ま

でのサファイア基板上に YBCO 成膜を行い、臨界電流密

度 Jc～1.2MA/cm2で均質な膜を得、また、マイクロクラ

ックの生成する臨界膜厚が向上することを見出した。大

面積超電導膜の Jc を誘導的に測定する方法に関して理

論解析を行い、第3高調波誘導電圧の発生機構を解明する

とともに、Jc の温度・磁界依存性の測定から、この方法

が磁界中でも有効であることを初めて実証した。 
 マイクロクラックフリーで双晶界面がある程度一方向

に揃った YBCO 薄膜を作製し、その輸送特性の異方性が

小さいことを確認した。 
 バルクピンのない超電導ストリップの磁化特性につい

て理論解析を行い、スリットを入れることで磁化曲線が

大きく変化することを示した。 
 Y 系大面積超電導膜の作製と評価技術に関して、5cm
径の格子整合基板（LaAlO3）および CeO2中間層つきサ

ファイア基板上へ塗布熱分解法により製膜したY系膜に

おいて、誘導法による Jc 評価で膜のほぼ全域にわたって、

Jc＞2MA/cm2および Jc＞1MA/cm2をそれぞれ達成した。 
 変位検出装置および温度設定制御装置の導入・整備を

行い、精密熱膨張計測技術の開発を行った。また限流素

子用超電導薄膜の熱特性の評価技術の調査を行い、熱反

射法が有効な測定法の一つであることを確認した。 
 
［研 究 題 目     ］フライホイール電力貯蔵用高温超電導磁

気軸受技術研究開発 
［研究代表者］西郷 宗玄（スマートストラクチャー研

究センター） 
［研究担当者］菊島 義弘、藤田 和宏、永井  功 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、超電導軸受の低剛性を補償する制御型軸受

の制御手法に関する軸受高性能化研究とフライホイール

用 CFRP 材のクリープ評価に関する研究からなる。 
(1) 超電導軸受高性能化 

 フレキシブル結合されたフライホイール（FW）を

持つ中空回転軸システムは、制御帯域にジャイロ効果

が顕著なFW振動の共振点を含むため従来の磁気軸受

制御法では制御が困難でスピルオーバを起こしやすい。

そこで、スピルオーバの解消を目指す PID 包含 LQ 制

御法の検討に着手した。また、フィードフォワード制

御のためスピルオーバが生じない波動制御について、

剛体とばね要素でモデル化できるシステムおよび梁要

素への適用可能性の検討を行った。さらに、非常時の

保護軸受の負担を軽くする非線形制御と地震対策のフ

ィードフォワード制御についても制御アルゴリズムの

検討に着手するとともに、超電導軸受と制御型軸受で

支持される回転体を持つ軸受試験装置を製作した。 

(2) 軸受関連部材のクリープ特性評価 

 真空中における CFRP のクリープ特性の評価と特

性改善に資するために、繊維－マトリックス界面の劣

化機構の解明を目的として、昨年度作製したクリープ

試験機を用いて、静的引っ張り試験と24h 程度の短時

間クリープ試験を行った。複合材料試料には PAN 系

の高弾性率糸6000本の束をエポキシ樹脂で固めたもの

を用い、本複合材料試料をアルミタブに接着剤で固定

したものを試験片とした。静的引っ張り試験の破断荷

重の平均値は60.4kgf（試験数27本）であった。一方、

大気中クリープ試験の結果では、63.74kgf では3本の

試験中3本とも1h 程度までに破断したが、61.74kfg で

は3本中2本が24h 以内に破断しなかった。これは静的

な引張試験の平均の破断荷重よりも大きな値であり、

引張試験に改善の余地があることを示唆しているが、

現象だけ見れば24h 程度であれば、現行の引張試験と

同程度の強度を有していると言える。 

 

［研 究 題 目     ］超電導応用基盤技術研究開発 

［研究代表者］赤穗 博司（エレクトロニクス研究部門） 
［研究担当者］ 
(1) 先端接合および局所構造の研究 

赤穗 博司1、3、大柳 宏之2、遠藤 和弘1、 

酒井 滋樹1、佐藤  弘3、岡  邦彦1、 

松畑 洋文1、相浦 義弘1、伊藤 利充3（エレクト

ロニクス研究部門1、光技術研究部門2、強相関電子

技術研究センター3） 

(2) 超電導材料の熱物性及び力学物性計測技術開発 

加藤 英幸、山田 修史、奈良 広一、馬場 哲也

（計測標準研究部門） 

(3) 超電導材料の合成プロセスの研究 

山東 睦夫、村山 宣光、村瀬 嘉夫、加藤 一実
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（セラミックス研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
(1) 先端接合および局所構造の研究 

 先端接合の研究では、YBaCuO 積層型ジョセフソン

接合のバリア層として表面改質層を検討し、その形成

過程を in-situ の RHEED で観察した。その結果、Ar
プラズマ処理により、非晶質層が表面に形成され、そ

の後の真空中での熱処理により、再結晶化することが

分かった。また、CeO2層間絶縁膜を用いた YBaCuO
ビア構造を作製した結果、ビアの上部および下部

YBaCuO ブリッジとも超電導特性の優れたビアホー

ルの作製に成功した。一方、局所構造の研究では、単

一ドメイン YBaCuO単結晶の局所格子の温度変化を、

偏光依存 X 線吸収分光法により a 軸、b 軸方向で独立

に調べた結果、格子異常の本質が電荷・格子ストライ

プによることを明らかにした。 
(2) 超電導材料の熱物性及び力学物性計測技術開発 

 新規に定常熱流法熱伝導率測定装置を開発・導入し、

また強磁場下熱膨張率・磁歪測定装置の基本システム

を開発・試験した。他の熱拡散率・比熱容量・音速測

定装置に関してはソフトあるいはハードの改良を進め、

また熱膨張率測定装置では Gd 系バルク超電導材料の

評価を行った。 
(3) 電導材料の合成プロセスの研究 

 トリフルオロアセテート（Trifluoroacetate、TFA）

を用いた有機金属熱分解法 （Metallorganic decomposition、
MOD）による YBCO 超電導膜の形成過程を ex-situ
で赤外分光分析し、仮焼条件の最適化を行った。また、

液相成長法（LPE）線材の微構造観察を行い、成膜時

の高温溶融体の基板への進入状況およびバッファ層の

役割を明らかにした。 
 

［研 究 題 目     ］二酸化炭素回収対応タービンの研究開発 

［研究代表者］壹岐 典彦（エネルギー利用研究部門） 
［研究担当者］赤井  誠、袖岡  賢、岩下 哲雄、

近藤 康彦、重松 一典、兼松  渉、

栗山 信宏、横川 清志、村田 晃伸、

榎  浩利 
［研 究 内 容     ］ 
 地球環境問題の深刻化に伴い、発電部門で生じる環境

影響物質への対策が不可欠となっている。このため、よ

り高効率な発電システムの開発が望まれており、タービ

ン入口温度1500℃以上とするガスタービン技術を開発す

る必要がある。その実用化のために、システムのクロー

ズド化、高温・高圧に耐える構成要素が不可欠であるた

め、これらに係わる技術の研究開発を行い、基盤技術を

確立することが本研究の目的である。具体的には、二酸

化炭素回収対応クローズド型タービンシステムについて、

必要となるシステム解析、燃焼制御、タービン用高温材

料、超高温材料、遮熱コーティング、これらの解析・評

価等に係わる技術について、研究開発を推進している。

平成13年度は主に、水蒸気循環型タービンシステムの燃

焼制御技術、遮熱コーティング技術、タービン構成材料・

超高温材料、エネルギー・環境分析モデルについて研究

開発を行い、ガスタービン要素技術について水蒸気雰囲

気下・高温高圧雰囲気下に着目した様々な研究成果（排

気ガス成分、遮熱コーティングの劣化、コーティング部

材の機械特性、超高真空走査トンネル顕微鏡観察、炭素

繊維／炭素マトリックス複合材料の機械的性質・電気抵

抗変化、長繊維強化セラミックス基複合材料の破壊機構

等）をあげた。さらに、水素吸蔵合金の準安定な状態で

の水素吸蔵・放出現象、しみ出し冷却方式など新しい技

術の芽が生まれた。また、エネルギー・環境分析モデル

に関連して、これまでの成果を発展させて、次のテーマ

の提案につながる様々な成果を得た。 
 
［研 究 題 目     ］離島用風力発電システム技術開発 

［研究代表者］松宮  煇（エネルギー利用研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
(1) フィールド試験 

 山岳性強風地帯（鈴鹿山系野登山）において

WINDMEL-III風車（ロータ直径15m、最大出力20kW）

のフィールド試験を実施し、運転特性・機械強度等の

運転データを取得した。ピッチ制御の制御パラメータ

の適正値を取得した。しかし、特異な強風下では移設

前のつくばにおける運転では見られなかった振動現象

を観測したため、引き続き改良・試験運転を行う。 
(2) 風計測と予測モデル 

 日本の複雑な地形に起因する乱れを多く含む複雑風

況特性を把握するため、強風地帯で知られる筑波山風

返峠および三重県亀山市野登山風車試験サイトで、超

音波風速計による高速計測を実施した。これらのデー

タは IEA 風力データベースに提供し、また、IEC 風力

標準の風モデルと比較検討した。同時に、実地形（筑

波山付近）上の大気乱流のシミュレーションモデルを

開発した。和歌山県串本町にドップラー・ソーダを設

置し、NEDO と共同で上層風データを取得した。旧資

環研で開発したメソスケール気象モデルについて年間

にわたる積分が可能なように改良した。今後、モデル

と串本でのデータの比較検討を行う。2次元の山岳を含

む山岳地形上の中立成層の風と乱流について3次元の

LES モデルを開発し、風洞実験と比較した。結果は1

次量についてはほぼ実験と一致した。 
(3) 高性能翼型の開発と風洞試験および CFD 技術 
 新たに開発した風車用翼型 MEL081は、風洞実験の

結果、低レイノルズ数において高性能を発揮すること

が明らかとなった。レイノルズ数 Re=100,000におい

てもバーストが発生しない、世界的に初めて達成され

た、優れた翼型であることが実証された。旧機械研時

代から継続的に取得した風車用新翼型の風洞試験デー
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タを RIO-DB に掲載した。また、計算流体力学（CFD）

による翼型、風車のシミュレーション技術を開発した。 
(4) その他 

 小型風車の特性試験、空力弾性ロータのフィールド

試験を開始した。また、経済産業省・日本電機工業会

が進める風力標準の策定に協力し、北海道等における

実風車の性能計測・騒音計測およびデータ解析を行っ

た。さらに、国際標準会議の IEC/TC88委員会に参画

し、風力国際規格の策定を行った。IEA 国際風力共同

研究では、2001年10月に日本で執行委員会を実施し、

野登山試験サイトへのテクニカルツアーを実施した。 
 

［研 究 題 目     ］地熱探査技術等検証調査 

［研究代表者］石戸 恒雄（地圏資源環境研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 貯留層変動探査法／断裂水理探査法の開発では、

NEDO 事業の解析・評価を行うとともに、貯留層を構成

する断裂系の水理特性を高精度に把握するための坑井水

理試験法、透水率検層法について、先進的な手法である

SA 法（焼き鈍し法）による逆解析法の3次元化、ならび

に音波・NMR（核磁気共鳴）・エレクトロサイスミック

の各検層法についての実用化可能性の評価を行った。 
 貯留層変動探査法／探査ネットワークの開発では、

NEDO 事業の解析・評価を行うとともに、地球物理学の

各モニタリング手法について、重力探査法として、絶対

重力計を用いた基準点評価法の FS、電気・電磁気探査

法として、室内実験による界面動電現象パラメータの体

系的データ取得、磁場変動調査手法の FS、3次元電気探

査法の評価、地震波探査法として、アレイ観測法、散乱

重合法等の評価を進めた。また数学的ポストプロセッサ

ー、ヒストリーマッチング技術等の変動予測技術につい

て、磁場ポストプロセッサーのプロトタイプの評価を行

うとともに、重力・SP 等のポストプロセッサーについ

ては体系的な感度解析を行い、次年度からのシステム統

合化に向けた評価を行った。地質学的なモデリング支援

技術としては、ESR（電子スピン共鳴）年代測定技術の

予備実験等を行った。 
 成果公表では、国際誌8報をはじめ、NEDO との連携

による GRC（米国地熱評議会）での11報（うち5報が産

総研分）の発表等を行い、国際的な成果発信を図った。

また、12月に実施した2日間の集中的な WG 等を通じて、

NEDO フェーズ I のまとめを支援した。 
 
［研 究 題 目     ］熱水用発電プラント等技術開発 

［研究代表者］山口  勉（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］真田 徳雄、剱持  潔、岩下 哲雄、

他18名 
［研 究 内 容     ］ 
 高温岩体発電システムの研究開発では、これまでの現

場試験・調査結果を基に浅部及び深部貯留層の数値モデ

ルを作成し、及び両者を連結したモデルを作成し、肘折

長期循環試験の数値シミュレーションを行い、肘折現場

実験の実験結果を説明することができた。またトレーサ

ー試験を定期的に実施し、循環試験の進捗につれ、トレ

ーサー出現やピークの位置、トレーサー回収率など貯留

層の状況を示す数値が長期的に変化することを明らかに

する等の成果を得た。 
 深部地熱資源採取技術の研究開発では、PDC 刃先ビッ

トの再利用がビット性能に及ぼす影響などを検討し、再

利用によってビット性能を向上させることができる見通

しを得ることができた。また、き裂内流動抵抗およびき

裂進展時の岩盤の挙動を把握するためのシミュレーショ

ンモデルの検討を行った結果、き裂開口変位計測結果と

シミュレーション結果はほぼ一致すること、及び複数の

岩種において水圧破砕造成き裂のき裂開口幅と注水圧力

には3乗則が成立していることを確認する等の成果を得

た。一方、大深度地熱井を長期にわたって安定して維持

することを目的として、大深度化に伴って発生する坑井

近傍のき裂や破壊の発生条件を定量的に評価するための

応力解析プログラムを作成した。 
 深部地熱用金属材料の研究開発においては、高温腐食

環境における金属材料の損傷評価法を確立することを目

的として、高温腐食環境における応力腐食割れを観測し、

割れ形態の分類・解析により割れ進展モデルを作成した。

また陰イオン吸着金属表面に対して、金属表面平坦化な

らびに割れ起点解析を行い割れ起点補修プロセスを設計

するとともに高温酸性流体に対して流動解析・熱力学解

析を行い、温度変化を伴って流動する流体の腐食性状評

価法を提案する等の成果を得た。 
 深部地熱用高分子材料の解析・評価に関しては、地熱

発電用パイプラインが高熱、摩擦、磨耗、化学的腐食環

境等に晒されることを考慮し、既存の金属、コンクリー

トでは複合劣化による材料強度の低下およびスケール

（石灰石状の汚泥）が生じ、安全性を確保するためには

短期間の維持管理が必要となることから、二重殻構造パ

イプの内圧と熱負荷を同時に受ける場合の熱負荷特性を

解析し、疲労特性および耐久性を明らかにした。また、

化学的スケール付着を防ぐために FRP パイプの表面上

に耐剥離性のある撥水性プラズマポリマー薄膜について

熱水条件下での使用の可能性を検討するとともに、スケ

ールを除去するために伸縮ブラシ型のスマートストラク

チャーを考案する等の成果を得た。 
 炭素繊維強化炭素室マトリックス複合材料の創製と耐

地熱環境評価に関しては、木造家屋の外壁材や杭の地中

に埋める部分を焼いて耐久性を高める手法を活かして炭

素繊維強化炭素質マトリックス複合材料を作製し、得ら

れた炭素繊維強化炭素質マトリックス複合材料の材料力

学的性質および酸性雰囲気中での腐食性を調査した。そ

の結果、引張および曲げ試験では、マトリックスが原料

樹脂の状態に比べておよそ80％の強度低下を示すが、炭
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素質化マトリックス材料は、樹脂マトリックスよりもは

るかに高い耐地熱環境性を有することを実験的に確かめ

る等の成果を得た。 
 
［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

［研究代表者］大和田野芳郎（電力エネルギー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 太陽光発電は、炭酸ガスをほとんど排出しないクリー

ンな新エネルギー源として、2010年の導入目標達成とそ

の後の大量導入を目指し、一層の効率向上、価格低減の

ための技術開発が進められている。産総研委託費「太陽

光発電技術研究開発」では、新エネルギー・産業技術開

発機構（NEDO）の進める「太陽光発電技術研究開発事

業」と強い関連の下、同事業を支援する基盤的、先進的

な研究を進めている。 
 本テーマの内、太陽電池の開発に関連する項目では、

結晶シリコン、結晶化合物系、など従来の結晶系太陽電

池の高性能化と薄膜化を目指すものから、大面積を低価

格で製造できる薄膜シリコン系や薄膜化合物系の太陽電

池、更に革新的な色素増感型太陽電池の研究へと研究が

進展しており、これを支える基盤的な要素研究も随時行

われている。また、太陽光発電システムや信頼性、リサ

イクルに関する研究も実施しており、太陽光発電の大量

導入に向けて重要性を増してきている。平成13年度の研

究項目は、産総研設立前、NEDO 事業開始前に計画され

たものであるが、平成14年度以降、NEDO 事業の進展と

技術の新しい展開などに合わせて、研究項目の再編成を

行いつつある。 
 平成13年度の成果としては、大面積低価格化が容易な

薄膜微結晶シリコン太陽電池の低温試作において9.4％

と高い効率を確認した、高効率薄膜太陽電池の最有力候

補である CIS 化合物大量電池において15％以上の高効

率を達成したことが大きな成果として挙げられる。 
 
［研 究 題 目     ］発電設備診断システムの研究開発 

［研究代表者］大津 展之（フェロー） 
［研究担当者］橋田 浩一、樋口 哲也、森  雅彦、 

坂上 勝彦、速水  悟、麻生 英樹、他 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究開発の目標は、実世界の情報をそのまま柔軟に

処理する次世代情報処理基盤技術の開発を目指したリア

ルワールドコンピューティング（RWC）プロジェクトの

一環として、研究開発される各種実世界知能システム、

および並列計算システムの解析・評価を行うとともに、

これらの研究開発を支援し質的な向上を図るための共通

基盤となる技術の研究開発を行うことである。 
 最終年度となる H13年度は、これまでの成果の最終評

価と、最終成果発表に向けてデモシステムの構築を行っ

た。ベイジアンネットに基づく学習・推論ソフトウェア

ツール（BAYONET）や遺伝子情報処理関連ソフトウェ

アの開発・整備、マルチモーダル共通フォーマット、そ

れに基づくインタラクティブな対話システムや情報提示

システム、適応ビジョンシステム、事情通ロボットの研

究開発を行った。新しい適応デバイスの研究開発として、

GA をベースとした「進化ハードウェア」の研究開発、

その応用としての進化型移動ロボットや筋電制御義手、

出版用データ圧縮方式等の研究開発、さらに光ニューラ

ルネットワークシステムの研究開発など、多くの顕著な

成果が得られた。「出版用データ圧縮方式」や「マルチモ

ーダル共通フォーマット」の成果は、基盤技術として ISO
国際標準化されつつある。 
 

－中小企業支援型共同研究開発－ 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

光学定数決定のための絶対反射率・透過

率計測技術に関する研究 

［研究代表者］川手 悦男（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］柴田  肇、柏谷  聡 

［研 究 内 容     ］ 
 光学測定における重要なテーマは、試料の光学定数を

決定することである。このために、本研究では、透明試

料の絶対透過率と絶対反射率を同時に測定できる光学系

を開発して、この2つの測定値から光学定数（屈折率と消

衰係数）に関する連立方程式を解いて、光学定数を決定

することを目的としている。この光学系を『対称 X 型光

学系』と呼ぶことにする。開発する光学系は、市販の分

散型紫外・可視分光光度計やフーリエ変換型赤外分光光

度計の試料室に挿入して使用できるようにする。 
 従来の反射率と透過率測定では、別々の光学系を用い

ていた。さらに、絶対反射率測定法（V-N 法、V-W 法、

ゴニオメータ法）では高精度な測定は困難であった。『対

称 X 型光学系』では、途中で『光学系の差し替え』や、

『試料の脱着』がないために、絶対値の測定精度が±

0.4％以内に向上し、測定時間も1/5程度にできた。さら

に市販の分光光度計中でこの光学系を挿入して測定する

と、1つの試料について、『表面と裏面入射の2つの透過

率』と『表面と裏面入射の2つの反射率』が得られる。透

過率に関しては両者の一致は良く、一致が悪い時には、

試料か測定方法に問題があることが分かり、『対称 X 型

光学系』は測定に関する『自己診断機能』を備えている

ことが分かった。一方、反射率に関しては、本文中で詳

しく述べるが、両者の一致は悪かった。しかし、この2

つの反射率から幾何平均反射率を計算すると、文献値か

ら得られる反射率との一致は非常に良く、上記の測定精

度を達成できた。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

ヘテロダイン干渉による高感度フーリエ

分光技術の研究 
［研究代表者］松本 弘一（計測標準研究部門） 
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［研究担当者］平井亜紀子、藤間 一郎（計測標準研究

部門）、金高 健二、西井 準治（光技術

研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 一次元回折格子を高精度移動ステージで走査すること

によって、近赤外光領域でヘテロダイン干渉による高感

度スペクトル測定を実現した。0.8～1.3μm の領域で、

検出器上で約660nW の微弱光を分光し、約400Hz のヘテ

ロダイン周波数で、無変調の場合と比べ、信号対雑音比

を約210倍改善した。また、従来は回折光の波長依存性を

なくすための球面鏡を光路差走査に使用していたが、波

数分解能を上げるために光路差走査量を増やすと光路差

誤差となっていた。それを解消するため、放物面鏡、ま

たは焦点距離の長い球面鏡で回折光を平行光にして、平

面鏡で反射させた。平面鏡の移動で光路差走査を行い、

光路差誤差の発生を防ぎ、25.9cm-1の波数分解能を達成

した。これは従来手法と同程度の分解能であるが、現有

の走査機構の最大光路差で制限されているものであり、

最大光路差を増すことによって、さらなる高分解能化が

可能である。 
 また、長時間の安定変調を目指し、円形の反射型回折

格子の作製技術を開発した。また、測定波長領域に対し

て最適な周期や溝深さを理論的に求めた。最終的には、

直径33mm～44mm のドーナツ形状で、内周での周期が3

μm、外周での周期が4μm の放射状の回折格子を作製

できた。 
 赤外線領域でも、移動回折格子によるヘテロダイン変

調フーリエ変換赤外分光器の開発及び評価を行った。本

研究で開発した分光器には駆動部分が回折格子と可動鏡

の2箇所存在する。信号対雑音比の高い赤外分光を実現す

るためには、それらの低振動で安定した駆動が必要であ

る。He-Ne イオンレーザ（3.39μm）を用いて駆動機構

による振動を調べた。その結果、リニアモータステージ

を用いて回折格子を駆動させたときに最も振動が抑制さ

れ、グローバ灯による赤外白色光の分光に成功した。ま

た、広範囲な赤外スペクトルを得るためには、回折効率

が波長に依存しない回折格子が望ましい。回折効率の波

長依存性は回折格子の周期と深さの比に大きく依存する。

そこで、シリコンの異方性エッチング技術を利用した三

角波型の深い回折格子と台形型の浅い回折格子とを比較

した。その結果、台形型の浅い回折格子を使った場合に

ブロードなスペクトルが得られた。 
 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 
メゾテクノロジーによる高精度薄膜付着

力計測技術の開発研究 

［研究代表者］中山 景次（メゾテクノロジー連携研究

体） 
［研究担当者］初鹿野寛一 
［研 究 内 容     ］ 

 薄膜剥離に伴う荷電粒子検出による高精度薄膜付着力

計測技術の開発を行った。この計測技術開発をマイクロ

インデンテーション法とスクラッチ法の二種類の薄膜剥

離法に適用した。 
 マイクロインデンテーション法においては、まず、荷

電粒子計測システム、押込み荷重計測システム、圧子変

位計測システムの三者からなるトータル計測システムを

設計・構築した。荷電粒子信号は荷電粒子計測システム

で増幅、積算した後、AD 変換し、コンピュータ処理し

た。ルビー圧子及びダイヤモンド圧子と荷電粒子検出器

とが一体となった各数種類のプローブ圧子を設計・製作

した。これらの圧子を石英基板に100nm 膜厚で蒸着した

Al2O3や Si3N4薄膜に傾斜角30度にて斜めに押し込み、薄

膜の剥離に伴って発生する荷電粒子放出強度、圧子の押

し込み変位、押し込み荷重を大気中にて同時計測し、荷

電粒子放出強度―圧子変位変位曲線、押し込み荷重―圧

子変位曲線の図示化を行い、荷電粒子放出のバースト的

な発生時をもって薄膜剥離時とした。この時の押込み荷

重より薄膜の付着力を計測可能とした。 
 一方、スクラッチ法においては、荷電粒子計測システ

ム、垂直荷重計測システム、摩擦力計測システム、スク

ラッチ距離計測システムからなるトータルシステムを構

築した。荷電粒子放出強度―スクラッチ変位曲線、AE-
スクラッチ変位曲線、垂直荷重－変位曲線、摩擦力－変

位曲線の図化を行い、荷電粒子放出のバースト的発生時

をもって薄膜剥離時とし、この時の垂直荷重より付着力

を計測した。 
 いずれの方式においても、薄膜剥離に伴う荷電粒子放

出のバースト的な放出を検出し、計測は成功した。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

低電力消費型フラットパネルの省エネル

ギー製造プロセスに関する研究 

［研究代表者］竹内 友成（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］玉利 信幸 

［研 究 内 容     ］ 
 高性能透明導電膜作製に有用なスパッタターゲットを

通電焼結法により作製する手法について検討した。まず、

大型焼結体の作製条件の概要を把握するため、酸化イン

ジウムと酸化錫の混合粉末を用いて直径10cm の焼結体

の作製を試みた。その結果、昇温速度16℃/min、焼結温

度1000℃、保持時間30分で相対密度90％以上の焼結体が

得られた。これを用いてスパッタ法で作製した薄膜は X
線回折パターンから錫ドープ酸化インジウムで、その組

成は EDX（エネルギー分散型 X 線分析）から In：Sn=89：
11と分かり、ほぼターゲットの組成（90：10）で成膜し

ていた。薄膜の導電率は室温で4.5×103S/cm で、550nm
における透光性は89％と、従来の報告値（導電率は室温

で約104S/cm、透光性は約90％）に近いものが得られた。

以上から、通電焼結法で作製したターゲットにより従来
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の特性に近い値を持つ ITO 薄膜が得られることが分か

った。 
 次に、酸化インジウム錫固溶体粉末を用いて同様に焼

結体を作製したところ、同様に1000℃の焼結で相対密度

90％以上のものが得られた。なお、焼結中の還元雰囲気

で酸化錫が一部分解･析出していたが、これは試料粉末の

上下をアルミナで覆うことにより抑制できた。 
 更にフッ素含有粉末については、量産性等を考慮して、

酸化インジウム錫粉末をフッ酸と反応させて乾燥させる

ことにより調製した。乾燥粉末を300℃で熱処理したもの

を原料粉末とし、通電焼結したところ、1100℃の焼結で

InOF を含有する ITO ターゲットが作製できた。これを

ターゲットとして用い、スパッタ法により成膜すると、

膜の表面凹凸が従来のターゲットの薄膜に比べ1/4とな

った平坦性の向上した薄膜が得られた。凹凸値及び透光

性は有機 EL に要求される基準をクリアーしており、今

後、フッ素量を調整することにより、導電率の向上が図

られれば、有用な透明導電膜となりうると期待される。 
 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 
酸化物熱電材料の製造プロセス技術に関

する研究 

［研究代表者］松原 一郎（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］舟橋 良次、鹿野 昌弘 
［研 究 内 容     ］ 
 廃熱の有効利用のための熱電発電素子への応用が期待

されている Na-Co-O および Ca-Co-O を対象に、加圧軸

と通電方向が垂直である新しいタイプの放電プラズマ焼

結（SPS）法により多結晶バルク体を作製し熱電特性を

評価した。加圧軸と通電軸が平行である従来型の SPS 法

でも同様の試料を作製し比較した結果、新しいタイプの

SPS 法は、多結晶体を構成する結晶粒の配向化に有効で

あった。対象とする物質は層状構造を持ち、電気的特性

に大きな異方性があるため、上記結晶粒配向化は多結晶

バルク体の低抵抗化を実現した。電気抵抗率と共に熱電

特性を決定する物性である熱起電力および熱伝導率につ

いては、焼結法による差はほとんどなく、その結果新し

いタイプの SPS 法が多結晶バルク体の熱電特性の向上

に有効であることが明らかとなった。 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

メンテナンスが容易なナノスケール表面

処理した樹脂製義歯の開発 

［研究代表者］穂積  篤（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］横川 善之 

［研 究 内 容     ］ 
 アクリル基板の表面形状と表面エネルギーを同時に制

御することにより、汚れの着きにくいメンテナンスが容

易な樹脂製義歯の開発を実施した。アクリル基板を作製

する際に、種々の石膏型を利用することにより、表面に

凸凹を導入した。その後、波長172nm の真空紫外（VUV：

Vacuum Ultraviolet）光を照射することにより、不活性

なアクリル基板表面を親水化した。この表面に、化学気

相反応（CVD：Chemical Vapor Deposition）法により、

有機シラン化合物を化学吸着させた後、再度、VUV 光

を照射したところ、有機シラン分子吸着膜は光化学的に

酸化シリコン薄膜に変換されたことが、X 線光電子分光

法（XPS：X-ray photoelectron spectroscopy）により明

らかとなった。また、透過型電子顕微鏡（TEM：

Transmission Electron Microscope）観察により、得ら

れた薄膜の膜厚は約3ナノメートルであることが分かっ

た。さらに、この酸化シリコン超薄膜表面を、フッ素系

有機シランで処理することにより、アクリル基板のはっ

水性及び微小荷重領域における耐摩耗性が著しく向上す

ることが明らかになった。 

 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 
DNA 合成酵素の構造解析と阻害物質等

の分子設計による生体適合材料の開発 

［研究代表者］田中真奈実（ブラディオン連携研究体） 

［研 究 内 容     ］ 
 可溶性組み換え蛋白質を遺伝子組み替え技術により大

量合成する系の確立およびその蛋白質を用いた特異的抗

体作成を試みた。また、少量ながらも得られた蛋白質を

用いて抗体作成を開始した。 
 単純ガラスの欠点を、酸化アルミニウム、産総研開発

物質であるゼオライト、さらに酸化ジルコニウムにより

克服し、これにリンカーなしのオリゴ DNA 配列を共有

結合で直接結合させることで、DNA・アミノ酸担持用基

板材料を開発し、スライドガラス使用の短所を克服した。 
 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 微量ホルモンの検出技術と商品開発に関

する研究 
［研究代表者］斉田  要（分子細胞工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 脳腸管ペプチドホルモン VIC（特許実施中）と血管収

縮ペプチド ET-1は、そのアミノ酸配列とペプチド構造

が非常に似ている。そのために、個々の機能を解明し、

それらの応用を計るためには、両者を識別して検出する

ことが不可欠である。そのためにまず、両者の遺伝子配

列を元に、両者の発現量の検出系を作成した。つまり相

互に特異的なプライマーとプローブのセットを作成し、

これらを用いて PCR 反応を行い、リアルタイムで両者

の遺伝子の発現量の多少や変動を定量的に算出し、迅

速・簡便で高感度な遺伝子レベルでの検出方法を開発し

た。この技術を商品化するために遺伝子発現定量キット

を作成した（特許を申請中）。さらに中小企業と共同で、

ペプチド VIC に対する特異的な、即ち ET-1と識別可能

な、抗体を開発した。この抗体を用いてペプチドレベル

での検出／識別方法（検出キット）を開発し、実用化の
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ための特許申請を準備中である。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 分子集合標識型マルチカラー磁気ビーズ

テクノロジー 
［研究代表者］町田 雅之（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］高野 幹夫、板倉 光夫、高濱 洋介 

［研 究 内 容     ］ 
 トナー等の作製技術を利用した懸濁重合により、種々

の粒径の超常磁性磁気ビーズを作製した。水溶液系での

取扱いには、酸化鉄含量が7％で粒径が10－30μm の磁

気ビーズが最適であった。この磁気ビーズの表面をアミ

ノ基あるいはカルボキシル基で修飾し、DNA の化学的

結合について検討した。アミノ基を高密度に導入した磁

気ビーズを作製し、単位面積当たりで市販磁気ビーズを

凌ぐ高 DNA 結合容量を達成したが、固定化 DNA が酵

素反応に不活性であった。しかし、結合容量が圧倒的に

大きく、界面活性剤や95℃処理でも DNA が遊離しない

ことから、蛍光標識には有望であると考えられた。SNPs
（一塩基多型）検出は、当研究グループによって開発さ

れた一本鎖 DNA への連結反応で行い、小粒径の市販カ

ルボキシル化磁気ビーズで SNPs を検出することに成功

した。そこで、カルボキシル基を高密度に導入した大粒

径磁気ビーズを作製したが、現状では散乱や自家蛍光の

増大、DNA の非特異的吸着により、SNPs は測定誤差範

囲内で検出できなかった。そこで、アミノ化磁気ビーズ

の表面をあらかじめ DNA で覆うことで SNPs 検出用の

DNA の非特異的吸着を防止し、DNA のアミノ基をカル

ボキシル化して検出用 DNA を固定化する方法を考案し

た。これにより、高い結合容量と表面の特異的吸着の減

少のいずれも達成され、この結果から SNPs 検出は可能

であると考えられた。磁気ビーズの蛍光識別にはフロー

サイトメトリー装置が必要であるが、市販の FACS は大

型・高価で操作に熟練を要する。そこで、自動化医療用

検査機器組込用の小型で安価なフローサイトメトリー装

置（FFDS）を開発した。FFDS は光通信用デバイスを

用い、光ファイバーを用いることで多数波長を容易にし、

溶液流路の直近に光源とセンサーを配置した。これによ

り、本研究で開発された大粒径磁気ビーズとの組み合わ

せで、安価な半導体レーザーを用いて十分な検出感度が

得ることに成功した。 
 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 睡眠障害モデル動物開発技術の研究 
［研究代表者］石田直理雄（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］宮崎  歴 

［研 究 内 容     ］ 
 睡眠異常には、睡眠中枢の上位にある体内時計の異常

によるものが存在する。体内時計機構の構成因子のひと

つに Clock 遺伝子産物が知られている。この Clock ミュ

ータントマウスの遺伝的背景を変えることによって、

我々は体温や行動の日周リズムが夜型を示すモデル動物

の開発に成功した（Neuroreport 2001, 12121212:1461-1464）。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 産業廃棄物の有効利用法の開発に関する

研究 
［研究代表者］岡  修一（分子細胞工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 産業廃棄物の有効利用法の開発を目指して、佃煮、煮

豆、そう菜等を製造・販売をしている食品工場の製造ラ

インで排出される排液を収集し、育毛活性物質を探索し

た。その結果、廃液にはヒト毛乳頭細胞の増殖促進活性

の他、FGF-5抑制作用を有することが明らかとなった。

そこで、育毛促進物質の動物レベルでの評価系を構築し、

評価を行った。8週令の C3H/NeN マウスを用い、休止期

から成長期を促進する評価系を作成し、評価した結果、

廃液には本作用が認められた。一方、細胞レベルでの評

価系を用いて FGF-5抑制物質を、FGF-5を構成するペプ

チド中に探索した結果、2種類のペプチドに活性が認めら

れた。そこで、これらのペプチドを陽性コントロールと

して、FGF-5の投与により脱毛するモデルマウスの作成

を行い、評価した。8週令の C3H/NeN マウスを用い、背

部の毛を手で抜毛することによって成長期を誘導させ、

FGF-5を7日間連続で皮下注射することにより脱毛を誘

導することが確認され、FGF-5脱毛モデルマウスを作成

することができた。この系に細胞レベルで活性の認めら

れた2種類のペプチドについて評価した結果、1種類のペ

プチドについては、脱毛の改善効果が認められた。しか

し、他の1種類のペプチド及び廃液については、現在のと

ころ明確な効果は認められず、更に検討を行っている。

次に、廃液10L より活性物質の精製を行った。

DEAE-Toyopearl カ ラ ム ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー 、

CM-Toyopearl カラムクロマトグラフィー等による精製

により、薄層カラムクロマトグラフィーで単一な活性成

分を精製した。現在、NMR（核磁気共鳴）等の機器分析

で構造を解析中である。廃液について、更に、血圧降下

作用、及び血糖降下作用を測定した。その結果、廃液に

は育毛作用以外にも血圧降下作用、及び血糖降下作用を

有する成分が含まれていることが明らかとなり、機能性

食品として有望であることが示めされた。 
 食品工場では、廃液について、殺菌工程、包装形態、

等を検討した。 

 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 超好熱菌遺伝子を利用した耐熱性酵素の

生産技術 
［研究代表者］石田 紘靖（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］小杉 佳次、三石  安、小山 芳典（生

物遺伝子資源研究部門）、安宅 光雄、石
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川 一彦（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容     ］ 
 経済産業省で解読に成功した超好熱古細菌のゲノム情

報から、セルロース分解酵素のエンドグルカナーゼにつ

いて、95℃以上でも安定で熱に強いを酵素を見つけだす

事に成功した。その酵素の機能解析を行い、本酵素が80℃

以上で長時間使用できる超耐熱性繊維加工用酵素として

使用できる事を明らかにした。さらに、枯草菌の1種であ

る Bacillus brevis を使用し、この酵素の組み替えタンパ

ク質の大量生産技術の開発に成功した。生産した酵素を

委託研究先の京都大学に研究試料として提供した。また

本酵素の工業規模生産のための培養条件を検討する共同

研究先の洛東化成工業にエンドグルカナーゼの遺伝子を

含む Bacillus brevis の形質転換体を提供した。また、マ

ルトースフォスフォリラーゼ及びプロリンジペプティダ

ーゼの両酵素を、超好熱古細菌のゲノム情報を利用して、

大腸菌に組み入れて生産させ、その機能解析を行った。

さらに、すでに機能解析をすませていたが、生産性が悪

かった、蛋白質分解酵素であるカルボキシペプチダーゼ

に関しては、そのコドン遺伝子を大腸菌での使用頻度が

高いものに変えてプラスミドに組み入れることにより、

生産量の向上を図り、その大腸菌株を洛東化成工業に提

供した。さらに、Bacillus brevis で、この酵素の組み換

えタンパク質の作成を検討した。 
 

［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 重度難聴者のための骨導超音波補聴シス

テムの実用化に関する研究 
［研究代表者］中川 誠司（ライフエレクトロニクス研

究ラボ） 
［研究担当者］外池 光雄、山口 雅彦 

［研 究 内 容     ］ 
 聴覚健常者、難聴者を対象とし、骨導超音波の心理的・

生理的知覚特性を詳細に調べた。特に、スペクトル変換、

フォルマント強調などの音声信号変換が骨導超音波知覚

に与える影響の評価を行った。その結果、超音波の周波

数が25-30kHz、音声周波数の第一フォルマントが

400-600Hz にある場合が弁別されやすいこと、骨導超音

波のダイナミックレンジが約20dB であることなどを明

らかにすることができた。得られた成果を考慮して、骨

導超音波補聴器の試作を行い、聴覚健常者および難聴者

の骨導超音波知覚の心理学的、生理学的特徴、さらに言

語訓練への効果を観察した。以下のような結果が得られ

た。 
（ⅰ）骨導超音波が最もよく知覚される呈示部位は、乳

様突起上および胸鎖乳突筋である。 

（ⅱ）重度難聴者の半数以上が骨導超音波を知覚可能で

あった。また、語音や純音、音楽で振幅変調した超

音波も、超音波単独の場合と同様の部位で聴取でき

た。重度難聴者の2割程度は骨導超音波によって簡

単な単語を同定できた。 

（ⅲ）骨導超音波のピッチは10-13kHzでほぼ一定であっ

た。また、骨導超音波の周派数の上昇（下降）は必

ずしもピッチの上昇（下降）をもたらさず、ピッチ

が下降（上昇）する場合があった。 
（ⅳ）語音や純音、音楽で振幅変調した超音波も、超音

波単独の場合と同様の部位で聴取できた。変調超音

波を耳介軟骨や耳珠に入力したときには超音波独

特の高周波音は聴取できず、変調音を明瞭に聴取す

ることができた。 

（ⅴ）光トポグラフ（NIRS）による脳機能検査を行っ

た結果、骨導超音波によって活性化される中枢部位

が側頭葉聴覚連合野であることが明らかになった。 

（ⅵ）健聴者及び難聴者の言語知覚能と訓練の関係を検

討した結果、視覚刺激、特に発話者の口唇の動きに関

する情報の有無が弁別を助けることが明らかになった。 

 これらの結果から、重度難聴者の補聴手段としての骨

導超音波補聴器の有用性を確認することができた。また、

実験によって明らかにされた骨導超音波知覚特性は、今

後の骨導超音波補聴システムのさらなる最適化開発に有

効な設計指針を与えるものである。 

 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 ユビキタス触覚センサシステム技術の研

究 
［研究代表者］柴田 崇徳（知能システム研究部門） 

［研究担当者］中田  亨 

［研 究 内 容     ］ 
 人と共存する機械が人と触れ合う時に、その位置、力、

動き（方向）などを機械が知覚するには、様々な面の触

覚センサが必要である。特に柔軟性を有する面触覚セン

サのニーズは高い。既存の面触覚センサは、微小な圧力

の検知が困難であったり、不感点が点在したりする問題

があった。また平坦で硬いものの表面を覆うことを前提

として、形状が限定され、また人が触れたときに硬さを

感じてしまい、不快である。これらの問題を解決するた

めに、従来、研究者が開発したエアバッグ型面触覚セン

サのプロトタイプが存在していた。しかし、エアバック

型では、精度の向上が困難であり、また温度によるドリ

フトの影響があった。 
 本研究では、当初のエアバック型から静電容量型へ変

更し、必要とする機能を満たし、かつ新規性を有するユ

ビキタス触覚センサシステムを開発した。そして、汎用

性を高めるために、高密度化と触覚情報処理機能の一体

化を行い、モジュール構造を有するユビキタス触覚セン

サシステムの研究開発を行った。 
 開発したユビキタス触覚センサシステムをアザラシ型

メンタルコミットロボット Ver.6に実装した。これにつ

いては、特許申請を行った。そして、高齢者向けの介護

老人保健施設において、アザラシ型メンタルコミットロ
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ボットを用いて、ロボット介助活動の実験を6週間にわた

り行った。また、英国国立博物館においてアザラシ型メ

ンタルコミットロボットに対する主観評価実験を約2週

間にわたり行い、耐久性実験として、45日間にわたり10

万人の人々との触れ合いの実験を行った。それぞれ、良

好な結果を得た。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（共同研究型） 

 超高圧水と微生物を利用した地質汚染の

完全浄化法の開発 
［研究代表者］竹内 美緒（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］田口 雄作、丸井 敦尚 

［研 究 内 容     ］ 
 従来法では浄化困難な難透水層汚染を含めた地質汚染

の短期間での浄化を可能にするため、超高圧水による洗

浄工法と微生物による分解を融合させた手法の開発を行

った。 
 基礎実験では、静水圧での超高圧及び超高圧噴射が微

生物に与える影響評価を行った。有機塩素化合物分解能

を持つメタン資化細菌を利用し、破壊された細菌数蛍光

顕微鏡により計数し、細胞の形態を保っていても増殖能

を失う場合を想定し、培養法により増殖能を持つものの

計数も行った。 

 静水圧下では、圧力400MPa で約半数が、500MPa で

は約95％の細胞が破壊された。また400MPa 以上の圧力

ではほとんどが増殖能を失った。TCE 分解活性も

400MPa 以上ではほぼなくなった。実際の地中噴射時に

は固い地質に衝撃する場合、泥水のような柔らかい物質

へ衝突する場合が考えられる。そこで、固体衝突、水中

噴射、気中噴射の3通りの条件で、細菌に対する超高圧噴

射の影響を評価した。細菌の増殖能への影響は、気中噴

射が最も大きく100MPa から一桁以上の細菌数が減少し

た。固体衝突では、200MPa から一桁以上の減少がみら

れ、水中噴射は350MPa で細菌数の減少がみられた。TCE
を分解する水溶性メタン酸化酵素の活性も気中噴射の際

に最も低下した。200MPa では、固い地層への噴射では、

細菌の汚染物質分解能が低下する可能性がある。そこで

実際の地中噴射では、一旦200MPa の圧力で地盤を攪拌

してから40MPa で微生物を噴射するのが良いと考えら

れた。また、40MPa 程度の圧力下では、場合により細菌

の活性増加が生じた。さらなるメカニズムの解明により、

より浄化効率の増加が可能と考えられ、新規特許出願を

行った。 
 現場実証試験は、泥層を対象に行った。100MPa でま

ず地盤を細粒化し、その後汚染物質分解能を持つ細菌を

含む天然地下水を噴射した。噴射水中の細菌の活性は

TCE の分解に十分であり、事前調査により汚染濃度が適

当な地点で実証試験を行ったが、攪拌の結果汚染物質の

不均一分布に起因する高濃度 TCE の流入が生じ、TCE
濃度が微生物の許容濃度を超え、十分な結果は得られな

かった。現場実証試験については早急に再試験を実施す

る予定である。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 モータの直接制御によるレオメータの高

機能化 
［研究代表者］菜嶋 健司（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、セラミックス等の高機能素材開発から、化

粧品、食品、或いは、血液検査等の保健医療現場まで多

くの分野で重要な情報をもたらす高度レオロジー測定へ

のニーズが拡大しつつある状況に応えるため、高度で先

進のレオメータを開発し、比較的安価に供給することを

目的として始めたものである。開発する測定装置は、回

転粘度計型のレオメータで、液状の試料用のものとして

は最も広く使われているものである。開発では、装置の

測定感度・精度を高めると共に、装置の駆動機構を単純

化することで低コスト化と、高機能化が両立させること

を目指した。 
 回転粘度計型のレオメータは、回転駆動によって測定

試料に変形（流動）を与え、これによって発生する試料

の応力を、トルクとして測定する原理によっている。測

定感度・精度を高める方法として、トルクの測定に、磁

気バランスによるフィードバック電流測定方式を採用し

た。これにより、現存のレオメータの最高感度程度が見

込めるほか、電気系、及び、建物の振動等の機械的なノ

イズ低減できれば、さらに高感度のトルク測定を追求で

きる。 

 駆動機構には、専用のモータを開発した。 

 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 キレート系新潤滑剤、および、DLC コー

ティング金型の併用による、金属加工の

ための高潤滑特性発現に関する研究 
［研究代表者］清水  透（機械システム研究部門） 

［研究担当者］初鹿野寛一 

［研 究 内 容     ］ 
 DLC コーティング処理、およびそれと新潤滑材を併用

した場合の効果についての評価を青山製作所に委託した。

評価は同様にリング圧縮で行った。その結果、油脂系潤

滑材を使用した場合でさえ焼き付くステンレス鋼の場合

においても、DLC コーティングされていれば焼きつかず

に摩擦係数を測定できた。しかし、摩擦そのものは高く

ｍ値で0.5以上と高くなる。そのため、DLC と他潤滑材

との併用が重要となる。また、新潤滑材はステンレス鋼

の潤滑処理において油脂系潤滑材以上の効果を発揮する

事も確認できた。ちなみに、ステンレス鋼には従来のボ

ンデライト処理は使用出来ない。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 
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 防滑性にすぐれた紳士・婦人用靴の研究 
［研究代表者］二瓶 光弥（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］清水 健一、白崎 芳夫、林  和彦 
（人間福祉医工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 任意の性状の氷を作成できる氷とゴムブロックの摩擦

試験機を開発した。ついでこの試験機を用い、氷との摩

擦における靴底ゴムブロックのサイプの深さ、形状等の

幾何学的パラメータとの関係について系統的な実験・解

析を実施した。また、ゴムの力学特性（硬度、粘弾性等）

と摩擦力の関係を考察すると共に、最大摩擦力が得られ

る条件等の総合的な解析を実施した。同時に、解析用靴

を試作し、靴と氷の摩擦解析を実施した（東京都皮革技

術センターと共同研究）。そして、実際の雪氷路面上にお

ける歩行状態での評価・解析（国立苫小牧高専と共同）

を実施した。 
 これらの結果より、(1) 靴底の設計指針が定量的に把

握でき、設計基準を明らかにした。また、(2) 靴の滑り

評価手法の確立やゴムブロックと氷との摩擦評価手法の

確立に資する有益なデータが得られた。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 耐環境性高硬度金属材料の超音波振動ア

シスト切削・ネジ切り加工法に関する研

究 
［研究代表者］坂本  満（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］山下  勇 

［研 究 内 容     ］ 
 火力発電や製鐵プラント等の分野では、高温環境で強

度や耐摩耗性・耐蝕性に優れた高硬度金属材料へのニー

ズが高く、主に高クロム鋳鉄や鋳造高速度鋼が使われて

いる。これらの材料は部材組み込みのための機械加工が

難しく、加工コストが大きくなることが問題になってい

る。 
 本研究では、当該企業の有する高硬度材料に対して、

九州センターに技術蓄積のある超音波振動アシスト加工

法を適用することにより、高精度・高能率の機械加工技

術を確立し、新規高性能材料の実用化を目指すものであ

る。 
 この高硬度金属材料の穴明け加工を九州大学へ、また、

ネジ切り加工を株式会社岳将へ再委託し、研究している。 
 我々は、この高硬度金属材料の切削（旋削）加工につ

いて検討した。本来、クロム鋳鉄の熱処理材の旋削加工

は CBN 工具でないと加工できないが、この工具は甚だ

高価であり、加工コスト高である。そこで、非常に安価

な超硬工具を用い、超音波振動アシスト加工の可能性に

ついて調べた。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

低価格高性能パルスレーザ成膜装置の

開発 

［研究代表者］武藤 八三（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］楠森  毅、山田 保誠、神谷 俊治、

坂  正則 
［研 究 内 容     ］ 
 パルスレーザアブレーション堆積（PLAD）成膜法は

大面積の成膜には向かないという欠点はあるが、いかな

る材料でも、またいかなるガス雰囲気でも成膜が可能、

膜の組成制御が容易などの多くの利点を有する。しかし

装置が高価であること、通常用いられるエキシマーガス

レーザの場合においては毒性・腐食性のあるハロゲンガ

スの取り扱いや高価なガスの定期的な交換及びレゾネー

ターの劣化等のコストと安全性の問題がある。さらに簡

易な超高温清浄ヒータの製作が難しいことなどの多くの

問題点があり、産業上使用される程の基盤技術に到って

いない。そこで、これらをブレークスルーするために、

また次世代半導体である炭化珪素（SiC）の薄膜や高品

質窒化ガリウム（GaN）薄膜等の高温や超高温材料の成

膜を可能にするような、安価でかつ高性能な PLAD 成膜

装置の開発を目指し研究を行った。具体的には Nd：YAG
（ネオジュウム：イットリウムアルミニウムガーネット）

固体レーザを用いると共に、清浄真空雰囲気を保持する

ためにヒータからの蒸発が起らずかつ1200℃まで基板を

加熱できる基板加熱機構と、多層積層薄膜を作製するた

めのターゲットの自転・公転機構等を具備した簡易なが

ら性能の高い PLAD 真空系の設計・構築を行った。これ

らと培ってきた PLAD 技術により、従来困難見されてい

た高温型 SiC 単結晶薄膜の成膜に成功すると共に、GaN
等の高品質なエピタキシャル薄膜の作製も可能であるこ

とを明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 食品保存容器等へ塗布できる抗菌・抗カ

ビ等の機能を有するセラミックス触媒の

開発研究 
［研究代表者］野浪  亨（セラミックス研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 アパタイトを被覆した二酸化チタン複合化粉末の作製

方法から塗料化まで検討を行い薄くて透明で、かつ耐久

性がある理想的なアパタイトを被覆した二酸化チタン塗

料を開発した。（丸武産業（株）製：アパテック）すでに

商品化を済ませ、論文発表プレス発表や展示会等で発表

を行い好評を得ている。この塗料は固着力も大きく、常

温で2時間程度放置することで乾燥・塗膜化するため内装

や外装用建材や食品容器用塗料として応用できる。板ガ

ラスに塗布してもほとんど塗布面と未塗布面の区別はで

きないほど透明性にも優れている。 
 食品容器に塗料を塗布することで食品に発生する細菌

やカビを防止することを目的に、実際に白米や餅の大腸

菌やカビの発生状況を観察しながら検討を重ねた。その
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結果、アパタイトの結晶形状や組成、被覆量を制御する

ことで、抗菌・抗カビ機能に優れたアパタイトを応用し

た複合材料を開発することに成功した。現在丸武産業

（株）が複合材料を合成するプラント設備を三重県の事

業所に完成し製造している。 
 スーパーマーケットやコンビニエンスストアでよく用

いられている食品保存用のポリスチレン容器に実際に餅

やパンを入れて蓋をして室温で放置すると、従来の二酸

化チタン単体塗料を塗布したものや、何も塗布していな

い容器を使用した場合は2日程度でカビが発生したが、ア

パタイトを被覆した二酸化チタン塗料（アパテック）を

塗布した容器では1週間経過してもカビは生えなかった。

また、ポリスチレンに塗料を塗布した容器について食品

衛生法に準じた安全性試験である「器具および容器包装

規格試験」に適合であることを確認している。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 免疫反応を利用した環境・医療診断試薬

と水晶振動子式簡易計測法の作製技術に

関する研究 

［研究代表者］黒澤  茂、玉田  薫（光技術研究部

門） 
［研 究 内 容     ］ 
 免疫ラテックス凝集等を利用した環境・医療診断試薬

の作製と簡易型センサ作成技術の高度化 
 環境・医療診断用の水晶振動子式センサ開発に向けて

水晶上に抗体固定化又は抗体を固定化した免疫ラテック

ス試薬を用いた診断試薬の作製と簡易型センサ作成技術

の高度化を検討した。環境測定用の低分子量化合物の代

表にダイオキシンモデル化合物である2、4-ジニトロフェ

ノール（DNP）を選び、そのモノクローナル抗体（坑

DNP 抗体）を固定したラテックスによる DNP 測定条件

の検討を行った。併せて梅毒マーカーを測定対象のモデ

ル物質とした疾病マーカー検出反応の条件検討を行った。

水晶振動子上に抗 DNP 抗体を固定化し、DNP 結合アル

ブミンと DNP との競争反応を用いることで DNP 濃度

の測定法を検討した。水晶振動子式の DNP センサでは

煩雑な操作の繰り返しや、操作段階ごとの長い反応及び

測定時間が必要であるが、0.1ng/mL といった低濃度か

ら100ng/mL の広い濃度範囲で、DNP 濃度を測定できる

高感度検出法であることが明らかとなった。 
 測定対象が高分子量のタンパクである分子の代表とし

て梅毒マーカーの血清中の坑トレポレーナ・パラダム

（TP）抗体を検出対象とするため TP 菌体成分固定化ラ

テックス凝集反応を水晶振動子で測定することを検討し

た。水晶振動子の発振周波数変化は、添加した血清中に

含まれる抗 TP 抗体濃度に依存し、従来法の分光光度計

で測定した吸光度変化とも非常に良い相関を示した。水

晶法では、10分という短時間で血清中の抗 TP 抗体量を

測定できることが明らかになった。水晶振動子の発振周

波数変化の反応機構の検討では、SEM による水晶振動

子電極表面状態の観察を行い、添加する血清中の抗 TP
抗体量が多くなるにつれて、水晶振動子上での凝集ラテ

ックス量も多くなり、水晶振動子の発振周波数変化が、

添加した血清中の抗 TP 抗体を介して三次元架橋し凝集

した TP 菌体成分固定化ラテックスが吸着したことによ

るものであることが示唆された。水晶振動子の繰り返し

利用では、Philanha 溶液で水晶振動子の金電極表面を洗

浄し、3回まで繰り返して使用できることが明らかになっ

た。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 長繊維状カルボン酸ナトリウムによる食

用油等液状油の固形化技術の研究 
［研究代表者］坂口  豁（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］小野澤俊也、蒲  康夫 

［研 究 内 容     ］ 
 食用油は、主要栄養源の一つとして、食生活に欠かせ

ないものであるが、液体であるという制約から、工場で

の生産、輸送、貯蔵、の各工程において、漏出、火災、

高濃度の油を含む廃水による環境汚染等の危険性を常に

有している。また、長期保存による味や品質の低下、家

庭での安全、容易な取扱、水質汚染を伴わない廃棄、有

効な再利用等、多くの問題がある。 
 これらの問題を解決するために、食用油等各種液状油

の固形化技術の研究を行い、固形化材として用いる長繊

維状カルボン酸ナトリウムの製法を、実験室レベルで検

討し、明らかにした。炭素鎖長、分岐の有無、2重結合の

有無、添加塩の有無等の違いによって、カルボン酸ナト

リウムから作られる長繊維がどのように変化するかを系

統的に明らかにした。 
 更に、それらの長繊維を用いて、食用油、各種炭化水

素、海上流出油等の固形化、回収を行い、従来の食用油、

海上流出油ゲル化材等に比べて、室温で、はるかに効率

よく固形化できることを明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 色識別型生光計測システムのための標準

多色発光細胞の創製とシステム評価に関

する研究 
［研究代表者］近江谷克裕（人間系特別研究体） 

［研究担当者］小島 正己、中島 芳浩 

［研 究 内 容     ］ 
 ポストセントラルゲノム時代を迎えた今、生体情報を

DNA アレイやプロテオーム解析し、活用することが盛

んに行われている。しかし、得られた情報が時間的、空

間的に限定されていることから、生きた細胞からリアル

タイムに変動する動的生体情報を解析する技術の確立が

急務と考えられている。色識別型生体光計測システムは

発光色の異なる分子プローブが伝える生細胞内の複数の
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生体情報を同時に計測するシステムであり、バイオサイ

エンスの最前線で求められる技術開発の一つであるが、

本システムのポテンシャルを確認できる発光細胞、つま

り複数の既知の生体情報を異なる発光色の分子プローブ

によって発信する細胞がないため、ユーザーレベルで充

分にシステムが信頼、認知されていない。そこで本研究

では、細胞内で発現が確認されている2つの遺伝子のプロ

モータ領域（成長ホルモン、SV40）を異なる発光色の発

光酵素遺伝子（青色；ウミボタル発光酵素、黄緑色；ホ

タル発光酵素）に挿入したベクターを構築、細胞導入し

た標準発光細胞を作成した。本細胞を利用することで、2

つの遺伝子の転写活性を同時に計測が可能となり、遺伝

子発現検出測定において色識別型生体光計測システムが

大変有用な装置であることが評価できた。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 インクジェット方式による高感度で再現

性の高いDNAチップの開発と3次元プロ

ットによるデータ解析技術の開発に関す

る研究 
［研究代表者］植村  浩（分子細胞工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 遺伝子解析技術の中で特に注目されている技術の一つ

が DNA チップ（マイクロアレイ）技術である。DNA チ

ップ技術では、高密度に配列された数千から数万の遺伝

子の発現頻度情報を一挙に取得できるため、癌を始めと

する多くの疾病の診断・治療への応用が大きく期待され

ている。しかし、チップ技術は最新実験技術であるため、

技術的にはまだ多くの問題点を持つ。 
 本研究では、株式会社 DNA チップ研究所が従来のチ

ップの持つ様々な問題点を改良した新たなチップの開発

に取り組んでおり、それに提案者が独自に開発した転写

制御因子の改変による酵母の遺伝子発現系を応用し、中

小企業の求める DNA チップ技術の有効性の評価・改

良・検証を行った。その結果、インクジェット方式によ

る新規 DNA チップは全体評価として、従来型のチップ

に比べて特に悪くなっている所は見られず、最大の問題

点であった再現性の問題がかなり改善され、新技術の有

効性が検証された。また、今回の研究により指摘された2

枚組のチップの問題点も1枚のチップ上に全ての遺伝子

を載せるように改良し、解決した。チップの作成にかか

るコストの大半は6,000個の遺伝子の作成費用であるが、

新規のチップではスポットの径が従来の220マイクロ（ピ

ンタイプ）から120マイクロになっているため、コストの

大幅な削減につながる事も示された。そこで、実際の酵

母のモデル系を用いてその有用性の評価されたチップを

実用化することが可能となった。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 人間工学的生活動作解析ソフトウェアの

研究開発 
［研究代表者］横井 孝志（人間福祉医工学研究部門） 

［研究担当者］金子 文成、長谷 和徳、木塚 朝博、

稗田 一郎、増田  正 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、中小企業の有する技術シーズを活用しな

がら、高齢者対応生活設備機器や福祉機器の設計･開発に

不可欠な人間工学的評価を、効率よく定量的に進めるた

めの生活動作解析ソフトウェアの研究開発を行った。 
 製品使用時の動作を実験的に計測し解析を進めること

により、動作の効率、動作中の負荷の大きさやパタン等

の人間工学的評価パラメータを定量化することへのニー

ズが、介護・福祉機器産業、木工家具産業、生活製品・

設備機器産業関連の中小企業において急増している。と

ころが、これまでの市販動作計測システムでは、身体に

付けたマーカーの位置座標、反力、筋電位等の時系列デ

ータを計測することはできたが、これらのデータに基づ

いて人間工学的解析を行い、製品・設備機器の評価に必

要となる動作関連パラメータを算出することはできなか

った。このため、研究開発への注力が難しい中小企業に

おいては、高齢者、障害者の姿勢・動作特性に適した、

使いやすい製品・設備機器、福祉機器等の開発は非常に

難しい状況であった。 

 本研究において開発した解析ソフトウェアを利用する

ことにより、これらの問題を解決でき、中小企業の製品・

設備機器、福祉機器等の開発を円滑に進めることが可能

になると考えられた。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 「石英－金属」混合配管系統の超高純度

化による超高感度化 Xe ガスMRI 技術の

高効率化の研究 
［研究代表者］平賀  隆（光技術研究部門） 

［研究担当者］服部 峰之 

［研 究 内 容     ］ 
 本課題では、高効率化超偏極ガス発生装置の具体化に

必要な、Rb 触媒の高密度化、高純度化、および、励起

用セルの高温、高真空動作を保証する技術として、最適

化セルおよび石英-金属フランジの動作安定化の研究を

行った。また、高分子系・無機系の表面コーティング技

術の開発を行った。具体的には、産総研関西センターに

設置されている、超偏極希ガス発生装置において、超偏

極希ガス緩和時間の材質および表面処理による依存性を

調べるために、テストピースの作成と表面状態・物性解

析を行った。本データを元に、偏極用セル及び配管の内

面に適した、材質および表面処理法について検討実験を

行った。各種コーティングを施した配管を取り付けて実

証実験を行い、偏極ガス輸送用配管に最適な材質の候補

を絞り込んだ。 
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［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 プラズマ CVD 法による low-k 膜・バリ

ア膜の開発 

［研究代表者］大平 俊行（光技術研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一 

［研 究 内 容     ］ 
 次世代 ULSI では、配線の信号遅延を抑えるために低

誘電率層間絶縁膜（low-k 膜）の開発が最重要課題とな

っており、誘電率や機械的強度に直接関係する構造中の

ナノ～サブナノメートル領域の微小空隙の正確な計測が

求められている。本研究では（株）半導体プロセス研究

所と共同研究を行い、同企業の開発しているプラズマ

CVD法による low-k層間絶縁膜及びCu拡散防止のため

の低誘電率バリア膜の微小空隙サイズ分布の測定を当所

の陽電子・ポジトロニウム寿命測定装置を用いて行い、

空隙サイズと膜特性との関係を調べた。半導体プロセス

研究所では、これらの情報をもとに、比誘電率2.2以下の

層間絶縁膜、及び比誘電率3.5以下のバリア膜の開発を目

標に開発を行った。その結果、層間絶縁膜については目

標値には達しなかったが、バリア膜については目標値を

上回り k=3.1を達成した。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 繊維加工用酵素の大量生産に関する研究 
［研究代表者］石川 一彦（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容     ］ 
 近年、繊維業界は、繊維加工行程で環境負荷の高い化

学薬品の使用を避けるため、主に綿織物の「糊抜き」お

よび「精錬」過程に、酵素（エンドグルカネース）の利

用を試みている。ところが、本行程は、80℃以上の高温

下で行う必要があるため、従来の酵素は熱に対して不安

定なこと、また、その酵素の有効利用には煩雑な温度コ

ントロールを必要とすること（短時間に温度の上げ下げ

を行うことによる、エネルギーロス）等の理由で、その

普及が制限されていた。そこで、80℃以上で長時間使用

できる超耐熱性繊維加工用酵素（超耐熱性エンドグルカ

ネース）の開発およびその大量生産を試みた。その結果、

経済産業省で解読に成功した超好熱性菌ゲノム情報から、

95℃以上でも安定な超耐熱性エンドグルカネースを見つ

けだす事に成功し、その機能解析の結果、本酵素が上記

の目的に使用できる事が明らかになった。さらに、東京

農業大学の鵜高教授と共同で、枯草菌の1種である

Bacillus brevis を使用し、組み替えタンパク質の大量生

産技術の開発に成功した。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 合金系めっき技術を利用したリチウム電

池用高容量負極の開発 
［研究代表者］境  哲男（電池システム連携研究体） 

［研 究 内 容     ］ 

 炭素材料に代わるリチウムイオン二次電池用負極材料

として、炭素材料の2倍以上の理論容量を持つ Sn 系合金

が注目されているが、充放電時の Li の挿入・脱離に伴い、

大きな体積変化を起こすため、サイクル寿命が短いとい

う問題がある。そこで本研究では、電気めっき法により

Sn を集電体上に直接析出させることで、サイクル性能の

改善を試みた。その結果、Cu 集電体上に Sn めっきを施

し、これを適当な温度で熱処理することにより良好な電

極特性を示すことが分かった。また、Sn めっき皮膜のサ

イクル特性に影響を及ぼす因子として、①皮膜の熱処理、

②皮膜構造、③集電体、④電解液、⑤充放電試験条件、

⑥合金化があることを見出した。そしてこれらの条件を

最適化することにより、グラファイトの理論容量

372mAh/g を上回る、450mAh/g の容量を160サイクルま

で維持できることが分かり、さらなる改良により、Sn
合金系めっき皮膜が炭素材料に代わる新しいリチウム二

次電池用負極として商品化できる可能性があることが分

かった。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 生活環境において発生する窒素酸化物除

去技術の研究開発 
［研究代表者］上田  厚（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］坪田  年、山田 裕介 

［研 究 内 容     ］ 
 家庭用燃焼機器の使用時に発生する窒素酸化物を低減

するために、触媒機能を有する成型体を作成、市販石油

ファンヒーターへ組み込み、その効果を検討した。白金

系触媒物質と活性炭粉末を混合したセラミック ペーパ

ー コルゲート ハニカムを作成できた。実機での試験

において当初の目標値である15％程度以上の窒素酸化物

除去性能を得られた。更なる、耐久性試験・信頼性確認

試験を行うことにより、実用化を図りたい。また、関連

研究として、生活環境において健康への悪影響が懸念さ

れている化学物質であるホルムアルデヒド低減触媒を見

出した。 
 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 排水処理用高分子膜の作製に関する研究 
［研究代表者］柳下  宏（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］根岸 秀之 

［研 究 内 容     ］ 
 現在、従来の凝集沈殿法に代わる排水リサイクルの前

処理として、回転型膜分離法の導入が検討されている。

使用されている回転型膜分離法では、分子量分画が75万

のポリスルホン限外ろ過膜だけが用いられている。そこ

で、本研究では、この回転型膜分離法に利用可能な各種

の分離膜を作製し、排水処理に適した分離膜の開発を行

うことを目的として、当所で開発した連続式製膜機を用

い、限外ろ過膜として利用されているポリスルホンやポ
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リアクリルニトリルを膜素材とした製膜液を不織布上に

流延し、水中でゲル化させて高分子分離膜を作製した。

作製した高分子分離膜は、既存の限外ろ過膜性能測定装

置を用いてポリエチレングリコール、デキストラン等の

水溶液に対しての分離性能を測定し、膜性能を評価した。 
 まず、ポリスルホンを膜素材として用い、その製膜条

件（支持体の性状・キャスト液組成（ポリマー濃度、成

分）・キャスト時の膜厚・製膜速度・入水角度・乾燥、熱

処理の影響等）を検討し、最適な製膜条件を見つけだし、

同一製膜条件で同一の分離性能を示す分離膜が作製でき

ることが分かった。 
 また、膜素材の違いによる影響を調べるために、ポリ

スルホンよりも親水性の高いポリアクリロニトリルにつ

いても検討した。その結果、PAN（分子量70,000）濃度

10wt％、PVP（分子量40,000）4wt％、DMAc76wt％の

製膜液を用いて作製し、60℃の湯浴中で、3時間熱処理し

た膜は、PVP を加えずに作製した膜よりも水の透過性が

高い値を示し、排水処理用の膜として使用できる可能性

があることが分かった。 
 さらに、作製した膜を光あるいは、電子線を用いて膜

表面にアクリル酸をグラフトすることにより、膜表面の

親水性が増加することが分かった。 

 これらの方法により作製した分離膜を、回転膜分離装

置（熊本県工業技術センター所有）に装着できる形態に

モジュール化し、実排水による評価試験を行った。その

結果、長期間に渡って優れた固液分離性を示しており、

排水処理用の分離膜として使用することが可能であるこ

とが分かった。 

 
［研 究 題 目     ］中小企業支援型研究開発（シーズ持込型） 

 超精密・微細成型燃料噴射ノズルによる

PM の低減化に関する研究 

［研究代表者］後藤 新一（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 軽油を燃料とするディーゼルエンジンでは、PM（パ

ティキュレートマター）の低減を得るためにインジェク

タ噴孔径の微小化、噴射圧の高圧化が進められた。従来

の機械加工では噴孔径は50μm が限度とされているが、

さらに微小にできれば、噴射圧力の低減が可能となり、

噴射系にかかる負荷の軽減から機関の効率増加が期待で

きる。また、均一予混合気による圧縮自着火運転は、PM
と NOx の同時低減を為し得るため、近年盛んに研究さ

れている。しかし、着火時期の制御が困難であり、実用

化には至っていない。 
 委託研究先の株式会社オプトニクス精密では、従来の

機械加工では為し得ない斬新なノズルデザインで、これ

らの課題をブレイクスルーすることを目標に、下記を設

計指針としてインジェクタを設計製作した。 

・燃料噴霧粒子の微粒化効果が得られること。 

・筒内直噴式による均一予混合気が瞬時に形成可能なこ

と。 

 このインジェクタによる軽油噴霧の評価を、ザウター

平均粒径および粒度分布の測定を行い、データベースを

作成した。 

 
－中小企業産業技術研究開発－ 

［研 究 題 目     ］革新的金属素形材料の技術開発 

［研究代表者］三輪 謙治（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］小林 慶三、松本 章宏、西尾 敏幸、

尾崎 公洋 
［研 究 内 容     ］ 
 溶解すると酸素と急激に反応するうえ、加工が難しい

という共通の特徴を有するマグネシウム合金とチタン合

金に対して、鋳造を高度化した“高次凝固成形技術”と

粉末冶金を高度化した“高次合成成形技術”により非平

衡相を積極的に取り入れて従来材料の強度を2倍以上に

するという目標を実現した。また、マグネシウム合金に

ついては非平衡相を導入することにより耐食性も2倍以

上にした。マグネシウム合金は、Mg-15at％Ni-10at％Si
合金を構成元素の素粉末からメカニカルアロイング

（MA）法で合成してアモルファス粉末とし、高圧のパ

ルス通電焼結により複雑形状のバルクアモルファス成形

体を得ることができた。得られた成形体は、アモルファ

ス相の存在により2倍以上の圧縮強度を示した。本合金は

Si を含む強固な酸化被膜を生成するため、塩水中で従来

のマグネシウム（AZ91D）合金の4分の1以下の重量変化

しか示さなかった。チタン合金は、Ti-37.5at％Si 合金

をそれぞれの素粉末から MA 法で合成することにより、

MA 容器やボールへの付着が少ない状態でアモルファス

粉末を作製できることを明らかにした。この粉末を超高

圧成形によりバルクアモルファスにすると、その圧縮強

度は2.52Gpa（従来材料の2.8倍）を示した。また、本合

金に Fe を添加すると結晶化温度を高くできることを見

出し、Ti-2at％Fe-10at％Si 合金を MA でアモルファス

化することに成功した。Ti-2at％Fe-10at％Si 合金は

1.5GPa を付与した超高圧パルス通電焼結により固化成

形することができた。また、アモルファス粉末を結晶化

温度以上で固化成形すると、成形体の緻密化が大きく進

行するとともにナノ結晶を含む成形体が得られることが

分かった。ナノ結晶チタン合金は、1.7Gpa（従来材料の

1.8倍）の圧縮強度であったが、バルクアモルファス材料

より高温まで利用できる新しい材料として今後の展開が

期待される。 
 

［研 究 題 目     ］シナジーセラミックスの技術開発 

［研究代表者］神崎 修三（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 
［研究担当者］大司 達樹、近藤 直樹、鈴木 義和、

平尾喜代司、吉澤 友一、周   游、

山内 幸彦、淡野 正信、黄  海鎮、
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藤代 芳伸、柘植  明、阪口 修司、

Manuel Brito、兼松  渉、 

宮島 達也 

［研 究 内 容     ］ 
 産業活動に伴う環境への負荷低減のためには、高効率

の環境浄化材料システムの開発が不可欠である。このた

め、環境エネルギーから電気エネルギーへの変換機能と、

物質の選択分離浄化機能の最適化を進めるとともに、両

者の機能融合化のための一体化構造形成技術の確立に向

けて検討を進めた。 
 触媒化学反応による物質の選択分離－浄化機能につい

ては、電気化学セル方式による窒素酸化物の直接還元分

解を行う際に、反応効率低下の要因である共存酸素分子

の効率的除去を可能とするための構造因子を検討した。

その結果、電極構造の改良によりセルの通電電流が大幅

に低減され、さらに固体電解質層の材料選択・薄膜化に

よる低抵抗化等を進めることにより、低消費電力化が可

能となった。 
 熱電変換酸化物材料による熱から電気へのエネルギー

変換機能については、変換効率の向上に寄与する高電気

伝導性・高ゼーベック特性及び低熱伝導性についての検

討を行った。特に層状結晶構造の化合物へのキャリアド

ープにより高導電性化を図った結果、n 型熱電酸化物の

多結晶体としては最高性能レベルの層状チタン酸塩材料

の創製に成功した。また、n 型－p 型熱電材料の接合に

よる発電セルの作製を行い、界面構造の制御による高発

電出力化に見通しが得られた。 
 

－中小企業関連情報流通円滑化研究開発－ 
［研 究 題 目     ］中小企業関連情報流通円滑化研究開発 

［研究代表者］横山 敏郎（産学官連携部門地域連携室） 

［研究担当者］藤井  篤（産学官連携部門地域連携室） 
小島 俊雄（ものづくり先端技術研究セ

ンター）、小島  功（先端情報計算セン

ター）、吉田  忠、森  克芳、長沼 勝

義、佐藤 義幸、大谷 敏昭、和田 英

男、北原  晃（産学官連携部門地域産

学官連携センターものづくり基盤技術支

援室）、山下  勇（基礎素材研究部門）、

森田 孝男（海洋資源環境研究部門）、山

田 豊章（セラミックス研究部門）、福本 

夏生（計測標準研究部門）、坂本  隆（脳

神経情報研究部門）他 
［研 究 内 容     ］ 
 産業技術総合研究所（産総研）への研究委託、技術指

導件数は増加の方向にあり、データベースやネットワー

ク機能等の産総研の優れた研究資源の利用拡大が求めら

れている。このため、産総研内に大容量・高速ネットワ

ークコンピューターを設置し、中小企業者等のものづく

り技術ならびに新技術開発の振興を図るため、中小企業

及び公設試験研究機関とのインターネットを通じたもの

づくりに関する様々な技術情報の流通性を、さらに円滑

化する必要がある。 
 本研究開発事業では、中小企業者等から大容量の各種

ものづくり技術情報データベースへのアクセスが容易に

行えるようにするとともに、産総研の資源情報（たとえ

ば製造技術関連情報、研究成果情報等）を、ネットワー

クを通じて利用することも可能となることを目標とした。 

 平成13年度においては、産総研および公設研がこれま

で行ってきた技術相談事例のデータベース化を行った。

また、産総研－公設研協力の下、ものづくりに係わる研

究開発成果を集積したものづくり情報資産データベース

（7種類）の整備を開始した。これらのデータベースは、

産総研内に設置したネットワークシステムを活用し、イ

ンターネット上に無料公開するものづくりに関する技術

知識（テクノナレッジ）・ネットワークに登録するととも

に、ネットワーク全般の維持・運営管理を行った。さら

に、既に運用を開始しているクロスポイントネットワー

クとの統合を行うため、両データベース統合プログラム

の研究開発に着手した。 

 これらの研究開発事業を通じ、中小企業等との共同研

究・技術指導における情報通信環境を維持・整備し、産

総研の有する高速ネットワーク等を活用した共同研究や

情報交換を可能とする中小企業等との情報流通円滑化を

目指した。 

 

②【文部科学省】 
（ⅰ）科学技術振興調整費 

（133テーマ 3,874百万円） 
 科学技術の振興に必要な重要研究業務の総合推

進調整のための経費。各省庁、大学、民間等既存

の研究体制の枠を越えた横断的・総合的な研究開

発の推進を主たる目的としている経費。 
 平成13年度は、継続テーマ86件、3,056百万円を

実施するとともに、新規応募により獲得した、振

興分野人材養成（バイオインフォマティックス）、

若手任期付研究員支援等で47テーマを獲得し、818

百万円で実施した。 
（ⅱ）原子力試験研究費（40テーマ 1,034百万円） 

 文部科学省設置法第4条第67号に基づき、各府省

所管の試験研究機関及び独立行政法人における原

子力試験研究費を文部科学省に一括計上するもの

であり、各府省の行政ニーズに対応した試験研究

等を実施するための経費。 
 平成13年度は、40テーマを1,034百万円で実施し

た。 
（ⅲ）海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 

（2テーマ 12百万円） 
 「地球環境遠隔探査技術等の研究」は、文部科

学省内局に予算を一括計上し、観測機器の開発を
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目標とする要素技術に関する研究と観測要求に基

づくミッションパラメータに関する研究、の2通り

の研究分野から構成されている。 
 平成13年度は、2テーマを12百万円で実施した。 

 
－科学技術振興調整費－ 

［研 究 題 目     ］材料の低環境負荷ライフサイクルデザイ

ン実現のためのバリアフリープロセシン

グ技術に関する研究 

 微細組織インプロセス制御による軽量材

料の高速柔軟成形 
［研究代表者］馬渕  守（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］千野 靖正、下島 康嗣、山田 康雄、

細川 裕之 
［研 究 内 容     ］ 
 平成13年度では、マグネシウム合金の高速柔軟成形技

術の開発を目的に、AZ91マグネシウム合金板材の超塑性

特性評価と各種歪み速度における超塑性成形の試作を行

った。 
 10-4s-1から10-2s-1の広範なひずみ速度領域で超塑性伸

びが得られた。特に、10-2s-1の高ひずみ速度において、

200％の伸びが得られた。このマグネシウム合金の超塑性

は、引張り試験中の動的再結晶による結晶粒微細化によ

るものであった。また、5.9×10-2s-1の高速歪み速度にお

いて、超塑性ブロー成形の試作に成功した。以上から、

インプロセス制御によりマグネシウム合金の高速柔軟成

形の目処が立った。 
 

［研 究 題 目     ］材料の低環境負荷ライフサイクルデザイ

ン実現のためのバリアフリープロセシン

グ技術に関する研究 
 適合設計対応の高機能材柔軟成形加工技

術 
インプロセス合成による高機能金属間化

合物の複合成形 
［研究代表者］橋本  等（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］朴  容浩、孫  正明、鷲見 新一 
［研 究 内 容     ］ 
 MoSi2（二ケイ化モリブデン）などの金属ケイ化物は

高融点であり、表面に形成される緻密な SiO2（シリカ）

相被膜の作用で耐酸化性が極めて良いため、燃焼温度を

高くして効率を上げる次世代高効率ガスタービン用ブレ

ードなど、高温の酸化雰囲気で使用される部材として期

待されているが、室温では靭性が極めて低く脆いため、

室温靭性の強化が大きな課題となっている。金属ケイ化

物の強靭化には高融点金属などの強靭化要素の材料への

組み込みが有効であるが、金属ケイ化物の合成と成形に

は高温が必要であり、合成または強靭化要素との複合成

形中に金属ケイ化物と強靭化要素との反応が生じて、強

靭化要素の機能が損なわれることが問題になっている。

そこで、本研究はメカニカルアロイングを利用して固体

内部にエネルギーを蓄積し、金属ケイ化物の合成温度と

成形温度を低下させることにより、合成と成形および強

靱化を同時に達成できるプロセスを開発することを目的

としている。 
 平成13年度は、メカニカルアロイングにより変形エネ

ルギーを蓄積した粉末をパルス通電加圧焼結法で急速焼

結することにより、金属ケイ化物の合成と成形・複合化

を同時に行い、高融点金属などの強靱化要素と金属ケイ

化物マトリクスの界面における反応を制御し、合成と成

形および強靱化を同時に達成できるプロセスを開発した。

また、本プロセスの実用化を目指し、高活性なメカニカ

ルアロイング粉末に吸着した酸素と金属ケイ化物の反応

により焼結時に粒界に形成される SiO2相が高温強度や

耐クリープ性に悪影響を及ぼすため、SiO2相の形成を阻

害する元素の添加による組織と高温強度への影響を調べ

た。 
 その結果、変形エネルギーを蓄積したメカニカルアロ

イング粉末を用いて金属ケイ化物の合成と成形、高融点

金属との複合化を行い、組織微細化と界面反応制御によ

り室温靭性を大幅に改善できた。また、高温強度の低下

をもたらす粒界の SiO2相の形成の抑制に、酸素との親和

力が大である元素である Al（アルミニウム）、B（ホウ

素）の添加が有効であることを明らかにした。 
 

［研 究 題 目     ］材料の低環境負荷ライフサイクルデザイ

ン実現のためのバリヤフリープロセシン

グ技術に関する研究 
 目的志向の機能・構造のインプロセス設

計因子の検討 
 複合系の機能･構造設計因子 
［研究代表者］鈴木 孝和（成果普及部門） 
［研究担当者］手塚  明（計算科学研究部門）、 
       梅原 博行（計測標準研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、3次元形状に編んだ SiC 繊維プリフォー

ム中への SiC の析出含浸プロセスをモデル化し、目的指

向の機能・構造のインプロセス設計因子の検討を行った。 
 昨年度の圧力依存性検討に引き続き、今年度は，温度

依存性を検討した。昨年度は解析に予想外の膨大な時間

を要したことを省み、年度当初、解析時間の短縮のため

に昨年度より単純なモデルを構築し、温度依存性解析を

試みた。しかし有意な結果が得られなかったため、前年

と同じ初期形状（ストレートモデル）と目詰まりが進行

した形状（目詰めモデル）を使用し再解析した。すなわ

ち、流体力学パラメータであるクヌッセン数から判断し

てフルーエントコードで計算可能な最小圧力と考えられ

る320Torr の一定圧力の条件下で、プリフォーム全体を

973K と773K のそれぞれで一定温度に保った場合の析出

速度の温度依存性の解析を行った。 
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 その結果、析出温度が高いと析出速度は高まるが析出

むらが生じやすく、析出温度が低いと一般に析出速度は

低下するが、原料ガス濃度が高まれば析出速度は上昇す

ることがシミュレーション結果から明らかになった。こ

のことは実験的にも裏付けられていた。このことにより、

プリフォーム上のSiC析出速度に対する温度の影響を評

価し、プリフォーム全体の析出速度を均一化させるため

に必要な条件に関する知見を得た。 
 

［研 究 題 目     ］固相精密合成によるケミカルライブラリ

ーの構築を基盤とする超機能性材料の創

製と評価に関する研究 
 ケミカルライブラリーの機能性評価技術

に関する研究 
 超機能評価法の開発 
［研究代表者］松原 一郎（生活環境系特別研究体） 

［研究担当者］舟橋 良次、鹿野 昌弘、小林 哲彦、 

       上田  厚、山田 裕介、大槻 荘一、 

       村井 健介、三宅  淳、中村  史 

［研 究 内 容     ］ 
 固相合成法によって作製した2次元のライブラリーを

迅速にスクリーニングすることのできる光学的評価シス

テムの開発を目的として、試料からの反射光を CCD カ

メラを用いて検出することにより、表面プラズモン共鳴

（SPR）に基づき、基板上に作製した試料の微小な厚さ

または屈折率の変化を2次元的に測定することのできる

新しい手法を開発した。膜厚測定の分解能が0.1nm と高

い上に一度に測定できる範囲が10mm 角程度と広いこと

が従来にない特徴で、特にマイクロアレイを用いた分子

間相互作用の評価や超薄膜のマクロな形態観察に適して

いる。 
 電気抵抗率の迅速評価のために高周波加熱法を試みた。

試料を高周波場に置いた場合、導電性の試料では誘導電

流が流れ、加熱するのに対し、絶縁性の試料では抵抗値

が大きいためほとんど誘導電流が発生せず発熱しない。

絶縁性試料と導電性試料を高周波場に置き、表面温度を

赤外線温度計で測定した結果、表面温度は導電性試料の

方が数℃程度高くなり、本手法が電気抵抗率の迅速評価

法として有効であることが分かった。 
 粉末材料の迅速自動合成を行うための装置改良、導入

を行った。有機合成用自動化装置の改良の結果、これま

で難しかった粉体の混合・撹拌が可能となり、触媒の自

動調製が可能となった。また、より大きなスケールでの

触媒調製も可能なように、半自動型触媒調製装置も導入

した。この装置は、5連式で、30mL までの液体・粉体が

扱える。その結果、触媒調製の速度は以前より一桁以上

向上した。 

 

［研 究 題 目     ］協奏反応場の増幅制御を利用した新材料

創製に関する研究 

 反応場の協奏増幅による構造規則化プロ

セス制御に関する研究 
 超音波複合反応場における協奏増幅プロ

セス制御に関する研究 
［研究代表者］三留 秀人（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］小塚 晃透、辻内  亨、安井 久一 

［研 究 内 容     ］ 
 液体中へ強力な超音波を照射すると、キャビテーショ

ン気泡、ラジカル等の生成が誘起され、特異な協奏増幅

現象をもたらす反応場となる。この場を有効に利用し、

かつ可制御性を付与するために、イメージングや散乱光

測定等により反応場を定量的に評価するための実験的ア

プローチ、あるいはコンピュータシミュレーションによ

るキャビテーション気泡圧壊現象に関する理論解析を進

めた。その結果、実験的な面では、気泡の振動状態のイ

メージングと散乱光による定量評価を同時に実現するこ

とができた。また、ソノケミカル反応に大きな影響を及

ぼす溶存気体の効果について、最適音圧域の存在などを

実験的に証明するとともに、コンピューターシミュレー

ションにおいてもそのメカニズムを詳細に議論すること

ができた。また、超音波照射溶液中に粒子を分散させた

場合に生ずるメカノケミカル反応との協奏効果やソノケ

ミカル反応における有効超音波強度の測定法標準化につ

いて、他機関との共同作業として検討した。 

 

［研 究 題 目     ］機能調和酸化物新機能材料創製に関する

研究 
 大規模並列分散電子状態計算による局所

表面構造の研究 
［研究代表者］長嶋 雲兵（先端情報計算センター） 

［研 究 内 容     ］ 
 大規模並列分散電子状態計算を可能とするシステムを

構築し、それを用いて半導体光触媒である ZnO、ZnS、
CdS 微粒子を触媒とする Na2S 水溶液の光分解による高

効率水素発生のメカニズムを解析した。この ZnS 微粒子

のサイズと HOMO-LUMO のバンドギャップの間に極

めて強い相関関係があると考えられる。そこで、この金

属微粒子のサイズの依存性について、HOMO-LUMO の

バンドギャップから解析を行った。その結果、マクロサ

イズでの HOMO-LUMO のバンドギャップの様相とは

大きく異なり、あるサイズを有する微粒子において特異

的なバンドギャップが存在することが明らかとなった。

これにより、最適な微粒子のサイズが存在することが示

唆された。 
 
［研 究 題 目     ］機能調和酸化物新機能材料創製に関する

研究 
 作成プロセス基礎 
 表面反応から見た作成プロセス基礎 
［研究代表者］野副 尚一（ナノテクノロジー研究部門） 
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［研究担当者］久保 利隆 

［研 究 内 容     ］ 
 表面反応を高度に制御して合成した酸化物薄膜の構造

を詳細に解析し、表面反応制御により初めて実現する高

品位の薄膜の形成条件を明らかにすることを目的として、

酸化チタン単結晶基板上でのチタン酸イソプロピル分子

の熱分解による酸化物格子形成の様子を超高真空走査型

トンネル顕微鏡により調べた。その結果、チタン酸イソ

プロピル分子が自己分解により分解して、（1×1）構造を

持つ酸化チタン薄膜を形成することを原子レベルで明ら

かにした。この成果は、表面反応制御により初めて実現

する高品位の薄膜の形成条件を明らかにする上で重要で

ある。また、絶縁性の酸化物基板の構造を原子レベルで

調べることを目的として、ペロブスカイト構造を持つチ

タン酸ストロンチウム（SrTiO3）の表面構造を高真空走

査型トンネル顕微鏡及び非接触原子間力顕微鏡により詳

細に調べた。その結果、表面の構造は、従来信じられて

いた酸素欠陥型構造ではなく Sr 吸着型構造をとってい

ることが明らかになった。また、第一原理計算による解

析と合わせて考察を行うことにより、各構造のエネルギ

ー的な安定性、仕事関数変化、最適化構造や STM 像の

見え方を議論し、それらが物理的に極めて妥当であると

結論づけた。 

 

［研 究 題 目     ］機能調和酸化物新機能材料創製に関する

研究 
 機能発現にかかわる物質制御 
［研究代表者］仁木  栄（光技術研究部門） 

［研究担当者］松原 浩司、ポール・フォンス、 

       岩田 拡也、山田 昭政 

［研 究 内 容     ］ 
 第1期で得られた制御性の高い励起状態酸素源を用い

た高品質酸化物結晶薄膜の作製技術を利用し、第2期では

ターゲットを ZnO に絞り、ドーピングによる機能制御に

関する研究を進めた。ZnO へのドーピングについては2

つの課題を集中的に検討した。1つは発光デバイス応用を

目指した p 型 ZnO の開発、もう一つは、透明導電膜へ

の応用を目指した n 型の高濃度ドーピング技術の開発で

ある。p 型 ZnO に関しては、窒素ドーピングや窒素とガ

リウムの同時ドーピングなどを試みた。n 型高濃度ドー

ピングでは、アルミ、ガリウムなどのドーピングを試み

た。その結果、窒素ドーピング量は成長温度に依存性し、

低温でよりドーピング濃度が高くなることが分かった。

また、ガリウムとの同時ドーピングにより窒素の取り込

み量を制御可能なことも明らかになった。p 型化は確認

できていないが、p 型化への技術的な指針を明らかにす

ることができた。n 型ドーピングではガリウムドープ

ZnO 膜で、電子濃度 n≧1×1021cm-3、移動度μ≧

25cm2V-1s-1、抵抗率ρ～2×10-4Ωcm で、可視光領域で

の平均透過率95％以上（膜厚0.5μm）を示す高品質な導

電膜の作製に成功した。また、プラスチック基板などに

も対応可能な、ITO に替わる次世代透明導電膜材料とし

ての応用を考え、ガラス基板上への低温（室温）での成

膜も試み、基板加熱無しで成膜したアルミドープ ZnO 膜

で抵抗率ρ～5×10-4Ωcm で、可視光領域での平均透過

率86％以上（膜厚0.7μm）の透明導電膜の作製に成功し

た。 

 

［研 究 題 目     ］QOL を指向した生体融和材料の新創出に

関する研究 
 複合材料の生体活性物質修飾 
［研究代表者］横川 善之（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］永田夫久江、穂積  篤、寺岡  啓、

稲垣 雅彦 
［研 究 内 容     ］ 

 生体骨類似の特性を有する生体融和材料の開発を目指

し、キチン・キトサン／リン酸カルシウム複合体を調製

し、骨形成因子を組み込み動物実験を行った。キチン・

キトサンのリン酸誘導体は、擬似体液中に浸漬すると骨

類似アパタイトが析出し骨伝導性を有している。骨形成

誘導能を付与し、治癒期間の短縮を目指し BMP と複合

化したキチン・キトサン複合体を調製した。複合体の力

学的特性を高めるため、リン酸エステル化したキチン・

キトサンにバインダーを加えて板状あるいはペレット状

に加圧成形した。バインダー量、成形量が多くなるほど

強固になり、また成形した試料を擬似体液に浸漬すると、

浸漬時間が長くなるにつれ曲げ強度が高くなることが分

かった。牛骨から抽出した粗製 BMPs をリン酸あるいは

カルシウムを表面に導入したキチン・キトサン成形体に

組み込み in vivo で評価を行った。ラットの背部、腹部

へ埋入し、生体親和性を評価すると共に頭蓋骨への埋入

試験を行った。埋入後、1～8週までの所見では、異物巨

細胞、円形細胞浸潤はほとんど見られず、生分解性物質

に見られる炎症がほとんどないこと、またリン酸カルシ

ウムの割合が増えるほど骨形成が顕著となることが分か

り、生体材料として良好な結果が得られた。 
 

［研 究 題 目     ］染色体の構造と機能解明のためのナノデ

バイスに関する総合研究 
 オンチップ染色体ナノハンドリングシス

テムの開発 
［研究代表者］井上 貴仁（ナノテクノロジー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、染色体・ゲノムの高次構造を解析・操作

する手法を開発することを目的として、染色体の構造解

析・操作のためのオンチップナノハンドリングシステム

を開発する。具体的には、マイクロマシンニングに基づ

いて、一枚の微小な半導体基板上に操作・加工等の機能

を一括して作り込み、高分解能顕微鏡技術との複合化に

より、従来より、著しく迅速で均質な染色体個別の移送、
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選別、固定化、加工を実現するシステムを開発する。 
 本年度は、シリコン、石英材料からなるマイクロ流体

デバイスを用いた染色体1個の輸送特性を高解像度顕微

鏡技術により評価した。その結果、染色体は直流および

交流電場により操作可能であり、10mm 程度の流路長で

あれば10V 以下の電源電圧でソーテイングできることが

示された。 
 

［研 究 題 目     ］生体外細胞操作と細胞外環境設計による

組織工学 
 骨髄系・高次代謝機能系人工組織開発・

人工骨髄形成用ヒト造血幹細胞大量培養

法の確立とその臨床応用に関する研究 
 間葉系骨髄幹細胞と人工材料による骨髄

含有人工骨組織形成法の開発 
［研究代表者］大串  始（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 
［研 究 内 容     ］ 
 ポリマー上での in vitro 骨形成実験を行った。ヒト骨

髄間葉系細胞の培養による骨芽細胞への分化条件を決定

できた。 
 

［研 究 題 目     ］生体外細胞操作と細胞外環境設計による

組織工学 
 血管系人工組織開発 細胞高なじみ性材

料と体内異組織細胞収集法による小口径

人工血管の構造 

［研究代表者］児玉  亮（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 
［研究担当者］芝  良昭、小山 寿恵、岡村  愛、

揚  大為 
［研 究 内 容     ］ 
 細胞高なじみ性人工細胞外マトリックス材料があれば、

多くのバイオマテリアルの問題点を解決できる可能性が

ある。 
 本研究において、今まで、三菱化学（株）の開発によ

るポリアミノ酸・ウレタン共重合体（略して PAU）を用

いることにより、内径1.5ミリの小口径人工血管において

も、コラーゲン以上の細胞適合性と組織治癒、内皮組織

化を見出している。PAU を含む細胞高なじみ性人工細胞

外マトリックスを用いて、新しい内皮組織化の早い人工

血管を目指す。 
 

［研 究 題 目     ］植物の環境応答と形態形成の相互調節ネ

ットワークに関する研究 
 植物の環境応答ネットワークに関する研

究 
 微生物感染に対する生体防御応答機構 
［研究代表者］進士 秀明（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］鈴木  馨 

［研 究 内 容     ］ 
 植物が微生物に感染にすると、微生物由来の感染シグ

ナルであるエリシターを認識して生体防御遺伝子群の発

現を誘導し、そのとき同時にエチレン等の細胞間防御シ

グナルを生成して周辺の非感染組織細胞の生体防御遺伝

子の発現を誘導する。植物における環境シグナルの認識、

細胞間・細胞内情報伝達系と遺伝子の転写制御機構を明

らかにするため、植物ホルモンと微生物エリシターに応

答する生体防御遺伝子の発現制御実験系を用いて、植物

の生体防御における環境応答の制御機構を解析した。生

体防御遺伝子の発現制御領域の DNA エレメントに結合

する転写因子 ERF の転写制御機能について一過的発現

系を用いて解析した。ERF には転写活性化因子として機

能するものと転写抑制因子として機能するものがあるこ

とを明らかにした。タバコ ERF3、アラビドプシスの

AtERF3、AtERF4などクラスⅡERF は転写抑制因子と

して機能することを示した。これらの転写抑制因子の制

御機能を明らかにするため、転写抑制ドメインの同定を

行った。タバコ ERF3の C－末端側に存在する35アミノ

酸からなる領域を GAL4DNA 結合ドメインと接続する

ことにより転写抑制活性を示すことを明らかにした。こ

の領域に含まれているアミノ酸配列のモチーフはクラス

ⅡERF に共通して存在している。このアミノ酸配列に変

異を導入すると転写抑制活性が失われることから、この

配列モチーフが転写抑制活性機能に重要であることが示

唆された。 
 

［研 究 題 目     ］新しい情報処理プラットホームのための

アクティブ原子配線網に関する研究 
 原子・高分子配線の相互結合網化に関す

る研究 
 アトムテスターに関する研究 
［研究代表者］三木 一司（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］白木 一郎、矢代  航、S.H. Pan 
［研 究 内 容     ］ 
 原子配線網の信号特性を探る技術では、原子サイズで

しかも極微電流で計測する必要がある。このための要素

技術は低温測定であり、原子オーダーで基板からの高さ

を制御できる電気特性試験器（アトムテスター）を構築

する。一方で、電気的特性を実際に決めているのはその

周辺のポテンシャルであり、このポテンシャルも原子オ

ーダーで測定する必要がある。このような電流電圧特性

やポテンシャルをアクティブ原子配線網の特定の部分近

傍で2次元ないしは3次元マップする測定手段の研究開発

を行っている。 
 原子配線網の信号特性を探る技術では、原子サイズで

しかも極微電流で計測するアトムテスターを開発する必

要がある。絶縁基板に対応する必要があるため、原子間

力顕微鏡をベースにした装置仕様にして装置図面を作成

し、装置の試作をした。 
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 本装置は低温走査型トンネル電子顕微鏡技術の権威で

ある、ヒューストン大学の Pan 教授と協力して行った。

効率的に行うために、最終的な図面作製および鍵になる

アトミックプローブの試作を非常勤職員一名をヒュース

トン大学に短期間常駐させた。更に低温装置の操作につ

いても指導してもらい、装置の性能チェックを行った。

なお、ヒューストン大学の Pan 教授は本研究の実質的メ

ンバーになっている。 
 第一段階のアトムテスターの立ち上げは産業技術総合

研究所で完了した。装置は、原子配線網作製装置を増設

するために超高真空装置仕様になっている。約40K で、

試作したアトムテスターの動作が確認でき、電気的特性

の二端子測定ができることが確認できた。次年度からは、

ナノ構造の測定問題点を洗い出していく。 

 

［研 究 題 目     ］新しい情報処理プラットホームのための

アクティブ原子配線網に関する研究 
 原子配線に関する研究 

基板内配線に関する研究 
［研究代表者］三木 一司（ナノテクノロジー研究部門） 

［研究担当者］白木 一郎、矢代  航、J.H.G. Owen、
J. Yin、D.R. Bowler 

［研 究 内 容     ］ 
 「ビスマス完全細線」はシリコン表面で形成され、ア

クティブ原子配線網形成に必要な立体交差できる完全原

子配線として期待できる。この原子配線により、SOI
（silicon on insulator）技術を用いて、ビスマス原子配

線の埋め込み部分を表面から僅か数 nm 程度に限定し、

その部分より下側は絶縁基板化する技術を研究開発した。

これにより、微弱な信号電流が基板へリークすることが

防げるようになった。また、シリコンよりバンドギャッ

プが小さいシリコンゲルマニウム混晶層内にビスマス配

線を埋め込む技術も開発し、シリコン層で挟み込むこと

によっても外部リークを抑制することにも成功した。 
 後者は、シリコン系 IV 族混晶半導体層内にビスマス

配線を埋め込むことにより、外部リークを抑制する技術

である。本手法自身は化合物半導体を使った半導体レー

ザ作製に使われている手法であるが、原子細線構造を埋

め込む技術までには技術的な距離がある。シリコン基板

に分子線エピタキシー成長法を適用して数 nm の薄さの

シリコンゲルマニウム混晶層を成長し、この中心層にビ

スマス原子細線を埋め込み、更にシリコン結晶層でキャ

ップした。技術の実証と共に、シリコンゲルマニウム混

晶層の混晶比率や厚み等を変数にしてリーク電流低減の

最適化まで行った。 
 今年度研究開発を行った絶縁化技術を用いて、ビスマ

ス原子細線自身の電気伝導度の四端子測定を行い、従来

のビスマス薄膜やイオン注入したものと違った特性であ

ることが明らかに出来た。この測定では1100℃、10分程

度のアニール処理も有効に効くことも判明した。次年度

からは、絶縁化技術の配線網へ適用を行っていく。 
 

［研 究 題 目     ］人間支援のための分散リアルタイムネッ

トワーク基盤技術の研究 
［研究代表者］坂上 勝彦（知能システム研究部門） 
［研究担当者］蔵田 武志、大隈 隆史、興梠 正克 

（知能システム研究部門）、堀  俊夫、 
西田 佳史（デジタルヒューマン研究ラ

ボ） 
［研 究 内 容     ］ 
 ケアウェア（人が携帯または着用した視覚センサや超

小型ディスプレイ等を持つ情報機器をネットワークに接

続し、ユーザに対するケア、すなわちお世話を提供する

身近な存在）の研究においては、(a) 物体認識に基づく

実環境とリンクした情報のリアルタイム提示のために、

モーションセンサを導入し、逐次モンテカルロ手法の枠

組を適用してセンサ情報と映像情報を組み合わせ、シス

テムのロバスト性と精度を改善した。応用として作業支

援のための3次元オンラインマニュアルシステムを試作

した。(b) 高視野視覚による状況把握のために、2軸の

アクティブカメラの試作と、顔画像の実時間追跡・登録

を分散計算環境で実現するための手法を開発し、これら

を組み合わせた実時間注視制御システムを開発した。(c) 
ウェアラブルアクティブカメラや小型全方位カメラなど

の着用に適したウェアラブル視覚デバイスを試作すると

ともに、それらを組み込んだ複数のウェアラブルクライ

アントを試作した。 
 分散センサ／アクチュエータネットワーク（環境中の

様々な場所に分散して配置されたセンサやアクチュエー

タによる人間支援システム）の研究においては、人の日

常活動の認識を行うシステムとして、対象物センサ化シ

ステムを提案し、それを安価で実現するシステムとして、

超音波式3次元位置計測装置を利用した日常環境型のシ

ステムを構築した。具体的には、物体に取り付けた超音

波発信器の超音波を同時に受信することによる超音波式

3次元位置計測装置を開発した。冗長な距離データを使う

ことで、位置推定の性能を向上させるためのアルゴリズ

ムを開発し、構築したシステムを用いて有効性を評価し

た。一般的な対象物の操作に共通する Pick & Place 動作

やホッチキス留め動作などの対象物固有の機能利用行動

について、日常活動が認識できることを確認した。 
 

［研 究 題 目     ］高速ネットワーク環境下における高度医

療アプリケーションの研究開発 
 医療情報交換に係る情報セキュリティに

関する調査研究 
［研究代表者］田代 秀一（情報処理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 遠隔地を含め、全国に高度な医療を普及させるために

は、患者のカルテ情報、医療用検査機器の検査情報、医
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療機器に対する制御情報などの交換のほか、多様な症例

情報等の検索などをインターネット上で行える必要があ

る。現状ではこのように高度にプライバシ保護が要求さ

れる情報について、その利用のされかたを適切に管理す

る方法は確立されておらず、その安全で使いやすい実現

が急務となっている。そのため、情報の利用制御やフロ

ー制御を円滑に行うことを目的として、柔軟で強力な情

報利用管理方式の研究開発を行っている。13年度におい

ては、医療現場における情報利用に関する権限委譲のフ

ローや関係者のトラスト関係などをモデル化し、それに

基づいた情報管理システムの制御方式の開発を行った。 
 
［研 究 題 目     ］科学技術計算専用ロジック組込み型プラ

ットフォーム・アーキテクチャに関する

研究 
［研究代表者］長嶋 雲兵（グリッド研究センター） 
［研 究 内 容     ］ 
 小原らが提案したアルゴリズムに基づいて作成された

3種類の2電子積分ルーチンを実装し、その性能評価を行

った。それらの結果を解析することにより、2電子積分の

高速計算に必要な条件を検討した。またプログラムの並

列化を行い、並列化効率を調べた。 
 さらに大規模分子のMO計算を高速に行うために北浦

らによって提案されたフラグメント分子軌道（FMO）法

計算を行うプログラムパッケージABINIT-MPにこれら

のルーチンを組み込み、ABINIT-MP で現在開発されて

いる ERI 専用計算機を利用するためのプログラム整理

も行った。 
 

［研 究 題 目     ］人間系の特性を考慮した大規模・複雑シ

ステムのモデル化、解析、制御、設計に

関する総合研究 
 生命系モデルの組織化に関する研究 
［研究代表者］三宅  淳（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 
［研 究 内 容     ］ 
 自己組織化するペプチドのアミノ酸シークエンスにつ

いて、アルゴリズム化するための場合分けの方法を検討

する。そのために、分子サイズの機械装置設計への応用

を目指し、設計情報と構造と機能の関係について、検討

する。また磁気制御 AFM を用いて自己組織化させたペ

プチドの会合体を取り扱い、αヘリックス構造の機械的

な測定を行い、生体分子の力学的評価を行った。 

 

［研 究 題 目     ］単一磁束量子を担体とする極限情報処理

機能の研究 
 超広帯域信号処理に関する研究 

単一磁束量子回路を用いた広帯域型アナ

ログ－デジタル変換器の研究 
［研究代表者］東海林 彰（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 基史、前澤 正明 

［研 究 内 容     ］ 
 単一磁束量子（Single Flux Quantum：SFQ）を情報

担体として動作する論理回路（SFQ 回路）を用い、8GHz
の入力帯域幅を有するアナログ―デジタル変換器（AD
変換器）の開発を行った。まず、AD 変換器の要素回路

である、コンパレータ、デマルチプレクサ（DMUX）お

よび出力ドライバーについて、それぞれ個別に設計、作

製を行い、動作特性試験を行った。その結果、コンパレ

ータについては3GHz のクロック周波数において正常な

動作を確認することができた。また、コンピュータシミ

ュレーションの結果から33.8GHz のクロック周波数に

おいて正常な動作が行われることが確認できた。

DMUX(1:8)については、平均電圧法によって19GHz の

クロック周波数を有するデジタル信号に対して正常な動

作が行われることが推測された。出力ドライバーに関し

ては3GHz のクロック周波数まで正常な動作が行われる

ことが確認された。次に、AD 変換器全体の設計、試作

及び動作試験を行った。しかし、残念ながら AD 変換器

全体の正常動作を確認することはできなかった。その原

因としては、測定中における回路への磁束の侵入、外部

測定系からの雑音の侵入、回路パラメータのバラツキな

どが考えられる。 

 

［研 究 題 目     ］顕微光電子分光法による材料・デバイス

の高度分析評価技術に関する研究 
 顕微光電子分光技術に関する研究内殻準

位励起顕微システム技術の研究 
［研究代表者］富江 敏尚（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］錦織健太郎、李  東勲、屋代 英彦 

［研 究 内 容     ］ 
１）材料デバイスの開発に欠かせない物質の電子状態に

関する情報を得る最良の手段である光電子分光法で、

サブμm の空間分解能を実験室規模の装置で実現出

来る手法として、当所では、レーザープラズマを光源

とし、回折格子で励起光の単色化を行い、飛行時間法

で電子のエネルギー分光を行う方式を提案しており、

その実用化技術の開発を行っている。 

２）プラズマを光源とし背面照射型 CCD カメラを検出

器とする in-situ フーコーテストシステムを用いて、

ナイフエッジ法による評価を行い、プラズマ光源から

の16nmEUV 光のシュバルツシルト集光光学系による

集光で、サブμm ビームが得られることを確認した。 

３）磁気ボトルを用いることで電子の捕集効率が3桁程度

に大きくできるが、試料位置を僅か0.5mm ずらすだ

けで、飛行管を経て MCP 検出器に到達する電子の数

が大きく異なることが見出され、良好なスペクトルを

得るには、マイクロビーム照射位置を、100μm 程度

の精度で調整することが重要であることが分かった。 

４）Ta プラズマ光源を16nm 光用シュバルツシルト光学
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系で幾つかの試料上にサブμm 径に集光照射し、試料

から放出される光電子スペクトルを取得した。得られ

たスペクトル波形から評価したエネルギー分解能は、

2eV 程度であった。この程度の良好なエネルギー分解

能の光電子スペクトルが得られる実験室規模の装置と

しては、世界最小のマイクロビーム照射である。 
 

［研 究 題 目     ］顕微光電子分光法による材料・デバイス

の高度分析評価技術に関する研究 
 顕微光電子分光技術に関する研究 
 光電子スペクトル高度解析技術の研究 
［研究代表者］城  昌利（計測標準研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 顕微光電子分光スペクトルを解析するための非弾性バ

ックグラウンド処理プログラムを開発している。 

 顕微光電子分光スペクトルの解析を成功させるために

は(1) 深さ方向に不均一な系への対応、(2) 光源として

用いる通常の線源と異なる X 線波長への対応の2点が必

要である。このため、本研究以前に開発していたスペク

トル中の非弾性バックグラウンド解析のアルゴリズムを

拡張し、実際のスペクトルの解析を行うのが本研究の目

的である。H11～H13のⅠ期では、このためのアルゴリ

ズムの高速化と安定化、不均一系のための拡張、異なる

X 線波長への対応を含む解析パラメータの変数化を行っ

てきた。前年度までにこの解析が2段階に分けられ、特に

第1段階は従来の方法の直接的な拡張に相当することが

分かった。そこで H13年度は解析の第1段階に相当する

部分と、異なる波長への対応を行った。最初の応用とし

て銀とアルミニウムのスペクトルの解析を試みた。なお、

ここでの不均一性は化学組成のみに限らず、電子状態の

違いまでも含まれているので、アルミニウムのような組

成が単一なものでも不均一性がありうる。アルミニウム

はプラズモン励起が存在し、表面近傍に局在した表面プ

ラズモンも存在するので不均一な系のひとつの典型であ

る。解析の結果、得られた損失関数には負になる部分が

存在し、これが深さ方向の不均一性を表していると考え

られる｡ 
 
［研 究 題 目     ］顕微光電子分光法による材料・デバイス

の高度分析評価技術に関する研究 
 顕微光電子分光法による高度分析評価技

術に関する研究 
 間欠現象における光電子分光評価技術の

研究 
［研究代表者］富江 敏尚（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］錦織健太郎、李  東勳、青田 達也、

屋代 英彦 
［研 究 内 容     ］ 
 EUV リソグラフィー用光源の最有力材料である錫を

用いる場合に大きな問題となるデブリ抑制の方策に有用

な知見が、内殻励起光電子分光法で得られる可能性があ

る。昨年度は、光電子分光測定を行い、かなり低いパワ

ーレベルでのアブレーションでも、自由電子が生成され

ていることを示唆するデータを得た。今年度は、通常の

パワーレベルでのアブレーションを種々の方法で評価し、

アブレーションという現象のメカニズムに迫る知見を得

ることを試み、以下の結果を得た。 
１．レーザーアブレーションで発生する微粒子径のレー

ザーパルス依存性と、レーザークリーニングで除去で

きる微粒子径が数十 nm 以上であることから、デブリ

が発生する機構としては、レーザー光の吸収で温度上

昇が生じ表面が膨張し、その膨張が瞬間的に起きるの

で大きな加速度が発生し、それにより固体表面から微

粒子が剥がれるという、瞬間膨張生起加速度説がもっ

ともらしいことが分かった。 
２．前年度と、今年度の結果から、低いパワーレベルの

照射では、プラズマ化などで昇華が生じるなどして固

体表面からおそらく原子状の物質が剥がれ、一方高い

パワーレベルでは、それに加え瞬間膨張で生起される

大きな加速度により微粒子が放出される、というレー

ザーアブレーションの描像が明らかになった。 

 

［研 究 題 目     ］高密度パルス光の発生と先端的物質制御

に関する研究 
 プロセス基盤技術 

 極限時間域高密度パルス光の高機能化技

術の研究 

［研究代表者］鳥塚 健二（光技術研究部門） 

［研究担当者］高田 英行、植村 禎夫、欠端 雅之、

小林 洋平 
［研 究 内 容     ］ 
 高密度パルス光による物質制御プロセス現象の探索・

解明・利用に資するため、極限時間域高密度パルス光を

発生するレーザーシステムの技術の開発を目標として研

究開発を行った。物質制御用の高密度パルス光としては

未踏の短パルス幅である～10fs、尖頭出力10TW の目標

性能を実現するための技術として、前年度までにチタン

サファイアレーザーのチャープパルス増幅によって、パ

ルスエネルギーとスペクトル幅についての充分な特性が

得られた。これを踏まえ、平成13年度には、パルス幅を

広げる原因となるレーザー内での高次分散効果の低減お

よび高密度パルス光の短パルス化の障害であるパルス幅

拡大・再圧縮の過程から生じる残留チャープの低減につ

いて重点的に研究開発を行った。また、チャープパルス

増幅の各要素技術の高精度化をすすめると共に、全体の

バランスの最適化を行い、極限時間域の超高密度パルス

光発生の現状での限界を検討した。 
 本年度には、特に以下の成果が得られた。 
 増幅によって10TW パルスを得るための種となるレー

ザー発振器出力の短パルス化をすすめ、共振器を構成す
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る鏡の改良で、パルス幅6fs 台を実験的に計測するとと

もに、チャープ補償で最短5.8fs が得られることを確認

した。 
 チャープパルス増幅の構成で、パルス幅の拡大と再圧

縮を行った出力パルスについて、液晶変調器を用いて補

償する独自の方式を用いて、残留チャープの補償を高精

度化し、パルス幅低減をすすめた。再圧縮後のパルス幅

で最短7.7fs を得た。また、10fs パルス相当のスペクト

ル幅の条件下で400mJ/pulse の出力エネルギーを得た。 
 

［研 究 題 目     ］高密度パルス光の発生と先端的物質制御

に関する研究 
 プロセス基盤技術 
 光励起化学種によるプロセス制御の研究 
［研究代表者］矢部  明（光反応制御研究センター） 

［研究担当者］新納 弘之、佐藤 正健 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、物質と高密度パルス光との相互作用の特

徴である多光子吸収、高密度励起を活用し、基本的化学

物質の低温マトリックス場や有機低分子の低温凝結体な

どの反応場で紫外光領域の高密度パルス光を照射し、選

択的かつ高濃度の光励起活性種を生成させるための基礎

研究を行った。また、生成された光励起活性種の堆積に

よる新物質創製、機能性薄膜作製あるいは材料表面での

化学的・物理的構造変換による機能の付与および材料の

高度化を図るための基盤技術への展開を図ることを最終

目標として研究を行った。 

 実験手法として、窒素分子の低温固体をレーザーアブ

レーションのターゲットとして、高密度パルス照射によ

る活性種の生成と活性種ビームの高効率発生を検討し、

さらに、生成する活性種ビームをグラファイト、金属な

どの基板に照射することで、種々の窒化物などの新物質

物質創製や材料表面での化学的・物理的構造変換を試み

た。測定方法としては、生成する活性種の直接観測を分

光法や画像法を用いて行い、基板上の生成物を X 線光電

子分光法（X-ray photoelectron spectroscopy; XPS）お

よび原子間力顕微鏡（Atomic force microscopy; AFM）

で評価した。 
 窒素原子ビームと高配向性グラファイト（Highly 
oriented pyrolytic graphite; HOPG）基板表面との反応

機構を検討したところ、グラファイト表面層に窒素が化

学結合を介して導入されていることが分かった。詳細な

表面分析を行った結果、本手法による窒化炭素の生成は

グラファイト平面層を破壊することなく窒素を導入でき

ることを特徴としていることが判明した。これは、窒素

プラズマやイオンガンなどの他の一般的な窒素導入手法

と比較して、本法では反応過程が極めて温和であるとい

う、ユニークな手法であることを示している。 
 

［研 究 題 目     ］海底熱水系における生物・地質相互作用

の解明に関する国際共同研究 
［研究代表者］丸茂 克美（海洋資源環境研究部門） 

［研究代表者］川幡 穂高、西村 清和、中村 光一、

村上 文敏、辻野  匠、田中 明子、

佐脇 貴幸、佐々木宗建 
［研 究 内 容     ］ 
 伊豆小笠原海域の水曜海山おいて海底熱水系地下生物

圏の3次元的拡がりや、マグマ活動と微生物活動の関連性

を把握し、微生物活動の岩石圏や海洋の物質循環に与え

る影響の解明を目指すため、海底掘削装置「BMS」を用

いて、300℃以上の熱水地帯の海底掘削に成功した。また

無人探査船「ROV はくよう2000」、有人探査船「しんか

い2000」を用いて熱水、岩石、海水浮遊物、微生物の採

取に成功し、地球物理・地球化学用長期観測装置の設置

と回収に成功した。さらに海洋調査船「かいれい」を用

いて海底熱水系の地下構造の解析を実施した。 
 「BMS」を用いた掘削で得られた岩石コアや、「ROV
はくよう2000」、「しんかい2000」、「かいれい」で採取し

た岩石試料の分析を行い、熱水地帯に産する粘土鉱物や

熱水活動に起因する重金属沈殿物から熱水系の熱履歴を

解明した。また生物活動に不可欠なモリブデンや燐など

の元素が熱水作用によって岩石からどの程度解解放され

るかについても検討した。掘削で得られた岩石コアから

の微生物の培養を試みた。さらに海底熱水系から採取し

た堆積物試料を熱水環境下で反応させ、アミノ酸の変化

を追跡した。 
 
［研 究 題 目     ］海底熱水系における生物・地質相互作用

の解明に関する国際共同研究 
 熱水地下生物圏の微生物群集の解明に関

する研究 

 微生物群集の多様性と時空間変動に関す

る研究 

［研究代表者］丸山 明彦（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］花田  智、河原林 裕 

［研 究 内 容     ］ 
 伊豆小笠原海域の水曜海山カルデラ内海底熱水活動域

を対象とし、海底掘削後、有人・無人潜水艇を用いた微

生物試料採取や現場培養、洋上培養等を行った。その結

果、このカルデラ内が「天然の良好な微生物培養器」と

して機能していることを初めて見出した。また、掘削孔

や天然ベントからの高温熱水中にも多数の新規バクテリ

ア系統群を見出すとともに、それらが地下環境に由来す

ることを裏付けた。考案した掘削孔挿入型現場培養器に

よる試料採取に成功し、プロテオバクテリア、好熱性バ

クテリアやアーキア等に近縁なクローンを多数見出すと

ともに、現場ろ過装置により多数の微生物大量濃縮試料

を採取した。一方、新規好熱性微生物の分離培養等を行

い、鉱山地下熱水系から新規好熱性嫌気的微生物、陸上

天然温泉から新規好熱性硫酸還元細菌、海底火山熱水系
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より酸素感受性の新規好熱性菌株の単離に成功した。こ

れら新菌株は、55℃以上の温度で最適な生育を示す「真

正の好熱性・嫌気性細菌」であった。さらに、中央海嶺

低温熱水由来の環境微生物 DNA 試料を対象とし直接塩

基配列解読した結果、全てが新規配列であることを見出

すとともに、二三の遺伝子獲得に成功した。 
 

［研 究 題 目     ］風送ダストの大気中への供給量評価と気

候への影響に関する研究 
 風送ダストの長距離輸送過程の実態解明

に関する研究 
 長距離輸送途上における降下ダスト粒子

の物性に関する研究 
［研究代表者］金井  豊（深部地質環境研究センター） 

［研究担当者］太田 允恒、上岡  晃、寺島  滋、

今井  登、松久 幸敬、清水  洋、

高橋 嘉夫 

［研 究 内 容     ］ 
 来年度早々に予定されている風送ダストの集中観測期

間（IOP）に万全な体制で観測ができるよう、担当地域

の中国東部・日本各地の観測点のサンプラーを動かし、

予備的にダスト試料を採取した。この過程で、装置の維

持・管理上の問題点や試料採取における問題点を抽出・

検討し、IOP に備えた。同時に、採取した試料の物性デ

ータを提供できる体制にするために、昨年度に設置した

サンプラーによって得た試料の粒度分析・化学分析等の

解析を行って、標準的な解析手順を検討した。また、中

国の北京と合肥の2観測点を追加してネットワークを拡

充するために、ダスト採取装置を調達・発送し、現地に

設置・調整を行って IOP に備えた。さらに、共同研究者

を招へいしてワークショップに参加し、IOP の打ち合わ

せや研究成果の発表を行った。 
 
［研 究 題 目     ］雲仙火山：科学掘削による噴火機構とマ

グマ活動解明のための国際共同研究 
［研究代表者］宇都 浩三（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］星住 英夫、角井 朝昭、Hoang Nguyen、
栗原  新、篠原 宏志、高田  亮、

斉藤 元治、東宮 昭彦、佐藤 久夫、

松本 哲一、鹿野 和彦、宮城 磯治、

風早 康平、高橋 正明、森川 徳敏、

高橋  浩、安原 正也、小屋口剛博、

大場  武 
［研 究 内 容     ］ 
 雲仙火山の地溝中軸南部で昨年度掘削井のより深部の

掘削を行い、より初期の噴出物試料を採取すると共に、

野外地質調査を実施し、火山噴火の様式と規模の時間変

化を明らかにした。掘削コアおよび地表試料の K-Ar お

よび 40Ar/39Ar 年代測定を実施すると共に、全岩化学組成

分析などを実施し、火山形成史とマグマ活動研究グルー

プの起源と進化史を明らかにした。トレーサを用いた手

法により、コア試料から、掘削泥水の混入を評価した上

で、間隙水抽出・分析を行い、深部地下水系における同

位体的特徴を明らかにした。島原半島の広域地下水調査

により、雲仙地溝の地質構造により支配された地下水の

化学組成分布を明らかにした。噴火過程における地形を

含めた応力解析を三次元有限要素法を用いて行い、珪長

質マグマの上昇過程の及ぼす地殻変動を明らかにした。

火山ガス再調査により火山ガス起源を明らかにした。輝

石のガラス包有物分析により、1990-1995年の噴火中の過

剰 SO2の供給源となる苦鉄質マグマの組成を推定し、脱

ガス過程を明らかにした。 

 

［研 究 題 目     ］炭素循環に関するグローバルマッピング

とその高度化に関する国際共同研究 
［研究代表者］川幡 穂高（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］田中裕一郎、鈴木  淳、野原 昌人、

岡井 貴司、青木 繁明、原田  晃 
［研 究 内 容     ］ 
 海洋表層から下に落ちるプランクトンを採取し、表層

からの炭素除去流量を求めるため、セジメントトラップ

を海中に係留し、観測船が調査海域を離れている間も自

動的に継続して試料採取した。その試料を分析したとこ

ろ、エルニーニョ時の一次生産は、西赤道太平洋では増

加し、中部赤道太平洋では減少することが分かった。こ

れは、エルニーニョ・南方振動によって赤道域の海水が

大規模に東西方向に移動しているためと考えられた。ま

た、IMAGES（International Marine Global Change 
Study；国際全海洋変動研究）に関係して、西太平洋で

2001年に航海が実施され、柱状コアが採取され、下北と

オーストラリア沖のサイトについて試料の分取をすると

ともに、主要成分の分析を開始した。また、西太平洋暖

水塊周辺海域から採取された珊瑚骨格を高解像度で解析

し、西太平洋低緯度域の海洋環境を復元するために、チ

ュック島の安定同位体比を800データ測定した。海におけ

る一次生産について衛星データから推定した値を比較す

るため、生態系モデルを構築し、計算した結果、両者は

よく一致することが分かった。 
 
［研 究 題 目     ］GPS 気象学：GPS 水蒸気情報システム

の構築と気象学・測地学・水文学への応

用に関する研究 

 水蒸気変動の GPS 解析に及ぼす影響に

関する研究 
 GPS 鉛直測位成分推定に及ぼす水蒸気

変動の評価 
［研究代表者］大谷  竜（地球科学情報研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本課題では、各種測地測量や水蒸気ラジオメーター等

の観測データを使って、GPS 測位に及ぼす水蒸気変動の
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影響を調査した。まず東海地方の浜岡において、国土地

理院 GPS 連続観測網（GEONET）の解析から得られる

鉛直測位解データと、GPS とは独立な観測で、水蒸気に

よる遅延誤差（湿潤遅延量）の影響を全く受けない、水

準測量、地盤沈下計、地下水計などから得られたデータ

との相互比較を行うことで、水蒸気が GPS 鉛直測位解

推定へ与えている影響を調査した。その結果、他の観測

で見られた季節変動が GPS の比高観測には明瞭にみら

れないことが分かった。海外の事例研究で、水蒸気の季

節的な偏在が GPS 測位に誤差を与えている可能性が指

摘されていることから、GEONET による夏季の可降水

量変動の事例解析を行って東海・関東域での水蒸気の変

動を調査したところ、比較的狭い領域（数十 km）でも

水蒸気分布に大きな非一様性と時間変動があることが明

らかになった。より直接的に、水蒸気を含む大気遅延変

動が GPS 測位解推定へ及ぼしている影響を調べるため

に、水蒸気ラジオメーター等の気象観測で得られた天頂

遅延量のデータを GPS 解析に取り込んで大気遅延をあ

らかじめ補正した GPS 解析を行った。その結果、測位

解推定には、主に乾燥大気に起因する天頂静水圧遅延量

の影響はほとんどないこと、天頂湿潤遅延量は、水平成

分にはあまり影響しないが、鉛直成分には1cm にも及ぶ

影響を与える場合があること等が明らかになった。これ

らのことは、GPS 鉛直測位に1cm の変位が見られてもそ

れは水蒸気による見掛け上の変動である可能性があるこ

とを示している。 

 

［研 究 題 目     ］地震災害軽減のための強震動予測マスタ

ーモデルに関する研究 
 震源特性の抽出に関する研究 

 活断層情報と不均質震源特性との関係に

関する研究 
［研究代表者］杉山 雄一（活断層研究センター） 

［研究担当者］関口 春子、粟田 泰夫、伏島祐一郎、

下川 浩一 
［研 究 内 容     ］ 
 活断層の情報から、アスペリティなどの不均質震源特

性を予測する可能性を検証するため、１）地震断層・活

断層の変位量分布、２）地震断層の変位量分布と地震学

的に求められた震源断層のすべり量分布の関係、３）セ

グメント境界の形状と破壊伝播との関係、を検討した。

その結果、検討した地震断層の各セグメントの変位量分

布は、１）1つのピークを持つ山型、２）プラトー状、３）

両者の複合型に区分された。また、兵庫県南部、集集、

イズミット、ランダースの各地震とも、地表地震断層の

変位量分布は、地震動記録などのインバージョン解析に

よって求められた震源断層浅部のすべり量分布と概ねよ

く対応していることが分かった。さらに、ランダース地

震及びイズミット地震の既往の地震動解析結果の検討か

ら、セグメント境界の不連続部（ジョグ）において、断

層破壊の伝播速度の減少、破壊の一時停止あるいは終止

が起きていることが確認された。 
 
［研 究 題 目     ］地震災害軽減のための強震動予測マスタ

ーモデルに関する研究 
 地震波伝播特性の高精度化に関する研究 
 強震動評価に用いる地下構造の物性値に

関する研究－S 波速度の解析手法 
［研究代表者］横倉 隆伸（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］加野 直巳、山口 和雄、衣笠 善博 

［研 究 内 容     ］ 
 強震動予測のためには、基盤に到るまでの S 波（横波）

速度構造を知ることが重要である。しかし現在のところ

S 波震源の大出力化は困難であるため、直接的に深部ま

での S 波探査を行うことはできない。しかし大出力化の

容易な P 波（縦波）震源に起因する P-S 変換波や直接 S
波を抽出すれば、地下深部までの S 波速度構造情報を得

ることが可能であると予想される。本研究では、そのた

めの解析手法開発を目標とする。平成13年度は、平成12

年度にデータ処理したP-S変換波反射断面のイメージン

グの質を改善するため、静補正法の改良・定式化ならび

に真の地層速度を精度良く求めるための速度解析法の開

発を中心として実施した。P-S 変換波は、発震点側は P
波として地下に伝播し、受振点側は S 波として地表に戻

ってくる。このため P 波部分（発震点側）に関しては垂

直成分（P 波成分）に見られる P 波初動走時の解析から、

一方、S 波部分（受振点側）に関してはラディアル成分

（SV 波成分）に見られる S 波初動走時の解析から、そ

れぞれ補正量を求めるような定式化を行った。この結果、

イメージングの質が大幅に改善された。また真の地層速

度を求めるため、P 波と S 波の速度比をパラメターとし

た定速度比スキャンパネルを定式化し、これにより速度

解析を実施した。この速度解析法により反射面の対比が

容易になり、S 波速度値の決定精度が向上した。現在の

ところ、基盤深度約1.3km 程度までは確実に地下構造の

イメージングと S 波速度の決定が行えるようになった。 
 

［研 究 題 目     ］構造物の破壊過程解明に基づく生活基盤

の地震防災性向上に関する研究 
 基礎・地盤系の塑性領域での挙動と破壊

過程に関する研究 
 大規模地盤の振動実験における地盤作成

法計測技術の開発 
［研究代表者］国松  直（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］神宮司元治 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、大型土槽内に作製された大規模地盤の3次元

相対密度分布を計測し、その均一性評価及び液状化過程

における構造物及び液状化層の挙動についての計測手法

の開発を行うことを目的としている。 
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 平成13年度の成果を要約すれば、以下のとおりである。 
１）大型土槽内に作製された大規模地盤の深度方向相対

密度を計測するための、電極ケーブル及び比抵抗計測

装置の開発を行い、取得された比抵抗から相対密度へ

の変換ソフトも開発した。 

２）大型土槽内に作製された大規模地盤の深度方向相対

密度の分布を計測し、均一性の程度を明らかにした。 

３）大型土槽内に作製された大規模地盤の深度方向相対

密度の加振前から加振後の時間的変化の挙動について、

振動台実験に適用しその挙動を明らかにした。 

 
［研 究 題 目     ］陸域震源断層の深部すべり過程のモデル

化に関する総合研究 
［研究代表者］伊藤 久男（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］藤本光一郎、増田 幸治、桑原 保人、

木口  努、今西 和俊、重松 紀生、

儘田  豊、加野 直巳、山口 和雄、

田中 明子、駒澤 正夫、大谷 具幸、

宮下由香里、堀川 晴央、田中 秀美、

小林 洋二、小村健太朗、平田  直、

岩崎 貴哉、佐藤比呂志、蔵下 英司、

一ノ瀬洋一、酒井 慎一、坂   守、

長谷川 昭、海野 徳仁、岡田 知己、

三品 正明、小川 康雄、本蔵 義守、

松島 政貴 
［研 究 内 容     ］ 
(1) 地質学的手法による深部断層岩の解析 

 かつての震源域が露出している畑川破砕帯において、

塑性変形と破壊の共存関係を明らかにした。マグニチ

ュード7クラスの地震の破壊域に相当する条件で形成

された連続的なカタクレーサイト帯の存在、カタクレ

ーサイトと低温マイロナイトが密接に関連して分布す

ることを明らかにした。塑性変形集中部の組織観察か

ら、長石が下部地殻の変形特性に重要な役割を果たし

ていることを明らかにした。 
(2) 断層深部の変形機構・物性の解明 
 下部地殻上部環境下での断層物質の変形機構や物性

測定を行うために、国内では初のスペック（性能）を

もつガス圧式高温高圧岩石変形実験装置を開発した。

これによって今まで国内では実施不可能であった温度

圧力条件下での摩擦・変形実験が可能となった。また、

このガス圧式装置による高温高圧下での岩石の電気伝

導度・弾性波速度測定手法を確立し、今まで世界的に

実験例のほとんどない、カタクレーサイト、マイロナ

イトの高温高圧下での電気伝導度、弾性波速度測定が

可能になった。 
(3) 断層深部の地球電磁気学的構造に関する研究 
 糸魚川－静岡構造線においてMT（magneto-telluric）
法（地磁気地電流法）による比抵抗構造探査を行った。

糸魚川－静岡構造線の直下から活褶曲帯にわたって深

部10km 以深に低比抵抗異常が存在することが分かっ

た。地震の震源は、この低比抵抗体を避けるようにそ

の上方に存在している。 
(4) 制御震源を用いた深部構造調査 

 平成11年11月に予備実験、平成12年に発破坑掘削・

最適観測計画の作成等の準備を踏まえて、平成13年6

月に反射・屈折・散乱波による深部構造探査を行った。

実験は当初計画通り実施され、得られた記録の処理解

析を開始した。予備的解析では長町—利府断層の深部

延長、自然地震で見出された S 波反射面に相当するイ

ベントが見出された。 
 
［研 究 題 目     ］北太平洋亜寒帯循環と気候変動に関する

国際共同研究 
 化学トレーサーを用いた亜寒帯循環変動

に関する研究 

［研究代表者］渡辺  豊（環境管理研究部門） 

［研究担当者］鷲見 栄一 

［研 究 内 容     ］ 
 化学トレーサーである CFC11、CFC12、CFC113、SF6
の分析機器の開発・改良後、これらの機器を炭酸系物質、

栄養塩等の測器とともに船舶に搭載し、水産庁遠洋水研、

東海大、水路部等と共同で p1 line などの再観測を実施

した。また、これまでに亜寒帯域で行われた化学トレー

サーを中心としたデータの収集を行い、その一部をモデ

ルの結果と比較し海洋の動態がほぼ表現できるようなモ

デルであることを確認した。これらの結果に基づき、人

為起源二酸化炭素の取り込みに関する同海域の役割を明

らかにした。さらに、化学トレーサーの分布変化から、

気候変動に伴い、表層と中深層との混合過程が弱くなり、

同海域の人為起源二酸化炭素の取り込み能が鈍くなって

いる可能性があることを明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］都市ゴミの高付加価値資源化による生活

排水・廃棄物処理システムの構築 
 汚泥を含む有機廃棄物の石油製品化 
 有機廃棄物の可溶化法 
 有機廃棄物用亜臨界水処理装置の開発 
［研究代表者］柴田 昌男（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］坂木  剛、山田 則行 

［研 究 内 容     ］ 
 汚泥を含む都市ゴミ中の有機廃棄物を石油製品である

ベンゼン、トルエン、キシレン等に変換するためには、ま

ず有機廃棄物を水に可溶化する必要がある。高濃度・高粘

度の有機廃棄物スラリーを亜臨界水を用いて大量に水に

可溶化するために、第Ⅰ期で試作したスラリー流通式（連

続式）反応装置（以下、有機廃棄物用亜臨界水処理装置）

の改造を行った。改造の結果、固形物濃度約8％、粘度100

ポイズの消化汚泥スラリーを安定して管式反応部へ供給

可能となった。また、有機廃棄物用亜臨界水処理装置及び
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回分式反応装置を用いて、有機廃棄物の水可溶化特性の検

討を行った。水可溶化特性の評価は、原料固体中の炭素量

を基準として、処理後の水中の炭素量との比で行った。有

機廃棄物用亜臨界水処理装置を用いて300℃で連続処理を

行った結果、水可溶化率はスラリー濃度7.4％、処理時間

5.0分では50.2％であった。回分式反応装置を用いて消化

汚泥及び古紙の水可溶化特性の検討を行った結果、消化汚

泥では300℃－2分の条件で水可溶化率は49.5％であった。

一方、古紙では種類によって異なるが、OA 紙では325℃

－1.5分の条件で水可溶化率は52.9％であった。これらの

結果から、亜臨界水のみの処理によって、消化汚泥や古紙

では原料固形物中の炭素の約50％が水可溶分として水中

に移行することがわかった。 
 

［研 究 題 目     ］日常生活における快適な睡眠の確保に関

する総合研究 
 質の高い日常生活を送るための休息・睡

眠法の開発と普及 

 寝衣・寝具・寝室温熱環境の制御による

快適睡眠構築技術の確立 

［研究代表者］都築 和代（人間福祉医工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 寝衣・寝具・睡眠温熱環境の制御による快適睡眠構築

技術の開発のために、3℃～32℃の温熱環境において寝具

使用時に終夜睡眠実験を行った。睡眠については、低温

環境では各睡眠段階の出現時間に有意差は見られなかっ

たが、高温高湿環境では有意に覚醒が増加し、レム睡眠

が減少した。低温環境では、高温環境よりも影響が少な

いことが示唆された。体温調節については高温、低温い

ずれの環境でも影響が示され、主に直腸温や末梢の皮膚

温に影響が見られた。低温よりも高温条件が睡眠を劣化

させることから、頭部冷却の影響、及び冷房時刻の影響

について取り組んだ。頭部冷却の影響では、発汗量、中

途覚醒を減少させ、温熱負荷を軽減する効果が示唆され

た。冷房時刻の影響では、夜間の半分の時間でも冷房を

使用することにより、温熱負荷を軽減することが示唆さ

れた。しかし、睡眠後半に室温を低下させると、体温の

急激な低下を招くため、一晩中冷房していた条件よりも

皮膚温や直腸温が低くなった。さらに、後半に徐波睡眠

が増える傾向があり、生体リズムへの影響が懸念された。

また、年齢差による高温環境の影響を検討する為に高齢

者についても実験を行った。その結果、高齢者に関して

も、高温が睡眠の質を低下させ、体温調節にも影響を及

ぼすことが確認された。 
 
［研 究 題 目     ］カビの酵素高生産能を活用した環境調和

型工業プロセス技術の基盤研究 
 内分泌かく乱物質分解酵素の活用技術の

開発 

［研究代表者］斎藤 隆雄（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也 

［研 究 内 容     ］ 
 本年度は、プラスチック樹脂原料ビスフェノール A
（BPA）、2,2-bis(4-hydroxyphenol)propane、界面活性

剤原料ノニルフェノール（NP）など、内分泌攪乱性が疑

われる一般産業化学物質を分解するラッカーゼ（EC 
1.10.3.2）生産菌を土壌から分離し、培養条件・酵素精

製条件の検討、酵素的性質の解析、N 末端アミノ酸配列

解析などを行った。 
 土壌から BPA、NP 分解活性が高いラッカーゼ生産菌

B2及び I4株を分離した。菌の同定を行ったところ、B2株

は Dothideales（目）、I4株は Chaetromiaceae（科）に

系統上含まれるアナモルフ菌類と推定された。ラッカー

ゼ生産に適した培地は B2株は PYGM 培地、I4株は PDB
培地であった。また、ラッカーゼの誘導生産を I4株を用

いて検討したところ、カフェイン酸（1mM）、硫酸銅（30

μM）の添加で最大のラッカーゼの生産が得られた。菌

体を除いた培養液から、硫安沈殿、陰イオン交換クロマ

トグラフィー、ゲル濾過クロマトグラフィーによってラ

ッカーゼを SDS-PAGE 上でほぼ単一バンドまで精製し

た。B2及び I4株由来ラッカーゼはそれぞれ分子量約

73kDa-80kDa、約73-81kDa の monomeric protein であ

ることが判った。等電点電気泳動（IEF）を行ったとこ

ろ、B2株由来ラッカーゼの IEF では4本のメジャーバン

ド（pI=5.5、5.2、5.0、4.9）と6本のマイナーバンドに

分かれた。また I4株由来ラッカーゼについては1本のメジ

ャーバンド（pI=3.5）と低い pI に向かって濃度が薄く

なる近接した4本のマイナーバンドがみられた。I4株由来

ラッカーゼの至適 pH は7.0、至適温度は42℃となり、

B2株由来ラッカーゼ（34℃）と比べて至適温度は8℃高

かった。I4株由来ラッカーゼ60℃、1時間加熱後の残存活

性は46％となり、B2株由来ラッカーゼ（残存活性3％）

と比較して熱安定性に優れていることが示された。ラッ

カーゼに対する阻害剤の効果を調べたところ、90％以上

の阻害を示す化合物は B2株由来ラッカーゼでは

L-cysteine （ 0.1mM ）、 I4 株 由 来ラ ッカ ーゼ で は

L-cysteine（1.0mM）、DTT（0.1mM）、p-coumaric acid
（1.0mM）、kojic acid（1.0mM）、thioglycolic acid
（0.001mM）となった。I4株由来ラッカーゼは金属キレ

ート剤による阻害を受けやすい傾向にあった。I4株由来

ラッカーゼは、紫外－可視分光スペクトル、電子スピン

共鳴スペクトルより他の菌類由来ラッカーゼと同様に1

分子中に Cu（II）を4分子含む酵素であることが明らか

になった。 
 
［研 究 題 目     ］微生物由来細胞認識・破壊タンパク質の

作用機構解明と応用に関する研究 
 MCRC タンパク質・遺伝子の性状解明に

関する研究 
 MCRC タンパク質の X 線結晶解析 
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［研究代表者］原田 一明（生物情報解析研究センター） 

［研究担当者］秋葉 俊彦 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究課題は MCRC タンパク質の結晶構造を X 線解

析により決定し、立体構造と機能との関係を原子レベル

で解明することを目標としており、そのために H13年度

は MCRC タンパク質の結晶化条件の検索を行い、得ら

れた結晶について X 線回折を測定して、解析に適した結

晶の作成条件を確立するための研究を行った。 
 高度に精製された MCRC タンパク質を用いて、ハン

ギングドロップ蒸気拡散法による一般的な条件検索を行

い、結晶の得られた沈殿剤、pH 等の条件について更に

良好な結晶を得るための精密化を行った。MCRC タンパ

ク質は高 pH でのみ高濃度溶液の調製が可能なため、透

析法等により pH を徐々に変化させて結晶を析出させる

方法を検討したが、結晶を得るには至らなかった。ハン

ギングドロップ法により pH 条件を詳細に検討した結果、

PEG を沈殿剤として用いた場合、中性付近で結晶の生成

が確認された。結晶サイズは最大で100ミクロン程度であ

るが、X 線回折能は比較的高く、実験室の X 線回折装置

を用いて2.8Å 分解能程度までの反射が観測された。この

結晶サイズでは構造解析のためのデータの測定には不十

分であるが、格子定数、空間群などの結晶学的パラメー

ターを決定することができた。 
 
［研 究 題 目     ］海洋生物由来 DNA の新機能材料化に関

する研究 
 鮭を中心とした DNA フィルムの物性評

価、用途展開 
［研究代表者］本間  格（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］周  豪慎 

［研 究 内 容     ］ 
 天然高分子である DNA を利用しエネルギー環境問題

に貢献する新型環境デバイスを開発することを目標とし

た。特に人体に有害とされ生活空間における存在が危険

視されている NOx ガスを極低濃度で検出する環境セン

サーをDNA／脂質コンプレックス膜を用いて開発する。

DNA とカチオン性界面活性剤を複合させることにより

柔軟な薄膜を作成し、この膜にガス検知機能性分子（ポ

ルフィリン分子等）をドープすることにより低濃度 NOx
検出用センサーを作成する。NOx 暴露時のポルフィリン

分子光吸収スペクトル変化や表面電位検出型センサー

（SPV 型センサー）により吸着 DNA 膜の表面電位変化

をモニターすることによりppbオーダーの有害ガス検出

デバイスを開発する。 
 

［研 究 題 目     ］新規微生物酵素による希少糖類生産シス

テムの開発とこれを用いたもみがら等の

地域未利用資源の有効活用に関する基盤

研究 

 海洋微生物類の培養における希少糖類の

効果 
［研究代表者］福岡  聰（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉原 一年 

［研 究 内 容     ］ 
１）希少糖資化性海洋微生物の探索 
 海水から分離した希少糖 D-プシコース資化性のオ

ーレオバクテリウム属細菌が生産する有用物質である

黄色色素と糖脂質の生産及び化学構造に関する検討を

進めた。同物質の生産に最適な培養条件等を検討し、

同菌株がプシコースの存在下に好気的に色素を生産し、

培養温度は20℃付近が好適であることを明らかにした。

続いて黄色色素及び脂質の分離・精製を進めると共に、

化学構造を調べた。その結果、黄色色素は炭素数が50

個のハイドロキシカロチノイドであるデカプレノキサ

ンチン、糖脂質は炭素数が15、16、17個の飽和脂肪酸2

個、マンノース、グルコースからなる、マンノースの6

位とグリセロールの3位に脂肪酸の結合したグリセロ

糖脂質であった。 
２）海洋性キチン質生産菌 Rhizopus oryzae（リゾプス・

オリザエ）の希少糖資化性と増殖に及ぼす影響 
 糸状菌類（カビ）による希少糖の利用性、生育及び

代謝産物の生産への影響はほとんど検討されていない。

天然に数少ないカチオン性バイオマスのキトサンを高

生産する海洋性リゾプス・オリザエ YPF-61A 菌（ク

モノスカビ）の培養系に希少糖 D-プシコースを導入

し、その利用性と変動、キトサンの生産性や構造への

影響を調べ、キトサン生産における希少糖の効果を基

礎的に評価した。その結果、リゾプス・オリザエ菌の

胞子発芽及び栄養菌糸の生育のための炭素源としての

利用性は極めて低かった。また、培地に追加された

D-プシコースは栄養菌糸により、D-タガトース、D-

タリトールと推定される他の希少糖に転換され、これ

と連動して細胞壁主成分であるキトサン、キチンの生

合成を活性化する効果を有することが分かった。 

 

［研 究 題 目     ］ヒトを含む霊長類のコミュニケーション

の研究 
 非言語的コミュニケーションの電気生理

実験とヒトの心理実験に関する研究 
 サルとヒトを対象にした顔の表情識別の

脳内機構の解明 
［研究代表者］山根  茂（脳神経情報研究部門） 

［研究担当者］菅生（宮本） 康子、小渡 康行、 
松本 有央、岡田 真人 

［研 究 内 容     ］ 
 抑制性と興奮性フィードバックを備えた神経回路網モ

デルで、顔のおおまか情報と個体や表情の詳細情報とが

ダイナミックに表現でき、サルのニューロン活動と極め

て似た結果が得られることが前年度までの成果で分かっ
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た。おおまか情報と詳細情報の時間差は約50ｍs（サル）

でフィードバックによる往復時間を考慮すると、その神

経回路網はきわめてローカルに存在し、かつその回路網

は高密度に活動するだろう。その場所を推定するためヒ

トを被験者に fMRI（機能的磁気共鳴映像法、脳細胞が

特に大きく活動する場所が断層像として得られる）で計

測した。 
 その結果、表情や個体の異なる色々な顔を見ていると

き、前頭葉と後頭葉腹側部から紡錘回にかけて大きく活

動することが分かった。前頭葉の活動は顔の向きによっ

て活動が変わることが分かり、顔の向きによる注意に関

係していることを明らかにした。 
 一方、後頭葉腹側部から紡錘回にかけては、色つきの

写真顔だけでなく、黒白線画の顔でも活動が同じように

大きくなることが分かった。解剖的に神経の双方向結合

があることから紡錘回を出力として、そこが後頭葉腹側

部と双方向に結合した神経回路網に、おおまか情報と詳

細情報がダイナミックに分析される神経機構が展開され

ており、そこで表情や個体の詳細な処理がなされている

と推察された。その分析機構はモデルで実現できること

を示した。 
 

［研 究 題 目     ］ヒトを含む霊長類のコミュニケーション

の研究 
 非言語的コミュニケーションの電気生理

実験及び行動学的実験に関する研究 
 コミュニケーションのための内部モデル

の小脳内存在に関する生理学的及び非侵

襲脳活動計測による研究 
［研究代表者］北澤  茂（脳神経情報研究部門） 

［研究担当者］山本 憲治、高橋 俊光 

［研 究 内 容     ］ 
 内部モデルとは、「制御対象の性質を脳の内部に写し

取ったモデル」のことで、運動制御だけでなく、コミュ

ニケーションにも役立つと予想されている。この内部モ

デルが小脳に存在するかどうかを検証するために、非侵

襲脳活動計測法と電気生理学的手法の2つの方法を用い

て研究を行った。 
 朗読音声の再生、高速再生、逆転再生等を巧みに組み

合わせた独創的な実験パラダイムに独立成分分析を組み

合わせ、声を「聴く」領域と話を「理解する」領域を画

像化することに成功し、また「理解する」領域に小脳半

月小葉が含まれることを示した。一方、負の粘性場と正

の粘性場という異なる環境の下で運動課題を行うサルの

小脳の電気活動を記録して、複数の内部モデルが小脳内

に獲得され、それらが小脳の下流で切り替えられている

ことを示唆する成果を上げた。 
 複数の内部モデルが小脳の下流で切り替えられている

ことを示唆する本研究の成果は、多重内部モデル仮説が

実際の脳で機能していることを示唆し、今後の工学応用

に見通しを与える。また、朗読音声の再生、高速再生、

逆転再生等を巧みに組み合わせた実験パラダイムと独立

成分分析の組合せは、質問紙を用いない、客観的言語テ

ストに発展させることが可能であり、医療、教育への応

用が期待される。 

 

［研 究 題 目     ］網膜神経回路網・視神経の再生における

制御因子に関する研究 
［研究代表者］山田 雅弘（脳神経情報研究部門） 
［研究担当者］加藤  薫、小椋 敏彦 
［研 究 内 容     ］ 
 網膜神経細胞におけるシナプス発現・再生過程に伴う

細胞骨格等の微細形態変化を観測するための複屈折顕微

鏡を開発し、その機能を調べること、また、成熟および

未成熟の網膜神経回路のシナプスとシンシチウム形成過

程における神経伝達物質・神経修飾物質と細胞内セカン

ドメッセンジャー（Ca、cGMP、cAMP、NO 等）の果

たす役割を電気生理学的・形態学的に解明することを目

的に行った。 
 その結果、網膜視細胞からの神経伝達物質の量子的放

出に関して電気生理学的手法によって、非常に速い微小

なシナプス電流を水平細胞から観測することに成功し、3

つの論文として欧文誌に発表した。また、新型偏光顕微

鏡を用いて、神経伸長のメカニズムの解析を行った。新

型偏光顕微鏡で成長円錐内部のアクチンの動態を観察す

るとともに、成長円錐内部のアクチン関連蛋白質を GFP
（緑蛍光タンパク）を用いて可視化し、両者の比較から、

成長円錐の運動の仕組みの解析を試みた。また、コンピ

ューターによる画像解析を行い、新規の高空間解像度の

顕微鏡システムに関する特許を出願するとともに、微細

炭素棒からなるセンサーに関して米国と国内特許の出願

をした。 
 

［研 究 題 目     ］文脈主導型、認識・判断・行動機能実現

のための動的記憶システムの研究 
［研究代表者］栗田多喜夫（脳神経情報研究部門） 
［研究担当者］田中  勝、赤穂昭太郎、河野 憲二、

小高  泰、竹村  文、國吉 康夫、

麻生 秀樹、速水  悟、児島 宏明、

岡島 健治（日本電気株式会社）、 
渡邉 正孝（東京都神経科学総合研究所）、

泰羅 雅登（日本大学）、 
稲瀬 雅彦（近畿大学） 

［研 究 内 容     ］ 
 曖昧な状況の中でも一連の情報断片から文意を読み取

り、適切な判断を下すことができ、新奇な状況に遭遇し

てもその状況下での新しい文脈を推測して、必要に応じ

て情報を収集し、適応して行くことができる情報システ

ムを実現するための本質的な機能として、大脳前連合野

を中心としてワーキングメモリの機能に焦点を当て、能
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動的監視システムを構成することを達成目標として、心

理学・生理学と工学・情報科学の研究者がグループを組

み、視覚世界に現れる行為文脈の抽出、ルールの学習と

記憶、新規性の発見と選択的注意などの機能を実現する

ための基盤技術の確立を目指した目標達成型脳科学研究

の一部を分担し、以下のサブテーマに関する研究を行っ

た。 
(1) 視覚情報処理モデルの評価（産業技術総合研究所 

脳神経情報研究部門） 

(2) 視覚情報抽出機構の研究（日本電気株式会社 基礎

研究所） 

(3) 時系列データから行為単位を分節・認識するニュー

ラルネットワークモデル（産業技術総合研究所 情報

処理研究部門） 

(4) 注視行動の文脈主導化と行為認識機能に関する研究

（産業技術総合研究所 脳神経情報研究部門） 

(5) サルのワーキングメモリー機構の機能的構造の解析

（東京都神経科学総合研究所） 

(6) 選択的注意の神経機構の研究（産業技術総合研究所 

脳神経情報研究部門） 

(7) 頭頂連合野における三次元形態の知覚と認識の神経

機構の研究（日本大学 医学部） 

(8) 頭頂連合野の多点電極記憶による機能的構造の研究

（近畿大学 医学部） 

 

［研 究 題 目     ］量子標準体系の高度化に関する研究 

［研究代表者］松本 弘一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒須 隆行、福山 康弘、古賀 保喜、

阿部健太郎、萩本  憲、福山 康弘、

池上  健、中段 和宏、池上  健、

稲場  肇、スリュサレフセルゲイ、 
大嶋 新一、土田 英実、津田 正宏、

丸山 昭夫、工藤 勝久、瓜谷  章、

越川 誠一、卞  哲浩、豊川 弘之、

清水 忠雄、長谷川太郎、中桐 紘治 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究課題では、量子標準体系の高度化に資するため

に、最も基本的な量子標準の確立と高精度化、さらにそ

れらの利用技術の高度化を目指し、以下の研究を行うこ

とを目的とする。 

(1) 超高精度なセシウム時間・周波数標準器を開発し、

それらを相互に比較するための技術開発を行う。第Ⅱ

期においては、第Ⅰ期の成果を踏まえてシステムとし

て完成させ、精度評価、相互比較、実証実験を行う。 

(2) セシウム時間・周波数標準器を用いて、光の絶対周

波数を測定するための要素技術の開発を行う。第Ⅱ期

において高効率化とシステム化を行い、光周波数の測

定実験を行う。 

(3) エネルギーフォトン量子標準場を開発するための要

素技術開発を行う。第Ⅱ期においては、システム化し

て標準場を開発し、量子標準体系との整合性の確保の

ための研究を行う。 

 それぞれのアローについての平成13年度における主な

研究成果は下記の通りである。 
(1) セシウム原子泉は実用標準器を完成させ基本動作を

確認した。水素メーザーとの比較により短期安定度と

して5×10-13τ-1/2が得られた（τは秒で表した平均時

間）。確度評価の一環としてC磁場の精密測定を行い、

2次ゼーマンシフトの大きさとして4.8×10-14、不確か

さとして10-17以下を得た。原子泉の評価に必要な発振

器である水素メーザーの安定度を評価し平均時間104

秒以上で10-16台の周波数安定度が得られた。さらに、

開発された標準器を国際原子時と高精度に比較する方

法として GPS 搬送波位相を用いた時刻比較装置を導

入し運用を開始するとともに、衛星双方向時刻比較に

よる時刻比較結果の国際度量衡局への報告を開始した。

その結果、衛星双方向時刻比較の方が GPS コモンビ

ューに比べて優れている事を明らかにした。 
(2) 光周波数計測においては、モード同期レーザーとフ

ォトニック光ファイバーを用いた能動型光周波数コム

発生器を整備し、400nm～1100nm にわたる1オクター

ブ以上の光コムを得る事が出来た。光周波数コム発生

器を低位相雑音でドライブするためにサファイア結晶

を用いたマイクロ波発振器を開発し、その常温におけ

る発振を得、1秒の平均時間で4×10-10の周波数安定度

を得た。 

(3) 高エネルギーフォトン量子標準に関しては、パルス

化された電子ビームとレーザ光の同期測定により電子

ビームとほぼ同期したフォトンビームだけの測定が可

能となり、測定出力信号中に含まれる同期信号に対す

るバックグラウンド信号の割合が0.1％以下に抑制さ

れ、高エネルギーフォトン標準の高品質化を図る事が

できた。 

 

［研 究 題 目     ］機能材料の熱物性計測技術と標準物質に

関する研究 
［研究代表者］小野  晃（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、藤井 賢一、早稲田 篤、

倉本 直樹、渡辺 英雄、加藤 英幸、

竹歳 尚之、阿子島めぐみ、山田 修史、

渡辺 博道、石井順太郎、清水祐公子、

中野 英俊、松田 洋一、倉橋 正保、

日置 昭治、野々瀬菜穂子 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究課題は熱物性値の計測技術と標準物質を確立す

ることを目指し、熱物性値の精密計測技術を開発して、

国の一次標準を確立し、２）標準試料・標準物質を開発

し、標準データを取得して、広く研究・生産現場に供給

し、３）先進的機能材料に対応できる先端的計測法を開

発し、また実用的計測法の標準化を行うこと。さらに、
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４）特定の重要材料に対して、材料キャラクタを同定し

つつ、熱物性値の高水準データセットを作成して、本研

究のアプローチの有効性を検証し、５）プロトタイプ熱

物性データベースを試作して、データ普及用ツールとし

ての有効性を検証することを目的として実施した。 
平成13年度の進捗状況 
 密度に関する研究においては、液中ひょう量法による

シリコン結晶やステンレス鋼の密度計測をさらに改良し、

それぞれ0.11ppm、0.58ppm という極めて小さい不確か

さでの計測技術を確立した。また、圧力浮遊システムを

用い、欠陥量、酸素量を変化させた単結晶シリコン球体

の密度の比較測定を行い、その不確かさ解析を行った。 
 熱伝導率・熱拡散率・比熱容量に関する研究において

は、レーザフラッシュ法熱拡散率測定用標準物質の候補

材料であるガラス状炭素試料の均質性を調べた。また、

スパッタにより成膜した70ナノメートルから140ナノメ

ートルのアルミニウム薄膜の熱拡散率をピコ秒サーモリ

フレクタンス法により測定し、電気抵抗率と熱拡散率と

の相関を検討した。 
 熱膨張率に関する研究においては、平成15年度に供給

を開始する予定であるガラス状炭素製熱膨張標準物質

（認証温度範囲：293－1000K）の値付け及び不確かさ評

価を行うために装置の改良を行った。線熱膨張係数測定

を行った結果、非常に再現性の高い測定結果（測定結果

のばらつきが1.5×10-8K-1）を得た。 
 放射率に関する研究においては赤外光学特性評価装置

を試作し、波長3μm 以上の赤外波長域における分光反

射スペクトルの測定を可能とした。また、分光放射率測

定用標準試料候補材料として、窒化ケイ素などのセラミ

ックス試料やガラス状炭素試料などの分光放射率データ

の収集を行った。 
 音速・弾性率に関する研究においては、高温タービン

材料として期待されている単結晶 Ni 基合金について、

高温音速測定を実施し、測定分解能として0.3m/s 程度の

値が得られた。 
 標準物質に関する研究においては、分子イオン干渉を

受ける元素（鉄およびクロム）の IDMS を行うことを目

的として、四重極型 ICPMS に反応セルを取り付けた。 
 プロトタイプ熱物性データベースに関する研究におい

ては、複数の異なるプロジェクトにより収録された熱物

性データに対して個別にアクセス権を設定する機能の実

現により機動的なインターネット公開を実現した。イン

ターネットによるデータ登録機能の実現により分散型熱

物性データベースの構築に多数の機関の協力が期待でき

る状況が得られた。 
 

［研 究 題 目     ］機能材料の熱物性計測技術と標準物質に

関する研究 
 固体のモル質量の精密測定の研究 
 モル質量計測法の研究 

［研究代表者］森下 祐一（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］佐藤 久夫、富樫 茂子、木多 紀子 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、二次イオン質量分析法（SIMS)を用いた局

所精密同位体比測定等によりシリコンのモル質量を高精

度で決定し、標準試料や標準物質に標準値を付けること

を目的とする。モル質量は同位体存在度により異なるの

で、試料のモル質量を精密に決めるためには同位体存在

度を精密に求める必要がある。地質調査所が我が国最初

に導入した SIMS（Cameca ims-1270）は、高透過率セ

クター型二次イオン質量分析計であり、シリコン同位体

比を精密に測定することができる。 
 初めに、マルチコレクションシステムを用いた高精度

同位体比局所分析法を開発し、シリコン標準試料等につ

いて3つのファラデーカップで28Si、29Si 及び30Si を同時

に精密計測した。次に、マルチコレクションシステムを

用いた高精度同位体比測定により、標準試料と同位体比

校正用シリコン標準試料の繰り返し測定を行い、モル質

量を再現性良く決定する手順を確立した。この手法に基

づき、シリコン単結晶試料等の同位体比測定を行い、モ

ル質量の標準値を付けて国際比較を行い、標準試料の供

給メーカーに応じてモル質量が異なる事を示した。また、
28Si 濃縮試料のシリコン同位体比測定を行い、天然の物

質では得られない同位体組成のモル質量測定に成功した。

これらの測定により、様々な製法でのシリコン試料のモ

ル質量を高精度で決定した。一方、シリコン単結晶中の

同位体的不均質の原因を解明するため、雰囲気調整装置

を接続した Floating zone（FZ）法赤外線イメージ炉を

用いて、結晶生成時の成長速度や融液の回転速度を制御

してシリコン単結晶を育成させた。この試料の SIMS 高

精度同位体比測定を行い、シリコン同位体の挙動に関す

る知見を得た。また、融液からの蒸発に伴うシリコン同

位体組成の変化についても実験的に考察し、FZ 法結晶

育成条件においては同位体変動に対する蒸発の寄与が小

さい事を確認した。 
 
［研 究 題 目     ］物理標準の高度化に関する研究 

［研究代表者］田中  充（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤間 一郎、石川  純、黒澤 富蔵、

中山  貫、大岩  彰、上田 和永、

平田 正紘、鈴木  功、佐藤 宗純、

斎藤 輝文、檜野 良穂、他28名 

［研 究 内 容     ］ 
 広く基礎科学分野への寄与と共に、科学・産業・社会

に波及する技術基盤としての計量標準の整備及び国際化

への対応のため、長さ、幾何学量、力学量、測光・放射、

放射能などの基本的な物理標準に関する技術の高度化を

図り、知的基盤の整備を行うことを本プロジェクトの目

的として、以下の目標でプロジェクトを遂行した。 
(1) メートルの定義を実現する長さ標準器（光源）の実
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用化、これを基準光源とするレーザ干渉測長標準、実

用的な三次元幾何計測標準、角度標準に関する校正技

術の確立などの重点的な技術開発 

(2) 力学量標準として整備の遅れているまたは高度化が

望まれている分野として、重力加速度計測、トルク標

準の確立、超高圧力及び低圧力・真空標準の設定など

の重点的な技術開発 

(3) 音響・振動、測光・放射、放射能に係わる標準設定

技術及び標準の高度化に関する技術開発 

 本プロジェクトの最終年度である平成13年度において

は、各物理標準について開発された技術の総合的な性能

評価とまとめを行った。研究成果の要約は以下の通りで

ある。 
１）光通信帯で重要な波長1.5μm 帯の半導体レーザの

安定化、及びその光周波数測定に成功し、CCL（国際

度量衡委員会 長さ諮問委員会）に報告し、国際的な

波長標準として認知された。 
２）長さ・幾何学量分野では、距離計、ステップゲージ、

ボールプレート、微小段差、ロータリエンコーダ、オ

ートコリメータの標準供給が可能になった。 
３）力学量分野では、トルクメータ、重力加速度、マイ

クロホンの音場感度、振動加速度の標準供給が可能に

なった。 
４）測光・放射、放射能分野では、分光応答度、γ線核

種放射能の標準供給が可能になった。 

５）標準の整備に伴い、ステップゲージやボールプレー

トのゲージ類、放射能等の分野においてメートル条約

基幹比較に参加し、国際相互承認や国際貢献が可能な

体制整備を推進した。 

 以上のように、本プロジェクトがカバーした物理標準

の領域において、開発された技術の総合的な性能評価が

行われ、標準供給を開始する状況を達成することができ

た。 
 プロジェクト終了後には、開発された物理標準につい

て、より一層国際比較への参加を推進し国際相互承認に

繋げるとともに、これらの成果を国際標準化していくこ

とが必要である。 
 
［研 究 題 目     ］X 線極限解析装置の研究開発 

 微細表面形成の加工・計測技術に関する

研究 
［研究代表者］服部 光郎（機械システム研究部門） 

［研究担当者］堤  千里、笠島 永吉、和井田 徹 

［研 究 内 容     ］ 
 人工的に砥粒を整列させた多刃工具について刃調整方

法の改良を中心にとりまとめを行った。微細表面形状に

ついては、AFM、SEM について計測データの比較可能

性を検討しているが、急傾斜プロファイルを含む表面形

状の計測に問題点があることから格子間隔やブレーズ角

の異なる試料を計測して限界等を検討した。SEM では、

稜線などにチャージが大きく形状をゆがめてしまう影響

が第一であったが、AFM では、65°程度なら計測でき

ると考察された。前年度も検討したホログラム素子の急

傾斜面を緩和するように傾けた場合に計測された形状デ

ータから3次元形状処理による断面形状観察を行い、計測

された形状が想定された加工形状に近い事を確認した。 
 

［研 究 題 目     ］X 線極限解析装置の研究開発 

 超伝導接合素子に関する研究 
 素子の高性能化及び配列に関する研究 
［研究代表者］赤穗 博司（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］仲川  博、青柳 昌宏 

［研 究 内 容     ］ 
 オンチップコイル集積型超伝導トンネル接合（STJ）
検出器のアレイチップ化に必要な、高い信頼性をもつ新

しいデバイス作製プロセスを開発した。このプロセスの

特徴は、STJ のエッジ部分の段差被覆性と集積コイルの

パターン精度の向上を図ることができる特徴を持ち、ジ

ョセフソン電流とフィスケステップを抑制するのに十分

な臨界電流を持つ超伝導コイルと、高品質な電流-電圧特

性をもつ STJ をチップ上に形成できる。新しいプロセス

を用いて12個の STJ 検出素子を含むオンチップコイル

集積型 STJ アレイ素子の試作を行った。各 STJ 素子の

ジョセフソン電流について、集積コイル電流依存性を測

定した結果、明瞭な形状効果を計測できた。また、オン

チップコイル集積型 STJ 検出器の集積コイルの電流を、

ジョセフソン切り替えゲートを用いて永久電流で供給す

る回路を試作し、その動作を検証した。これにより、オ

ンチップコイル集積型 STJ 検出器の大きな特徴である、

STJ検出器とジョセフソン回路をオンチップ上に集積で

きることを初めて実証した。 
 

［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 
 セラミックス 
 機械的特性評価に関する研究 
［研究代表者］阪口 修司（シナジーマテリアル研究セ

ンター） 
［研 究 内 容     ］ 
 球形圧子を用いた記録式硬さ試験を行い、セラミック

ス表面の破壊開始に関する考察を行った。その結果、表

面損傷の形成は負荷力の増加に伴い連続的に起こること、

損傷形成は試料の平均粒径にはほとんど依存しないこと、

損傷が形成される応力は通常の硬さ試験結果から予測さ

れる応力で説明できることが明らかとなった。これらの

結果および前年度までに得られた結果をもとに、セラミ

ックス製硬さ基準片に要求される特性についてまとめを

行った。硬さの値はセラミック材料の表面に圧縮応力を

負荷した際の微小な破壊の発生に密接に関係するが、こ

の微小破壊の特性は、曲げ強さなどに代表されるマクロ
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な破壊特性とは異なる。セラミックスの平均粒径は曲げ

強さや破壊靭性には大きな影響を与えるが、硬さに対し

ては大きな影響を与えない。硬さ試験中の試料表面での

亀裂発生や剥離につながる、表面の微小領域に発生する

引っ張り応力に対する破壊については平均粒径の影響を

受け、粒径が大きいほど破壊に至る応力は小さくなる。

ただし、その粒径依存性は曲げ強さに対するものほど顕

著ではない。 

 

［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 
 高分子材料 

多相系高分子材料に関する研究 
［研究代表者］中山 和郎（高分子基盤技術研究センタ

ー） 
［研究担当者］海藤  彰、清水  博、堀内  伸、

北野  武、奥田  斂、西村 良弘、

田中 裕子 

［研 究 内 容     ］ 
 高分子材料や高分子をベースとした複合材料の実用化

を促進するため、多相系高分子材料や高分子複合材料に

特異な構造・物性についての試験評価方法を確立するこ

とが急務である。本研究では、成形時に不均一構造を形

成し、それに伴い特異な物性を発現する高分子（高分子

ブレンド、単繊維強化材料、無機物充填系など）につい

て、加工成形条件と、材料のマトリックスを形成する成

分の結晶性、分子配向を含む高次構造、充填部の構造な

どの相関をまとめることを目的とした。特に、結晶性高

分子と結晶性高分子からなるブレンドを中心に、諸物性

に及ぼす成形条件の影響をまとめるとともに、短繊維強

化複合材料における界面構造と物性の関連についての解

析を行った。また、加工条件と動的力学的性質の相関を

まとめ、構造変化が動的力学的性質に及ぼす因子を抽出

した。相溶性ポリマーブレンド等の多相系高分子材料を

相分離（スピノーダル分解）させ、その相構造（クラス

ター構造あるいは海島構造）を制御するとともに、得ら

れた相構造の評価法を確立することを目的に、電気的に

注入した空間電荷分布と相構造との相関を検討した。繊

維強化材料やフィラー充填材料による複合材料の力学特

性を正確に把握することは、安全性、信頼性の向上のた

めに必要である。複合材料の力学特性（材料定数）を評

価するために、ミクロ構造の周期的な集合体としてマク

ロ構造を捉え、ミクロ系とマクロ系の相互作用を考慮で

きる3次元均質化法のプログラムを開発し、均質化材料特

性を明らかにした。また、複合材料／ポリマーブレンド

の分布形態データをフーリエ変換し、周波数空間で剛性

行列を解くことで材料としての性能（マクロ材料性能）

を求められることの有用性を示した。さらに、もう一方

で基本データ取得のため、ミクロ性能の計測が重要であ

る。そのため、SAM（超音波顕微鏡）による計測の数値

シミュレーションを行い、構造評価に有効であることを

示した。 

 

［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 
 高分子材料 
 高分子複合材料の信頼性評価技術に関す

る研究及び特性試験 
［研究代表者］津田  浩（スマ－トストラクチャ－研

究センタ－） 
［研 究 内 容     ］ 
 複合材料により従来材料を代替することにより、軽

量・高性能化、省エネルギー化をはかることが期待され

ているが、その実施に当たっては構造として組み立てた

場合の機械的継ぎ手部実用的強度特性の解明と標準試験

法策定が欠かせない。2001年11月にニューヨークで発生

した A300-600R 機の事故では CFRP 製垂直尾翼の Al 合
金製機体への継ぎ手部破壊が発生している。継ぎ手部の

破壊は、機械加工した円孔から層間はく離が進展して発

生することが一般的である。継ぎ手部の信頼性評価のた

めにはその微視破壊過程を解明すること、またクリープ

特性などの実用強度データの蓄積が必要である。そこで

複合材料の機械的継ぎ手部のクリープ試験と疲労試験を

行い、クリープ特性および疲労特性データの取得を行っ

た。また継ぎ手損傷部の顕微鏡による微視観察を行い、

損傷進展挙動を明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 
 生体適合性耐摩耗性材料 

摩耗特性評価に関する研究 

［研究代表者］加藤 孝久（機械システム研究部門） 

［研究担当者］岩佐美喜男（関西センター、生活環境系

特別研究体） 
［研 究 内 容     ］ 
 固体材料の摩擦耐久性は表面にごく薄く高分子材料を

固定することによって著しく上昇することが考えられる。

本研究ではガラス基材にディップ法によってフッ素系有

機高分子パーフルオロポリエーテル（PFPE）を固定し

て、ボール・オン・ディスクトライボテスタを用いて、

基材の摩擦試験、耐久性試験を行った。ガラスボール（直

径3mm）を用い、荷重は数十 mN という条件で試験を行

った。PFPE の厚さは数 nm とし、厚さをエリプソメー

タで計測し、摩耗表面は Surface Reflectivity Analyzer
（SRA）にてその形状を測定した。なお試験では摩擦速

度および高分子結合率をパラメータとして変化させた。

試験結果より、高分子が80％化学結合している場合には、

単に高分子を塗布した場合に比べて2倍程度の耐久性を

得ることができることが分かった。さらに、高分子の結

合状態は摩擦係数にも大きく影響を与えることが分かっ



研 究 

(196) 

た。また、摩擦速度の増加により、摩擦係数および摩耗

量の増加をもたらすが、あるところで極値を示し、その

後は摩擦速度の増加に対してこれらが減少する傾向を示

した。ガラスボールの表面観察によると、粗さの突起間

の相互作用による摩耗を示し、高分子膜のディスクから

ガラスボールへの移着が見られた。以上より、高分子材

料を固体表面に固定することにより、摩擦および摩耗が

低減できること、また固定率を変化させることにより、

それらを制御できることが明らかになった。 
 耐摩耗材として期待されている各種セラミック材料や

複合材料について、その摩耗特性評価法の開発や標準化

に資するため、流体やアブレーシブ粒子等を介在させた

条件での試験評価技術に関する研究を行った。ボール／

ディスク往復摺動による試験機を使用し、その試料接触

摺動部分に蒸留水や蒸留水に分散させた粒子を供給して、

その摩擦･摩耗に対する影響を検討した。試料の組合せに

より摩擦や摩耗が抑制されたり、逆に増加する場合があ

り、詳細に条件を検討する必要がある。炭素系材料の潤

滑効果についても検討したが、セラミック材料に対して

ダイヤモンド焼結体が非常に低い摩擦係数と比摩耗量を

示し、優れた摩擦･摩耗特性を持つことが明らかになった。 
 
［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 
 超伝導材料・極低温構造材料 
 超伝導材料特性評価技術の確立に関する

研究 
［研究代表者］幸坂  紳（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］小原 春彦、山崎 裕文、馬渡 康徳、

カテリン・デベロス 
［研 究 内 容     ］ 
 酸化物高温超伝導材料の主要特性の試験評価法を材料

の形態（線材、バルク材、薄膜材）別に検討し、確立を

図った。 
 本研究小項目においては、薄膜材のマイクロ波表面抵

抗測定法について、試料および測定の諸条件の影響を解

明した。その結果、標準測定法の案は国際電気標準会議

（IEC）において平成13年12月の投票を経て、国際標準

（IS）として発行された。 
 

［研 究 題 目     ］国際的先進材料の実用化を促進するため

の基盤構築に関する研究 

 表面・薄膜 
表面化学分析 

［研究代表者］黒河  明（エレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］一村 信吾（企画本部） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究の目的は、照射する電子線や X 線などのプロー

ブ照射に伴う試料損傷、チャージアップの度合いを正確

に評価するため、その基準となる試料表面状態の実現の

ための標準的な試料処理方法の確立とその評価である。

また、実用材料の電子分光法による表面分析において、

損傷やチャージアップの影響を提言できる新たな手法の

開発も目指した。 
 本年度は、オゾンによる形成酸化膜を標準試料とする

場合の適正を見極めるため、オゾン形成酸化膜の特質を

調べることとし、次の調査を行った。まずオゾン酸化に

よるシリコン酸化膜形成時に発生する応力のリアルタイ

ム測定を行った。これより、水素終端面のシリコン表面

ではオゾン酸化によって圧縮応力が優先的に成長するこ

と、清浄表面では圧縮応力と引っ張り応力が相殺しあっ

て高い酸化速度の割には圧縮応力成長が著しくないこと

が分かった。次に、オゾン酸化によって形成された酸化

膜の応力分布や欠陥分布の手がかりを得ることを目的と

して、窒化処理したオゾン形成酸化膜中の窒素分布の測

定を行った。その結果、酸化膜中に発生する応力分布と

窒素の分布の間には明確な因果関係はないことが分かっ

た。よって窒素を界面付近へ分布させる原因は界面付近

に存在する欠陥分布である可能性がある。最後に、シリ

コン酸化膜よりも高い誘電率の酸化膜について、シリコ

ン基板上への形成ならびに高誘電率酸化膜の信頼性向上

を目的としたオゾンによる炭素残渣除去手法の検討を行

った。その結果オゾン照射により残留炭素を半減させる

ことができ、さらに紫外線とオゾンの併用で完全に炭素

が除去できることが分かった。 
 

［研 究 題 目     ］化学物質安全性予測基盤の確立に関する

研究 
［研究代表者］河村 光隆（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 
［研究担当者］高津 章子、黒岩 貴芳、井上  達、

鈴木 幸子、菅野  純、平林 容子、

北嶋  聡、川崎  靖、武田  健、

田辺 和俊、松本 高利、田中  茂、

田尾 博明、長縄 竜一、中里 哲也、

阪本 高志、堀  重雄、小高 松男、

野村  明、加藤 健次、井原 俊英、

渡邉 卓朗、清水 由隆、丸山 正暁、

忽那 周三、竹内 浩士、松沢 貞夫、

瀬戸口 修、諏訪 裕一、松井 安俊、

山口 文男、庄司  正、横山 和成、

那須 正夫、川本 克也、浦野 紘平、

米澤 義堯、駒井  武、吉門  洋、

蒲生 昌志、東野 晴行、岸本 充生、

鷲見 栄一、田辺 和俊、松本 高利、

松崎 早苗、杉江 正昭、内丸 忠文、

徳橋 和明、吉田 正典、安藤 隆之、

水谷 高彰、熊崎美枝子、松永 猛裕、

飯田 光明、堀口 貞茲、徳橋 和明、

高橋 明文、近藤 重雄 
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［研 究 内 容     ］ 

 本研究では、人や生物、環境に対する化学物質の安全

性確保に関する知的基盤の整備に資するため、化学物質

の安全特性である生体有害性、環境有害性及び爆発危険

性の予測手法に関する研究を行う。具体的には、生体内

化学物質の高感度な状態計測技術、生体内化学物質挙動

の解析手段、環境計測技術、環境内化学物質の挙動評価

手法、並びに高速爆発燃焼反応の計測技術等を開発する

とともに、これらの計測・評価法を基に化学構造や基本

的データから化学物質の各安全特性を事前に予測する技

術の開発を目的とする。本年度は昨年度に引き続き、第

Ⅰ期において開発した、高度計測技術及び実験科学的、

及び計算科学的な化学物質挙動評価手法のプロトタイプ

ついて、適用性の検討のみならず適用範囲の拡大検討を

行い、実地適用のための基礎の確立を図った。 

 

［研 究 題 目     ］創薬及び生物研究情報基盤としての生体

内ペプチドの多角的データベース化に関

する研究 
 機能性蛋白質発現系と分化発生系を用い

た生体内ペプチドの生物活性と機能検索

に関する研究 
［研究代表者］久保  泰（脳神経情報研究部門） 

［研究担当者］岡本 治正、木村 忠史 

［研 究 内 容     ］ 
１）脳神経系機能蛋白質を特異的に発現する発現系の樹

立 

 検索する生物活性により特定の受容体、イオンチャ

ネルの機能蛋白質を選び、それらの cDNA を PCR 法

等により調製した。培養細胞、あるいはアフリカツメ

ガエル卵母細胞において、この cDNA から特異的に機

能蛋白質を発現させることにより、着目した機能につ

いて定常的にアッセイするシステムを構築した。 
２）発現スクリーニング用の cDNA ライブラリーの調製

と生理活性ペプチドの同定 
 機能蛋白質の活動は、細胞内に引き起こされるカルシ

ウムイオン、プロトン、電位などの変化を指標として感

知できる。種々の cDNA ライブラリーより in vitro で

合成したペプチド分画、あるいは組織抽出液ペプチド画

分から、神経毒、抗菌性などの生理活性を示唆する新規

ペプチドを同定した。それらの cDNA より遺伝子組換

によるペプチド産生、あるいは化学的にペプチドを合成

し、一部については生理活性を明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］空間情報科学の確立のための空間情報の

データベース化に関する研究開発 
［研究代表者］村上  裕（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］古宇田亮一、長谷川 功、村田 泰章、

野上 道男、小宮 朋弓、森谷 進也、

中村 秀至、庵  勝仁、園山  実、

竹内 治男、島村 秀樹、廣田 和夫、

尾野 久二、児島 利治、平野 由佳、

岩城  修、和田 泰之、中村 祥一、

岩根 和巳、塚本 英明、松浦 良樹 

［研 究 内 容     ］ 

 多次元データのあり方や取り扱いに関する研究開発に

おいては、以下の研究を実施した。 
(1) 時間変動する空間情報のデータベース化に関する研

究開発 
 空間情報の統合化に関する研究においては、インタ

ーネット時代における空間情報の利用と流通のため、

マップサーバー技術を用いた地質情報統合利用システ

ムを開発するため、外部公開用のインターネットシス

テムと、内部利用のためのイントラネットシステムの

最終構築をすすめた。 
 三次元 GIS に関する研究においては、可視化の困難

な複雑な地下構造を分かり易く表示するための三次元

GIS の開発と、データ構造の標準化について研究開発

をすすめ、データのヒエラルキー構造を管理するため

に、部品単位にデータファイルを分け、プロジェクト

ファイルにおいて、ファイルのツリー構造を記述する

ことにより、ヒエラルキー構造を定義することとした。 

(2) 空間情報と時系列情報の統合化に関する研究開発 

①国土数値情報と衛星画像・気象情報の統合化に関す

る研究開発 

１）日本および世界の水収支季節変化の研究 

 地球規模で、実蒸発散量と NDVI（基準化植生

指標）との季節的空間相関を明らかにする研究で

は、水収支モデルのサブモデルである降雪・融雪

モデルのアルゴリズムとパラメータの改良を行っ

た。日本における流域水収支に関する研究では、

分布型水収支モデル式による流域水収支の各項に

関する精度検定を行った。 
２）地理情報の動画化の研究 

 時系列変化をする空間情報（数値地図など）を

「動画」として視覚化する研究については、JAVA
言語によるプログラムを完成させ、web サーバー

に実装した。 
(3) 空間情報の更新及び流通に関する研究開発 

 現存するクリアリングハウスの課題を踏まえつつ、

ユーザが知的研究、効率的・合理的な業務の実施等を

行う上で必要とする高度な空間データを迅速かつ適切

に提供するための基盤となるクリアリングハウスをオ

ブジェクト指向技術により構築するとともに、主要な

空間データ提供元となる公物管理業務をフィールドに

CALS システムとクリアリングハウスとの連携・融合

に係る研究を行った。 
 標準空間情報とデータ交換技術に関する研究開発に

おいては、以下の研究を実施した。 
①標準空間データベースに関する研究開発 
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 昨年度まで開発に取り組んできた空間データ基盤シ

ステムを構成するサブシステムのうち「空間データク

リアリングハウス」機能充実を図り、(a)キーワード

一覧表示からの検索処理機能の改善、(b)シソーラス

の充実による検索性向上、(c)利用者（研究者）ニーズ

に基づく検索性の向上、(d)国土交通省国土地理院の

クリアリングハウスとの連携、(e)他大学等への普及想

定したパッケージ化、(f)メタデータ管理機能の改善、

などを実施した。 
②空間データ表現及び交換技術に関する研究開発 
 異種情報分野の研究者相互のデータ共有環境を開発

するために分散する異種空間データを統一的に利用す

るための標準化多次元化を研究し、データの相互交換

手法の開発と実現するために、空間データ交換システ

ムの開発を行った。このシステムでは「多様な空間デ

ータの体系的な管理」、「空間データの投影法やフォー

マット等のデータ変換が可能な汎用的な仕組みをもつ

空間データ交換機能」、「利用者認証機能」、「版権保

護」、「データの範囲指定ダウンロード機能」、「XML
ベースの空間データ変換機能」、「SVG データ配信機

能」、「品質評価指標作成機能」の8つの機能についての

研究と開発を行った。 
③分散データベースの流通技術に関する研究 
 ネットワーク上に点在する空間データを有効活用す

るため、空間データのカタログ的な情報（メタデータ）

を基に、利用者が要求する空間データが容易に探し出

せるよう、空間データ交換システムの開発、メタデー

タ入力・作成支援ツールの開発、製品仕様書作成手順

の提案、製品仕様書作成支援ツールの開発、XML ベ

ースの空間データ流通環境の構築を実施した。 

 

［研 究 題 目     ］生物系研究資材のデータベース化及びネ

ットワークシステム構築のための基盤的

研究開発 
 高品質データベースの構築と Web デー

タベース化に関する研究 
真正細菌類データベースの効率化に関す

る研究 
［研究代表者］中村 和憲（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一 

［研 究 内 容     ］ 
 1995年以前に発表されている真正細菌の主要な属種か

ら約4,000件（同属同種でも複数株のデータがある場合も

含む）の学名、株番号、脂肪酸組成、キノン種、G+Cmol％、

SSU rRNA、accession#など、簡易データの入力が終了

し、その検索システムの基本構築が終了した。続いて、

1996年以降新たに発表された新規な細菌群に関する化学

分類データ整備を進め、2001年後半までに論文発表され

た約1000件の新属および新種の記載論文から、学名、株

番号（type culture か否か、保存機関名などの情報を含

む）、系統分類群、関係論文、脂肪酸組成、キノン種、

G+Cmol％、新旧学名、SSU rRNA、LSU (large subunit) 
rRNA の accession #など、基礎データの抽出および入力

が終了し、その検索システムの基本構築が終了した。ま

た、検索システムを構築し、微生物情報に関する関連サ

イトとのリンクも行った。また、データ発信のための通

信用サーバーの環境整備を行い、データを公開した。 
 

［研 究 題 目     ］液体超被膜を用いた摩擦コントロールに

関する研究 
［研究代表者］加藤 孝久（機械システム研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究ではナノメータ厚さの液体超薄膜を固体表面に

固定して摩擦コントロールする方法を研究した。そのた

めに、(1) 液体超薄膜の固体表面への吸着性に関して研

究するとともに、液体超薄膜のダイナミックな特性であ

る(2) ナノレオロジー特性、(3) ナノ流動特性を個別の

研究テーマに設定して研究を行った。それぞれの研究か

ら、(1) 環境制御型表面力計を設計製作して、液体分子

の静電気特性、分子形状、分子量が吸着特性に大きく影

響を与えることを明らかにした。(2) ナノレオメータを

設計製作して、ナノメニスカスのモデル化に成功した。

(3) モンテカルロシミュレータを開発して、高分子潤滑

超薄膜の挙動を明らかにした。続いてこれらの結果を受

け、(4) 液体超薄膜を用いた摩擦コントロール手法を総

合的に考えた。さらにより薄い潤滑膜の可能性を追求し

て、固体表面固定単分子層＋その上の流動単分子層から

なる究極とも言える潤滑システムを考案するに至った。

現在は、この究極の潤滑システム（Ultimate lubrication 
System）の実現に向け研究を継続している。 
 
［研 究 題 目     ］マイクロ分析システムの統合化技術に関

する研究 
［研究代表者］細川 和生（機械システム研究部門） 

［研究担当者］市川 直樹、前田龍太郎 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究ではマイクロ DNA シーケンサなどマイクロ流

体システムの開発を通して、微小領域の流体力学のよう

な基礎科学への貢献およびバイオを中心とした新規産業

の振興を目指す。当該年度はマイクロ流体素子の設計の

最適化のための流速・圧力などの測定技術の開発を行っ

た。また、マイクロ DNA シーケンサの反応部、検出部

に PDMS を用いる場合の内面コーティングの検討を行

った。 

 マイクロ流路内の過渡的な現象を観察することができ

るようにするため、光増倍管が一体化されている高速度

ビデオを、昨年度購入した倒立型蛍光顕微鏡に組み入れ、

マイクロ流路内の現象を最大250フレーム/秒で撮像でき

ることとした。これにより、従来のビデオに比べて10倍

近く高い時間分解能が得られた。流路内に流した蛍光粒
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子の動きを本装置を用いて撮影し、コンピュータに転送

された画像を、Particle Image Velocimetry（PIV）法で

解析し、液体中の速度分布の過渡変化を測定するシステ

ムを開発した。マイクロ流路内の気液界面と流路内の微

細な液滴などとの干渉により、それまで一定に流れてい

た流速が瞬間的に5倍近い速度に増加することなどが新

たに分かるなど、このシステムの有用性を確認した。 
 マイクロ流路内の局所的な圧力をリアルタイムで計測

するデバイスを開発した。これは、計測対象のマイクロ

流路に、さらに微細な（数ミクロン程度の）溝のアレイ

を接続したものである。この溝のアレイが回折格子とし

て働く。比較的変形しやすい材質（シリコーンラバー）

を用いているため、この回折格子はマイクロ流路内の圧

力に応じて変形し、その光学的な特性が変わるため、た

とえば特定波長の入射光をあてて、回折光強度を測るこ

とにより、圧力を知ることができる。 
 以上のように、今年度はマイクロ流路内の流速分布お

よび圧力といった基本物理量をモニターする手法を確立

した。 
 

［研 究 題 目     ］カーボンナノチューブの超微粒子触媒に

よる成長制御と電子デバイスへの応用 
［研究代表者］吾郷 浩樹（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］威  継発 

［研 究 内 容     ］ 
 カーボンナノチューブは、グラフェンシートを丸めた

筒状の構造を有する新規な炭素系ナノ材料である。電気

的、機械的、化学的に優れた性質を示し、ナノデバイス

から複合材料まで幅広い応用が期待されている。このカ

ーボンナノチューブの合成には遷移金属の超微粒子が広

く用いられており、炭素蒸気あるいは炭化水素と高温で

反応することによって、超微粒子触媒を核としてカーボ

ンナノチューブが成長する。本研究では、超微粒子触媒

の制御を通じて、カーボンナノチューブの成長機構の解

明とともに形状や成長位置をコントロールし、電子デバ

イス等への応用を可能にすることを目標としている。 
 平成13年度は、逆ミセル法と呼ばれる化学的方法でコ

バルトあるいはコバルト－モリブデン複合系で平均直径

が4nm と11nm の2種の超微粒子触媒を調製し、そのコロ

イド溶液を気相中に吹き付けることで瞬時に反応を起こ

させることを試みた。その結果、超微粒子触媒の気相反

応では、多層ナノチューブだけでなく、合成が比較的困

難な単層ナノチューブも合成が可能であることを見出し

た。この成果は、単層カーボンナノチューブの大量合成

あるいは形状制御につながるものであり、現在企業との

共同研究にも着手している。さらに、基板上でのナノデ

バイスの集積化を目的とした、カーボンナノチューブの

基板上での位置選択的な成長制御も検討した。触媒調製

技術を半導体リソグラフィ技術と融合させることにより、

所望の位置から単層ナノチューブを成長させる方法を開

発することができた。また、超微粒子触媒が溶媒に分散

可能であるという特徴を活かした、インクジェット法に

よるカーボンナノチューブの数ミクロンオーダーでのパ

ターニング及びそのパターンからの電子放出を確認した。 
 
［研 究 題 目     ］運動・知覚神経と筋との双方向再接続技

術に関する研究 
［研究代表者］田口 隆久（人間系特別研究体） 

［研究担当者］藤森 一浩、川﨑 隆史、波佐間久美子、

植田 淳子、中山貴美子 
［研 究 内 容     ］ 
 我々のしなやかで微細かつ協調的な運動は、単に運動

神経が筋へ指令を出しただけでは行うことができず、そ

の際、必ず筋知覚のフィードバックを必要とする。すな

わち、末梢神経障害によって失われた神経機能を再建す

るためには、運動・知覚双方を再生する必要がある。そ

のためには、筋知覚神経軸索伸長メカニズム・回路形成

の基本メカニズムの解明を通じて、筋知覚神経軸索の再

生プログラムを完成させることが必要である。筋知覚神

経の軸索伸長に関わる因子を探索する過程で、我々は筋

を作り出す素となる筋芽細胞由来の不死化細胞に着目し、

その培養上清に筋知覚神経に対する強い神経軸索伸長活

性があることを発見した。これは既存の成長因子等とは

異なり、新規のタンパク質あるいは既知のタンパク質で

もこれまで機能が知られていないものである可能性が高

い。筋知覚神経は筋紡錘という筋肉の緊張度、伸展を感

知するセンサーを支配しているが、この筋紡錘はわずか

な数しか存在しない。当研究室でクローニングされた

MDP77タンパク質がこの筋紡錘に非常に強く発現する

ことを発見し、筋知覚において重要な役割を果たしてい

ることが示唆された。筋知覚神経が標的である筋紡錘へ

軸索を再生させるときには、組織内を長い距離にわたっ

て伸長していかなければならない。この際、神経軸索と

基質間の接着性というものが重要であることが知られて

いる。そこで、ヘパリン結合成長因子の Pleiotrophin、
Amphoterin に着目し、大腸菌リコンビナントタンパク

質を作製し、ニワトリ胚 DRG 神経細胞、あるいは大脳

神経細胞においてその作用メカニズムを検討したところ、

Pleiotrophin、Amphoterin はともに大脳神経細胞に対

して強い神経突起伸長活性を有し、それは接着性を高め

ることで軸索伸長を起こさせることを明らかにした。ま

た、Amphoterin-AP 融合タンパク質を用いた受容体探

索の結果、これまで知られている RAGE 以外にも少なく

とも3種の結合タンパク質の存在を明らかにした。 
 
［研 究 題 目     ］生体組織形成を模倣したミセルの自己組

織化による規則配列制御ナノスケールセ

ラミックスの創製 
［研究代表者］穂積  篤（セラミックス研究部門） 
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［研究担当者］永田夫久江、横川 善之 

［研 究 内 容     ］ 
 固液ヘテロ界面でのミセルの固定化技術および自己組

織化したミセルを鋳型にしたセラミックス化技術を確立

した。具体的には、気相から疎水性のシランカップリン

グ剤分子を固相界面に固定化した後、フォトマスク越し

に波長172nm の真空紫外光を照射し、5ミクロンスケー

ルの親水／疎水性領域を形成した。その基板にミセルを

自己組織化させ、規則的に配列させ、ミセル集合体を鋳

型にしてメソ構造を有する有機ー無機複合体セラミック

ス薄膜を作製した。複合体薄膜は、界面活性剤の疎水基

と基板表面の疎水基間の相互作用により、疎水性領域に

のみ選択的に成長した。さらに、（省略：波長172nm の）

真空紫外光を利用して、得られた複合体薄膜から有機ミ

セルのみを低温で選択的に除去することにより、メソ構

造を有するセラミックスマイクロパターンを寸法精度よ

く形成することに成功した。この技術の開発により、セ

ラミックスパターン製造工程の簡素化、厳密なパターン

設計が不要、高解像度パターンの作製が可能となった。 
 

［研 究 題 目     ］生体硬組織の無機ネットワーク構造を模

倣した骨組織誘導型人工骨の創製 
［研究代表者］寺岡  啓（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］横川 善之、永田夫久江、穂積  篤 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究では海綿骨の持つ3次元メッシュワーク構造を

人工骨内部構造のモデルとして、人工骨の耐荷重構造及

び物質輸送、シグナルの伝達特性等を最適化し、周囲の

自家骨と同様に機能し、自家骨の代謝（リモデリング）

のカスケードを速やかに誘導できる人工骨を創世するこ

とを目的とする。更に、骨形成に必要なマクロポア構造

を明らかにし、それらを反映した骨置換型人工骨を創世

することを目的としている。前者は主に海綿骨部位の再

構築、後者は主に緻密骨部位の再構築への運用を想定し

ている。 
 平成13年度は、牛肋骨のマイクロ X 線 CT データを基

に、牛肋骨の印象型を光造形法により作製した。光造形

においては、造形後に海綿骨構造内部に残った未硬化樹

脂の除去を考慮した画像処理、造形エリアの設定が必要

であった。また、作製した印象型をロストワックスとし

て、アパタイトをサンプル海綿骨形状に整形するために

必要なアパタイトスラリーを検討し、10wt％のアルギン

酸ナトリウム水溶液に、30～40wt％のアパタイトを懸濁

させたものが好適であるという結論に至った。上記濃度

のアパタイトスラリーは、フリーズドライ後に燒結する

のに十分な密度を持つ一方で、内部にミクロポアを持つ

ため、骨置換性の人工骨材料にとって有利な構造と考え

ることが出来た。 
 
［研 究 題 目     ］分子認識能を有する構造規制界面の構築

と分子レベル機能評価 
［研究代表者］澤口 隆博（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］水谷 文雄、佐藤  縁、矢吹 聡一、

重松 秀樹 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、生体分子が持つ優れた機能の高度利用を目

指し、生体分子機能を引き出す機能性有機分子を意図的

な界面設計に従って固体表面に規則配列させ固定化する

ことで、生体分子を認識しうる電極界面（構造規制界面）

の構築を行った。構築した構造規制界面は、走査型トン

ネル顕微鏡（STM）により溶液中で直接その場観察を行

い、機能性有機分子の吸着構造と機能、反応性、分子間

相互作用について原子・分子レベルの評価を行うととも

に、併せて、生体分子に対する分子認識プロセスの解明

と分子レベル制御を検討した。具体的には、金（111）単

結晶電極上に形成した(1) ピリジンチオール系化合物に

よる単分子層、(2) 3-メルカプトプロピオン酸（MPA）

単分子層について吸着構造解析および生体分子に対する

分子認識能の評価を行い、さらに、(3) 2成分混合チオー

ル単分子層についてマイクロドメイン構造とドメイン形

成プロセスの解明を行った。 
 
［研 究 題 目     ］低分子生理活性物質の分子機構の解明 

［研究代表者］中村 和彦（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］奧野 洋明、小高 正人、岡田 知子、

友廣 岳則、小川 昌克 
［研 究 内 容     ］ 
 低分子生理活性物質は、遺伝子の発現によって得られ

る核酸・タンパク質などの一次代謝産物の機能を調整す

る機能分子と位置づけることができる。これら化合物は

一般に顕著で特異的な生理活性を示すが、その分子構造

の構築には酵素を用いた生化学反応や自動化学合成など

の手段を直接的に適用することは困難である。 
 本研究では、固相有機化学反応を応用して低分子生理

活性物質の効率合成法を開発し、またこれを分子プロー

ブとして生物現象を解明することを進めている。本年度

は、効率合成法の開発としてセレン含有機能性分子の開

発とそれを用いた生理活性物質（植物毒素 AM-toxin）
の合成研究ならびに、新規蛍光分子プローブを用いた分

子間相互作用の検出によるアミロイド形成機構・阻害剤

について研究を進めた。 
 この結果、低分子生理活性物質の化学的性質とその分

子機構について多くの知見を得るに至った。 
 

［研 究 題 目     ］暗号通信手順の安全性自動検証に関する

研究 
［研究代表者］木下 佳樹（情報科学連携研究体） 

［研究担当者］高橋 孝一、大崎 人士、高井 利憲 

［研 究 内 容     ］ 
 暗号通信手順（暗号プロトコル）の安全性自動検証技
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術のためのツリー・オートマトンの理論に基づく数理的

基礎を確立する。初年度 (12年度) は、LORIA  (Laboratoire 
Lorraine de Recherche en Informatique et ses Applications)
とLRI（Laboratoire de Recherche en Informatique）を訪問

してプロトコル検証の研究分野の世界的動向や類似研究

の比較を行った。また、等式付ツリー・オートマトンの

概念を提出し、(1) 線形等式付正規ツリー・オートマト

ン受理言語の空判定問題が決定可能であること、(2) 結

合則付ツリー・オートマトン受理言語の空判定問題が決

定不可能であること、(3) 結合則・交換則付ツリー・オ

ートマトン受理言語と結合則付ツリー・オートマトン受

理言語が、ともに合併集合をとる演算および共通集合を

とる演算について閉じていることを示した。13年度は、

結合則・交換則付ツリー・オートマトンの空判定問題が

決定可能であることを示した。また、結合則付正規ツリ

ー・オートマトン受理言語と文脈自由言語との間の全単

射を構成し、これを用いて、結合則付正規ツリー・オー

トマトン受理言語が、共通集合をとる演算について閉じ

ていないことを示した。一方、確実に検証できる（検証

結果が確実に得られる）プロトコルの文法的な制約につ

いての検討を行うことも重要である。奈良先端科学技術

大学院大学との共同で、書換系が「右線形かつ有限重な

り」であるならば、正規ツリー・オートマトンの受理言

語が書換関係について閉じていることを示し、検証結果

が確実に得られるプロトコルの文法的な制約の一つを提

案した。 
 

［研 究 題 目     ］LCA 手法による地球温暖化対策設計ツー

ル開発に関する研究 
［研究代表者］玄地  裕（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
［研究担当者］匂坂 正幸 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、地域省エネルギー戦略を設計支援するため、

民生部門の地域スケールでのエネルギー連関を記述した

ツール開発と設計指針提示を目標としている。具体的に

は、エネルギー消費の巨大な東京23区をモデル地区とし、

需要側として、特に夏季電力需要逼迫の主原因である都

市高温化による気温上昇とそれに伴うエネルギー消費増

加のモデル化による解析、供給側として、地域冷暖房シ

ステムにつき、ライフサイクルコスト、ライフサイクル

CO2排出量分析を行うことで、都内エネルギーシステム

設計指針を提示する。 
 本年度は、1999年度から開発を行ってきた地域エネル

ギー消費データベースに地域エネルギー供給最適化機能

を付加することによりエネルギー供給側のプロトタイプ

ソフトウェアを作成した。また需要側としては、ヒート

アイランドを考慮した地域熱環境シミュレーションモデ

ルに人口密度、事業所統計、国土数値情報、土地利用デ

ータから地域の細街路交通量を予測するメッシュ別細街

路交通量推計と交通センサスを利用したメッシュ別幹線

交通量を加えることで、簡易運輸モデルを構築し、運輸

部門からの排熱を考慮できるようにした。 
 

［研 究 題 目     ］閉鎖性水域の水質改善を目的としたマイ

クロバブル生成機構の研究 
［研究代表者］高田 尚樹（環境管理研究部門） 

［研究担当者］永翁 龍一、高橋 正好 

［研 究 内 容     ］ 
 近年、通常の曝気法に比べて酸素の溶解能力が極めて

高い、直径10～30μm 程度のマイクロバブル（Micro 
Bubble、以下 MB）の利用が水環境修復技術で注目され

ているが、MB の生成機構はまだ十分解明されていない。

そこで、本研究課題では、MB を用いた閉鎖性水域の水

質改善技術を確立するため、MB の生成機構ならびに界

面を通した酸素輸送機構の解明について数値的および実

験的研究を行った。 
 MB 生成機構の解明では、格子ボルツマン法（LBM）

の二相流体モデルを改良し、それを用いて一様なせん断

流れ場における気泡の分裂挙動を再現するとともに、

LBM によるシミュレーション結果の妥当性を検討し、

界面形状や近傍の流れについて考察した。その結果、(1) 

改良モデルは、従来よりも低い粘性の流体に適用できる、

(2) 気泡の変形の度合はせん断応力と表面張力に依存す

る、(3) 気泡の分裂はせん断応力がある閾値を上回った

ときに発生し、(4) 分裂する場所、気泡の数と直径はせ

ん断強さによって変化する、等が確認された。また、界

面を通した酸素輸送機構の研究では、前年度に開発した

せん断乱流場のモデルを用いて、気体と液体の水平で平

坦な接触面（自由界面）を持つ3次元流れ場の直接数値シ

ミュレーションを行い、界面でのせん断効果が界面近傍

における乱流による物質輸送を支配していることを統計

処理によって確認した。一方、実験では、MB 表面に蒸

留水中で－40mV 程度の電荷があることや、蒸留水中に

おける気泡の直径毎の数密度を測定し、その密度は約30

μm で最大になること、および MB の上昇速度は実験式

に従ってその直径から予測可能である、等が分かった。 
 以上の知見から、本年度の研究によって、微小気泡の

発生機構とその挙動、ならびに界面を通した酸素等の物

質輸送機構が明らかになった。 
 
［研 究 題 目     ］短時間微小重力下におけるプレート状高

品質結晶熱電半導体材料の製造及び熱電

特性に関する研究 

［研究代表者］奥谷  猛（微小重力環境利用材料研究

ラボ） 
［研究担当者］永井 秀明、皆川 秀紀、中田 善徳、

鶴江  孝、宮崎 広行、間宮 幹人 
［研 究 内 容     ］ 
 Si-Ge（シリコン－ゲルマニウム）合金は、高温域（800
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～1100K）熱電発電材料として期待されている材料であ

る。本研究は、微小重力環境下において、溶融凝固によ

る高品質 Si-Ge 半導体合金の作製を行い、次にプレート

の作製を行い、熱電特性を明らかにするとともに、高性

能化手法を確立することを目的としている。 
 微小重力下で維持されている均一な Si-Ge 融液を

5000K/s 以上の冷却速度が得られるスプラット凝固法に

よって凝固することによって、Si、Ge およびドーパント

が均質に分散した微細組織を持つ Si-Ge 合金が得られる

ことが分かった。このようにして得られた Si-Ge 合金試

料からスパークプラズマ焼結法によってプレート状

Si-Ge 熱電半導体を製造した。これらプレート状試料を

用いて熱電特性を評価した結果、組織の微細化によって

低熱伝導度化が実現されており、ドーパント量とともに

熱電特性が単調に増加することが分かった。また、更な

る低熱伝導度化を目的として、ZrO2粒子が分散した

Si-Ge 融液を微小重力下でスプラット凝固した試料では、

ZrO2粒子が均一に分散した試料が得られ、低熱伝導度化

が達成された。 
 
［研 究 題 目     ］低温での組換え蛋白質発現システムの研

究開発 
［研究代表者］田村 具博（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］中島 信孝、三谷 恭雄 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、既存の組換えタンパク質生産システム、特

に大腸菌の系では細胞増殖阻害効果を示すような機能タ

ンパク質を、低温から中温まで増殖可能な大腸菌とは異

なる微生物を宿主として用い、生産温度を大腸菌より更

に下げることで細胞増殖阻害効果を抑制し生産するシス

テムを開発している。 
 平成13年度は、宿主微生物と大腸菌の両細胞種で自立

増殖可能な発現ベクターの構築を完了した。発現ベクタ

ーに組み込んだ誘導可能なプロモーターにより、レポー

ター遺伝子の発現を制御できることを確認し、培養至適

条件を検討した。また本ベクターが、レポーター遺伝子

以外の機能タンパク質でも生産可能であり、組換えタン

パク質生産に使用できることを確認した。次に、動物由

来遺伝子を大腸菌用発現ベクターに組み込み、大腸菌内

で遺伝子産物の生産に伴い増殖できなくなる菌体をスク

リーニングした。得られた菌体より発現ベクターに組み

込まれている遺伝子を同定し、それらの幾つかについて

本研究で開発した発現システムでの組換えタンパク質生

産性を調べた。その結果、大腸菌では生産不可能でも本

システムでは生産可能になるタンパク質や、大腸菌より

生産性の高い機能タンパク質を見出し、本発現システム

の有用性を確認した。 
 

［研 究 題 目     ］環境調和型無機・有機ポリマーハイブリ

ッドの開発に関する研究 

［研究代表者］今井 祐介（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］西村  聡、C. Saujanya、犬養 吉成、

安部 英一、立山  博 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、軽量、高性能かつリサイクル可能な環境

調和型高分子材料として、ポリエチレンテレフタレート

（PET）と、厚さ1ナノメートル、幅数マイクロメート

ルというサイズを持つ二次元性無機結晶とがナノレベル

で複合化した、無機・有機ポリマーハイブリッドを創製

することを目的とする。 
 二次元性無機結晶を PET 中にナノレベルで均一に分

散させ、かつ、PET と二次元性無機結晶との界面におけ

る相互作用を制御するため、PET と二次元性無機結晶を

結合する相溶化剤分子の構造設計および合成を行った。

合成した相溶化剤分子を用いて、無機・有機ポリマーハ

イブリッド合成の反応条件を各種検討し、ナノ複合化状

態の評価、各種物性評価を行った。PET と二次元性無機

結晶とを結合する相溶化剤分子を用いることにより、二

次元性無機結晶を PET 中に均一にナノ分散させること

が出来、得られたポリマーハイブリッドは、PET に比べ

て約70％大きな曲げ弾性率を示した。 
 
［研 究 題 目     ］光反応制御・光機能材料 

［研究代表者］立矢 正典（フェロー） 
他54名 

［研 究 内 容     ］ 
 このプロジェクトでは、光を用いて反応を原子分子レ

ベルで制御する技術を確立することを目指す。この技術

を応用して、光合成を模倣して太陽光エネルギーを電気

エネルギーや化学エネルギーに効率的に変換する技術の

開発を行う。また、レーザーのコヒーレントな性質や高

強度のレーザーを用いて、物質を高選択的に合成する技

術や、機能性材料を合成する技術、材料の表面を機能化

する技術の開発を行う。 
 平成13年度、光反応機構の研究については、均一系、

不均一系での電子移動を実験的、理論的に調べた。実験

面では弱い過渡吸収測定のための装置を製作し、理論面

では光誘起電子移動により生成した電荷の再結合過程を

研究した。反応制御では、1光子・2光子同時吸収の量子

干渉効果の測定に成功した。また、水素結合クラスター

の赤外前期解離反応において、結合選択性の存在を示唆

する結果を得た。 
 光エネルギー変換の研究については、新しい太陽光エ

ネルギー利用技術の開発を目指し、高性能色素増感太陽

電池について研究を行っている。その為、高性能色素、

酸化物半導体、レドックス電解質系の探索・設計研究を

行い、世界最高水準の性能をもつ色素増感太陽電池の製

造に成功した。また、太陽光による水からの水素製造に

関しては、可視光応答が可能な酸化物半導体光触媒系の

探索・設計を行い、光合成のメカニズムを利用した2段階
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光触媒法や、1段法光触媒であるインジウム・タンタル酸

化物にニッケルをドープした光触媒を開発し、世界で初

めて可視光による水の完全分解に成功した。 
 光・レーザー反応の研究については、光学透明材料の

微細エッチング法について、親水性有機化合物を含む水

溶液のレーザーアブレーションを検討し、レーザー照射

条件依存性について検討したところ、極めて平坦度の高

い加工ができることが判明した。また、低温場での活性

種生成や無機系薄膜の合成についてもメカニズムの解明

などを行った。 
 

［研 究 題 目     ］生命工学（生体情報分野） 

［研究代表者］地神 芳文（分子細胞工学研究部門） 
他69名 

［研 究 内 容     ］ 
１）脳神経系機能の形成と統合 

 基礎的・基盤的領域研究では、神経誘導・分化機構

及び関連因子、イオンチャネル形成と集積機構、日周

期行動の脳内制御機構等を明らかにした。また、工学

的応用領域研究では、脳神経系における感覚情報処理

機構の協調性、柔軟性、統合性等の解明とその人間工

学的応用研究を実施した。 

２）細胞情報の発現と伝達制御 

 基礎的・基盤的研究では、細胞分裂加齢・不死化情

報の伝達と制御、細胞シグナル応答の機能制御、細胞

極性制御・細胞防御調節等の研究を実施した。また、

工学的応用研究では、酵母によるヒト型糖蛋白質合成、

動物細胞による分岐糖鎖の自在な改変制御、ノックア

ウト動物による腸管収縮ペプチドの機能解析などを実

施した。 

３）生体情報分子の構造と機能発現 

 基礎的・基盤的研究では、転写因子など蛋白質の構

造解析と機能予測の研究を実施した。また、工学的応

用研究では、生体分子システム系による微小、高性能

センサー等の開発を行った。 

 

［研 究 題 目     ］新情報処理パラダイムに基づく技術分野 
大域情報処理技術 

［研究代表者］大蒔 和仁（情報処理研究部門） 

［研究担当者］戸村  哲、磯部 祥尚、平野  聡、

半田 剣一、錦見美貴子、高橋 直人、

田代 秀一、一杉 裕志、新部  裕、

田中  哲、関口 智嗣、児玉 祐悦、

戸田 賢二、小池 帆平、松井 俊浩、

坂根 広史、中田 秀基、建部 修見、

高木 浩光、田中 良夫、山崎 信行、

橋田 浩一、中島 秀之、木下 佳樹、

國吉 康夫、野田五十樹、長久保晶彦、

高橋 孝一、宮腰 清一、和泉  潔、

大崎 人士、車谷 浩一、山本 吉伸、

本村 陽一、伊藤 克亘、山本 知幸、

Gordon Cheng、古澤  仁 

［研 究 内 容     ］ 
 研究はワールドワイドプログラミングの研究、インタ

ラクティブ・アーキテクチャの研究、および大域情報学

の研究の3つのグループに分けて実施した。 
 ワールドワイドプログラミングの研究グループでは

Mule、DeleGate、HORB など、現在インターネットの

世界において使われている数々の著名なソフトウェアを

オープンソースソフトウェアとして生み出してきている。

これらに加え、平成13年度は MixJuice と名づけたソフ

トウェアの研究チームを強化した。MixJuice は Java を

ベースとし、モジュール機構を差分ベースモジュールに

入れ換えた言語である。また MixJuice の前身である

EPP は Java プログラムの解析機構を有し、これを利用

したソフトウェア複雑度解析システムが商用化されてい

る。また、EPP や MixJuice の応用として大規模なシス

テムのモジュールを動的に検査の実行効率を改善する方

法を提案した。 
 インタラクティブ・アーキテクチャの研究グループで

はハードウェア研究に加え、特に世界の標準活動が行わ

れているグリッド（Grid）への貢献に対する充実を図っ

た。この研究グループではこれまでネットワークワイド

な RPC（遠隔呼び出し手続き）技術を実装するミドルウ

ェア Ninf を開発してきた。平成13年度は Ninf の研究成

果を発展させ、グリッドにおけるセキュリティおよび情

報サービスの標準技術として普及している GSI（グリッ

ド用セキュリティ基盤）および GIS（グリッド用情報サ

ービス）のプロトコルおよび API（プログラム用インタ

ーフェース）等に準拠したユーザ認証機構および情報サ

ービス機能の実装を行った。これにより、ユーザ証明書

に基づくユーザ単位での認証機構を備えた RPC（遠隔呼

び出し手続き）システムが実現されるとともに、他のグ

リッドソフトウェアとの相互利用性を強化することがで

きた。 
 大域情報学の研究グループでは複雑性の情報処理につ

いて3つのアプローチの研究を遂行してきた。1)「全身行

動実験用ヒューマノイドロボット」の全関節部にトルク

センサを実装し、外力を精密に検出する機能を付加した。

これによって、全身行動の大域力学構造を検知し活用す

るための装置が完成した。2)「構造的意味論」について

は、モデル検査の技法を並列ごみ集めに関する新アルゴ

リズム発見に適用し、いくつか新アルゴリズムを発見し

た。また、実用化研究として、企業と共同で、非自動秤

組み込みソフトウェアの正当性検証をモデル検査の技法

を用いて行い、仕様の不完全さを発見するなどの結果を

得た。3)「サイバーアシスト」について、マルチエージ

ェント的な計算アーキテクチャを意味構造化された情報

コンテンツと位置に基づく通信のための基本アーキテク

チャとして用いることとした。 
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［研 究 題 目     ］乱流制御による新機能熱流体システムの

創出 
［研究代表者］吉田 博夫（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］川口 靖夫、阿部 裕幸、瀬川 武彦、

松沼 孝幸、前田龍太郎、松本 壮平、

佐藤 洋平、菊島 義弘 

［研 究 内 容     ］ 
 本プロジェクトでは、１）マイクロデバイスを用いて

乱流や剥離流れの能動制御システムを構築すること、な

らびに２）流体そのものの機能に働きかけてその発現さ

れた機能を用いて乱流を制御する方法の確立を目標とし

ている。 
１）においては制御システムのハードウエア要素である

センサ、アクチュエータについてパラーメータサーベ

イを行い、仕様範囲を明確にしながらそれらの開発を

行った。センサとしては振動型センサ、片持ち梁セン

サを試作し基本動作の確認をした。アクチュエータと

してはマイクロボルテックスジェネレータを試作し、

作動原理を確認した。また、電歪アクチュエータの適

用可能性について検討するためのインフラストラクチ

ャを整備した。アクチュエータの流れに対する効果を

評価する FBG（ファイバーブラッググレーティング）

システムについても設計・試作を行った。 

２）においては、界面活性剤添加による乱流抵抗低減メ

カニズムに関して Giesekus（ジスカス）モデルを用い

て直接数値シミュレーション（DNS）を行った。高精

度差分法を用いることにより、従来到達不可能であっ

た抵抗低減率の領域での計算結果が得られた。また、

実験結果ともよい対応を示した。 
 
［研 究 題 目     ］アサーマルマイクロフォトニクスデバイ

スに関する共同研究 
［研究代表者］西井 準治（光技術研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 最近の光通信では WDM（波長多重）方式が主流とな

っており、より高性能で低コストな光デバイスが必要と

されている。特に、都市内（メトロ）通信の分野では、

温度変化によって光信号の状態が変化しない（アサーマ

ル）光集積デバイスが強く求められている。本研究では、

外部温度制御装置を必要としない、特性がアサーマルで

かつ低コストな新しい材料の開発とそのマイクロフォト

ニクスデバイスへの応用を検討することを目的とした。 
 WDM では、波長フィルタや波長アッド／ドロップ等

の機能をもったデバイスが必須であり、グレーティング

を用いたデバイスはその有力な候補のひとつである。本

研究では、グレーティングを光書き込みした導波路ブラ

ッググレーティングデバイスでの温度依存性の低減を検

討した。導波路ブラッググレーティングの温度依存性は、

屈折率の温度依存性と熱膨張に起因する。屈折率の温度

依存性の低減のため、通常用いられている Ge-SiO2コア

／SiO2クラッドの両方に、屈折率の温度依存性が逆符号

である B2O3を添加することを試みた。なお、B2O3の熱膨

張係数は非常に大きいため、導波路ブラッググレーティ

ングの温度依存性は、B2O3添加による屈折率の温度依存

性低減効果から期待される程は低減できないと予想され

る。したがって本研究では、基板にマイナス膨張基板を

用いることで導波路全体としての熱膨張の低減を図り、

導波路ブラッググレーティングの温度依存性の低減を試

みた。Ge-B-SiO2膜のプラズマ CVD での成膜を試みた結

果、B2O3は15mol％まで光学的に均質に添加可能である

ことが分かった。また、通常の組成では、グレーティン

グの光書き込みのためには、書き込み前に高圧水素処理

を行う必要があるが、B2O3をドープすることで光感応性

を向上でき、高圧水素処理なしでグレーティングを光導

波路内に書き込む事ができた。Ge-B-SiO2コア／B-SiO2

クラッド／マイナス膨張基板という構成で導波路ブラッ

ググレーティングを作製した結果、通常のデバイスと比

較して1/3以下の値に相当する4pm/℃という温度依存性

を達成した。 
 
［研 究 題 目     ］アルツハイマーペプチドの立体構造及び

凝縮性に関する研究 
［研究代表者］中西 洋志（生物情報解析研究センター） 

［研究担当者］石塚 靖子、金澤 健治、根本  直、

秦  旭栄、阿部 寛志 
［研 究 内 容     ］ 
 ヒトの痴呆の一大要因であるアルツハイマー病の病因

メカニズムを解明するために、患者の大脳皮質に老人斑

として現れるβ－アミロイドの水溶液中での構造及びそ

の凝縮性について研究を行った。種々のβ－アミロイド

ペプチド断片及びその誘導体を合成し、NMR 法、CD 法、

EM 法及び、TOF－MS 法を用いて種々の条件下（pH 変

化、濃度変化、温度変化、試料調整変化）で解析を行っ

た。その結果、Aβ（12～24）では、溶液中の立体構造

が pH 変化の影響を大きく受けることが分かり、また、

その凝縮体が試料調整変化により、同一 pH でも異なる

形態を形成することが明らかになった。さらに、これら

のβ－構造を形成する凝縮体に、ある種の糖鎖化合物を

添加すると、その凝縮体が非常に小さくなることが発見

され、この結果は、アルツハイマー病予防のための重要

な知見である。アルツハイマー病以外にもヒトの痴呆に

関与する難病性異常立体構造惹起ペプチド（NAC など）

の構造解析も行い、新規な知見を得た。 
 
［研 究 題 目     ］地震被害軽減のための地震発生ポテンシ

ャルの定量化に関する日米共同研究 
［研究代表者］佐竹 健治（活断層研究センター） 

［研究担当者］下川 浩一、遠田 晋次、高田 圭太、

伊藤 久男、今西 和俊 
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［研 究 内 容     ］ 
 地震災害軽減のために将来の地震発生ポテンシャルを

定量的に評価することを目的として、日米二国間研究を

行った。共同研究は、活断層・液状化痕跡や沿岸付近の

地層データなどの古地震に関する共同調査研究と、地震

断層の近傍での地震観測を通して断層の3次元的構造や

地震発生過程を明らかにする研究とからなる。古地震研

究については、米国カリフォルニア州ヘイワード断層及

びアーカンソー州ニューマドリッド地震帯において、ジ

オスライサー調査を実施した。また、H12年度までに実

施したワシントン州コロンビア川及び北海道における調

査結果を分析し、17世紀に米国北西部ならびに北海道太

平洋岸で発生した地震の痕跡についてまとめ、これらの

地震の規模を推定した。地震発生過程の観測研究におい

ては、長野県王滝村およびカリフォルニア州ロングバレ

ーにおいて、日本が開発した地震データ集録装置（10kHz
サンプリング）を用いた観測を継続して行った。小地震

の震源パラメータを精度良く推定した結果、小地震ほど

破壊伝播速度が遅いことが明らかになった。また、アレ

イ解析により震源過程を詳細に推定する手法を開発し、

数値実験により手法の有効性を示した。 
 
［研 究 題 目     ］PCB 製剤中強毒性物質による越境汚染の

国際的危険性評価に関する研究 
［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 世界各国より収集した PCB 製剤中の強毒性物質（塩

素化ダイベンゾフラン・塩素化ナフタレン等）の高精度

分析を行い、これら有害化学物質の越境汚染による国際

的危険性評価を行った。米国側共同研究機関等と協力し、

世界各国で生産・使用された20種類以上の PCB 製剤を

収集した。また、含有される強毒性微量不純物質や二次

生 成 物 質 を 異 性 体 別 に 精 製 し 、 測 定 可 能 な

「double-column HPLC システム」「二次元ガスクロマ

トグラフ高分解能質量分析装置」を国内で初めて開発し

た。この装置を用い、ダイオキシン類似の毒性が確認さ

れているにもかかわらず、現状では適切な危険性評価が

不可能な塩素化ナフタレン75種の異性体別の製剤中含有

量を初めて測定し、平成13年度には Environ.Sci.Techn.
等の国際学会誌に発表するとともに、国際研究集会で米

国側共同研究者と共同発表を行った。また、上記に関係

して、米国より共同研究者を招へいし、研究打ち合わせ

を行うとともに産業技術総合研究所に「国際共同実験室」

を設立し、継続的な共同研究の地盤を確立した。 
 また、上記化学分析結果と並行して世界各国での PCB
製剤の生産使用量（インベントリー）情報の収集を行い、

各国 PCB 製剤による地球規模の疫学評価のための基礎

データを得る事ができた。 
 
［研 究 題 目     ］電気化学的・光電気化学的還元による 

CO2ガスの有用成分への変換 
 電極反応による二酸化炭素の還元 
［研究代表者］小松 将博（九州産学官連携センター） 
［研 究 内 容     ］ 
 電解液中に銅イオンを共存させ、電極反応により銅を

炭素上に電析させ、その銅粒子電極上での二酸化炭素の

メタンやエチレンへの変換の研究を行った。炭素として、

ガラス状炭素および炭素繊維を電極として用いた。二酸

化炭素のメタンやエチレンへの変換を行い、次の結果が

得られた。 
 ガラス炭素電極を使用した時のメタンおよびエチレン

の発生状況は、銅及び銅合金電極のそれとは違う挙動を

示した。すなわち、発生ピーク電位の分離はガラス状炭

素が大きかった。また、3000℃での熱処理した電極での

エチレンの電流効率は1000℃での効率より大きい。炭素

電極を使用した時のメタンおよびエチレンの電極反応に

よる発生状況は、炭素繊維のプレカーサーに強く依存し

た。すなわち、ピッチ系＞PAN 系＞セルロース系の順序

で減少した。また、同じプレカーサーの中でも熱処理温

度が高くなるに従ってエチレンの生成電流効率は増加し

た。さらに、測定回数が増えるに従ってエチレンの効率

は増加し、メタンの効率は減少した。エチレンの効率が

30％を越え、炭素繊維電極では過去、最高の値を示した。 
［研 究 題 目     ］電気化学的・光電気化学的還元による 

CO2ガスの有用成分への変換 
 光電気化学的二酸化炭素の還元 
［研究代表者］吉田  章（九州産学官連携センター） 

［研究担当者］小松 将博、安達 芳雄、木田 徹也、

甲斐 伸二、官  国清、合原  真、

諌山 宗敏、原田 智洋 

［研 究 内 容     ］ 
 電解液中に銅イオンを共存させ、電極反応により銅を

炭素上に電析させ、その銅粒子上で二酸化炭素をメタン

やエチレンに変換する研究を行った。電極として、ガラ

ス状炭素および炭素繊維を用いて、以下の結果が得られ

た。 
 ガラス状炭素電極を使用した時のメタンおよびエチレ

ンの発生状況は、発生ピーク電位位置の分離はガラス状

炭素の方が、銅及び銅合金電極を使用した場合より大き

かった。また、3000℃での熱処理したガラス状炭素電極

でのエチレンの生成電流効率は、1000℃で熱処理したも

のより大きい。炭素繊維電極を使用した時のメタンおよ

びエチレンの電極反応による発生状況は、炭素繊維の種

類に強く依存し、ピッチ系＞PAN 系＞セルロース系の順

序でエチレンの生成効率は減少した。また、同じ種類の

炭素繊維の中でも熱処理温度が高くなるに従ってエチレ

ンの生成電流効率は増加した。さらに、測定回数が増え

るに従ってエチレンの生成効率は増加し、メタンの生成

効率は減少する傾向を示した。炭素電極ではエチレンの

生成効率が30％を越え、これまで発表されているものと
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比較して、最高の値を示した。また、炭素繊維のラマン

スペクトルから、炭素繊維の黒鉛化度が高くなるにつれ

てエチレンの生成効率は向上することが分かった。とり

わけ、炭素のエッジ面がエチレンの生成効率には重要で

あることが判明した。 
 水分解用の光触媒としては、これまでに数多くの光触

媒が報告されているが、その多くはバンドギャップの大

きい酸化物半導体であり、可視光応答性を示す光触媒は

非常に限られている。CdS は可視光照射によって水を分

解し水素を製造することができる数少ない触媒の一つで

ある。しかしながら、CdS の活性は低く、さらに安定性

についても問題がある。その原因としては、光励起によ

って生成する正孔が CdS 自身を溶解するためとされて

おり、CdS 内に生成した電子-正孔対を分離することが

安定化ならびに活性化に重要と考えられている。本研究

では、電子－正孔対の効率的分離という観点から、CdS
に p－型の導電性を有し、高活性な電極触媒として広く

使用されている LaMnO3を接合することによって、CdS
の光触媒活性および安定性の改善を図った。また、光触

媒を用いる光反応によって、二酸化炭素からメタン、ホ

ルムアルデヒド、蟻酸、メタノール及びエタノール等の

有用成分を合成できた。用いた光触媒はチタン系で最も

太陽光による水素の合成率が良かった六チタン酸カリウ

ムおよびコロイド状チタン微粒子で、二酸化炭素固定化

触媒としては銅－鉄－アルミナ－カリウム系触媒と、酸

化銅/酸化亜鉛系触媒を用いた。キセノンランプ及び水銀

ランプを光源とする場合は、メタン、ホルムアルデヒド

及び蟻酸は生成したが、アルコールの生成は認められな

かった。太陽光は曲面鏡、及び凹面鏡で集光して照射し

た。生成物の分布は、触媒層の温度に依存し、銅－鉄－

アルミナ－カリウム系触媒では534度 K でメタンとホル

ムアルデヒドが、562度 K ではメタン、蟻酸、メタノー

ル及びエタノールが生成し、590度 K ではメタンールと

エタノールの生成量が増加した。酸化銅/酸化亜鉛系触媒

では、メタン、蟻酸及びメタノールが生成したが、エタ

ノールは生成しなかった。これらの結果から、集光系で

の高温度がアルコールの生成に有利に作用したものと考

えられる。 
 
［研 究 題 目     ］超高層ビルの倒壊による周辺構造物への

影響調査 
［研究代表者］緒方 雄二（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］中和田有司、青木 一男 

［研 究 内 容     ］ 
 2001年9月11日にニューヨーク・世界貿易センタービル

で発生した航空機を使用したテロ事件は、2時間の間に

1.35億平方メートルのオフィス空間と約3,000名もの生

命が奪われた。本事件は、自然災害ではないが、発生直

後からの対応は大規模な都市型災害と同等で、迅速な対

応がなされた。このため、本災害は地震・火山活動・津

波等自然災害の可能性の高い我が国でも教訓として生か

せる事例が多いと思われる。このため、本研究では、こ

の災害を都市災害防止の観点から教訓として災害被害軽

減に資することを目的として、同時多発テロ事件のうち

被害規模の大きいニューヨーク世界貿易センタービル周

辺での災害に関する実証的な緊急調査を実施した。本調

査では、(1) WTC 地区の都市環境被害の実態と復旧過

程の分析、(2) グランドゼロ地域での災害対応過程の分

析、(3) WTC 災害の広域的な影響と復旧過程の分析、

(4) 在 NY 日系企業及び日本人旅行者の対応エスノグラ

フィー調査の4チームに分かれて調査した。本緊急調査で

は、超高層ビルである世界貿易センタービルの倒壊要因

の推定とその影響が周辺構造物に与える影響について、

2002年2月24日～3月3日までニューヨーク世界貿易セン

タービルの倒壊現場を訪問し倒壊状況と周辺状況を調査

した。 
 
［研 究 題 目     ］巨大災害の情報収集と復旧の迅速化に関

する基礎調査 
［研究代表者］小谷内範穗（知能システム研究部門） 

［研究担当者］皿田  滋、森川  泰 

［研 究 内 容     ］ 
 2001年9月11日朝、ニューヨーク・世界貿易センタービ

ルで発生した航空機を使用したテロ事件は、2時間の間に

1.35億平方メートルのオフィス空間と約3000名もの生命

を奪った。この事件は自然外力を原因としたものではな

いが、発生直後からの社会の対応は、救命・救急作業、

情報収集、ニ次被害防止活動など、都市型の大規模災害

への対応と何ら変わりはなかった。大都市中心の高層ビ

ル群が破壊され、都市機能に大きな被害が生じた。これ

までの災害は面的に展開するものであったのに対して、

今回の災害は比較的限られた面積の被災現場で重層的に

被害が展開し膨大な被害となっているために、救助等を

大変難しくしている。こうした新しいタイプの被害に対

する対応もこれまでの災害対応の概念を超えており、狭

い地域に膨大な救援資源を投入し、災害救助活動を実施

するという新しい災害現象とそれに対する大規模な災害

対応の実態を体系的に記録しておくことは、来るべき南

関東直下の地震の際の災害救助にとっても貴重な教訓を

得ることになる。 
 今回の WTC ビルは100ｍ四方に満たない狭い地域だ

けが被災し、ジェット燃料火災によって、3000名もの人

命と地下10階、地上110階分の瓦礫が積み上げられるとい

う、これまでとはまったく異なる被災現場が出現した。

本課題では、ハザードの評価とそれを踏まえた現場での

消火、救助活動等の災害対応活動の実態、ガレキ処理の

実態、警察と消防の連携を始めとする災害対応機関の活

動の実態、について調査・解析を行った。 
 
［研 究 題 目     ］緊急時の避難者の意志決定の実状調査 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(207) 

［研究代表者］田中 敦子（地圏資源環境研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 2001年9月11日のニューヨークワールドトレードセン

ター（以下 WTC と略記する）における災害に対する、

邦人を含めた人々の避難の意志決定とその後の行動等を

調査し、緊急時のリスク・マネジメントの参考とする目

的で以下の組織の調査を行った。 
・ニューヨーク市立大学行政研究所 
・ニューヨーク市緊急マネジメント庁 
・ニューヨーク市消防庁 
・JTB ニューヨーク支店 
・三菱不動産ニューヨーク支店 
・コスモス・サービス株式会社 
・ニューヨーク市消防庁ハザードマテリアル対策部 
・横浜市ニューヨーク事務所 
・横浜銀行ニューヨーク事務所 
・財団法人自治体国際化協会ニューヨーク事務所 
 調査の結果、9月11日の WTC 内、WTC 周辺、そして

ニューヨーク市内における緊急事態に対する人々の情報

把握の状況と避難の意志決定、そして避難行動の実状を

把握することができた。これらの内容を、当事者の決断

を支援した要因、ならびに阻害した要因として整理し、

報告書にまとめた。 
［研 究 題 目     ］ホウ素系新超伝導物質の材料化基盤研究 

 共有結合ネットワークの幾何学的効果の

研究 
［研究代表者］針谷喜久雄（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 ナノメートルサイズをもったグラファイト系は、試料

が端をもつことに由来した特異な磁性現象を示す。グラ

ファイトの蜂の巣格子がジグザグ型の端をもって途切れ

た場合に、試料の端に強く局在した電子状態が存在する

ことが理論的に提案されている。本研究では、現実の系

に近いと思われる幾何学的形状を用い、グラファイト層

間の相互作用の効果、電子間相互作用の効果等を考えて

磁性発現のメカニズムを理論的に解明する研究を行った。

孤立した1層系の電子状態が閉殻になった場合、開殻にな

った場合について比較研究も行い、ナノグラファイトの

磁性機構に関して詳細に検討した。特に、官能基から電

荷が供給された効果や幾何学的形状の効果に関して、ナ

ノグラファイトの層間相互作用の効果を研究した。層間

相互作用が強くなるとともに、磁性が減少するという実

験的事実を説明するような理論的成果を得た。ナノ炭素

系に関する国際会議において口頭講演を行い、化学物理

関係の国際学術誌において論文発表を行った。 
 

［研 究 題 目     ］カーボンナノチューブエレクトロニクス

に関する研究 
［研究代表者］松本 和彦（ナノテクノロジー研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 

 カーボンナノチューブを用いたナノデバイスを作製す

る手法を確立することを目指し、触媒パターン法を提案

した。これによりカーボンナノチューブの成長位置をミ

クロンオーダーで制御する事が可能になり、カーボンナ

ノチューブを用いたデバイス作製が容易になった。この

制御成長したカーボンナノチューブをチャネルとしたデ

バイス作製技術を完成させ、その電流電圧特性を測定し

た。この結果、このデバイスは単一電子トランジスタと

して動作し、室温においてクーロンダイアモンド特性を

示した。等価的な単一電子トランジスタの島領域のサイ

ズは1nm の直径の球に相当する。 
 
［研 究 題 目     ］高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研究開発 

［研究代表者］大串 秀世（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］李  成奇、渡邊 幸志 

［研 究 内 容     ］ 
 今日のエレクトロニクスの基盤となっているシリコン

をはじめとする半導体材料は、現在より高集積化、高速

化、高信頼化を目指す電子デバイスに応用するために、

常に現状より欠陥や不純物原子の混入の少ない高品質な

ものが要求されている。この電子デバイスの品質や寿命、

導電率を左右する重要な因子として、半導体中の欠陥や

不純物の作る電子状態がある。これらは、一般にエネル

ギーギャップの中央付近、すなわち伝導帯や価電子帯か

ら遠いところに形成されるので深い準位と呼ばれ、デバ

イスの性能に大きな影響を及ぼす。 
 本プロジェクトの「高速 LSI 用歪 SOI ウェーハの研

究開発」においても、いかにこの深い準位の原因になる

欠陥の少ないウェーハを開発することが目的となる。そ

のためには、それらの面内の情報（面内のマッピング）

を得て、その情報をウェーハ製造プロセスにフィードバ

ックし、より高品質な SOI ウェーハの製造技術を確立す

ることが重要である。 
 この欠陥等による半導体中の深い準位の情報を得る測

定・評価方法には大別して、光学的特性評価と電気的評

価法がある。本プロジェクトの研究分担を行う本研究グ

ループは、過去30年にわたり、いろいろな半導体の欠陥

に関する研究に従事しており、半導体ウェーハの製造と

一体となって、欠陥マッピング技術を中心としたカソー

ドルミネッセンス法（CL）による光学的欠陥評価と、独

自の測定技術である走査型等温過渡容量分光法による電

気的評価法の両方からの研究を行ってきた実績がある。 
 本研究では、これらの経験を生かして、カソードルミ

ネッセンス（CL）法による光学的欠陥評価と等温過渡容

量分光（ICTS）法による電気的欠陥評価の両面から、

SOI ウェーハの欠陥の面内分布に関する情報を得て、

SOI ウェーハ製造グループへフィードバックし、プロジ

ェクトの目標である高品質な「高速 LSI 用歪 SOI ウェ

ーハ」開発を達成することを目的にしている。 
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 具体的に、本年度は、既設のカソードルミネッセンス

測定システムによって、SOI ウェーハの基礎データを集

積、ICTS 法による欠陥マッピングのために、ショット

キー接合での電流－電圧特性の基礎データの集積を行っ

た。また、欠陥検出感度1011cm-3台の半導体ウェーハの

欠陥面内マッピング評価が可能な高感度 CL 測定システ

ムの立ち上げを行った。 
 

［研 究 題 目     ］アクティブ・ナノ計測基盤技術の確立 

 ナノメータX線アクティブ計測技術に関

する研究 
 電極反応および有機－金属薄膜の光化学

反応のアクティブ計測 
［研究代表者］吉田 郵司（光技術研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、原子種および周囲のサブナノメーター領

域の構造情報が得られる蛍光X線を空間的に可視化でき

る「蛍光 X 線イメージング技法」を用いて、電極反応お

よび有機－金属複合薄膜の光化学反応におけるアクティ

ブ計測技術を確立し、ナノメータ X 線アクティブ計測技

術の実用的な応用技術のデータベースを整備することを

目指している。 
 当該年度は、次世代の光機能デバイスの候補材料であ

る、遷移金属化合物（タングステン酸、臭化鉛、等）と

高分子・有機物との複合薄膜に関して、光化学反応にお

ける元素の状態分布、価数変化等に注目して局所的な光

反応特性を調べ、その反応機構を詳細に解明する手段の1

つとして蛍光 X 線イメージング法の導入を検討した。特

に、可視光領域での蛍光発光現象などの高い機能性を有

する代表的な複合薄膜、有機・無機層状ペロブスカイト

化合物薄膜に関して、その紫外光照射に伴う発光のブリ

ーチング（消光）現象の解明を試みた。その化合物薄膜

における発光特性と紫外光照射によるブリーチング現象

を光吸収分光測定、蛍光分光測定、X 線回折測定など複

数の手法を用いて観測し解明を進めると共に、蛍光 X 線

イメージング実験に適した薄膜作製の最適化条件の抽出

を行った。 
 今回、試料として臭化鉛およびフェネチルアミン臭化

物をスピンコート法で薄膜化したものを対象として、紫

外光照射処理によるブリーチング現象の観測を行った。

その結果、層状構造の変化が観測され、化合物そのもの

の相変化が生じていることを確認した。また、相変化の

ドライビングフォースは化合物中の臭素（Br）の脱離で

あると予測されており、蛍光 X 線イメージング法等を用

いて光照射による局所領域の組成変化の定量的な測定評

価が必要であることをあらためて確認できた。 
 

－原子力試験研究費－ 
［研 究 題 目     ］高速電子励起による材料構造変化に関す

る研究 

［研究代表者］金山 敏彦（次世代半導体研究センター） 

［研究担当者］多田 哲也 

［研 究 内 容     ］ 
 クラスターの高速電子励起に伴う構造変化について、

平成13年度は主にフラーレン C60およびその化学誘導体

を対象として研究を行い、次のような成果を得た。 
 シリコン表面上に堆積した C60薄膜に超高真空中で

STM 探針からの電界放出電子線をエネルギーE＝15－

100eV で照射し、構造変化を STM でその場観察した。

次のように、C60の電子励起速度と基板表面へのエネルギ

ー散逸速度の競合が重要であることが、明らかになった。 
(1) 電子線のエネルギーが35eV 以下では、主に C60の重

合が生じるが、それ以上では、C60が解離し、解離断片

が拡散・凝集して数 nm の大きさの塊状構造を作る。

この35eV の閾値は、気相中での電子照射での C60の解

離の閾値にほぼ一致する。 
(2) シリコン表面に直接吸着している第一層目の C60で

は、どの様な条件で電子照射しても、上記のような変

化は起こらない。これは、表面へのエネルギー散逸速

度が大きいことによる。 

(3) 逆に、表面から遠い C60では、15eV 程度の解離閾値

以下の照射でも、照射電流密度が極端に大きいときに

は、解離を生じる。これは、多重励起の速度がエネル

ギー散逸を上回れば、解離に十分な励起エネルギーが

C60中に蓄積されることを意味する。 
 シリコン表面上に堆積したフラーレン C60化学誘導体

に対する電子線照射効果を振動分光測定により解析した

結果に基づき、電子線に対する感受性の高い C60化学誘

導体を分子設計した。実際に、フラーレン球殻の壊れ易

さを、球殻に付加する分子構造を変えることにより変化

させることに成功した。 
 

［研 究 題 目     ］原子力構造材の遠隔検査技術に関する研

究 
［研究代表者］中野 英俊（計測標準研究部門） 

［研究担当者］松田 洋一、服部浩一郎 

［研 究 内 容     ］ 
 放射線環境下や狭隘部での非破壊検査を実現するため、

レーザによる非接触の超音波発生、及び検出技術を開発

する。レーザによる発生では、パルスレーザを用いて数

MHz～100MHz までの超音波を励起する技術を開発す

る。また、レーザによる検出では、試料表面の光学的性

状や形状に影響を受けにくい光計測技術を開発する。こ

れらの技術開発により、従来検査が困難であった線量の

高い部位や狭隘部での測定を可能とする遠隔検査技術の

確立を目的とする。 
 レーザによる非接触超音波技術において、最大の技術

課題は実環境での超音波検出技術の開発であり、特に光

散乱面では光の持つ位相情報が破壊され、高感度の検出

が困難となる。このため、位相共役結晶（フォトリフラ
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クティブ結晶）により、破壊された光の位相情報を復元

し、検出感度を向上させる技術を開発する。また、広範

囲の検査を迅速に行うため、短時間で S/N の高い信号波

形が得られる超音波励起レーザを実現する。さらに、励

起及び検出光を光ファイバーで伝送する技術を開発し、

検査システムとしての融通性を得る。これにより、迅速

な走査を可能とし、得られた2次元欠陥イメージから検出

能力を実証する。本年度は、粗面試料において高感度の

光検出を実現するため、フォトリフラクティオブ結晶に

より波面変換機能を有する光干渉系を試作し、高感度の

超音波検出を実現するための基礎データを得た。 
 

［研 究 題 目     ］低エネルギーX 線精密回折分光技術の開

発 
［研究代表者］藤本 弘之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部  司、中山  貫 

［研 究 内 容     ］ 
(1) 波長マーカー設定のための角度設定装置の研究開発 

13年度には、高精度角度設定装置を改良し、角度設定

で50nradをきる不確かさを実現した。高精度角度設定

装置の改良には、安定度向上のための構造材材質の採

用、熱源の排除、角度設定装置内の干渉計レーザ光源

の波長安定化、また角度設定装置の角度校正に用いる

角度差検出装置の分解能の向上などが含まれる。波長

安定化による角度安定度は0.02ppmの見通しが得ら

れた。角度差検出装置は、25nrad（角度設定精度

0.05ppm に対応）を切る測定分解能を実現した。こ

れにより、波長マーカーの設定のための核共鳴散乱波

長測定を0.3ppmを切る不確かさで行うことのできる

見通しが得られた。 

(2) 波長マーカー設定のための格子定数測定の高度化 

高エネルギー加速器研究機構（KEK）と共同で高感度

格子比較器を開発し、世界で初めてシリコンインゴッ

ト内の大きな面積（50mm×50mm）の格子定数の分

布を約0.02ppm の不確かさで2次元マッピングするこ

とに成功した。測定結果により、高品質の FZ 結晶内

でも0.05ppm 程度の格子定数分布が存在することを

見出した。この結果を用いると、波長測定に用いる回

折結晶の格子定数を今までよりも高精度で決めること

が出来、測定波長の不確かさを低減することができる。 
 

［研 究 題 目     ］微小試験片の熱物性計測技術に関する研

究 
［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］竹歳 尚之、阿子島めぐみ 

［研 究 内 容     ］ 
 核融合炉材料の開発は14MeV 強力中性子の照射試験

をふまえて行われ、照射微小試験片の熱物性評価は不可

欠の課題となっている。また、軽水炉、高速増殖炉、高

温ガス炉等の熱設計と安全操業のため、プルサーマル用

MOX 燃料等の熱物性データを得るために、微小試験片

の熱物性計測技術ならびに微小領域の熱物性計測技術の

開発が求められている。 
 本研究課題では、前半の3年間（平成9年度～12年度）

において直径3mm、厚さ1mm 以下の微小試験片の熱拡

散率と比熱容量を計測する技術を開発した。後半の2年間

（平成13年度～14年度）においては直径10mm 以下の円

柱状試料の断面に沿った広がり1mm 以下の微小領域に

おける熱拡散率の分布を計測する技術を開発している。 
 開発された技術により、主要材料の熱物性を、微小試

験片については室温から1500℃以上、通常サイズの試料

については室温から2600℃に至る温度領域で計測する。

計測された熱物性データは材料キャラクタとの対応を明

らかにした高水準データセットとしてデータベース化し、

分散型熱物性データベース等を通じて関係研究機関およ

び原子力産業分野に提供する。 

 平成13年度は、試料表面の微小領域を周期変調された

レーザビームにより加熱し、試料表面を2次元的に走査す

る装置を製作した。本装置は試料表面の微小領域を周期

変調された半導体レーザビームにより加熱し、試料表面

を2次元的に走査する機能を有する。 
 

［研 究 題 目     ］高速 X 線 CT を用いた多次元熱流動計測

の高度化に関する研究 
［研究代表者］三澤 雅樹（機械システム研究部門） 
［研究担当者］市川 直樹、森川  泰、兵藤 行志、

赤井  誠 
［研 究 内 容     ］ 
（事業計画）原子力プラント内の管群流路や配管内の多

次元・非定常二相流では、高速性と多次元性を同時に満

たす計測技術が必要となる。高速 X 線 CT（コンピュー

タ・トモグラフィ）は、時間的に変動する複雑な気液界

面形状や相分布を、流路内部にわたって短時間に、非接

触で測定できる極めて有効な計測手法であるが、気液界

面形状や分布特性を定量計測する高機能化の研究開発は

未着手である。本研究では、前年度までの検出器開発に

引き続いて高エネルギーパルス X 線源の開発を行なうと

ともに、異なる流動パターンの気液二相流界面計測を行

った。以下に、実施項目を記す。 
(1) パルス X 線源コントローラの開発 

 高速 CT 撮影で良好な画像を得るには、出力が均一

で応答時間が短く、焦点径を絞った複数のパルス X 線

管が必要となる。安定したパルスX線照射を行うため、

大容量高圧電源を含めて、グリッド制御部のパルサー

回路を設計・製作した。 

(2) パルス X 線発生器の開発 
 複数のX線源を同一の真空チャンバー内に隣接して

配置するため、高電圧絶縁を安定して確保できる線源

間隔を決定し、陽極および陰極構造の設計を行い、18

個のパルス陰極を製作した。 
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(3) 気液二相流相分布計測 
 移動体の速度情報と相分布情報を統合した非定常相

分布の3次元可視化ツールを開発した。また、気液二相

流に見られる大気泡および微小気泡を含む流れを断層

撮影し、ワイヤメッシュ法の計測結果と比較して、本

手法の特性を明らかにした。 

 

［研 究 題 目     ］超臨界水による使用済イオン交換樹脂の

分解処理技術の開発 
［研究代表者］菅田  孟（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］大竹 勝人、依田  智、竹林 良浩 
［研 究 内 容     ］ 
 使用済みイオン交換樹脂を減容化し安定化するために、

超臨界水中での酸化分解法（SCWO）を検討した。酸化

剤としては過酸化水素を使用し、反応器を揺動して内部

が攪拌できるバッチ式反応器を使用して、陽イオン交換

樹脂および陰イオン交換樹脂の分解を行い、攪拌しない

場合との違いを検討した。攪拌なしの場合は、400℃、

30MPa において99％以上分解するためには7倍当量程度

の過酸化水素量が必要であったのに対し、今回は2～6倍

当量でほぼ同程度以上の分解率が得られた。すなわち、

酸化剤と樹脂の接触が十分に行われれば酸化剤は2倍程

度過剰に使用すれば良いことを示している。実用化に際

しては流通式反応装置を使用すれば酸化剤と樹脂の混合

接触が促進され、高速に効率的な分解が可能になると考

えられる。また、陰イオン交換樹脂の分解時に生成する

アンモニアの分解を検討したところ、400℃では理論量の

80～90％のアンモニアが生成し、ほとんど分解しないが、

温度を450℃まで上げるとほぼ分解された。 
 
［研 究 題 目     ］水素同位体混合系に対する水素吸蔵材料

の特性に関する研究 
［研究代表者］林  繁信（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］小森 佳彦、秋葉 悦男、榎  浩利、

中村優美子 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、水素同位体（軽水素、重水素）が混合し

た系に対する水素吸蔵材料の特性についての基礎データ

の取得を行い、水素吸蔵材料を用いた水素同位体取り扱

い技術の確立に貢献することを目的としている。水素吸

蔵材料としては、大きな同位体効果が期待されるバナジ

ウム合金系を取り上げた。 
 チタン（Ti）とバナジウム（V）金属は体心立方（bcc）
構造を持つ合金を作り、この合金は安定な水素化物を形

成する。Ti-V-H 系は［V］／［Ti］比を変えることによ

りその水素吸蔵特性を制御できると期待される。平成13

年度は、Ti0.33V0.67における水素のサイトと拡散挙動を調

べた。この合金の一水素化物は軽水素化物も重水素化物

も同じ体心立方構造をしている。本研究では、軽水素（Ｈ）

および重水素（D）が同時に吸蔵された場合、H、D そ

れぞれの拡散挙動がどのように変わり、H と D がお互い

にどのような影響を与えるかを固体 NMR 法によって調

べた。その結果、［D］／［H］比を変えたいずれの試料

においても軽水素より重水素の拡散の活性化エネルギー

の方が大きかった。また、軽水素の活性化エネルギーが

［D］／［H］比が変化してもほとんど一定であるのに

対し、重水素の活性化エネルギーは［D］／［H］比の

増加につれ若干増加した。この結果は、軽水素および重

水素が直接もしくは間接的にお互いの拡散挙動に影響を

及ぼしあっていることを示している。 
 次に、軽水素と重水素を同時に含有する水素吸蔵材料

からの水素昇温脱離スペクトルを測定するために、検出

器の質量分析計の校正を行った。H2、HD、D2はそれぞ

れ質量数が2、3、4であり、観測可能な質量数の下限領域

である。このため、検出感度が用いる装置によって大き

く異なることが予想され、定量的な測定を行うためには

感度の校正が必須である。本研究では、水素吸蔵材料を

用いて検出器の感度校正を行う手順を提案するとともに、

実際に測定に用いる装置の検出器感度を校正した。 
 また、Ti-V-Cr 系及び Ti-V-Mn 系合金において、昨年

度に報告した水素平衡圧力における著しい同位体効果の

原因は金属格子の結晶構造の相違によるものではないと

結論された。 
 
［研 究 題 目     ］マルチコンポジットマテリアルの最適化

と構造・特性評価 
［研究代表者］小林 慶規（計測標準研究部門） 

［研究担当者］平田 浩一、富樫  寿、川原 順一、

梅原 博行、広津 敏博 
［研 究 内 容     ］ 
 空気中など酸素の存在下で放射線照射をうけた高分子

材料の劣化は、放射線による分子鎖切断で生じるフリー

ラジカルと高分子中に拡散によって侵入した酸素分子が

反応することにより進行する。この放射線酸化効果は、

高分子表面に酸素透過を抑制するバリアー層を形成する

ことにより低減できると考えられる。本研究の目的は、

高分子表面上への硅素系酸素バリアー層形成による放射

線酸化抑制効果を実証すること及び最適なバリアー層を

形成するための諸条件を明らかにすることにある。 
 平成12年度には、高周波マグネトロンスパッタリング

法で作製された酸化硅素膜が酸素透過バリアー性を有す

ることを明らかにした。さらに、酸化硅素スパッタ膜を

堆積したポリエチレン及びポリプロピレンを空気中でγ

線照射することにより、酸化硅素膜により高分子の酸化

を抑制できることを実証した。最適な酸素透過スパッタ

膜を作製するには膜中の空孔の生成を抑制することが重

要であることから、本年度はスパッタ膜生成中のナノ空

孔の発生と膜作製条件の関連を陽電子消滅法により検討

した。 
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［研 究 題 目     ］核廃棄物関連金属配位性のヘテロ元素系

化合物の開発 
［研究代表者］田中 正人（グリーンプロセス研究ラボ） 

［研究担当者］林  輝幸、土屋  徹、韓  立彪 
［研 究 内 容     ］ 
 アセチレン類のヒドロホスホリル化及びヒドロホスフ

ィニル化反応において、ロジウム－ホスフィン錯体触媒

を用いることにより、リンが末端に入った(E)-アルケニ

ルホスホン酸エステルまたは(E)-アルケニルホスフィ

ンオキサイドが選択的に得られることを見出した。本反

応をジイン類に適用することにより、両端がホスホリル

化またはホスフィニル化された化合物が得られた。一方、

β－オキソチオアミド類について、種々の脱硫反応を検

討した結果、ジクロロメタン中0℃で30％過酸化水素水を

用いる方法により、高収率でβ－ケトアミドが得られた。

一連のβ－オキソチオアミド類、及びβ－ケトアミド類

について、使用済み核燃料再処理プロセスのモデルとし

て、硝酸酸性水溶液中の La3+及び Eu3+の抽出能を試験し

たが、いずれも数％程度の抽出力を示すに留まった。一

方、五価リン化合物として五員環ホスホン酸アミド類を

種々合成して La3+及び Eu3+の抽出力を比較した結果、N
上の置換基が直鎖アルキル基であるものは、従来高性能

抽出剤のベンチマークとされているものよりも高い抽出

力を有することを見出した。 
 

［研 究 題 目     ］原子力施設に係るエネルギー発生源の爆

発影響評価システムに関する研究 
［研究代表者］吉田 正典（物質プロセス研究部門） 

［研究担当者］中山 良男、松村 知治、松永 猛裕、

岡田  賢、飯田 光明、藤原 修三 
［研 究 内 容     ］ 
１．エネルギー発生源の評価システムの開発 

 核燃料再処理施設等において想定されるエネルギー

発生源のうち、有機溶媒と硝酸の液相およびミスト状

態での爆轟および爆燃特性の評価試験を行った。得ら

れた成果は以下の通り。 

(1) 液相状態の爆轟特性評価試験 

 液相状態における有機溶媒／硝酸混合物の爆轟お

よび爆燃特性を評価するという観点から、平成13年

度は液相のリン酸トリブチル（TBP）／発煙硝酸

（FNA）混合物について、爆発限界薬厚（爆轟を維

持することができる最小の爆薬の厚さ）を求めるウ

エッジ試験を実施した。その結果、化学量論比

（TBP/FNA＝22/78wt.％）における限界薬厚は0.5

～0.6mm となり液体爆薬であるニトロメタンのそ

れ（0.3mm）に近く、その値は TBP と FNA の混

合比に依存しないことが分かった。また、ウエッジ

型の試料中を爆轟波が伝播する状況を高速度フレー

ミングカメラで可視化計測し、そこから求めた爆轟

波面の平均伝播速度は6.24km/s となり、円管（φ20）

の場合と一致することが明らかになった。 
(2) ミスト状態の特性評価試験 

 異常反応時に生成すると想定される溶媒ミストの

爆発影響を精確に評価するためには、溶媒ミストの

爆発（爆轟）威力とミストの粒子径、数密度の関係

を明らかにする事が重要である。平成13年度はその

前段階として、ミスト状態評価装置を整備し、不活

性物質である水ミストの粒子径、数密度に加え、高

性能爆薬の爆発による爆風と水ミストの干渉に関す

る基礎的なデータを蓄積した。その過程で、水ミス

トによる爆風威力の低減効果が確認されたため、更

に詳しく検討した結果、爆風背後で起こる水ミスト

の蒸発が、爆風減衰の要因であるとの結論に至った。

同様の現象は溶媒ミストの場合にも起こり得ると考

えられるため、爆発源のモデル化に際しては、溶媒

ミストの蒸発効果を精確に見積もる必要がある。 
２．熱流体－構造物相互作用の評価システムの開発 

 平成13年度は、平成14年度に整備する熱流体状態計

測装置の装置設計を実施した。 
 
［研 究 題 目     ］重イオンマイクロビームによる化学結合

状態分析法に関する研究 
［研究代表者］杢野 由明（純度制御材料開発研究ラボ） 

［研究担当者］木野村 淳、茶谷原昭義、堀野 裕治 
［研 究 内 容     ］ 
 材料の微小領域を選択して重イオンマイクロビームを

照射し、発生する特性 X 線を高いエネルギー分解能・検

出効率で検出できる局所・高分解能粒子励起 X 線分光装

置の構築を開始した。イオンマイクロビームによって照

射される微小部より発生するX線の分光に適した分光方

式として、von Hamos 型の分光光学系を採用した。イオ

ンマイクロビームのビーム径は数十ミクロン以下と極め

て小さいため、空間分解能の高い X 線 CCD を位置検出

器として用いることで、分光器の光路（von Hamos 半径）

を大幅に短縮することができ、分光器の検出効率を従来

に比べ大幅に向上することができる。この特徴を生かす

ため、マイクロビーム形成装置の試料室と X 線分光光学

系を一体化することにより、光路を短縮できる試料室（分

光装置本体）を設計した。具体的には、円筒型分光結晶

の曲げによるエネルギー分解能の劣化がないこと、およ

びイオンマイクロビーム形成装置の作動距離が伸びるこ

とによるビーム電流の低下を最小源に留めることの2つ

の条件を満たす、von Hamos 半径 R＝150mm 以下の光

学系に対応できる試料室を設計・試作した。また、平成

12年度に引き続き、磁気四極子レンズによって集束され

たイオンマイクロビームを薄膜窓を使って真空容器外に

取り出す方法の検討を行った。 
 

［研 究 題 目     ］放射線障害防止に必要な経費 
関西センターにおける放射線安全性向上
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のための試験研究 

［研究代表者］田口 隆久（人間系特別研究体） 

［研 究 内 容     ］ 
 関西センターにおいて、放射線安全性向上のために、

フィルムバッジ等のモニターと情報連絡手法について検

討した。 
 

［研 究 題 目     ］速中性子による固体中軽元素の動的挙動

の測定技術に関する研究 
［研究代表者］池山 雅美（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］斎藤 和雄、中尾 節男、宮川 佳子、

宮川 草児、松田 秀晴 
［研 究 内 容     ］ 
 MeV イオンビームによる核反応から得られる0.5～

5MeV 程度の速中性子による反跳粒子のエネルギースペ

クトルを測ることにより、固体表面の水素などの軽元素

を分析するための NERD 法を確立するため行われてき

た研究について総合的に評価した。 
 NERD 測定用の簡便で効率的な速中性子源として、P
－Li 中性子用には真空蒸着による Li 膜を、また D－D
中性子用には、反応性スパッタリングによる重水素化チ

タン膜を作成し、それぞれ2.4MeV 水素ビーム及び2～

2.5MeV の重水素ビームを照射して中性子を発生した。

ビーム照射等による劣化を評価し、最適なターゲット膜

の作成法と中性子発生条件等に関する知見を得た。 
 反跳軽元素のエネルギースペクトルをΔE－E 方式の

カウンターテレスコープにより測定するためのシステム

についても検討した。D－D 中性子実験用には、ΔE 検

出器として20μm 厚の Si 透過型検出器を用いることに

より、反跳水素と重水素の識別は充分に保証された。こ

のシステムを用いた場合、150μm 程度までの深さの水

素原子濃度の深さ分布を2～5μm 程度の深さ分解能（ポ

リエチレン換算）で測定できることが明らかになった。

一方、P－Li 中性子用のΔE 検出器としては、前々年度

に試作した平行平板型グリッドガスカウンターにより検

討を行い、10μm 程度の表面層の水素分析に使用できる

ことが分かった。測定系の測定スペクトルと水素などの

深さ分布の関係を明らかにするために、幾何学条件など

を考慮した計算コードにより、測定スペクトルの解析に

供した。NERD 法は、反跳収率が低いことが難点であり、

検出系の立体角等を大きくすることで統計精度を上げざ

るを得ない。これを補うための迅速なデータ解析ソフト

の開発も今後の課題のひとつに挙げられた。 
 

［研 究 題 目     ］放射線障害防止に必要な経費（中部セン

ターにおける放射線安全性向上のための

試験研究） 
［研究代表者］池山 雅美（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］宮川 草児、宮川 佳子、中尾 節男、

増田 晴穂、斎藤 和雄 

［研 究 内 容     ］ 
 放射線障害防止に関わる法令等に基づいて、不要とな

った密閉線源の廃棄、放射線測定器修理および校正、ガ

ラスバッジによる個人被曝およびタンデム型イオン加速

器実験室内の環境放射線のモニタリング、放射線業務従

事者の特別健康診断を行った。 
 

［研 究 題 目     ］特定装置の維持運営に必要な経費 

 中部センター：電子スピン共鳴吸収装置

の長寿命化のための試験研究 
［研究代表者］岡嵜 正治（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］池山 雅美 

［研 究 内 容     ］ 
 試料を電磁石両極間にセットしたカラム内に流し込み、

そこで反応させた後、電子スピン共鳴（ESR）装置の空

洞内石英セルに導き、その ESR を観測するための装置

を試作した。次に、放射線化学反応のモデルとして、紫

外光による光化学反応を考え、上記カラム内にメソポー

ラスシリカである MCM-41を充填し、そのナノチャンネ

ル内でのキサントンの光反応に対する磁場の効果を観測

した。解析により、この反応が放射線化学反応同様、中

間体としてラジカル対を生成し、その後の反応がラジカ

ル対のスピン状態に影響されることを確認した。 
 

［研 究 題 目     ］プラズマ利用イオン注入法による金属材

料表面の高機能化に関する研究 
［研究代表者］池山 雅美（基礎素材研究部門） 
［研究担当者］宮川 草児、宮川 佳子、中尾 節男、

増田 晴穂、斎藤 和雄、小野 泰蔵、

林  永二 
［研 究 内 容     ］ 
 産業技術総合研究所中部センター（旧名古屋工業技術

研究所）が試作・開発した正・負両極のパルス電源を使

用して外部プラズマ源を全く使用しない独自のプラズマ

利用注入装置（特許出願中）をスケールアップした新た

なプラズマ利用イオン注入装置を開発した。従来機によ

る研究の結果、本装置によって配管部材の外面ばかりで

なく内面にもダイヤモンド状炭素（DLC）皮膜の形成が

可能なことが明らかになった。本法は、DLC の成膜速度

が配管の内面の方が外面よりも高くなるホローカソード

状態を作り出すことが出来、配管内面への DLC コーテ

ィングにとって望ましい手法であることが明らかになっ

た。シリコン上に本法で作製した DLC 皮膜は、ラマン

分光分析および光電子分光分析の結果、他の手法で作製

されたDLC膜の同様の特徴を有し、その硬度は約28GPa
であった。ステンレス表面をイオン注入により改質する

ことが DLC 膜の密着性の向上に有効であることが分か

った。DLC 膜のフッ素による表面修飾を試みたが、処理

条件が激しすぎたようで、DLC 膜中のポアを通して、直

接ステンレス表面でフッ素が反応を起こし、DLC 膜の剥
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離、ステンレスの腐食が起きてしまった。今後、より温

和な条件での反応を検討したい。 

 

［研 究 題 目     ］高レベル放射性廃棄物地層処分のための

地質環境の特性の広域基盤情報の整備 
［研究代表者］石井 武政（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］丸井 敦尚、内田 洋平、中島 善人、

林  武司、宮越 昭暢 
［研 究 内 容     ］ 
 我が国における高レベル放射性廃棄物地層処分の信頼

性を評価するため、地質環境特性の基盤情報となる井戸

資料や地質柱状資料のデータベース化を進めた。本デー

タベース化にあたり、データベース用エンジンのソフト

ウェアについてはバージョンアップを行った。 
 また、海に面した我が国として重要な沿岸地域の地下

深部の地質環境特性についての実測データを取得するこ

とを目的として、千葉県蓮沼海岸に設置した地下水観測

井において、地下水位、地下水温、塩分濃度変化を継続

観測した。この地点ではいわゆる塩淡境界が少なくとも2

層準で確認されたほか、ガイベン－ヘルツベルグの変形

式により水頭分布を計算することができた。 
 さらに、地層処分場でのガラス固化体緩衝材であるベ

ントナイト（粘土）などの水の拡散性を明らかにするた

めに、拡散試験装置を導入して詳細な実験の立ち上げを

行った。 
 

［研 究 題 目     ］光音響分光法を用いた地下水センサーの

開発と適用に関する研究 
［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］石井 武政、内田 洋平 
［研 究 内 容     ］ 
 原子力高レベル廃棄物の地層処分を計画・実行する場

合の水文学的な問題点として、放射性廃棄物の地層処分

場建設に際して行うべき地下水流動調査のための長期安

定性地下水センサー開発が挙げられる。本研究で取り上

げているこの光音響地下水センサーは処分地の再冠水に

関わるヒステリシス問題の解決に有効なほか地下水の選

択的な流動を検出するための長期安定センサーとして利

用できる。全体計画の前半部分においては地下水センサ

ーの実用化に関する部分に研究を集中させ、後半（3年間）

では現場実証試験を予定している。これまでは地下水セ

ンサーの設計・試作に終始し、水分量の測定に関するセ

ンサー開発は既に終了した。現在は水温センシング機能

の追加がほぼ終了している段階である。さらに、本研究

では特定励起波長だけを発信する現場用システムの開発

を進めているところであり、実験室レベルで完成させた

光音響水分量センサーを実用化し、現場に適用すること

に研究を専念している。本研究で取り上げているこの光

音響地下水センサーは処分地の再冠水に関わるヒステリ

シス問題の解決に有効なほか地下水の選択的な流動を検

知するための長期安定センサーとして利用でき、最終的

には塩淡境界に関わる地下水流動をも考慮した総合的な

地下水流動を解析する計画である。 

 

［研 究 題 目     ］地下深部岩盤初期応力の実測 

［研究代表者］長  秋雄（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］楠瀬勤一郎、国松  直 
［研 究 内 容     ］ 
 日本の高レベル放射性廃棄物地層処分では、高レベル

放射性廃棄物を地下数100m 以深に地層処分することに

なっている。地下深部での岩盤初期応力状態の知見は、

処分場候補地の選定、処分場地下空間の設計・長期安定

性の評価において必要不可欠である。 
 本研究では、測地測量による地殻変動量が小さく地震

活動も低調で地質学的な安定域である、岡山県岡山市周

辺において深度1000m の調査ボーリング孔を掘削し、ボ

ーリングコアの採取・各種孔内検層・BHTV（ボアホー

ルテレビューア）孔内観察・水圧破砕法による岩盤初期

応力測定・コア室内試験等を実施する。 
 平成13年度は、調査地点の花崗岩岩盤に深度320m の

調査ボーリングを掘削し、各種調査を実施したのちにボ

ーリング孔を360m まで増掘した。深度320m までの岩盤

は変質が互層状に生じており、変質度2（弱変質）・岩盤

等級 CH～CM が主体であった。 
 水圧破砕法による岩盤初期応力測定を、深さ約50m 間

隔の5深度で実施した。その結果、水平最小応力値と水平

最大応力値は、深度68m ではそれぞれ4MPa と8MPa で

あり、深度180m から306m にかけてはそれぞれ7～9MPa
と12～14MPa であった。なお、応力値の算出においては

間隙水圧値をゼロと仮定した。水平最大応力の方向は、

全測定深度において西北西―東南東であった。 
 

［研 究 題 目     ］核融合用高磁界超電導マグネットの応力

緩和技術に関する研究 
［研究代表者］梅田 政一（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］我妻  洸、新井 和昭、近藤 潤次、

古瀬 充穂、立石  裕 
［研 究 内 容     ］ 
 大型・高磁界マグネットの開発に不可欠となる高機械

的強度を有する繊維強化型超電導線材の研究開発を進め

ている。今年度は、高磁界で使用可能な Nb3Sn 線材に繊

維強化材としてタンタル繊維を使用した Ta 繊維強化型

Nb3Sn線材の研究開発を行った。0.5mm線径において、

線材中への Ta 繊維強化のために2種類の繊維強化法（Ta
繊維集中型と分散型）により(1)超電導特性、(2)線材の

歪みに対する超電導特性の劣化、(3)線材として利用可能

な歪みレベル（不可逆歪み）、(4)液体ヘリウム中での応

力・歪み特性及び(5)コイル特性について2種類の線材特

性を明らかにした。 
(1) 臨界電流の磁界依存性（Jc-B 特性）についての最適
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熱処理温度および時間は2種類の線材共650℃。196時間

が最適であった。0.5mm 線径のタンタル繊維強化型

Nb3Sn 線材においては14テスラの磁界で集中型線材、

分散型線材で各々48、43A であり、Nb3Sn 断面当たり

の臨界電流は同じであった。 
(2) 線材の歪みに対する超電導特性の劣化は14テスラの

磁界中で線材に0.5％引っ張り歪みを加えた条件下で

は集中型線材ではゼロ歪みでの臨界電流に対して0.75

となり、分散型線材では0.85で分散型線材が優れてい

た。 
(3) 不可逆歪みはいずれの線材も1％であった。 
(4) 液体ヘリウムでの応力・歪み特性はいずれの線材も

ヤング率が58.4Gpa で、0.5％歪みにおける線材の応

力は300Mpa に耐えることが分かった。この機械強度

は従来の Nb3Sn 線材に比べ2倍以上となることが分か

った。 

 この線材を120m 級使用したエポキシ含浸型コイルを

製作して4～14テスラ中でのコイルクエンチ特性を調べ

たところ、短尺線材の特性に一致する電流値でクエンチ

することが分かり、エポキシ含浸コイルの製作、長尺線

材の健全性が確認された。 
 

［研 究 題 目     ］KrF レーザーによる核融合に関する研究 

［研究代表者］大和田野芳郎（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］松本 裕治、松嶋  功、奥田  功、

三浦 永祐、加藤  進、高橋 栄一 
［研 究 内 容     ］ 
 短波長広帯域の光パルスを直接出力する KrF レーザ

ーは、高効率で高繰り返し動作が可能で、レーザー核融

合の実用化に最適のレーザーである。本研究では、実用

化に必須の１）高繰り返し動作の確立と、２）高利得が

期待される高速点火方式の原理検証、を目標としている。 
 平成13年度は、高繰り返し動作技術の確立のために開

発した新方式の原型増幅器において、1Hz で動作時にパ

ルス当たり20J のレーザー出力に相当する励起エネルギ

ーを達成すると共に、励起用電子ビーム発生部の温度変

化を測定し、設計に採用した自己放射冷却と水冷による

熱除去が有効に機能しており、より高い繰り返し頻度で

も使用可能であることを確認した。 
 また、高速点火方式の検証のための超高強度パルスの

発生においては、既設 Super-ASHURA システムを用い

た短パルスの直接増幅方式を採用し、短パルスフロント

エンド、真空ビームダクト、照射チェンバーなどの整備

を行った結果、集光特性の劣化を抑制した良好なパルス

伝搬特性を確認した。 
 
［研 究 題 目     ］高効率磁場核融合に関する研究 

［研究代表者］八木 康之（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］早瀬喜代司、平野 洋一、芦田 久男、

杉本 久也、島田 寿男、佐藤 康宏、

関根 重幸、榊田  創、小口 治久、

木山  学 

［研 究 内 容     ］ 
 トーラス型磁場閉じ込めプラズマ閉じ込め装置である

逆磁場ピンチ（RFP）プラズマを用いた効率の良い閉じ

込め方式の研究、閉じ込めを理解するための実験的・理

論的研究等を行うことを目的とする。特に、プラズマ能

動制御技術開発によるプラズマ閉じ込め特性の向上を目

指して研究を行っている。具体的には中性粒子パワービ

ームの開発と RFP プラズマへの入射実験及びプラズマ

不安定性モード制御技術の開発等の能動的手法を用いて

RFP プラズマの特性の理解と向上を目指す。また、IEA
の協定に基づく日本国内、米国、イタリア、スウェーデ

ンの研究グループとの共同研究体制を通じて RFP 方式

によるプラズマ閉じ込めの一層の進展を目指す。 
 平成13年度には、TPE-RX 装置における実験を中心と

してプラズマ閉じ込め特性の理解を深めることを課題と

する。特に、以下を実施し、成果を得た。(1) 中性粒子

パワービームの開発の初期段階のシステムの開発として

特に電源系を開発した。(2) トロイダル磁場の変調によ

るプラズマ不安定性モード制御技術の開発を行い、低い

プラズマ電流において不安定性モードを抑制することに

成功した。また、別の運転手法（PPCD）によりトーラ

スの小円周方向の電流を駆動して不安定性を抑制するこ

とにより、エネルギー閉じ込め時間を5倍に向上すること

に成功した。(3) プラズマ計測系を一層充実させ、

TPE-RX で不安定性の詳細な観測が可能になった。(4) 
小型RFP装置TPE-2Mで厚肉真空容器によるRFP配位

形成に成功した。(5) RFP 閉じ込め高度化のための研究

を実施し、特に低アスペクト比 RFP の検討・設計に取

り組み製作に取り掛かった。(6) 理論研究・数値計算研

究を推進した。特に、不安定性モード回転の数値計算、

低アスペクト比 RFP の平衡計算、PPCD によるモード

スペクトルの変化の数値計算、新数値計算コード導入と

環境整備を実施した。 
 

［研 究 題 目     ］先端領域放射線標準の確立とその高度化

に関する研究 
［研究代表者］鈴木  功（計測標準研究部門） 

［研究代表者］齋藤 則生、高田 信久、黒澤 忠弘、

檜野 良穂、工藤 勝久、瓜谷  章、

福田  昭、坂本  勲、武田 直人、

越川 誠一 
［研 究 内 容     ］ 
 軟X線エネルギーフルエンス絶対計測用のカロリーメ

ータ特性の洗い出しを可視光用の装置を使って行い、軟

X 線用極低温放射計の設計を行った。長光路多段型イオ

ンチェンバーを製作するとともに、簡易型測定に必要な

希ガスの光子吸収断面積の測定を行った。X 線のフィル

ター条件の設定と半価層測定を同時に行うことができる
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X 線線質自動設定装置を製作した。そこでは、フィルタ

ーには高純度アルミ箔を使用し、各種の厚さのフィルタ

ーの組み合わせにより、2μm から15 mm までの範囲内

で、フィルター厚を自由に設定することができる。また、

標準ラドンガス発生装置を使用する室内空間のラドン量

を常時モニタし、系からの漏れ等による他への影響が生

じていないことを確認するため、高感度の屋内ラドン濃

度測定装置を導入し、通常人の立ち入る実験室の室内ラ

ドン濃度をモニタした。 
 5MeV から9MeV エネルギー領域で未整備である準単

色中性子フルエンス標準を確立するため、新設のビーム

ラインで Be(α、n)C 核反応により準単色中性子を発生

し、分解能を最適化した NE213液体シンチレータ検出器

により準単色中性子の測定に着手した。10年程前に発見

された金属超格子構造を持つ巨大磁気抵抗効果材料

（GMR 材料）は、ハードディスク装置の読み出し用磁

気センサー等として広く実用に供されているが、超格子

界面構造の放射線照射効果に着目して、放射線検出器へ

の応用を図るべく、多層構造素子を製作し、イオンビー

ム利用による照射効果を調べた。 
 

［研 究 題 目     ］小型高輝度放射源の開発とその利用に関

する研究 
［研究代表者］小林 直人（光技術研究部門） 

［研究担当者］大垣 英明、清  紀弘、豊川 弘之、

三角 智久、山田家和勝 
［研 究 内 容     ］ 
 小型電子蓄積リングを用いた自由電子レーザーと蓄積

リングを周回する電子ビームによる逆コンプトン散乱に

よって発生する準単色硬 X 線の開発を目指している。本

年度には、赤外自由電子レーザー利得を増大させるため

に、赤外自由電子レーザー発生用の挿入光源となる光ク

ライストロン ETLOK-III の分散部を完成させた。分散

部は長さ72cm の一周期の磁気回路で構成されており、

最小間隙は36mm である。55mm の分散部磁石の厚さは、

ミクロバンチ化を表すパラメータ Nd が電子エネルギー

310MeV、共振波長10.6μm の条件で最適な値90になる

ように決められている。 
 改造後の光クライストロン ETLOK-III について、電

子ビームパラメータを使用して自由電子レーザー利得及

び光共振器内出力を評価した。この結果自発放出光の基

本波を用いた場合、6-12μm の波長域で利得2％と光共

振器内出力1-3W が得られることが解った。さらに高次

高調波を利用すると、1-3μm の波長域で利得3-4％と光

共振器内出力3-10W 程度を期待できる。出力を高めるに

はバンチ間相互作用が顕著にならない程度にバンチ数を

増やせば良い。 
 更に、自由電子レーザーと蓄積電子ビームとの逆コン

プトン散乱によって発生する準単色硬X線のエネルギー

領域及び収量を計算した。自由電子レーザーと蓄積電子

ビームとが正面衝突するためには少なくとも蓄積リング

内に2個のバンチが必要であり、輝度と単色性を優先して

衝突点を挿入光源の前後となるように選んだ。散乱硬 X
線のエネルギーは0.1-2MeV で、その収量はエネルギー

におおよそ比例しており、3％のエネルギー幅とした場合

に毎秒105-106個程度の散乱硬 X 線が得られることが解

った。 
 

［研 究 題 目     ］エネルギー可変γ線発生技術の高度化と

その利用に関する研究 
［研究代表者］小林 直人（光技術研究部門） 

［研究担当者］大垣 英明、清  紀弘、豊川 弘之、

三角 智久 
［研 究 内 容     ］ 
 当所で開発された蓄積リングを利用したエネルギー可

変γ線は、1～40MeV のエネルギー領域の高単色性完全

偏極γ線ビームであり、従来の線源では測定の困難であ

った、物質や材料に関するγ線の透過、吸収係数や散乱

断面積等、原子力開発のための重要な情報を得ることが

できる新しいγ線源である。更に、γ線ビーム収量の増

大やγ線発生装置のシステム化、及びその高度測定シス

テムの開発等によって、これまで不可能であったγ線と

物質との相互作用のより詳細な研究や、様々な分野への

利用が可能である。平成13年度は、同γ線を用いた工業

利用技術の一環として、エネルギー可変γ線を用いたγ

線 CT 技術の実証実験、および利用技術の確立を行った。 
 
［研 究 題 目     ］SR 光及びイオンビームによる微構造3次

元セラミックスの作成と新機能発現の研

究 
［研究代表者］粟津 浩一（光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻  真、小池 正記、小林 直人 
［研 究 内 容     ］ 
 SR 光からの X 線を用いたリソグラフィーでは、1ミク

ロンピッチのアレイ型鋳型の形状に忠実に、室温でかつ

液相でモールドする方法を開発した。これまでも、微粉

体やゾルゲル法でモールドする方法は報告があったが、

前者は数十ミクロンの精度しか得られず、後者は焼結プ

ロセスを必要としていた。緻密で表面のなめらかなアナ

ターゼ相の TiO2多結晶体のアレイが形成できた。また、

重イオンビームによる加工では、ルチル相の TiO2単結晶

の微細加工ができた。ルチル相の TiO2単結晶はフッ酸に

極めて難溶であるが、重イオン照射により、可溶に変化

した。このエッチングには電子阻止能の閾値が存在する

ことが分かった。すなわち、この閾値を超えない限りフ

ッ酸に対して難溶であることが分かった。また、構造解

析の結果、この閾値を超えると単結晶→アモルファスの

転移が起こることが分かった。さらにイオン種の選択に

より三次元加工が可能であることが分かった。 
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［研 究 題 目     ］放射線障害防止に必要な経費 
つくばセンターにおける放射線安全性向

上のための試験研究 
［研究代表者］三角 智久（光技術研究部門） 
［研究担当者］山田家和勝、檜野 良穂 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究課題では、放射線によって人体が受ける悪影響

を極力少なくしながら、放射線を利用する種々の実験研

究を効果的・効率的に遂行するために必要な種々の施策

を講ずることを最大の目的としており、当該年度には、

関係法令等で規定されている放射線業務従事者の管理を

効率化するための事業を開始した。また、関係法令で定

められた定期検査を受検し、特段の指摘事項もなく合格

証の交付を受けることができた。 
 非密封放射性同位元素作業室においては、放射性汚染

を防止するための用具類を調達すると共に、有資格者に

よる定期的な作業環境測定を実現させた。また、低速陽

電子発生室においては、室外への漏出中性子が多く、微

小信号の測定に支障となっていたが、中性子遮蔽体の設

置形態を工夫することによって中性子量を従来の1/3程
度以下にまで低減させることに成功した。 
 

［研 究 題 目     ］特定装置の維持運営に必要な経費 

 つくばセンター：加速器、プラズマ装置

の長寿命化のための試験研究 
［研究代表者］工藤 勝久（計測標準研究部門） 

［研究担当者］瓜谷  章、高田 信久、鈴木  功、

八木 康之、早瀬喜代司、平野 洋一、

芦田 久男、杉本 久也、島田 壽男、

佐藤 康宏、関根 重幸、榊田  創、

小口 治久、木山  學、三角 智久、

山田家和勝、大平 俊行、小川 博嗣、

鈴木 良一、清  紀弘、豊川 弘之、

安本 正人、大垣 英明、野口  勉 
［研 究 内 容     ］ 
 当所では、自由電子レーザー先端技術に関する研究、

エネルギー可変γ線発生技術の高度化と利用に関する研

究、超低速パルス陽電子ビームによる表層物性評価法の

研究、先端領域放射線標準の確立に関する研究、核融合

に関する研究等を行うため、各種の粒子加速装置やプラ

ズマ発生装置等を使用している。 
 イオン加速装置は、主として広いエネルギー範囲で単

色の中性子ビームを発生させて中性子フルエンスの国家

標準を確立するための研究を推進させるために使用され

ている。平成13年度には、高圧電圧の安定化のための補

助部品の導入や保守点検、イオン源や各種制御系の整備

等を行って、安定稼働を実現させた。 
 プラズマ発生装置では、逆磁場ピンチの高性能化を図

るとともに、核融合炉実現に必要な物理的・技術的課題

の解決を目指している。そのため、高性能逆磁場ピンチ

装置 TPE-RX による効率の良い閉じ込め方式の研究、及

び炉プラズマ技術基盤装置 TPE-2M における炉技術基

盤研究を遂行するために必要な特定装置の維持運営を実

施している。平成13年度には、装置電源の一部更新、大

容量投入スイッチ（機械的スイッチ）の電極交換等の保

守、データ取得系の保守、レーザー散乱装置等計測系の

保守、装置本体の真空排気系の保守点検等を行い、研究

遂行にとって必要な環境を整備・維持した。 
 電子加速装置では、年度の途中で電子銃が不調になっ

たが、多大な努力を傾注した末に、ほぼ従来どおりの性

能にまで復旧させることができた。これとともに、新た

な電子銃の試作を開始して、その主要部分を完成させ、

次年度以降の供用開始を目指している。 
 

［研 究 題 目     ］動的アニール・ソフトイオンビームプロ

セスによる高品質ダイヤモンド半導体基

盤技術の研究 
［研究代表者］長谷川雅考（新炭素系材料開発研究セン

ター） 
［研究担当者］竹内 大輔、小倉 政彦、渡邊 幸志、

李  成奇、チェン･イーガン、 
大串 秀世 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究ではイオン注入法を用いたダイヤモンドのドー

ピング法を開発し、それによるダイヤモンド半導体基盤

技術の確立を目標としている。それには照射損傷の蓄積

を低減するイオン注入法及びアニール法の開発が必須で

あるが、それと同時にイオン注入の母体となる CVD 合

成ダイヤモンド薄膜の更なる高品質化、特に合成中の不

純物元素の取り込みを低減することが、本研究の出発点

としてもっとも重要なことであることが明らかとなった。

そこで独立行政法人化に伴う研究拠点移動の機会に、本

研究では平成13年度にダイヤモンド薄膜の更なる高品質

化に必須である、ダイヤモンド薄膜合成用の CVD 装置

の抜本的な改良を実施し、本研究の加速を図った。主な

改良作業は、CVD 装置の真空排気系をこれまでのオイル

を使用したポンプ類からオイルを使用しないポンプに交

換し、さらにCVD装置の洗浄および電解研磨を行った。

また新しい実験室の立ち上げに伴い、CVD 装置への供給

ガス配管類の高品質化を行い、これの周辺機器の整備も

同時に行った。 
 イオン注入により、ダイヤモンドのより良い半導体特

性を得るためには、欠陥や不純物に敏感な手法を用いて

イオン注入試料の評価を行い、改善の指針を得ることが

重要である。そこで平成13年度ではホウ素イオン注入し

た CVD ホモエピタキシャルダイヤモンド表面にショッ

トキー接合電極の作成を試みた。この電極は欠陥や不純

物による局在準位をスペクトロスコピックに検出するた

めに容量－電圧（C-V）測定等の手法を適用する際に必

須となる技術である。 
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［研 究 題 目     ］光子情報複合検出技術に関する研究 

［研究代表者］大久保雅隆（光技術研究部門） 

［研究担当者］浮辺 雅宏、座間 達也、ハラルドプレ

スラー、小池 正記 
［研 究 内 容     ］ 
 元素分析等で広く使われている半導体を使ったエネル

ギー分散分光型検出器の理論限界性能を凌駕する、超伝

導検出器の開発を行う。超伝導検出器は、X 線光子エネ

ルギーの測定精度（エネルギー分解能）においては、半

導体を大きく上回るが、広く普及するには至っていない。

実用化に向けた開発のキーポイントは、検出器サイズ、

エネルギー分解能、量子効率、光子計数率についてバラ

ンスの取れた性能を実現することであり、ブレークスル

ーが必要とされている。 
 平成13年度は、検出器の性能に影響する磁束量子のト

ラップパターンの直接観察、放射光を利用した検出器評

価、新しいフォトリソグラフィープロセスの立ち上げ、

X 線吸収体作製プロセスの検討を行った。主な成果とし

て、磁束量子の直接観察を行い、検出器周辺部分に磁束

量子が存在しない領域があることを初めて明らかにした。

また、この領域の存在のため、磁束量子がトラップされ

るためには、ある限界値以上の磁場が必要なことを示し

た。これは、超伝導特有の磁束量子の素子性能への悪影

響を避けるために重要な指針となる。 
 
［研 究 題 目     ］自由電子レーザー先端技術に関する研究 

［研究代表者］山田家和勝（光技術研究部門） 

［研究担当者］清  紀弘、安本 正人、小川 博嗣、

三角 智久、大垣 英明 
［研 究 内 容     ］ 
 自由電子レーザー（FEL）は、極めて広い連続波長可

変性とともに、大出力、高効率という優れたポテンシャ

ルを持ち、原子力分野を始めとして、物理、化学、医療、

環境等幅広い分野での応用が期待されている。当所では

小型の電子蓄積リング NIJI-IV を用いた FEL 発振の研

究を推進し、既に可視から紫外域におけるレーザー発振

に成功している。本研究課題は従来の研究を更に発展さ

せ、FEL の持つポテンシャルを最大限に引き出すため、

小型電子蓄積リング技術の一層の高度化を進め、真空紫

外域を目指した FEL の短波長化の研究を推進するとと

もに、前例のない蓄積リングを用いた赤外域への長波長

化研究も合わせて行うことにより、自由電子レーザーが

本来持つべき広帯域性の実現を目指した技術開発を行う

ものである。本研究の目標を達成するため、基本的には

当所既存の自由電子レーザー専用蓄積リングNIJI-IVを

ベースとする FEL 装置を用い、更なる展開に対応でき

る様、これを改良・高性能化する。 
 平成13年度は、既にFEL発振が可能な300nm付近で、

2時間軸掃引ストリークカメラによる時間的なレーザー

発振の詳細測定、及び分光器とストリークカメラを組み

合わせた発振スペクトルの動的挙動の観測を行い、光共

振器長の電子バンチ間隔に対する同期を0.1ミクロンオ

ーダー（数 Hz 以内）で調整することで、スペクトル輝

度がファクター～7.4高い、高輝度準 CW 発振が得られ

ることが分かった。また、FEL 波長の真空紫外域への短

波長化のために必要となる、高ピーク電流電子ビームの

蓄積を可能とするため、リング全周の75％以上のチャン

バーを低インピーダンス型に置き換える改造を行い、従

来より一桁近くインピーダンスを低減することに成功す

るとともに、これによるバンチ長の短縮により、FEL ゲ

インは8.5％以上（200nm）と、これまでの3倍以上の値

が達成された。200nm 以下での FEL 発振は確実と思わ

れる。更に FEL 波長の赤外域への拡大を目指して設計

された赤外用アンジュレータ（光クライストロン）を

NIJI-IV の東側直線部に設置した時の FEL 発振特性を、

従来の装置条件に対してシミュレーション計算し、10ミ

クロン付近でのレーザーゲイン、及び共振器内のレーザ

ーパワーは、それぞれ～2％及び～1W 程度で、更に向上

が期待できることが分かった。 
 
［研 究 題 目     ］挿入光源を利用した動的過程の高度評価

法に関する研究 
［研究代表者］渡辺 一寿（光技術研究部門） 

［研究担当者］山田  亨、池浦 広美、三角 智久、

大柳 宏之、アレックスコロボフ、 
深野 敦之 

［研 究 内 容     ］ 
 偏光挿入光源用光学系、電子ビームおよびアンジュレ

ータ光のモニターシステム、挿入光源および分光計測系

制御システムの開発を行い、放射光の偏光を交流的に変

調することにより紫外から軟X線領域における当所独自

の偏光変調分光法を実現した。偏光挿入光源の光輝度性、

偏光性を利用してアミノ酸の構造変化に関する研究を神

戸大学との共同研究で推進した。光電子放出顕微鏡シス

テムを開発し、Cu(104)-O など固体表面に自己組織的に

形成された表面低次元構造について光電子分光法により

その電子状態を明らかにした。 
 Ge ピクセルアレイ検出器（既開発）の信号処理を高

速・高密度で計測するためアナログ波形処理回路と波高

分析・計測等のデジタル回路を集積したハイブリッド計

測システム（平成12年度整備）に高出力可視（紫外）CW
レーザを組み合わせ励起状態の局所構造を調べるX線分

光装置を開発した。光照射下での X 線分光によりカルコ

ゲンガラス（a-Se）の低温での光照射時の局所構造を調

べ、直線偏光を用いた光励起では偏光の方向にローンペ

ア電子が平行になる配置に分子軸が再配列する過程の実

時間観測に成功した。代表的な光誘起構造相転移物質で

あ る Fe(II)2 ス ピ ン ク ロ ス オ ー バ ー 錯 体

[Fe(2-pic)3]Cl2EtOH の光誘起相の局所構造を明らか
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にした。 
 

［研 究 題 目     ］超高強度レーザーによる高エネルギー粒

子・放射源に関する研究 
［研究代表者］小山 和義（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］斉藤 直昭、三浦 永祐、加藤  進、

谷本 充司 
［研 究 内 容     ］ 
 高エネルギー粒子や光子は、基礎科学以外の多くの分

野においても応用の可能性が期待されているが、粒子加

速器が大型・複雑であることが障害になって、特定な場

所でしか利用ができない。そのような障害を克服するた

めに、現在に比べて格段に小型の装置の開発が望まれて

いる。超小型加速器を実用化できれば、高エネルギー粒

子や光子の新たな応用分野の開拓も期待できる。本課題

においては、高エネルギー量子利用の普及のために、テ

ーブルトップ加速器の実現に向けた基礎技術開発、すな

わち、「プラズマによる超高強度レーザー光の長距離伝

播技術」と「プラズマ波の非線形励起に関する最適化技

術」の確立を目指している。平成13年度は、(1) レーザ

ー光の長距離ガイド用プラズマの生成(2) プラズマ波計

測技術の開発(3) レーザーの整備と高性能化を、目標に

して研究を行い、(1) ガイドプラズマ生成予備実験にお

ける密度分布計測。(2) 計測用光源を得るためのテラワ

ットレーザーの2ビーム化とレーザー高性能化の基礎技

術の開発。(3) 電子加速機構「統計加速」の理論的解明

などの成果を上げた。 
 

［研 究 題 目     ］原子力エレクトロニクスのための素子化

プロセス技術に関する研究 
［研究代表者］奥村  元（パワーエレクトロニクス研

究センター） 
［研究担当者］高橋 徹夫、石田 夕起、田中 保宣、

小林 直人、西島 俊二 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、原子力エレクトロニクス用半導体素子に必

要とされる高温･高放射線環境下での耐性を有する半導

体材料の高品質結晶成長技術を基礎技術とし、これを用

いた耐放射線性素子作製のための素子化プロセス技術及

び高温･高放射線環境下での耐性を評価する技術の開発

を目的としている。 
 具体的には、放射線耐性を有する軽元素半導体として

SiC（炭化ケイ素）を対象に、素子化プロセス及び評価

技術の研究を行っている。平成13年度は、SiC/酸化膜界

面の電気特性を C-V（容量－電圧）測定で評価し、分光

エリプソメトリ、FTIR（フーリエ変換赤外分光法）等の

界面敏感な手法を用いた構造的評価と対比した。その結

果、界面に存在する Si-Si ボンドを含んだサブオキサイ

ド層が電気特性劣化を引き起こしていることを示し、酸

化膜形成プロセス改善の指針を得た。また、基本的2端子

素子であるショットキー接合特性とウエハー欠陥の関係

を EBIC を用いて明らかにした。更に、3C-（立方晶）

SiC ウエハーの結晶性改善を図るため、Si 基板上へのヘ

テロエピによる厚膜成長とより高温でのホモエピ厚膜成

長を試み、結晶性の大幅な改善を達成すると共に、p 型

層へのPのイオン注入プロセスを開発して低抵抗 n型層

の作製に成功した。また、マイクロイオンビームを用い

た ion beam induced current(IBIC)法により、SiC デバ

イスの放射線損傷をミクロに観察する事に成功した。 
 
［研 究 題 目     ］原子力ロボットの実環境作業構成技術に

関する研究 
［研究代表者］末廣 尚士（知能システム研究部門） 
［研究担当者］音田  弘、中村  晃、齋藤 史倫、

尹  祐根、北垣 高成 
［研 究 内 容     ］ 
 平成13年度は、前年度までに開発された実環境下にお

ける仮想拘束を利用した技能と接触拘束との融合手法に

基づき実環境技能による工具操作に関する手法を開発し

た。また全体を統合するための操作統合システムの研

究・開発を行った。具体的には以下の研究を行った。 
 保守作業（部品交換）の実行のための教示システムを

構築するため、探索型スキルの開発を行った。工具を用

いた作業の教示において、単純に操作量を記録し、それ

を用いても作業を再現できないタイプの動作がある。中

でも、人間が視覚により大まかな位置を決めた後、手を

用いて探索的に物体操作を行って、目標状態を実現する

タイプの動作は重要である。作業教示において、教示過

程でこのような動作を検出可能にし、実行過程でそれを

再現可能とするため、まずペグインホール作業に再利用

可能な探索型スキルプログラムを生成する教示手法を開

発した。 
 ロバストな簡易化幾何モデルを用いたモデリングと作

業計画の研究を行い、ボルト・レンチ、ネジ・ドライバ

等、工具による作業の具体例を用いて、この手法による

モデルの簡易化の効果の検討を行った。 
 実環境作業構成技術デモ用システムの3次元データ入

力装置を更新し、モデリングソフトウェアをスピードを

重視したものに書き換えた。パッチ生成やセグメンテー

ション等、前処理に相当する部分がほぼできあがった。

また統合システム用に新しく開発する力帰還型マスタア

ームの構造解析に着手した。 
 

［研 究 題 目     ］超低速短パルス陽電子ビームによる表層

物性評価法の研究 
［研究代表者］鈴木 良一（光技術研究部門） 

［研究担当者］大平 俊行、三角 智久、大垣 英明 
山田家和勝 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、電子加速器を用いた高強度低速短パルス



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(219) 

陽電子ビームの発生技術の高度化とその陽電子ビームを

用いた高機能材料の物性評価技術の研究を行っている。

平成13年度は、短パルス陽電子ビームを用いた陽電子寿

命・運動量相関測定等の測定条件を制御するために必要

な遠隔コントロール装置を導入するとともに、SiO2薄膜

試料の陽電子寿命・運動量相関測定を実施し、陽電子の

消滅過程について単独の陽電子寿命測定や消滅ガンマ線

ドップラー拡がり測定よりも詳しい情報が得られること

を実証した。また、陽電子消滅励起オージェ電子分光

（PAES）の表面感度を調べるために、PAES 装置にお

いて XPS と試料準備搬入機構を整備し、PAES を同一の

条件で測定を可能にする装置を開発した。さらに、次世

代半導体LSI用低誘電率層間絶縁膜等の先端材料につい

て低速陽電子ビームを用いた測定法による材料評価研究

を行い、低速陽電子ビームが低誘電率絶縁膜の空隙サイ

ズに敏感であり、この材料に非常に有用な測定法である

ことを明らかにした。 

 

［研 究 題 目     ］単一サイクルパルスの発生に関する研究 

［研究代表者］鳥塚 健二（光技術研究部門） 
［研究担当者］高田 英行、植村 禎夫、欠端 雅之、

小林 洋平 
［研 究 内 容     ］ 
 放射線照射による劣化過程の解明など、物理現象・化

学反応の動的過程の解明を通じて原子力分野に資する計

測用光源として、数サイクル領域のレーザーパルスを用

いたパルス圧縮技術、及び圧縮に必要なパルス増幅・変

調・計測等の技術の研究開発を行い、紫外・可視・赤外

領域の光モノサイクルを発生することを目標とする。 
 具体的には、従来の短パルス限界（約2サイクル）を超

えた短パルス化を実現するために、光パルスの自己位相

変調を利用したパルス幅圧縮方式の高度化に加えて、従

来にないパルス光のフーリエ合成による短パルス化の技

術を新たに開発して併用することを目指し、中空ファイ

バ等の光非線形媒体中でのパルスの位相変調の計測と補

償の技術、及び多波長超短パルスの相対的な光波位相の

調整と、合成技術の研究を行う。 
 平成13年度には、以下の研究成果を得た。 
１）希ガス封入中空ファイバによる自己位相変調光を用

いて、独自の基本波光と自己位相変調光の単一ショッ

トスペクトル干渉の方法で、パルス内光波位相の変化

量の測定に成功した。また、パルスエンベロープにつ

いての群遅延の揺らぎを計測した。 

２）自己位相変調を利用したパルス圧縮の高性能化を進

めた。分散補償鏡を用いたパルスチャープ補償の最適

化により圧縮比を向上し、65fs 入射パルスから7.8fs
（約3サイクル）の圧縮パルスを得た。 

３）基本波光波位相の参照を目的として、マイクロスト

ラクチャーファイバによる光波位相検出の実験に着手

し、モード同期チタンサファイア発振器のパルス内光

波位相ビートを検出した。 

 

［研 究 題 目     ］ロボット群と保全知識ベースの協調によ

るプラント点検・提示システムの研究開

発 
［研究代表者］喜多 伸之（知能システム研究部門） 
［研究担当者］末廣 尚志、音田  弘、喜多 泰代、

脇田 優仁、楊  海圏 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究ではプラントの点検情報を長年月にわたり蓄積

し、見たいときの、見たい場所の、見たい情報を、見た

い者に、見たい形で提示することで、緩慢な変化として

現れるような異常の兆候も見落とすことなく、早期発見

に資することを目的にしている。このために、膨大な点

検情報を扱う必要があり収集･蓄積･提示の効率化が問題

となる。そこで、次の3課題について研究を行った。 
(1) 環境の変化やセンシング目的に応じて効率良く点検

情報を収集するための注意制御技術 

(2) 時空間的に広がった膨大な点検情報をコンパクトに

蓄積するための3次元投射技術 
(3) 効果的な提示のために収集した点検情報の時空間的

な整合性を保つ変動除去技術 

 その結果、注意制御技術については、意図的な注意刺

激を視覚刺激に変換し広い視野空間に配置できるように

なり、人間と同等の視野において注意を制御することが

可能になった。実空間の点検情報を仮想空間にマッピン

グする3次元投射技術については、点検画像を対象に入力

情報と仮想環境の位置合わせ手法の精度の検討を行うと

同時に、位置合わせ後の画像から必要な部分のみ仮想環

境にマッピングし、多種の情報を蓄積する技術を構築し

実装した。実際の時系列点検画像をこの手法によって蓄

積し、連続提示することにより本手法の効果を実証でき

た。変動除去技術については点検画像を対象として、照

明条件に関する整合性についての現状調査を行った。 
 

［研 究 題 目     ］高密度マルチスケール計算技術の研究 

［研究代表者］関口 智嗣（グリッド研究センター） 
［研究担当者］建部 修見、中田 秀基、高木 浩光、

佐藤 三久 
［研 究 内 容     ］ 
 中性子脆化や残留応力による材料劣化を計算科学的手

法により機構解明するための計算機利用技術を研究開発

する。ここでは、メゾスケール（100Åから1μm 程度）

の物質挙動を対象として、ミクロスケールとマクロスケ

ールの両方からのアプローチをモデル化し、計算科学的

手法により解明する。クロスオーバ研究として日本原子

力研究所、理化学研究所、物質・材料研究機構等と連携

して研究を実施する。当所は特に計算技術に関する領域

を分担する。 
 メゾスケールにおいては粒子的な取り扱いでモンテカ
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ルロ法や分子動力学法によるシミュレーションを行った

り、量子的な取り扱いにより第一原理計算に基づく電子

状態の計算を行ったりすることが可能であった。また、

この領域以上のスケールにおいては連続体、構造体の取

り扱いとして差分法、有限要素法によるマクロ量として2

以上増加させる必要があるが、計算時間、メモリ量との

関係で実際の計算技術としては困難を伴う。一方、連続

体からの極限的な分割による近似では系のメッシュ数な

どを増加させる必要があり、これも計算時間、精度、メ

モリ量の関係から一般には取り扱いが困難である。これ

らを可能とするために、高密度マルチスケールモデルお

よびマルチスケール計算環境の2点から実証的なアプロ

ーチを行う。 
 

［研 究 題 目     ］放射化コンクリート構造物の環境低負荷

解体に関する研究 
［研究代表者］緒方 雄二（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］和田 有司、歌川  学、青木 一男、

瀬戸 政宏 
［研 究 内 容     ］ 
 耐用年数に達する原子力発電施設の増加に伴い、その

解体処分を効率的に行うことが重要な課題となっている。

特に、生体遮へい構造物は放射能の漏洩防止のために、

従来の構造物と比較して堅固なコンクリート構造設計と

なっている。そこで、本研究では、この堅固な構造物の

解体を効率的かつ安全に実施するため、発破による高エ

ネルギーを利用した自動制御発破工法を開発し、人間へ

の曝露を最小に抑えることを目的とする。また、生体遮

蔽構造物は反応炉からの暴露状態により放射化の程度が

異なる。このため、環境への負荷を最小にするには、コ

ンクリート構造物を放射化の程度に応じて分別解体する

ことが必要である。本研究では、原子力施設である生体

遮蔽コンクリート構造物の放射化別解体技術の開発につ

いても併せて検討する。 
 今年度は、コンクリート切断用成形爆薬を開発するた

めに、成形爆薬から駆動されるライナーカッターに最適

な材質と爆薬を検討するために、ライナーカッターの材

質・ライナー角度の相違について実験的に検討した。ま

た、コンクリート材質の動的破壊機構を解明するために

衝撃応力を受ける材料の動的破壊実験を実施した。 
 

［研 究 題 目     ］放射性廃棄物地層処分における岩石の長

期変形挙動解明と地層構造評価技術の開

発に関する研究 
［研究代表者］瀬戸 政宏（企画本部） 

［研究担当者］相馬 宣和、歌川  学、西澤  修、

中島 善人、山口  勉、内田 利弘 

［研 究 内 容     ］ 
 花崗岩採石場において、石油探査等に比べて小孔径で

実施されたボーリングに着目し、坑井内3成分弾性波検出

器を用いた掘削音計測を行った。弾性波検出器は、感度・

位相特性が管理された直交3成分の加速度計を内蔵し、3

次元粒子運動軌跡を周波数1kHz 程度までの広帯域にわ

たり、高精度に検出できる性能を有している。観測は2001

年7月24日から28日の2日間、掘削孔から見てほぼ南方に

約78ｍ離れた観測孔の深度27m 付近に弾性波検出器を

設置して実施した。 
 観測された掘削音のエネルギー変化を調べたところ、

掘削ビットの一時停止および掘削再開に対応したエネル

ギーの変化が明確に観察され、掘削に伴い放出された弾

性波の検出に成功したことが確認できた。掘削音は、卓

越周波数を約450Hz および約750Hz 付近に持ち、SN 比

については約5～10dB 程度は有し、地下構造推定には十

分利用可能であると考えられた。 
 掘削音を用いる地下構造推定法の一つである3軸 VSP
法を適用したところ、深度300m 付近までの反射係数分

布を推定することができた。高い反射係数の深度には、

特に比抵抗検層結果との類似性が見られた。このことか

ら、今回の掘削音の解析によって、花崗岩中のき裂や岩

質の変化などの不連続構造が検出されていると考えられ

る。以上の検討より、比較的小規模なボーリング時の掘

削音によっても、地下構造の推定が可能であり、また、

わずか約10m の掘削区間の観測からその30倍近い深度

までの地下情報抽出が実現されていることから、掘削音

の利用が簡便な地下情報抽出手段の一つとして有望であ

ることが示された。 
 

［研 究 題 目     ］放射性廃棄物処分施設の長期安定型セン

シング技術に関する研究 
［研究代表者］国松  直（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］中山 紀夫、神宮司元治 

［研 究 内 容     ］ 
１）長期安定型センサーの具備すべき条件の整理 

 文献調査を行い、長期安定型センサーが具備すべき

要件について整理を行った。 

２）センサーの個別開発 

(1) 光ファイバー熱物性量センサーを利用したセンシ

ング技術の開発 

 熱物性量センサーに関して、矩形熱流を用いた砂

試料の熱応答実験を行い、乾燥砂および飽和湿潤砂

の熱流-温度位相差に関する考察を行った。また、供

給熱流を制御できる電力制御型の熱供給装置の開発

を行った。 

(2) 新電極を用いた比抵抗イメージング法によるセン

シング技術 

 高周波インピーダンス計測を行うため、1KHz か

ら30MHz までの周波数を可変できるワイドバンド

インピーダンス探査装置の試作を行った。また、よ

り高周波領域における計測方法についての検討を行

った。 
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(3) 複合電極を用いた電気化学式センサーによる監視

技術の開発 

 重金属イオンの水溶液及び対応する重金属電極を

用いて、実験室規模で還元電位と電流応答（分極曲

線）の測定実験を行い、各種イオン同時検出に最適

な電極設定電位を検討した。また、センサー形状の

最適設計を行うため、センサー内のイオン拡散挙動

の予測解析を行うとともにこれに基づきセンサーを

試作した。 

 

［研 究 題 目     ］2段式反応焼結による繊維強化炭化ケイ

素複合材に関する研究 

［研究代表者］谷  英治（基礎素材研究部門） 

［研究担当者］岸  和司、前田 英司、梅林 正気 

［研 究 内 容     ］ 
 核融合炉の第一壁材として、耐熱性、高熱伝導性、耐

熱衝撃性、耐放射線特性に優れた緻密な繊維強化炭化ケ

イ素複合材の製造に関する研究である。繊維強化炭化ケ

イ素複合材は高温強度特性に優れ、低放射化材料として

期待されているが、繊維とマトリックスの界面制御に

BN コーティングが不可欠である。しかし、中性子照射

により B は He へと核変換し照射損傷を高め、N は14C
という長半減期の放射性物質に核変換するので核融合炉

には BN コーティングは使用できない。また核融合炉で

冷却剤に使用する高圧の He ガスが漏れないような緻密

な材料が必要とされている。繊維強化炭化ケイ素複合材

の作製方法は、CVI 法（気相析出法）、PIP 法（液相含

浸･焼成法）もあるが、緻密な複合材を得るには体積が増

加する反応を伴うシリコン溶融含浸法しかない。 
 本研究では、繊維強化複合材料のマトリックス中に炭

素源のフェノール樹脂とシリコン粉末を混合して反応焼

結させると炭化ケイ素と開気孔が生成するという反応焼

結法と、多孔質な炭素系のマトリックスに系外よりシリ

コンを溶融含浸して緻密な炭化ケイ素を生成させる溶融

含浸法を組み合わせた二段式反応焼結法により、BN コ

ーティングを用いずに緻密で第一壁材に適した繊維強化

炭化ケイ素複合材を得る最適な条件の検討を行う。 
 平成12年度では、当グループで開発した反応焼結法と

シリコンの溶融含浸法を組み合わせた2段式反応焼結法

を用いて、繊維強化炭化ケイ素複合材の作製が可能であ

ることを明らかにした。そして、緻密なアモルファス炭

素と溶融シリコンが反応しないという特性を利用して、

繊維と溶融シリコンとの反応を抑制することができるこ

とを、SiC 織布を用いた実験で明らかにした。 
 平成13年度は、溶融シリコンが均一に複合材内部に溶

浸できるように、繊維織布間にシリコン粉末とフェノー

ル樹脂を含んだ多孔質なカーボンペーパーを用い、繊維

織布はフェノール樹脂のみとして実験した。カーボンペ

ーパーに浸けるスラリーのシリコン粉末と炭素源のフェ

ノール樹脂の Si/C 組成比（Si/C＝0.4～1.5）、炭素化後

のフェノール樹脂含浸回数、積層するカーボンペーパー

と SiC 繊維織布の枚数を変化させた。 
 
［研 究 題 目     ］化学交換法による軽元素同位体の分離・

採取技術に関する研究 
［研究代表者］苑田 晃成（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］槇田 洋二、猪飼  修、斉   濤、

高木 憲夫、廣津 孝弘、大井 健太 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、当所の持つリチウム、ホウ素同位体に対

して高い分離性能を有する分離剤の開発に関する研究ポ

テンシャルを活用して、経済的かつ効率的に同位体を採

取する分離プロセスの確立を目的とする。また、海水等

の国内資源から採取したリチウムを用いる分離システム

を設計・評価し、同位体資源の安定確保を目指している。 
 平成13年度は、1) リチウム同位体分離技術に関しては、

平成12年度に開発した細孔径を制御したリン酸塩系無機

吸着剤粉末の粒状化条件を検討した結果、マンガン酸化

物系に比べ、粒子が大きいことから、粉砕・篩い分けに

より粒径をそろえたものを直接カラム充填できることが

分かった。また、リチウム同位体のカラム分離における

溶出条件の検討においては、ブレークスルー法及びバン

ド法により予備的検討を行い、溶離曲線を求めた。2) ホ
ウ素同位体分離技術に関しては、平成12年度に合成した5

員環型錯形成ホウ素同位体分離剤などの同位体分離性能

をバッチ法で評価し、6員環型錯形成ホウ素同位体分離剤

と比較したところ、同位体分離係数に有意の差は見られ

なかった。同位体分離剤として、吸着容量が大きく、吸

着速度が速い方が、実用的には官能基よりも重要である

と考えられる。 
 

［研 究 題 目     ］高レベル放射性廃棄物の地層処分用緩衝

材材料の機能評価と高度化に関する研究 
［研究代表者］小野寺嘉郎（環境管理研究部門） 

［研究担当者］蛯名 武雄、長瀬多加子、 
アブジットチャテジー 

［研 究 内 容     ］ 
 平成13年度は、国内外に産する粘土試料を収集し、結

晶化学的な性質の把握ならびに機能評価を行い、緩衝材

材料としての品質管理のための基礎データ整備を行った。

具体的には、収集したベントナイト試料の鉱物組成、化

学組成及びメチレンブルー吸着量を測定し結晶化学的な

性質を明らかにした。また、粘土と砂の混合土を圧密し

た供試体を作成し、その湿潤密度、乾燥密度、間隙比を

測定した。さらに、湿度制御ダイナミック熱分析装置に

より、Na 型あるいは Ca 型ベントナイトの吸水量の評価

を行った。一方、高選択性吸着材の開発を目的に、化学

組成の異なるSi-Al-Mg系複合水和酸化物試料を合成し、

それらに対する種々の放射性核種及び陰イオン類の分配

挙動を調べた。 



研 究 

(222) 

 

－海洋開発及地球科学技術調査研究促進費－ 

［研 究 題 目     ］次世代高分解能衛生センサによる地質構

造情報識別技術の研究 
［研究代表者］古宇田亮一（成果普及部門） 

［研究担当者］村上  裕 

［研 究 内 容     ］ 
 平成13年度は、高空間分解能画像例として航空機

SAR・空中写真データを用いたアルゴリズム開発を行い、

衛星画像に適用して評価した。従来の線素識別型アルゴ

リズムは、複雑な地質情報から構成される高分解能デー

タにはそのままでは適用できないことが分かっており、

識別範囲や識別アルゴリズムを幅のあるものに改良し、

特に大量データ処理を効率化して広範囲の解析を可能と

した。開発したアルゴリズムを画像に適用して得た地質

構造情報識別結果の地質学的評価を行うため、火山や地

震等の特徴のある地質災害地域、火山性変動とプレート

内地震が頻発した伊豆諸島・三宅島を対象とした。現地

調査による検証も実施しようとしたが、火山性硫酸ガス

により、年度内実施は困難だった。逆に、このような現

地調査がすぐには困難な災害では、衛星画像が災害状況

を速報し、解析できる唯一の手段になる。ここで確立し

た方法は、大規模地震で外部と通信途絶したような状況

の都市域や、火山噴火中で航空機も近づけない事態にも

適用できると考えられる。 
 

［研 究 題 目     ］低消費電力型サブミリ波分光放射計に関

する研究 
［研究代表者］神代  暁（エレクトロニクス研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 中層大気（成層圏）中でのオゾン層破壊ガス分子（ClOx、
Hox、NOx 等）の濃度分布を、人工衛星上から地球的規

模で計測するためのサブミリ波帯低雑音受信器の開発を

目的とし、消費電力・占有体積・重量等、搭載機器への

制約の強い人工衛星上での多チャンネル化が有利な超伝

導受信器の設計・作製・特性評価を内容とする。 
 本年度は、超伝導受信器の構成要素である超伝導準粒

子トンネル型（SIS）ミキサと超伝導局部発振素子を集

積化したチップ（面積5×5mm2）を設計・作製し、両者

の結合電力の周波数依存性を評価した。その結果、地球

環境計測上重要な0.5－0.9THz の周波数帯において、チ

ップ上の結合回路のパラメータで決まる中心周波数の

20％以上もの広い周波数帯域にわたって、SIS ミキサの

最適動作に充分な出力（200nW 以上）を、局部発振素子

から SIS ミキサに導けることを実証した。また、上記出

力を得るために必要な局部発振素子の消費電力は

0.5mW 以下であり、従来のガスレーザや半導体発振器

に比べ4桁以上小さかった。同時に、局部発振素子の発熱

に起因する SIS ミキサの特性劣化は観測されなかった。

以上の実験結果は、現在の設計・作製技術に基づく局部

発振素子ならびに結合回路が、来年度以降の超伝導受信

器開発にそのまま適用可能なことを示している。 
 
③【環 境 省】 
（ⅰ）公害防止等試験研究費（36テーマ 810百万円） 

 環境省設置法第4条第3号の規定に基づき、地球

環境保全等に関する関係行政機関の試験研究機関

の経費及び関係行政機関の試験研究委託費に関す

る予算を環境省において一括計上することにより

地球環境保全等に関する試験研究の総合的推進を

図っている。 
 平成13年度は、36テーマを810百万円で実施した。 

（ⅱ）地球環境保全等試験研究費 等 
（3テーマ 35百万円） 

 地球温暖化分野を対象として、各府省が中長期

的始点から計画的かつ着実に研究機関で実施・推

進されるべき研究で、地球環境保全等の観点から

(1)現象解明・予測、(2)影響・適応策、(3)緩和策、

などをテーマとする研究課題である。 
 平成13年度は、当該2課題を25百万円で実施する

とともに、スパイクタイヤ類似品に関する調査を

10百万円で実施した。 
（ⅲ）地球環境研究総合推進費 

（26テーマ 186百万円） 
 地球環境問題が人類の生存基盤に深刻かつ重大

な影響を及ぼすことに鑑み、様々な分野における

研究者の総力を結集して、学際的、省際的、国際

的な観点から総合的に調査研究を推進し、もって

地球環境の保全に資することを目的としている。 
 平成13年度は、継続22テーマに加え、新規4テー

マを獲得し、186百万円で実施した。 
（ⅳ）環境技術開発等推進事業（実用化研究開発課題） 

（2テーマ 55百万円） 
 地球環境問題や大気・水環境等への負荷低減の

ために対応が急がれる環境技術の研究開発であり、

研究開発終了後比較的短期間にある程度の実用化

が見込めるものを実施する。 
 平成13年度は、2テーマを55百万円で実施した。 
 

－公害防止等試験研究費－ 
［研 究 題 目     ］分離膜を用いた有機蒸気再生・回収シス

テムに関する研究 
［研究代表者］柳下  宏（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］原谷 賢治、須田 洋幸、藤原 一郎 

［研 究 内 容     ］ 
 光化学オキシダントの原因物質の一つである炭化水素

等の有機蒸気の排出を削減するとともに、有機蒸気を回

収して再資源化を行うクローズドシステムとして、省エ

ネルギー技術である膜分離技術を導入することを目的と

して、そのシステムに必要不可欠な高性能の分離膜を開
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発する研究開発を行った。 

 その結果、電子線照射を利用して作製した複合膜は、

発ガン物質であるベンゼンを効率よく回収できる可能性

があることを見出した。また、有機蒸気の回収用膜分離

プロセスとして、有機蒸気排除型の分子ふるい膜を用い

る場合について最適設計を行った。95％以上の回収は可

能であるものの、有機蒸気透過型膜のプロセスよりは大

きな消費動力が必要であることが明らかになった。 

 

［研 究 題 目     ］セラミックス多層膜によるディーゼル排

ガスの電気化学的浄化に関する研究 
［研究代表者］日比野高士（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］小林 和代、浅野 法恵、橋本 衷子、 
矢澤 哲夫、蔵岡 孝治、神  哲郎 

［研 究 内 容     ］ 
１）セラミックス研究部門担当：自動車排ガス中の NOx
や HC は、光化学スモッグの原因物質であるため、規

制対象ガスであり、しかもその規制は、今後一段と厳

しくなっていく傾向にある。このため、自動車及びそ

の関連メーカーでは、エンジン燃焼、触媒、センサ等

を含めた新しい排気ガス制御システムの開発が活発に

行われている。この中でも「有害 NOx 成分を直接検

知できるセンサ」は、最近の低燃費型エンジンの普及

とともに開発ニーズが特に高く、その早期実用化が強

く望まれている。そこで、我々は、ジルコニア電解質

で水蒸気電解を行い、発生水素と排気 NOx との反応

を利用して、実際のエンジンで要求される濃度レベル

の感度を持つ NOx センサの開発を進めた。 

２）生活環境系特別研究体担当：前年度に引き続き、NOx
分離膜および吸着分解膜の開発を行い、膜の総合評価

を行った。具体的には、真空含浸法により前年度まで

に NOx 分離に有効であることが明らかになった酸化

マグネシウム（MgO）をナノメートルオーダーの細孔

中に担持することにより高温（200℃～500℃）でも窒

素に対する一酸化窒素の透過率比（分離比：NO/N2）

が2.0程度の膜を作製した。この値は、通常何も担持し

ない際の分子流（Knudsen 流）から予測される値

（NO/N2=0.97）の2倍程度あり、高温での値であるこ

とを考慮すれば比較的高い値といえる。NOx 吸着分離

膜の開発においては、前年度に開発した二液界面法に

よる作製法では作製時にテンプレート剤を用いるため

に最終的には焼成し除去する必要があり、その際のク

ラックの発生を抑えることが困難であった。本年度は、

その問題点を解消するために新しい合成法として種結

晶法を用いたゼオライト膜の作製法を検討した。作製

した ZSM-5ゼオライト膜は窒素の流量も低く前年度

までのものと比べても緻密で欠陥がほとんどなかった。

当該膜を銅イオンによりイオン交換することにより

Cu-ZSM-5ゼオライト膜とした。作製した膜において

NO-C2H4-N2の混合ガス（NO 濃度750ppm、C2H4濃度

750ppm）を用いて500℃における NO 分解特性を測定

したところ、NO 分解率40％以上を示した。 
 

［研 究 題 目     ］窒素原子注入法による排煙脱硝に関する

研究 
［研究代表者］藤原 正純（電力エネルギー研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 ディーゼル排ガス中の NOx 処理を目的として、放電

法の適用を試みた。酸化処理では副生成物の処理が必要

となるため、還元処理系の構築を追求した。硝酸の生成

を抑制するために、放電により生成した窒素原子を排ガ

ス中へ注入する方式を選定した。本方式の実用化を想定

すると、窒素源として乾燥空気を採用することが必要で

あるが、この場合、酸素存在下の放電における還元反応

の阻害要因を解明し、克服することが必要である。実験

及び解析の結果、NOx 還元反応の主体は、励起窒素分子

と基底及び励起窒素原子であることが判明した。励起窒

素分子は、数％以上の酸素存在下では、酸素分子との衝

突により脱励起し、NO を分解する能力を失う。励起窒

素原子は、数％以上の酸素存在下では酸素分子と反応し、

逆に NO を生成する。その結果、酸素存在下の放電では、

NOx の還元能力は著しく減退し、実用化レベルのエネル

ギー効率を達成するのは困難と判断した。代替方法とし

て、吸着剤を併用した放電処理方式を提案した。その運

用方法として、吸着剤からの脱離時に窒素ガスを注入す

ると共に、脱離時の NO 濃度を1％程度にまで濃縮し、

放電処理により1000ppm程度までNOを減少させる方法

が、エネルギー効率と窒素ガス所要量の両立を図る上で

有効であることを示した。 
 

［研 究 題 目     ］低温作動型触媒を用いたディーゼル排出

粒子状物質の低減に関する研究 
［研究代表者］指宿 堯嗣（環境管理研究部門） 
［研究担当者］小渕  存、大井 明彦、内澤 潤子、

難波 哲也、WANG Shudong 
［研 究 内 容     ］ 
 前年度までに見出した排ガス中の NO と SO2を利用し

てディーゼル排出粒子状物質（PM）の酸化を促進させ

る Pt 触媒について、今後施行が予定されている軽油中

硫黄（S）分の低減化を考慮し、S 分が微量になっても

PM 酸化促進効果が発揮できるよう改良を行うとともに、

エンジン排ガス条件での実用活性の評価を行った。模擬

排ガス条件での試験による担体改良を試みた結果、TiO2、

SiO2、ZrO2、Al2O3の単味あるいはこれらの中の2種類を

組み合わせた複合酸化物のうち、TiO2-SiO2（組成比1:1）

を担体として用いた場合に最高性能が得られた。そこで、

Pt/TiO2-SiO2と比較のための Pt/TiO2、Pt/SiO2について、

実スケールの炭化ケイ素（SiC）製ディーゼルパティキ

ュレートフィルターに担持した状態で、ディーゼルエン

ジン排ガス中での性能を調べた。模擬排ガス下の試験結
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果と同様に、担体として TiO2-SiO2を用いた場合に TiO2

や SiO2よりも高い PM 酸化性能となった。得られたフィ

ルター再生温度の最低値は365℃であるが、PM 酸化反応

の温度依存性を考慮すると、フィルター体積を本実験条

件の4倍にすれば再生温度をこれより約60℃下げること

ができ、当初の目標値である300℃による連続再生をほぼ

達成できるものと推定された。本研究では、耐久性、コ

ストを含めた性能評価が十分でなかったので、本研究で

得られた成果を活用し実用化へ繋げる研究開発が今後と

も必要と考える。 
 

［研 究 題 目     ］媒体循環燃焼法を用いた芳香族化合物や

窒素化合物を含む燃料からの有害物質排

出抑制に関する研究 
［研究代表者］幡野 博之（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］鈴木 善三、松田  聡、三島  寛、

遠藤 茂寿 （環境調和技術研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 媒体循環燃焼システムの実現に際して最も重要になる

媒体粒子の反応性について詳細に検討し、二酸化炭素の

みが生成する条件を明らかにすることができた。NiO（酸

化ニッケル）が約30％の担持量に対して、NiO の反応率

が8％までは一酸化炭素は発生せず、その後、一酸化炭素

が生成するようになった。また、この時に同時に炭素析

出が観察された。炭素析出量はこれ以降、反応時間によ

って単調に増加していた。一方、析出した炭素は酸化条

件で完全に燃焼されることが分かったが、特に酸素濃度

が通常の1/2程度でも十分燃焼できることが分かった。実

際には、さらに5％程度の低酸素濃度でも燃焼させること

ができ、燃焼排ガスの持つ顕熱の有効利用が可能となる。

多孔質固体に金属/金属酸化物の超微粒子を担持するこ

とで、媒体粒子として極めて長寿命になることが明らか

となった。これらは気体燃料のメタンを使って検討して

きたが、木質系バイオマスや下水道汚泥のモデルとして

セルロースの加水分解物であるグルコースを不活性気流

中で投入し、それらの熱分解特性を明らかにした。また、

ポリエチレンやポリプロピレンなどのプラスチックにつ

いても検討を加えたところ、同様に反応特性があること

が明らかになった。 

 

［研 究 題 目     ］代替燃料層状燃焼エンジンに関する研究 

［研究代表者］後藤 新一（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 中大型ディーゼルエンジンに代替燃料として LPG（液

化石油ガス）を利用し、ディーゼルエンジンと同等以上

の高い熱効率で、かつ自動車用排気ガス長期規制値の半

分以下のレベルを達成できる層状燃焼エンジンシステム

の研究開発を行う。 
 本年度は、エンジン燃焼解析プログラム KIVA-3コー

ドを用いて、overlap や吸気期間中の空気流動、および

燃焼ラジカルの空間分布をシミュレーションし、燃焼室

形状、スワール強度および燃料噴射条件などが混合気形

成過程や燃焼特性に及ぼす影響を比較・検討した。また、

さらなる熱効率の向上を目標に、セタン価向上剤を LPG
に添加した LPG ディーゼルエンジンの開発を行った。 
 

［研 究 題 目     ］ベンゼン排出量低減に関する総合研究 

［研究代表者］指宿 堯嗣（環境管理研究部門） 

［研究担当者］二タ村 森、永長 久寛、大井 明彦、

小渕  存、難波 哲哉、上桝  勇、

清水 聖幸、近藤 裕昭、兼保 直樹、

吉門  洋、松村 明光、斎藤 郁夫 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、(1) 固定発生源対策、(2) 移動発生源対策、

(3) 低ベンゼンガソリンの製造技術開発、(4) 排ガス特

性評価、並びに(5) 大気中のベンゼン濃度予測モデルの

開発と有効性評価、という研究を有機的に連携して行い、

ベンゼン大気中濃度を低減するための総合研究を実施し

ている。 

(1) 低温プラズマによるベンゼン分解技術では、直列に

配置した二台の無声放電型プラズマ反応器により、ベ

ンゼンと低温プラズマにより予備活性化された空気あ

るいは酸素ガスの反応を行ったところ、ベンゼンの酸

化分解が促進された。また、活性酸素種の前駆体とな

るオゾンの系中濃度は内部電極の材質よりも電極間距

離の影響を受けることを確認した。 

 光触媒によるベンゼン分解技術では、低温プラズマ

－光触媒複合系の開発を目的として酸化チタン光触媒

による一酸化炭素の光酸化反応を行った。酸化チタン

に白金を担持すると一酸化炭素酸化速度が向上した。

反応速度論的な解析および赤外吸収分光法による検討

から、白金上に一酸化炭素が吸着し、続いて吸着種が

酸素共存下、光照射により二酸化炭素に酸化されるこ

とを明らかにした。 

(2) ガソリン自動車の排ガス触媒の開発を行い、市販触

媒の金属組成と活性の調査を行うとともに、エンジン

始動時のベンゼン排出を抑えるため、各種ゼオライト

類について温度の関係でベンゼン吸着特性を調べ、ベ

ンゼンの低温排出特性を改良した。 

(3) ベンゼン分離膜では、浸透気化膜分離のための実験

装置を試作した。濾紙表面に、ベンゼン抽出溶剤を含

む薄膜を形成させ、それを用いて、浸透気化分離実験

を行った。一方、置換型シクロデキストリン水溶液を

用いる一種の液膜分離では、モデル混合物及びリフォ

メートを原料油として、分離選択性を詳しく調べた。 

 ベンゼンからオクタン価の高い基材を作る超強酸触

媒の研究では、高活性を示したタングステンジルコニ

アの触媒活性点を特定するとともに、さらに高活性な

触媒について検討した。 

(4) 暖気時の排ガス特性の評価を行い、我が国のコール
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ドスタート試験法である11モードを使用して、2台のガ

ソリン車の排ガス特性を、ガソリンのベンゼン、トル

エン、キシレンの含有量を変化させた検討した結果、

エンジン始動時には暖気に比較して大量のベンゼンが

排出されることが明らかとなった。 

(5) ベンゼン濃度予測モデルでは、関東地方を対象とし

て、昨年度までに作成したベンゼンの発生源データを

用いてベンゼンの広域環境濃度について2000年8月の1

ヶ月積分を行った。結果は地上発生源の拡散の傾向を

よく示しているが実測値と比較して計算濃度が低い傾

向となった。 
 

［研 究 題 目     ］ディーゼル機関排出物の低減のための軽

油品質改善技術に関する研究 
［研究代表者］葭村 雄二（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］鳥羽  誠、佐藤 利夫、阪東 恭子、

木嶋 倫人 
［研 究 内 容     ］ 
 ディーゼル排ガスの都市・沿道域大気環境に及ぼす影

響は益々深刻化しており、特にディーゼル排気微粒子

（PM）の健康影響は強く懸念されている。このため、

本研究ではディーゼル微粒子除去装置（DPF）未装着車

も含むディーゼル車からの排出ガスの大幅低減を目的と

し、その低減につながる軽油品質改善を経済的に可能に

する石油精製触媒技術を開発する。本年度は、軽油中の

芳香族（アロマ）成分と硫黄を同時に低減する水素化精

製触媒（平成12年度までに開発した Pd-Pt/Yb-USY ゼオ

ライト触媒）の改良・高度化設計、及び硫黄耐久性の向

上対策を行うと共に、軽由のセタン指数（着火性の指標）

向上を可能にするゼオライト担持貴金属触媒系の改質触

媒について検討を行った。この結果、超安定化 Y 型

（USY）ゼオライト触媒上へのイッテルビウム（Yb）の

担持量を制御することにより調製したPd-Pt/Yb-USYゼ

オライト触媒が、超深度脱硫活性と高い芳香族低減活性

を有し、更に高い硫黄耐久性（＜1300ppm）を具備して

いることを見出した。更に、本開発触媒は、軽油中に含

まれている難脱硫性の硫黄化合物（アルキル置換ジベン

ゾチィオフェン類）の脱硫選択性が高く、軽油のサルフ

ァーフリー化（硫黄＜10ppm）触媒としても有望である

ことが確認できた。 
 本開発触媒は高い水素化機能を有しているため、軽油

中の芳香族を10％以下に低減することによりセタン指数

を10以上向上できることも確認され、本触媒を用いれば、

低硫黄、低芳香族、高セタン指数の品質改善軽油を製造

できることを見出した。更に、本開発触媒の長期寿命試

験を実施（一部、触媒化成工業㈱との共同研究）し、本

触媒が約2,700時間の寿命を有していることを確認した。 
 
［研 究 題 目     ］動的磁気特性を利用した排ガス処理技術

の開発に関する研究 

［研究代表者］菊川 伸行（環境調和技術研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 VOC 等有害大気汚染物質の排出抑制に資するため、磁

性を有する多孔性材料を開発し、その動的磁気特性を利

用した新たな手法に基づく排ガス処理技術の開発を目指

した研究を行う。 
 平成13年度は磁性を有する多孔性材料の合成を検討し、

シリカ系多孔体並びに炭素系多孔体においていくつかの

成功例を得たほか、交流磁界下での熱移動現象の把握に

関して、55kHz の高周波と2.45GHz のマイクロ波の照射

を行い、いずれの場合においても、キュリー温度手前の

一定値に迅速に加熱できる優れた加熱法となり得ること

を明らかにした。 
 

［研 究 題 目     ］軽油の酸化的超深度脱硫 

［研究代表者］矢津 一正（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 軽油の新規酸化脱硫法の開発のために、ジベンゾチオ

フェン（DBT）類の光増感酸化反応について検討した。

DBT 類は、アントラキノン（AQ）などの光増感剤およ

び酸素の存在下、アセトニトリル（MeCN）等の極性溶

媒中において速やかに光増感酸化されることを見出した。

モデル軽油として用いた DBT 類の n－オクタン溶液中

では、AQ による光増感酸化反応は認められなかった。

しかし、モデル軽油への MeCN の添加により形成される

有機二相系中において DBT 類は速やかに酸化され、モ

デル軽油中から効率的に除去できることが分かった。そ

して、それらの酸化生成物類のほとんどが、極性のため

MeCN 相中に留まることにより、モデル軽油の脱硫が達

成できることを明らかにした。モデル軽油－アセトニト

リル二相系での AQ による光増感酸化反応により、120

分の光照射において、モデル軽油中の硫黄分を460ppm
から30ppm 程度まで低減することができた。 
 

［研 究 題 目     ］自動車由来有害大気汚染物質の光分解除

去に関する研究 
［研究代表者］指宿 堯嗣（環境管理研究部門） 

［研究担当者］竹内 浩士、松澤 貞夫、根岸 信彰、

佐野 泰三 
［研 究 内 容     ］ 
 自動車由来の有害大気汚染物質（HAPs）のうちアル

デヒド及び多環芳香族炭化水素について光及び光触媒分

解性を調べた。また、実用化に欠かせない薄膜光触媒に

ついて研究を行った。光電着法で金属（パラジウム、白

金、銀、ニッケル、銅）微粒子を二酸化チタン（TiO2）

上に析出させ、これを光触媒としてアセトアルデヒドの

分解を行った場合、いずれの金属担持 TiO2も乾燥、紫外

線照射下で二酸化炭素（CO2）を生成したが、金属担持

しない TiO2よりも分解速度が低下した。湿潤条件及び担

持金属の酸化状態が活性種と分解機構を変化させると推
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察された。一方、多環芳香族炭化水素の光触媒（TiO2）

分解性については、多環芳香族炭化水素が TiO2に対して

吸着状態であるか否かが分解に大きく影響することが、

吸着試料およびディーゼル排出粒子混合試料を用いた光

照射実験で明らかになった。TiO2に対し吸着状態である

場合には、ベンゾ［a］ピレン、フルオランテン、ピレ

ン、クリセン等の多環芳香族炭化水素の分解が極めて速

く進んだ。しかし無機と有機成分が凝集したディーゼル

排出粒子のような場合には、たとえ TiO2が共存している

系であっても、ほとんどの成分が分解しにくくなること

が判明した。また、新規調製法で作製した薄膜光触媒の

性能を揮発性有機化合物（VOC）を用いて調べた結果、

1000ppm のアセトアルデヒドは4時間で、50ppm のトル

エン、キシレンは24時間後に完全に分解除去され、高性

能である事が確認された。 
 

［研 究 題 目     ］磁性吸着剤を利用した環境汚染物質の高

度処理技術に関する研究 
［研究代表者］野村  明（計測標準研究部門） 

［研究担当者］岡本 研作、井原 俊英 

［研 究 内 容     ］ 
 磁性吸着剤製造の予備検討を基に、磁性吸着剤のベー

スとなる磁性多孔体の製造条件を検討し、最適化するこ

とにより高度化された磁性多孔体を調製した。重金属処

理用と有機汚染物質処理用の磁性吸着剤を開発するため

に、磁性多孔体への各種機能性物質の固定化について予

備検討を行い、実用に供せる磁性吸着剤の製造について

見通しを立てることができた。予備検討の知見をもとに、

排水中の重金属除去用としては EDTA（エチレンジアミ

ン四酢酸）等のキレート剤をシリカゲル中のシラノール

基を介して結合させ、また、大気や排水中のベンゼン等

の環境を汚染する揮発性有機化合物（VOC）除去用とし

ては活性炭や炭化水素等を細孔内に固定化した磁性吸着

剤を開発した。特に、VOC 等の有機汚染物質の処理用と

してはフェノール樹脂を出発炭素源とする活性炭担持磁

性吸着剤が極めて良い吸着特性を有することが判明した。

環境汚染物質の処理法の開発としては磁性吸着剤の製法

及びその特性の検討結果を踏まえ、排水中の重金属処理

用として EDTA を細孔内に固定化した磁性吸着剤を用

い、また有機物質処理用としてはフェノール樹脂を出発

炭素源とする活性炭担持磁性吸着剤を用い、これら有害

物質の処理条件、吸着された汚染物質の回収・濃縮法、

磁性吸着剤の再生法等について検討し、最適な処理条件

をほぼ確立した。EDTA 担持磁性吸着剤の再生法として

はトリフルオロ酢酸やトリクロロ酢酸等の有機の強酸を

用いて低い pH で処理することにより、酸化鉄の溶出を

極力抑えて捕捉した重金属類を効率よく溶出させること

ができた。環境汚染物質の処理法の検討と環境汚染物質

処理装置の試作については要素技術について環境処理の

実体に合わせて検討し、最適化された要素技術を確立し

た。システム構築の具体例として、ベンチスケールの環

境汚染物質処理装置を試作するため、モデル物質を用い

て処理装置の構成要素である有害物質処理部、磁気捕集

部、汚染物質抽出・濃縮部等の性能を検討し、システム

構築に資するデータを得た。磁気捕集部についてはマグ

ネットの磁力が大きい方が捕集性能は当然高く、また捕

集部内に透磁性のステンレスワイヤーをスポンジ状に成

形した充填材を詰めることにより、捕集効率は格段に向

上した。 

 

［研 究 題 目     ］機能性凝集剤によるフッ素及び重金属排

水の処理に関する研究 
［研究代表者］辰巳 憲司（環境管理研究部門） 

［研究担当者］和田 愼二、福嶋 正巳、市川 廣保、

森本 研吾、飯村 洋介 
［研 究 内 容     ］ 
 重金属含有排水の処理には、従来、水酸化カルシウム

による中和処理が行われてきたが、この処理法では、大

量のスラッジが発生し、産業廃棄物の最終処分場が逼迫

しているので、大きな問題になっている。また、「環境管

理システム規格」ISO14000の取得を目指す企業にとって

も、スラッジ量の削減が求められる。本研究では、スラ

ッジ発生量を大幅に削減できる機能性凝集剤 Gellannic
を開発した。これは、アルギン酸やキトサン等の天然多

糖類を有効成分とする凝集剤で、有害な物質を含まない

安全な凝集剤である。また、既存の凝集剤の代わりに使

うことができ、現在の排水処理装置の変更を必要としな

い。鉛239.8ppm、亜鉛233.5ppm、銅4.3ppm、ニッケ

ル3.7ppm を含む実排水の処理では、処理水濃度、鉛

0.068ppm、亜鉛0.003ppm、銅0.002ppm、ニッケル

0.01ppm に対し、既存処理では鉛1.4ppm、亜鉛4.14ppm、

銅0.2ppm、ニッケル3.49pm であった。開発した機能性

凝集剤を使用すれば、重金属除去率も高く、スラッジ量

は、水酸化カルシウムでの処理に比べ、約1/10に減少し

た。フッ素の排水基準は、海域以外では8ppm と定めら

れている。従来法では、カルシウム塩を添加し、フッ化

カルシウムとして沈殿させるカルシウム凝集沈殿法が最

も一般的であるが、低濃度までの除去はほとんど不可能

である。アルミニウム系の機能性凝集剤 Gellannic を開

発した。フッ素濃度34.9ppm の実排水で、既存処理では、

2段処理しても処理水濃度は8.8ppm であったが、

Gellannic 処理では、1段処理で7.3ppm となった。

Gellannic を使用すれば、排水中のフッ素を効率よく

8ppm 以下まで除去でき、かつ低スラッジ量にできた。

重金属捕集剤の開発では、水溶性のポリエチレンイミン

（PEI）のホスホノメチル化誘導体（PPEI）のキレート

形成能及び凝集能力に注目して、この誘導体を用いて排

水中の重金属を吸着除去する新しい方法を提案した。さ

らに、この誘導体（PPEI）と Ca2+を併用して処理する

ことにより、種々の重金属イオンを検出限界以下まで除
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去できることを明らかにした。 
 

［研 究 題 目     ］排水中等の有害半金属及び窒素の処理技

術に関する研究 
［研究代表者］佐藤 芳夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］中井 敏博、高橋 信行、犬養 吉成 
（九州センター、基礎素材研究部門）、 
甲斐田泰彦（九州センター、基礎素材研

究部門）、安田 誠二（九州センター） 
［研 究 内 容     ］ 
 有害半金属の処理：ポリアミン型の官能基を有する新

規セルロース系吸着材を開発し、この吸着材は他の半金

属が共存する水溶液からセレン（Ⅵ）を選択的に吸着す

ることが分かった。また、グルカミン型の官能基を有す

る新規セルロース系吸着材も開発し、この吸着材は市販

吸着材よりもホウ素の吸着速度が速いことが分かった。

さらに、実排水を用いてホウ素の高流速カラム吸脱着を

行い、このセルロース系ホウ素吸着材は実排水中のホウ

素除去にも有効であることが確認された。 
 高分子系母材ポリアリルアミンへの糖導入率を改善す

るため、反応溶媒の影響、同液量と糖導入率の関係、お

よび反応温度の影響等を検討し、反応の最適条件を明ら

かにした。合成した糖導入型ポリアリルアミンを用いて、

実排水中のホウ素のカラム吸着処理を行い、市販吸着材

よりも吸着量は多いことが分かった。 
 ホウ素を含むモデル排水及び実排水の膜処理について

検討し、高濃度の塩が共存する排水中のホウ素をアゾメ

チン H 発色によるポストカラム法では長期連続でも安

定して分析できること、pH 上昇で膜汚染の原因となる

水酸化物の濁りを生じてしまうような塩を含む排水の逆

浸透膜によるホウ素処理方法等を明らかにした。 
 硝酸性窒素の処理：架橋高分子にホスホン酸ブチル基

と各種のアミノ基を導入した新規の二官能性吸着材を試

作して硝酸イオンに対するカラム吸着特性について検討

した。市販吸着材は1mM 程度の低濃度排水中では硝酸

よりも硫酸イオンを選択的に吸着するため、市販吸着材

カラムで低濃度水溶液の処理を行うと硝酸が硫酸イオン

よりも早く溶出し、硝酸イオンの溶出濃度が原液濃度よ

りも高くなるという問題点があった。これに対して、試

作吸着材カラムの場合は硝酸が硫酸イオンよりも選択的

に吸着するため、硝酸の方が硫酸イオンよりも遅く溶出

して、硝酸イオンの溶出濃度が原液濃度を超える問題が

ないことを明らかにした。下水処理水のカラム吸着でも

硝酸イオンが選択的に吸着することを明らかにした。 
 

［研 究 題 目     ］表面処理工程廃液の減量化技術開発のた

めの研究 
［研究代表者］小林 幹男（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］田中 幹也、小山 和也、六川 暢了、

湯本  勲、横田 祐司、星野  保 

［研 究 内 容     ］ 
 使用済み無電解ニッケルめっき液からのニッケルの分

離回収に関し、前年度までの研究で、キレート抽出剤

LIX84I を使用することにより、pH6以上で高い効率で選

択的にニッケルを抽出し、逆抽出できることが分かった。

しかし、この操作では、使用済み液の pH を、4.5から6

以上に調節することが必要である。pH 調節を行わずに

高い効率でニッケルを抽出できれば、ニッケルの分離回

収プロセスがより経済的になりうる。そこで、今年度は、

2種の抽出剤を混合することによる協同効果を利用して、

ニッケルを pH 調節無しで抽出し、逆抽出することを検

討した。その結果、酸性有機リン化合物と LIX63の混合

抽出剤によって、使用済み浴中のニッケルを pH 調節す

ることなく高い効率で抽出でき、抽出されたニッケルは

硫酸で逆抽出し、硫酸ニッケルとして回収できることが

分かった。また、これら混合抽出剤は繰り返し使用が可

能であることが分かった。 
 また過酸化水素分解活性（カタラーゼ活性）について

は、今年度も前年度までの研究に引き続き、高活性、熱

安定性、菌製剤としての安全性を満たすための微生物菌

株のスクリーニングを行った。その結果、3菌株を新たに

取得することが出来た。それら3菌株はいずれも、T-2-2
株よりは活性が低かったが、S-1株と同等かそれ以上の

活性を示し、分類学的諸性質を検討したところ菌製剤と

して安全性の高い属であることが判明し、廃水中の過酸

化水素分解を目的とした菌製剤への応用の候補として有

望であるものと考えられた。 
 さらに昨年度分離した T-2-2株がどの程度他の微生物

を使う場合と比較して有効性が高いかを、他の供試菌株

と同じ培養条件で培養し、さらに同じ条件で細胞抽出液

を調整することによって検討した。その結果、T-2-2株
の細胞抽出液のカタラーゼ活性は現在カタラーゼ製剤が

市場に出回っているMicrococcus luteusのものと比較し

て約3倍の活性を示し、明らかな有効性が示された。さら

に T-2-2株からカタラーゼを精製しその純品としての諸

性質を検討したところ、本酵素は以前から実験に使って

いた S-1株の酵素よりも高活性で熱安定性にも優れてい

ることが明らかになった。 
 
［研 究 題 目     ］有機塩素化合物等有害化学物質の排出抑

制のための電気化学的高度分解処理技術

の開発に関する研究 
［研究代表者］山根 昌隆（生活環境系特別研究体） 

［研 究 内 容     ］ 
 固体高分子電解質を用いた新規な電解法において、カ

ソードにおける電気化学的な還元反応を利用する有機塩

素化合物等有害化学物質の分解処理技術の確立を目指し

た4年計画中初年度の研究を行った。 
 まずジクロロメタン等の有機塩素化合物に対する還元

効率が良好で、より耐久性に優れたカソード電極材料の
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探索を行い、パラジウム系の電極材料において良好な還

元触媒特性を得ることができた。 
 また、電解セル中の電流分布と分解対象物質の物質移

動状態が電解反応に最適となるセル内部構造の検討を行

い、給電体部分にチタンマイクロメッシュを重ね合わせ

た構造にすることで分解特性が向上することを見出した。 
 
［研 究 題 目     ］海洋微生物機能による有機スズ化合物の

除去技術の開発に関する研究 
［研究代表者］山岡 到保（海洋資源環境研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 有機スズ化合物は、海洋では巻き貝（イボニシなど）

のインポセックスの原因の一つとされている。これまで

には自然界では少しずつ微生物及び光分解により濃度が

半減していくことが知られている。そこで本研究では海

洋環境の現位置から積極的に有機スズ化合物を低減化す

るために、本年度は以下の研究を行った。 

(1) 有機スズ化合物変換菌であるシュードモナス・クロ

ロラフィスを現場海域で効率よく生息させために本菌

の増殖と有機スズ化合物（トリフェニルスズ、ジフェ

ニルスズ、ジブチルスズ）を分解するのに分泌する鉄

キレート物質（シデレフォアであるピヨベルデン）の

関係について調べた。シュードモナス･クロロラフィス

が増殖するのに最適な温度である28℃と塩分濃度が低

い海水で増殖するとピヨベルデンを多く分泌した。こ

のことは本菌が増殖するのに良い環境条件を整えると

有機スズ化合物を効率的に分解できることを示唆して

いる。そこでトリフェニルスズの変換活性を効率よく

発揮させるため、炭素源と窒素源のピヨベルデンに与

える影響について検討した。炭素源としてはマニトー

ルが、窒素源としてはプロリンがピヨベルデンの生産

性を高めることが見出された。これはピヨベルデンの

化学構造中にペプチドを有しており、そのペプチドを

生合成するのに必要なアミノ酸と関連があるものと考

えられる。 
(2) ピヨベルデンによる有機スズ化合物の変換機能を強

化するため、①底泥、②底泥にピヨベルデン、③底泥

にピヨベルデンとシュウドモナス･クロロラフィスを

加えた三つの実験条件で検討した。その結果、シュウ

ドモナス･クロロラフィスとピヨベルデンを同時に加

えたものが底質から有機スズ化合物を変換活性するた

めに必要な因子であることが見出された。 

(3) 有機スズ変換微生物を現場海域に導入するため、変

換微生物をアルギン酸で固定化して、模擬実験によっ

て、有機スズ化合物除去の評価を行い、30日後にはト

リフェニルスズの4％がモノフェニルスズに分解され

た。 
 

［研 究 題 目     ］微生物による流出油漂着沿岸海域の環境

修復技術に関する研究 

［研究代表者］小比賀秀樹（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］田中 一裕（生物遺伝子資源研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
(1) 沿岸海域に留まりやすく、微生物と栄養塩が固定化

可能な素材として多孔性セラミックを選択し、重質油

の代表として C 重油を選択し、沿岸海域の海水中に生

存する嫌気環境でのC重油の分解の可能性を調べた結

果、C 重油成分全体としてはほとんど分解されなかっ

たが、一部の海域の海水では C 重油の分散が起こり、

石油分散成分の存在が示唆された。 
(2) 日本海重油流出事故海域から分離した好気性多環芳

香族炭化水素分解細菌を対象に、その基質分解能等を

調べた。用いた2菌株は、いずれもフェナントレイン

（PHE）を20～30％分解したが、アントラセン（AN）

は数％しか分解しなかった。この傾向は、2菌株混合系

でも同様であった。一方、別途分離したα－プロテオ

バクテリアの新規系統群に属する菌株とのコンソーシ

アでは、PHE の分解率が単一菌株時の約2倍向上した。

分子系統解析や分類学的性状試験の結果、前2菌株はコ

ロニー色調が異なるものの同一種と見なされた。さら

に、これら石油分解細菌の種特異的検出を可能にする

DNA プローブの開発に成功した。また、東京湾から

純粋分離した嫌気性の炭化水素分解細菌1株の菌学的

性質、具体的には、生育の温度依存性、pH 依存性、

塩濃度依存性、利用可能な電子供与体、電子受容体等

について調べた。 
 
［研 究 題 目     ］瀬戸内海の海砂利資源採取による広域的

環境影響評価と管理に関する研究 
［研究代表者］星加  章（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］三島 康史、高杉 由夫、橋本 英資、

長尾 正之、村上 和男、田辺 弘道、

湯浅 一郎、高橋  暁 

［研 究 内 容     ］ 
 瀬戸内海では、膨大な海砂利採取によって海底地形が

大きく変化し、海水の流動への影響や、採取による濁水

の拡散や藻場・浅場の消失による生態系への影響が懸念

されている。本研究は、瀬戸内海の海砂利採取による流

動や生態系への影響を評価し、その軽減・緩和、採取海

域の修復・整備等に必要な対策に資することを目的とす

る。本年度の主な研究成果は以下のとおりである。 

(1) 忠海沖の海砂利採取による地形変化に伴う流れの変

化を、瀬戸内海大型水理模型実験により明らかにした。

海砂利採取により浅瀬が消失した後では、流れは東流

最盛時に大久野島の東側の島影が採取以前に比べ、よ

り伸びている。潮汐残差流は、採取後においては、大

久野島北東部で時計回りの残差環流、高根島北西部で

反時計回りの残差環流となっており、海砂利採取前後

で潮流および残差流において変化が認められた。 

(2) 底質粒子の再懸濁は主に強い潮流によって引き起こ
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され、潮汐残差流が粒子の輸送に影響を与えていると

考えられた。底層の残差流の収束・発散を数値モデル

実験から得られた流速分布から求めた結果、海砂利採

取以前においては、大久野島北東部海域の砂堆域周辺

で収束域となっていることが解った。一方、現状にお

いても残差流の収束域となっており、現在でも大久野

島東部海域に粒子を集積させるメカニズムが働いてい

ると考えられた。 

(3) 忠海沖の旧海砂利採取海域において、動物プランク

トン、マクロベントス、メガロベントスおよび魚介類

の種組成は、1998年（広島県調査）および2000年以降

においても顕著な変化は見られなかった。このことは、

海砂利採取により底質が礫化した海域では、採取中止

後3年を経過してもなお岩礁の生態系を維持し、採取以

前の砂質生態系には戻っていないことを示している。

魚介類の炭素・窒素安定同位体比による解析から、旧

採取海域の岩礁性魚類の窒素安定同位体比は砂泥性の

魚類に比べて高く、岩礁性魚類は砂泥性魚類に比べて

食地位が高いことを明らかにした。また、生態系を支

える炭素源として、植物プランクトン起源の有機物の

割合は低いと考えられた。 
 
［研 究 題 目     ］土壌汚染物質の植生による高度処理技術

に関する研究 
［研究代表者］石崎 紘三（生物遺伝子資源研究部門） 

［研究担当者］横田 祐司、星野  保、奥谷  猛、

田中 重信 
［研 究 内 容     ］ 
 農薬、有機塩素化合物等による土壌や地下水の汚染問

題の解決は、食品の安全性や快適な都市環境の維持、都

市部における産業の継続的発展等に必要不可欠である。

都市部や隣接の工場、農地、ゴルフ場などの土壌中に残

存する汚染物質を土壌中から抽出、分離、回収すること

は、現状では技術的にも経済的にも極めて困難な場合が

多い。 
 本研究では、環境に調和した土壌汚染物質の処理技術

として近年注目されてきた植物の作用と根に生息する根

圏微生物の作用を合わせた植生を総合的に利用するファ

イトレメディエーションと呼ばれる方法を採り上げ、土

壌・地下水中の汚染物質の除去速度やメカニズムを明ら

かにすることにより、植生を利用する効率的で経済的な

土壌汚染処理技術を開発することを目的とした。 
 以上の目的を達成するために、平成9年度から以下の研

究を行ってきた。 
(1) 植生・土壌の選定 

(2) モデル汚染物質を用いる分解挙動の検討 

(3) 植物由来の代謝物やアレロパシー物質等の関与につ

いての検討 

(4) 植物体内における汚染物質の動態についての検討 

(5) 実地に近い条件下での試験 

 その結果、モデル植物として選定したトウモロコシは

アトラジン、シマジン、ベンタゾンなど汎用の農薬（除

草剤）を根から吸収した。また、吸収された物質は植物

体内で代謝変換されて次第に無害化されることが確かめ

られた。これらのことから、トウモロコシの植生により

汚染物質は土壌から除去され、取り込まれた汚染物は無

害化されるため、後処理の必要ない土壌処理技術につな

がることが分かった。 
 本研究では、モデル植物としてトウモロコシを選び、

汚染物質の例として除草剤を取り上げたが、ここで用い

た研究手法は、汚染状況に応じた植物を選定することに

より適用範囲を拡げることが出来る。 
 

［研 究 題 目     ］地球化学図による全国的な有害元素のバ

ックグラウンドと環境汚染評価手法の高

度化に関する研究 
［研究代表者］今井  登（地球科学情報研究部門） 

［研究担当者］寺島  滋、岡井 貴司、御子柴真澄、

太田 充恒、立花 好子、富樫 茂子、

松久 幸敬、金井  豊、上岡  晃、

谷口 政碩 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、日本全土における有害元素をはじめとす

る約50元素の地球化学図を作成する。本年度は北海道を

中心に約600個の試料を採取し、これまでに本州と北海道

について試料採取を終了した。採取した試料は乾燥し磁

性鉱物を除いた後、80メッシュ以下の試料をふるって分

離した。これを混酸で分解し、原子吸光法および ICP 発

光・質量分析法で分析した。 
 得られた元素濃度をもとに地球化学図を作成するため、

地球化学図の表示システムを作成した。作図にあたって

は各地点における流域を試料採取点ごとに決めて行った。

試料の詳細情報はデジタル地図を用いて地形図を表示し

その上に表示する。また、地形図上にメッシュデータを

重ね、3種類の濃度分布図（メッシュマップ、メッシュ補

間マップ、コンターマップ）を作成した。これら濃度分

布図の3次元表示を可能とするとともに、横断的な濃度分

布を調べるために断面図を表示するシステムを作成した。 
 また、鉛の同位体比の精密定量法を検討し、汚染物質

の供給源と人為的な影響の評価手法を研究するため、本

年度は鉛の同位体比の測定法の検討を行った。測定結果

と標準岩石の値と比較した結果、鉛207/208、鉛206/208、
鉛206/207の値は一定の精度が得られることが分かった。 
 元素濃度分布の特徴については、カリウムのような主

成分元素については多くの場合背景地質と密接な関係が

あり、ヒ素、鉛、カドミウムのような微量元素は鉱床が

存在する地域で顕著に高濃度となっている。水銀は鉱床

で高い濃度を示すが全体として分布は不規則であり、断

層や温泉などにより地下から拡散してきた可能性も考え

られる。一方、クロム、ニッケル、バナジンは超塩基性
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岩の蛇紋岩が分布する地域で高い濃度を示す。このよう

な背景地質および金属・非金属鉱床等との関係およびそ

の影響について検討を行うため、今後元素分布と背景地

質や人為的影響などとの関係の解析を進めてゆく予定で

ある。 
 

［研 究 題 目     ］エコ･アドバンスト技術による高効率環境

修復・保全システムの確立 
［研究代表者］北本  大（環境調和技術研究部門） 

［研究担当者］柳下  宏、関口 勇地、木村 信忠、

鎌形 洋一 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、バイオサーファクタント等の環境調和材料、

及び即効的な環境生物モニタリングシステムを一体化し

た、安全かつ高効率な環境修復システムの確立を目指す。

本年度は、特に以下の事項に関して研究開発を進めた。 

(1) 分解対象物質（脂肪族・芳香族炭化水素類）に適し

たバイオサーファクタントの探索・選定を行い、微生

物による安定生産技術の基礎確立を目指した。さらに、

得られたバイオサーファクタントの持つ対象物質に対

する乳化活性等の物性評価を行った。 

(2) 汚染サイトの混合微生物集団からどの遺伝子（群）

を標的にすることによって、特定の分解微生物のみを

選択的に検出可能かを検討した。また、これをもとに

標的遺伝子に特異的なプローブの設計・合成を試みそ

の有効性を検証した。 

 

［研 究 題 目     ］廃棄物焼却により生成するダイオキシン

抑制技術の研究 
［研究代表者］竹内 正雄（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、廃棄物焼却によるダイオキシン生成を抑制

するとともに、生成ダイオキシンを分解して環境中に出

さないための技術開発として、温度制御による燃焼場近

傍での生成抑制技術、電子線、マイクロ波照射による排

ガス中ダイオキシンの分解技術、焼却灰中ダイオキシン

の触媒分解技術の開発を行う。すでに、電子線・マイク

ロ波照射による分解技術については前年度までに終わっ

ているので、本年度は温度制御により生成抑制技術と焼

却灰中ダイオキシンの触媒分解技術を研究した。 
 焼却灰中ダイオキシンの触媒分解技術については、温

和な条件でダイオキシン類を脱塩素化して無害化するこ

とを目的として、液相中での触媒を用いたダイオキシン

類の脱塩素について基礎的な検討を行った。水酸化ナト

リウムを溶解した2-プロパノ－ル中、貴金属触媒を用い

ることによって、ダイオキシン類を30℃以下という非常

に温和な条件で効率よく脱塩素化することができた。

種々の触媒を試した結果、活性炭あるいはアルミナにパ

ラジウムを担持した触媒が好適であることが分かった。 
 温度制御による燃焼場近傍での生成抑制技術について

は、炉内でのダイオキシン類生成に対する炉の設定温度

の影響を調べた。その結果、一次燃焼温度を固定して二

次燃焼温度を700～900℃と変えたときのダイオキシン類

生成量は、温度が高い方が生成量は少なくなる。一方、

二次燃焼温度を900℃で固定し、一次燃焼温度を700～

900℃と変えたときの生成量は、一次燃焼室の温度が低い

方が生成量は少なく、高い方が生成量が多いことが分か

った。高温では一次燃焼領域での揮発分の生成速度が増

加し、結果としてダイオキシン類が多く生成したものと

考えられる。この研究で、焼却炉の局所的な温度測定の

重要性が明らかになり、温度制御によりダイオキシン類

生成量を減少させるための重要な基礎データが取得でき

た。 
 

［研 究 題 目     ］有害物質の漏洩防止材料の開発に関する

研究 
［研究代表者］小野寺嘉郎（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 平成13年度は、種々のベントナイトの有害物質遮蔽機

能に関する基礎資料を整備すると共に、遮水性に係わる

透水係数と結晶化学的な性質との関係を明らかにするこ

とを目的として、ベントナイトなど種々の粘土試料を砂

と混合し突き固めた混合土供試体の透水係数を測定し、

粘土特性値との関係を調べた。 
 一方、一般・産業廃棄物の最終処分場において浸出水

に溶出した As や重金属イオン類の処理が問題となって

いることから、粘土鉱物の改質による機能付与に関する

研究の一環として、水熱合成による粘土-チタン酸化物ナ

ノ複合体の合成と合成物の As 吸着性能について検討し

た。 
 

［研 究 題 目     ］発火・爆発性廃棄物の安全処理に関する

研究 
［研究代表者］松永 猛裕（物質プロセス研究部門） 
［研究担当者］飯田 光明、岡田  賢、藤原 修三 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、発火・爆発性廃棄物を安全に処理するた

めに、その危険性を迅速に評価する試験法、無害化処理

技術の開発、廃棄物の発火・爆発現象の解明、および、

廃棄に関わる発火・爆発危険性の情報整備を行う。本年

度は、混合危険性を迅速に評価する試験法の検討、無害

化処理技術の可能性の探求、ラマン分光計測による廃棄

物の発火・爆発現象の解明、および、廃棄に関わる安全

性情報を使い易い形で提供できるようなデータベースの

設計を行った。 
 
［研 究 題 目     ］GIS による騒音源周辺環境を考慮した騒

音伝搬予測に関する研究 
［研究代表者］国松  直（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］今泉 博之、高橋 保盛、神宮司元治 
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［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、地理的位置や構造物の平面分布などの空間

情報に自然･社会･経済などの属性データを統合的に処

理･管理･解析が可能な GIS（地理情報システム）を用い

て、都市域の複雑な伝搬系を考慮できる騒音伝搬予測手

法を開発するとともに、標準的な音環境管理手法の確立

を目的とする。 
 平成13年度の成果を要約すると、以下の通りである。 
(1) 音環境管理手法を適用するモデル地区を設定し、フ

ィールド騒音観測データを取得した。 

(2) 前年度抽出した空間情報や属性データに関して、

GISツール上にデータ入力を可能にする拡張機能を開

発し、GIS による音環境管理の基礎モデル構築を進め

た。 

(3) 前年度、都市域などにおける騒音伝搬予測手法とし

て有効性が明らかになった音線法に関して、GIS とリ

ンク可能な騒音伝搬シミュレーションプログラムの開

発を進め、その適用性を検討した。 
(4) 都市域の騒音伝搬に及ぼす建物群や地形影響に関し

て、音響相似模型を用いた実験を実施し、騒音伝搬減

衰の特性を見出した。 
 

［研 究 題 目     ］生体の環境汚染物質応答反応を利用した

環境評価システムの開発に関する研究 
［研究代表者］岩橋  均（生物遺伝子資源研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 モデル生物の環境汚染物質応答反応を利用した環境評

価システムの開発では、水質汚濁防止法等に基づいて基

準の定められている環境汚染物質に対して感受性を示す

微生物の分離を行い、その有効性の確認を行っている。

今年度は特に、感受性微生物が、市場において流通する

ことを想定し、凍結製品としての可能性を確認すること

を中心に検討した。すなわち、感受性微生物を種々の条

件で凍結保存を行い、誘拐後、環境水に供し感受性微生

物の生育が測定できる保存法を選択した。その結果、10

～15％グリセロールを共存し、凍結することで市場に安

定供給できるということを確認した。さらに、DNA マ

イクロアレイ技術についてもその有効性の確認を行った。

環境に生息する生物を指標とした環境評価システム系で

は、杉等の植物を水耕栽培し酸性雨、または酸性雨に起

因すると考えられる有害因子を与え、検出された生理的

変化を簡便に測定するための系を検討した。 
 
［研 究 題 目     ］標準ガス希釈装置の信頼性向上に関する

研究 
［研究代表者］中尾 晨一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高本 正樹 

［研 究 内 容     ］ 
 乾式自動計測器の校正に使用される低濃度校正用ガス

は、現在、標準供給されている高濃度標準ガスを希釈器

を用いて必要な濃度に希釈、調製されている。しかし、

この調製された校正用ガスの濃度に信頼性がない。その

理由は大きく分けて二つあると考えられている。一つは、

流希釈器が必要とする流量域における流量標準がないた

め、使用されている流量計の信頼性がないことである。

もう一つは配管系内部への成分ガスの吸着、脱着である。 
 そこで、H13年度では、校正用ガス調製用の希釈器に

おいて必要とされる1mg/min 以下の流量標準を確立す

るために、高分解能天秤を用いた動的質量法と呼ばれる

原理に基づいた極微小質量流量標準発生装置を構築した。

本装置は、0.01mg/min～1mg/min の間の質量流量を拡

張不確かさ（包含係数 k=2）0.5％以下で発生することが

出来る事が確認された。 
 もう一つの問題点である配管系への吸脱着の評価を行

うために配管材料の評価試験を行った。すなわち、4種類

の異なる表面処理を施したステンレス配管に VOCs（揮

発性有機汚染物質）、SOx、NOx の三種類の異なる濃度

を持つガスを流し、成分分析器によって通過後の濃度変

化を調べた。その結果、SiO2処理を行った管が、通常使

用されている電解研磨処理をした管よりも極めて優れた

安定性を示すことが明らかになった。これは、標準希釈

器の試作において極めて有効な結果が得られたといえる。 
 

［研 究 題 目     ］産業起源内分泌かく乱物質の環境複合毒

性検出システムの開発と動態予測モデル

作成に関する研究 
［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研究担当者］竹田さほり、斎藤 隆雄 

［研 究 内 容     ］ 
1-A: 環境中 EDs の精製・純化法の開発 

 昨年度行った東京湾柱状底質試料中の塩素化ナ

フタレン（PCN）の分析の対照実験として湖沼柱状

底質中の PCN 汚染の歴史的復元を行った。高速溶

媒抽出装置、double-column-HPLC 法、分取 GC 法

の併用により、比較的汚染されていない湖沼柱状底

質について、4pg 程度の微量 PCN の精製が可能な

ことが判明した。 

1-B: 難揮発性内分泌かく乱物質高性能分離計測法の開

発 

 キャピラリー電気泳動法における感度向上のた

め、オンライン濃縮法の適用について検討した。ア

ルキルフェノール類およびビスフェノールAの混合

系について、陽イオン界面活性剤を用いて分離の最

適化のための泳動溶液組成を決定し、オンライン濃

縮法の一種であるスウィーピング法を適用した結

果、ビスフェノール A については通常の測定と比較

して約50倍の濃縮効率が得られた。 
1-C: 生化学的 EDs 毒性検出試験法の開発 

 初めて魚類に対する内分泌かく乱物質撹乱作用

が確認されたノニルフェノール（NP）について、混
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合物である市販NPのHPLCを用いた高度分離分画

を行い、それらの内分泌かく乱活性を組み換え酵母

実験系によって評価した。 
1-D: ホルモン感受性培養細胞を用いた EDs 作用評価

法の開発 

 内分泌かく乱作用を有すると疑われる化学物質

として、プラスチック可塑剤として大量使用されて

いるフタル酸エステル類の生体内代謝反応による

分解を検討する過程において、哺乳動物においては

肝及び膵に多く存在するコレステロールエステラ

ーゼがコレステロールエステルとは化学構造が全

く異なるフタル酸エステルに対しても加水分解活

性を有していることを明らかした。 

2: 内分泌かく乱物質動態モデルの作成 

 東京湾に流入する河川水中の粒子状有機炭素

（POC）は、ほとんど有機懸凝集濁態粒子（デトリタ

ス）であった。陸起源の疎水性化学物質は、おもにこ

のデトリタスに吸着されて流入していた。生態系構造

と粒子状物質挙動の結合モデルを開発し、さらに再懸

濁機構モデルを付加することによって、東京湾におけ

る高濁度層や懸濁態粒子の局所的な集積の現象を一定

程度に再現することが出来た。 
 
［研 究 題 目     ］ハロゲン化ダイオキシン類似物質の

QSAR 分析法と分解処理技術の開発 
［研究代表者］山下 信義（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
1: 高度分離精製・測定法の開発と給源推定 

 全国の廃棄物焼却場、埋め立て処分場周辺や都市環

境試料から抽出・精製した PHDLC を含む化学物質グ

ループに対する測定法/生化学的危険性評価法を開発

する。同時に、炭素同位体比分析等を併用し、従来法

では解明できない都市周辺環境における汚染源を特定

する。平成13年は北海道・関東での試料採取と分析法

の基礎検討を行った。 
2: 合成化学物質を用いた PHDLC の毒性評価 

 PHDLC の代表的化学物質を合成し、置換元素ごと

に毒性がどのように異なるかを検討する。また、ダイ

オキシン類の毒性換算指標算出の基礎的手法である培

養細胞試験、内分泌かく乱作用試験等を用いて、強毒

性の2、3、7、8-四塩素ダイオキシンに限定しない、包

括的構造活性相関法（QSAR）を検討する。平成13年

は PHDLC として塩素化ナフタレン（PCN）、臭素化

ジフェニルエーテル（PBDE）と塩素化ジフェニルエ

ーテル（PCDE）を対象にし、毒性評価試験の基礎検

討を行った。 

3: 焼却排ガス中の PHDLC の分解処理技術の検討 

 ガス中で放電を行い、生成する電子がガス分子に射

突されるとガス分子の外殻電子状態が変化し、反応性

に富む化学的活性種が形成される。これによりラジカ

ル、励起分子、イオン等を生成し、ガスが分解する。

この分解過程は放電状態に依存するため、放電の形態

がガス分解に与える効果を検討することが重要である。

平成13年度においては、ハロゲン化ダイオキシン類似

物質の放電分解の基礎条件を調べるため、放電の種類

とガス分解性の検討を行った。 
 

［研 究 題 目     ］ダイオキシン類及び内分泌攪乱物質のセ

ンシングシステムを用いた環境リスク対

策の研究 
［研究代表者］黒澤  茂（光技術研究部門） 

［研究担当者］八瀬 清志 

［研 究 内 容     ］ 
 超高感度センサ素子を用いたダイオキシン類の超高感

度簡易測定技術を開発するために、 

(1) 水晶振動子の電気的応答感度増幅、センサ用に適切

な水晶振動子とその発振回路を検討した。センサ素子

として高発振周波数の水晶振動子の質量負荷実験で発

振周波数変化の質量感度を検討し、オーバトーンも考

慮した理論式を導出し、理論値に実測値が良く一致す

る結果を得た。 

(2) モノクローナル抗体の水晶振動子上への固定化法の

検討を行い、ダイオキシン類のモデル化合物の2,4-ジ
ニトロフェノール抗体（坑 DNP 抗体）の共有結合法

での固定化条件を見出した。DNP 濃度測定では、競

争反応に DNP 結合アルブミンを選択することで0.01

～100ng/mL の濃度範囲で、DNP 濃度を測定できるこ

とが判明した。 

(3) DNP センサ応答の化学的な増幅を検討し、坑 DNP
抗体固定化ラテックスで応答を10倍増幅する手法を見

出した。 
 坑2、3、7、8-テトラクロロジベンゾ-パラ-ダイオキ

シン（2、3、7、8-TCDD）抗体固定化水晶振動子を用

い、2、3、7、8-TCDD 測定条件を検討し、0.1～

100ng/mL の濃度範囲で、2、3、7、8-TCDD 濃度を測

定できることが判明した。 

 

［研 究 題 目     ］日本の亜熱帯海域における海草藻場の評

価手法に関する研究 
［研究代表者］山室 真澄（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］西村 清和、岸本 清行、野崎  健、

加藤  健、根岸  明、大谷 謙仁 
［研 究 内 容     ］ 
 航空写真から海草藻場の面積を推定し、一部でダイバ

ーにより目視で被度や種類を確認する従来の海草藻場の

調査方法では、小さい種類も含み多様性に富む亜熱帯海

域で特に誤差が大きい。また、ダイバー等による水中作

業は多大な労力と専門的技能を要するだけでなく、安全

性の問題もある。本研究ではリモートコントロールで取

得した水中デジタル画像を一定のアルゴリズムで解析し
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て海草の被度を算出するシステム、および撮影位置を同

時に記録・図化するシステムを開発して、作業の省力化

とデータの質の向上を図った。 

 平成13年度は、前年度試作した、高分解能水中デジタ

ルカメラを搭載し、小型船上から遠隔操作する水中走行

ビデオシステムについて、コドラート法（方形の枠を置

いて内側の海草の現存量や被覆度を測定する方法）と対

比が可能で、海底からの高度を一定に保つ機構等を改良

して試験した。水中走行ビデオシステムの位置を自動測

定する水中走行ビデオポインティングシステムについて

は、前年度行った音響測位方式に加え、浮上時には GPS
による測位も行えるよう改良した。また、測位データを

用いたナビゲーションシステムを開発し、潮汐の変動に

影響されない音響トランスポンダおよびその係留方式を

考案した。さらに、正確な地図や海図がない開発途上国

の離島でも海草の分布範囲を図化できるように、小型飛

行船によるモニターシステムの概念設計を行った。水中

デジタルカメラ画像をもとに画角内の海草の被覆度を推

定する種類別現存量判読システムについては、前年度開

発したソフトウェアによる被覆度の結果と比較するため

の現地調査を行った。 

 

［研 究 題 目     ］内分泌攪乱化学物質等の有害化学物質の

簡易・迅速・自動分析技術に関する研究 
［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊、長縄 竜一、木村  明、

中里 哲也、鳥村 政基 
［研 究 内 容     ］ 
 生物試料に含まれる TBT（トリブチルスズ）などの有

機スズ化合物を高感度に分析するため、生物試料から有

機スズ化合物を効率よく抽出する方法を開発した。また

抽出した有機スズ化合物を GC（ガスクロマトグラフ）

と ICP-MS（誘導結合プラズマ質量分析計）を結合した

新しい分析装置により、高感度に分析する方法を開発し

た。さらに本法を PCB 等の有機ハロゲン化合物に適用

するため、混合ガスプラズマを用いてハロゲンを効率よ

くイオン化する方法を検討した。その結果、従来に比べ

て約2倍感度を向上させることができた。また、共存する

炭化水素類による干渉はほとんどないことを確認した。

さらに PBB（臭素化ビフェニル）に対する感度を調べ、

PBB の分析も可能なことを示した。一方、アルデヒド類

を選択的に検出するための水晶振動子センサーを開発す

るため、鋳型重合法によりアルデヒド類に高い吸着能力

を示す高機能性ポリマーの合成を行った。各種重合条件

を検討し、最適な重合条件を見出した。また、重合膜を

水晶振動子表面に被覆する条件を様々に検討し、UV 照

射と加熱を併用する方法が、被服膜の膜強度に優れ、か

つアセトアルデヒドに対しても感度の高い膜を形成でき

ることを見出した。水晶振動子表面に鋳型重合膜を被服

した水晶振動子センサーの、各種有機化合物に対する応

答性を調べ、アセトアルデヒドに対して最も感度がでる

ことを確認した。 
 

［研 究 題 目     ］工業製品の生体影響評価のための組織特

異的内分泌撹乱化学物質検出系の開発 
［研究代表者］木山 亮一（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］井上 暁夫 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究は、環境ホルモンとして大きく問題が取り上げ

られているエストロゲン活性を有する内分泌撹乱化学物

質の生理活性測定のために、エストロゲン応答遺伝子群

を用いたバイオアッセイ法の開発を目標としている。平

成13年度は次のような研究成果が得られた。 
(1) 平成12年度より継続して ERE や転写因子 ERB-1、

ERBF-1の結合部位などを含んだ ERαの転写制御領

域の解析を行い、転写に必要な基本要素を解明し、さ

らに組織特異性を示す領域について解析し、組織特異

的な転写制御因子について情報を得た。 
(2) 組織特異的な遺伝子を効率良く検索するために、本

年度よりハイスループットなマイクロアレイ（DNA
チップ）のシステムを導入した。得られた情報をもと

に遺伝子群のホルモンに対する応答を調べ、基礎的な

データを得た。 
 
［研 究 題 目     ］有害藻類発生湖沼の有機物、栄養塩類、

生物群集の動態解析と修復効果の評価に

関する研究 
［研究代表者］横川 善之（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］斉藤 隆雄、加藤 且也、永田夫久江、

穂積  篤、寺岡  啓、稲垣 雅彦 
［研 究 内 容     ］ 
 富栄養化湖沼における水環境改善を図るため、湖沼等

における溶存有機物を削減する手法の検討、生物群集の

動態変化への影響解析による削減効果を評価することを

本研究の目的とし、今年度は二酸化チタン固定化法、オ

ゾン、光触媒、紫外線による溶存有機物の削減効果につ

いて検討した。平成12年度試作した物理化学的処理装置

を用いて、有機酸の削減効果について検討した。種々の

有機酸を含むモデル水の COD 値は、紫外線あるいはオ

ゾンを用いると次第に低下し、紫外線とオゾン両方を用

いるとさらに値は小さくなった。一方、イオンクロマト

グラフの強度から、種々の有機酸がオゾン、紫外線によ

り分解され、次第に他の有機酸へ転化していく様子を確

認することができた。試作した物理化学的処理装置は有

効に機能すること、また COD の経時変化では不明な

個々の有機酸の濃度変化はイオンクロマトグラフにより

明確に追跡することができることが明らかとなった。ま

た、水処理に適した繊維状チタニアを昨年ゾルゲル法で

作製することに成功したが、より安価に水処理用チタニ

アボールを製造できる手法を今年度新規に開発した。 
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［研 究 題 目     ］ノリ加工用海水の浄化・再生に関する研

究

［研究代表者］木村　邦夫（基礎素材研究部門）

［研究担当者］前田　英明

［研 究 内 容     ］

　九州有明海沿岸は日本の代表的なノリの産地で、海岸

から数 km の内陸に位置する約2,500の小規模業者がノ

リを生産している。つみ取られたノリは、その後の加工

処理までの間、一時貯留槽に保存されるが、その鮮度を

保つため毎日数トンの海水を使用している。しかし、使

用後の海水は、何の処理も施されないまま周辺の用水路

に放流されるため、産地周辺では塩害が発生し、深刻な

環境問題となっている。塩害に加えて、新鮮な海水を毎

日採取するための労力並びにコストを考慮すると、排水

を環境基準まで浄化し、再利用するのが最も有効と考え

られる。そこで、本研究では、産業技術総合研究所で開

発した環境浄化剤（アナターゼ型酸化チタン被覆微細中

空ガラス球状体）製造技術をベースに、排水処理のため

の高効率リアクターの開発を行うと共に、既存の技術を

融合させたノリ排水用トータル処理システムの構築を目

指すことにした。

　まず、環境浄化剤の製造プロセスの開発に取り組んだ。

原料として適する火山ガラスを見出すと共に、その最適

粒度と加熱発泡条件を決定した。また、酸化チタン水和

物被覆については、光触媒活性を測定しながら、最適被

覆量を見出した。次に、高効率リアクターの開発を行っ

た。環境浄化剤を最も有効に利用可能なリアクターの構

造について検討し、連携研究機関の福岡県海洋水産技術

センター有明海研究所の協力を得て、実操業ノリ加工海

水の提供を受け、浄化・再生実験を行った結果、ノリ加

工用海水の浄化・再生に適した装置の設計指針を得るこ

とができた。さらに、環境浄化剤の活用技術の確立に向

け、共同研究機関の厚生労働省国立感染症研究所の協力

の下、浄化水中の腸炎ビブリオ等の海水由来病原微生物

を検出し安全面から水質の評価を行った。

－地球環境保全等試験研究費－

［研 究 題 目     ］永久凍土地帯のメタンハイドレートの安

定性と生成解離

［研究代表者］海老沼孝郎（エネルギー利用研究部門）

［研究担当者］内田　　努、長尾　二郎、竹谷　　敏、

成田　英夫

［研 究 内 容     ］

　本研究は、温暖化ガス貯留源である永久凍土地帯のメ

タンハイドレートを対象として、その安定性と生成解離

特性の解明を目的とする。今年度は、低温環境下におけ

るメタンハイドレートの生成解離過程に関して、氷点下

温度におけるメタンハイドレートの生成解離速度と生成

解離条件（温度･圧力）の関係を定量化した。解離速度

の活性化エネルギーは生成速度のそれより2.7～2.9倍大

きく、氷点下温度で解離を抑制する作用の存在が示され

た。また、氷からメタンハイドレートが生成する機構を

検討するため、X 線回折によるその場観察方法を開発し

た。凍土環境下におけるメタンハイドレートの安定性と

生成解離平衡に関して、メタンハイドレートの生成平衡

条件に対する土壌粒子の細孔、吸水能等の影響を検討し

た。その結果、粘土中ハイドレートの平衡条件は、基本

的に純粋ハイドレートの条件よりも低温、高圧側へシフ

トすることが分かった。ただし、その効果が顕著に表れ

るのは、含水率が低い場合に限られた。吸水能の高い土

壌粒子中では膨潤しながら多量の水を粒子中に含有する

ため、粒子内の水もハイドレート生成に関与することが

でき、従って小孔径に対応する大きな平衡条件シフトが

観測されることが分かった。多孔質媒体中におけるメタ

ンハイドレートの生成解離挙動に関して、珪砂の間隙に

均一にガスハイドレートを生成させる方法を開発した。

さらに、分子レベルでのメタンハイドレートの安定性を

検討するため、ハイドレート試料の13C-NMR スペクト

ル計測手法を確立した（再委託先実施内容）。

［研 究 題 目     ］サンゴ年輪気候学に基づく、アジアモン

スーン域における海水温上昇の解析に関

する研究

［研究代表者］鈴木　　淳（海洋資源環境研究部門）

［研 究 内 容     ］

　本研究課題については、独立行政法人国立環境研究所

と産業技術総合研究所の共同研究として実施されており、

国立環境研究所が「炭素14を用いた表層炭素リザーバー

の二酸化炭素交換に関する研究」を担当し、産業技術総

合研究所は、「酸素同位体比および Sr/Ca 比を用いた水

温と塩分（降水量）の復元に関する研究」を担当する。

　本年度は、琉球列島から採取されたサンゴ試料につい

て、ICP-MS（誘導結合プラズマ質量分析）法によりSr/Ca

比を分析する手法を開発し、酸素同位体比分析結果と併

せて塩分や降雨量を推定する方法について検討した。ま

た、フィリピン･ルソン島南東部において現地調査を実

施し、ハマサンゴの柱状骨格試料を採取した。この骨格

試料について、X 線撮像による年輪計数の結果およそ200

年の年輪記録が保持されていることが明らかになった。

－地球環境研究総合推進費－

［研 究 題 目     ］オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関

する研究

成層圏の冷却化に伴う極成層圏雲の組成

及び反応の変化に関する研究

［研究代表者］佐藤　　優（環境管理研究部門）

［研 究 内 容     ］

　極オゾンホール形成に関与していると考えられている

極成層圏雲 (PSCs) の特性については未だ不明な点が多

い。本研究では室内実験で模擬的に生成させた PSCs の
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微物理及び光学特性について検討し、PSCs の光学的な

遠隔観測結果と比較した。模擬 PSCs 堆積フィルムの高

角度反射法での赤外スペクトルは主に堆積フィルム粒子

からの反射光でキャラクタライズされ、前方散乱光によ

る PSCs 観測条件にほぼ対応すると考えられるが、粒子

の実数屈折率と空気の実数屈折率が等しくなる波長で透

過率が増加するクリスチャンセン効果によりスペクトル

形状が特徴付けられた。主要な PSCs の候補物質である

硝酸3水和物及び2水和物、氷、及び硝酸水溶液について、

さらに硝酸1水和物フィルムについて高角度反射法によ

り、また、シリカについては光路中に空中で分散させて

検証し、クリスチャンセン効果をエアロゾル組成判別に

一般的に使用可能なことを実験的に確認した。北極で観

測された巨大な硝酸3水和物粒子が極成層圏中で一般的

に存在していれば、クリスチャンセン効果を用いて

PSCs の遠隔赤外分光観測結果からの相及び組成の判定

に利用できるであろうと考えられる。 
 

［研 究 題 目     ］オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑

制システムに関する研究 
 フロン類の低温プラズマ法による分解技

術システムに関する研究 
［研究代表者］尾形  敦（環境管理研究部門） 

［研究担当者］二タ村 森、水野 光一 

［研 究 内 容     ］ 
 希薄濃度 FCs の分解において、強誘電体ペレット充填

型反応器による HFC の分解では気相酸素による促進効

果が認められないのに対して、無声放電型反応器（SDR）

では酸素による促進効果が大きいことを前年度までに明

らかにしてきた。オゾンが活性酸素種の前駆体として作

用すること、活性酸素種の寿命が比較的長いことから、

酸素原子による酸化分解により HFC の分解が促進され

るものと考え、SDR 内に生成するオゾンの生成能に及ぼ

す内部電極の電極材質や電極間距離の効果について検討

した。一次側消費電力－印加電圧特性については、銅、

アルミニウム、SUS、フィルター状 SUS を用いた場合

に全く差が認められなかった。また、オゾン生成能につ

いては電極材質よりも電極間距離の影響の方が大きいこ

と、流速が小さいときには市販のオゾナイザーよりも

SDR の方が高いオゾン生成能を発現することなどを見

出した。そこで、電極間距離1.35mm の SUS 電極を用

いて CH2F2の空気中における分解を試みたところ、電極

間距離0.3mm のアルミ電極を用いた場合よりも3倍ほど

高い分解率が得られ、オゾン生成量と良く相関すること

が分かった。 
 次に、他のフロン分解法で行われているような高濃度

処理を目的に、1％程度に濃度を高めた条件で沿面放電型

プラズマ反応器による FCs の分解挙動・効率を検討した。

その結果、高濃度になっても一定の除去率が得られるこ

とが分かり、また電力効率も希薄濃度よりも向上するこ

とが明らかになった。特に、共存物質に O2、H2、H2O
を加えることにより除去効率の改善がみられた。生成物

については、共存物質がない場合には CF4を含めた他の

FCsが副生していることが明らかになった。これに対し、

O2を添加した場合には CF4は発生するものの副生する

FCs が抑制されることが分かった。また、H2や H2O を

添加した場合にはメタンや水素を含有した FCs 類は生

成するものの CF4の発生を抑制できることが明らかにな

った。これらの結果より、高濃度の場合には副生物の抑

制には FCs の分解フラグメントの再結合により副生す

る他の FCs の再生を防ぐ目的で、添加物を加えることが

必要であると結論した。 
 

［研 究 題 目     ］気候変動の将来の見通しの向上を目指し

たエアロゾル･水･植生等の過程のモデル

化に関する研究 
 地球温暖化における陸上生態系フィード

バックに関する研究 
［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理研究部門） 

［研究担当者］飯塚  悟、山本  晋、蒲生  稔、

村山 昌平、三枝 信子 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、多様で複雑地形上にも存在する陸上生態

系から生ずる二酸化炭素がどのように大気境界層中に集

積していくかを解析し、地球温暖化に伴う陸上生態系の

変化による二酸化炭素発生・吸収量の広域的な評価のた

めの基本的な手法を開発する。この目的のため、LES
（Large Eddy Simulation）と呼ばれる高精度乱流数値

解析手法をベースとして、複雑地形上の森林生態系を含

む大気環境中の CO2輸送・拡散解析のための数値モデル

の開発を行っている。本モデル開発においては乱流輸送、

熱輸送、物質（CO2）輸送の連成解析手法の確立が必要

となるが、本年度の研究ではその第1段階として、温度変

化のない中立大気乱流場の高精度数値解析手法確立のた

めの検討を行った。孟・日比（1998）の山岳地形モデル

上の中立大気乱流場の風洞実験を対象として、一般化座

標系を用いて山岳モデル地表面粗度を変化させた2ケー

スの数値解析を行い、風洞実験結果との比較から数値解

析の予測精度の検証を行った。山岳モデル地表面が粗面

である場合、滑面である場合に比べて流れの剥離点が山

頂付近の高い所に位置し、山後方に形成される循環流域

が大きくなるという数値解析結果が得られた。この傾向

は風洞実験で見られる傾向と極めて良く一致した。本年

度の研究において中立大気乱流場解析に対するモデル開

発はほぼ完了した。 

 

［研 究 題 目     ］アジアフラックスネットワークの確立に

よる東アジア生態系の炭素固定量把握に

関する研究 
 各種生態系における大気と CO2、CH4、
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エネルギー交換量の解明に関する研究 
［研究代表者］山本  晋（環境管理研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、蒲生  稔、村山 昌平、

三枝 信子、飯塚  悟 
［研 究 内 容     ］ 
 本研究では東アジアモンスーン気候帯の各種生態系に

おいて6種類のフラックス観測サイトを選定して、大気と

植生間の CO2等交換量や気象の連続観測を実施している。

各種生態系毎の炭素収支の特徴を把握し、気象条件の差

異が各生態系と大気間の交換量に及ぼす影響を明らかに

し、さらに、観測データの蓄積を図り、炭素循環過程を

定量的に解明することを目的としている。産総研の当グ

ループでは上記のうち、高山落葉広葉樹林サイトとタイ

熱帯季節林サイトを担当している。以下に研究成果の概

要を述べる。 
＜高山落葉広葉樹林サイト＞ 岐阜県高山市郊外の冷温

帯落葉広葉樹林において、渦相関法による二酸化炭素・

水蒸気・顕熱フラックス、気象条件などを長期連続測定

している。二酸化炭素フラックスの年による違いの第1

の要因は光合成有効放射が梅雨期、夏季の降水状態によ

り年々変動すること、第2に展葉開始時期の違いであるこ

とが分かった。葉面積指数（LAI）の観測結果から、春

季に LAI が増加を開始した日（LAI が1を超えた日）を

比べると、それぞれ DOY（Day of Year）127（1998年）、

141（1999年）、146（2000年）、137（2001年）となってお

り、展葉開始日は年によって20日程度変動していた。 
＜タイ熱帯季節林サイト＞ 熱帯の森林帯として熱帯多

雨林帯と熱帯季節林帯がある。熱帯季節林は通常、乾燥

フタバガキ（落葉）林 DDF、落葉混合季節林 MDF と乾

燥常緑季節林 DEF に分類されている。このうち、落葉

混合季節林での観測は王室林野局メクロン流域試験地の

46m 塔（北緯14°35′東経98°51′高度160m）で行っ

ており、また乾燥常緑林での観測はサケラート環境研究

センターの44m の塔（北緯14°30′東経101°55′高度

535m）において2001年3月から開始した。ともに、森林

樹冠上の CO2･水蒸気･顕熱フラックスを、渦相関法によ

り連続観測している。二酸化炭素フラックスデータの

2001年度の取得率はメクロンサイトで52％、サケラート

サイトで51％であった。タイ熱帯季節林サイトでは熱帯

季節林帯の乾季雨季の二季節という特徴のあるサイトで

の貴重な観測の成果が得られつつあり、年間の二酸化炭

素フラックスの値を概算して、予備的な推定値（NEE
は8C ton/ha/year：メクロン、10C ton/ha/year：サケラ

ート）を得ており、これらの森林が成長段階であること、

炭素吸収量が温帯林の値より2－3倍程度大きいことを示

唆している。 
 
［研 究 題 目     ］アジアフラックスネットワークの確立に

よる東アジア生態系の炭素固定量把握に

関する研究 

 生態系における安定同位体比の測定によ

る物質フローの解明 
［研究代表者］村山 昌平（環境管理研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、三枝 信子、蒲生  稔、

飯塚  悟、山本  晋 
［研 究 内 容     ］ 
 濃度測定やフラックス測定では、炭素循環の各素過程

の総和である正味の炭素交換量しか見ることができない。

本研究では、安定同位体比測定手法を用いて、陸上生態

系における炭素循環の素過程の解明を図る。そのために、

異なる植生からなる生態系において、大気－森林間及び

森林－土壌間の炭素収支、森林内の炭素循環、森林流域

における水文過程による炭素流出等を調べ、これら変動

要因を明らかにする。産総研では、これらのうち岐阜大

学及び京都大学への再委託も含め、以下に示す各研究を

行った。 

(1) CO2濃度及び安定同位体比測定による落葉広葉樹林

における炭素循環の解明（産総研） 

 落葉広葉樹林観測サイト（岐阜県高山市）において

大気中 CO2濃度の連続観測及び大気中及び土壌空気中

CO2の安定同位体観測を継続して行った。また、高頻

度の観測を目的とした大気試料自動採取装置を新たに

製作し、観測サイトに設置した。これまでに得られた

大気中 CO2濃度データを解析し、林内及び森林直上に

おける季節毎の平均的な鉛直分布の日内変化を明らか

にした。結果から、1) 暖候季日中に樹木部の CO2吸

収が活発化する、2) 暖候季一日中、地表付近からの

CO2放出が盛んである、3) 積雪期もわずかに地表より

CO2の放出がある、4) 樹木の展葉前及び落葉後で積雪

のない時期の日中に林床のササの CO2吸収が活発化す

る、ことが分かった。自動採取装置については、設置

当初、不具合が見られたため、装置の改良を行った。 
(2) 安定同位体比の測定による森林内炭素サイクルの解

明（岐阜大学） 

 冷温帯落葉広葉樹林の林床植生であるクマイザサの

光合成特性を携帯型光合成測定装置を用いて測定した。

光－光合成曲線、光－気孔コンダクタンス曲線および

葉内二酸化炭素濃度－光合成曲線は当年葉と1年葉で

大きな違いは認められなかった。また、飽和光合成速

度は約10μmol/m2/s で林床植物としては比較的高い

値を示した。得られた光-光合成曲線と光環境を用いて、

一日当たりのクマイザサ群落の炭素固定量を推定した

ところ、8月には200m mol/m2/day、10月には400m 
mol/m2/day の値を示した。 

(3) 暖温帯森林生態系における炭素の循環と流出プロセ

スに関する研究（京都大学） 

 暖温帯森林生態系における炭素の循環と流出プロセ

スを明らかにすることを目的とし、滋賀県南部に森林

試験流域を設定して、水文観測と生物地球化学的な調

査を行った。水文観測と水の同位体比測定を用いて求
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めた土壌水の平均滞留時間は2週間から4ヶ月程度であ

った。また、この浸透過程における溶存有機態炭素

（DOC）や無機炭素（DIC）の濃度変動を測定し、土

壌中における形態別の炭素移動量の推定を行った。林

床 A0層で形成された DOC は表層30cm までに大半が

土壌に吸着され、100cm 以下では微生物による分解に

よって濃度減少が生じることが明らかになった。 
 

［研 究 題 目     ］アジアフラックスネットワークの確立に

よる東アジア生態系の炭素固定量把握に

関する研究 
 観測データベースに基づくモデル化と炭

素収支の数値把握に関する研究 
［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理研究部門） 

［研究担当者］山本  晋、蒲生  稔、村山 昌平、

三枝 信子、飯塚  悟 
［研 究 内 容     ］ 
 アジアフラックス観測サイトの一つである岐阜県高山

市郊外の落葉広葉樹林において、観測データベースのデ

ータを用いて生態系炭素収支を推定するためのモデルを

構築した。モデルは森林生態系と大気の間で交換される

二酸化炭素量を、光合成有効放射量と気温を用いて推定

するものである。このモデルでは展葉開始日と積算温度

の関係を用いることにより、春季の気温変動が落葉樹林

の展葉開始時期に与える影響を考慮している。観測開始

後1年間のデータを使ってパラメータを決定し、合計3年

半にわたる観測結果と比較したところ、モデルは観測さ

れた炭素収支の季節変化を良く再現した。また、このモ

デルを観測データの欠落した期間と夜間安定時の補正に

利用し、高山サイトにおける年間炭素収支量を推定した。

その結果、高山における年間炭素吸収量は、夜間安定時

（摩擦速度 0.2m/s 以下）に補正を行った場合は

188gC/m2/y、安定時の補正を行わない場合は258gC/m2/y
となり、補正法の違いによって70gC/m2/y の差を生じる

ことが分かった。 
 

［研 究 題 目     ］熱帯アジアの土地利用変化が陸域生態系

からの温室効果ガスの発生・吸収量に及

ぼす影響の評価に関する研究 
 熱帯林による二酸化炭素吸収の現地調査

とその広域評価に関する研究 
［研究代表者］蒲生  稔（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 インドネシアの東カリマンタン島ブキットスハルトに

ある30m 塔を使用して二次林の成長段階における二酸

化炭素収支の観測を行った。このサイトでは1998年のエ

ルニーニョに伴う異常乾燥による火災で高度15－20m
で卓越していた二次林（Macaranga 属）が消失し、その

後3年にして高度10m 近くまで復活してきている。解析

の結果、この成長過程にある二次林の群落は炭素吸収量

が年々増加しており、バイオマスの増加傾向と対応した。 
 また、前年度までに得た土壌の安定同位体比と二酸化

炭素放出フラクスの関係を天然林、択伐林、ゴム林、油

ヤシ林、キャッサバ畑、草地にも適用できることを確か

めた。 
 さらに、インドネシアのスマトラ島にある地球大気監

視（GAW）測定局における二酸化炭素濃度を連続測定す

る観測体制を整備し、土地利用変化に伴う二酸化炭素濃

度への影響を調べた｡ 
 

［研 究 題 目     ］大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程

をコントロールする反応性大気微量気体

の大気質へのインパクトに関する研究 
 NOy 化学種の吸着、表面反応に関する研

究 
［研究代表者］忽那 周三（フッ素系等温暖化物質対策

テクノロジー研究センター） 
［研究担当者］竹内 浩士、吉山 秀典（環境管理研究

部門） 
伊藤 正行 （同志社大学工学部） 

［研 究 内 容     ］ 
 昨年度までに、代表的な NOy 化学種であるパーオキ

シアセチルナイトレイト（CH3C(O) OONO2、PAN）に

ついて、土壌やエアロゾル表面への吸収と反応性を調べ

るために、表面水及び主要な溶存成分が共存した条件で

パージ法によりヘンリー定数と加水分解速度定数を測定

した。また、環境中の NOy の循環過程に関連して、酸

化が最も進んだ硝酸（HNO3）の還元機構として、土壌

成分である粘土鉱物上の HNO3の光反応を検討した。一

方、エアロゾル粒子への NOy 吸着機構を数値的にシミ

ュレートするために、一般動力学方程式（General 
Dynamic Equation、GDE）に反応性の気体の時間的濃

度変動を組み入れ、より現実的な解析へ発展させるため

の計算サブプログラムの改良を行うとともに、これを利

用して反応性気体である NOx、SOx の化学反応シミュ

レーションを行い、大気中微量汚染物質の動的濃度変化

を推測するうえで重要となる反応影響主要因子を決定す

る手法について考察した。 
 本年度は、HNO3または硝酸イオン（NO3

-）の海塩粒

子上での光反応を検討した。また、昨年度までに開発し

た計算手法をもとにして、大気中の粒子と反応性気体の

動的濃度変化、それら反応性気体の凝縮、核生成、およ

び粒子の凝集を一般動力学方程式（GDE）によるモデル

に従って数値的にシミュレートし、その組成、個数濃度、

平均粒径、粒度分布の動的（時間的）変化、さらに反応

性気体の濃度変化を数値解析的に推測し、NOy に関連し

た大気中での微粒子反応性・相互作用の予測を行った。 
 
［研 究 題 目     ］大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程

をコントロールする反応性大気微量気体
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の大気質へのインパクトに関する研究 
高級アルコキシラジカルとナイトレート

生成に関する研究 

［研究代表者］椎名 拡海（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 アルコキシラジカル類似の構造を持ち、燃焼・大気化

学的に重要な反応中間体であるビノキシラジカル

（CH2CHO）について、酸素分子との反応速度を測定し、

生成物を定量した。反応速度定数は10－200Torr の範囲

で圧力に依存し、fall-off 領域にある。生成物としてヒド

ロキシラジカル（OH）が検出され、この定量を行った。

OH の生成速度は CH2CHO と酸素の反応速度とほぼ一

致し、直接的生成物である事が示唆された。OH 反応収

率は10－40Torr で0.3程度と推定される。 
 

［研 究 題 目     ］大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程

をコントロールする反応性大気微量気体

の大気質へのインパクトに関する研究 
海洋性気団領域における地上観測研究 

［研究代表者］古賀 聖治(環境管理研究部門) 

［研 究 内 容     ］ 
 東アジアからの大気汚染物質が、北西太平洋上の清浄

大気に与える影響、特にエアロゾル粒子の光学特性の変

動を掌握する目的で、小笠原諸島父島において地上観測

を実施した。この観測により、エアロゾル粒子の個数濃

度、地上オゾン濃度、および元素状炭素（煤）の重量濃

度は、明瞭な季節変動を示すことが分かった。小笠原高

気圧下にある6月から10月上旬まで小笠原は清浄空気塊

に覆われ、いずれの濃度も比較的低く、濃度変動も比較

的小さかった。しかし、東アジアや日本を通過してきた

空気塊が父島に到達した場合、これらは高濃度を示すこ

とがしばしば観測された。気象条件によっては、夏季に

も大気汚染物質が太平洋に流出していると推測される。

一方、これら濃度の最大値は春季に現れ、この時期に濃

度変動も比較的大きかった。なお、2000年9月には三宅島

を起源とする火山噴煙の影響と思われる変動を観測した。 
 観測データの解析とエアロゾル粒子の化学組成分析か

ら、さらに以下のことが明らかになった。 
(1) 汚染空気塊と清浄空気塊におけるエアロゾル粒子の

個数粒径分布に明瞭な違いがある。 

(2) 硫酸塩と元素状炭素の重量濃度は、強い正の相関を

示していた。これは、両成分が同時に輸送されている

か、粒子中に両者が同時に存在していることを示唆し

ている。 

(3) 推定されるエアロゾル粒子の体積粒径分布と元素状

炭素の重量濃度との比較から、元素状炭素は、主に半

径0.5μm 以下の粒子中に存在していると考えられる。 
 観測は自動化されており、測器は現在も稼働中であ

る（2002年5月現在）。データ解析は、データを取得し

た後に順次行っている。 

 

［研 究 題 目     ］海面上昇の総合的影響評価と適応策に関

する研究 
沿岸自然環境への影響評価と適応策に関

する研究 

［研究代表者］斎藤 文紀（海洋資源環境研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 現在懸念されている地球温暖化による海面上昇によっ

て、デルタ（三角州）や沿岸湖沼がどのように応答し、

影響を受けるのか、またそれらへの適応策を検討するた

め、タイ・ベトナム沿岸域を対象に研究を行った。また

完新世の海水準変動に対して、また過去数十年間の相対

的な海面上昇に対して、沿岸域がどのような応答をして

きたか、自然本来の変動はどのようであったかを解析し

た。 
 ベトナム北部の紅河デルタでは、過去40年間に年間約

2mm 程度の相対的海面上昇が生じているとされており、

紅河デルタ沿岸域では、この間沿岸侵食が顕在化してい

る。近年の海岸線の変動を解析した結果、紅河デルタ南

部の沿岸域では海岸線の前進地域と顕著な後退地域に区

分できた。紅河本流、ニンコー川、ダイ川の河口部付近

では海岸線が前進し、ナムデイン省、ハイハウ地区、ハ

イリー地区での最近の海岸侵食は激化し、ハイハウ地区

では1954年以降に、平均値で2－3ｍ/年の海岸侵食で、最

近7年間では平均5－10m/年の後退を示した。最近の侵食

が大きくなっていることから、ホアビンダムの建設に伴

う土砂供給の減少の影響が大きいことが予想された。 
 ベトナム南部のメコンデルタでは、ボーリングによる

解析を行った結果、過去3千年間は平均して20ｍ/年の前

進速度でデルタが拡大していることが明らかとなった。

またこの間の土砂供給量は現在とほぼ同じであった。完

新世初期の海水準上昇期には開析谷内に海水が浸入し、

エスチュアリーが形成されていることが明らかとなった。 
 タイ中央部のチャオプラヤーデルタでは、過去7千年間

にメクロン河からのデルタの前進と形成された泥州によ

って古アユタヤ湾口部が急速に埋積されていったことが

示された。現在タイ中央平野アユタヤ・バンコク間に湿

地が広がっていたのはこのためと考えられる。チャオプ

ラヤーデルタによるこの湿地の埋積後は、約10m/年の速

度でデルタは前進してきた。1970－1990年の約20年間に

700m にも達する海岸浸食が生じているが、自然本来の

前進速度を考慮すれば、より深刻な状況が続いてきたこ

とが明らかとなった。 
 

［研 究 題 目     ］CH4、N2O のインベントリーの精緻化と

開発中核技術の内外への普及 
固定燃焼装置における N2O 対策技術及

び産業活動起源の CH4、N2O インベント

リー推定に関する研究 

［研究代表者］宮寺 達雄（エネルギー利用研究部門） 
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［研 究 内 容     ］ 
 N2O 低減対策技術の中の N2O 分解触媒について本年

度は、通常の含浸法により調製した各種担持 Rh 触媒の

活性に対する水分の影響を調べ、ZrO2、Al2O3、ZnO、

SiO2などに担持した Rh 触媒が水分共存下でも比較的高

い活性を示すことを明らかにした。また、ポリオール法

により Rh を担体酸化物に担持する方法を検討した結果、

Al2O3上には20～30nm の均一な Rh コロイドを担持でき

ることが分かった。NOx 還元触媒については、3成分複

合触媒 Ag/Al2O3+CuSO4/TiO2+Pt/TiO2を使用してエタ

ノールによる NOx の選択還元を行うと、Ag/Al2O3上で

副生するアンモニア、シアン化水素、アセトニトリルが

CuSO4/TiO2上で反応消失するとともに NOx の還元にも

寄与するため、Ag/Al2O3+Pt/TiO2触媒より NOx 除去率

が高く N2O の副生が少なくなることが分かった。ただし、

この3成分複合触媒を用いても低温では N2O の副生率が

高かった。N2O インベントリーに関しては、昨年度に引

き続き、流動層下水汚泥焼却炉4基について国土政策総合

研究所と協力して N2O 排出量の連続測定を行った。今年

度得られた N2O 排出係数は3800～6400g-N2O/t-dry 
sludge であり、昨年度より大きな値となった。また、本

質的な季節変動は認められなかった。IPCC が公開して

いるガイドラインにある下水汚泥焼却炉からの N2O 排

出係数の推奨値は、昨年度、今年度の測定値に比べ大幅

に小さい値となっており、我が国の下水汚泥焼却施設に

ついては適用不能であることが確認された。CH4インベ

ントリーに関しては、本年度は炭鉱坑内採掘現場でのメ

タン排出量データの解析を行った。採掘深度、採掘箇所

の坑口からの距離を説明変数としてメタン排出量と投入

エネルギー・資機材起源の二酸化炭素排出量を求めたが、

標本数が少ないと、その他の要因が大きく影響して変動

が大きくなることが分かった。 
 

［研 究 題 目     ］木質系バイオマス・エネルギーの利用技

術及び供給可能量の評価に関する研究 
木質系バイオマスのエネルギー変換技術

の評価 

［研究代表者］小木 知子（エネルギー利用研究部門） 

［研究担当者］中西 正和 

［研 究 内 容     ］ 
 本研究では、バイオマスエネルギーを導入した場合の

CO2削減効果を計量的に評価することを目的とする。 
 今年度は、日本国内のバイオマスを用いて燃焼発電（ガ

ス化発電）する場合について、モデル地域を想定し、地

域特性に応じた適正規模の発電技術とシステムの検討を

行った。またコスト試算を行うためのデータを得るべく、

日本国内の木質系バイオマスを用いた燃焼発電の調査を

行い、発電コストの比較、検討を行った。その結果、日

本の東北地方の小都市（人口3万人相当）地域では、マイ

クロガスタービンコジェネ（300kW、複数基）、ガスエ

ンジンコジェネ（100kW、複数基）による発電システム

が適していること、300kW のマイクロガスタービンコジ

ェネ発電の場合に必要とされる木材量は 24.7AD
（air-dry）t（1基）であり、この都市の調達可能木材量

に適合することが分かった。また日本における木質系バ

イオマスの発電コストは、6～189円/kWh とばらつきが

大きく、現状では石炭火力との経済的競合は困難である

が、炭素税等の温暖化対策措置を考慮すれば、競合可能

となり、その場合、原料バイオマスのコストの圧縮が重

要であることが示された。 
 
［研 究 題 目     ］交通需要の地域特性に適合した運輸部門

の環境効率向上策とその普及促進策に関

する研究 
運輸部門における消費エネルギーの総量

の低減手法に関する研究 

［研究代表者］清水 健一（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 ハイブリッド電気自動車（HEV）等、従来にない高効

率な車両の燃費を精度よく評価できる、汎用性の高い燃

費評価基準を作成した。 
 ハイブリッド EV のエネルギー効率を評価する場合、

一般の内燃機関自動車と比較する意味で、一般の内燃機

関自動車と同様のモード燃費試験を行うことが必要とな

る。しかし、ハイブリッド EV にはエネルギー蓄積要素

としてモーター駆動用のバッテリーがあり、燃料と電気

エネルギーの双方で走行することから、試験時の燃料消

費量で燃費を推計するためには、試験前後で電池のエネ

ルギー状態が同一であることが条件となる。そこで昨年

度検討した電池の状態変化をキャンセルする三つの方法

のうちから、複数回の燃費試験結果から電池の状態変化

がゼロの際の燃費を推測する方法について、市販のハイ

ブリッド車を用いて詳細な検討を行った。 
 その結果、電池の状態変化と燃費が比例状態にある範

囲の検定方法、電池の電気量変化の測定精度と試験の総

合精度の確認方法等、試験精度を大きく左右する要素を

把握することができた。 
 また、米国規格の始動直後の燃費を評価するいわゆる

「コールドスタート燃費試験」では、冷えた状態で一回

だけしか試験ができないため、複数回の試験を実施する

ことがきわめて困難であるが、この際の一つ一つの試験

の精度が温間時のデータより大幅に悪化することが判明

した。この精度悪化の原因が車両状態が変化することを

確認し、データ処理を工夫することで温間時に近い精度

を確保できることを確認した。 
 
［研 究 題 目     ］東シナ海における長江経由の汚染･汚濁物

質の動態と生態系影響に関する研究 
海底堆積物を用いた長期・短期の海洋環

境変遷の把握に関する研究 
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［研究代表者］斎藤 文紀(海洋資源環境研究部門) 

［研 究 内 容     ］ 
 長江から供給される汚染・汚濁物質の東シナ海沿岸域

での動態と生態系への影響を明らかにするため、海底堆

積物を用いて、長期と短期の時間スケールで環境変遷の

解析を行った。陸域で採取したボーリング試料の解析、

及び海域で採取した柱状試料の解析から以下の事柄が明

らかになった。 
 これまでに採取したボーリング試料に関して、堆積相

解析と詳細な放射性炭素年代測定を行った結果、約2千年

前を境に長江三角州の前進速度が、約2倍に増加したこと

が明らかになった。3次元的な三角州堆積物の分布から、

この増加は海域への堆積物供給量の増加によるものと結

論づけられた。この時期の土砂生産量の増加が期待でき

ないことから、2千年前を境に、長江中流域での堆積量が

減少し、下流域まで土砂が運搬されるようになったこと

が推定された。 
 海域から採取した柱状試料について、放射性炭素年代

測定と鉛210法、セシウム137法による年代測定を行った

結果、水深15－50m のデルタ前面域では堆積速度が年間

数 cm から数 mm と大きく変化し、水深15－25m の地域

が最も堆積速度が大きいことが判明した。過去2千年間の

沿岸環境を保存した4m 長の柱状試料の渦鞭毛藻の解析

結果から、麻痺性貝毒原因種である Gymnodinium 
catenatum が、産出量が少ないものの80－85cm 層準と

180－185cm 層準で確認された。これらは約800前から

1200前に相当し、現時点でもっとも本種の古い化石記録

であるとともに、長江沿岸域では1000年以上前から本種

が生息していたことを示した。その一方で他の重要な麻

痺性貝毒原因種であり、東シナ海からも報告されている

Alexandrium catenella や A.tamarennse のシストは今

回の分析では確認できなかった。 
 

［研 究 題 目     ］有害化学物質による地球規模の海洋汚染

評価手法の構築に関する研究 
環境ホルモン・重金属による地球規模の

海洋汚染観測システムの構築に関する研

究 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊、長縄 竜一、木村  明、

中里 哲也、鳥村 政基 
［研 究 内 容     ］ 
 地球規模で進行する内分泌攪乱化学物質や重金属類に

よる海洋汚染の実態を把握し、その動態を解明するため、

定期商船を利用する海洋観測システムを開発し、観測を

通して全球的な海洋汚染情報を取得する。このため、平

成13年度には、昨年度開発した自動採水システムの問題

点の抽出と改良を行うことにより、新たに環境ホルモ

ン・重金属類の自動採水システムを開発した。本装置を

商船に搭載して日本－中近東間並びに日本－豪州間で海

水試料の採取と各種海洋環境情報を取得した。海水試料

は実験室に持ち帰って分析することにより、これらの海

域における有機スズ化合物、重金属類濃度を測定した。

その結果、海域ごとの有機スズ化合物や重金属濃度レベ

ルを把握することができ、従来考えられていたよりも汚

染が地球規模で進行していることが明らかになった。

TBT に関してはマラッカ海峡で約1ppt と高濃度であっ

たが、ペルシャ湾では予想に反して TBT 濃度は低かっ

た。しかし、TBT の分解生成物である MBT はペルシャ

湾で高濃度であったことから、この海域では船底から溶

出した TBT が強い日射のため分解していることが推測

された。いずれの海域においても著しい重金属汚染は観

測されなかったが、ペルシャ湾など閉鎖性海域では、Cd、
Mn、Ni の溶存濃度が他の海域に比べて数倍から10倍程

度高いことが判明した。これらの濃度には気象、地勢の

影響が大きく反映していた。また、環境試料の抽出液を

各フラクションに分け、バイオアッセイを行った。 
 

［研 究 題 目     ］アジア縁辺海域帯における海洋健康度の

持続的監視･評価手法と国際協力体制の

樹立に関する研究 
定期航路船舶による海洋健康度のオンラ

イン監視とプランクトン認識の高度化に

関する研究 

［研究代表者］飯高  弘（電力エネルギー研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 海洋健康度の持続的監視・評価を実現するため、運航

数が多く繰り返し計測を実現できる瀬戸内海定期航路船

舶をプラットフォームとするリモートアクセスステーシ

ョンの開発を行った。船内に植物プランクトンの撮像を

行う顕微鏡システムを設置することとした。陸上から船

舶衛星電話を介して顕微鏡撮像システムをリモート操作

し、撮像・画像処理を行い、その結果を通して海洋の健

康度を評価することを目指した。 
 リモート操作の実現のため、船内 LAN を構築し運用

実験を行った。その結果、陸上からの指令で、顕微鏡撮

像システムの駆動、植物プランクトンの撮像・画像処理、

ハードディスクへの画像データ等の蓄積、そして陸上の

データサーバへの画像・画像処理データの転送が行える

ことを明らかにした。 
 船内振動による画像のぶれを抑制する工夫を施するこ

とで、種の判別指標となる特徴量の抽出に要求されるク

リアな画像を得ることができた。撮像画像を JPEG 圧縮

することによって、原画像に遜色のない画像を比較的短

時間（約36秒）で陸上に転送できた。顕微鏡の視野内に1

個体以上の植物プランクトンが含まれることを目標に、

上方ろ過法を用いた海水濃縮装置を開発し、確率の高い

植物プランクトン撮像の実現を図った。 
 以上の海洋健康度のオンライン監視を目標とした技術

開発によって、船内の顕微鏡撮像システムを陸上におい
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てリモート操作し、植物プランクトンの特徴量および画

像を取得する基盤を確立した。 
 

［研 究 題 目     ］サンゴ礁生態系のかく乱と回復促進に関

する研究 
流況と水質の相互作用を考慮したサンゴ

礁群集の回復促進要因の解明 

［研究代表者］鈴木  淳（海洋資源環境研究部門） 

［研究担当者］川幡 穂高 

［研 究 内 容     ］ 
 サンゴ礁における海水の流動は、環境負荷物質を希

釈・除去し、水温の安定化に効果的であって、サンゴ礁

群集の健全度を維持し、回復を促す効果が期待される。

本研究では、この海水の流況という物理的側面に、水質

という化学的側面を加え、その相互作用を解析して、サ

ンゴ礁群集の回復促進メカニズムの解明を試みることを

目的とする。本研究課題は、地球環境研究総合推進費課

題「サンゴ礁生態系のかく乱と回復促進に関する研究」

の一環として実施されたものであり、琉球列島石垣島周

辺のサンゴ礁を対象とした一斉研究が実施され、本研究

項目では、平成13年度においては、流況および水質環境

の季節性を把握するために、夏（2001年7月）および冬

（2001年12月）の2回の調査を実施した。まず、一般に河

川水の窒素およびリン濃度は高く、サンゴ礁の富栄養化

の大きな要因となっていることが確認された。石垣島最

長の宮良川について水源である底原ダムから河口までの

水質変化をみると、下流に行くにつれて栄養塩濃度の増

加が大きく、これらの栄養塩の起源として中流の農耕地

の寄与が大きい可能性を示唆する。石垣島周辺サンゴ礁

について、環境負荷物質である栄養塩や懸濁物濃度の分

布を観測した結果、宮良川河口左岸のサンゴ礁では、各

種栄養塩濃度や懸濁物量が、白保および浦底湾に比べて

高い傾向がみられる。2001年の夏の琉球列島周辺海域は、

1998年夏の大規模白化現象が観察された年に次いで高水

温状態であったことが報告されているが、石垣島の2ケ所

のサンゴ礁における水温観測の結果、日平均水温でも

30℃以上の日が観測開始直後の7月から9月中旬まで継続

しており、平年に比べて高水温傾向であったことが確認

できた。 

 

［研 究 題 目     ］地球規模の環境変動要因としての海底下

メタンハイドレートに関する予備的研究 
海底下メタンハイドレートの動的挙動に

関する地質学的研究 

［研究代表者］松林  修（地圏資源環境研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 動的挙動という見地から見た地質学的な課題として天

然海底メタンハイドレートの果たす役割を総合的に分析

した。現在の海底地層中のハイドレート分布と存在量を

求めるという課題については、地震探査記録に関するイ

ンバージョン・ソフトウェアおよび坑井内検層データに

関する解析ソフトウェアを導入して、モデルを仮定して

存在量予測を試行した。また有機地球化学的な立場から

は、多量のメタンが急速に海水中に放出されるイベント

が堆積物中にどのような地球化学的痕跡をもたらすかに

ついて可能性の探索を行った。さらに、地層中のハイド

レート相分解を扱える数値計算モデルについての基礎的

な検討、そしてメタンの海水中への大量放出をもたらす

ような地質学的な条件について、ハイドレート層の模擬

室内実験を含めて検討を行った。以上の予察的研究で得

られた結果を収集整理した文献と合わせて考察して、地

球規模の環境変動とメタンハイドレートとに関する今後

の研究課題の方向性を探索した。 
 

［研 究 題 目     ］地球環境時代における大都市と近郊農村

等との環境連携システムの予備的研究 
エネルギー循環性分析 

経済･行政･社会システム･都市政策分析

及び水、有機系物質循環性分析 

［研究代表者］川口 靖夫（エネルギー利用研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 本フィージビリティ･スタディでは大都市と近郊農村

等との間のバランスを最適化し、また最適規模を明らか

にし、環境、社会および人間の望ましい関わりを求める

総合的研究のための予備的検討を行った。 
 我が国における都市と近郊農村との機能分担、連携お

よび自然環境を共有化するケースを類型化し、資源分配、

所得分配および環境への負担配分を評価軸として、都市

と近郊農村等の特定リンケージの特徴を把握した。次に

都市と近郊農村等の領域における人口構成、土地利用、

およびエネルギー、水資源、経済（カネ）、生産･廃棄物

（モノ）の流通、情報の流れの定型化するとともに、環

境連携に寄与する有機系物質、エネルギー、水、土壌の

循環性および動植物の生態分布による環境負荷軽減効果

の基礎的分析を実施した。具体的には豊橋市を対象に聞

き取り調査･データ収集を行い、上記の分析を行った。 
 以上の基礎研究に基づき、大都市と近郊農村等との領

域における新たな環境連携を追求することの有効性を示

し、領域レベルおよび地球レベルで期待すべき効果を明

らかにするとともに、研究範囲と手法を提示した。これ

をとりまとめ、本プロジェクトにおいて取り組むべき課

題を明確化し、分析手法を準備した。この成果をもとに

本プロジェクト提案を行ったところ、3年間の本格的プロ

ジェクト「環境負荷の軽減及び最適配分を実現する大都

市近郊農村連携経済社会の制度設計と実施方策に関する

研究」が認められた。 
 

［研 究 題 目     ］環境負荷低減のための産業転換促進手法

に関する研究 
未利用エネルギー供給技術の普及に及ぼ
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す経済的誘導施策の効果に関する研究 
［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
［研究担当者］八木田浩史、嵐  紀夫、玄地  裕、

稲葉  敦 
［研 究 内 容     ］ 
 近年、民生部門の一次エネルギー消費量の推移は増加

基調にあり、温室効果ガスの原因である二酸化炭素の排

出量もそれに伴い増加の一途である。本年はこれまでの

成果を踏まえ、未利用エネルギー導入モデルを基に工学

的最適化手法を用い、インフラの整備、維持、管理を含

めた二酸化炭素排出抑制量およびそれらのコストの推定

を行った。 
 ガスエンジンコジェネレーション（GT-CGS）導入の

月別時刻別最適設備容量・運転方法をシミュレートし、

従来システムと年間二酸化炭素排出量、年間コストを比

較可能なプログラムを作成した。実際の建屋（産業技術

総合研究所つくば西事業所）を対象として、GT-CGS 導

入効果について評価を行い、再生サイクルを導入して発

電効率30％の時、従来と同等のコストで二酸化炭素排出

量を7.5％削減できる可能性が示唆された。このときコス

トペイバックタイムは、14年と推算された。 
 
［研 究 題 目     ］ゴールドラッシュ地域における環境管理、

環境計画及びリスクコミュニケーション

に関する学際的研究 
［研究代表者］村尾  智（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］奥田 義久、世良耕一郎、古野 正憲、

高畑 裕之、高橋 一晴、輪座 利彦、

赤木 洋勝、松山 明人、西山 文隆、

石山 大三、山本 真司、山崎 美恵、

川上 茂信、黒澤 正紀、久米  博 

［研 究 内 容     ］ 
 水銀を用いる金鉱のスモールスケールマイニングにつ

いて、総合的な対策を検討するため、競争的資金により

研究を進めた。本研究プロジェクトは世界銀行および英

国国際開発庁が主導し、地圏資源環境研究部門が主に in 
kind のスポンサーとして認定されているCASM Initiative
（www.casmsite.org 参照）に対応するものである。実

施に際しては科学技術的側面と社会学的側面のアプロー

チを同時に行うため4つのサブテーマを設定した。 
(1) 水銀の地球化学的挙動に関する基礎的研究 

 金鉱のスモールスケールマイニングが引き起こす環

境問題について技術的な面から対策を検討した。まず、

高精度と分析の迅速さを要求される環境試料の分析方

法として PIXE に注目し、2種類の実験を行い、分析条

件の最適化を図った。次に、有害物質を用いない金の

回収方法について調査し、とりまとめた。 
(2) 金鉱化帯の識別とマッピング 

 北・東アジアおよびラテンアメリカのいくつかの

国々を対象として、地質図､金鉱産分布より金鉱化帯の

識別を行い、それに地形、環境に関わる情報を組み合

わせて、スモールスケールマイニングの行われている

場所、行われる可能性のある場所を特定することを目

的とした。研究対象としては、相手国の研究者から協

力依頼のあったフィリピン、モンゴル、パプアニュー

ギニア、国連 ECLAC を通じて研究に関する同意を得

たブラジル、ボリビア、チリ、エクアドル、コロンビ

ア、パラグアイ、ペルー等を選定した。様々な情報を

地理情報システム（GIS）を利用して相互に重ね合わ

せ、水銀汚染による環境リスク評価のための基礎図面

（案）を作成した。 

(3) 地質学に基づく水銀放出量算定 

 作業の詳細がほとんど分かっていなかった金鉱のス

モールスケールマイニングについて現場取材を実現し、

詳細を世界で初めて明らかにした。また、観察結果に

基づいて水銀の人為的、自然的バックグラウンドを考

慮しつつ、フィリピンの産金地帯における水銀放出量

を推定した。本研究はフィリピン大学およびフィリピ

ン鉱山地球化学局 CAR 支所担当官の依頼に応ずる形

で行われた。 

(4) 水銀汚染の実態調査とリスクコミュニケーション試

行 

 PIXE 法に基づく毛髪・爪・尿試料中の有害元素濃

度分析法を開発し、正確かつ迅速な評価を可能とした。

この手法をフィリピンの汚染地帯調査に適用し､得ら

れたデータを地域の政府関係事務所、地域共同体へ提

供した。データをもとに環境に関するキャンペーンが

同国の地方事務所により実施され、労働者の毛髪中総

水銀値は全体として激減したが、今後は同一人物によ

るフォローが必要である。汚染調査はタンザニア・ビ

クトリア湖周辺地域でも行った。ここでは無機水銀の

みならずメチル水銀（有機水銀）をも考慮に入れた汚

染の実態を把握するとともに、環境中に放出された金

属水銀からのメチル水銀への変化とその生物への蓄積、

さらには人体への移行経路等を総合的に評価し、当該

地域の汚染機構の解明を試みた。 
 各サブテーマが相互に密接な連絡を取りながらプロ

ジェクトを実施した結果、問題についての認識共同体

が形成されつつあり、心理学者、人類学者等、人文社

会系の研究者が議論に参加している。次年度は実際の

フィールド調査とつくばにおける円卓会議「Round 
Table Meeting on Good Practices and Effective 
Methods on Risk Communication Between Mineral 
Developers and Local Communities」によってリスク

コミュニケーション研究をさらに深める予定である。

なお、本研究で得られた初期の調査結果についてロン

ドンのマイニングジャーナル社が高い評価を与え、こ

れを「Small Scale Mining in Asia: Observation 
Towards a Solution of the Issue」として編集・出版し
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た。 
 
［研 究 題 目     ］衛星データを利用したオゾン層変動の機

構解明に関する研究 
大気微量気体のリモートセンシングのた

めの分光データ精密化に関する研究 
 吸収線パラメータの実験的決定とその信

頼性評価の研究 

［研究代表者］山田 耕一（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 2002年秋に軌道投入が予定されている ILAS-II など人

工衛星によるリモートセンシング観測によって得られる

データから、大気微量成分の分布について有用なデータ

を抽出するためには、精密な分光データを実験室であら

かじめ決定する必要がある。我々はこの課題に関して、

気象研究所と共同で研究を行った。気象研究所はサブテ

ーマ2-1「吸収線パラメータの温度依存性の研究」を分担

した。本年度の成果は以下のとおりである。 
(1) CO と N2O の吸収スペクトルについて、測定・解析

を行った。 

(2) 直線分子の振動回転吸収強度決定のプログラムを作

成した。 

(3) 半値半幅の回転依存性に関する経験式を改良した。 

(4) 特殊な吸収形状に関してドイツのケルン大学のグル

ープと共同でプログラムの開発に着手した。 

(5) 硝酸塩素のスペクトル測定に関する九州大学との共

同研究を開始した。 

 
［研 究 題 目     ］環境低負荷型オフィスビルにおける地 

球･地域環境負荷低減効果の検証 
屋内外熱負荷低減効果の数値シミュレー

ションモデルによる検証 

［研究代表者］玄地  裕（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
［研究担当者］八木田浩史、稲葉  敦 

［研 究 内 容     ］ 
 国立環境研究所地球温暖化対策国際研究棟各部に取り

入れた屋上緑化などの環境保全手法が大規模に都市部に

導入された場合、ヒートアイランド現象緩和など二次的

な効果も期待される。本研究ではそのような効果の評価

を可能にする都市気象とビルエネルギーモデルを関係付

けるモデルを開発することを目標としている。平成13年

度は環境保全対策として、太陽電池パネルを取り上げた。

太陽電池パネルを国立環境研究所地球温暖化対策国際研

究棟の屋上に設置して大気への顕熱、建物への伝導熱の

変化の実測を行い、エネルギーと気象の関係を記述する

モデルへの適用を考慮した太陽電池設置時の熱収支モデ

ルを作成することを目的とした。 
 太陽電池パネル設置による屋上面熱収支変化の実測と

モデルの構築を行った。その結果、設置した太陽電池パ

ネル表面の総括熱伝達係数 h は風速 V に対して h＝
4.3V+1.6と表され、パネル表面からの顕熱フラックスを

風速と気温と太陽電池パネル表面温度から求めることが

できた。 
 Input を風速、気温、日射量、室温とする太陽電池熱

収支モデルを作成し、太陽電池設置による顕熱フラック

ス、伝導熱フラックス変化を定量的に計算することが可

能になった。 
 
［研 究 題 目     ］太平洋域の人為起源二酸化炭素の海洋吸

収量解明に関する研究 
太平洋の海洋中深層データ解析による長

期的二酸化炭素吸収量の解明に関する研

究 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理研究部門） 

［研究担当者］渡辺  豊、原田  晃 

［研 究 内 容     ］ 
 これまでに当研究所を中心に観測した北太平洋中深層

の二酸化炭素ならびにフロンなどの化学トレーサーデー

タを収集した。これらを用いて、大気から海洋への人為

起源二酸化炭素蓄積速度の解析法を開発した。さらに、

その解析法を用いて北太平洋における人為起源二酸化炭

素の蓄積速度の時空間分布マップを作成した。その結果、

北太平洋で最も人為起源二酸化炭素が蓄積されている海

域は日本沿岸の西部海域で8gC/m2/year であった。さら

に、北太平洋全体としては1990年代平均で、0.54-±

0.01Pg C/year(Pg=1015g) の人為起源二酸化炭素を吸

収しており、モデル計算から期待される全海洋の人為起

源二酸化炭素の1/4を吸収していることを明らかにした。

今後は、国内外のデータを収集し、これらの方法を南太

平洋にまで拡張するとともに、これらの取り込みのメカ

ニズムを解明や気候変動との関係も明らかにする予定で

ある。 

 

［研 究 題 目     ］環境勘定･環境指標を用いた企業･産業･

国民経済レベルでの持続可能性評価手法

の開発に関する研究 
産業における環境効率・資源生産性評価

手法の開発と適用に関する研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（ライフサイクルアセスメン

ト研究センター） 
［研究担当者］稲葉  敦、田原 聖隆 

［研 究 内 容     ］ 
 既存の評価手法およびその適応事例の得失を明らかに

するために、海外、国内の研究事例を調査した。特にそ

の事例で評価対象としている範囲が製品、企業、産業、

国のどのレベルであるか、指標に使用しているパラメー

タは何であるか、考慮している境界はどこまでか、配分

方法はどのようになされているか等を重点的に行った。

その成果として、今後の指標開発に大きく貢献できるマ
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トリックスを完成させ、国内外の既往研究事例を概観す

ることが可能になった。この事例調査の結果に加えて、

LCA、MFA、LCC、環境会計などの関連手法と今回対象

とする環境効率、資源生産性の関係を明らかにした。環

境効率でいうサービスを経済指標で表現した場合には、

関連手法との関係が強いことが確認でき、環境効率・資

源生産性の手法開発には、他の指標を多く取り入れて実

施することが可能であることが分かった。また、エネル

ギーおよび基礎素材製造データの資源生産性・環境効率

手法への適応を計るために、詳細なマスバランスを考慮

し、精緻なバックグラウンドデータの構築を実施した。 
－環境技術開発等推進事業（実用化研究開発課題）－ 
［研 究 題 目     ］事業所等における芳香族化合物の連続監

視技術に関する研究 
［研究代表者］野田 和俊（環境管理研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 
 ベンゼンを代表とする芳香族化合物による環境汚染が

依然として進行しており、工場等からの発生源対策とし

て、まず排出実態を把握し、その対策を行うことが急務

となっている。しかし、現状では感度の悪い検知管で時々

測定するだけなので、経時変動や総排出量などの実態が

把握できていない。 
 本研究では環境基準レベルの濃度を高感度にかつ連続

的に監視できるベンゼン等芳香族化合物を選択的に検出

する簡易測定装置を開発することを目的に研究を行った。 
 今年度は、新たな検知方法として、ガス重量(濃度)の
微量な変化を検出可能とする共振型圧電素子を利用した

測定装置の研究開発を行った。さらに、他の化学物質の

影響を除いてベンゼン等芳香族化合物を高感度に検出す

るため、新たに開発する分解触媒を使用し、芳香族化合

物そのものを直接測定するのではなく、より検出しやす

い化学形態に分解することによる増幅効果を利用した手

法について検討を行った。その分解生成物を検知するた

め、大気および土壌（地下水）で安定した吸脱着反応を

呈する脂質膜を新たに検知膜として開発し、その検知素

子の実用的耐久性向上の検討を行った。 
 

［研 究 題 目     ］イオンクロマトグラフィによるオンサイ

ト型水質モニターの開発に関する研究 
［研究代表者］田中 一彦（セラミックス研究部門） 

［研究担当者］垰田 博史、Murad HELALEH、 
Qun XU、森  勝伸 

［研 究 内 容     ］ 
 水質化学計測器製造産業では、種々な環境水や排水･

製造工程水中に含まれる種々なイオン性水質汚濁成分の

オンサイトでのモニタリングの重要性を鑑み、現在の公

定法の有する種々な問題点を踏まえた上で、イオンクロ

マトグラフィーの有する多成分同時定量性に着目して、

従来より軽量、小型、無（低）公害で実験室用のものと

遜色ない性能を有するポータブル型イオンクロマトグラ

フを用いるオンサイト型水質モニターについて種々検討

されてきた。しかし、この開発の中核となる水素イオン

や陰及び陽イオンの同時分離計測を可能にする新規なイ

オンクロマトグラフィーが未開発であったために、その

製品化はなされていない。 
 そこで、本研究においては、産総研、北海道大学大学

院地球環境及び旭テクネイオン（株）が協同して、雨水、

河川水、湖沼水等の環境水や排水処理工程水中に含まれ

る種々な陰イオン（硫酸、硝酸、塩化物、フッ化物、亜

硝酸、リン酸イオン等）、陽イオン（水素イオン、ナトリ

ウム、アンモニウム、マグネシウム、カルシウムイオン

等）及び有機酸イオン等の高速・高精度・高効率な同時

分離計測を可能にするイオン排除／陽イオン交換作用あ

るいは静電作用を用いた導電率検出イオンクロマトグラ

フィー技術の開発を進めた。これをポータブル型イオン

クロマトグラフに導入することにより、オンサイトで適

用可能な水質モニターを開発・製品化し、国内外での環

境モニタリングへの適用を通じて、その有用性の実証研

究を進めた。 
 

④【その他省庁】        （3テーマ 25百万円） 
 国土交通省、東京大学（2件）からの調査及びシステム

整備等を実施した。 
 
２）国以外からの外部資金 
①【新エネルギー・産業技術総合開発機構】 
 平成13年度は、40テーマを3,477百万円で実施した。 
 

［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 
 大量導入に向けた共通基盤技術の研究開

発及び調査 
 太陽光発電システム評価技術の研究開発

（太陽光発電システム総合支援技術の研

究開発） 
［研究代表者］作田 宏一（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］高島  工、大谷 謙仁 

［研 究 内 容     ］ 

 全国各地の多種多様な住宅用太陽光発電システムの設

置状況及び運転状況の詳細計測とその分析・評価を基に、

太陽光発電システム設計支援技術・性能診断技術を開発

する。 

 住宅用太陽光発電システムの運転性能評価を基に、任

意仕様の太陽光発電システムの性能指標を推定し、時積

算日射データから年・月・日単位等の任意期間の発電量

を推定するシミュレーションのプロトタイプを開発した。

実際の運転データとの比較による精度検証の結果、ロー

カル要因損失の少ないシステムについては、月単位の発

電量推定誤差＜±10％が得られた。また、上記シミュレ

ーションの精度向上に不可欠なローカル損失要因定量化

の一環として、魚眼写真による日陰損失推定を行うため
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のアレイ精査装置を開発した。 

 システム性能診断技術の開発については、システム発

電性能低下要因とその判別・検出方法の洗い出しを行う

とともに、特許情報を中心に本技術に関する既往事例調

査を行い、各種診断手法の分類・整理と特徴・問題点の

抽出を行った。実用的な観点から、電気的診断手法を中

心に検討・開発を進めるべきとの指針が得られた。 

 

［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

 大量導入に向けた共通基盤技術の研究開

発及び調査 
 太陽光発電システムのリサイクル・リユ

ース処理技術等の研究開発（結晶シリコ

ン太陽電池モジュールのリサイクル・リ

ユース処理技術の研究開発） 
［研究代表者］作田 宏一（電力エネルギー研究部門） 

［研究担当者］津田  泉、土井 卓也 

［研 究 内 容     ］ 

 今後の大量導入を想定し、既存製品（家電、自動車等）

並の処理コスト・リサイクル率による太陽光発電システ

ムのリサイクル・リユース処理技術を開発する。本サブ

テーマでは、現在の製造設備・構成材料を大きく変える

ことなく製造可能で、リサイクル時に太陽電池セルを容

易に回収可能なリサイクラブルモジュールの開発を目的

とする。 
 セルの両面を非接着性の透明フィルムで包み込み、そ

の外側を従来通り EVA（エチレン酢酸ビニル）／ガラス、

及び EVA／裏面材にて封止した「二重封止型モジュー

ル」構造を提案し、実際に太陽電池セルが無損傷で回収

可能であることを確認した。各種フィルム材料（16種類）

を用いて単セルモジュールの試作・セル回収実験を行い、

ポリエステル（PET）樹脂等多くの材料で回収が可能で

あることを確認した。 
 PET を用いた多数（34枚）の単セルモジュールによる

手作業での解体・セル回収実験を行い、回収率97％を達

成した。セル回収の平均所要時間は一枚当たり約6分であ

り、容易に回収が可能であることが実証された。 

 

［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 
 大量導入に向けた共通基盤技術の研究開

発及び調査 
 太陽電池評価技術の研究開発 
［研究代表者］津田  泉（電力エネルギー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 太陽電池評価手法の研究開発 

 JQA から定常光型ソーラーシミュレータ、広帯域光

学特性測定装置、広帯域分光感度測定装置等を移設し、

移設による影響がないことを確認するとともに、シリ

コン系太陽電池セルの評価環境を整備した。また、

JQA から超高近似ソーラーシミュレータ、広帯域大面

積ソーラーシミュレータ等を移設し、調整を行い、

CIGS 等のセル・モジュールの評価環境を整備し、評

価のできる体制を構築した。 
(2) 複合加速劣化試験方法の開発 

 六甲実験センターにおいて10年以上使用された太陽

電池モジュールの劣化状況の調査を行い、試験用及び

曝露用モジュールの選別を行った。調査結果を基に、

複合加速試験方法の詳細を決定し、試験方法の確立を

図るとともに、試験装置の基本設計を完了した。また、

複合加速試験と比較するための曝露地点として、宮古

島、北見市を選択した。 
［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

 革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 
 高性能色素増感太陽電池技術の研究開発 
［研究代表者］荒川 裕則（光反応制御研究センター） 

［研 究 内 容     ］ 

 大幅な低コスト化が実現可能と考えられる色素増感太

陽電池について要素技術の開発を行い、実用化の可能性

を見極める。色素増感太陽電池は、材料費が安く、製造

プロセスが簡単等のため低コスト太陽電池として期待さ

れているが、変換効率の向上が大きな課題である。本太

陽電池の高性能化を実現するため、構成する酸化物半導

体電極、色素、電解質の材料について検討する。平成13

年度の目標として、高性能酸化物半導体光電極の設計、

増感色素の設計、電解質溶液の高度化、物性評価解析研

究により総合的に色素増感太陽電池の性能を向上させ、

光電変換効率9％の色素増感太陽電池の開発に貢献する。 

(1) 高性能酸化物半導体光電極の設計 

 TiO2光電極の最適化を、光散乱効果による光吸収効

率の向上の観点から検討した。その結果、粒子サイズ

の異なる粒子の積層効果に光吸収効率が向上し、本年

度の目標である変換効率9％を達成した。 

(2) 高性能な増感色素の開発 

 新しい高性能ルテニウム（Ru）金属錯体の合成を試

み、テルピリジン配位子とジケトナート配位子を持つ

新規錯体を合成した。本色素は光吸収効率において世

界最高性能を示すことが明らかとなった。TiO2光電極

に固定し高い光電変換効率を得ることに成功した。 
(3) 高性能電解質溶液の開発 

 光電変換効率が最高となるための最適な電解質溶液

の組成を明らかにした。また、開放電圧向上のための

新規添加物の開発を行い、現有最高性能を示す添加物

を見出した。 

(4) 総合性能評価・解析基盤研究 

 色素増感太陽電池高性能化のための各種物性の精密

測定を行い、研究開発の進捗に貢献した。フェムト秒

超高速分光法を用いて、色素光励起後の電子移動過程

を精密に解析し、金属色素、有機色素並びに性能決定

因子について明らかにした。 
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［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

 革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 
 シート型ベータ鉄シリサイド太陽電池の

製作に関する研究開発 
［研究代表者］牧田雄之助（光技術研究部門） 

［研究担当者］田上 尚男 

［研 究 内 容     ］ 

 開発初年度は、変換効率5％以上のシート型ベータ鉄シ

リサイド太陽電池を試作することを目標とする。ベータ

鉄シリサイド薄膜および太陽電池の評価を主として行う。 
(1) β-FeSi2薄膜の評価 
 β-FeSi2薄膜の表面や断面構造を調べるために、電

子顕微鏡観察を行った。 
 膜が平坦で、連続であることが分かった。β-FeSi2
薄膜の結晶性及び光学特性を評価するために、XRD、

ラマン分光及び光吸収測定を行った。得られた薄膜は

単一相のβ-FeSi2多結晶であり、1.5μm 以下の波長

領域では強い光吸収特性を示した。また、ホール効果

測定より、膜内のキャリア移動度が従来のものを大き

く上回り、極めて高いことが分かった。 
 β-FeSi2膜の膜厚、化学量論的組成比及びその深さ

方向のプロファイル等を調べるために、ラザフォード

後方散乱分析（RBS）を行った。その結果、膜内では

Fe と Si の組成比がほぼ1：2になって、結晶性の高い

β-FeSi2膜になっていることを確認した。 
 しかし、表面では酸素が混在しており、Fe と Si の
組成比も1：2から大きくずれた。また、β-FeSi2膜／

Si 基板界面付近では急峻な接合が形成されておらず、

Fe と Si の相互拡散が起きていることが分かった。こ

のため、表面と相互拡散領域ではキャリアが急速に再

結合し、素子抵抗が非常に増大する結果となっている。

太陽電池特性を向上させるためには、これらの問題を

解決すべきであることが分かった。 
(2) 太陽電池の評価 
 ダイオード測定では、良好な整流特性を得た。分光

感度特性測定では、β-FeSi2のバンド間遷移に起因す

る強い光応答が1.05μm 及び1.45μm 付近で観測さ

れた。標準評価装置を用いた測定では、開放電圧0.42V、

短絡光電流密度12.1mA/cm2、変換効率約1.2％の結果

を得た。変換効率を制限している最も大きな要因は膜

表面の不完全性と界面における相互拡散だと考えられ

る。製膜時に拡散防止層の導入及び電極形成前の膜表

面処理によって、太陽電池性能の大幅な向上が期待で

きる。また、相互拡散の影響を根本的に無くすために

は、p-β-FeSi2/n-β-FeSi2のみによる all-β-FeSi2薄
膜太陽電池も考案した。 

 

［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

 革新的次世代太陽光発電システム技術研

究開発 
 ナノ構造制御シリコン太陽電池の研究開

発 
［研究代表者］近藤 道雄（薄膜シリコン系太陽電池開

発研究ラボ） 
［研究担当者］松田 彰久、藤原 裕之、 

ポール ストランディス、瀬戸 康徳、

伊藤  学 
［研 究 内 容     ］ 

(1) ナノ構造制御シリコン製膜装置設計試作 

 空間分離型ナノ構造制御シリコン形成装置を作製す

る。ナノ微粒子作製条件および形成装置設計において

は九州大学で得られた成果を元に共同で行う｡装置試

作を完了した。 
(2) 製膜予備検討（膜質、評価） 

 ナノ構造制御シリコン薄膜を水素希釈変調法でガラ

ス基板上に形成し、膜質を評価した。またデバイス試

作も予備検討を終了し目標を達成した。 
(3) 光安定性評価 

 基板温度200℃以下で製膜し、（劣化試験後）欠陥密

度1／200万 Si 以下を目標とした。初期欠陥密度1.6×

1016cm-3および太陽電池光劣化率9％を達成し、ほぼ目

標を達成したと考えられる。 
 

［研 究 題 目     ］太陽光発電技術研究開発 

 先進太陽電池技術研究開発 
 シリコン結晶系薄膜太陽電池モジュール

製造技術開発 
［研究代表者］近藤 道雄（薄膜シリコン系太陽電池開

発研究ラボ） 
［研究担当者］松田 彰久、藤原 裕之、 

ポール ストランディス 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 4端子セル法によるトップセル評価技術の開発 
 タンデム型太陽電池の評価方法の一つとして、アモ

ルファスシリコンセル（トップセル）と微結晶シリコ

ンセル（ボトムセル）の間に中間層として透明導電膜

（ZnO）を挿入し四端子セルを作製した。基板にはガ

ラス／ZnO:Ga を用い意図的なテクスチャは用いてい

ない。四端子セルによってトップセルとボトムセルの

動作曲線を個別に得ることができると共に、劣化や動

作温度などの環境に対する振る舞いも個別に抽出でき

るようになった。このことにより、タンデムセルの作

製条件の最適化の短縮、トップセル劣化におけるパラ

メータ変化の抽出などを容易に行うことができるよう

になり、今年度の目標を達成した。 
(2) 微結晶シリコン高速低欠陥製膜技術の基礎開発 

 産総研で開発された高圧枯渇＋ホローメッシュ法に

より、プラズマ励起周波数60MHz においてシラン濃
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度とホロー条件の最適化により微結晶シリコン膜を高

速製膜条件（約30Å/s）下においてラマン分光におけ

るアモルファス成分と微結晶成分のピーク比（Ic/Ia）
が2.3を超え、膜中欠陥密度を約1.5×1016cm-3まで低

減させることに成功した。今年度目標に照らすと､製膜

速度が目標の1.5倍を達成したため､十分達成されたと

考えられる。 

 

［研 究 題 目     ］次世代半導体材料 

 プロセス基盤技術開発次世代半導体材料 
 プロセス基盤技術開発 
［研究代表者］金山 敏彦（次世代半導体研究センター） 

［研 究 内 容     ］ 

(1) 高誘電率ゲート絶縁膜材料・計測・解析技術開発 

 rf プラズマ窒化法などでシリコン基板表面に形成し

たシリコン窒化膜と、パルスレーザ堆積法で堆積した

HfO2の積層高誘電率絶縁膜を用いて、MIS ダイオード

を作製した。ダイオードキャパシタンスから評価した

絶縁膜等価膜厚（EOT）は1.2nm、リーク電流密度は

10-4A/cm2以下で、EOT＝1nm でリーク電流密度9×

10-2A/cm2以下を実現する見通しを得た。 
(2) 低誘電率層間絶縁膜材料・計測・解析技術開発 

 低誘電率材料薄膜の X 線反射率測定、X 線光電子分

光測定、赤外吸収分光測定、表面原子間力顕微鏡観察

を行い、膜厚、密度、密度分布、原子組成、化学結合

構造を解析した。ナノインデンテーション試験により、

規則的なポア構造を持つ材料では、機械強度を大きく

できることが分かった。 

(3) 将来のデバイスプロセス基盤技術開発 

ａ）トランジスタ構成材料計測解析技術の開発 

 Si の材料限界を超える浅接合を形成するために、

ヒ素原子あるいは遷移金属原子を含む水素化シリコ

ンクラスターのイオンビームを形成し、Si 表面へ堆

積してキャリア供給源とする技術の開発を進めた。 
ｂ）ウェハ、マスク関連高精度計測技術の開発 
 極紫外光を用いて局所的な電子分光を行うために、

シュバルツシルト光学系を用いて、レーザプラズマ

極紫外光をサブμm 径に収束することに成功した。

微細寸法計測の基準パターンの生成を目的に、イン

プリント法によるレジストパターンの均一性を改善

し、モールドと基板の剥離性を高めるための表面処

理などの開発により、60nm のライン＆スペースの

作製に成功した。 
 

［研 究 題 目     ］次世代半導体材料・プロセス基盤技術開

発 
エネルギー使用合理化技術開発 

［研究代表者］金山 敏彦（次世代半導体研究センター） 
［研 究 内 容     ］ 

 デジタル回路のクロックスキューを、遺伝的アルゴリ

ズムに基づいて適応的に吸収する手法を開発し、回路試

作を行って実証を進めた。作製した遅延調整回路で、

30ps の遅延時間調整刻みを実現した。アナログ回路につ

いては、高周波回路における適応的な調整アルゴリズム

の研究のために、チップを試作し多角的に評価を行った。 
 
［研 究 題 目     ］がん・心疾患等対応高度医療機器プログ

ラム 
 心疾患治療システム機器の開発 
 高次生体情報センサー基盤技術の開発 
［研究代表者］水谷 文雄（分子細胞工学研究部門） 

［研究担当者］飯島誠一郎、平田 芳樹、矢吹 聡一 

［研 究 内 容     ］ 

 高次生体情報センサーとして、以下の心臓障害センサ

ー及び腎機能センサーの開発に着手した。心臓障害セン

サーに関しては、利尿ペプチド類をピコグラムオーダー

で測定するための基盤技術として標識酵素反応の高活性

測定方法を開発した。腎機能センサーに関しては、尿素

及びクレアチニン測定のための、高感度、高精度センサ

ーを開発した。 

 

［研 究 題 目     ］環境中微生物の高精度・高感度モニタリ

ング技術の開発 
 エネルギー使用合理化技術開発 
［研究代表者］中村 和憲（生物遺伝子資源研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 

(1) 環境中における特定の微生物及び微生物相の定量解

析技術の開発 

ａ）特定の微生物の定量解析技術の開発 

・特定微生物検出マーカーの調整法の開発 
 意図的もしくは非意図的に特定微生物が環境中に放

出された場合、その微生物を追跡するためには、当該

微生物株固有の遺伝子を用いて定量検出するのが望ま

しい。しかし、対象となる微生物株のどの遺伝子が他

の微生物にはない固有の遺伝子かを検索するのは事実

上不可能である。したがって、対象微生物にあらかじ

め、微生物には通常認められないマーカー遺伝子（あ

るいは配列）を付与しておくことが最も現実的な方法

となる。そこで本年度は、分子遺伝学研究で現在広く

用いられているオワンクラゲ由来の gfp（緑色蛍光タ

ンパク質）遺伝子の染色体上への導入を試みた。gfp
を用いることにより、視覚的な追跡、および gfp 遺伝

子上の配列と上流（もしくは下流）の遺伝子上の適当

な配列をプライマーセットにした定量的 PCR が可能

になる。今回、対象微生物として水圏に広く存在する

Sphaerotilus natans を用いて、染色体上で構成的に発

現している glycosyl transferase の直下に gfp 遺伝子の

導入を行ったところ、gfp が安定的に発現し、蛍光顕

微鏡による視覚的な追跡が可能であることを確認した。 
・特定微生物検出マーカーの検出・定量化技術の開発 
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 リアルタイム定量的 PCR 法で特定細菌を定量する

ための条件検討を行った。高感度に検出するためには、

分析用の反応セルにできるだけ多量の DNA を入れる

ことが必要であり、純粋なDNAを用いた場合は 500ng
まで分析が可能であったが、微生物集団である活性汚

泥から抽出した DNA では 1ng が限度で、これ以上入

れると定量が不可能であった。抽出した DNA 中に定

量を妨害する物質があると考えられたので、精製条件

の検討を行った結果、10ng まで可能になった。 
ｂ）微生物相の定量解析技術の開発 

・微生物相解析マーカーの調整法の開発 
 環境中の微生物相を定量的に解析する上で、個々の

細胞の系統学的位置の識別（定性）および計数（定量）

を同時に実現する FISH（蛍光インサイチューハイブ

リダイゼーション）法は極めて有効な方法であるが、

既存の方法では同時に識別・計数できる微生物種類数

に限界があった。そこで、5種以上の微生物をマルチラ

ベリングする手法を検討し、各種標準菌株を用いてそ

の有効性を実証した。また、既存の微生物相解析用プ

ローブの問題点を検討するとともに、より効果的なプ

ローブの開発を目的とし、対象とする水圏環境中の微

生物多様性を把握するための試料採取等を行った。 
・微生物相解析マーカーの検出・定量化技術の開発 
 リアルタイム定量的 PCR 法で微生物相を解析する

場合、微生物の種類により PCR 増幅度に差が出て、

正確な定量値が出ないと報告されているため、2種類の

細菌を使って実験を行った結果、正確に定量が可能で

あった。過去の実験との条件の違いを比較した結果、

PCR1サイクルに要する時間や液の撹拌が正確な定量

に重要であると推定された。 
(2) 特定の微生物の環境影響評価試験手法の開発 

 モデル微生物生態系の構築特定の微生物の環境影響

評価試験手法の開発のための評価系としての活性汚泥

系を確立するため、下水処理場から活性汚泥を採取し、

温度、培地などを一定にして培養を開始した。微生物

相の変化がまだ大きく、評価系として使えるまでには、

まだしばらくの時間が必要と考えられる。 

 

［研 究 題 目     ］糖鎖合成関連遺伝子ライブラリーの構築 

［研究代表者］成松  久（分子細胞工学研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 

・糖鎖合成関連遺伝子の網羅的クローニング 

(1) ゲノムインフォマティクス法によるクローニング 

 既知遺伝子のアミノ酸配列やモチーフの相同性をも

とに、ゲノムおよび EST 情報から糖鎖遺伝子候補を

検索し、その配列から cDNA をクローニングした。 
(2) エクスプレッション法等によるクローニング 

ａ）ノックアウト法による糖鎖合成関連遺伝子のクロ

ーニング 

 既知の遺伝子や配列情報からは検索し得ない新規

の糖鎖遺伝子を見出すため、マウス ES 細胞の遺伝

子をランダムノックアウトする方法の開発を行った。 

ｂ）ノックイン法による糖鎖合成関連遺伝子のクロー

ニング 

 取得済の酵母変異株を用い、酵母遺伝子と相同性

のあるヒト cDNA をクローニングしそれを導入し

表現型を観察することにより、目的遺伝子の解析を

した。 
・糖鎖合成関連遺伝子の機能解析 

(1) 糖鎖合成関連遺伝子の機能解析 

ａ）GAG、N-、O-Glycan、Glycolipid を合成する糖

転移酵素の機能解析および局在性、活性領域活性部

位の解析 
ｂ）糖ヌクレオチド関連遺伝子の機能解析 
 糖鎖遺伝子候補について、遺伝子機能情報および

産業有用性を見出すことで特許化し実用化の促進を

図った。そのために個々の遺伝子について、その機

能を（糖鎖合成関連蛋白別に）解析した。 

(2) 糖鎖合成関連遺伝子のライブラリーの構築 

 機能の解明された糖鎖関連遺伝子について、利用効

率の良い様々な用途に利用可能な形態でのライブラリ

ー作成を行った。 

 

［研 究 題 目     ］化学物質のリスク評価及び評価手法の開

発プロジェクト 
化学物質総合評価管理プログラム 
リスク評価 
リスク評価手法の開発及び管理対策のリ

スク削減効果分析 
［研究代表者］中西 準子（化学物質リスク管理研究セ

ンター） 
［研究担当者］富永  衛、吉門  洋、東野 晴行、

三田 和哲、高井  淳、駒井  武、 
石川百合子、堀口 文男、蒲生 昌志、

烏蘭 参丹、吉田喜久雄、手口 直美、 
岸本 充生、河村 光隆、米澤 義堯、

東海 明宏、宮本 健一、林  彬勒、 
飯野 福哉、小倉  勇、曹  紅斌、

小野 恭子、川辺 能成、小竹 真理、 
篠崎 裕哉、八十田英一、飯野佳世子 

［研 究 内 容     ］ 

(1) 広域大気濃度推計モデルの作成・改良 

 関東域モデルを他地域への拡張適用を可能とするた

め、モデルフレームの一般化を行った。関西・中京地

域地域への適用のため、基礎データ（気象データ、及

びグリッド排出量推計ための統計・地理情報等）の収

集とデータベース化を行った。 

(2) 詳細リスク評価手法の開発 

(a) クロスメディアアプローチによる環境媒体と摂取

媒体中濃度の解析手法の開発 
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 沿岸海域生態系への曝露モデル開発のため、流動

モデルと生態系モデルを組み合わせ、海水－底質の

クロスメディア輸送と底質濃度評価モデルのプロト

タイプモデルを完成した。 

(b) 曝露量の個人差に係わるパラメータと原単位の解

析と整備 

 個人曝露量に関する文献・報告書を収集して、曝

露量の個人差、及び大気・水・米の摂取量の個人差

について解析を行い、曝露の個人差、及び、大気、

水、米について摂取量の個人差の因子解析とデフォ

ルト値の検討を行った。 

(c) 有害性評価のためのエキスパートシステムの構築 

 有害影響の重み付け手法について検討し、基礎と

なる考え方を提案した。その一般化のため、毒性試

験検査項目と影響の標的臓器・疾病の関連性の解析

をほぼ終了し、知識ベース構築のための毒性試験結

果データベースを作成した。評価エンドポイントの

重み付けに用いる疾病の早世障害総合指標について

調査･解析するとともに、早世障害総合指標計算に必

要な疾病の重篤度について専門家を対象に調査した。 

(3) リスク管理対策の社会経済分析手法開発 

 健康影響についての支払い意思額について、2度のプ

レテスト（対面調査、インターネット調査）を実施し、

リスク削減への支払意思額及びそれに影響を与える因

子について調査した。これらをもとに，現在本調査を

実施した。インターネットによって行った予備調査を

基に、本調査を実施中。また、「生活の質」指標を用い

ての非死亡影響の定量的評価について、文献調査等を

おこない、その手法を検討のためのプレテスト（アン

ケート調査）を行った。 

(4) 詳細リスク評価書 

 2物質（カドミウム、1,3-ブタジエン）についての詳

細リスク評価書（Ver.1.0）を作成した。また、3物質

（ノニルフェノール、トルエン、PCB）についての暫

定版詳細リスク評価書を作成した。さらに、3物質（p-
ジクロロベンゼン、TBT、鉛）についても詳細評価書

作業に入っている。 
(5) 詳細曝露・リスク解析手法プログラムの整備と試験

的公開 

 広域大気曝露評価モデル（関東地域）の Window 
GIU を用いたユーザーインターフェイスα版のプロ

トタイプを完成した。試用による動作確認を行うと共

に、技術講習会などを通してモデルの広報を図ると同

時に、普及や改良等への課題の把握を行った。 
 
［研 究 題 目     ］医療福祉機器技術研究開発 
 内視鏡等による低侵襲高度手術支援シス

テム 
 自己修復機能支援材料等の開発（薬剤徐

放性多孔質人工骨材料の研究開発） 

［研究代表者］伊藤 敦夫（ティッシュエンジニアリン

グ研究センター） 
［研究担当者］小沼 一雄 

［研 究 内 容     ］ 

 気孔率60％（うち開気孔90％以上）、気孔径分布300μ

m 以上500μm 以下が80％以上、大きさ8×8×4mm の多

孔体をプレス成形と焼結の工程で製造する技術を開発し

た。 
 高強度化のためにはスラリーを使用しない乾式プレス

による成形が適している。そこで、特殊な金型を用いて

乾式プレス成形を行い、気孔と梁が直線配列したアパタ

イト圧粉体を作製した。これを1170℃で1時間燒結して多

孔体とした。多孔体の組織を SEM 観察し、圧縮強度を

インストロン型万能試験機で測定した。また、木工用ド

リルを用いて多孔体の切削加工性を評価した。 
 その結果、直径380μm の直線状貫通気孔を200μm 間

隔に配置し、これらの気孔列を交互に直交させた多孔体

を作製することができた。2方向の気孔の交点は直径50

－200μm の気孔になっていた。気孔率は61±3％で、サ

ンゴを水熱処理して得られるアパタイト多孔体と同程度

であった。SEM 観察の結果では梁部分は気孔の少ない

組織であった。この多孔体は通常の木工用ドリルで貫通

孔を作ることができ、焼結後でも比較的容易に形状成形

できることが示唆された。強度の低い方向の圧縮強度試

験を行ったところ、サンゴ由来アパタイト多孔体と同等

以上の圧縮強度を示した。 
 

［研 究 題 目     ］計量器校正情報システムの研究開発 
［研究代表者］吉田 春雄（計測標準研究部門） 
［研究担当者］池上  健、福山 康弘、平井亜紀子、

藤間 一郎、松本 弘一、石川  純、

稲場  肇、伊藤 信彦、吉田 春雄、

東海林 彰、山森 弘毅、小柳 正男、

桐生 昭吾、岩佐 章夫、石崎 真弓、

佐々木 仁、高橋 邦彦、藤木 弘之、

檜野 良穂、工藤 勝久、瓜谷  章、

黒澤 富蔵、高辻 利之、大澤 尊光、

高本 正樹、寺尾 吉哉、佐藤 浩志、

嶋田 隆司、土井原良次、新井  優、

井土 正也、岸本 勇夫、山澤 一彰、

小倉 秀樹、大岩  彰、平田 正紘、

米永 暁彦、秋道  斉、藤井 雄作、

上田 和永 
［研 究 内 容     ］ 

分野１．時間標準の遠隔供給技術の開発 
 平成13年度においては、遠隔校正を行う際の課題整理

を目的として、問題点を明らかにするためのバックデー

タの取得と考察を行った。測定時間1日における校正の不

確かさは直接接続による（遠隔ではない）方法で行う場

合、注意深く行えば10-13よりも小さくできるが、主とし
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て被測定器物の出す1秒パルスのジッタがその値に影響

を与えることが見て取れる。一方、GPS を用いた比較に

おいては、アンテナの位置決定精度がその結果に大きく

影響を与えることがわかった。また、取得したデータを

インターネットで伝送するためのソフトウェアの開発を

行った。 
分野２(1)．長さ標準遠隔供給技術の開発：波長 
 波長1.5μm の光通信帯での超短パルスを発生させる

モード同期ファイバレーザを用いて、“光のものさし”

の“目”にあたる繰り返し周波数の制御・安定化方法を

検討し、市販のレーザを改良することで、基準として用

いたシンセサイザーの安定度と同程度に安定化すること

ができた。また、分散シフトファイバを用いて“光コム”

の広帯域化についての予備的な実験を行った。ファイバ

アンプを用いて出力を増強することにより、分散シフト

ファイバ中での非線形効果をおこすことにより、はじめ

波長1.5μm 付近のみのスペクトルであったものが、波

長1.3μm～1.7μm までのスペクトルの広がりを確認す

ることができた。 
分野２(2)．長さ標準遠隔供給技術の開発：光ファイバー

応用 
 二つの低コヒーレンス光波干渉計を10m 長の単一モ

ード光ファイバーとレンズ系による光入出力装置で連結

することによって、新しいタンデム干渉技術を開発した。

この干渉計の光源としてスーパールミネセントダイオー

ド（中心波長が約800nm、スペクトル幅が約60nm）を用

いて、二つの光波干渉計の間で伝送される光の減衰特性、

干渉縞パターンの安定性、及びその位相精度を評価し、

また、実際にブロックゲージの遠隔測定の光学実験を行

い、長さ測定の見通しを得た。英国バース大学と三菱電

線工業㈱において製作されたフォトニック結晶ファイバ

ーによって超短パルスレーザの出力特性を評価したが、

十分なスペクトル拡がりが見られなかったので、今後も

さらに検討することにした。 
分野２(3)．長さ標準：ヨウ素安定化 He-Ne レーザ 
 従来、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの制御回路

はアナログ素子で構成されている。アナログ制御回路は、

ネットワークを介した遠隔操作や状態のモニタリングが

難しい。これらの問題を解決するために、アナログ制御

回路と同等以上の性能を有する、DSP を用いたよう素安

定化ヘリウムネオンレーザディジタル制御回路を開発し、

さらにネットワークを介したリモート管理を実現する。 
分野３(1)．電気（直流） 
 平成13年度においては、NbN/TiN/NbN ジョセフソン

素子集積技術の開発、液体ヘリウムフリー動作を実証す

る た め の 冷 凍 機 シ ス テ ム の 設 計 と 発 注 及 び

(NbN/TiN)n/NbN 多重ジョセフソン素子集積技術の開

発を行った。開発した技術を用いて作製した32,768個の

NbN/TiN/NbN 素子を集積したチップに周波数16GHz
のマイクロ波を照射した結果、約1V の直流電圧を発生さ

せることに成功した。また、2重及び3重ジョセフソン素

子を Si ウエハ上に集積し、均一な臨界電流を得ることに

成功した。 
分野３(2)．交流電気標準遠隔供給技術の開発 

 AC-DC トランスファー標準の遠隔供給の実現を目指

し、熱電型交直変換器（TC）、高分解能起電力検出回路、

ファスト・リバース DC（Fast Reversed DC:FRDC）回

路、精密デジタル正弦波発生回路および演算処理ユニッ

トから構成される AC-DC 標準校正システムの開発に着

手し、プロトタイプ一号機の設計および試作を行った。 
分野４．放射能標準遠隔供給技術の開発 
 放射能標準の供給は、測定機器を校正するための放射

能線源を、いわば天秤を校正する分銅の役割を持たせる

ことにより、実施されている。このとき、放射性同位元

素の種類が多く、その用途も様々であることから、これ

らの校正には、対象機器に最も適した強度の放射能線源

を特定標準器で調整して二次標準器の校正が実施される。

即ち、分銅としての個々の線源供給を定期的に実施する

必要がある。このとき、放射性線源の移動には多くの制

約があり、煩雑な事務処理が必要である。さらに、近年

利用範囲が拡大している医療用極短半減期核種（半減期

が数時間以内、且つ少量）や持ち運びの困難なガス状の

放射性核種に関しては、直接に校正線源を供給すること

は困難である。そこで、インターネットを利用した双方

向画像通信技術と遠隔操作技術を利用し、長半減期の安

定した線源を基準とした、様々な核種に関するリモート

キャリブレーション技術を確立し、個々の線源のやりと

りから解放された、放射能標準の供給実現を目指し、研

究を開始した。平成13年度においては研究の第一段階と

して、γ線核種放射能標準の特定二次標準器である加圧

型電離箱システムのリモートキャリブレーションを試み

た。加圧型電離箱システムとは、γ線核種をアンプル等

に封入した状態で、線源を中心部にセットし、そこから

放出されるγ線により加圧した内部ガスが電離され、そ

の電流値を測定するものである。電流強度は概ね pA の

オーダーで、高性能の電流計が使用される。このとき、

電流計は GPIB 等によりコントロール用の小型計算機に

接続されている。そこで、離れた場所にある計算機をイ

ンターネットを介してコントロールする技術を用いて、

遠隔校正に応用することを試みた。また、これらのデー

タを一元的に管理するためのサーバータイプコンピュー

タの導入と計算機ネットワークを利用したデータの送受

信、さらに、遠隔校正において、測定対象の線源が間違

いなく電離箱に確実に挿入されていることを確認するた

め、インターネット利用のテレビ会議システムも併せて

試みた。 
分野５．三次元測定機測定標準遠隔供給技術の開発 
 工業製品の三次元形状を測定する汎用測定器である三

次元測定機（CMM）を、遠隔校正する手法を開発する。

初年度は、産業技術総合研究所が所有する2台の同型
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CMM を使って、互いの CMM をネットワーク経由でも

う一方の CMM から操作するシステムを構築し、それぞ

れの測定機が有するすべての機能を遠隔操作できること

を確認した。このシステムとライブカメラシステムを併

用して、ボールプレートを使った不確かさ算出用の基礎

データを取得する実験を行った。 
分野６．流量標準遠隔供給技術の開発 
 産業技術総合研究所つくば北センターにある大型の水

用流量計試験設備をインターネットに接続する際の基本

設計の資料とすることを目的として、接続に伴い発生す

ると思われる大型装置固有の問題点を洗い出した。この

結果、同設備に改造を加えて、遠隔校正を可能にするた

めの基本設計を完了した。 
分野７．温度標準遠隔供給技術の開発 
 ネットワークを利用した遠隔技能試験技術の開発のた

め、本プロジェクトの前半で、輸送に対して安定な抵抗

温度計及び温度分布依存性の小さな熱電対を開発し、後

半でこれら2つの温度計を仲介標準器として用い、温度測

定の遠隔モニター技術の開発を行う。平成13年度では、

輸送時の振動・衝撃に対して安定な温度計を開発するた

め、既存の標準用白金抵抗温度計を用いて対振動性評価

を行い、次年度以降の温度計の試作段階での安定度の評

価実験方法を決定するとともに、現状の標準用白金抵抗

温度計の対振動性について評価した。また、個々の熱電

対の素線に部分的に存在する不均質の位置の特定とその

大きさを評価するための熱電対温度分布特性評価炉を開

発し、その性能を評価した。 
分野８．力学標準遠隔供給技術の開発 
 圧力標準遠隔校正システム構成を検討し、中心部のデ

ジタル圧力計（大気圧領域）に横河電機製シリコンレゾ

ナンス形を選定した。シ－ル部をメタル製に置き換えて

ゼロ点の安定性を向上した特別製の圧力計を入手し、実

性能の特性評価データと画像データの取得を LAN（イー

サーネット）を使って開始した。 
 
［研 究 題 目     ］材料ナノテクノロジープログラム 

ナノ機能合成技術プロジェクト 
［研究代表者］横山  浩（ナノテクノロジー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
【目標１】計算精度を落とすことなく計算コストを原子

数（N）の一乗に抑える新しいオーダーN 法に注力して

開発を進める。本年度はそれらの基礎理論の確立とその

プログラムの試作を目指す。 
【成果１】絶縁体から金属までの広範囲の物質に適用可

能な新しいオーダーN 電子状態計算法や、二次元周期構

造系の静電相互作用の高速精密計算手法などを開発し、

ナノシミュレーションに必要とされる計算コストの軽減

に向けて着実に前進した（Physical Review 誌などに論

文掲載）。 
【目標２】双安定性をもつユニットを超構造に組み上げ

た材料の光誘起相転移の過程を計算機シミュレーション

によって理論的に研究し、高速スイッチング実現のため

の最適条件を探索することを長期的目標とする。 
【成果２】この目標はすでに達成されつつあり、光スイ

ッチング材料に求められる高速性をナノ超構造を用いて

実現する方法を提案、計算機シミュレーションによって

実効性を確認（Applied Physics Letters 誌などに論文掲

載）。 
【目標３】高い安定性と位置決め精度でプローブ陽極酸

化法行い、3次元ナノ構造を作成するために、陽極酸化の

メカニズムの解明を進めるとともに、装置システムの設

計および製作に着手する。 
【成果３】温湿度を精密に制御する環境制御型プローブ

システムを試作し、基本性能を確認するとともに、3種の

反応種を含む陽極酸化の2段階プロセスモデルに基づく

最適化の結果10nm 幅のライン形成を確認した。 
【目標４】超高磁場応答材料からなるナノ構造を評価す

る為の試料及び素子作製プロセスを検討し、各プロセス

行程がナノ構造の物性に与える影響を調べる。 
【成果４】金属・半導体ヘテロナノ構造からなる超高磁

場応答ナノ構造磁性体材料に関して、その作製方法の最

適化作業をほぼ完了した。 
【目標５】高スピン偏極強磁性材料から半導体へのスピ

ン偏極電子注入を効率的に実現するためのヘテロナノ構

造を、第一原理計算に基づいて設計する研究に着手する。 
【成果５】第一原理計算により高スピン偏極材料の物質

設計を行い、そのスピン軌道相互作用がスピン偏極率に

及ぼす影響を定量的に評価することに成功した。 
【目標６】超高磁場応答材料を用いた局所磁気計測の手

法、特にその材料を応用したカンチレバーの作製方法の

検討も行う。より具体的には、その検討結果を特許化す

ることを目指す。 
【成果６】超高感度磁界・電流計測を可能とする、走査

型プローブ顕微鏡を用いた新規局所磁気計測手法の検討

を行い、その特許出願を行った。 
【目標７】超高感度センシングならびに光利用を可能と

する基幹分子構造の探索に力点を置き、種々の応答ユニ

ットを有する化学構造の構築を進める。 
【成果７】超高感度センシングを可能とする基幹分子構

造の探索に主眼を置き、ゲート性・表面結合性が期待で

きる分子ワイヤ等の超分子を設計し、その構造構築を開

始した。 
 
［研 究 題 目     ］材料ナノテクノロジープログラム 

ナノ計測基盤技術 
［研究代表者］田中  充（計測標準研究部門） 
［研究担当者］小野  晃、榎原 研正、坂口 孝幸、

高畑 圭二、衣笠 晋一、松山 重倫、

齋藤  剛、小林 慶規、鈴木 良一、

平田 浩一、大平 俊行、松林 信行、
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今村 元泰、城  昌利、福本 夏生、

馬場 哲也、加藤 英幸、山田 修史、

竹歳 尚之、渡辺 博道、阿子島めぐみ、

石井順太郎、清水祐公子 
［研 究 内 容     ］ 
(1) 微小要素物理特性の計測基盤 

 回転する同軸2重円筒型の電極に帯電粒子を導入し

て、遠心力と静電気力の平衡を利用することにより粒

子質量について分級する方法について、装置内での粒

子の運動を詳細に解析し、装置の分級特性を明らかに

した。その結果、電極直径、電極長さともに20cm 程

度、電極間間隙3mm 程度の電極をおよそ1000から

5000RPM 程度の速度で回転することにより、1～

1000fg程度の粒子の分級が実施できることを明らかに

した。また、噴霧用液体に不揮発性溶質を混入し、噴

霧後急速乾燥した際に生成するナノメートル粒子の粒

径分布を測定することにより、乾燥前の液滴径分布を

高精度に推定可能な方法を検討した。本方法は、ナノ

メートル粒子発生において重要な噴霧液滴の粒径分布

の評価に適用が可能である。また、波及効果として、

内燃機関等による噴霧液滴径分布の in situ 測定に広

く普及している光回折式の噴霧液滴の粒径分布測定器

の基準測定法としての利用が期待できる。 
 微小要素サイズ校正技術とサイズ標準物質の開発に

関しては、今後予想される測定水準に見合う仕様につ

いて事前評価を行った上で新規装置を導入した。次に、

現在供給されている微粒子標準物質の動向とサイズ評

価法の調査を行った。さらに、分子量分布が全くない

均一ポリエチレングリコールの拡散係数を NMR によ

り測定し、分子動力学による計算拡散係数が実測値と

良く一致することを示した。一方、SEC/MALLS によ

り多分散高分子の分子量分布を計測する際の測定精度

を評価し、現在の技術水準でも±10％程度で分子量分

布が計測できることが分かった。また、SEC/MALLS
の基礎となる SLS 測定の測定技術水準がドイツ国立

研 BAM と同じであることを示すことができた。 
 粒子数濃度に関して今年度は、粒子・気泡の識別技

術の開発を目的に、蛍光色素を含ませた試料粒子を混

入した液体に、励起光を照射し、蛍光の発生の検出実

験を行い、蛍光色素を含ませた粒径3μm の標準試料

粒子からの蛍光スペクトルを検出することができた。

また、これに基づき、微弱蛍光装置により、粒径10μ

m 及び3μm の試料粒子の計数、蛍光の同時計測によ

る気泡と粒子の識別が可能なことの検証を行った。 
(2) 空孔の計測基盤 

 次世代半導体用の低誘電率絶縁膜などの開発におい

て薄膜中の微細空孔の大きさを測定する技術が重要に

なっている。本テーマの最終的な目標は、産業界で広

く利用できる信頼性の高い微細空孔計測技術を開発す

ることにある。そのため、普及型の陽電子消滅測定技

術および空孔サイズ測定のための標準試料を開発する。

プロジェクト1年目の平成13年度には、普及型陽電子寿

命測定装置のための低速陽電子発生装置の設計・試作

を行うとともに、標準試料開発の第1段階として、酸化

硅素スパッタ膜の気孔率（ポロシティー）およびナノ

空孔サイズ、形状について、分光エリプソメトリーお

よび陽電子消滅測定により検討した。低速陽電子発生

装置はコンピューターシュミレーションの結果に基づ

いて設計され、陽電子線源室、陽電子ビームのエネル

ギーフィルターおよびビーム輸送用磁場発生のための

コイルから構成されている。これら各部の性能評価は

平成14年度以降に行う予定である。酸化硅素スパッタ

膜に関する研究では、膜の気孔率および空孔の大きさ

を膜堆積時のアルゴン圧力により制御できることが明

らかとなった。最大気孔率は約20％、最大空孔サイズ

はごく大雑把であるが半径2.6nm と見積もられた。ま

た、陽電子消滅測定の結果から、空孔は表面で外部と

つながった開放空孔であることが確かめられた。平成

14年度以降には、ゾル・ゲル法など他の手法で得られ

る酸化硅素膜について検討を行い、標準試料作製のた

めの最適手法を明らかにする予定である。 

(3) 表面構造の計測基盤 

 表面分析法の精密化校正技術では、金属薄膜試料を

作製するための薄膜製作装置の設計・製作を行うとと

もに、励起 X 線波長可変光電子分光装置により、比較

的基礎的研究の進んでいるシリコン－シリコン酸化膜

系について、光電子の検出角度および励起 X 線エネル

ギー依存性を系統的に測定し、固体中の電子の非弾性

散乱挙動について精密に解析を行った。 
 また、表面分析法標準スペクトルデータの確立にお

いては、励起X線波長可変光電子分光に対応するため、

非弾性散乱バックグラウンド解析法のアルゴリズムに

おいて、従来、計算の中で固定値として扱われたパラ

メータを変数とし、入射 X 線エネルギーの変化に伴う

プローブ深さの変化の影響を取り入れた式を取り扱う

ための大枠のアルゴリズムを検討、設計した。また、

清浄表面に対する高精度分光標準スペクトルデータを

取得するために、既存の XPS およびオージェ分光装

置を用いて数種の金属酸化物、窒化物などの無機化合

物について、既存設備で測定可能な前処理法の範囲で

高精度スペクトルの取得を試みた。その結果を用いて

従来から行われているイオンスパッタリングのスペク

トル形状への影響について定量的に検討するとともに、

試料ごとにそれ以外の前処理法の適否について予備的

な検討を行った。 
(4) 熱物性の計測基盤 

 薄膜・界面熱物性の高精度校正技術の開発において

は、金属薄膜のみならず、半導体薄膜、酸化物薄膜な

ど非金属薄膜の熱拡散率と薄膜間界面熱抵抗の計測を

実現するために、ピコ秒サーモリフレクタンス法薄膜



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(253) 

熱拡散率計測技術を改良し、ピコ秒パルス加熱後の過

渡温度変化観測時間領域の拡大を実現した。また周期

加熱放射測温法熱拡散率計測技術において以下の3種

の要素技術を開発した。 
１．常温付近にある測定試料表面の高速な温度変化の

高精度測定に必要な赤外波長域の高速熱放射計測技

術の開発を行い、半導体素子を検出器とした1μsec
程度の時間応答性をもつ高感度赤外放射計を製作し

た。 

２．上記の高感度赤外放射計の高速応答特性を検証す

る技術を開発した。 

３．測定試料表面を高速に周期加熱するためのレーザ

ビーム強度変調技術を開発した。 

 熱物性標準物質の開発では、熱物性計測用コーティン

グ標準物質を開発するため、材質や製造方法について検

討を行った。材質はファインセラミックスの中で比較的

安定なアルミナ、ジルコニアとし、製造方法としては膜

厚制御の容易なドクターブレード法を検討した。その結

果、100μm 程度の薄板の作製条件を見出すことができ

た。試作品の微構造を SEM により観察したところ、多

くの気孔が確認された。均質なコーティング膜を作製す

る上で、気孔を減少させる検討が必要である。また、ジ

ルコニア試作品について従来法による熱拡散率測定を行

ったところ、通常の共通焼結体と同程度の熱拡散率とな

っていることが確認された。レーザフラッシュ法および

ac カロリメトリ法について、コーティング膜熱物性標準

物質開発へ適用できるか検討を行ったところ、両方法と

も膜方向の均質性評価には適用できないものの、材料特

性評価の一部として適用することは可能であることが分

かった。コーティング材の面方向の熱物性均質性を評価

する方法について検討した。周期加熱・赤外線放射測温

法は面方向の均質性が評価可能であり、本方法による装

置の仕様を検討し、装置を試作・導入した。 
 熱光学特性の高精度校正技術の開発においては、アサ

ーマルガラス、低膨張ガラス等の固体材料の熱・光学特

性（熱膨張率および nL 積・屈折率の温度変化率）を高

分解能で計測・校正する技術を開発するために、従来制

御が困難であった室温を挟んだ温度領域での高精度な温

度制御が可能な精密温槽の詳細設計を行った。併せて光

干渉法による微小変位絶対測定用光学系の検討を進めた。 
 
［研 究 題 目     ］材料ナノテクノロジープログラム 

ナノコーティング技術プロジェクト 
［研究代表者］秋宗 淑雄（スマートストラクチャー研

究センター） 
［研究担当者］永井 英幹、立山  博、岸  和司、

菖蒲 一久、平井 寿敏、田原 竜夫、

坂本  満、袖岡  賢、井上 貴博、

鈴木 雅人、香山 正憲、田中 孝治、

田中 真悟 

［研 究 内 容     ］ 

 ナノコーティング技術プロジェクトの平成13年度（初

年度）の研究により、プロセシング技術、材料機能・構

造の設計・制御技術、パフォーマンスの解析・評価技術、

異種材料界面に関する材料ナノテクノロジー技術の体系

化について、以下の研究開発実績を得ることができた。 
①ナノコーティング・プロセシング技術 

 ナノ複合構造コーティングを実現するためプロセッシ

ング装置の設計・製作を進めた。高速でしかもナノ構造

制御が可能な、高周波・直流ハイブリッド熱プラズマス

プレーシステム装置を製作することができた。高速堆積

かつナノ構造制御が可能な高エネルギー出力の電子ビー

ム銃を用いた EB-PVD 装置を製作し、酸化物セラミック

ス膜の合成を行った。高速でしかも結晶性が優れる酸化

物を合成するために、有機金属原料を局所的に大量供給

する CVD 装置を製作することができた。 
②ナノコーティング材料機能・構造の設計・制御技術 

 皮膜の熱遮蔽効果で最も重要となる低熱伝導度化を実

現するために、ナノ構造制御によるセラミックス皮膜の

低熱伝導度化、ナノ構造材料の熱伝導度のシミュレーシ

ョン解析・設計法開発、ナノ制御複合酸化物の合成と新

耐熱皮膜用材料開発を進めた。熱的安定性の構造設計・

制御技術開発のため、ナノ複合構造を有する酸化物セラ

ミックスの高温安定性を実験的に明らかにすると共に、

ナノポア複合構造のシミュレーションによって解析した。

皮膜の耐剥離性に重要な影響を及ぼす粒界・界面等の原

子構造、過剰エネルギー、物質移動等のシミュレーショ

ン、コーティング前後処理のための界面・皮膜のナノ構

造制御、セラミック皮膜と中間層の界面制御などの研究

を進めた。さらに耐熱皮膜の高温環境下における微構造

変化観察、透過電子顕微鏡法を用いた皮膜－金属界面の

ナノ構造解析の研究を行った。 

③ナノコーティングパフォーマンスの解析・評価技術 

 ナノコーティング界面の計算科学による界面力学特性

の評価・解析技術開発のため、微視的構造と力学特性の

第一原理計算、セラミックス－金属界面の高分解能電子

顕微鏡、フルマルチスケール損傷・破壊モデルなどの研

究を進めた。コーティング寿命・特性・信頼性評価技術

開発のため、寿命や劣化に及ぼす物理的、化学的因子を

定量的に取り扱うことが可能な評価装置を設計し、耐熱

コーティングの時間依存劣化挙動の解明、異相界面ナノ

信頼性評価技術の研究を進めた。さらに、コーティング

健全性及び非破壊検査技術開発を目指して、統合的コー

ティング非破壊検査評価、信頼性評価検査技術の高度化、

非接触その場非破壊検査法の開発などの研究を推進させ

た。 

④異種材料界面に関する材料ナノテクノロジー技術の体

系化 

 本プロジェクトの研究開発の意義、課題等の抽出に資

するため、ナノコーティング技術の研究開発に関わる最
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新の技術動向、コーティングの現状等の調査を進めた。 

 

［研 究 題 目     ］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術） 
 精密高分子技術プロジェクト 
 高機能材料の基盤研究開発 
［研究代表者］中濱 精一（高分子基盤技術研究センタ

ー） 
［研究担当者］小島  弦、浅井 道彦、竹内 和彦、

田中  進、山下  浩、土原 健治、

杉山 順一、萩原 英昭、長畑 律子、

奥山 健一、高橋 俊哉、堀内  伸、

早川 晃鏡、海藤  彰、三好 利一、

山根 祐治、小村 元憲（高分子基盤技

術研究センター） 
［研 究 内 容     ］ 
＜一次構造制御技術＞配位触媒重合に関して種々の後周

期遷移金属錯体の設計及び合成を行い、これを用いた

極性ビニルモノマー及びオレフィン類の単独重合及び

共重合を検討した。また、珪素等ヘテロ原子を含むポ

リマーの効率的な合成技術を検討した。固相重合によ

るポリカーボネートの合成検討を実施した。アモルフ

ァス多分岐高分子検討に用いる AB2型モノマーを合成

と重合を行った。 
＜表面・界面構造制御技術＞ポリブチレンテレフタレー

トとエポキシ系接着剤との界面を電子分光結像法によ

り解析した。感応性誘導体を側鎖に持つブロック共重

合体を合成し、ナノドメイン構造を持つ薄膜の作製、

ドメイン観測、金属微粒子等の選択的導入等の検討を

行った。 
＜材料評価技術＞固体 NMR により高分子鎖のトポロジ

ーや運動の時定数に関する知見を得るための検討等を

行った。また、磁場勾配 NMR 法により、高分子ゲル

中のプローブ分子の拡散過程等の解析法の検討を行っ

た。さらに高分子系のナノメートルオーダーでの力学

的物性の測定評価システムの開発検討を行った。 
＜技術の体系化および共通基盤技術の開発＞研究の骨

組みを検討し、問題点・課題の抽出を行った。 
 
［研 究 題 目     ］ナノテクノロジープログラム（ナノマテ

リアル・プロセス技術） 
 精密高分子技術プロジェクト高性能材料

の基盤研究開発 
［研究代表者］中濱 精一（高分子基盤技術研究センタ

ー） 
［研究担当者］小島  弦、岸  良一、三浦 俊明、

木原 秀元、海藤  彰、下村 正樹、

Asok Kumar Dikishit、清水  博、 
堀内  伸、中山 和郎、横山 英明、

北野  武 

［研 究 内 容     ］ 
＜三次元構造制御技術＞非晶性ブレンド膜を延伸し、配

向結晶化膜を作製し、広角 X 線回折と偏光 FTIR スペ

クトルにより解析するとともに、延伸方向ならびに垂

直方向の力学特性を評価した。液晶モノマーと非重合

性液晶とのブレンドを光重合させ、モルフォロジーと

重合条件の相関を検討した。溶液系・濃厚系の結晶化

過程を分子動力学法による解明を試みた。 
＜材料形成技術＞反応成形の反応機構の解明を質量分析

や分光分析により検討した。液晶性ポリマーのブレン

ド系について、配向結晶挙動、レオロジーおよびせん

断場でのモルフォロジー等の解析的な検討を進めた。 
＜材料評価技術＞非晶性配向膜の張力付加状態での結晶

化糧印構造変化を X 線、変更 FTIR 等によりその場計

測した。 
＜技術の体系化および共通基盤技術の開発＞研究の骨組

みを検討し、問題点・課題の抽出を行った。 
 
［研 究 題 目     ］基準創成研究開発事業 
 印刷画像向きデータ圧縮方式の標準化 
［研究代表者］樋口 哲也（次世代半導体研究センター） 
［研究担当者］岩田 昌也、坂無 英徳 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 国際規格骨子提案、国際標準化活動計画立案ならび

に情報収集 

 3度の ISO/IEC JTC1/SC29/WG1委員会に出席した

（2001年7月：Stockholm、2001年10月：San Jose、2002
年3月：Vancouver）。産業技術総合研究所の DR 方式

をベースとした JBIG2方式の拡張案（Amendment）
について、San Jose 会合にて WD が承認され、

Vancouver 会合後に PDAM 投票が行われることにな

った。 
 国内では、コピードット圧縮 WG 委員会（日本規格

協会内、8回）において、本技術の国際標準化へ向けて

の方針や戦略などに関して議論を行った。 

(2) 高圧縮・高速データ圧縮ソフトウェアの開発 

 圧縮／伸張エンジン部分の高速化と、現行の国際標

準である JBIG2ファイルフォーマットに対する親和

性向上を図った。圧縮／伸張エンジンについては、C
および C++言語レベルでの冗長箇所の検討、不必要な

変数の削除、関数呼び出しオーバーヘッドの抑制、メ

モリアクセスの簡素化を施すことにより、アルゴリズ

ム全体の再構築を行うことなく、圧縮速度を1.5倍、伸

張については2.4倍の高速化を実現した。 
 JBIG2ファイルフォーマットに対する親和性向上へ

向けた作業としては、JBIG2方式による可逆圧縮デー

タを読み込んで、元の画像データに復元する機能を付

加した。また、現在 ISO/IEC JTC1/SC29/WG1委員会

において提案している JBIG2拡張方式に準拠したフ

ォーマットでの入出力機能の実装も完了した。 
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(3) プロトタイプ LSI および実験ボードの研究開発 
 原理実証および回路規模や動作速度の推定を行うた

め、FPGA を用いてデータ圧縮／伸張器を開発した。

また、PCI ボードも作成し、これと同時に通常の PC
上で動作させるためのドライバソフトウェアやアプリ

ケーションを開発して、動作検証を行った。そしてそ

の結果として得られた知見を元に、パイプライン処理

や並列化などの高速化機構を実装したLSIのためのマ

スクレイアウトデータを作成した。 
 
［研 究 題 目     ］次世代化学プロセス技術開発新固体酸触

媒プロセス技術開発 
均一系触媒からのアプローチ 

［研究代表者］田中 正人（グリーンプロセス研究ラボ） 
［研究担当者］島田  茂、畠中 康夫（グリーンプロ

セス研究ラボ）、相馬 芳枝、徐   強、 
坪田  年（生活環境系特別研究体） 

［研 究 内 容     ］ 

 平成13年11月より開始した初年度は、関連技術の調査、

実験方法／分析方法の検討を行うと共に、新規触媒合成

を行った。三つのターゲット反応についての初年度の成

果は以下の通りである。 
１．オレフィン・オリゴマーの合成（オリゴメリゼーシ

ョン） 

(1) 新規ルイス酸とともに新規ブレンステッド酸を合

成した。 

(2) 1－デセンのオリゴメリゼーションについて新規

酸触媒を用い検討を開始し、次年度以降の検討にお

ける指針となる成果を得た。 

２．インダノン・テトラロンの合成 
(1) インダノン・テトラロンの合成法に関する文献調

査を行い、有望な反応の絞り込みを行った。 

(2) 新規ルイス酸触媒を合成した。 

(3) 新規ルイス酸触媒を用い、三段階合成法中のアシ

ル化反応や一段階合成法を検討した。次年度以降の

検討における指針となる成果を得た。 

３．ヒドロキシカルボン酸の合成 
(1) 新規に金属カルボニル陽イオン錯体及び陽イオン

性金属カルボニルヒドリドクラスター錯体触媒の探

索を行い、イリジウムカルボニルヒドリドクラスタ

ー陽イオン錯体触媒を見出した。 

(2) 上記新規触媒及びゼオライト等の固体酸触媒に対

し、脂肪族アルデヒドと一酸化炭素、水からのヒド

ロキシカルボン酸合成を中心に触媒性能評価を行

い、触媒活性を示すことを見出した。 

 

［研 究 題 目     ］生体高分子構造情報利用技術開発 
 電子線による蛋白質の構造解析技術の開

発 
［研究代表者］佐藤 主税（脳神経情報研究部門） 

［研 究 内 容     ］ 

 結晶化が難しい膜タンパク質の構造を決定するために、

単粒子解析法を用いて、電子顕微鏡画像と情報技術から

のアプローチによって、より高分解能で、より自動化さ

れた構造解析を可能にすることを目標とする。まず分解

能を向上させるために、元画像の質の向上をさせる。常

温近くでの電子線障害による蛋白質の大きな損傷は、藤

吉博士等の技術による極低温電子顕微鏡を利用し電子線

障害を減らし、非弾性散乱によるノイズは、He-stage 電

子顕微鏡に50eV の狭いスリット幅のオメガフィルター

を組み合わせることにより元画像の電子線損傷を減らし、

非弾性散乱によるノイズを小さくした。 
 自動画像ピックアップシステムの開発に関しては、多

大な成果を得ることに成功した。これまでの方法とは全

く異なる自己プログラム作成型アルゴリズムであるニュ

ーラルネットワークアルゴリズムによって、極低温電子

顕微鏡画像で約90％の的中率を示した。この方法では粒

子数の増加によって、その分解能を飛躍的に増加させ、

同時に、最初の画像合わせの基となるリファレンスをも、

その回路内に結合の強さとして自動作成した。そのため

粒子像の自動拾い上げだけでなく、リファレンスを自動

作成するという、単粒子解析のもう一つの重要課題をも

同時に解決した。 
 
［研 究 題 目     ］ものづくり・IT 融合化推進技術の研究開

発 
 加工全般にわたる技能の技術化に関する

研究開発 
 設計・製造支援アプリケーションのため

のプラットフォームの研究開発 
［研究代表者］小島 俊雄（ものづくり先端技術研究セ

ンター） 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 加工全般にわたる技能の技術化に関する研究開発 

 加工条件データベースおよび加工事例データベース

を作成するために、産総研や公設試験研究機関に集積

されている加工技術情報を調査し、データベーススキ

ーマの基本設計を進めた。データベース活用機能の開

発については、加工条件データベース及び加工事例デ

ータベースの研究に関連させて基礎的な検討を行い、

鍛造工具寿命や鋳造組織予測システムの開発、効率的

なデータベース検索が可能となる鳥瞰的インタフェー

スのプロトタイプの開発等を行った。また、加工全般

にわたる技能の技術化に関する手法を開発するために、

加工事例に対して、オブジェクト記述による定式化手

法の基本設計を進めた。 

 上記研究開発促進のために、鍛造、金属プレス、切

削、研削、研磨、レーザー加工（除去）、レーザー溶接、

物理・化学蒸着の各分野について、大学、企業、地方

公設試などの委員から構成されるワーキンググループ
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を発足させ、本研究開発に関わる共同実験や調査活動

を行った。これにより、アンケートによる中小企業の

加工ニーズや問題点の調査・分析、切削加工では共同

実験による加工条件データに対する工作機械特性差の

影響解明等を進めた。 

(2) 設計・製造支援アプリケーションのためのプラット

フォームの研究開発 

 設計・製造支援アプリケーションのためのコンポー

ネントを開発する上で守るべき規約の検証のための製

品選定調査を、研究に参加する公設試、大学、企業と

協力して行った。評価用モデルとしてカメラとエンジ

ン部品を選定し、CAD データを作成した。並行して、

「JavaとXMLによる製品モデルの記述とコンポーネ

ント間連繋技術」、「誤差に着目したオブジェクトネッ

トワークによる形状表現技術」の3技術について、コン

ポーネントバス機能や自由曲面生成、PDM システム

間連携を行うプロトタイププログラム等を開発し、そ

の基本機能の検証を進めた。また、GUI 基本プログラ

ム群、3次元図形表示用基本プログラム群についての基

本設計、詳細設計を行った。製品モデル情報の共有、

有効活用のための機能開発について、基本プログラム

群の開発やシステム構造、構成に関する規約の整備開

発に関連して検討を進め、基本設計書と詳細設計書を

作成した。 
 中小企業連携モデル、コンポーネントアーキテクチ

ャ、専用アプリケーションの各分野について、大学、

企業、地方公設試などの委員から構成されるワーキン

ググループを発足させ、本研究開発に関わる研究開発、

実験、調査活動を行い、多脚ロボット開発調査と中小

企業における CAD/CAM 利用状況調査を実施した。 

 

［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
衝撃結合効果を利用した窯業プロセスの

エネルギー合理化技術に関する研究開発 
［研究代表者］明渡  純（機械システム研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 子結合・膜緻密化メカニズムの解明 

 初年度は、噴射加工法による衝撃固化実験より原料

微粒子と成形体組織の構造解析を行い、結晶組織の変

化や成形体強度を検討した。その結果、XRD、TEM
観察などからアルミナ系セラミックス材料（α－

Al2O3）の常温成形でも、これまで報告のある PZT 等

の成膜結果と同様に、原料微粒子結晶系の維持、結晶

組織の微細化が観察され、20nm 前後の多結晶成形体

が形成できることが明らかとなった。また、粒子間結

合強度の初歩的検討として、ビッカース硬度を評価し、

常温成形で800～1200Hv程度の膜硬度が得られること

が明らかになった。 

(2) 原料微粒子調整技術 

 原料粉末の調整技術として、成膜性に影響を及ぼす

と考えられる機械的強度を調整するためにミルなどに

よる原料粉末の前処理行程の影響を検討した。その結

果、原料粉末を乾式ミル処理する事で、そのミル時間

に応じて成膜速度が著しく改善され、5h の処理で約10

倍向上できることを見出した。また、成膜時の噴射粒

子速度を飛行時間差法で評価し、その衝撃力を検討し

たところ、乾式ミル処理することで粒子結合（固化）

を実現できる衝撃力を著しく低減できる可能性を見出

した。 

 

［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
多様なニーズに対応するフレキシブルタ

ービンシステムの研究開発 
［研究代表者］古谷 博秀（エネルギー利用研究部門） 
［研 究 内 容     ］スチーム再生サイクルの検討 
(1) サイクルの特性解析 

 産業技術総合研究所で提案したスチーム再生サイク

ルにおいて、その特性を導入したシステム解析装置に

より解析し、各要素の影響について評価を行った。こ

の評価の結果を以下に示す。 

ａ）排熱回収圧力とスチームタービン出口温度の影

響：システムの性能を落とすと考えられる2つの要素

である、排熱回収温度を決定する熱回収部での圧力

の低下と、システムの最低圧力を決定するスチーム

タービン出口の温度の上昇については、再生器出口

温度を600℃一定にした影響もあるが、両者ともシス

テムの低下は招くが、その低下割合は低く、作動環

境条件によっては、これらのスペックを見直せる余

地があることが分かった。 

ｂ）タービン入り口圧力の影響：タービン入り口圧力

については、システム効率にそれほど大きな影響は

無く、その減少と共に、非常に緩やかに減少するこ

とが分かった。このことは、システム規模を小型化

する上で非常に重要であり、小型化への応用性が高

いことが分かる。 

ｃ）タービン入り口温度の影響：タービン入り口温度

については、排熱を考慮した発電効率については緩

やかに減少するが、排熱回収部を1Mpa として、回

収部出口での乾き度を0.7から上昇させることによ

って、燃料に対する発電効率の低下を防ぐことがで

き、さらに、利用できる廃熱の状況によっては、よ

り積極的にシステムに導入し、この乾き度を1に近づ

けることによって、燃料に対する発電効率をさらに

高めることが出来ることが分かった。 
(2) 噴霧実験装置試作 

 広い流量範囲で小さな噴霧粒径を得るために、まず

小流量でも小さな噴霧粒径が実現されている噴射弁を

ベースに噴射方法の検討を行うことにした。ただし、
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過熱した水を噴霧することを想定し、噴射弁はステン

レス製とし、市販の噴射弁の中からザウタ平均粒径が

10～20μm 以下と特に小さな噴霧粒径が達成可能な

ものを選定した。また、流量がやや大きめの噴射弁も

用意し、選定した噴射弁と構造を比較するとともに、

加熱状態での性能比較実験の準備を進めた。 

［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
 汎用回生型大容量スーパーキャパシタの

研究開発 
［研究代表者］本間  格（電力エネルギー研究部門） 
［研究担当者］周  豪慎、日比野光宏 
［研 究 内 容     ］ 
 高出力・大容量型のキャパシタは電気自動車のエネル

ギー回生、電力システムにおける負荷平準化や瞬停バッ

クアップなどの電力回生技術に利用することが出来、莫

大な省エネルギー効果が見込まれる。従来の炭素材料を

用いた電気二重層キャパシタは出力密度はあるもののエ

ネルギー密度は小さく電力回生技術に用いることは出来

ない。しかしながら、リチウムイオンなどのインターカ

レート物質の表面に存在する疑似容量、すなわち電気化

学反応を含んだ電気二重層を用いるとパワー密度とエネ

ルギー密度の双方を兼ね備えた大容量スーパーキャパシ

タが実現できる。本研究では新規合成プロセスを開拓す

ることにより巨大な比表面積を有するメソポーラス構造

電極を作製し、その巨大な表面疑似容量を利用して出力

密度とエネルギー密度を兼ね備えた大容量スーパーキャ

パシタを開発する。 
実施内容 
 以下の5段階の研究ステップを参加研究機関で分担し

て実施する。 
１．疑似容量を有する巨大比表面積多孔構造電極の開発 

２．多孔電極の構造解析と基本的電気化学特性評価 

３．電池システムの設計と単セル作製および電池特性評

価 

４．積層型セル作製と高速充放電試験およびサイクル特

性評価 

５．コスト計算、生産性評価、製品化検討 

技術課題 
１．大容量疑似容量を有する巨大比表面積電極材料の開

発 

 分子テンプレート法などを用いて巨大比表面積ナノ

構造電極の作製が可能 

２．低抵抗・高速イオン拡散性多孔電極の作製 

 高速イオン拡散可能なチャンネル構造多孔電極設計

により低抵抗化が可能 

目標値 
１．エネルギー密度：30Wh/kg 
２．パワー密度：3kW/kg 
３．価   格：5万円/kg 

４．サイクル寿命：10,000回 
 
［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
 高性能蓄熱材料による熱搬送・利用シス

テムの研究開発 
［研究代表者］春田 正毅（環境調和技術研究部門） 
［研究担当者］秋谷 鷹二、遠藤  明、依田  智 
［研 究 内 容     ］ 

①高性能蓄熱材料の設計・探索 

 本研究における高性能蓄熱材開発は、蓄熱密度を格段

に向上すると共に、システム用途に最適化した水蒸気圧

／吸着特性を得ることを目的とする画期的なものである。

これまで、吸着式ヒートポンプなどの密閉系蓄熱システ

ムで主に用いられてきたシリカゲルの蓄熱密度

600kJ/kg を越える新規材料の開発のため、文献などによ

り候補となりうる材料の水蒸気吸着特性について検討し

た。低温排熱熱利用密閉系システム用蓄熱材料としては、

実際のプロセスにおける操作圧力範囲（斜線部分）にお

ける蓄熱量の大きな材料が理想的である。（操作圧力範

囲は、実際のプロセスにより異なるが、例えば、80℃の

駆動熱源で、7℃の冷熱を考えた場合、操作範囲は相対圧

約0.1～0.3となる。）ゼオライトは、細孔径が小さく、水

蒸気との相互作用が強いことから、水蒸気の吸着はかな

り低相対圧でほとんど飽和し、操作圧力範囲においては

吸脱着量は少なくなってしまう。また、再生温度も200℃

以上（一般的には300℃以上）となるため、本研究で提案

しているシステムに用いる蓄熱材料としてはふさわしく

ない。従来報告されているメソポーラスシリカ MCM-41
や FSM-16では、水蒸気吸着量の急激な増加が起こる相

対湿度は40％以上であり、細孔径をより小さくした高規

則性メソポーラスシリカが合成できれば、有望な候補材

料となりうることが分かった。 

②高性能蓄熱材料合成の予備検討 

 メソポーラスシリカやシリカエアロゲルなどのシリカ

系多孔質材料について、蓄熱量増加が期待される蓄熱材

料とその合成手法を探索し、合成手法に係る予備検討を

行い、本年度はメソポーラスシリカの細孔径制御（1.8

－3.0nm）の手法を確立した。試料の合成は、ゾルーゲ

ル法の一種である溶媒蒸発法により行った。合成した試

料は、規則的なシリンダ条の細孔を有するもので、細孔

径の制御は、使用するテンプレート（界面活性剤）の炭

素鎖長を変えることにより行った。使用するテンプレー

トの種類により、高秩序なメソ孔を得るための最適溶液

組成が異なり、テンプレートの炭素鎖が短いほど最適な

テンプレート／シリカ源（TEOS）のモル比が大きくな

ることが分かった。また、細孔径については、今回用い

た溶媒揮発法においては、いずれのテンプレート（アル

キルトリメチルアンモニウムクロリド：炭素鎖長さ10～

18）を用いた場合でも、同様のテンプレートを使用して
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水熱合成法により合成されるメソポーラスシリカよりも、

細孔径が約1nm 小さくなることが分かった。従って、よ

り低相対湿度における吸着量の増加が期待できる。 

③蓄熱性能評価装置の設計･製作 

 従来にない広い温度範囲の蓄熱特性データを得ること

を目的として、水蒸気吸着量と微分吸着熱が同時に測定

可能な蓄熱特性評価装置および各種蒸気・ガスの吸着特

性が測定可能な蒸気吸着特性評価装置を設計・製作した。

また、システム性能評価シミュレーションに必要な熱伝

導度、比熱などの熱物性を測定するための熱物性評価装

置の設計・製作した。炭素鎖数が16のテンプレート（セ

チルトリメチルアンモニウムクロリド；C16TAC）を使

用した場合の25℃における水蒸気吸着等温線を測定した

（次頁の図）ところ、水蒸気吸着を一回行った後は、シ

リカの表面が親水化され吸着量の立ち上がりが低相対圧

側にシフトしたが、300℃で加熱処理を行うことにより、

吸着の立ち上がりは再び高相対圧側にシフトした。また、

水蒸気の飽和吸着量については、一回吸着後は若干の減

少が見られたが、2回目以降は変化がなかった。これらの

ことは、本研究において、吸着材の評価をする際に、吸

着材の再生行程を明確に規定して評価しなければならな

いことを示している。 

 

［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
 エネルギー・物質併産プロセス評価解析

システムの開発 
［研究代表者］中岩  勝（環境調和技術研究部門） 
［研究担当者］大森 隆夫、大竹 勝人、竹林 良浩、

幡野 博之、鈴木 善三、松田  聡 
［研 究 内 容     ］ 

 「基本コンセプト開発と解析ツールの概念構築」につ

いては、エネルギー系と物質生産系を同時に結合して評

価解析ができる解析システムの開発に着手し、熱ピンチ、

エクセルギー解析、物質（水、水素）ピンチ、トータル

サイト解析等の手法を組み合わせて、基本的には線形計

画法アルゴリズムに基づく手法を検討した。またプログ

ラムモジュールの基本構成を検討した。 
 「高温系廃熱・廃棄物利用プロセス等の評価技術の開

発」では鉄鋼、石炭複合系産業を中心にして数百度以上

の高温廃熱や COG などに関わる利用可能性データベー

スの作成を行った。また、排出される高温廃熱や廃棄物

を利用した低温ガス化技術に関する調査ならびに要素技

術の評価法の調査を行った。 
 「低温系廃熱・廃棄物利用プロセス等の評価技術の開

発」では、低温廃熱を有効に利用して、温暖化ガスであ

る二酸化炭素を回収・利用するシステムの解析手法の検

討に着手した。 
 
［研 究 題 目     ］固体高分子型燃料電池の研究開発 

 中温作動型固体高分子形燃料電池の研究

開発 
［研究代表者］本間  格（電力エネルギー研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

１．中温・低加湿プロトン伝導性高分子電解質膜の開発 
 熱的に安定な構造水を有し中温領域でもプロトン伝

導性を有する水和金属酸化物と耐熱高分子の複合化あ

るいは酸塩基カップルと耐熱高分子の複合化という手

法を用いて、中温・（室温～200℃）低い相対湿度条件

下でも従来型電解質膜に比べて格段にプロトン伝導度

の向上した新規高分子電解質膜を開発する。 

２．高活性触媒電極材料の開発 

 白金合金系超微粒子とタングステンポリ酸などのプ

ロトン伝導性の固体酸クラスターをナノ（nm）レベル

で複合した「ナノ複合電極」を作製し、大面積ヘテロ

界面の特異な反応を利用した耐 CO 触媒電極を作製す

る。また、メカニカルアロイング法等を用いて白金合

金の組成、サイズ、構造を制御した超微粒子触媒電極

を作製し低い過電圧（0.3V）でも酸素還元反応が進行

する高活性触媒電極を開発する。 
 
［研 究 題 目     ］デスクトップ型工作機械技術の研究開発 
 超高速卓上型ミリング加工機の開発 
［研究代表者］岡崎 祐一（機械システム研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

 下記の開発機仕様を満たす、超高速主軸（回転速度毎

分20万回転超）を用いた小型高精度のミリング加工機（実

証機）の開発を平成15年度末における最終的な達成目標

とし、平成13年度は以下の研究開発を実施した。 
(1) 基本設計と要素技術開発 

①基本構造と機構の設計：超高速回転の小型主軸と高

加減速・高追随性のステージを備えた構造とする。 

②超高速主軸の開発：主軸回転速度を大幅に上げ、高

能率加工や難削材の加工が可能な回転速度300,000 
rpm の小型主軸を開発した。 

③高速ステージ機構の開発：コンパクトで高加速度（最

大2G）のリニアモータ駆動 XY ステージを設計・開

発した。 

(2) 微細切削機構と最適加工条件の導出 

④加工条件と加工品位の解析：高速主軸（回転速度毎

分20万回転以下）を用いた試作機を製作し、超高速

微細ミリング加工における切削条件と切削力との関

係を実験的に求めた。 

開発機仕様 

対  象：微小径（0.5mm 以下）のエンドミル工具

を用いた金型材の高精度3次元ミリング加

工 
加工機の大きさ：30リットル程度 
加工領域：40mm 立方程度以上 
加工性能：面の輪郭度2μm、表面粗さ（Rz）2μm 以



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(259) 

下 
消費電力：装置全体で概ね500W 以下 

 

［研 究 題 目     ］超精密型の加工・計測技術の研究開発 
 微少な矩形断面形状構造を持つ超精密型

の製造・計測技術の研究開発 
［研究代表者］前田龍太郎（機械システム研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

(1) 微小な矩形断面形状構造を持つ超精密型の製造技術 

 製造技術全体の構想を固め、第1次マスター型製作装

置の設計・試作を行った。具体的には第1次マスター作

成のためのシリコン深堀エッチング装置の試作を行っ

た。またエッチングの勾配を制御するために噴霧式レ

ジスト塗布装置により、段差や斜めの形状の上への微

細加工技術を開発した。市販のソフトを利用して設計

した光学マスクのクロム部分の3次元微細加工を集束

イオンビームを用いた微細プローブ加工装置により行

った。各種金属スパッタターゲットで SOI ウエハ上等

のダイアフラム上に X 線の吸収体を作製し、光学マス

クを元にして X 線露光用のマスクを試作した。これを

用い既存の放射光設備に加工を外注し、アクリル材料

および高感度ネガレジストである SU8を用いての露

光を行った。それぞれの第1次マスター型に対して電気

メッキによる Ni ベースの金型製作にも着手した。次

年度以降の展開を考慮し、金型の勾配角度の制御を1

度程度で行えることに目途をたてた。また側面の粗さ

として200nm 以下を達成することに成功した。 

(2) 狭隘部精密計測技術 

 計測技術全体の構想を固め、計測装置の設計・試作

等を行った。具体的には上記の超精密型加工技術によ

り得られた型の角度を精密に計測するための、原子間

力プローブ顕微鏡の原理に基づいた微細形状計測装置

の設計および試作を行った。同時に試料精密切断装置

により実際にシリコンマスター型の断面形状を非破壊

に近い状態で切り出し、電子顕微鏡で形状の測定を行

い、上記の微細形状測定器での計測結果との対比を行

った。また既設の表面構造解析装置による観察結果と

も対比を行った。本年度は金型の勾配角度の計測を角

度分解能0.5度程度で行えること、および側面の粗さ測

定分解能として50nm 以下とすることに成功した。 

 

［研 究 題 目     ］材料ナノテクノロジープログラム 
       ナノガラス材料プログラム 
［研究代表者］西井 準治（光技術研究部門） 
［研究担当者］福味 幸平、北村 直之、村瀬 至生、

安藤 昌儀、矢澤 哲夫（生活環境系特

別研究体）、蔵岡 孝治、赤井 智子、山

下  勝、安田 和明 
［研 究 内 容     ］ 

 本プロジェクトでは、原子・分子レベルの電子状態等

の構造を制御する技術及び評価技術、ナノレベルの超微

粒子や異質相を分散させる技術、異質相をガラス中に規

則配列させる技術を中心にして、特にナノレベルでの構

造制御を主体とした新たな特性・機能発現の開発を目的

とする。 
 外部場操作技術では、1.0％以上の屈折率変化を有する

ガラスの合成に成功した。超微粒子分散技術では、青色

発行を示す超微粒子の合成条件を最適化することにより、

当初目標を3％上回る発行効率を得た。有機－無機ハイブ

リッド技術（気孔配向膜）では有機－無機ハイブリッド

化に適し、電場などにより配向しやすい液晶部分を選択

し、透明・均質なゾルが作製できるシリカガラス源を見

出すとともに、電場配向膜作製装置の設計・試作を完了

した。 

 

［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
非平衡反応系による高効率物質併産プロ

セス技術の研究開発 
［研究代表者］矢澤 哲夫（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］蔵岡 孝治、神  哲郎 
［研 究 内 容     ］ 

 省エネルギー技術は多分野の技術が複合して相関する

技術であり広範な基盤技術が要求される。産業部門の省

エネルギーニーズへ向けた技術シーズとなる非平衡反応

促進による反応温度の低下を可能とする高性能触媒並び

に水素分離膜等の基礎装置技術向け基盤材料の研究開発

を目的として、金属基材膜上へのコーティング膜の形成、

パラジウムの蒸着源の選択および化学蒸着法により担持

するプロセスの最適化を検討する。 
 金属基材膜上へのコーティング膜の形成において、市

販のシリカゾルを用いディップコーティング法によりコ

ーティングを行い、基材膜上へシリカ層が作製可能であ

ることを確認した。また、パラジウム蒸着源の選択及び

蒸着プロセスの検討において、パラジウム蒸着源として

パラジウムアセチルアセトナトおよびパラジウムヘキサ

フルオロアセチルアセトナトを用い、多孔質ガラス膜基

材上への化学蒸着を試み、気化部温度および反応部温度

を制御することによりパラジウムの化学蒸着が可能であ

ることを確認した。 
 
［研 究 題 目     ］エネルギー有効利用基盤技術先導研究開

発 
HEV 用ニッケル水素電池の低コスト化

技術の研究開発 
［研究代表者］境  哲男（電池システム連携研究体） 

［研究担当者］棚瀬 繁雄、Huabin Yang（ﾎﾟｽﾄﾞｸ）、

山崎  剛（ﾃｸﾆｶﾙｽﾀｯﾌ）、柳原 伸行（ﾃ

ｸﾆｶﾙｽﾀｯﾌ）、岩城  勉（ﾃｸﾆｶﾙｽﾀｯﾌ） 
［研 究 内 容     ］ 
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 Hev用ニッケル水素電池の電池材料および電極技術の

革新を図り、Hev車の普及に寄与することを目的として、

従来とは全く異なる技術コンセプトで電池の低コスト高

出力材料の開発をする。 

 技術動向調査及び特許動向調査を基に、低コスト・高

出力な新塗着式ニッケル正極を開発するために必要な構

成材料である高集電性基材の開発を中心に、材料探索や

設計を行った。 

 高集電性の電極基材とするために、金属多孔板の穴径

や空隙率の設計、擬似3次元化のための加工方法、表面処

理条件等の設計及び最適化を行い、電極厚み方向の集電

効果の向上を図った。正極活物質粒子の集電性向上のた

めに、水酸化ニッケルの表面処理方法、高集電性導電助

材の製造方法や組成、形状などを検討し、水酸化ニッケ

ル粒子の表面をコバルト酸化物で被覆することで導電性

が向上することを明らかにし、導電助剤としてフレーク

状ニッケルを添加することで活物質の導電性が向上する

ことを確認した。 
 また、負極水素吸蔵合金について、低コスト化のため

に Co 量を減少し、Mg を加えた組成を設計、試作し、化

学分析、粒度分布等の評価を行い、電極としての特性を

調べ、Co 量減少の可能性を明らかにした。 

 

［研 究 題 目     ］固体高分子形燃料電池の研究開発 
 新規一酸化炭素被毒耐性アノード触媒の

開発 
［研究代表者］宮崎 義憲（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］五百蔵 勉、藤原 直子、上田  厚、

山田 裕介、岡田 達弘（環境調和技術

研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 
 PEFC の本格的な普及を推進し低コストな触媒の安定

供給に資することを目的として、白金－金属酸化物触媒、

白金－有機金属錯体触媒を検討し、ルテニウムを使用し

ない新規な耐一酸化炭素被毒アノード触媒を開発する。 
 迅速触媒調整技術と気相 CO 酸化反応についての迅速

触媒活性評価技術により、白金－金属酸化物との組み合

わせについて探索を行い、耐一酸化炭素被毒特性を発現

すると期待される候補金属酸化物として、タンタル酸化

物及びニオブ酸化物を見出した。高い電子導電性を示す

モリブデン酸化物について、白金の耐一酸化炭素被毒特

性向上に効果があることが分かった。 
 触媒調整条件の最適化を目的として、前駆体およびそ

の調整条件について検討を行った。その結果、Pt/C 触媒

及び Ta 酸化物-PtRu/C 触媒について、白金前駆体とし

て塩化白金酸を用い、熱分解、水素還元、水蒸気処理を

行い、先に酸化物をカーボンブラック上に担持してから

PtRu を同時に担持する方法が良いことが分かった。 
 白金－有機金属錯体に関して、硫酸溶液中でのメタノ

ール酸化反応に対する触媒能を調べた結果、白金テトラ

アミン錯体等より調製した触媒系が白金の数10倍もの活

性を示すことが分かった。 
 
［研 究 題 目     ］固体高分子形燃料電池の研究開発 
 固体高分子形燃料電池の劣化要因に関す

る研究 
［研究代表者］安田 和明（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］田中 孝治 

岡田 達弘（環境調和技術研究部門） 
［研 究 内 容     ］ 

 固体高分子形燃料電池の長時間連続運転における耐久

性に影響を及ぼす因子とその作用機構を解明することを

目的として、種々の作動条件が電池劣化に及ぼす影響の

研究を行う。 
 燃料電池電極内部構造の解析方法として、高分解能透

過型電子顕微鏡を用いた燃料電池の構造解析は、複雑な

電極内部の粒子径分布や元素組成分布の詳細な分析が可

能であり、電極触媒劣化の解析法として有効であると判

断できた。 
 供給ガスが不足した場合の劣化現象のデータ取得と劣

化試料作製のため、供給ガスの部分的不足を模擬した条

件下で試験作動を行うための単セルおよび評価システム

を製作した。 
 不純物イオンによる劣化現象を解明するため、アルカ

リ、アルカリ土類金属、遷移金属が酸素極特性の劣化に

与える影響を定量的に把握し、劣化機構を検討した結果、

不純物イオンは高分子電解質・白金界面で特異的な反応

抑制作用を演じていることが判明した。 
 
［研 究 題 目     ］二酸化炭素固定化・有効利用技術実用化

開発 
分岐型ポリエーテル／無機ナノハイブリ

ッド分離膜による二酸化炭素分離回収シ

ステムの開発 
［研究代表者］矢澤 哲夫（生活環境系特別研究体） 
［研究担当者］蔵岡 孝治、神  哲郎 
［研 究 内 容     ］ 
 二酸化炭素透過性に優れ、二酸化炭素／窒素分離係数

の高い分岐型ポリエーテル／無機ナノハイブリッド分離

膜による二酸化炭素分離回収システムを開発する。 
 分岐型ポリエーテルをゾルゲル法によってシリカマト

リックス中にナノハイブリッド化した膜を創製するため

に、シリカマトリックスとポリエーテル類とのナノ分散

の条件を検討した。ゾルは PEG：シリコンテトラエトキ

シド：メタノールが1：10：10の割合（重量比）の組成を

有しており、PEG の代わりに PVP 及び POZO を同様に

添加しても透明なゾルが得られることが分かった。また、

ゾルを固化させて得たゲル体の赤外吸収スペクトルの測

定及び当該ゲル体を焼成し、窒素吸着法によって細孔径

分布を測定し、細孔容積と比表面積をプロットすること
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により PEG、PVP、POZO が水素結合を駆動力として

シリカマトリックス中に分散していることを確認した。 
 
②【その他公益法人】 

 平成13年度は、46テーマを1,414百万円で実施した。 

 

③【民間企業】 

 平成13年度は、78テーマを334百万円で実施した。 

 

④【受託出張】 

 平成13年度は、受託出張の経費17百万円を受け入れ

た。 



研 究 
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２．研究関連業務 
 産総研の研究を支援する業務を担う本部機能を東京及びつくばに集中した。これは、各所に分散していた研究関連

業務、管理業務等について可能な限り集中することにより、重複業務を整理するとともに、統合のメリットを最大限

に活用した業務運営効率の高い組織、制度を確立するものである。このため、管理業務においては、先進的に電子化

を導入し、ネットワークを活用した事務処理の効率化を進め、処理の効率化・ペーパーレス化・迅速化を図っている。

同時に、各業務を精査し、業務内容の見直し、外部専門家の活用を検討し、適当と考えられる業務については外部委

託を推進している。また、業務効率化の観点から、研究関連部門等の業務内容の妥当性を点検し無駄のない業務運営

を行っている。 
 より一層の研究活動の推進を目指して、以下のような機能を担う組織を作り、様々な社会ニーズへの的確な対応に

努めている。 
 戦略的企画機能を担う体制を構築し、研究所全体の経営戦略案、研究戦略案の策定及び研究資源の要求案、配分案

の企画、調整を行う。 
 技術情報を体系的に取り扱う体制を構築し、内外の産業技術動向と分野別研究動向を把握し、研究所内の重点的研

究課題設定のためのシンクタンクとするとともに、毎年度、調査結果を報告書等により広く公表する。これをもって、

産業技術に係る政策立案への貢献を積極的に推進するものとする。 
 産業界等との役割分担を図りつつ研究開発活動を推進するとともに、研究所で醸成された研究成果が、産業界等で

広く利活用されることを目指し、産業界等と積極的に研究協力・連携を推進する。そのため、日本全国に配置された

研究拠点を活用して、広く研究開発ニーズや産学官の連携に対するニーズの発掘、収集に努めるとともに、ベンチャ

ーも含めた産業界への技術移転等に努める。 
 また、研究所の概要、研究の計画、研究の成果等について、印刷物、データベース、インターネットのホームペー

ジ等の様々な形態により、広く国民に対して分かりやすい情報の発信を行う。同時に、国内外から要請の高い各種の

標準化、規格化等、知的基盤構築に対して積極的に貢献する。 
 さらに、科学技術に関する国際的な研究展開、成果の国際普及、途上国技術支援を行う。 
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＜凡 例＞ 
 
研究管理・関連部門名（English Name） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第×、△△センター 
人 員：実効人員数（職員数） 
概 要：部門概要 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図 
（3/31現在の役職者名、各部署の人数 総人数（職員数）） 

--------------------------------------------------------------------------- 
○○部（○○English Name Division） 
（つくば中央第○、△△センター、実効人員数（職員数）名） 
概 要：業務内容 
 
××室（××English Name Office） 
（つくば中央第○、実効人員数（職員数）名） 
概 要：業務内容 
 
△△室（△△English Name Office） 
（△△センター、実効人員数（職員数）名） 
概 要：業務内容 
--------------------------------------------------------------------------- 
 業務報告データ（表等で報告） 
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(1) 監査室（Auditors' Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部 
人 員：4名 

概 要： 
１．監査室の業務概要 
 監査室の業務は、独立行政法人通則法（以下「通則

法」という。）第19条第4項に基づき監事が行う研究所

の業務の能率的かつ効率的な運営を確保することを目

的とした監事監査等の補佐に関する業務、研究所の業

務の執行状況を正確に把握して適切な助言及び勧告を

行うことにより、内部統制システムの充実及び改善を

図り、業務の適正かつ効率化及び業務の透明性の確保

等に寄与することを目的とした内部監査業務、会計検

査院法第22条第5号の規定に基づく会計検査院による

会計実地検査及び通則法第39条の規定に基づく会計監

査人の期中・期末監査等の外部機関の検査及び監査へ

の対応に関する業務である。 
２．13年度業務内容 

(1) 監事監査及び内部監査業務 
 本年度は、独立行政法人移行の初年度であり、監

事監査規程及び内部監査規則の制定、業務フロー等

の作成を行う等、監査体制の整備を行なうとともに、

次年度において本格的な監事監査及び内部監査が効

率的かつ円滑に執行できるよう研究関連・管理部門、

研究部門等及び地域センターに赴き、各種業務の執

行状況及び新システムの稼働状況等の調査を実施す

るとともにイントラ等から各種資料等情報収集を行

なった。また、その結果に基づき、当面の監査重点

項目の設定及び監査対象部門等の選定を行ない、監

事監査計画及び内部監査計画を策定した。 
(2) 外部機関の検査及び監査への対応に関する業務 

  ① 会計検査院に係る業務 
 独立行政法人移行に伴い、会計検査院へ提出す

る計算書及び証拠書類等については、国の機関の

ときと異なり、新たに、個別の法人ごとに会計監

査院が別途指定することとなるため、各種規定等

の説明及び会計処理状況等を関係書類に基づき説

明し、指定のための連絡・調整を行ない、平成13

年10月に「独立行政法人産業技術総合研究所の計

算証明に関する指定」についての通知を受理した。 
 また、会計実地検査が地域センター2カ所、つく

ば本部で2回実施され、検査日程及び会計実地検査

調書の様式及び作成要領について調整を行なうと

ともに会計実地検査調書を作成し、提出した。 
  ② 会計監査人に係る業務 

 研究所は、通則法に基づき、会計監査人の監査

を受けなければならないため、監査人名簿を経済

産業大臣あてに提出し、大臣から新日本監査法人

が選任された。 

 また、会計監査人が行う監査の実施状況につい

て、定期的に報告を受けるなど連携を図った。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

 
 監事 2（1名）  
 
    監査室長 小田  博 
    室長代理 西沢 良教 
    総括主幹 小野瀬克信 他 1(1)名 
 
(2) 企画本部（Planning Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、つくば中央第1 
人 員：136（129）名 
概 要：企画本部は、東京本部を霞ヶ関に、つくば本部

をつくば中央第1に置く2本部体制をとっている。 

 東京本部においては、産総研の総合企画、政策、経営、

渉外、財務、広報等を担当としている。理事長の執務を

補佐、国会、経済産業省への総括的な対応をし、総合科

学技術会議や NEDO 等の外部機関との窓口となっている。

また、産総研の総合的な経営方針及び研究方針の企画及

び立案、産総研の業務の実施に係る総合調整並びに報道

及び業務合理化の推進等に係る業務を行っている。 

 つくば本部においては、産総研の技術戦略、研究計画、

研究実施部門、管理関連部門との調整等を担当としてい

る。分野別研究戦略の提案、研究センター・研究部門・

研究系研究ラボの新設及び改廃案の策定、中期計画及び

年度計画の取りまとめを行っている。また、産学官連携

及び地域拠点に関する企画及び調整、研究実施部門への

適正な予算配分及び人員配置、研究施設及び環境安全管

理等に係る業務を行っている。 
 また、企画本部には、報道室、材料戦略室（平成13年

10月1日発足）及び情報公開推進準備室（平成14年3月1

日発足）を置き、それぞれの特定した業務を遂行してい

る。なお、発足当初、企画本部に置いていた業務合理化

推進室は、平成13年7月10日に業務推進本部として再編成

して、企画本部から独立した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
【企画本部】 
   企 画 本 部 長       中島 一郎 
   副企画本部長 神本 正行 
          薦田 康久 
   総括企画主幹 島田 広道 
          竹中 啓恭 
          尾沢 潤一 
          若林 光次 
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          倉田 健児 
          瀬戸 政宏 
          鳥山 素弘 
          一村 信吾 
          松井 俊浩 
          永壽 伴章 
          佐伯 俊則 
          矢野 雄策 
          三木 幸信 
          福田 洋一 
          岩崎 孝志 
   総括主幹 新井 良一 他 93(86)名 
   【報道室】     室  長 若林 光次 
   【材料戦略室】   室  長 小田 喜一 

             室長代理 山中  裕 
   【特別事業推進室】 室  長 佐伯 俊則 

             室長代理 若林 光次 

                  他 16(16)名 
   【情報公開準備室】 室  長 遠藤 秀典 
             室長代理 新井 良一 
                  他 1(1)名 
--------------------------------------------------------------------------- 
報道室（Press Office） 

（東京本部、1（1）名） 

概 要：報道室は、産総研の広報及び報道に関する基本

方針の企画及び立案並びに総合調整に関すること、及び、

研究所の方針、重要な研究成果その他緊急時の対策等の

報道に関すること業務としている。 

 

材料戦略室（Office of Strategic Material Research） 

（東京本部、2（2）名） 

概 要：材料戦略室は、産総研の材料研究推進に関する

基本方針の企画及び立案並びに総合調整に関する業務を

行う。 

 

特別事業推進室（Special Project Promotion Office） 

（東京本部、17（17）名）  

概 要：特別事業推進室は、研究所の特別事業として推

進する建設物等の総合調整に関する業務を行う。  

 
情報公開準備室 

（Information Disclosure Planning Office） 

（東京本部、2（2）名） 

概 要：情報公開準備室は、「独立行政法人等の保有する

情報の公開に関する法律」（平成13年11月成立）施行に対

する体制整備に関する業務を行う。 

 
(3) 業務推進本部 
（General Administration Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 

所在地：東京本部・つくば本部 
人 員：67名［内、事務局員7人］（すべて併任） 
概 要：「適正かつ効率的にその業務を運営するよう努め

なければならない」（独法通則法第3条1項）という独法の

使命に則り、産総研の業務運営の効率化を図ることを目

的として、平成13年7月10日に発足。理事長直属部門。 
 当本部では、「研究所の業務効率化に関する基本方針

の企画及び立案並びに総合調整に関すること」及び「研

究所の業務効率化の推進に関すること」（組織規則第6

条）の各業務を担当。 
【平成13年度の主な業務内容】 
○管理関連部門及びユニット付事務室等間接部門に対し

て、ヒアリングを実施。業務運営の現状と各職員の持

つ問題意識の把握に努めた。 
○産総研イントラ・基幹業務システムにおける立ち上げ

期不具合への対応。各部門に対し、イントラ、財務会

計、勤務時間、ワークフロー、文書管理の各システム

の整備、開発促進を支援。 
○業務の外部委託を効率的に実施するため、警備業務や

施設維持管理業務、その他公益法人への委託業務の見

直しを検討し、実施スケジュールを策定。 
○「業務改善提案箱」をイントラ内に設置。職員の業務

効率化に対する意識向上を図り、建設的なものについ

ては積極的に採用していく方針。 
【効率化に向けての考え方】 
 独立行政法人の使命である効率的かつ効果的業務の運

営にあたり、中期目標、中期計画及び年度計画に則り、

業務効率化に向けた取り組みを実施。すなわち、サービ

スの質や研究環境の向上と業務経費削減の両立を目指し、

国研時代の旧習に変わる独法としての新しい経営のあり

方を提示し、自己評価制度や監査業務との密接な連携を

通して効率的な業務運営を実現させる。 
【今後の計画】 
 平成13年度の実態調査等を踏まえて業務効率化計画を

策定し、必要に応じて、目標達成のため該当部署に対し

必要な指導をする。併せて、業務フローについての改善

提案を行うなど、個別業務に係る改善に向けた企画立案

を行う。また、業務効率化の自発的推進がなされる環境

整備についても検討する。 
 
【主な活動経緯】 

年月日 事 項 名 内  容 
H13.7.10 「業務推進本部」

発足 
企画本部業務合理化推進室

を発展的に改組。 

鹿島理事を本部長に管理4

部門、先端情報計算センタ

ーの部門長等を含め69名構

成で発足。 

本部事務局は東京に設置。 
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H13.7.18 「産総研イント
ラ・基幹システム
整備作業チーム」
の発足 

所内イントラ・基幹業務シ
ステムの改善と業務正常化
へ対応。個別業務システム
のプログラム最適化・シス
テム再構成と運用方針修正
による負荷軽減・ハードウ
ェアの追加調達によるシス
テムの負荷分散を実現。 

H13.9.3～ 
 
 

施設維持等外部
委託の見直し 
 
 

H13.11.2 「外部委託効率
化検討チーム」の
発足 

警備業務及び施設維持管理
業務の効率化、その他公益
法人への業務委託の見直し
を検討し、実施スケジュー
ルを策 定。 警備 業務は
H14FY、施設維持管理業務
は H15FY から新方式を導
入予定。 

H13.10.1 「業務改善提案
箱」の設置 

産総研イントラ内に設置。 
平成13年度（設置以降）の
提案件数：133件 

H13.10.4～ 業務効率化検討
課題抽出作業 

管理関連部門10室を対象
に、日常業務に係る業務フ
ロー等について確認し、業
務効率化に向けた検討課題
の抽出作業を実施。 

H13.12.10 「管理・関連部門
の業務効率化に
関する調査」委託
事業の開始 

外部コンサルタントを導
入。管理関連部門及び研究
ユニット付事務室等の業務
効率化に関する調査分析を
実施。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
 

     業務推進本部長 

      鹿島幾三郎（理事） 

  

  業  業務推進副本部長 

  務   薦田 康久 

  推   （企画本部副本部長） 

  進 

  本  業務推進本部員：5名 

  部   寺倉 清之 

  連   （先端情報計算ｾﾝﾀｰ長） 

  絡   柳下  弘 

  会   （業務推進部門長） 

      津田  博 

      （能力開発部門長） 

      五十嵐 章 

      （財務会計部門長）   事務局長 

      吉田 忠弘       福田 洋一 

      （研究環境整備部門長） （企画本部総括企画主幹） 

 

     業務推進本部員補佐：29名  

 

     業務推進本部付：30名（内,業務推進本部事務局員：６名） 

                     総人員 67人 

(4) 評価部（Evaluation Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5 

人 員：17名（15名） 

概 要：評価部では、研究および管理関連ユニットを対

象に業務内容の妥当性と効率化を点検するための評価を

実施している。 
 研究ユニットの評価では、外部の専門家により構成さ

れるレビューボードを設置し、ユニット毎の評価委員会

において研究開発全般に亘る評価と助言をえ、理事長に

報告するとともに報告書を発行して一般に公開すること

としている。平成13年度は、プレ評価と成果ヒアリング

を実施した。 
 管理・関連部門の評価では、業務の効率化及びサービ

ス・業務の質の向上という観点から、業務内容、業務目

標の妥当性及び業務実績を評価した。今年度は、9部門、

2センターの評価を実施した。 

 理事長の諮問機関である運営諮問会議は、当所全体の

パフォーマンスの向上やポテンシャルの発展について、

内外の専門家や有識者から助言を得るためのものである

が、評価部は企画本部とともに、この会議の設立と運営

に携わっている。今年度は、外国人7名を含む14名の委員

から構成される運営諮問会議を設立した。初の会議開催

は来年度5月に予定している。 

 また、企画本部と連携しつつ独立行政法人評価委員会

に対応することも当部の業務である。今年度は企画本部

と協力して独立行政法人評価委員会に対して、8月の委員

のつくばセンター見学への対応、10月の中間状況報告等

の業務を行った。 
 評価関連業務としては、日本原子力研究所等と評価シ

ステムに関する情報交換を行ったほか、評価関連のシン

ポジウムや委員会等に積極的に参加し当所の評価法に反

映させるよう努めた。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 
 
評価部  部長 古賀 洋一 
     次長 岡路 正博 他 15(13)名 
--------------------------------------------------------------------------- 
評 価 
１．レビューボード 
 レビューボードは、研究ユニットを対象に評価と助

言を与える外部専門家集団である。プレ評価に先立ち、

延べ150余名の外部専門家からなるレビューボードを

設置し、その中から専門性を考慮して研究ユニット毎

に評価委員会を組織した。委員の委嘱にあたっては、

利害関係判定基準に則り厳正に吟味した。委員には、

利害関係者でないことの確認書の提出を求めるととも

に、委員会で得た情報を他の目的に使用しない旨の承

諾書の提出を求めた。 
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 プレ評価実施後成果ヒアリングに向けて、評価の一

層の客観性を確保するためレビューボードに127名の

新規委員を追加したことにより、平成13年度末時点で

267名の委員を擁している。 

２．プレ評価 
 産総研発足の年であり、第一期の研究活動の成否が

今後の産総研の活動に大きな影響を与える可能性があ

ることを踏まえ、研究ユニットが実施する研究の目標

やユニットの運営方針などの妥当性についてプレ評価

を行った。ラボを除く47の研究ユニットを対象として4

月からスタートし、3～5名の委員により書面評価およ

び委員会形式での評価を実施、委員からの貴重なコメ

ントを得て7月に終了した。 
 評点とコメントはユニット毎に様々であったが、お

しなべれば、全ての項目で概ね妥当という結果であっ

た。改善点では、課題を整理すべきとの指摘が多くの

ユニットに対してなされた。過去のしがらみとは決別

し効率的な研究体制を構築することがユニットの最大

の課題であるといえる。産総研全体に対しても様々な

コメントが寄せられたが、一言でいえば、外部から見

てどのような研究を行っているかが目に見えて分かり

易い研究所になるべきであるというものであった。研

究開発における産総研の役割、産総研内における各研

究ユニットの役割を明確にすることによって、独立行

政法人として能動的かつ特徴をもった研究を行ってい

くことが必要であり、同時にマネージメントを含めた

全ての研究者や職員の意識改革も急務であるとの指摘

を受けた。 
３．成果ヒアリング 
 研究ユニットに対する成果ヒアリングは、中期計画

の効率的推進の観点から毎年行い、特に中期計画の3

年目と最終年にはそれぞれ中間評価および最終評価と

して実施する。評価結果は、研究ユニット長の判断に

より研究活動に反映させることを第一義とするが、研

究資源の配分等にも利用される。 
 今年度の成果ヒアリングはラボを含む全54ユニット

を対象に、13年12月下旬から14年3月中旬にかけて5～6

名の委員による委員会形式で実施した。評価項目は、

中期計画課題を含むユニットの重点課題と運営・体制

の2点としたが、研究部門については特記すべき業績も

加えた。 

 評点とコメントの取りまとめおよび分析は、次年度

当初に行い、早い時期に報告書として公表する予定で

ある。 
４．関連部門評価 
 管理・関連部門における業務の効率化及びサービ

ス・質の向上をはかるため、管理・関連部門のうち9

部門2センターに対して、インタビューと業務棚卸調査

等を通して業務領域と業務内容の把握を行うと共に、

それら部門の主要業務の妥当性と指標に基づく達成度

について、管理・関連部門業績評価委員会により評価

を実施した。 
-------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 
プレ評価結果報告書（平成13年8月） 
＊産総研公式ホームページ（http://www.aist.go.jp/）の

評価部のページから閲覧可能。 
 
(5) 環境安全管理部（Safety and Environmental 
Protection Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5 

人 員：16（14）名 
概 要：環境安全管理部は、理事長を補佐し、研究所の

労働環境及び安全衛生の管理並びに防災対策等に係る業

務を行っています。安全管理は、産総研で働く職員のみ

ならず周辺住民の安全保障にも関わる重要な事柄です。

また、産総研自体にとっても生命線であり、あらゆる種

類の事業の前提となる最優先事項であると位置付けてい

ます。 
 環境安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載された

基本的活動理念を実現・遂行するために、他の関連部門

との密接な協力のもと、安全で快適な研究環境を創出し、

これを確保することを最上の活動目的としています。こ

の目的を実現するため、安全ガイドラインやマニュアル

等の整備と普及、環境・安全関連の施設・設備整備と改

善等のハード・ソフト面での積極的活動を行うとともに、

全職員の環境・安全に対する意識の向上のための活動を

重点的に行っています。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[環境安全管理部] 

 部 長  藤原 修三 

 部総括  岩瀬亀太郎 

 総括主幹 横田 穰一 

 ｼﾆｱﾘｻｰﾁｬｰ 矢島 勝司 

  〃    栗木 安則 

  〃     飯田 光明 

  〃     寒川  強 

  〃    細矢 博行 

    〃    木下 好司 他 7(5)名 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成13年度の主な活動 
１．規則類・ガイドラインの整備と普及 
・産総研環境安全憲章、安全衛生管理規程、安全ガイ

ドラインの制定及び改定 
・各事業所の環境安全に係る規則類整備の指導・支援 

２．安全衛生管理体制の確立 
・各事業所における、労働安全衛生法に則した安全衛

http://www.aist.go.jp
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生管理体制創設の指導・支援 
・各事業所における衛生管理者の巡視、産業医の巡視

体制の創設 
３．薬品・ボンベ管理システムの構築と運用 
・化学物質関係の法規遵守及び総量抑制のため、デー

タベース管理システム構築 
・約30万件の化学物質、約2万5千件の MSDS を登録し、

閲覧サービス開始 
４．ドラフト・スクラバの整備と作業環境測定 
・特定化学物質、有機溶剤等の有害物質使用実験室の

環境整備 
５．防災対策・地震対策 
・各事業所における防災訓練の実施 

６．教育・広報活動 
・全職員の安全ガイドラインによる安全教育の実施 
・安全講習会、安全教育、安全衛生に関する資格取得

講習会の実施 
７．ISO14001取得 
・ISO14001取得のための初期調査及び土壌調査の実施 

 
(6) 研究コーディネータ（Research Coordinator） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1他 

概 要：研究コーディネータは、理事長直属で、研究業

務を分野毎に調整を行っている。 
 平成13年度は、総合科学技術会議（内閣府）の重点分

野に沿った形で、ライフサイエンス、情報通信、環境・

エネルギー、ナノテク・材料・製造、社会基盤（地質）・

海洋、社会基盤（標準）に分野ごと研究コーディネータ

を置き、その分野に関して調整を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[ライフサイエンス担当] 

研究コーディネータ   中村 吉宏 

研究コーディネータ補佐 永壽 伴章 

 

[情報通信担当] 

研究コーディネータ   築根 秀男 

研究コーディネータ補佐 松井 俊浩 

 

[環境・エネルギー担当] 

研究コーディネータ   大屋 正明 

研究コーディネータ補佐 瀬戸 政宏 

 

[ナノテク・材料・製造担当] 

研究コーディネータ   佐藤 眞士 

研究コーディネータ補佐 鳥山 素弘 

 

[社会基盤（地質）・海洋担当] 

研究コーディネータ   金原 啓司 

研究コーディネータ補佐 矢野 雄策 

 

[社会基盤（標準）担当] 

研究コーディネータ   小野  晃 

 

(7) 先端情報計算センター 

（Tsukuba Advanced Computing Center） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、先端情報計算センター 
人 員：40（30）名 

概 要：先端情報計算センターは、産業技術総合研究所

の各研究ユニットに対し、計算機資源の提供を基本的使

命としつつ、超高速計算機利用技術の支援、高速ネット

ワークによる産総研内および国内外情報交流の促進、高

度な専門知識に基づく研究用データベースの整備・運用

を行っている。また、産総研共通の業務用イントラネッ

ト、業務用データベースの運用・管理及び業務の情報化

推進に関する業務を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

先端情報計算センター長 寺倉 清之（併任） 

 情報企画室      室長 関口 智嗣（併任） 

            他 8(5)名（内併任者2名） 

 情報基盤研究開発室  室長 長嶋 雲兵（併任） 

            他 9(6)名（内併任者7名） 

 情報システム部    部長 伊東 一明 

            他 19(15)名（内併任者1名） 

--------------------------------------------------------------------------- 
情報企画室 

（Planning Office for Information Technology） 
（つくば中央第1、9（6）名） 
概 要：情報企画室は、1.先端情報研究センターの円滑

な運用に資する。2.産総研法人職員と先端情報計算セン

ター全体の意思疎通を円滑に遂行することを目的とする。

3.セキュリティポリシーの維持管理等、法人全体におけ

る円滑な情報システムに資する。4.先端情報計算センタ

ーの SE 配置、高性能計算機システム、データベース、

ネットワーク、地域情報化等について中期運用方針策定

に資する。5.先導的情報技術の調査ならびに導入・利用

計画として、具体的には計算機（業務用クライアントを

除く）の導入・利用計画、ネットワークの導入・利用計

画、データベース（コンテンツを除く）の導入・利用計

画、セキュリティポリシー・運用規定の策定を目標とし、

業務を行った。 
 
情報基盤研究開発室（Office of Information Technology 
Research and Development） 
（つくば中央第1、10（7）名） 
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概 要：情報基盤研究開発室は、大規模計算機シミュレ

ーション基盤技術、データベース作成・運用・管理技術、

新規ネットワーク利用技術および計算機性能評価技術を

総合的かつ先駆的に研究を行った。クラスターコンピュ

ーティングやグリッド技術に対応した先進の技術導入を

行い広く利用者に普及することを目指した。また研究情

報公開データベース（RIO-DB）の構築支援、高性能計

算機利用促進課題、研究情報基盤研究開発課題への助言

等を行った。 
 
 平成13年度の研究テーマ 

 運営費交付金 
  メタコンピューティングに関する研究 
 （国際共同研究） 
 経済産業省受託研究費 

  中企業情報流通円滑化事業 
 文部科学省受託研究費（科学技術振興調整費） 
  機能調和酸化物新機能材料創製に関する研究 

科学技術計算専用ロジック組込み型プラットフォー

ム・アーキテクチャに関する研究 
 
情報システム部（Information Systems Division） 
（つくば中央第1、20（16）名） 
概 要：情報システム部は、情報システム用共通施設お

よび業務用コンピュータの運営・管理、情報セキュリテ

ィ、業務用イントラネット、業務用データベースの運用・

管理及び業務の情報化推進に関する業務を行った。また、

ユーザー支援として、産総研の情報システムに関する問

い合わせ、要望等を受け付ける窓口業務を行うヘルプデ

スクを設置して、円滑な業務の推進を目指した。 
 
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

業 務 別 業 務 内 容 
スーパーコンピュータ

等の運用、保守、管理 
(1) 分子軌道計算ポータルの導入：RS6000/SP の利用状況について分析を行ったところ、

Gaussian98 の実行に費やされていることが判明した。そのため Gaussian98ユーザに対して

アプリケーション利用を限定し、PentiumIII/Linux の PC クラスタを主な計算エンジンとし、

グリッド技術による簡便なユーザ認証、簡便なジョブ投入画面、メモリ使用量の予測による

ジョブ実行先の選択を目的とした分子軌道計算ポータルの導入を行った。 
(2) 三次元フルカラープリンタの導入：計算機の速度向上とともに計算対象が2次元の単純なモ

デルから3次元の複雑なモデル等へ広がりを見せている。3次元の計算結果を可視化できる装

置として三次元フルカラープリンタの導入を行った。 
(3) FMPL の開発：SR8000の並列計算を行うための、並列通信ライブラリの業界標準インター

フェースとして、FMPL（Fast Message Passing Library）の開発を行っている。13年度は

直接ユーザが利用するためのインターフェース整備と、機能強化を行った。 
(4) 高性能計算機利用促進課題の募集を行い、重要課題を選定し研究の推進に寄与した。また、

成果発表会を行い、Web 上に成果を公表した。 
産総研ネットワークの

運用、保守、管理 
(1) 工技院から産総研への新体制運用（移行）支援を行った。 
(2) 産総研ネットワーク外部からの接続体制確保のため、SSH ゲートウェイの導入・VPN の導

入を行った。 
(3) 産総研の第2業務（地質）および第3業務（計量）のため、JP 汎用ドメインの運用支援（gsj.jp
と nmij.jp）を行い、メール/Web サーバ構築支援、レンタルサーバ導入支援を行った。 

外部ＤＢ、内部 DB の

運用、保守、管理 
(1) 外部向けデータベース整備関連：RIODB のテーマ数の大幅な拡大や、業務系データベース

や WWW 情報の外部発信支援の要求から、サービス内容やデータベースが拡大された。 
(2) 内部向けデータベース整備関連：特にインパクトファクタ情報などの ISI 社のデータベー

スの利用が大幅に拡大し、利用の拡大に伴った形で機能充実を行った。 
セキュリティポリシー

の策定 
(1) 産総研の組織に適合した情報システム運用に係るセキュリティーポリシー策定を開始し

た。 

基幹業務システムの運

用 
(1) イントラシステム・基幹業務システムの安定稼働：財務会計システムおよびイントラの負

荷軽減、個別システムごとのパフォーマンスチューニング等の作業により安定稼働を行った。

また、イントラシステム停止の予防策として、相互待機方式の導入、Web サーバーおよび

DB サーバーの二重化を行った。 
(2) イントラシステムの機能改善：イントラ認証の見直し、全文検索機能追加、ページの再構

成等、ユーザーからの要望に応じ、効果の大きなものから実施した。 
(3) 情報システムのセキュリティ確保：不正なアクセスを避けるため、研究系と業務系ネット

ワークを分離し、ネットワークにおけるアクセス制御、個人認証システムを導入した。 
(4) ワークフローシステム安定稼働のための管理支援業務：各システムの現状把握等を行い欠

陥を解消し、その後安定化を目指して、管理支援業務を実施した。 
  

業 務 別 業 務 内 容 
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電話システム等の運用 (1) 広域内線ネットワーク化（VoIP）：各研究拠点間のネットワークを介した接続（VoIP）に

よる、全国内線化を行い、経費の削減を図った。 
(2) ユーザーの利便性確保等 

 構内 PHS 端末の公衆回線化：構内 PHS の利便性拡大のため、研究所外でも使用可能とな

るよう公衆回線契約を締結し、敷地内でも使用可能となるよう併せて公衆回線アンテナの敷

設を行った。 
 国際電話の運用：産総研の利便性を最大限追求する試みとして、海外からもユニット予算

で後払いが可能なコーリングカード方式を運用。 
 マイライン契約：電話会社選択サービス（マイライン）契約の締結により、経費の大幅な

軽減を図った。 
業務用パソコン・ 
ソフトライセンス 

(1) 業務系 PC 更新計画策定・PC の配置・基本ソフト購入計画の策定：PC 更新計画、基本ソ

フト購入計画を策定し、それに基づき13年度下半期には中部センター業務系 PC の一括賃貸

借契約をはじめ賃貸借と購入のバランスを考えた配置、基本ソフトウェアのライセンス確保

を可能な限り行い、標準化を進めた。 
(2) 業務系 PC および基本ソフトの管理：PC および基本ソフト配布に関して、管理台帳による

管理を行った。 
情報処理利用技術の研

修 
(1) 行政系職員のスキルアップや情報リテラシ向上のための研修：イントラ使用説明会、ホー

ムページ作成研修、MS-Office 基礎講座研修の実施した。 
研究所の情報化の推進 (1) ヘルプデスクの整備：情報システムに関するユーザーサポート窓口として一元化したヘル

プデスクを設置し、情報関連の質問、要望事項等多種多様の内容につき、対応してきた。（約

8,800件） 
(2) ネットワークを活用した TV 会議システムの構築・運用：全国の研究拠点間相互移動の軽

減のよる容易な会議開催、正確な情報伝達、迅速な意志決定を図るため産総研ネットワーク

等を活用した TV 会議システムの運用を行った。また、TV 会議端末をつくばセンター各事業

所等に拡充配置した。 
情報処理システム開発 (1) 各業務システム改修への協力・助言等：エンドユーザーからの意見・要望によるシステム

機能改善、効率的な事務処理、性能向上、他システムとの連携向上、制度・規則・法律改正

等による改修を行うにあたり、担当部門に協力し実施した。 
 
(8) 特許生物寄託センター 
（International Paten Patent Organism 
Depositary） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第6 
人 員：32（4）名 

概 要： 
・特許庁からの委託機関として、また、ブダペスト条約

に基づく国際寄託当局として、国内外からの特許生物

の受託並びに求めに応じての分譲業務を行う。 
・寄託生物種の生存試験を行うとともに、これに基づく

保存技術及び形質維持の高度化を指向する研究開発を

行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

特許生物寄託センター長（小松 泰彦） 
   副センター長（併）（中原 東郎） 
    微生物細胞寄託技術主査（併）（中原 東郎） 
       非常勤職員（10名） 
    動物細胞寄託技術主査（併）（斎田  要） 
       非常勤職員（4名） 
       NEDO フェロー（1名） 
    植物細胞寄託技術主査（併）（岩橋  均） 
       非常勤職員（3名） 

    寄託業務総括主幹（早川 行男） 
       主幹（小林 國男） 
       職員（1名）  非常勤職員（2名） 
    特許生物特別研究室長（併）（斎田  要） 
       非常勤職員（3名） 
       職員（併）（1名） 
--------------------------------------------------------------------------- 
特許生物寄託制度について 
 生物に関連した発明について特許出願する際は、寄託

機関にその生物を寄託し、寄託機関が発行する受託証を

提出する必要があります。寄託機関は、その生物の生存

等を確認し、必要な期間保存します。また、第三者に試

験・研究を目的として生物の試料を分譲します。 
 特許生物寄託センターは、特許庁長官から指定された

国内唯一の寄託機関として、また、ブダペスト条約に基

づく国際寄託当局として、国内外からの特許生物を受託

し分譲しています。 
※ブダペスト条約 
 国際特許出願する際、ブダペスト条約が発行される前

は、出願国毎に生物を寄託する必要があり大変不便でし

たが、条約発行後は、条約上の寄託機関として認められ

た国際寄託当局のいずれかに寄託すれば、条約加盟国す

べてに特許出願ができるようになりました。 
--------------------------------------------------------------------------- 
 

平成13年度寄託等の件数及び手数料収入実績 
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微生物の保管手数料 試料の分譲手数料 

原寄託 新規寄託 再寄託 継続寄託 寄託特例 菌株分譲 
海外送付追加 

(一般) 

海外送付追加 

(動物) 
事 項 

(国際) (国内) (国際) (国内) (国内) (国際) (国内) (国際) (国内) (国際) (国内) 

件 数 451 471 0 4,402 0 78 42 14 2 1 0 

金額(円) 99,220,000 9,891,000 0 52,734,000 0 780,000 420,000 2,100 300 33,000 0 

 
証明書の交付手数料 情報の通知手数料 

届出に関する証明 最新の生存情報証明 生存試験証明 諸 証 明 情報通知 事 項 

(国際) (国内) (国際) (国内) （国際） (国内) (国内) (国際) (国内) 

合 計 

件 数 2 1 3 0 2 0 18 0 2 5,489 

金額(円) 4,000 2,000 6,000 0 17,800 0 36,000 0 4,000 163,150,200 

 
(9) 技術情報部門 
（Technology Information Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第3、

つくば中央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、

つくば東、つくば西 

人 員：63（37）名 

概 要：技術情報部門は、経済産業省や NEDO 等の外

部機関と連携をとりつつ、研究機関、産業界、学協会、

行政等から産業技術の研究開発動向に関する情報を収集、

分析し、その結果に基づいて研究開発や技術政策の方向

性に資する情報の提供を主な業務としている。また、産

総研を最適に運営するためのマネージメントや組織の評

価に関する調査・分析、政策上重要な課題の調査、研究

情報に関するサービスの提供を行うとともに、産総研の

研究能力を最大限に発揮するため、各研究ユニットの研

究活動に関する技術動向調査や識者の意見を収集して関

係部署へ提供する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

［技術情報部門］  部 門 長 一條 久夫 
          次  長 築根 秀男 
          総括主幹 谷村 吉久、 
               矢嶋 弘義 他7(3)名 
  ［技術情報調査室］室 長 小黒 啓介 他7(7)名 

  ［技術政策調査室］室 長 岩崎 孝志 他7(7)名 

  ［技術経営調査室］室 長 米田 理史 他2(2)名 

  ［産業安全工学特別調査室］ 

           室 長 石川 雄一 他2(2)名 

  ［図書業務室］  室 長 輿石 初子 他29(7)名 

--------------------------------------------------------------------------- 
技術情報調査室 

（Technology Information Survey Office） 

（つくば中央第1、8（8）名） 

概 要：社会が求める技術開発課題と研究開発の現状を

調査分析し、プログラム／プロジェクト提案へ反映させ

るとともに、産総研内外へ技術情報を提供・発信する。 

技術政策調査室（Research Policy Survey Office） 

（つくば中央第1、8（8）名） 

概 要：科学技術が、環境、情報など社会のあらゆる面

でいっそう影響を深めつつある21世紀において、技術と

政策の関係はますます密接になろうとしている。本調査

室では、内外の技術政策や研究開発動向の調査と分析に

基づいて、産業技術戦略の策定や産総研における研究開

発の中長期的な方向付けに役立つ情報の発信と提言を行

う。 
 

技術経営調査室(Research Management Survey Office) 
（つくば中央第1、3（3）名） 
概 要：最先端の研究を効率よく行い、産業技術へと発

展させるには、研究マネージメント、研究組織・プロジ

ェクトの評価法、成果発信戦略など、産総研の運営に最

適な方法があり、本調査室では、研究所の運営手法に関

する調査・分析を行う。 

 

産業安全工学特別調査室 

（Research Office for Industrial Safety Engineering） 

（つくば中央第1、3（3）名） 
概 要：特別調査室では、その時々の重点テーマの調査

を行う。最近多発する事故により揺らぎつつある我が国

製造技術の信頼性を再度確立するため、初めてのテーマ

として産業安全工学を選び、安全性の確立・向上に関連

する研究、関連事項を調査・分析し、その結果を内外へ

発信する。 

 

図書業務室（Library Office） 

（つくば中央第2、つくば中央第3、つくば中央第5、つく

ば中央第6、つくば中央第7、つくば東、つくば西、30（8）

名） 

概 要：研究活動を行うに不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、各

図書室からの図書情報の一元的管理を行う。購入雑誌の

オンラインジャーナル化を促進し、ネットワークを活用

することにより文献検索の効率化を推進する。 
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技術調査 
 技術情報部門の調査では、社会が求める技術開発課題と研究開発の現状調査、内外の技術政策や研究開発動向の調査、

研究所の運営・評価手法に関する調査、安全性の確立・向上に関連する研究開発等の調査を行っている。また、これら

調査活動の一環として、技術情報セミナーや「安全性・信頼性・保全性」所間連携研究会を開催している。 
題   目 所  属 概     要 

平成13年度経済産業省委託調査 
産業技術交流調査（研究論文調査） 

技術情報調査室 研究論文を主とする技術情報を基に、重要な科学技術分

野・領域における革新的な技術の動向を調査・分析した。 
シーズ情報シート集 技術情報調査室 注目されている技術課題を選択し（150項目）、科学的意

義、技術的な波及効果、産業界あるいは社会に対するイ

ンパクトなどについて課題ごとにまとめた。 
総合科学技術会議 平成13年度審議状況 技術政策調査室 当該会議の重点分野推進戦略専門調査会、評価専門調査

会、科学技術システム改革専門調査会、知的財産戦略専

門調査会における平成13年度の審議を調べた。 
製造業（特に化学工業）における化学物

質排出の現状 
技術政策調査室 平成12年度経済産業省・環境省 PRTR パイロット事業報

告書のデータより製造業における化学物質排出の現状を

解析した。 
地球温暖化対策及び化学物質管理に関

する政府審議会等の動向（平成13年度） 
技術政策調査室 地球温暖化防止に関連する総合エネルギー調査会、産業

構造審議会、及び中央環境審議会の審議状況、並びに化

学物質管理に対する政府の取り組み状況を調査した。 
米国 CO2削減技術動向調査 技術政策調査室 我が国での技術開発との比較を念頭に置いて、米国の温

暖化対策技術の特徴を調査した。 
公的研究機関の組織、活動状況、運営・

評価システム調査 
技術経営調査室 フラウンホーファー協会及びマックス・プランク協会を

対象に、研究所の運営・評価システムを調査した。 
産業技術総合研究所および他省庁所管

研究機関における産業安全工学関連研

究実施状況の調査 

産業安全工学特別

調査室 
各研究機関における産業安全工学に関連する研究実施状

況を調査した。 

海外の安全研究動向調査 産業安全工学特別

調査室 
フィンランド技術研究センターを対象に産業安全工学に

関連する研究動向を調査した。 
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１）図書 
蔵書 

平成13年度末 

  単    行    本 雑             誌 

センター・事業所 区分 13年度受入数（冊） 総蔵書数 13年度受入数（種類） 製本冊数 総蔵書数 

  購入 寄贈 計 （冊） 購入 寄贈 計 （冊） （冊） 

北海道センター 外国 5 0 5 1,244 45 0 45 837 13,529 

 国内 5 2 7 3,847 29 145 174 129 5,177 

 計 10 2 12 5,091 74 145 219 966 18,706 

東北センター 外国 0 0 0 429 31 0 31 519 4,983 

 国内 0 11 11 1,641 25 35 60 539 1,570 

 計 0 11 11 2,070 56 35 91 1,058 6,553 

つくばセンター           

第２事業所 外国 271 0 271 64,690 812 70 882 0 43,506 

 国内 433 3 436 67,341 53 880 933 0 10,971 

 計 704 3 707 132,031 865 950 1,815 0 54,477 

第３事業所 外国 38 32 70 2,626 47 55 102 510 8,740 

 国内 116 0 116 4,219 33 274 307 249 3,710 

 計 154 32 186 6,845 80 329 409 759 12,450 

第５事業所 外国 232 98 330 22,789 316 0 316 1,135 52,135 

 国内 112 180 292 14,462 121 88 209 349 15,088 

 計 344 278 622 37,251 437 88 525 1,484 67,223 

第６事業所 外国 143 22 165 7,208 314 9 323 1,137 26,897 

 国内 167 16 183 9,443 135 13 148 259 10,880 

 計 310 38 348 16,651 449 22 471 1,396 37,777 

第７事業所 外国 288 0 288 17,074 298 0 298 558 45,536 

 国内 265 0 265 13,422 66 0 66 89 18,393 

 計 553 0 553 30,496 364 0 364 647 63,929 

東事業所 外国 250 0 250 14,752 207 1 208 769 37,797 

 国内 157 0 157 15,659 128 62 190 215 7,729 

 計 407 0 407 30,411 335 63 398 984 45,526 

西事業所 外国 498 0 498 7,833 119 6 125 739 27,375 

 国内 99 0 99 8,624 87 538 625 193 7,908 

 計 597 0 597 16,457 206 544 750 932 35,283 

中部センター 外国 128 64 192 6,771 155 9 164 538 44,444 

 国内 182 205 387 9,211 79 120 199 163 10,789 

 計 310 269 579 15,982 234 129 363 701 55,233 

関西センター    * 外国 140 16 156 8,911 164 5 169 769 37,428 

 国内 193 40 233 7,411 40 113 153 73 9,087 

 計 333 56 389 16,322 204 118 322 842 46,515 

中国センター 外国 0 3 3 1,556 52 0 52 0 9,627 

 国内 78 4 82 3,367 49 5 54 0 2,234 

 計 78 7 85 4,923 101 5 106 0 11,861 

四国センター 外国 21 0 21 1,411 43 0 43 304 5,528 

 国内 20 0 20 2,681 87 535 622 373 2,230 

 計 41 0 41 4,092 130 535 665 677 7,758 

九州センター 外国 14 5 19 2,754 76 0 76 365 13,704 

 国内 120 1 121 4,949 70 0 70 168 13,040 

 計 134 6 140 7,703 146 0 146 533 26,744 

産総研 合  計 外国 2,028 240 2,268 160,048 2,679 155 2,834 8,180 371,229 

 国内 1,947 462 2,409 166,277 1,002 2,808 3,810 2,799 118,806 

 合計 3,975 702 4,677 326,325 3,681 2,963 6,644 10,979 490,035 

＊関西センターには尼崎事業所、大手前及び扇町サイトの蔵書の一部も含む。 
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(10)産学官連携部門（Collaboration Department） 
---------------------------------------------------------------------------
所在地：つくば中央第2 

人 員：106名（73）名 
概 要：産総研の使命は産業界、大学、地域経済社会と

イコールパートナーシップのもと、お互いの研究ポテン

シャルを融合・発展させ、新しい産業を生み出すことに

ある。この使命を実現するために産学官連携部門が設置

され、また、開かれた組織・柔軟な対応を目指し、産学

官連携制度が大幅に見直された。 
 全国9研究拠点に産学官連携センターを設置し、産学官

連携の円滑な推進を図るとともに、産学官連携コーディ

ネータを配置し、経済社会ニーズを的確に把握し産学官

連携の橋渡しを行ってる。さらに、知的財産部を設置し、

産総研の研究成果について最大限の知的財産権化を図り、

また産総研イノベーションズ（認定 TLO）と連携して、

研究成果の実用化を図っている。 
 産学官連携部門関連の組織を図1に示す。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図(3/31現在) 
 
[産学官連携部門] 

   部 門 長 後藤 隆志 
   次  長 本田 皓一 
   審 議 役 横山 和男、今井 孝司、森  康晃 
   総括主幹 川村 杉生、柳沢  剛、石井 正人 
                 他  5(0)名 

   [企業連携室]  室長 

           若林  昇 他 11(10)名 

   [大学連携室]  室長 

           元吉 文男 他  5(4)名 

   [地域連携室]  室長 

           横山 敏郎 他 14(7)名 

   [ベンチャー支援室] 室長（併） 

           今井 孝司 他  1(1)名 

   [連携業務室]  室長 

           鈴木  稔 他 18(15)名 

 

   [知的財産部]  部長  羽鳥 賢一 

   総括主幹 上野 勝彦、小林 晴己、甲田 壽男 

                 他 20(4)名 

   [知的財産企画室] 室長 竹之内秀明  

                 他  6(5)名 

            参与 石丸 公生 

            顧問 佐村 秀夫 

 

   [知的財産管理室] 室長 渡部 陽介 

                 他 11(8)名 

 

   [地域産学官連携センター] 

   [北海道産学官連携センター] センター長 

                  栗山  博 

   [東北産学官連携センター] センター長 

                  水野 建樹 

   [つくば産学官連携センター] センター長 

                  後藤 隆志 

   [臨海副都心産学官連携センター] センター長 

                  曽我 直弘 

   [中部産学官連携センター] センター長 

                  榎本 祐嗣 

   [関西産学官連携センター] センター長 

                  諏訪  基 

   [中国産学官連携センター] センター長 

                  横山 伸也 

   [四国産学官連携センター] センター長 

                  田辺 義一 

   [九州産学官連携センター] センター長 

                  清水  肇 

 

   [産学官連携コーディネータ] 

   [北海道] 吉田  忠、太田 英順 

   [東 北] 板橋  修、鷲見 新一 

   [つくば] 太田 公廣、永井  聰、佐藤 眞士、 

 中村 吉宏、金原 啓司、野崎 武敏、 

 綱島  群 

   [中 部] 田端 英世、芝崎 靖雄、長沼 勝義、 

 木本  博 

   [関 西] 中村  治、山下 博志、藤井 兼栄、 

 澤田 吉裕 

   [中 国] 川名吉一郎、上嶋 英機 

   [四 国] 勝村 宗英、上嶋  洋、榊原 実雄 

   [九 州] 安田 誠二、北原  晃、鋤本 峻司 

-------------------------------------------------------------------------- 
企業連携室（Corporate Collaboration Office ） 
（つくば中央第2、12（11）名） 
概 要：産総研の研究成果を広く産業界へ展開すること

が望まれている。企業連携室では、専門分野を担当する

産学官連携コーディネータの活動を補佐し、共同研究、

TLO を介した技術移転活動等、研究ユニットと産業界の

橋渡しを行っている。また、研究成果の移転を目的とし

た共同研究組織である「連携研究体」や、情報交換によ

る研究促進を目的とする研究会である「産総研コンソ－

シアム」の設立を支援している。その他、外部研究資金

への応募のとりまとめ窓口業務を行っている。 
 
大学連携室（Academic Collaboration Office） 
（つくば中央第2、6（5）名） 
概 要：産学官連携活動における大学との連携として、

連携大学院制度や共同研究の実施などを通して、研究・

人材交流を行っている。従来から個人レベルで行われて
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いた研究交流を組織として支援することも積極的に行う。

また、外部からの研究助成金獲得や博士研究員受入の窓

口の一環として、研究所の研究資源を外部から導入する

支援を行っている。 
 
地域連携室（Regional Collaboration Office) 
（つくば中央第2、15（8）名） 

概 要：地域に関連する技術開発について、技術政策の

立案や補助金等の技術審査及び各経済産業局が実施する

戦略プロジェクトへの支援等を行う。また、外部からの

技術相談窓口業務を遂行するとともに、産業技術連携推

進会議事務局として、総合調整を行うとともに諸活動を

通じて、産総研と公設試験研究機関との良好なネットワ

ークの構築、強化を推進する。さらに、テクノナレッジ

ネットワーク事業において、技術相談 Q＆A データベー

ス、ものづくり基盤技術情報データベース等の充実を図

り、インターネットを介して利便性の高い各種情報を産

業界に提供する。 
 
ベンチャー支援室（Office of Business Development) 
（つくば中央第2、2（2）名） 
概 要：ベンチャー支援室では、研究所の研究成果の実

施に結びつけるため、職員が研究開発によって得られた

研究成果の技術移転を効果的に推進するために、特許等

を活用して職員自身が退職、兼業等により起業化をする

とき、または、職員自らがベンチャー企業を設立すると

き等に職員個人に対する相談窓口、組織的な起業化支援

策の企画・調整、内外に対する情報発信、人的・組織的

ネットワーク構築など、起業化に不可欠な多種多様な取

り組みを総合的、かつ、機動的に実施し、ベンチャー支

援のためのワンストップサービスを提供している。 
 
連携業務室（Collaboration Affairs Office） 
（つくば中央第2、19（16）名） 
概 要：産総研のミッションの一つとして、研究所で醸

成された研究成果が、産業界等で広く利活用されること

を目指した積極的な研究協力・連携の推進があげられて

いる。当室では、外部機関との連携を進める上での共同

研究、受託研究契約等の締結や、技術研修の受入、委員

の委嘱等各種産学官連携制度に基づく事務手続きを行っ

ている。 
 
知的財産部（Intellectual Property Division） 
（つくば中央第2、39（19）名） 

概 要：研究成果が社会に使われることにより、経済及

び産業の発展に貢献することは、産総研の大きな使命で

ある。このため、知的財産部においては、知財権の戦略

的な創出及び効果的な維持、管理を組織的に行い、産総

研の研究成果の最大限の知財権化を図ると共に、指定技

術移転機関を活用することにより、目に見える技術移転

を推進している。また、職員に対して研修や説明会を開

催することにより、知的財産権についての意識の高揚を

促すほか、内部弁理士や指定技術移転機関（産総研イノ

ベーションズ）と連携し、内外のサービスニーズに対応

している。 

 

知的財産企画室 
（Intellectual Property Planning Office） 
（つくば中央第2、7（6）名） 

概 要：産総研の成果が十分に保護され、活用されるた

めに種々の施策を企画し実行している。具体的には、知

的財産に関する規定類の整備や見直し、各種契約の交

渉・締結事務、内部の研修や説明会を実行している。ま

た、職員に対して発明者補償金の支払いなど実施料還元

関連の業務を行っている。さらに、指定技術移転機関（産

総研イノベーションズ）と連携し、研究成果の技術移転

を推進している。 

 

知的財産管理室 
（Intellectual Property Administration Office） 
（つくば中央第2、12（9）名） 

概 要：研究ユニットにおいて発生した発明を速やかに

特許庁へ出願を行い、最大限に知的財産権化すること、

また、海外においては予算の範囲内において最大限に有

効な出願を行うことを内部弁理士と連携して実施してい

る。具体的には、産総研単独出願においては、研究者が

内部弁理士に特許相談（リエゾン）を受けられるように

調整を行い、共同発明の場合は、共同で出願するための

契約締結のための対外機関との調整を行っている。また、

研究ユニットに対する知的財産関係の窓口として、知財

関連情報の提供や各種調査への対応、知財全般に関する

相談業務を行っている。その他、出願案件の情報管理、

出願関係予算の管理、外部弁理士事務所との契約締結業

務を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
[産学官連携センター]（Collaboration Center） 
 全国9研究拠点における産学官連携部門の窓口として

地域の産業界・大学・公設研及び経済産業局等との連携

活動を推進する。また地域産業技術連携推進会議の事務

局機能も持っている。産学官連携センターに設置された

[ものづくり基盤支援室] は、技術相談の窓口業務やもの

づくり分野の技術情報のデータベース化を行うほか、地

域における公設研ネットワークの中核でもある。 
 
[産学官連携コーディネータ] 
（Collaboration Coordinator） 
 全国9地域拠点に配置し、企業や大学等と産総研との連

携の橋渡しを行う。産学官連携コーディネータは主に以
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下のような役割を果たしている。 
・企業や大学と産総研との連携プロジェクト（共同研究

や受託研究）の企画・調整・立案 
・企業等のニーズと産総研の有する技術シーズのマッチ

ング 
・産総研における研究成果の把握・掘り起こし・権利化 
 
 
 図１．産学官連携部門関連の組織 

 の支援（知的財産部と協力） 
・産総研の有する知的財産権の民間への移転・事業化の

支援（産総研イノベーションズと協力）  
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１）共同研究 
 外部機関等と当所が、共通のテーマについて対等の立場で協力しあいながら研究を行う制度で、当所の研究資源の

活用により大きな成果が期待できる。当所において集中して行う共同研究（集中型）、双方の場所で分担して行う共同

研究（持ち帰り型）がある。 
 実施に際しては、研究成果の取り扱い、知的財産権の取り扱い等について定めた契約書を取り交わす。  
 

（共同研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独立 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（件） 

深部地質環境研究センター     1     2 3 

活断層研究センター       2    2 

化学物質リスク管理研究センター    1  1     2 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター      2 2    4 

ライフサイクルアセスメント研究センター      2     2 

パワーエレクトロニクス研究センター     1 2     3 

生命情報科学研究センター     1  1   1 3 

生物情報解析研究センター     3 6     9 

ティッシュエンジニアリング研究センター   2  1 1 12    16 

ジーンディスカバリー研究センター       2   1 3 

ヒューマンストレスシグナル研究センター      3 6    9 

強相関電子技術研究センター     1 1     2 

次世代半導体研究センター 5  2    2   1 10 

サイバーアシスト研究センター    1 4  1   1 7 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター       2    2 

ものづくり先端技術研究センター       1    1 

高分子基盤技術研究センター      3 6  1  10 

光反応制御研究センター       8    8 

新炭素系材料開発研究センター     3 1 6  1 1 12 

シナジーマテリアル研究センター 1     3 2    6 

超臨界流体研究センター     1 1 4    6 

スマートストラクチャー研究センター 3   1 1 2 7    14 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター    1 2  3    6 

グリッド研究センター           0 

計測標準研究部門 4 3 3 1 5 5 38  1 1 61 

地球科学情報研究部門 2    1 1     4 

地圏資源環境研究部門 2  1 5 1 1 6    16 

海洋資源環境研究部門 4  1  4 1 19  4 1 34 

エネルギー利用研究部門 9 1 5 13 8 14 35  3 1 89 

電力エネルギー研究部門 6  4 4 3 3 14   3 37 

環境管理研究部門 2   1 2 3 18  3  29 

環境調和技術研究部門 3 1 1  2 2 16    25 

情報処理研究部門 2    3  4 1   10 

知能システム研究部門 6 1 3  2 1 13    26 

エレクトロニクス研究部門 3  3  5 1 15   3 30 

光技術研究部門 8  5 1 11 4 26  1 1 57 

生物遺伝子資源研究部門 3    2 2 21   1 29 

分子細胞工学研究部門 2   1 2 2 16  2 7 32 

人間福祉医工学研究部門 1 1 1 1  3 18    25 

脳神経情報研究部門 2    5  2    9 

物質プロセス研究部門 3  1 2 1 2 18  2  29 

セラミックス研究部門 3  4  2 3 67  1  80 

基礎素材研究部門 9 1 1 1 3 2 60  2 1 80 

機械システム研究部門 1  3  2  27  2  35 

ナノテクノロジー研究部門 2  1  4 1 8    16 

計算科学研究部門 2    2  4  2 1 11 

人間系特別研究体 4 2 5  2 5 10 1   29 

生活環境系特別研究体 3  3 1 8 7 45 1 1 2 71 

グリーンプロセス研究ラボ 3  1  1  5    10 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 8     1 6    15 

デジタルヒューマン研究ラボ   1  1 3 8    13 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 1 1 4   1 5 1  1 14 

次世代光工学研究ラボ    1   9    10 

微小重力環境利用材料研究ラボ 3  1  2  2    8 

純度制御材料開発研究ラボ  1 1   1 1    4 

フェロー           0 

先端情報計算センター 2 1   2  4    9 

特許生物寄託センター           0 

その他部門等 10  5  3 1 22  1 1 43 

合   計 122 13 62 36 108 98 629 4 27 31 1,130 
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２）委託研究 
 当所が研究費を負担して外部機関等に研究を委託し、委託先の研究ポテンシャルを活用して当所の研究を推進する

ための制度。 
 実施に際しては、研究成果の取り扱い、知的財産権の取り扱い等について定めた契約書を取り交わす。 

 
（委託研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（件） 

深部地質環境研究センター 1  1  1     3 

活断層研究センター          0 

化学物質リスク管理研究センター 3 2 4  1     10 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター          0 

ライフサイクルアセスメント研究センター          0 

パワーエレクトロニクス研究センター          0 

生命情報科学研究センター          0 

生物情報解析研究センター   1       1 

ティッシュエンジニアリング研究センター 5 1        6 

ジーンディスカバリー研究センター          0 

ヒューマンストレスシグナル研究センター          0 

強相関電子技術研究センター          0 

次世代半導体研究センター          0 

サイバーアシスト研究センター          0 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター          0 

ものづくり先端技術研究センター          0 

高分子基盤技術研究センター          0 

光反応制御研究センター          0 

新炭素系材料開発研究センター          0 

シナジーマテリアル研究センター          0 

超臨界流体研究センター      1    1 

スマートストラクチャー研究センター          0 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター          0 

グリッド研究センター          0 

計測標準研究部門 2  5 1 6 7     21 

地球科学情報研究部門   1  1 3    5 

地圏資源環境研究部門 2     4    6 

海洋資源環境研究部門 7  2       9 

エネルギー利用研究部門 5     7 1   13 

電力エネルギー研究部門          0 

環境管理研究部門 5 1 3   1    10 

環境調和技術研究部門      1    1 

情報処理研究部門      1    1 

知能システム研究部門 1         1 

エレクトロニクス研究部門 1        1 2 

光技術研究部門 1 1    2    4 

生物遺伝子資源研究部門 1         1 

分子細胞工学研究部門 3  1  1 1    6 

人間福祉医工学研究部門 2         2 

脳神経情報研究部門  4 3  1 2  1  11 

物質プロセス研究部門 6  1   1    8 

セラミックス研究部門 2  1   1 1 1  6 

基礎素材研究部門 1 1    2  1  5 

機械システム研究部門      1    1 

ナノテクノロジー研究部門          0 

計算科学研究部門          0 

人間系特別研究体      2    2 

生活環境系特別研究体      2  1  3 

グリーンプロセス研究ラボ          0 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ          0 

デジタルヒューマン研究ラボ      1    1 

ライフエレクトロニクス研究ラボ  2        2 

次世代光工学研究ラボ          0 

微小重力環境利用材料研究ラボ          0 

純度制御材料開発研究ラボ          0 

フェロー          0 

先端情報計算センター          0 

特許生物寄託センター          0 

その他部門等 6  6   3    15 

合  計 54 12 29 1 11 43 2 4 1 157 
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３）受託研究    
 外部機関等から委託された研究を当所の研究資源を用いて実施し、その成果を委託元で活用する制度。委託元の研

究者を客員研究員として受け入れることも可能。 
 実施に際しては、研究成果の取り扱い、知的財産権の取り扱い等について定めた契約書を取り交わす。 

 
（受託研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（件） 

深部地質環境研究センター        1   1 

活断層研究センター           0 

化学物質リスク管理研究センター     1  1    2 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター       1    1 

ライフサイクルアセスメント研究センター           0 

パワーエレクトロニクス研究センター           0 

生命情報科学研究センター        1   1 

生物情報解析研究センター           0 

ティッシュエンジニアリング研究センター     2 1 1    4 

ジーンディスカバリー研究センター           0 

ヒューマンストレスシグナル研究センター       1    1 

強相関電子技術研究センター           0 

次世代半導体研究センター     3      3 

サイバーアシスト研究センター       2    2 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター           0 

ものづくり先端技術研究センター     1      1 

高分子基盤技術研究センター     2      2 

光反応制御研究センター     1      1 

新炭素系材料開発研究センター           0 

シナジーマテリアル研究センター           0 

超臨界流体研究センター           0 

スマートストラクチャー研究センター     1  2    3 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター           0 

グリッド研究センター       1    1 

計測標準研究部門     2 1 1    4 

地球科学情報研究部門 1    1 1 1    4 

地圏資源環境研究部門     1 2     3 

海洋資源環境研究部門     2 1 1 1   5 

エネルギー利用研究部門     2 2 10    14 

電力エネルギー研究部門     5 1 2    8 

環境管理研究部門      3  1   4 

環境調和技術研究部門     2 3 4 1   10 

情報処理研究部門 1      2    3 

知能システム研究部門      2 6    8 

エレクトロニクス研究部門       3    3 

光技術研究部門     2 2 5    9 

生物遺伝子資源研究部門     2  2    4 

分子細胞工学研究部門     2  2    4 

人間福祉医工学研究部門      1 1    2 

脳神経情報研究部門     1  2    3 

物質プロセス研究部門      4     4 

セラミックス研究部門     1 1     2 

基礎素材研究部門      3 8    11 

機械システム研究部門     3 2 5    10 

ナノテクノロジー研究部門     1  1    2 

計算科学研究部門       1    1 

人間系特別研究体       1    1 

生活環境系特別研究体     4  6    10 

グリーンプロセス研究ラボ     1 1     2 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ     2      2 

デジタルヒューマン研究ラボ      1 2    3 

ライフエレクトロニクス研究ラボ      1     1 

次世代光工学研究ラボ           0 

微小重力環境利用材料研究ラボ           0 

純度制御材料開発研究ラボ           0 

フェロー           0 

先端情報計算センター           0 

特許生物寄託センター        1   1 

その他部門等     1  2 16   19 

合  計 2 0 0 0 46 33 77 22 0 0 180 
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４）請負研究 
 外部機関からの依頼に応じて請負う研究であって、受託研究によることができない研究について請負研究を行うこ

とができる。依頼者が、請負研究に要する経費を負担する。 
 実施に際しては、研究成果の取り扱い、知的財産権の取り扱い等について定めた契約書を取り交わす。 

 
（請負研究） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（件） 

深部地質環境研究センター           0 

活断層研究センター           0 

化学物質リスク管理研究センター        1   1 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター           0 

ライフサイクルアセスメント研究センター      2     2 

パワーエレクトロニクス研究センター           0 

生命情報科学研究センター           0 

生物情報解析研究センター           0 

ティッシュエンジニアリング研究センター           0 

ジーンディスカバリー研究センター           0 

ヒューマンストレスシグナル研究センター           0 

強相関電子技術研究センター           0 

次世代半導体研究センター           0 

サイバーアシスト研究センター           0 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター           0 

ものづくり先端技術研究センター           0 

高分子基盤技術研究センター           0 

光反応制御研究センター           0 

新炭素系材料開発研究センター           0 

シナジーマテリアル研究センター           0 

超臨界流体研究センター           0 

スマートストラクチャー研究センター           0 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター           0 

グリッド研究センター           0 

計測標準研究部門           0 

地球科学情報研究部門           0 

地圏資源環境研究部門       1 1   2 

海洋資源環境研究部門           0 

エネルギー利用研究部門      2  1   3 

電力エネルギー研究部門           0 

環境管理研究部門        2   2 

環境調和技術研究部門           0 

情報処理研究部門      2 2    4 

知能システム研究部門           0 

エレクトロニクス研究部門           0 

光技術研究部門           0 

生物遺伝子資源研究部門           0 

分子細胞工学研究部門           0 

人間福祉医工学研究部門           0 

脳神経情報研究部門           0 

物質プロセス研究部門           0 

セラミックス研究部門           0 

基礎素材研究部門           0 

機械システム研究部門           0 

ナノテクノロジー研究部門           0 

計算科学研究部門           0 

人間系特別研究体           0 

生活環境系特別研究体           0 

グリーンプロセス研究ラボ           0 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ           0 

デジタルヒューマン研究ラボ           0 

ライフエレクトロニクス研究ラボ           0 

次世代光工学研究ラボ           0 

微小重力環境利用材料研究ラボ           0 

純度制御材料開発研究ラボ           0 

フェロー           0 

先端情報計算センター           0 

特許生物寄託センター           0 

その他部門等      1     1 

合  計 0 0 0 0 0 7 3 5 0 0 15 
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５）技術研修 
 外部機関等の研究者、技術者を当所が受け入れ、当所の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度。本制度では、研

究成果の権利化は原則として想定していない。 
 人頭経費（25,000円／人／月、または2,000円／人／日）を派遣先が負担。 

 
（技術研修） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（人） 

深部地質環境研究センター 6  2        8 

活断層研究センター 1         1 2 

化学物質リスク管理研究センター 5      4    9 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター   1        1 

ライフサイクルアセスメント研究センター 2  7  1 1 12   1 24 

パワーエレクトロニクス研究センター   7        7 

生命情報科学研究センター 3  2    14    19 

生物情報解析研究センター 8 1 2        11 

ティッシュエンジニアリング研究センター 17 1 3    1    22 

ジーンディスカバリー研究センター 18     1 4    23 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 2  1   1     4 

強相関電子技術研究センター 4  3        7 

次世代半導体研究センター 2  9        11 

サイバーアシスト研究センター 2 1 7        10 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 3          3 

ものづくり先端技術研究センター 1  1  2  1    5 

高分子基盤技術研究センター 16  5  3 5 1    30 

光反応制御研究センター 2  2    1    5 

新炭素系材料開発研究センター 4  2    1    7 

シナジーマテリアル研究センター 1          1 

超臨界流体研究センター 5  1      1  7 

スマートストラクチャー研究センター 1  3        4 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 6  7    1    14 

グリッド研究センター           0 

計測標準研究部門 6 2 12 6 2 9 6   1 44 

地球科学情報研究部門 3  1   1   2  7 

地圏資源環境研究部門 6  1    4  1  12 

海洋資源環境研究部門 22  8    8  2 1 41 

エネルギー利用研究部門 17 1 24    18  1 4 65 

電力エネルギー研究部門 7  8    1    16 

環境管理研究部門 4  13    1  2  20 

環境調和技術研究部門 8  35  4 1 15  2 1 66 

情報処理研究部門 8  3   1 5    17 

知能システム研究部門 14  6    3  2  25 

エレクトロニクス研究部門 10  25  2  7    44 

光技術研究部門 30  40    5  1 2 78 

生物遺伝子資源研究部門 28  9  1  4  3 1 46 

分子細胞工学研究部門 30  10 1  1 1  2  45 

人間福祉医工学研究部門 20 1 12    1  1  35 

脳神経情報研究部門 15  3    2    20 

物質プロセス研究部門 22 2 22  2  11  1  60 

セラミックス研究部門 13 1 5  1  1    21 

基礎素材研究部門 28 2 28    6  2 2 68 

機械システム研究部門 12  10  2 1 6    31 

ナノテクノロジー研究部門 22  12    1    35 

計算科学研究部門  1 1        2 

人間系特別研究体 14  4    3 1  6 28 

生活環境系特別研究体 5  5    14  1 1 26 

グリーンプロセス研究ラボ   6        6 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1  1    1    3 

デジタルヒューマン研究ラボ 3 1 2        6 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 12 3 11        26 

次世代光工学研究ラボ   2        2 

微小重力環境利用材料研究ラボ 2      2    4 

純度制御材料開発研究ラボ   1      1  2 

フェロー 2      1    3 

先端情報計算センター 1        1  2 

特許生物寄託センター           0 

その他部門等 28 1 8    5  1 3 46 

合   計 502 18 393 7 20 22 172 1 27 24 1,186 
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６）客員研究員 
 外部機関等の研究者等が当所において研究を行う際に研究員として受け入れるための制度。外部機関等からの申請

による場合（申請型）と当所からお願する場合（招へい型）があり、申請型は客員研究契約を締結する。 
 申請型の場合は、申請者が人頭経費（25,000円／人／月または2,000円／人／日）を負担。 

 
（客員研究員） 

研究ユニット 国大 公大 私大 独法 特殊 公益 企業 国 公設試 その他 計（人） 

深部地質環境研究センター          1 1 

活断層研究センター 3 1 2   1 1  1 2 11 

化学物質リスク管理研究センター   1    1    2 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター           0 

ライフサイクルアセスメント研究センター           0 

パワーエレクトロニクス研究センター           0 

生命情報科学研究センター           0 

生物情報解析研究センター           0 

ティッシュエンジニアリング研究センター 4  5 4  2 1 1  3 20 

ジーンディスカバリー研究センター 3          3 

ヒューマンストレスシグナル研究センター  1 1        2 

強相関電子技術研究センター           0 

次世代半導体研究センター 4          4 

サイバーアシスト研究センター 2      1    3 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター           0 

ものづくり先端技術研究センター 11  5  1  2  22 1 42 

高分子基盤技術研究センター 1          1 

光反応制御研究センター           0 

新炭素系材料開発研究センター  1  1       2 

シナジーマテリアル研究センター 3     1   1  5 

超臨界流体研究センター           0 

スマートストラクチャー研究センター          1 1 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1          1 

グリッド研究センター     1      1 

計測標準研究部門 3     1 1  2 2 9 

地球科学情報研究部門 1     1 6  1 5 14 

地圏資源環境研究部門         1  1 

海洋資源環境研究部門 2    1 2     5 

エネルギー利用研究部門 2  2    1    5 

電力エネルギー研究部門 1  1    2  1 1 6 

環境管理研究部門   1   1    1 3 

環境調和技術研究部門     1  1  1  3 

情報処理研究部門 5  2    2   1 10 

知能システム研究部門   4    1   1 6 

エレクトロニクス研究部門 1     1     2 

光技術研究部門 6 1 3   1   1 2 14 

生物遺伝子資源研究部門 2  1  4     3 10 

分子細胞工学研究部門 4      1 1  3 9 

人間福祉医工学研究部門 4 2 5  1  1  1 1 15 

脳神経情報研究部門 3 2 2  2   1  1 11 

物質プロセス研究部門 1  1      1  3 

セラミックス研究部門           0 

基礎素材研究部門      2  1   3 

機械システム研究部門 6  2  1     1 10 

ナノテクノロジー研究部門 9  1       2 12 

計算科学研究部門 6          6 

人間系特別研究体 1  1        2 

生活環境系特別研究体 1        1 2 4 

グリーンプロセス研究ラボ           0 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ           0 

デジタルヒューマン研究ラボ       1    1 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 12 5 13    1 1  8 40 

次世代光工学研究ラボ           0 

微小重力環境利用材料研究ラボ           0 

純度制御材料開発研究ラボ           0 

フェロー           0 

先端情報計算センター           0 

特許生物寄託センター           0 

その他部門等 10 3    2    1 16 

合   計 112 16 53 5 12 15 24 5 34 43 319 
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７）連携大学院 
 高度な研究水準をもつ国立試験研究所や民間研究所等の大学外研究機関の施設・設備や人的資源を活用して大学院

教育を行う制度。（参照：大学院設置基準第13条第2項大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は

研究所等において必要な研究指導を受ける事を認めることができる。(後略)）産総研ではこの制度に基づいて大学と

協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術研修生として受け入れ、研究指

導を行っている。 
 連携大学院制度による大学院生には被指導者であると同時に研究協力者としての側面があり、研究促進の観点から

も産総研では連携大学院生を積極的に受け入れている。 
 

（連携大学院） 
大学名 研究科名 身 分 所    属 人 数 

宇都宮大学 工学研究科 教授 企画本部 1 

 工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門 2 

     

大阪電気通信大学 工学研究科 教授 光技術研究部門 1 

     

大阪府立大学 工学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1 

     

神奈川工科大学 工学研究科 教授 エネルギー利用研究部門 3 

 工学研究科 助教授 エネルギー利用研究部門 1 

 工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 1 

 工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門 1 

 工学研究科 教授 ものづくり先端技術研究センター 1 

 工学研究科 教授 環境管理研究部門 1 

 工学研究科 教授 環境調和技術研究部門   1 

 工学研究科 助教授 企画本部 1 

 工学研究科 教授 機械システム研究部門 1 

 工学研究科 教授 強相関電子技術研究センター 1 

 工学研究科 助教授 強相関電子技術研究センター 1 

 工学研究科 助教授 光技術研究部門 3 

 工学研究科 助教授 高分子基盤技術研究センター 1 

 工学研究科 教授 生物遺伝子資源研究部門  

 工学研究科 教授 知能システム研究部門 1 

 工学研究科 助教授 知能システム研究部門 1 

 工学研究科 教授 物質プロセス研究部門 2 

 工学研究科 助教授 物質プロセス研究部門 1 

 工学研究科 教授 分子細胞工学研究部門 1 

     

金沢工業大学 工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門 2 

 工学研究科 教授 ティッシュエンジニアリング研究センター  1 

 工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門         1 

 工学研究科 教授 フェロー                1 

 工学研究科 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1 

 工学研究科 教授 機械システム研究部門 2 

 工学研究科 教授 計測標準研究部門            1 

 工学研究科 教授 光技術研究部門             2 

 工学研究科 教授 次世代半導体研究センター 1 

 工学研究科 教授 分子細胞工学研究部門          1 

     

金沢大学 自然科学研究科 教授 環境管理研究部門 2 

 自然科学研究科 助教授 環境管理研究部門 1 

     

岐阜大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2 

 工学研究科 助教授 セラミックス研究部門 1 
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大学名 研究科名 身 分 所    属 人 数 

九州大学 総合理工学府 教授 基礎素材研究部門 1 

 総合理工学府 助教授 基礎素材研究部門 1 

 総合理工学府 教授 九州産学官連携センター 1 

     

京都工芸繊維大学 工芸科学研究科 教授 人間系特別研究体 1 

 工芸科学研究科 助教授 ヒューマンストレスシグナル研究センター 1 

     

神戸大学 自然科学研究科 助教授 光技術研究部門 1 

 自然科学研究科 教授 人間系特別研究体 1 

 自然科学研究科 教授 生活環境系特別研究体 2 

 自然科学研究科 助教授 生活環境系特別研究体 1 

 自然科学研究科 教授 地球科学情報研究部門 1 

 自然科学研究科 教授 電池システム連携研究体 1 

     

佐賀大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 3 

 工学研究科 助教授 基礎素材研究部門 2 

 工学研究科 教授 九州産学官連携センター 1 

     

芝浦工業大学 工学研究科 助教授 エネルギー利用研究部門 1 

 工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 1 

 工学研究科 助教授 パワーエレクトロニクス研究センター 1 

 工学研究科 教授 光技術研究部門 4 

     

上智大学 理工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 2 

 理工学研究科 助教授 グリーンプロセス研究ラボ 1 

 理工学研究科 助教授 光技術研究部門 1 

 理工学研究科 教授 フェロー 1 

     

大同工業大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 3 

 工学研究科 教授 セラミックス研究部門 1 

     

千葉工業大学 金属工学専攻 教授 環境調和技術研究部門 1 

 工業化学専攻 教授 エネルギー利用研究部門 1 

 工業化学専攻 教授 環境調和技術研究部門 2 

 工業化学専攻 教授 物質プロセス研究部門 2 

 工業化学専攻 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 工業化学専攻 教授 高分子基盤技術研究センター 1 

 精密機械工学専攻 教授 高分子基盤技術研究センター 1 

 電気工学専攻 教授 エレクトロニクス研究部門 1 

 電気工学専攻 教授 電力エネルギー研究部門 1 

 電気工学専攻 教授 強相関電子技術研究センター 1 

     

千葉大学 自然科学研究科 助教授 生物遺伝子資源研究部門 1 

 自然科学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門  1 

 自然科学研究科 教授 高分子基盤技術研究センター 1 

 自然科学研究科 教授 地圏資源環境研究部門   2 

     

筑波大学 応用生物化学系 教授 生物遺伝子資源研究部門 1 

 応用生物化学系 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 化学系 助教授 グリーンプロセス研究ラボ 1 

 化学系 教授 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1 

 化学系 教授 光技術研究部門 1 

 化学系 助教授 光技術研究部門 1 

 化学系 教授 物質プロセス研究部門 1 

 化学系 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 基礎医学系 教授 脳神経情報研究部門 1 

 機能工学系 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1 

 機能工学系 助教授 機械システム研究部門 2 

 機能工学系 教授 知能システム研究部門 3 
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大学名 研究科名 身 分 所    属 人 数 

筑波大学 生物科学系 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 生物科学系 教授 ジーンディスカバリー研究センター 1 

 生物科学系 助教授 ジーンディスカバリー研究センター 1 

 生物科学系 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 地球科学系 助教授 海洋資源環境研究部門 1 

 地球科学系 教授 地球科学情報研究部門 2 

 電子・情報工学系 教授 フェロー 1 

 電子・情報工学系 教授 次世代半導体研究センター 1 

 電子・情報工学系 助教授 情報処理研究部門 1 

 電子・情報工学系 教授 知能システム研究部門 1 

 電子・情報工学系 助教授 知能システム研究部門 1 

 物質工学系 教授 エレクトロニクス研究部門 1 

 物質工学系 教授 ナノテクノロジー研究部門 1 

 物質工学系 助教授 ナノテクノロジー研究部門 1 

 物理工学系 教授 次世代半導体研究センター 1 

 物理工学系 教授 ナノテクノロジー研究部門 1 

 臨床医学系 教授 理事 1 

 臨床医学系 教授 脳神経情報研究部門 1 

     

東京工業大学 生命理工学研究科 教授 生物遺伝子資源研究部門 1 

 生命理工学研究科 教授 分子細胞工学研究部門 1 

 総合理工学研究科 助教授 環境管理研究部門 1 

 総合理工学研究科 教授 機械システム研究部門 1 

 総合理工学研究科 教授 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1 

 総合理工学研究科 助教授 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1 

 総合理工学研究科 教授 光反応制御研究センター 1 

     

東京電機大学 工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門 1 

 工学研究科 助教授 電力エネルギー研究部門 1 

     

東京農工大学 工学研究科 教授 ティッシュエンジニアリング研究センター 2 

 工学研究科 助教授 ティッシュエンジニアリング研究センター 1 

     

東京理科大学 基礎工学研究科 教授 エレクトロニクス研究部門         2 

 基礎工学研究科 助教授 エレクトロニクス研究部門         1 

 基礎工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門         1 

 基礎工学研究科 教授 パワーエレクトロニクス研究センター    1 

 基礎工学研究科 教授 次世代半導体研究センター         1 

 基礎工学研究科 教授 生物情報解析研究センター         1 

 基礎工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門          1 

 基礎工学研究科 教授 物質プロセス研究部門           1 

 理工学研究科 教授 グリーンプロセス研究ラボ         1 

 理工学研究科 助教授 サイバーアシスト研究センター       1 

 理工学研究科 助教授 ジーンディスカバリー研究センター 2 

 理工学研究科 教授 ナノテクノロジー研究部門         2 

 理工学研究科 教授 パワーエレクトロニクス研究センター    1 

 理工学研究科 教授 マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター  1 

 理工学研究科 教授 メゾテクノロジー連携研究体 1 

 理工学研究科 教授 ものづくり先端技術研究センター      1 

 理工学研究科 教授 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1 

 理工学研究科 教授 環境調和技術研究部門         1 

 理工学研究科 助教授 環境調和技術研究部門         1 

 理工学研究科 助教授 企画本部               1 

 理工学研究科 教授 機械システム研究部門 1 

 理工学研究科 教授 計測標準研究部門           1 

 理工学研究科 教授 光反応制御研究センター          1 
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大学名 研究科名 身 分 所    属 人 数 

東京理科大学 理工学研究科 教授 新炭素系材料開発研究センター       1 

 理工学研究科 教授 人間福祉医工学研究部門        1 

 理工学研究科 教授 知能システム研究部門           1 

 理工学研究科 教授 電力エネルギー研究部門          2 

 理工学研究科 助教授 電力エネルギー研究部門          1 

 理工学研究科 教授 光技術研究部門 1 

 理工学研究科 教授 評価部                1 

 理工学研究科 教授 物質プロセス研究部門          1 

 理工学研究科 教授 分子細胞工学研究部門         1 

     

同志社大学 工学研究科 教授 純度制御材料開発ラボ 1 

     

東北学院大学 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 4 

 工学研究科 教授 超臨界流体研究センター 1 

     

東北大学 理学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 1 

 理学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1 

 理学研究科 教授 地球科学情報研究部門 1 

 理学研究科 助教授 地球科学情報研究部門 1 

 理学研究科 教授 地圏資源環境研究部門 1 

 理学研究科 助教授 地圏資源環境研究部門 1 

 理学研究科 教授 環境管理研究部門 1 

 理学研究科 助教授 環境管理研究部門 1 

 理学研究科 教授 超臨界流体研究センター 1 

     

徳島大学 工学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 2 

     

名古屋工業大学 工学研究科 教授 セラミックス研究部門 2 

 工学研究科 助教授 セラミックス研究部門 1 

     

日本大学 生産工学研究科 教授 環境調和技術研究部門 1 

 生産工学研究科 教授 光技術研究部門 1 

 生産工学研究科 教授 物質プロセス研究部門 1 

 生産工学研究科 教授 界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1 

     

姫路工業大学 工学研究科 非常勤講師 純度制御材料開発ラボ 1 

     

広島大学 工学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 2 

 工学研究科 助教授 海洋資源環境研究部門 1 

 工学研究科 教授 基礎素材研究部門 2 

 工学研究科 助教授 基礎素材研究部門 1 

     

山口大学 理工学研究科 教授 海洋資源環境研究部門 1 

 理工学研究科 教授 スマート・ストラクチャー研究センター 1 

 理工学研究科 助教授 光反応制御研究センター 1 

     

横浜国立大学 環境情報研究院 教授 化学物質リスク管理研究センター 2 

 環境情報研究院 助教授 ライフサイクルアセスメント研究センター 1 

     

立命館大学 理工学研究科 教授 光技術研究部門 1 

 理工学研究科 教授 純度制御材料開発ラボ 1 

 理工学研究科 教授 人間系特別研究体 1 

 理工学研究科 教授 生活環境系特別研究体 1 

     

合   計    221 
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８）技術相談 
 産業技術総合研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関等からの技術相談を受

ける制度を運用している。平成13年度に各研究ユニット、各地域センターに設置しているものづくり基盤技術支援室、

および産学官連携部門地域連携室、地相談書、標準供給保証室に寄せられた相談などは次のとおり。 
 

平成13年度技術相談集計 

１．拠点別 

拠  点 件 数 

つくばセンター 1419 

地質関係（GSJ) 1216 

計量標準 321 

北海道センター 18 

東北センター 133 

臨海副都心センター 3 

中部センター 720 

関西センター 386 

四国センター 99 

中国センター 159 

九州センター 121 

合  計 4595 

 
２．ユニット別（GSJ 地質関係、計量標準以外） 

回答者所属 件 数 

産学官連携部門つくば本部 193 

北海道産学官連携センター 8 

東北産学官連携センター 124 

中部産学官連携センター 414 

関西産学官連携センター 79 

四国産学官連携センター 44 

中国産学官連携センター 58 

九州産学官連携センター 6 

    

    

研究センター   

化学物質リスク管理研究センター 12 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 2 

ライフサイクルアセスメント研究センター 121 

パワーエレクトロニクス研究センター   

生命情報科学研究センター 2 

生物情報解析研究センター   

ティッシュエンジニアリング研究センター 1 

ジーンディスカバリー研究センター   

ヒューマンストレスシグナル研究センター 46 

強相関電子技術研究センター   

次世代半導体研究センター   

サイバーアシスト研究センター   

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 9 

ものづくり先端技術研究センター 4 

高分子基盤技術研究センター 31 

光反応制御研究センター 9 

新炭素系材料開発研究センター 17 

シナジーマテリアル研究センター 29 

超臨界流体研究センター 1 

スマートストラクチャー研究センター 2 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 90 
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研究部門   

海洋資源環境研究部門（四国センター・中国センター） 93 

エネルギー利用研究部門 159 

電力エネルギー研究部門 38 

環境管理研究部門 134 

環境調和技術研究部門 92 

情報処理研究部門 20 

知能システム研究部門 13 

エレクトロニクス研究部門 5 

光技術研究部門 80 

生物遺伝子資源研究部門 48 

分子細胞工学研究部門 62 

人間福祉医工学研究部門 47 

脳神経情報研究部門 25 

物質プロセス研究部門 78 

セラミックス研究部門 202 

基礎素材研究部門 271 

機械システム研究部門 72 

ナノテクノロジー研究部門 23 

計算科学研究部門 5 

研 究 系   

人間系特別研究体 67 

生活環境系特別研究体 137 

研究ラボ   

グリーンプロセス研究ラボ 33 

薄膜シリコン系太陽電池研究開発ラボ   

デジタルヒューマン研究ラボ 1 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 14 

次世代光工学研究ラボ   

微小重力環境利用材料研究ラボ 3 

純度制御材料開発研究ラボ 5 

連携研究体  

電池システム連携研究体 18 

溶融炭酸塩形燃料電池連携研究体 11 

    

合   計 3,058 

 
３．相談者区分（GSJ 地質関係と計量標準を除く） 
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４．GSJ 地質関係の詳細 
  ユニット及びサイト別 

GSJ 技術相談内訳 件数 
管理監等  4 
北海道地質調査連携研究体  281 
関西センター大阪大手前サイト  54 
深部地質環境研究センター  28 
活断層研究センター   11 
地球科学情報研究部門  116 
地圏資源環境研究部門  68 
海洋資源環境研究部門（第７事業所のみ）  33 
地質調査情報部  15 
国際部門地質   3 
地質標本館  47 
地質標本館地質相談所  556 

合  計 1,216 

 
  GSJ 相談者区分 

    
 

５．計量標準詳細 
  相談者区分 
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９）受託出張・依頼出張 
 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演等のために、職員を出張させることができる。必要な旅

費および間接経費（受託出張の場合）は要請をした外部機関の負担となる。 
 
（出 張） 

研究ユニット 国大 公大 私大 法人 企業 国 公設試 その他 計（件） 

深部地質環境研究センター 5 6 1 8 1 7  3 31 

活断層研究センター 1   11  5 3  20 

化学物質リスク管理研究センター 16   2    1 19 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター    1     1 

ライフサイクルアセスメント研究センター 1  1 4   3  9 

パワーエレクトロニクス研究センター 1   2     3 

生命情報科学研究センター 14   5 2 2  9 32 

生物情報解析研究センター 6   8  2   16 

ティッシュエンジニアリング研究センター 4 1  1    2 8 

ジーンディスカバリー研究センター 6   1     7 

ヒューマンストレスシグナル研究センター    1     1 

強相関電子技術研究センター 8   1  1   10 

次世代半導体研究センター 10  1  1 1 2 2 17 

サイバーアシスト研究センター 1     1  2 4 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 1   5 1  2  9 

ものづくり先端技術研究センター    5   3  8 

高分子基盤技術研究センター 3   2   3  8 

光反応制御研究センター 6   5  1  1 13 

新炭素系材料開発研究センター 1   1     2 

シナジーマテリアル研究センター 3   1   1  5 

超臨界流体研究センター 1   16    1 18 

スマートストラクチャー研究センター 3   1   1  5 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1   6  1 2 1 11 

グリッド研究センター    1  1   2 

計測標準研究部門 19  2 54 2 7 5 7 96 

地球科学情報研究部門 19   48 1 3 2 1 74 

地圏資源環境研究部門 11  4 32 1 3   51 

海洋資源環境研究部門 37   74 2 3 2 20 138 

エネルギー利用研究部門 29   34 11 3 2 4 83 

電力エネルギー研究部門 19   24 1 12  1 57 

環境管理研究部門 12 2 2 35  1 6 4 62 

環境調和技術研究部門 13  2 24 3  8 1 51 

情報処理研究部門 4   6 2 1   13 

知能システム研究部門 9   6 1   2 18 

エレクトロニクス研究部門 15  1 10  5   31 

光技術研究部門 13  1 11  1   26 

生物遺伝子資源研究部門 4   17  13 3 3 40 

分子細胞工学研究部門 23  1 13 4 9  3 53 

人間福祉医工学研究部門 11  1 6 2 1 3 2 26 

脳神経情報研究部門 2   1  10  2 15 

物質プロセス研究部門 12  3 3  3 4 2 27 

セラミックス研究部門 5  3 6 3 2 4  23 

基礎素材研究部門 23   46 4 4 1 13 91 

機械システム研究部門 15   16  1  6 38 

ナノテクノロジー研究部門 38 1 4 11 1 13   68 

計算科学研究部門 20  1 5  5   31 

人間系特別研究体 2   1  6   9 

生活環境系特別研究体 12 1  18 2 16  1 50 

グリーンプロセス研究ラボ 6   2   1  9 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 5   1     6 

デジタルヒューマン研究ラボ    2     2 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 3  1  3 1  1 9 

次世代光工学研究ラボ 3        3 

微小重力環境利用材料研究ラボ 5        5 

純度制御材料開発研究ラボ 18        18 

フェロー 2        2 

先端情報計算センター 1 3  4  2   10 

特許生物寄託センター         0 

その他部門等 37 1 1 73 1 21 30 22 186 

合   計 539 15 30 671 49 168 91 117 1,680 
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10）産業技術連携推進会議 

 約180の鉱工業系公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関の総合能力を

最高度に発揮させ、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上を図り、我が国の産業の発展に貢献す

るために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 同会議では技術分野別に９部会を設け、部会傘下の分科会・研究会・地域部会で産業技術関連情報の相互提供、戦

略の検討、活動状況及び活動成果の情報発信等を行っている。また、経済産業局ブロック毎に、地域産業技術連携推

進会議も設置している。これは経済産業局に事務局を置き、産総研の各地域センターが協力し、地域関連施策との連

携強化を図っている。これらの活動状況は次のとおり。 

 

平成13年度産業技術連携推進会議開催実績数 

総会・企画調整委員会 2 

北海道地域産業技術連携推進会議 1 

東北地域産業技術連携推進会議 2 

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 2 

東海北陸地域産業技術連携推進会議 2 

近畿地域産業技術連携推進会議 4 

中国地域産業技術連携推進会議 2 

四国地域産業技術連携推進会議 0 

九州地域産業技術連携推進会議 4 

機械・金属部会 14 

物質工学部会 17 

窯業部会 21 

資源・エネルギー・環境部会 4 

生命工学部会 9 

情報・電子部会 15 

繊維部会 30 

福祉技術部会 4 

知的基盤部会 5 

 
 
11）ベンチャー支援 
 産総研が保有する技術シーズを基にベンチャー創業を行おうとする職員、又はベンチャー企業との共同研究を実施

する研究ユニット等に対しての技術開発費支援、及びベンチャー創業を目指した産総研外の研究者等を任用し技術開

発費の支援を行う。また、ベンチャー企業の促進を図るため、専門家による市場調査、研修・説明会等を実施する。 

 
 実施件数   3件 

 
12）知的財産 
産総研平成13年度特許関連統計 

出願件数  1017件 
国内特許 

登録件数   246件 

出願件数   140件 
国外特許 

登録件数   104件 

実施契約件数   187件 実施 

（国内＋国外） 実施料 14,410万円 

 

（注）この他、意匠１件、商標17件の出願あり 

   特許等に関するデータの詳細については、産総研 

   公式ホームページ（http://www.aist.go.jp/）から 

   閲覧可能。 

http://www.aist.go.jp
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平成13年度ユニット別出願件数（国内出願） 

ユニット名 出願件数 

深部地質環境研究センター 2 

活断層研究センター 0 

化学物質リスク管理研究センター 0 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 11 

ライフサイクルアセスメント研究センター 0 

パワーエレクトロニクス研究センター 12 

生命情報科学研究センター 1 

生物情報解析研究センター 3 

ティッシュエンジニアリング研究センター 11 

ジーンディスカバリー研究センター 4 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 1 

強相関電子技術研究センター 4 

次世代半導体研究センター 12 

サイバーアシスト研究センター 11 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 3 

ものづくり先端技術研究センター 2 

高分子基盤技術研究センター 14 

光反応制御研究センター 10 

新炭素系材料開発研究センター 15 

シナジーマテリアル研究センター 21 

超臨界流体研究センター 20 

スマート・ストラクチャー研究センター 13 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 26 

グリッド研究センター 0 

計測標準研究部門 16 

地球科学情報研究部門 0 

地圏資源環境研究部門 1 

海洋資源環境研究部門 24 

エネルギー利用研究部門 36 

電力エネルギー研究部門 32 

環境管理研究部門 39 

環境調和技術研究部門 52 

情報処理研究部門 5 

知能システム研究部門 49 

エレクトロニクス研究部門 35 

光技術研究部門 69 

生物遺伝子資源研究部門 36 

分子細胞工学研究部門 20 

人間福祉医工学研究部門 11 

脳神経情報研究部門 5 

物質プロセス研究部門 39 

セラミックス研究部門 57 

基礎素材研究部門 79 

機械システム研究部門 36 

ナノテクノロジー研究部門 19 

計算科学研究部門 1 

人間系特別研究体 28 

生活環境系特別研究体 59 

グリーンプロセス研究ラボ 36 

薄膜シリコン系太陽電池研究開発ラボ 3 

デジタル・ヒューマン研究ラボ 0 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 2 

次世代光工学研究ラボ 4 

微小重力環境利用材料研究ラボ 4 

純度制御材料開発ラボ 7 

北海道産学官連携センター 1 

東北産学官連携センター 1 

つくば産学官連携センター 2 

関西産学官連携センター 7 

九州産学官連携センター 6 

合   計 1,017 
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平成13年度ユニット別出願等件数（外国出願） 

ユニット名 出願権利数 出願国数 

深部地質環境研究センター   

活断層研究センター   

化学物質リスク管理研究センター   

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 1 3 

ライフサイクルアセスメント研究センター   

パワーエレクトロニクス研究センター 2 5 

生命情報科学研究センター 1 1 

生物情報解析研究センター   

ティッシュエンジニアリング研究センター 1 1 

ジーンディスカバリー研究センター 1 1 

ヒューマンストレスシグナル研究センター   

強相関電子技術研究センター 1 1 

次世代半導体研究センター 5 7 

サイバーアシスト研究センター 1 1 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター   

ものづくり先端技術研究センター   

高分子基盤技術研究センター   

光反応制御研究センター 3 4 

新炭素系材料開発研究センター   

シナジーマテリアル研究センター 2 2 

超臨界流体研究センター 4 7 

スマート・ストラクチャー研究センター 2 2 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 7 8 

グリッド研究センター   

計測標準研究部門 1 2 

地球科学情報研究部門   

地圏資源環境研究部門   

海洋資源環境研究部門 2 4 

エネルギー利用研究部門 4 7 

電力エネルギー研究部門 1 4 

環境管理研究部門 3 6 

環境調和技術研究部門 3 6 

情報処理研究部門 2 2 

知能システム研究部門 3 3 

エレクトロニクス研究部門 6 8 

光技術研究部門 12 15 

生物遺伝子資源研究部門 5 6 

分子細胞工学研究部門 4 5 

人間福祉医工学研究部門 2 2 

脳神経情報研究部門 2 2 

物質プロセス研究部門 12 13 

セラミックス研究部門 11 18 

基礎素材研究部門 12 23 

機械システム研究部門 5 8 

ナノテクノロジー研究部門 2 3 

計算科学研究部門   

人間系特別研究体   

生活環境系特別研究体 4 7 

グリーンプロセス研究ラボ 5 8 

薄膜シリコン系太陽電池研究開発ラボ 2 5 

デジタル・ヒューマン研究ラボ   

ライフエレクトロニクス研究ラボ   

次世代光工学研究ラボ 1 1 

微小重力環境利用材料研究ラボ   

純度制御材料開発ラボ   

北海道産学官連携センター   

東北産学官連携センター   

つくば産学官連携センター 3 7 

関西産学官連携センター 2 2 

九州産学官連携センター   

合   計 140 210 
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独立行政法人産業技術総合研究所知的財産権の取扱いに係る主な変更点 

（Ｈ13.5.30 産総研知的財産部） 

 Ｈ13.3月以前（旧工業技術院）  Ｈ13.4月以降（独立行政法人産業技術総合研究所） 

＜利用促進のための変化＞ 

１．実施の形態等 国有財産法、財政法・会計法の規定があったた

め、独占的な実施権許諾、譲渡等の実施が困難

であった。 

国有財産としての制限がなくなったので、産総研としての実

施許諾等の取扱基準を規程し、独占的通常実施権の許諾、専

用実施権の設定、譲渡等が機動的に行えるようになった。 

２ ． 技 術 移 転 機 関 

（ＴＬＯ） 

なし（ただし、日本産業技術振興協会、科学技

術振興事業団等を活用した実施許諾の実績あ

り）。 

経済産業大臣から認定を受けた産総研イノベーションズを

一元的に活用する。（戦略的なマーケッティング活動、ライ

センス活動、共同研究等の提案、情報提供、ベンチャー支援、

侵害対策等の業務を行う。）。 

＜知財に対する組織としての支援＞ 

３．知的財産に係る組

織 

本院、研究業務課、成果普及広報課、特許管理

課が、各研究所長と共に知的財産権の取扱を行

っていた。 

産総研は、組織的な権利者を理事長とし、当該知的財産権に

係る取扱いを産学官連携部門知的財産部が行い、各地域研究

センターとも協力して行うこととなった。 

４．職務発明取扱規程

関係（権利の帰属） 

職務発明に係る知的財産権は、１／２以下の権

利を発明者個人に帰属することができた。 

職務発明に係る知的財産権は全て機関（産総研）に帰属する。 

 

(知的財産権の種類） 特許権、実用新案権、意匠権、プログラム等の

著作権、回路配置利用権、育成者権、ノウハウ。 

商標権を挿入。 

(職務発明か否かの認

定及び成果管理責任) 

各研究所長。 各研究ユニット長（研究センター長、研究部門長、研究系の

長、研究ラボ長等）。 

＜発明者へのインセンティブ＞ 

（補償金規程） 特許庁長官が定めた補償要領に基づく発明者補

償（特許、実新、意匠）。 

産総研が定めた補償要領（商標、プログラム等の著作権、回

路配置利用権、育成者権、ノウハウを補償対象の権利として

追加）。 

(実施・譲渡補償金額) 国が得た実施料収入額に基づく補償（収入額に

反比例した補償率、年間600万円の上限設定）。 

産総研が得た実施又は譲渡料収入額に基づく（収入が1000

万円未満は50％補償、100万円以上は50万＋超えた金額の

25％で補償、補償金額の上限は撤廃）。 

（特別措置） なし 発明者が自ら退職、兼業等により成果の普及を推進する場

合、当該権利の原則50％を譲渡等することができる。 

（特許出願及び実施

許諾等の評価） 

論文重視で、特許等の出願及び実施許諾契約等

に対する評価が明確でなかった。 

特許等の出願及び実施許諾契約等を活用した技術移転活動

への貢献が高く評価されるようになった。 

＜共同研究等の成果の実施促進のための変化＞ 

５．産学官関連規程で

の知財取扱いについ

て （共同研究） 

共同研究に係る知的財産権について、共同研究

者に優先実施権を付与し、かかる経費を、工業

技術院研究者個人帰属分も含めて共同研究者が

全額負担。 

共同研究に係る知的財産権について、共同研究者が希望すれ

ば独占的実施権を付与する。このとき、かかる費用は共同研

究者が全額負担。ただし、実施により実施料納入が行われる

とき、当該費用の甲の持分割合分を減額できる。 

  共同研究に係る知的財産権について、共同研究者が独占的実

施権の付与を希望しないとき、:原則産総研が主体となり第

３者との実施交渉等ができるものとする（特許権等の実用化

促進、休眠特許防止等）。このとき、かかる費用は、持分に

応じて負担。  

（受託・委託研究） 国等からの受託研究に係る研究成果は、1/2所有

できた→（法改正）産業活力再生特別措置法300

条（日本版バイドール規定）により全ての権利

を譲り受けることができる。（受託研究実績が

少ない） 

産総研は、国等からの受託研究に係る知的財産権の取扱い

は、基本的に日本版バイドール規定の適用を受けるものとし

た。企業等からの受託研究に係る場合は、別段の合意がある

場合を除き、原則産総研が所有するがこの場合は企業側に独

占的実施権を付与する。さらに、別段の合意として、研究開

発へのそれぞれの貢献度に応じて権利の共有もある。その場

合は管理費用も持ち分に応じて負担。 

（客員研究） 客員研究員は、発明等が発生した場合、基本的

に工業技術院へ無償譲渡していた。 

 

（技術研修） 技術指導から発生した知的財産権の取扱いは、

共同研究と同様な扱い。 

技術研修は、公知の技術に基づき研修を行う。途中、発明等

の発生を予測する場合、共同研究契約を締結。例外的に、技

術研修により発明等の知的財産権が発生した場合、当該発明

を共有し、産総研は当該発明に係る研修者からの個別同意な

しでの実施許諾ができるものとした。 

＜ネット上で公開予定（近日中）＞ 

６．技術移転等のポリ

シーの明示 

なし 産総研は、パテントポリシー及び技術移転ポリシーを内外に

明示。 

７．知財情報の発信 年報、工業所有権一覧等の冊子での公表。 産総研はインターネットホームページからの情報発信を行

うものとし、産総研知的財産権情報を掲載、常に更新し情報

発信に努める。 

 



研究関連業務 

(296) 

(11) 成果普及部門 
  （Public Relations Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第3、つくば中央第7、 

    つくば中央第1 

人 員：136(100)名 

概 要：成果普及部門は、ホームページ、広報誌、パン

フレット、講演会、所内公開、イベント出展、見学、報

道発表等の広報活動を通じ、広く国民に対して産総研の

研究成果を提供するとともに、研究成果に関するデータ

ベースの整備・発信、地質調査等に基づく地質図の作製

や火山・地震などの地球科学情報の整備・発信、地質標

本の保存・展示、国家計量標準の整備・供給・啓蒙活動、

計量技術者育成のための計量教習、さらには研究成果を

JIS や ISO 等の工業標準化へ展開するための活動や標準

化を目的とした研究実施のための支援活動などを通じ、

広く産業界、学界等に貢献している。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 
 
［成果普及部門］  部門長  松村 隆久 
   研究広報監  千阪 文武 
   総括主幹  （併）神澤千代志、鈴木 孝和 
   部門総括  （併）田中 哲弥 他 4(2)名 

 

  ［広報出版部］ 部長 田中 哲弥 

   ［広報室］  室長 太田 正男 他 8(5)名 

   ［出版室］  室長 寺川 光士 他 10(7)名 

 

  ［研究成果情報部］ 部長 橋野  賢  

                  他 3(3)名 

   ［データ調査整備室］ 室長 濱崎 陽一 

                  他 3(2)名 

   ［成果普及室］ 室長 片山 澄子  

                  他 4(2)名 

 
  ［地質調査情報部］ 部長 金沢 康夫  
                  他 3(3)名 

   ［地質調査推進室］ 室長 湯浅 真人  

                  他 13(7)名 

   ［地質調査管理室］ 室長 古宇田亮一 
                  他 15(11)名 
 
  ［計量標準管理部］ 部長 大嶋 新一 
                  他 4(4)名 
   ［計量行政調査室］ 室長 大苗  敦 
                  他 7(4)名 
   ［標準供給保証室］ 室長 小池 昌義 

                  他 11(7)名 

 

  ［工業標準部］ 部長 八田  薫 他 1(1)名 

   ［工業標準企画室］ 室長 大磯 義和 

                  他 3(3)名 

   ［工業標準整備室］ 室長 江口 伸彦 

 

  ［地質標本館］ 館長 豊  遥秋 

                  他 14(10)名 

 

  ［計量研修センター］ センター長 桜井 慧雄 

                  他 12(8)名 
--------------------------------------------------------------------------- 
広報出版部（Information & Publication Division） 
 （つくば中央第3、21（15）名） 
概 要：広報出版部は、技術情報部門、産学官連携部門、

研究実施部門等との連携・協力体制のもとに、産総研全

般に係わる研究成果、活動状況を出版、講演、研究所公

開、見学、報道発表等を通じて、広く社会に発信してい

る。 
 
広報室（Information Office） 
（つくば中央第3、9（6）名） 
概 要：広報室は、報道発表、講演会・研究所公開等

の催し物、見学などの広報活動に係る業務を行ってい

る。  
 
出版室（Publication Office） 
（つくば中央第3、11（8）名） 
概 要：出版室は、広報誌、刊行物その他印刷物の編

集、発行、頒布、及び広報のための映像、画像の作製

に関する義務を行っている。 
 
研究成果情報部（Research Information Division） 
（つくば中央第3、12（9）名） 
概 要：研究成果情報部は、技術情報部門と協力して産

総研内の各種研究成果を一元的に管理し、先端情報計算

センターとの連携によって、ネットワーク等を通じて発

信・提供している。併せて、知的・人的基盤データ拡充

のための調査を行うとともに知的基盤創出に資する研究

課題等の提案、提言を行っている。 
 
データ調査整備室（Research Database Office） 
（つくば中央第3、4（3）名） 
概 要：データ調査整備室は、研究成果のデータベー

ス整備に関する情報の調査及び立案、知的基盤に関連

するデータベースの整備、研究所の人材データベース

等の整備、研究所の研究成果に関するデータベースの

管理、外部からの依頼試験及び分析並びに研究所の設

備の使用等に関する業務を行っている。 
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成果普及室（AIST Web Office） 
（つくば中央第3、5（3）名） 
概 要：成果普及室は、情報ネットワークを用いた研

究成果の発信、データベースを用いた研究成果の提供、

及び研究所の人材データベース等を利用したコンサル

ティングに関する業務を行っている。 
 
地質調査情報部（Geoinformation Division） 
（つくば中央第7、34（24）名） 

概 要：地質調査情報部は、産総研の「地質の調査」業

務に係わる研究部門・センター・関連部署との密接な連

携のもとに、国内外の地質・地球科学情報の基盤整備を

行うとともに、地質・地球科学に関する成果と整備され

た情報を多面的・効果的に発信・普及していく役割を担

っている。 
 
地質調査推進室 
（Geological Survey Promotion Office） 
（つくば中央第7、14（8）名） 

概 要：地質調査推進室は、産総研の「地質の調査」

業務に関わる所内の連携を推進し、地質・地球科学に

関する成果の出版・管理及び普及に関する業務を行っ

ている。 
 「地質の調査」業務に係わる研究部門、研究センタ

ー、国際地質協力室、地質標本館等と連携し、関係組

織間の連絡会議・各種推進部会・委員会の運営に関す

ることのほか、関連する外部の委員会や機関・団体へ

の対応窓口として機能している。 
 研究部門・センターで作成された地質図・地球科学

図の出版、研究報告書の編集と出版、数値地質図やデ

ータ集の CD-ROM 出版、及び「地質ニュース」の編

集協力を行っている。 
 地質標本館と協力して地質情報展の開催、地質関連

イベントへの参加等の活動を行うとともに、産業界、

学界、地方自治体等との交流・連絡を強化し、地域の

ニーズに応えるよう努めている。国民への成果普及に

ついては、特に国民のニーズ調査を行い、成果発信に

フィードバックしていく。 
 また、火山噴火や地震など突発的な地質災害が起き

たときには緊急対策室を組織し、緊急調査の実施、迅

速な情報収集と発信を行う。 
 
地質情報管理室 
（Geoinformation Administration Office） 
（つくば中央第7、16（12）名） 

概 要：地質情報管理室は、地質・地球科学に関する

データ・資料について情報基盤の整備を行うとともに、

地質情報の数値化・標準化を促進する。 
 具体的には、国内外の多くの機関との文献交換等に

よる地質資料収集と整備により、日本地質文献データ

ベース（GEOLIS）及び日本・世界地質図の検索シス

テムの公開と維持管理を行っている。 
 研究ユニットで作成された地質図・地球科学図の製

図・編集を担当するとともに、地質表記等に関する標

準化、各種地質・地球科学図の数値化とデータベース

作成支援を行う。 
 研究支援として有珠山など危険な火山の地形変動の

観測を実施し、地形変動データの整備に努めている。

GIS（地理情報システム）標準に基づくメタデータの

作成・提供、GIS 利用の支援などを強化していく。 
 
計量標準管理部（Metrology Management Division） 
（つくば中央第3－9、25（18）名） 

概 要：計量標準は産業技術や研究開発を支えるだけで

なく、円滑な商業活動を実現するための基盤であり、環

境を評価するための基準を与えるなど、我々の生活に密

着したものである。社会に必要とされる計量標準を的確

に把握してその整備・普及の方向性を見出し、標準の供

給を的確に行うとと共に、計量標準に係わる活動の成果

を社会に広く普及していく役割を担っている。 
 
計量行政調査室（Policy and Planning Office） 
（つくば中央第3－9、8（5）名） 

概 要：計量標準の開発や供給を欧米並みにあるいは

それ以上に早く行うため、研究実施部門と緊密に連携

して、計量標準整備計画の策定、維持、改善を図ると

ともに、新しい計量の標準を開発し、国内に供給して

いる。 
 また、計量標準に係わる活動内容や研究成果などを

広く普及させるため、様々な広報活動の企画・運営を

行っている。 
 
標準供給保証室（Service and Quality Office） 
（つくば中央第3－9、12（8）名） 

概 要：産総研の成果である多岐にわたる計測標準の

供給事務（申請書受付、証明書類発行など）を一元的

に行うとともに、その信頼性を保証するために必要な、

ISO/IEC17025、ガイド34に基づいた品質システムの支

援業務を行う。 
標準供給業務としては、次のものがある。 

 ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 
 ・特定計量器の型式承認試験 
 ・特定二次標準器の校正 
 ・特定副標準器の校正 
 ・JCSS 認定事業に係わる技能試験 
 その他計量に係わる試験・校正サービス 
 
工業標準部（Industrial Standards Division） 
（つくば中央第3、7（7）名） 

概 要：工業標準部は、産業技術総合研究所の研究ポテ
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ンシャルを活用することにより、我が国の工業標準化に

貢献することを目的としている。 
 産総研内外の標準化要請に応えることを基本として、

産総研の工業標準化活動全体の企画調整と窓口機能を組

織的かつ効率的に進め、研究成果の標準化への展開、標

準化を目的とした研究実施、国内・国際標準化活動への

貢献等を通じて、工業標準化の実現に向けた活動を行っ

ている。 
 また、くらしと JIS センターを運営管理し、一般の方

に工業標準化の意義や概要を分かりやすく紹介し、ご理

解いただくために JIS パビリオンへの見学者の受入れを

行っている。 
 
工業標準企画室 
（Industrial Standards Planning Office） 

 （つくば中央第3、4（4）名） 

概 要：工業標準に関する研究の管理、調査及び標準

化活動に対する支援に関する業務を行っている。 
 
工業標準整備室 
（Industrial Standards Management Office） 
（つくば中央第3、1（1）名）） 

概 要：工業標準に関する研究成果の規格化及び適合

性評価の業務に関することを行っている。 
 
地質標本館（Geological Museum） 
（つくば中央第7、15（11）名） 

概 要：地質標本館は、日本で唯一の地学専門の総合博

物館である。地質標本だけでなく地学全般と地球の歴

史・メカニズム、人間との関わりについて分かりやすく

展示を行うとともに、地球科学に関する知識と情報を普

及するための展示会、講演会などのイベントを行ってい

る。また、平成13年7月20日から土・日・祝日の開館を実

施し、利用者への利便を図っている。 
 さらに、地質相談業務、試料調製業務、並びに地質標

本の整備・管理も行っている。 
 
計量研修センター（Metrology Training Center） 
（つくば中央第1、13（9）名） 

概 要：計量研修センターは計量に関する知識と技術を

教える学校である。法定計量に関する教習及び講習、並

びに社会的ニーズの高い計量教習の企画、調整及び実施

を行っている。また、計量標準に係わる技術審査員や校

正に係わる技術専門家養成のための研修の企画、実施も

行っている。 
 1903年に度量衡技術者講習として当センターの前身が

創立され、戦後の1952年には計量教習所として新設され

た。その後2001年4月に独法化され、産総研成果普及部

門・計量研修センターとなった。 
 

 具体的には、計量技術者の育成を目的として 
   １ 計量行政機関等の職員の教育・啓蒙 
   ２ 計量士の育成（一般計量士、環境計量士、特 
     定計量証明事業者の管理者） 
   ３ 試験所認定審査員の育成 
   ４ 途上国の計量公務員の教育 
などを行っている。 
 
１）報道関係 
平成13年度プレス発表件数(ユニット別） 

ユニット名 発表件数  

フェロー 3  

企画本部（理事等含む） 1  

セラミックス研究部門 4  

海洋資源環境研究部門 1  

環境調和技術研究部門 2  

基礎素材研究部門 4  

計算科学研究部門 2  

光技術研究部門 4  

情報処理研究部門 4 * 

人間福祉医工学研究部門 1  

知能システム研究部門 5 * 

電力エネルギー研究部門 1  

脳神経情報研究部門 2  

物質プロセス研究部門 2  

分子細胞工学研究部門 3  

サイバーアシスト研究センター 1  

シナジーマテリアル研究センター 1  

ものづくり先端技術研究センター 1  

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1  

光反応制御研究センター 3  

新炭素系材料開発研究センター 2  

生命情報科学研究センター 1  

次世代半導体研究センター 1  

グリーンプロセス研究ラボ 1  

デジタルヒューマン研究ラボ 1  

次世代光工学研究ラボ 2  

人間系特別研究体 2  

生活環境系特別研究体 1  

ダイヤモンド膜研磨技術連携研究体 1  

ボリュームグラフィックス連携研究体 1  

産学官連携部門（地域連携センター含む） 6  

国際部門 1  

成果普及部門 5  

合    計 71  

＊情報処理研究部門及び知能システム研究部門の合同発表2件 
 を各々含む。
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Ｈ13年度取材対応件数 

ユニット名 件数 ユニット名 件数 

理事 5 環境調和技術研究部門 8 

企画本部 4 情報処理研究部門 18 

東北センター 1 知能システム研究部門 51 

臨海副都心センター 1 エレクトロニクス研究部門 3 

九州センター 2 光技術研究部門 2 

深部地質環境研究センター 32 生物遺伝子資源研究部門 5 

活断層研究センター 17 分子細胞工学研究部門 30 

化学物質リスク管理研究センター 2 人間福祉医工学研究部門 11 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究

センター 
3 脳神経情報研究部門 15 

ライフサイクルアセスメント研究センター 4 物質プロセス研究部門 5 

生命情報科学研究センター 2 基礎素材研究部門 13 

生物情報解析研究センター 5 機械システム研究部門 11 

ティッシュエンジニアリング研究センター 18 ナノテクノロジー研究部門 7 

ジーンディスカバリー研究センター 5 計算科学研究部門 2 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 1 生活環境系特別研究体 9 

強相関電子技術研究センター 1 グリーンプロセス研究ラボ 1 

次世代半導体研究センター 6 薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1 

サイバーアシスト研究センター  1 デジタルヒューマン研究ラボ 23 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 4 ライフエレクトロニクス研究ラボ 3 

ものづくり先端技術研究センター 1 次世代光工学研究ラボ 1 

光反応制御研究センター 4 微小重力環境利用材料研究ラボ 1 

新炭素系材料開発研究センター 1 純度制御材料開発研究ラボ 1 

超臨界流体研究センター 1 特許生物寄託センター 1 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1 産学官連携部門（研究コーディネータ含） 12 

グリッド研究センター 4  ダイヤモンド膜研磨技術連携研究体 5 

計測標準研究部門 46  ブラディオン連携研究体 2 

地球科学情報研究部門 9  溶融炭酸塩形燃料電池連携研究体 1 

地圏資源環境研究部門 3  生物資源高度利用連携研究体 4 

海洋資源環境研究部門 15 国際部門 2 

エネルギー利用研究部門 17 成果普及部門 8 

電力エネルギー研究部門 6 能力開発部門 1 

環境管理研究部門 8   

  合  計 487 

 
 

平成13年度マスコミ等報道数 

新聞 1,144 

朝日新聞 36 

読売新聞 53 

毎日新聞 41 

産経新聞 31 

日本経済新聞 125 

日刊工業新聞 196 

日本工業新聞 119 

日経産業新聞 153 

化学工業日報 91 

科学新聞 66 

電波新聞 16 

 

他 217 

 

雑誌等刊行物 48 

TV／ラジオ   74 

NHK 22  

民放 他 52 

 

WEBその他 21 

合  計 1,287 
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研究関連業務 

２
）
主
催
行
事
等

 

平
成
1
3
年
度
講
演

会
等
実
施
一
覧
 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
1
回

公
開

地
質

セ
ミ

ナ
ー

「
北

海
道

駒
ヶ

岳
火

山

1
64
0
年

噴
火

の
火
山

学
的
研

究
」
 

2
00
1
/4
/
19

 
2
00
1
/4
/
19

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

産
業
技
術
総
合
研
究
所

LC
A
研
究
セ
ン
タ
ー
講
演
会

 
LC

A
と

エ
ネ

ル
ギ
ー

シ
ス
テ

ム
研
究
の

今
後

の
展
開

 
－

独
立

行
政

法
人
産

業
技
術

総
合
研

究
所

LC
A
研
究

セ
ン

タ
ー
の

こ
れ
か

ら
－
 

2
00
1
/4
/
20

 
2
00
1
/4
/
20

 
茨
城
県

 
筑

波
研

究
交

流
セ

ン
タ

ー

国
際
会
議
室

 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス

メ
ン
ト
研
究
セ
ン
タ

ー
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス
メ

ン
ト

研
究
セ

ン
タ
ー

講
演
会
 

2
00
1
/4
/
20

 
2
00
1
/4
/
20

 
茨
城
県

 
研

究
交

流
セ

ン
タ

ー
国

際

会
議
場

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
2
回
公

開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

阿
蘇

中
央

火
口

丘
群
西

部
の

弥
生

遺
跡

で
発

見
さ

れ
た

vo
lc

an
ic

la
st

ic 
de

po
si

t」
 

2
00
1
/4
/
25

 
2
00
1
/4
/
25

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
3
回

公
開

地
質

セ
ミ

ナ
ー

「
道

内
20

万
分

の
1
地

質

図
完

成
へ

の
道

の
り

－
編

纂
と

日
高

の
地

質
の

裏
話

－
」
 

2
00
1
/5
/
14

 
2
00
1
/5
/
14

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

共
同
主
催

 
（

財
）

日
本

規
格

協
会

、
産

総
研

・
計

量
標

準
総

合

セ
ン
タ
ー

 

国
際

計
量

標
準

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

20
01

－
競

争
の

前
提

と
し

て
の
計

量
標
準

－
 
 

 
 

 

2
00
1
/5
/
18

 
2
00
1
/5
/
18

 
東
京
都

 
JA

ホ
ー
ル
（

JA
ビ
ル
）

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

計
量

標
準

総
合

セ
ン
タ

ー
第
一

回
記
念

講
演
会
 

2
00
1
/5
/
22

 
2
00
1
/5
/
22

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用
講
堂

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
香

川
大

学
、

徳
島

文
理

大
学

、
高

松
高

専
、

産
業

技

術
総
合
研
究
所

 
他

 

テ
ク

ノ
フ
ォ

ー
ラ
ム
20
0
1・

イ
ン
・

か
が

わ
 

2
00
1
/5
/
27

 
2
00
1
/5
/
27

 
香
川
県

 
サ
ン
メ
ッ
セ
香
川

 

強
相

関
電

子
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
 

共
同
主
催

 
ア

ト
ム
テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

研
究

体
（

JR
CA

T）
強

相
関

電
子
技
術
研
究
セ
ン

タ
ー
(
CE

RC
）
 

JR
CA

T-
CE

RC
国

際
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

「
Ph

as
e 

Co
nt

ro
l C

or
re

la
te

d 
El

ec
tr

on
 S

ys
te

m
s」

 
2
00
1
/6
/
6
 

2
00
1
/6
/
9
 
ハ
ワ
イ
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ウ
イ
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リ

オ
ッ

ト
ホ

テ

ル
 

産
学

官
連
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部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
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究

体
 

第
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回
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開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

モ
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ゴ
ル

国
の

地
質
と

調
査

研
究
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関
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2
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1
/6
/
13

 
2
00
1
/6
/
13

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
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イ
ト
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学

官
連
携

部
門
 

共
同
主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
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究

体
北
海

道
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山
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強
会
 

第
5
回

公
開

地
質

セ
ミ

ナ
ー

「
北

海
道

駒
ヶ

岳
-
こ

こ

数
年

の
活
動

の
推
移

・
解
釈

そ
し
て

今
後
-
」

 

2
00
1
/6
/
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北
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道
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学

理
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進
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部
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務
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部

 
業

務
室
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同
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催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
名

古
屋

商
工

会
議

所
、

（
財
）
日
本
テ
ク

ノ
マ
ー

ト
、
（

財
）
科

学
技

術
交

流

財
団

 

第
32

回
 
新

技
術
動

向
セ
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ナ
ー
 

 
 

 
2
00
1
/6
/
20

 
2
00
1
/6
/
20

 
愛
知
県

 
名

古
屋

商
工

会
議

所
 

第

5
会
議
室

 

機
械

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

 

複
雑

現
象

工
学

研
究
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ル

ー
プ

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
機

械
シ

ス
テ

ム
研

究
部

門

複
雑
現
象
工
学
研
究

グ
ル
ー

プ
 

第
3
回
複

雑
現
象

工
学
講

演
会
 

2
00
1
/6
/
29

 
2
00
1
/6
/
29

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

東
講
演
ホ
ー
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
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催

 
産
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技
術
総
合
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所
 
関

西
セ
ン

タ
ー
 

産
業

技
術

総
合
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関
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シ
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2
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1
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6
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00
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大
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府
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国
ホ
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物
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ク
管
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ー
 

主
催
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技

術
総
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究
所
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学
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ス
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管
理
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究
セ
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タ
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技
術

総
合
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所
 

化
学

物
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セ

ン
タ
ー
 

第
1
回
講
演
会
 

2
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1
/7
/
11
 

2
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1
/7
/
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城
県

 
産

総
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く
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門
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室
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催
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所
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cie

nc
es
」

 

2
00
1
/7
/
12

 
2
00
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東
京
都

 
日

本
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学
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来
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産
学

官
連
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部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

共
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主
催
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業
技
術
総
合
研
究

所
 

第
3
回

「
マ

イ
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ロ
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術
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＠
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会
 

2
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1
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/
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00
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県
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県
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企
業
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当
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別
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催
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名
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名
 

 
 
称

 
開
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期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

特
別
講

演
会
「

海
洋
深

層
水

と
は

？
 

－
室

戸
海
洋

深
層
水

の
研
究

と
利
用

の
現

状
－
」
 

2
00
1
/7
/
20

 
2
00
1
/7
/
20

 
茨
城
県

 
産
総
研
共
用
講
堂

 

生
物

遺
伝

子
資

源
研

究
部

門
 

共
同
主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
、
日

本
薬
学

会
北

海
道

支
部
 

バ
イ

オ
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ィ
ー

ク
 
in

 S
ap

po
ro
 
2
00
1
－

海
と

大
地

の
新

し
い
生

物
資
源

と
そ
の

利
用
－
 

2
00
1
/7
/
23

 
2
00
1
/7
/
27

 
北
海
道

 
産

総
研

 
北

海
道

セ
ン

タ

ー
講
堂

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
6
回
公

開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

石
炭
は
石

油
・
天

然
ガ

ス
根

源
岩
と

し
て
有

望
か
？

」「
石

炭
成

因
論

」
 

2
00
1
/7
/
24

 
2
00
1
/7
/
24

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

光
技

術
研
究

部
門
 

共
同
主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
、
大

阪
科
学

技
術

セ
ン

タ
ー
 

光
IT

の
今

後
の
展

開
 
－

光
ナ
ノ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー
を

軸
と

し
て
－
 

2
00
1
/7
/
24

 
2
00
1
/7
/
24

 
大
阪
府

 
大
阪
科
学
技
術
セ
ン
タ
ー

 

光
技

術
研
究

部
門
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
光

技
術
研

究
部

門
 

有
機

半
導

体
デ

バ
イ

ス
・

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

－
モ

バ
イ

ル
端

末
用
有

機
デ
バ

イ
ス
開

発
へ
の

道
－
 
 

2
00
1
/7
/
26

 
2
00
1
/7
/
26

 
東
京
都

 
機
会
振
興
会
館

 
66
号
室

 

情
報

処
理

研
究

部
門

 
メ

デ
ィ

ア
イ

ン
タ

ラ
ク

シ
ョ

ン
グ

ル
ー
プ
 

共
催

 
人

工
知

能
学

会
、

基
礎

論
研

究
会

、
電

子
情

報
通

信

学
会

情
報

論
的

学
習

理
論

時
限

研
究

専
門

委
員

会
、

産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

ベ
イ
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ア
ン

ネ
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ュ
ー
ト
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ア
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(
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20
0
1)
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00
1
/7
/
29
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00
1
/7
/
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東
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都

 
学

術
総

合
セ

ン
タ

ー
 

中

会
議
室

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
7
回
公

開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

日
本

海
東

縁
部

に
お
け

る
地

震
・

津
波

の
発

生
域

－
最

近
の

海
底

調
査

結
果

に
基

づ
く
見

直
し
－

」
 

2
00
1
/7
/
30

 
2
00
1
/7
/
30

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
地

質
調
査

総
合

セ
ン

タ
ー
 

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 

第
1
回

都
市

地
質

問
題

講
演

会
斜

面
防

災
都

市
－

都

市
の

斜
面
災

害
予
測

図
作
成

計
画
－
 

2
00
1
/8
/
9
 

2
00
1
/8
/
9
 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
7
地

質
標

本
館
1階

映
像
室

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
技

術
情
報

部
門
 

第
1
回
産

総
研
・

技
術
情

報
セ
ミ

ナ
ー
 

2
00
1
/8
/
29

 
2
00
1
/8
/
29

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用
講
堂

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
地

質
調
査

総
合

セ
ン

タ
ー
 

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 

第
2
回

都
市

地
質

問
題

講
演

会
 

静
岡

県
の

第
3
次

地

震
被

害
想
定

と
地
震

対
策
 

2
00
1
/9
/
5
 

2
00
1
/9
/
5
 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
7
事

業
所

第
2
会
議

室
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

共
同
主
催

 
京
都
大
学
、
大
阪
大

学
 

第
2
回
組

織
工
学

・
再
生

医
療
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ

プ
 

2
00
1
/9
/
8
 

2
00
1
/9
/
8
 
大
阪
府

 
大
阪
国
際
会
議
場
 
10

F 
1
00
3
号
室

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
地
質
調
査
総
合
セ
ン

タ
ー
 

最
新

地
質
図

発
表
会
 

2
00
1
/9
/
12

 
2
00
1
/9
/
12

 
東
京
都

 
科
学
技
術
館

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
8
回
公

開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

PG
IS

－
可

搬
型

デ
ジ
タ

ル
地

質
情
報

シ
ス
テ

ム
構
築

の
試
み

」
 

2
00
1
/9
/
14

 
2
00
1
/9
/
14

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

総
研

九
州

セ
ン

タ
ー

内
「

九
州

材
料

加
工

合
同

研

究
会
」
事
務
局

 

ミ
ニ

シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
「

九
州
材

料
加
工
合

同
研

究
会
」 

2
00
1
/9
/
26

 
2
00
1
/9
/
26

 
佐
賀
県

 
産
総
研
九
州
セ
ン
タ
ー
 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
9
回
公

開
地
質

セ
ミ
ナ

ー
「

火
山

泥
流

地
域

に
お
け

る
暗

渠
閉
塞

問
題
と

そ
の
対

策
例
に

つ
い

て
」
 

2
00
1
/9
/
26

 
2
00
1
/9
/
26

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

共
催

 
技

術
研

究
組

合
 

新
情

報
処

理
開

発
機

構
、

産
業

技

術
総
合
研
究
所

 

欲
し

い
技

術
が

こ
こ

に
あ

る
RW

C 
20
01

 
最
終
成

果
展

示
発
表

会
 
 
 
 

2
00
1
/1
0
/3

 
2
00
1
/1
0
/5

 
東
京
都

 
東

京
フ

ァ
ッ

シ
ョ

ン
タ

ウ

ン
（

TF
T）

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

共
同
主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
、
（
財

）
日

本
産

業
技

術
振

興

協
会

 

計
量

標
準

総
合

セ
ン

タ
ー

講
演

会
「

産
業

・
貿

易
を

支
え

る
計
量

標
準
の

現
状
・

将
来
」
 

2
00
1
/1
0
/4

 
2
00
1
/1
0
/4

 
東
京
都

 
石

垣
記

念
ホ

ー
ル

（
三

会

堂
ビ
ル
）

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
10

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

日
本

列
島

に
中

期
旧

石
器

は
あ
る

の
か
？

」
 

2
00
1
/1
0
/1
1
 

2
00
1
/1
0
/1
1
 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
地

質
調

査
総
合

セ
ン

タ
ー
 

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 

第
3
回

都
市

地
質

問
題

講
演

会
19
23

年
関

東
地

震
時

の
東

京
に

お
け

る
地

震
動

強
度

の
詳

細
分

布
－

地
震

動
強

度
と
地

盤
構
造

の
密
接

な
関
連

性
－
 

2
00
1
/1
0
/1
2
 

2
00
1
/1
0
/1
2
 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
7
第

2
会

議

室
 



  

(302) 

研究関連業務 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

機
械

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

 

複
雑

現
象

工
学

研
究

グ
ル

ー
プ

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
機

械
シ

ス
テ

ム
研

究
部

門

複
雑
現
象
工
学
研
究

グ
ル
ー

プ
 

第
4
回
複

雑
現
象

工
学
講

演
会
 

2
00
1
/1
0
/1
9
 

2
00
1
/1
0
/1
9
 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

東
講
演
ホ
ー
ル

 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
人

間
福

祉
医

工
学

研
究

部

門
 

第
1
回
人

間
福
祉

医
工
学

研
究
部

門
研
究

発
表

会
「
臨

床
ニ

ー
ズ
に

根
ざ
し

た
医
療

福
祉
機

器
技

術
」
 

2
00
1
/1
0
/2
2
 

2
00
1
/1
0
/2
2
 
茨
城
県

 
つ

く
ば

セ
ン

タ
ー

共
用

講

堂
中
会
議
室

 

次
世

代
光
工

学
研
究
ラ
ボ
 
共
同
主
催

 
台
湾
大
学
、
次
世
代

光
工
学

研
究
ラ

ボ
 

In
te

rn
at

io
na

l S
up

er
-R

EN
S 

an
d 

Pl
as

m
on

 
Sc

ie
nc

e 
&

am
p;

Te
ch

no
lo

gy
 S

ym
po

si
um

 
(
I
SP

S2
00
1
)
 

2
00
1
/1
0
/2
2
 

2
00
1
/1
0
/2
3
 
台
 
北
 

台
湾

大
学

物
理

学
系

国
際

会
議
場

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
11

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

札
幌

市
の

地
形

と
地

質
－

中
学
生

の
疑
問

に
答
え

る
」
 

2
00
1
/1
0
/2
4
 

2
00
1
/1
0
/2
4
 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
ヒ

ュ
ー

マ
ン

ス
ト

レ
ス

シ
グ

ナ
ル

研
究

セ
ン

タ
ー

、

ラ
イ
フ
エ
レ
ク
ト
ロ

ニ
ク
ス

研
究
ラ

ボ
 

In
te

rn
at

io
na

l 
Sy

m
po

si
um

 o
n 

Li
fe

 S
cie

nc
e 

an
d 

H
um

an
 T

ec
hn

ol
og

y:
 S

tr
es

s, 
Si

gn
al

in
g,

 
Se

ns
in

g,
 a

nd
 Im

ag
in

g 
 

2
00
1
/1
1
/1

 
2
00
1
/1
1
/2

 
大
阪
府

 
産
総
研
関
西
セ
ン
タ
ー
 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
12

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

Vo
lc

an
oe

s 
in

 
Ic

el
an

d」
 

2
00
1
/1
1
/2

 
2
00
1
/1
1
/2

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
関

西
セ
ン

タ
ー
 

「
人

間
の

自
立

を
支

え
る

新
技

術
」

－
人

間
・

ゲ
ノ

ム
・

細
胞
－
 

2
00
1
/1
1
/7

 
2
00
1
/1
1
/7

 
大
阪
府

 
池

田
市

民
文

化
会

館
 

大

ホ
ー
ル

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
が

拓
く

2
1世

紀
の
産

業
技
術

」
 

2
00
1
/1
1
/1
3
 

2
00
1
/1
1
/1
4
 
東
京
都

 
東

京
国

際
交

流
館

プ
ラ

ザ

平
成
会
議
場

 

基
礎

素
材

研
究

部
門

 
分

子
構

造
制

御
研

究
グ

ル
ー

プ
 

共
同
主
催

 
日
本
化
学
会
東
海
支

部
、
中
部

科
学
技
術

セ
ン

タ
ー

、

産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

公
開

講
座
（

第
2
2回

）「
く

ら
し

の
中
の

化
学

」
 

2
00
1
/1
1
/1
5
 

2
00
1
/1
1
/1
5
 
愛
知
県

 
産
総
研
中
部
セ
ン
タ
ー
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
東
北

セ
ン
タ

ー
 

第
28

回
分
析

研
究
会
 

2
00
1
/1
1
/1
6
 

2
00
1
/1
1
/1
6
 
宮
城
県

 
産
総
研
東
北
セ
ン
タ
ー
 

A
棟
会
議
室

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
地

質
調

査
総

合
セ

ン
タ

ー

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 

第
4
回

都
市

地
質

問
題

講
演

会
地

質
汚

染
問

題
の

現

状
と

調
査
・

研
究
手

法
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
7
事

業
所

第
2
会
議

室
 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官
連

携
セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
経

済
産

業
省

、
北

海
道

経

済
産
業
局

 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
セ

ミ
ナ

ー
「

わ
が

国
に

お
け

る
バ

イ
オ
イ

ン
フ
ォ

マ
テ
ィ

ク
ス
の

最
前

線
」
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 
北
海
道

 
セ

ン
チ

ュ
リ

ー
ロ

ー
ヤ

ル

ホ
テ
ル
2
0階

「
白
鳥
」

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
13

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

イ
ベ

ン
ト

堆
積

物
を

用
い

た
古

津
波

履
歴

の
検

証
－

津
波

災
害

軽
減

の
た

め
の

堆
積
学

的
ア
プ

ロ
ー
チ

－
」
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 

2
00
1
/1
1
/2
2
 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
主
催
：
産
業
技
術
総

合
研
究

所
 
四

国
セ

ン
タ

ー
 

共
催
：
四
国
工
業
研

究
会
、

四
国
海

洋
研

究
会
 

産
総

研
四
国

セ
ン
タ

－
シ
ン

ポ
ジ
ウ

ム
 

2
00
1
/1
2
/3

 
2
00
1
/1
2
/3

 
香
川
県

 
産
総
研
四
国
セ
ン
タ
－
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学
官
連
携
セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
東

北
セ
ン

タ
ー
 

日
韓

合
同
シ

ン
ポ
ジ

ウ
ム
 

2
00
1
/1
2
/4

 
2
00
1
/1
2
/4

 
宮
城
県

 
仙
台
サ
ン
プ
ラ
ザ

 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
人

間
福

祉
医

工
学

研
究

部

門
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
フ

ォ
ー

ラ
ム

「
ジ

ェ
ロ

ン
テ

ク
ノ

ロ
ジ
ー

の
新
し

い
展
開

と
期
待

」
 

2
00
1
/1
2
/4

 
2
00
1
/1
2
/4

 
東
京
都

 
東

京
国

際
交

流
館

メ
デ

ィ

ア
ホ
ー
ル

 

技
術

情
報

部
門

 
技

術
政

策
調

査
室

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
技

術
情
報

部
門
 

第
2
回
 

産
総
研

・
技
術

情
報
セ

ミ
ナ
ー
 

2
00
1
/1
2
/6

 
2
00
1
/1
2
/6

 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
一

 
つ

く

ば
共
用
講
堂

 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
東

北
セ

ン
タ

ー
、

科
学

技

術
振
興
事
業
団

 

平
成

13
年

度
産

業
技

術
総

合
研

究
所

（
東

北
セ

ン
タ

ー
）

研
究

講
演

会
－

超
臨

界
有

機
合

成
に

お
け

る
新

展
開

を
目
指

し
て
－
 

2
00
1
/1
2
/1
0
 

2
00
1
/1
2
/1
0
 
宮
城
県

 
仙
台
サ
ン
プ
ラ
ザ

 

 
 

 
 

 
 

 
 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(303) 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
15

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

北
部

モ
ン

ゴ
ル

、
ジ

ッ
ダ

帯
の

ネ
オ

原
生

代
－

前
期

古
生

代
の

オ
フ

ィ
オ

ラ
イ

ト
」
 

2
00
1
/1
2
/1
0
 

2
00
1
/1
2
/1
0
 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

人
間

系
特
別

研
究
体
 

主
催

 
人
間
系
特
別
研
究
体
 

第
1
回
 

人
工
筋

肉
コ
ン

フ
ァ
レ

ン
ス
 

2
00
1
/1
2
/1
3
 

2
00
1
/1
2
/1
4
 
大
阪
府

 
産
総
研
関
西
セ
ン
タ
ー
 

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

研
究

部
門

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究

部
門

 

第
一

回
エ
レ

ク
ト
ロ

ニ
ク
ス

フ
ォ
ー

ラ
ム
 

2
00
1
/1
2
/2
1
 

2
00
1
/1
2
/2
1
 
茨
城
県

 
第
一
会
議
室

 

成
果

普
及

部
門

 
計

量
標

準
管

理
部

 
計

量
行

政
調

査
室

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
計

測
標
準

研
究

部
門
 

計
測

標
準
研

究
部
門

第
1
回

成
果

発
表
会
（

ポ
ス

タ
ー

セ
ッ

シ
ョ
ン

）
 

2
00
2
/1
/
17

 
2
00
2
/1
/
18

 
茨
城
県

 
中

央
第

3
 

3
-9

 
3
階

会

議
室

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
14

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

全
国

統
一

凡
例

に
よ

る
20

万
分
の

1地
質

図
と

道
内
の

地
質
」
 

2
00
2
/1
/
17

 
2
00
2
/1
/
17

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
光

反
応

制
御

研
究

セ
ン

タ

ー
 

産
総

研
・
光
反

応
制
御

研
究
セ

ン
タ
ー
 

第
1回

研
究

発
表

講
演
会
 

2
00
2
/1
/
18

 
2
00
2
/1
/
18

 
東
京
都

 
産

総
研

 
臨

海
副

都
心

セ

ン
タ
ー
会
議
室

 

産
学

官
連
携

部
門
 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
16

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

伊
豆

諸
島

三
宅

島
火

山
20
00

年
噴

火
の
マ

グ
マ
供

給
系
」
 

2
00
2
/1
/
18

 
2
00
2
/1
/
18

 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

パ
ワ

ー
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
セ

ン
タ

ー
 

ス
ー

パ
ー

ノ
ー

ド
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
チ

ー
ム
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

フ
ォ

ー
ラ
ム
「

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

社
会
と
エ

ネ
ル
ギ
ー
」

－
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
社

会
を

支
え

る
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
技

術
－
 

2
00
2
/1
/
23

 
2
00
2
/1
/
23

 
東
京
都

 
東
京
国
際
交
流
館

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
地

質
調

査
総

合
セ

ン
タ

ー
 

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 

第
5
回

 
都

市
地

質
問

題
講

演
会

地
盤

デ
ー

タ
ベ

ー

ス
整

備
の
現

状
と
今

後
の
あ

り
方
 

2
00
2
/1
/
28

 
2
00
2
/1
/
28

 
茨
城
県

 
産
総
研
第
7
事
業

所
 

第
2
会
議

室
 

シ
ナ

ジ
ー

マ
テ

リ
ア

ル
研

究
セ

ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

シ
ナ

ジ
ー

マ
テ

リ
ア

ル
研

究

セ
ン

タ
ー

、
フ

ァ
イ

ン
セ

ラ
ミ

ッ
ク

ス
技

術
研

究
組

合
 

第
6
回
シ

ナ
ジ
ー

セ
ラ
ミ

ッ
ク
ス

シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
 

2
00
2
/1
/
31
 

2
00
2
/2
/
1
 
愛
知
県

 
名
古
屋
国
際
会
議
場

 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官

連
携

セ
ン

タ
ー

 

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体

 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
17

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

65
00

年
前

の
広

域
テ

フ
ラ

，
駒
ヶ

岳
g」

 

2
00
2
/2
/
1
 

2
00
2
/2
/
1
 
北
海
道

 
産
総
研
札
幌
北
サ
イ
ト
 

活
断

層
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
活
断
層
研
究
セ
ン
タ

ー
 

第
1
回
活

断
層
研

究
セ
ン

タ
ー
研

究
発
表

会
 

2
00
2
/2
/
4
 

2
00
2
/2
/
4
 
茨
城
県

 
共
用
講
堂
第

2会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
九

州
セ
ン

タ
ー
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
九

州
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会
 

安
全

・
持

続
的

社
会

を
目

指
す

先
端

技
術

～
マ

イ
ク

ロ
－

ナ
ノ
空

間
テ
ク

ノ
ロ
ジ

ー
＆
環

境
～
 

2
00
2
/2
/
6
 

2
00
2
/2
/
6
 
福
岡
県

 
博
多
サ
ン
ヒ
ル
ズ
ホ
テ
ル

 

生
活

環
境
系

特
別
研
究
体
 
主
催

 
生
活
環
境
系
特
別
研

究
体
 

第
1
回

生
活

環
境

系
特

別
研

究
体

フ
ォ

ー
ラ

ム
 

ク

リ
ー

ン
エ
ネ

ル
ギ
ー

ベ
ス
ト

ミ
ッ
ク

ス
 

2
00
2
/2
/
6
 

2
00
2
/2
/
6
 
大
阪
府

 
梅
田
ス
カ
イ
ビ
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

地
域

連
携

室
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス
分

野

融
合

会
議

産
業

技
術

連
携

推
進

会
議

 
生

命
工

学
部

会
 

平
成

13
年

度
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス
分

野
融

合
会

議
・

生
命

工
学

部
会

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
研

究
会

合
同

研
究

発
表
会

・
講
演

会
 

2
00
2
/2
/
7
 

2
00
2
/2
/
8
 
茨
城
県

 
産
総
研
共
用
講
堂

 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

共
催

 
（
財
）
マ
イ
ク
ロ
マ

シ
ン

セ
ン
タ

－
、（

財
）
中

国
技

術
振
興
セ
ン
タ
－

 

広
島

マ
イ
ク

ロ
マ
シ

ン
セ
ミ

ナ
ー
 

2
00
2
/2
/
8
 

2
00
2
/2
/
8
 
広
島
県

 
産
総
研
中
国
セ
ン
タ
ー
 

第
一
会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

産
業

技
術

総
合

研
究

所
中

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

及
び

海
洋

環
境

・
バ

イ
オ

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
フ

ォ
ー

ラ
ム
 

2
00
2
/2
/
12

 
2
00
2
/2
/
13

 
広
島
県

 
産
総
研
中
国
セ
ン
タ
ー
 

 



  

(304) 

研究関連業務 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

独
立

行
政

法
人

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
中

国
セ

ン
タ

－
研

究
講

演
会

 
－

海
洋

資
源

環
境

研
究

と
バ

イ
オ

マ
ス
利

用
・
環

境
修
復

－
 

2
00
2
/2
/
12

 
2
00
2
/2
/
13

 
広
島
県

 
広

島
ガ

－
デ

ン
パ

レ
ス

及

び
中
国
セ
ン
タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官
連

携
セ
ン
タ
ー
 

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体

 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
18

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

国
の

天
然

記
念

物
に

な
っ

た
「

な
ぞ
の

滝
」
/産

総
研

が
育
て

た
「
科
学
と

芸
術

」
の
ハ

ー
モ
ニ

ー
」
 

2
00
2
/2
/
12

 
2
00
2
/2
/
12

 
北
海
道

 
地
質
調
査
連
携
室

 

環
境

管
理
研

究
部
門
 

共
同
主
催

 
財
団
法
人
日
本
産
業

技
術
振

興
協
会
 

第
1
回
環

境
管
理

研
究
部

門
研
究

発
表
会
 

2
00
2
/2
/
15

 
2
00
2
/2
/
15

 
東
京
都

 
品
川
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
貯

蔵
材

料
研

究
グ
ル

ー
プ
 

共
同
主
催

 
炭
素
材
料
学
会
、
産

業
技
術

総
合
研

究
所
 

エ
コ

カ
ー
ボ

ン
研
究

会
 

2
00
2
/2
/
15

 
2
00
2
/2
/
15

 
茨
城
県

 
産
総
研
共
用
講
堂

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
地

質
調

査
総

合
セ

ン
タ

ー

CC
O

P、
U

N
-E

SC
AP

 

In
te

rn
at

io
na

l S
ym

po
siu

m
 o

n 
Ge

oi
nf

or
m

at
io

n 
vi

a 
In

te
rn

et
 

2
00
2
/2
/
18

 
2
00
2
/2
/
19

 
茨
城
県

 
つ

く
ば

 
研

究
交

流
セ

ン

タ
ー

 

北
海

道
セ
ン

タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
北

海
道

セ
ン

タ
ー

 
北

海

道
地
質
調
査
連
携
研

究
体
 

地
質

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
斜

面
崩

壊
－

機
構

解
明

と
そ

の
防

災
・
減

災
へ
の

鍵
－
」
 

2
00
2
/2
/
22

 
2
00
2
/2
/
22

 
北
海
道

 
北

海
道

経
済

産
業

局
第

1

会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
四

国
セ
ン

タ
ー
 

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
研

究
講

演
会

－
マ

イ
ク

ロ
チ

ッ
プ

技
術
と

健
康
科

学
－
 

2
00
2
/2
/
26

 
2
00
2
/2
/
26

 
香
川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

講

堂
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
地

質
調

査
総

合
セ

ン
タ

ー
 

都
市
地
質
研
究
推
進

部
会
 
 

第
6
回

 
都

市
地

質
問

題
講

演
会

大
阪

平
野

の
地

下

地
質

と
応
用

地
質
学

的
課
題
 

2
00
2
/2
/
28

 
2
00
2
/2
/
28

 
茨
城
県

 
第
2
会
議

室
 

人
間

福
祉

医
工

学
研

究
部

門
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス
関

連
研

究
講

演
会

－
人

と
医

の
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
－
 

2
00
2
/3
/
4
 

2
00
2
/3
/
4
 
東
京
都

 
日

本
科

学
未

来
館

7
階

み

ら
い

CA
N

ホ
ー
ル

 

先
端

情
報

計
算

セ
ン

タ
ー

 

情
報

企
画
室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

研
究

情
報

基
盤

研
究

開
発

課
題

お
よ

び
高

性
能

計
算

機
利

用
促
進

課
題
の

成
果
発

表
会
 

2
00
2
/3
/
4
 

2
00
2
/3
/
4
 
茨
城
県

 
つ
く
ば

O
SL

 2
F 

第
6
会

議
室

 

界
面

ナ
ノ

ア
ー

キ
テ

ク
ト

ニ
ク

ス
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
界
面
ナ
ノ
ア
ー
キ
テ

ク
ト
ニ

ク
ス
研

究
セ

ン
タ

ー
 

第
1
回

界
面

ナ
ノ

ア
ー

キ
テ

ク
ト

ニ
ク

ス
ワ

ー
ク

シ

ョ
ッ

プ
 

2
00
2
/3
/
6
 

2
00
2
/3
/
6
 
茨
城
県

 
産
総
研
共
用
講
堂

 

中
（
大
）
会
議
室

 

セ
ラ

ミ
ッ
ク

ス
研
究
部
門
 
主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
中

部
セ

ン
タ

ー
 

セ
ラ

ミ

ッ
ク
ス
研
究
部
門

 

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

「
モ

ノ
づ

く
り

と
プ

ラ
ズ

マ
プ

ロ
セ

シ
ン

グ
」
 

2
00
2
/3
/
6
 

2
00
2
/3
/
6
 
愛
知
県

 
中
部
セ
ン
タ
ー
講
堂

 

情
報

処
理

研
究

部
門

 
グ

ロ
ー

バ
ル

情
報

技
術

グ
ル

ー
プ

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

共
催

 
H
OR
B
 O
p
en
 

後
援

 
情

報
処

理
学

会
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
協

会
、

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
科
学

会
 

第
5回

H
O

RB
シ

ン
ポ
ジ

ウ
ム
 

2
00
2
/3
/
6
 

2
00
2
/3
/
6
 
東
京
都

 
ス
ク
ワ
ー
ル
麹
町

 

デ
ジ

タ
ル

ヒ
ュ

ー
マ

ン
研

究
ラ

ボ
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
デ

ジ
タ

ル
ヒ

ュ
ー

マ
ン

研

究
ラ
ボ

 

IP
A 

デ
ジ

タ
ル

ヒ
ュ

ー
マ
ン

技
術
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
 

2
00
2
/3
/
8
 

2
00
2
/3
/
8
 
東
京
都

 
産

総
研

臨
海

副
都

心
セ

ン

タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

北
海

道
産

学
官
連

携
セ
ン
タ
ー
 

北
海

道
地

質
調

査
連

携
研

究
体

 

主
催

 
北
海
道
地
質
調
査
連

携
研
究

体
 

第
19

回
公

開
地

質
セ

ミ
ナ

ー
「

デ
ジ

タ
ル

地
質

集
成

図
 

瀬
棚
-
今
金

-国
縫
 
及

び
 
ア

ポ
イ

岳
地

域
」
 

2
00
2
/3
/
8
 

2
00
2
/3
/
8
 
北
海
道

 
地
質
調
査
連
携
室

 

マ
イ

ク
ロ

・
ナ

ノ
機

能
広

域
発

現
研
究

セ
ン
タ
ー
 

共
同
主
催

 
筑
波
大
学
、
産
業
技

術
総
合

研
究
所
 

筑
波

伝
熱

コ
ロ

キ
ウ

ム
「

次
世

代
技

術
と

熱
」

調
査

報
告

刊
行
後

の
1
0年

の
進
歩

と
今
後

の
展

望
 

2
00
2
/3
/
8
 

2
00
2
/3
/
8
 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用
講
堂

 

環
境

管
理

研
究

部
門

 
光

利
用

研
究
グ

ル
ー
プ
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
環

境
管
理

研
究

部
門
 

In
te

rn
at

io
na

l 
W

or
ks

ho
p 

on
 

Pu
ri

fic
at

io
n 

Te
ch

no
lo

gi
es

 fo
r A

tm
os

ph
er

ic
 E

nv
ito

nm
en

t 
2
00
2
/3
/
11
 

2
00
2
/3
/
13

 
茨
城
県

 
産
総
研
西
事
業
所

 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(305) 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
中

部
セ
ン

タ
ー
 

ポ
－

ラ
ス
マ

テ
リ
ア

ル
研
究

会
 

2
00
2
/3
/
12

 
2
00
2
/3
/
12

 
愛
知
県

 
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

大

会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
四

国
セ
ン

タ
ー
 

国
際

ミ
ニ
ワ

－
ク
シ

ョ
ッ
プ
 

2
00
2
/3
/
12

 
2
00
2
/3
/
12

 
香
川
県

 
産

総
研

四
国

セ
ン

タ
ー

海

洋
資

源
棟

2
階

会
議

室
ほ

か
 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
中

部
セ

ン
タ

ー
、

財
団

法

人
北

陸
産

業
活

性
化

セ
ン

タ
ー

、
石

川
県

環
境

ビ
ジ

ネ
ス
研
究
会

 

中
部

産
業

人
交

流
会

「
産

総
研

中
部

セ
ン

タ
ー

技
術

普
及

講
演
会

」
 

2
00
2
/3
/
13

 
2
00
2
/3
/
13

 
石
川
県

 
（

財
）

石
川

県
地

場
産

業

振
興
セ
ン
タ
ー

 

海
洋

資
源

環
境

研
究

部
門

 

沿
岸

環
境

保
全

研
究

グ
ル

ー
プ

 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
海

洋
資
源

環
境

研
究

部
門
 

In
te

rn
at

io
na

l 
W

or
ks

ho
p 

on
 A

si
an

 D
el

ta
s: 

th
ei

r e
vo

lu
tio

n 
an

d 
re

ce
nt

 ch
an

ge
s 

2
00
2
/3
/
14

 
2
00
2
/3
/
15

 
茨
城
県

 
別
棟
大
会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

共
同
主
催

 
共

済
：

産
業

技
術

総
合

研
究

所
 

九
州

セ
ン

タ
ー

、

佐
賀
大
学

 

後
援
：（

財
）
佐
賀

県
地

域
産
業

支
援
セ

ン
タ

ー
 

第
4
回
連

携
大
学

院
産
学

官
交
流

セ
ミ
ナ

ー
 

2
00
2
/3
/
14

 
2
00
2
/3
/
14

 
佐
賀
県

 
産
総
研
九
州
セ
ン
タ
ー
 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス

メ
ン
ト
研
究
セ
ン
タ

ー
 

第
1
回

 
日

本
版

被
害

算
定

型
影

響
評

価
ワ

ー
ク

シ

ョ
ッ

プ
 

2
00
2
/3
/
15

 
2
00
2
/3
/
15

 
東
京
都

 
中
央
大
学
駿
河
台
記
念
館

 

光
反

応
制

御
研

究
セ

ン
タ

ー
 

光
反
応

機
構
チ
ー
ム
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

第
5
回

産
総

研
光

反
応

制
御

･
光

機
能

材
料

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム
 

2
00
2
/3
/
18

 
2
00
2
/3
/
20

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用
講
堂

 

産
学

官
連

携
部

門
 

中
部

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
中

部
セ
ン

タ
ー
 

材
料

産
業
技

術
フ
ォ

－
ラ
ム
20
0
2
 

2
00
2
/3
/
26

 
2
00
2
/3
/
26

 
愛
知
県

 
名
古
屋
国
際
会
議
場

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
技

術
情
報

部
門
 

第
3
回
産

総
研
・

技
術
情

報
セ
ミ

ナ
ー
 

2
00
2
/3
/
27

 
2
00
2
/3
/
27

 
茨
城
県

 
つ

く
ば

中
央

第
5
－

2
第

2

会
議
室

 

 



  

(306) 

研究関連業務 

平
成
1
3
年
度
行
事

出
展
一
覧
 

１
．
主
催
行
事
（

共
同
主
催
を
含
む
）
 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

特
別

展
示

「
三

宅
島

火
山

・
鳥

取
県

西

部
地

震
・
山

陰
の
鉱

物
資
源

」
 

2
00
1
/4
/
16

 
2
00
1
/6
/
29

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
四

国
セ
ン

タ
ー
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
四
国

セ
ン
タ

ー
一

般
公

開
 

2
00
1
/5
/
26

 
2
00
1
/5
/
26

 
香
川
県

 
産
総
研
四
国
セ
ン
タ
ー
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館
・
地
質

調
査
情

報
部
 

四
国

の
岩

石
（

い
し

こ
ろ

）
－

プ
レ

ー
ト

の
お

く
り

も
の

－
（

産
総

研
四

国
セ

ン
タ

ー
一

般
公

開
の

行
事

の
一

つ
）
 

2
00
1
/5
/
26

 
2
00
1
/5
/
26

 
香
川
県

 
産
総
研
四
国
セ
ン
タ
ー
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

特
別
展

示
「

海
洋
：

そ
の
資

源
と
環
境
」 

2
00
1
/7
/
20

 
2
00
1
/9
/
30

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
四

国
セ
ン

タ
ー
 

第
6
回
サ

イ
エ
ン

ス
パ
ー

ク
セ
ミ

ナ
ー
（

夏
休

み
の
科

学
実

験
体
験

セ
ミ
ナ

ー
）
 

2
00
1
/7
/
27

 
2
00
1
/7
/
27

 
香
川
県

 
産
総
研
四
国
セ
ン
タ
ー
 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

共
同
主
催

 
（

財
）

日
本

科
学

技
術

振
興

財
団

、
産

業
技

術
総

合

研
究
所

 
他
 

SC
IE

N
CE

 C
AM

P 
2
00
1
（
つ
く
ば
）
 

 
2
00
1
/7
/
30

 
2
00
1
/8
/
1
 
茨
城
県

 
産
総
研
つ
く
ば
セ
ン
タ
ー

 

業
務

推
進

部
門

 
北

海
道

セ
ン

タ
ー

研
究

環
境

管
理

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
北

海
道
セ

ン
タ

ー
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
北
海

道
セ
ン

タ
ー

一
般

公
開
 

2
00
1
/8
/
1
 

2
00
1
/8
/
1
 
北
海
道

 
産
総
研
北
海
道
セ
ン
タ
ー

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

共
同
主
催

 
（

財
）

日
本

科
学

技
術

振
興

財
団

、
産

業
技

術
総

合

研
究
所

 
他
 
 

SC
IE

N
CE

 C
AM

P 
2
00
1
（
北
海
道
）
 

2
00
1
/8
/
1
 

2
00
1
/8
/
3
 
北
海
道

 
産

総
研

北
海

道
セ

ン
タ

ー
 

他
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
九

州
セ
ン

タ
ー
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
九
州

セ
ン
タ

ー
一

般
公

開
 

2
00
1
/8
/
24

 
2
00
1
/8
/
24

 
佐
賀
県

 
産
総
研
九
州
セ
ン
タ
ー
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
夏

休
み

地
球

何
で
も

相
談
 

2
00
1
/8
/
25

 
2
00
1
/8
/
25

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

体
験
学

習
「
黄

鉄
鉱
ひ

ろ
い

」
 

2
00
1
/8
/
25

 
2
00
1
/8
/
25

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
つ
く

ば
セ
ン

タ
ー

一
般
公
開
 

2
00
1
/8
/
26

 
2
00
1
/8
/
26

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
セ

ン
タ

ー

共
用
講
堂
・

O
SL

他
 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

体
験

学
習

「
鉱

物
に

名
前

を
つ

け
よ

う
！

」
 

2
00
1
/8
/
26

 
2
00
1
/8
/
26

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

技
術

情
報

部
門

 
特

別
調

査
室

 

主
催

 
産

総
研

企
画

本
部

・
技

術
情

報
部

門
産

業
安

全
工

学

特
別
調
査
室

 

第
1
回
「

安
全

性
・
信

頼
性
・

保
全

性
」

所
間
連
携
研

究
会
 

2
00
1
/8
/
28

 
2
00
1
/8
/
28

 
茨
城
県

 
産
総
研
第
1
AV

会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 
東

北
セ
ン

タ
ー
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
東
北

セ
ン
タ

ー
一

般
公

開
 

2
00
1
/8
/
31

 
2
00
1
/8
/
31

 
宮
城
県

 
産
総
研
東
北
セ
ン
タ
ー
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
研

究
部

門
 

共
同
主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
、
化
学

工
学
会
北

海
道

支
部

、

同
流
動
層
特
別
研
究

会
 

第
15
回

流
動

層
技
術

コ
ー
ス
 

2
00
1
/9
/
6
 

2
00
1
/9
/
7
 
北
海
道

 
産
総
研
北
海
道
セ
ン
タ
ー

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
地
質
調
査
総
合
セ
ン

タ
ー
 

北
陸

地
質

情
報

展
「

ぼ
く

ら
を

の
せ

た
大

陸
の

か
け

ら
」
 

2
00
1
/9
/
21

 
2
00
1
/9
/
23

 
石
川
県

 
産
総
研

M
RO

ホ
ー
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

主
催

 
産
業
技
術
総
合
研
究

所
 

産
業

技
術
総

合
研
究

所
関
西

セ
ン
タ

ー
一

般
公

開
 

2
00
1
/9
/
28

 
2
00
1
/9
/
28

 
大
阪
府

 
産
総
研
関
西
セ
ン
タ
ー
 

知
能

シ
ス
テ

ム
研
究
部
門
 
主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
知

能
シ

ス
テ

ム
研

究
部

門
・
情
報
処
理
研
究

部
門
 

オ
ー

プ
ン
ハ

ウ
ス
20
01

 
2
00
1
/1
0
/1
8
 

2
00
1
/1
0
/1
8
 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
中

央
第

2
・
東

 



  

産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(307) 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

特
別
展

示
「
最

新
の
地

質
図

」
 

2
00
1
/1
1
/6

 
2
00
1
/1
2
/2

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

体
験

学
習

「
自

分
で

作
ろ

う
!!

化
石

レ

プ
リ

カ
」
 

2
00
1
/1
1
/1
0
 

2
00
1
/1
1
/1
0
 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

特
別
展

示
「
北

陸
地
質

情
報

展
」
 

2
00
1
/1
2
/4

 
2
00
2
/3
/
3
 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
研
究

セ
ン
タ
ー
 

主
催

 
産

業
技

術
総

合
研

究
所

 
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

ア
セ

ス

メ
ン
ト
研
究
セ
ン
タ

ー
 

Th
e 

fir
st

 w
or

ks
ho

p 
of

 “
U

N
EP

/S
ET

AC
 L

ife
 

Cy
cl

e 
In

iti
at

iv
e”
“

W
ha

t i
s t

he
 B

es
t P

ra
ct

ice
 

on
 L

CA
 ?”

 

2
00
1
/1
2
/1
4
 

2
00
1
/1
2
/1
4
 
東
京
都

 
東
京
ビ
ッ
ク
サ
イ
ト

 

産
学

官
連

携
部

門
 

地
域

連
携

室
 

共
同
主
催

 
産

総
研

東
北

セ
ン

タ
ー

、
産

技
連

資
源

・
エ

ネ
ル

ギ

ー
・
環
境
部
会
、
東

北
産
学

官
連
携

協
議

会
 

産
業

技
術
研

究
交
流

フ
ェ
ア
 

2
00
2
/1
/
31
 

2
00
2
/2
/
1
 
宮
城
県

 
仙
台
サ
ン
プ
ラ
ザ

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

主
催

 
産

総
研

地
質

調
査

総
合

セ
ン

タ
ー

、
大

阪
市

立
自

然

史
博
物
館
、
地
学
団

体
研
究

会
大
阪

支
部
 

知
っ

て
ま

す
か

あ
な

た
の

町
の

地
質

－
近

畿
の

地
質

図
展

－
 

2
00
2
/2
/
16

 
2
00
2
/2
/
17

 
大
阪
府

 
大
阪
市
立
自
然
史
博
物
館

 

化
学

物
質

リ
ス

ク
管

理
研

究
セ

ン
タ
ー
 

主
催

 
化
学
物
質
リ
ス
ク
管

理
研
究

セ
ン
タ

ー
 

産
総

研
 

化
学

物
質

リ
ス

ク
管

理
研

究
セ

ン
タ

ー
 

第
一

回
技
術

講
習
会
 

2
00
2
/3
/
12

 
2
00
2
/3
/
13

 
東
京
都

 
産

総
研

臨
海

副
都

心
セ

ン

タ
ー
会
議
室

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

主
催

 
地
質
標
本
館

 
地

質
標

本
館

体
験

学
習

「
自

分
で

作
ろ

う
!!

化
石

レ

プ
リ

カ
」
 

2
00
2
/3
/
23

 
2
00
2
/3
/
23

 
茨
城
県

 
産
総
研
地
質
標
本
館

 

 ２
．
そ
の
他
参
加
行
事
 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連

携
部

門
 

四
国

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

後
援

 
香

川
県

、
高

松
市

、
(
財

)
香

川
県

企
業

振
興

公
社

、

(
財

)
香

川
県

産
業

技
術

振
興

財
団

、
(
財

)
香

川
県

産

業
交
流
セ
ン
タ
ー

 

香
川

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

2
00
1
「

夢
無

限
 

技
術

が
描

く

新
世

紀
」
 

2
00
1
/5
/
25

 
2
00
1
/5
/
27

 
香
川
県

 
サ
ン
メ
ッ
セ
香
川

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

出
展

 
地
球
惑
星
科
学
関
連

学
会
 

地
球

惑
星

科
学

関
連

学
会

20
01

年
合

同
大

会
ブ

－
ス

へ
の

展
示
 

2
00
1
/6
/
4
 

2
00
1
/6
/
8
 
東
京
都

 
国

立
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
記

念

青
少

年
総

合
セ

ン
タ

－
国

際
交
流
棟

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

協
賛

 
大
阪
府
研
究
開
発
型

企
業
振

興
協
議

会
 

テ
ク

ノ
パ
ワ

ー
 
20
0
1 

in
 O

SA
K

A 
～

技
・

創
・
心

『
人

と
企
業

を
つ
な

ぐ
新
・

技
術
』

～
 

2
00
1
/6
/
19

 
2
00
1
/6
/
19

 
大
阪
府

 
阪

急
グ

ラ
ン

ド
ビ

ル
2
6
階

会
議
室

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

後
援

 
「

21
世

紀
☆

み
ら

い
体

験
博

」
実

行
委

員
会

（
神

戸

市
、
読
売
新
聞
大
阪
本

社
、

N
H

K
神
戸
放

送
局

ほ
か

） 

K
O

BE
2
00

1
 

ひ
と

・
ま

ち
・

み
ら

い
 

2
1
世

紀
☆

み
ら

い
体
験

博
 
～

ユ
メ
み

た
い
な

ユ
メ

み
た

い
～
 

2
00
1
/7
/
20

 
2
00
1
/9
/
2
 
兵
庫
県

 
神
戸
国
際
展
示
場
1
号
館
 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

後
援

 
仙

台
市

科
学

館
、
（

社
）

日
本

化
学

会
、
（

社
）

化
学

工
学
会

 

平
成

13
年

度
仙

台
市

科
学

館
特

別
展

 
化

学
展

「
20
01

年
な

ぞ
と
き

体
験
の

旅
」
 

2
00
1
/7
/
28

 
2
00
1
/8
/
26

 
宮
城
県

 
仙
台
市
科
学
館

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

後
援

 
バ
イ
オ
ビ
ジ
ネ
ス
コ

ン
ペ

JA
PA

N
実
行

委
員

会
 

第
2
回
バ

イ
オ
ビ

ジ
ネ
ス

コ
ン
ペ

JA
PA

N
 

2
00
1
/8
/
15

 
2
00
2
/4
/
15

 
大
阪
府

 
大

阪
商

工
会

議
所

 
産

業

部
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
（
財
）
日
本
科
学
技

術
振
興

財
団
・

科
学

技
術

館
 

サ
イ

エ
ン
ス

・
フ
ェ

ス
タ
 

2
00
1
/8
/
25

 
2
00
1
/8
/
26

 
大
阪
府

 
ハ
ー
ビ
ス
ホ
ー
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
大
阪
府
、
（
財
）
大

阪
産

業
振
興

機
構
 

ベ
ン

チ
ャ
ー

サ
ポ
ー

ト
2
00
1
 

 

2
00
1
/9
/
2
 

2
00
1
/9
/
2
 
大
阪
府

 
大
阪
国
際
会
議
場
10

F 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

後
援

 
宮
城
県
、
仙
台
市
、
（
社

）
み
や

ぎ
工
業

会
、

他
 

み
や

ぎ
い
い

モ
ノ
テ

ク
ノ
フ

ェ
ア
20
01
 

2
00
1
/9
/
7
 

2
00
1
/9
/
8
 
宮
城
県

 
夢
メ
ッ
セ
・
み
や
ぎ

 

 
 

 
 

 
 

 
 



  

(308) 

研究関連業務 

担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

出
展

 
全
国
地
質
調
査
業
協

会
連
合

会
 

全
地

連
「
技

術
フ
ォ

ー
ラ
ム
20
0
1」

新
潟

 
2
00
1
/9
/
13

 
2
00
1
/9
/
14

 
新
潟
県

 
ホ
テ
ル
新
潟

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

後
援

 
T
OY
RO

新
事
業
創
出
推

進
協
議

会
 

TO
YR

O
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ッ
チ

ン
グ

フ
ェ

ア
20
01

ニ
ー

ズ
と

シ
ー
ズ

の
新
た

な
出
会

い
 

2
00
1
/1
0
/4

 
2
00
1
/1
0
/5

 
大
阪
府

 
マ

イ
ド

ー
ム

お
お

さ
か
 

2F
展
示
場

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
(
社
）
近
畿
化
学
協
会
、
（
社

）
大
阪

工
研

協
会
 

第
14

回
「

化
学

発
進

あ
ら

た
な

出
会

い
」

技
術

・
情

報
交

流
展
20
01

 

2
00
1
/1
0
/1
0
 

2
00
1
/1
0
/1
2
 
大
阪
府

 
千

里
ラ

イ
フ

サ
イ

エ
ン

ス

セ
ン
タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
一
般
参
加

 
パ

テ
ン

ト
・

テ
ク
ノ
20
0
1（

特
許
流

通
フ

ェ
ア

in
九

州
）
 

2
00
1
/1
0
/1
6
 

2
00
1
/1
0
/1
8
 
福
岡
県

 
西
日
本
総
合
展
示
場
新
館

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
グ

ロ
ー

バ
ル

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

・
フ

ォ
ー

ラ
ム

開
催

協

議
会

 

グ
ロ

ー
バ
ル
・
ベ
ン

チ
ャ
ー
・
フ
ォ

ー
ラ

ム
（

G
VF

）

0
1
 

2
00
1
/1
0
/2
5
 

2
00
1
/1
0
/2
6
 
大
阪
府

 
マ
イ
ド
ー
ム
お
お
さ
か
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

後
援

 
技
術
交
流
・
テ
ク
ノ

フ
ェ
ア

実
行
委

員
会
 

北
陸

技
術
交

流
テ
ク

ノ
フ
ェ

ア
2
00
1
 

2
00
1
/1
0
/2
6
 

2
00
1
/1
0
/2
7
 
福
井
県

 
福
井
県
産
業
会
館

 

国
際

部
門

 
国

際
標

準
協

力
室

 

共
催

 
ア
ジ
ア
太
平
洋
計
量

計
画
事

務
局
 

ア
ジ

ア
太

平
洋

計
量

計
画

第
17

回
総

会
及

び
関

連
会

議
 

2
00
1
/1
1
/5

 
2
00
1
/1
1
/9

 
茨
城
県

 
産

総
研

つ
く

ば
中

央
3
－

9

他
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
大
阪
科
学
機
器
協
会

、
日
本

工
業
新

聞
社
 

第
18
回

科
学

機
器
展
 

2
00
1
/1
1
/6

 
2
00
1
/1
1
/9

 
大
阪
府

 
イ
ン
テ
ッ
ク
ス
大
阪

 

知
能

シ
ス

テ
ム

研
究

部
門

 

Ｉ
Ｔ

Ｓ
研
究

グ
ル
ー
プ
 

出
展

 
茨
城
県

 
つ

く
ば

IT
フ
ェ

ア
ー
20
01

 
2
00
1
/1
1
/9

 
2
00
1
/1
1
/1
0
 
茨
城
県

 
カ
ピ
オ

 

成
果

普
及

部
門

 
広

報
出

版
部

 
広
報

室
 

出
展

 
第
3
回
国
際
新
技
術

フ
ェ

ア
2
00
1
 

～
産

官
学

の
技

術
交

流
ス

テ
ー

ジ
～

第
3
回

国
際

新

技
術

フ
ェ
ア
20
0
1－

新
技
術

が
創
る

新
産

業
－
 

2
00
1
/1
1
/1
3
 

2
00
1
/1
1
/1
5
 
東
京
都

 
東

京
国

際
展

示
場

第
4
ホ

ー
ル

 

脳
神

経
情

報
研

究
部

門
 

シ
ス

テ
ム

脳
科

学
研

究
グ

ル
ー

プ
 

出
展

 
情
報
処
理
振
興
事
業

協
会
 

IT
X2

00
1,

 IP
A 

Te
ch

no
lo

gy
 E

xp
o 

2
00
1
/1
1
/1
4
 

2
00
1
/1
1
/1
4
 
東
京
都

 
東

京
ド

ー
ム

ホ
テ

ル
 

プ

リ
ズ
ム
ホ
ー
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

共
催

 
滋
賀
環
境
ビ
ジ
ネ
ス

メ
ッ
セ

実
行
委

員
会
 

び
わ

湖
国
際

環
境
ビ

ジ
ネ
ス

メ
ッ
セ
20
0
1
 

2
00
1
/1
1
/1
4
 

2
00
1
/1
1
/1
7
 
滋
賀
県

 
滋
賀
県
立
長
浜
ド
ー
ム
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
特
許
庁
、
中
部
経
済

産
業
局
 

特
許

流
通

フ
ェ

ア
中

部
20
01

 
知

恵
と

ビ
ジ

ネ
ス

の

出
会

い
の
場
 

2
00
1
/1
1
/2
0
 

2
00
1
/1
1
/2
1
 
愛
知
県

 
名

古
屋

市
中

小
企

業
振

興

会
館

（
吹

上
）

第
1
、

2
フ

ァ
シ

ョ
ン

展
示

場
、

メ
イ

ン
ホ
ー
ル

 

産
学

官
連

携
部

門
 

東
北

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
特
許
庁
、
東
北
経
済

産
業
局
 

東
北

特
許
流

通
フ
ェ

ア
2
00
1
 

2
00
1
/1
1
/2
9
 

2
00
1
/1
1
/3
0
 
福
島
県

 
ビ

ッ
グ

パ
レ

ッ
ト

ふ
く

し

ま
 
福
島
県
産
業
交
流
館

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
堺
市
、（

財
）
南
大
阪

地
域

地
場
産

業
振

興
セ

ン
タ

ー
 
産

学
官

テ
ク

ノ
フ
ェ

ア
 

in
 

南
大
阪
2
00
1
 

2
00
1
/1
1
/2
9
 

2
00
1
/1
1
/2
9
 
大
阪
府

 
（

財
）

南
大

阪
地

域
地

場

産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
有

明
環

境
リ

サ
イ

ク
ル

産
業

推
進

機
構

、
財

団
法

人

大
牟
田
市
地
域
活
性

セ
ン
タ

ー
 

環
境

・
リ

サ
イ

ク
ル

テ
ク

ノ
フ

ェ
ア

20
01

「
環

境
・

リ
サ

イ
ク
ル

技
術
展

」
 

2
00
1
/1
1
/3
0
 

2
00
1
/1
2
/1
 
福
岡
県

 
大
牟
田
文
化
会
館

 

計
測

標
準
研

究
部
門
 

出
展

 
S
EM
I
 J
a
pa
n
 

2
5 

Ye
ar

s S
EM

IC
O

N
 J

ap
an

 
2
00
1
/1
2
/5

 
2
00
1
/1
2
/7

 
千
葉
県

 
幕
張
メ
ッ
セ

 

企
画

本
部

 
共
催

 
人
事
院
関
東
事
務
局
 

つ
く

ば
試
験

研
究
機

関
学
生

ツ
ア
ー
 

2
00
1
/1
2
/7

 
2
00
1
/1
2
/7

 
茨
城
県

 
共
用
講
堂
2
階
大
会
議
室

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
中

小
企

業
総

合
事

業
団

、
大

阪
府

、
大

阪
商

工
会

議

所
、
（
社
）
関
西
経

済
連

合
会
、
（
社

）
大

阪
工

業
会
 

産
学

官
技
術

移
転
フ

ェ
ア
20
01

 
2
00
1
/1
2
/1
1
 

2
00
1
/1
2
/1
2
 
大
阪
府

 
マ
イ
ド
ー
ム
お
お
さ
か
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

協
力

 
特
許
庁

 
近
畿
経
済

産
業
局
 

近
畿

特
許
流

通
フ
ェ

ア
 

2
00
1
/1
2
/1
1
 

2
00
1
/1
2
/1
2
 
大
阪
府

 
マ
イ
ド
ー
ム
お
お
さ
か
 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
シ
ー
ズ
と
ニ
ー
ズ
の

会
 

W
O

RK
 S

H
O

PⅡ
in
 
大

阪
市
「

開
発

の
た

め
の
連

携
・

共
創
と

要
素
技

術
の
開

発
」
 

2
00
2
/1
/
22

 
2
00
2
/1
/
22

 
大
阪
府

 
大
阪
産
業
創
造
館
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担
当

部
署
 

種
 
 

別
 

主
催

等
名
称
 

名
 

 
 
称

 
開
催
期
間
（
始
）
 
開
催
期
間
（
終
）
 

会
場

都
道

府
県
 

会
場
名

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
特
許
庁
、
沖
縄
総
合

事
務
局
 

特
許

流
通
フ

ェ
ア
 

in
 
沖

縄
 

2
00
2
/1
/
29

 
2
00
2
/1
/
30

 
沖
縄
県

 
沖

縄
コ

ン
ベ

ン
シ

ョ
ン

セ

ン
タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

関
西

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 
 

出
展

 
大
阪
府
／
(
財
)
大
阪

産
業
振

興
機
構
 

創
都

ビ
ジ
ネ

ス
フ
ェ

ア
2
00
2
 

2
00
2
/1
/
29

 
2
00
2
/1
/
30

 
大
阪
府

 
マ

イ
ド

ー
ム

お
お

さ
か
 

2F
展
示
場

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
標

本
館

 

出
展

 
青

少
年

の
た

め
の

科
学

の
祭

典
・

茨
城

県
大

会
日

立

会
場

 

青
少

年
の

た
め

の
科

学
の

祭
典

・
茨

城
県

大
会

日
立

会
場

化
石
レ

プ
リ
カ

を
つ
く

ろ
う
 

2
00
2
/2
/
9
 

2
00
2
/2
/
9
 
茨
城
県

 
日

立
新

都
市

広
場

マ
ー

ブ

ル
ホ
ー
ル

 

成
果

普
及

部
門

 
地

質
調

査
情

報
部

 
地

質
調

査
推

進
室

 

出
展

 
震

災
対

策
技

術
展

・
学

術
展

・
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
実

行

委
員
会

 

第
6
回
「

震
災
対

策
技
術

展
」
 

2
00
2
/2
/
14

 
2
00
2
/2
/
15

 
兵
庫
県

 
神
戸
国
際
会
議
場

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
経

済
産

業
省

中
小

企
業

庁
、

中
部

経
済

産
業

局
、

近

畿
経
済
産
業
局
、
九

州
経
済

産
業
局
 

中
小

企
業
ビ

ジ
ネ
ス

フ
ェ
ア
20
0
2
 

2
00
2
/2
/
21
 

2
00
2
/2
/
22

 
福
岡
県

 
福
岡
国
際
セ
ン
タ
ー

 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連
携

セ
ン
タ
ー
 

出
展

 
主

催
：

財
団

法
人

道
央

産
業

技
術

振
興

機
構

後
援

：

財
団
法
人
日
本
テ
ク

ノ
マ
ー

ト
他
 

「
技

術
移
転

プ
ラ
ザ
 

in
 

苫
小
牧

」
 

2
00
2
/2
/
22

 
2
00
2
/2
/
22

 
北
海
道

 
グ

ラ
ン

ド
ホ

テ
ル

ニ
ュ

ー

王
子

 

マ
イ

ク
ロ

・
ナ

ノ
機

能
広

域
発

現
研
究

セ
ン
タ
ー
 

共
催

 
主
催
：（

社
）
機
械
技

術
協
会

、
共

催
：

産
業
技

術
総

合
研
究
所
、
協
賛
：（

社
）
日

本
機
械

工
業

連
合

会
 

他
 

人
間

環
境

調
和

型
機

械
技

術
を

目
指

し
て

「
産

業
技

術
総

合
研

究
所

（
産

総
研

）
に

お
け

る
機

械
技

術
の

研
究

開
発
」
 

2
00
2
/3
/
6
 

2
00
2
/3
/
6
 
東
京
都

 
産

総
研

臨
海

副
都

心
セ

ン

タ
ー

 

地
球

科
学

情
報

研
究

部
門

 

堆
積

層
序

シ
ス

テ
ム

研
究

グ
ル

ー
プ

 

出
展

 
広
島
市
江
波
山
気
象

館
 
 

平
成

13
年
芸

予
地
震

1周
年

企
画
「

さ
わ

っ
て

た
め
そ

う
！

地
震

展
」

－
衝

撃
の

「
液

状
化

体
験

」
が

あ
な

た
を

待
っ
て

い
る
！

－
 
 

2
00
2
/3
/
16

 
2
00
2
/4
/
14

 
広
島
県

 
広
島
市
江
波
山
気
象
館
 

産
学

官
連

携
部

門
 

九
州

産
学

官
連

携
セ

ン
タ

ー
 

大
分

福
祉

技
術

連
携

研
究

体
 

出
展

 
社
会
福
祉
法
人
障
害

者
自
立

情
報
セ

ン
タ

ー
、
OB
S
大

分
放
送

 

介
護

・
福
祉

・
医
療

機
器
展
 

2
00
2
/3
/
29

 
2
00
2
/3
/
31
 
大
分
県

 
大
分
県
立
総
合
体
育
館
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３）見  学 
  平成13年度見学視察対応数(ユニット別） 

ユニット名 
対応件数 

(対応箇所数） 

フェロー 3 

企画本部（理事等含む） 78 

エネルギー利用研究部門 150 

エレクトロニクス研究部門 46 

セラミックス研究部門 19 

ナノテクノロジー研究部門 25 

海洋資源環境研究部門 21 

環境管理研究部門 120 

環境調和技術研究部門 74 

基礎素材研究部門 115 

機械システム研究部門 226 

計算科学研究部門 1 

計測標準研究部門 239 

光技術研究部門 58 

情報処理研究部門 34 

人間福祉医工学研究部門 85 

生物遺伝子資源研究部門 37 

知能システム研究部門 179 

地球科学情報研究部門 75 

地圏資源環境研究部門 64 

電力エネルギー研究部門 41 

脳神経情報研究部門 16 

物質プロセス研究部門 31 

分子細胞工学研究部門 36 

サイバーアシスト研究センター 1 

ジーンディスカバリー研究センター 9 

シナジーマテリアル研究センター 8 

スマートストラクチャー研究センター 10 

ティッシュエンジニアリング研究センター 13 

パワーエレクトロニクス研究センター 4 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 22 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 11 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 22 

ものづくり先端技術研究センター 49 

ライフサイクルアセスメント研究センター 16 

化学物質リスク管理研究センター 10 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 12 

活断層研究センター 12 

強相関電子技術研究センター 3 

光反応制御研究センター 10 

高分子基盤技術研究センター 5 

次世代半導体研究センター 24 

新炭素系材料開発研究センター 24 

深部地質環境研究センター 15 

生物情報解析研究センター 7 

生命情報科学研究センター 4 

先端情報計算センター 2 

超臨界流体研究センター 37 

グリーンプロセス研究ラボ 2 

デジタルヒューマン研究ラボ 56 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 20 

次世代光工学研究ラボ 5 
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ユニット名 
対応件数 

(対応箇所数） 

純度制御材料開発研究ラボ 11 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 1 

微小重力環境利用材料研究ラボ 16 

人間系特別研究体 33 

生活環境系特別研究体 74 

特許生物寄託センター 3 

成果普及部門 工業標準部 40 

成果普及部門 地質標本館 101 

つくばセンター管理・研究関連部門 250 

北海道センター 14 

東北センター 29 

中部センター 21 

関西センター 61 

中国センター 44 

四国センター 1 

九州センター 21 

合   計 2,906 

  ＊見学対応時に同一の研究内容を複数の者で説明した場合は、1件として算出 

 
４）依頼試験 
  平成13年度依頼試験（鉱工業の科学技術に係る試験及び分析）の実績 

種 類 ・ 項 目 件数（試料数） 手数料収入（円） 実施研究部門等 

精密可燃性ガス検定器（目盛試験） 10 件（10 台） 55,000 北海道鉱山保安連携研究体 

菌株分譲  1 件（ 4 本） 48,000 生物遺伝子資源研究部門 

機器分析、機器試験（質量分析）  1 件（2試料） 77,800 セラミックス研究部門 

合   計 12件 180,800  

 
５）施設使用 
  平成13年度設備使用（自動車試験道路外部貸出）の実績 

外部貸出日数 使用料収入 

71 日 12,015,255 円 

 （注）平成13年9月～平成14年3月（7ヶ月間） 
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６）地質調査 

 ① 地球科学図 

 本年度の各種地質図類の発行は、20万分の1地質図幅2件、5万分の1地質図幅6件、東アジア地質災害図1件、海洋

地質図1件、重力図1件、空中磁気図1件、50万分の1活構造図1件、数値地質図6件である。その他5万分の1地質図幅

の地質図のみ2件、200万分の1地質編集図の解説書1件を出版した。また、絶版になっている地質図類のうち、需要

が多いと判断される5万分の1地質図幅4件、火山地質図2件の増刷りを行った。本年度の出版物の傾向としては、ペ

ーパーメディアから電子メディア（CD-ROM）への移行が顕著になってきている点が特筆される。 

 
件 数 

刊行物名 
図類・冊子 

発行部数 摘   要 

20万分の１地質図幅 2 ・ 0 各 2,000  岡山及丸亀，甲府 

5万分の１地質図幅 6 ・ 6 各 1,500  白馬岳，大宮，西津，川前及び井出，千厩，三条 

 （白馬岳は1,800部，三条は1,700部） 

海外地球科学図 1 ・ 1 1,600  東アジア地質災害図 

海洋地質図 1 ・ 1    1,200  No.57 能登半島西方表層堆積図 

重力図 1 ・ 0 1,100  No.18 福岡地域重力図（ブーゲー異常） 

空中磁気図 1 ・ 0 800  No.40 由利原地域高分解能空中磁気異常図  

活構造図 1 ・ 1 3,000  50万分の１「京都（第2版）」 

数値地質図 CD-ROM 1 

CD-ROM 1 

CD-ROM 1 

CD-ROM 1 

CD-ROM 1 

 

CD-ROM 2 

1,650 

1,200 

1,200 

1,200 

1,200 

 

1,000 

 G-8 東・東南アジアの都市域地球科学データ第2版 

 G-9 富士火山地質図 CD-ROM 版 

 GT-1 東北・九州地熱資源図 CD-ROM版 

 P-3 400万分の1東アジア磁気異常図 （第2版） 

 P-4 400万分の1韓国南部・日本西部及び周辺海域の地球科学 

 図集 CD 版 
 G-3 20万分の1地質図幅集(画像)Ver.2 

5万分の1地質図幅 増刷 4 ・ 4 各 500   仙台（第3刷），長野（第2刷），高山（第2刷），市野瀬（第2刷） 

 

火山地質図 増刷 2 ・ 0 各 300   No.3 草津白根火山地質図（第2刷） 

  No.5 北海道駒ヶ岳火山地質図（第2刷） 

 

 ② 地球科学研究報告 

 本年度の研究報告書は、地質調査研究報告が52-4号～53-3号 8件、CCOP テクニカルブリテン１件、地質調査総

合センター速報4件、活断層・古地震研究報告弟1号（2001年）1件である。最近の傾向として、カラー印刷の希望が

増加してきている。 

 地質調査研究報告については、通常号を4件、合併号を4件（内、特集号2件）発行した。 

 

刊行物名 件 数 発行部数 摘   要 

地質調査研究報告 8 8×1,650  No.52-4号～53-3号（内 特集号2件 合併号4件） 

活断層・古地震研究報告 1 1,200  活断層・古地震研究報告 弟１号（2001年) 

CCOP テクニカルブリテン 1 1,450   CCOP Technical Bulletin Vol.30 
地質調査総合センター速報 4 200  海洋中の堆積物形成過程に関する研究 

   －平成13年度研究概要報告書－ 

  250  千島弧－東北日本弧会合部の海洋地質学的研究 

   －平成13年度研究概要報告書－ 

  1,000  本邦産岩石の深部物性データ集 

  500  アジアにおける地熱資源利用可能性調査 

   －中国・雲南省／マレーシア・サバ州－ 

日本地質文献データベース 1 1,000  日本地質文献データベース(1983－2000) Ver．3 

 

 ③ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、「研究成果普及品有料頒布要領（13要領第2号）」、「地球科学

図及び地球科学データ集の有料頒布管理基準（第75000-20010401-3号）」及び「地球科学図及び地球科学データ集の

コンピュータ複製品の有料頒布管理基準（第75000-20010401-4号）」により、地質調査情報部が有料頒布業務を遂行

することになっており、平成13年度は下記のように有料頒布を行い、収入を得た。 
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  平成13年度研究成果普及品頒布収入            10,478,513円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入 5,549 8,794,952 

直接販売収入（標本館） 664 1,321,530 

直接販売収入（ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ） 260 362,031 

合    計 6,473 10,478,513 

 
  平成13年度シリーズ別頒布部数トップ5 

シリーズ名 頒布部数 

5万分の1地質図幅 2,897 

数値地質図 1,638 

20万分の1地質図幅 675 

火山地質図 413 

構造図（活断層ｽﾄﾘｯﾌﾟﾏｯﾌﾟ） 220 

 
  平成13年度出版物別頒布部数トップ10 

シリーズ名 出版物名 頒布部数 

数値地質図 北海道地質ガイド 600 

数値地質図 日本の新生代火山岩の分布と産状 308 

5万分の1地質図幅 大阪東北部 238 

数値地質図 20万分の1地質図幅集 222 

数値地質図 日本地質図索引図データベース 190 

火山地質図 霧島火山地質図 165 

5万分の1地質図幅 桜井 146 

5万分の1地質図幅 飯山 118 

構造図（活断層ｽﾄﾘｯﾌﾟﾏｯﾌﾟ） 花折断層系ストリップマップ 117 

数値地質図 日本周辺海域音波探査データベース 115 

 

④ 文献交換 

 「地質の調査」に係わる研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換をおこない、

地質文献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質

文献データベースを構築し、インターネット等で公開を行っている。 

 

  国内外交換先 

 計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A. CANADA ＆ 
C. AMERICA 

SOUTH 
AMERICA OCEANIA 

国数 156 1 41 35 44 1 12 12 10 

機関数 1,332 587 268 179 68 98 38 52 42 

  交換文献内訳 

 

計 

地質調査所月

報／地質調査

研究報告 

その他報告類 

地域地質研究

報告（1／5万

地質図幅） 

その他図幅 CD-ROM 

件数 31 6 2 7 12 4 

所外送付部数 7,445 3,257 256 1,105 2,191 636 

国外送付部数 10,196 3,411 901 1,809 3,298 777 

 

⑤ 文献情報活動 

 文献交換等で収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用をめざして、GEOLIS（日本地質文献データベース）、

J-MAPI（日本地質図索引図データベース）、G-MAPI（外国地質図索引図データベース）の3種類のデータベースを

構築している。GEOLIS はすでにデータ数約18万件、Web 公開で年間25万件のアクセス数がある。また、J-MAPI
はデータ数約1万件、CD-ROM 版で提供している。G-MAPI はデータ数約9千件、Web 公開で年間約6万件のアクセ

ス数となっている。今後はさらなる効率化を目指し、3種のデータベースを同一システム上で検索可能なシステム

を開発する。 

 



研究関連業務 

(314) 

  受 入 

 
単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚） 

研究資料集・受
託研究資料 

電子媒体資料
（個） 

購入 253 87 30 0 59 
寄贈・交換 614 5,745 2,502 12 189 

計 867 5,832 2,532 12 248 

 

  製本・修理 （冊） 998 

 

  地質文献データベース 

 採録数 web 登録数 アクセス件数 配布（CD-ROM） 
GEOLIS 25,467 175,827 244,906 32 
J-MAPI 409    
G-MAPI 846 8,576 57,357  

 

  閲覧・貸出など情報提供 
つくば地区内相互利用複写枚数 

所外閲覧者 
入館者 

（括弧内外国人） 
閲覧件数 貸出件数 返却件数 他研→地 

（括弧内件数） 
地→他研 

（括弧内件数） 
179 6,803(395) 12,797 4,013 2,936 1,031(90) 252(20) 

 

  地質文献複写外部委託 
件数（件） 通常コピー（枚） カラーコピー（枚） 

2,235 17,167 875 

 

⑥ メタデータ・データベース 

 「地質の調査」の成果を一般に普及し、より高度な利活用をはかると共に、研究活動の一層の効率化を促進させ

るため、研究で用いた様々なデータや成果を利用可能なデータベース化し、又、その検索を高度で効率良く実行す

るためのメタデータを作成する。地質図・地球科学図は「地質の調査」による成果のうちで最も一般的で普及が必

要であり、その利活用のために数値化が進められており、政府の「地理情報システム関係省庁連絡会議」と「GIS
アクションプログラム2002-2005」でも主要課題として取り上げられ、電子政府クリアリングハウスで運用されて

いる。又、国内の物理探査調査研究活動についてもまとめた。 

メタデータ： 

 平成12年10月の地理情報システム関係省庁連絡会議関連 WG の決定を受けた標準フォーマットに合わせて、

地質図等の地球科学図類のメタデータを1,099件整備した。現在、電子政府の地理情報クリアリングハウスで

Web 公開中である。 

データベース： 

 地質図数値化データベースでは、昨年度に引き続き1/200万地質図数値データ作成作業を行った。また、1/20

万数値地質図のシームレス編集のための準備として北海道地域（全26図幅）の数値化済みデータの再編集を行

い、火山地質図2面と構造図1面の数値化（ベクトル化）を発注し、データの校正を行った。 

 物理探査調査研究活動データベースでは、新しい web 提出システムを運用開始すると共に、フロッピーベー

スでのフォームも受付け、年間で5,829件の活動一覧を整備した。 

 

 平成13年度地質図・地球科学図データベース及びメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 
1/200万地質図類数値化作成数 1 
1/20万地質図 シームレス化準備枚数 26 
1/5万火山地質図・構造図数値化数 3 

  

２．メタデータ整備（件数）  
地質図・地球科学図メタデータ作成数 1,099 
物理探査調査研究一覧登録数 5,829 
地質図索引メタデータ・国内アクセス数 55,932 
地質図索引メタデータ・国外アクセス数 10,661 
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⑦ 地質標本館 

平成13年度地質標本館展示・普及業務一覧 

実施期間 特別展 講演会 移動標本館 イベント 備考 

4.16～4.21 「三宅島・有

珠山の噴火」 

   科学技術週間 

 ○入 753 

4.17  「三宅島火

山の現状と

将来予測」 

  三宅高校生に対する講演会 

 ○入 98 

5.26～5.27   「四国の岩石

と鉱物」 

 四国センター一般公開，地質調査

情報部と協賛 

 ○入 621 

7.20～9.30 「海洋：その

資源と環境」 

    ○入 5,938  

7.02  「海洋深層

水とは？」 

   ○参 98 

8.25    「地球なんでも相

談」 
 ○入 264   ○参 35 

8.25    「黄鉄鉱の結晶拾

い」 
 ○参 317 

8.26    「鉱物に名前をつ

けよう」 

産総研つくばセンター一般公開 

 ○入 1,489（産総研 3,052） 

 ○参  260 

7.20～9.02   「資源の玉手

箱」 

 21世紀みらい体験博（神戸市） 

9.23～9.24   「北陸の資源」  北陸地質情報展（金沢市）、地質調

査情報部と協賛  

 ○入 950 

9.23～9.24    「化石レプリカ作

り」 

北陸地質情報展（金沢市）、地質調

査情報部と協賛  

 ○参 258 

11.06～12.02 「最新の地質

図展」 

   地質調査情報部と協賛 

 ○入 68  

11.10     第7回 「自分で作ろ

う!化石レプリカ」 
 ○入 422  ○参 209 

12.03～12.09   「美しい鉱物

展」 

 日本科学未来館（岩石や鉱物に触

れてみよう） 

12.09～3.03 「ぼくらをの

せた大陸のか

けら」 

   北陸地質情報展，地質調査情報部

と協賛 

 ○入 2,488 

2.09    「自分で作ろう!化

石レプリカ」 

青少年のための科学の祭典（日立

市） 

 ○参 102 

2.16～2.17   「近畿の岩石

と鉱物」 

 大阪市立自然史博物館，地質調査

情報部と協賛  

 ○入 932 

2.16～2.17    「化石レプリカ作

り」 

大阪市立自然史博物館，地質調査

情報部と協賛  

 ○参 277 

3.23    第8回「自分で作ろ

う！化石レプリカ」 
 ○入 364  ○参 197 

      ○入  入館又は入場者数 

      ○参  イベント参加者数 
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平成13年度地質標本館入館者数 

入 館 者 内 訳 年 月 

(開館日数） 

入 館 者 数 

（一日平均） 個人 団体（件数） 
対応 

13. 4(22) 1,597 ( 73 ) 748 849 ( 11 ) 12 

13. 5(23) 927 ( 40 ) 547 380 ( 8 ) 9 

13. 6(23) 1,277 ( 56 ) 475 802 ( 13 ) 4 

13. 7(25) 1,620 ( 65 ) 1,051 569 ( 17 ) 16 

13. 8(27) 3,947 ( 146 ) 3,589 358 ( 8 ) 0 

13. 9(26) 961 ( 40 ) 585 376 ( 9 ) 3 

13.10(26) 1,643 ( 63 ) 650 993 ( 17 ) 10 

13.11(26) 2,290 ( 88 ) 1,130 1,160 ( 24 ) 7 

13.12(23) 1,057 ( 46 ) 387 670 ( 13 ) 8 

14. 1(23) 816 ( 35 ) 441 375 ( 8 ) 5 

14. 2(23) 773 ( 34 ) 646 127 ( 6 ) 8 

14. 3(27) 1,642 ( 61 ) 1,214 428 ( 6 ) 7 

13年度 

計（294） 
18,550 ( 63 ) 11,463 7,087 ( 140 ) 89 

対応＝来館者に対する説明等の回数（イベントは除く） 
 
７）計量標準 
① 物理標準 

   法定計量 

種 類 受理個数 手数料（円） 検査個数 
不合格 

個 数 
不合格率（％） 

検 定 18 111,600 18 0 0.0 

型式承認試験 62 9,887,200 68 4 5.8 

指定検定機関の行う型式

承認試験 
10 － 10 0 0.0 

基準器検査 2,716 38,156,200 2,828 40 1.4 

行政機関等の検定検査用

基準器検査 
1,400 － 1,404 35 2.6 

比較検査 183 1,738,500 183 0 0.0 

 

   校正・試験等 

種 類 受理個数 手数料（円） 検査個数 
不合格 

個 数 
不合格率（％） 

特定標準器による校正

（特定二次標準器） 
160 29,748,285 188 － － 

特定標準器による校正

（特定副標準器） 
39 － 35 － － 

依頼試験 110 15,283,290 88 － － 

その他の依頼試験 51 － 49 － － 
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イ、型式承認試験 

 計量器の構造（性能及び材料の特性を含む。）をあらかじめ十分に試験して、一定の基準に適合するものに「型

式の承認」を与え、同一構造のものについては、その後の計量器の検定に際し、構造の検定を省略（一部残るもの

もある）し、検定の適正化と効率化を図る制度である。 

 
型式承認試験統計表 

受 理 件 数 
種 類 

項目 

本支所別 新規 追加 計 
手数料（円） 

試 験  

件 数 

不承認

件数 

不承認率

（％） 

1 0 1 229,600 1 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 タクシーメーター 

計 1 0 1 229,600 1 0 0.0 

15 0 15 3,551,700 21 4 19.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 

質

量

計 

非自動はかり 

計 15 0 15 3,551,700 21 4 28.6 

0 0 0 0 0 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 2 0 2 554,800 2 0 0.0 抵抗体温計 

計 2 0 2 554,800 2 0 0.0 

0 0 0 0 0 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 

温
度
計 

ガラス製体温計 

計 0 0 0 0 0 0 0.0 

2 0 2 363,800 2 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 水道メーター 

計 2 0 2 363,800 2 0 0.0 

0 0 0 0 0 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 温水メーター 

計 0 0 0 0 0 0 0.0 

0 0 0 0 0 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 燃料油メーター 

計 0 0 0 0 0 0 0.0 

1 0 1 481,800 1 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 液化石油ｶﾞｽﾒｰﾀｰ 

計 1 0 1 481,800 1 0 0.0 

4 0 4 1,083,200 4 0 0.0 つくばセンター 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 

体 
 
 

積 
 
 

計 

ガスメーター 

計 4 0 4 1,083,200 4 0 0.0 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 アネロイド型圧力計 

計 0 0 0 0 0 0 0.0 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 0.0 

大阪扇町サイト 37 0 37 3,622,300 37 0 0.0 

圧 

力 

計 
アネロイド型血圧計 

計 37 0 37 3,622,300 37 0 0.0 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0 0 0.0 

熱

量

計 

積算熱量計 

計 0 0 0 0 0 0 0.0 

つくばセンター 23 0 23 5,710,100 29 4 13.8 
合  計 

大阪扇町サイト 39 0 39 4,177,100 39 0 0.0 

総      計 62 0 62 9,887,200 68 4 5.9 
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指定検定機関の行う型式承認試験の承認件数                   （手数料は伴わない） 
承 認 件 数 項 目 

 種 類 新 規 追 加 計 

ガラス電極式水素イオン濃度検出計 1 0 1 

ガラス電極式水素イオン濃度指示計 3 0 3 

非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計 0 0 0 

非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計 1 0 1 

非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計 0 0 0 

化学発光式窒素酸化物濃度計 1 0 1 

ジルコニア式酸素濃度計 0 0 0 

磁気式酸素濃度計 1 0 1 

振動レベル計 1 0 1 

精密騒音計 1 0 1 

自動車用普通騒音計 1 0 1 

合         計 10 0 10 
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ロ、基準器検査 

 計量器の構造、修理などの事業を行う者、及び計量関係行政機関等が、検定、定期検査、立入検査などを行う場

合には、その標準として基準器検査に合格して基準器検査成績書が交付された基準器を用いることになっている。

基準器検査の対象機種の大半については、当所が検査をおこなっており、これらの業務は、計量法に基づいて行う

重要な標準供給業務となっている。なお、基準器検査は検定手数料の関係から次の二つに大別される。 

  手数料を徴収する検査（計量器メーカー等が使用するもの） 

   手数料を伴わない検査（計量行政機関等が使用するもの） 

 

基準器検査統計表 

 種   類 
項 目 

本支所別 
受理個数 手数料（円） 検査個数 不合格個数 

不合格率

（％） 

つくばセンター 298 2,716,500 295 9 3.1 

大阪扇町サイト 237 2,229,000 237 8 3.4 基準手動天びん 

小   計 535 4,945,500 532 17 3.2 

つくばセンター 0 0 0 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 基準台手動はかり 

小   計 0 0 0 0 0.0 

つくばセンター 3 34,500 3 0 0.0 

大阪扇町サイト 3 74,700 3 1 33.3 基準直示天びん 

小   計 6 109,200 6 1 16.7 

つくばセンター 37 330,800 37 0 0.0 

大阪扇町サイト 30 354,000 30 0 0.0 基準分銅 

小   計 67 684,800 67 0 0.0 

質
量
基
準
器 

合   計 608 5,739,500 605 18 3.0 

つくばセンター 333 4,151,400 336 2 0.6 

大阪扇町サイト 376 4,864,800 374 5 1.3 基準ガラス製温度計 

小   計 709 9,016,200 710 7 1.0 

つくばセンター 2 60,600 1 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 
基準ベックマン 

温度計 
小   計 2 60,600 1 0 0.0 

温
度
基
準
器 

合   計 711 9,076,800 711 7 1.0 

つくばセンター 9 51,300 9 1 11.1 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 基準フラスコ 

小   計 9 51,300 9 1 11.1 

つくばセンター 2 26,800 2 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 基準ﾋﾞｭﾚｯﾄ 

小   計 2 26,800 2 0 0.0 

つくばセンター 49 1,607,600 49 0 0.0 

大阪扇町サイト 40 1,516,000 38 0 0.0 基準ガスメーター 

小   計 89 3,123,600 87 0 0.0 

つくばセンター 43 587,700 42 0 0.0 

大阪扇町サイト 3 28,500 3 0 0.0 基準水道メーター 

小   計 46 616,200 45 0 0.0 

つくばセンター 64 1,652,400 62 0 0.0 

大阪扇町サイト 12 249,500 12 0 0.0 基準燃料油メーター 

小   計 76 1,901,900 74 0 0.0 

つくばセンター 42 1,321,550 42 0 0.0 

大阪扇町サイト 56 2,172,700 55 0 0.0 基準タンク 

小   計 98 3,494,250 97 0 0.0 

つくばセンター 20 1,096,300 20 2 10.0 

大阪扇町サイト 3 246,500 2 0 0.0 基準体積管 

小   計 23 1,342,800 22 2 9.1 

体 

積 

基 

準 

器 

合   計 343 10,556,850 336 3 0.9 
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 種   類 
項 目 

本支所別 
受理個数 手数料（円） 検査個数 不合格個数 

不合格率

（％） 

つくばセンター 109 610,400 100 1 1.0 

大阪扇町サイト 111 627,200 110 0 0.0 基準液柱型圧力計 

小   計 220 1,237,600 210 1 0.5 

つくばセンター 265 4,265,000 259 0 0.0 

大阪扇町サイト 252 4,066,200 252 3 1.2 基準重錘型圧力計 

小   計 517 8,331,200 511 3 0.6 

圧
力
基
準
器 

合   計 737 9,568,800 721 4 0.6 

つくばセンター 24 271,200 24 0 0.0 

大阪扇町サイト 17 124,300 11 0 0.0 基準密度浮ひょう 

小   計 41 395,500 35 0 0.0 

つくばセンター 19 347,700 16 0 0.0 

大阪扇町サイト 5 109,800 6 0 0.0 
液化石油ガス用 

浮ひょう型密度計 
小   計 24 457,500 22 0 0.0 

密
度
基
準
器 

合   計 65 853,000 57 0 0.0 

つくばセンター 49 553,700 30 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 基準酒精度浮ひょう 

小   計 49 553,700 30 0 0.0 
濃
度 

合   計 49 553,700 30 0 0.0 

つくばセンター 111 896,700 116 0 0.0 

大阪扇町サイト 74 304,150 79 0 0.0 基準比重浮ひょう 

小   計 185 1,200,850 195 0 0.0 

つくばセンター 5 19,250 3 0 0.0 

大阪扇町サイト 5 19,250 5 0 0.0 

基準重ボーメ度 

浮ひょう 

小   計 10 38,500 8 0 0.0 

比
重
基
準
器 

合   計 195 1,239,350 203 0 0.0 

つくばセンター 2 138,000 1 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 
基準サーボ式 

ピックアップ 
小   計 2 138,000 1 0 0.0 

振
動 

合   計 2 138,000 1 0 0.0 

つくばセンター 6 430,200 6 0 0.0 

大阪扇町サイト 0 0 0 0 0.0 騒音基準器 

小   計 6 430,200 6 0 0.0 
騒
音 

合   計 6 430,200 6 0 0.0 

つくばセンター 1,492 21,169,600 1,453 15 26 
合  計 

大阪扇町サイト 1,224 16,986,600 1,375 25 1.8 

総      計 2,716 38,156,200 2,828 40 1.4 
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行政機関等の検定検査用基準器検査統計表 

検 査 個 数 不 合 格 個 数 本支所 

 

種 類 
つくば 

センター 

大阪扇町 

サイト 
計 

つくば 

センター 

大阪扇町 

 サイト 
計 

不合格率

（％） 

基準巻尺 19 7 26 1 0 1 3.8 

基準手動天びん 139 48 187 13 2 15 8.0 

基準台手動はかり 0 0 0 0 0 0 0.0 

基準直示天びん 8 8 16 1 0 1 6.3 

基準分銅 211 371 582 0 3 3 0.5 

基準ｶﾞﾗｽ製温度計 85 55 140 6 2 8 5.7 

基準ﾍﾞｯｸﾏﾝ温度計 1 0 1 0 0 0 0.0 

基準フラスコ 18 2 20 2 0 2 10.0 

基準ﾋﾞｭﾚｯﾄ 7 0 7 0 0 0 0.0 

基準ｶﾞｽﾒｰﾀｰ 0 0 0 0 0 0 0.0 

基準燃料油メーター 13 0 13 0 0 0 0.0 

基準水道ﾒｰﾀｰ 23 4 27 2 0 2 7.4 

基準ﾀﾝｸ 10 10 20 0 0 0 0.0 

基準体積管 0 0 0 0 0 0 0.0 

基準液柱型圧力計 35 21 56 0 0 0 0.0 

基準重錘型圧力計 30 39 69 1 0 1 1.4 

基準密度浮ひょう 37 0 37 0 0 0 0.0 

液化石油ｶﾞｽ用基準浮ひょう型密度計 22 11 33 1 1 2 6.1 

基準酒精度浮ひょう 15 0 15 0 0 0 0.0 

基準比重浮ひょう 88 39 127 0 0 0 0.0 

基準重ボーメ度浮ひょう 16 0 16 0 0 0 0.0 

基準静電型マイクロホン 8 0 8 0 0 0 0.0 

基準サーボ式ピックアップ 4 0 4 0 0 0 0.0 

合         計 789 615 1,404 27 8 35 2.5 

 

 比較検査は、検定と同様に合否の判定を行うが、具体的な器差を明らかにして成績書を交付し、精密な計量に奉仕

する制度である。 

 

比較検査 

種 類 
項目 

本支所別 
受理個数 手数料（円） 検定個数 

不合格  

個 数 

不合格率

（％） 

つくばセンター 167 1,586,500 172 0 0.0 

大阪扇町サイト 16 152,000 16 0 0.0 酒精度浮ひょう 

小  計 183 1,738,500 188 0 0.0 

つくばセンター 167 1,586,500 172 0 0.0 
合  計 

大阪扇町サイト 16 152,000 16 0 0.0 

総      計 183 1,738,500 188 0 0.0 

 



研究関連業務 

(322) 

ハ、特定標準器による校正試験 

特定標準器による校正（特定二次標準器） 

種 類 
項目 

本支所別 
受理個数 手数料（円） 検査個数 

つくばセンター 3 2,372,160 7 

大阪扇町サイト 0 0 0 ISO 型トロイダルスロート音速ノズル 

小  計 3 2,372,160 7 

つくばセンター 1 312,165 1 

大阪扇町サイト 0 0 0 微風速校正風洞 

小  計 1 312,165 1 

つくばセンター 0 0 3 

大阪扇町サイト 0 0 0 ビルドアップ式力基準器 

小  計 0 0 3 

つくばセンター 4 819,735 2 

大阪扇町サイト 0 0 0 こうかん式力基準機 

小  計 4 819,735 2 

つくばセンター 10 1,842,225 11 

大阪扇町サイト 0 0 0 ピストン式重錘型圧力標準器 

小  計 10 1,842,225 11 

つくばセンター 113 6,751,500 136 

大阪扇町サイト 0 0 0 標準分銅 

小  計 113 6,751,500 136 

つくばセンター 1 215,460 0 

大阪扇町サイト 0 0 0 油圧式力基準機 

小  計 1 215,460 0 

つくばセンター 8 2,639,280 8 

大阪扇町サイト 0 0 0 露点計 

小  計 8 2,639,280 8 

つくばセンター 4 1,007,580 4 

大阪扇町サイト 0 0 0 シリコン単結晶 

小  計 4 1,007,580 4 

つくばセンター 2 1,039,080 2 

大阪扇町サイト 0 0 0 中硬Ｘ線用電離箱式照射線量計 

小  計 2 1,039,080 2 

つくばセンター 1 519,540 3 

大阪扇町サイト 0 0 0 中硬γ線用電離箱式照射線量計 

小  計 1 519,540 3 

つくばセンター 4 2,078,160 6 

大阪扇町サイト 0 0 0 γ線用電離箱式照射線量計 

小  計 4 2,078,160 6 

つくばセンター 5 4,992,960 4 

大阪扇町サイト 0 0 0 電圧発生装置 

小  計 5 4,992,960 4 

つくばセンター 4 5,158,440 4 

大阪扇町サイト 0 0 0 標準抵抗器 

小  計 4 5,158,440 4 

つくばセンター 160 29,748,285 188 
合    計 

大阪扇町サイト 0 0 0 

総      計 160 29,748,285 188 
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特定標準器による校正（特定副標準器） 
試   験   個   数 本支所 

種 類 つくばセンター 大阪扇町サイト 計 

長さ用633nm よう素分子吸収線波長安定化 He-Ne レーザー 1 0 1 

単色放射温度計 2 0 2 

水の三重点実現装置 1 0 1 

亜鉛点実現装置 1 0 1 

アルミニウム点実現装置 1 0 1 

標準パワーメータ (センサ) 1 0 1 

標準カロリーメータ (センサ) 3 0 3 

交流電圧用交直変換器 3 0 3 

標準電力計 3 0 3 

標準抵抗器 16 0 16 

電圧発生装置 2 0 2 

交流電流用交直変換器 1 0 1 

合     計 35 0 35 

 

ニ、依頼試験 

依頼試験統計表 

受 理 個 数 手 数 料（円） 試 験 個 数 
種   類 つくば 

センター 

大阪扇町  

サイト 
計 

つくば 

センター 

大阪扇町 

サイト 
計 

つくば 

センター 

大阪扇町 

サイト 
計 

質量          

 標準分銅 7 0 7 428,500 0 428,500 6 0 6 

温度         0 

 精密温度計 1 0 1 186,900 0 186,900 1 0 1 

 移送式耳式体温計用黒体炉 1 0 1 279,100 0 279,100 0 0 0 

 湿式ガスメーター 0 2 2 0 264,300 264,300 0 0 0 

 ガラス製温度計 0 2 2 0 124,600 124,600 0 0 0 

体積・流量          

 タービン流量計 1 0 1 527,300 0 527,300 1 0 1 

 ピストン式重錘型圧力標準器 1 0 1 171,500 0 171,500 1 0 1 

 液体メーター用標準体積管 2 2 2 139,400 512,950 652,350 2 1 3 

 液体メータ用標準タンク 0 6 6 0 713,200 713,200 0 2 2 

 標準タンク 3 7 10 176,950 237,100 414,050 0 2 2 

 標準フラスコ 1 0 1 24,400 0 24,400 1 0 1 

 標準メーター 5 0 5 699,100 0 699,100 3 0 3 

 標準燃料油メーター 20 8 28 1,541,100 498,500 2,039,600 19 7 26 

 ガスメーター用膜 1 0 1 79,000 0 79,000 1 0 1 

 超音波風速計 1 0 1 801,150 0 801,150 1 0 1 

粘度・動粘度          

 粘度計校正用標準液 18 0 18 3,102,240 0 3,102,240 16 0 16 

力          

 ロードセル 12 0 12 2,691,800 0 2,691,800 9 0 9 

材料物性          

 衝撃試験器（JIS B 7740） 1 0 1 263,400 0 263,400 0 0 0 

湿度          

 露点計 1 0 1 407,000 0 407,000 1 0 1 

電気量          

 標準ダイポールアンテナ 1 0 1 960,800 0 960,800 0 0 0 

 照射線量測定器 2 0 2 188,800 0 188,800 10 0 10 

 γ線スペクトル測定試験 2 0 2 102,800 0 102,800 2 0 2 

 放射能標準試料絶対測定校正試験 2 0 2 161,400 0 161,400 2 0 2 

合   計 83 27 110 13,127,240 2,156,050 15,283,290 76 12 88 
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その他の依頼試験 
試   験   個   数 本支社別 

種  類 つくばセンター 大阪扇町サイト 計 

可搬型長さ測定用よう素安定化ヘリウムネオンレーザー装置 0 0 0 

ゲージブロック 12 0 12 

標準分銅 1 0 1 

ロードセル 6 0 6 

ピトー管、差圧計 2 0 2 

超音波風速計 1 0 1 

標準ピックアップ 3 0 3 

鏡面冷却式露点計 2 0 2 

標準白金測温抵抗体 0 0 0 

指頭型電離箱の校正 2 0 2 

照射線量計の目盛り校正試験 9 0 9 

照射線量測定器 2 0 2 

電離箱式照射線量率計 5 0 5 

標準線源 2 0 2 

高周波電力計 1 0 1 
60Co ガンマ線照射による検出器応答試験 1 0 1 

合  計 49 0 49 

 

② 認証標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画に基づいて標準物質を生産している。安定性と均一

性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いて特性値を求め、不

確かさを算出した上で、認証委員会の審議を経て認証標準物質（NMIJ CRM)の頒布も行っている。平成13年度に

認証された標準物は平成14年度に頒布開始される。 

 

認証標準物質の一覧表 

（物質工学工業技術研究所認証標準物質）     

識別記号 名  称 特性値 数量 頒布数 

NIMC CRM4001-a エタノール 純度(mol/mol%) 320 4 

NIMC CRM4003-a トルエン 純度(mol/mol%) 450 0 

NIMC CRM4004-a 1，2－ジクロロエタン 純度(mol/mol%) 400 0 

NIMC CRM5201-a GaAs/AlAs 超格子標準物質 膜厚(nm) 131 18 

NIMC CRM5501-a 高分子引張弾性率標準物質 引張弾性率(MPa) 250 5 

 

（NMIJ 認証標準物質）     

識別記号 名  称 特性値 数量 頒布数 

NMIJ CRM4002-a ベンゼン 純度(mol/mol%) 320 － 

NMIJ CRM4011-a o-キシレン 純度(mol/mol%) 450 － 

NMIJ CRM4021-a エチルベンゼン 純度(mol/mol%) 400 － 

NMIJ CRM7301-a 海底質（トリブチルスズ分析用） 濃度(mg/kg) 131 － 

NMIJ CRM7302-a 海底質（有害金属分析用） 濃度(mg/kg) 250 － 
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③ 講習・教習 

平成13年度計量教習実績 

成果普及部門計量研修センター 

教   習   名 対  象  者 教 習 期 間 場 所 期間 受講者数 受講料収入金 

前    期 
計量士になろうとする者及

び計量行政機関の職員 
H13.4.9～7.6 

東村山市

（＊） 
３月 ４０名 4,791,600 

一般計量教習 

後    期 同   上 H13.9.3～11.30 
東村山市

（＊） 
３月 ４５名 2,758,800 

短 期 計 量 教 習 計 量 行 政 機 関 等 の 職 員 H13.7.16～8.10 
東村山市 

（＊） 
１月 ４８名  

一 般 計 量 特 別 教 習 一般計量教習を修了した者 H14.1.15～3.12 つくば市 ２月 ４２名 2,516,800 

濃 度 関 係 一般計量教習を修了した者 H14.1.15～3.5 つくば市 ７週間 ２７名 5,035,200 環境計量特別 

教    習 騒音・振動関係 同   上 H14.3.6～3.19 つくば市 ２週間 １７名 924,000 

都道府県・特定市新任所長教習 
都道府県及び特定市の新任

所長 
H13.6.4～6.6 東村山市 ３日 １７名  

指 定 製 造 事 業 者 制 度 教 習 
当該制度の検査に携わる都

道府県等の職員 
H13.8.20～8.31 東村山市 ２週間 ２４名  

H13.12.3～12.7 ３６名 1,234,800 

特定計量証明事業管理者講習 

当該事業の環境計量士（濃度

関係）であって、ダイオキシ

ン類の実務の経験一年以下

の者 
H14.3.25～3.29 

お台場 ５日 
３３名 1,131,900 

①H13.7.24～7.27 ３０名 2,733,000 

②H13.8.28～8.31 ３０名 2,733,000 

③H13.9.11～9.14 ３０名 2,733,000 

④H13.9.25～9.28 ３０名 2,733,000 

⑤H13.10.9～10.12 ２９名 2,641,900 

⑥H13.10.23～10.26 ２８名 2,550,800 

⑦H13.11.6～11.9 ３１名 2,824,100 

濃 度 関 係 

⑧H13.11.19～11.22 

つくば市  各４日 

２８名 2,550,800 

①H13.9.3～9.7 ３０名 1,731,000 

②H13.9.17～9.21 ３０名 1,731,000 

③H13.10.1～10.5 ２５名 1,442,500 

環境計量講習 

騒音・振動関係 

環境計量士の国家試験に合

格した者であって、施行規則

第51条（登録条件）の条件を

満たさない者。登録しようと

する区分に係る環境計量証

明事業者等に属し、かつ、計

量に関する実務に１年以上

従事している方については、

その実務経験が認められれ

ば環境計量士として登録す

ることが出来るので本講習

を受講することは不要。 
④H13.10.15～10.19 

つくば市  各５日 

２２名 1,269,400 

J I C A 集 団 

研 修 

『 法 定 計 量 』 

コ ー ス 

発展途上国の計量関係公務

員 
H13.7.30～9.14 つくば市 7週間  ６名  

(＊)印を付した教習は、実習の一部をつくばで実施 

 

８）工業標準 
① JIS/TR 制度の概要 

 日本工業規格（JIS）は、鉱工業品の品質の改善、生産能率の増進、生産の合理化、取引の単純公正化、使用、

消費の合理化を図る等を目的として、鉱工業品の種類、形式、形状、寸法、構造、品質等の要素、また、鉱工業品

の生産方法、設計方法、使用方法等の方法、若しくは試験、検査等の方法その他について規定した技術文書として、

工業標準化法（昭和24年6月1日法律第185号）に基づく手続きによって制定される。 

 標準情報（TR）は、JIS 化等の標準化を行うには時期尚早であるが、JIS の制定の前提となる利害関係者のコン

センサスの形成を促進するため、技術情報を早期に市場に公開することが有効である、と主務大臣が、日本工業標

準調査会（JISC）の意見を聴取した上で適切と判断した場合、「標準情報（TR：Technical Reports）」として公表

される。 

 
② JIS/TR 化等の標準化研究 

 産総研では、市場適合性（市場のニーズ及び社会的ニーズ）を確保した社会に役立つ工業標準（ISO､IEC､JIS､TR）

を作成することを目的として、以下の2つの標準化研究を行う。 

イ、標準基盤研究 
 工業標準化を推進するためには、その前提として、関連技術に関する標準化のための基礎的データや評価手法等

の関連情報が必要であるが、産業界を中心とした民間においては標準化のためのデータ等が不足しているか、ノウ

ハウに属するようなものであって標準化の資料として活用できない場合、産総研が中心となって基礎的データの収

集・蓄積・体系化や、試験評価方法の確立の基礎となる評価データの取得・分析等の標準基盤の整備（標準基盤研

究）を推進し、以下に示すいずれかの工業標準を作成（規格改正案作成を含む）することを目的とする。 
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・国際標準（ISO、IEC）の獲得が我が国産業の発展に特に欠かせないものであって、国際標準化を行うために研究

開発が不可欠である技術分野に対して国際標準原案作成のための研究開発を実施し、この原案を作成するととも

に、必要に応じ国家標準（JIS）原案を作成する。 

・特定の公共目的（環境対応、高齢者障害者対応等）の達成のために標準化を行う必要があるものであって、その

ために研究開発が不可欠である技術分野に対して国家標準（JIS）原案作成のための研究開発を実施し、この原案

又は標準情報（TR）原案を作成するとともに、必要に応じ国際標準原案を作成する。 

 ロ、標準情報（TR）化研究 

 産総研において研究中又は研究終了後の研究成果について、標準化の観点からの研究成果の活用を促すため、JIS

化には、まず、市場に情報提供してその市場適合性を確認する必要性のある技術情報、JIS 化には時期尚早である

が、迅速かつ的確に規格関連情報として市場に提供することが可能又は必要と思われるもの等に対して、TR 化のた

めの追加的な研究のための予算措置を行い、最終的に TR 案として報告書をまとめ、その結果から、産総研の研究成

果の活用及び研究成果の実用化までの期間短縮を図ることを目的とする。 

 

平成13年度 JIS／TR の作成実績 

成果普及部門 工業標準部 

№ 
TR/JIS
の別 

名    称 
経済省提出

年月日 

JISC 審議

年月日 

公示／公表

年月日 
提案者名 

所属 

ユニット 
研究名 

JISC 審

議専門委

員会名 

1 TR 
K0005 

プラスチック－動的機械

特性による転移温度の求

め方（タイプⅡ） 

H13.7.11 H13.10.12 H13.12.1 中山 和郎 高分子基盤

技術研究セ

ンター 

H12TR 化研究 化学製品

技術 

2 TR 
Z0018 

光触媒材料－大気浄化性

能試験方法（タイプⅡ） 

H13.7.13 H13.11.20 H14.1.1 竹内 浩士 環境管理研

究部門 

H11TR 化研究 環境・資

源循環 

3 TR 
S0001 

消費生活製品の報知音等

の設計指針－生活環境デ

ータベース（タイプⅢ） 

H13.8.9 H13.9.17 H14.1.20 倉片 憲治 人間福祉医

工学研究部

門 

H12標準基盤 消費生活

技術 

4 TR 
A0013 

岩石コアのＡＥ測定方法

－地圧測定技術（タイプ

Ⅱ） 

H13.8.22 H13.10.31 H13.12.1 瀬戸 政宏 深部地質環

境研究セン

ター 

H12TR 化研究 土木技術 

5 TR 
Z0019 

ホログラム用記録材料 

－フォトポリマー－ 

光学的特性測定方法（タ

イプⅡ） 

H13.8.30 H13.11.12 H14.2.1 谷川 英夫 光技術研究

部門 

H12TR 化研究 基本技術 

6 TR 
Z0020 

電量滴定法による高純度

物質の純度測定方法―中

和反応（タイプⅡ） 

H13.9.4 H13.11.12 H14.2.1 日置 昭治 計測標準研

究部門 

H12標準基盤 基本技術 

7 TR 
Z0021 

電量滴定法による高純度

物質の純度測定方法－酸

化還元反応（タイプⅡ） 

H13.9.4 H13.11.12 H14.2.1 日置 昭治 計測標準研

究部門 

H12標準基盤 基本技術 

8 TR 
K0006 

プラスチック－室温から

分解・気化に至る温度域

における熱物性の求め方

（タイプⅡ） 

H13.12.1

8 

H14.1.25 H14.4.1 成田英夫 エネルギー

利用研究部

門 

H12TR 化研究 化学製品

技術 

9 TR 
Z0024 

きゅう（嗅）覚によるに

おいの同定能力測定方法 

H14.1.9 H14.3.28 H14.5.1 

（予定） 

斉藤 幸子 

他 

脳神経情報

研究部門 

H10標準基盤 消費生活

技術 

10 JIS 
AXXXX 

地質図－記号、色、模様、

用語及び凡例表示 

H14.3.6 

（申出） 

H14.5.21 (予定) 鹿野 和彦 

他 

地球科学情

報研究部門 

H13原案委員会 土木技術 
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(12) 国際部門 
  （International Affairs Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第3、 

    つくば中央第7、つくば中央第1 

人 員：58（39）名 

概 要：国際部門は、外国研究機関等の技術政策、研究

動向などを、技術情報部門と連携をとりつつ分析・予測

し、企画本部との連携のもと産総研の国際戦略を企画・

立案、その実現に向けて活動する。本部門は、産総研の

将来に向けての国際展開の重要性、発展性に鑑み、また

国際関連業務の充実を目指してグローバルな視点を大切

にして活動を行う。さらに産総研の海外への成果普及・

技術移転と、積極的な海外共同研究プロジェクト掘り起

こしのサポートを行う。また外国人外部人材受入審査に

関する業務を行う。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
［国際部門］ 部 門 長 宮本  宏 

       審 議 役 星名 定雄 

       次  長 西嶋 昭生、坂本 統徳 

       国際コーディネータ 星名 定雄、 

                 西嶋 昭生、 

                 坂本 統徳、 

                 北野 邦尋 

                 （内4名は併任） 

       総括主幹 秋元 義明 

   ［国際関係室］   室長 北野 邦尋 

           他  9(6)名（内2名は併任） 

   ［国際地質協力室］ 室長 宮崎 芳徳 

           他 12(8)名（内1名は併任） 

   ［国際標準協力室］ 室長 瀬田 勝男 

           他 15(9)名（内2名は併任） 

   ［国際交流室］   室長 星名 定雄 

           他 14(11)名（内1名は併任） 

   ［受入審査委員会事務局］ 
              8(4)名（内4名は併任） 

   附属組織 
     テクノグロースハウス 代表者 山下 安正 
     産総研インターナショナルセンター  
                代表者 山下 安正 
--------------------------------------------------------------------------- 
国際関係室（International Relationship Office） 
（つくば中央第2、9（6）名） 

概  要：ツイン研究制度を発展させた Institute 
Partnership Program の実施によって､海外機関と包括

的連携を行い、国際産学官連携を強化することによって

研究所のミッションを遂行するための国際展開を図る。 
 また、法人の研究ポテンシャルを強化し、研究のフロ

ンティアを拡大するため、欧米をはじめとする先端技術

をターゲットとした海外展開を行うこと、知的基盤整備

と鉱工業分野における法人の国際戦略として海外展開を

行うこと等を視野に入れ、海外拠点の設置の検討を開始

する。さらに国際共同研究、国際受託研究を促進するた

めのインターフェースとして、産総研国際シンポジウム

の企画立案を成果普及部門と連携しながら実施する。ま

た海外への技術協力、海外派遣者の安全に関する調査、

緊急時におけるマニュアル等の整備を行う。 
 
国際地質協力室 
（International Geoscience Cooperation Office） 
（つくば中央第7、12（8）名） 

概 要：地質の調査等に係わる国際協力活動の総括、対

外的窓口の役割を担う。地質の調査等の研究関連ユニッ

トと協力し、東・東南アジア沿岸・沿海地球科学計画調

整委員会（CCOP）、国際地質調査所会議、世界地質図委

員会等の国際会議への参画、運営、および国際標準のた

めの地球科学情報構築、ならびに地質の調査等に係わる

国際技術協力プロジェクトの企画、立案、調整、運営、

管理を行う。 
 
国際標準協力室 
（International Metrology Cooperation Office） 
（つくば中央第3、15（9）名） 

概 要：国際度量衡総会、国際法定計量会議、国際度量

衡委員会、量別諮問委員会等の計量標準に係わる国際会

議や相互承認における議決の政策調査、分析、策定、国

際査察の企画、管理ならびに国際比較の管理、国際比較

情報の分析、管理、計量標準に係わる技術協力プロジェ

クトの企画、立案、調整、運営、管理を行う。 
 日本から選出された上記諸機関やその地域組織役員を

支援し、また状況に応じてこれらの事務局機能を果たす。 
 
国際交流室（International Cooperation Office） 
（つくば中央第2、14（11）名） 

概 要：職員の海外派遣、外国人招へい・受け入れ、外

国人研究者の生活支援（AIC）、国際交流に係わる研修、

見学、国際共同研究、国際会議、国際ワークショップ等

の開催支援等に係わる業務を行う。 
 
テクノ・グロース・ハウス 
（Techno-Growth House（TGH）） 
（つくば中央第1、6（2）名） 

概 要：テクノ・グロース・ハウスは、研究者ベースで

のより活発な国際研究交流を官民問わず支援するために

設置され、国際的な研究交流活動を行うために海外から

来る研究者に対して、オフィスファシリティー、国際会

議室、資料室などの日本における活動拠点を提供するこ

とを目的としている。



研究関連業務 

(328) 

産総研インターナショナルセンター 
（The AIST International Center(AIC)) 
（つくば中央第1、5（4）名） 

概 要：産総研インターナショナルセンターは、産業技

術総合研究所に滞在する外国人研究者およびその家族の

生活上の支援を目的に、日本語コース、日本文化研修、

日本産業事情視察、交流会、生活相談業務等の支援事業

を行う。 
---------------------------------------------------------------------------

 
 
１）海外出張 
表１ 平成13年度・区分別手続件数                     （件） 

区   分 受  付 取  消 実出張数 

産総研予算による出張 1,767 69 1,698 

外部機関からの依頼による出張 385 18 367 

外部機関からの受託による出張 15 0 15 

外部制度による支出 17 0 17 

外国の研究機関等から招聘による出張 120 0 120 

計 2,304 87 2,217 
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表２ 平成13年度・国（地域）別出張者数 

計 
区分／国名 

件数 割合 
1 内部 

2 公益法
人等依頼 

3 民間等
より受託 

4 外部 
制度 

5 海外 
から招聘 

米国 727 28.3% 583 108 9 9 18 
カナダ 68 2.6% 53 10 3  2 
ドイツ 217 8.4% 169 40 1 3 4 
フランス 159 6.2% 123 30   6 
英国 108 4.2% 81 27    
オランダ 73 2.8% 59 12  1 1 
イタリア 61 2.4% 51 10    
スウェーデン 48 1.9% 34 12   2 
スイス 43 1.7% 31 10  1 1 
スペイン 35 1.4% 29 4  1 1 
オーストリア 35 1.4% 23 11  1  
デンマーク 33 1.3% 21 12    
ロシア 28 1.1% 15 7   6 
ベルギー 25 1.0% 22 2 1   
ハンガリー 20 0.8% 13 7    
ポーランド 15 0.6% 12 3    
ポルトガル 9 0.4% 8    1 
フィンランド 9 0.4% 6 2   1 
チェコ 8 0.3% 8     
ノルウェー 7 0.3% 6 1    
ギリシャ 6 0.2% 6     
スロベニア 4 0.2% 2 2    
リトアニア 2 0.1% 2     
アイルランド 2 0.1% 2     
ルーマニア 1 0.0% 1     
ラトビア 1 0.0% 1     
ベラルーシ 1 0.0% 1     
ブルガリア 1 0.0% 1     
クロアチア 1 0.0% 1     
アルメニア 1 0.0%  1    
韓国 173 6.7% 119 24 1  29 
中国 130 5.1% 87 26 2  15 
タイ 76 3.0% 51 15   10 
ベトナム 51 2.0% 44 7    
台湾（地域） 50 1.9% 33 10   7 
シンガポール 46 1.8% 32 2 1  11 
インドネシア 24 0.9% 19 5    
マレーシア 18 0.7% 12 6    
日本（海外在住） 16 0.6% 16     
フィリピン 16 0.6% 13 3    
インド 13 0.5% 10 2   1 
カンボジア 8 0.3% 8     
モンゴル 4 0.2% 1 3    
ラオス 1 0.0% 1     
パキスタン 1 0.0% 1     
ネパール 1 0.0%  1    
スリランカ 1 0.0%    1  
オーストラリア 98 3.8% 77 15 1 1 4 
ニュージーランド 21 0.8% 21     
バヌアツ 2 0.1% 2     
トルコ 30 1.2% 26 4    
イラン 1 0.0% 1     
イスラエル 1 0.0% 1     
メキシコ 13 0.5% 11 2    
アルゼンチン 6 0.2% 1 5    
ブラジル 4 0.2% 2 1   1 
ウルグァイ 1 0.0% 1     
パラグァイ 1 0.0%  1    
チリ 1 0.0%  1    
コスタリカ 1 0.0%  1    
南アフリカ 9 0.4% 5 2  1 1 
モロッコ 4 0.2%  4    
南極圏 1 0.0%     1 

計 2,571 100.0% 1,959 451 19 19 123 
 

実出張者数 2,217  1,698 367 15 17 120 

 



研究関連業務 

(330) 

表３ 平成13年度・組織別出張者数 

組   織 計 1 内部 
2 公益法

人等依頼 

3 民間等

より受託 

4 外部 

制度 

5 海外 

から招聘 

理事長 5 4 1    

理事（副理事長を含む） 9 8 1    

研究コーディネータ 1  1    

顧問 1 1     

特別顧問 1 1     

企画本部 26 19 4 2 1  

評価部 5 4    1 

環境安全管理部 6 1 5    

深部地質環境研究センター 11 8 1   2 

活断層研究センター  40 37 2   1 

化学物質リスク管理研究センター 21 16 5    

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 16 4 12    

ライフサイクルアセスメント研究センター 23 10 11   2 

パワーエレクトロニクス研究センター  3 1 1   1 

生命情報科学研究センター 18 13 5    

生物情報解析研究センター  15 14 1    

ティッシュエンジニアリング研究センター  20 18 1   1 

ジーンディスカバリー研究センター    21 16    5 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 13 12 1    

強相関電子技術研究センター   30 29    1 

次世代半導体研究センター 37 30 6   1 

サイバーアシスト研究センター 12 9 3    

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 8 4 4    

ものづくり先端技術研究センター 12 12     

高分子基盤技術研究センター 17 16 1    

光反応制御研究センター 16 15    1 

新炭素系材料開発研究センター  29 18 9  1 1 

シナジーマテリアル研究センター 23 20 1   2 

超臨界流体研究センター  5 1 4    

スマートストラクチャー研究センター 36 34 1 1   

界面ナノアーキテクトニクス研究センター  10 5 1   4 

グリッド研究センター 11 2 8 1   

計測標準研究部門 210 173 22 1  14 

地球科学情報研究部門 76 56 14   6 

地圏資源環境研究部門 83 63 15   5 

海洋資源環境研究部門  69 53 15  1  

エネルギー利用研究部門 99 67 26 4  2 

電力エネルギー研究部門 69 49 16 2 2  

環境管理研究部門  79 52 13 1  13 

環境調和技術研究部門 53 37 10 1  5 

情報処理研究部門 64 40 23  1  

知能システム研究部門 87 70 11   6 

エレクトロニクス研究部門 33 21 9 1 1 1 

光技術研究部門 105 84 9  2 10 

生物遺伝子資源研究部門 31 24 3   4 

分子細胞工学研究部門 41 35 3   3 

人間福祉医工学研究部門 46 43 1   2 

脳神経情報研究部門 38 33    5 

物質プロセス研究部門 32 23 7  1 1 

セラミックス研究部門 31 29 1   1 

基礎素材研究部門  46 30 11  2 3 

機械システム研究部門  60 50 10    

ナノテクノロジー研究部門 59 42 12   5 

計算科学研究部門 10 9 1    
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組   織 計 1 内部 
2 公益法

人等依頼 

3 民間等

より受託 

4 外部 

制度 

5 海外 

から招聘 

人間系特別研究体 16 10 2  1 3 

生活環境系特別研究体 27 16 10 1   

グリーンプロセス研究ラボ 9 1 5  1 2 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 8 8     

デジタルヒューマン研究ラボ 17 17     

ライフエレクトロニクス研究ラボ 10 9   1  

次世代光工学研究ラボ 24 24     

微小重力環境利用材料研究ラボ    7 6 1    

純度制御材料開発研究ラボ    7 5 2    

フェロー 5 3 2    

先端情報計算センター  3 3     

特許生物寄託センター 2 2     

技術情報部門 7 6    1 

流動層技術連携研究体 1     1 

産学官連携部門 39 29 6  2 2 

成果普及部門 29 24 4   1 

国際部門 68 54 13   1 

その他 15 15     

合    計 2,217 1,698 367 15 17 120 

 

実出張者数 2,217 1,698 367 15 17 120 
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表４ 出張目的別出張者数（複数申告） 

計 
区分／目的 

件数 割合 
1 内部 

2 公益法人等

依頼 

3 民間等より

受託 
4 外部制度 

5 海外から 

招聘 

国際会議・学会等 1,559 58.5% 1,281 229 10 7 32 

動向調査  552 20.7% 420 113 7 2 10 

実地調査  134 5.0% 86 40 1  7 

在外研究  108 4.1% 84 7  8 9 

共同研究  107 4.0% 77 15 1 2 12 

技術協力  54 2.0% 23 27   4 

交渉折衝  32 1.2% 26 6    

在外研修  8 0.3% 7   1  

その他  104 3.9% 76 14 1 1 12 

    合計 2,658 99.8% 2,080 451 20 21 86 

 

実出張者数 2,217  1,698 367 15 17 120 

 
表５ 産総研職員を招聘した外国機関等 

機  関  名 国 名 人数 

ミシガン大学 米国 2 

ワシントン大学  米国 2 

Program on Mathematics and Molecular Biology, Florida State University 米国 1 

Brigham & Woman's Hospital/Havard Medical School 米国 1 

California Institute of Technology 米国 1 

Cambridge Healthtech Institute 米国 1 

IGBP/GAIM（国際地球圏生物圏研究プログラム 事務局） 米国 1 

University of California 米国 1 

Vanderbilt University 米国 1 

エール大学 米国 1 

カリフォルニア工科大学 米国 1 

カリフォルニア大学デイビス校 米国 1 

ソーク生物研究所 米国 1 

ハーバード医学校 米国 1 

ハワイ大学 米国 1 

米国国立衛生研究所 米国 1 

Natural Resources Canada カナダ 1 

金属鉱業事業団バンクーバー事務所 カナダ 1 

ルイ・パスツール大学 フランス 4 

Institut de Recherches sur la Catalyses フランス 1 

LURE（フランス X 線利用研究所） フランス 1 

Institute for Environmental Management Technology ドイツ 1 

Symposium on Molecular Motors  ドイツ 1 

マックスプランク協会 ドイツ 1 

Centro Nacional de Microelectronica スペイン 1 

Swedish Ceramic Institute スウェーデン 1 

Swedish Institute of Computer Science スウェーデン 1 

Molecular Mechanisms of Fungal Cell Wall Biogenesis スイス 1 

Dutch Polymer Institute オランダ 1 

エヴォラ大学 ポルトガル 1 

フィンランド国立技術研究所 フィンランド 1 

International Science and Technology Center ロシア 5 

Institute of Superconductivity and Solid State Physics RRC “Kurchatov Institute” ロシア 1 

Coordinating Committee for Coastal and Offshore Geoscience Programmes in East and 
Southeast Asia 

中国 3 

China Institute for Radiation Protection 中国 2 

The Organizing Committee of ‘2001 Seminar on International Personnel Exchange & 
Technological Co-operation 

中国 2 
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機  関  名 国 名 人数 

China National Laboratory Accreditation 中国 1 

Guangdong association For International Science and Technology Cooperation 中国 1 

Institute of Pesticides and Pharmaceuticals 中国 1 

華北工科大学 中国 1 

上海大学 中国 1 

中国科学院上海有機化学研究所 中国 1 

中国政府 中国 1 

中国地震局地地質研究所 中国 1 

Hong Kong University of Science and Technology (香港科学技術大学) 中国 1 

Cheng Kung University 台湾（地域） 1 

Institute of Nuclear Energy Research 台湾（地域） 1 

National Tsing-Hua University 台湾（地域） 1 

経済部中央地質調査所 台湾（地域） 1 

台湾国立成功大学 台湾（地域） 1 

台湾清華大学 台湾（地域） 1 

韓国資源研究所 韓国 6 

韓国標準科学研究所 韓国 5 

韓国生命工学研究所 韓国 2 

Agency for Technology & Standards, MOCIE, Korea 韓国 1 

Atomic-Scale Surface Science Research Center 韓国 1 

Department of Atmospheric Sciences, Yonsei University 韓国 1 

Don-A University 韓国 1 

Electronics and Telecommunications Research Institute 韓国 1 

Hang Yang University 韓国 1 

IEEE ロボットと自動化に関する国際会議 韓国 1 

Kwangju Institute of Science and Technology 韓国 1 

Korea Gas Corporation 韓国 1 

Korean Alliance for Health, Physics, Education, Recreation, and Dance 韓国 1 

Samsung Institute of Technology 韓国 1 

韓国化学研究所 韓国 1 

韓国科学技術院 韓国 1 

韓国機械研究院 韓国 1 

韓国機械材料研究所 韓国 1 

韓国規格協会 韓国 1 

Royal Forest Department タイ 4 

Chulalongkom University タイ 3 

National  Metal and Materials Technology Center 
 (タイ国立金属・材料技術研究センター） 

タイ 1 

National Institute of Metarology Thailand タイ 1 

チュラロンコン大学（日本インドネシア科学技術フォーラム） タイ 1 

シンガポール国立大学 シンガポール 6 

APEC（アジア太平洋経済協力）、シンガポール シンガポール 2 

Tropical Rainforest Research Center シンガポール 2 

ICMAT2001 シンポジウム組織委員会 シンガポール 1 

Indira Gandhi Institute of Development Research （ｲﾝﾃﾞｨﾗｶﾞﾝｼﾞｰ開発研究所） インド 1 

Experts and Training Section, TCPA スリランカ 1 

Research School of Earth Sciences, The Australian National University オーストラリア 1 

Sky Station International Inc. オーストラリア 1 

国際純正応用化学連合 オーストラリア 1 

The 11st CBCat and 1st MecoCat ブラジル 1 

ワールドゴールドカウンシル 南アフリカ 1 

合  計  121 
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２）技術研修 

 「独立行政法人産業技術総合研究所技術研修規程」（13規程第23号）に則り、企業及び大学等から派遣された者（外

国籍）に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展及び継承を図るために技術研修

を実施している。また、国際協力事業団（JICA）や科学技術振興事業団（JST）、（社）科学技術国際交流センター

（JISTEC）からの依頼により、JICA 集団研修、個別研修、及びサマーインスティテュート研修、ウィンターインス

ティチュート研修を実施している。平成13年度は、技術研修員8名（うち、5名は産学官連携部門扱い）、サマーインス

ティテュート研修員3名、ウィンターインスティチュート研修員18名を受け入れるとともに、JICA の研修として、集

団研修10コース（計61名；平成12年度からの継続コース4コース・19名を含む）、個別研修18件・76名（うち、6日以上

の滞在は11名）を受け入れた。 
 

３）外国人研究者受入 

表６ 平成13年度外国人研究者受入実績（制度別） 

新規受入分 滞在6日以上 

制   度 受入人数 

外国人客員研究員 351 

（内 JSPS/STA フェロー125人）  

ウィンターインスティチュート  18 

サマーインスティテュート  3 

科学技術特別研究員  15 

重点研究支援協力員  40 

NEDO 養成技術者  32 

JICA 研修  53 

技術研修  51 

共同研究派遣  37 

その他  10 

非常勤職員 207 

計 817 

 
 
表７ 平成13年度外国人研究者受入実績（国別） 

新規受入分 滞在6日以上 

国 受入人数 

中国 230 

韓国 110 

インド  51 

米国  48 

インドネシア  36 

ロシア  30 

ドイツ  26 

フランス  25 

タイ  20 

バングラデッシュ  20 

フィリピン  16 

英国  14 

カナダ  14 

ベトナム  14 

オーストラリア  12 

ポーランド  11 

イタリア  10 

他48カ国 130 

合計 817 
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４）科学技術協力協定 
表８ 国際連携に係わる包括的覚書締結済みリスト（MOU）（平成13年4月～） 

締結日 協力内容 相手国 部門等 
 4月23日 Development of yeast expression systems for sugar chain 

remodeling 
（Korea Research Institute of Bioscience and 
Biotechnology) 

韓国 分子細胞工学研究部門 

 5月17日 計量と計測標準分野の協力に関する覚書 
（韓国標準科学研究院） 

韓国 計量標準総合センター 

 6月15日 タイ国計量研究所との協力覚書 タイ国 計量標準総合センター 
 7月17日 計量及び計測標準分野における国立標準技術研究所との間

の協力協定 
米国 産総研 

 7月26日 自然災害に関する地球科学的調査研究、 
天然資源と地熱エネルギの調査研究 
（鉱物資源調査開発総局） 

トルコ 産総研 

 8月 1日 Research in the field of nano-scale surface 
science,scanning probe microscopy technology and its 
numerical simulation 
（ボルドー大学1、分子物理とヘルツ波光学センター

（CPMOH)) 

フランス 東北センター 

 8月22日 再生医工学分野での研究協力 
（スミス・アンド・ネフュー株式会社） 

英国 ﾃｨｯｼｭｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ研究ｾﾝﾀｰ 

 9月 6日 韓国、技術標準局との型式承認の相互承認に関する覚書 韓国 計量標準総合センター 
 9月25日 ドイツ物理工学研究所との型式承認の相互承認に関する覚

書 
ドイツ 計量標準総合センター 

 9月26日 オランダ計量研究所との型式承認の相互承認に関する覚書 オランダ 計量標準総合センター 
10月24日 フィリピンにおけるライフサイクルアセスメントの推進 

（Mines Geoscience Bureau） 
フィリピン LCA センター 

11月 6日 エネルギー分野における研究協力 
（アンナ大学） 

インド 電力エネルギー研究部門 

11月22日 CNRS との包括的研究協力協定 フランス 産総研 
11月23日 地球科学とその技術に関する研究と関連活動 

（オーストリア地質調査所） 
オーストリア 地球科学情報研究部門 

12月 3日 韓国機械研究院（KIMM)との研究協力覚書 韓国 東北センター 
12月14日 ロシア科学アカデミー鉱床岩石鉱物地球化学研究所との協

力協定 
ロシア 地質調査総合センター 

12月14日 ロシア科学アカデミー極東支部火山研究所との協力協定 ロシア 地質調査総合センター 
12月17日 地球科学と環境技術に関する協力協定 

（KIGAM） 
韓国 産総研 

12月17日 動作模倣に関する研究協力協定 
（Imperial College) 

英国 脳神経情報研究部門 

12月19日 AIST-ATSE 科学技術協力 覚書 オーストラリア 産総研 
12月20日 固体表面ナノテクノロジーに関する研究協力覚書 

（ドイツ経済技術省の研究所、BAM） 
ドイツ 機械システム研究部門 

12月21日 韓国、技術標準局との日韓計量標準会議に関する覚書 韓国 計量標準総合センター 
 1月16日 南洋理工大学機械生産工学部との研究協力覚書 シンガポール 機械システム研究部門 
 2月 1日 ロシア科学アカデミー地質研究所との協力協定 ロシア 地質調査総合センター 
 2月 8日 韓国産業技術研究會（KOCI）との協力協定 韓国 産総研 
 2月28日 台湾における水文学的・地球化学的手法による地震予知研究

のため台湾成功大学防災研究センターとの協力協定 
台湾 地球科学情報研究部門 

 3月 1日 溶融炭素塩形燃料電池における電池材料技術の研究に関す

る研究協力覚書 
（韓国科学技術院-KIST) 

韓国 関西センター 
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(13) 業務推進部門 
  （General Administration Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、北海道センター、東北センター、つ

くばセンター（つくば中央第1、つくば中央第2、

つくば中央第3、つくば中央第4、つくば中央第5、

つくば中央第6、つくば中央第7、つくば西、つ

くば東）、臨海副都心センター、中部センター、

関西センター、中国センター、四国センター、

九州センター 

人 員：341（221）名 
概 要：業務推進部門は、産総研の法務関連支援、文書

管理、職員の福祉厚生の充実及び健康の維持増進を図り、

職員の勤務及び服務管理など研究ユニットに密着した支

援を行うと共に、職場の安全・衛生管理、建物及び施設

の管理を主な業務としている。また、地域センターの業

務推進部（室）では、会計室又は会計担当を配置し、物

品の調達・管理等の会計事務を行っている。これらの業

務は、職員の日常生活（業務）に極めて密着しているこ

とから、職員の要望に積極的に応える姿勢が重要と考え、

また、適切な業務運営と業務の効率化を推進する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
［業務推進部門］部門長  柳下  弘 
        部門総括（併） 松岡  隆 

                  他 1(1)名 

    ［総務室］室長 森戸 清高 他 10(5)名 

    ［法務室］室長 吉岡  孝 他 4(4)名 

    ［厚生室］室長 西内 誠一 他 34(23)名 

    ［健康相談室］ 
       室長（併）西内 誠一 他 5(5)名 

  北海道センター審議役 田島 俊洌 

    ［業務室］室長 高田 信一 他 9(7)名 

    ［会計室］室長 高橋  修 他 7(6)名 

    ［研究環境管理室］ 

         室長 滝田 哲雄 他 6(4)名 

  ［東北センター業務推進室］ 

         室長 佐々木孝一 他 12(8)名 

  ［つくばセンター業務推進部］部長 松岡  隆 

    ［第１業務室］室長 宮入  豊 他18(11)名 

    ［第２業務室］室長 田代  寛 他 14(6)名 

    ［第３業務室］室長 北原 勝子 他  6(3)名 

    ［第４業務室］室長 岡野 孝子 他  5(2)名 

    ［第５業務室］室長 本城 一男 他 10(4)名 

    ［第６業務室］室長 西尾 英治 他  7(4)名 

    ［第７業務室］室長 山田 良宏 他  7(4)名 

    ［西業務室］ 室長 高橋 保雄 他 11(5)名 

    ［東業務室］ 室長 落合健一郎 他 13(6)名 

  ［臨海副都心センター業務推進室］ 

        室長（併）町田  進 他 5(4)名 

  ［中部センター業務推進部］ 部長 椎名 三男 

    ［業務室］室長 浅野 康仲 他 20(12)名 

    ［会計室］室長 稲員  力 他  9(9)名 

    ［研究環境管理室］ 

         室長 木下 恭守 他  9(6)名 

  ［関西センター業務推進部］部長 永岩 良教 

    ［業務室］室長 松浦 昇佐 他 20(11)名 

    ［会計室］室長 高澤 孝司 他 12(10)名 

    ［研究環境管理室］ 

         室長 村田 秀春 他  8(5)名 

    ［尼崎業務推進室］ 

         室長 楳原喜久雄 他  5(2)名 

    ［中国センター業務推進室］ 

       室長（併）横山 伸也 他 13(7)名 

  ［四国センター業務推進室］ 

         室長 杉浦 新一 他 11(5)名 

  ［九州センター業務推進室］ 

         室長 渡邊 健蔵 他 20(12)名 

--------------------------------------------------------------------------- 
総務室（General affairs Office） 
（東京本部、11（6）名） 

概 要：東京本部における文書管理、安全衛生管理、施

設管理等定常的な庶務業務を行うとともに、役員の秘書

業務及び官庁との事務連絡等の業務を行う。 
 
法務室（Legal Office） 
（東京本部、5（5）名） 

概 要：関係法令に基づく規程類（業務方法書、規程、

規則、細則、要領等）の制定業務及び4法律事務所と顧問

契約を締結し、日常の業務運営等に関する法律相談を行

う。 
 
厚生室（Welfare Office） 
（つくば中央第1、36（25）名） 

概 要：福利厚生業務として、公務員宿舎、団体扱差引

の財形・生保・損保・簡保、レクリェーション費配分及

び実施・サークル助成、公務災害補償、非常勤職員社会

保険手続、退職相談等の業務の他、つくばセンター一時

預かり託児・児童保育も行っている。経済産業省共済組

合産総研支部業務として、短期給付、長期給付、福祉事

業の3つの主な事業の他、支部及び分室診療所運営、食

堂・売店・理美容・自動販売機等の委託を行っている。 
 
健康相談室（Health Consultation Office） 
（つくば中央第1、5（5）名） 

概 要：つくばセンター・東京本部・臨海副都心センタ

ー職員に対する健康診断の企画・実施、健康相談及び保

健指導並びに労働基準監督署への報告、職場巡視等を行

うと共に、つくばセンターでは健康管理システムによる
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特殊検診受診項目確定、受診票作成・配信、結果管理及

び結果通知配信、保健指導の為のデータ管理を行ってい

る。インターネットメンタルヘルス相談、産業医等の予

算に係る業務も行っている。 
 
業務推進室（General Administration Office）  
（東北センター、臨海副都心センター、関西センター（尼

崎）、中国センター、四国センター、九州センター、70

（42）名） 

概 要：各センターの業務推進室は、センターの文書・

公印管理、職員の勤務及び服務に関する管理・指導、職

場の安全衛生管理、建物及び施設管理等を行い、安心し

て試験研究に取り組める環境整備に努めている。また、

計画的な研究及び業務の遂行に期するため、各種物品の

的確な調達及び資産管理を行うとともに関係機関等との

連絡調整事務を行っている。 
 
業務室（Region General Affairs Office） 
（北海道センター、つくばセンター（つくば中央第1、つ

くば中央第2、つくば中央第3、つくば中央第4、つくば

中央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、つくば西、

つくば東）、中部センター、関西センター、152（87）

名） 

概 要：つくばセンターの各サイト業務室は、サイト職

員の勤務・服務管理、庁舎の維持管理、安全で快適な研

究環境を確保するための安全・衛生管理業務、研究施設

等の整備・維持管理業務を主な業務としている。 
 地域センター（つくばセンターを除く。）の業務室は、

センター職員の勤務・服務管理、庁舎の警備・維持管理、

人事・研修等の能力開発業務及び職員の健康維持増進並

びに福利厚生の充実等を主な業務としている。 
 これらの業務は、職員の規律の遵守とサービス支援の

日常生活に密着しており、迅速な業務応対を行い効率的

な組織運営を図っている。 
 
会計室（Region Accounting Office） 
（北海道センター、中部センター、関西センター、31（28）

名） 

概 要：会計室は、予算及び決算に関する予算業務、支

払い、収入及び旅費に関する経理業務、物品等の調達契

約、役務契約などの調達業務、固定資産の管理、運用、

減価償却計算、資産取得に伴う検収などの財産管理業務

を行っている。 
 これらの業務は、適正かつ迅速な業務執行を求められ

る支援業務であり、的確な業務の推進を図っている。 
 
研究環境管理室 
（Region Environmental Management Office） 
（北海道センター、中部センター、関西センター、26（18）

名） 

概 要：研究環境管理室は、安全で快適な研究環境を確

保するための安全・衛生管理業務、研究施設等の整備・

維持管理業務及び情報化を推進するため情報システム運

営管理の業務を主な業務としている。より良い研究環境

を形成すべく環境保全、施設の維持・管理の業務を推進

している。 
 
(14) 能力開発部門 

  （Human Resource Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくばセンター中央第1 

人 員：48（44）名 
概 要：能力開発部門の役割は、職員の能力の向上、適

材配置の増進、各職員の職務遂行の能率の向上、適切な

処遇制度の構築・運営を図ることである。 
 これらの人事制度は、組織運営の基盤となるものであ

ることから、当部門においては、その適切な運営・改善・

発展に不断の努力を払い、より良い制度となるように努

めている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

部門長 津田  博 
  部門総括 湯田 正俊 
  人事室長 湯田 正俊 他 30(27)名 
  勤労室長 高木  潔 他 5(4)名 
  能力開発センター長 小松﨑 実 他 4(4)名 
 
人事室（Personnel Office） 
（つくば中央第1、30（27）名） 

① 人事室：役員及び職員の任用に関すること。 
② 評価制度の構築・実施に関すること。 
③ 給与の支給に関すること。 
④ 人件費の把握、見通しに関すること。 
⑤ 兼業の許可に関すること。 
⑥ 分限に関すること。 
⑦ 就職に関すること。 
⑧ 栄典及び表彰に関すること。 

 
勤労室（Staff Office） 
（つくば中央第1、5（4）名） 

① 職員の労働条件の基準に関すること。 
② 労使関係に係る総合調整に関すること。 
③ 服務規律に関すること。 
④ 役員及び職員の懲戒に関すること。 

 
能力開発センター 
（Human Resource Development Center） 
（つくば中央第1、4（4）名） 

① 職員の研修、能力開発に関すること。 
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② 職員に対する就職情報の提供及び相談に関するこ

と。 
年度特記事項 
１．評価制度（短期評価・長期評価）の制定、実施。 
２．ワイドキャリアスタッフ、所内公募制の実施。 
３．就業規則、給与規程の設定等労働条件の整備。 
４．新たな給与制度に基づく給与の支給。 
５．研究成果活用企業への役員兼業の実施。 
 
(15) 財務会計部門 
  （Financial Affairs Department） 
-------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7 

人 員：127（82）名 

概 要：財務会計部門は、独立行政法人産業技術総合研

究所（以下、「産総研」という。）の本部機能の一部を担

うものであって、産総研の活動について、財務会計面の

内部管理を行い、独立行政法人会計基準等に従って、財

務諸表等を作成し、社会に公表するとともに、管理行為

と表裏一体である内部活動支援機能を果たすものである。 

 組織構成としては、財務室、予算室、経理室、財産管

理室、調達部（4室で構成）を置くが、産総研の地域拠点

における財務会計機能は、業務推進部門の地域組織に権

限委譲をしている。 

 また、本部機能としての他部門等との連携については、

主な内容を次に示す。 

１．産総研の支出予算配分計画を立案する企画本部と

の密接な連絡調整 
２．内部監査を担当する監査室と、会計検査院による

実地検査等、会計監査人による監査、その他につい

ての連絡調整 
３．人件費予算管理と給与計算を行う能力開発部門と

の業務上の連携 
４．研究施設の実体管理を行う研究環境整備部門と、

施設新営等工事契約、施設の維持管理契約等につい

て業務上の連携 
５．外部資金の獲得の推進に関して、産学官連携部門

との連絡調整 
６．産総研の各研究ユニットに対する管理・支援機能

全般について、必要に応じ、業務推進本部並びに業

務推進部門と密接な連絡調整 
 

 平成13年度は、独立行政法人設立の最初の年度であり、

組織体制の構築や業務処理の円滑化に関しては枚挙にい

とまがないが、それらの一部を含め、以下に、トピック

ス的に主な業務活動の実績を示す。 

１．主取引銀行として、三和銀行（後に UFJ 銀行）

と常陽銀行を指名、国の場合の日銀代理店に相当す

る機能を用意した。 
２．独立行政法人通則法による会計監査人としては、

新日本監査法人が指名されたことから、経理処理等

の実務につき、会計監査のみならず諸般の指導を受

けることとした。 
３．産総研設立時において国から土地・建物等の財産

を現物出資若しくは無償譲与の形式により承継し、

続いて、建設途上にある施設の完成後、11件の追加

現物出資を受けた。 
４．平成13年度の国の予算において1次補正、2次補正

が成立し、産総研に対して、総額813億円の予算措

置がなされ、その執行体制に参画し、事業執行が進

行中である。 
５．平成13年度途中において、企画本部による支出予

算の見直し並びに次年度支出予算の方針決定に参

画し、業務合理化と受益者負担の原則の浸透に努め

た。 
６．収益その他外部資金の導入を所掌する他の部門と

の間で、経理・執行手続きを設定。主なものに、研

究者個人への研究グラント資金、産総研コンソーシ

アム、三菱化学との研究協力協定、等がある。 
７．平成13年度の財務諸表等を作成し、経営努力の認

定に関しては、約7千万円の研究施設等整備積立金

を申請した。 
-------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

財務室 
室長（併任） 
     大辻 賢次 
総括主幹 中島 義昭 

予算室 
室長 栗原 文夫 

経理室 
室長   細川 潤一 
総括主幹 川端  孚 

財産管理室 
室長   宮村  治 

部門総括 
 大辻 賢次 

調達第１室 
室長   渡邉 修治 

調達第２室 
室長   池田 正樹 

調達第３室 
室長   天地 忠義 

調達第４室 
室長   後藤 隆司 

調達部長 
 沼尻 善夫 

10名 

(7名) 

42名 

(24名) 

16名 

(8名) 

15名 

(12名) 

13名 

(8名) 

13名 

(8名) 

13名 

(10名) 

3名 

(3名) 

財務会計部門長 
 五十嵐 章 
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-------------------------------------------------- 
財務室（Finance Office） 
（東京本部、3（3）名） 

概 要：予算のとりまとめ、財務分析、予算の分野別情

報の管理、余裕金の運用、資金の借入及び償還、他の所

掌に属さないもの 
 
予算室（Budget Office） 
（つくば中央第7、10（7）名） 

概 要：年度計画に基づく実行予算の配賦の計画及び示

達、予算の執行管理 
 
経理室（Accounting Office） 
（つくば中央第7、42（24）名） 

概 要：資金計画、決算、金銭の支払、出納及び保管、

税務、計算証明、財務会計システムの管理 
○旅費規程の見直しを年度途中（10月）で実施し、実費

尊重と利便性の向上を図った。 

○旅費総額、10.4億円。件数が約4万件 

○小口現金交付件数 450件。約5千万円 

○職員による立替金 9千件、2.3億円 

 
財産管理室（Property Administration Office） 
（つくば中央第7、16（8）名） 

概 要：有形固定資産の検収・管理及び運用、共通在庫

消耗品の払出及び在庫管理、借地権の取得及び管理 
○不用品処分とリサイクルの促進 
独法前の引継不適財産の処分が進行したこともあり、

今年度の資産（50万円以上）処分は僅少。（13年度廃棄

点数10万円以上175点） 

但し、資産とされない物品も含めて、総廃棄重量は、

629トン。（中部センター210トンを含む。） 

廃棄物処理費37,000千円。 

○消耗品をも対象としたリサイクル掲示板をイントラに

設置し、投稿・反応件数380、閲覧等アクセス回数26,000

件となったように、リサイクルの促進を図ることがで

きた。 
○筑波センターにおける在庫消耗品払出センターの運用 
第2、第5、東、西の4ヶ所で運営。アイテム数は約1,000。 

払出額＝受益者負担環流額 約6千万円 

 
調達部（Procurement Division） 
（つくば中央第7、55（39）名） 

概 要：物件の調達、物件の売払及び賃貸等の契約、役

務の提供等の契約、調達物品等の市場調査、競争参加者

の資格審査、政府調達に関する協定に基づく調達公示の

官報掲載各室の業務分担は、調達部長の決定によるが、

おおむね、研究ユニット毎としている。 
なお、地域拠点には、それぞれ調達担当職を配置。 
○インターネット調達の導入とその成果 

電子カタログをインターネット上で閲覧し、発注リス

トを作成し、翌日に手元まで納品されるというスキー

ムのインターネット調達を、まず、オフィス用品（約

10,000アイテム）で実施。 
○政府調達協定の対象案件数 
 48件、24億円。 
○全契約件数  134,000件 

○グリーン購入法の適用 
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律の

制定に伴い、産総研として、平成13年度における環境

物品等の調達の推進を図るための方針を定め、個別指

導等により、実施しているところ。 
 
(16) 研究環境整備部門 
  （Research Facilities Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第5、つくば中央第2、つくば東、 
    つくば西 
人 員：85（62）名 
概 要：研究環境整備部門は、施設及び設備の整備計画、

建設及び管理、共用研究設備・施設及びエネルギー等の

供給施設の運営並びに電気工作物の保安等に係る業務を

行っている。 
 これらの業務を遂行するため、施設計画室、建設室、

施設管理室、建設事業推進室及びテクニカルセンターの4

室1センターを配置している。 
 産業技術総合研究所の研究戦略に基づく研究遂行を効

果的に展開するため、企画本部との連携のもと、良好な

研究環境を継続的に提供するための業務を行うことを部

門のミッションとしている。 
 次のとおりの施設等をその管理対象としている。 
 ○敷地面積 約240㌶ 

 ○建築面積（延床面積） 約59万 m2（約700棟） 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[研究環境整備部門] 部門長  吉田 忠弘 

          部門総括 岩瀬亀太郎 

          総括主幹 吉野  完 

                   他 2(1)名 

  [施設計画室]  室長 武内  鼓 他 6(5)名 

  [建設室]    室長 小縣 裕持 他 15(13)名 

  [施設管理室]  室長 中嶋 廣義 他 19(16)名 

  [建設事業推進室] 

          室長 岩瀬亀太郎（併任） 

                他 10(8)名 

  [テクニカルセンター] 

          センター長 飯尾   心 
                他 26(12)名 

--------------------------------------------------------------------------- 
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施設計画室（Facilities Planning Office） 
（つくば中央第5、7（6）名） 

概 要：施設計画室は、産業技術総合研究所における施

設及び設備の計画・運営・管理に関連する総合的な調整

業務等を行っている。 
 主な業務は、施設及び設備の整備計画、技術審査及び

関連法令に関すること。並びに研究実施部門等の施設使

用の管理に関する業務である。 
 
建設室（Construction Office） 
（つくば中央第5、16（14）名） 

概 要：建設室は、産業技術総合研究所における施設及

び設備の建設・設計・積算・監理・監督・検査の業務を

行っている。また、施設及び設備に係る各種申請等の業

務を行っている。 
 
施設管理室（Facilities Maintenance Office） 
（つくば中央第5、20（17）名） 

概 要：施設管理室は、産業技術総合研究所における施

設・設備の運転、維持管理及びエネルギーの供給、外構・

植栽の管理、産業廃棄物の収集処理、廃水の処理等の運

営・管理を行っている。 
 これらの運営管理の遂行に係る労働安全、電気工作物

の保安、省エネルギー及び施設データー管理に関する業

務を行っている。また、研究ユニット等からの設計依頼

の受付窓口を行うと共に施設設備等の補修、修繕の実施

を業務としている。 
 
建設事業推進室 
（Construction Project Promotion Office） 
（つくば中央第5、10（8）名） 
概 要：建設事業推進室は、平成13年度1号及び2号補正

予算の推進に伴う建家・設備の整備に係る次の業務を一

元的に行う。 
一 建設事業の契約先選定に関すること。 
二 建設事業の設計並びに工事、積算及び監理に関する

こと。 
三 建設事業に係る申請等に関すること。 
 
テクニカルセンター（Technical Service Center） 
（つくば中央第5、つくば中央第2、つくば東、つくば西、 

27（13）名） 

概 要：テクニカルセンターは、産業技術総合研究所に

おける研究活動を技術的側面から支援する業務を行う。 
 主な業務は、研究用物品の設計・試作、研究者が自ら

試行錯誤して工作ができる共用工作室の維持管理と講習

等の指導、物質の化学分析・解析、及び試作・工作・分

析等に関する技術相談、および動物・生物飼育管理事務

業務の遂行にあたるものとする。 

--------------------------------------------------------------------------- 
１）建物、施設 

建物建設記録（平成13年度に産総研資産になったもの） 

○つくば北－14（EMC 標準アンテナ試験用電波暗室棟） 
１．施設目的 
 本施設は、電波暗室を使用することで、30MHz か

ら1000MHz 用のオープンサイト設備では避け得ない

外来人工雑音が除去できる。このような環境下での精

密測定を通してアンテナ評価を行う。 
 本設備を用いると、シールドされた電気的自由空間

内での測定が可能になり、電波法による制限を受ける

こともない。さらに、天候・季節・経時変化の影響を

排除し安定した電波環境での測定が可能になり、対応

できる周波数を1GHz 以上に連続して拡大できるよう

になる。 
 これにより、標準トレーサビリティを確立するため

の電磁界標準の研究を加速する施設である。 
２．施設概要 
 (1) 規模：（建築面積）773.59m2、延床面積（984.11m2） 
 (2) 構造：鉄骨造 2階建 
 (3) 主な室寸法他 
 ・電波暗室 アンテナ、電子機器の特性測定に用いる。 
   床面積 426.74m2 
   内 寸 25,000mm×15,000mm×H11,000mm 
       (吸収体含む) 

 ・電波吸収体収納庫 床用電波吸収体の格納庫 
   床面積 134.96m2 
 ・測定室 測定用電子機器を設置するシールド室 
   床面積 64.70m2 
４．整備費用・工事関連 
 ・整備費用：5億円（平成11年度2次補正） 

・工事発注・設計・監理 国土交通省 大臣官房官庁

営繕部営繕計画課筑波研究学園都市施設管理セン

ター（支出委任工事） 
 ・設計・監理：松田平田（株） 
 ・施工：建築工事 （株）巴コーポレーション 
     設備工事 向陽電気工業（株） 
 ・工期：平成12年10月2日から平成13年9月20日 

 ・現物出資：平成14年1月7日 

○つくば北－14（流量国家標準施設棟） 
１．施設概要 
 本施設は、石油製品の取引及び生産プロセスにおけ

る計測制御の最適化や省エルギー技術開発の性能評価

等で必要となる石油流量計の標準施設であるとともに、

我が国の計量標準供給制度における特定標準機として、

国際的に認知された世界最高精度を有する施設である。 
２．施設概要 
 (1) 規  模：（建築面積） 1,289m2 
        （延床面積） 1,289m2 
 (2) 構  造：鉄骨（S）造1階 平屋建 
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 (3) 電気設備：北センター内第一変電施設（6600V  
        1回線受電施設）より、低圧にて受電。 
 (4) 熱源設備：空冷ヒートポンプ式パッケージユニッ 
       ト、空冷ヒートポンプ式チラーユニット 
 (5) 施設の特徴 
・安全対策：本標準施設の対象流体が石油類であるた

め、関係法令に準拠することはもとより安全には万

全を期すると共に、いかなる場合においても石油類

が外部に流出しない対策が講じられている。 
・軽油流量更正施設 1系統、灯油流量更正施設 
 1系統 

施設条件：2～300立方／H の流量範囲にて、秤量タ

ンク用いた「フライング・スタート・アンド・スト

ップ方式」実現し第一次標準設備の拡張不確かさ

0.04％以内を確保している。 

他に試験研究用として高粘度試験装置 1系統を有

する。 
 ・区画内は防爆仕様となっている。 
３．整備費用・工事関連 
 ・整備費用：10億円（平成11年度2次補正） 
 ・工事・設計・監理 
   経済産業省 自主営繕工事 
   設計：オーバル・トキコテクノ・三愛プラント工 
      業 設計及び建設共同企業体 
   施工：オーバル・トキコテクノ・三愛プラント工 
      業 設計及び建設共同企業体 
   工期：平成12年11月14日～平成13年10月31日 

 ・現物出資：平成14年1月7日 

○西－7A、7B、7C 
 （スーパークリーンルーム産学官連携研究棟） 
１．施設目的 
 次世代の情報処理システム実現のキーとなる集積回

路である「システム・オンチップ（システム機能を1

チップ化した超 LSI）」を実現するために必要な新材料

開発、新プロセス技術、回路設計技術等の研究開発を

産学官が連携して行うためスーパークリーンルームを

備えた研究施設である。 
２．施設概要 
(1) 規  模：（建築面積）9,731.02m2、 
       （延床面積）23,431.53m2 
(2) 構  造：地上5階（塔屋1階） 
       鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 
(3) 電気設備：特高変電所から4ヶ所の変電所に6600V

の本線・予備線の2回線により受電。非常用電源とし

て、自家発電設備（2750KVA）の他に瞬時停電対策

として実験用冷却水ポンプや実験機器に対して無停

電電源設備（800KVAUPＳ）を設置し、クリーン用

空調機等の電源には遅延釈放型電磁開閉器を採用し

た。セキュリティシステムは非接触型カードリーダ

ーとし、クリーンルーム（CR）内の火災報知におい

ては超高感度煙感知器システムとなっている。 
(4) 熱源設備：年間を通じて高い洗浄度を確保し、23

±1℃、45±5％の温・湿度制御と24時間稼働が必要

な施設として信頼性のあるシステムを構築する為に、

熱源エネルギーの多様化（電気及びガス）、冷水・実

験冷却水等の蓄熱と水質管理の充実、設備機器の複

数台設置（バックアップ化）を図っている。 
(5) 施設の特徴：クリーン性能 JIS．B9920 クラス

3.5のスーパークリーンルーム 
 国内最高レベルの化学汚染対策を施したスーパー

クリーンルーム 
 国内最高レベルの振動対策を施したスーパークリ

ーンルーム  
３．整備費用・工事関連 
・整備費用：244億円（平成11年度2次補正） 
・工事発注設計・監理：国土交通省 大臣官房官庁営

繕部営繕計画課 筑波研究学園都市施設管理セン

ター（支出委任工事） 
・設計・監理：（株）日本設計 
・施  工： 
  建築工事     竹中・前田・青木 JV 

 電気設備（電力） 関電工・新生テクノス JV 
 電気設備（通信） (株)東電通 
 電気設備（受変電）(株)明電舎 
 機械設備（空調） 高砂・日立プラ・新日空 JV 
 機械設備（衛生） (株)西原衛生工業所 
 廃水処理設備   (株)日立製作所 
 エレベーター設備 三精輸送機(株) 

・工  期：平成12年12月26日～平成14年3月30日 

・現物出資：平成14年3月29日 

○研究協力センターさくら館 
  （研究協力センター増築棟） 
１．施設目的 
 研究協力センターは産業技術総合研究所が実施する

研修、研究協力事業等を目的とした滞在者のための研

修室を併設した宿泊施設である。 
２．施設概要 
 (1) 規模：（建築面積）1,246,77m2 
      （延床面積）3,353.52m2 
 (2) 構造：地上3階 鉄筋コンクリート造 
 (3) 電気設備：研究協力センターより6.6KVA 受電 
 (4) 熱源設備：ガス冷温水機（2台）により冷暖房を行

う。ボイラー（2台）により給湯等の供給を行う。 

(5) 施設の特徴： 
  研修室側：1F～3F 一般研修、OA 研修、語学 
       研修及び計量研修等の研修室 研修担 
       当職員の事務室 

 宿泊室側：1F～3F シングルルーム69室、ファ 
       ミリールーム3室 

３．整備費用・工事関連 
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・整備費用 15億円（平成11年度2次補正） 
・工事発注設計・監理：国土交通省 大臣官房官庁営

繕部営繕計画課 筑波研究学園都市施設管理セン

ター（支出委任工事） 
・設計・監理：(株)環境デザイン研究所 
・施  工： 
  建築工事 日本国土開発(株) 
  電気設備 千代田エンジニアリング(株) 
  機械設備 三機工業(株) 
  エレベーター設備 フジテック(株) 
・工  期：平成12年12月20日～平成13年11月30日 

・現物出資：平成14年1月7日 

○事務管理棟（事務管理棟） 
１．施設目的 
 中部センターでは、セラミックス研究部門、基礎素

材研究部門、シナジーマテリアルセンターなどの、材

料開発を主たる業務とする研究ユニットの研究拠点で

あり、また地域拠点としてセンターの事務管理にあず

かる業務推進部が存在する。材料開発研究においては、

様々な専門の連携による融合的な開発と開発段階にお

ける柔軟性が必要である。3つの研究ユニットと一つの

事務管理部門が、円滑に業務を勧めるための施設とし

て、研究の組織的・技術的要求の変化に対応し、かつ

様々な専門の研究が有機的に連携する事が可能で、か

つ研究成果の展示普及なども考慮した施設として中部

センター志段味サイトに「事務管理棟他」の施設を整

備する。 
２．施設概要 
 (1) 規 模：（敷地面積）30,000m2、 
       事務管理棟（建築面積）1,608m2、 
            （延床面積）5,710m2 

       研究本館Ⅰ（建築面積）1,098m2、 
            （延床面積）5,538m2 

       研究本館Ⅱ（建築面積） 880m2 

            （延床面積）4,233m2 

       大型機器実験棟他（建築面積）1,803m2、 
            （延床面積）1,832m2 
 (2) 構 造 
   事務管理棟  
    地上3階地下1階 鉄筋コンクリート造 

   研究本館Ⅰ 

    地上6階（6階電気室のみ、塔屋1階）鉄筋コン 
    クリート造 
   研究本館Ⅱ 
    地上5階 鉄筋コンクリート造 

    大型機器実験棟他  

    地上1階 鉄骨造 
(3) 電気設備：中部電力より6600V 2回線受電（非常時

切替） 非常用自家発750KVA 1台 
(4) 熱源設備：ガス直焚吸収冷温水機（2台）、氷蓄熱

空気熱源ヒートポンプユニット（2台）、空気熱源ヒ

ートポンプユニット（1台）、のプログラム運転 
(5) 収容人数：250名程度（予定） 

(6) 施設の特徴：柔軟性の高い研究空間の実現、地球

環境への取り組みの実現 
・建物内部に構造壁を持たず部屋の自由な間仕切り

が可能 
・一般実験室は天井を儲けず、ガス、電気、冷却水、

給水等を天井から供給（装置等の設置･移動が容

易） 
・5台の熱源機のプログラム運転による負荷に合わせ

た熱源機運転 
・屋上への太陽光発電パネルの設置 
（太陽光発電システム＝35KW シリコン系太陽

電池） 
・省エネに向け照明制御システムは、人熱線センサ

ー、外光検知、およびスケジュール運転 
・雨水利用による便所洗浄水、冷却塔補給水、中庭

の池補給水に活用 
・エントランス、中庭等への研究成果品（調湿タイ

ル、光触媒）などの展示使用 
３．整備費用・工事関連 
 ・整備費用 84億円（特々会計） 
 ・工事発注設計・監理：国土交通省 中部地方整備局 
  営繕部（特々会計による工事） 
 ・設 計：（株）日建設計 
 ・施 工：建築工事 
   事務管理棟：大日本土木(株) 
   研究本館（Ⅰ）：飛島建設(株) 
   研究本館（Ⅱ）：日本国土開発(株) 
   大型機器実験棟他：矢作建設工業(株) 
   電気設備（電力） 東光電気工事(株) 
   電気設備（付帯） 白川電気土木(株) 
   電気設備（通信） 住友電設(株) 
   機械設備（空調） 三建設備工業(株) 
   機械設備（衛生） 浦安工業(株) 
   エレベーター設備 ダイコー(株) 
   排水処理施設   松下環境空調ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) 
   植 栽      西部造園(株)、 
            名鉄環境造園(株)、 
            大興建設(株) 
   書 架      金剛(株) 
 ・工期：平成10年4月1日～平成13年6月29日 

     (3912ヶ月） 
 ・現物出資：平成13年6月29日 

○先進材料コンピュータサイエンスラボ施設概要 
１．施設目的 
 中部センターでは、セラミックス研究部門、基礎素

材研究部門などの、先進材料開発を主たる業務とする

研究ユニットの研究拠点である。今後の先進材料の開
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発研究においては、開発途上の材料から得られる大量

の情報を的確に処理することで、理論の修正・構築も

行いながらさらなる材料を開発していくという材料開

発におけるコンピュータサイエンスの利用が不可欠で

ある。 
 このため、そのような先進材料のコンピュータサイ

エンスを可能とする施設として中部センター志段味サ

イトに「先進材料コンピュータサイエンスラボ」を整

備する。 
２．施設概要 
(1) 規  模：研究本館（Ⅲ）（建築面積）1,244m2、 
              （延床面積）4,999m2 
(2) 構  造：地上5階（5階は電気室のみ、塔屋1階）、 

       鉄筋コンクリート造 

(3) 電気設備：事務管理棟より6600V 受電 

(4) 熱源設備：事務管理棟より供給を受けている 

(5) 収容人数：100名程度（予定） 

(6) 施設の特徴：コンピュータネットワークの充実 
 ・建物の中央付近に大型のアクセスフロア室を設置 
・アクセスフロア室の空調容量を大きくして高速計

算機の発熱に対応 
・各実験室、居室と計算機室を高速ネットワークで

連結可能 
３．整備費用・工事関連 

・整備費用 18億円（10～13国債） 

・工事発注設計・監理：国土交通省 中部地方整備局 

営繕部 （支出委任工事） 
・設計：（株）日建設計 
・施工：建築工事      (株)奥村組 

     電気設備（電力）  東光電気工事(株) 
     電気設備（付帯）  白川電気土木(株) 
     電気設備（通信）  住友電設(株) 
     機械設備（空調）  三建設備工業(株) 
     機械設備（衛生）  浦安工業(株) 
     エレベーター設備  ダイコー(株) 

・工期：平成10年4月1日～平成13年6月29日（39ヶ月） 

 ・現物出資：平成13年6月29日 

○大阪研究開発交流センター施設概要 
 （大阪バイオエンジニアリング研究棟） 
１．施設目的 
 緊急課題として DNA 塩基配列決定技術、DNA チッ

プなど汎用的 DNA 解析技術等の高効率化・自動化な

どの改良が挙げられ、現在注目されている質量分析、

NMR、光 STM による DNA 解析など、革新的な DNA
解析技術の研究開発にも挑戦。さらに、細胞内遺伝子

発現制御技術、細胞や神経回路の遺伝子発現可視技術、

生物機能と遺伝子の相関把握など、遺伝情報との相互

作用を経てマクロな生体系にまで発展するメカニズム

の理解により、遺伝情報を実際の人間生活に利用可能

とする研究を展開する。 

 ヒトや動物由来の体細胞を培養し生体組織の機能と

構造を代替する細胞・組織モジュールの工学的創製を

目指す。このため、細胞の三次元培養技術、異種細胞

を同一細胞で育成する細胞の共培養技術、未分化細胞

の分化・誘導技術、さらに細胞の三次元積層構築技術、

生理活性物質を用いて細胞・組織の生化学的制御技術、

物理的刺激による機能制御技術による神経回路再生技

術などの開発を新しく展開する。 
２．施設概要 
(1) 規  模：（敷地面積）16,936m2、 
       （建築面積） 1,398m2、 
       （延床面積） 4,358m2 
(2) 構   造：地上4階 鉄筋コンクリート造 
(3) 電気設備：6600V 受電、 
       非常用自家発225KVA 1台 
(4) 熱源設備：直だき吸収冷温水機より24時間供給 
(5) 収容人数：100名程度（予定） 
(6) 施設の特徴：フレキシビリティのある研究空間の

実現 
・外部建具の寸法や設備シャフトの位置を標準化 
・建物中央部に採光・通風に有効な中庭を設置（メ

カニカルボイド） 
・ガラスブロックカーテンウォールにより柔らかな

光を採取 
・周辺環境に配慮したファサードウォール（間接的

な2重壁）を採用 
３．整備費用・工事関連 
・整備費用 29億円（平成11年度2次補正） 

・工事発注設計・監理：国土交通省 近畿地方整備局 

営繕部 （支出委任工事） 

・設計：(株)日本設計 

・施工：建築工事       飛島建設(株) 

    電気設備（電力） 浅海電気(株) 

    電気設備（通信） ミナト電気工事(株) 

    機械設備（空調） 五建工業(株) 

    機械設備（衛生） 東芝空調（株） 

    エレベーター設備 (株)日立製作所 

・工期：平成12年11月17日～平成14年2月28日 

    （17ヶ月） 

・現物出資：平成14年3月29日（予定） 
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３．地域拠点 
(1) 東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 
  つくば本部（AIST Tsukuba Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地： 
（東京本部） 
〒100-8921 東京都千代田区霞ヶ関一丁目3番地の1 

（つくば本部） 

〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

概 要：産業技術総合研究所は、東京及びつくばに本部

機能を集中した2本部体制をとり、それぞれの地理的な特

長を生かした活動を行い効率的な運営を行っている。東

京を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点として産

総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、つくば

拠点には補完する本部機能として、産学官連携、国際、

業務推進等の大規模な研究拠点に隣接させることにより

効率的となる組織を置いている。 
 具体的には、東京本部には、理事長、理事の一部等、

企画本部のうち産総研の経営、財務に関する部署及び監

査室等を配置している。つくば本部には、副理事長、理

事の一部、企画本部のうち研究企画に関する室、産学官

連携部門、国際部門、業務推進部門等、研究実施部門と

の密接な連携が不可欠な部署等を設けている。また、テ

レビ会議システムの活用により、東京・つくば両本部の

有機的・効率的連携を図っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

東京本部 
役員 
監査室 
企画本部 
業務推進本部 
国際部門国際関係室東京分室 
業務推進部門総務室  
業務推進部門法務室 
財務会計部門財務室 

 
つくば本部 
役員 
企画本部 
業務推進本部 
評価部 
環境安全管理部 
技術情報部門  
産学官連携部門 
成果普及部門 
国際部門 
業務推進部門厚生室 
業務推進部門健康相談室 

業務推進部門業務推進部第一業務室 
能力開発部門 
財務会計部門 
研究環境整備部門 

 
(2) 北海道センター（AIST Hokkaido） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒062-8517 札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

人 員：147（98）名 
概 要：産業技術総合研究所北海道センターは、旧北海

道工業技術研究所、旧地質調査所北海道支所、旧資源環

境技術総合研究所北海道石炭鉱山技術試験センターを母

体として発足した。 
 バイオ部門を中心とするナショナルセンターの構築に

向けて産総研内外の支援体制の強化を図るために、大学、

公設機関、産業界との連携強化を推し進め、北海道で産

総研が認知される努力を払うとともに、新規産業創出に

貢献できるバイオベンチャーの支援策について検討した。

また、産総研の研究成果の発信および技術移転の促進を

図るために、センター内の各部署（総括、成果普及・広

報、共同研究・技術研修、外部研究員の受入れ、特許・

図書業務の各担当）は互いに協力して、研究環境の改善

および下記の研究支援に努めた。 

１）産学官連携の強化 
 北海道経済産業局、（財）北海道科学技術産業振興セ

ンター、北海道、道内大学、学会、公設試験研究機関、

北海道経済連合会、産業界など外部機関との連携強化

を図るとともに、バイオ分野を中心とする各種プロジ

ェクトや共同研究等の立ち上げに努力した。特に、北

海道センターの NC 化のための環境整備に努めた。 
２）産学官連携センター業務の円滑な推進 
産総研本部や外部機関との連携、地域産業技術連携推

進会議、北海道大学農学部との連携大学院、委員の委

嘱、依頼・受託出張等に係わる業務を行うとともに、

外部研究機関との共同研究、受託・委託研究、技術研

修、研究助成金等に係わる契約業務、STA、NEDO、

JST、JICA、科学技術特別研究員、交流育成（派遣・

招聘）等による研究者の招聘・派遣手続き、一般公開、

サイエンスキャンプ、講演会、技術・ビジネス交流会、

特許流通フェア等への出展等による成果普及活動、更

には質の高い特許取得を目指した講演等の啓蒙活動を

行うとともに、研究成果の権利化を積極的に推進した。 
３）ベンチャー起業の支援 
 産総研内外の技術シーズに基づいた起業化支援を目

的として、小樽商科大学ビジネス創造センターを初め

とする産総研内外の有識者による「バイオベンチャー

育成センター」検討会を発足させ、インキュベータの

設計、運営方針、ビジネス支援内容等について検討し

設立準備を進めた。また、JANBO によるインキュベ

ーション・マネージャ（IM）研修では、北海道初の
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IM が産総研北海道センターから誕生した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

[フェロー]     大塚 榮子 

[北海道センター]  所 長  栗山  博 

          所長代理 吉田  忠 

[審議役]     田島 俊冽 

[北海道産学官連携センター] 

    センター長 栗山  博 

    産学官連携コーディネータ 

     吉田  忠、太田 英順 他 23(18)名 

  [ものづくり基盤技術支援室] 室長 吉田  忠 

  [北海道地質調査連携研究体] 

    連携研究体長 太田 英順 他 7(6)名 

  [北海道鉱山保安連携研究体] 

    連携研究体長 吉田  忠 他 2(2)名 

  [流動層技術連携研究体] 

    連携研究体長 吉田  忠 他 3(3)名 

  [石炭灰利用技術連携研究体] 

    連携研究体長 原口 謙策 他 1(1)名 

[北海道センター業務推進部門] 29(20)名 

  [業務室] 室長 高田 信一 他 13(7)名 

  [会計室] 室長 高橋  修 他 7(6)名 

  [研究環境管理室]  

       室長 滝田 哲雄 他 6(4)名 

[生物遺伝子資源研究部門] 

[エネルギー利用研究部門] 

[微小重力環境利用材料研究ラボ] 

 
(3) 東北センター（AIST Tohoku） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒983-8551 仙台市宮城野区苦竹4-2-1 
人 員：93（46）名  
概 要：産業技術総合研究所東北センターは、産業技術

総合研究所（産総研）の地域研究拠点のひとつで、旧東

北工業技術研究所が母体となっており、超臨界流体研究

センター、基礎素材研究副部門、環境管理研究副部門の3

研究ユニットを担当している。その中で東北センターは、

独立行政法人という新しい制度と、産総研全体の幅広い

研究分野の技術を活用して、環境問題として CO2の削減

への寄与が期待できる革新的化学反応プロセスの開発や、

環境汚染物質の排出低減技術の開発などを行い、循環型

社会のために環境技術分野でがんばろうとしている民間

企業とタイアップし、東北地域の産業発展に貢献するこ

とを目指している。 
 一方、東北地域のみならず各県に設置されている公設

の研究機関は、県内の企業や団体の要請を受けて技術指

導や共同研究を実施することが大きな使命となっている。

東北センターでは、産業技術交流フェアなど技術情報の

交流会などを企画し、産総研という広い技術分野をカバ

ーしている強みを活用して、お互いに協力できる新たな

研究テーマを提案し、企業や公設研との連携を強化して

きた。 
 平成13年度、東北センターは、東北地域のネットワー

クと全国に展開する産総研のネットワークを結びつけた

研究成果の普及を図り、下記各種行事に取り組んだ。特

に、産学官の連携活動では、産技連資源・エネルギー・

環境部会、東北産学官連携協議会との共催で、東北地域

の行政機関・研究機関などによる産学官交流のイベント

を新たに企画し、成功を収めた。また、研究成果の発信

では、東北地域の重点課題でもある「環境調和型社会を

築くための技術開発」の一つとして、超臨界流体を利用

した研究にテーマを絞って研究成果発表会等を行うこと

により、東北センターの方向性をアピールした。さらに、

国際的な研究協力を一層進め、研究協定締結先である韓

国の研究所・大学と合同シンポジウムを開催し、また、

新たに仏ボルドー大学と研究協力の覚書締結をするなど

の活動を展開した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図：（3/31現在） 

 

所長：水野 健樹 

所長代理：板橋  修 

 

    連携センター長：水野 健樹（兼任） 

    産学官連携コーディネータ：板橋  修（併） 

                 鷲見 新一（併） 

    シニアリサーチャー：水谷 芳樹 他 7(3)名 

 

      室長：森  克芳 

 

      体長：阿部 利彦 他 2(0)名 

 

 

     室長：佐々木孝一 

     室長代理：弘中  修 他 10(6)名 

 

     研究センター長：新井 邦夫 他 38(15)名 

 

     副部門長：鷲見 新一 他 15(8)名 

 

     副部門長：鈴木 敏重 他 11(5)名 

 

(4) つくばセンター（AIST tsukuba） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8561 茨城県つくば市東1丁目1番 

人 員：260（108）名 

概 要：昭和54年に筑波研究学園都市建設法に基づき、

東京近郊にあった通商産業省工業技術院傘下の研究所が

東北産学官連携センター 

ものづくり基盤技術支援室 

ダイヤモンド膜研磨技術連携研究体 

東北センター 業務推進室 

超臨界流体研究センター 

基礎素材研究部門（副領域）

環境管理研究部門（副領域）
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筑波研究学園都市に集団移転した。以来、数度の機構改

革を経て、平成13年4月の独立行政法人化にあたり、旧筑

波研究支援総合事務所（つくば中央第1）、旧電子技術総

合研究所（つくば中央第2）、旧計量研究所（つくば中央

第3）、旧産業技術融合領域研究所（つくば中央第4）、旧

物質工学工業技術研究所（つくば中央第5）、旧生命工学

工業技術研究所（つくば中央第6）、旧地質調査所（つく

ば中央第7）、旧械技術研究所（つくば東）、旧資源環境技

術総合研究所（つくば西）を各事業所として、産業技術

総合研究所つくばセンターとして統合し、また、旧計量

教習所（成果普及部門計量研修センター）も、東村山か

ら平成13年12月につくばセンターに全面移転し、名実と

もに統合された。 

 大括り化のコンセプトの元、従前の研究所の枠を越え

て研究ユニットは再構成されており、研究ステージの発

展とともに流動的に組替えできるような柔軟な組織構造

を持つような組み立てが行われている。 

 つくばセンター（つくば本部）は、東京本部と並んで

研究と密接に関わりのある本部機能と研究ユニットの大

部分を集中配置して、産業技術総合研究所の中枢を担っ

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
[つくばセンター]  所長 平石 次郎 

 

 [つくば中央第１] 管理監 松岡  隆 

  （つくば北）  管理監補佐 宮入  豊 

 [つくば中央第２] 管理監 太田 公廣 

          管理監補佐 田代  寛 

 [つくば中央第３] 管理監 永井  聰 

          管理監補佐 北原 勝子 

 [つくば中央第４] 管理監 上野 勝彦 

          管理監補佐 岡野 孝子 

 [つくば中央第５] 管理監 神澤千代志 

          管理監補佐 本城 一男 

 [つくば中央第６] 管理監 中村 吉宏  

          管理監補佐 西尾 英治 

 [つくば中央第７] 管理監 金原 啓司 

          管理監補佐 山田 良宏 

 [つくば西]    管理監 綱島  群 

          管理監補佐 高橋 保雄 

 [つくば東]    管理監 野崎 武敏  

          管理監補佐 落合健一郎 

 [つくばセンター産学官連携センター] 

    センター長 後藤 隆志 

   [ものづくり基盤技術支援室] 

     室長 野崎 武敏  他 1(1)名 

   [ブラディオン連携研究体] 

     連携研究体長 田中真奈実 他 1(0)名 

   [生物資源高度利用連携研究体] 

     連携研究体長 丸山  進 他 2(1)名 

   [クラスタープロセス連携研究体] 

     連携研究体長 岩田 康嗣 他 3(2)名 

   [ボリュームグラフィックス連携研究体] 

     連携研究体長 村木  茂 他 1(1)名 

   [新規ポリエステル系分解性プラスチック連携研究体] 

     連携研究体長 田口 洋一 他 3(1)名 

   [メゾテクノロジー連携研究体] 

     連携研究体長 中山 景次 他 1(0)名 

   [連携融合研究体] 

     連携研究体長 中村 吉宏 他 0(0)名 

 

 [つくばセンター業務推進部]  部長 松岡  隆 

                部総括 松岡  隆 

   [第一業務室]室長 宮入  豊 

         室長代理 山川 浩一 他 17(10)名 

   [第二業務室]室長 田代  寛 他 14(6)名 

   [第三業務室]室長 北原 勝子 他 6(3)名 

   [第四業務室]室長 岡野 孝子 他 5(2)名 

   [第五業務室]室長 本城 一男 

         室長代理 山田 隆子 他 9(3)名 

   [第六業務室]室長 西尾 英治 

         室長代理 川端 彰子 他 6(3)名 

   [第七業務室]室長 山田 良宏 

         室長代理 篠原 順子 他 6(3)名 

   [第西業務室]室長 高橋 保雄 他 11(5)名 

   [第東業務室]室長 落合健一郎 

         室長代理 新井 正男 

         総括主幹 金子  茂 他 11(4)名 

 [企画本部] 

 [評価部] 

 [環境安全管理部] 

 [深部地質環境研究センター] 

 [活断層研究センター] 

 [化学物質リスク管理研究センター] 

 [フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター] 

 [ライフサイクルアセスメント研究センター] 

 [パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [生物情報解析研究センター] 

 [ティッシュエンジニアリング研究センター] 

 [ジーンディスカバリー研究センター] 

 [強相関電子技術研究センター] 

 [次世代半導体研究センター] 

 [マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター] 

 [ものづくり先端技術研究センター] 

 [高分子基盤技術研究センター] 

 [光反応制御研究センター] 

 [新炭素系材料開発研究センター] 

 [スマートストラクチャー研究センター] 
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 [界面ナノアーキテクトニクス研究センター] 

 [グリッド研究センター] 

 [計測標準研究部門] 

 [地球科学情報研究部門] 

 [地圏資源環境研究部門] 

 [海洋資源環境研究部門] 

 [エネルギー利用研究部門] 

 [電力エネルギー研究部門] 

 [環境管理研究部門] 

 [環境調和技術研究部門] 

 [情報処理研究部門] 

 [知能システム研究部門] 

 [エレクトロニクス研究部門] 

 [光技術研究部門] 

 [生物遺伝子資源研究部門] 

 [分子細胞工学研究部門] 

 [人間福祉医工学研究部門] 

 [脳神経情報研究部門] 

 [物質プロセス研究部門] 

 [機械システム研究部門] 

 [ナノテクノロジー研究部門] 

 [計算科学研究部門] 

 [グリーンプロセス研究ラボ] 

 [薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ] 

 [次世代光工学研究ラボ] 

 [先端情報計算センター] 

 [特許生物寄託センター] 

 [技術情報部門] 

 [産学官連携部門] 

 [成果普及部門] 

 [国際部門] 

 [業務推進部門] 

 [能力開発部門] 

 [財務会計部門] 

 [研究環境整備部門] 

 

(5) 臨海副都心センター 
  （AIST  Tokyo  Waterfront） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒135-0064 東京都江東区青海二丁目41番地6 

人 員：298（79）名 

概 要：産業技術総合研究所臨海副都心センターは、文

部科学省及び経済産業省の連携協力によって整備された

国際研究交流大学村に、新たに産学官連携の役割を担う

研究拠点として平成13年4月1日に設置された。当センタ

ーは、国内外産学官各分野の一線級研究者による多様な

研究に対応できるフレキシビリティの高いオープンスペ

ースラボの空間を設けている。そして、4つの研究センタ

ー（生命情報科学研究センター、生物情報解析研究セン

ター、サイバーアシスト研究センター、高分子基盤技術

研究センター）と1つの研究ラボ（デジタルヒューマン研

究ラボ）が、新産業の創出や市場拡大につながる独創的

かつ先端的技術シーズの研究開発とともに国内外の研究

者交流や研究成果の情報交換を行っている。そして、そ

れらを通して国際的な産学官による研究交流を達成する

ことを目指している。 
 平成13年度、当センターで、平成13年7月12日に臨海副

都心センター国際シンポジウム開催（国際部門との共催）

（AIST Waterfront Symposium-The Ring of Science）
を開催するとともに、平成13年8月24日にテクノキッズ・

イン・ウォーターフロント～見て！さわって！体験しよ

う！科学技術の不思議な世界？を開催した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 

〔臨海副都心センター〕 所長 曽我 直弘 
            所長代理 町田  進 
  〔臨海副都心産学官連携センター〕 

      所長 曽我 直弘 

    産学官連携センタ－ 

      主幹 金倉 博文 他5（2）名 

    〔ボリュームグラフィックス連携研究体〕 

      連携研究体長 村木  茂 他1（1）名 

  〔臨海副都心センター業務推進室〕 

          室長 町田  進 他5（4）名 

 

  〔生命情報科学研究センター〕 
  〔生物情報解析研究センター〕 
  〔サイバーアシスト研究センター〕 
  〔高分子基盤技術研究センター〕 
  〔デジタルヒューマン研究ラボ〕 
 
(6)中部センター（AIST Chubu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒463-8560 

    名古屋市守山区大字下志段味字穴が洞2266-98 

人 員：183（79）名 

概 要：産業技術総合研究所中部センターは、ものづく

り産業の国際拠点である中部地区にあって、セラミック

スや軽量金属など工業材料の創製とそのプロセス・部材

化を軸とした研究開発を通じ、新産業の創生と産業競争

力強化を担う。当センターは、旧工業技術院名古屋工業

技術研究所を母体として、昭和27年の設立以来、名古屋

市北区平手町の本所と愛知県瀬戸市の瀬戸分室を研究拠

点としてきたが、平成13年7月11日志段味ヒューマンサイ

エンスパークAゾーンに新棟が完成し、落成式を行った。

そして9月から11月にかけて移転、11月半ばには移転を完

了し業務を開始した。平手町サイトは、平成14年1月31

日付をもって名古屋市都市開発公社に返還した。 

 新研究施設での研究活動の開始にあたり、11月14日
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（水）に中部センター開所式、続いて翌15日（木）には

一般公開を催した。開所式は産業界、大学、官公庁から

の200名を超える出席者のもと、開所式典、記念講演会、

記念パーティーの3部構成で催された。翌15日の一般公開

は、約350名の来場者があった。 

 当所の研究成果を一般に普及させるために新技術動行

セミナー等を開催した。 

 第32回 新技術動向セミナー［H13年6月20日］ 

 （名古屋商工会議所）＜参加者126名＞ 

  3研究テーマ紹介 

 第35回 新技術動向セミナー［H13年12月12日］ 

 （名古屋商工会議所)＜参加者59名＞3研究テーマ紹介 

 産総研中部センター技術普及講演会［H14年3月13日］ 

 （石川県地場産業振興センター）＜参加者50名＞ 

  5研究テーマ紹介 

 また、地域産業の活性化を目指して、研究会、フォー

ラムを主催した。 

 平成13年度の技術相談は、11月に中部センターの移転

があったものの、その影響は少なく、712件に達した。産

業分野では、環境・エネルギー、光触媒、陶磁器・ガラ

ス、金属で全体の6割を占める。光触媒はセラミックス研

究部門の産業界への技術移転が進めている分野であるこ

ともあって、中部センターへの問い合わせが多い。また、

企業からの相談が全体の8割以上の599件で、産業界から

寄せられる技術的問題の解決に貢献している。 

 平成13年度は、通常実施に基づく収入9,178,796円以

外に、情報開示契約3件及びオプション契約1件に基づき

13,500千円の収入があり、合計22,000円以上の特許収入

となった。これは平成12年度（約8,400千円）の2.5倍の

収入であるが、特に、光触媒関連特許が企業に移転され

たためである。また特許出願は149件で、中部センター研

究者数が135名（H13当初）で、研究者一人1件以上の特

許を出願した勘定となる。 

 平成13年度から従来の技術指導が共同研究の扱いとな

ったため、平成12年度の約80件から平成13年度は110件と

増加した。共同研究相手は、企業が90％以上で、企業と

大学の両者で95％以上であった。また、地域的には中部

地域（愛知県、岐阜県、三重県、石川県、富山県）が61

件、関東、東北、北海道地域が35件、関西以西が20件で、

全国にまたがる企業等との共同研究を実施した。 

 我国ものづくりの中枢に立地する中部センターでは、

強みである製造業の競争力をより一層強化するとともに、

次世代をになう若手育成による技術の継承・発展に貢献

するため、教育と研究開発の一体の場として連携大学院

の拡充に努めた。すでに連携大学院を開設している、名

古屋工業大学、岐阜大学、大同工業大学に加えて、H13

年度新たに名城大学、中部大学、愛知工業大学の3私立大

学と協定を締結し、平成14年度より発足させることにな

っている。さらに、姫路工業大学と上智大学にも H14よ

り併任教授を派遣する。平成14年度当初において、教授

18名、助教授3名となる。なお、名古屋大学、三重大学、

豊橋技術科学大学の3国立大学とも協定締結に向けて作

業を進めている。 

 中部センターでは企業の技術者を社会人学生として産

総研に迎え入れることに尽力し、新年度は5名の入学が内

定している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
［中部センター］所  長 榎本 祐嗣 
        所長代理 田端 英世 
  ［中部産学官連携センター］ 

    センター長 榎本 祐嗣 

    産学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 田端 英世 木本  博 

              柴崎 靖雄 長沼 勝義 

    シニアリサーチャー 榊原 俊作 他 3名 

    主査 北原 初子 他 7(6)名 

     ［ものづくり基盤技術支援室］ 

       室長 長沼 勝義 他 (1)名 

     ［植物生長剤開発応用連携研究体］ 

       連携研究体長 片山 正人 他 1(1)名 

  ［中部センター業務推進部］ 

    部長 椎名 三男 他27(10)名 

    ［業務室］室長 浅野 康仲 他 11(8)名 

    ［会計室］室長 稲員  力 他 8名 

    ［研究環境管理室］室長 木下 恭守 

                  他 4(3)名 

    ［瀬戸サイト］  畑 くみ子 他 (2)名 

   シナジーマテルアル研究センター 
   セラミックス研究部門 
   基礎素材研究部門 
 
(7) 関西センター（AIST Kansai） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

人 員：385（227）名 
概 要：産業技術総合研究所関西センターは、旧工業技

術院傘下の大阪工業技術研究所（池田）、電子技術総合研

究所ライフエレクトロニクス研究センター（尼崎）、計量

研究所大阪計測システムセンター（大阪扇町）、地質調査

所大阪地域地質センター（大阪大手前）の4所を母体とし、

ティッシュエンジニアリング研究センター（TERC）のよ

うに、つくばにある産業技術融合領域研究所の研究者群

が移るといった、研究者の流動のダイナミズムの中で発

足した。関西センターには、2研究センター（TERC、ヒュ

ーマンストレスシグナル研究センター）、2研究部門（計

測標準研究部門の一部、光技術研究部門の一部）、2特別

研究体（人間系、生活環境系）、2研究ラボ（ライフエレ

クトロニクス研究ラボ、純度制御材料開発研究ラボ）、及

び関西産学官連携センター内の4連携研究体が置かれて
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おり、常勤職員数は、理事・関西センター所長としての

役員が1名、研究職が約180名、行政織が約50名で総勢で

約230名となっている。 

 関西センターは、①産総研が果たす社会貢献の社会と

の接点、②産学官連携の拠点、③産学官連携の産総研内

パイロットプラントという位置付けの中で、4つの分野

（ライフサイエンス分野、環境・エネルギー分野、光・

情報技術分野、知的基盤技術分野）の研究を担っている。

関西地域のもつ産業界、アカデミアの集積、産学官連携

が組みやすい構造（必要なコンポーネントがほどよい距

離に、また適度の規模に配置されているため、どこで、

だれが、どのような仕事をしているかを正確に把握でき、

そして face to face で、意見交換できる場が持てるとい

う大きなメリット）を活かし、独法化の最初の年として、

分野融合と産学官連携を念頭に置いた活動を展開した。

近畿経済産業局をはじめ、企業、大学、公的研究機関、

自治体および企業団体やベンチャー支援団体などとの連

絡、連携を推進しており、最近では特にライフサイエン

ス関係の連携が活発化している。新規産業創出に関して

は、8月には、関西センター初のベンチャー企業が誕生す

るほか、産総研関西研究成果ビジネス化検討委員会（通

称：目利き委員会）を開催した。連携業務の平成13年度

実績（共同研究＞170件、技術研修130件、受託研究20件、

特許出願＞120件）は活発な産学官連携の実態を表してお

り、設立記念行事（7月6日、参加人数＞460名）、研究所

公開（9月28日、参加人数～800名）、研究講演会（11月7

日、参加人数＞500名）、関西センターHP（3月末現在で

～35000件のアクセス数）なども関西センターに寄せられ

ている期待の大きさを示している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
[関西センター] 所  長 諏訪  基 他 1(0)名 
        所長代理 中村  治 
        尼崎事業所管理監 山下 博志 
 [関西産学官連携センター] 

   センター長 諏訪  基 

   産学官連携コーディネータ 澤田 吉裕、 
     藤井 兼栄、中村  治、山下 博志 
    総括主幹 新宅 正美  他 25(19)名 

   [ものづくり基盤技術支援室] 室長 佐藤 義幸 

   [関西地質調査連携研究体]  

      連携研究体長 吉田 史郎 

   [溶融炭酸塩形燃料電池連携研究体] 

      連携研究体長 谷本 一美 他 10(4)名 

   [情報科学連携研究体] 

      連携研究体長 木下 佳樹 他 6(2)名 

   [電池システム連携研究体] 

      連携研究体長 境  哲男 他 12(1)名 

 

 [関西センター業務推進部] 

       部長 永岩 良教 他 51(32)名 

   [業務室] 室長 松浦 昇佐 他 22(11)名 

   [会計室] 室長 高澤 孝司 他 12(10)名 

   [研究環境管理室]室長 村田 秀春 他 8(5)名 

   [尼崎業務推進室]室長 楳原喜久雄 他 5(2)名 

 
 [活断層研究センター] 

 [ティシュエンジニアリング研究センター] 

 [ヒューマンストレスシグナル研究センター] 

 [計測標準研究部門] 

 [地圏資源環境研究部門] 

 [エネルギー利用研究部門] 

 [光技術研究部門]  

 [セラミックス研究部門]  

 [人間系特別研究体] 

 [生活環境系特別研究体] 

 [ライフエレクトロニクス研究ラボ] 

 [純度制御材料開発研究ラボ] 

 
(8) 中国センター（AIST Chugoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒737-0197 広島県呉市広末広2-2-2 

人 員：66（43）名 

概 要：独立行政法人産業技術総合研究所中国センタ－

は、中国地域の研究拠点であり、旧工業技術院中国工業

技術研究所を母体としている。研究分野は、海洋資源環

境研究と基礎素材研究の二領域であり、将来のナショナ

ルセンター化を目指して研究開発を推進している。また、

中国産学官連携センターを設置し、産業技術総合研究所

と地域経済社会や学界との連携をこれまでにない新しい

体制で強力に推進している。 

 業務報告：平成13年度、平成13年11月2日（金）に一般

公開を行った。同時開催で市民科学技術セミナー（呉市共

催）として、サックス奏者、坂田 明氏を招へいし、｢ミ

ジンコにはミジンコの都合がある、海や山や川や人間にも

都合があるように｣と題して講演を行った。講演後、同氏

によるサックス演奏（浜辺の歌）があり、瀬戸内海大型水

理模型場内（世界最大級）の大空間による音響効果も手伝

って、聴講者（300名）は哀愁に酔いしれていた。 

 平成14年2月12日（火）、広島ガーデンパレスに於いて、

「海洋資源環境研究とバイオマス利用・環境修復」と題

して、研究講演会を行った。「海洋生物資源利用とバイオ

マス・エネルギー」のテーマで講演を行った。聴講者は

企業、大学、産業支援機関の120名で賑わった。また翌日、

産学官による海洋環境・バイオ・エネルギー・フォーラ

ムを開催した。 

 平成14年3月7日、8日、ホテル グランヴィアに於いて

「バイオマス利用によるエネルギー生産と環境保全」の

テーマで、国際ワークショップを開催した。横山伸也所
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長開催挨拶後、田辺孝二中国経済産業局長来賓挨拶、引

き続き招へい者による講演が行われた。松村幸彦広島大

学助教授の司会のもと、米国、カナダ、タイ、スペイン、

フィンランドの著名な研究者による講演、国内（広大、

京大、北見工業大学）の招へい研究者による講演と、バ

イオマス関連の研究成果の講演が行われた。 

 平成14年3月12日（火）、法華クラブ広島にて、中国経

済産業局と共催して、企業との交流会を行った。企業と

産総研と連携強化を目指して、産学官連携コーディネー

タと産業支援機関と参加企業（33社）の有意義な意見交

換が行われた。 
--------------------------------------------------------------------------- 
組織図（3/31現在） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
(9) 四国センター（AIST Shikoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 高松市林町2217番地14号 
人 員：88（39）名 
概 要：産業技術総合研究所四国センターは、旧四国工

業技術研究所が独立行政法人化に伴って組織再編され

た、産業技術総合研究所の研究拠点の一つである。 

 四国センターでは、平成7年度から毎年、夏休みを利

用して「青少年の理工系離れ」を解消する一環として、

科学技術に関心を抱く高校生を対象に四国センターの

研究に関係したテーマを最近の機器などを用いて一テ

ーマ当たり5～10名程度の「一日実験体験学習」を開催

してきた。平成13年度も第6回サイエンスパークサマー

セミナーが7月27日（金）に香川県立高松高校、同高松

桜井高校の1～3年生約40名が参加し開催された。同セ

ミナーでは、「電子顕微鏡でミクロな形を観察しよう」、

「赤外線で微量な物質を鑑定しよう」など5テーマにつ

いて原理を教え、電子顕微鏡など最先端の機器を操作

する感動や科学への親近感を得て、アンケートでは毎

年開催への圧倒的な要望があるなど非常に好評であっ

た。 

○産業研四国センター「健康科学技術に関するシリーズ

セミナー」の開催 

 四国センターでは、国家戦略および四国産業界の要望

の多い、将来の科学技術として重要視されている生体計

測、或いは健康産業技術といった分野の動向を知るため

に、大学、研究機関、企業の専門家を講師として招き、

年10回程度のシリーズセミナーを開設している。第1回の

シリーズセミナーは平成14年2月26日、四国センターにお

いて「マイクロチップ技術と健康科学」と題して、三澤

弘明徳島大学大学院教授、杉岡幸次理化学研究所先任研

究員、中西博昭島津製作所研究員による3件の講演が行わ

れ、四国内外の企業等から60名の来聴者があり、活発な

意見交換が行われた。 

○四国海洋技術研究会の活動 

 四国の産業に関する調査事業のアクションプログラム

として、海洋産業に関する情報交換、および研究プロジ

ェクトの立ち上げを目標として平成13年3月に設立され、

13年度から活動を開始した。会員は現在183名で、13年度

におけるメールによる情報発信は22回を数え、四国、お

よび日本の海洋に関する調査報告、国家戦略の中の海洋

研究課題の紹介、海洋関連学会・講演会、技術支援策の

公募の案内を行っている。同研究会メンバーが入った地

域コンソーシアム「超高純度塩化ナトリウムの製造技術、

中国センター所長 横山 伸也 

所長代理 川名吉一郎 

中国産学官連携センター 
 センター長 横山 伸也(併) 
 産学官連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 川名吉一郎(併) 
           上嶋 英機 他 2名 

ものづくり基盤技術支援室 
 室長 大谷 敏昭 

業務推進室 室長 横山 伸也(併) 
      室長代理 山田  実 他 5名 

海洋資源環境研究部門 
       副部門長 埜口 英昭 

海洋生態機能開発研究グループ 
 G 長 山岡 致保 他 4名 

生態系環境修復創造研究グループ 
 G 長 星加  章 他 3名 

総括研究員 上嶋 英機(併) 

物理環境修復創造研究グループ 
 G 長 村上 和男 他 4名 

基礎素材研究部門 副部門長 山本 茂之 

耐環境性評価技術研究グループ 
 G 長 横川 清志 他 3名 

予測診断技術研究グループ 
 G 長 岡田 三郎 他 3名 

高信頼性表面処理研究グループ 
 G 長 山本 茂之(併) 他 2名 

海洋動態機モニタリング研究グループ 
 G 長 高杉 由夫 他 3名 
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及びその新規利用技術の開発」が海洋資源環境研究部門

四国拠点垣田浩孝プロジェクトリーダー提案で13年度に

採用された。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
［四国センター］所  長 田辺 義一 

        所長代理 勝村 宗英 

  ［四国産学官連携センター］ 

     センター長 田辺 義一 他 9(5)名 

     産学官連携コーディネータ 

           勝村 宗英、榊原 実雄 

           上嶋  洋 

    ［ものづくり基盤技術支援室］ 

       室  長 和田 英男 

    ［無機繊維加工連携研究体］ 

       連携研究体長 和田 英男 他 3(1)名 

    ［拡散接合技術連携研究体］ 

       連携研究体長 勝村 宗英 他 2(1)名 

  ［四国センター業務推進室］ 

     室  長 杉浦 新一 他 11(5)名 

 

  ［海洋資源環境研究部門］ 

 
(10) 九州センター（AIST Kyushu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052 鳥栖市宿町807-1 

人 員：56（40）名 

概 要：産業技術総合研究所九州センターは、旧九州工

業技術研究所（鳥栖）、旧資源環境技術総合研究所九州石

炭鉱山技術試験センター（直方）、旧九州工業技術研究所

大分分室（大分）をまとめた、研究拠点の総称である。 

 平成13年5月25日に当センターの開所式を鳥栖市で開

催した。同式典には国の関係機関、九州各県の機関、九

州大、佐賀大等から約120名が出席した。 

 平成14年2月6日に、「安全・持続的社会を目指す先端技

術～マイクローナノ空間テクノロジー＆環境～」をメイ

ンテーマとした当センターの研究講演会を福岡市で開催

した。当センターにおける研究成果の発表、および関連

分野から講師を招いた特別講演を催した。参加人数は110

名であった。 

 平成13年10月16日（火）～18日（木）に特許流通フェ

ア in 九州、平成13年11月30日（金）～12月1日（土）に

リサイクルテクノフェア2001「環境・リサイクル技術展」、

平成14年1月29日（火）～30日（水）に特許流通フェア

in 沖縄、平成14年2月21日～22日に中小企業ビジネスフ

ェア2002、平成14年2月22日に技術移転プラザ in 苫小牧、

平成14年3月29日～3月31日に介護・福祉・医療機器展の

各イベントにパネル等の出展を行った。 

 九州センター産学官連携推進事業（講演会・ミニシン

ポジウム）として、平成13年7月に第3回「マイクロリア

クター技術研究会＠九州」研究講演会、平成13年7月に「マ

イクロ空間生化学の最先端」研究講演会、平成13年9月に

九州材料加工合同研究会、平成13年12月に「ナノ材料の

合成と応用についての最近の話題」研究講演会、平成13

年12月に「無機／有機ナノ複合材料の新展開」研究講演

会、平成14年3月に高温用複合材料の展開「セラミックス

系複合材料の最先端」研究講演会、平成14年3月に九州材

料加工合同研究会第5回研究講演会を開催した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（3/31現在） 

 
[九州センター]  所  長 清水  肇 

         所長代理 安田 誠二 

  [九州産学官連携センター] 

    センター長  清水  肇 

    産学官連携コーディネータ 安田 誠二、 

       北原 晃、鋤本 峻司 他 10(7)名 

    [ものづくり基盤技術支援室]  

       室長 北原  晃  他 2(1)名 

    [二酸化炭素再資源化連携研究体] 

       連携研究体長 吉田  章 他 2(1)名 

    [大分福祉技術連携研究体] 

       連携研究体長 北原  晃 他 2(2)名 

    [九州鉱山保安連携研究体] 

       連携研究体長 安田 誠二 他 4(3)名 

    [高感度薄膜圧力センサー連携研究体] 

       連携研究体長 秋山 守人 他 3(1)名 

 

  [九州センター業務推進室] 

     室長 渡邊 健蔵 他 21(13)名 

 

  [基礎素材研究部門] 

     九州センター勤務者 59(48)名 

 

４．地質調査総合センター 
地質調査総合センター 
（Geological Survey of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8567つくば市東1-1-1中央第7 
人 員：479（351）名 
概 要：産業技術総合研究所 地質調査総合センターは、

産総研内の地質の調査に関連する組織の総称で、具体的

にはあとで示す機構図に含まれる研究ユニット・関連部

署・連携研究体及び関連研究コーディネーターからなる。

この組織はほぼ旧地質調査所を引き継いでおり、対外的

には Geological Survey of Japan を名乗って、各国地質

調査所に対して我が国を代表する窓口となっている。 
 地質の調査は、産総研のミッションの一つとして位置

付けられている。地球科学及び関連科学の幅広い分野に
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わたる研究者を有している地質調査総合センターは、学

際的・境界領域的研究分野の積極的開拓を目指した連携

体制を構築し、国の知的基盤整備の一翼をになうととも

に、地震・火山噴火等の突発的地質災害発生時の緊急調

査・観測体制に対応する仕組みとしての機能を持ってい

る。また、地質調査総合センターは、参加する研究ユニ

ットの地球科学分野における研究成果を一つの出口とし

てまとめ、旧地質調査所の出版物刊行を引き継いだ出版

活動及び成果普及活動を実施する仕組みともなっている。

更に、産学官連携活動の一環として、経済産業省知的基

盤課との定期懇談会、資源エネルギー庁鉱物資源課との

懇談会、関連業界団体である（社）全国地質調査業協会

連合会との定期懇談会の実施も、地質調査総合センター

として行っている。 
 地質調査総合センターでは、各ユニット及び関連部署

間の意思の疎通を計るために、隔週の連絡会議を開催し、

情報交換・意見交換をおこなっているが、研究ユニット

間の関係がフラットであることを保証するため、地質調

査総合センター内各組織の関係はあくまでも対等であり、

従って代表者を置かず、連絡会議の議長及び事務局（地

質調査情報部地質調査推進室）のみが存在する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（3/31現在） 

 
[地質調査総合センター]   

  研究コーディネータ 金原 啓司 
  [研究ユニット]  

  [深部地質環境研究センター] 

    センター長 小玉喜三郎 他 52(35)名 

  [活断層研究センター] 

    センター長 佃  栄吉 他 19(15)名 

  [地球科学情報研究部門] 

    部門長 加藤 碵一 他 115(98)名 

  [地圏資源環境研究部門] 

    部門長 野田 徹郎 他 82(70)名 

  [海洋資源環境研究部門] 

    部門長 宮崎 光旗 他 133(74)名 

 

  [関連部署] 

  [成果普及部門 地質調査情報部] 

    部長 金沢 康夫 他 33(23)名 

  [成果普及部門 地質標本館] 

    館長 豊  遙秋 他 14(10)名 

  [国際部門 国際地質協力室] 

    室長 宮崎 芳徳 他 12(8)名 

 

  {連携研究体} 

  [産学官連携部門 北海道地質調査連携研究体] 

    太田 英順 他 7(6)名 

  [産学官連携部門 関西地質調査連携研究体] 

    吉田 史郎 他 1(1)名 

 

業務報告データ 

日付 地質調査総合センター行事 

H13.5.21 経済産業省知的基盤課との第3回定期懇談会 

H13.5.26 産総研四国センター一般公開に協力 

H13.6.4 

 

地球惑星科学関連学会2001年合同大会（東京都）

で地質調査総合センターの紹介展示～8日まで 

H13.6.29 経済産業省知的基盤課との第4回定期懇談会 

H13.7.13 経済産業省知的基盤課との第5回定期懇談会 

H13.9.12 最新地質図発表会（東京都）にて平成12年度発

行地質図を展示即売 

H13.9.13 

 

全地連技術フォーラム（新潟市）へ参加し産総

研及び地質調査総合センターの紹介～14日まで 

H13.9.21 北陸地質情報展（金沢市）～23日まで 

H13.10.10 経済産業省知的基盤課との第6回定期懇談会 

H13.10.11 全国地質調査業協会連合会との第2回定期懇談

会 

H13.12.27 資源エネルギー庁鉱物資源課との懇談会 

H14.1.31 資源エネルギー庁鉱物資源課との懇談会 

H14.2.14 震災対策技術展（神戸市）にて産総研の活動紹

介～15日まで 

H14.2.16 

 

近畿の地質図展（大阪市）にて地質調査総合セ

ンター作成の近畿地方の地質図紹介～17日まで 

H14.2.18 地質情報国際シンポジウム（つくば市）～19日

まで 

H14.2.20 

 

国際ワークショップ：CCOP メタデータ（つく

ば市，産総研）～22日まで 

 
５．計量標準総合センター 
計量標準総合センター 
（National Metrology Institute of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1中央第3 

人 員：405（254）名 

概 要：産業技術総合研究所内の計測標準研究部門、成

果普及部門の計量研修センター及び計量標準管理部、国

際部門国際標準協力室の4つの部署を一括して、計量標準

総合センター（National Metrology Institute of Japan : 
NMIJ）と総称している。計量標準総合センターは、こ

の4つの部署が互いに連携を取りながら、経済産業省が企

画立案する政策のもと、計量標準や計測分析技術に関す

る先導的な研究開発を行っていくとともに、質の高い標

準供給を行い、我が国のトレーサビリティ制度と法定計

量制度の発展に大きな貢献をしている。また、計量標準

総合センターは、外部からは産総研の計量に関わる活動

の中核的な組織として位置付けられ、海外からはメート

ル条約などにおいて日本を代表する組織として位置付け

られている。4つの部署が計量に関わる活動を円滑に進め

るために、企画本部からの参加者も交えて毎週１回の定

期的な連絡会を開催しており、その事務局を計量行政調

査室が担っている。 
 具体的な、主な活動は以下の通りである。 
１）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・改

善と新しい標準の研究・開発 
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２）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広報活

動等による成果の普及 
３）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準整

備計画や研究課題への反映 
４）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基づく

活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国の標準

研究機関［NMI］との研究協力・技術協力など） 
５）計量や計測に関する人材の育成 
６）計量法に基づく計量器の型式承認試験、基準器検査

等 
--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（3/31現在） 

 
[計量標準総合センター]  代表 小野  晃 

  産学官連携コーディネータ／第3事業所管理監 

   永井  聡 他 2(0)名 

 [計測標準研究部門] 

   部門長 小野  晃 他 350(221)名 

 [成果普及部門計量標準管理部] 

   部長 大嶋 新一 他 24(17)名 

   [計量行政調査室] 

   室長 大苗  敦 他 7(5)名 

   [標準供給保証室] 

   室長 小池 昌義（併） 他 15(11)名 

 

 [成果普及部門計量研修センター] 

   センター長 桜井 慧雄 他 8(4)名 

 

 [国際部門国際標準協力室] 

   室長 瀬田 勝男 他 15(7)名 

--------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

 

・計量標準総合センター全体会合 2回 

 （4月3日、1月15日） 

・知的基盤課・計量標準総合センター連絡会 4回 

 （5月14日、7月11日、11月19日、2月18日） 

・計量標準総合センター連絡会 43回 

・2001年度供給開始標準項目 

 物理標準  52、  標準物 37 

・ピアレビュー 1件 分銅 

・品質システムの新たな認定件数 1件 分銅 

 国際比較 

 時間  長さ  質量  振動・音響  温度 

 5 4 3 2 5 

 物質量  測光放射 放射線 電磁気 

 15 3 7 2 

 

・講演会等 6回 

１．国際計量標準シンポジウム2001 5月18日 JA ホ

ール 320名 

２．第1回産総研計量標準総合センター講演会 5月22日

共用講堂 300名 

３．第1回 NMIJ セミナー（分析・計測を支える知的

基盤技術）9月7日 分析展、幕張メッセ 220名 

４．第2回産総研計量標準総合センター講演会 10月4日

石垣記念ホール 160名 

５．第2回 NMIJ セミナー（法定計量）11月8日 全科

展 インテックス大阪 75名 

６．計測標準研究部門 第1回成果発表会 1月17、18日3

－9棟 100名 

・イベント参加 3回 

１．TEST2001＠東京ビッグサイト（4月18－20日） 

２．2001分析展 幕張メッセ（9月5－7日） 

３．全科展 インテックス大阪（11月6－9日） 

 

・産総研 計量標準報告 第1号 No.1発刊(2002.1) 

「標準物質・SI にトレーサブルナ化学計測」 
（日本語版・英語版作成） 
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Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報では大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

単に研究ユニット別の発表数等を記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（http://www.aist.go.jp/）からデータベースの形で提供されている。検索等が自由に行えるため、是非、公式ホームペ

ージにアクセスしていただきたい。 

http://www.aist.go.jp
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１．研究発表 
論文発表 口頭発表 著書刊行物 地球科学情報 計量技術情報 

ユニット名 
(査読付） (全て） 

(国際 

 学会） 
(全て） （全て） 

地球科学 

研究成果 

論文誌 

地質基本 

図幅 

地質図

類・地球

科学図 

計 プロトコル 

計量に係

わる告示

など 

計量関係

JIS､TR 

特定要求

事項 

内  部 

マニュアル 

法人発行

の計量 

技術論文 

計 

深部地質環境研究センター 15 39 9 92 32 6 1 2 9 0 0 0 0 0 0 0 

活断層研究センター 18 33 15 115 26 26 0 3 29 0 0 0 0 0 0 0 

化学物質リスク管理研究セン

ター 14 22 5 27 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

フッ素系等温暖化物質対策テ

クノロジー研究センター 23 31 14 61 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ライフサイクルアセスメント

研究センター 11 39 9 48 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

パワーエレクトロニクス研究

センター 19 27 23 87 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生命情報科学研究センター 6 9 3 36 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生物情報解析研究センター 9 14 9 89 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ティッシュエンジニアリング

研究センター 41 67 28 131 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ジーンディスカバリー研究セ

ンター 27 47 20 126 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ヒューマンストレスシグナル

研究センター 18 30 4 63 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

強相関電子技術研究センター 13 20 13 58 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

次世代半導体研究センター 26 46 32 113 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

サイバーアシスト研究センタ

ー  17 51 7 31 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

マイクロ・ナノ機能広域発現研

究センター 12 15 1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ものづくり先端技術研究セン

ター 6 18 10 42 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

高分子基盤技術研究センター 19 21 8 72 3 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

光反応制御研究センター 50 68 18 140 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

新炭素系材料開発研究センタ

ー 25 65 24 145 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

シナジーマテリアル研究セン

ター 45 63 38 96 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

超臨界流体研究センター 30 39 2 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

スマートストラクチャー研究

センター 42 53 21 71 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

界面ナノアーキテクトニクス

研究センター 46 56 12 256 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

グリッド研究センター 3 3 2 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計測標準研究部門 116 223 84 563 26 0 0 0 0 2 42 6 8 4 11 73 

地球科学情報研究部門 61 115 44 340 75 24 1 3 28 0 0 0 0 0 0 0 

地圏資源環境研究部門 48 145 64 270 30 7 0 1 8 0 0 0 0 0 0 0 

海洋資源環境研究部門 101 180 66 370 41 18 0 1 19 0 0 0 0 0 0 0 

エネルギー利用研究部門 109 267 73 489 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

電力エネルギー研究部門 94 179 63 354 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

環境管理研究部門 79 123 33 284 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

環境調和技術研究部門 91 137 48 263 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

情報処理研究部門 23 50 30 154 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

知能システム研究部門 45 159 63 219 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

エレクトロニクス研究部門 104 125 48 264 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

光技術研究部門 122 204 98 470 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生物遺伝子資源研究部門 63 93 24 265 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

分子細胞工学研究部門 79 111 30 296 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

人間福祉医工学研究部門 52 101 30 207 6 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 

脳神経情報研究部門 52 122 33 191 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

物質プロセス研究部門 86 120 26 278 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

セラミックス研究部門 122 181 32 279 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

基礎素材研究部門 168 278 50 398 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

機械システム研究部門 39 114 51 209 14 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 6 

ナノテクノロジー研究部門 78 102 53 290 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計算科学研究部門 45 52 23 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

人間系特別研究体 51 66 20 136 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生活環境系特別研究体 87 137 36 298 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

グリーンプロセス研究ラボ 18 22 8 49 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

薄膜シリコン系太陽電池開発

研究ラボ 5 9 7 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

デジタルヒューマン研究ラボ 7 24 16 47 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ライフエレクトロニクス研究

ラボ 45 104 7 108 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

次世代光工学研究ラボ 12 22 23 34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

微小重力環境利用材料研究ラ

ボ 3 8 6 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

純度制御材料開発研究ラボ 10 11 1 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

フェロー 3 3 5 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

先端情報計算センター 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特許生物寄託センター 2 5 0 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 北海道産学

官連携センター 北海道地質

調査連携研究体 0 1 0 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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論文発表 口頭発表 著書刊行物 地球科学情報 計量技術情報 

ユニット名 
(査読付） (全て） 

(国際 

 学会） 
(全て） （全て） 

地球科学 

研究成果 

論文誌 

地質基本 

図幅 

地質図

類・地球

科学図 

計 プロトコル 

計量に係

わる告示

など 

計量関係

JIS､TR 

特定要求

事項 

内  部 

マニュアル 

法人発行

の計量 

技術論文 

計 

産学官連携部門 北海道産学

官連携センター 北海道鉱山

保安連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 北海道産学

官連携センター 流動層技術

連携研究体 4 4 3 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 北海道産学

官連携センター 石炭灰利用

連携研究体 2 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 東北産学官

連携センター ダイヤモンド

膜研磨技術連携研究体 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター 生物資源高

度利用連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター 新規ポリエ

ステル系生分解性プラスチッ

ク連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター ブラディオ

ン連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター クラスター

プロセス連携研究体 1 3 1 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター ボリューム

グラフィックス連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター メゾテクノ

ロジー連携研究体 4 5 5 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 つくば産学

官連携センター 連携融合研

究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 中部産学官

連携センター 植物成長剤開

発応用連携研究体 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 関西産学官

連携センター 関西地質調査

連携研究体 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 関西産学官

連携センター 溶融炭酸塩形

燃料電池連携研究体 0 1 0 5 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 関西産学官

連携センター 情報科学連携

研究体 2 2 2 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 関西産学官

連携センター 電池システム

連携研究体 10 13 3 32 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 四国産学官

連携センター 無機繊維表面

加工連携研究体 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 四国産学官

連携センター 拡散接合技術

連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 九州産学官

連携センター 大分福祉技術

連携研究体 0 2 4 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 九州産学官

連携センター 九州鉱山保安

連携研究体 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 九州産学官

連携センター 二酸化炭素再

資源化連携研究体 0 0 1 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産学官連携部門 九州産学官

連携センター 高感度薄膜圧

力センサー連携研究体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

管理関連部門・その他 47 80 22 111 14 1 0 0 1 0 5 0 0 0 0 5 

合   計 2,626 4,585 1,563 9,515 575 82 2 10 94 2 47 15 8 4 11 87 

＊論文等研究成果発表に関するデータの詳細については、産総研ホームページ（http://www.aist.go.jp/）から閲覧可能。 

http://www.aist.go.jp
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２．兼  業 
平成13年度兼業一覧 

所  属 大学 官庁 民間 公的法人 団体等 計 

深部地質環境研究センター 1     1 

化学物質リスク管理研究センター 1     1 

ライフサイクルアセスメント研究センター 2     2 

生物情報解析研究センター  1  1  2 

ティッシュエンジニアリング研究センター 2  2  3 7 

ジーンディスカバリー研究センター 1   1  2 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 2   1  3 

次世代半導体研究センター   5 2  7 

サイバーアシスト研究センター   2   2 

ものづくり先端技術研究センター 1     1 

スマートストラクチャー研究センター 2     2 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 1     1 

計測標準研究部門 4     4 

地球科学情報研究部門 2   2  4 

海洋資源環境研究部門 2     2 

エネルギー利用研究部門 3 2    5 

電力エネルギー研究部門 2     2 

環境管理研究部門 1     1 

環境調和技術研究部門 3     3 

情報処理研究部門 1  1 5  7 

知能システム研究部門 4     4 

エレクトロニクス研究部門 1    1 2 

光技術研究部門 3  2   5 

生物遺伝子資源研究部門 1 4    5 

分子細胞工学研究部門 2 2 2   6 

人間福祉医工学研究部門 5     5 

脳神経情報研究部門 2     2 

物質プロセス研究部門 3     3 

セラミックス研究部門 1  7   8 

機械システム研究部門 3     3 

ナノテクノロジー研究部門 1   3  4 

計算科学研究部門    2  2 

人間系特別研究体 1  1 1  3 

生活環境系特別研究体 1    1 2 

グリーンプロセス研究ラボ 2     2 

デジタルヒューマン研究ラボ 1     1 

ライフエレクトロニクス研究ラボ   1   1 

先端情報計算センター   1   1 

管理関連部門・その他 5 34 2 1 0 42 

合   計 67 43 26 19 5 160 
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３．委員委嘱 

平成13年度委員委嘱一覧 

研究ユニット 計（件） 

深部地質環境研究センター 51 

活断層研究センター 29 

化学物質リスク管理研究センター 48 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究センター 19 

ライフサイクルアセスメント研究センター 64 

パワーエレクトロニクス研究センター 7 

生命情報科学研究センター 6 

生物情報解析研究センター 21 

ティッシュエンジニアリング研究センター 22 

ジーンディスカバリー研究センター 6 

ヒューマンストレスシグナル研究センター 16 

強相関電子技術研究センター 3 

次世代半導体研究センター 30 

サイバーアシスト研究センター 18 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター 15 

ものづくり先端技術研究センター 34 

高分子基盤技術研究センター 27 

光反応制御研究センター 16 

新炭素系材料開発研究センター 40 

シナジーマテリアル研究センター 15 

超臨界流体研究センター 7 

スマートストラクチャー研究センター 27 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター 2 

グリッド研究センター 0 

計測標準研究部門 408 

地球科学情報研究部門 205 

地圏資源環境研究部門 210 

海洋資源環境研究部門 127 

エネルギー利用研究部門 231 

電力エネルギー研究部門 236 

環境管理研究部門 128 

環境調和技術研究部門 97 

情報処理研究部門 74 

知能システム研究部門 116 

エレクトロニクス研究部門 35 

光技術研究部門 80 

生物遺伝子資源研究部門 42 

分子細胞工学研究部門 40 

人間福祉医工学研究部門 69 

脳神経情報研究部門 28 

物質プロセス研究部門 75 

セラミックス研究部門 85 

基礎素材研究部門 111 

機械システム研究部門 116 

ナノテクノロジー研究部門 26 

計算科学研究部門 19 

人間系特別研究体 18 

生活環境系特別研究体 72 

グリーンプロセス研究ラボ 11 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ 3 

デジタルヒューマン研究ラボ 15 

ライフエレクトロニクス研究ラボ 7 

次世代光工学研究ラボ 5 

微小重力環境利用材料研究ラボ 5 

純度制御材料開発研究ラボ 12 

フェロー 14 

先端情報計算センター 5 

特許生物寄託センター 0 

その他部門等 639 

合      計 3,887  
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４．中期目標 
 独立行政法人産業技術総合研究所は、3200人余の職員

を擁する我が国最大規模の公的研究機関である。経済産

業省傘下の独立行政法人として期待する役割は、多岐に

わたる分野の研究者集団の融合と創造性の発揮による研

究活動を通じた新たな技術シーズの創出、機動性・開放

性を駆使した産学官ポテンシャルの結集による産業技術

力の向上や新規産業の創出への取組みであり、さらには、

地質の調査や計量標準の普及・供給に代表される国家的

視点に立った信頼性と継続性の要求される業務の遂行を 

通じた産業社会にとっての知的基盤等の充実への貢献で

ある。そしてこれらを通じた我が国経済の発展、国民生

活の向上に寄与していくことが期待される。 

 係る観点を踏まえ、産業技術総合研究所に対しては、

産業技術に係るニーズとシーズを踏まえつつ、将来の産

業技術の要となる共通基盤的技術課題を抽出し、競争的

資金の導入割合の増加等の体制の強化を図りつつ、創造

性の高い研究の推進及びこれら研究成果の普及に努める

とともに、地質の調査、計量標準の普及・供給等産業社

会の知的な基盤の構築に関する業務を着実に遂行するこ

とを求める。更には、自らの有するポテンシャルを結集

した産業技術情報の収集、分析等を通じて産業技術政策

の策定に貢献することを併せて期待する。 

１．中期目標の期間 

 独立行政法人産業技術総合研究所の平成13年度から

始まる第1期における中期目標の期間は、4年（平成13

年4月～平成17年3月）とする。 

２．業務運営の効率化に関する事項 

 平成13年度から始まる第１期は、研究業務（独立行

政法人産業技術総合研究所法（以下個別法）第11条第1

項第1号から第3号に規定された業務）、研究関連業務

（同条同項第4号に規定された業務）、管理業務（同条

同項第5号に規定された業務）の遂行における費用対効

果の抜本的向上を図るため、以下の目標を実現するも

のとする。 

１）【組織運営】 

 工業技術院に属する試験研究機関15所及び計量教

習所を統合して産業技術総合研究所を発足させたこ

とに鑑み、下記の各業務について、統合のメリット

を最大限に活用した業務運営効率の高い研究組織、

制度を確立するものとする。また、地域における産

業競争力の強化、新規産業の創出に貢献するため、

地域の産業界、大学、地方公共団体等と連携を図り

つつ、地域展開を図るものとする。 

・研究業務においては、多重構造を排除したフラット

な研究組織を構築すること。 

・関連業務においては、集中と分散による効率的な運

営を行うこと。 

・管理業務においては、重複業務を整理するとともに、

施設・スペース管理を徹底し、有効活用すること。 

２）【戦略的企画】 

 研究課題の適切な選択および重点化を行うために、

科学技術基本計画（閣議決定、2001年3月）、国家産

業技術戦略（国家産業技術戦略検討会、2000年4月）、

産業技術戦略（産業技術審議会、2000年4月）等に沿

った重点研究課題を選び出し、研究資源の集中投資

により研究開発を効果的に進めるなど、戦略的に企

画するものとする。また、研究課題の評価を定期的

に行い、外部ニーズ等の的確な反映により研究展開

の柔軟性を保つものとする。 

３）【機動的研究組織】 

 ミッション遂行に最適な研究体制の構築のために、

研究組織については定期的に評価を行い、その結果

に基づき、必要に応じて再編・改廃などの措置を講

じ、機動的、柔軟かつ効果的な組織形態を維持する

ものとする。 

４）【研究の連携・協力】 

 他省庁研究機関、大学、民間企業等、様々な外部

ポテンシャルとの連携・協力を強化し、研究推進の

効率化を図るとともに、積極的に外部機関等におけ

る研究開発の発展に貢献するものとする。 

５）【評価と自己改革】 

 社会的要請や科学技術の進展の把握に努め、常に

研究所の位置付けを確認しつつ、様々な観点から自

ら行う研究の方向性、それまでに得られた研究成果

等を評価し、その結果を研究資源配分に反映させる

等、研究組織間の競争的環境を整備し、研究開発業

務の向上に努める。併せて業務効率化の観点から、

研究関連部門等の業務内容の妥当性を点検し無駄の

ない業務運営を行うものとする。 

６）【職員の意欲向上と能力啓発】 

 定期的に個人の業績を様々な観点から評価し、そ

の結果を具体的な処遇・人員配置として適切に反映

させ、勤労意欲の向上を図るとともに、業務を行う

上で必要な研修の機会を与え、職員の能力の啓発に

努めるものとする。 

７）【研究員の流動性の確保】 

 若手研究員の自主性、自立性を高める等、国内外

の研究者コミュニティーにおける人材の流動性の向

上を図るとともに、蓄積された高いキャリアを様々

な業務において有機的に活用するものとする。 

８）【業務の情報化の推進】 

 管理業務においては、先進的に電子化を導入し、

ネットワークを活用した事務処理の効率化を進め、

処理の効率化・ペーパーレス化・迅速化を図るもの

とする。 

９）【外部能力の活用】 

 各業務を精査し、業務内容の見直し、外部専門家

の活用を検討し、適当と考えられる業務については

外部委託を推進するものとする。
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10）【省エネルギーの推進】 

 研究開発においても、環境に調和して持続的に発

展可能な社会に適応するため、エネルギーの有効利

用に努めるものとする。 

11）【環境影響への配慮】 

 研究活動の環境影響への配慮の観点から、関係規

格への対応を進めるものとする。 

12）【事業運営全体の効率化】 

 運営費交付金を充当して行う業務については、業

務の効率化を進め、新規に追加されるもの、拡充分

等は除外した上で、中期目標の期間中、毎年度、平

均で前年度比1％の業務経費の効率化を行う。 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

 個別法に記載されたミッションに鑑み、産業界、学

界等との役割分担を図りつつ、下記１）から３）に該

当する各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、

新産業の創出及び知的基盤の構築に貢献し、我が国経

済の発展、国民生活の向上に寄与するものとする。 

１）【鉱工業の科学技術】《別表１》 

２）【地質の調査】《別表２》 

３）【計量の標準】《別表３》 

１）～３）の共通事項 

ア）［政策的要請への機動的対応と萌芽的課題の発掘］ 

 各分野における社会的政策的要請等に機動的に対

応するために、最新の技術開発動向の把握に努め、

重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、

発信を行うとともに、研究体制の構築等の必要な措

置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、

新規産業の創出に貢献する。 

イ）［研究活動の質的向上］ 

 研究活動の質的向上を担保するため、以下の方策

をとるものとする。 

・外部意見を取り入れた研究ユニット評価と運営を行

うこと。 

・競争的研究環境を醸成すること。 

・優れた業績をあげた個人について積極的に評価する。 

ウ）［成果の発信］ 

 研究所の概要、研究の計画、研究の成果等につい

て、印刷物、データベース、インターネットのホー

ムページ等の様々な形態により、広く国民に対して

分かりやすい情報の発信を行うものとする。研究活

動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等に

おいて、大きな波及効果を及ぼすことを目的として、

特許、論文発表を初めとし、研究所の特徴を最大限

に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信す

るものとする。 

エ）［産学官一体となった研究活動への貢献］ 

 産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、

産学官の研究資源を最大限に活用できる体制の下で

の研究活動の展開へ貢献するものとする。 

４）【技術指導、成果の普及等】 

ア）［産業界との連携］ 

 産業界等との役割分担を図りつつ研究開発活動を

推進するとともに、研究所で醸成された研究成果が、

産業界等で広く利活用されることを目指し、産業界

等と積極的に以下のような研究協力・連携を推進す

るものとする。 

・日本全国に配置された研究拠点を活用して、広く研

究開発ニーズや産学官の連携に対するニーズの発掘、

収集に努めるとともに、ベンチャーも含めた産業界

への技術移転等に努めること。 

・技術相談等に的確に対応するとともに、これに伴う

新たな展開として共同研究への発展を図る等、積極

的に技術移転に努めること。特に外部ニーズに積極

的に対応するために、受託研究制度を抜本的に見直

し、研究受託件数の大幅な増加に努めること。 

・産業界を支える人材の育成と産業技術力向上への貢

献を目指し、企業等研修生、共同研究等に伴う共同

研究者等を積極的に受け入れること。 

イ）［大学への協力］ 

 大学への協力として連携大学院制度等への積極的

な協力を行うものとする。 

・将来の産業界を支える人材の育成への貢献を目的と

して、学生の受け入れ、連携大学院制度への積極的

な参画をすること。 

ウ）［知的貢献］ 

 学界、産業界への知的貢献として、内部研究人材・

研究ポテンシャルを外部へ提供・活用するものとす

る。 

・研究所の人的ポテンシャルの提供を積極的に進め、

大学、大学院等の高等教育機関、学会、委員会、民

間企業等へ、職員を派遣すること。 

エ）［政策立案等への貢献］ 

 産業技術に係る政策立案への貢献を積極的に推進

するものとする。 

・産業技術に係る研究所の持てる研究ポテンシャルを

結集して、経済産業省、総合科学技術会議等におけ

る産業技術に関する政策立案に技術的側面から貢献

すること。 

オ）［標準化・規格化等、知的基盤への貢献］ 

 国内外から要請の高い各種の標準化、規格化等、

知的基盤構築に対して積極的に貢献するものとする。 

・計量標準、工業標準、化学物質標準、地質図等、知

的基盤の整備に貢献すること。 

・国内外での標準化を目的とした技術開発を実施し、

また標準の策定を支援する体制を整備すること。 

・アジア諸国との標準化協力関係を構築すること。 

カ）［国際活動］ 

 科学技術に関する国際的な研究展開、成果の国際
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普及、途上国技術支援を行うものとする。 

・国際協力、国際貢献の観点から、国際協力プロジェ

クトの発掘・実施を積極的に進める等、国際的な研

究展開を行うとともに、国際シンポジウムを開催し

研究成果の公開普及、研究者の交流を図ること。 

・発展途上国への技術協力・技術支援の観点から、国

際協力プロジェクト等へ参画し、海外研修生の受入

れ等を積極的に推進すること。 

５）【情報の公開】 

 公正で民主的な法人運営を実現し、法人に対する

国民の信頼を確保するという観点から、情報の公開

に適正に対応するものとする。 

６）【その他の業務】 

［特許生物の寄託業務］ 

・特許にかかる寄託制度の運営に関わることによる産

業界への貢献を目的に、特許庁委託による生物株の

寄託・分譲の業務を適切かつ円滑に遂行するものと

する。 

 ［独立行政法人製品評価技術基盤機構との共同事業］ 

・標準化関係業務等に関する共同事業を行うものとす

る。 

４．財務内容の改善に関する事項 

１）運営費交付金を充当して行う事業については、「２．

業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項につ

いて配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算に

よる運営を行う。 

２）積極的に外部資金の増加に努め、総予算に対する

固定的経費の割合の縮減等の経営努力を行う。 

・自己収入の増加 

外部資金、特許実施料等、自己収入の増加に努める

ものとする。 

・固定的経費の割合の縮減 

大型機器の共通化、管理業務等の合理化を図り、固

定的経費の割合を縮減するものとする。 

５．その他業務運営に関する重要な事項 

１）業務の実施に必要な施設・設備の適切な整備に努

めるものとする。 

２）管理業務に関わる支出額（人件費）の総事業費に

対する割合を抑制するものとする。 

 

別表１ 鉱工業の科学技術 

 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を

科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等

に基づき重点化することとし、学界活動を先導して科学

技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・

実施に貢献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生

活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、

また、科学技術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間

ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔

軟に見直すよう努めるものとする。併せて、新たな産業

技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目

指し、経済産業省、総合科学技術会議等における産業技

術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 

(1) 社会ニーズへの対応 

１．高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現 

１－１．バイオテクノロジー分野 

 高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実現

及びバイオテクノロジー分野における産業創成をめざし

て、ポストゲノム時代におけるゲノム情報の応用、生命

機能の理解とその人間生活向上への利活用、高度な情報

処理機構を利用した脳科学・細胞生物学、環境計測・浄

化・保全や廃棄物処理等のバイオテクノロジー技術及び

これらに共通的な技術課題について重点的に取り組むこ

ととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

① ゲノム情報利活用技術及び有用蛋白質機能解析 

・ゲノム情報に基づく生物情報の取得・解析・整理統

合化に関して、発現頻度情報の取得とデータベース

の作成を行う。また、最高レベルの構造解析システ

ム及びモデリング技術を開発する。 

・物質転換プロセスに役立つ遺伝子の抽出と利用技術、

生体分子の観測に役立つ基盤技術を開発する。 

② 有用生物遺伝子資源探索と機能性生体分子創製・

利用 

・核酸及び蛋白質の構造・機能を解析し、革新的な機

能遺伝子の創製及び改良のための基盤技術を開発す

る。 

・複合生物系、海洋生物、低温適応生物等からの有用

遺伝子、分子の探索、生物の環境への適応機構の解

析及びその解析・利用技術を開発する。また、細胞

操作のための新技術を開発する。 

・生物遺伝子資源を原料とした環境保全型材料の開発

のための基盤技術を開発する。 

また、生物機能を利用した環境中の有害物質等のモ

ニタリング及び除去のための基盤技術を開発する。 

・遺伝子操作微生物の環境安全性を科学的に評価する

ために必要な基盤技術を開発する。 

③ 脳科学技術（脳機能解析・脳型コンピュータ） 

・脳機能を理解し、これを安心・安全で質の高い生活

の実現に向けて利用することを目的に、脳や知覚・

感覚器官の分子細胞レベルでの構造と仕組み、情報

処理機構を解明する。 

④ 分野融合的課題 

・バイオ分野と他分野の融合的な研究により、筋肉活

動等の修復を支援するために必要な神経細胞への電

子デバイスの直接接合技術及び人工筋肉の開発に必

要な基盤技術を開発する。 

１－２．医工学・福祉分野 

 高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実現の

ために、医工学・福祉分野では、生体機能代替技術、医
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療診断・治療支援機器開発技術、福祉機器開発技術、生

体ストレス・人間特性計測応用技術、及びこれらに共通

的な技術課題について重点的に取り組むこととし、以下

の研究開発を推進するものとする。 

① 生体機能代替技術 

 臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いた代替組織・代替臓器の構築技

術及び長期間使用可能な人工臓器を開発するものと

する。 

・臓器移植に代わる新たな治療技術を実現するため、

細胞培養技術を用いて、代替組織・代替臓器として

機能する埋込み型細胞組織デバイスを開発する。 

・在宅医療を実現するために、長期間連続使用可能な

体内埋め込み型人工臓器を開発する。また、人工機

能代替材料の生体適合性の評価手法を確立する。 

② 医療診断・治療支援機器開発技術 

 診断・治療に伴う患者と医師の身体的負担を軽減

するために、無侵襲・低侵襲の診断機器及び治療支

援機器の開発に貢献するものとする。 

・手術に伴う患者の身体的負担を軽減するために、低

侵襲での診断と治療ができる画像誘導型の手術支援

システムを開発する。 

・医療診断における診断画像の取得の高速化・高精密

化のために、次世代型高次生体機能計測装置に必要

な基盤技術を開発する。 

③ 福祉機器開発技術 

 高齢者・障害者の活発な社会参加と自立を実現す

るために、高度情報技術及びメカトロニクス技術を

利用した新しい福祉機器を開発する。また、福祉用

具の人体適合性の評価手法を確立するものとする。 

・高齢者・障害者の社会参加を促し、介護者の負担を

軽減するために、日常生活を支援するリハビリ訓練

機器等の自立支援福祉機器を開発する。 

・適切な福祉機器の提供を行うために、高齢者・障害

者向け福祉機器・用具の人体適合性を的確に評価で

きる手法を開発する。 

④ 生体ストレス・人間特性計測応用技術 

 多様な生活者ニーズに対応したユニバーサルな製

品・環境を創出するため、生体ストレスの解明、人

間・生活特性の計測手法を開発するとともに、人間

特性データに基づく製品・環境の設計支援技術を確

立するものとする。 

・人間生活における様々なストレスの軽減を目指し、

環境ストレスが人間に及ぼす影響の解明に基づき、

環境ストレス物質等の計測手法を開発する。 

・多様な生活者ニーズに対応した生活環境を実現する

ために、生活行動特性の客観的な計測技術を開発し、

人間特性データベースを構築し、人間適合性の高い

製品・環境の設計支援技術を開発する。 

２．経済社会の新生の基礎となる高度情報化社会の実現 

 高性能化する情報通信環境を活用して、時間や場所

の制約を受けずに、必要とする情報・知識を誰もが自

由自在に創造、流通、共有できる高度な情報通信社会

の実現を目指して、ヒューマンインターフェース技術、

ネットワーク関連技術、高度コンピューティング技術、

情報化基盤技術の研究項目について、以下のような研

究開発を推進するものとする。 

① ヒューマンインターフェース技術 

 高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるように、

情報システムが人間の表現を読みとり人間に合わせ

る技術、知的な次世代個人通信システム技術等を開

発するものとする。 

・人々の様々な知的活動や作業を支援あるいは代行す

る情報システムを、生活支援、公共システム支援、

社会安全、産業強化の視点から開発して、産業・生

活両面において、人の行動・生活を支援する対人親

和性の高い知能システムの実現に貢献する。 

・個人の情報利用を支援し、情報弱者にも使いやすい

知的情報サービスシステムを提供する、位置と状況

に基づく次世代個人通信システムの実現を目的とし

て、位置情報を通信に用いたデバイスの研究を行い、

ネットワーク上での知的情報サービスシステムのプ

ロトタイプを開発する。 

② ネットワーク関連技術 

 ネットワークを用いて行政機関へのアクセス、高

度コンピュータシステムの利用、広く普及した計算

機資源の有効利用が安全かつ高速で実現される手法

を開発するものとする。 

・電子政府の実現と維持に必要なセキュリティ技術を

開発する。 

③ 高度コンピューティング技術 

 膨大な情報を高速に分析、処理、蓄積、検索する

ことができることを目的として、高度コンピューテ

ィング技術を開発するものとする。 

・大規模計算技術と情報数理理論を用いた、分子構造

予測、ゲノム配列解析、細胞シミュレーションなど

のバイオインフォマティクス研究を推進し、生命機

構に関する知識を計算機で詳細かつ高速に発見する

情報技術を開発する。 

・産業基盤に資する並列・分散環境での高性能計算機

システム利用技術を普及し、この分野の中核的研究

拠点となることを目的として、コンピューティング

技術と通信ネットワーク技術との融合を図った情報

インフラを構築し、世界的な標準化構築のための技

術を開発する。 

④ 情報化基盤技術 

 今後ますます増大する情報通信技術の高度化のニ

ーズに対応していくため、次世代半導体技術、デバ

イス技術、ソフトウェア技術等の共通基盤技術を開

発するものとする。 
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・強相関電子の概念を中核とした革新的な電子技術に

おける独創的成果を挙げることを目的として、強相

関電子系相制御技術、超格子物質・接合作製技術、

極限スピン計測技術、強相関デバイスプロセス要素

技術、強相関フォトニクス物質、量子位相制御理論、

などの強相関電子技術の基礎を確立する。 

・2010年以降の超高速・大容量情報通信環境を実現す

るために必要な超高集積・低消費電力集積回路技術

の基盤を確立する。 

・情報通信における一層の多様化を実現するため、情

報処理ハードウェアの飛躍的な多機能化・システム

化を可能にする要素技術を確立する。 

・大容量・高速記憶装置技術の新たな応用の開拓と新

規産業の創出を目的として、光による情報記録を波

長の数分の1程度の微細領域で可能とする技術を確

立する。 

・情報技術を人類社会の持つ多様性に対応可能にする

ことを目的として、公共性と中立性の高いソフトウ

ェアを開発し、言語や文化の多様性や、ソフトウェ

アの利用形態や開発体制の多様性に対応できる情報

処理技術を確立する。 

３．環境と調和した経済社会システムの構築 

 環境の保全と経済社会活動とが調和した持続的な循

環型経済社会システムの構築に向けて、化学物質安全

管理技術、資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型

材料開発を含む）、オゾン層破壊・地球温暖化対策技

術、ライフサイクルアセスメント技術、グリーンケミ

ストリー技術（低環境負荷型化学プロセス技術）、及

びこれらに共通的な技術課題について重点的に取り組

むこととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

① 化学物質安全管理技術 

 製造過程や製品、廃棄物等に含まれ、人間や環境

に悪影響を及ぼす化学物質のリスクを極小化・管理

する経済社会を実現するものとする。 

・化学物質の安全性の評価・管理に係る技術基盤の整

備・確立を目的として、環境汚染物質に係る排出・

移動登録（ＰＲＴＲ）対象物質を10程度にグループ

化し、各グループについて、化学物質の有害性の定

量的評価技術、化学物質の曝露評価のための要素技

術、及び地圏汚染評価のための地盤調査法とリスク

解析手法を開発する。 

また、生態リスク評価手法を開発する。 

・火薬類の新しい規制技術基準を構築するための基盤

を確立する。 

・化学物質の適正管理に係る技術基盤の整備・確立を

目的として、コンパクトで簡便な分析システムのた

めの要素技術を開発する。 

② 資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料開

発を含む） 

 金属資源や有機系資源の有効利用と廃棄物の減量

化、並びに低環境負荷型材料開発による資源循環型

の経済社会を実現するものとする。 

・廃棄物・副産物の原材料化とエネルギーとしての再

生利用を目的として、製品粉砕粒子を対象としたカ

ラム型風力選別機による乾式選別及び微小脈動流を

利用した湿式比重選別の要素技術を開発する。 

・プラスチックスのリサイクル性と環境適合性を高め

る目的で、熱硬化性樹脂等のリサイクルが困難なプ

ラスチック廃棄物のモノマーリサイクル技術を開発

する。 

③ オゾン層破壊・地球温暖化対策技術 

 フッ素系化合物によるオゾン層の破壊と二酸化炭

素等による地球温暖化を抑制する経済社会を実現す

るものとする。 

・温室効果ガス排出の最小化を目的として、フッ素系

温室効果ガスの代替物の開発指標を確立する。 

・二酸化炭素の貯留・固定を目的として、二酸化炭素

と海水との相互作用の評価技術、海洋隔離による局

所的な環境影響評価技術、海洋環境の将来予測手法、

及び海洋／大気／植生間の二酸化炭素交換量および

化石燃料消費による放出量の地域分布の評価手法を

開発する。 

・二酸化炭素等の低反応性小分子の固定化・有効利用

を目的として、光触媒による新規な固定化技術、炭

化水素の脱水素反応との組み合わせによる有効利用

技術を開発する。 

④ 環境負荷評価技術 

 製品の製造、輸送、廃棄等ライフサイクル全体で

の環境負荷の低減を図る経済社会を実現するものと

する。 

・ライフサイクルアセスメントによる製品や製造プロ

セス等の最適化を目的として、国際標準準拠型及び

製品設計のためのソフトウェアを開発する。 

⑤ 低環境負荷型化学プロセス技術 

 環境負荷の大きい原材料、製品、あるいは製造プ

ロセスを代替する化学技術による持続可能な経済社

会を実現するものとする。 

・製造過程で酸塩化物やホスゲン等のハロゲン化合物

を用いないファインケミカルスや高分子の合成法を

開発する。 

・水素や過酸化水素等の製造、輸送プロセスのグリー

ン化を目的として、水素透過金属膜、ゼオライト系

等の二元機能触媒、及び金属担持薄膜触媒を用いる

反応プロセスを開発する。 

４．エネルギー・資源の安定供給確保 

 経済性と供給安定性を考慮した環境調和型エネルギ

ー・資源供給構造の構築という社会的要請に対応する

ため、電力技術、省エネルギー技術、新エネルギー技

術、資源技術等及びこれらに共通的な技術課題につい

て重点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進
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するものとする。 

① 電力技術 

 国際的に遜色のない低廉な電力供給の実現、エネ

ルギーセキュリティ確保及び地球環境問題への対応

という社会的要請に応えるため、その一翼を担うべ

く、革新的電力デバイスと電力ネットワークの基盤

技術の開発、超電導技術による高効率電力輸送技術

の基盤技術を開発するものとする。 

・革新的電力デバイスと電力ネットワークの基盤技術

を開発する。 

・超電導技術による高効率電力輸送技術の基盤技術を

開発する。 

② 省エネルギー技術 

 CO2排出削減と省エネルギー型社会の実現に貢献

するために、エネルギー高効率利用技術、動力等へ

の変換合理化利用技術、エネルギー回収・蓄エネル

ギー技術、省エネルギーネットワーク技術に関する

研究開発を行うものとする。 

・ガスタービン発電システムの直接的な燃料となるク

リーンコール製造技術、作動ガス循環型動力システ

ムにおける燃焼制御技術を開発する。 

・省エネルギー化の基盤技術確立に資するために、高

出力密度電源の開発、二次電池のための新規材料開

発、省エネルギーネットワーク技術の設計・評価法

を確立する。 

③ 新エネルギー技術 

 エネルギー安定供給と環境負荷の低減という社会

的要請の同時解決を図るため、化石燃料の環境調和

利用を図りつつ、環境負荷を小さくするクリーンエ

ネルギーの基盤技術を開発するものとする。 

・太陽光発電の大量導入に向けて、高性能低価格の太

陽電池技術、及び太陽光発電システム・評価技術を

開発する。 

・燃料電池の高効率化技術、適用性拡大技術、燃料多

様化技術などを開発する。 

・風力タービンの安定出力を保証するための基盤技術、

クリーン燃料製造のための基盤技術を開発する。 

・太陽光を利用した革新的新エネルギー技術の基盤技

術を開発する。 

④ 資源技術 

 地下資源の探査手法、国土の地下資源量評価、資

源開発・利用に伴う安全・監視・環境に関する基盤

技術を開発するとともに、海外での資源開発研究協

力・技術協力に貢献するものとする。 

・地熱貯留層評価管理技術の開発と燃料資源、潜頭性

金属鉱床等のポテンシャル評価技術の開発を行う。 

・資源の開発・利用に係わる安全管理技術を開発する。 

・アジア地域において地熱資源と鉱物資源調査に関す

る資源開発研究協力を果たす。 

(2) 革新的・基盤的技術の涵養 

１．分野横断・革新的技術 

 ナノバイオテクノロジー、ナノデバイス、ナノ材料

など、各分野の研究開発の推進の基盤となる、分野横

断的なナノテクノロジー技術及び多分野にまたがる共

通基盤技術である光技術、計算科学、人間のモデル化

技術、計測分析技術について、先導的、先進的に研究

開発を進めるものとする。 

① ナノテクノロジー 

 ナノメートル制御材料、デバイス、システムの創

製技術、材料・機器のマクロ性能の飛躍的向上をは

かる技術を開発するものとする。 

・ナノ構造における新規物理現象の開拓を行い、ナノ

メートルスケールで従来の材料・デバイスとは異な

る構造・動作原理に基づくデバイス開発を行う。 

・ナノメートル・オーダーの計測技術としての走査プ

ローブ顕微鏡の分解能の高度化を行い、単一分子を

含めたナノ構造の計測のための評価技術を開発する

とともに、次世代半導体におけるプロセス診断技術

へ応用するための実用技術を開発する。 

・情報通信、化学、材料等の革新的・基盤的技術開発

として、ナノメーターオーダーのサイズにおいて機

能を発現する原子・分子集合体を創製する。 

② 光技術 

・情報、エネルギー、物質、生命等に関わる多様な物

理現象において本質的な役割を果たしている「光」

に対し、光の持つ可干渉性、超高速性、大容量性、

高輝度性等のポテンシャルの極限的追求とその利用

のための技術開発を行うことで、高度情報化社会、

安全で安心な社会、および持続可能社会の構築に貢

献する。また、誰でもが情報通信社会の恩恵を受け

られるようにするために、人に優しく使いやすいマ

ン・マシーン・インターフェース技術、およびもっ

とも身近で扱いやすい量子としての光の可能性を利

用するため、横断的な分野の研究者の融合および有

機的研究展開を目指すものとする。 

③ 計算科学 

 現象発現の仕組みがより複雑化し、物理的にもコ

スト的にも実験・実証が困難化している状況の打破

を目的として、構造と機能の解析・予測のシミュレ

ーションをコンピュータで行うことによる現代科学

技術の発展の基盤となる技術を開発するものとする。 

・化学反応シミュレーションで扱われる原子の数を、

大幅に増加することにより、現実の問題におけるよ

り広範囲な対象（不均一触媒、溶液反応など）を扱

えるようにすることを目的として、化学反応解析・

設計シミュレーション技術および反応経路予測技術

を開発する。 

・1ナノメータから100ナノメータのスケールにわたる

ナノスケール材料（無機材料、高分子材料、生体高

分子材料、およびそれらからなる複合材料）の構造
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の制御、発現される機能の解析を可能とするシミュ

レーション手法の開発を通して、ナノスケール系の

持つ特徴の系統的な研究を行い、複合系の機能予測

が可能なシミュレーション技術を開発する。 

④ 人間のモデル化技術 

・靴、衣服などが個人の体型によりよく適合するよう

にするために足、体型などを計測しそのモデルをコ

ンピュータ内に形成する。そのモデルが人の動きに

追従できる機能を付加するものとする。 

⑤ 計測・分析技術 

・産業技術分野に対して定量的理解と共通の尺度を提

供するため、計測分析技術の開発を行う。 

・次世代電気標準並びにエレクトロニクス産業の基盤

を支える計測技術を実現するため、超伝導およびそ

れに付随する量子現象を利用する電子計測デバイス

を開発する。 

・産業・科学技術の効率的な開発を分野横断的に支援

するため、化学物質スペクトルデータベースを拡充

する。また、物質・材料の熱物性データベースを整

備し、公開する。 

２．材料・化学プロセス技術 

 日本経済の持続的成長を維持するための市場創出に

つながる革新的技術の確立を目的として、ナノ物質・

材料技術、機能共生材料技術、特異反応場利用プロセ

ス技術、高信頼性材料システム技術及びこれらに共通

的な技術課題について重点的に取り組むこととし、以

下の研究開発を推進するものとする。 

① ナノ物質・材料技術 

 ナノメートルサイズの物質の構造制御を利用して、

超高速・大容量情報処理技術の基盤となる複合機能

原料や新炭素材料、持続的な経済社会発展の基盤と

なる精密制御高分子材料、軽量金属材料、先進構造

材料を開発するものとする。 

・超高速・大容量の情報処理・通信技術の基盤材料の

提供を目的として、半導体プロセスと整合性の良い

電子材料用液体原料や機能複合粉体原料の開発、室

温で作動する紫外線発光機能を持つダイヤモンド材

料の開発、及び新炭素材料の開発を行う。 

・炭素系材料によるナノスペースを利用した水素貯蔵、

ガス分離材料等の開発とその量産化のための基盤研

究を行う。また、超低摩耗機能を有する炭素系材料

によるトライボマテリアル・スーパーハードマテリ

アル等の創製を行う。 

・材料のリサイクル性向上に向けて、鋳造・加工プロ

セスにおいて結晶粒径を微細化し高強度な単純組成

軽量金属材料、及びリサイクルによる特性低下を生

じないリサイクル技術を開発する。また、金属材料

の耐食性向上を目的として高純度金属へのコーティ

ング技術を開発する。 

・環境浄化材料への適用、分離プロセスや触媒反応の

省資源・省エネルギー化を目的として、規則的に微

細空孔が配置された材料の創製、改良とその低エネ

ルギー製造プロセス技術を確立する。 

・高分子材料の性能・機能の飛躍的高度化を目指し、

高分子の任意かつ精密な構造制御を実現する重合反

応制御技術および高次構造制御技術を開発する。 

② 機能共生材料技術 

 材料の組織を原子・分子からナノ、ミクロ、マク

ロにわたり制御する技術を開発し、複数の機能が共

生した材料を創製することで、複合材料に変わる新

たな多機能材料のコンセプトを確立するものとする。 

・セラミックスの高次にわたる構造を制御するプロセ

ス技術を開発し、複数の機能が共生したセラミック

ス材料を創製するとともに、開発技術の産業技術と

しての有効性を実証する。 

③ 高信頼性材料システム技術 

 構造材料の信頼性向上、長寿命化を図るため、使

用環境下での損傷形成過程を支配する主要因子の定

量化を行うとともに、損傷位置の検出や損傷制御機

能を持つ修復材料、ならびに長寿命複合材料、低摩

擦摩耗材料を開発するものとする。 

・高温構造用セラミックス部材の信頼性向上をめざし

材料設計指針の確立に向けて、損傷形成過程を支配

する主要因子の定量化手法を開発する。 

・構造部材の信頼性向上を目的として、コンクリート、

橋梁用鉄骨、車体機体用金属材料等の損傷位置を精

度よく標定し損傷を抑制する材料を開発する。 

・構造材料の長寿命化を目的として、種々の使用環境

において高信頼性を保持できるセラミックス繊維強

化複合材料や、構造材料に高耐食性・高耐摩耗性を

付与する表面処理技術、低摩耗・超低摩擦炭素系材

料を開発する。 

④ 特異反応場利用プロセス技術 

 材料製造に関わる環境や、エネルギー、製造コス

ト等の制約要因を克服し、材料の国際的な競争力を

強化し新産業の創出に資するために、特異な反応場

を利用した新たな材料製造プロセス技術を開発する

ものとする。 

・高性能センサー材料等への応用が期待されるものの

製造が困難な高品質結晶材料を、微小重力環境を利

用して容易に製造できる技術を開発する。 

・セラミックス製造工程におけるエネルギーや資源の

消費量削減を目指し、電磁波等の効率的利用により

選択的なエネルギー投入を行う焼結・反応プロセス

技術や、生体組織の形成メカニズムを模倣した3次元

的規則構造形成プロセス技術を確立する。 

・環境負荷の少ない化学合成プロセス技術の確立を目

的として、超臨界流体を利用した新規物質の創製･

利用技術を開発するとともに、高温･高圧制御とその

場計測技術の開発により化学プロセス技術の基盤を
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整備する。 

３．機械・製造技術 

 経済社会の持続的発展を支えるための技術の緻密化

と融合化による産業競争力の強化とともに、環境と調

和した経済社会における資源の円滑な循環、高度情報

通信社会及び高齢化社会、少子化社会への対応のため

に、ものづくり支援技術、マイクロナノ加工組立製造

技術、循環型生産システム技術、信頼性工学技術（安

全対応技術）及びこれらに共通的な技術課題について

重点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進す

るものとする。 

① ものづくり支援技術 

 ものづくり産業の競争力強化と新たな展開に貢献

することを目的に、加工やその設計における技能の

技術化を製造技術と情報通信技術の融合により実現

し、高信頼性、高精度な技術情報を、ものづくり現

場で利用可能なシステムとして開発するものとする。 

・中小製造業の技術者が必要とする加工データのセン

シング技術や加工データベースシステムの開発、加

工技能の分析・解明による加工デジタルモデルを、

利用目的に応じて的確・理解しやすい形式で提供す

る加工支援システムを開発する。 

・加工デジタルモデル情報を、ネットワークを通じて

ものづくり現場における有効利用を可能とするため

のシステム構築技術、様々なものづくり支援ソフト

ウエアシステムの柔軟・融合を可能にする設計製作

支援共通プラットフォームシステム技術を開発する。 

② マイクロナノ加工組立製造技術 

 情報通信、医療福祉分野等、様々な分野に適応し

た、高付加価値製造技術の基盤技術の確立を目的と

して、マイクロナノ加工技術を開発するとともに、

その基礎となる各種加工現象を解明するものとする。 

・マイクロ機械部品等を加工可能なマイクロファブリ

ケーション技術の提供を目的として、精密形状転写

加工のマイクロスケール解析評価技術、加工点付近

の微小領域での現象の解明、ナノトライボロジーの

解明、微細固体駆動素子技術等を高度化するととも

に、ダウンサイジングに適した工作原理を示し、高

精度な小型加工機構、IT 技術や医療技術のための高

集積機械システムを実現する。 

・ナノスケール極微細加工を種々の部材に対して可能

とするレーザー加工装置開発の要素技術である、レ

ーザーダイオードの高コヒーレンス化に不可欠な温

度安定化技術、超解像技術による微小加工技術の基

盤を構築する。 

・ナノスケールの構造により機能を発現する機能構造

体の創製を目的として、この構成要素となる均一で

汚染のないナノサイズの超微粒子の作製プロセス技

術、ナノスケールの機能付加加工技術の基盤を確立

する。 

・マイクロメートルオーダーの微細形状を持つ光学部

品等の成形過程において成形材料の硬化の過程の解

析技術と非接触計測技術を確立する。 

③ 環境負荷低減生産技術 

・機械とエネルギー・環境との調和を目的として、省

エネルギー、低エミッション生産技術を実現するた

めの製品ライフサイクル管理手法を確立するととも

に、エコマテリアル、エコトライボロジー技術を高

度化し、IT 技術との融合による循環型生産システム

技術の構築に貢献する。 

④ 信頼性工学技術（安全対応技術） 

・機械システムを構成する機械要素の破壊を事前に予

知し、システム全体の破壊を未然に防ぐ等、機械シ

ステムの信頼性・安全性の向上を目的として、機械

要素の高信頼性異常予知診断システム等を開発する

とともに、寿命･材料評価に関するデータベースの構

築や、破壊メカニズムの解明を行い、規格制定等に

貢献する。 

 

別表２ 地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 
 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く

人類の持続的発展に貢献するため、我が国の技術開発及

び科学研究に関する基本的な計画の要請に沿って、国土

の利用や資源開発・環境保全に必要不可欠な地質の調査

及びこれらに共通的な技術課題について重点的に取り組

むものとする。 
① 【地質情報の組織化と体系的集積・発信】 

 日本の地質の調査研究を実施するとともに、地質

の調査に係わる探査・分析技術、情報解析技術、情

報提供技術の高度化を進める。それらの成果を地質

図・地球科学図及び各種のデータベース等の知的基

盤として整備し、社会に公表するものとする。 

[地質図・地球科学図の作成] 

・国土の地質情報基盤である1/5万地質図幅及び1/20

万地質編さん図については、長期的な計画に基づい

て着実な整備を進め、それぞれ新たに30図幅と8図幅

を作成するとともに、特定観測地域の1/20万総括図

の調査を行う。 

・我が国周辺海域の1/20万海洋地質図については、北

海道東方海域の海洋地質調査を継続するとともに、

過去の調査成果を含めた14図を新たに作成する。 

・九州地域の重力基本図の整備を行い、全国6地域中4 

地域の整備を完了するとともに、全国をカバーする

地球化学図を新規に作成する。 

・国内および周辺諸国における社会ニーズに対応した

各種主題図を作成し、大都市圏国土利用、都市防災、

資源安定供給等に必須な地球科学情報基盤の構築を

進める。 

[情報の数値化・標準化・データベース整備] 

・地質図、各種地球科学図の数値化を進め、社会から



資 料 

(368) 

の容易なアクセスと利便性の向上を図る。 

・地質の調査に係わる地球科学情報の高精度化と標準

化を進めるとともに、地質標本の整備を推進する。 

・地質の調査の調査研究成果、ならびに各種地球科学

情報、地質文献資料等の系統的収集・集積を行い、

データベースとして整備公表する。 

[地質情報の提供] 

・地質の調査に係わる成果を、地質図類・報告書等の

出版、オンデマンド印刷及びウェブ情報発信により

提供するとともに、ウェブ総合情報検索システムを

構築する。これらをさらに普及させるため、地質関

連イベントへの参加、地質情報展の開催、地質標準

的試料・標本の頒布等の活動を行う。 

・地質の調査への理解を広げるため、地質の調査の成

果の効果的な普及に努めるとともに、国民・企業等

からの地質に関する相談に確実に対応する。 

[地質の調査のための基盤的基礎的研究] 

・地質の調査に係わる研究手法・技術の高度化を進め

るとともに、新たな地球科学的理論・モデルを提出

する。 

② 【深部地質環境の調査・研究】 

・地層処分システムの安全性評価に関する国の施策に

資すために、評価手法・基準に関する地質の知見・

データを整備し、評価モデルを構築するとともに、

地質特性長期変化のメカニズム等の技術資料の整備

を図る。また、地質環境図類の作成などによって深

部地質の情報を社会に提供する。 

③ 【地震・活断層及び火山の調査・研究】 

 地震・活断層及び火山の研究については、地震防

災対策特別措置法、大規模地震対策特別措置法、第6 

次噴火予知計画等の法律および省庁横断的な研究推

進計画に基づいた研究項目を分担実施するものとす

る。 

[地震・活断層] 

・政府の地震調査研究推進本部によって決定された全

国主要98活断層の地震発生危険度調査を分担実施し、

地震発生確率評価を行うとともに、12活断層に関す

る調査報告書を出版し、活断層ストリップマップを

公表する。 

・地震前兆現象の把握に資する地下水等の変化観測シ

ステムの整備、観測・解析手法の高度化、地震発生

のモデル化と予測精度向上を図るとともに、強震動

評価のための地下構造探査を行い、それらの情報を

国・社会に提供する。 

・日本周辺海域における海域活断層の分布把握や活動

評価手法の開発等を進める。 

[火山] 

・測地学審議会による活火山のうち、最も活動的な火

山である三宅島および岩手山の火山地質図を作成し、

合計13火山の整備を完了する。さらに、火山噴火予

知及び火山防災に資する研究を行い、火山地域地球

物理総合図、新たな火山科学図の作成手法を開発す

るとともに、火山関連情報のデータベース化を図る。 

④ 【緊急地質調査・研究】 

・地質調査分野における社会的要請等への機動的な対

応に努めるとともに、地震、火山噴火を初めとする

地質災害発生時には緊急の調査・研究を実施し、必

要な関連情報の発信を行う。 

⑤ 【国際地質協力・研究】 

・地質の調査業務として実施すべき国際共同研究・国

際プロジェクトについて、国の基本施策に基づきそ

の長期戦略や実施内容等を策定するとともに、国際

的に我が国のプレゼンスの維持向上が達成されるよ

う、地質の調査に関する我が国を代表する責務を果

たす。 

・海外、特にアジア太平洋地域の地下資源全般、地球

規模環境問題及び沿岸域の持続的開発に関する研究

協力・技術移転を進めるとともに、資源情報・地質

環境情報の収集整備を行うとともに、地質情報の信

頼性の向上と国際標準化の推進を実施し、知的基盤

整備を行う。 

 

別表３ 計量の標準（知的な基盤の整備への対応） 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保する

ため、各種の試験、検査、分析結果の国際同等性を証明

する技術的根拠や技術開発・産業化の基盤である計量の

標準を整備するとともに、計量法施行業務の適確な実施

を確保するものとする。 
① 国家計量標準の開発・維持・供給 

 経済構造の変革と創造のための行動計画（閣議決

定、2000.12）、科学技術基本計画について、知的基

盤整備特別委員会中間報告（産業技術審議会・日本

工業標準調査会合同会議1999.12）の目標・方針に基

づいて計量標準（標準物質を含む。）の開発・維持・

供給を行い、また国際基準に適合した計量標準の供

給体制を構築して運営するものとする。 

・平成16年度までに既存の計量標準について140種類の

維持・供給を継続するとともに、我が国経済及び産

業の発展並びに計量法に基づく計量証明事業の信頼

性の確保に必要とされる新たな計量標準について

155種類の開発に着手し、既着手分と合わせて269種

類の開発を進め、そのうち158種類の供給を開始する。 

・計量標準の供給に関連する部署に、国際基準に適合

した管理に係る品質システムを構築して運営し、ま

た設定した151種類の計量標準に対して技術に係る

品質システムを構築して運営する。 

・メートル条約のもと国家計量標準と国家計量標準機

関が発行する校正証明書に関する相互承認協定（グ

ローバル MRA）の枠組みの中で、基幹比較、補完

比較、多国間比較、二国間比較など110件の国際比較
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に参加し、それらのうちから107種類の計量標準に関

して国際相互承認（暫定承認を含む。）を行う。 

・計量法に基づく校正事業者認定制度の円滑な運用の

ため、高精度の校正サービスを行う校正事業者の認

定に係る技術審査を行う。 

・計量法認定計量管理事業者制度に基づく極微量物質

の分析を行う事業者の認定に係る技術審査を行う。 

・計量標準の供給分野を拡大するため、物質・材料に

関する標準データを取得し、産業界・学界に広く提

供する。 

② 特定計量器の基準適合性評価 

 計量法に基づき経済産業大臣から産業技術総合研

究所に委任された法定計量業務を適切に遂行すると

ともに、経済産業省に対して法定計量システムの企

画・立案の支援を行うものとする。 

・我が国の法定計量システムの国際整合化を進めるた

め、特定計量器の技術基準を国際基準に整合させる

とともに、型式承認試験の国際比較に参加し国際相

互承認を進める。 

・法定計量システムの国際整合化を進めるため、法定

計量の実施に関連する部署に国際基準(ISO/IEC 

17025)に適合した管理・運営体制を構築して運営す

る。 

・計量法技術基準の整理・統合を進めて、法定計量シ

ステムの運用の合理化を図るため、特定計量器に係

る任意規格（工業規格）の原案を作成する。 

③ 次世代計量標準の開発 

 次世代の計量標準を世界に先駆けて開発し、国際

計量システムの構築において我が国の優位性を発揮

するために、計量標準に関する先導的な技術開発を

行うものとする。 

④ 国際計量システムの構築 

 計量標準、法定計量等に関連する国際活動に主導

的に参画して、我が国の技術を反映した計量システ

ムを諸外国に積極的に普及するとともに、メートル

条約と国際法定計量機関を設立する条約（以下、国

際法定計量条約と略す。）のもとメンバー国と協調

して国際計量システムの発展に努めるものとする。 

・アジアを中心とした開発途上国への技術協力として、

相手国の計量システムの確立と向上のために技術支

援を行う。 

・メートル条約のもと国際度量衡委員会（CIPM）の

活動やアジア太平洋計量計画（APMP）の活動に積

極的に参画する。特に APMP では議長国と事務局の

役割を引き続き果たすとともに、国際比較では幹事

国を積極的に引き受ける。 

・国際法定計量条約のもと国際法定計量機関（OIML）
の活動やアジア太平洋法定計量フォーラム

（APLMF）の活動に積極的に参画し、APLMF で

は議長国と事務局を引き受ける。 

⑤ 計量の教習と人材の育成 

 計量に関する国内外の人材育成を通じて、我が国

及びアジアを中心とした開発途上国の国家計量シス

テムの発展を支援するものとする。 

・計量法に基づき計量士の資格取得希望者並びに計量

公務員に対して、法定計量の技術と法規に関する教

習を行う。 

・高度の計量技術をもった民間の人材を育成するため、

校正事業者、環境計量証明事業者に係る技術研修を

行い、また専門技術書の作成を行う。 

・校正事業者、計量証明事業者に対する適合性評価を

行うための審査員研修を行う。 

・アジアを中心とした開発途上国の技術者に対して、

法定計量と計量標準に関する技術研修を企画・実施

する。 
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５．中期計画 
 独立行政法人通則法第30条第1項の規定に基づき、独立

行政法人産業技術総合研究所の平成13年度から始まる期

間における中期目標を達成するための計画（以下、中期

計画）を次のように作成する。 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するために取

るべき措置 

１）【組織運営】 

・多重構造を排した組織を設計し、研究ユニットの長

への権限委譲により意思決定の迅速化を図り、権限

と責任を明確にした組織運営を行う。 

・東京及びつくばに本部機能を集中し、東京において

は、行政との接点、情報収集、広報活動の拠点とし

て法人の機動的な活動に有効に活用するとともに、

補完する本部機能をつくばに置き、大規模な研究拠

点に隣接することによる効率的な組織運営を図る。

また、地域拠点を研究拠点であると同時に広く社会

との連携拠点として捉え、地域産業界、地域学界等

に対する代表として研究活動、研究関連活動を推進

し、本部との有機的連携によって、様々な社会ニー

ズへの的確な対応に努める。 

・各所に分散していた研究関連業務、管理業務等につ

いて可能な限り集中し、重複業務を整理するととも

に、研究スペースを有償の研究資源として捉え、必

要な研究スペースを適切に配分するとともに、再配

分のためのスペース回収を容易にするため、スペー

ス課金システムを導入する。また、適切な施設の補

修、既存施設・設備の有効活用の推進等を行い、常

に研究スペース・設備を使用可能な最良な状態に維

持するよう努める。 

２）【戦略的企画】 
・戦略的企画機能を担う体制を構築し、研究所全体の

経営戦略案、研究戦略案の策定及び研究資源の要求

案、配分案の企画、調整を行う。 

・技術情報を体系的に取り扱う体制を構築し、内外の

産業技術動向と分野別研究動向を把握し、研究所内

の重点的研究課題設定のためのシンクタンクとする

とともに、毎年度、調査結果を報告書等により広く

公表する。 

３）【機動的研究組織】 
・継続的課題、機動的課題に取り組む個別の研究組織

（研究ユニット）を適切に配置するとともに、各研

究ユニット間の連携を強化する。具体的には、一定

の広がりを持った研究分野の継続的な課題について

研究を進める個別の研究組織（研究部門）、特に重

点的、時限的な研究を実施する個別の研究組織（研

究センター）、機動的、融合的な課題を研究する個

別の研究組織（ラボ）など適切なユニットを配置し、

機動的な組織運営を行う。個々の研究部門について

は、永続的なものと位置付けず、研究組織の性格の

違いを勘案した上で定期的に評価を行い必要に応じ

て、再編・改廃等の措置を講ずる。 

４）【研究の連携・協力】 

・他省庁研究機関や大学、産業界及び内部の各研究ユ

ニット間の研究連携を推進する体制を構築し、必要

とされる研究テーマ、技術分野等に対応した研究コ

ンソーシアム等を機動的に設立、活用する。 

５）【評価と自己改革】 

・研究組織の評価においては、研究ミッションの明確

さ、研究フェーズの相違等、研究ユニットの性格の

違いを勘案した上で、研究成果等の厳正かつ公正な

評価を実施すべきである。このため、外部専門家等

第三者をふくめた評価体制を構築し、研究目標、研

究計画、組織内マネージメント、研究成果、投入し

た研究資源等を含む多様な観点から公正中立な評価

を行う。その評価を基に、研究資源の配分、組織の

改善または再編・改廃を行う。 

・業務合理化を推進する体制を整え、組織全体として

の合理化を図り、効率化を推進する。このため、現

状の業務体制をレヴューした後、業務評価の考え方

の導入、業務合理化提案制度の導入、業務合理化の

具体的数値目標設定等、効率化に関する企画立案を

行うとともに、業務内容改善状況の点検、指導を行

い、組織全体としての業務の合理化を推進する。 

６）【職員の意欲向上と能力啓発】 

・個人評価においては、1年毎の短期評価と、数年に1

度の長期評価を組み合わせたシステムを導入し、個

人と組織の目標の整合性の確保に留意しつつ、きめ

細かな目標設定とその達成への指導を行う。また優

れた研究業績、産業界・学界等外部への貢献、研究

所の組織運営への貢献等の多様な評価軸を用いて達

成度を評価することで、職員の意欲向上を図るとと

もに、個人の能力、適性、実績に応じた適正な人員

配置を行う。 

・業務に必要な知識、技能の向上のための様々な能力

開発のための研修制度を拡充する。 

７）【研究員の流動性の確保】 

・博士研究員の受入れ拡大や、任期付任用制度の積極

的な活用によって若手研究員の流動性を確保する。

また、国内外の優れた研究者を招へいするとともに、

内部人材の提供を図る。 

・研究員個人に蓄積されたキャリアや適性、能力に応

じて、組織のなかで個人が、最も能力を発揮できる

多様なキャリアパスを設計し、効果的、効率的組織

運営を可能とする、特に研究関連部門等においては、

技術情報の収集解析や、産学官連携、成果普及、国

際連携等をより高度化するために、研究キャリアの

豊富な専門的人材を活用できる組織とする。 

８）【業務の情報化の推進】 

・内部業務の事務的な処理においては、イントラネッ
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トの上で電子的な情報共有とワークフロー決裁を可

能とするシステムを導入し、財務、会計、庶務等の

管理業務の一元化、省力化、迅速化を図る。不正な

アクセスを避けるための分離ネットワークと認証シ

ステム、またシステム停止とデータ消失を最小限に

するための二重系を導入し、業務の安全性、信頼性

を確保する。 

・重複図書を調査・削減するとともに、購入雑誌のオ

ンラインジャーナル化を促進し、ネットワークを活

用することにより文献の検索を簡素化する。 

９）【外部能力の活用】 

・研究支援業務等において自ら業務を実施するよりも、

外部へ委託することが効率的と考えられる業務は外

部に委託する。 

・知的財産を積極的に外部展開するために、技術移転

に関する外部の専門家を活用する。 

10）【省エネルギーの推進】 

・研究の遂行を適切に実施しつつも地球環境への配慮

も行う観点から、総事業費の伸び率に対する光熱水

料費の伸び率の抑制を図る。 

11）【環境影響への配慮】 

・21世紀の持続可能社会の発展のための総合的な産業

技術研究を行う組織として、自らの研究活動が環境

に及ぼす負荷を低減させる活動を継続的に推進し、

産業技術総合研究所の各地の研究拠点（北海道、東

北、東京、つくば、臨海副都心、中部、関西、中国、

四国および九州）の事業所のうち、3事業所において

国際環境規格に対応する。 

12）【事業運営全体の効率化】 

 １）から11）のような取り組みを通じ、運営費交付

金を充当して行う業務については、業務の効率化を進

め、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、

中期目標の期間中、毎年度、平均で前年度比1％の業務

経費の効率化を行う。 

 

２．国民に対して提供すべきサービスその他の業務の質

の向上を達成するため取るべき措置 

 研究所のミッションの遂行を通して我が国経済の発

展、国民生活の向上に寄与するため、産業界、学界等

との役割分担を図りつつ、下記１）から３）に記載す

る将来の我が国の技術シーズの開拓、共通基盤的技術

の開発等を始めとした公的機関に期待される各研究開

発課題を着実に達成するものとする。この際、新たな

科学技術のブレークスルーの実現を通した新産業の創

出や社会ニーズへの対応、および公的機関としての中

立性、公正性、信頼性を背景とした知的基盤の整備と

ともに、産業界、学界等に大きなインパクトを与える

成果発信に積極的に努めるものとする。併せて国民に

分かりやすい形での情報発信を行う。 

１）【鉱工業の科学技術】《別表１》 

２）【地質の調査】《別表２》 

３）【計量の標準】《別表３》 

１）～３）の共通事項 

ア）［政策的要請への機動的対応と萌芽的課題の発掘］ 

・各分野における社会的政策的要請等に機動的に対応

し、産業競争力の強化に貢献するために、欧米各国

等の技術レベルの調査研究の実施、各種の経済産業

省の検討会、各種学会、研究会、委員会への参加等

により、内外の最新の技術開発動向の把握に努め、

重要性の高い研究課題の発掘、発信を行う。併せて、

産業技術、環境、エネルギー、原子力等をはじめと

する各般の政策・社会ニーズに対応した委託研究の

受託、内外の競争的資金への応募等を促進し、研究

体制の構築を必要に応じて行い、研究開発を実施す

る。 

イ）［研究活動の質的向上］ 

 研究活動の質的向上を担保するための方策として

以下の点に積極的に取り組む。 

・外部専門家等の意見を採り入れ、公正かつ開かれた

研究ユニット評価を実施する。 

・内部資金を活用し、萌芽的研究、有望技術シーズに

対する競争的環境を提供する。 

・外部の著名な賞の受賞等、優れた業績をあげたもの

に対して、それを適切に個人の評価に反映する。 

ウ）［成果の発信］ 

 研究所全体としての広報・成果普及体制を整備し、

研究所の概要、研究の計画、研究の成果等について、

印刷物、データベース、インターネットのホームペ

ージ等の様々な形態により、広く国民に対して分か

りやすい情報の発信を行う。 

 研究所の成果発信の形態として、特許等知的財産

権の出願、論文の発表、国内外の学会・講演会での

発表、ソフトウェアの提供など、多種多様な手段を

活用する。また知的基盤の整備等の一環として、地

質図類の出版、標準供給等の成果発信を行う。これ

ら重要な成果の発信は、各研究分野の特徴及び社会

的要請により最適な成果発信形態・内容が常に変

化・変遷することを勘案し、下記の項目を研究所全

体の代表的な指標として例示する。さらに、ここに

掲げられていない形態の成果発信に関しても、産業

技術に貢献する公的な研究機関の立場から、産業

界・学界等への積極的な発信・提供に努め、産業技

術の研究開発における先導的役割を着実に果たすも

のとする。 

・研究成果の公表に当たっては、知的財産としての観

点から見直しを行い、知的財産権化すべきものにつ

いては漏れなく特許、実用新案等出願する。特許に

ついては、真に新たな発明か、社会に有用な発明か

等、質の向上に留意しつつ、平成16年度の研究所の

年間出願総数として、1000件以上の出願をめざす。
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特許の実用的価値を高め、産業界等で有効に活用さ

れるようにする観点から、特許等知的財産権の戦略

的かつ適切な権利取得、質的向上のために組織的に

対応し、実施される特許の増加に努める。 

・鉱工業の科学技術水準の向上に寄与し、新規の手法、

知見等を広く社会に周知公表することを目的として、

論文の発信に努める。研究所全体の論文発信量につ

いては、世界的な研究機関としての成果発信水準に

到達することを目的として、平成16年度の研究所全

体の年間発表総数として、5000報以上の発表に努め

る。 

・鉱工業の科学技術に与える影響および成果の効率的

な周知を国際的に推進する観点から、注目度の高い

国際学術誌等に積極的に発表することとし、あわせ

て質の向上を図るため、平成16年度においてインパ

クトファクター（IF）上位1000報の IF 総数（IF×
論文数の合計）で2500以上を目標とする。 

・研究成果がネットワーク的な手段によって即座に一

般利用が可能になるようなソフトウェアの研究開発

においては、インターネットや CD－ROM 等を媒介

として、プログラムやデータベースの新たな頒布・

公開を実施する。 

・地質の調査については、社会ニーズに沿って国土及

び周辺海域の地質情報の取得を行い、利用しやすい

形の成果物として整備・発信する。この内、最も基

本的な成果物の一つである1/5万地質図幅について

は、地震予知戦略の一環として指定された特定観測

地域、観測強化地域等から重要性の高い地域につい

て中期目標期間末までに30図幅を作成し、広く国民

に提供する。 

・計量の標準については、140種類の既存標準の維持・

供給を継続するとともに、我が国経済及び産業の発

展に必要とされる新たな計量標準について着手し、

中期目標期間末までに158種類の供給を開始する。こ

れにより2010年には、世界のトップレベルに比肩す

る500種類程度の物理系・化学系の標準供給体制を我

が国で確立することに貢献する。 

エ）［産学官一体となった研究活動への貢献］ 

 産学官連携プロジェクトの中核として機能するこ

とや、研究拠点を緊密にネットワーク化し全国の技

術ポテンシャルの活用を図ること等により、産業界、

大学と一体となった研究活動の展開に貢献する。 

４）【技術指導、成果の普及等】 

ア）［産業界との連携］ 

・将来の我が国の技術シーズの開拓、共通基盤的技術

の開発等の公的研究機関に期待され研究開発を強力

に推進するとともに、産学官の連携を推進する機能

を設け、産業界、学界等との連携の積極的推進を支

援する。研究開発に関する連携等を地域へ展開する

ために、各研究拠点においても組織的に活動する。

また、研究スペースとして産学官の連携研究促進を

目的とした施設等を活用する。また、成果の普及等

の業務を効率的に推進するための体制を整備し、研

究成果等の産総研ポテンシャルを広く産業界等に普

及し、技術相談、特許実施による技術移転に積極的

に取り組む。 

・研究成果普及の一環として、職員によるベンチャー

の起業の試みに対し、施設の利用、相談、指導等の

支援環境の整備を図る。 

・中小企業等へのものづくり技術の普及、インターネ

ットを利用したシステム技術支援等を組織的かつ積

極的に行う。 

・技術相談等への対応の他、必要に応じて産業技術総

合研究所を中核とする共同研究体を組織したり、時

限的な連携研究体を設置する等、機動的、集中的に

共同研究を行い、産業化のニーズに的確に対応し、

平成16年度において年間1000件以上の共同研究を実

施することを目指す。併せて受託研究制度を見直し、

研究受託件数の増加を図る。 

・技術の指導等をより実効あるものにするとともに、

産業界を支える人材の育成、産業技術力向上への貢

献を目指し、企業研修生、共同研究者等を積極的に

受け入れる。 

イ）［大学への協力］ 

・大学・大学院等高等専門教育機関に対して、連携大

学院その他の制度により大学院生、研修生を受け入

れるとともに、併任教授としての派遣により大学等

の教育、研究に協力する。 

ウ）［知的貢献］ 

・研究所に蓄積された人的ポテンシャルを活用して、

各種学協会、委員会に対して委員を派遣する等、積

極的に貢献する。 

エ）［政策立案等への貢献］ 

・研究機関、産業界、学協会、行政等からの産業技術

の研究開発動向に関する情報（技術、研究シーズ、

その他）を収集、分析し、その成果を積極的に活用

し、経済産業省、総合科学技術会議等における中長

期的な産業技術の戦略に関する政策立案に貢献する。 

オ）［標準化・規格化等、知的基盤への貢献］ 

・効果的な成果普及のための機能を設け、研究情報公

開データベース等、知的基盤に関するデータベース

の整備、及び発信・提供を行う。 

・研究成果の国内、国際規格化を行うとともに、日本

工業標準調査会（JISC）、国際標準化機関（ISO）

／国際電気標準会議（IEC）等の標準活動、専門委

員会への参加に関して組織的な対応と管理の一元化

を図る。 

・アジア諸国を中心に標準専門家の招聘、派遣を行い、

標準に係る国際的な人的ネットワークを形成する。 

カ）［国際活動］ 
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・国際関係の業務を集中的に取り扱う機能を構築し、

世界最先端の研究推進の観点から、外国研究機関と

の戦略的連携を積極的に行う。 

・国際展開のためのインターフェース・調整機能を果

たし、また、国際交流、国際連携、国際的な成果普

及、技術移転を積極的に推進することとし、研究員

の派遣・招へい等を行う。また、国際シンポジウム

を開催し、世界に対して成果の発信、普及に努める。 

・途上国支援については、国際協力事業団プロジェク

トをはじめとする各種制度に積極的に参画し、技術

協力等を行うとともに、各種制度による途上国から

の研修生等の受け入れ、招へいを行う。また、必要

に応じて研究員を派遣し、現地に密着した技術支援

を行う。 

５）【情報の公開】 

・国民に対し、研究所の諸活動の状況を明らかにし、

説明責任を全うするため、適正な行政文書の管理体

制を構築し、開示請求に対する担当窓口を明示し、

迅速かつ適正に対処する。 

６）【その他の業務】 

［特許生物の寄託業務］ 

・特許庁から委託を受け、特許生物の寄託に関する業

務を行うため、その協議の下に寄託生物種保管体制

の整備、データベースの構築、外部提供者に係る所

要の体制を整備し、寄託された生物種に関する情報

を体系的にカタログ化し産業界に提供する。また、

世界知的所有権機関（WIPO）ブダペスト条約によ

る認定された国際寄託業務を行う。 

［独立行政法人製品評価技術基盤機構との共同事業］ 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構と標準化関係業

務等に関する共同研究・共同事業を行う。 

 

３．予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資

金計画 

１）予算（人件費の見積もりを含む）  《別表４》 

［運営費交付金の算定ルール］ 

 毎年度の運営費交付金（G(y)）については、以下

の数式により決定する。 

 G(y)（運営費交付金）＝｛G(y-1)－δ(y-1)｝×α

（効率化係数）×β（消費者物価指数）×γ（政策

係数）＋δ(y) 
・G(y-1)は直前の年度における運営費交付金額。 

・α、β、γについては、以下の諸点を勘案した上で、

各年度の予算編成過程において、当該年度における

具体的な係数値を決定する。 

α（効率化係数）：各府省の国家公務員については、

10年間で少なくとも10％の計画的削減を行うこととさ

れており、研究所においても、これに相当する業務の

効率化を進めるとの観点から、10年間で10％の効率化

（1年間で1％）を図る。 

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用

する。 

γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新

たな政策ニーズや技術シーズへの対応の必要性、独立

行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、

具体的な伸び率を決定する。 

・δ(y)については、新規施設の竣工に伴う移転、法

令改正に伴い必要となる措置、事故の発生等の事由

により、特定の年度に一時的に発生する資金需要で

あって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる

規模（法人の毎年度支出予算額の1％相当額以上のも

の）に限り、必要に応じ計上する。δ(y-1)は直前の

年度におけるδ(y)。 

２）収支計画  《別表５》 

 業務の効率的な実施による費用の低減、自己収入

の増加、その他の経営努力により財務内容の改善を

図る。 

ア）自己収入の増加 

・外部資金、特許実施料、教習料、校正・検定手数料

等、自己収入の増加に努める。 

イ）固定的経費の割合の縮減 

・高額のランニングコストを必要とする施設・大型機

器の共通化、管理業務等の合理化を図り、固定的経

費の割合の縮減に努める。 

３）資金計画  《別表６》 

 

４．短期借入金の限度額 

・23,818,000,000円 

・想定される理由：年度当初における、国からの運営

費交付金の受入れ等が、最大3ヶ月程度遅延した場合

における産総研職員への人件費の遅配及び産総研の

事業費支払遅延を回避する。 

 

５．重要な財産の譲渡・担保計画 

 なし。 

 

６．剰余金の使途 

 剰余金が発生したときの使途は以下の通りとする。 

・研究用地の取得 

・研究用施設の新営・増改築 

・任期付職員の新規雇用 等 

 

７．その他主務省令で定める事項 

１）施設及び設備に関する計画 

・中期目標の達成のために必要な施設及び設備を適切

に整備していく。 
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施設・設備の内容 予定額 財源 

・産学官連携研究オープンスペースラ

ボの整備 

・空気調和関連設備改修 

・電力関連設備改修 

・給排水関連設備改修 

・その他鉱工業の科学技術に関する研

究及び開発、地質の調査、計量の標

準、技術の指導・成果の普及等の推

進に必要な施設・設備の整備 

総額 

112億円 

施設整備 

費補助金 

（注）上記予定額は、＜別表４＞の試算結果を掲げたもので

ある。 

・なお、以下の追加現物出資予定の施設及び設備につ

いては、引き続き国において整備される。 

施設・設備の内容 予定額 財源 

・先進材料コンピュータサイエンスラ

ボの整備 

・低温バイオ研究センターの整備 

・中部センター研究本館等の整備 

・スーパークリーンルーム産学官連携

研究棟の整備 

・特高受変電棟の整備 

・流量国家標準施設の整備 

・研究協力センター（新館）の整備 

・大阪バイオエンジニアリング研究棟

の整備 

・EMC 標準アンテナ測定用電波暗室

棟の整備 

・特定高圧ガス実験棟の整備 

・くらしと計量センターの整備 

・糖鎖遺伝子工学研究棟の整備 

・特殊空調設備の整備 

・温度成層風洞制御設備等の整備 

・排ガス処理設備の整備 

・生化学実験設備の整備 

総額 

613億円 

現物出資 

２）人事に関する計画について 

ア）方針 

・研究関連人材の流動性を高めるため、任期付き任用

制度を積極的に活用する。 

・総人件費に対して、管理部門の人件費が占める割合

を抑制する。 

イ）人員に係る指標 

・研究業務に従事する新規採用者数に対して、任期付

き職員数が占める割合を順次引き上げていく。 

・全職員数に対して、管理部門の職員数が占める割合

を抑制的に推移させる。 

（参考１） 

１）期初の常勤職員数      3,230人 

 （任期の定めのない職員 2,971人、任期付き職員 

259人） 

２）期末の常勤職員数の見積もり 3,230人 

 （任期の定めのない職員 2,971人、任期付き職員 

259人） 

・任期付き職員に限り受託業務の規模等に応じた必要

最小限の人員の追加が有り得る。 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の人件費総額見込み：118,432百万円 

 但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員

諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣

職員給与に相当する範囲の費用である。 

ウ）人材の確保、人材の養成についての計画 

・職員の業務成果に対する新評価制度を導入する。こ

れにより、産総研の運営指針に対する理解を深め、

且つ職員の資質・職務遂行方法の向上を図ることに

より効率化を図る。独立行政法人通則法第57条第1

項（給与）については、個人評価制度に基づいて対

応する。 

・職員については新評価制度による評価に基づき多様

なキャリアパスを設定し、各種部門に適材適所配置

することにより、組織全体の効率化を図る。 

３）積立金の処分に関する事項 

  なし。 

 

別表１ 鉱工業の科学技術 
 鉱工業の科学技術の研究開発については、研究課題を

科学技術基本計画、国家産業技術戦略、産業技術戦略等

に基づき重点化することとし、学界活動を先導して科学

技術水準の向上に寄与するか、経済産業省の政策立案・

実施に貢献するか、産業界の発展に貢献するか、国民生

活の向上に寄与するか等の観点から決定するものとし、

また、科学技術の進歩、社会・経済情勢の変化は絶え間

ないことから、これら外部要因に基づいて研究課題を柔

軟に見直すよう努めるものとする。併せて、新たな産業

技術の開拓に資する研究開発課題・研究分野の開拓を目

指し、経済産業省、総合科学技術会議等における産業技

術に関する戦略等の検討に反映させるものとする。 
(1) 社会ニーズへの対応 

１．高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現 

１－１．バイオテクノロジー分野 

 高齢化社会における安心・安全で質の高い生活の実

現及びバイオテクノロジー分野における産業創成への

貢献を目的として、ポストゲノム時代におけるゲノム

情報の本格的産業応用に対応するためのゲノム科学、

生命機能を理解しそれを人間生活向上に役立てるとと

もに、高度な情報処理機構を利用した脳型コンピュー

タ等の開発に資するための脳科学を含む細胞生物学、

環境計測・浄化・保全や廃棄物処理といった社会的要

請に対応するための環境バイオを中心にバイオテクノ

ロジー技術の発信基地となることを目指し、以下の研

究開発を行う。 

① ゲノム情報利活用技術及び有用蛋白質機能解析 

・遺伝子の発現頻度情報の取得・解析を目的として、

ヒト cDNA1.5万個以上の多目的発現解析の基盤構

築、蛋白質遺伝子の4割以上に相当する2万個以上の

発現頻度情報の取得とデータベースの作成及び多重

遺伝子の自動注入システム及び細胞変化の自動解析
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技術を開発する。 

・膜蛋白質等に関して、分解能2.5Å程度の電子顕微鏡

による構造解析システムを開発する。溶媒分子等の

存在下での1Å以内の高精度で解析できる高速モデ

リング技術を開発する。また、蛋白質の構造形成機

構を解明し、有用な機能を有する人工蛋白質等を設

計・創製する技術を開発する。 

・国内外の有用なバイオインフォマテクスデータベー

スの統合化、データベースの検索・解析技術の開発・

高度化を行い、独自のアノテーション等の付加によ

り、生物情報を広く実利用できる環境を整備する。 

・網羅的クローニングにより分離したヒト由来糖鎖合

成関連遺伝子等の機能解析を行い、それらを利用し

て、新規な糖鎖合成法を開発する。 

・蛋白質等の整列化技術の開発により、プローブ顕微

鏡を用いて整列蛋白質等の配向・機能を評価する技

術を開発する。また、細胞の特性の解析に必要なバ

イオイメージング技術、細胞の操作技術の高度化を

行う。 

② 有用遺伝子探索と機能性生体分子創製 

・高機能・高活性なハイブリッド・リボザイム等を作

製し、それによる革新的な機能遺伝子探索技術を開

発する。また、膜融合、核移行シグナル等を介した

細胞内、核内への特定遺伝子の導入技術を開発する。 

・加齢、増殖分化、生体リズム等に関与する遺伝子及

びその産物を同定し、これを用いて増殖・分化・脳

神経機能等の評価・調節技術を開発する。 

・未利用生物遺伝子資源の探索を行い、新規微生物を

500株以上分離解析する。複合生物系・生態系の解析

を行い生物遺伝子資源の賦存状況を明らかにし、得

られた生物遺伝子資源の保存とデータベース化を行

う。 

・有用酵素、高機能糖質材料、各種生理活性物質の探

索と利用技術の開発を行う。また、それら有用分子

の高効率生産技術の開発を行う。 

・細胞の環境認識応答機構を遺伝子レベル、蛋白質レ

ベルで解明し、優れた環境適応能をもつ細胞の創出

及び機能制御技術を開発する。 

・未利用バイオマス等から生分解型環境低負荷バイオ

材料等の開発及び、環境影響評価技術の開発を行う。

また、各種難分解性化学物質、有機スズなどの有害

物質の生物的モニタリング技術及び分解技術を開発

する。 

・遺伝子操作生物の環境安全性評価に資するため、環

境中における特定微生物及び微生物相の定量解析技

術、特定微生物の環境影響評価試験手法の開発を行

う。 

③ 脳科学技術（脳機能解析・脳型コンピュータ） 

・脳機能を理解し、これを安心・安全で質の高い生活

の実現に利用することを目的に、脳の柔軟な情報処

理及び神経細胞の発生・再生機構を分子生物学的、

細胞生化学的及び生理学的アプローチで解析し、そ

れを利用した非同期型コンピュータの設計原理を開

発する。また、脳活動のリアルタイム計測のための

機器の高度化を行う。 

④ 分野融合的課題 

・神経突起伸長因子等を用いて神経回路を再接続する

技術を開発する。また、神経電極、人工筋肉等に必

須なモノリシックデバイスの実現に資することを目

的として情報認識変換分子システムを開発する。 

１－２．医工学・福祉分野 

 高齢社会における安心・安全で質の高い生活の実現

のために、医工学・福祉分野では、臓器移植に代わる

新たな治療技術としての生体機能代替技術、診断・治

療に伴う患者の身体的負担の軽減をめざした医療診

断・治療支援機器開発技術、高齢者・障害者の活発な

社会参加と自立を実現する福祉機器開発技術、多様な

生活者ニーズに対応したユニバーサルな製品・環境を

創出するための生体ストレス・人間特性計測応用技術、

及びこれらに共通的な技術課題の研究開発を推進する。 

① 生体機能代替技術 

・細胞の三次元培養技術を用いて、軟骨・靱帯、骨、

血管等の組織を再構築する再生技術を開発し、これ

らデバイスを用いた臨床治験を行う。また、動物実

験代替用等の検査用組織デバイスを開発する。 

・品質管理に優れた人工物を用いた体内埋込み型の生

体機能代替システムとして、動物実験において3ヶ月

以上連続使用可能な遠心型人工心臓、埋込型インス

リン注入システム等を実現するための要素技術を開

発する。また、共通基盤的技術として、生体適合材

料に関する適合性評価試験法に資する標準情報を提

供する。 

② 医療診断・治療支援機器開発技術 

・画像誘導型の低侵襲手術支援システムの要素技術を

確立し、医学系機関との連携して画像誘導型の低侵

襲医療システムを開発し、臨床試験に供する。 

・分子レベルの機能を画像化及びスペクトル分析する

ための次世代型高次生体機能計測装置の要素技術、

及び生体組織の構造と機能を評価するための解析手

法を開発する。 

③ 福祉機器開発技術 

・情報技術及びメカトロニクス技術を用いて在宅用多

自由度下肢リハビリ訓練機器を開発し、生活場面に

おける妥当性を検証する。また、高度難聴者を対象

とした超音波補聴器等の開発を進める。 

・福祉用具使用時の動作負担について計測技術を確立

し、動作負担データベースを構築する。さらに、運

動機能回復訓練機器等の福祉用具の人体適合性評価

手法を提案する。 

④ 生体ストレス・人間特性計測応用技術 
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・環境ストレスに対する生体防御メカニズムを分子・

細胞レベルから個体レベルで解明するとともに、ス

トレス物質をオンチップで検出する技術及び生体ス

トレス傷害の計測技術を開発する。 

・日常生活行動を計測するためのウェアラブル・セン

シング技術を開発する。高齢者等の動作特性及び感

覚特性に関する計測法を開発し、外部関連機関と連

携して人間特性データベースの構築を行うとともに、

情報環境における人間の注意・認知機構の解明を通

じて人間の認知行動モデルを構築する。さらに、人

間特性に基づく製品適合性評価方法を開発し、環境

設計等に資する標準情報を提案する。 

２．経済社会の新生の基礎となる高度情報化社会の実現 

 高性能化する情報通信環境を活用して、時間や場所

の制約を受けずに、必要とする情報・知識を誰もが自

由自在に創造、流通、共有できる高度な情報通信社会

の実現を目指しヒューマンインターフェース技術、ど

こでも安全に繋がる情報ネットワーク技術を追求する

ネットワーク関連技術、膨大な情報の処理を容易に行

う高度コンピューティング技術、またそれらの元とな

る情報化基盤技術を中心に、さらに人間にとってそれ

らが使い易いものになるように、以下の重点研究項目

について研究開発を推進する。 

① ヒューマンインターフェース技術 

 高度情報化社会の恩恵を誰もが受けられるように、

情報システムが人間の表現を読みとり人間に合わせ

る技術、知能情報技術と実世界に働きかけるシステ

ムとの融合技術、位置と状況に基づく次世代個人通

信システム技術を開発する。 

・人が生活する空間で人と安全に共存し、人に物理的

サービスおよび心理的サービスを提供する知能シス

テムの実現を目的として、人間共存ロボット技術と

自律化技術の開発を行う。また、ウエアラブルコン

ピュータ等、最新の IT 技術を駆使した情報システ

ムにアクセスする方法を、視覚、音声等を用いて容

易にする次世代のヒューマンインタフェース技術を

開発する。 

・人間型ロボットの性能向上と新応用分野発掘に関わ

る研究を行い、ヒューマノイドロボット技術を開発

するとともに、人の作業知能を情報システムにイン

プリメントし、プラント点検、保守等をはじめ、よ

り知的な作業システムを構築するためのタスクイン

テリジェンス技術を確立する。さらに、3次元視覚シ

ステムの高度化の研究を行い、各種産業における実

用化技術を確立する。 

・誰でもどこでも高度な情報支援が受けられるという

社会において、情報弱者のサポート、プライバシー

の保護、情報洪水の解消を実現する知的情報サービ

スシステムの実現を目的として、状況依存通信ソフ

トウェア技術と位置による通信を用いた携帯端末・

インフラ技術と、電子データを構造化し有用な情報

をユーザの状況に応じて提供する技術を用いた、次

世代個人通信システムを開発する。 

② ネットワーク関連技術 

 情報通信ネットワークを用いた多様な活動が、安

全かつ自在に行える社会の実現を目的として、プロ

グラムコードの安全性を検証し、ハードウェアの違

いを吸収して異なる計算機の上で実行でき、ネット

ワーク上の計算機資源に効率的にアクセス可能とす

る技術を開発する。 

・情報システムを活用した行政情報へのアクセスが、

安全かつ容易に行えるよう電子政府の実現に必要と

される情報セキュリティ技術を研究する。そのため

に、組織運営とソフトウェア技術のバランスの取れ

た方法を開発する。また、セキュリティホール（脆

弱性）の主要原因となりつつある、http を用いた不

正アクセスを防止する方法を研究し、モバイルコー

ドに対するセキュリティ技術を開発する。 

③ 高度コンピューティング技術 

 膨大な情報を高速に分析、処理して、それを蓄積

し、さらに検索する技術の実現を目的として、高度

コンピューティング技術を開発する。 

・統計情報と物理計算の融合により、100残基級のタン

パク質立体構造について、サブマイクロ秒の挙動を

分子動力学法計算で、またサブミリ秒の挙動を知識

情報処理との融合による推定で、解析可能なシステ

ムを開発する。大規模ゲノム配列からの遺伝子領域

と機能の予測を目的として、100Mb 級の配列の高精

度な注釈付けが行える高速な配列情報解析システム

を開発する。タンパク質構造予測、ゲノム配列解析

については現状の100倍以上高速化する。細胞内での

遺伝子制御ネットワークや代謝ネットワークなどの

高速なモデリングを可能とするため、1000要素級の

細胞シミュレータ・システムを開発する。 

・科学・工学・社会において飛躍的に増大した情報量

を処理できる情報インフラの実現と、実際の産業活

動における大規模科学技術計算として生産・加工・

設計・製造等の産業基盤での利用に向けて、並列・

分散環境での高性能計算機システム利用技術の普及、

新たなビジネスモデルの創成、世界的な中核研究拠

点となることを目的として、コンピューティング技

術と通信ネットワーク技術との融合を図るための技

術を開発し、世界的な標準化構築のための技術を開

発する。 

④ 情報化基盤技術 

 今後ますます増大する情報通信技術の高度化のニ

ーズに対応し、技術の発展を維持していくため、次

世代半導体技術、デバイス技術、ソフトウェア技術

等の共通基盤技術を開発するのと同時に、萌芽的な

研究課題の発掘、発信を行う。 
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・強相関電子の概念を中核とした、革新的な電子技術

を創成し、新科学技術分野創成をするような独創的

成果を挙げることを目的に、強相関電子系相制御技

術、超格子物質・接合作製技術、極限スピン計測技

術、強相関デバイスプロセス要素技術、強相関フォ

トニクス物質、量子位相制御理論、などの強相関電

子技術の基礎を解明する。これによって、世界の学

界・産業界に向けて強相関電子技術の学理的成果の

発信を行うとともに、強相関電子技術開発における

現実的課題を解明する。 

・特性寸法70nm 以下の極微細トランジスタおよびそ

の集積化に必要な新材料（高、低誘電率絶縁膜、電

極）・プロセス技術、それらの計測解析技術、要素

デバイス構造ならびに回路構成技術等について、関

連する基礎現象の解明も含めて開発する。 

・画像表示デバイス（自発光型、画素数16×16以上）

と制御回路をシリコン基板上に一体集積化する技術、

ならびにチップレベルの高密度実装に関する要素技

術を開発する。 

・従来、光学で不可能であった10nm オーダに至る高

解像度の実現とその工学的な応用、新規産業の創出

を目的として、近接場光を用いて情報記録を微細領

域で可能とする技術を確立する。 

・人類社会が地球規模で情報技術を活用し、その恩恵

に浴するために必要不可欠な情報技術の実現のため

には、情報技術が人類社会の持つ多様性に対応でき

なければならない。そのために、公共性と中立性の

高いソフトウェアを開発し、多言語情報処理技術で

は、言語文化の多様性に対応する技術、グローバル

ソフトウェア技術では、ソフトウェアの利用形態や

開発体制の多様性に対応する技術を確立する。 

３．環境と調和した経済社会システムの構築 

 環境の保全と経済社会活動とが調和した持続的な循

環型経済社会システムの構築に向けて、化学物質のリ

スクを極小化・管理するための科学物質安全管理技術、

資源の有効利用と廃棄物の減量化・資源循環を目指し

た資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料開発

を含む）、オゾン層破壊・地球温暖化対策技術、製品

のライフサイクル全体を考えた環境負荷評価技術、持

続可能な経済社会を実現するための低環境負荷型化学

プロセス技術の研究開発を推進するものとする。 

① 化学物質安全管理技術 

 化学物質のリスクを極小化・管理する経済社会を

実現するため、以下の研究開発を行う。 

・ヒト有害性の定量的評価と生態系有害性の定量的評

価手法に関して、既存の毒性試験および疫学的調査

の結果を元に、PRTR 対象物質のリスク評価に資す

る用量－作用関係式を導出する。また、水系排出の

大きい農薬について、既存の毒性試験および疫学調

査の結果を元に、リスク評価に資する用量－作用関

係式を導出する。 

・火薬類の新しい規制技術基準に対応するため、爆発

影響評価システムと、化学産業における爆発被害影

響の総合リスクマネジメント体系を構築するための

基盤を確立する。 

・省資源・ダウンサイズ環境分析システムのための新

規な分子認識能を有する機能性材料及びマルチセン

サチップを開発し、分析前処理に要する時間と経費

を低減するとともに分析感度を5倍以上向上させる。

また、実用的な ppt レベルの有害イオンの予備分

離・濃縮材料を開発する。 

② 資源循環・廃棄物対策技術（低環境負荷型材料開

発を含む） 

 資源の有効利用と廃棄物の減量化をしつつ資源循

環を図る経済社会を実現するため、以下の研究開発

を行う。 

・製品から各種構成素材を固体のままの状態で分離・

濃縮できる省エネルギー分離技術に関して、固体粒

子の風力選別及び湿式比重選別について限界粒径を

下げる技術を開発する。具体的には、風力選別につ

いては現状の限粒径2～1mm を0.3mm に、湿式比

重選別については、50μm を10μm に下げる。 

・フェノ－ル樹脂、エポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂か

ら液体生成物を80％以上かつモノマ－を40％以回収

できる液相分解法を開発し、既存のプロセスに対し

て40％以上の省エネルギ－を達成する。 

③ オゾン層破壊・地球温暖化対策技術 

 オゾン層の破壊と地球温暖化を抑制する経済社会

を実現するため、以下の研究開発を行う。 

・代替化合物の分子設計とその合成に必要な計算化学

的な解析手法ならびにフッ素化手法を開発する。ま

た、代替化合物の大気寿命予測に基づく長期的環境

影響評価法を開発する。 

・海洋／大気間の二酸化炭素交換量の観測結果の解析

をもとに、太平洋における交換量を評価するととも

に、森林吸収量の観測と評価手法の開発に関して、

アジアの二酸化炭素吸収量を評価する。また、海洋

中に注入された二酸化炭素と海水との相互作用を明

らかにするとともに、発生源での二酸化炭素の回収

から海洋隔離に至るシステムの評価を行う。 

・二酸化炭素の固定化を目的として、可視光応答性光

触媒、2段法光触媒水分解プロセス、及び新規の可視

光応答性酸化物半導体光触媒を開発する。また、二

酸化炭素共存下でのエチルベンゼンの脱水素による

スチレンの製造技術を開発する。 

④ 環境負荷評価技術 

 製品のライフサイクル全体での環境負荷の低減を

図る経済社会を実現するためのツールを開発する。 

・国際標準規格準拠型（ISO）-LCA の実施可能な手

法として LCA ソフトウエアを開発する。また、日
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本での実効的環境影響評価手法を開発するとともに、

LCA ソフトウエアに組み込み、普及を図る。さらに、

LCA 手法を活用した製品設計のための標準型 LCA
の開発に関して、環境調和型製品開発（DfE）マニ

ュアルを作成する。 

⑤ 低環境負荷型化学プロセス技術 

 環境と調和した化学技術による持続可能な経済社

会を実現するため、以下の研究開発を行う。 

・化成品や高分子合成のハロゲンフリー化を目的とし

て、製造過程で塩素、酸塩化物、ホスゲン等のハロ

ゲン化合物を用いない複素環化合物、ポリカーボネ

ート等の合成および固相重合の反応機構を解明する。 

・二元機能触媒材料としてのメンブレンリアクターの

開発を目的として、脱平衡反応を利用する水素製造

プロセス、特異場反応を利用する含酸素化合物合成、

形状選択反応・分離膜を利用する合成ガス等の製造

プロセスを開発する。 

４．エネルギー・資源の安定供給確保 

 経済性と供給安定性を考慮した環境調和型エネルギ

ー・資源供給構造の構築という社会的要請に対応する

ため、低廉かつエネルギーセキュリティー、環境に配

慮した電力技術、CO2排出削減と省エネルギー型社会

の実現に貢献するための省エネルギー技術、エネルギ

ー安定供給と環境負荷の低減を目指す新エネルギー技

術、地下資源の確保等のための資源技術等の研究開発

を推進する。 

① 電力技術 

 国際的に遜色のない低廉な電力供給の実現を図り

つつ、エネルギーセキュリティ確保及び地球環境問

題への対応という社会的要請に応えるため、その一

翼を担うべく、革新的電力デバイス、電力ネットワ

ーク、超電導技術による高効率電力輸送技術の基盤

技術を開発する。 

・炭化珪素等を使用した革新的電力デバイスによる超

低損失電力素子の基盤技術を、素子構造、パッケー

ジデザインの検討を通じて開発する。 

・スーパーノードネットワークの概念設計について、

社会インパクトを明らかにし、設計指針を明確化す

る。 

・超電導ケーブル長尺冷却技術の研究を行い、比例縮

小冷却モデル試験による長尺冷却技術を確立する。

また、限流器用大面積超電導薄膜作製技術の高度化

を行う。 

② 省エネルギー技術 

 CO2排出削減と省エネルギー型社会の実現に貢献

するために、エネルギー高効率利用技術、動力等へ

の変換合理化利用技術、エネルギー回収・蓄エネル

ギー技術、省エネルギーネットワーク技術に関する

研究開発を実施する。 

・ガスタービンに供給可能な灰分200ppm 以下の無灰

炭製造技術を開発する。 

・作動ガス循環型動力システムにおける燃焼制御技術

の開発によって、CO2回収対応型タービンの熱効率

60％以上、水素燃焼ディーゼルエンジンの熱効率

45％以上の達成に貢献する。 

・高効率熱電材料を開発するための基盤技術としての

量子効果材料や、かご型構造材料について構造と物

性の研究を行い、作動温度が広く高効率（6％以上）

の素子の開発及び関連システムの研究を行う。 

・民生部門の電力負荷平準化を目的として、キャパシ

タ容量10Wh/L 達成のための炭素電極材料を開発す

る。 

・次世代高性能二次電池の開発に貢献するため、新規

合成プロセスと構造解析に基づき電気化学特性に優

れた新規電極材料及び新規電解質を開発する。 

・自立分散ネットワーク技術の開発を行い、高速制御

ソフトウェアと多数モジュール制御技術、分散エネ

ルギーに関する広域情報を組み合わせ全体エネルギ

ーシステムを運用する技術の基礎と評価手法を確立

する。 

③ 新エネルギー技術 

 エネルギー安定供給と環境負荷の低減という社会

的要請の同時解決を図るため、化石燃料の環境調和

利用を図りつつ、環境負荷を小さくするクリーンエ

ネルギーの基盤技術を開発する。 

・低コスト高性能の太陽電池生産に向けて、高効率積

層型薄膜シリコン系太陽電池の製造技術、光閉じ込

め型極薄膜結晶シリコン太陽電池技術、CIS 系太陽

電池の高信頼プロセス技術、超高効率の化合物太陽

電池の低コスト製造技術、安価で高性能な色素増感

太陽電池技術などを開発する。 

・太陽光発電システムの大量導入に向けて、多数の太

陽電池パワーモジュールの高機能並列動作技術を開

発すると共に、太陽電池モジュールの設計・監視・

診断などの総合支援技術、性能・信頼性評価技術、

リサイクル技術などを確立する。 

・次世代型燃料電池の開発に貢献するため、燃料の多

様化技術、起動停止特性の改善技術などを開発し適

用用途の拡大を図るとともに、新規電解質及び新規

電極触媒技術を開発する。 

・変動風荷重に対して風力タービンの出力変動50％低

減を実現する技術を開発する。 

・化石資源・廃棄物等から水素濃度80％以上の高純度

水素を二酸化炭素濃度1％以下で製造するための基

盤技術を開発する。 

・樹木系バイオマスをガス化率90％以上でガス化する

技術を開発する。 

・酸化物を中心とした微粉末半導体光触媒を用いた太

陽光による効率的な水の直接分解プロセスを開発す

るための基盤技術を開発する。 
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・水と炭酸ガスと太陽光から、高効率で高エネルギー

化合物を製造する人工光合成プロセスの確立のため

の基盤技術を開発する。 

・将来のエネルギー供給の基幹部分を担う原子力につ

いて、より安全で環境負荷の小さい核融合方式に関

する基盤技術の研究開発を行う。 

④ 資源技術 

 地下資源の探査手法、資源量の評価手法、資源開

発・利用に伴う安全技術、環境保全技術に関する研

究開発を行うとともに、アジアを中心に資源開発研

究協力を実施する。 

・ヒストリーマッチングに地球物理学的なモニタリン

グ手法を適用した地熱貯留層評価管理技術の開発を

行う。 

・石炭起源天然ガス資源、ガスハイドレート、潜頭性

大規模熱水性鉱床等に関して、鉱床の成因・形成機

構を解明、資源ポテンシャルの評価技術の開発を行

う。 

・資源の開発・利用及び放射性廃棄物等の地層処分を

安全かつ低環境負荷で実施するための地下計測・監

視技術を確立するために、長期地下モニタリング技

術の開発を行う。また、リスクアセスメントの高度

化等による安全管理手法の開発、安全基準、検定、

爆薬及び液化石油ガスの安全利用等に係る基準の策

定に関する研究を実施する。 

・インドネシアでの地熱資源調査とベトナムでの鉱物

資源探査・評価についての資源開発研究協力を行う。 

(2) 革新的・基盤的技術の涵養 

１．分野横断・革新的技術 

 福祉高齢化社会においても安全・安心な生活、高度

情報化社会および環境と調和した社会システムの実現

のためのフロンティア技術の開拓を目指し、新現象の

解明、革新的物質・デバイスの創製のために、ナノバ

イオテクノロジー、ナノデバイス、ナノ材料など、各

分野の研究開発の推進の基盤となる、分野横断的なナ

ノテクノロジー技術及び多分野にまたがる共通基盤技

術である光技術、計算科学、人間のモデル化技術、計

測分析技術について、先導的、先進的に研究開発を進

める。 

① ナノテクノロジー 

 ナノメートルにおける物質の制御による有用な材

料、デバイス、システムの創製技術とともに、材料・

機器のマクロ性能の飛躍的向上をはかる技術を開発

する。 

・量子構造における新規物理現象の探索・解析を行い、

単一電子検出デバイス、スピンデバイス、超伝導デ

バイス等へ応用するための要素技術を開発する。 

・単一分子の導電特性、力学特性等の物性を計測する

ために、多針の多機能走査トンネル顕微鏡を開発す

る。さらに、生体分子間の相互作用が計測可能なプ

ローブの開発のための要素技術を確立する。 

・走査トンネル顕微鏡等の高度化により、次世代半導

体における10nm オーダーの形態観察、局所元素分

析および作製プロセス評価のための in-situ 機能解

析技術を開発する。 

・極限機能分子としてのカーボンナノチューブを応用

するための要素技術（大量生産、高分解能、高再現

性、長寿命化等）を開発する。 

・自己集積性分子の高効率精密合成により、10-100nm
の有機ナノチューブ、ナノワイヤー等の材料創製を

行うとともに、構造制御および任意の固体表面に固

定化する技術を開発することで、機能集積素子の実

現に資する。 

・ナノ機能構造体の生産性及び制御性に優れた加工法

及びそれを実現する加工装置技術の基盤技術を開発

する。 

② 光技術 

・次世代光情報通信における高精度な光計測、光の発

生・制御のため、光機能材料、超高速動作光制御デ

バイス、高精度光計測･制御技術、量子暗号通信等を

開発し、超高速・超高密度情報通信の実現に貢献す

る。 

・光情報通信･情報処理等に必要な化合物半導体、酸化

物半導体等の高品質薄膜結晶成長、界面制御、微細

構造形成技術による高性能光デバイス実現のための

要素技術を確立する。 

・光通信における高性能光集積回路の開発を目指し、

ファイバーや導波路用のガラス系材料開発とデバイ

ス化技術開発を行う。 

・超高速大容量光情報をリアルタイムで処理するため、

有機・高分子系材料による高輝度発光素子、フレキ

シブルな光導波路、ペーパライクカラー記録表示等

の開発を行う。またナノ構造を制御した光デバイス

や高密度光メモリーを実現するために必要な、近接

場計測・制御技術の開発を行う。 

・省エネルギー・省環境負荷を実現するために、自然

光等を有効利用して光る表示素子や三次元表示が可

能な書き換え可能なホログラムの開発を行う。 

・光を利用した新材料創出、環境調和型プロセスのた

めの技術として(1)光合成における電子移動の理論

的研究、(2)色素・半導体表面等における超高速電子

移動反応の素過程の解明、(3)光エネルギー変換技術

の設計指針の確立、(4)レーザー等による量子反応制

御実現のための要素技術の確立、(5)高密度パルス光

によるレーザー精密プロセスによる高機能材料の作

成、レーザー応用表面改質技術、薄膜、微粒子作成

技術、極低温場レーザー反応による新規活性化化学

種クラスター等の構造特異化合物の作成技術を開発

する。 

・次世代光情報通信技術や高精度計測技術の基盤的研
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究整備のため、フェムト秒、アト秒レーザーパルス

等の可視から近赤外域での発生制御、圧縮、増幅技

術や極端紫外コヒーレント光の高効率発生技術の開

発を行う。 

・次世代高度物質プロセス・計測技術開発を目指して、

赤外から X・γ線に至る高輝度広帯域放射光源とし

ての多機能放射光・自由電子レーザー、及び高機能

量子放射源としての低速陽電子ビーム、プラズマ X
線技術の発生制御の高度化とその微細プロセス・精

密計測への利用技術開発を行う。 

・光を利用した有用で新たな計測制御操作技術開発の

ため、光学部品等の形状を高精度で計測する技術お

よび広帯域光センシング技術、光の位相やコヒーレ

ンスを制御する技術、微粒子配列の光デバイスへの

応用を目指した光ピンセット技術の研究を行う。 

・超高精度計測、光制御、および光ピンセット技術の

高度化等の研究開発を行う。 

③ 計算科学 

 現象発現の仕組みがより複雑化し、物理的にもコ

スト的にも実験・実証が困難化している状況の打破

を目的として、構造と機能の解析・予測のシミュレ

ーションをコンピュータで行うことによる現代科学

技術の発展の基盤となる技術を先端情報計算センタ

ーの計算資源を活用して開発する。 

・化学反応解析技術における表面反応、生体反応など

大規模反応系の高精度計算および反応経路予測技術

を可能にするため、(1)第一原理分子動力学法の高

速・高精度化手法、(2)高速分子軌道法／密度汎関数

法と高速分子動力学法の結合方法、(3)フラグメント

法、レプリカ法に基づいた新しいコンビナトリアル

法と複雑な遷移状態の構造を広範囲にかつ高速に検

索できる新しい統計力学理論に基づいた拡張アンサ

ンブル法、および(4)大気中の化学物質の化学反応、

触媒反応、超臨界流体中の化学反応、表面反応へ応

用するための方法を開発する。 

・ナノ物質解析・設計シミュレーション技術について

は、1ナノメータから100ナノメータのスケールにわ

たる複雑系であるナノ物質に対して、従来のシミュ

レーション技術を越えた新たな解析・設計技術を確

立することを目的として、産業界での応用研究上重

要な複合ナノ物質系の構造・機能を予測し、物質設

計を実現することを目指す研究を行い、所定の機能

を発現する複合系の設計指針を得ることが可能なシ

ミュレーション技術を開発する。具体的には、固体

表面や、微細孔物質（FSM-16など）における分子

の自己組織化を利用した分子デバイスなどを研究対

象とする。 

④ 人間のモデル化技術 

・ビジョン技術を適用することで、足や体型の静的形

状、動的変形を非接触計測する手法を研究する。静

立位時の形状データ、歩行、走行などの運動に伴う

関節変位や形状変形データを収集し、これをコンピ

ュータ上でモデル化することで、個人差や運動によ

る状態差を定式化する。また、このディジタルヒュ

ーマンモデルに基づくウェアラブル製品の設計・製

造・販売システムの基盤技術について、企業との共

同研究を通じて具体的に研究する。 

⑤ 計測・分析技術 

・計測分析結果の定量的理解と共通の尺度を提供し、

先端技術開発、環境保全技術等へ貢献するため、計

測分析技術の開発を行う。 

・超伝導効果を利用した次世代電圧標準デバイスを開

発するとともに、HTS-SQUID を利用した非破壊計

測技術、及び広帯域超伝導 AD コンバータを開発す

る。 

・スペクトルデータベースに関して、データの質と量

を充実させ、インターネットでの公開を継続する。

熱物性データベースに関しては、学協会と協力して

インターネットを通じて公開する。 

２．材料・化学プロセス技術 

 日本経済の持続的成長を維持するための市場創出に

つながる革新的技術の確立を目的として、高度情報化

社会の実現や環境と調和した循環型社会システムの構

築に資するナノ物質・材料技術、機能共生材料技術、

特異反応場利用プロセス技術を開発する。 

 また、工業製品の信頼性を支える基盤的技術の涵養

を目的として、高信頼性材料システム技術を開発する。 

① ナノ物質・材料技術 

 ナノメートルサイズの物質の構造制御を利用して、

超高速・大容量情報処理技術の基盤となる複合機能

原料や新炭素材料、持続的な経済社会発展の基盤と

なる精密制御高分子材料、軽量金属材料、先進構造

材料の開発を目指して、以下の研究開発を行う。 

・ペロブスカイト化合物誘電体、及び酸化物導電体等

の半導体プロセスと整合性の良い650℃以下の温度

で材料化が可能なテーラードリキッドソースや機能

複合粉体ソースを開発する。 

・塗布熱分解法を改良し、77K において Jc＞1MA/cm2

のYBCO交流限流素子および2GHz用超電導マイク

ロ波フィルター（YBCO 膜の表面抵抗0.5mΩ）を

開発する。 

・ダイヤモンド発光ダイオードの開発を目的として、

高圧法、CVD 法等による低欠陥密度ダイヤモンドの

合成と、イオン注入法による高品質ダイヤモンド半

導体作製技術を開発し、ダイヤモンドエキシトン発

光を用いた室温で動作する紫外線（235nm）発光デ

バイスを作製する。 

・炭素系材料によるナノスペースを制御し、水素貯蔵

及びガス分離等の機能発現とその材料化を行うと共

に、単層ナノチューブ合成のための触媒開発も行う。
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さらに、極限環境下で優れたトライボロジー機能等

を発揮する新材料を開発することを目的として複合

PVD 法や新焼結技術を用いたトライボマテリアル、

スーパーハードマテリアル等の創製と評価を行う。 

・実用省成分軽量合金を対象に、マイクロエクスプロ

ージョンプロセスとセミソリッドプロセスを統合し、

市販鋳造材より結晶粒径が1/10以下で50％以上高い

強度を持つ鋳造加工プロセス技術を開発する。また、

マグネシウム合金にあっては、リサイクル材の強度

をバージン（鋳放し）材の1.5倍以上(300MPa)に高

めるリサイクル技術を開発する。 

・イオン・プラズマプロセス技術による材料の超高純

度化プロセス技術を確立するとともに、超高純度材

料の耐高温酸化性、耐腐食性評価試験を行う。 

・200℃以下の温度でナノポアセラミックス材料が合成

できる低エネルギー製造プロセス技術を開発し、室

内アルデヒド濃度を厚生労働省基準以下にする内装

材料を開発する。 

・ナノポア材料の新規合成法（固相合成法、有機・無

機添加剤、水熱合成法）等を確立し、固体酸触媒、

分離材料、電気粘性流体、センサー等の新機能材料

を開発する。 

・高分子の分子量、立体規則性、共重合性、ヘテロ元

素の規則的な導入による有機・無機ハイブリッド化、

多分岐高分子の新規合成法等の一次構造制御におけ

る重合機構の解明並びに多成分・多相系高分子の配

向構造制御、メゾ秩序構造、ネットワーク構造等の

高次構造形成プロセスの機構を解明する。 

② 機能共生材料技術 

 材料の組織を原子・分子からナノ、ミクロ、マク

ロにわたり制御する技術を開発し、複数の機能が共

生した材料を創製する技術の開発を目指して、以下

の研究開発を行う。 

・高次構造制御により、800℃以上の腐食性雰囲気下に

おいて50μm以下の粉じんが捕集可能なフィルター

材料、高荷重・無潤滑環境下で比摩耗量が従来材料

の1/10以下の材料、400℃以上酸素共存雰囲気下にお

いても連続的に窒素酸化物の還元除去が可能な材料、

腐食性環境下でジルコニアセンサーと同等の

10msec の応答速度を持つ高温用酸素センサー材料

が創製できることを実証する。 

③ 高信頼性材料システム技術 

 構造材料の信頼性向上、長寿命化を図るため、使

用環境下での損傷形成過程を支配する主要因子の定

量化を行うとともに、損傷位置の検出や損傷制御機

能を持つ修復材料の開発、及び長寿命複合材料、低

摩擦摩耗材料の開発を目指して、以下の研究開発を

行う。 

・破壊理論に基づいた精緻な実験的解析により損傷形

成過程のモデル化を図り、部材特性の高精度な解析

手法を開発する。 

・センシング機能の高度化と逆問題解析技術を確立し、

コンクリートや金属構造体の亀裂発生部位に接着修

理可能な損傷位置評定機能や損傷制御機能を持つス

マートパッチを開発する。 

・強化材と母材との界面結合力をコントロールする技

術を開発し、セラミックス基複合材料においては、

弾性率が110～160GPa の複合材料を2週間以内に製

造できる技術を、金属基複合材料においては、500℃

での耐食性を2倍以上高めた材料及び800℃での耐摩

耗性を2倍以上高めた材料を開発する。 

・複雑形状の構造部材表面にダイヤモンド質薄膜やオ

キシカーバイド薄膜等の耐久性、耐食性に優れた皮

膜を形成する技術を開発する。また、極限的環境下

で使用できる BCN ダイヤモンドの焼結体等から成

る低摩擦・超低摩耗材料を開発する。 

④ 特異反応場利用プロセス技術 

 材料製造に関わる環境や、エネルギー、製造コス

ト等の制約要因を克服し、材料の国際的な競争力を

強化するために、特異な反応場を利用した新たな材

料製造プロセス技術の開発を目指して、以下の研究

開発を行う。 

・微小重力環境を利用して、融液の凝固過程の制御を

行うことにより、従来技術で作製される2倍以上

（20mmφ）の大きさの高感度赤外線センサー用化

合物半導体材料が作製できることを実証する。 

・マイクロ波やプラズマ等を利用して、従来の焼結技

術と比べ、焼結温度を200℃低く、焼結時間を2分の1

とするセラミックス焼結技術を開発する。また、生

体構造・機能を模倣したテンプレート、自己組織化

等の分子制御技術を用い3次元的規則配列構造を形

成する技術を開発する。 

・超臨界水反応場を利用したプロトン利用有機合成法

を確立する。 

・超臨界二酸化炭素を反応媒体及び基質とするウレタ

ン、エステル化合物等の合成技術を開発する。 

・高温・高圧の反応制御技術を開発し、アセチレン等

の固相重合によるポリマー機構の温度・圧力反応条

件依存性を明らかにする。 

３．機械・製造技術 

 経済社会の持続的発展を支えるための技術の緻密化

と融合化による産業競争力の強化とともに、環境と調

和した経済社会における資源の円滑な循環、高度情報

通信社会及び高齢化社会、少子化社会への対応のため

に、製造技術と基盤となる情報基盤技術に関するもの

づくり支援技術、各種産業へ影響する機械製造技術の

微細化、精密化のためにマイクロナノ加工組立製造技

術、環境との調和を実現する循環型社会構築のための

IT 技術と融合化した循環型生産システム技術、機械シ

ステムの信頼性・安全性の向上を目的とした信頼性工
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学技術の研究開発を推進する。 

① ものづくり支援技術 

 加工技能の技術化に関する研究を、製造技術とそ

の情報通信技術に関するアプローチで集中的、先導

的に進め、産学官連携体制の中で、成果を随時産業

界へ提供する速効波及型研究を行い、テクノナレッ

ジネットワーク上で評価する。 

・ニーズや重要性の見地から選定した加工分野に関し

て、センシング技術、加工データベースシステムと

加工条件決定などの技術コンサルテーションが可能

な加工支援プロトタイプシステムを開発し、加工条

件設定などに必要な時間が短縮されることを示す。 

・ものづくり支援に統合的に運用可能な、プログラム

単位の結合、自由な組合せにより、設計製作現場で

必要となる情報を、既存のシステム等が管理する利

用者権限に応じて使用可能とする設計製作支援共通

プラットフォームシステムを開発し、有効性検証を

目的としたプロトタイプシステムの開発と評価を行

う。 

② マイクロナノ加工組立製造技術 

 各種産業へ影響する機械製造技術の微細化、精密

化のために、ナノ加工技術、マイクロファブリケー

ション技術等の研究開発と、その一層の高度化のた

め、基礎となる各種現象の解明、原理・手法の確立、

計測、評価を行う。 

・精密形状転写加工や、ビーム加工等における加工点

付近での微小な加工現象を解明し、それを応用して、

微細構造、超精密形状等のマイクロ構造材料に適用

できるマイクロファブリケーション・解析評価技術

を開発する。ダウンサイジングに適した工作原理を

示すため、体系的なマイクロ機構力学の解明と設計

技術に基づいて、実用性の高いハードウェア/ソフト

ウェアを市場および学会に発信する。さらにナノト

ライボロジーの解明、微細固体駆動素子技術および

組立技術等を通じ、超微細加工技術と評価技術、微

小流体操作システム等の高集積機械システムを実現

する。 

・ナノスケールの微細領域の加工の実用化に不可欠な

メカフリーの高制御性・高速・超微細レーザー加工

装置を開発するための要素技術として、高コヒーレ

ンス完全固体レーザーのための温度安定化技術と、

超解像技術を用いる極微細加工技術の基盤技術を開

発する。 

・ナノメートルオーダーの構造を制御して量子機能を

発現する構造体の基盤となる、均一（標準偏差1.2 以

下）無汚染の1～50nm の超微粒子の作製・制御技術

を開発するとともに、プロセス場の計測・解析及び

制御技術と、ナノ粒子操作技術の応用展開によりナ

ノスケールの機能付加加工技術を開発する。 

・マイクロスケールオーダーの微細形状の成形加工プ

ロセスの最適化に向けて、プロセス条件とミクロな

環境の構造、組織、形状及びその機能が性能特性と

の関連について検討し、成型材料の硬化の過程の解

析技術とホログラムを用いた非接触計測技術を開発

する。 

③ 環境負荷低減生産技術 

・環境との調和を実現する循環型社会構築のための IT
技術と融合化した循環型生産システム技術の確立を

目指し、設計・製造・使用（メンテナンス含む）・

廃棄（リサイクル含む）といったライフサイクルシ

ナリオを製品特徴に応じて最適化し、製品ライフサ

イクル管理手法を確立するとともに、各種エコマテ

リアルプロセス等、省エネルギー型のプロセスの開

発を行う。また、次世代のエコトライボロジーシス

テム構築のための基礎研究を推進する。 

④ 信頼性工学技術（安全対応技術） 

・診断アルゴリズムの開発、AE や振動など複数の情

報を解析するマルチモニタリングによる高信頼性異

常予知診断システムや電磁現象を応用した高精度損

傷評価技術の開発を行い、実機への適用性を検証す

る。また、機械要素の寿命･材料評価に関するデータ

ベースを構築するとともに機械要素の精度保証シス

テムを提案し、国内案を作成、ISO の規格制定・改

定に貢献する。 

 

別表２ 地質の調査（知的な基盤の整備への対応） 
 我が国の産業の発展、国民生活の安寧はもとより広く

人類の持続的発展に貢献するため、国土の利用や資源開

発・環境保全に必要不可欠な地質の調査、国土の地質学

的・地球科学的実態の正確な把握、地球科学に関する基

礎的・先導的・応用的研究、ならびに地震・火山等の地

質災害の軽減研究を実施するとともに、海外地質調査、

国際研究協力及び技術協力を推進し、これらの地質学

的・地球科学的情報を広く国民に提供する。 
①【地質情報の組織化と体系的集積・発信】 

[地質図・地球科学図の作成] 

・地震予知・防災に関する緊急性の高い特定観測地域

1/5万地質図幅13図幅、社会的及び地球科学的重要地

域の1/5万地質図幅17図幅を作成する。1/20万地質編

さん図の全国完備を目指して、未出版8地域を作成す

る。さらに特定観測地域の1/20万総括図8地域の調査

を実施する。 

・主要四島沿岸海域のうち未調査である北海道東方5

海域の調査を行うとともに、1/20万海洋地質図を14

図作成する。 

・重力基本図4図と50元素の全国1/200万地球化学図を

作成し、中国・四国地域における重力調査を実施す

る。さらに、人為汚染地域の1/20万精密地球化学図

作成手法の開発を進める。 

・大都市圏精密基盤構造図および衛星地盤変動図作成
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手法を開発する。 

・未利用地熱資源量評価のために、地熱資源評価シス

テムの設計及び数値地熱資源量分布図の作成を行う。 

・1/200万鉱物資源図2図、燃料資源地質図2図、1/50

万鉱物資源図2図、水文環境図4図、大都市圏の地質

汚染評価図2図を作成する。 

 [情報の数値化・標準化・データベース整備] 

・1/5万地質図幅315図、出版済1/20万地質編さん図全

99図をベクトル化し、数値地質図として整備する。 

・新第三紀標準複合年代スケール及びデータベースな

らびに1/20万地質図の共通凡例を作成し、地質表示

基準を完成する。これを用いて1/20万精度の暫定版

全国地質図を編さんし、大都市地域の1/20万地質図

を再編する。 

・地球化学標準試料を新たに4個作成し、標準値を設定

する。 

・地質標本を2万点追加登録するとともに、岩石鉱物・

化石の分類・系統・標準研究高度化の第1フェーズと

して日本の岩石鉱物カタログを作成する。 

・石炭起源ガス、ガスハイドレート等の天然ガスを中

心とする燃料資源、大規模潜頭性鉱床等の鉱物資源

及び西太平洋の海底鉱物資源情報を体系的に収集す

る。 

・日本地質図データベース、日本全国空中磁気データ

ベース、日本周辺海域の海洋地質データベース、水

文地質データベース及び日本地層名検索データベー

スの構築と、日本地質文献データベース、日本及び

世界地質図索引図データベース、地球化学情報デー

タベース、地質標本管理用データベース、ならびに

地質標本館登録標本画像データベースの継続的な更

新を行い、ウェブ上に公開する。 

・地下構造3次元データベースと国内モデル5地域の

1/20万統合地球科学データベースの試作を行う。 

・これらのデータベース構築に必要な技術開発と標準

化を行う。 

 [地質情報の提供] 

・地質の調査に係わる地質図類、報告書、研究報告誌

等の出版を継続するとともに、オンデマンド印刷・

CD-ROM 等電子媒体による頒布体制を整備する。 

・新たに地質の調査に関連するメタデータ及び総合的

な検索システムをウエブ上に構築する。 

・各種イベントへの参加協力および独自の地域地質情

報展などを毎年開催するとともに、地球化学標準試

料を含む標準的試料・標本や成果普及物の頒布と野

外見学会や普及講演会の実施を行う。 

・資源・地質災害等の重点研究分野における産業界、

学界、地方自治体等との交流・連携を強化推進する

とともに、地学に関する内外からの相談に積極的に

応える地質相談を行う。 

 [地質の調査のための基盤的基礎的研究] 

・島弧地域における地史未詳地質体の研究を行い、北

部フォッサマグナ構造図の作成等による島弧地質現

象モデルの高度化、地質調査技術の高精度化を行う。 

・地殻深部の不均質構造探査手法の研究を行うととも

に、古地磁気/岩石磁気手法の高度化と海底付近での

物質循環や海底環境把握手法の開発を行う。 

・アジアの金資源の開発・利用におけるリスク要因の

研究とリスクアセスメントの高度化を国内外で行う。 

・二次イオン質量分析法による精密同位体分析法の開

発を進め、地質不均質系成因モデルを構築する。 

②【深部地質環境の調査・研究】 

・地層処分システムに関係する地球科学的知見・デー

タの取りまとめと分析を行い、安全性評価のための

論理モデルを構築するとともに、地下水流動モデル

や長期的な物質の挙動のナチュラルアナログ等の研

究を行う。 

・東北南部の列島横断地帯及び地質項目毎の代表的地

域において、総合的な広域地質調査・解析を実施す

るとともに、長期変化プロセスとメカニズムの抽

出・検証、及び定量的な影響評価解析・予測手法等

の研究を行い、技術資料等を整備する。 

・既存公表資料を対象とした地質の隔離性に関する全

国データベースシステム、及び地質構造解析システ

ム等のデータ処理システムを構築する。 

・深部地質の災害や環境保全に関する要素や指標を抽

出し、それらの地域分布に関する各種の地質環境図

類を作成し、分り易い形での情報発信を行う。 

③【地震・活断層及び火山の調査・研究】 

 [地震・活断層] 

・全国主要活断層の第一次調査、及び第一次評価を完

了し100年以内の地震発生確率を明らかにするとと

もに、平成16年度末までに活断層12件の調査報告書

を出版する。 

・活断層ストリップマップ3図、1/50万活構造図3図、

地震発生危険度マップ1図を刊行する。 

・2つの活断層系を対象として、セグメンテーション及

びセグメントの連動を解明する。 

・京阪神2地域の震源断層モデルと地下構造モデルを完

成し、被害予測図を作成する。 

・地下水等の変動観測システムと前兆的地下水位変化

検出システムを構築する。 

・活断層による歪蓄積過程を把握し、モデル地域にお

ける活断層深部構造物性図の作成を行う。 

・室内実験および野外観測調査により断層の深部すべ

り過程のモデルを構築し、地震発生予測のためのシ

ステムを設計する。 

・日本周辺海域の地質構造・地震性堆積物の解析から、

地震発生頻度の予測手法を開発する。 

 [火山] 

・薩摩硫黄島、有珠・岩手火山観測を行い、マグマ供
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給系の物理化学過程を明らかにする。 

・雲仙平成新山の科学掘削を行い、マグマ上昇モデル

を検証し、噴火成長史・マグマ発達史を構築する。 

・火山科学図および火山地域地球物理総合図の作成手

法を開発するとともに、火山地質図2図を作成し、第

四紀火山活動の時空分布および火山衛星画像をデー

タベース化する。 

・火山体地質環境・変質部等の脆弱部を空中物理探査

から定量的に評価する手法を確立する。 

④【緊急地質調査・研究】 

・社会的要請への組織的かつ機動的な対応のために必

要な調査・研究の調整を実施するとともに、地震、

火山噴火、地すべり等の地質災害発生時には、直ち

に情報収集の体制を組み、必要に応じて緊急調査研

究を実施し、現地調査観測情報および関連情報を一

元的かつ速やかに提供する。 

⑤【国際地質協力・研究】 

・地質の調査に係る国際協力の枠組み作り、国際地質

標準の設定に向けた企画調整、および国際機関関連

業務等に関する実施内容の策定を行うとともに、2

国間、多国間および国際機関に係わるプロジェクト

についての企画および実施の調整を行う。 

・CCOP（東・東南アジア沿岸・沿海地球科学計画調

整委員会）、ICOGS（国際地質調査所会議）等に係

わる活動に、我が国を代表する実施機関として参画

する。 

・東・東南アジア地域の地球科学情報収集を実施する

とともに、鉱物資源データベース、地熱資源データ

ベース、及び海洋地質環境情報デジタルデータベー

スを構築し、小縮尺東アジアの地質災害図を作成す

る。 

・アジア地域における地質情報の標準設定と地球科学

図類の数値化、データベース化、メタデータ構築を

実施するとともに、インターネットによるアジア各

国との地球科学情報交換システムを整備する。 

 

別表３ 計量の標準（知的な基盤の整備への対応） 
 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展を担保する

ため、計量標準及び法定計量に関する一貫した施策を策

定し、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究及

び開発並びにこれらに関連する業務、並びに計量に関す

る教習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量

機関を設立する条約のもと、計量標準と法定計量に関す

る国際活動において我が国を代表する職務を果たす。 
① 国家計量標準の開発・維持・供給 

 経済構造の変革と創造のための行動計画（閣議決

定、2000.12）、科学技術基本計画、知的基盤整備特

別委員会中間報告（産業技術審議会・日本工業標準

調査会合同会議1999.12）の目標・方針に基づいて計

量標準（標準物質を含む。）の開発・維持・供給を

行い、また国際基準に適合した計量標準の供給体制

を構築して運営する。 

・計量標準の分野ごとに計量標準の開発・維持・供給

を行い、ISO/IEC17025及び ISO ガイド34に適合す

る品質システムを構築して運営する。また、国家計

量標準と国家計量標準機関が発行する校正証明書に

関する相互承認協定（以下グローバル MRA と略

す。）の枠組みの中で計量標準の国際比較と国際相

互承認を行う。 

－長さ・幾何学量分野では既存の6種類の計量標準

の維持・供給を継続するとともに、13種類の開発

に着手し、既着手分と合わせて25種類の開発を進

め、そのうち14種類の供給を開始する。15種類の

計量標準に対して品質システム技術部分を構築

して運営する。国際比較に関しては32件に参加し、

13種類の計量標準に関して国際相互承認（暫定承

認を含む。）を行う。 

－時間・光周波数分野では既存の1種類の計量標準

の維持・供給を継続するとともに、8種類の開発

に着手し、そのうち2種類の供給を開始する。2種

類の計量標準に対して品質システム技術部分を

構築して運営する。 

－力学量分野では既存の6種類の計量標準の維持・

供給を継続するとともに、4種類の開発に着手し、

既着手分と合わせて15種類の開発を進め、そのう

ち8種類の供給を開始する。12種類の計量標準に

対して品質システム技術部分を構築して運営す

る。国際比較に関しては22件に参加し、13種類の

計量標準に関して国際相互承認（暫定承認を含

む。）を行う。 

－音響・超音波・振動・強度分野では既存の6種類

の計量標準の維持・供給を継続するとともに、9

種類の開発に着手し、既着手分と合わせて15種類

の開発を進め、そのうち3種類の供給を開始する。

8種類の計量標準に対して品質システム技術部分

を構築して運営する。国際比較に関しては5件に

参加し、4種類の計量標準に関して国際相互承認

（暫定承認を含む。）を行う。 

－温度・湿度分野では既存の13種類の計量標準の維

持・供給を継続するとともに、10種類の開発に着

手し、既着手分と合わせて21種類の開発を進め、

そのうち9種類の供給を開始する。20種類の計量

標準に対して品質システム技術部分を構築して

運営する。国際比較に関しては、7件に参加し、8

種類の計量標準に関して国際相互承認（暫定承認

を含む。）を行う。 

－流量分野では既存の8種類の計量標準の維持・供

給を継続するとともに、3種類の開発に着手し、

既着手分と合わせて5種類の開発を進め、そのう

ち3種類の供給を開始する。9種類の計量標準に対
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して品質システム技術部分を構築して運営する。

国際比較に関しては3件に参加する。 

－物性・微粒子分野では既存の1種類の計量標準の

維持・供給を継続するとともに、15種類の計量標

準の開発に着手し、既着手分と合わせて28種類の

開発を進め、そのうち7種類の供給を開始する。6

種類の計量標準に対して品質システム技術部分

を構築して運営する。国際比較に関しては1件程

度に参加し、5種類の計量標準に関して国際相互

承認（暫定承認を含む。）を行う。 

－電磁気・電磁波分野では既存の10種類の計量標準

の維持・供給を継続するとともに、14種類の開発

に着手し、既着手分と合わせて20種類の開発を進

め、そのうち12種類の供給を開始する。17種類の

計量標準に対して品質システム技術部分を構築

して運営する。国際比較に関しては7件に参加し、

15種類の計量標準に関して国際相互承認（暫定承

認を含む。）を行う。 

－測光放射測定分野では既存の6種類の計量標準の

維持・供給を継続するとともに、4種類の開発に

着手し、既着手分と合わせて5種類の開発を進め、

そのうち3種類の供給を開始する。7種類の計量標

準に対して品質システム技術部分を構築して運

営する。国際比較に関しては3件に参加し、6種類

の計量標準に関して国際相互承認（暫定承認を含

む。）を行う。 

－放射線計測分野では既存の7種類の標準の維持・

供給を継続するとともに、15種類の開発に着手し、

既着手分と合わせて17種類の開発を進め、そのう

ち7種類の供給を開始する。9種類の計量標準に対

して品質システム技術部分を構築して運営する。

国際比較に関しては10件に参加し、8種類の計量

標準に関して国際相互承認（暫定承認を含む。）

を行う。 

－物質量分野では既存の76種類の標準の維持・供給

を継続するとともに、60種類の計量標準の開発に

着手し、既着手分と合わせて110種類の開発を進

め、そのうち90種類の供給を開始する。46種類の

計量標準に対して品質システム技術部分を構築

して運営する。国際比較に関しては、20件に参加

し、35種類の計量標準に関して国際相互承認（暫

定承認を含む。）を行う。 

－統計工学分野では計量標準の開発・維持・供給・

比較における不確かさについて共通的な評価手

法を開発・整備し、文書発行・講習会開催などに

より校正事業者、認定機関への成果普及を図ると

ともに、産業技術総合研究所内部に対しても不確

かさ解析技術の支援を行う。 

・グローバル MRA の枠組みの中で、我が国の国際比

較への参加を企画・管理し、品質システムの審査に

関しては海外の計量技術専門家による国際査察を企

画・管理する。また我が国の国家計量標準の国際相

互承認を企画・管理する。 

・計量法に基づいて高精度の校正サービスを行う校正

事業者の認定に係る認定申請書類の技術審査、現地

審査、技能試験における移送標準器の校正（参照値

の導出）を行う。 

・計量法認定計量管理事業者制度に基づいて極微量物

質の分析を行う事業者の認定に係る認定申請書類の

技術審査、現地審査、技能試験における移送標準物

質の校正（参照値の導出）を行う。 

・開発された計量標準技術を活用して、化学物質の標

準スペクトルデータ及び材料の熱物性に関する標準

データを測定により取得し、その信頼性を評価して

一般に公開する。 

② 特定計量器の基準適合性評価 

 我が国の法定計量システムの整備に必要とされる

国内外の動向とニーズを調査し、整備に係る実施計

画案を策定するとともに、経済産業省に対して法定

計量システムの企画・立案の支援を行う。また法定

計量に係わる品質システムを構築して運営する。 

・国際比較への参加を企画・管理し、品質システムの

審査に関しては国際査察を企画・管理する。また、

計量器の型式承認について試験データの受け入れに

関してドイツ、オランダ、英国などとの国際相互承

認を企画・管理する。 

・法定計量の国際相互承認に必要な分野において品質

システムを構築して運営する。 

・我が国の特定計量器の技術基準に関し、国際法定計

量機構（OIML）の国際勧告に対応して5機種につい

て国際整合化を行う。タクシーメーター等の計量器

に対する型式承認試験の国際比較に参画する。また4

機種の型式承認に関してOIML計量証明書の発行を

行い、そのうち2機種に対して試験データの受け入れ

に関する国際相互承認を行う。 

・型式承認に係る技術審査、試験業務に関しては、非

自動はかり、燃料油メーターなどを中心として要素

型式承認の導入に基づき、試験及び技術審査業務を

行う。また基準器検査等の検査業務に関しては、認

定事業による校正を導入した新たな検査システムを

構築して実施する。 

・特定計量器のうち、ガスメーター、水道メーター等

の4機種について日本工業規格の原案作成を行う。 

③ 次世代計量標準の開発 

 国際度量衡委員会（CIPM）の勧告を考慮しつつ

先導的な計量標準の技術開発を進め、次世代の計量

標準に結実させる。 

・主要な研究課題として、原子泉方式による新時間標

準、光周波数計測による高精度広域波長標準、電磁

気量に基づく新質量標準、共晶点を利用した超高温
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度標準、高温白金抵抗温度計による新国際温度目盛、

粘度の新国際標準、高速・高精度の交流電圧標準、

イオンビーム堆積物質量標準、情報技術を利用した

新しい標準供給方式などを考慮し、適宜柔軟な計画

の見直しとチーム編成のもとに技術開発を行う。 

④ 国際計量システムの構築 

 我が国の計量技術を諸外国に積極的に発信すると

ともに、諸外国と協調して国際計量システムを構築

する。その際、諸外国の計量システムと国際計量シ

ステムに我が国の技術を積極的に反映させる。 

・アジアを中心とした開発途上国へ国家標準器の校正

サービスを行い、共同研究を推進する。また、技術

協力プロジェクトにおける専門家の派遣、技術審査

員（ピアレビューアー）の派遣等、相手国の計量シ

ステムの構築と向上を支援する。 

・国際計量システムの発展に資するため、中国、韓国、

欧米先進諸国の研究機関と共同研究・国際比較等を

行う。 

・アジア太平洋計量計画（APMP）で議長国と事務局

の役割を務める。また地域計量機関と国際度量衡局

（BIPM）の合同委員会（JCRB）に参画する。また、

メートル条約のCIPM諮問委員会で作業部会の議長

や委員を引き受ける。 

・国際法定計量機構（OIML）の枠組みの中で、OIML
の国際相互承認協定の締結に関し、OIML TS3/SC5 

の活動を積極的に行う。また、アジア太平洋法定計

量フォーラム（APLMF）の議長国と事務局を引き

受ける。 

⑤ 計量の教習と人材の育成 

 一般計量士、環境計量士の資格付与のために、計

量技術者向けに研修プログラムを作成し、講師と実

習指導者を選任する。 

・国内向けに年間12,000人・日の一般計量の教習、年

間4,000人・日の環境計量の教習を企画・実施する。

環境計量講習に関しては、民間の求めの増大がある

場合これに対応する。計量士の再教育制度が設けら

れる場合には、計量教習機能を強化する。 

・年間200人・日の計量技術者研修を企画・実施する。 

・校正事業者、環境計量証明事業者の適合性評価を行

う審査員のための品質システム研修を行う。 

・アジア諸国を中心に JICA 技術協力等に基づき、法

定計量と計測技術に関して年間500人・日の技術研

修の企画・調整を行う。 

・計量の技術分野毎に民間の計量技術者が校正業務、

環境計量証明業務の遂行等に際して容易に参照でき

るような専門技術書（モノグラフ）を企画・編集す

る。 

 

《別表４》予算 

中期目標期間：平成13－16年度 

（単位：百万円） 

区   別 金  額 

収入（注１、注２） 

  運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  受託収入 

   うち国からの受託収入 

   うちその他からの受託収入 

  その他収入 

  計 

 

284,632 

11,191 

58,131 

51,826 

6,305 

1,218 

355,172 

支出 

  業務経費 

  うち鉱工業科学技術研究開発関係費 

    地質関係費 

    計量関係費 

    技術指導及び成果の普及関係費 

 

  施設整備費 

 

  受託経費 

  うち中小企業対策関係経費受託 

    石油及びエネルギー需給構造高度化 

    技術開発関係経費受託 

    電源多様化技術開発関係経費受託 

    特許生物寄託業務関係経費受託 

    原子力関係経費受託 

    公害防止関係経費受託 

    その他受託 

  間接経費 

 

230,652 

165,533 

20,901 

23,993 

20,225 

 

11,191 

 

51,905 

3,871 

7,275 

 

15,617 

2,133 

4,248 

3,331 

15,430 

61,424 

  計 355,172 

注１：上記収入は、効率化係数△1％、物価上昇係数±0％、政
策係数＋4％、合計で毎年度＋3％と仮定した場合における試
算結果を掲げたものである。 

注２：追加現物出資予定の施設の整備費（国庫債務負担行為歳
出化額13年度2,625百万円、14年度2,159百万円）は経済産業
省本省に予算計上される。 

［人件費の見積もり］期間中総額118,432百万円を支出する。 
但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手
当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与

に相当する範囲の費用である。 
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《別表５》収支計画 

平成13年度～平成16年度収支計画 

（単位：百万円） 

区   別 金  額 

費用の部 

  経常費用 

   鉱工業科学技術研究開発業務費 

   地質業務費 

   計量業務費 

   技術指導及び成果の普及業務費 

   受託業務費 

   間接経費 

   減価償却費 

   退職手当金繰入 

  財務費用 

   支払利息 

  臨時損失 

   固定資産除去損 

 

収益の部 

  運営費交付金収益 

  国からの受託収入 

  その他の受託収入 

  その他の収入 

  寄付金収益 

  資産見返負債戻入 

  財務収益 

   受取利息 

  臨時収益 

   固定資産売却益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

341,326 

341,108 

147,503 

19,007 

21,397 

17,849 

40,015 

53,106 

42,422 

16 

0 

0 

11 

11 

 

348,899 

253,130 

51,826 

6,305 

1,218 

0 

36,420 

0 

0 

0 

0 

7,573 

0 

7,573 

注：退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務
員退職手当法に基づいて支給することとなるが、受託費中

に退職手当引当金が計上されている場合を除き、その全額
について、運営費交付金を財源とするものと想定している。 

《別表６》資金計画 
平成13年度～平成16年度資金計画 

（単位：百万円） 

区   別 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

   鉱工業科学技術研究開発業務費 

   地質業務費 

   計量業務費 

   技術指導及び成果の普及業務費 

   受託業務費 

   その他支出 

  投資活動による支出 

   有形固定資産の朱徳による支出 

   施設費の精算による返還金の支出 

  財務活動による支出 

   短期借入金の返済による支出 

  次期中期目標期間繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   国からの受託収入 

   その他の受託収入 

   その他の収入 

   寄付金収入 

  投資活動による収入 

   有形固定資産の売却による収入 

   施設費による収入 

   その他の収入 

  財務活動による収入 

   短期借り入れによる収入 

  前年度よりの繰越金 

355,172 

298,854 

147,480 

19,004 

21,394 

17,846 

40,031 

53,099 

56,279 

56,279 

0 

0 

0 

39 

 

355,172 

343,981 

284,632 

51,826 

6,305 

1,218 

0 

11,191 

0 

11,191 

0 

0 

0 

0 
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６．職  員 
 形態別・職能別職員数 

職   員 

研究職員 

所属名称 役 員 

総 数 

（内 招へ

い型任期付

研究職員） 

（内 若手育

成型任期付 

研究職員） 

行政職員 
総  計 

理事 11     11 

監事 1     1 

監事監査室     4 4 

研究コーディネータ  3    3 

企画本部  70   20 90 

評価部  12   3 15 

環境安全管理部  7   6 13 

深部地質環境研究センター  35  (2) 2 37 

活断層研究センター  14  (1) 2 16 

化学物質リスク管理研究センター  16 (2) (4) 2 18 

フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究

センター 
 12 (1) (1) 2 14 

ライフサイクルアセスメント研究センター  11  (3) 2 13 

パワーエレクトロニクス研究センター  11  (3) 2 13 

生命情報科学研究センター  13 (5) (5) 1 14 

生物情報解析研究センター  22 (9) (4) 2 24 

ティッシュエンジニアリング研究センター  13 (1) (3) 2 15 

ジーンディスカバリー研究センター  13 (3) (1) 2 15 

ヒューマンストレスシグナル研究センター  12 (4) (3) 2 14 

強相関電子技術研究センター  10 (1) (1) 2 12 

次世代半導体研究センター  31 (2) (5) 7 38 

サイバーアシスト研究センター  11  (3) 2 13 

マイクロ・ナノ機能広域発現研究センター  6 (1)  2 8 

ものづくり先端技術研究センター  13 (2) (1) 2 15 

高分子基盤技術研究センター  21 (2) (4) 2 23 

光反応制御研究センター  26  (6) 2 28 

新炭素系材料開発研究センター  18 (1) (3) 2 20 

シナジーマテリアル研究センター  16  (3) 2 18 

超臨界流体研究センター  13  (2) 2 15 

スマートストラクチャー研究センター  16  (5) 2 18 

界面ナノアーキテクトニクス研究センター  22  (3) 2 24 

グリッド研究センター  14  (4)  14 

計測標準研究部門  220 (1) (5) 2 222 

地球科学情報研究部門  92 (1)  2 94 

地圏資源環境研究部門  67  (2) 2 69 

海洋資源環境研究部門  70  (3) 2 72 

エネルギー利用研究部門  107 (1) (9) 3 110 

電力エネルギー研究部門  88  (4) 2 90 

環境管理研究部門  81  (7) 2 83 

環境調和技術研究部門  63  (5) 2 65 

情報処理研究部門  32 (1) (1) 2 34 

知能システム研究部門  72  (8) 2 74 

エレクトロニクス研究部門  61  (3) 2 63 

光技術研究部門  92  (7) 2 94 

生物遺伝子資源研究部門  68 (2) (11) 3 71 

分子細胞工学研究部門  52 (3) (3) 2 54 

人間福祉医工学研究部門  54  (6) 2 56 

脳神経情報研究部門  57 (2) (9) 2 59 

物質プロセス研究部門  77  (5) 2 79 

セラミックス研究部門  67  (6) 2 69 
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職   員 

研究職員 
所属名称 役 員 

総 数 

（内 招へ

い型任期付

研究職員） 

（内 若手育

成型任期付 

研究職員） 

行政職員 
総  計 

基礎素材研究部門  118  (8) 2 120 

機械システム研究部門  49 (1) (5) 2 51 

ナノテクノロジー研究部門  47 (1) (5) 2 49 

計算科学研究部門  24 (1) (4) 2 26 

人間系特別研究体  32 (1) (4) 1 33 

生活環境系特別研究体  51  (5) 1 52 

グリーンプロセス研究ラボ  10 (2)   10 

薄膜シリコン系太陽電池開発研究ラボ  4 (1)   4 

デジタルヒューマン研究ラボ  7 (1) (1) 1 8 

ライフエレクトロニクス研究ラボ  13  (1)  13 

次世代光工学研究ラボ  6    6 

微小重力環境利用材料研究ラボ  7  (1)  7 

純度制御材料開発研究ラボ   7  (1)  7 

フェロー  3 (1)   3 

先端情報計算センター  2   17 19 

特許生物寄託センター  1   4 5 

技術情報部門  23   11 34 

産学官連携部門  67  (1) 87 154 

産学官連携コーディネータ  11    11 

成果普及部門  32   63 95 

国際部門  17   19 36 

国際コーディネータ  1    1 

業務推進部門     216 216 

能力開発部門     38 38 

能力開発コーディネータ  1    1 

財務会計部門     91 91 

研究環境整備部門     56 56 

北海道センター  2   1 3 

東北センター  2    2 

臨海副都心センター     1 1 

中部センター  1    1 

関西センター  2    2 

中国センター  2    2 

四国センター  2    2 

九州センター  2    2 

管理監  8    8 

総  計 12 2,455 (54) (200) 736 3,203 
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７．財務諸表 

貸  借  対  照  表 

（平成１４年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 資産の部  

  Ⅰ 流動資産  

     現金及び預金  14,434,199,604 

     研究業務未収金  3,604,051,163 

     たな卸資産  113,482,930 

     未収金  12,712,458 

     未収消費税等  2,879,436,710 

     前払費用  56,174,605 

     その他流動資産   49,215,441 

                

      流動資産合計 21,149,272,911 

                

  Ⅱ 固定資産  

   １ 有形固定資産  

     建物  126,712,964,909 

     建物減価償却累計額  △ 5,510,009,594 121,202,955,315 

     構築物  13,366,371,966 

     構築物減価償却累計額  △ 765,027,503 12,601,344,463 

     機械及び装置  26,281,464,705 

     機械及び装置減価償却累計額  △ 1,008,791,488 25,272,673,217 

     車両運搬具  91,274,832 

     車両運搬具減価償却累計額  △ 22,832,300 68,442,532 

     工具器具備品  46,792,965,498 

     工具器具備品減価償却累計額  △ 13,004,371,826 33,788,593,672 

     土地   101,039,970,434 

     建設仮勘定   495,279,234 
                
      有形固定資産合計  294,469,258,867 

                

   ２ その他の資産  

     長期前払費用  49,302,847 

     互助会預託金  16,210,000 
  
      その他の資産合計  65,512,847 

                

       固定資産合計 294,534,771,714 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資産合計 

 

 

 

 

 

315,684,044,625 
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貸  借  対  照  表 

（平成１４年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 負債の部  

  Ⅰ 流動負債  

     運営費交付金債務   6,901,159,503 

     預り施設費   240,761,936 

     預り寄付金   7,110,553 

     研究業務未払金   6,380,150,729 

     未払金   4,592,210,641 

     リース債務   125,590,718 

     前受金   146,603,033 

     預り金   349,053,016 
                
      流動負債合計 18,742,640,129 

                

  Ⅱ 固定負債  

     長期リース債務   46,572,306 

     資産見返負債            

       資産見返運営費交付金  3,885,697,600 

       資産見返寄付金  1,428,779 

       資産見返物品受贈額  24,956,187,743 28,843,314,122 

     引当金             

      退職手当引当金   371,262 

                

      固定負債合計 28,890,257,690 
                
       負債合計 47,632,897,819 

                

 資本の部               

  Ⅰ 資本金              

    政府出資金   269,712,832,163 

                

       資本金合計 269,712,832,163 

                

  Ⅱ 資本剰余金  

     資本剰余金   275,653,016 

     損益外減価償却累計額   △ 7,278,006,135 

                

       資本剰余金合計 △ 7,002,353,119 

                

  Ⅲ 利益剰余金              

     当期未処分利益   5,340,667,762 

     （うち当期総利益 5,340,667,762）  

                

       利益剰余金合計 5,340,667,762 

                

       資本合計 268,051,146,806 

                

       負債資本合計 315,684,044,625 
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損 益 計 算 書 

（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 経常費用  

   研究業務費  

    人件費  *1  33,245,995,572 

    減価償却費  12,953,843,271 

    その他の研究業務費  *2  34,192,239,618 80,392,078,461 

   一般管理費  

    人件費  *3  6,499,516,465 

    減価償却費  153,799,552 

    その他の一般管理費  *4  10,822,149,963 17,475,465,980 

   財務費用  

    支払利息  5,846,178 

    その他財務費用  121,208 5,967,386 
                 
     経常費用合計 97,873,511,827 

                 

                 

 経常収益                

   運営費交付金収益            

    運営費交付金戻入  58,297,037,938 

    資産見返運営費交付金戻入  226,591,959 58,523,629,897 

   物品受贈収益   26,518,758,562 

   知的所有権収益   93,592,679 

   研究収益   433,275,728 

   受託収益   17,628,762,686 

   寄付金収益   8,493,668 

   財務収益              

    受取利息  3,692,575 

    その他財務収益  19,325 3,711,900 

   雑益   278,945,053 
                 
     経常収益合計 103,489,170,173 

                 

 臨時損失                

   固定資産除売却損   274,990,584 

                 

     臨時損失合計 274,990,584 

                 

 当期純利益 5,340,667,762 

                 

 当期総利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,340,667,762 
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キャッシュ・フロー計算書 

（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

（単位：円） 

科    目 金    額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー  

   研究業務支出 △ 18,269,549,294 

   人件費支出 △ 39,439,279,403 

   その他の業務支出 △ 4,974,700,548 

   運営費交付金収入 69,310,487,000 

   受託収入 15,064,414,906 

   手数料収入 63,042,780 

   寄付金収入 17,033,000 

   その他の業務収入 712,634,274 

    小  計 22,484,082,715 

   利息の受取額 3,630,247 

   利息の支払額 △ 5,509,232 

    業務活動によるキャッシュ・フロー 22,482,203,730 

            

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー          

   定期預金の預入による支出 △ 5,000,000,000 

   定期預金の戻入による収入 5,000,000,000 

   有形固定資産の取得による支出 △ 8,435,470,007 

   施設整備費補助金による収入 521,171,000 

   その他の投資支出 △ 16,210,000 

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,930,509,007 

            

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー          

   ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 117,495,119 

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 117,495,119 

            

 Ⅳ 資金に係る換算差額 － 

 Ⅴ 資金増加額 14,434,199,604 

 Ⅵ 資金期首残高 － 

 Ⅶ 資金期末残高 14,434,199,604 
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利益の処分に関する書類 

（単位：円） 

科       目 金       額 

  

 Ⅰ 当期未処分利益             

   当期総利益   5,340,667,762 5,340,667,762 

              

 Ⅱ 利益処分額             

  積立金   5,270,489,541 

  独立行政法人通則法第44条第３項により  

  主務大臣の承認をうけようとする額  

     研究施設等整備積立金  70,178,221 70,178,221 5,340,667,762 

             

 

 

 

 

行政サービス実施コスト計算書 

（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

（単位：円） 

項    目 金      額 

                  

 Ⅰ 業務費用  79,585,245,366 

    損益計算書上の費用  

     研究業務費  80,392,078,461 

     一般管理費  17,475,465,980 

     財務費用  5,967,386 

     臨時損失  274,990,584 98,148,502,411 

    （控除）  

     物品受贈収益  △ 116,475,331 

     知的所有権収益  △ 93,592,679 

     研究収益  △ 433,275,728 

     受託収益  △ 17,628,762,686 

     寄付金収益  △ 8,493,668 

     財務収益  △ 3,711,900 

     雑益  △ 278,945,053 △ 18,563,257,045 

                  

 Ⅱ 損益外減価償却等相当額  

    損益外減価償却相当額  7,278,584,794 

    損益外固定資産除却相当額  11,088,395 7,289,673,189 

                  

 Ⅲ 引当外退職手当増加見積額  △ 869,860,496 

                  

 Ⅳ 機会費用  

    国有財産無償使用の機会費用  409,576,450 

    政府出資等の機会費用  3,440,845,672 3,850,422,122 

                  

 Ⅴ 行政サービス実施コスト  89,855,480,181 
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特記事項 
Ⅰ．重要な会計方針 
 
 １．運営費交付金収益の計上基準 

   費用進行基準を採用しております。 
 
 ２．減価償却の会計処理方法 
   有形固定資産 
   定額法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
   建物     10～50年        

   機械及び装置 20～30年        

   構築物    10～50年        

   車両運搬具   2～ 6年        

   工具器具備品  2～15年        

 また、特定の償却資産(独立行政法人会計基準第77)の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資

本剰余金から控除して表示しております。        

 
３．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 

 自己収入により退職手当を措置する場合には、国家公務員退職手当法に定められている自己都合退職手当の要支

給増加額を引当金として計上しておりますが、運営費交付金により退職手当の財源措置がなされる場合には引当金

を計上しておりません。 

 また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職金要支給額に基づき

計上しております。 

 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 共通消耗品については、最終仕入原価法に基づく低価法により評価しております。また、仕掛品については、個

別法に基づく低価法により評価しております。 

 
５．キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュフロー計算書における資金の範囲は、手許現金及び要求払預金からなっております。なお、要求払預

金には普通預金を含めております。 

 
 ６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
  (1) 国有財産無償使用の機会費用の計算方法 

    近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。        

        

  (2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

    10年もの国債の平成14年3月末利回りを参考に1.4％で計算しております。        

 
７．リース取引の処理方法 

 リース料総額が300万円以上のファイナンス･リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 リース料総額が300万円未満のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 
８．消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。        
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Ⅱ．追加情報 
  独立行政法人移行時の承継資産の評価 
 現物出資資産については産業技術総合研究所法の現物出資に関する規定に基づき現物出資財産の評価委員会が決定

した金額、無償譲与資産については減価償却計算により算出された公正な評価額により評価を行っております。 
 なお、500千円未満の無償譲与資産については、物品受贈収益及び消耗品費にそれぞれ以下のとおり計上しておりま

す。 
     物品受贈収益              13,671,322,007円 

        研究業務費-消耗品費     9,780,941,210円 

        一般管理費-消耗品費     3,890,380,797円 

        

Ⅲ．貸借対照表 

  運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額は30,105,469,499円です｡ 

 

Ⅳ．損益計算書 

         

  *1 研究業務費 人件費の内訳 

     役員報酬                      102,447,000円   

     給与及び手当               17,950,499,007円   

     賞与                        6,700,914,798円   

     法定福利費                  2,557,777,366円   

     退職金費用                  2,848,165,978円   

     非常勤職員給与及び手当      2,876,241,073円   

     その他の人件費                209,950,350円   

        

  *2 その他の研究業務費のうち主要な費目および金額 

     技術委託費                  2,355,709,784円   

     修繕改修費                  2,153,504,664円   

     電気料                      1,763,142,450円   

     消耗品費                   17,492,491,203円   

     ソフトウェア費              2,213,026,681円   

        

  *3 一般管理費 人件費の内訳 

     役員報酬                       78,495,000円   

     給与及び手当                3,464,148,374円   

     賞与                        1,275,832,721円   

     法定福利費                    484,352,342円   

     退職金費用                    637,431,595円   

     非常勤職員給与及び手当        413,719,903円   

     その他の人件費                145,536,530円   

        

  *4 その他の一般管理費のうち主要な費目および金額 

     修繕改修費                    565,313,980円   

     保守費-施設設備口           2,474,862,724円   

     消耗品費                    4,505,962,672円   

        

Ⅴ．キャッシュフロー計算書 

 

 １．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳        

     現金及び預金                14,434,199,604円   

     資金期末残高                14,434,199,604円   
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 ２．重要な非資金取引 

     現物出資の受け入れによる資産の取得     269,712,832,163円   

     無償譲渡等による資産の取得              37,736,554,360円   

     ファイナンス・リースによる資産の取得       286,247,182円   

                                            307,735,633,705円   

 

Ⅵ．重要な債務負担行為 

    当期年度内に契約済(1億円以上)であるが､年度末時点において未履行のものは以下のとおりです｡ 

        

 １．つくば西－３Ｂ棟他設備他改修工事契約 

    契約年月日：平成14年3月13日 

    契 約 金 額     ：225,750,000円        

        

 ２．大容量ネットワーク接続装置テラビット機能部        

   契約年月日：平成14年3月25日 

    契 約 金 額     ：166,940,550円        

        

 ３．電気錠等増設工事 

   契約年月日：平成14年3月15日 

   契 約 金 額     ：116,550,000円 

 
Ⅶ．重要な後発事項 
  該当事項はありません。 
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８．窓  口 
 －総合お問い合わせ－ 

●総合お問い合わせメールアドレス 

  webmaster@aist.go.jp 
 

 

メールでのお問い合わせ範囲 

・産総研へのご意見・ご要望 

・産総研ホームページ内容に対する質問、コメント 

・研究内容に関する質問  

・産総研ＨＰサーバへのリンク希望の方 

 

●総合案内窓口（TEL 029-861-9000） 

 東京本部     （TEL 03-5501-0851） 

 北海道センター  （TEL 011-857-8400） 

 東北センター   （TEL 022-237-5211） 

 つくばセンター  （TEL 029-861-9000） 

 臨海副都心センター（TEL 03-3599-8001） 

 中部センター   （TEL 052-736-7000） 

 関西センター   （TEL 072-751-9601） 

 中国センター   （TEL 0823-72-1911） 

 四国センター   （TEL 087-869-3511） 

 九州センター   （TEL 0942-81-3600） 

 

 

電話番号案内・部署案内等 

 －個別お問い合わせ－ 

●情報公開窓口 

 情報公開推進室 

  TEL 03-5501-2782（東京） 

  TEL 029-861-2177（つくば） 

  TEL 011-857-8902（北海道） 

  TEL 022-231-5123（東北） 

  TEL 03-3599-8360（臨海副都心） 

  TEL 052-736-7352（中部） 

  TEL 072-751-4700（関西） 

  TEL 0823-72-1158（中国） 

  TEL 087-869-4101（四国） 

  TEL 0942-81-4050（九州） 

 

 

情報公開に関するお問い合わせ 

●技術相談  

技術相談の受付、お問い合わせ 

ライフサイエンス・情報通信・ナノテク・材料・製造・環境・

エネルギー・地質・海洋・標準・計量等の分野について専門家

が技術相談にお答えします。 

 

●産学官連携関係 

  －外部との連携窓口－ 

 

産学官連携に関するお問い合わせ 

・共同研究・受託研究・委託研究等の契約締結 

・技術研修の受け入れ 

・特許等の知的財産の戦略的取得と実施促進  

・各種委員会・学協会活動への委員派遣 

 

 



資 料 

(400) 

●見学申し込み 

 

 

見学に関するお問い合わせおよび申し込み 

＜つくばセンター＞ 

 〒305-8563 

  茨城県つくば市梅園1-1-1 中央第3 

  （成果普及部門 広報室） 

 

 

TEL:029-861-4124 
FAX:029-861-4129 

E-mail：info-tou@m.aist.go.jp 

＜北海道産学官連携センター＞ 

 〒062-8517 

  札幌市豊平区月寒東2条17-2-1 

 

 

TEL:011-857-8428 
FAX:011-857-8901 

E-mail：h-koho@m.aist.go.jp 
 

＜東北産学官連携センター＞ 

 〒983-8551 

  宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

 

TEL:022-237-5218 
FAX:022-231-1263 

E-mail：t-koho@m.aist.go.jp 
 

＜中部産学官連携センター＞ 

 〒462-8560 

  愛知県名古屋市守山区志段味穴ヶ洞2266 

 

TEL:052-736-7370 
FAX:052-736-7403 

E-mail：chubu-kouhou@m.aist.go.jp 
 

＜関西産学官連携センター＞ 

 〒563-8577 

  大阪府池田市緑丘1-8-31 

 

TEL:072-751-9606 
FAX:072-751-9621 

E-mail：kansai-koho@m.aist.go.jp 
 

＜中国産学官連携センター＞ 

 〒737-0197 

   広島県呉市広末広2-2-2 

 

TEL:0823-72-1903 
FAX:0823-70-0023 

E-mail：c-renkei@c.aist.go.jp 
 

＜四国産学官連携センター＞ 

 〒761-0395 

  香川県高松市林町2217-14 

 

TEL:087-869-3530 
FAX:087-869-3554 

 

＜九州産学官連携センター＞ 

 〒841-0052 

   佐賀県鳥栖市宿町807-1 

 

TEL:0942-81-3606 
FAX:0942-81-3689 

 

●図書室利用 

  TEL 029-861-5325 
 

図書室利用に関するお問い合せ 

 

●取材窓口 

 広報室 

  TEL 029-861-4124 
  FAX 029-861-4129 

 

 

取材に関するお問い合わせ 

E-mail：info-pre@m.aist.go.jp 
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●プレス発表 

 広報室 

  TEL 029-861-4124 
  FAX 029-861-4129 

 

 

プレス発表に関するお問い合わせ 

E-mail：presec@m.aist.go.jp   
 

●産総研 共催・協賛・後援名義 

 広報室 

  TEL 029-861-4124 
  FAX 029-861-4129 

 

名義の使用承認願いに関するお問い合わせおよび申請名義の使

用を希望される方は「使用承認願い」に必要事項をご記入の上、

下記へお送りください。 

 送付先： 

   〒305-8563 茨城県つくば市梅園1-1-1 中央第3 

        独立行政法人 産業技術総合研究所 

        成果普及部門 広報出版部 名義使用担当 

 

●講演会 

 広報室 

  TEL 029-861-4124～4125 

  FAX 029-861-4129 

 

 

講演会に関するお問い合わせ 

●計量標準に係る「校正」「試験」「検査」等 

 

 

つくばセンター計量標準管理部標準供給保証室 

 〒305-8563 茨城県つくば市梅園1-1-1 中央第3 

  TEL 029-861-4026 FAX 029-861-4018 

  E-mail：calservice@m.aist.go.jp  
関西センター（大阪扇町サイト）業務推進部業務室 

 〒530-0025 大阪府大阪市北区扇町2-6-20 

  TEL 06-6312-0521 FAX 06-6312-0524  

 

●刊行物関係 

 出版室 

  TEL 029-861-4127～4128 

  FAX 029-861-4129 

 

 

当所の刊行物に関するお問い合わせ 

 E-mail：prpub@m.aist.go.jp 
 

●特許生物寄託センター 

 寄託業務係 

  TEL 029-861-6029 

 

特許生物寄託に関するお問い合わせ 

各種申請・手続き方法 

 

●国際協力関係 

 国際関係室 

  TEL 029-861-9153 
 

 

国際研究交流に関するお問い合わせ 

●調達関係 

 調達 

  TEL 029-861-9191 
 

 

調達に関するお問い合わせ 

●採用関係 

 人事室（任用） 

  TEL 029-861-2016 

 

職員採用に関するお問い合わせ 

採用情報 
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●依頼試験・分析 

  （鉱工業の科学技術） 

 データ調査整備室 

  TEL 029-861-4029 
 

 

依頼試験、分析などに関するお問い合わせ 

 

●自動車試験道路の使用 

 データ調査整備室 

  TEL 029-861-4029 
 

 

自動車試験道路（試走路）の使用に関するお問い合わせ 
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